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につれ て、 大幅の カット、 修正、 再調 をめ ぐって、 討論 は 終始 白熱 化し、 常に 深更に 及んだ。 そ 

の 結果、 再訂 稿 はもち ろん、 三 訂稿を 出した もの も 珍ら しくない。 また 専門 事項の^ 稿 は、 別に 

専門 委員会 を 開い て 予備 審査 を 行 つ た。 

こうして 委員会 七十 余 回、 専門 委員会 三十 余 回、 二 力 年 を 費して 二十 九 年末 一応 審査 を 終った 

が、 全 原稿の 改訂 整理 を 完了した の は、 三十 年 三月 末であった。 続いて 全 原稿 通読の ため、 三月 

末 昼夜 連続 三日間の 通読 会 を 開き、 全編に わたって 脱漏. 重複. 再調 を 慎重に 検討し、 別 こ 

写真 選択の ための 委員会 を も 開いた 1」 これら 一 切の 仕上 を 完了した の は 六月 中 JE- であ つ た。 

资料 は、 本社 . 地方 事業 場 . 海外 事業 場 • 先輩 . 特約店 . 上野 図書館 . 文部 街 史料館 . 及び 参 

考 文献 等に わたって できうる 限り 手広く 収集した。 特筆すべき 新 資料と して は、 株式会社 設立 当 

時 の 原始 定款 原本、 合資会社 初期の 職工 規則、 最初の 特約 販売 契約書、 石版 四 色 刷 深 川 工場 図、 

初期の 輸出 カタログ、 ベ— ッ式 紙袋 採用 顧 末 記録、 スレ— ト 事業 着手 動機 記録、 マン. アンド. 

ライオン ブランド 採用 秘話 等が ある。 

六月 下句から 印刷に 清 手した が、 発行 を <;7,^ ぐ 関係から、 校正 はおお むね 四 校に 止めた ので、 《一 U 

璧を 期し 得な か つ たので はない かと 心残りが する- 

昭和 三十 年 九月 


本書 は、 日本の セメント 工業 史を 略述し、 かつ 既刊の 淺野 セメント 沿革 史の 不備 を補レ つつ、 

時 及び 戦後の 事績 を 詳細に 記述しょう という 方針の もとに 編纂 を 進めた ので、 まず 目次の 編成 

に 心血 を 注い だ。 

参考文献 とした 既刊の 各社 社史 屮、 「花王 石驗 五十 年史」 (服 部 之總、 小 林 良 正編) が、 世界の 油脂 ェ 

業に 筆 を 起し、 口 本の それ を 述べつつ、 d  -化 に 及んで いるのに 深く 心 をう たれた" また、 幸 田 先 

生の 「目次 は 本の 土台です から 慎重に」 という 助 . 一一"、 土屋 先生の 「曰 本社の 社史 は 日本の セメン 

ト 工業 史を 書く 気概で」 という 教示に よって、 われわれの 基本 方針 は ゆるぎな いものと なった。 

爾来 稿 を 改める こと 六 回、 十 力 月 を 費して 二十 七 年 十二月、 漸く 一応の 0 次 を 完成した。 

これに 従って 資料 を 整理し、 項目に 応じて、 専門 事項 は 専門 委員、 沿革 • 年譜 及び 索引 は 社史 

編 募 室、 事業 場 関係 は 当該 事業 場と 執筆 分担 を 定め、 二十 八 年 正月 早々 から 原稿 を 書き 始めた。 

同年 三月に は 七十 周年の 記念日 を 迎えた ので、 労働 文化 社が 七十 周年 記念 号 出版 を 企てた のを援 

助して、 パンフレット 「七十 年の 歩み」 (一 〇、〇〇〇 部) を 発行した。 

原稿 は 審査と コヒ— 保存 を 兼ねて、 脱稿 順に ガリ 版に 作成し、 これ を 委員 • 執筆者 • 全 事業 場 

に 配布した。 

原稿 審査 は、 日常 業務との 競合 を さける ため、 執務 時間 終了後の 夜間 を 選び、 委員. 執筆者 

(專門 委員の 協力者 を 含む) を 交えての 合同会議 とし、 全文 を 朗読し つ つ 逐条審議 を 行つ た。 

原稿 は、 業務 用の テキスト を 兼ねる という 見地から、 宇 数 を 制限し なかった ので、 審議の 進む 


索  弓 


索 


凡 例  ' 

(1)  本 索引 は， 序 編 及び 本 編 中に 収録した 事項 • 表 • 図" 写真 • 法 tW*|ff 

規程 • 覚書 • 指令 • 契約 • 定款 • 計画 等の 検出に 用いる。 

(2)  各 編の 章 及び 節 は， それぞれ 独立の 一項 目で あるから， 目次 を もって 
索引に 代える。 

(3)  事項の 配列 は， 五十音順 による C 

(4)  人名 は |"1 ff 中の 最後に 置いた。 

(5)  頻出す る 事 iri は 主要の 頁 を， 記述が 数 頁に わたる もの は， 最初の 頁 を 
あげた。 

(6)  関連事項 は， 大 項目の もとに まとめた。 


(1) 事 項 


7 


アメリカの セメン ト 工業  序 27〜36 

創 始  " 71 

規 模  " 87 

価 格  " 98 

アリス チヤ 一 マーズ 社 

わが国 最初の 回転 窯 購入  

 序 200， 本 37 

招聘 技師  71 

アトラス 社 

回転 窯 焼成の 特許 序 30, 199 
前 身  " 31,45 

J  • ァスプ ジン （ジ ヨセフ) 

人造 石 製造 法の 改良の 特許 …「ザ 15 
ポ ルト ランド セメント の 発明… " 17 

W' ァスブ ジン （ウィリアム） （ジ ヨセフ 
ァ スブジ ンの 長子）  序 19 

浅 野 工場 

誕 生  序 75， 本 15 

業 績 本 2 
横 浜 築港 " 23 

合資会社に 改組  " 30 

製 品 

皇居 造営 工事 " 3 
横 浜 築港 工事 " 25 


浅 野セメ ン ト 合資会社 

K 名 ft 合から 改組  本 30 

株式会社へ 改組  " 56 

アサノ スレ一 ト 株式会社 

設 立  " 347 

浅 野 スレート （株） と 改称…" 348 

浅 野 スレート 株式会社 （第一 次） 


設立 及び 合併  

94 

同名の 会社 （第二次）  

348 

〃         （第三 次）  

347 

浅 野 スレート 販売 株式会社 …… 

1'  96,  348 

浅 野 同族 株式会社  

1, 97,  256 

i ま 野 本社  " 

256, 

257 

第二-; 5 野 セメン ト 株式会社 ……- 

89 

浅 野 超 高級 セメ ン ト 株式会社…' 

109 

浅 野 カーリ ッ ト 株式会社  

•  •  11 

162 

アサノ コンク リー ト 株式会社…. 

349 

浅 野 物産 株式会社  

.. 序 

490 

旭セメ ン ト 株式会社  

78 

尼 崎 工場 

当社 工場と なる （合併） -… 

. 本 

1-47 

m 体  

337 

浅 野 高; fc^: セメ ン ト  序 67, 

本 

122 

アサノべ 口 セメント 

西 多 摩で 製造  

.. 本 

115 

特質， 特徴 及び 使用 実例 …- 

116 

北海道' 大阪 • 香 春に おける 製造 …… 

 本 134, 135, 137 

アサノ マスコ ン セメント  II 126 

塚 原 ダム 使用 （わが国 最初） …序 333 

西 多 摩で 製造  本 123 

世界 動力 会議 大 堰堤 国際 委員会に お 
ける ボ一 • ヘルス ト ロームの 提案… 

 本 123 

アルミナ セメン ト  序 48 

麻袋 （ズック） " 378 
網代扳 本 246 

安定性  序 275，  316,  325，  362 

淺野總 一郎 （初代， 当社 創立者） …… 本 856 
生い立ち 及び 全貌 " 4 
「工作 分局」 の 借' ま 及び 1^ ム下… 序 73 
ベーツと 面会 " 385 
渡 欧 " 387 

カー リツ トに 着眼  本 91 

スレートに 着眼 '' 94 
逝 去 » 100 
淺野總 一郎 ('二 代 • 淺 野-? i& 治郞） …… " 856 
i 度 欧米 " 69 
初代 III 崎 支店長 )' 71 
初代 北海道 支店長 '' 80 
襲名 • 浅野セ メ ン ト 社長 就任 " 100 
土 佐 社 社長 » 144 
曰朿社 社長 〃 145 
朝鮮 浅 野 社 社長 " 155 
台湾 社 社長 '' 190 
セメ ント 統制 会 会長 " 206 

当社 社長 辞任  " 258 

淺 野八郞 （当社 役員）  " 856 

当社 専務 辞任  " 258 

淺 野良 三 （当社 役員）  〃 856 

大同 洋灰 杆. 長  " 149 

当社 取締役 辞任 " 258 

淺野泰 順 （ 総 一郎の 実父）  " 4 

i$ 野 喜三郞 

海外 留学  " 2 

'埽 朝 " 60 

門 司 工場 建設 監督  " 20 

迹見富 司 （当社 役員）  » 184,856 

阿部 美樹志 "87,111 


A 

イギリスの セメント 工業  序 25 

発 祥 " 71 

磐 城 セメン ト 株式会社 

創 立 " 77 
各社 を 合併 " 81 
小 倉 工場 " 2M 
三菱 商事と 一手販売 契約 …… " 427 
満州 進出 本 168 

五日市 鉄道 株式会社  " 112 

一手販売 商社 

機能 喪失 序 89 

岩 A 採掘 場 序 163, 木 136 

糸 崎 工場 

当社 工場と なる （合 W) 本 145 
争 議 " 290 

ィ ン ダ ルン 工場 

委任 経営 »  232 
敗戦 後の 事情  " 283 

井上 英熙 （当' 社 役員） »  856 
南方 部 部長 " 231 
海 南 島 調査 " 235 
財閥 同族 支配力 排除 関係 …… " 259 

入 谷 春? S   »  62,  65,  67,71 

ゥ 

ウェス ターン • プ レシ ピテ ーショ ン 会社 
コ ッ ト レル 集塵 装置 を 注文… 本 62 
宇 部セメ ン ト 製造 株式会社 

創 立  序 78 

朝 鲜セメ ン ト社 (： 海 州 工場） 設立 …… 

 本 157 

運賃 （セ ノン ト）  序 415 

請負 採掘  " 151， 168 

ウス リ 一鉄道 （当社 品 輪 出）  本 2 

ゥ ラジオ 軍港 築港  " 2 

ゥ イツ トの 特許  序 193 

ゥ才一 タ一ス  " 69 

宇都 宵三郞 

伊藤博文に 随行 波欧  " 68 

再 渡欧 米 'セメン ト 製造 報告書 

を 提出  序 72 


上田 鍵 司 （当社 役員）  本 856 

二 代 マニラ 出張所 長 " 101 
宇田 友四郞  " 143 

X 

エッジ ムアー 会社  本 67 

ェジ ストーン 燈台  序 7 

エアー グェン チン グク一 ラー 

発 達 " 205 
西 多 摩に 設置 （本邦 最初） …… 本 533 

エア一 ス エブ ト ミ ル  序 198,214 

エンドレス  〃 224 

トーマス •  A  'エジソン  >' 31 

W  • エツ カート （ジョン）  " 28 

コー ウィン. ェ ド ワーズ  木 252 

エンデル  )?：  49 

ォ 

ォ ィ ルコ ークス  \\- 179 

大分 セメ ン ト 株式会社 

創 立 »  78 

第三 次 聯合 会に 不参加  " 426 

三 井 物産へ 一手販売 委託 …… '' 427 
満州 市場へ 進出 本 168 

大蔵省 土木 察 建築 155  序 69 

大久野 粘 上 山 〃 159 

大阪 工場 

当社 工場と なる 本 84 

第二 工場 増設  " 136 

大阪 川口 セメント 製造所  序 76 

大阪 木渾川 セメント 株式会社 …… 本 82 

大阪 スレート 工場  " 247 

大 阪セメ ン ト 株式会社 " 19,  25 
大阪 石綿!: 業 株式会社 

創 立  " 245 

当社へ 合併 " 246 
大阪 窯業 セメン ト 株式会社 

高炉 セメントの 生産  序 64 

满州 市場 進出 本 168 

オーガ 一 ド リ ル  序 167 

オープン • マウス バッグ  »  385 

小 1« ^築港 工事 " 304 
小 野 田セメ ン ト 株式会社 


平壌 工場 新設 序 77 
東北 社 合併 " 81 
白色 セメ ン ト 生産  ノノ  265 

セメン ト 容器に ついて 
 序 369,381,395 

アウトサイダー となる  >' 426 

セメントの 清国 向 初 輸出 …一 " 442 
吉会線 問題 " 444 

愛知 工場  " 76 

鞍 山 工場 矮ェ '' 64 
廃熱 n« 設置 " 208 
大連 工場 新設 序 77， 本 148 
八幡 工場 序 76 
卸売 業者 " 89 
大倉 喜八郞 本 19 
大川 平三郞 （当社 役員） …… " 15,31,856 

スレート 会社の 新設  " 95 

曰 束 社の 轻営参 I 苗 I " 144 
小 谷 一郎 " 94 
大鳥圭 介 " 15 

B  • オールセン  " 111 

乙 竹茂郞 （当社 役員） " 856 
本 溪湖洋 灰 役員 " 153 
朝鮮 浅 野 社 役 H " 155 
満州 浅 野 スレート 社 役員 一… " 171 

台湾 セメント 社 役員  〃 190 

公職追放 指定 " 258 
» 解除  " 260 

力 


ァ クチ ボラ一 ゲッ ト カーリ ッ ト 会社' 


カーリ ッ ト部 

分 離 

官営 工場の 整理  

上碟 工場 

生 灰 法 廃止 

争議の ため 工場 閉鎖- 

増設 （全 溶接 窯 設置） - 
香 春 工場 

^  ax 

争議の ため 工場 閉鎖' 


'本 92 

•  II  92 
. 1> 162 
-序 73 

. I,  207 
. 本 293 

. 1>  334 

- » 137 

- U  293 


門 司 間 パラ 輪 送 開始 本 341 
製鋼所の 付設 " 139 
川 崎 工場 

高炉 セメン 卜の 製造 …… 序 64， 本 121 

重油 焼成 序 184 
ベーツ. パッカ— を据 付く..."  380 

廃熱 利用 装置 設置 本 68 
新設 及び 増設 f 第二 工場 建設） " 69 
関 束 大震災 及び 復旧 " 86 
分 離 " 201 
峩朗 石灰 山 序 156,  158,  165 
峩朗 鉱業 株式会社 本 213 

(我 朗 礦業 所 を 含む） 
皆 谷 採掘 場 »  346 

3!5 田 石灰 山  序 156,158 

海 南 島 T. 場  本 235,  279 

加 平 石綿 礦業 所 " 168,269 
広來 事務所 " 178,  278 
韓国 出張所 " 155 
華 北洋 灰股份 有限 公司 

設立から 終戦に 至る 概要 …一 " 179 
敗戦 後の 事情 " 280 
華北 水 泥 公司 " 280 
河南 士敏 土廠 " 178 

川口 セメント 社  » 19 

関東 水力 電気 株式会社 " 162 
閲束州 小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 …… 

 序 483 

海外 事業 場の 喪失 本 267 
関満支 向け 輸出 序 439 
関お 州 向け 貿易 " 446 
会社 径理 応急 措置 法 

施 行 " 113 
当社の 指定 本 311 

会社 制限 令  " 255 

会長 制  " 324 

「笠 井' 金子 協定」  '' 157 

過激 分子の 排除  " 299 

過度 径济カ 集中 排除 法 

公布 • 目的 及び 指お  、' 261 

取消し  »  265 

閲束人 震災  " 85 

価格 等 統制 令  序 459,  464 


価格 調整 公 圏 法 序 467 

価 調整 公団 " 467,  471 

価格 体系の 変遷 

専売 価格 " 455 
自由 価格 " 455,  472 
協' お 価格 " 456 
統制 価格 " 459 

価 格 

立地 的 特色  " -175 

推移の "  " 482 

物価指数から 見た 推移 " 95 

変 遷  1>  480〜486 

統 制 " 435,  492 

公定価格 '' 429,484 
国内 実施 " 49 ひ 
制定と 改訂 本 208 

輸出 価格の 推移 序 490 
C  .  I  .  F 価格  " 451 

粉 灰 乾式 法 本 35 

乾式 焼成 法 序 32, 187,  207,  216 
湿式 法との 比較 序 192 
門 司 工場での 採用 本 21,3+ 

化学 成分 

明治 期 序 312 

大正 期  〃 326 

昭和 期  " 364 

化学分析 方法 " 28 & 

回転 窯  " 29, 187 

発明と 工業化 序 199, 本 36 
わが国 最初 序 219, 本 28,  37 
大型 回転 窯 本 7S 
全 溶接 回転 窯 序 211, 本 335 
紙 袋 序 384 

カーリ ト  " 167 

製 造  本 91 

原料の 給  " 161 

乾燥機  序 197 

カルシ ネーター  II  209 

コーン クラ ッシャ ―  ノノ 197 

コンセント ラ型 ミ ル  " 197 

オスカー • カールソン  本 91 

力 ト一  序 2,6 

笠 井 順 八 


民間 セ メント 工場 （現 小 野 田 社） 

を 興す  序 75 

笠 井真 三 " 271 
金子 喜 代 太 （当社 役員） 本 856 
セメン ト 共販 社 社長 序 428 
渡 欧 本 109 
満州 浅 野 スレート 社 社長 …… " 171 
満州 石綿 社 社長 " 173 


キーンス トン ホル トラ ン ド 会社 

回転 窯の 研究 序 31 

共同 セメン ト 合資会社 

 序 424,  503, 本 27 

九州 曹達 社 曰 之 出 工場 本 210 
共和 倶楽部 序 502 
4 匕 村 精造柽 営セメ ン ト 製造所 

創 立 " 76 
吉林 工場 （大同 洋灰） 

建 設  本 150 

敗戦 時の 事情  " 275 

錦 州 工場 （大同 洋 K) 

建 設 " 174 

敗戦 時の 事情  " 276 

企業 W 建 整備 法 序 113, 本 312 
企業 再編成 計画の 大要 及び 実施… 本 313 

企業 合理化の 提案 及び 実施  " 295 

'埽還 者 援護 事務所  " 285 

'帰還者 援護の 大要  " 284 

吉会線 問題 序 444 
規 格 

H 本  序 269,  277〜295 

アメリカ  "36，  51 (早 強）， 290 

ドィ ッ  "  39,  41,51,57,  60 

早 強セメ ント  "  50,279 

偽淆 問題 '' 42 

イギリス  »  44 

アメリカ  '' 45 

ドイツ  II   42,  62 

オース ト リ ァ  〃 45 

凝 結  '' 271,278,362 

明治 期 " 314 
大正 期 »  324 


昭和 期  序 337,346 

強 度  " 272,  275 

明治 期  " 316,  363 

大正 期 " 325 

昭和 期  " 337,  346 

生 灰 焼成 法 ,. " 216 

坂 內冬藏 の 考;^  序 207, 本 41 

銀座 街 改築 序 60 

麒麟 牌 （大同 社）  本 151 

キニョ ンポ ン プ  序 223 

喜 多 方 丸  本 340, 

清忠丸 序 412 
北 村 精 造 本 82 

ク 

グリーン 'アイ ラン ド社  序 442 

軍需 会社の 指定 本 222 

戦時 秘匿 名  »  226 

黒 沢山 石灰 山 '' 71 
空 袋 回収  " 198 

委員会 " 198 
クラフト紙  序 374，  3—93 

袋の 不足  本 197 

九 味 浦 砂  序 282 

ク リ ンカ  序 169,  184,  201, 205 

グリッフィ ンミ ル  II  32,  214 

グレート クーラ一…  " 205 

グロ ーリ ホール 法  ,' 153,  160, 163 

ト ン ネ ル法 と の 比較 と 利点 '.. " 159 

ジョン' グ ラン ド  »  25,38 

トーマス' ラッセル. クランプトン 

回 式 焼 窯の 発明 本 36 

ケ 

ゲ ブルダ一 . フ アイ ファー 機械 製作所… 

 本 69,73 

京 城 スレート 工場  " 159,268 

建 設 " 159 

終戦 時の 事情  " 268 

京 城 事務所 " 269 
啓 新洋灰 公" 1 » 163 
径済 安定 本部 序 437 
径営 合理化 本 318 


ゲート クラ ッ シ ャ  一  32 

計測 運転  " 217 

傾斜面 採掘 法 " 153,168 

上向 掘  I' 154,  155， 168 

下 掘 " 153,155 
珪酸質 i 昆合 セメ ント （シリカ セメン ト 参照） 
S. 酸 質 原料 序 140,  142, 153 
珪酸 石灰 塩 " 52 

珪 石  " 140 

頁 岩 " 138 
原料 粉 fis 過程 " 186, 193 
原料の 調整 " 191 

原 料  " 134 

原石 焼成 法 " 207 
IS 料 費 »  493 
原価計算 »  496 
月給 待遇 制 " 256 
「建築 雑誌」 " 68 
ゲー ラー 教授 序 49， 本 108 

コ プレイ セメン ト 会社  序 27,28 

ェ部省 " 67 
造船 寮 （横 須賀 造船所 を a 設）… ガ 67 
勧工 寮 （製 煉所を 設置） " 68 

製作 寮  "  68,  70,72 

工作 局  '' 72 

「ェ部 雀 沿革 報告書」 " 70,  73 

初めて セメント を 焼成  " 70 

深 川 工作 分局の 払 下げ " 73 

小 松セメ ン ト 製造所  序76, 本 I43 

金剛 スレート パイブ 製造所  本 245 

小売 業者 序 430 

戦 11* の 整理  " 431 

戦後の 復活 '' 438 
国家 総動員 法 " 429,  459 
皇居 造営 工事 本 3 
降 灰 問題 '' 60〜64 
工業 標準化 法 序 288,295 
調査 会 〃 286 

新 鉱業 法  " 169 

交替 勤務 制  »  230 

康徳組 ft  本 152 


康徳 会館 本 274 
五 人 委員会 （集中 排除 審査 委員会）…" 264 
公職追放 »  258 
極 束 委員会 〃 263 
国際 貿易 顧問団 序 449 
「蝙も S 牌」 本 184 

高級 セメ ン ト  序 25,  265 

出 現  本 108 

高; r セメ ン ト 序 63，  266 

规 格  " 280,289 

試験 成 結  '' 332 

品質の 推移  »  341,355 

日本で 製造 …… 序 63,  266, 本 IZl, 201 

生産高  序 65， 122, 本 221 

ドイツで 製造  序 44，  52,  61 

満州で 製造  " 64 

高炉 ス ラグ  〃 39，  40,  42 

高が 鉱滓  " 135, 140 

混合 セメント "42,  54,  63 

增 ）1  本 304, (戦時中） 215,  220 

コッ トレ ル式 電気 集塵 装置 

輸 入  本 62 

Jli 京 工場に 設置 序 213， 本 64 

コッ トレ ル ダスト  本 65 

鉱 i 宰  序 52,53 

煉 瓦…. -'  " 52,  63 

国光 スレート  本 160 

コバルト 精辣 〃 337 
鉱業 法 序 146 
坑内 採掘 " 153, 163 
坑道 爆破 " 158 

コーダ ス  " 177 

コンペ ッブミ ル  " 196 

コ ン テナー  " 396 

ゴス リツ ヒ  11  56 

兒玉國 雄  本 149,171,182 

吳錦堂  " 146 

小 松忠文  " 194 

近 藤 會次郞 " 92 

カーリ ッ ト閲係  " 91 

スレート 関係 " 94 
小 杉義治 （当社 役員）  " 259,  856 


サ 


札幌ス レー ト 工場 

建 設 木 161 
佐 伯 工場 

当社 工場と なる まで " 141 

争議の ため 工場 閉鎖  " 293 

南海 大震災の 被害 '' 309 

増設 （第 2 号 窯）  " 336 

パラ 積 設備 " 337,  339 
山 西 産業 株式会社 " 177 
産業 設備 営団 " 242〜244,307 
サン フラ ン シスコ 大震災 …… 序442， 本29 
財 閥 

解 体 本 252 
同族 支配力 排除 法 " 259 
家 族 " 257 
再製 袋 序 392 

採掘 法  " 154 

階段 式  " 153,157 

下 挟  » 153,  154,  166, 168 

採鉱 夫  " 228 

雑用 セメン ト  " 266,285 

規 格  〃 285〜290 

品 K の 推移 " 342,356 

さ く 井 爆破  " 156, 157 

サク岩 機  " 154,166 

シンカー  " 166 

酸化鉄 原料 " 134,  135, 173 
佐々 木 一造 本 109 

齋 藤作藏 （当社 役員）  " 190,  850 

監査役 辞任， 公職追放 " 258 

シ 

ジッ 力一 ホッフ 社  序 49 

士別 工場 

建 設  本 214,242 

委任 柽営 " 242 
操業 成績 " 244 
返 還 " 307 

敷 香 工場の 建設  " 215 

'清水 ス レート 工場 

建 設  " 246 


当社 工場と なる  本 247 

白 崎 採掘 場  序 159, 本 136 

占 冠 石綿 礦業 所  本 167 

新 京 営業所  " 151 

昭南 出張所  " 241,283 

重要産業 統制 法 ， 

発動と 増産 計画 中止… 序 80，  458,510 

重要産業 団体 令 

セメント 統制 会 設立 


 序 429，  513， 本 200,  205 

重要 事業 場 労務管理 1? 序 255 
集棑法 …… 「過度 径済カ 集中 排除 法」 参照 
集中 排除 審査 委員会… 「五 人 委員会」 参照 

四 原則  本 274 

商号の 変更 〃 260 

人員整理  " 29-},  300 

常務 制の 改変 " 324 
指定 生産 資材 割当 tti 則 序 《7,466 
資産再評価 法 " 115 
資産再評価 実施 " 115 

自由貿易の 復活  " 449 

奨励 給 " 256 
湿式 焼成 法 ノノ 187,216 
わが国 初期の 採用… " 70， 186, 本 16 
乾式 法との 比較 序 192,206 
わが国 S 式 工場… 序 208, 本 110, 131 
焼成 過程 序 187 
技 術 " 198 
£ 度 " 17 
焼成 用 炭 " 339 
新宮 無煙炭 本 16，  21 

シュ リ ン ケージ 法  序 153， 164 

シャープナー  " 167 

シュ タイ ン法 " 43,  54,  56 

シ ッ グナー  " 197 

シリカ  " 

シリカ セメント （as 酸 質 ifi 合 セメン ト） 

 序 266,327 

规 格  " 281,289 

品 質 " 333,354 
台 頭 本 122 
シ マン フォン ジ ュセメ ン ト …序48, 本 115 
進駐軍 関係 セメ ント 序 266 


水 硬性 混合 材 序 4 
結合 材 " 40 

水 硬性 セ メント  'ノ  8, 12 

スチール ボルト ランド セメント…" 45 

ス ラグ セメント  " 53,  63 

水 摔 " 53 

ジ ョ ン • ス ミー ト ン  " 6 

スピン デル  序 48， 本 108 

セメント  序 48 


フレデリック. ウィルフリッド. 

ス トーク ス  本 36 

鈴 木 佐兵衛 » 141 

セ 

製煉所 （赤 坂 is? 池）  序 68 

「摂綿 篤 製造所」 " 69,  70 

セメン ト 製造 会社 （現 小 野 ra 社）  

 本 1,21,25 

設立 (民営 工場の^ 矢） 序 75 
セメン ト 製造所 （現 土 佐 工場：） …… " 76 
銭屋 セメン ト 合名会社 本 1" 
セメン ト 聯合 会 序 506 

設 立  " 425,507 

機 能  " 426,  507,510 

補充 生産 " 443 
自主性 丧 失- " 512 
輪 出 " 520 
セメン ト 共販 株式会社 本 208 
設 立 序 428,512 

改 組  " 435 

統制 会の 配給 統制 部門 

 序 514, 本. 207 

セメン ト 統制 会 序 8 1,285 

設 立  序 513, 本 205 

目的 及び 事業  本 206 

事 績  " 208〜216 

セメン ト 配給 統制 株式会社 序 514 

設 立  序 435，  463， 本 216 

改 組  序 436,466 

セメント の 国家 統制  >' 81, 本 329 

セメン ト 販売 協会  序 426,  508,  509 

セメント 販売 協会 統制 会 …… " 508,  510 
セメント 販売 株式会社… " 436,  437,  466 


スワン ス コム フロスト 'セメント 工場… 

 序 14, 19,25 

助 川セメ ン ト 製造所  " 77,78 

鈴 木 セメント 製造所  〃 76 

スレート 部  本 166,  323 

独 立  " 347 

スト ライ ク 使節団 （集 排法閲 係） … " 274 
ス ライ ド 方式 （《 上方 式 _) 実施と 四、 六 

の 闘争  本 300 

スラリー フ イノ レター  序 209, 本 1 12 

ス ラ リ 一  序 186, 187 

スレート 

製 造  本 93 

業 績 " 96 

スラリー ブレ ヒーター  序 210,213 

ス； 7 リュー コ ン ベア一  II  221 

ス 卜  一 ノくー  ,, 164~166 

水 硬 素 »  40 


規 格 序 290 

品 質  " 356 

時間 節約 セメント " 48 
g 水 法 「セメ ントの 安定 試験」 参 M 

ジョーク ラッシ ャ 一 .•:  序 196 

ド レー パー 'ジョン スト ン 使節団  

(ジョン スト ン 報告;)  

シ  ーメン （回転; を 発明:） 
チ ャ 一 ルス 'ジョン ソ ン …… " 18 
ハリー. ジョ ン. シー マン  

ジッ カー ホッフ  

J  •  K  • シン  " , 

ジ ヨーン 教授 " 15 
ill 澤榮ー （き 社 役員） 序 74， 本 15， 19,  30,31 
白 石 元治郞 （当社 役員） …… 本92，  95,856 
篠 塚宗吉 " 152 
條崎友 三 " 59 

ス 

ス ミ ス社  序 198，  203，  223 

ベロ セメン ト製法 指南  本 109 

招聘 技師 " 111 
全 溶接 窯 移入 " 335 

ス一 パー フォス ファ ト 'カー リツ ト 会社 

 士 1 A 1 


6 


6  o  o 

3  4  3 


3 

2 


本 序 7- 本 序 


セメン ト 販売機 構 整備 要辆 序 431， 本 208 

セメン 卜の 配給 統制  序 428-439 

規 則  序 428,460，  512， 本 208 

朝 鲜  本 157 

セメン ト 配給 要綱 " 208 
セメント 工業 整備 実施 委員会 …… »  209 
セメント 配給 機関 Sffii 要綱 序 435 
セメン ト 配給 機構 整備 方針 本 216 

セメン ト 工業 改善 委員会  " 511 

西 山 洋); ^廠 （山 西 産業 株式会社） 

委任 径営 " 177 
敗戦 後の 事情 " 281 
西 村士敏 土廠の 委任 経営 " 177 
西北 実業 公司 " 177 
清津ス レー ト 工場 

建 設  » 166 

敗戦 後の 事情 " 268 

全国 セメン ト 同業者 会合  序 271 

セメン ト 輸出 協会 " 448 
セメン ト 工業 会 " 514 
セメン ト業径 営 者 連盟 " 516 
セメン ト 協会 " 517 
セメン ト 懇話会 '' 466,  516 
セメン ト 懇話会 （第三 次 聯合 会 未 加盟 社に 

よって 組織）  序 426,510 

世界大戦 

第一 次 f 諸 工業の 発展） …序 77, 本 48 

(新 輪 出 市場）  ^  "142 

第二次 （物価騰貴の 影響） ……  〃 -459 
「セメ ン ト 製造所 報告書」 " 522 
「セ メン ト 製造 ノ説」 " 177, 181 

「セ メン ト 11; 質実 験ノ 説」  " 270 

生産 制限 

実 施 " 507 

昭和 9 年〜 10 年  I,  80〜81 

朝鮮 施行  本 157 

專務 制の 廃止 " 324 

赤色 破壊 分子の 追放  " 300 

生活 補助 給  序 255 

生産 設備の 補修  本 331 

セメン ト 試験に 関する 調査 委員会' 序 282 

戦時 秘匿 名  本 226 

戦 災  " 226 


制限 会社 名称 変更 承認 申請書 …… 本 260 
占領軍 径済 科学 11} と パル グ ライン 

計算 法 序 467 

石 炭  "176〜181 

浅 野 工場 初期 使 jp 炭  本 I6 

品 質  序 178,215 

品質 低下と セメン ト 強度との 関係… 

 序 339, 本 196 

統 制  序 428，472, 本 201 

統制 解除 本 328 
統制 会 " 196 
配給 統制 規則 " 196 
生産 配給 統制 協議会 " 196 
配給 割当の 実施 〃 164 
販売 取締 «則 " 196 
消费 S 制 " 196 

価 格  序 181， 本 500 

石灰石  序 145，  147,  149,  151, 169 

採 掘 序 153 
石灰 (水 硬性） » 1,2,9 
スミ一 トンに よる 発見 " 8 
石灰 質 原料 " 135 

石灰 窯  "1,186， 本 35 

石灰石 鉱床 序 143 
石灰 ス ラグ セメ ン ト "  45,289 
石灰 質 ローム " 135 

石灰 山  " 168 

石灰 焼成 法 本 28 
石灰石 鉱業 会 序 519 
" 鉱業 協会 " 519 

石 奢  序 1， 41, 134,  169， 174 

化 学  序 171 

廃 型  " 171 

天 然  " 171, 173 

焼  " 170 

価 格  » 173 

爆 石  " 179 

セメント の 使用 初め （曰 本） '' 269 

色  II  360 

セメン ト岩  " 27,  29, 137 

製鉄所 セメン ト （髙 伊） " 52,  54 
セメント 発明 百年祭 " 17 
石 綿 


山の 開究  本 166 

輪 入の -化 絶 〃 246 

カナダの 制限  " 172 

ffi 州 " 173 

石綿 ス レ一 1  「ス レー ト」 参照 

石綿 スレート 株式会社  本 95 

石綿 セメ ン ト T. 業 協会  " 159 

選 粉 機 序 197 
製造 原価 

工場 立地条件 " 405,501 
構 成 " 496 
製造 様式 〃 186 

セメント 工場の 規模  〃 89 

径济 単位 " 90 
セメ ン ト 工業の 特性 

長 所 " 95 
短 所 " 102 
セメント 会社の 興亡 " 75〜82， 124 

セメン ト 会社の 轻営 比較  " 105 

「セメント」 （雑誌 名）  " 518 

「セメント' コンクリート」 （雑誌 名） …-" 

 序 519 

セメント の 需要 

地理 的 分布  〃 397 

用途 別  " 401 

生 地との 関係 〃 405 
D  •  0  'セィ ラー  / ノ  27 

ソ 

早 強セメ ン ト  序 187, 193 

 序 48， 本 108 

 序 50 

 ガ 51 

 II  279 

 序 327,  337,  340,  348 

ト リア  I'  50 

ス ペイ ン  II  51 

增遊競 1"'. " 509 
増産 計画 中止 " 80 
相馬標 m 砂 " 278 
ソリ ヂチッ ト  ノ'   266,  327,  488 

タ 


耐圧 強 
耐圧力 
耐仲強 

第一 セメ ン ト 株式会社' 

耐火煉瓦 

太 原 出張所 

大 plff 灰股份 有限 公司- 

ョ L  -V   

ax  AL  

スレート 部  

大同 灰 株式会社 ……- 
対日 講和条約 

ダイナ マイ ト  

第 八 軍 技術 部 

タイ ラッグ スミ ル  

代理店 方式 

総 代理 制度 
大連 十日 会 

台湾 化成工業 株式会社- 
台湾 工場  

建 設  

廃熱 利 ffl 装置  

第二 工場 建設 


 序 275 

 ノ'  275 

 275 

 本 202 

 序 211 

 本 177 

…… " 171 

 " 148 

 " 174 

 II 149 

 ！,  355 

 序 167 

 " 290 

. ,1 198,  214 

 ,1  453 

 »  453 

 本 169 

 I， 193 

…… »  72 

 " 72 

'序 207, 本 68 
…… 本 131 


聯合 会 離脱 （台湾 セメント 社へ 货 貸） 

 本 190 

終戦 状況  "  271 

台湾 事務所 '' 272 
台湾 出張所 " 73 

台湾 ス レート 工場 （髙 雄）  " 160 

台湾 セメン ト 株式会社  " 189 

台湾 セ メ ン ト 配給 統制 組合  " 192 

州 庁 セメント 配給 組合  " » 

台湾 セメン ト 協会 " 273 
台湾 水 泥 新 民 会 " 271 
台湾 水 泥 販売店 公会 " 273 
高雄ス レ一 ト 工場 （台湾 ス レー ト 工場 参照） 
滝 山 商店 （it 山 米太郞 参照） 本 96 

ダス ト 問題  序 213 

多 筒 式 冷却 機  " 203 

竖 窯  序 '31，  176，  181,  187, 本 28 

ドィ ッの堅 窯 序 199 

竪 坑  " 160, 163 

田 平 採掘 所 本 214,345 
^摩 陵  " 100 


現色義 格質ス 

出特 定規 品 ォ 


榑  序 367,371,376 

金輪 搏 " 371 
搏 紙 " 374 
樽 谷 商店 " 392 

タン 力一  序 411, 本 339 

炭酸 カルシュ ゥム  序 135,146 

ダンピング  II  443 

ダ ン ブ トラック  〃 156， 162 

グ ラ ン ビー 型 ダ ン プ カー …… " 162 
高 橋英治 本 108 
高 橋久男 " 194 
高山 甚太郎 

技術 会 創設 序 271,503 
横 浜 築港 亀裂 事件 本 24 

チューブ ミルの 輪 入  " 33 

輪 窯の 設置 " 57 

高 石 徳三郞  " 18 

瀧 山 米太郞 （当社 役員）  " 856 

スレート 径 営に 参画  " 97 

大同 洋灰 役員 " 149 

朝鮮 浅 野 社 役 貝  " 155 

« 州; X 野ス レー ト社 役員 …… " 171 

満州 石綿 社 役 £i  " 173 

華 北洋 灰 公司 役員 » 181 

武田 忠  " 139, 176 

華 北洋 灰 公司 役員  " 181 

台湾 セメ ソ ト社 役員  » 190 

多 田 学  〃 245 

田 中 藤 作 " 62，  22 

川 崎 工場 生 灰 法  " 72 

廃熱 利用 装置 調査の ため 渡米" 67 
本 溪湖洋 灰 公司 役員 " 153 
ダビ ッ ド セン  " 32 

チ 

千島 セメント 製造所  本 82 

地 並 払 法  序 153, 163 

秩父 鉱業 株式会社 (含碟 業 所）" 158， 本 346 

秩父 セメント 株式会社  序 78 

三輪 石灰 山  " 156,163 

直営 採掘 " 151 

地方 セ メ ン ト 販売 株式会社  " 431 

チヨ一 グ  ノノ  21,25 


「長 城 牌セメ ン ト」  本 281 

朝鮮の 事業 場 (終戦 時） " 267 
朝鮮 S 野セメ ン ト 株式会社 

創 立 " 153 

終戦 時の 状況  " 269 索 

朝鮮 スレート 工場 （京 城' 工場） …… " 159 
朝 鲜小野 田セメ ン ト 株式会社 …… " 157 

朝鮮 セメン ト 株式会社  " 157 引 

海 州 工場  ） ト' 511 

朝鮮 セメン ト 協会  本 157 

朝鲜 動乱  序 114，  449, 本 355 

チャート  序 142 

チャーン ド リ ル  ノ' 157, 166 

中央 研究所 本 115 
中央労働 委員会 " 290,  294 
「中外 工業 新報」 序 367 
中国の 事業 場 本 277 

中国 市場  序 441 

中国 向け 貿易 " 446 
忠南 石綿 礦業 所 本 168,269 

チューブ ミ ル  序 32, 196,  214，  218 

重 油  " 176,  184,214 

重力 積  " 160 

中庸 熟セメ ント " 266,333,349 
賃 金 " 231 

体 系  'ノ251〜258 

形 態 " 252 

水 準  '' 244 

賃金 額の 推移 " 231-242 
賃金 統制 令 " 238 
F  •  B  'チヤ 一チ  本 63 

、つ 

塚 原 ダム  序 333, 本に 4 

津久見 鉱業 株式会社 （含 礦業 所） 

 本 214,345 

グ ローリ ホール 完成  序 162 — 

「鶴 見 高炉 セメント」 "64， 本 122 一 
敦賀 セメント 株式会社 序 80 
土 谷 師家 人 本 145 
辻 可せ 

200 呎 大型 回転 窯 設置  " 79 

技術 会の 創設 参夸 序 271，503 


台湾 工場の 建設 • 
圩井国 夫  


'本 73 
•  >>  239 


引 


索 泥 岩  序 138 

泥 灰 岩 〃 137 

ディ ーゼル 機関車  " 160 

低 強度 セメン ト " 286 
「帝国 日本 ボルト ランド セメント 

試験法 附請渡 方」 " 271 
ディ ーチ窯 » 187,219 

B' ディー デン 会社  本 92 

低熱セ メ ン ト …… 序 266,  333,  349, 本 123 

デス メッ ト法  序 29 

鉄筋コンクリート 株式会社  本 97 

(鉄筋 コンクリート 部） 

鉄筋コンクリート 建築  序 97 

鉄鋼 配給 統制 団体 本 199 
ノノ 配給 委員会 " " 
鉄 分 序 8， 176 
鉄 ボル ト ランド セメント …  〃 43,  52—62 

名称に ついて  " 54,57 

規格 公布  ••  "  60 

手 掘 " 166 

テラ 口 ッサ  1> 138 

電気化学 工業 株式会社 

工場 新設 " 78 
聯合 会 脱退 " 《6，510 
青 海 石灰 山 " 158 
電産型 賃金体系 " 256 
天津 紙袋 抹式 会社 

創 立  本 185 

終戦 状況  •  "  281 

天然 セメ ン ト 序 10,46 
名称 侵犯 問題 " -12 

寺 田 甚與茂  本 83 

二 寺 見 機 一 序 441 

一 ユーゴ 一 .デ リブ リュック  »  37 

デュラン • クレイ  " 26 

卜 

ドイツの ボ ルト ランド セメント 序 36~62 
セメント 協会 設立  " 38 


定 義 序 40 
名称 侵犯 問題 " 42 
高；^^^の出現 " 61 

セメント 工業の 連合  " 62 

ドィ ッ 高炉 セメン ト 協会  " 44,61 

ド ィ ッ鉄ポ ルト ランド セメント 協会 …-" 

 序 54 

設 立  " 54 

規格 制定 " 60 
ド ィ ッ ポル ト ランド. ス ラグ セメント 

協会 " 62 
ド ィ ッ鉄ポ ルト ランド セメント 工場 

協会 研究所 本 121 
ド ィ ッ 冶金 セメ ン ト 工業 研究所… " ノノ 
束 亜 セメン ト抹式 会社 

創 立  序 77, 本 146 

合 併  序 81, 本 147 

朿亜コ パル ト 株式会社  本 337 

銅 錢  序 135,176 

朿京 工場 （深 川 工場 参照） … " 219, 本 68 

深 川 工場 を 改称  本 56 

回転 窯 新設 （わが国 最初） …… 序 200 

降 灰 問題  〃 213 

ベ 一ツバ ッ 力一 据付 （わが国 最初） 

 " 380 

震災 被害 本 86 

華北 移設  " 182 

閉 鎖 " 201 

東京 スレート 工場  " 94 

東京 機械 製作所 " 332 

道 府県 別 卸商 業 組^  序 429 

道 府県 別 小売商 業 組合  " 431, 438 

トウ ホール  I, 157 

朿洋組 （三 河セ メ ン ト 社）  序 75, 本 1 

束 洋紙 袋 株式会社  序 385 

特 需  " 45 ひ 

特別 轻理 会社 

指 定  序 113, 本 311 

高炉 社 指定  本 202 

特別 人員整理  " 300 

匿名 粗 合 （淺野 工場）  序 74, 本 15,  30 

特約 販売店 序 429,438 
徳山 曹達 株式会社 （□ ング キルンの 設置)… 


 序 219 

土 佐 工場  本 144,319 

土 佐セメ ン ト 合資会社 " H3 

株式会社  " 143, 168 

塗装 用セメ ン ト 序 266,  286，  488 
統 制 

価 格  序 459〜467 

撒 廃 〃 471, 本 328 
「土石 採取 場 安全 及び 衛生 規則」 …序 168 

ドッジ ライン  " 114， 本 328 

トラス  序 2 

ド リ フタ一  /ノ 164 

泥  » 138 

ドロ マイ 卜  ,1 146 

トンネル 法 " 153, 159 
德川 誠 （当社 役員） 本 259，  856 
德 拫吉郞 （当社 役員） " 856 

経営者 連盟 会長 就任  序 517 

高級 セメ ン ト 研究の ため 渡欧  

 本 108 

公職追放 指定 " 258 
»  解除  " 259,  260 

ナ 

名古屋 セメント 株式会社  序 78 

名古屋 包装 所 本 341 

名 古屋ス レー ト 工場  " 159 

ナ —ゲル. ケンプ 社  " 32 

七 尾 セメン ト 株式会社 

湿式 法 採用 序 187,  208 

満州国 向け 出荷  "  444， 本 168 

生コ ン グリ一 ト  本 350 

南海 大地震 " 309 

南方 進出  '/231〜241 

南方 地域の 事業 場 （終戦 状況） " 281〜284 
南方 部 （職制） " 231 

南方 セメント 工業 株式会社  » 194 

軟練 モルタル  序 281,  297 

永 井 彰ー郞 本 100 
中 川 博 （当社 役員） »  856 
集塵 法の 調査 " 62 
高級 セメント 調査の ため 渡欧 "lOS 
西 多 摩 工場の 新設 " 110 


大阪 第二 工場の 増設  本 136 

J  •  F  • デ • ナヴァ 口  序 30 

西 多 摩 工場  序 187  * 

本格的 湿式 工場 …- ；-- " 209， 本 109 
計測 運転 序 217 
労働争議 本 292 
第3 号 窯の 増設 （わが国 最初の 
エアー クェン チン グ クーラ一) I,  332 
曰 清 貿易 序 442 
曰 華径済 協議会 本 179 

曰 束 セメン ト 株式会社  >' 144 

日本 火薬 会社 序 167, 本 91 

曰 本 カーリ ッ ト 株式会社  本 92  - 

日本 高; セメ ン ト 株式会社… 序 64, 本 201 
曰 本 鋼管 株式会社 本 201 
日本 工業 標準 調査 会 序 286 
日本 国有鉄道 契約 価格 " 487 


日本 ス レー ト 販売 株式会社 （共販 機関） … 
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日本 石炭 株式会社 （配 給 統制 会社） " 196 
(旧） 日本 セメ ント 株式会社 

創 設 " 141 
合 併 " 142 
東京 工場 序 77 
日本 セメン ト卸 商業組合 聯合 会… " 429 
曰 本 セメン ト 工業 組合 …… 序 513, 本 207 

日本 セメン ト 技術 協会  序 518 

日本 セメン ト 輸出 組合  " 447,521 

日本 セメント 輸出 協会  " 448,  520 

日本 ソ リ デチ ッ ト 株式会社  " 265 

日本 ポルト ランド セメント 業 技術 会 

設 立 序 271,503 
規格の 制定 " 271,277,  278 
統制 会へ 吸収 " 503， 本 207 
日本 ボルト ランド セメント 同業 会  一 
設 立 序 504  二 
統制 会へ 吸収 " 506, 本 207 
鉄鋼 配給 団体に 指定… 序 512, 本 199 
日本 ボル ト ランド セメン ト 輸出 協会 

設 立 序 446,521 
輪 出 組合へ 改組 " 447 


バレン パン 工場  本 237,282 

販売機 構 

販グ £ 形態 序 89 
根本的 変革 " 436 
販売機 関 " 419 

変 遷  II  422—438 

販売 協定 （朝 鲜) 本 157 

台 湾  " 192 

販売 原価  序 493 

販売 戦  " 483 

販売 代行 制 本 208 
販充店 序 423 
販売 比率 改訂 をめ ぐる 抗卞 " 509 

ハ ンチ ン トン ミ ル  " 32 

盤 土 " 141 

ジェ 一ムス' パ 一力一  » 11 

(パー 力一 セメ ン ト) 

バ一 マ一  本 23〜25 

ウイ リ アム' パズ レ一  序 18,  24 

橋 本 辰三郞  本 141 

畑 惣之助 （当社 役員） " 856 
朝 鲜浅野 社 専務 " 155 
公職追放 関係 " 258 

L  • ハ チェ ッ グ  '' 93 

原 田次郞  " 74,75 

アンド レア 》パ ラジオ  序 3 

原 賢 次 本 162 
エドワード 'ヘンリー ハリ 一"r;  199, 本 36 

坂 內冬藏  序 170, 本 41〜47 

回転 窯 輸入 序 199, 本 37 

波 欧米  本 2,  37,  42,  69 

生 灰 焼成 法の 特許 序 207， 本 41 
門 司 工場の 建設 本 19 
パン ザント  Ir-  380, 本 67,  71 

匕 

比 重  序 324,346,361 

常 陸 （曰 立） セメント 株式会社…" 78,82 
曰 之 出 セメント 株式会社 " 78 
微 粉炭 "32,177,214 
標準 砂 »  278 

相 馬 砂  " 282 

九 昧浦砂 " 282 


曰 本 窒素肥料 株式会社… 
日本 輸出 米 商社 
曰貨 排斥 

曰満 商事 株式会社 

^     ニューギニア島 実地 調査 

新 家 孝 正  序 270， 本 69 

西 村 勝 三 序 74 

'引 T  • スティック. ニールセン …… 本 111 

H  •  S  •  ニールセン  » 111 

S  .  ローブ シン グ' ニールセン…〃 111 

ネ 

値 W 序 488 

粘 土  '' 134〜138 

粘土質 原料 '' 137-140, 153 
燃料 （セメ ン ト用） » 176,199 

晨 商務' iS 「内外 ffl 製セメ ント 試験」  

 序 270,  300 

野原 * 犬  本 92, 162 

/\ 

海防 セメ ント社  ) ト 442 

買 鉱 '' 151 

廢熱 利用 装;！ 

アメリカで 自給 化  本 67 

小 野 田 社へ 設 S 序 208 
当社 最初の 設置 （台湾り II 崎） -本 68 

パイン' キヤ ニョ ン ダム  " 123 

白 堊 （チョーク）  序 135 

白色 ポルト ランド セメント…〃 265,  488 
白 土 " 141 

パダン 社  " 444 

八 地方 販光 会社 " 431,435 

林 商会  〃 386,394 

一 パラ 輸送  " 411 

四 利 点  " 411 

陸上 パラ 輸送 …… 序 412， 本 152,  341 
海上 パラ 輸送 序 411, 本 339 

小口 パラ 輸送  本 343 

»；> 爾濱洋 灰股份 有限 公司 " 169 
パル クライ ン, 讣算 方式  序 466 


序 本 序 本 " 


豊浦砂 序 287 

品 種  " 265 

品 赏  " 269，  296,  360 

明治 期 " 297 
大正 期 " 318 

昭和 期  »  327 

輪 人セメ ン ト  " 322 

P  •  R  •  S 制度 （価格' 比率 制度） … »  492 

ビ ト  » 168 

平 岡通義 " 67 
平 岡 « 之 助 本 251 

ビト ルビ ウス  序 2 

ルイ • ジ ヨセフ' ビカー  ガ 3,9 

フィ リピン  序 443,  -446 

風 化  〃 190 

深 川 製作 寮 出張所 " 70 
深 川 工作 分に J "72〜75 

深 川 工場  本 28~6"4 

わが国 最初の 回お 窯 設置 …… " 37 
動力 を 全 電化 " 40 

束 京 支 Iff と 改称  " 56 

降 灰 問題  " 60〜64 

付加価値 生産性  序 247 

副 業  本 304 

富士 S 紙 社 樺 太 落 合丄場  序 393 

物価統制 令  " 465 

物価 庁  " 471 

物資 動 fl 計画 …'序 448， 本 196 
物资 配給 委員会 （鉄鋼 K 給 委員会） 本 IW 

沸 煮 ii;  序 275 

撫 順セメ ン ト 抹 式 会社  本 I49, 169 

フ一 ラー ミ ル  序 214， 本 40 

ブ テオ ラナ  序 3 

ブール 計算  序 461,  464,471 

フラク ソ一ハ ッ カー  II  381 

フレット ミ ル  " 192 

プリ チッ シ ュセメ ント  〃 12 

ブレーキ グラッシ ャ 一  '' 197 

フロア ブライ ス 制度  ノノ   449,  492 

粉 過程  " 190,193 

粉 灰 焼成 法 " 207,218 


粉末の 程度  序 273，  277 

粉末 度  " 361 

明治 期  " 313 

大正 期  " 324 

K 和 期  ；  »  336,346 

フ ン ボル ト法  ガ 210 

藤 井光 藏  " 312 

(当社 は 員）  本 856 

技術 会 創設 序 503 
高級 セメ ン ト 調査に 渡欧 米… 本 109 

大同 洋灰 公司 役員  " H9 

朝鮮 浅 野 社 役員 " 155 
公職追放 令 関係 " 259 

ヘルマン 'ブライ ブト ロイ  " 36 

オーモンド' フリ 一ル  " 449 

G  • プリ ュ シ ング  序 42，  49,  54 

フロスト （フ □ スト セメント）…" 12, 14,  21 
ブ ロブ スト  II  49 

へ 

閉路 扮碎  序 197 

北京 事務所 

開 設 本 179 

華 北洋 灰の 販売 開始  " 184 

終戦 状況  " 278 

ぺッブ ミル  序 29 

ベ ト ン  »  4 

ベロ セメント  本 109 

ベ ン デル ミ ル  序 196,  214 

A  •  M  • ベーツ  " 380 

S  •  H  • ベーツ  " 385 

ベーツ 袋 詰 機 " 380 
多 J# 紙袋 " 385 

ホ 

豊 国セメ ント 株式会社 

創 立 序 78 
合 併 " 82 

鳳 山 工場  序 511, 本 153 

豊城丸  本 339 

補充 生産 序 443 
北海道 セメ ン ト 株式会社 

創 立  序 76， 本 57 


輪 窯の 設置 序 187,218 
合 併 本 59 
北海道 工場 

開 設 " 59 

第二 工場 増設  " 81 

第三 工場 増設 （湿式 工場） …… " 134 

ポッォ ラナ  序 2 

人工 ボッヲ ラナ  »  9 

セメント  " 7,  53 

膨張 性 亀裂 序 272,  284,287 

ケ 一二 ヒス' ホッファ 一社  序 49 

豊満 ダム  本 151 

ポリ ジュース 社  序 210, 本 109 

ホルダー パンク 社  序 49， 本 108 

ボール ミ ル  序 32， 196, 本 32 

法定 鉱物 序 169 

ポルト ランド 石  〃 8 

ポル ト ランド セメント  " 10 

発明と 発展 " 15,71 
名称 侵犯 問) ii "  42 

ァ メリ 力に おける  " 27~35 

ィ ギリ ス における  »  23-25 

ドィ ッ における  "36〜41 

貧 石灰 質  " 56 

フランシス • ホワイト 社  " 14 

ジョン' パズレ 一'ホワイト 社 リノ 19,25 
本 溪湖洋 灰股份 有限 公司 

操業 開始  序 64, 本 169 

当社 経営に 参画  本 153 

香 港  序 441,445 

ホフマン  本 57 

(ホフ マ ン式輪 窯） 

マ 

マグネ シァ  序 135， 146 

マニラ 進出  " 441, 本 2 

満州 浅 野 セメント 株式会社 

創 立  本 149 

終戦 状況  〃 275 

満州 浅 野 スレート 株式会社 

倉 IJ 立  " 171 

終戦 状況  »  276 

満州 小 野田洋 灰股份 有限 公司 …… ,' 169 


満州 共同 セメ ン ト 株式会社 本 170 

満州 セメ ント 協会  " 169,170 

満州 セメ ント 販売 協会  " 169 

満州 石綿 株式会社 

創 立 " 172 
終戦 状況 " 276 

満州事変と セメ ン ト 市場への 影響  

 序 112,  4"45， 本 148 

満州 特別 地域 " 169 
満州の * 業 場 »  274 
満州 向け 出荷 序 445, 本 168 
満州 灰股份 有限 公司 本 152， 169 
満蒙 委ほ会 " 169 

満蒙 セメ ント 販売 協会  序 445，520 

前 川益以 本 93 
マー シャ ノレ  II  63 


三 河 セメント 会社  本 2 

田 原 工場  序 210 

三 井物麼 株式会社 （合 名） 

小 野 田 社 製品の 一手販売 

 序 424,  "431， 453 

独禁法に よる 一手販売 業者の 排除… 
 -  序 438 

ソ連 向け 出荷 »  490 
三菱 商事 株式会社 

セメ ントの 一手販売 序 425,431,453 

独禁法に よる 一手販売 業者の 排除… 

 序 438 

吉会線 問題 " 444 

ソ連 向け 出荷  " 490 

御 野 機械 製作所の 独立採算制 …… 本 323 

宮ノ平 石灰 山  序 158, 167 

民間 貿易  " 439,  449 

三 谷峰吉 （当社 役員）  本 109,  856 

三 保 盛 一  " 17,  20 

緣川政 蔵  " 80, 145 

皆 川 治平  »  235 

ウィルヘルム' ミハ エリス 序 7, 169, 本 57 
ァ スプジ ンの ポル ト ランド 
セメント 発見に ついて …… 序 17,23 
規格 研究  " 38 


鉄 ボル ト ランド セメン ト 研究… 广1-：54 
宮川 總三郞 

海外 派遣  序 387， 本 62,  79， 109 

ト 一 マス • ミ レ ン  序 27 

ム 

無煙炭 序 177， 179 
モ 

木曜 会  本 157 

持 株 会社 整理 委員会 

 本 255,257,  258,  272,  275 

門 司 工場  序 200， 本 68 

倉 II 設  序 218, 本 19 

粉 灰 焼成 法 序 207， 本 33 
チューブ ミ ル （わが国 最初の 新設） 

 本 32 

增 設 " 40 
大回転 窯の 設置 »  78 
パラ 輸送 "339 

門 司 スレート 工場  " 95 

門 司 セメント 会社  " 19 

モルタル 混合 材  序 1 

モース  本 71 

森 田 福 市 " 

ャ 

八 代 工場  序 76 

当社 工場と なる 本 143 

八幡 製鉄所  序 76 

高炉 セメ ント 製造… 序63，  280， 本 in 

安田 善五郞 （当社 役員） 本 258,  856 

安田 一 （当社 役員） " 258,  856 

ZL 

輪 送 序 221， 408 
機関 别 ノノ  409 

パ ラ  1'  411 

地区 間 交流 »  413 
運 賃 " 415 

輪 出  序 .99,  439,  448， 本 356 

統制 （自主 • 戦時） 序 《9,  446 
販売機 構 〃 453 


市 場  序 441〜445 

輸出 競争 " «3 
独立採算制 本 357 
輸出 代理店 序 453 
輪 出 団体 " 520  35 
輸出入 品等 臨時 措置 法 " 428 
ュナ ツ ク ス型 回転 窯 " 204 
ュ ナツ グス' クーラー …-. • 序 203， 本 112  3| 
遊休 設備の 転用 序 116， 本 210,  218 
C  • ユール  本 111 

3 

横須贺 製鉄所 序 67 
横 浜 築港 工事 

着 ェ 本 23 
亀裂 事件 " 23 
横 浜 包装 所 " 339 

容 器  序 367 

欠 乏  本 197 

四、 六の 闘争 " 290 
四 原則  " 274 

ライ ト ドリ フタ 一  序 167 

ミぉ源 石綿 礦業 所 本 168 

雷電 山  〃 72 

ラム ナイ ト  序 48, 本 115 

蘭 印 向セメ ント輪 出 協会 序 446，  490，  520 

ボール • ラルセン  本 111 

フレ デリ ッ グ' ランサム… 序 30, 199, 本36 

U 

流紋岩 序 
リ ッ チン ゲルの 法則 " 194 
輪 窯 "70,187 

小 野 田 • 北海道 社 設置 及び 廃毁 …… 
 序 219, 本 57，  80 — 

「輪転 式 セメント 焼成 窯 二 就テ」 …本 41 七 
臨時 資金 調整 法 序 512, 本 164 
臨時 物資 需給 調整 法 序 466，515 

コパ— ト. W  • リ ズレ一  ノノ  28 

G  • リュウ マ ン  ず' 53 


ル 

琉璃 河 工場 （華 北洋 灰） 本 182 

索  レ 

冷却 機  序 202 

レイモン ド • ボウル ミル  II 198,  214 

引 礫 岩 " 

レポ一 ル窯  » 189,210,216 

連結 硬化 試験 （空中 耐久性 試験法）… " 56 
連合軍 総司令部 " 449 
統制 撤廃 序 472， 本 329 

財閥 解体  本 252，  257，  268,  269 

サン • レ ジ エー  rf 15 

レレ ッブ （レポ ール窯 発明）  " 210 

□ 

ロッ シュ ミル  序 198,214 

口 ッ ホ式 ツエ 二 ッ ト  本 93 

露天 採掘 序 153,163 

ローゼン デール セメント  »  45 

口一 マン セメント  » 10~12, 19 

ローム  II 138 

労 務 

製造 ェ '' 230 


船員 序 229 
採掘 場 " 229 

労務者  »  245,494,  499 

女 子  " 226,  233，  244 

労務 费  " 250,  494，  499 

労働組合 運動 本 288 
連合会 結成 " 288 
機関誌 発行 " " 

労働協約  本 288,292,  301 

争 議  " 289-298 

労働基準法 序 226 
労働生産性 " 259-263 
労働 白書 " 244 
「労働者 賃金 調査報告」 " 253 

CI  ーノ レミ ノレ  I)  29 

ロール クラ ッ シャ一  " 196 

ローガン 構想  " 439 

ロング キルン  II  209,  219 

ウィリアム' 口一 ガン  1>  449 

W  •  ロイド  " 29 

口 パート  本 71 

ロリオ一  序 53 

つ 

波邊 讓… 本 71 


A 


(2) 表 


価 格 

戦前 基準 東京 卸売物価指数 序 96 
曰 • 米 セメン ト 価格 比較 表 

(昭和 23 年 3 月 現在）  »  98 

セメント 価格の 基準 地 »  457 
セメン ト 協会 標準価格 並びに 

申 合 値段 （昭 9'3:)   "  458 

セメン ト 統制 価格 地区 別 

工場 群 表 " 464 
仕切 価格 地区 比率 " 465 
仕 M 価格 地区 比率 改訂 表 " 468 
地区 比率 改訂 （昭  " 471 

曰 本 国有鉄道 に対する 

販売価格 推移 " 476 
戦前 基準 束 京 卸売物価指数 

(昭 9〜11 平均 =  100)  〃  478 

'普通 ボ ルト ランド セメント 卸売 

価格 推移 表 " 480 
セメン ト 販売 協会 反び セメ ン ト 

聯合 会 基準 地 協定 価格 " ''83 
ポ ルト ランド セメント 公定 

販売価格 " 484 
束 京 市場に おける セメント 閽 価格" 485 
製造業 者の 普通 ポルト ラン ド 

セメント 統制 額 " 486 
曰 本 国有鉄道^ 通 ホル ト ランド 

セメント 契約 価格の 推移 …… " 487 
公定 販売価格 における 

品種 別 値 W "  489 

浅 野 社 輪 出セメ ン ト a 当り 工場 

渡し 裸 手 取 価格 推移 表 " 491 
浅 野 波 板 値段 本 159 

原  価 

明治 42 年 を 100 と した 通 当り 

燃料 使用量， 職工 数， 製 

造 原価の 推移 表 序 79 
既， 新設 会社 原価 比較 表 " 109 
工場 別, 年次 別セメ ン ト 

原価 比較 表 〃 496 


原価の 上昇 率 表  499 

,  索 

規 格 

進駐軍 規格 '' 259 
昭和 13 年 7  S  29 日 公布の  ； y 

規格 強度 " 280 
昭和 16 年 8 月 13 日 公布の 臨時 

日本 標準 規格 セメント 強度…" 283 
高炉 並びに 连酸質 混合 

セメン ト 強度  " 285 

進駐軍 セメント 規格の 強度  " 291 

第 八 軍 技術 部 規格に おける 

化学的 要件 " 293 
第 八 軍 技術 部 規格に おける 

物理的 要件 " 293 
ポルト ランド セメント 規格 変遷 表 '！  294 

品 質 

セメン ト耐カ 試験 表 (明 IS'5) …… 序 299 
内地 製品 分析表 " 303 
外国製 品 分析表 " 303 
小樓 築港 工事 用 セメントの 

平均 成績  " 304 

小 博 築港 工事 用セメ ン トの 

化学 成分 " 305 
小 博 築港 工事 セメントの 耐仲 力…" 
小搏 築港 工事 用 セメン ト 

抗張 強度 試験 " 306 
小 博 築港 工事 用 セメン ト 

納入 会社 反び 数量 " 307 
小 ft 築港 所 納入 品 試験 成績表 …… " 308 
明治 期 セメントの 化学 成分 " 311 

ノ, セメン トの 粉末 度  " 313 

ノノ セメントの 凝結 時間  " 315 一 

自 明治 《 年 至大 正 5 年 小 博 築港 所  九 

納入 品 試験 成績 " 317 
浅 野セメ ン トの 品質 

(小 博 築港 所 試験） " 318 

大正 4 年の 試験 成績  " 319 

大正 13~15 年 セメ ン ト 試験 成績…" 320 


索 


o 


大正 15 年 春季 セメン ト 試験 成績… 序 321 
輸入 ボル ト ラ ン ドセメ ン ト 

試験 成績表  »  323 

大正 期 セメントの 歪曲， 亀裂 …… »  325 
日米 ダムの 亀裂と 使用 セメント… 本 125 

大正 期 セメン トの 化学 成分  序 326 

復興 局 セメント 試験 成績 (a) …… " 328 
«  (b) …… >' 329 

市販 ボル ト ランド セメント 

試験 成績 " 330 
市販 早強ボ ルト ランド セメントの 

試験 成績 " 331 

市販 高炉 セメ ン ト 試験 成績  " 332 

市販 挂酸質 混合 セメン ト 

試験 成績 " 333 
低 熱 セメン ト 試験 成 繽表 »  334 
ァメ リ 力 低熱セ メ ン ト 試験 成績… " 335 
昭和 第一 期セ メ ン ト の 強度 " 337 
焼成 用 炭 発熱量と セメ ントの 

強サ との 関係 " 339 
セメン ト 統制 会に よる セメ ン ト 

品質 試験 成績 " 340 

(A)  普通 ポル ト ランド セメント 
品質の 推移 表 " 340 

(B)  早 強 ボル ト ランド セメント 
品質の 推移 表 " 340 

(C)  高が セメ ン ト 品質の 推移 表 " 341 

(D)  珪酸質 混合 セメ ン ト 品質 

の 推移 表 »  341 

(E)  雑用 セメント 品質の 推移 表" 342 
普通 及び 早強セ メント の 品質 一… " 343 
高炉 及び 珪酸質 退 合セメ ン トの 

品質 〃 344 
普通 ポル ト ランド セメント 

品質の 推移 表 " 347 
昭和 11〜13 年 普通 ポ ルト ラン ド 

セメント 24 種の 試験 成 縫 …… " 348 
早 強 ポル ト ラン ドセメ ン ト 

品質の 推移 表  " 348 

中庸 熟 及び 低 熱 ボルト ラン ド 

セメン ト 試験 成繽  " 350 

(a) 酸化物 組成 及び 水 硬性 

化合物 組成  ノノ  350 


(b) 水 和 熱  序 351 

(C) 圧縮 強度 発 熟 比  »  351 

(め 強度 及び 物理的 性質  '' 352 

中庸 熱 及び 低 熱 セメン ト 

試験 成績 " 353 
珪酸質 混合 セメ ント （： シリカ セメント） 
品質の 推移 表 " 354 

高炉 セメ ン ト 品質の 推移 表  " 355 

雑用 セメント 品質の 推移 表  »  356 

昭和 21〜22 年 進駐軍 使用 ァメ リ 力 

セメ ン ト 試験 成績-例 " 357 
進駐軍 向け セメ ン ト 試験 成績 一… " 358 
進駐軍 用 セメント 品質の 推移 表…" 359 

粉末 度 （明 33 〜昭 27)   "  362 

凝結 時間 （明 24 〜昭 27)   ''  363 

束 京都 新旧 庁舎 基礎 コン 7 リート 

圧縮 強度 比較 表 " 364 

化学 成分 （明 20 〜昭 27)   ''  365 

原 料 

使用 原料 別 推移 表 序 35 
石灰 質 原料 分析表 " 136 
粘土質 原料 分析表 » 139 
建 酸 質 原料 分析表 '' H2 

日本の 石灰石 ■ 分析表  " 147 

石灰石 生産 及び 産業 別使 用量 …… " H8 
セメン ト 工場〜 石灰石 輸送 状況… " 150 
セメント 工場 石灰石 供給 状態 …… " 151 
採掘 法の 分類 " 153 
傾斜面 採掘 法 採用 石灰 山 数 " 154 
グロ ーリ ホー' レ法 採用 石灰 山 表…" I62 
シュ リ ン ケージ 法 採用 石灰 山 数… " 164 
石灰 山に おける 火薬 類 使用 高 一… " 168 

わが国の 天然 石 « 需給  " 172 

天然 石膏 価格 推移 表 " 175 
天然 石膏 統制 価格 廃止 後 

全国 平均 " 175 
セメン ト 工場 向け 天然 石膏 

硫酸 分 試験 表 " 173 
石膏 鉱床 分布図 〃 174 
炭質 低下と セメ ン ト 強度 低下 

との 関係  " 178 


資本金 

明治 42 年 当時の セメ ン ト 会社の 

資本金 及び 工場 一覧表  序 83 

明治 43 年 当時の わが国 全 産業の 

会社 払 込 資本金  " 84 

大正 8 年 当時の セ メント 会社の 

資本金 及び 工場 一覧表  »  85 

大正 2 年 当時の わが国 全 産業の 

会社 キム 込 資本金  " 86 

昭和 27 年 12 月末 現せ 資本金 階級 

別 社 数 並びに 資本金 額  " 87 

三 社 借入金 及び f ム込 資本金 

推移 表  " 115 

収 益 

三 社 経営 比較 表  序 106 

セメン ト三社 利益率 表 

(大 8 下 〜昭 5 下）  " 111 

(昭 6 下〜 12 下）  I, 113 

(昭 Z3.3~24.9)  ', 114 

(昭 25.3~2S.3)   » 116 

企業 別 収益率 表  " 238 

産業 別 収益率 製造 原価 及び 

純 売上高 分析 諸 比率  " 248 

深 川 工場 貸借対照表 (明 30.6.30) 本 31 

門 司 工場 貸借対照表 （明 30.6.30)    >,  31 

苦難 期の 収支 例  " 303 

特別 損失 計算書  " 319 

需 要 

セメン トの国 需要 者 別 

消費 割合  序 102 

昭和 25 年 以降の 需要 趨勢  " 120 

IE 和 25 年 1 月〜 28 年 3 月 

セメン ト 需要 推移 表  '' 122 

わが国 1 人 当り セメント 消費量…" 397 

都道府県 別 需要 高  " 399 

日華 事変 前 配給 統制の なかった 

時代の 用途 別 需要 »  402 
戦後 配給 統制 時代の 用途 別 需要… " 403 
戦後 配給 統制 撤廃 後の 

用途 別 需要  »  404 

戦時中の 需要 者 別 配当  " 405 


セメン ト 生産に 対する 需要の 

地理 的 分布 状況  序 408 

生 産 

(1) ボル ト ランド セメント 

ァ メリ 力の 生産高， 価格， 


工場， 原価， 輸出入 量 表… 序 33 
1890~1891 年の ボル ト ラン 
ド セメン トェ 場数と 生産 

高 調査 表  " 34 

主要 各国 人口 1 人 当り セメ 

ン ト 生産高  " 398 

セメン ト 生産の 地理 的 分布 

状況  " 407 

西 山 洋灰廠 の 製造 高 並びに 

出荷 高 本 177 
西村士 敏士廠 生産， 出荷 高…" 179 

全国 セメ ント 生産高 並び 

に 出荷 高  " 356 

(2) 高炉 セメン ト 

わが国の 高炉 セメント 

生産高 推移 表 序 65 
満州の 高炉 セメン ト 

生産高  " 65 

工場 別 高炉 及び 佳 酸 質 混合 

セメン ト 生産高  本 221 

工場 別 混合 セ メ ン ト 生 逢 高… " 304 

生産 能力 
曰 • 米 生産 能力 比較 表  序 88 

製造 設備 

(1)  戦 災 

各 工場 戦災 状況 一覧 本 227 

(2)  異 動 

戦時下に おける 製造 設備 …… 序 118 
遊休 設備  本 211 

(3)  利 用 

遊休 設備  »  218 

尼 崎 解体 設備 " 338 

(4)  補 修 

台湾 工場 主要 機械 " 133 
主要 補修 工事 一覧表 " 310 


事業 場所 別 工事 件数 本 332 
(5； 拡 充 

拡充 状況 一 K " 121 
(6) 運転 率 

昭和 20~24 年 各 工場 運転 率… '' 309 

回転 窯 

1917〜1922 年ァメ リカに おいて 

稼働の 回転 窯の 長さ 序 34 

社 別， 地 K 別 回耘窯 基数 表  " 94 

グ リンカ 1kg 当り 所要 熟 量 

比較 表 '' 206 
回転 窯 容量の 変遷 " 220 
大正 15 年 以降の 国内 回転 窯 

の 推移  '' 222 

石 炭 

セメント 用 炭 品位の 推移 序 180 
価格統制 前の 炭 価の 推移 " 182 

価格統制 後の "  " 183 

価格統制 止 後の 購入 炭 価 

の 推移  " 183 

最近 4 年の 全国 石炭 総 荷 渡 量 …… ', 184 
セメン ト 焼成 用 石炭 力 ロリ一 

低下 表 本 197 

同業者 

セメント 会社 一覧表 （昭 28.3 現在） 序 82 
セメ ント 会社 興亡 録 " 124 
業界団体 再編成 系統 図 " 515 
同業者 団体 一覧表 " 520 
子会社 及び 関係会社 一覧表  " 351 

販  5E 

セメン トの 販売 径路  序 421 

委託販売 会社 一覧 " 427 
八 地方 販売 会社の 概要 '' 435 
各社 販売網 一覧表 '' 438 
台湾に おける セメント 販売 高 …… 本 131 
朝鮮 動乱 後 用途 別 販売 高 推移 表 

(全社）  '' 357 


副 業 


工場 別 副業 ー覽表 本 305 
セメント， スレート 副業 一覧表… ガ 306- 

输 出 

昭和 12 年度 世界に おける 

セメン ト 輸出 高 序 10 ひ 
昭和 27 年度 世界に おける 

セメン ト 輸出 髙 〃 100 
輪 出品 輸送 距離 比較 表 " 101 
蘭 額束ィ ン ド 向け 各社 別 輸出 

割当 比率 表 （昭 12〜16)   "  447 

セメン ト輪出 高  " -151 

什 向 地別セ メ ン ト 輸出 高 (戦前） …  〃 452 
仕向 地 別 セメン ト 輸出 高 （戦後） … " 452 

輪 入 

ェ部省 時代の 輪 入 セメント 数量… 序 7 ぶ 

輪 送 

機 别輸; さ 状況 序 409 
輸^機 I 招 別 工場 出荷 状況 " 410 

各社 タン 力 一一 覧表 （昭 28. め ■■■»  412 
曰 本社 陸上 パラ 輪 送の 現状 " 415 
昭和 27 年度 セメ ン ト 地区 

交流 実績- • "  414 
昭和 7 年 以降 門 司〜 東京 間 

海陸 セメン ト 運賃 比較  " 416 

昭和 元年 以降 セ メ ン ト 価格 中に 

占める セメン ト 鉄道 運賃の 

割合 " 41S 

容 器 

樽 入り セメン ト 量目 変遷 表  序 368. 

各セメ ント 会社 使用 博 調査 表 

(大 9.9. 26 調）  " 372 

外国製 及び わが国 輪 出大博 

比較 表 〃 375 
製 捲 原価 訳 表 " 377 

セメン ト搏 価格 推移 表  " 378 

麻袋 一覧表 " 38 ふ 
セメ ントの 容器 別によ る 

値段の 計算 " 387 
セメン トの 容器と 容量 " 38S 


器の 大小に よ り 起る 

容器 費の 比較 序 393 

セメン ト 紙袋 価格 推移 表 »  393 

ク ラフ ト紙 生産 実績  " 394 

クラフト 紙 生産 実績 と 

紙袋 部門 需要 対比 表 " 394 
ァメ リカに おける 容器 詰と 

パラ 積との 割合 »  411 

労 務 

<1) 労働 構成 

セメント 工業の 労働 構成 表… 序 227 
• 産業 別， 年令 別 労務者 数 …… " 233 
産業 別， 勤続 年数 別 労務者 数" 234 
労務者に 対する 職員の 比率…" 245 

<2) 賃 金 

産業 労務者 別 一 曰 平均 賃金 

推移 表  " 232 

産業 別， 年令 階層 別 労務者 

一日 平均 賃金 '' 235 
産業 別， 勤続 階) g ，別 労務者 

一日 平均 賃金  " 236 

産業 別 労務者 一 曰 平均 賃金 

推移 表  " 239 

地域 別 工場 数 及び 労務者 

一日 平均 賃金  " 240 

逢 業 別， 労 職 別 月間 

平均 賃金 推移 表 " 241 
産業 別， 年令 階 J! ま 別 月間 

平均 賃金 " 242 
業種 別， 労 職 別 月間 平均 

賃金 推移 表 " 243 
规模 別， 労 職 別 ft 金 較差 …… '' 247 
産業 別， 賃金支^^ム形態別 

労働者 数 " 253 
産業 別 男子 労働者 定額 

曰 給に 対する 実収 入 倍率…" 254 

野 社 給与 構成比 率 " 254 
セメン ト六社 労 職 別 賃金 


構成比 率  序 255 

産業 別， 規模 別 a 金 

構成比 率  '' 257 

原価 中に 占める 

労務 費の 割合  本 303 

製造 原価 屮， 労 f 务 費の 占 

める 比率 推移 表  序 500 

(3) 生産性 

年次 別 通 当り 所要 労働 

時間 等の 推移  " 260 

回お 寵数别 a 当り 所要 

労働 時 llSl  " 261 

生産 実繽別 » 当り 所要 

労働時間  序 261 

時間 当り 焼 出 量別瓲 当り 

所要 労働時間  " 262 

時間 当り a 金額と セメ ン ト 

生産 量 指数の 推移 " 263 
業種 別時 間 当り 生産 量と 

実質賃金の 推移 " 264 
労務者 一人 当り 生産高 本 303 

従業員 数 

明治42 年 当時の セメ ン ト 工場の 

推定 職工 数 序 84 
明治 42 年 当時の わが国 全 産業の 

お 模別 工場 数 S_ び 職工 数 …… " 84 
大正 8 年 当時の セメ ン ト 工場の 

推定 職工 数 " 85 
大正 3 年 当時の わが国 全 産業の 

規模 別 工場 数 及び 職工 数 …… " 86 

昭和 25 年度 規模 別 従業員 数  " 86 

大正 初期の 当社 従業員 数 本 56 
本社 各部 所長の 変遷 一覧表 " 918 

(従業員 数の 詳細 は 909 頁 参照） 

雑 

戦時 秘匿 名称 一覧 本 226 
各種 統制 解除 推移 表 »  329 


引 


(3) 図 及び 写真 


索  建造物 

(1) 記念 的な もの 

ェ ジス トーン 燈台  序 

引 ジョン ソンの コンクリート 住宅  1' 

ァスブ ジンの セメント 工場  " 

ジョン • バズ レー • ホ ワイ トの 
ために 建てられた 最初の コ 

ング リー ト 住宅  " 

官営 工場 （明 8  —; S 野 工場の 前身） " 
本邦 セメン ト 工業 発祥地の 記念碑… " 

淺野總 一郎の 生家  本 

中央 研究所  " 

宮崎県 塚 原 ダム  ノ， 


(2) 工場 及び 事業 場 

立 退き をせ ま られた 東京 工場 

(降 灰 問題の ため）  " 

新設 当時の 川 崎 工場  " 

矮ェ 当時の 台湾 工場  " 

北海道 第二 工場 （大 11 竣工）  » 

合併 当時の 大阪 工場 (大 1 め …'-  » 

東京 工場の 震災 被害  'ノ 

川 崎 工場の 震災 被害  " 

竣工 当時の ス レー ト 東京 工場 (犬3)…" 

建設 中の 西 多 摩 工場  " 

竣工 当時の 西 多 摩 工場  " 

増設 後の 台湾 工場 (昭 5  )   ノノ 

北海道 第三 工場 (昭 10.  5)  » 

香 春 工場 (梭ェ 当時）  " 

合併 当時の 佐 伯 工場  " 

合併 当時の 糸 崎 工場  " 

尼 崎 工場 (委託 轻営 当時）  " 

二 大同 洋灰吉 林 工場 （昭 10)  " 

四 朝鮮? ま 野 社 鳳 山 工場  " 

ス レー ト部 朝鮮 工場  " 

» 名古屋 工場  " 

» 札幌 工場  " 

泳 源 礦業 所の 石綿 採掘 場  » 

本溪湖 灰 公司  " 


西 Uj 洋灰廠  

'本 176 

西 村 士敏土 厳  

'本 178 

ィ ンダ ルン 工場 全景  

231 

8 

ィ ンダ ルンて 場 市務所  

232 

20 

同 工場 粘土 採掘 場  

リ, 

233 

20 

海 南 島 工場  

234 

パ レ ン パン 工場  

237 

士別 工場  

„ 

243 

26 

香 春 工場 （閉鎖 中）  

293 

71 
71 

原 料 

5 

下抆 採掘 法 模式図  

-序 

153 

116 

傾斜面 採掘 法 上向 掘 （手 積） 模式図 - 

155 

124 

傾斜 而 採掘 法 下向 掘 （手 稂） 模式図 - 
さ く 井 機  

'•  If 

156 
157 

さ く 井 爆破 模式図  

„ 

157 

坑道 爆破 模式図  

158 

61 

ト ン ネル 法 模式図  

„ 

159 

70 

わが国 最初の グロ一 リ ホール 開鉱 

74 

当時の 津久見 採掘 場  

160 

81 

グロ一 リ ホール 法 模式図  

161 

83 

地 並 キム 法 模式図  

165 

86 

164 

87 

さ く 岩 作業  

165 

94 

サク岩 機と コール ピ ッ ク  

165 

110 

BAR  33 サク岩 機 

' ' '\-\  \  ^lAi 

110 

(大 9， 宮ノ平 採掘 場）  

166 

132 

才一 ガ一 ド リ ル  

167 

134 
138 

人 物 

142 

ジョン • ス ミー トン  

. 序 

7 

145 

アイ • シィ • ジョン ソン  

15^ 

146 

ウイ リ アム • ァスプ ジン  

, ノ/ 

21 

150 

平 岡通義  

68 

154 

宇都 宮三郎  

69 

158 

全国 セメ ント 同業者 懇親会  

504 

160 

水力 電気 事業 視察の 淺野總 一郎 • … 

本 

7 

160 

龍 門 社 第一 回 総会 （明 18)  

167 

淺野 總ー郞 ("歲 ）  

9 

169 

淺野總 一郎 (S3 歳）  

10 

埋立 計画 書 を 手に した 淺野總 一郎… 本 10 

深 川 工場と 旧 住宅 前の 淺野總 一郎… " ひ 

三 侯 盛 一 〃 17 

べッ ク マン  " 37 

坂 内 冬 蔵 "44,46 
アメリカ人 技師 マーシャル " 63 
ェ一 • ェム • ベ 一ッ  // 106 

製造 設備 

ローマン セメントの 石灰 窯  序 12 

フロストの スラリー ビッ ト  II 12 

セメント 試験 室 (1850)   〃  22 

ァスプ ジンの 竪窯  " 23 

最初の 回耘窯 （1887)   "  31 

1895 年 当時の スラリー ボンド  " 32 

ディー チ窯  " 188 

リング. キル ン （平面図）  « 188 

ジン タ一 パン ド  » 190 

フレット ミ ル  ，' 194 

ブレーキ ジョーク ラッシャー  " 195 

チューブ ミル  <>  195 

コンペ ッ ブ ミル  II 196 

コンセント ラミ ルの 断面  » 198 

初期の 堅 窯 " 199 
最近の 竪窯 " 200 
回耘窯 '' 201 

ュナ ッ クスグ 一ラー  " 202 

回転 窯と 円筒 式 冷却 機 " 202 

グレート グーラ一  II  203 

フ オラ ッ グスグ 一ラー  ！'  204 

アリス 型 グーラ 一  II  204 

スラリー フィ ルター  ノノ  208 

カルシ ネ一 タ一   209 

フン ボル ト法  >' 211 

耐火 谏瓦張  '' 212 

コ ッ ト レル 電気 集塵 装置  " 213 

ス ラ リーブ レ ヒータ一  " 214 

レイモン ドボウ ルミ ル  »  215 

タイ ラッグ スミ ル  " 216 

シェ一 キング コン ベア一  »  223 

フ ラクソ トランス ボー ター  II  223 

わが国 最初の チ ユー ブミ ル 1' 門 司 工場) 本 33 


わが国 最初の 回転 窯 （深 川 工場） …… 本 38 

北海道 社の 輪 窯  " 58 

同上 輪 窯 断面図  " 58 

門 司 工場 二百 呎 回転 窯  " 79 

ィ ン ダル ン 工場 回転 窯  " 233 

わが H 最初の エア一 クェン チン グ 

グーラ 一 〔西 多 摩 工場）  >' 333 

わが国 最初の 全 溶接 回耘窯 (上 確 工場)" 335 

製 品 

ジ ャパ， スラ バヤ 港に 到着の 「アサノ 

セメント」  本 52 

淺野 カーリ ット  " 92 

文 書 

ェ部省 沿革 報告書  序 70 

ェ部省 工作 分局 セメント 広告 （明 10)  72 
東洋 紙袋 社の 浅 野 社 宛 紙袋 紹介状…" 386 
束 京 名所 鑑 （深 川 工場 記事） 本 16 
坂 内 冬 蔵が ドィ ッ から 持ち帰った 

セメント 文献 " 43 
華 北洋 灰 商標 » 180 
大同 洋灰 商標 " 151 

fe リ  达 

横 浜 包装 所と 豊城丸 本 340 
佐 伯：]: 場 岸壁の 喜 多 方 丸 " 340 

ノ  ■： ラ トラ ッ グ （ダンプ 式）  " 342 

»  (ス グ リ ュ 式-)  1>  343 

工事現場の パラ 受 設備 " 343 
セメント バラ 輪 送 用 特殊 貨車 " 344 

容 器 

製 博 工場 （明治 40 年， 八 代 工場）  序 309 

輪 出 用金 輪 捲 " 375 
權 W 車 積み " 376 
捲 船積み " 376 
麻袋と 搏 "379 

麻袋 出荷  " 381 

麻袋の 船積み ノノ  382 
紙 袋 " 389 
紙 <ノ^ ？入 り セメント の 本船 積 込み …… " 390 


(4) 法規 • 諸 規程 • 覚書 • 


指令 • 契約 • 定款 • 計画 


(1)  統 制 

索 重要産業 ノ 統制 二 関スル 法律… 序 459 
セメン ト 聯合 会 Si 約 " 522 
セメン ト 販売機 構 整備 要綱 一… »  431 

引 軍需 会社の 指定 令 書 本 222 

(2)  財閥 解体 

財閥 解体 党 書 " 253 
集排法 制定の 基礎 （FEC230 号）" 262 
集排法 指定 取消 指令 '' 265 

(3)  戦後 再建 計画 

四 原則  " 264 

企業 再建 整備 計画 大要 '' 313 
従業員 各位に 告ぐ  " 320 

(4)  争 議 

労働争議 調停 案  " 295 

(5)  販売 関係 契約 

製造業 者 と 価格 調整 公団 と の 

基本 協定書 並びに 覚書 …… 序 468 

特約 販壳 契約書 

(明"' 名 取 髙三郎 商店）  本 769 

(大 4'大 谷 商店）  " 773 

(セメント 共販 制 以前の もの） ！'  786 
(セメント 共販 代行 制 当時） … ノノ  788 
(販充 代行 制 再開 当時 '昭21'8)"  791 
(現 行）  790 


淺 野セメ ン ト 一手販売 契約書… 本 800 


(輸出 '大4) 

(6)  定 款 

契約書 （原始 定 ifc '明 31)  »  824 

淺野セ メ ン ト 合資会社 定款 …… " 824 

(明 40. 3.1) 
定 款 (現行. 昭 26. 12.25)   "  839 

(7)  諸 規 程 

帰還者 援護 規程 " 285 
淺野セ メ ン ト 合資会社 職工 規則 " 934 
(明 31) 

社員 褒赏 規程 及 同 細則 »  948 

(昭 15'7'1 制定） 
業務 規程 (現行） " 895 
就業規則 （ " ） " 959 
従業員 赏罰 委員会お 程 （ »  、 … " 969 
旅費 規程 （ »  3  "  971 

賃金 規則 （ »  )  "  975 

従業員 退職 手当 金规程 （ '' ) … " 986 
従業員 災害 補 ffi 規則 （ »  ) …… " 990 
外国 留学 規程 （大 15.S.10 制定） 一"1017 
労働協約 書 (最初） " 1043 
浅 野セメ ン ト 株式会社 中央 協議 

会 K 約 " 1044 
労働協約 書 (現行） " 1045 


全社 対当 社 生産高 （単位 ： 旌， 暦年) 


： 

年 次 

全 社 （A) 

当 补. (B) 

^  B 
上 匕 申 X 
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ム 
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22 

1,232,270 

416,038 
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23 

1,842,657 

490,653 

26.6 

24 

3,271,204 

527.923 

16.1 

25 

4,451,104 

1,018,653 

22.9 

26 

6,531,951 

1,459,599 

22.3 

27 

7,095,743 

1,588,170 

22.4 

£ 全， 化 生産高に は 小 野 S .3 色 セメント を 含む。 

S. 昭和 二十 五 年 以降 は 当社 営業部 網査 による。 

0 昭和 元年 ~  二十 四 年 は 「セメント 生産 統計」 による。 

髙を 含まな い。 

(備考) s; 全社 生産高の 明治 £ 十二 年 ~ 大正 十四 年 は ポルトラ： 


. セメント 同業 会 調査 資料に より、 当社 台湾 工場 • 小 野 田社大 連、 平壌 工場の 生産 


16 壳高 並びに （ft 出 as  1 1(114  ：  IS, 暦年） 


年次 北 i«  ifi 

― 1      __  ― 

束 京 

"1  « 

M 西 

―  

九 州 

1 

輪 出 K 

明治 16 年 

575 

575 

1,201 

1.201 

18 

2.055 

2.055 

3,409 

3,409 

20 

3.887 
5,799 

3.887 
5,799 

22 

7.090 
7.242 

7,090 
7.242 

25 

8,366 
8.505 

8,386 
8.505 

26 

7.174 
5.072 

330 

7,174 
5.402 

29 
30 

9.2i0 
11,228 
12.180 

4,247 
5,-15S 

12.683 
15.475 
17.638 

32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 

6,544 
8,989 
lO.lfiO 
14,474 
14,155 
17.137 
19,661 
10,816 

1.181 

9,060 
10,l-}7 
16.060 
19,9'" 
26.2K7 
27,001 
21.992 

8.125 
18,049 
20,307 
30.534 
34.148 
-ti,-)24 
46,662 
i2,808 

33,874 

34,349 

6S.223 

30,931 

37,778 

6S.709 

42.331 

-14,675 

S7.006 

33,855 

5S.l-t4 

'*1.959 

55.076 

M5.972 

142,048 

67,066 

98,573 

165.639 

大 正 元年 

79,341 
89,541 

125.526 
130,550 

2(H,870 
220.091 

105  ノ  "40 

118.176 

223.916 

13.288 

101,078 

13-t.452 

238,818 

51.213 

116,493 

153.987 

32 1. 69  J 

82,104 

99,"8 

15,468 

341,598 

77.339 

91,275 

72,360 

157,255 

J98,229 

8 

91,559 

84,972 

推定 42，000 

181,754 

481,634 

",■416 

112,461 

1 ひ 7,"106 

IIS, 100 

批定 60,000 

176,901 

574,868 

70,776 

10 

128.760 

92,z2o 

182,W 

73.031 

188,211 

665,224 

64,013 

11 

188,157 

31,995 

95.531 

215,328 

(161,978 

51,086 

Z 15.035 

リリ 9t) 

1 1IJ,j24 

299,685 

32,499 

269.115 

104,975 

282.834 

1 12.368 

218,598 

987,890 

74,057 

250,355 

117,816 

313.319 

1 12.895 

218,924 

1.013,309 

123.865 

昭和 元年 

241.521 

1 68,92  & 

リ 7.883 

1-12,456 

•i  ■JO. 270 

1.21 1,052 

285,645 

lo3,t/6 

132,152 

344.035 

1.259.369 

205,652 

241.086 

179,68。 

Hl,/7S 

350,916 

1,236,032 

192,053 

"1 

233,111 

则' 

117,583 

303,073 

1,130,639 

234,863 

138.113 

z60,950 

117.655 

m.43l 

21)0,558 

861,717 

266,200 

94.092 

お" 5 一 

178,915 

H4.955 

814,314 

19'(,377 

106.623 

細. 191 

2»7,45S 

164,730 

867,002 

177.983 

146.459 

■101.821 

228.z!)l 

260,241 

1,036,812 

141,261 

140,351 

ioi,069 

218,301 

315,858 

1,035,579 

105,039 

10 

168,978 

402,960 

270.167 

195,135 

1.038.240 

193,325 

144,630 

258, 2li 

129.050 

875,827 

169,261 

I91.-177 

' 

_ 'ひ 5« 

1 054  269 

237,199 

" 

236,377 

■166.215 

236,658 

H7.7IJ 

1,086,963 

157,821 

270.954 

46t>,674 

296,281 

212.851 

i. 246,760 

160,228 

15 

269.314 

"0,816 

417,403 

387,763 

1,505,296 

73,47J 

16 

252.322 

285,725 

4fi2.788 

■IS  1.722 

1.482.557 

76.864 

18 

255,619 
329.536 

崩 

108,024 

40G,4U6 
277.195 

472.011 
435.135 

1,334,511 
1,049.891 

5,033 
4.425 

19 

231.990 

"5,852 

186.838 

-149,025 

983,705  ' 

20 

88.01)8 

39.043 

57.^^1 

IH6.124 

370,566 

21 
22 

34.-132 
73.163 

33,967 
/6,649 

57,902 
1 1 42 

139,989 
163,992 

266.290  1 
•113,946 

― 
500 

23 

84,789 

141,228 

109.974 

435.967  i 

29,663 

78.998 

1H,616 

M9.2I2 

1 11 1 .369  ' 

81.927 

151,577 

269,526 

27J,2H 

203,355 

897,672 

1 19.243 

26 

210.19fi 

297.520 

412,904 

2111,094  1 

1.202,0H  1 

288,197 

259,786 

お 0."4 

■137,072 

295,781 

1.343.083 

214,400 

合 K- 

5^8,943 

8^21,769 

2,994^61 

6.775.074 

9.927^23 

H958,072 

3,981,42 

M 

考 

/に m&iiB 1Q 
21 年 は；! iltWlttit 
ftit によ 4, 
(1) nin2D^:it. 

上着， at/±«t 
で 》** 

2  Si«>  ！;  « 

JSb  SI  M セ 

/ ン ト生 高                         CiitR  ： 

Is. 睡年 > 

年 

'し f  5 

ト- 

1 

'-' リ 力 

汁 

次 

'"  ° 

マス.  y 

16 年 

909 

•Mi'> 

1.598 

i,5yB 
1.691 

18 

20 

1,691 
3.101 

3,101 
4.217 

4.217 
6,123 

6.123 

フ. 477 

1 

乙 477 

7.543 

7.543 

8.872 

8.872 

26 

8,078 
6.968 

,, 
1 

8,078 
6.968 

27 
-8 

5,262 
9.983 

5,262 
' 9.983 

H.572 

14.572 

30 

lf..|i47 

13.345 

32 

12,006 
21,582 

12.006 
21.582 

33.796 

パ 

37.769 

お 

お 

•10.234 

HS.207 

■(8.207 

J8 

42.067 

■12.067 

53,fi83 

5.1.68.1 

■10 

62.619 

62.619 

90,502 

911.502 

lf)6.357 

129,761 

じ '人 7(1 1 

I61.4S6 

161, 傷 

大正 元年 

imMi 

209.662 

237,829 

2^^,H29 

215.866 

2l5.S(i(". 

2-13.050 

2 れ lis" 

299.7J4 

299.731 

3-16.383 

346.38} 

' 

•184.56S 

481.568 

528.5f.S 

528,568 

10 

601.690 

6<H/>9U 

11 

751.-J83 

7>I.4S3 

'- 

901.392 

901.3')： 

'-' 

826.298 

1， 

i. 021.5 12 

1.024.512 

aa 和 元 ^1； 

1,256.097 

1.256.Uf7 

2 

1, JIM-IS 

1.317.5^5 

1.355.962 

1.366.210 

， 

1.372.161 

3.500 

リ0 リ メリ (J 

1,046,200 

55.000 

U'Ml 

1.092.841 

904,123 

65,915 

970.038 

971,575 

57,183 

― 

1.028.758 

8 

1,118,169 

75.485 

1, 204.08-1 

1.023.181 

I  i  3.2(57 

8.381 

I.IH829 

1(1 

1,192.193 

156.927 

200 

3.H81 

1,353.201 

11 

1.072.953 

150.668 

12,980 

10,302 

1,246,%  J 

'- 

IS2.327 

49,084 

36,116 

1.173.983 
1,104.811 

160.435 

26,330 

47.226 

1,4I1.51U 
1.338.802 

1.318.fiiU 

169.912 

28.621 

71.838 

1,619.201 

I. .175.680 

129.-H9 

i3.6l2 

1 84.560 

1,72 い 01 

" l,-tl6.-*20 

109,105 

5.530 

45.839  ' 

1.576.89-1 

し 

1.125.08? 

110,573 

60.125 

1.295.782 

8l3.Ji70 

80.077 

30,827 

187,890  4.997 

1,106.661 

1>) 

785..125 

23.7X5 

3.591 

97.39fi  9,194 

919.291 

2(1 

359,387 

HJ63  10,245 

-' 

351.908 

2.606  3.236 

257.750 

*- 

8.529 

―  13.725 

■116,038  ； 

464.919 

69-t 

6.475 

一  18,565 

490.653 

リ 

5111.491 

3.115 

1.570  13.747 

527.923  j 

48.764 

MS2 

I.I)lS/.53  1 

4.250 

ll.OOfl 

1,459,599 

1. -178.4913 

100.9W 

6.750 

1.990  , 

1.588.17 ひ 

マ 

55.619.446 

99,594 

107.185 

849,113  1  72,709 

38,581.711 

(讓考 ） <I> 明?&16年以»1«|の^：量400  *|度人り 

(2)  t'lj     39  !f.Ul»       M       >330 封 IE 人り 

(ん Wft;! 年 9fU:JRpi 170 社 人 IK  115  50  g£ 人 り） 

'わ H     ('年 Km に iSc め 1 155Dja 人り 


ト 生産； 《 


CHMt  ： 旌， 》 年】 


明治 16 年 


7,477 
8.8721 


95,331 
102.653 
112,691 
181.426 
2-16.682 
244,695 
247.700 
241.766 
283,152 
255.641 
240.039 
157,554 
B9.355 
139.683 
172,331 
191.745 
212,637 
196.555 
205.4(H 
207.652 
225.871 
234.640 
217,268 
199.490 
189,826 
！  58. 145 
73.193, 
32,250| 
69,699| 
89.69i| 
71,78-1i 
liO.061 
182.2751 
I2,000| 


78.909 
58，" 1 
63,209 
86.662 
65.017 
85.467 
75,798 
33,610 


15,460 
87,662 


95.608 
66.99.S 


6.167 
i  1. 0391 
16.606 
l6,86oj 
15.2931 
18,7  2 ふ， 
16,"2i 
2 ん 732! 
26,3851 
47.207； 


62.432 
84.059 
96.951 
91.800 
104.411 
105,773 
101,015 
93.036j 
86,8191 
93.494 
90,225 
87.193 
59.313 


20,422| 
5.887' 
6,86o| 
3,991 1 
03,3921 
96,078( 
90,4971 
78.5  U| 
81,218! 
67,3S7| 


76.199 
93.842 
137.010 
192,041 
257.809, 
209.330； 
212,020： 
293,318： 
322,327' 
331,016: 


お. 649 
45.1701 


97,975 
81.294 
95,718 
88,35， 
41,55+ 


57.618 
57.196 


65.988 
56.496 


81.299 

8-1,J2l 
38.952 
72,129 
86.0661 


79. 1 59' 
72,'" リ 


51.960 

86.29U 
165, お 0 
172.230 


76.019 

90,523 

95,622 

159.301 

100.842 

95.035； 

114.725 

29,513 

78,1  iO 

U6.m 

1.360 

50.-190' 

7.767 
：30 

51.030 
69.480 
25.900 

8,660 
22,570 
32.270 

16.fi50 
2  J, 829 
38,134 

42.650 

52.360 

77.800' 

97.940 

108,200 

127,870 

106,700 

115,800 

43.295, 
60.329 
7"67: 
99,05-l( 
125.6031 
M0.8781 
12-1.066' 
130.029 
l-t8.565 
145,638' 
154.5241 
208.576 
195.411 
206.7331 
224.75sj 
386,067' 
32I.OO3I 
335.830 
■(83,6152! 
516.8^ 
53-1,1761 

■tul.SKJi 
■156,623, 
'(S4.52(i. 
4«0,45-l' 
,«8.939 

2<)7,2(il 
1 76.356 
U6.250i 
106,i87l 

83.424； 


99.225; 
17H.449| 
193,3So' 
154,984| 
206,423j 
203,4501 
221,969' 
211,569: 
12.172  167.688 
47.277  Hi.580 
38.7-18  77,920 
20,506  43.490 


41,308 
58.817 
104,970 
HI. 11-1 
157.451) 


81.246 
65,407' 
139.tll' 
207.702j 


92,158! 

106,193 
78.330' 
66.5301 
78,450 

1 01.000! 
35.250 
36.220 


42.875 


16.047 


48.207 


90.5021 

129.761 
161,-186[ 
209.662 
237.829| 
215.866 
2 化 050 
299,73'! 
3-16,383 
411. H6 
484.568 
528,568 
601,690 

901,392 
826,298 
1,024,512! 
1,256.097； 
1.347.545. 
1,355.962' 
1,372,1611 
1.046,2001 
904,12j' 
97I.575i 
1.118.169' 
l,02J,iaii 
1,192.1931 
l.(l72.953j 
1.173,983； 
1.10-1.811' 
i.348,830| 
1,373,680! 
1,416,420| 
1, 125.0851 
812,870| 
82.7501  785.325' 
43.76 1,  j  i59.J87 
22.710  251,908 
10.890,!  393.781 
20.630;|    -46^.9 19 


t0i.i66| 
92,791 
110,9151 
11 ゆ 91: 
95.0331 


45.6401 

122,580： 
i",440j 


510.491 
96J,-107 
1.357,861 
l,47B,-(90 


10,158!  6.I56.660'  2.48O.8I9'  5,349.017  4,012,922；  2.728,373；    393,679；    620.482| 1,039,-112；  9,937.016j  2.719,485；  1.03 1,155]  1, 139,767||35.6 19,446 


S  1 » の？ Fft  AOQ 封 IS 入 り 

' fpM»       fii]  对) S 入！） 

i|i  9  H  PI  17[1抵人（1ひ袋5"^£人1】 

年 7 月 以»  になめ 1 袋5 人り 


年 


(7) 

下扳橋 包装 所 建設 着工 (7) 

； n 本 エタ 二 ットパ イブ 株式会社の 

再建 援助に 乗り出す (7) 


日本 セメント 工業 八十 周年 記念 式 

典举行 (5  .  W) 

宇 部 興 産 株式会社 伊佐 工場 竣工 

0 -— わが国 最初の 自動 式 竪窯ー 一 

基) 

磐 城 セメン ト 株式会社 浜 松 工場、 

レポ ー ル式 回転 窯 一 基 増設 (7) 

小 野 田 社 傍系 日米 石綿 社 設立 申請 

取 下げ (7) 


譜 (昭 • 三 〇) 


年 


譜 (昭 •  二 九 ~ 三 〇) 


六 四 


昭和 三十 年 

(一 九 五 五 年) 


新 潟 包装 所 開設 (3) 

御 野 機械 製作所 を 当社より 分離、 

株式会社 御 野 製作所と して 独立 

(3) 

青 森 包装 所 開設 (3) 

糸 崎 工場 アバ— ト 建設 着工 (3) 

土 佐 工場 二号 回転 窯 増設 |^ェ(4) 

培 玉 工場 後ェ (41 わが国 最長 最 

大の エコノミカル キルン 二 基) 

土 佐 工場 吉良ケ 峰 鉱山 開設 (4  ) 

小 倉 包装 所 建設 着工 (5  ) 

土 佐 工場 セメント タ ンカ— パ ラ積 

施設 工事 完成、 パラ 輸送 開始 (6) 

香 春 工場 三 号 回転 窯 増設 工事 着工 


小 野 田 セメント 株式会社 新 潟サ— 

ビス ステ —シ ョ ン 開設 (9) 

産業 セメント 鉄道 株式会社、 麻 生 

鉱業 株式会社と 合併、 麻 生産 業 株 

式 会社と なる (^) 

小 野 田 セメント 株式会社 名 古屋サ 

I ビス ステ ー シ ョ ン 開設 (^) 

官民 合同に よる 輸出 会議 発足 (；： ) 

電化 セメン ト 株式会社 青 海 工場 续 

ェ (2— 回転 窯 一基) 

—セメントの 生産、 販売と もに 

一 、〇〇〇 万瓲 突破 I 


豊国 セメント 株式会社^ 田 工場、 

回転 窯 一 基 増設 (ー ) 

小 野 田 セメン ト 株式会社 大船 渡ェ 

場、 回転 窯 一 基 増設 (2  ) 

小 野 田 セメン ト 株式会社 酒田サ — 

ビス ステ I ショ ン 開設 (4,) 

三菱 セメン ト 株式会社 黒 崎 工場 後 

ェ (4— 回転 窯 一 基) 

富士 セメント 株式会社 室 蘭 工場 操 

業 開始 (5) 

(クリン 力 を 磐 城 社より 購入、 高 

炉 セメント 製造) 

セメント 輸出 協力 会 設立、 日本 セ 

メント 輪 出 協会 解散 (5) 


中共 対日 貿易 協定 調印 (2) 

ェ カフェ 商業 貿易 委員会 東京で 

開催 (3) 

第ニ次鳩山.E:閣成立(3) 

国際収支好転(3) 

日中 貿易 協定 調印 (5) 

原子力 平和 準備 会 濃縮 ゥラ ン 受 

入れ 決議 (5) 

日ソ 交涉 ロンドンで 開始 (6) 

日米 原子力 協定 仮調印 (6) 

四 大国 巨頭 会談 (7) 


年 


西 多 摩 工場 フ オラ ッ グスク ー ラ ー 

切替 工事 完成 (7) 

函館 包装 所 開設 (8) 

釧路 包装 所 開設 (8) 

(東海 興業 株式会社より 建設 中の 

もの を 譲 受け 改造) 

門 司 工場 アバ I ト 「緣 台」 落成 (8  J 

名古屋 アサ ノコ ングリ ー ト 株式 会 

社 設立 (8) 

当社 株式、 束 京 証券取引所 指定 銘 

柄 解除 さる (^) 

東 松 山 市 葛 袋に 培 玉 工場 粘土 山 開 

鉱着手 (^) 

北海道 事務所 アバ— ト 「アサノ 寮」 

落成 (；： ) 

本社 アバ I ト 「田 町 寮」 落成 (：：！) 


富士 製鉄 株式会社 • 磐 城 セメント 

株式会社 共同出資 による 富 士セメ 

ント 株式会社 創立 (6) 

クラフト紙 (セ メン ト 大型 紙袋 用) 

の 日本工業規格 (JIS  P 三 四 

〇 一) 制定 (6) 

大型 紙袋の 縫い目 強サ 試験 方法の 

日本 標準 規格 (JIS  z〇 ニー 

五) 制定べ 6  ) 

«3 城 セメン ト 株式会社、 静岡県 引 

佐 郡 引佐 町 井伊谷 へ 浜 松 工場 新設 

(レポ ー ル式 回転 窯 二 基 • 重油 焼 

成) (7) 

小 野 田 セメン ト 株式会社 津久見 第 

二 工場、 回転 窯 一 基 増設 (7) 

敦 W3; セメン ト 株式会社 敦賀 工場、 

回お 窯 一基 増設 (8) 

大阪 窯業 セメント 株式会社 伊吹 ェ 

場、 回転 窯 一基 増設 (8) 

小 野 田 セメン ト 株式会社 釧 路サ— 

ビス ステ ー シ ョ ン 開設 (8) 

徳山 曹達 株式会社 徳山 工場、 回転 

窯 一 基 増設 (9 —わが国 最初の ェ 

コノミ カルキ ルン) 

政府の 要請に 応え、 公共事業 セメ 

ントの 価格 を 約 二  ％ 値 引 (《0 


仏印 休戦 成る (7  ) 

自衛隊 発足、 警察 法 施行 (7) 

日本 . イラン 石油 協定 成る (8) 

青函 連絡船 洞 爺 丸、 台風の ため 

沈没 (9) 

口 ン ドンで 九 力 国 協定 (^〕 

ビルマとの 平和条約、 賠償 経済 

協定 調印 (u) 

ヮ シン ト ン で 日米 共同声明 (U  ) 

山. C 閣 成立 (：：！) 
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9             九 和 

1 力 会 
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昭和 二十 五 年 

(一九 五 0 年) 


昭和 三十 六 年 

(一九 五一 年) i 


資産の 第 一 次 再評価 を实施 (5) 

本社 事務所 を 千代 田 区 大手 町に 移 

転 (5) 

横 浜 包装 所 新設、 それに 伴い 横 浜 

~ 門 司 間の セ メン トタン 力 ー 豊城 

丸に よる パ ラ積 輸送 を 開始 (6) 

上 磯 第一 一 工場 を 湿式 法 への 改造 ェ 

事 完成 (7) 

律 久見採 抛 場 を 分離し、 久見鉱 

業 株式会社 設立 (7) 

糸 崎 出張所 を 広 島に 移転、 広 島 出 

張 所と 改称 (^) 

須崎採 « 場 を 分離し、 株式会社 須 

崎 鉱業 所 設立 (^  ) 

レッド パ —ジ に よる 特別 人員整理 

実施 (=:) 


秩父 鉱業 所 を 分離し、 秩父 鉱業 株 

式 会社 設立 (3) 

スレ ー ト部を 分離、 アサノ スレ I 

ト 株式会社 設立 (5) 

資産の 第二次 再評価 実施 (5) 

香 春 工場 セメ ントパ ラ積 出荷 設備 

完成 (8— 香 春 ~ 門 司 工場 g: の バ 


セメントの 配給 並びに 価格の 統制 

撤廃 (1) 

セメント 规格 改訂、 日本工業規格 

高炉 セメント JIS  R 五 二 一 一 

及び 同 シリカ セメント JIS  R 

五 二  一  二 決定 (3) 

日本製 鉄 株式会社 解散、 八幡 製鉄 

株式会社 設立 (4) 

セメント 规格 改訂、 日本 工業 规格 

ポルト ランド セメント JIS  R 

五 二 一  〇 決定 (7  .  5:5) 

宇 部 興 産 株式会社、 宇 部 セメント 

工場 回転 窯 一基 増設 (^) 

紙袋 配給 統制 撤廃 (^) 

第 八 軍 技術 部规格 廃止、 アメリカ 

連邦 規格 採用 (U) 

磐 城 セメント 株式会社、 東洋 セメ 

ント 株式会社 を 合併 (^) 


新 鉱業 法 施行、 石灰石 • 珪石 法定 

鉱物と なる (1) 

^川 セメント 規格 改訂、 日本 工業 

規格 雑用 セメント JIS  R 五 二 

一 一 一 となる (3) 

磐 城 セメント 株式会社、 四 倉 工場 

回転 窯 一 基 増設 (4  ) 

小«:^田 セ メ ン ト 製造 株式会社 藤 原 


自由貿易 再開 (1 ) 

千円 紙幣 発行 (1) 

イギリス、 中共 承認 (1) 

中ソ 友好 同盟 成立 (2) 

日 比 通商 協定 成立 (4) 

日泰、 日 絢 通商 協定 調印 (3) 

資産再評価 法 公布 施行 (4  ) 

外資導入 法 公布 (5  ) 

改正 商法 公布 (51 施行 

朝鮮 動乱 勃究 (6) 

S 察 予備隊 設置 (8  ) 

関西 地方に 大風 水害 発生 (91 

ジ ュ — ン 台風) 

日英 通商 協定 調印 (；： ) 


譜 (昭 •  二 五 ~ 二 六) 


マ ッカ— サ 元帥 解任、 リッジ ゥ 

エイ 中将 後任と なる (4) 

児童 憲章 宣言 (5  ) 

貞明 皇后 崩御 (5  ) 

制限 会社 令 廃止 (7) 

政府 財閥 解体 完了 発表、 持 株 会 

社 整理 委員会 解散 {7  ) 

五 九 


年 


譜 (昭 •  二 四) 


E 凡 


昭和 二十 四 年 

( 一 九 四 九 年) 


労働争議 発生 (3) 

資本金 を 一 一億 八 千万 円に 增資 (4) 

本社 事務所 を 中央 K 日 本 橋 人形 町 

に 移転 (5) 

持 株 整理 委員会より 集棑 法に よる 

指定 解除 (6〕 

企業 合理化に よる 人員整理 実施 

(6) 

企業 再建 整備 法 による 整備 計画 の 

認可 を 申請 (8  ) 

, も崎ェ 場 • 東京 機械 製作所 閉鎖 

(9) 

香 春 製銷所 • 御 野 機械 製作所、 独 

立 採算 制 工場と して 再究足 (9  ) 

企業 再建 整備 計画 認可 (^  ) 

労働争議 全面的に 解決 (S  - 

企業 再建 整 計画の 実行 完了、 新旧 

勘定 を 併合し、 資本金 七 億円に 増 

資 3 


日本 高炉 セメン ト 株式会社 は、 第 

一 一 会社と して 第 一 セメン ト 株式 会 

社 設立 (2,) 

野 沢 石綿 興業 株式会社、 社名 を 野 

沢 石綿 セメ ン ト 株式会社と 改称 

(4) 

三 井 鉱山 株式会社 大牟田 セメント 

工場 閉鎖 (4) 

物価 庁 告示 第五 五八 号に より セメ 

ントの 統制 額 改訂 (8) 

東洋 セメント 工業 株式会社、 東洋 

セメント 株式会社と 改称 (8) 

セメ ント 輸出 価格の フ 口 アプライ 

ス制 撤ー晚 (S) 

宇部興.^^株式会社、 名古屋 包装 ェ 

場 開設 (W  ) 

進駐軍 納入 セメン ト 規格 L  D  二 四 

は 「第 八 軍 技術 部 規格」 に 改めら 

る S 

セメントの 輸出、 自由貿易 態勢と 

なる (：：o 

磐城コ ングリ ー ト 工業 株式会社、 

業 平 橋 工場 竣工 (に！！ わが国 最初 

の 生コン 7 リ ー ト 工場) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 祌 

ItL サ ー ビス ステ ー シ ヨン 開設 (！：" ) 


第三 次吉 田. C 閣 成立 (2) 

団体 等 規正 令 公布 (4  ) 

ドッジ ライン 决定 (4) 

GHQ、 対 * 単一 為替 レ ー ト決 

定、 一 ドル 三 六 〇 円と す (4) 

通商産業省 発足 (4) 

年齢、 満制 となる (5) 

工業 標準化 法 (JIS) 発令 (6) 

ィ ン ド ネ シ ァ 連邦 共和国 発足 

(8) 

石炭の 配給 並びに 価格の 統制 撒 

廃 (8) 

イギリス ボンド 切 下げ (9  ) 

対 英円レ ー ト、 一 ボンド 一 千円 

(9) 

ドイツ連邦共和国 成立 (9— 西 

ドイツ) 

中華人民共和国 成立 (9 —正式 

ドイツ民主共和国 成立 (21 東 

ドイツ〕 

GHQ、 輪 出の フロア ー プライ 

スを 廃止 (S) 

GHQ、 輸出 は 十二月、 輸入 は 

二十 五 年 一 月より K 間 貿易へ 切 

替 実施 通告 (^  ) 


年 


昭和 二十 三年 

(一九 四 八 年)， 


過度 轻济カ 集中 排除 法 第三 条 によ 

り 持 株 会社 整理 委員会より 当該 会 

社で ある ことの 指定 を S  く (2) 

社、 ェ、 鉱員ー 体と する 「従業 H; 

就業 规則」 制定 (3) 

排法 に よる 再編成 計画 書 を 持 株 

S 现委員 会 あて 提出 (4) 

労働 紛議 勃発 (6  ) 

-: 我 朗 礦業 株式会社 解散、 峩朗 礦業 

所 当社へ 復帰 (9) 


セメント 懇話会 解散 (2) 

セメン ト 協会 設立 (2 1 社団法人；： ) 

セメン ト業经 営 者 連盟 解散 (2  ) 

セメント 株式会社、 敦賀 工場 

を敦 賀セメ ン ト 株式会社に 返還 

(2) 

石灰石 鉱業 会 解散、 石灰石 鉱業 協 

会 設立 (3) 

悠城 セメン ト 株式会社、 豊 国セメ 

ン ト 株式会社 河 田 工場 を 返還 (3  ) 

雑用 セメント 規格 改正、 日本 窯業 

規格 雑用 セメント JES 窯業 五 一 

一 一 となる (4) 

日本 セメン ト 輸出 協会 設立 (6  〕 

セメント 工業 会 解散 (6) 

物価 庁 告示 第三 七三 号、 第 四ニヒ 

号で セメン ト 統制 額 改訂 (7  ) 

セメントの 輸出 価格 フ 口 アプライ 

ス制 となる fu) 

大阪 窯業 セメ ン ト 株式会社 広畑ェ 

場 閉鎖 (U  ) 


職業 安定 法 公布 (：： —施行 U  ) 

会社 利益配当 等 臨時 措置 法 公布 

過度 径済カ 集中 排除 法 公布 施行 


Mra 支配力 排除 法 公布 施行 (ー ) 

朝鮮人； 1^ 共和国 成立 (1) 

鉱ェ 部門に おける 過度 径済 力の 

集中に 関する 基準 公示 (2) 

声 田 内閣 成立 (3) 

日本 g 営 者 団体 連盟？ S 立 (4  ) 

夏時間 制 採 川 (5  J- 

事業者 団体 法 公布 施行 (7) 

第二次 吉田 内閣 成立 (W) 

賃金 三 原則 発 *;(：：) 

日本、 ポンド 領域. C 通商 協定 

GHQ、 アメリカ 政府 令の 经 

済 安定 九 原則 発表 0:0 


譜 (昭 ニニ 丁 二三) 


五 七 


年 


譜 (昭 


五六 


門 司 事務所 を 九州 事務所、 大阪事 

務所を 関西 事務所と 改称 (7  ) 

館 出張所 閉鎖、 札幌 出張所 開設 

r ビ 

札 « 事務所 を 北海道 事務所と 改称 

(n— 函 館に 移転) 


小 野 田 セメン ト 製造 株式会社、 彥 

根 工場 を 野 沢 石綿 興業 株式会社に 

返還 (3  ) 

セメント 懇話会 設立 (4) 

物価 庁 告示 第一 八 三 号 を もって 統 

制 一 pi, な， bs_-4  ) 

価格 調 S 公団 設立され、 セメント 

も 物価 庁 告示 第一 一八 三 号 を も つ て 

同 公団の 取极 物資と なり、 価格 プ 

1 ル 制度 を 継承 (6) 

物価 庁 告示 第 四 三 四 号で 統制 額改 

訂 (8) 

国家 統制 による セメント の 輪 出 再 

開 5 

磐 城 セメント 株式会社、 日立 工場 

を 常陸セ メ ン ト 株式会社 へ 返還 

S 

セメン ト 規格 改訂、 普通 • 早 強 . 

高炉 • シリカ を 一 括した 日本 窯業 

規格 セメ ント JES 五一 〇 一 とな 

る (に) 


私的 独占禁止法 公布 (4 —施行 

7) 

貿易 公団 法 公布 (T,,-, 施行 4  . 

〃 = 政府 間 貿易 再開) 

価格 調整 公団 法 公布 (4) 

特別 調達 庁 法 施行、 径济 安定 本 

部 法 公布 施行 f  5  ) 

日本国憲法 施行 {.5  . 

径営者 団体 連合会 創立 総会 開催 

9 IB • 4 発足の 日本 経営者 

団体 連盟の 前身) 

片山 内閣 成立 (6— わが国 最初 

の 社会党 內閣) 

企業 再建 整備 法 実施 (6) 

価格 調整 公団 設立 (6) 

新 憲法に 基く 第 一 回国 会 開会 

(6) 

制 K 付 民 再開 許可 (8 ) 

重要 物資 輪 送 証明 規則 公布 (9  ) 

労働省 設置 (9  ) 

臨時 国勢調査 (総人口 約 七、 八 0 

九 万) (9) 

国家公務員法 公布 (S— 施行 . 

乙 

私的 独占禁止法 施行 令 公布 施行 

S 
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譜 (昭. ニー) 


五 四 


昭和 二十 一 年 

(一九 四 六 年) 


上 磯 第二 工場 閉鎖 (1— 当社に お 

ける 生 灰 法 完全 廃止) 

当社 制限 会社に 指定 さる (3  ) 

帰還者 援護 事務所 開設 (3  ) 

創業 以来の 経営者 淺野 一族 退陣 

し、 徳 根吉郎 社長に 就任 (4) 

糸 崎 工場、 セメント 製造 復帰 (4) 

浅 野 セメン ト労働 組合 聯合 会 結成 

(5) 

労働協約 締結 (6  ) 

北海道 • 閲來 . 関西 及び 九州 各地 

区 所在 工場 事業 場 を もって、 地区 

協議会 を 組織し、 会社 経営の 円滑 

化 を 図る (7  ) 

共販会社 閉鎖 に 伴う 販売 代行 制 の 

実現 に より 本社 営業部 復活、 札 «  . 

東京 . 大阪. 門 司に 事務所 を 設置、 

その 傘下に 仙 台 • 名古屋 • 高 知 • 

糸 崎 各 出張所 を 開設 (8  ) 

特約 販売店 制 復活 (8  ) 

上 磯 第三 工場 を 第 一 工場と 改称 

？) 

北海道 事務所 (旧) を札幌 事務所と 

改称 (8) 

九州 事務所 (旧) を 門 司 事務所と な 

称 (8) 


小 野 田 セメント 製造 株式会社 八 幡 

工場、 セメント 製造に 復帰 (1〕 

大蔵省 告示 第 八十 七 号 を もって セ 

メント 販売価格 改盯 (3) 

石灰石 鉱業 会 設立 (5) 

セメント 工業 会 設立 (6) 

セメント 統制 会 解散 (6) 

台湾 セメント 協会 解散 (7) 

進駐軍 納入 セメン ト 規格 L  D  二 四 

号 指定 (7) 

セ メ ント 配給 機構 改正 (製造業 者 

による セメン ト 配給 統制 株式会社 

の 代行 販売 制 復活) (8) 

日本 セメント 技術 協会 設立 (8) 

セメン ト 配給 統制 株式会社 を 普通 

会社に 改組、 セメント 販売 株式 会 

社と 改称 (9) 

セメン ト業径 営 者 連盟 設立 (2  ) 


時局 克服の 詔書 澳発、 天皇 神格 

否定 宣言 (ー ) 

軍需 会社法 廃止 (ー ) 

公職追放 令 公布 (1) 

金融 緊急措置 令 公布 (新 円 切替) 

(2) 

ソ連、 樺 太 • 千島の 正式 領有 布 

告 (2) 

ィ ン ドネ シァ 独立宣言 (2  ) 

北鮮に 人民 政府 樹立 (2) 

労働組合法 施行 (3  ) 

物価統制 令 公布 施行 (3 旧 円 廃 

止 • 預金 封鎖) 

新選 举法 による 総選举 (4 自由 

党 第 一 党、 婦人 代議士  名 選出) 

持 株 会社 整理 委員会 令 公布 (4  ) 

会社 配当 等 禁止 制限 令 公布 施行 

(4) 

メ— デ ー 復活 (5) 

極朿 軍事裁判 開かる (5) 

第一 次吉田 内閣 成立 (5) 

GHQ, 全 統制 会に 解散 を 命令 

(8) 

経済 安定 本部 • 物価 庁 発足 (8) 

会社、 金融機関 径理 応急 措置 法 

公布 (8) 


年 


スレ— ト 部門 司 ェ 場 機械 (水庄 機 

二 基) を 倉敷 航空 化工 株式会社に 

供出 (5) 

尼 崎 工場 . スレ ー ト 部大阪 工場 戦 

災？) 

大同 洋灰 株式会社、 撫順 セメント 

抹式 会社 を 合併して、 満州 浅野セ 

メント 株式会社 となる (6) 

土 佐 工場 戦災 (7) 

スレ— ト 部清津 工場 戦災 (8) 

敗戦に より 外地 所在の 当社 関係 全 

事業 場 を 喪失 (8) 

尼 崎 工場、 東亜 コバルト 株式会社 

より 返還 さる (>  ) 

海上 ビル 連合軍に 接収、 本社 事務 

所 を 大手 町 日本 鋼管 分室 等に 分散 

移転 (9) 

人員整理 実施 (^) 

宮ノ平 採掘 場 閉鎖 

浅 野 セメン ト 事業 場 別 労働組合 結 

成  (2~ 翌年 4) 

M 刈 採掘 場 ffl 鎖 (U) 


布施 行 (9) 

天皇、 マ ッ 力— サ ー 訪問 (9) 

GHQ、 戦時 諸 法令 廃止 を 指令 

(9) 

李承晩 を 主席と する 韓国 共和国 

政府 機構 発表 (^) 

GHQ、 治安維持法. 国防 保安 

法 廃止、 政治犯 即時 釈放、 特高 

警察 廃止、 天皇制 批判の 自由 を 

指令 (^  ) 

幣原 内閣 成立 (^.) 

GHQ、 婦人の 解放、 労働者の 

団体 権、 教育の 自由主義 化、 專 

制 政治からの 解放、 径 済の 民主 

化の 五大 改革 を 指令 (^) 

国際連合 成立 (W) 

GHQ、 財閥 資？ 1g 凍結 解体 を 指 

令 S 

「会社 解散の 制限 等の 件」 (制限 

会社 令) 公布 (U) 

G HQ 財閥 関係 三 三 六 社の 資産 

と 活動の 制限 指令 (！： ：；) 

労働組合法 公布 

0^— 施行 昭和 H  *3) 

近衛 元首相 自殺 (：o 

イン フ レ激； y  (に) 
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華 北洋 灰股份 有限 公司 工場 殘ェ、 

製品 は 当社 北京 事務所 を 通じて 一 

手販光 (5) 

糸 崎 機 MK 作 所 を 御 野 機 《 製作所 

と 改称 (6) 

登記簿 上の 本店 住所 を 深 川 区 清澄 

町より * 町 区 丸ノ. e: (東京 海上 ビ 

ル 新館) へ 移転 (6) 

門 司 支店 閉鎖 (7  ) 

産業 設備 営団より 北海 道士 別 工場 

の 経営 を 正式 受託 (7;- 

內地 所在 各 採掘 場 は 工場 事業 場 管 

理令 による 管理 工場と なる (7) 

社 機構の 改正 (戦時 職制の 実施) 

に 伴い、 地 各 支店 及び 各 出張所 

を 廃止、 外地 支店 (京 城) を 事務 

所と 改称、 京 城 • 台湾 • 新 京. 北 

京 . 広 束の 五 事務所と す (8) 

大阪 支店 閉鎖 (8 し 

スレ— ト部京 城 工場、 朝鮮 経理 部 

指定 工場と なる (8) 

ス マトラ 島 イン ダル ン 工場、 ィギ 

リ ス 艦載機の 爆撃 を受く  (被害 甚 

大、 日本人 死者 二 名) (8) 

スレ I ト部 東京 工場 機械 (水圧機 

一 一基) を 興亜 航空 株式会社 • 日本 


制 会社 令 による セメント K 給 統制 

株式会社に 改組 (3  ；} 

小 野 a セメント 製造 株式会社、 軍 

需 おより 樺 太 に セメント 工場 急設 

を 要望され、 王子 製紙 株式会社 及 

び 樺 太 ii*- 株式会社と 共同出資の 

もとに 樺 太セメ ント 工業 株式会社 

を 創立 (4) 

軍需 省告承 第三 四 七 号 を もって、 

セメントの 販売価格 改訂 (5) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 日 

本 石綿 盤 製造 株式会社 彥根 工場 を 

13； 収 (7  ) 

小 野 田 社、 セレ べス島 マカッサル 

H 場唆ェ (7) 

軍需 省 告示 第 六 一 七 号 を もつ て、 

セメント の 販売価格 改訂 (9  ) 

小 野田セ メ ン ト 製造 株式会社 八幡 

工場、 軍需 省より アルミナ 7 リン 

力 製造 へ 転換 を 指令 さる (9  ) 

日本 石綿 盤 製造 株式会社、 野 沢 石 

綿 興業 株式会社 へ 合併 さる (W  ) 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 恒見 

工場、 軍需 省より アルミナ グ リン 

力 製造に 転換 指令 さる (，じ) 

—輸出、 杜絶 状態に おちいる— 


8^東京初空襲(：：」 

軍需 会社 第二次 追加 指定、 

九 社 0:0 
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北海道 工場 を 上 機 工場と 改称 (1 ) 

軍需 大臣に より、 軍需 会社法に よ 

る 軍需 会社に 指定 さる (1 ) 

尼 崎 工場、 全 設備 を 東亜 コバルト 

株式会社 へ 貸与 (1 ) 

糸 崎 工場、 アルミナ グ リンカ 製造 

開始 (2  ) 

錦 州 出張所 閉鎖 (2  ) 

新 京 営業所 を 新 京 事務所と 改称 

(2) 

昭南 (シ ン ガ ポ — ル) 出張所 開設 (3  ) 

佐 fe 工場の 北海 道士 別へ の 移設 中 

止と なる (4) 

糸 崎 機械 製作所 を 広島県 深 安 郡 御 

野 村へ s^$„s(4;> 


を 日本 軽金属 株式会社 原 工場へ 讓 

渡 (8) 

日本 鉱業 株式会社 鏡 工場 閉鎖 (W 

—パレ ンパ ンに 移設) 

商工 省 告示 第 一 〇 五 号に より、 販 

売価 格 改訂 (W) 

磐 城 セメント 株式会社、 常 陸セメ 

ン ト 株式会社 日立 工場 を 買収 ) 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 小 野 

田 工場、 軍需 省より アルミナ グリ 

ンカ 生産に 転換 を 命ぜら る C::J  ) 

軍需 省 化学 局長 名で 「セメント 配 

給 機構 整備 要綱」 を セメント 統制 

会 及び セメン ト 共販会社 あて 通牒 

さる (1) 

臨時 標準 規格 第 一 四 九 号 改訂され 

同 二 七 一 号に 塗装 用 セメント を 追 

加 公布 (2) 

満州に おける セメント 配給 機構 の 

大 改革に 伴い、 満州 共同 セメント 

株式会社 解散、 配給 は日満 商事 会 

社 (大 口 需要) ，地区 セメント 配給 

組合 (小口 需要) で 配給 実施、 販 

売 会社の 代行 制 (2) 

セメント 共販 株式会社、 地方 セメ 

ント 販売 株式会社 を 合併 吸収、 統 


防空 法に よる 疎 11 命令 出る (1 ) 

軍需 会社 第 一 次 指定 一 五 〇 社 

(1) 

学徒 勤労 動員 (1 ) 

会社 等 臨時 措置 法 公布 (2  ) 

軍需 会社 第二次 指定、 四 二 四 社 

？) 

アメリカ 軍 サイ パ ン島 上陸 (6  1 

日本軍 全滅 7) 

東條 内閣総辞職 C7  ) 

小 確 • 来 内 協力 閣 成立 (7) 

軍需 会社法 朝鲜へ 施行 (^〕 

厚生年金保険 法 公布 施行 (S  ) 

会社 経理 特別措置 令 公布 実施 


年 


り、 E 本 鉱業 株式会社 鏡 工場 を 買 

収の ヒス マトラ 島パ レン パンへ 移 

設の 命令 を受く (7) 

海軍の 要望に より、 商工 省 化学 局 

より 九州 曹達 株式会社 曰 之 出セメ 

ン ト 工場 を 買収 の 上海 南 島 へ 移設 

の 命令 を まく (7) 

大阪第 一 工場 一 号 回転 窯 を 日本 軽 

金厲 株式会社 清水 工場 へ 讓渡 (7  ) 

八 代 工場 回耘窯 一 基 を 日本 高炉 セ 

メント 株式会社 川 崎 工場へ 讓渡 

(9) 

糸 崎 工場、 軍需 省より 粗 アルミナ 

グ リンカ 焼成へ 転換 指令 (^) 

台湾 セメント 株式会社、 高 雄 工場 

増設 工事 完成 (U) 

日本 鉱業 株式会社 鏡 工場の 冒収契 

約 成立 (U  ) 

セメン ト 統制 会 を 通じて 軍需れ よ 

り 北海道 中央部 に セメント 工場 建 

設 及び 佐 伯 工場 移設の 指令 を受く 

(U— 佐 伯 工場の 移設 は 昭和 5：  • 

4 建設 中止の 命令 を受 く) 

九州 曹達 株式会社 曰 之 出 工場の 買 

収 契約 成立、 直ちに 海 南 島 移設に 

着手 (：：！) 

譜 (昭丄 八) 


社の 代行 制 廃止、 共販会社の 直売 

制と なる (5  ) 

磐 城 セメント 株式会社、 常 陸 セ メ 

ン ト 株式会社の 轻営を 受託 (6  ) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 由 

良工 場 閉鎖 (61— セ レべス 島に 移， 

設〕 

小 野 田 社恒見 工場 竣工 (6) 

九州 曹達 株式会社 日 之 出 工場 閉鎖 

(7  —海 南 島 へ 移設) 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社、 東 

洋 産業 株式会社 田原ェ 場 を 買収、 

同社 田 原 工場と なる (7) 

宇 部 興-唯 株式会社、 朿洋 セメント 

工業 株式会社 小 倉 工場 を 買収 (7  ) 

雑用 セメント 規格 改正され、 臨時 

日本 標準 規格 第一 一 七 一 号 を も つ て 

雑用 セメン ト 及び 塗装 用セメ ン ト 

規格 公布 さる (8) 

地方 セメン ト 販売 株式会社 及び 道 

府県 小売 商業組合の 設立 完了し、 

道 府県 卸 商業組合 及び 曰 本セメ ン 

ト卸 商業組合 聯合 会 解散 (8  ) 

小 野 田 社 津久見 工場、 回転 窯 一 基 

を マカッサル へ 移設 (8) 

秩父 セメン ト 株式会社 回転 窯 一 基 


行規辦 公布 (国家 管理 強化 ) 

軍需 会社 徴用 規則 (厚生 _s« 令 第 

五十二 号) 公布 (：o 


年 


譜 (昭 . 一七 ~ 一八〕 


四 八 


昭和 十八 年 

(一 九 四 三年) 


天津 営業所 閉鎖 (2  ) 

太 原 出張所 閉鎖 (2) 

二 ュ —ギ 一一 ァ 調査 隊 セメント 調査 

のた め、 坪 井 国 夫 ，太 田 恭 • 今 村 

繁雄三 名 を 派遣 (4~5) 

特約 販売店 解消 (5  ) 

新 潟 出張所 閉鎖 (5) 

東京 • 糸 崎 • 香 春 三 工場の 鉄鋼 副 

業 部門 を 分離し、 束 京 機械 製作所 • 

糸 崎 機械 製作所 • 香 春 製鋼所と す 

(6) 

北海道 支店 • 名古屋 営業所 及び 仙 

台 丄€ 知の 両 出張所 閉鎖 (6) 

海軍の 要望に 基き 商工 省 化学 IS よ 


軍より 受託 (8  ) 

商工 次 {じ 通牒 (セメント 販売機 構 

整備 要綱) により、 セメント 共販 

株式会社の 下請 機関と して 地方 行 

政 区 毎に 地方 セメン ト 販売 株式 会 

社 並びに 道 府県 別 セメン ト 小売商 

業 粗 合 設立 を 指示 さる (9) 

本 溪湖洋 灰股份 有限 公司 宫原 工場 

竣工 (9) 

臨時 日本 標準 規格 第二 七 一 号に よ 

り 雑用 セメント 規格 制定 (^) 

朝鲜 セメント 協会 を 改組、 朝鮮 セ 

メント 工業 組合 設立 (U) 


小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 は、 

海軍 当局より セレべ ス島マ カツ サ 

ル 付近に ェ 場 建設 方 を 指令 さる 

(1) 

磐 城セメ ン ト 株式会社 四 倉 工場 回 

転 窯 一 基 を 蒙彊洋 灰股份 有限 公司 

へ 移設 (4) 

日産 化学工業 株式会社 (旧 大日 本 

人造肥料 株式会社) 鏡 工場、 日本 

鉱業 株式会社 へ 讓渡 (4  ) 

東洋 セメント 工業 株式会社 小倉ェ 

場、 回転 窯 一 基 を 華北 軽金属 株式 

会社 へ 移設 (5  ) 

セメン ト 製造業 者 及び 一 手 販売 商 


日本軍、 ガ ダル カナ ル 島より 敗 

退 (2  .  9) 

ァ ッ ッ島 日本 守備隊 全滅 (5) 

東京都 制 施行 (7) 

社長 徴用 制 実施 (8) 

ビルマ 独立宣言、 米英に 宣戦 

？) 

日独 共同声明 (軍事同盟 再 確認) 

(9) 

軍需 省 • 運輸 通信 省 • 農林 省 開 

庁 (9— 企画 院 及び 商工 省 廃止) 

イタリア 無条件降伏 (9) 

統制 会社 令 公布 (^) 

軍需 会社法 公布 〔2  ) 施行 及び 施 


年 


昭和 十七 年 

(一 九 四 二 年) 


束 亜 セメン ト 株式会社 を 合併、 当 

社 M 崎 工場と す (3— 当社 資本金 

一 傥ニ千 四百 八十 一 万円と なる) 

西山洋 灰廠、 山 西 産業 株式会社 傘 

下に 入る (4) 

太 原 出張所 開設 (4  ) 

大同 洋灰 股份有 K 公司 錦 州 工場 後 

ェ (6) 

大連 出張所 閉鎖 (7) 

錦 州 出張所 開設 (7) 

陸 ¥ 当局より ス マ トラ 島 西海岸 州 

所在、 パダン セメント. イン ダル 

ン 工場の 経営 を 委託され 操業 開始 

(8) 

资本金をー ^3ニ千四百五十 一 万円 

に 減資 (東亜 社 合併に より 自己 株 

式 俊 却) (8  ) 

津久見 採掘 場に おいて、 わが国 最 

初の グロ— リホ— ル 竣工 (9) 

スレ— ト部高 雄 工場、 抄 造機 一基 

増設 (u) 

峩 ffl 採掘 場 を 現物 出資し、 曰 鉄鉱 

業 株式会社 と共に 峩朗 鉱業 株式 会 

社 を 設立 (：：！) 


日本 セメント 工業 組合、 日本 ポル 

ト ランド セメン ト 技術 会 及び 同業 

会 解散 (1) 

日本 セメン ト輪出 組合 解散 (1 ) 

セメント 統制 会. e に 「セメント ェ 

業 整備 実施 委員会」 を 設置 (2) 

宇 部 興 産 株式会社、 宇 部セメ ン ト 

製造 株式会社 を 合併 (3) 

台湾 化成 社蘇澳 工場 竣工 (3) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 東 

北 セメント 株式会社 を 合併、 同社 

大船 渡 工場と なる (4) 

整 城 セメント 株式会社 七 尾 工場、 

二 ッケル 鋼 ルツべ 製造に 転換 (4 

—昭和 S  .じ 復帰) 

朝鮮 小 野 田 社三陟 工場 殘ェ (6) 

整 域 セメン ト 株式会社 八 戸 工場、 

回転 窯 一 基 を 同社 敦賀 工場 へ 移設 

(6) 

南方 セメント 工業 株式会社 (東洋 

産業 系、 台湾 電力 系と 提携) を 台 

北 市に 創立 f6) 

商工お 告示 第 七 九 四兮を もって セ 

メント 販売価格 改訂 (7) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 比 

島 セブ. セメ ント 工業 社の 経営 を 


日本軍 マレ ー 半島 占領 (1) 

繊維 製品. K 給消费 統制 規則 (1 ) 

衣料 切符 制 実施 (ー) 

日本軍 シン ガボ I ル 占領 (2) 

重要 事業 場 労務管理 令 公布 施行 

(2) 

日本軍 ス マ トラ 島 占領 (3) 

金融 統制 団体 令 公布 (4) 

アメリカ 空軍 機 本土 を 初空 襲 

へ 4,) 

金融 事業 整備 令 施行 (5) 

企業整備 令 公布 施行 (5) 

ミツ ドゥエ— 沖 海戦 (6) 

第一 次 ソロモン 沖 海戦 (S) 

アメリカ 軍ガ ダル カナ ル 島へ 上 

陸 (8) 

重要 物資 強制 買 上 断行 (^  ) 

第二次 ソロモン 沖 海戦 (S) 

第三 次 ソロモン 沖 海戦 (u) 

大 東亜 省 開設、 拓務省 解体 (U) 

関門 鉄道 ト ン ネ ル 開通 (U  ) 


0  (昭 • 一  七) 


™1 七 


年 


譜 (昭. 一 六) 

門 司 工場 海綿 鉄製 造 (5) 

土 佐 工場 回転 窯 一 基 を 台湾 社 高 雄 

工場へ 移設 (5) 

東京 工場 全 機械 撒 ま (5) 

大阪第 一 工場、 一 一号 回 耘窯を 満州 

特殊 鉄鋼 株式会社へ 讓渡 (6) 

占 冠 石綿 礦業 所 新設 (7) 

鹿 児 島 出張所 閉鎖 (9) 

スレ ー ト 部清津 工場 後ェ (W) 


商工 省 告示 第三 七 〇 号 を もって セ 

メント 公定価格 改訂 (5) 

宇 部セメ ン ト 製造 株式会社 宇部ェ 

場、 回転 窯 を 満州 特殊 鉄銷 株式 会 

社へ 二 基、 華北 軽金属 株式会社へ 

一 基讓渡 (5  ) 

全国 セメン ト 資材 小売 商業組合 聯 

盟 結成 (6  ) 

豊国 セメント 株式会社 名古屋 工場 

を 閉鎖、 回転 窯 二 基 を 台湾 化成 ェ 

業 株式会社 へ 譲渡 (W  ) 

東洋 産業 株式会社 田 原 工場 回転 窯 

1 基 を 東北 電力 株式会社へ 讓渡並 

びに 同社 高 浜 工場 回転 窯 一 基 を 台 

湾 電力 株式会社へ 譲渡 (W) 

関東 州 小 野 田 社、 小 屯 工場 竣工 

重要産業 団体 令に より セメント 統 

制 会 創立 C::!) 

磐 城 セメント 株式会社、 豊 国セメ 

ン ト 株式会社 • 敦 賀セメ ン ト 株式 

会社 及び 七 尾 セメント 株式会社 を 

合併 (：：！) 

安 束セメ ン ト 株式会社 安東 工場 竣 

ェ§ 


四 六 

日 • 蘭 印 金融 協定 停止 を 通告、 

蘭 印、 曰 本 資産 を 凍結 (7) 

重要産業 団体 令 公布 (8 —施行 

9  = 総動員 法 第 十八 条発 動) 

東条 閣 成立 (S) 

産業 設備 営団 法 公布 fn— 施行 

に) 

石炭 統制 会 創立 (U) 

対 米英 宣戦布告 (ヒ •  S 

企業 許可 令 公布 (r!) 

物資 統制 令 公布 施行 (じ) 

香港 陥落 ) 


年 


回転 窯 一 基 を吉林 人造石油 株式 会 

社へ 移設 (S) 

n 本 石炭 株式会社 設立 (W) 

旭 セメント 株式会社、 天草 工場 設 

備 を東満 産業 株式会社 へ 讓 渡し、 

解散 (=:) 

整 城 セメント 株式会社、 富国 セメ 

ント 株式会社 を 合併、 葛 生 工場 を 

栃木 工場と 改称 (！^) 

臨時 日本 標準 規格 第 一 四 九 号 制 

定、 従来の 硬 練 モルタル 法 は軟練 

法に 改訂 (じ — 実施； S  *4) 


昭和 十六 年 北海道 第一 工場 回転 蜜 二 基 を 日本 

(一九 四 一年) 製鉄 株式会社 輪 西 製鉄所 へ 讓渡 

(1) 

尼 崎 工場 回転 窯 一 基 を 満州 特殊 鉄 

鋼 株式会社へ 讓渡 (1) 

当社、 日本 鋼管 株式会社と 共同 出 

資の もとに 日本 高炉 セメント 株式 

会社 を 創立、 川 崎 工場 を 分離 (2) 

日 東 セメント 株式会社 を 合併、 当 

社 糸 崎 工場と す (3— 当社 資本金 

一 億 二 千 三百 三十 一 万円と なる) 

八 代 工場 回転 窯 二 基 を 満州 特殊 鉄 

鋼 株式会社 へ 売却、 一 基 を 川崎ェ 

場に 移設 (4) 


臨時 日本 標準 規格 第 九十 二号に よ 

り 珪酸質 混合 セ メント の 規格 制定 

さる (2  ) 

道 府県 を 単位と する セメ ン ト 卸売 

商業組合 並びに 日本 セメント 卸商 

業 組合 聯合 会 結成 (2  ) 

^城 セメント 株式会社 栃木 工場 回 

転 窯 を 満州 撫順セ メ ン ト 及び 南満 

鉱業 株式会社へ 各 一基ず つ 譲渡 

(2) 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 徳浦 

工場 回転 窯 一 基 を 満州 小 野 田洋灰 

へ 移設 (3  ) 

濱 公司 牡丹 江 工場 竣工 (4) 


日米 交渉 開始 (2) 

国家 総動員 法改正 (3) 

国民 労務 手帳 法 公布 (3 —施行 

W) 

日ソ 中立 条約 成立 (4) 

生活 必需 物資 統制 令 公布 (4  1 

即日 施行) 

六 大都市 米穀通帳 制 実施 (4  ) 

国民 徴用 规則 公布 (6) 

独、 対ソ 宣戦 (6) 

第三 次 近衛 内閣 成立 (7) 

米 .英* 加、 曰 本 資産 を 凍結 

(7) 

暴利 取締 令 改正 (7) 


譜 (昭. 一 五 ~ 一  六) 


四 五 


年 


譜 (昭. 一 五) 

門 司 工場 回転 窯 (一 一 〇〇呎) 二 基 系 

統を 大同 洋灰 公司 (錦 州 工場 建設) 

へ 譲渡 (5) 

スレ— ト部 台湾 工場 を 高 雄 工場と 

改称 (5) 

華北 灰股份 有限 公司 設立 (7  ) 

華北 灰 股份有 K 公司 へ 東京 工場 

機械 類 譲渡 (化 ：) 

佐 伯 工場 回転 窯 一 一基 を 朝鮮 浅 野 社 

に 移設 (8) 

蒲 戸 採掘 場 閉鎖 (8  ) 

西村士 敏土廠 操業 開始 (S) 

土 佐 工場 回転 窯 一 基、 住友 化学 ェ 

業 株式会社へ 売却 (^) 

職制 の 変更 により ェ 場 支配人 をェ 

場 長と 改称 (U) 

スレ— ト 部清津 ェ 場 新設 により、 

朝鲜 工場 を 京 城 工場と 改称 (2 ) 


ト 配給 統制 規則 公布 実施 (3) 

セメント 共販 株式会社、 セメント 

共販 機関に 指定 (3— 製造業 者 及 

び 一手販売 商社、 セメント 共販 株 

式 会社の 販売 を 代表す る， ^ ととな 

る) 

商工 省 告示 第 九十 四 号 を も つ て 初 

めて セメン ト 価格 公定と なる (3  ) 

日本 セメント 輸出 協会 を 解散、 日 

本セメ ン ト 輸出 組合 を 設立 (3  ) 

安東 セメ ン ト 株式会社 (満州 安東 

市 三 道 溝) 創立 (3) 

東洋 産業 株式会社 創立、 束 海セメ 

ント 株式会社. 三 河 セメント 株式 

会社 を 合併 (5  ) 

常 陸 セメント 株式会社、 助 川 工場 

を 日立 工場と 改称 (7」 

第三 次 セメント 聯合 会 解散、 日本 

セメント 工業 組合 設立 (9) 

台湾 総督府、 セメントの 配給 統制 

実施、 これに 伴い 台湾 セメント 配 

給 統制 組合 及び 各 州 庁セメ ント配 

一 給 組合 設立 (9) 

敦賀 セメン ト 株式会社 敦贺 工場、 

回転 窯 一 基 を 台湾 化成工業 株式 会 

社へ 移設 (9) 

日本 石綿 盤 製造 株式会社 彥根 工場 


四 四 

大政 翼賛 会梵足 (^) 

賃金 統制 令 施行規則 公布 施行 

会社 径理 統制 令 施行規則 公布 施 

行 (S) 

日本 紀元 一 一千 六 百年 記念式典 举 

行 (：：) 

全国に 隣組 制 誕生 (U) 

大日 本 産業 報国 会 創立 (：：：) 

公定価格 制 実施。 


昭和 十五 年 

( 一 九 四 〇 年) i 


決算期 日 を 毎年 四月 末日、 十月 末 

日に なむ (^) 

來京 T; 場 全 休転 (u,- 昭和： S  -  5 

華 北洋 灰 へ 移讓 して ffl 鎖) 

M 山 出張所 im 鎖 (ri) 

門 司 工場、 生 灰 焼成 法 廃止 

門.：^ に 場、 高炉 セメント 製造 開始 

(2) 


台湾 工場 を 台湾 セメ ン ト 株式会社 

へ 貸与、 同社 高 雄 工場と なる (1) 

京 城 営業所 を 京 城 支店に 昇格 (1 J 

名古屋 出張所 を 営業所に 昇格 (2  ) 

定時 株主総会 期日 を 六月、 十二月 

に 変更 f4) 

土 佐 セメント 株式会社 を 合併、 当 

社 土 佐 工場と す (5— 当社 資本金 

一 億 二 千 百 三十 一 万円と なる) 

一 „3; 知 出張所 新設 (5  ) 


朝鮮 緩 齊府、 セメント 配給 統制 規 

則 を 公布し、 3 符制 採用、 販売 突 

"おに ついては 布鮮 各社の 代行 制認 

めら る (S:J  ) 

朝鮮 総督 w、 セメントの 価格統制 

实施 (^J ) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 徳 

浦 工場 閉鎖 〔u  —機械 設備 は 満州、 

别鮮小 »3 社へ 移設) 


富国 セメ ン ト 株式会社 一 一見 工場 を 

閉鎖 (ー; 機械 設備 は U 月、 満州 

本 溪湖洋 灰 へ 売却 移設) 

日 束 セメン ト 株式会社 糸 崎 工場、 

珪酸 質； S 合セ メント の 製造 開始 

(2) 

セメン ト 共販 株式会社 設立 (2  ) 

セメン ト 物資 動員 物資に 編入 さる 

7) 

商工 省令 第 十三 号 を もって セメン 


一 阿部 内閣 成立 (8) 

一 石炭 販売 取締 规 公布 (8) 

独ソ 軍事同盟 締結 (9) 

英* 仏 対 独 宣戦布告 (第二次 世 

界 大戦 勃発) (9) 

関東 州、 国家 総動員 令 施行 (9) 

賃金 臨時 措置 令 • 会社 職員 給夸 

臨時 措置 令 公布 施行 (S) 

価格 等 統制 令 公布 施行 (.2— 物 

価 統制の ため 国家 総動員 法 発 

動、 九月 十八 曰の 価格に 釘付け) 

青少年 雇 入 制限 令 公布 (u  ) 

ノ モン ハ ン 停戦 協定 (U) 

暴利 取締 規則 公布 実施 ) 

米. s: 内閣 成立 (1) 

中華民国、 国民 政府 成立 (注 精 

衛 政権 ；}  (3) 

石炭 配給 統制 法 公布 (4  ) 同 施行 

令 公布 (5  ) 

米. 砂糖. マ ツチの 配給 制 決定 

(5) 

仏、 独に 降伏 (6  J 

第二次 近衛 内閣 成立 (7) 

日独伊 三国同盟 締結 (9) 
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1 

四 

年 


大同 洋灰 股份 有限 公司 を 大同 洋灰 

株式会社と 改称 (1) 

小 大ド採 « 場 を 当社 事業 場と す 

(1) 

軍 特務 部より、 中 M 山 西 省 所在の 

軍 管理 山 西 第三 十五 工場 (西 北洋 

灰. S) の径営 を 受託し、 直ちに 復 

旧 工事に 着手 (2) 

東亜 セメン ト 株式会社の 径営 全般 

を 委託され、 実質的に は 合併 同然 

となる (3  J- 

天 律 営業所 開設 (4) 

北京 事務所 開設 (6  J 

満州 浅 野 スレ— ト 株式会社 創立 

(6) 

スレ— ト部 台湾 工場 竣工 (6) 

哈爾濱 出，^ 所 閉鎖 (7」 

スレ ー ト 部門 司 工場 抄 造機 一 一基 増 

設 (7) 

九州 送電 株式会社 塚 原 堰堤 工事に 

わが国 最初の 低 熱 セメント 「アサ 

ノ マスコ ン セメント」 (香 春 工場 

品) を 使用 (8) 

台北 出張所 閉鎖 (9) 

高 雄 出張所 開設 (9) 

スレ ー ト部揚 平 石綿 採掘 所 を 開 

譜 (昭 • 一三) 


結成 (2) 

K 水 社、 ，y 家 川 セメント 工場の 新 

設、 朝鮮 総督府より 許可 (2) . 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社、 軍 

特務 部より 上海 水 泥股份 有限 公司 

竜 華 工場の 経営 を 委託 さる (2  ) 

徳山 曹達 株式会社、 セメント 工場 

竣工 (4) 

富国 セメント 株式会社 葛 生 工場 操 

業 開始、 製品の 一 手 販充を 三菱 商 

事 株式会社へ 委託 (4) 

九州 曹達 株式会社、 曰 之 出 セメン 

ト 株式会社 を 合併、 日 之 出 工場と 

す (4) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 上 

海水 泥 径営処 (匿名 組合 資本金 三 

十万 円) 設立、 上海 水 泥 公司 竜 華 

工場 を 運営 (6  ^ 

商工 省 告示 第二 一  八 号 を もって ポ 

ルト ランド セメン ト 規格 改訂され 

早強ボ ルト ランド セメン ト 規格 を 

加え、 新鋭 格 制定 公表 (7 —昭和 

n  .2: 決定) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 大 

分 セメン ト 株式会社 及び 太平 セメ 

ント 株式会社 を 合併 (7) 


満州国、 国家 総動員 法 公布 (2) 

独. 合併 (3  ；} 

3； 家 総動員 法 公布 (4  —施行 5  J 

工場 事業 場 管理 令 公布 施行 (5  ) 

輸出入 品等 臨時 措置 法改正、 即 

日 実施 (5) 

国家 総動員 法、 朝鮮 • 台湾. 樺 

太. 南洋 群島へ も 施行 (5) 

鉄鋼 配給 統制 規則 公 W 施行 (7  ) 

物品 販売価格 取締 規則 公市 rs. 

日 施行) (7) 

朝鮮 張鼓峯 事件 勃発 (7) 

日ソ 停戦 協定 成立 (8) 

学校 卒業 者 使用 制限 令 公布 施行 

(8) 

臨時 輸出入 許可 規則 改正、 統制 

事務 一元化 (8) 

石炭 配給 統制 規則 公布 (9— 施 

行 W) 

日本軍 広東 占領 (武漢三鎮 完全 

攻略) (S) 


年 


譜 (昭 


三) 


昭和 十三 年 

( 一 九 三 八 年) 


台湾 セメ ン ト 株式会社 (資本金 五 

百万 円) 創立 (9) 

台湾 工場 隣接地に、 スレ— ト 工場 

建設に 着手 (9  ) 

津久見 鉱業 所 開設 (9) 

川 崎 第二 工場、 生 灰 製造 様式 を 原 

石 製造 様式に 変更 (.^) 

朝 野 セメント 株式会社、 山 

工場 埃ェ 

同社 製品の 委託 版壳を 契約 (n  ) 


香赛： 丄場 内に _ ぶ！； ぶ 炉を設 s、 鋼 塊 

の 製造 開始 (現 香 春 製鋼所の 前身) _ 


日朿 セメン ト 株式会社 糸 崎 工場、 

回転 窯 一 基 増設 (3  ) 

商工お 告示 第五 十 号に より、 セメ 

ン ト 製造業 重要産業に 指定 さる 

(5  ) 

東亜 セメ ン ト 株式会社 nfc 窯 一 基 

増設 (6  ) 

岐阜 セメン ト 株式会社 富 秋 工場 後 

ェ (8) 

鴨緣江 水力 発 _ 冗 株式会社 創立 (9  ) 

臨時 資金 調整 法 上、 セメント 工業 

は 「丙種」 に 指定 さる (9) 

宇 部セメ ン ト 製造 株式会社、 東京 

包 装 工場 開設 (9) 

束 北 セメント 株式会社、 大船 渡ェ 

場殘ェ (S— 現 小 野 田 社 大船 渡ェ 

場、 昭和！：：  .  4 合併) 

i= 爾濱 公司、 牡丹 江 工場 新設 認可 

5 

日本 ソリ デチッ ト 株式会社、 製造 

を 東洋 セメント 工業 株式会社 小 倉 

工場へ 委託 

西 北洋 灰廠、 日本軍に 接収 さる。 


近衛 内閣 成立 (6) 

； g 溝 橋 事件、 曰華事変勃発(7) 

5^ダ？組合法制定(8  ■) 

工場 事業 場 管理 令 公布 (9) 

軍需工業 動員 法 実施 (9) 

輸出入 品等 臨 時 措 S 法 施行 (9  ) 

臨時 資金 調整 法 公布 施行 (9  ) 

臨時 輪 出入 許可 規則 公布 施行 

(^  ) 

南京 占領 c:j  •  «^ 

ソ連 第三 次 五 力 年 計画 発表。 


朝鮮 小 野 田 社、 三陟 工場 新設 総督 

府 より 許可 (1) 


(1) 朝鮮 販 K ル 協調 機 ^ として、 木曜 会 


厚生 贫 開設 (ー) 

軍需工業 動員 法 発動、 一部 工場 

管理 (1) 


年 


分離、 研究所 創設 (8) 

門 司 工場 樽 詰 出荷 完全 廃止。 


昭和 十二 年 社內 往復 文書の 候文 廃止 (4  ) 

( 一 九 三 七 年) 当社の 持 株 会社と して 淺野 証券 保 

有 株式会社 剖 立 (5  ) 

スレ —ト 名古屋 工場 抄 造機 一 基、 

増設 (7) 

譜 (昭.  一 一 ~  ニー) 


ント パラ 積 タン 力— 「清忠 丸」 に 

よる 輸送 開始 (わが国 セメント 業 

界パ ラ 積の 最初) (5) 

朔鮮小 野 田 社 古 茂 山 工場 竣工 (6) 

聯ん E 会 加盟 各社と 非 加盟 各社 (小 

野 田 社 系) との 問に 和 協 成り、 笠 

井 • 金子 協定 成立、 定的 販売 協 

定 成立 (7  .  ?5  ) 

束 海セメ ン-ト 株式会社、 高 浜 工場 

竣工 (9  ) 

重要産業 統制 法改正され、 外地に 

も 適用 さると 同時に、 セメント ェ 

場の 新 増設 は 許可 事項と なる 

(9) 

本 溪湖洋 灰服份 有限 公司 本 溪湖ェ 

場 竣工 (^) 

日満 商事 株式会社 創立 f^) 

セメン ト 製造業 許可 规則 公布 (n  ■) 

规格 第二 十八 号 改訂され、 新たに 

早強ホ ルト ランド セメン ト 追加 公 

布 さる (m 


満州 セメント 協会 設立 (2) 

束 北 セメン ト 株式会社 セメ ント業 

径 営の 件、 商工 省より 許可 (2) 

敦 贺 セメント 株式会社、 敦賀 工場 

竣工 (3) 


重要産業 統制 法朝鲜 施行に 関す 

る 助 令 公布 (2— 施行 3;- 

林内^ 成立 (2  ) 

満州国 に 重要産業 統 制 法 施行 

？) 

三 九 


年 


譜 (昭.  一 o~ 一 一) 


三 A 


昭和 十 一 年 

(一 九 三 六 年) 


東亜 セメン ト 株式会社 株式 ( 二 九、 

〇〇〇 株) 肩代りし、 轻 営の 実権 

を 握る (9) 

本 溪湖洋 灰股份 有限 公司 株式 一 部 

引受け 径 営に 参画 (^) 

スレ— ト部 名古屋 工場、 抄 造機 一 

基 増設 (^  ) 

「鶴 見 高炉」 を 「浅 野 高炉」 と改 

称 (：：) 

(^亜 社 白 崎 採掘 場 当社 技術 に よ 

り 稼齓) 


皆 谷 採掘 場 開設 (2  ) 

朝鮮 浅 野セメ ン ト 株式会社 (資本 

金 三百 万円) 創立 (，o) 

小 倉倉庳 開設 (6) 

京 城 出張所、 営業所に 昇格 (7) 

哈爾濱 出張所 開設 (7) 

日 束 セメン ト 株式会社 株式 を 肩 代 

りし、 経営の 実権 を 握る f  7) 

小川 採掘 場 閉鎖 r7  ) 

従来の 技術 部より 試験 研究 部門 を 


開始 (6  ) 

浅 野 社 ほか 十九 社 間の 増産 中. t 協 

定 一 力 年 延長 決定 (6  .  ^  J 

昭和 セメント 株式会社、 彥根 工場 

竣工 (8) 

東洋 セメント 工業 株式会社、 小 倉 

工場 竣工 (8) 

朝鮮 向け セメン ト 出荷 ブ —ル a 織 

結成 (9) (非 加盟 会社 を 除く) 

満州 洋灰 公司 遼陽 工場 续ェ (u  ) 

敦 S セメン ト 株式会社 創立 (u ) 

哈爾 濱洋灰 公司、 哈爾濱 工場 埃ェ 

聯合 会 内に 退 合セメ ント に関する 

特別 规定 制定 さる (！： r) 

本 溪湖洋 灰股份 有限 公司 創立 (，n ) 


朝鲜 セメン ト 株式会社、 黄海 道 海 

州 工場 殘ェ (2) 

満州 小 野 田 公司、 三 井 物産との 間 

に 一 手 販売 契約 締結 (3  ) 

東北 セメン ト 株式会社 創立 (：4  j 

満州 小 野 田 公司 泉 頭 ェ 場 竣工 (4  ) 

宇 部 セメン ト 製造 株式会社、 大阪 

包装 工場 開設 (4— わが国 最初の 

包装 工場) 

宇 部 セメント 製造 株式会社、 セメ 


日本、 口 ン ドン 軍縮 会議 脱退 通 

告 (1 • パ ) 

二  •  二 六 事件 突発 (2) 

広 田內閣 成立 (3) 

イタリア、 エチオピア 併合 (5) 

重要. S 一 業 統制 法 中 改正 (5) 

職工 退職 積立金 及び 手当 法 公布 

(6) 

日独 防共 協定 調印 (U) 


年 


::: 昭 
九 和 

S 十 

g 年 

ト 大半し 徳尾当 香 結 工大 
一 曰 数 、組 セ社春 マ 、同 
手本 を 満合メ  、ェ i 同洋 
販人買 州 とン « 場 公 灰 
売 造収洋 杯 ト 城 竣 &1 股 
を 肥し 灰す 株セェ 製份 
契 料て 股る 式メ       品 有 

約 株経份 匿会ン の 限 

7 式 営 有名 社ト  一公 

^会に R 組 と 株 手 司 
社 参 公 合 共 式  販吉 
の 画 司^ 同 会         売 林 

セ' ^ の ： し 社 契ェ 

メ           株 組て • 約 場 

ン 式 織康七  締竣 

撫岐 満東販 "fr 回 （旧） 会 商 

順 阜 州 M  -jc 爾 転 日 設 —に 
セセ 小 セ契濱 窯 本 置 省 
メメ 野メ約 洋ーセ T  、 
ソン 田 ン締灰 基 メレ' セ 
トト 洋ト結 公増ン メ 
株 株 灰 株 了 司 設 ト ン 
式 式 股 式 匕、 i 株 ト 

会 会 份会 三 v5 式 製 
社 社 有 社 井 会 造 
、 創 限 創 物 社業 
ェ立 公立 産 佐 改 
場 7 司 i と 伯 善 
操 J  i 創 i 一    ェ 委 
擎 、つ 立       手 場 ■ 

場 曰 手 太 約 社 関 を 商会 統セの 
竣之 販平締 、東 指ェ社 制 メ 協 
ェ出 売 セ結三 州 定大と 命ン定 
1^ セ をメ i3 井 小； Q 臣の 令トに 
ビメ 三ン ；^. 物 野 3 セ間発 業 従 
ン 井ト 産 田 メに動 増う 
ト 物 株 と 社 ン確、 産 
株 産 式 の 及 ト執加 計 3 
式 ft 会 間び の を盟画 
会 式 社 に 朝 ili 生 会 中 
社 会、 ー鲜 高ず 社 止 
、 社 製 手 T 販 とに 
天 へ 品 販 土 売ヒ非 関 

草 f5 委の 売 野 価 加す 

X  W  !T  —       契 田 盟る 

—— \ „ /    B し                    ノ、    i-M             1  M             irn.  Of 

で 1   口 フィ国 北 曰 
新こン イタ 際満 満 
記の ド リ リ連鉄 関 
録年ン ピア 盟道税 
1 小海ン 、脱讓 協 
作 軍 共ェ退 渡 定 
争 軍 和 チ効協 成 
議缩国 才力 定立 

，会 誕ピ発 調 9 
^議生 ァ生印 5 

0 開 開 7  ？ 
〇 催 乙1 戦て C 

12 10  27 

件 リ          W リ 

譜 (昭. 九 ~ 一 〇)  三 七 


の 低 熱セメ ン ト 製造に 成功し、 「ァ 

サノ マスコ ン セメント」 と 命名し 

て 市販 (7) 

室 戸台 風 に より 大阪 ェ 場 甚大な 被 

害 を 5 く  (9) 

岩 白 採掘 場、 地 並 払 法 採用 (W) 

日朿セ メ ン ト 株式会社 社長 森 田 福 

市から 同社 株式 一 万 株を讓 受け、 

経営に 参画 (u) 

大阪ェ 場 湿式 法 による 第二 工場 殘 

ェ § 


太平 セメント 株式会社、 津 久見ェ 

場 操業 開始 {:5— 昭和 2  .7、 小 

野 田 社へ 合併：) 

日 朿セメ ン ト 株式会社 糸 崎 工場 竣 

ェ、 操業 開始 (7) 

爾濱洋 灰股份 有限 公司 創立 (8  ) 

産業 セメント 鉄道 株式会社、 後藤 

寺 工場 操業 開始 (2) 

大日 本 人造肥料 株式会社、 熊本県 

八 代 那镜町 所在の 工場で セメント 

の 製造 開始 (W) 

満州 セメント 販売 協会 解散 (n) 

朝鮮 小 野田セ メ ン ト 製造 株式会社 

. 関 束 州 小 野田セ メ ン ト 製造 株式 

会社 創立 (：：：) 

商工 省 重要産業 統制 委員会、 セメ 

ント 工業に 対し 統制 法 適用 を 決定 

G) 

第二次 セメント 聯合 会 解散 G) 

第三 次 セメント 聯合 会 成立 (小 野 

田 系 不参加)、 セメン ト 販売 協会 及 

び セメン ト 販売 統制 会 を これに 統 

合し、 生産 . 販売の 一 元 的 統制 機 

関と なる (2) 

重要産業 統制 法 第 ニ条の 発動に よ 

り、 非 加盟 会社 も セメント 聯合 会 


年 


2 昭 
九 和 

四 九 

g 年 

2 昭 
和 

= 八 
g 年 

西 岩 新 向 土 創 ッカ 向 土 
多 白 京け 佐立ト 1 け 佐 
摩 採 営ーセ i 株リ ーセ 
ェ 掘 業手メ  i 式 ッ手メ 
場 場所 販ン 会 ト販ン 
に 開 開 売 ト 社 部 売 ト 

お 設設契 株 S を 契 株 

い マ 7 約 式 も 分 約 式 
て 二 i 蹄 会 ま 離締会 
、 結社 ^、結社 
わ       i 製 浅 T 製 

が         乙 品 A 野 0 品 
国           の ^ 力の 
最         内 ^ 1 満 
初          地 G リ 州 

S ェ 北大 満製土    1 西 国を大 ハス 

ま n 海 同 州 品 佐 フ多政 関 同厚レ 
念 ヒ道洋 国ーセ ィ摩府 東洋 型 1 
€ 第 灰 国手 メル ェ突軍 灰り ト 
三股 幣販 ンタ場 業よ 股 製 門 
§ ェ份 三売ト 1 、部り 份造司 
§ 場 有 百 権株設 わよ 認有 開ェ 
1 ハ限万 を 式 置が り 可 限始場 

i 湿 公 円 受会マ 国 十 さ 公 T  、 
i 式 司の 託 社ふ最 月る 司丄国 

*f 法 を満： T の 初 正へ、 光 

,', 採 創 州 .^ 輸 の 式 3 ェ ス 
W 用 立国 出 ス認 1 場 レ 
り 法 向 ラ可満 建 1 
埃。 人 け "一 州 設 ト 

東 満 州 小 ェ産ゎ 三日 
洋 州 国 野 場 業 が 河 本 
セ洋 奉 田 建 セ国セ 製 
メ灰 天 セ設メ 最メ鉄 
ン股 省メ  9 ン 初 ン 株 
ト份 鞍 ンこト のト式 
ェ 有 山 ト 鉄 レ株会 
業 限 へ 製 道 ボ 式 社 
株 公 ェ造 株 1 会 創 
式 司 場 株 式 ル社立 
会 創 建 式 会 窯 田 T 
社 立 設会 社 設原丄 
創 i      、社 後置 ェ 
立 ふ 7 操、 藤 9 場 

(5) こ業満 寺 こに 

株 6 九定会 日日 メセュ （旧） 対 昭 

式 創 州を設 本之ン メナ 曰 蘭 和 
会 立 産 実 立ホ出 ト ン ッ 本印セ 
社 ■ ^業 施 、ルセ 輸ト 7 セセメ 

と 社 鉄 f5 輸 トメ 出聯ス メメン 
改名 道 ヒ出ラ • ン 協 合式 ンント 
称 を 株 価 ント会 会 回 トト株 
産 式 格ド株 設 加 転 株輸式 
ヒ業会 及 セ式立 盟窯式 出会 
セ社 び メ会を 各 一 会 協 社 
メハ 輸ン社 決 社 基 社会 創 
ン大 出 ト創定 、増 八 設立 
ト正 数 輪 立^ 曰 設代立 i 

道 • 協 協と セ W 場 W 

-               ヮ風関 ド岡 
シ ^ 西 ィ田 
ン 地 ッ 内 
ト方 、閣 
ン 大 ヒ成 
海風 ッ立 
軍 水 ト 7 
条害 ラ乙 
約 へ 1 
破 9 総 

{^ 棄 1 統 
を 室 と 

29 通 尸 i な 
リロ        □ リ る 

丹 世東ァ 9 日日 ァ 
那 界北メ f 本本 メ 
ト 経 三リ、 ^  、軍リ 
ン 済 陸 力 g 国、 力 
ネ 会 地金ぎ 際 熱に 
ル 議方 輪う 連 河 金 

貫 n 大出 „  占融 

通 ン震禁 6  if 領恐 

i ト' 災止 i 1 荒 
J ンマ 7         5  W 勃 
にこ i        * 発 
て                   針 9 
7 開  決 
^催  定 

譜 (昭. 八~ 九)  三 五 


年 


譜 (昭ニ ハ~ 七)  一一 一四 


昭 

it 和 
三 七 
g 年 

d 昭 
ち 和 

一 ノ、 

ぎ 年 

石 公 関 〇 木 土め ル藤 
灰 司 東 株 寅 佐 欧タ井 
石工 軍 レ彥セ 米 1 光 
III 場特 を 力、 メへ • 藏 
及新務 買ら ン派経 • 
び設部 収同ト 遣済武 
ェ 許に 、社 株 i 窯 田 
場可大 同の 式 i 等 忠 
敷 を 同 社 株 会 の を 
地 # 洋 の 式 社 調ス 
調 請 灰 径ニ大 査ラ 
査、 股 営 f 株 研リ 
実 # 份 に 衣 主 究 1 
9 施び 有' i 参 七、 のフ 
し に 限 i 画 二 鈴 たィ 

l5 マけ （旧） 富 台 ェ 襲 副 
1^  二 製 曰 山 湾 場 名 社 
5_ ラ 品 本 出 第 長 C1 長 
ま 出 ーセ張 一 を； 淺 
@ 張 手メ所 —て；！ ：  5 野 
3^ 所 販ン閉 場 場、 泰 

i 閉壳 ト 鎖 1セ1 支 社 治 
洁鎖契 株 i 転 配長郞 
i  。 約 式 黑 人に、 
1 締会      拡 と就淺 
1! 結社       大 改 任 野 
[^と       ェ 称 T 總 
ん リ輸       *  "？  W  — 

ci 出 7~ 完 ^郞 
向 厶成  を 

原 小ン満 協セ当 曰 大満 
ェ野ト 蒙 定メ社 束 連 蒙 
場 田販セ 成ン糸 セ十セ 

ief セ壳メ 立 ト崎メ 曰 メ 
ェ メ協ン 1 飞聯ェ ン命ン 
ン 会ト； ^合 場 ト事ト 

i3 トと販 会 前 株務販 
製改売 、身 式 代 元 
造 称 協 対 1 会 行 協 
株 会 満 社^ 会 
^  13  、 州 創 設 
会 満 向 立 立 
社 州 け . へ へ 

、 セ 出 10  3 

藤メ荷 1  1 

よ セ哲小 託手豊 1 セ北近 
る メェ野 7 販国各 メ海幾 
指 ン 場 田 壳 セ 地 ン 道 • 
定 ト後セ 権 メ区ト 各 中 
業 ェェメ を ン販販 地 京 
種 業 ン 三 ト売売 区- 
と  、"ト 菱株協 協に 関 
な 重 製 商 式 会 会販束 
る 要 造 事 会の 統 売' 
9  ;f 株 株 社 連 制 協 北 
13 業 式 式、 絡 会 会 陸 
統 会 会 製機設 結- 
制 社 社 品 関 立 成 束 
法 、 にの^ ハ' 7 北 

に 阿 委ー 6 リ • 

政齋殺 五日 満団前 桜 上 ソ 曰 
府藤さ . 華 州 琢 蔵 田 海 聯 本 
、内る 一 停 国 磨 相 門 事 第 軍 

満 閣 9 五 戦 建 射 井 外変モ m 
州 成 6 事 協 国 殺 上 事 勃 次 州 
！ 国立 件 定宣さ 準 件 発 五 点 
承 マ 勃 正 言る 之ハ T カ領 

認 i 発 式 T  T  S  5  ^'  ^  T 
で        、調 ■"w 射皇 計リ 
^       犬 印； 殺 狙 画 
養ず 丄 さ 撃 発 
首リ        る、 表 

相          1^ 1^  T 

混 金 犬 北 満界ィ 行 労 8 重 第 
乱 輸養海 州 混 ギ 7  ，  ^  -f 壬 
^出 内 道 事 乱 リ^ 者 産 次 
再閣、 変 レス 災 業 —若 
禁成青 勃 金 害 統槻 
止 立 森 発 本 扶 な 
へ 13 地 八 位 助 法 閣 
12  2 方 柳 制 法 公成 
1 大条離 公 布 立 
株 凶 溝 脱布ハ 7 
式 作 9 事 ハ - 4 リ 
市 で 件 9        4 1 
場 3       ^        1         1 施 
大 15 財 施行 

年 


昭和 五 年 

(一 九 三 〇 年)， 


浅 野 セメン ト 中央 研究所 新設 完成 

？ 1 「アサノべ 口 セメント」 初 

使用； - 

全 工場に 八 時間 三 交替 制 実施 (3  ) 

川 崎 • 門 司 • 北海道 各 工場に 労働 

争議 発生 (3~4) 

名 古 屋スレ —ト 工場 後ェ (4) 

淺野總 一郎、 欧米へ セメント 製造 

工業 視察 旅行に おもむく  (宫 川總 

三郞. 高 橋英治 随行) (5  ~8 帰国) 

前 橋 出張所 開設 (5) 

「アサノべ 口 セメント」 名称 登録 

(5) 

川 崎 工場 労働争議 発生 (4  ~8  J 

製造 部門と 販売部門と の 分離 を 行 

い、 販売部門 專 掌の 北海道. 東京 • 

大阪. 門 司 • 台湾、 支店 制度 創設 

(7) 

本店 事務所 を a 町 区 丸ノ. e: 東京 海 

上 ビル 新館 三階へ 移転 (9) 

初代 社長 淺野總 一 郞 長逝 (U  .  9 ) 

前 橋 出張所 閉鎖 (U ) 

台湾 工場 増設 工事 完成、 原石 焼成 

法 を 採用して、 旧 工場 を 第 一 ェ 

場、 増設 部 を 第二 工場と 称す (U) 


商工 省 告示 第 四十 一 号 を もって ボ 

ルト ランド セメント 規格、 同 第 四 ■ 

十 一 一号 を も つ て 高炉 セメン ト 規格 

改正 公布 (8= 昭和 4  . じ 決 

定) 

セメント 市価 一 a 十四 円 (大阪 小 

売 市場) に 暴落 (^) 

日本 ソ リデ. チ ッ ト 株式会社 は 東京 

工場 を大阪 窯業 株式会社 工場 内に 

移して、 大阪 窯業 社に 製造 を 委託 

九州 を 地域と する 九州 十日 会設 

立、 価格 及び 出荷 協お 実施 (^) 

これ を 契機と して 全国 各地 区に 同 

種の 協調 機 (販売 協会と 呼称) 

成立 (^~ 昭和 6  .3) 

台湾 二十日 会 成立 (化し 

大分 セメント 株式会社、 製品の. C 

外 一 手 販売 権 を 三 井 物産 株式会社 

へ 委託 (2) 

ドイツに おいて レポ— ル窯 発明 さ 

る。 - 


金 輸出 解禁 実施 (ー J 

口 ン ドン 海軍 条約 調印 (4) 

首相 濱ロ雄 幸 狙撃され、 幣原外 

相、 臨時 首相と なる (u) 

i 不況 深刻化す-— 


譜 (昭 . 五〕 


クリ— ト 株式会社 として 当社から 

分離 独立 (2) 

川 崎 工場 製の 高妒 セメント を 「鹤 

見 高炉 セメント」 と 称し、 浅 野 造 

船 所からの 受託販売の 形式に て 市 

販 (3) 

アメリカ、 ス ミス 社 技師 C  . ュ— 

ルを西 多 摩 新 工場 原料 及び 一 般作 

業 指導の ため 招聘 帰 米) 

アメリカ • ス ミス 社 技師 S • 口 ー 

ヴ シン . 二— ルセ ンを新 工場 焼成 

作業 指導 の ため 招聘 (5  19 帰 米) 

西 多 摩 工場 竣工 (51 わが国 最初 

の 本格的 湿式 焼成 法 採用) 

支店 制度 を 廃止、 工場 制度と なる 

(5  i 東京. 大阪 • 門 司. 北海道. 

川 崎 . 台湾 各 工場) 

横 浜 出張所 閉鎖 (5) 

西 多 摩 工場、 八 時間 三 交替 制 実施 

(7) 

朝 鲜スレ ー トェ 場 建設 完成、 操業 

§ ^始 (8  .) 

チ£ 小 S- 山 採掘 場 閉鎖 (U  ) 

スレ— ト 部門 司 工場 抄 造機 一 基 増 

設 (2  ) 

大久 野拈土 山で トンネル 法 採用。 


七 尾 セメント 株式会社 七 尾 工場 操 

業 開始 (5) 

太平 セメ ン ト 株式会社 創立 (6  ) 

セメント 聯合 会、 スライディング 

システム による 新 操短 法 (合理化 

運転) を 決定 (8  . パ ) 

第二次 セメン ト 聯合 会 成立 (！： ：" ) 


表 (7) 

二 ュ ー ョ— ク 株式 惨落、 世 3^ 的 

大 恐慌 はじまる (W) 

金解禁 決定 (U  ) 

産業 合理化 はじまる (U) 

清水 トンネル 開通 (2) 


年 


昭 和 三 年 

(一 九 二八 年) 


昭和 四 年 

(一九二 九 年) 一 


参画 (u  ) 

束 京 工場に、 わが国 最初の 多 筒 式 

冷却 機 設置 (nj— 回転 窯をュ ナツ 

グス 型に 改造) 


恒見 採掘 場 ffl 鎖 (3  ) 

西 多 摩に 新 工場 建設の ため 工場 総 

監督と して、 アメリカ、 ス ミス 社 

技師 B  . ォ— ル セン (昭和 4  -  W 

帰 米)、 機械 据 付の ため H  .  S  .  二 

I ル セン (昭和 4  .7 帰 米) を 招 

聘 (4) 

^日本 セメント 株式会社 製品の 一 

手 販売 契約 締結 (4  ) 

川 崎 工場、 高炉 セメント を 試験 製 

造 (6) 


鹿 3^ 島 出張所 設置 (1) 

梅ケ平 採掘 場 開設 「ー) 

鉄筋 コンク リ. J ト部 は、 鉄筋 コン 


磐 城 セメント 株式会社 東京 工業 所 

閉鎖 (2— 昭和 W 年 四 倉 工場へ 回 

転 窯 移設) 

秩父 セメント 株式会社、 第二 秩父 

セメン ト 株式会社 を 合併 (3  ) 

お 城 セメント 株式会社、 製品の 一 

手 販売 を 三菱 商事 株式会社に 委託 

(3) 

東京 セメン ト 株式会社 設立 (7  ) 

(M5S 同名の 会社と は 関係がない) 

旭 セメント 株式会社 設立、 帝国 セ 

メ ン ト 株式会社 を 買収 (8- 大正 五 年 

創立、 同 十 一 年 大分 社に 合併され た 同名の 会社 と 

は 関係がない) 

小 野 田 セメント 製造 株式会社、 朝 

鮮咸鏡 南 道 文 川 郡 川 内 里に 工場 建 

設§ 


小 野 田 セメント 製造 株式会社、 中 

央 セメント 株式会社 を 合併、 同社 

八幡 工場と する (3) 


新 銀行 法 実施 (ー ) 

第 一 回 衆議院 普通 選举 実施 (2) 

日本 商工会議所 設立 (3) 

第二次 山 東 出兵 (4) 

济南 事件 (5) 

治安維持法 改正 勅令 公布 (即日 

施行) (6) 

ソ連 第 一 次 五 力 年 計画 発表 (^) 


譜 (g  二  丁 四) 


日華 関税 協定 成立 (1) 

民 問 航空 事業 はじまる (3) 

濱ロ 内閣 成立、 金融 緊縮 政策 発 

三 1 


年 


譜 (昭 • 元- (二) 


三 〇 


昭和 二 年 

(一九二 七 年) 


ン ト発 注さる (に ) 

呉 出張所 閉鎖。 

川 崎 工場、 労働組合 結成。 

福 島 詰 所 を 出張所に 昇格。 

勝峯 採掘 場に おいて 傾斜面 採掘 法 

(上向 掘) 採用。 


専務取締役 金子 喜 代 太 . 理事 宮川 

總 三郞、 ベ 口 セメント 製造 販売 権 

移入の ため 欧米に 派遣、 契約 締結 

(2) 

上海 出張所 閉鎖 (4) 

福 島 出張所 閉鎖 (4) 

川 崎 工場に おいて、 ベ— ッ式 多層 

紙袋 初 使用 ー わが国 最初 (5  i 七、 

九 五 〇 袋 初出 荷) 

浅 野 超 高級 セメ ン ト 株式会社 を 合 

併 (5, —資本金 一 億 六 百 三十 一 万 

円と なる) 

本社 事務所 を 正金銀行 丸 ノ 内 支店 

ビルに 移耘 (9) 

S 日本 セ メ ン ト 株式会社の 径 営に 


制定 公布 さる (6〕 

磐 城 セメント 株式会社、 鈴 木セメ 

ント 株式会社 を 合併、 同社 東京 ェ 

業 所と 改称 (7) 

七 尾 セメント 株式会社 創立、 石 川 

県 鹿 島 郡 西 港村津 向に 工場 建設 

S 

大阪 窯業 株式会社、 セメント 工場 

を 分離、 大阪 窯業 セメント 株式 会 

社 を 設立 (！： i) 

商工 省 告示 第 九 号で 普通 セ メント 

规格、 同 告示 第 十 号で 高炉 セメン 

ト 規格 共に 改訂、 日本 標準 規格 第 

二八、 一一 九 号 公布 さる (4  i 大正 12 

. 6  .  决定) 

大分 セメン ト 株式会社、 桜セ メ ン 

ト 株式会社 を 合併、 同社 徳浦 工場 

となる (6  ) 

三重 セメント 株式会社 山 田 工場 閉 

鎖 (0°) 

第二 秩父 セメン ト 株式会社 創立 

n) 


金融恐慌 勃発 (3  ) 

田 中 內閣 成立 (4) 

モラトリアム 緊急 勅令 究布 (4  . 

三 週間) 

第一 回ジュ ネ ー ブ 国際 経済 会議 

開催 (5) 

ジ ュ ネ— ブ 三国 海軍 軍縮 会議 開 

会 (6) 

第 一 次 山 東 出兵 (7) 

東京 上野 ~ 浅 草 間 地下鉄 開通 

S 


年 


d 昭 
九 和 

Ik 元 
S 年 

2 大 

九 正 
二 十 

E 四 
g 年 

き 川         '；# パ、 加 南八镇 
fci    ノリ            はつ、 'Bt    Mk.    vTv  IP 

内 崎 野 川 合び 京' g — 
省ェ 超 採設に • ま 回 
よ 場 高 掘 立ス川 $ 永 
りへ 級 場 7 レ崎 f 年 

わ 多 セ開 W      1        • 'ま 勤 

が 摩 メ設 ト S 続 
国 陵 ン；^ 各 司 f ま 者 
最御 ト ヱ . 《 表 
初 造 株        場 北^ 彰 
の 営 式        に海塑 マ 
高 用 会        健 道 i 
极と 社  康各丄 
セ し 創        保ェ 0 
メてヒ 立  険場 

m  T す坊；告±1"^7坫 

则 丄 9 15C 退 ■% 刀 

山場る 師 '公設 法師 
出 視 学 德、 ^ 計、 中 
張 察 術 根 見 製 川 
所 の 的 吉 積 造 博 
開 た 研 郎 依 用 を 
設め究 を 頼 機 高 
欧&高 等械級 
t: 州 び 級 のの セ 
へ新セ た調メ 
Sin 式メ め査ン 
遣 セン 欧研ト 
ハメト 米究の 

9 ンに へ、 製 

^ ト関 派ェ造 

が FI   2  ifeu ナもは npn  fni -L 

/J*    口 ム 3BC   y<    =i    Vr.  \\aj  IMJ  土 

国本 • 造阪社 ft 日 転 佐 

最標 5 研 焦 佐に 本窯セ 
初 準 市 究業伯 建 セーメ 
の 規販開 株 ェ 設 メ 基 ン 
高 格^ 始 式場 中 ン新 ト 
炉第 i 会 前の ト設株 
セニ        W 社 身 新株 i 式 

メ九 ハ、 りェ式 W 会 

ン号 8 高 場 会 社 
トを 試 級 竣社 、 
試 も 製セ ェ、 二 
験つ 、メ へ大 0 
規て 昭ン 4 分 〇 
格 わ 和ト 1 県 呎 

ッせ it       at  jifs^jm-r^A^fK 
-£r 1A        W"^fai 未 75&丄 于； *U'J、 

ま 器 父 父ンェ 所ン城 7 部セ野 
にセ セト おと トセ セメ田 
If 業メ     メ試告 改株メ  メンセ 
1  な、 界ン ン験 ， ト- 称 式ン ン トメ 
し最ト ト方第 7 会ト ト株ン 

使 初 株 株 法 五 社 株 製式ト 

房の 式 式 公 号 を 式 造 会 製 
^多 会 会 布 を 合 会 株 社 造 
11 増 社 社 さも 併 社 式 を 株 
紙、 ェ るつ 、、 会合 式 
袋セ 場 i て 同日 社 併 会 
ハメ 凌 こ 高 社 之 I<p 社 

ベン i ェ i;f^' 湊出 場 C  、 
1 ト^        セェ セ竣愛 

昭大 健ェジ 7 労 若 
和 正康場 ュ . 働概 
と 天 保法ネ 1 争 内 
改皇険 施 1  ^議閣 
元 崩 法行ブ 調 成 
P 御 施 令 軍 停 立 
. 、行改 縮 法で 
25 皇令正 会 公丄 
C 太 公 公議 布 
子 布と 開 へ 
裕施催 3 

仁 行 i  1 
践 7  施 
1  祚 む  行 

五 国 金 第 東 普 治約ソ 
九 勢 輪 二 京 選 安調ビ 
J 調 出 次 愛 制 維印ェ 
ま 査解加 * 度 持^ ト 
9^に禁藤 山 公法 T 連 
ハ、 よ （^内 放 布 公 丄 邦 

七る 3 閣 送 9 布 正 
〇 全 成 局 W  Y 式 
四国 立で j 承 

人 ^も             0             本            +5-  n'cJ 

人 W 放 1 ^ 
^口              送 マ 曰 

7 開 ^ ソ 
6 始  条 

譜 (大 • 一  四 ~昭 • 元)  二 九 


年 


譜 (大 •  一二 ~ー  三) 


二八 


大正 十三 年 

( 一 九 二 四 年) 


浅 野 同族会社 径 営の 鉄筋 コン ダリ 

1 ト部を 継承 (sj 

力— リツ ト 原料 工場 (南 千 住) を 

閉鎖。 

マ 二 ラ詰所 を 出張所と 改称。 


横 浜 出張所 開設 fl ) 

第二 浅 野 セメン ト 株式会社 設 立 

？) 

東京 工場、 震災 復旧 工事 完成 (2) 

川 崎 第二 工場、 復旧 及び 増設 工事 

完成 (41 生 灰 焼成 法 採 ffl) 

第二 浅 野 セメン ト 株式会社 を 合併 

(6) 

大 阪木津 川セメ ン ト 株式会社 を 合 

併、 大阪 支店と す (生 高 三 〇 万 

搏= 五 一 、七 〇 九瓲、 原石 焼成 法) 

(6) 

資本金 五、 六 三 一 万円と なる (6) 

大阪 販売 所 を 廃止、 地 部 を大阪 

支店へ、 輪 出 部 を 本店 総務部 商務 

課 直属と す (6) 

当社、 滝 山 商店と 共同出資の もと 

に、 浅 野スレ —ト 販売 株式会社 

(資本金 五 〇 万円) を 創立 (7) 

上海 詰 所 を 出張所に 昇格 (8) 

スレ— ト門司 工場 抄 造機 (第 一 号 

機) 一 接 新設 (^) 

門. 5- 工場 セメント 包装に 麻袋 使用 


大船 渡セメ ン ト 株式会社 創立 (1 ) 

日本 ソリデ チット 株式会社 創立、 

東京 月 島に 工場 建設 (4) 

豊国 セメン ト 株式会社 佐賀 工場 閉 

鎖 (9i 昭和 .  9 解体) 

大分 セメント 株式会社、 大船 波セ 

メ ン ト 株式会社 を 工場 未完成の ま 

ま 合併 (qo 

浅 野 • 小 野 田 等セメ ン ト 製造業 者 

十五 社 大阪に 会合、 メ I トル 建 採 

用、 袋入り は 正味 五 〇 近、 博 入り 

は 正味 一 七 〇 近に 量目 統 一 を 決議 

S 

第 一 次 セメント 聯ん； 1 会 設立 (^) 

セメン ト 聯合 会 生産 制 K 実施 (：- ) 


淸浦 内閣 成立 (1) 

加 藤！： 閣 (護憲 三 派 連立. C 閣) 

成立 (6) 

メ ー トル 法 採用 実施 (7) 


年 


大正 十二 年 

(一九二 三年 )| 


一七 二、 三 六 四 a)  (3) 

東京 工場に ベ I ッ式袋 詰 機 一基 新 

設 2 

川 崎 第二 工場に ェ ッ ジム ァ— 会社 

タ ー ボ ゼネレ 一タ を据付 (5  ) 

川 崎 工場に ベ— ッ式袋 詰 機 一 一基 新 

設 (6) 

門 司 工場 回転 窯 (径九 X 長さ 二 〇 

〇io  二 基 増設 及び 付属 諸 設備の 

改造 工事 完了。 

福 島 詰 所 開設。 

函館 営業所 を 北海道 支店 販売 課と 

改称。 

マ 二 ラ詰所 開設。 


譜 (大 • 一 一 


上海 詰 所 開設 (ジ ャ ン グ印 創設) 

(8) 

関 束 大震災に より、 東京 工場 全焼 

川 崎 工場 も 甚大なる 被害 を受く 

(9) 

本店 事務所 を 束 京 海上 ビル 旧 館に 

移耘 (9) 

浅 野 スレ— ト 株式会社 を 合併、 当 

社 スレ— ト部 とす (^) 

日本 力— リ ッ ト 株式会社 を 合併、 

当社 力 —リ ッ ト部 とす (^) 

資本金 三、 五 七 五 万円と なる (^) 

丄 二) 


豊 国セメ ン ト 株式会社 は 名 古屋セ 

メ ン ト 株式会社 • 佐贺 セメント 株 

式 会社 を 合併 (6  ) 

大分 セメント 株式会社、 旭 セメン 

ト 株式会社 を 合併、 同社 由 良工 場 

とす (6) 


秩 父セメ ン ト 株式会社 創立、 埼玉 

県秩父 町に 工場 建設 (ー) 

宇 部 セメン ト 製造 株式会社 創立、 

山口県 宇 部 市に 工場 建設 (9) 


健康保険法 公布 (4  —施行： Q 

7) 

加 藤. S: 閣 成立 (6) 

暴利 取 蹄 令 公布 (8) 


関東大震災 発生、 東京 • 横浜大 

火、 震災地に 戒厳令 (9) 

山 本. S: 閣 成立 (9) 

虎の 門 事件 

山 本 内閣総辞職 (！^  ) 


二 七 


年 


C: 大 
九 正 

二 十 

£ 年 


) 


二 六 


株式会社 創立 17) 

宫ノ平 採掘 場 を 当社 事業 場と す 

(7) 

川 崎 第一 工場 増設 工事 完成 並びに 

第二 工場 建設 竣工 (9— 月産 六 万 

搏= 約 一 〇、 三 四 ニ瓲、 原石 焼成 

法 採用 = 第一 工場 合計 十万 搏) 

さく 井 爆破 • 坑道 爆破 等の 指導 を 

受ける ため、 アメリカ • トロ— ジ 

ャ ン 火薬 会社 技師 マドックス を 招 

聘 (9) 

雷電 山 採掘 場 開設 (U) 

函館 出張所 を 営業所と 改称。 


石灰 山の 専門的 調査 を 岡 田 清 蔵に 

行わせる (3) 

峩朗 採掘 場に おいて マドックス 指 

導の もとに 第 一 回 坑道 爆破 を 実施 

(5) 

資本金 を 三、 三 o〇 万円に 増資 

(6) 

台湾 工場 廃熱 汽罐 新設 (8) 

門 司 工場 回転 窯 (径九 X 長さ 二 〇 

05 一  基 増設 (9) 


名古屋 セメント 株式会社 工場 操業 

開始 (^ ) 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 小 野 

田 工場、 わが国 最初の 回転 窯 廃熱 

汽罐 設置 (u  ) 


セメント 市価、 一通に 付 三 0 円 

(束 京 小売 市場) に 暴落 (3) 

日本 ボ ルト ランド セメン ト 同業 会 

は、 袋入り セメントの 重量 を  一 二 

七 ボンド (五 七丄ハ ffi) 及び 九五ポ 

ンド (四 三-  一 K) の 二種と する こ 

とに 決議 (4) 


第一 回 国勢調査 実施 (^) 

日本の 南洋諸島 委任 統治、 正式 

決定 (2) 


尺貫法 をメ— トル 法に 改正 (4) 

友愛 会、 日本 労働 総 同盟と 改称 

東京 駅頭に て 原 敬 暗殺 さる (U) 

高 橋 閣 成立 (U) 

皇太子 裕仁 親王 摂政と なる (U  ) 

ワシントン 軍縮 会議 開催 (U) 

ワシントン 会議に て 日 • 英. 米. 

仏 四 力 国 条約 締結 0:i) 

日英 同盟 廃棄 (2) 


北； t 道 工場 拡張 及び 大回転 窯の 増 

設、 改造 工事 完了  (月産 百万 搏= 


中国 石蓊 株式会社 創立 (3) 

五日市 鉄道 株式会社 創立 (5) 


ヮシ ン トン 会議 調印 (2) 

中国に 関する 九 力 国 条約 締結 

(2) 


大正 十一 年 

(一九二  二 年) 


0  (大 . 九 ~ 


年 


大正 八 年 

(一九 一 九 年) 一 


大阪 出張所 を 販売 所に 昇格、 内地 

部と 輪 出 部 を 設置 (4) 

(浅 野 同族 社 南 千 住 力 I リ ッ トェ 

場 竣工 —6) 

廃熱 汽權 調査の ため、 アメリカへ 

バ ン ザ ント、 入 谷 春 彥を派 造 (8 

—翌年 3 月 帰国 J- 

(浅 野 同族 社 保 土 谷 力— リ ッ トェ 

場 竣工—. 1^) 

仙 台 出張所 開設。 


旧 日本 セメント 株式会社 八 代 工場 

回転 窯 (一 二 五呎) 二 基 増設 (2). 

桜セ メ ン ト 株式会社 大阪 工場 廃止 

(3) 

農 商務省 告示 第 一 七 七 号 を も つ て 

ポルト ランド セメ ン ト新规 格 公布 

(6) 

八幡 製鉄所、 高炉 セメント 新 工場 

建設 (8  ) 

名古屋 セメント 株式会社 設立、 名 

古 屋市南 区大江 町に 工場 建設 (9 

—大正；；： .6、 豊国 セメント 株式 

会社に 合併) 

大分 セメン ト 株式会社 津久見 工場 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社、 朝 

鲜平壊 勝 湖 里に 工場 建設 (に) 


パ リ 平和会議 開催 (ー〕 

中国 各地に 曰货 排斥お こる (4) 

赤道 以北 南 ajg 島の 統治 曰 本に 

委任 (5) 

ヴ H ル サイ ュ 条約 成立 (対 独講 

和 条約) (6」 

米価 膙贵、 米穀 輸入 令 改正 (7) 

—不況に よる 労働攻勢 激化 ー 


大正 九 年 一 

(一九二 〇年> 


創立記念日 を 三月 十日 (初代 淺野 

總 一 郞 誕生日) と定む (1) 

国産 力 I リ ッ ト 製造 開始、 青梅 宮 

ノ平 採掘 場へ 初出 荷 (1) 

(浅 野 同族会社、 製薬 部 (力 ー リ 

ッ ト) を 分離し、 日本 力— リ ッ ト 

譜 (犬 • 八 ？- 九) 


大戦 後の 空景気 出現し、 セメント 

市価  一 a に 付 七 〇~ 八 〇 円 (東京 

小売 市場) に 暴騰 (2— 当時 市価 

一 通 四 三 ~ 五八 円) 

豊 国セメ ン ト 株式会社 門 司 工場 操 

業 開始 (6) 


恐慌、 金融 証券 界を 襲う (3) 

各地 銀行 取 付と なり、 政府 救済 

を 声明 (5) 

鉄道 省 設置 (5  I 鉄道 院 昇格) 

上野 公園で わが国 最初の メ ー デ 

1 挙行 (5) 

二 五 


年 


2 大 

九 正 

八 七 

ぎ 年 

二 四 


電気化学 工業 株式会社 大 牟田ェ 

場、 セメント 製造 を 開始 (4) 

土 佐 セメント 株式会社、 回転 窯 増 

設 (9) 

日本 窒素肥料 鏡 工場の セ メ ン ト製 

造 を 中止、 同時に 同社 水^ 工場に 

おける セメ ント部 操業 11 始 (W) 

吉川 セメント 合資会社、 株式会社 

に 改組 (S) 

大分 セメント 株式会社 創立、 大分 

県 北海 部 郡 青 江村に 工場 建設 (！： i 

I 昭和 2  .8、 小 野 田 社に 合併) 

豊国 セメント 株式会社 創立、 福 岡 

県 京都 郡 t?: 田 村に ェ 場 建設 (！： J  ) 

曰 之 出 セメント 株式会社 創立、 青 

森 県 三 戸郡湊 村に 工場 建設 (大正 

2.6、 潜 城 セメント 株式会社に 

んロ 併，)  . 


戦時 利得 税法 公布 (3  ) 

軍需工業 動員 法 公布 (4  —施行 

日華 軍事協定 (5) 

シ ベリア 出兵 決定 (8) 

米価き 騰 により 富山県 下に 米 騒 

動 勃発、 全国的に 波及 (8) 

原 内閣 成立 (典型的 政党内閣 を 

組織) (乂) 

軍盖 H 業動员 法、 朝鲜 • 台湾 . 

樺 太 . 南満 鉄 付属 地に 適用 (S  ) 

—第 一 次 世界大戦 終結、 大戦 後 

の K 動的 不況 出現.— 


譜 (大 • 六， （七) 

資本金 一 、五 〇〇 万円に 増資 (U) 

アメリカより コ ッ トレ ル式電 気 集 

塵 装置 購入、 東京 工場に 設置の 結 

果 成功、 深 川 区民 側と 折衝の 上ェ 

場 移転 案 撤回 さる 1 わが国 セ 

メント 工業 最初の 集塵 装置) 

新 潟 出張所 開設。 

川 崎 第二 工場の 建設の ため ァ メリ 

力、 アリス. チヤ， I マ— 社より 同 

社 技師 パ ン ザ ン ト 並び に ロバ— ト 

を 招聘 へ2  ) 

呼野 採掘 場 開設 f  4) 

スレ I ト 東京 工場 抄 造機 一 基 新設 

(5) 

名古屋 出張所 開設 (9  ^ 

門 司 スレ— ト 分工場 建設 竣工、 -fe^ 

業 開始 (9  ) 

秩父 採掘 場 を 当社 事業 場と す ) 


年 


九 

七 
年 

大 

正 

年 
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浅 野 セメント 株式会社、 浅 野セメ 

ント 合資会社 を 合併し、 資本金 五 

百万 円と なる (2) 

支店 制 を 実施、 東京、 門 司 支店 を 

設置 (2  ) 
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造 販売 権 並び に 機械の 購入 方を委 
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入の 契約 成立。 
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坂 勘 一 ら 愛知県 知 多 郡 横須賀 村に 

知 多 セメント 株式会社 設立 (61 

終 * 不明) 

八幡 製鉄所、 高炉 セメント 工場 建 

設 (7) 

小 野 田 セメン ト 製造 株式会社 小 野 
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( 一 八 九 〇 年) 


第三 回 内国 勧業博覧会 において 一 

等 有功赏 授与 さる (7) 

時事 新報 社から 一 等赏 金牌 授夸さ 

る (8) 

深 川 工場 第二 次 増設 ェ 事 完了  (生 

産 高 四千 搏= 約 七 二 六 通) 

門 司 セメント 会社、 金融 難の ため 

工場 建設 を 中止し 会社 解散。 


外 山 修造 . 碟野小 右衛門 • 野田吉 

兵衛ら 天然 セメ ン ト 製造 を 目的と 

して、 富山県 氷 兄 郡 腔 田 村に 大束 

セメント 株式会社 設立 (3) 

吉川 泰次郞 • 遠 藤秀行 • 平 田 文 右 

衛 門 • 園 田 赏 德ら、 北海道 セメン 

ト 株式会社 を 設立し、 渡 島国 上 機 

郡上磷 村に 一 1 場 建設 着工 (4— 当 

社 上 磯 工場 前身) 

愛知 セメント 商会 改組して、 愛知 

セメント 株式会社 となる (5— 大 

正；！：  *1 小 野 田 社に 合併) 

亜細亜 セメント 会社、 福岡県 企 救 

郡 黒 崎 村 藤 田に 工場 を 建設した が 

竣工に 至らず して 中止 (5) 

セメント 製造 会社 (小 野 田)、 ホフ 

マ ン式輪 窯 焼成 不良 中止 (7) 

鈴 木 佐 兵衛、 束 京 小名 木 川 五本松 

所在の § 曰 本セメ ン ト 株式会社 ェ 

場を讓 受け、 鈴 木 セメン ト 製造所 

として 操業 開始 (8) 

^日本 セメン ト 株式会社、 熊本県 

八 代 町に 工場 建設、 操業 開始 (W 

—当社 八 代 工場 前身) 


第三 回. s: 国 勧業博覧会 東京 に て 

開催 (4~7) 

商法 (旧 商法) 公布 (4) 

琵琶湖 疎水 工事 完成 (4) 

府県 制 及び 郡制 公布 (5  ) 

米価 騰贵、 各地に 米騒動 勃発 

(6) 

第一 回 衆議院 選举 (7) 

第 一 回 帝国 議会 開会 (n ) 

東京？ 横 浜 間 電話 開通 ) 

—最初の 資本主義 的 経済 恐慌 現 
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第三 章 業 a 概観  .  - -c: 

の 比率が 良す ぎた ため も ある。 しかし 流動 比率の 大正 二 年から 六 年まで、 固定 比率の 大正 二 年から 八 年まで、 並びに 負債 

比率の 七 年から 九 年まで など は、 それ 自体に おいても 低率す ぎる。 つまり、 この 発展 興隆 時代に おいて、 設備 その他の 固 

定 資産が、 多く を 外部 負債に 依存し すぎた という ことで ある。 活動 性 比率と 収益 性 比率と はこの 期間 はもち ろん、 昭和 四 

年まで ずっと 良好で ある。 収益 性 比率 は 特に 高率で あるが、 これ は 流動性 比率の 場合と は 逆で、 この 期 自体の 比率が 良好 

である 上に、 標準 年次が やや 不良であった ことが 一 層 高率に 拍車 を かける ことにな つた。 総合 比率で 見る と、 大正 六 年、 

九 年 並びに 十一、 十二 年の 三つ をピ— グ として、 あたかも 一体の 連峰 を 形成し、 大正 二 年から 終戦後の 立直り 期で ある 昭 

和 二十 八 年までの 約 四十 年間に おいて、 当社と して 最も 繁栄した 時期と 判断され るので ある。 

二 期 大正 十三 年に セメント 聯合 会が できてから 業績 沈静に 帰し、 次いで 金解禁に よる 昭和 五、 六、 七 年の 不況 期に 入る ので 

(前期) ある。 この 期間、 流動性 比率 こそ やや 向上した が、 活動 性 比率 は 最初、 横ばい を 続け、 後、 急落して、 六 年に は 六 九 ％ に 

落ちた。 収益 性 比率 も 同じ 足取り を 取りつつ、 急落の 度 は 激しくて 五 年 ニニ ％、 六 年 九 ％と旌 しい 絰営 不振に おちいった。 

総合 比率 も 創業 以来の 最悪、 空前の 低率 を 示した こと、 図表のと おりで ある。 

(後期) 昭和 八 年から また、 各 比率と も 標準 線に 接近した。 収益 性 比率 は 一 旦 良好に 見えた が、 十 年 以後 十一 一一 年まで 下向きと な 

り、 十五、 六 年に  一二 五 ％ まで 上昇した-か、 また 下降して 十九 年に 及んだ。 この間、 他の 諸 比率 も、 ほとんど 同一 足取り 

.  を もって 十五、 六 年と 上り、 十七、 八、 九 年と 漸落して いる。 

三 期 二十 一年 以後 は、 収益 性 比率まず 急落して、 二十 一年から 欠損 圏に 突入し、 二十 四 年まで 赤 宇の 漸増であった。 しかし 

ながら、 二十 五 年から 急上昇に 向った が、 活動 性 比率 も 二十 年に は 低落し、 その後、 騰落 を径て 二十 五 年から ぐっと 上向 

き、 また 流動性 比率 も 標準 線 を 完全に 突破した。 総合 比率と して は 二十 年に 微落、 二十 一年 上昇、 二十 二、 三、 四 年と 再 

び 低落 を 続けた が、 二十 五 年 以後 急 反発 を 見せて 二十 八 年に 及んで いる。 K 発の 原因 は、 活動 性 比率と 収益 性 比率の 急騰 

にあって、 全く 経営 実力の 発揮に よる ものである。 かくして、 今や 漸く 本格 景気 を 打ち出そうと している が、 まだ この 総 

合 比率の 上で は、 大正 最盛期に 僅か 及ばない。 しかし 最近、 当社 は 経理の 合理化と 資本の 蓄積に 努力しつつ あるので、 将 

来が 期待され る。 


第三 章 業績 概観 (図表 一 三) 

事業 発展の 段階  セメント 業 発展の 経路から 考えて、 大体 三つの 期に 分けて 概観す る ことができる。 まず 前期と も 言うべき 当社 合資 会 

社 時代、 その 中で も 明治 四十 年 ごろまで は 规模も 小さく、 生 も 少なくて、 いわば 事業 幼年期に 属する。 したがって、 

セメント 業の 占める 社会的 地位 も 低かった。 セメント 業が、 本格的に 国民 径 済の 上に 重要性 を 認められ たの は、 鉄筋 コン 

クリ —ト 工法の 発達に よる 需要の 急進と、 回転 窯に より 大量生産が 行われる ようになった 明治 四十 年 以後で ある。 そのこ 

•  ろから 大正 十二 年 ごろまで を 第一 期と する。 その内で も、 大正 五 年まで は、 活躍 に 入る 前の 準備 期で ある。 その後、 第一 

次 世界大戦 を 経て 関 束 大震災に 至る が、 その 冏 わが国 産業の 発展に 伴い、 土木 建築 も 大いに 勃興して、 セメント 業 は 著し 

い 進歩 を 見せた。 生産高 は 急 角度 を もって 上昇し、 規模の 拡大、 生産 方式 または 工程の 整備 改善 は 踵 を 接して 進められ、 

全く はつらつたる 生気に 満ちた 時代であった。 

大正 十三 年 セメント 聯合 会の 創設 以来、 太平洋 戦 t!!.- の 終結まで が 第二 期で ある。 この 期 はまた、 いくつかに 分けて 考え 

なければ ならない が、 この間に セメント 業 は、 国民経済の 上に 押しも押されもせぬ 地位 を 確立し、 堂々 たる 巨歩 を 踏んで 

今日に 続く ので ある- - その 前期 を 大正 十三 年から 昭和 七 年まで、 後期 を A 年から 二十 年上 期までと する" 前期 は 聯合 会設 

置以 sfe で、 金解禁 を 中心とする 不況 時代、 後期 は、 国力 究展に 伴う 興隆 時代から 戦時 窗乏 時代 を径て 敗戦に 終る 時期で あ 

る" 第三 期 は、 二十 年 以後で、 敗戦 混迷の 中から 立ち上り、 たちまち 繁栄 を 取り戻して、 まさに セメント 業の 黄金 期に 入 

ろうとす る. g- 代で ある。 

前期 時代 以上 を 当社 総合 比率 図表に ついて 見る と、 合資会社 時代 は 小さいながら、 数 宇の 上で は、 いずれの 点から 見ても、 まず 

申 分ない 業績 を 示して いる。 しかし «模 の 点から いって、 これ を 今日の 業績と 対比しても 余り 意味がない。 

第 一 期 明治 四十 年から 大正 十二 年までの うち、 大正 元年 以前 は 資料 を 欠く が、 大正 二 年 以後、 図表に よれば、 総合的に は 好 成 

績を 挙げてい るが、 流動性 比率 はよ くない。 そのうちで、 特に 負債 比率が 悪い が、 これ は 一 面 標準 年次、 (昭和 九-, (十 一 年) 

第三 章 業績！： 観  二 〇 一 


第二 章 業 結 分析  一一 〇〇 

の 自己資本の 項 参照) 

なお、 図表 一 〇、 一一 の 同業 四 社 平均の 昭和 二十 五 年度の 指数 は、 仮 計算で ある。 

第 十 節 株価の .：：2 低 (図表  一 二) 

ft  W の 足取り 最近 二十 年間、 すなわち 昭和 八 年から 二十 八 牛 上期までの 当社 称 価の 最高、 最低 を 凶 示した。 昭和 八 年から 二十 三 牛 ま 

では 毎 一年、 二十 四 年 以後 は 毎半ヸ をと り、 いずれも 暦年に よった" この間の 最高 は 二十 八 年上 期の 四 三 〇 円、 最低 は 二 

十二 年の 三十 二 円 五十 銭、 値動きの 一番 激しかった 期間 は、 二十 二 年から 二十 四 年下 期までで、 二十 三年な ど は 最低 四十 

三 円から 最高 ニー 0 円、 一六 七 円の 値幅 を 見せた。 値動きの 最も 少ない のが 十一 年から 二十 年までで、 この 十一 年間の 値 

開き は 底値が 十二 年の 三十 四 円、 天井が 二十 年の 六十 一円 二十 銭で、 その 差 二十 七 円 二十 銭で ある。 そして 十 年から 十三 

年まで は、 いつも 額面 以下であった。 終戦 前の 最高 値 は 八 年の 七十 七 円 二十 銭、 戦後の 最高 値が 二十 八 年上 期の 四 三 〇 円 

で、 偶然に も 図表の 最初と 最後の 年に 当る) その 間に、 お 込 資本金 は 六 千 三百 万円から 漸増し、 二十 四 年 二 億 八 千万 円か 

らニ 十五 年 七 億円に 增 大して 今日に 至ってい る G 
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利益 保留 率 表 


年 次 

保留 率 

対 税金 控除 
後の 保留 率 

昭和 

12 下 

14% 

15% 1 

13 下 

17 

18 

11 に 

18 

19 

15 下 

13 

15 

16 下 

12 

15 

17 下 

13 

18 

18 下 

11 

14 

19 下 

11 

16 

20 上 

11 

16 

25 下 
26 上 
26 下 
27 上 
27 下 
28 上 

23 
25 
41 

39 
%<27 
40 

36 
46 
74 
76 
《 53 
76 

同業 社 比較 

株主 配当率 


社. C 保留 率 


以上のと おり、 二十 年上 斯ま では、 対 利益 金 配当 比率 は、 全く 旧来の 方式 を 踏襲した 配 S 偏 1 時代 (昭和 十五 年 以前 は大 

体 八 九 〇％ を 行って いる) であるが、 戦後 配当 復活 以来、 特に 二十 六 年下 期から 利益 処分の 合理化が 徹底して きた こ 

と を 看取す る ことができる。 

図表で 見る と、 同業 四 社の 昭和 七 年から 十五 年までの 足取り は、 当社と 全く 逆にな つてい る 点、 面白い 対照で ある" 

株主 配当率 は、 明治から 大正の 終りまで 大体  一 o% から 一 五 ％ の ところに あつたが、 その 屮で、 大正 五 年下 期から 十二 

年上 期まで は 二 〇％ あるいは 二 五 ％、 十一 年下 期 三 〇％、 十二 年上 期 は 三 五 ％ で、 終戦までの 配当率の 最高峰 を 示した。 

昭和に 入って から 一 〇％ を 割り、 五、 六 年と 無配 を 続けた 後 は 五、 六 ％ に 落ちついた" 終戦後 十 期 五 力 年の 無配 を： ffi て、 

二十 五 年下 期の 復配 一 五 ％ から 始まって、 二十 六 年上 期 以後 三 o% を 持続し、 特に 二十 七 年下 期に は、 七十 周年 記念 配当 

三 o% と あわせて 六 〇％ を 行った" 

昭和 十二 年 以後の 社 保留 率 を 見る と、 第一 三 三 表の ようになって いる" 


※七十 周年 記念 配当 を 行った。 

戦前の 保留 率 は 貧お で、 稅金を 引いた ところで も 一 四 ％、 高くて 一 九 ％ であった が、 戦後 は 税金 控除 前で すら 最低 ニニ 一 

%、  二 4 "六 年下 W 以降 は、 四 〇％  (二十 七 年下 期 は 特配 を 行った ので 減) に 及んで いる。 (なお、 保留 率に ついては、 第三 節 中 
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対 利益 金 配当率 表 


平 fK 

対 利益 金 
配当率 

同 左 
税金 控除 後 

昭和 

% 

% 

15 下 

70 

81 

16 下 

66 

82 

17 下 

61 

80 

18 下 

58 

83 

19 下 

54 

81 

20 上 

54 

81 

25 下 

40 

63 

26 上 

29 

53 

26 下 

14 

25 

27 上 

12 

23 

27 下 

^  23 

《 45 

28 上 

11 

21 

第二 章 業 » 分！^  一  0 九 八 

対 利益 金 E 当 比率 次に、 対 利益 金 配当 比率 を 見る と、 当社 は、 合資会社 時代に 多く は 七 o% 以下で あるが、 その 時分 は 憤 却 金 を 利益 金 か 

ら積 立てて、 原価に は ほとんど 机 入れて いなかつ たこと を 注意し なければ ならない。 大正 以後 は 金額の 多少 は あるが、 皆 

原価へ 組 入れて いる。 比率の 一 〇〇％ を 越える もの は、 繰越 金 または 積立金 を 食い込んで いると いう ことで、 合資会社 時 

代に 四 回、 株式会社 時代に 四 回 ある-〕 昭和 五 年上 期の  一 二三 ％ は、 配当 は 僅か 四 ％ であるが、 政府の 金解禁と 緊縮 政策と 

で 不況に 突入した 際で ある だけに 無理な 処分であった" W 後 三 期間 は、 ほとんど 利益な く 無配 を 続行し、 七 年上 期に は 有 

価 証券の 償却 を 行った 結果、 欠損 を 生じた. か、 別途積立金 をと りくず して 五 ％ の 配当 を 復活した" そして、 翌 期から は 順 

調に 配当 を 行う ことができた。 

钝 利益の 計算 は、 昭和 十五 年上 期まで 税金 を 差 引いた もので あつたが、 その後 納税 引当金 を 利益 処分で 行う ことにな り 

しかも 税率 は、 漸次 高率 化する 一方な ので、 配当 力 は 大きな 影響 を 受けざる を 得なかった。 終戦後 は、 二十 五 年下 期から 

配当 を 開始した が、 不当な 高率 配当 を S けて 力 資本 蓄積に 留意した ので、 3- 後 業績の 向上と 共に、 利益 金 中に 占める 配 

当 金の 比率 は、 漸次 低落して、 ついに 一 〇％~ 二 〇％ 台に 降った こと は 図表が 示す とおりで ある。 最近の 対 利益 金 配当率 

は、 第 一 三 二 表の ようになつ ている。 


※この 期 は 普通 配当 三 〇％、 七十 周年 記念 配当 三 o% と 合計 六 〇％ を 行つ た。 
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資本利益率 表 


年 次 

自己 資 
本 利益 

率 

払込資 
本 利益 

率 

昭和 

% 

% 

25 上 

45.1 

47.3 

25 下 

17.5 

37.7 

26 上 

31.3 

102.8 

26 下 

47.2 

217.1 

27 上 

40.7 

248.0 

27 下 

39.9 

257.8 

28 上 

39.1 

268.7 

a 10  W 本 利益率 


右 表で 昭和 二十 五、 六 年の 諸 比率 は、 二十 四 年度 分の 資料 を 欠く ため、 正確な 計算で はない。 しかしながら、 昭和 十, 

年まで は、 同業 四 社 は、 収支 比率 も 回転 率 も、 したがって 総 資本利益率 も 当社の それより やや 良好で ある。 

^ 表 一 〇 では、 総 資本と 自己資本 利益率と を 掲げた が、 図表 一 一で 私 込 資本利益率 を も 加え、 かつ 比率の 間隔 を 拡大し 

て 示した。 当社の 自己資本 並びに 払 込 資本利益率 は、 昭和 二十 五 年 再評価 積 立 を 行う まで、 両 比率 全く 形？ i 相伴う の 形で 

推 多して きた- そして 明治. 大正 年間 は 比較的 高率で あつたが、 昭和 五 年から 低落し、 殊に 十一 年下 期から 十三 年下 期 ま 

では 五、 六 ％ のどん 底に 落ちた が、 その後 持ち直して 八- <  一 〇％ を もって 終戦に 及んで いる。 また 両 比率の 開き を 見る と 

月 治 四十 年上 S に 積立金 を 取りく ずして、 自己資本 を 減少した が、 その 直前に は、 自己資本 利益率 三 八 ％ に対して、 払 込 

資本利益率 は 五 〇 • 三％ で、 その 差 一 ニニ 一 ー％、 大正 十二 年の 四 〇. 五 ％ に 対し 四 九. 三 ％ で、 差 八. 八 ％ などが y につ 

く。 その他の 期 は 一 ％ 内外の 差が 多く、 五、 六 ％ という 期 は 稀で ある。 これ は 一面、 社 保留 金の 貧弱 さ を 物語る もので 

ある。 昭和 二十 五 年下 期から M めて 第一 三 一 表の ように、 払 込 資本と 自己資本 に対する それぞれの 利益率の 差が 次第に 大 

きく 現われて きている。 


同業 社 比較 同業 四 社 は 、自己資本 利益率に ついては、 当社が 五、 六 ％ の 線 を 上下して いる 昭和 七 年から 十五 年まで ずっと  一 o% 以 

上に あり、 払 込 資本利益率との 差 も 平均 四、 五 ％ を 保って いる。 その後 十八 年までで も 七、 八 ％ を 下らず、 開き は 二 三 

% となって いる。 二十 五、 六 年 は 再評価の 程度 はわから ない が、 比率 は 当社の 上に ある。 

第 九 節 損益計算書 諸 比率  一 0 リ七 


第二 章 業 綾 分析  一 〇 九 六 

11%  X  70^  X  7.4?<-  (i 'いせ Ta) 

X 130%  J  4.8%  (r:+,t せ， hjs) 

右の ように、 その 差 二. 六 ％、 率に して 三 五 ％ 悪化して いる。 これに 対して 当社 は、 左のと おりで ある。 

1%  Qs-B  X150^  I 10.2^  (い 4,t: せ Iris) 

このように、 戦後 回耘 率が 著しい 高率 を 示して いるので、 総 資本利益率 も 一般 製造業と 比べて、 戦前 半ばに も 及ばな か 

つた ものが、 二十 七 年に は、 かえって それに 倍増す るに 至った" また、 これ を 一般 セメント 業で 見る と、 左のと おりで あ 

る。 (三菱 経済研究所 調) 

12 ま X さま J  5.1%  (+n せ T«D 

1%  X  f  97%  (い +>t: せ JJS) 

これ を 当社と 比べる と、 収入 金 利益率が、 同業 一般で  一 二 ％ のとき 当社 は 八 ％ であった が、 戦後 は 同率の 七 ％ であり、 

回転 率 は 戦前 同率の 四 〇％ が、 戦後 は 当社が 一 〇％ 高率と なって いる。 また、 総 資本利益率 は 前者 五 •  一 ％ で、 当社 三 • 

三 ％ であ つ たもの が、 戦後 はかえ つ て 前者の 九 . 七 ％ に対して、 当社 は 一 〇 . 二 ％ とな つ た。 

同業 社 比 校 同業 四 社 は、 昭和 六 年下 期から 十五 年下 期までと、 十六 年上 期から 十八 年上 期まで 並びに 二十 五、 六 年の 三 期に 区分し 

て 考える と、 一 三 〇 表のと おりで ある。 


同業 四 社 総 資本利益率 表 


第 第 第 
棄^ 期 

期 
間 

>> " 昭 
二 和 

十 十 

:i£  ノ、 ノヽ 

年年 年 

1  X  1 

二十 十 
十八 五 
年年 

年期 期 

九九 八 

〇〇 四 

収 
支 
比 
率 

% 

一 Q〇 
二 四 五 

回 総 
転資 
率 本 
回 

二 四 七 
八 三 八 

利 総 
益資 
率 本 
% 

(第 129 表） 総 資本利益率 表 


年 次 

利 

IS ま 
W 个 

益 率 

年 次 

総 資本 
利 益 率 

明治 

% 

31 上 

丄 

4 し 
^ 上 

7.8 

32 上 

A  A 

n.n 

5 上 

2.0 

33 上 

O. 1 

0 上 

0.2 

34 上 

1 Q  O 
丄 S.fS 

7 上 

△ 

0.8 

35 上 

- 

15. *t 

Q  1 

0 上 

5.0 

36 上 

1 1 7 
11./ 

Q  1 

y 上 

5.9 

37 上 

1 J. 3 

1 A し 
丄 り 上 

4.7 

■Jo 上 

li.o 

11 し 
丄丄 Jl 

4.6 

" 上 

1 フ レ 
" 上 

3.4 

人 止 

13 上 

10.0 

3.4 

2 下 

14 上 

4.3 

3 上 

9.2 

7.6 

15 上 

5.1 

4 上 

7.8 

1 f\ レ 

上 

6.3 

5 上 

17 上 

6 上 

16.6 

18 上 

4.5 

7 上 

14.0 

19 上 

4.4 

8 上 

10.6 

20 上 

3.6 

9 上 

16.8 

21 上 

1.6 

10 上 

11.0 

11.8 

24 上 

△ 

5.5 

11 上 

25 上 

9.5 

12 上 

22.7 

" 下 

13 上 

9.8 

H 上 

6.3 

26 上 

15.1 

15 上 

7.5 

" 下 

25.0 

27 上 

21.8 

昭和 

2 上 

7.9 

« 下 

19.8 

3 上 

6.0 

28 上 

19.4 

(備考) 厶印は 久損を 示す。 

右 表のと おり、 絵 資本利益率が、 一 〇％ を 越えた 期間 は 明治時代で、 三十 四 年上 期 ~ 三 十九 年上 期の 間 (ただし 三十 九 

年 以後 資料 欠く)、 大正時代 では 六 年上 期 ~ 十一 一年 上期の 間、 昭和時代に 入 つ て 二十 六 年上 期 以降で ある： その 間で 二 〇％ 

前後の 利益 を举げ ている の は、 昭和 以前で は 明治時代 一 回、 大正時代 一 回 あるの みで ある。 それ 以外の 期 はいずれ も 一 〇 

% 以下で、 平均 的に は 五 ~六％ というと ころであろう か" 昭和に なつてから も 終戦まで は 更に 低率で、 明治. 大正の それ 

にも 及ばない 状態であった。 それが 昭和 二十 五 年 一応 大戦 後の インフレが 収まり、 当社 も 二回の 資産再評価 を 行って 後の 

二十 六 年上 期から 俄然 一 五 ％~ 二 五 ％~ ニニ ％~ 二 〇％ と； J?; 続いて 高率な 利益 を举げ るに 至った。 このような 高 利益率 は 

当社と して 空前 ともいうべ きもので、 大正 最盛期に おいても か つ て 見な か つ たと ころで ある。 これ を. 込 資本利益率で 見 

ると、 第二 一二 表で 見る とおり、 二十 六 年上 期 以後  一 0 三 ％~  二 一  七 ~  二 四 八 ％~  二 五八 二 六 九 ％ となって いる。 

なお 回転 率の 項で、 総 資本 回転 率と 売上高 (収入 金) 利益率との 関係に ふれた が、 ここで その 点 を 考察して みたい。 戦 

前、 昭和 十二 年下 期の 一般 製造 工業の 総 資本 回転 率 は 〇• 七であった。 それが、 二十 七 年に は  一 ニニと なって、 ほぼ 二倍 

になって いる (三菱 柽济 研究所 調)。 一方 収入 金 利益率 は 前者に おいて 一 ー％、 後者に おいて 四 ％ となって いる。 

第 九 節 損益計算書 諸 比率  lo 九 五 
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収支 比率 表 


' 年 次 

1 収 支 
比 率 

税引後 

1 昭和 

12 下 

1 13 下 
i ビ下 
1: 18 下 
！     20 上 

% 
92 
92 
88 
88 
89 

% 

89 
92 
93 

' 20 下 
21 下 
22 上 
23 

1 24 下 

107 

93 

■ 102 

107 

94 

102 

25 下 
26 下 
27 上 
27 下 
28 上 

96 
87 
87 
87 

85  1 

97  ' 

93 

93 

93 

92 

第二 章 業 辕 分 析 


一 〇 九 四 


収支 比率 


当社の 収支 比率 


第 九 節 损益 計算書 諸 比率 (図表 一 〇、 一一) 


損益計算書 諸 比率に おいて、 収支 比率. 資本利益率 並びに 利益 処分 比率、 すなわち 対 利益 金 配当 比率. 株主 ffi 当 率. せ 

内 保留 率 を 検討して みょう。 

収支 比率 は、 総収入 金に 対する 総支出 金の 比で ある。 戦前 この 比率 は 一般に 低率で、 税引八 五 ％ から 九 〇％ が 普通で あ 

つた。 特に 電気、 ガス 工業 は 七 五 ％ 程度、 不動産 業な ど は 六 〇％ の 低位に すら あつたが、 戦後 は 一様に 上昇して、 令 日.， L 

〇％ 以下の 事業 は ほとんどない。 三菱 径済 研究所の 調査に よると、 製造 工業 平均で、 二十 七 年上 期 は 九 六 ニー 一  ％ となって 

いる" (この 原因 は、 税金の 高率 化が 主で あるが、 なお 径営 効率の 低下 も 考えられる) 

昭和 十二 年 以後の 当社の 収支 比率 を 見る と、 第一 二八 表のと おりで ある。 


資本利益率 


終戦後 二十 四 年まで は、 再建 整備 中で あるから 別と して、 戦前 は 割合 高率で あつたのに 反して、 戦後 かえって 低下して 

, る こと は、 一般 製造 工業の 場合と 比べて 著しい 相違で ある 。 特に 税金 を 別にして 考える と、 当社の 収支 比率 は 近年 著し 

、好転して きた ことが わかる。 

明治 三十 一 年 以来の 当社 総 資本利益率 を 左に 掲げる。 


(第 127 表） 実質 利益 指数 


年 次 


明治 


33 
34 
35 
36 
37 
38 


指 数 


20.0 
26.2 
33.2 
40.7 
40.3 
26.6 


大正 2 


8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 


昭和 元 


31.5 
24.5 
24.7 
35.3 
56.8 
52.9 
47.4 
72.8 
70.3 
107.8 
127.8 
85.3 
-84.1 


107.6 
120.8 
105.7 


り ^ 次 


昭和 
4 
5 
6 

8 
9 

10 
11 
12 
13 
H 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 


25 
26 
27 
28 ト 


収入 支出 差金の 趨勢 


十六 年下 期に 至って 漸く 日銀 線に 到達し、 二十 七 年から 完全に これ を 越え 得た こと は、 図表の 示す とおりで ある〕 また、 

大正 十一 年 以前にお ける 指数の 低調 は £ ん模、 能力の 弱小に 基因す る ものである" 以上の ように 見て くると、 販売 取引高 は 

* 準 年次 以後、 名 ほ 数値の 非常な 墦大 にもかかわらず、 夹 質的に は 減少 こそした が、 ほとんど 培 加 はして いなかつ たこと 

がわ かる" これ は、 おそらく 当社ば かりで なく、 いずれの 会社に おいても こうで あつたと 思われる。 

収入 金の 実質的 培 加はなかった が、 しからば、 支出 金との 利益 差 はどうで あつたか と言うと、 これ は 図表で はよ く 説明 

しがたい ので、 左に 日銀 指数で 利益 指数 (両 指数 共 昭和 九 ~ 十 一 年 基準) を 除した 実質 利益 指数 を 掲げよう。 


一 


(備考) 昭和 二十 二 年から 二十 四 年まで は 再建 整備 中に つき 省略 

すなわち、 物価 標 寧に 直した 実質 利益 指数 は、 いずれの 年 も、 ^かに 一 〇〇％ 以下であって、 一 〇〇％ を 越えた 年 は、 

僅かに 大正 十一、 二 半と 昭和 元、 二、 三、 四 年、 並びに 八、 九、 十 年と 最近の 二十 七、 八 年の 数年に 過ぎない 有様で、 よ 

うやく 昭和 二十 七、 八 年度に おいて、 戦前の ピ ー グを 摩する に. 4.- つてい る，」 これ は 売上高が 前記の ように、 実質的に 增加 

していなかった という 事実から 当然の 結果と 言えない こと もない。 
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ていないが、 日華 事変 以来、 物資の 欠乏と 共に 一般 間 値 取引が 盛んになり、 その上、 手 持 資材 は できるだけ 手に入れ てお 

かなければ ならない 事情の ために、 ストック と共に 他の 流動 資； S も 増加 をき たし、 十五年2^後になって、 再び 固定資産の 

増加 を 見る ようにな つてから も、 それ を 上回って 増加した ことが 主な-原因 である。 もちろん、 終戦後 は インフレの 影響が 

大きく、 流動資産の 増大に 拍車 を 加えた ので ある。 

同業 社との 比較 同業 四 社との 比較 は 図表に 見る とおり、 固定資産 瓲 当り は、 昭和 二十 五、 六 年の ところでは 当社より やや 高い が、 大体 

似 かよった 位置に あり、 また、 さかのぼって 昭和 八 年から 十六 年までの ところ を 比べて 見ても、 当社より いずれも 十 円 方 

低い ので は あるが、 傾向と して ほぼ 同一 足取りで 進んで いる こと は 興味深い。 総 資本に ついても、 大体 同様の ことが 言え 

る。 ただ 他社との 比較に おいて は、 実質 內容が 必ずしも 同一 でない 点 を 念頭に おいて 考えなければ ならない。 

第 八 節 総収入 金、 支出 金 趨勢 比率 (図表 九) 

総収入 金 は、 昭和 九 年から 十 一 年までの 平均 額 を 基準 (一 〇〇) とし、 総支出 金 も、 その 総収入 金 基準 を もとにした 指 

数 を もってする 趨勢 比率で ある。 したがって 両者の 比率の 開きが、 基準 年次の 利益に 対する 利益 比率 を 表わす ことと なる。 

収入 企 趨勢  収入 金 は 取引の 量 を 表わす が、 貨幣価値の 変動が あるので、 それ を 修正して 見ない と、 金額 そのものの 大小 を もって、 

直ちに 取引 量の 増減と は 言いが たい。 図表で は 前述した ように、 価値 修正の 代りに 曰 銀 卸売物価指数の 足取り を 加えた 

収入 金 指数が この 線の 上方に あるか、 下方に あるかに よって、 取引 量の 実質的 増減 を 概観しょう というの である。 面 表で 

見る と、 大正 十二 年 並びに 十四 年下 期から 昭和 四 年下 期までの 収入 金 指数 は、 一 五 〇 近くに 達して 一 応の 頂上 をな してお 

り、 しかも 日銀 指数と 比べて 遙 かに 高い ところに ある ことが 目につく が、 一方、 支出 金 も 収入 金の 增 加に 伴って 増加して 

いる。 その後に おいて、 収入 金 指数が 日銀 指数 を 突破した 期 は、 昭和 七 年下 期から 九 年下 期まで、 十四 年と 十五 年下 期 か 

ら 十六 年下 期まで、 並びに 二十 七 年上、 下期の 各 期間で、 それ も 僅少の 差に 過ぎない。 その他 は 皆、 日銀 線 を 下回って い 

る。 殊に H につく の は、 第二次世界大戦 開始 直後の 昭和 十ヒ 年上 期から 低下し 始め、 終戦の 二十 年下 期に おいて 最も 甚し 

く、 なお それ 以後 も 容易に 開き を 縮小す る ことができないで、 二十 六 年まで 続いた 満十 年に わたる 比率の 低落で ある。 二 


第 七 節 生産高 遮 当り 資産 (図表 八) 

旌 当り 固定資産  ここで 固定資産 というの は、 有形固定資産であって、 無形 資産 を 含まない。 普通に 通 当り 資産 は 設備 能力で 称して いる 

が、 ここで は、 実 生産高との 対比に おいて 見る ことにした。 もちろん、 これに は 未 稼働 資産 (当社で は 主として 予備 敷地 

原料 山と 建設 仮勘定) の 影響 も 考える 必要が あるので、 大正 以後、 その 瓲 当り も 加えた。 

さて 図表 を 見る と、 大正 十二 年まで は 資産の 増加 も あるが、 同時に 生産の 増加 もあって、 瓲 当り は 全 有形 資産に おいて 

三十 円から 四十 円の 間、 稼働 資産で、 大体 二十 五 円の 線 を 上下 じている。 その 中、 六 年と 九 年に 後者が 飛躍して いるの は 

建設 仮勘定の 本 勘定への 組 入れ を 行った ためで ある この 期間 は、 未 稼働 資産の 残高が 割合 多い ので、 両 曲線の 開きが 大 

きくな つてい る。 十三 年に 急に 両 線が 上昇した が、 これ は 稼働 資産 は 本 勘定 組 入れの ため も あるが、 この 年 は 関東大震災 

後の 不況 期で、 生産 も 少し 落ちた ので ある。 その後、 数年間 は 生産の 増加に 対し 資産 は あまり 増加し なかった ので、 全資 

産 は 十二 年 以前な みに 帰え つたが、 稼働 資産の 方 は 組 入れに よって 完全に 三十 円 台に 乗せて しまった。 

昭和 五 年から 七 年まで は、 金解禁 後の 大 不況 期に 当り、 生産 も 著 減した ので、 曲線 はぐつ とのし 上って 五十 円 台に 達し 

たが、 八 年 は 資産 も 減少した 上に、 生産 も 増加した ので、 四十 円 台に 低下した" それ以来 生産の 引続く 増加で、 十二 年に 

は 更に 四十 円 台 も 割って 漸落 歩調 をた どり、 十六 年に 及んで いる。 十七 年から 二十 一年に かけて は、 太平洋戦争から 敗戦 

に 続いた ので、 生産 は 激減し、 二十 一年に はついに a 当り 二百 円の 新 高率 を 示す に 至った _^ 

以後 インフレ 期に 入った のと、 二十 五、 六 年の 二回に わたる 資産の 再評価が あり、 通 当り はぐつ と 高騰して、 二十 八 年 

上期に おいて は 稼働 資産 二 千 七 百 円、 全 有形 資産 三千 円のと ころに 到達した。 これ を 物価変動の 点から 考える と、 昭和 二 

十七 年の 日銀 卸売物価指数 は、 大正 初年に 比べて 約 五 五 〇 倍に 上って いるから、 当社の 大正 初年 ごろの 全 有形 資産 生産高 

瓲 当り 三十 五 円 は、 そのままで 一 九、 〇〇〇 円に なって いてよ いわけで ある" 

瓲 当り 総 資本 総 資本 瓲 当りの 足取り は、 大体 固定資産と 平行 的であった と-百え る-" ただ、 昭和 十三 年 ごろから 漸次 両者 は 間隔 を ひろ 

げ、 二十 一年から 二十 四 年へ と 更に それ を 一層 拡大して いった。 これ は 固定資産の 方 は、 十三 年から 十五 年まで は 増加し 
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(第 126 表） 固定資産 償却 率 表 


年 次 

使 却 額 

期末 償却 資産 

憤 却 率 

A 

使 却 年数 

昭和 

12 年 

13 

14 

15 

16 

千円 
4,450 
4,500 
4,500 
4,000 
3,500 

千円 
47,082 
44,097 
45,039 
48,958 
44,678 

% 

8.6 
9.3 
9.1 
7.6 
7.3 

年 

26 
24 
24 
29 
30 

17 
18 
19 
20 
21 

2,400 
2,400 
2,000 
2,000 
2,000 

37,490 
35,255 
38,994 
39,278 
36,473 

6.0 
6.4 
4.9 
4.8 
5.2 

37 
35 
46 
47 
43 

22 
23 
24 
25 
26 
27 

28 上 

4,249 
5,541 
5,946 
73,850 
200,764 
286,261 
202,028 

46,332 
65,227 
94,866 
899,969 
2,348,005 
3,045,261 
3,654,208 

8.4 

7.8 
5.9 
7.6 
7.9 
8.6 
10.4 

26 
28 
38 
29 
28 
26 
21 

(備考） 

X 前年 並びに 当年 下期の 平均 残高、 憤 却 資産と 

は 固定資産 中、 土地 • 予備 敷地 原料 山 • 建設 

仮勘定 及び 無形 資産き 除いた も の。 
(ただ し 原料 地 を 含む） 
※平均 残高に 憤 却 額 を 加えた ものき もって 憤 却 
額 を 除した ものの 百分比。 

A 僚 却 年数 は慣却 率から 逆算 し た 定率 法に よ る 
年数。 
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自己資本 回転 率 企業が 自己資本に 依存す るか、 外部 負債に 依存す るかに よって、 この 回転 率 は 違って くるから、 これ も 売上高 益 率と 

関係 させて 考えない と、 回耘率 だけで は 意味がない ので あるが、 当社 は、 大正 年間 は 一回転から 二回 転の 間、 昭和に なつ 

て 〇 • 五 回転、 戦後の 変動 を 経て 現在 三回 のと ころに ある。 

同業 社 回耘率 同業 四 社の 回転 率 は、 総 資本 . 自己資本 ともに ほぼ 当社と 同 一 線 上に あり、 棚卸 資産 は 昭和 九 年 あたりに 大きな 差異が 

あるが、 その他 は、 ほとんど 当社と 同じ 足取り をと つてい る。 受取 勘定 は、 昭和 八 年から 十三 年 ごろまで 四 社が かなり 上 

位に あるが、 十五 年に ぐっと 低落し、 その後 は 当社と 同一 歩調で ある" 二十 五、 六 年に また 大きく 上昇して いるの は、 同 

業 四 社の 決算期の 相違に よる インフレ 期の 過渡的 現象に よる ものである C 


原 丙が あるので、 必ずしも^ S の 好お と は. 一-一 ：！ いがたい が、 回転 率 は すくなくとも、 f ル上高 利益率が 高ければ、 资本 利益率 

は」 ：！； くなる から、 資本 回転 率と 売上高 利益率と を あわせ 見る 必要が ある。 

お 産 回転 率  セメント 業の 棚卸 資産 回耘率 は、 他の 製造業に 比べて 一般に 高い ようで ある。 図表で、 比率 低下の 甚 しい 大正 七 年上 期 

から 八 年下 期まで、 並びに 十 年 は 主として 在庫 tl の 増加に より、 十三 年上 期から 十四 年上 期まで は 在庫 増と 売上 減との 双 

方から、 また 昭和 五 年上 期から 六 年上 期まで は、 全く 売上高の 減少に よる ものである-" 昭和 十三 年下 期から 二十 年上 期 ま 

では、 ほとんど 在庫の 増加で あるが、 二十 年下 期 は 終戦の 混乱 期で、 先 上げが ほとんど 停頓した ので 底 をな し、 その後 次 

第に 回復して 正常に 帰え つてい る。 比率 上界の 大きな ものの 場合で も、 ？ Si* 的に 在 摩 高の 減少に 基因す る ものに、 大正 十 

五 年上 期、 昭和 三、 四 年 及び 七年ド 期から 十 年下 期に 至る ビ— グが ある。 大体に おいて 当社の 回転 率 は、 七 回から 十一 回 

の 範囲で ある。 

受取 勘定 回転 率 ここで 受取 勘.； 14； と は、 先 掛金と 取手 形の ことで ある。 当社の 回転 率 は、 大正 三、 四 年と 昭和 六 年から 九 年上 期まで、 

十七 年上 期から 十八 年上 期まで、 十九 年両 期と 二十 年下 期、 二十 一 年上 期 並びに 二十 四 年下 期から 二十 五 年下 期まで は、 

異常な 低率 を.. 小して いるが、 大体 戦前 七、 八 回転が 常態と 言える。 戦後、 好況の 波に 乗って 十一、 二回 転、 二十 八 年上 期 

は 九 回転と なって いる。 終戦 直後の 二十 一年 下期と 二十 二 年上 期に おいて、 十四 回転 以上に 及んだ の は、 現金売りが 多 か 

つたた めで ある。 八 回転と して  一 • 五 力 月、 十二 回転と して 一力 月 分の 回収 残高と いう ことになる。 

固定 资産愤 却 率 固定 資. M 回転 率 は 除いた が、 真の 意味の 回転 率で ある 愤却率 を 見る と、 第  一 二 六 表のと おりで ある。 

当社の 償却 は 定率 法で あるから、 資産に 変更がなければ、 償却 率 はいつ も 一 定 である はずで ある。 当社の 資産 償却 平均 

年数 は、 機械 装置で 十八 年、 建物 構築物 は 四十 年と 推定され る。 そして 両 資産 割合 を 前者 五 五 ％、 後者 四 五 ％ と 見る と、 

平均 二十 八 年 償却で 償却 率 八 ％ というと ころで ある。 第一 二 六 表で、 十 じ 年から 二十 一年までと 二十 四 年と が 特に 低率で 

あるが、 二十 四 年 は资産 急増に 対して 償^が これに 伴わなかった。 十七 年から 二十 一年まで は、 明らかに 償却 不足で ある 

こと は、 ffi 却 額 を 兄た だけで も わかる" それ を 除いて は 八、 九％、 すなわち 標準 償却が 完全に 行われて いる こと を ：- 小して 

いる。 
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このように、 大体 一 〇〇％ に 近い 比率 を；. 小して いる。 しかしながら、 特に 昭和 二十 二 年下 期から 二十 四 年上 期まで 著し 

く低ド したの は、 急激な インフレと、 この間 長期 資金の 調達が 不能であった ためで ある。 


資本 負 債 比率 


同業 社 比較 


総 資本 回転 率 


資本 負債 比率 は、 I ー& /^i  X100 の算 式に よった。 外部 負債の 中には、 借入金と 営業 上の 負債と が あるが、 借入金に 

は 利息の 負担 を 伴う 関係から、 資本 負債 比率 を 観察す る 場合、 注意すべき は 自己資本と 借入金との 関係で ある。 大体、 当 

社の 外部 負債 は、 半分 ほどが 借入金と なって いる" 当社の 資本 負債 比率 は、 資本 構成で 明らかな ように、 自己資本 比率が 

割合 高い ので、 一 〇〇％ を 割った こと は、 第二次世界大戦 前で は、 大正 七 年から 九 年までと、 昭和 十五 年の 二回 だけで あ 

る- 特に 昭和 四 年 以後 大戦まで は 二 00%:^ 上、 高い とき は 三 〇〇％ を 越えて いた。 十九 年から 終戦後に かけて は イン フ 

レ のために 急落し、 * しいと き は 一 〇％ を も 割った ので あるが、 これ は 特別の 場合で、 二十 五 年から は 増資 及び 資産 再 評 

価 等に よって また 一 〇〇％ 台に もどして いる。 こういう 状態で、 当社に は 一 応 負債 過多の 現象 は ほとんど 見られな かつ 

た。 大正 七 年から 九 年 並びに 十五 年に おける 低率 は、 工場 新 増設 資金 を 資本に よらないで、 外部 負債に よってい たからで 

!1:^*1^四社との比較にぉぃて特に目にっくのは、 資本 負債 比率で、 これ は 四 社 側が 非常に 低率で ある。 当座 比率と 流動 比 

率と は、 当社が 概して 低率で あるが、 固定 比率 は 伯仲の 間にある。 

第 六 節 諸 回転 率 (図表 七) 

回転 率の 計算 は、 一般の 憤 例に 従って、 すべて 年間 換算 販売 高 を 当該 の 期 初、 期末 平均 残高で 除した 数値 を もって 

する ことと した。 種々 の 回転 率が 計算され うるが、 ここで は、 総 資本. 棚卸 資産 *受 取 勘定 • 自己資本の 四つの 回転 率 を 

とって、 図表と した： 

総 資本 回転 率 は、 大正 十 一 年下 期 • 十一 一年 上期 • 同 下期の 三 期に おいて、 一 回転に 達した こと は あるが、 それ W 外 は、 

多くて 〇 • 八 回ない し 〇 • 九 回、 大体 〇• 五 回と いうと ころで、 同業 四 社ば かりで なく、 一般 製造 工業 も 同程度であった。 

昭和 二十 二 年！ « 後、 一 回転ない し 二回 転 近くに 達した が、 これ は 固定 資廉の 価値 修正が 充分 行われて いない ことに 主たる 


固 
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固定長 期 適合 率 表 


年 度 

固定長 期 

；商ム 5g 
口 千 

昭和 

12 下 

% 

98 

15 下 

96 

18 下 

98 

20 下 

127 

21 下 

130 

•^2 上 

"パ 
lib 

22 下 

65 

23 上 

67 

23 下 

58 

24 上 

72 

24 下 

133 

25 上 

143 

25 下 

111 

26 上 

112 

26 下 

89 

27 上 

103 

27 下 

99 

28 上 

97 

第五 節 財務 諸 比率  一 〇 八 七 


財務 的に は 不如意が ちであった。 また 昭和 十九 年上 期の 当座、 流動 比率の 急 低下 は、 防衛 生産 設備 等に 対する 費用 並びに 

長期 债 返還の ために 短期 債 を 増加した ことによ る。 短期 債で 長期 資金 を まかなう こと も、 この ころと して 余儀ない 事情で 

あった。 その後 二十 年から 二十 二 年上 期に かけて、 流動 比率が 著しく 上昇した が、 これ は 五 千万 円に 近い 喪失 在外資産が 

一 時 的 処理と して 固定資産から 流動資産に 含められ たからで、 実際に は 比率が 好転した と は 首えない。 二十 五 年上 期に 再 

び 三 〇〇％ 以上に 昇った の は、 景気の 本格 化に よる 売掛金、 その他 並びに 製品 在庫の 激増 等に よる 資産 側の 著 増に ある。 

現在、 流動 比率 は 一 五 〇％ 前後と なって いる。 

定 比率  固定 比率 は、—^〉 <l^x 100 の算 式に よった。 . 

固定 比率 は、 他の 比率に 比べて 最も 不動な ことが 特徴で ある" そして この 比率 は  一 00% 以上が 好ましい。 当社 は、 昭 

和 八 年 ごろまで は 八 o% 以下の ことが 多かった が、 その後 九 五 ％ 中心の 線に 上って、 太平洋戦争に 及んで いる" 十八、 十 

九、 二十 年と 漸落して いるの は、 前述の 防衛 生産 等の 増設で 固定資産の 著 増に よる。 二十 五 年上 期に は、 在外資産 喪失に 

よって 一 五 〇％ に 上った が、 その後 は 設備の 増加に よって また 一 〇o% 前後に なった。 

固定資産と 流動資産 中の 固定 部分と は、 自己資本と 固定負債 とで まかなわれて いなければ ならない。 それ を 検討す る 比 

«  X50  (固定長 期 適合 率) により、 当社の 戦前と 戦後と を 比べて 兑 ると、 第二 一 五 表 

のとお りで ある。  ：  M  ,  ,  


同業 社 比較 


第二 章 業 a 分析  一 〇 八 六 

の 地歩 を 二 o% ばかり 流動負債に 侵食され た 形と なって いる。 

昭和 六 年から 十八 年まで、 並びに 二十 五、 六 年度に おける 同業 四 社の 各 構成比 率 を 見る と、 固定資産 は 当社と 全く 同じ 

傾向で 進みつつ、 いつも 一 〇％ 以上 下回って いる。 当座資産 は 十六、 七 年 を 除いて 五、 六 ％ かた 上回って いるが、 固定 資 

産に 対応すべき 資本 も 十 一 年 以前 を 別にす ると、 やはり 一 〇％ 以上 下回り、 固定負債 は 八 年から 十三 年 ごろまで を 別と し 

て、 四、 五 ％ 上回って いる ことが わかる" これ を 結論 的に im うと、 同業 四 社の 資産の 流動性 は 当社の それと 比べて、 十三 

年 を 境と して、 前半 はす ぐれて いるが、 後半 は 同程度、 更に 終戦後 は 当社より 低下した ことが 見られる ようで ある。 


財務 諸 比 

当座 比 


率 


率 


流動 比率 


第五 節 財務 諸 比率 (図表 六) 

資本 構成と 資産 構成、 または 各 構成. e の 相互関係 を 比較して 財務の 適合 度 を 測定す るた めに、 ここで は 当座 比率. 流動 

比率 . 固定 比率 • 資本 負債 比率の 四つ をと つた _■」 

当座 比率 は、 一 〇〇％ 以上で ある ことが 望ましい と言われ ている。 割合に 変動の 多い 比率で あるが、 当社の 場合 は 図表 

で 見る とおり、 終戦 前 はいつ も 一 〇〇％::? 下で、 平均 的に 言えば 六 o~ 七 〇％ であった が、 最近 は 一 〇〇％ 前後に なって 

いる。 

流動 比率 は、 当座 比率と あわせて 短期 的 支払 能力の 測定に 利用され、 二 〇〇％ を もって 標準と されて いる。 当社 は、 こ 

の 比率に おいても 二 〇〇％ を 出た こと は 終戦後 だけで、 昭和 八 年 以前 は 一 〇〇％ 前後、 八 年から 終戦まで は 一 五 〇％rt 外 

である。 同業 四 社の 場合 も 大体 その 程度であった ことが 図表で わかる。 

大正 九 年から 十一 年に おいて、 この 両 比率が 上昇 を 見せて いるの は、 第一次世界大戦 後の ブ— ム による 資産の 積極的 増 

加で、 大正 十五 年の は、 固定負債の 増加に よって 流動資産が まかなわれた ものである。 昭和 八 年 以後の 高率 は、 当社の 財 

務 政策が 支 手形 を 廃して、 支払 は もっぱら 長期 資金に よる ことに 転換した からで ある。 大正 二 年から 四 年までと 五 年、 

六 年 並びに 昭和 五 年に おける 当座 比率の 激落は 商況の 不振に 原因し、 大正 十二 年から 十四 年上 期までの 漸落 は、 不況と、 

構成比の ところで 説明した ように、 増設 等に よる 支払 手形の 増加との 影響で ある" 事業の 拡張に 積極的であった 当社 は、 
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当社の 餐本 構成 表 


ftp 

g 己 

外 部 

負 使 

資 本 

固 定 

流 動 

昭和 

1 つ 下 

1  一 1 

1 ン 70 

丄 1,0 

16 下 

68 

18 

14 

17 下 

64 

21 

15 

18 下 

59 

28 

13 

19 下 

46 

40 

14 

20 上 

44 

41 

15 

21 下 

36 

48 

16 

22 下 

8 

27 

65 

23 下 

25 

68 

24 下 

12 

45 

43 

25 上 

27 

47 

26 

25 下 

50 

18 

32 

26 下 

57 

-13 

30 

27 上 

51 

18 

31 

27 下 

49 

17 

34 

2S 上 

50 

17 

33 

実施に よって、 資本 構成 は 更に 改善され た。 

その 間にあって、 当社の 資本 構成 は 第一 二 四 表のと おり 推移した。 


右 表の ように、 戦時中、 自己資本 構成比 率 は徐々 に 低下して、 終戦 時には 昭和 十二 年に 比べて 三 o% 下降し、 代って 固 

定 負債が 二 六 ％、 流動負債が 四 ％ それぞれ 増加した。 この間の 特殊な 現象と して、 一般 製造 is^ が 流動負債 を 増加した のに 

対して、 当社で は 固定負債が 著 増した こと は、 前述した とおりで ある。 二十 一年から 二十 四 年下 期まで 特別 経理 会社と し 

て 1$ 建 整備 中で あつたが、 復興 金融 金 車 や 価格 調整 公団の 援助に よって、 巨額の 資金 を まかなう ことができ たのと、 イン 

フレ による 営業 負債の 膨張と によって、 流動負債 は 著しい 増加 をき たし、 二十 三年 下期に は 自己資本 七 ％、 固定負債 二 五 

%、 流動負債 六 八 ％ という 数 宇 を 記録す るに 至った。 二十 四 年 四月に は、 資本金 を 二 億 八 千万 円に 増資、 同年 十月の 決定 

整備 計画に 基き、 同年 十二月に は 七 億円に 増加した こと、 次いで インフレの 緩慢 化した こと、 また 二十 五、 六 年の 二回に 

わたり、 資産再評価 を 行った ことな どに よって、 以後 資本 構成 もや や 安定 を 得、 前表の ように 二十 八 年に は 自己資本 五 〇 

%、 固定負債 一 七 ％、 流動負債 三 三 ％ というと ころに 落ちつい たので ある。 これ を 戦前に 比べる と、 なお 自己資本 は、 そ 

第 四 節 资産負 ffiffi 成 比率  一 〇 八 五 
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戦後の 資本 構成 表 


年 度 

自 己 
資 本 

外 部 
固 定 

負 俊 
流 動 

昭和 

% 

% 

% 

12 上 

65 

11 

24 

18 上 

45 

17 

38 

21 上 

23 

26 

51 

25 上 

26 

12 

62 

25 下 

34 

18 

48 

26 上 

31 

28 

41 

26 下 

32 

28 

40 

27 上 

33 

29 

38 

(三菱 経済研究所 調） 


戦後の 资本 構成 
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している。 

終戦後の 一般 産業に おける 資本 構成の 特徴 は、 負債の 過多、 特に 二十 五 年まで は 流動負債の 著 増と 自己資本 並びに 固定 

負債の 過少と いう ことで あつたが、 朝鮮 動乱 を 境に、 漸次 流動負債 は 固定負債に 変りつつ、 自己資本の 緩慢な 増加が 第一 

二三 表の ように 見られる。 


右 表に よると、 昭和 十二 年上 朋、 すなわち U 華 事変 前に、 外部 负 債 三 五 ％ であった ものが、 十八 年上 期に は 五 五 ％ にな 

つてい る"」 これ は、 前述の 軍需 生産 拡充 資金の 調達が 金融 措置の 強化に よって、 もっぱら 借入金に 依存 させられ たからで 

ある- 終戦後の 二十 一年 上期 は 外部 負債の 最も 膨張した 期で、 実に 七 七 ％ の 構成比 を 示して いる。 これ は 増資、 または 未 

払 込 徴収が 困難であって、 会社 轻理 応急 措置 法の 施行、 很 興べ.^ 融 金庫の 設立、 公団 買 取 制度 等に よる 外部 資金の 流入に 依 

存 せざる を 得なかった からで ある-" 二十 三年 2f 後 は、 ドッジの 径済 安定 方式 をき つかけ に、 一面 W 建 整備の 進行 等に よつ 

て、 自己資本の 調達 も 漸く 軌道に 乗り、 資本 構成 は 漸次な？ ^3 された。 二十 五 年 朝鮮 動乱 以後、 生 は 飛躍的に 増大した た 

めに、 運転資金の澎^^を兑たが、 一方 株界の 好調に よって 自己資本 • 固定負債の 調達が 可能と なり、 また 資産再評価 法の 
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戦後の-ま 産 構成 表 

(一般 産業） 


年 度 

固定 资産 

流動資産 

昭和 

12 上 

45% 

55% 

18 上 

28 

72 

21 上 

18 

82 

25 上 

23 

77 

25 下 

32 

68 

26 上 

28 

72 

26 下 

30 

70 

27 上 

31 

69 

(三菱 経済研究所 調） 


(当 社） 


年 度 

固定 资産 

流動資産 

昭和 

12 上 

84% 

16% 

18 上 

フ 8 

22 

21 上 

46 

54 

25 上 

16 

84 

25 下 

45 

55 

26 上 

44 

56 

26 下 

55 

45 

27 上 

53 

47 

27 下 

55 

45 

28 上 

53 

47 

からで、 それ も 二十 五 年上 期 を 除いて は 六 〇％ に 達した 期 はない。 その 点、 両者い くぶん 趣 を 異にして いる。 


棚卸 資産 棚卸 資産の 構成比 を 見る と、 大正 以後、 時に 一 〇％ を 越した が、 大体 五 ~ 一  〇％ の 中間に あった。 

負债 構成 負債 構成の 推移 を 見る と、 まず 固定負債 は、 大正 四 年下 期に 始まって 以来 漸落して 六 年下 期に 及ぶ が、 この間、 流動 負 

債が 対. K 的な 足取りで 漸増して いる" 七 年上 期から 八 年下 期まで 急に 著增 している の は、 工場の 新、 増設 を 資本に よらな 

いで、 長期 資金に よった からで ある. - その後 十五 年下 期に 一時 激増して いるが、 翌年に は 自己資本に 肩代りし ている" 固 

定 負債の 漸増 にもかかわらず、 一方 資本金の 増加が あるた めに 比率 は 下り坂と なり、 特に 昭和 八 年、 九 年 は 実 額 も 大きく 

減少した ので、 構成比 は 一 〇％ に 落ち、 以後 も 十六 年まで は、 一 五 ％ 台 を 中心に 上下した" 大戦に なつてから 資本の 調達 

は、 もっぱら 借入金に 依存す る ことにな り、 特に 当社 は 固定負債の 利用に 力 を 注いだ ので、 急激な 増加 を 見た が、 戦後 そ 

の 調達 は 困難と なり、 漸次 流動負債が これに 代る ようになり、 二十 五 年 以降 再び 一 五 ％ 台に 落ちついた" 

自己資本 自己資本 は 図表で 見る とおり、 おおむね 固定資産 比率の 一 〇~ 二 o% 下位に あり、 この 不足 は 固定負債で まかなつ てい 

る。 大正 七 年から 九 年まで 激 落して いるの は、 前述した とおりで ある。 昭和 三、 四 年、 特に 八 年 ごろから 第二次世界大戦 

勃発までの グラフの 足取り は、 当社が この間、 資金の 調達 を 極力 自己資本 中心に 行うべく 努力 を 重ねた こと を 端的に 表示 
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側で は 固定 • 棚卸. 当座 及び 流動資産の 四 項目、 負債 側で は 自己資本 • 固定負債. 流動負債の 三 項目に ついて、 各々 その 

構成比 率の 推移 を 図示した。 

資産 を 固定 . 流動に 二 大別した から、 図表に おいて 両 曲線 は 全く 対照的の 位置 をと つてい る。 

固定 流動資産 固定資産 構成比 は、 合資会社 時代 は 大体 六 〇％内 外で、 それに 対して、 自己資本 は 七 o% 平均 を 示して、 小規模ながら 

財務の 均衡 を 得て おり、 まだ 固定負債 を 必要と する に 至らなかった。 大正に 入り、 株式会社に なつてから 急に 固定資産 は 

膝 張して、 比率 は 八 o% を 上回る に 至った が、 一方、 自己資本 は 六 五 ％ に 過ぎず、 このため 増資 または 固定負債 を 必要と 

する ことと なり、 大正 四 年に 初めて 社債 を 発行した。 六 年 ごろから は、 別途 趨勢 比率のと ころで 説明す るよう に、 増産 や 

新設、 改造 等が 相次いだ が、 反面 商況 も 活発化し、 それに 伴って 当座. 棚卸 • その他の 流動資産 も 増加 をき たし、 総資産 

の 著增を 見た ので、 流動資産 比率の 漸騰 と共に、 固定資産 比率 は 漸落 歩調 をた どり、 十 年上 期に は、 ついに 六 六 ％ に 低落 

した。 自己資本 は、 大正 四 年の 六 四 ％ から 七 年に は 三 九 ％ に 下降し、 その後 増資に より、 十 年に は 六 〇％ に 上昇した。 こ 

の 資本の 不足に 対して、 七 年 以後 社債の 増発 を 行い、 固定負債 曲線 は 一 時 (七 年 ~ 八 年) 三 五 ％ 台に 上って ピ ー クを 作った 

が、 十 年から 一 たん 二 〇％ の 線. e: に 落ちた。 その後、 固定資産 は 年と 共に 大幅に 増加して いったが、 流動資産 も 増加した 

ため、 その上 昇 率 は 割合に 徐々 であって、 ー騰ー 落しつつ、 昭和 四 年に 八 〇％ の 線に 復帰した。 それから 十 年間 は、 八 〇 

%~ 九 〇％ の 線 を 横 這して いる-」 昭和 十五 年から 終戦の 二十 年上 期まで やや 低落 気味に 七 五 ％ の 線 を 保って いたが、 そ 

の 後、 主として 戦後の インフレ による 流動資産の 著 増に よって、 固定資産 比率 はたち まち 崩落して、 二十 四 年に は、 つい 

に  一 二 ％ の 低率と なった-" これに 反して、 流動資産 比率 は 八 八 ％ と、 全く 主客 その 地位 を 転倒す るに 至った。 二十 五 年 及 

び 二十 六 年に は、 法定 限度までの 資産 再 許 価 を 行い、 また 新たに 増設 工事 も 始めた ので 渐騰 し、 二十 八 年上 期 現在で は、 

固定資産 比率 五三 ％、 流動資産 比率 四 七 ％ の ところに 引戾 された。 

一般 産業と 当社との 戦後 資産 構成の 変遷 を 見る と、 第一 ニニ 表のと おりで ある。 

一般 産業 は、 昭和 十八 年に 既に 流動資産 は 七 二 ％ に 膨張して いる ことが わかる が、 これ は、 軍需産業の 生産 拡充 を 中心 

とした 運お 資産の 著 増に よる ものである。 当社で は、 流動資産が 五 〇％ を 越えた の は、 インフレ による 終戦後の 二十 一年 


I 資本 iss が 戦後、 それ もこ こ 三年 来、 強く にリ ^  われて きてい 
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とかく、 おろそか にされ ていた 当社の 利益 保留- 

る-〕 

固定負債 は、 大正 四 年下 期から 生じた ので あるが、 最初 は もっぱら 社債 一本で ある" 長期 借入金が、 勘定に 現われた の 

は 昭和 六 年からで ある。 初めは、 社債が 圧倒的に 多かった が、 後に は 社債 をし のぐ に 至り、 殊に 終戦 前後、 社債の 募集が 

困難に なつてから は、 多額の 資金 を 借入金に 依存す る ほかなかった。 昭和 二十 四 年 以後 は 資本の 増加 も あり、 金融界 も 平 

静に 帰した ので、 二十 五 年に 社債 を 発行して、 借入金 を 一時 肩代り させた。 その後、 工場 改造 等で 資金 を 要し、 漸次 借人 

金が 増加し、 二十 八 年上 期 現在で は、 長期 借入金 二に 対し、 社債 一 の 割合と なって いる。 

固定 ftr 債の 増減 理由 は、 短期 借入金との 関係 もあって、 一概に 一一 一一 n えない。 短期 借入金が 増加して 固定負債が 減少す る 場 

合、 また その R 対の 場合、 その他 色々 の 原因が ある。 大正 十一 年下 期 を 底と する 漸落、 昭和 五 年、 八 年 並びに 十四 年の 低 

下等 は 第一 の 場合で、 大正 十二 年から 十五 年までの 上昇な ど は、 第二の 場合で ある。 戦後 は 復旧、 増設 等で、 長期、 短期 

とも 借入金 は 漸増の 一 途を たど つてい る。 

流動負債 は、 業務 上の 通常の 負債で あるから、 流動資産と 同じく 事業の 規模と か 商況と かによ つて 増減す る。 図表 を 見 

ると、 大正 十一 年から 昭和 八 年上 期まで 高位に あるが、 これ は 増設、 改造、 合併 等が ひんぱんに 行われ、 諸 資材の 買 付が 

特別 増加した ためで ある" 大体の 歩みと して、 幣 価値 変動 を 最も 鋭敏に 反映して、 物価指数に 最も 接近した 動きで 推移 

している。 

総 資本 は 以上 述べた とおり、 価値 変動に 即応 性 を 持つ 流動資産 負債 を もつ が、 他面、 固定資産 負債 や 自己資本の ような 

即応 性に 乏しい もの を遙 かに 多く 含む ために、 どうしても、 その £ 取り は 物価 数の それに 追いつき 得ない。 総 資本 は、 

二十 八 年上 期のと ころで、 一般 物価の 三 五、 〇〇〇％ に 対し、 一 一、 〇〇〇％ のと ころに 止って いる。 

第 四 節 資産 負債 構成比 率 (図表 五) 

資産 負債 構成比 率 は、 総資産 負債 を 各 一 00 として、 その. e に 占める 資産 負債 各項 目の 割合であって、 ここで は、 資産 

资産負 依 構成比 率  一 〇 八 一 
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^%©金率表 （1) 


自 己 資本 中 

次 

に 占める 

保留 金 率 

—— 
昭 W 

12 下 

1 An/  1 
1ひ％ 

13 下 

1 1 

14 下 

丄 1 

1^ 卜 

16 卜 

1 つ 

17 ト 

1 つ 
丄 Z 

18  K 

12 

19 下 

13 

20 下 

11 

21下 

13 

22 下 

一 50 

23 下 

-J 

24 下 

25 上 

6 

25 下 

69  ' 

26 上 

70 

26 下 

83 

27 上 

84 

27 下 

85 

28 上 

86 

保留 金 率 表 （ 2  ) 

自己資本 中 

年 

次 

再評価き 除く 

利 益 保留 率 

昭和 

25 下 

3% 

26 上 

6 

26 下 

11 

27 上 

18 

27 下 

23 

28 上 

38 

(備考) マイナスの ％ は、 期末の 自己資本 に対する 欠損 金の 割合 を 示す。 

このように 高率に なった の は、 再評価 積立金が 大きな 原因で は ある けれども、 一方、 毎 期 利益の 社. C 保留が 漸増して き 

ている ことに も 起因す る。 すなわち 自己資本の 中、 再評価 積立金 を 除く 利益 保留の 占める 比率 を 見る と、 右 表 g のとお り 

である- 

このように、 毎 期 保留 率が 著 培して いる こと は 注意す べきで、 この こと は拟益 計算書 諸 比率の 項で 再述 する が、 従来 
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それが 顕著に 現われて いるの は、 貨幣価値 変動に 敏感で あるから である。 

自己資本 図表 四 を 見よう" 自己資本の 比率 は、 資本 構成 的に 見る と、 創業 後 昭和 五、 六 年 ごろまで 低落 を 続けて いるが、 趨勢 比 

率 は、 増資に よって 本； 1 表の ように、 割合 急ピッチで 上昇して いっている ことが わかる。 それ 以後、 昭和 十四 年まで は 八 

年に おいて 上昇す る 以外 は 全く 横 這 状態で あるのに、 構成比の 方で は、 かえって この 期間ず つと 高率 を 続けて いる： 十五 

年から 十六 年に かけて 少し 上昇し、 それ 以降 終戦まで 再び 横 這 を 続け、 総 資本 や 負債の 上昇線から 著しく 引離される. か、 

二十 四 年から 急騰に 耘じ、 二十 六 年末に は 漸く 総 資本に 近づく ことができた。 

当社の 自己資本 は、 従来、 常に 大部分が 払 込 資本で、 保留 金の 占める 部分 は 至って 少なく、 戦前 せいぜい 一 〇％~ 一  三 

% に 過ぎなかった が、 昭和 二十 五 年 以後 は 資本の 膨張 にもかかわらず、 急激に 保留 率が 第一 二 一  表のと おり 増加して いる。 


当座資産 


棚 卸 

流 動 


産 

第三 節 


"十一 年 朝鮮 浅 野 セメント 会社 創立、 十三 年に 北支 太 原の 西山洋 灰廠、 十四 年に 広東の 西 村 士敏土 廠の各 径営を 軍 か 

ら 受託し、 また 華 北洋 灰 公司 設立 等に より 長期 投資 漸次 増加。 

"十三 年 高 雄スレ ー ト 工場 新設。 

"十四 年 札 幌スレ I ト 工場 新設 •  ^日本 セメント 会社 合併 • 東 一 D§ 工場 閉鎖。 

昭和 十五 年から 二十 年まで 資産の 増加 は 急ピッチ となり、 終戦 直前に おいて は 戦前に 倍増す るに 至った。 主な 推移 は 左 

のとお りで ある。 

昭和 十五 年 土 佐 セメント 会社 合併。  - 

" 十六 年 日 東 セメント 会社 合併. 清 津スレ I ト 工場 新設 • 川 崎 工場 分離。 

* 十七 年 柬亜 セメント 会社 合併。 

" 二十 年 大阪 石綿 工業 会社 合併。 

また、 この 前後から 国の 防衛 生産、 たとえば 糸 崎の アルミナ、 門 司の 海綿 鉄製 造 等の ために 設備の 改造、 増設 を 行った。 

一 方、 傍系 会社に 対する 投資 も 活発に なって きた。 

終戦に よって、 台湾に おいて セメント • スレ— ト両 工場、 朝鲜 において スレ ー トニ 工場と 石綿 採掘 場の ほか、 中国. 满 

州 • 朝鮮に おいて 土地 その他 投資 等、 合わせて 五 千万 円 近い もの を 喪失した。 図表で、 二十 年下 期から 二十 二 年へ かけて 

の 急落した 曲線が それ を 示して いる" その後 激しい インフレ 下に 西 多 摩 • 上 磯 • 佐 伯の 三 工場、 その他の 増設、 改造 を 行 

い、 また 二十 五、 六両 年に は 資産再評価 もあって、 二十 八 年上 期末に は 戦前の 七十 倍に 膨張して いる。 

当座資産 は、 商況に よって 非常に 増減が あるが、 大体 他の 流動 資， おの 動きに 伴って いる。 図表 中、 大正 十五 年で 急 昇し 

ている が、 これ は 社債の 調達 資金が 一時 預金に 保留され たためで あり、 また 昭和 二十 年下 期で 急 降して いるの は、 終戦の 

期で、 売上げ が 減少して 売掛金 • 受取手形の 減少した ことによ る。 

棚卸 資産の 動きの 激し いのは、 数値が もともと 小さい からで ある。 

流動資産の 動きが、 規模 や 商況の 影響 は あると しても、 最も 物価指数の 動きに 近く、 殊に 終戦 以後の 足取りに おいて、 

貸借対照表 趨勢 比率  一 0 七 九 
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の 終戦まで は、 両者の 足取りが 対 K 的に なって きている ことが 注目され る。 しかしながら、 二十 一年 を 境と して、 売価 は 

そのまま 曰 銀 指数に 追随して いくが、 売上高 も 急激に 上昇し 始めた。 二十 七 年に 至って、 初めて 当社 終戦 前の ピ I グ たる 

昭和 十五 年の 一 七 ニ万瓲 線に 接近した が、 なお 今後の 伸展が 大いに 期待され る。 

第三 節 貸借対照表 趨勢 比率 (図表 三、 四)  - 

図表 三、 四 は、 資産 側 を 固定. 棚卸. 当座 及び 流動資産の 四 項目、 負債 側 を 自己資本. 固定、 流動負債の 三 項目に 分け 

それに 総 資本 を 合わせて 八 項目と し、 これら 各項： B について、 昭和 九 年から 十一 年までの 期末 残高 平均 を  一 03 とした 指 

数、 すなわち 趨勢 比率 を 算出した ものである。 

定 資産 固定資産 は 大正 二 年 以降、 ずっと 引続いて 昭和 五 年まで 上昇の 一途 を 続けた." その 間に 次の ような 合併. 新設 等 を 行つ 

た。 

大正 四 年 北海道 セメント 会社 合併 _」 

ガ 六 年 川 崎. 台湾 工場 新設。 

" 七 年 ~ 十二 年 コッ トレ ル式 集塵 装置、 廃熱 利用 発電 設備 等の 新設。 

"十二 年 日本 力— リット. 浅 野スレ I ト両社 合併。 

"十三 年 東京. 川崎両 工場 震災 復旧 工事、 大阪木 川 セメント 会社 合併。 

昭和 四 年 西 多 摩 工場 丄足城 スレ— ト 工場 新設.，」 

" 五 年 中央 研究所 • 名 古 屋スレ —ト 工場 新設。 

なお、 昭和 三年 ごろから 長期 投資 も 著しく 増加した。 

その後 昭和 九 年まで は、 むしろ 漸減の 形と なり、 そこで 少し 増加す ると 共に、 そのまま 横 這 状態 を 続けて 十四 年に 及ぶ 

ので あるが、 その 間に 左の ような 新設、 合併 等 を 行った-。 

昭和 十 年 香 春 工場 新設。 


漸騰 して、 大正 五 年 ごろに は 両者の 開き は 非常に 接近して きたが、 なお 割高であった" 更に 一般 物価が 昂騰して、 大-. ^凡 

年に 最初の ピ— グに 達した 時、 売価 もまた 頂上 を 極めた" 次いで 物価が ドり 坂に， 1: つて、 昭和 六 年の どん底に 至る まで、 

売価 も ほとんど 同一 の 傾斜 を もって、 同じ 割高の 開き を 保ちつつ 降って いったが、 一般 物価が 昭和 六 年に 底 をつ く 前年に 

は、 かえって 売価の 方が 底 をつ いて 両者 は 同一 線 上と なった" これより 先 大正 十三 年に、 セメント 聯合 会が 結成され、 生 

産 並びに 価格の 統制 を 行った が、 価格統制 は 実効が 举ら なかった。 昭和 六 年 セメント 販売 協会が 設立され、 強力な 販売 統 

制 を 行う に 至り、 初めて 価格の 安定 を 見る ことができた" その後、 一般 物価 は 上昇に 向った が、 売価 は 二十 円の 線 上 を 低 

迷して、 昭和 十五 年に 至った。 十五 年 国家 統制に なつてから、 売価 は 再び 一般 物価 を 追って 上昇し 始め、 十九 年に 至って 

漸く これに 追いつく ことができ たが、 それ は 大正 九 年の 頂上 を 少し 出た 程度のと ころに 過ぎなかった。 終戦後、 セメント 

の 値段 は 急 上界した が、 それでも なお 図表が.. 小す とおり、 一 般 物価の 線 を 飛び越えて いるもの でない ことが わかる。 

売価と 販売 髙  セメントの 価格 は 標準 年次 (昭和 九 年， （十一 年) から 兒て、 昭和 十 年 以後 は ともかく、 それ 以前、 特に 明治 四十 年 ごろ ま 

での 価格が 異常な 高位に あった。 それ は 当時、 セメント 生産 もま だ 小規模であった から、 製造 原価 そのものが 安く は 上ら 

ない ので、 高く 売らなければ ならなかった からで ある-」 値段が 余りに も 高かった ために、 販売 高 か 仲び 得なかった こと も 

事実で ある。 これが 明治時代の セメント 事業 不振の 大きな 原因で あつたと 思われる。 その 証拠に は、 明治 三十 六 年 以後、 

回転 窯に よる 大量生産が 全国的に 可能に なつてから は、 売価 は 年々 非常な 低落 をき たして 大正 四 年に 及んだ が、 一方、 販 

売 高 は めざましい 発展 を とげ、 当社の 利益 も 漸増して いる。 その後、 大正の 終りから 廃 熟 利用 発 常によ る 電力 料の 節約、 

その他 一般 作業の 機械化、 能率 化に よる 原価の 切 下げ、 次いで 容器の 改良、 すなわち 搏 から 麻袋、 麻袋から 紙袋、 紙袋 も 

当初の 五 層 • 六 層から 三權 . 四 層への 切替え 等に よ つ て、 充 価の 著しい 引下げが 行われて いる こと を 考える と、 大正時代 

と 昭和の 戦前 時代との 値 11 きの 理由 も、 はっきり わかる と 思われる"  . 

全体 的に 兄て、 K 几 価と 販売 一 „M との 閱係 は、 大正 三年に 第一次世界大戦が 始まって から その 終了の 翌九 年まで は、 ほ とん 

ど 平行して 急 力 —ブに 昇って いった。 十 年 以来の 売価の 低落に -J^ して、 販^;:^"2はひとり上昇を続けたが、 十四 年から 自治 

統制 時代に なり、 販売 高 も 売価 も 横 這 状態と なって 大体 平行 的に 進んだ。 国家 統制 時代、 すなわち 昭和 十五 年から 二十 年 
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かかわらず、 比率 は 三 〇％ 台 を 確保す る ことができた。 

終戦後に おいて 二十 二 年まで は、 その 比率 を 維持し 得た が、 二十 三年から 二十 四 年に かけて、 当社 は 激しい 労働争議の 

ために 生産が 停頓し、 二十 四 年に はついに 全国 比 一六 ％に 低落した。 その 間、 同業 各社 は 大幅の 増産 を 行って おり、 続い 

て 当社の 実績 も 回復に 向った が、 二十 七 年に はま だ ニニ ％ を 出て いない" この 比率 は最 盛時た る 大正 八 年に 比べて、 半減 

した ことになるが、 生産高で は、 終戦 前の 当社 ビ— グ たる 昭和 十五 年の 一七 二 万瓲に 対し、 二十 七 年に はニハ 〇 万瓲に 達 

してお り、 今な お 上昇の 途上に ある。 

第二 節 販売 高と 売価 (図表 二) 

本 図表 は、 セメント 市況 を 大観す るた めに、 当社 生産高 (台湾 を 除く)  • 販売 高 (輸出 及び 台湾 を 除く) と 光 価との 閱 

係 並びに 売価と 比較して、 曰 銀 卸売物価指数の 足取り を 示した ものである。 

贩売高 販売 高と 生産高と を 対比して 見る と、 大正 八 年 以前と、 昭和 十六 年から 二十 三年まで は、 生産と 販売と が ほぼ 问 一線 上 

を 走って いる ことが わかる が、 その 中間の 大正 九 年から 十三 年まで は 販売 高が 生産高 を 超過し、 大正 十五 年から 昭和 十六 

年まで は 販売 高 線 は 生産高 線 を 年々 ずつ と 下回 つ ており、 その 差 は 少なくて 四、 五 万瓲、 多い 年 は 二十 万瓲 から 三十 万 通、 

平均 約 十五 万瓲に 及んで いる。 

大正 十三 年 は、 セメント 聯合 会の 発足した 年で ある。 聯合 会で まず 行われた の は 生産 制限で あつたが、 その 制限 は 輸出 

向け 生産に は 及ぼされなかった ので、 自然、 各社 は 低 コスト 維持の ために も 輸出に 力 を 注いで、 生産高の 減少 を 防ぐ 方向 

に 向わざる を 得なかった。 そのために 全国 輸出 高 は 急増し、 一 力 年 十万 a から 一時 は 四、 五十 万 通に も 上った。 図表に お 

ける 当社の 生産. 販売 高両 線の 大きな ギャップ は、 この 輸出 増加に よる ものである- しかし、 太平洋戦争 と共に 輸出 は 皆 

無と なり、 この ギャップ は 縮小した。 

売価と 一 般 物価 明治 三十 五 年 ごろの セメント 売価 は、 一般 物価指数 を 一 〇 とすれば 四 〇 に 当り、 今日から 考えれば 驚く ほど 高かった" 

これによ つても、 当時い かに セメントが 珍重な もので あつたかが わかる。 その後、 先 価 は 年 々漸落し、 反対に 一般 物価 は 
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第一 節 生産高の 趨勢 (図表 一 ) 

本 図表 は、 明治 四十 二 年から 昭和 二十 七 年までの 当社 並びに 全国 セメント 生産高 (朝鮮 • 台湾 を 除く) と、 その 対 全国 

比の 図表で ある。 

全国 生室髙 全国 セメント 生産高 は、 明治 四十 二 年から 昭和 十四 年まで、 ほとんど ひたむきの 上昇 を 続けて きた。 年産 高 四十 三万瓲 

から 六 二 〇 万瓲の 最高 頂まで 約 十五 倍、 年々 平均 十九 万 瓲の增 加 を 見た ことになる。 昭和 十二 年 日華 事変に 入り、 次いで 

十六 年 太平洋戦争に 突入す るに 及んで、 生産高 は 漸く 減少し、 終戦後っぃに九十三万^^にまで激落したが、 その後 再び 急 

力— ブを もって 上昇し、 二十 六 年に は 十四 年の ピ ー クを 突破し、 更に 二十 七 年に は 七 一 〇 万 通に 達して、 なお 引続き 遞増 

の 歩 を 止めないで 今日に 至ってい る。 

当社 生産高 その 間にあって、 当社の 足取り はどう かとい うと、 明治 四十 二 年 一 〇 六、 〇〇〇 瓲、 対 全国 比 二 五 ％ から 漸増し、 大正 

八 年の 四 七 ％ に 至って、 最大の 実勢 を 示して いる。 それから 昭和 二 年まで は、 四 〇％ の 線 を 上下す るが、 三年から 十三 年 

まで 漸落 歩調に 移り、 対比 率 二三 ％ にまで 低落した-〕 この間に 当社 は、 西 多 摩 (昭和 四 年) • 香 春 (昭和 十 年) 両 工場の 新 

設 によって 実績の 増加 を 見、 また、 印 日本 社 (昭和 二 年) . 土 佐 社 (昭和 七 年) ，日 東 社 (昭和 九 年) 等の 径 営に 当っていた 

ので、 これら を 加算した 実力に おいて は 低下し なかった が、 当社 だけの 表面の 数 宇から は、 他社の 増産に 圧倒され て、 比 

率 は 漸落せ ざる を 得な か つ た。 

昭和 十三 年の 二三 ％ を 底と して、 漸次 比率 は 上界し、 終戦の 年に は 三 三 ％ に 達する ことができた。 この間に^ 曰 本社 

(昭和 十四 年). 土 佐 社 (昭和 十五 年). 日 東 社 (昭和 十六 年). 東亜 社 (昭和 十七 年) の 合併が 実現し、 一 方 東京 工場の 閉鎖 (昭 

和 十四 年). 川 崎 工場の 分離 (昭和 十六 年) もあった が、 太平洋戦争 中、 国の 要請に よる 重点 生産 もあって、 実数 減少 裡 にも 
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四、 諸 回転 率 

五、 損益計算書 諸 比率 

六、 総合 比率 

七、 生産高 a 当り 資産 比率 

これに 採録 可能の 範囲で、 同業 四 社 (A  •  B  .  C  .  D 社と する) の 平均 諸 比率 (三菱 経済研究所 資料に よる) を 比較し 

た。 

以下の 記述 は、 まず 財務諸表 分析 比率 を 算定して、 各 比率の 推移 図表 を 作成し、 次いで これら 各 図表の 解説に おいて 業 

豪 を 検討しつつ、 最後に 総合 比較 を 行おうと する ものである。 


総 合 比 率  一 〇〇％ 

この 八 比率の 各々 について、 標準 年次 (昭和 九 ~ 十 一年) の 平均値 一 〇〇 に対する 比率 を 算出し、 これに ウェイト を 乗 

じた 数値 を 合計した ものの 合計 標準 値に 対する 百分比 を もって、 各 年度の 総合 比率と する ので ある。 この 際、 戦後の 各 比 

率 は 前述のと おり、 価値 修正 後の もの を もってした" 

勘定 《 目の 処理 貸借対照表の 資産 . 負債の 科目 分類 は、 大要、 証券 取引 委 a 会の 財務諸表 規則に 従 つ たが、 必ずしも それと 同 一 ではな 

い。 まず、 資鹿を 流動. 固定に 二 大別し、 流動 資 を 当座 • 棚 卸 • その他に 三分し、 繰延 資産 を 固定資産に 算入した こと 

など 科！^ 分；^ に 多少の 相違が ある。 特に、 期末 利益 金 処分 を 期末 現在で 各 該当 科目へ 振替え たこと、 摘 益 計算書で は 支払 

利子 を 総 原価に 含めた こと、 支出 金 を 棚卸 品 繰越 差金 . その他 緩 原価 • 営業 外 支出の 三 項目に 取りまとめ たこと 等で ある- 

また 法人税 は、 この 分析で は、 昭和 十五 年上 期まで は、 決算報告 書 どおり 原価に 含めた が、 その後 は 利益 処分と して 計 

算 した。 これ は 同年から 税法が、 このように 改正され たからで ある。 かように 計算す ると、 利益 金の 観 方が 前後の 統一 を 

欠く ことになる けれども、 実際 は 税率が 高率 化した の は 割合 近年の ことで あるから、 その 影響 は 言う に 足りない と 思われ 

るし、 また 一 面 変動 常ない 税金 を 控除して 利益 金 を 考える こと は、 かえって 業績の 判断 を 誤る と 思われる 点 を も 考慮した 

からで も ある。 なお、 役員 賞与 金 も、 大正 九 年下 期から 十一 年上 期まで は、 利益 処分に 現われて いない。 減価償却 は 昭和 

六、 七年3^前は利益の多寡にょって増減がぁるが、 その後 は 昭和 十七 年から 二十 一年までの 戦時中 を 除いて、 所要の 償却 

を 行って いる" 

合資会社 時代に おいて、 明治 三十 九 年下 期から 四十 五 年までの 決算報告 書 は、 東京 支店 中心の 決算であって、 全社 的資 

産， 負債の 区分 並びに 収入 支出の 計算が してない ので、 比率 計算の 場合、 この 期間 を 除外した。 

分析の 方法と 種別 分析 方法 は、 趨勢へ リ析と 比率 分析 等に よった。 分析！ « 別と して は、 左の 七 項目に 大別す る ことができる。 

一 、 資産 負債 構成比 率 

一 一、 資産 負債 並びに 収入 支出 金 趨勢 比率 

三、 財務 諸 比率 

第一章 序  説  一 〇 七三 


第一章 序  説  一 0 七 一一 

価値 修正と 減価 愤却 額の 修正と を 行った (ただし、 この 修正 は、 次に 説明す る 総合 比率 図表の 作成に 利用した だけで あつ 

て、 他の 倘々 の 分析 計算に は 川い なかった)。 なお、 分析 諸 比率に ついては、 比率 曲線 図表 を 作成 添付した が、 その 図表に 

は、 必要に応じて 日銀 卸 先 物価指数 曲線 を 挿入した。 分析 比較の 可能性 を 妨げる 貨幣価値 は、 この 指数 曲線 を 標準と して 

見る ことによって、 修正 を 行う ことなしに、 容易に 比較 判断が 下される と 思った からで ある。 

業 a 総合 判断 柽営 分析に おいて、 各種 各 様の 比率 観察 を 行う が、 それらの 比率 相互 間に は 必ずしも 整り が ある わけで はない。 したが 

つて、 それらの 比率 をい くつ 集めて 見ても、 それによ つて 業績 を 総合 判断す る こと は 困難で ある。 それ を 可能なら しめる 

に は、 一 つの 総合 比率の 算定 を 必要と する ので あるが、 かって 黑澤淸 博士が ゥォ— ルの インデックス. メソッド によって 

セメント 各社の 業績 比較 を 試みた 例に ならって 算定して みた。 ただ、 比率 種目の 選定と、 種目に 対する ゥ H イトの 置き か 

たに いくらかの 変更 を 加えた こと を 断 つ てお かなければ ならない。 すなわち、 業績の 主眼 を 資本 収益 性に 求める 意味から 

新たに これ を 加え、 しかも これに 割合 大きな ゥ H イト を かけた ことで ある。 表示す ると 左のと おりと なる。 


資本 収益 性 比率  二 五 ％ 

総 資本利益率  二 五 ％ 

財務 流動性 比率  四 〇％ 

流動 比率  一 五 ％ 

固定 比率  一 五 ％ 

資本 負債 比率  一 〇％ 

経営 活動 性 比率  三 五 ％ 

固定資産 回転 率  1  一 ％ 

|5ズ 取 勘定 "  一  一 ％ 

棚卸 資 ガ  八 ％ 

自己資本 《"  五 ％ 
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明治 三十 一年 一月から 昭和 二十 八 年 三月に 至る 当社 五十 五 年間の 業績の 推移 を、 径営 分析、 主として 財， お 諸 表 分析の 方 

法に よつ て 回顧して みょう。 

分析 を 行う に 当って、 まず 断って おきたい こと は、 資料 • 数値 及び 分析 結果の 総合 判断 等に ついて である。 

資料の 点に ついては、 匿名 組合 時代、 すなわち 明治 三十 年 前の 業績に ついては、 今日 残されて いる 計算書 類がない の 

で、 知る ことができな いが、 更に 株式 組織に 変った 大正 元年 以後の 資料 も、 古く は 関東大震災 により、 また 最近 は 敗戦 直 

後の 退 乱の ために、 終戦 前の もの は 帳簿 書類から 財務諸表 等に 至る まで、 その 多く を 失って しまって いるので、 決算報告 

書の ほかに は树 るべき 資料が あまりない 状態で ある。 こういう 条件の もとで、 長期に わたる 期間に ついての 分析 を 行おう 

とする ので あるから、 自然、 精細な. c 部 的 分析 比較 はでき がたいの であるが、 决算 報告書から 見た 業績と いう 意味で、 外 

部 分析 的に 一 応、 推移 を 概観したい。 

数値に ついては、 その 正確 性と 統一 性と が 問題と なる。 なにしろ 長い 年月の 間の ことで あるから、 その 間に は 計 理の方 

法 も 時に よって 区々 であり、 色々 な 比較 を 困難に している し、 また、 W 幣 価値の 変動、 殊に 敗戦 後の インフレ によって、 

戦前と 戦後の 数値 比較 は い つ そう 困難と な つ た。 これらめ 調節 方法と して、 資料 を できるだけ 検 計して 項目の 修 正統 一 を 

図る こと、 また 分類 を 大きく して 長期 一 貫 性 を 保た せる ことな ど を 試みた が、 数値の 実質的 統 一 という 点での 特殊 資産の 

処理、 評価 は考 うべ くして 行いが たく、 特に 問題点と なる 貨幣価値 変動に 対する 取扱いの 正確 を 期す るた めに は、 結局 詳 

細な 安定 価値 計算 を 行う 以外に 方法がない。 しかし、 長年 月に 徐々 に 起った 価値 変動 は、 その 間にお いて、 ある 程度 自然 

的 修正が 行われて きている と 考えられな いこと もない。 ただ、 戦後の インフレ であるが、 これに ついては、 不充分ながら 
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終 的に は會 社が 決定 實施 する こと をい、 後者 は その 事項に ついて 會 社と 組合との 意見が 一 致す る 迄は實 施しない こと をレ 

う (しかし この場合に おいても 何れ か 一 方が 客觀 的に 妥當 性の ない 根據 によって 反對 のた めの 反對 をす るが 如き、 いわ ゆ 

る 同意 權の 濫用 はこれ を さけなければ ならない) 

二、 問 この 協約に 規定 はない が、 會社 組合 間で 意思 疎通の ため 懇談 會を もつ こと は 如何  . 

答 差支えない ばかり かむ しろ 慫慂 さるべき である 從來 といえ ども M 交の 機會を 利用して 特定の 事項 を 懇談した こと は 珍ら 

しくない し、 また 特に 懇談の ために 會 社と 組合と が 會見を 行った 例 も ある 

三、 問 旅費 規程の 改廢は 如何なる 手續 による か 

答 從來の 慣行に よる  - , 
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答 平常 業務 に 支障な き > J と を 意味す るので あるか ら具體 的 に はそう いう ことになる 

第 六十 四 條關係 

一、 問 予告 期間 は 冷却期間に ふくまれる ことがあ るか 

答 そういう こと はない 

二、 問 第 六十 三條關 係解釋 例規の 趣旨 は 予告 期間に ついて 同樣か 

答 然り 

三、 問 S 爭 議行爲 として 囘轉窯 を 止める 場合 も 平常 時 囘轉窯 を 止める 場合と 全く 同樣の 手順に よらねば ならない のか 

g 若し 然り とせば 予告 期間 經過 後平 常の 方法に よって 原料お くり を 止める のか、 それとも 予告 期間 經過後 直ちに 囘轉窯 を 

止める ために それ 以前に 原料お くり を 止めても 差支えな いか 

答 S 然り 

W 前段の 通り 

四、 問 工場に おいて 爭議 行爲を 終了して 組合 M: が 平常の 作業に ついた としても、 一たん 停止した 囘轉 ii を 再運轉 する 場合、 ある 

期間 は 正常なる 生產は 不可能で あるが、 この 期間 も爭 議行爲 とみる か 

答 問の 如き 場合 は 業務の 正常な 運營 とはい、 がたいが、 本 協約に おいて は爭 議行爲 として は 取扱わない 

第 六十 五條 關係 

問 本條第 一 號 g に は 如何なる ものが 考えられ るか 

答 例えば 物理 試 驗從事 者で 特に 就業 を 必要と する ものな どが 考えられる 

第 六十 九 條關係 

問 期間 满了 する も 改正案に ついて 會 社と 組合の 意見が まとまらない 場合 は舊 協約の 効力 は 有 劾 か 無効 か 

答 その 場合 會社 組合の 何れ か 一 方が 失効の 意志 表示 を すれば 當然 それによ つて 協約 は 失効す るが、 更に 一 定の 期間 (必ずし 

も 一 年で なくても) 延長す る ことにつ いて 双方が 意見が 一 致 すれば それ 丈 (勿論 三年の 法定 期間 內) 有効に 存續 する こと 

になる 

一 般關係 

一、 問 本 約 こ. 「會社 は 組合と 協議す る」 という 場合と 「會 社と 組合と が 協議 決定す る」 という 場合と はいかなる 相す 力 ある 力 

答 前者よ その 事項に ついて 會 社が 組合の 了解 を 得る 樣 誠意 を 以て 話合い を 行う が、 なお 組合の 了解 を 得られない 場合 は、 最 


部分の 有効期間 はこの 協約の それに きりかえられ たもの か、 それとも 夫々 従来の 賃金 協定 或いは 退 手 規程の それによ る も 

のか 

答 後段の 通り 

第 四十 三 條關係 

問 了解事項 四、 にいう 所の 「本人の 承諾」 は 簡單に 口頭で よろしい か 

答 然り 

第 四十 四 條闕係 

問 g 本條 第二 項の 「一 力 月」 の 起算 曰 は 休 曰 出勤した 曰か 代休 を 請求した 日 力 

^ 若し 木 曰 出勤した 曰と せば 代休の 請求 は その 日から 一力 月 以内なら ば 何日 にても なし 得る か 

H 場所、 組合 支部 間に 双方の 了解が あれば 代休の 請求 は當月 賃金 締切 曰 迄に 行う ことと し、 其の 代 り當 月 缺勤 日 力まれば 

之に 充當 する 簡易 措置 を 取決めて 置く こと は 差支えな いか 

答 ft 曰 出勤した 曰で ある 

W 代休の 趣旨 及び 「業務の 繁閑 を 見 計い」 という 建前から いって 代休の 請求 は 通例 休日 出勤した 日から 一週間 位の 間に 申 

出る ことが 至當と 思われる 

. H 差支えない 但し この場合 本人からの 申出が あれば 其の 者に ついては この 取決めの 適用 を 除外す る 

第五 十六 條關係 

問 第 一 號の 事前 通告 は 必ず 文書に よるべ きか 

答 必ずしも 文書に よらなくても よい 

第五 十七 條關係 

SH- 「紳士的、 且 平和的」 でない 場合と は具體 的に は どんな 場合 力 

答 本 協約の 手續を ふんで いない 場合、 規定に 雙 する 場合 交渉が 著しく 喧騒で ある 場合 暴力 S は 勿論、 著しく 相手に 儘 

を 加える 樣な 場合 等が 考えられる 

srMP ，は 冷却期間 を涯 する I 時間外 勞働 拒否、 休 曰 出 I 否 (何れも 協定 締結 拒否、 破糧項 S 入 喜む)、 一 

齊 休暇 等 平常な 業務 の 運營を 阻害す る 行爲を 行わな い - 」 と を 含む か 

一 0 六 七 

第 八 節 労働組合 及び 組合 運動 


第五 章 従業員 及び；？？ 務管 g;  一  〇 六 六 

第 十四 條關係 

問 本條の 「その 計晝の 大綱」 と は具體 的に は 如何なる もの か 

答 採用の 目的、 人員、 時期 等で ある 

第 十五 條關係 

問 本 條の轉 任、 勤務 地 變更、 勤務 變更、 出向の 定義 如何 

答 轉 任と は 場所 間の 異動 を 云い、 勤務 地 變更と は 同一 場所 所 靨の ま、 で 勤務 地が 變る こと を 云い、 勤務 變更と は 同一 場 Iwrt 

に 於け る 職務 (課單 位) が變る こと を 云い、 又 出向と は 當社關 係會社 等に 復歸を 前提と して 勤務させる 場合 をい う 

第 十七 條關保 

一 、 問 刑法 上の 罪 (これに 準ずる 罪 を 含む) と は 如何なる 罪名が これに 該當 する か 

答 刑法 上の 罪と は 現行 刑法 典に 定める 各種の 罪 をい、、 これに 準ずる 罪と は、 一概に は 定めが たいが、 大體 において 刑事犯 

が、 例えば 「暴力 行 爲等處 罰-一 關スル 法律」 「爆發 物 取締 罰則」 等が これに 該當 し、 行政 犯、 經濟犯 は 除外され るな お 刑 

事犯で あっても 輕 犯罪 法 は該當 しない 

二、 問 本條 第六號 により 休職 を 命ぜられた ものが 後に 無罪と なった 場合 賃金 は 遡及 支給され るか 

答 賃金 規則に 定める 所に 従い 遡及 支給され る 

第二 十 條關係 

問 「雇 入の 曰から」 と は試餹 期間 を 含む か 

答 含む (臨時 ェ たりし 期間 は 含まない) 

第二 十二 條關係 

問 工場 構内に 於け る 人命救助 等 は 本條の 規準に 該當 する か 

答 か、 る 場合 は 第 四號の 「其の 他の 災害 を 未然に防 止した もの」 の內に 含まれる 

第二 十七 條關係 

問 本條第 一 項 第十號 及第 十 ー號の 「一 ヶ月」 の 算定 方法 如何 

答 前 月の 二十  一 B から 當 月の 二十日 迄 をい う 

第-一十 ニ條 及び 第三 十三 條關係 

問 右兩條 によって 從來の 賃金 協定 及び 返 職 手 {a 金 規程 は 本 協約に おり， 込まれた ことになる ものと 考えられる がその 場合 この 


問 本條の 「緊急 已むを得ない 事情」 及び 「業務に 支障」 と は 如何なる 程度の もの を 指す か、 具體的 基準 如何 

答 それ は 一 律に は 定めが たいが 兩者は 相 對的關 係に あると いえる、 卽ち 根本的に 言えば 組合 活動の 自由 は いわゆる 基本 勞働 

權 として 憲法 並に 勞働 組合 法が これ を 保障す る ものなる こと は 勿論で あるが、 組合員 は 又 同時に 従業員と して 會 社と 雇傭 

關 係に 立つ 限り 必然的に 會 社の 業務 管理 權、 服務 規律 維持 權の 制約 をう ける ものであるから、 結局 兩 者の パ ラ ン ス の 問題 

となり、 例えば 會 社が 業務に 著しく 支障 を 来たす のに 組合が 勞働 時間 中に 組合 活動 を 強行 せんとしたり 又 逆に 組合 側で 誰 

が 見ても 緊急 やむ を 得ない と 思われる 樣な 事情が あり 而も 會 社の 方で は 何とか 仕事の やりくり はっくに も か、 わらず、 絶 

對 にこれ を 許可 しないと いうが 如き は 互に ひかえなければ ならない また 「緊急 已むを得ない 事情」 と は 例えば 組合 規約に 

定める 全 國大會 や 中央 委員 會に 代議員 又は 中央 委員と 七て 出席す る 場合な どが 考えうる が、 又 ま 部に おいても 客觀 的に 見 

て 特に 早急に 執行委員 會を 開催す る 必要が ある 場合な ど 之に 該當す る 

なお 右の 前提に は 「組合 活動 は勞働 時間外に」 という 原則が ある こと はいう まで もない 

第 七 條關係 

一、 問 本條の 組合 業務 專從者 は 上部 團體の 役員 を もふくむ か 

答 然り 

二、 問 人員 は 何 名で も 制限ない か 

答 あまり 多くな り そのために 「業務に 支障」 を 生ずる ことに なれば その 面で 問題と なろう 

第 八 條關係 

問 本條第 六號の 福利厚生 施設 は 共 濟會を 含む か 

答 然り 

第 十 條關係 

問 本條に 「會 社の 施設、 備品 等」 と ある 等の 中には 何が ふくまれ るか 

答 運動場、 工場 構內の 空地な どが ふくまれる 

第 十 一 條關係 

問 本條の 趣旨 は 掲示板 以外の 場所に 於け る 組合の 揭示 はこれ を 禁止す る こと を 意味す るか 

答 本 規定の 精神から みて 當然 そうなる (なおこれ も富然 のこと ながら、 組合に 貸與 した 揭示板 を貸與 期間 中は會 社が 利用す 

る こと は 出来ない) 

第 八 節 労働組合 及び 粗 合 運動  一〇 六 五 


第 Jf^ 章 従業員 及び 労務管理  lO 六 四 

第五 十二 條關係 

事務所 等に おける 設置に ついては 實 情に 應 じて 考慮す る 

第五 十三 條關係 

「別に 定める」 と は 現行 従業員 災害 補償 規則 をい う 

第五 十六 條關係 

一 、 四號の 若干 名と は 五、 六 名以內 とする 

二、 五號の 議事 錄は 双方の 同意 ある 場合 は 省略す る ことができる 

第 六十 五條 關係 

一 、 本條 第五 號は 組合が 爭議 行爲の 予告 を 行う 以前に 會社 がその 引取 を 手配した 貨物に 限る 

二、 本條第 六號は 必要な 期間に 限る 

第 六十 九 條關係 

改正の 通知 を 行う 場合 は 改正案 を附 する ものと する 

解釋 例規 

第 一 條關係 

一 、 問 本條 但書 第四號 により 協議 決定す る 非 組合員の 基準 如何 

答 その都度 本人の 職務の 實態を 考慮して 決めるべき であるが、 ー應 基準 は 左に 掲げる ものと する 

H 經理 (財務、 監査 をへ a む) 會計、 採掘 擔當 主任 (待遇 四 級 を 含む) 

0 工場に 隣接し ない 採掘 場の 最上 席 者 

右に 掲げる 以外の もの についても 一 方より 申出が あつ た 場合 は 協議に 應 ずべ きこと はいう まで もな い 

二、 問 了解事項 第一 にいう 常勤 嘱託に は 期間の 定めの ある もの を 含む か 

答 常勤で あっても 期間 を 定め 又は 特定の 業務の 完了 迄の 條 件で 雇 入れられ たもの は 除かれる 

第 四 條關係 

問 從來 の勞働 契約 や 諸 協定で 協約の 基準 を 上 廻る もの も 無効になる か 

答 無効になる 

第五 條關保 


二、 同 第五 號 により 事業の 閉鋭 又は 縮小 等の 目的 を もって 組合員に 休職 を 命ずる こと はない 

三、 本條 第二 項の 趣旨 は 休職 發令 時期に ついては 現行の 取 极を變 える もので はない 

第二 十一 條關係 

「別に 定める」 と は 現行 賞罰 委員 會 規程 をい う 

第二 十七 條關係 

本條 第一 號は 輕微な ものに みだりに 適用す る 趣旨で はない 

第三 十一 條關係 

掲示す るか 否か は 賞罰 委員 會 できめ る  - 

第三 十二 條關係 

「別に 定める」 と は 現行の a 金 協定 をい う 

第三 十三 條關係 

「別に 定める」 と は 現行 退職 手當金 規程 をい う 

第三 十五 條關係 

本條第 一 項の 始業 及び 終業 時刻に つき 「特に 定める」 場合 は 會社は 組合と 協議す る 但し 現行の もの は 協議した ものと 眷 做す 

第 四十 三 條關係 

一 、 本條第 一 項 第 七號の 休日の 決定に 當 つて は 會社は 組合と 協議す る 

一一、 將來國 民の 祝日が 變更 され 本條第 一 項 第三 號の 休日が 增 加した 場合 は 同 第 七號の 休日 は 消滅す る 

三、 第二 項の 運用に あたって は會社 はなるべく かたよらざる 樣 休日 を 與 える 

四、 第三 項の 運用に 富って は 本人の 申出に より 會 社が 業務に 支障がない と 認めた 場合、 又は 會 社が 業務 上 必要と認め 本人の 承諾 を 

得た 場合 は 協議 決定 を 要せず 撅 替える ことが 出来る 

第 四十 五條 關係 

本條 第一 項 第 九號の 「別に 定める」 と は 現行 歸省 休暇 細則 をい う 

第 四十 六 條關係 

本條 第一 項 但書の 「別に 定める」 と は 現行 取扱 (昭和 二十 二 年 七月 一一 一十一 日付 日 セ人第 九 〇 三號 及び 同 二十 三年 三月 一 日付 H セ 

人 第 四  一 ニ號 通達) をい う 

第 八 節 労働組合 WT ひ 組合 運動  一 〇 六 三 


第五 章 従業員 及び 労務管理  一 〇 六 二 

三、 同 第三 號には 停年 後 再 採用され た 常勤 鬼 託 を 含む 

第一 一條 關係 

一 、 本條の 解雇 は會 社が 従業員と しても 不適格と 認めた 場合に 限る 

二、 適格の 可否に ついては 會社は 組合と 協議す る 

第三 條關係 

一 、 「別に 定める」 と は 現行 取扱に よる 

二、 その他の 組合員の 取扱 は現狀 通りと する 

三、 監視 又は 斷續 的勞 働に 従事す る もので 行政官 廳の 許可 を *< け たものに ついては 其の 業務の 態 樣に應 じて 第五 章 及び 第 六 章の 規 

程の 一 部 を 適用し ない 

但し 其の 具體的 決定に 當 つ ては會 社と 組合と が 協議 決定す る 

四、 本文 第 十 五條に いう 出向 期間 中 は 本 協約の 一 部の 適用 を 停止す る ことがある 

第 六 條關係 

一、 賃金 は 支給 しないが 缺勤极 としない 

二、 賞與、 生 產手當 等の 取扱に ついては 缺勤 日數に 算入す る 

三、 成績 査定 等に あって は 不利な 取极 をし ない 

第 九 條關係 

本 條の原 職に は 役 付 を ふくむ 

第 十四 條關係 

大量と は繼續 雇傭者 十 名 以上 を 一 事業 場に おいて 一 時に 採用す る 場合 をい う 

第 十五 條關係 

一 、 本條第 一 項 本文の 勤務 地變更 及び 勤務 變 更に は 一 時 的の もの を 含む 

一一、 同 第一 項 但書の 勤務 變更 又は 職區 間の 異動に は 一 時 的の もの はふく まない 

三、 同 第二 項の 「組合に 異議 あるとき」 と は客觀 的に 相當の 理由 ありと みとめられる 場合に 限る 

第 十七 條關係 

一 、 本條第 一 項 第四號 は國會 議員の 如く 長期に 亘 つて 會 社の 業務に 全くつ けない 場合 等 をい う 


第 六十 六條 會社 施設に 火災、 水害 その他の 非常事態が 發 生し、 若しくは 發 生が 予測され る 場合に は爭議 中と 雖も組 

合 員は會 社の 指示に 從 いその 防止に 努める 

(爭議 中の 勞務 供給 制 K)  . 

第 六十 七條 會社は 爭議行 爲中は 組合の 承諾がなければ 組合 a の 職場に 就業せ しめる 目的 を 以て 新たに 勞働 契約 も 請 

負 契約 もしない 

第 十二 章 効  力 

(有効期間)  - 

第 六十 八條 この 協約の 有効期間 は 昭和 二十 九 年 六月 一 日より 昭和 三十 年 九月 三十日 迄と する 

(改廢 手續) 

第 六十 九條 この 協約 を 有効期間 ffi 了と 共に 改廢 せんと するとき は 二 力 月 前までに 會社 又は 組合の 何れ か 一 方が 相手 

方に 通知し なければ ならない 

② 前項の 通知 を 行わない とき はこの 協約の 効力 は 更に 一 力 年 問 更新され る 

昭和 二十 九 年 五月 三十 一日 

日本 セメント 株式 會社 

取締役 社長 井 上 

日本 セメン ト 1?!^ 組合 

中央 執行委員 長 神 野 

了解事項 

第 一 條關係 

一、 新に 入社せ る 社員、 工員、 鑛員、 常勤 囑託 (本條 但書に 該當 する 者 を 除く) はすべ て 組合に 加入し なければ ならない 

二、 本條 但書 第 一 號 g は 役員 關 係に 限る 

第 八 節 り 働 組合 及び 粗 合 運動  一 0 六 一 


英 熙 ® 

武 四 @ 


第五 章 従業員 及び 労伤管 W!  一  〇 六 0 

第 六十 ニ條 中央 圏 體交涉 により 解决 されない こと を 双方が 確認した とき は 何れ か 一 方からの 申立に よって 勞 調法に 

よる 斡旋 又は 調停に かける ことができる 

(冷却期間) 

第 六十 三條 會 社と 組合と は 中央 阁體 交渉が 決裂した こと を 確認した 翌曰 Si ら 起算して 十五 日間 は 部分と しても 全體 

としても 名目の 如何 を 問わず 一 切の 爭議 行爲を 行わない 

(爭議 行爲の 豫告) 

第 六十 四條 會社 又は 組 <5 口が 爭議 行爲を 付おうと するとき は少 くと も 四十 八 時間 前に 相手方に その 開始 時 を 通知し な 

ければ ならない 

(就業 協定) 

第 六十 五條 爭 議行爲 期間 中 組合 は 左の 通り 組合員 の 就業 を認 め る 

一 、 事業 場の 機械 設備、 その他 諸 施設 保全に 必要な もの 

S 配電盤、 スラリ ー タンク 番、 ピット 水 汲 . 

S 其他會 社と 組合と が 必要と認め たもの 

二、 安全 管理者、 直接 醫療 に從 事す る 者 (醫 師、 看護 w、 專任 事務員)、 火藥 警備 關係者 

三、 乘用 自動車 運轉 手、 タイピスト、 電話 交換手、 小 使 

四、 厚生 物資 配給所、 寮、 浴場、 食堂 關係者 等 (從業 員の 日常生活に 直結す る 業務に 從事 する ものに 限る〕 

五、 原材料 その他 到着 貨物の 引取の ため 必要な 者 

六、 給料 計算 支拂 事務、 社會保 險關係 事務 及び 共 濟會關 係 事務 擔當者 

七、 警務 (組合員た る 簪務長 を 含む) 

八、 その他 會 社と 組合と. か協識 決定した 者 

(非常事態の 防止) 


(園 體交涉 手續) 

第五 十六 條 圃體 交涉を 行う 場合 は 左の 手續 による 

一 、 交涉 事項 は 予め 通知す る こと 

二、 交渉委員 は 双方 十 名以內 とし 相互に その 人員 及び 資格 を 記載した 名簿 を 予め 交付す る こと 

三、 日時、 場所、 委員 數、 議事 進行の 手 續等は 予め 會杜と 組合と が 協議 決定す る こと 

四、 いずれ か 一 方から 申出 あるとき は 若干 名の 傍 聽者を 認める こと 

五、 議事 は記錄 をと り 双方の 確認 をうる こと  - 

(阁 II 交渉の 精神) 

第五 十七 條 ffl 體交渉 は 信義 誠實の 原則に 基いて 钟士的 a つ 平和的に これ を 行う ものと する 

(中央 圏體 交渉の 優先) 

第五 十八 條 團體 交渉 は 中央 團體 交渉と 場所 圆體 交涉 とに 分れる 

② 中央 圑體 交渉の 決定 は 場所 圃體 交渉の 決定に 優先す る 

(專門 委員 會) 

第五 十九 條 乂涉に 於て 双方が 必要と認めた とき は 各種 專門 委員 會を 設ける ことが 出来る 

第 十一 章 紛 爭 防 止 

(紛爭 處理の 原則) 

第 六十 條 會 社と 組合との 間に 紛爭が 起きた 場合に は 出来る かぎり 速 かに 自主的 解決 を はかる ため 第 十 章に 規定す 

ると ころに よって 交涉 する ものと する 

第 六十 一 條 & 場所に 於て 紛議 を 生じた 場合 は 場所 國體 交渉に かけ、 場所 園體 交渉に 於て 解決 出来ない 場合 は 中央 團 

體交涉 にかけ る 

(平和 條項) 

第 八 節 労働 粗 合 及び 組合 働  一 〇 五 九 


第五 章 従業員 及び 労務管理  一 〇 五八 

(新規 採用 者 等に 對 する 教育) 

第 四十 九條 會社は 新規に 採用した 組合員 又は 他事 業 場所から 轉 任して きた 組合員に 對 して 速 かに 勞働 協約、 就業 規 

則、 危害の 防止、 その他 業務 上 必要な 教育 を實 施す る 

(參考 書籍 等の 貸 出) 

第五 十條 會社は 組合員に 對し會 社 備付の 書籍 その他 を 業務に 支障の ない 限り 貸出し をす る 

第 八 章 安全 衛生 及び 災害 補償 

(安全 衛生 委員 會の 設置) 

第五 十 一 條 會杜 及び 組合 は 會社內 の 安全 衛生 措置 を 適切に 實施 する ために 安全 衛生 委員 會 (採掘 場に あって は 保安 

委員 會) を 設ける その 運營 方法 等 は 各 場所の 實 情に 應 じて 定める 

(醫務 室の 設置) 

第五 十二 條 會杜は 原則として 各 場所に 醫務室 を 設置し 看護婦 を 常勤させる 

(災害 補償) 

第五 十三 條 組合員の 災害 補償 は 別に 定める ところに よって 行う 

第 九 章 福利厚生 

第五 十四 條 會社は 組合員の 福利厚生 施設の 充實に 努める 

第 十章團 體交涉 

(園體 交 涉の範 面) 

第五 十 五條 圑體 交涉の 範圍は 次の 通りと する 

一、 勞働關 係 事項で この 協約に 規定され ていない 事項 

二、 勞働 協約の 解釋 適用に 關 する 事項 

三、 勞働 協約の 締結， な 廢に關 する 事項 


二、 本人 結婚 するとき 

旅行 往復 日数と 三日 以內 

三、 法令に よる 選 舉權の 行使に 要する 時間 但し 生産に 支障 をき たさない 爲に選 «. 權の 行使に ついては 會杜と 組合 

は 予め 協議す る 

四、 證人、 鑑定人、 參考 人と して 裁判所に 出頭 するとき、 その他 これに 準ずる 公務に 要する 期間 

五、 產前產 後の 女子が 就業 规則 第五 十 五條の 规定 によって 休業す る 期間 

六、 女子が 就業規則 第五 十七 條の 规定 によって 請求す る 生理休暇の 期間 

七、 妻が 出產 のとき 五日 

八、 天災 又は 不可抗力 若しくは 傳染病 予防法に より 交通 を遮斷 された 期間 

九、 別に 定める ところに よって^ 省 休暇 を 請求す る 期間 

(年次 休暇)  1 

第 四十 六條 粗 合 員 は 前條に 揭げる もの 、外 一年 (暦日) を 通じて 十 曰の 年次 休暇 を 請求す る ことができる 但し 年 

の 中途に おいて 入社した ものに ついては 別に 定める ところに よって その 曰數を 減ずる 

② 年の 始めにお いて 勤續五 年 以上の 組合員で 前年度 勤務 曰 數の八 割 以上 出勤した ものに ついては 前項の 休暇 曰 数に 四 

年 を 超える 勤續 一年に ついて  一 口の 割合 を 以て 計算した 日数 (最高 十日) を 加算す る 

第 四十 ヒ條 前條の 休暇 は 組合員の 請求す る 時季に ー囘 又は 败； 1 に 分けて 與 える 但し 會杜が 業務の 正常なる 運營を 

妨げる と Si めた とき は 他の 時季 又は 一 定の 期日 を 指定して 與 える ことができる 期日の 指定に 當 つて は 組合員の 意 

臂を 尊 Iffi する 

第 七章敎  育 

(技術 教育) 

第 四十 八條 會杜は 組合員の 技能 を 練磨す るた めに 適時 職業 教育、 安全 衛生 教育 その他 業務 上 必要な 教育 を實施 する 

第 八 節 労働組合 Rr ひ 組合 運動  1〇 五 七 


第五 章 従業員 及び 労務管理  一 0 五六 

五、 會社 創立記念日 

六、 十二月 三十 一 日 

七、 事業 場所の 定める 曰 (年 一 日) 

②丽 項の 規定に 拘らず 會杜が 業榜の 都合で 一 斉休菓 をさせる ことが 出 米ない と める 組合 負に 對 して は 予め 別に 定め 

ると ころに より 同數の 休日 を與 える 

③前ー 一項の 休日 を 他の 日と 振替え ると きは會 社と 組合と が 協 l^f 決定す る 

(休日 出勤) 

第 四十 四條 業務の 都合で 已むを得ない 場合に は 前條の 休日に 就業させる ことがある 

② 休日に 就業 させた 場合に は 組合員の 請求に より 業務の 繁閑 を 見 汁い 一 力 月 以内に 代休 を與 える 

③满 十八 才未満の もの 及び 女子 は 第一 項の 規定に か、 わらず 前條 第一 項 第一 號の 休日 (问 條 第二 項乂は 第三 頃の 適 川 

を 受ける 場合 は 夫々 之に 對應 する 休日) に 就業 させない 

(休暇) 

第 四十 五條 組合員から 申出が あつたと き は 左の通り 休暇 を與 える 

一 、 忌 引 

S 實 養父母、 配偶者 又は 子女の 喪に 服 するとき 旅行 往復 曰 数と 七 曰以內 

S: 兄弟 姉妹、 實養 祖父母 又は 三才 未満の 子女の * に 服 するとき 五日 以內 

S 配偶者の 實 養父母 又は 孫の 喪に 服 するとき 三日 以內 

S 伯叔 父母の 喪に 服 するとき 一 日 

W 本人の 母方の 實 養 祖父母の 喪に 服 するとき 同居の 場合に 限り 三日 以內 

2 配偶者の 實養 祖父母の 喪に 服 するとき 同居の 場合に 限り 一 日 

S について は 訃音に 接した 日より、 その他 は 死亡の 曰より 起算す る 


第三 十九 條 業務の 都合で 已むを得ない 場合に は 第三 十四 條の 規定に か、 わらず 早出、 殘業、 呼 出の 時間外 勞働を さ 

せる ことがある 但し 組合との 協定に よる 場合の 外 一 日の 勞働 時間が 八 時間 を 超える こと はない 

② 前項の 呼 出と は 勤務の 狀態 にない 組合員に 對し 突發的 事由の ため 予告せ ずに 出勤 を 命じ 時間外 勞働 をさせる こと を 

いう 

③第 一項の 規定 は滿 十八 才未満の ものに は 適用し ない 

(非常 災害 の 場合の 勞働 時 間) 

第 四十 條 災害 その他 避ける ことの 出来ない 事由に よって 臨時の 必要が ある 場合に おいて は前條 の规定 に 拘らず 行 

政 官廳の 許可 を 受けて その 必要の 限度に おいて 勞働 時間 を 延長す る ことがある 

<- 日直、 宿直) 

第 四十 一 條 業務 上 必要 ある 場合に は 日直 又は 宿直 をさせる ことがある 

(出張 中の 勞働 時間) 

第 四十 一 一條 組合員が 出張 その他 事業 場 は 外で 勞働 する 場合で 勞働 時間 を 算定し 難いと き は 通常の 勞働 時間 勞 働した 

ものと みなす 

② 前項の 規定 は 別段の 指示 をした 場合に は ， J れを 適用し ない 

第 六 章 休 曰 及び 休暇 

(休日) 

第 四十 三條 組合員の 休日 は 左の通り とする 

一 、 毎日 曜日 

二、 歲始 三日間 

三、 成人の日、 春分の日、 天皇誕生日、 憲法記念日、 こどもの 曰、 秋分の日、 文化の日、 勤勞 感謝の 日 

四、 メ— デ ー 

第 A 節 労働組合 及び 粗 合 運動  一 C- 五 五 


第五 章 従業員 及び 労務管理  一 〇 五 四 

第五 章 勞働時 問 及び 休憩 

(勞働 時間) 

第三 十四 條 組合員の 勞働 時間 (休憩時間 を 除く 以ド： s じ) は 一 曰に ついて 七 時間 を 原則と する 

(始終 業 時刻) 

第三 十 五條 勤務 は常晝 勤務 及び 交替 勤務と し 始業 及び 終業の 時刻 は 特に 定める 場合を除き 夭々 左の通り とする 

常晝 勤務 始業 時刻 午前 A 時 終業 時刻 午後 四時 

交替 勤務 

第一 勤 午前 七 時 午後 三時 第二 勤 午後 三時 午後 十一 時 第三 勤 午後 十一 時 午前 七 時 

② 業務の 都合で 必要 あるとき は 前項の 規定に か、 わらず 夜間勤務 をお く ことがある 

③ 作業の 性質に より 必要 ある もの、 又は 電力 事情 その他 己む を 得ざる 事甶 ある 場合に ついては 會社は 一部 組合 貝に 對 

し 基本 勞働 時間の 範 園内に 於て 所定の 始業 及び 終業 時刻 を變更 し、 又は これ を 繰 上げ 若しくは 繰 下げる ことが 出來 

る 

④ 前項の 場合 は 會社は 組合と 協議す る 

(交替 勤務の 轉換) 

第三 十六 條 交替 勤務の 轉換は 原則として 五 曰 毎に 行う 但し 業務の 都合で 變更 する ことがある 

(休憩時間) 

第三 十七 條 休憩時間 は 一 時間と し、 常晝 勤務者に 對 して は 原則として 正午から 午後 一 時まで 一 せいに 交替 勤務者 又 

は 特別な 作業に 從事 する ものに 對 して は 作業の 繁閑 を 見 計い 勞働 時間の 途中に 於て 適宜に 與 える 

(食事時 間) 

第三 十八 條 食事 は 休憩時間 中に 行う ものと する 

(時間外 勞働) 


三、 故意に 會 社の 設備 若しくは 器具 を 破 し、 义は 無 斷で會 の 物品 を 持 出し、 若しくは 持 出そうと した ことの 明 

ら かなもの  .  ， 

四、 正常な 理由な く 業務 命令に 從 わぬ もの  一 

五、 他人に 對 して 暴行 若しくは 脅迫 を 加え、 又は その 業務 を 妨害した もの 

六、 刑法 上の 罪 (これに 準ずる 程度の 罪 を 含む：) を 犯し^ 罪の 判決が 確定した もの  - ； 

七、 前條の 懲戒 を 受ける こと 年間 三囘 以上に 達した もの 

八、 正當な 理由な く 無斷缺 勤迚續 三十 曰 を 超えた もの - 

九、 其 他 前 各號に 準ずる 程度の 不都合な 行爲 のあった もの 

② 前項の 規定に か、 わらず その 情狀 待に 酌量すべき もの あるとき は 第二 十六 條第 一 號 乃至 第五 號の 何れ かに 止める こ 

とが ある  一 

第二 十九 條 他人 をた すけ 若しくは そ、 のかし 乂は 共謀して 前 ニ條に 掲げる； 仃爲を 行わせた もの、 又は 行わせようと： 

した ことの 明らかな ものに 對 して は その 行爲 者に 準じて 懲戒 を 行う  ； 

. (併用 規定) 

第三 十條 表彰 並に 懲戒 は 二つ 以上の 方法 を 併 川す る ことがある 

(赏 罰の 揭- 不) 

第三 十 一 條 表彰 並に 懲戒 は 原則として これ を 掲示す る 

第 四 章 給  與 

(貸金)  ， 

第三 十二 條 會社は 組合員の 賃金 を 別に 定める ところに よって 支拂ぅ 

(退職 手當)  一 

第三 十三 條 退職 手當は 別に 定める ところに より 支拂ぅ  一 

第 八 節 力 働 組合 及 ひ 組合 連動  1〇 五三  一 


第 If:. 章 従業員 及び 労務管理  一 〇 五 二 

七、 懲戒 解暖 豫告 期間 を 設ける ことなく 又 解雇 手當を 支給す る ことなく 卽時解 W する 

但し R 則輕微 なる か、 特に 情狀 ft 量の 餘地 ある 場合 は 訓戒に 止める ことがある 

(懲戒の 基準) 

第二 十七 條 組合員が 左の 各號の 一 に該當 するとき は 前條第 一 號 乃至 第五 號を 適用す る 

一 、 就業規則 その他の 諸 規則に 違反した もの 

二、 火氣の 取扱 を 粗略に した もの 

三、 職務 怠慢 又は 不注意の ため 事故 をお こし 業務に 重大な 支障 を 生ぜし めた もの  . 

四、 勞働 時 間中 會 社の 許可な くみだり に 私用 をな した もの 

五、 會 社の 設備 又は 資材 を 私用に 供した もの 

六、 自己の 職責の 範囲 を こえて 專斷 の行爲 があった もの 

七、 言動 不良の ため 職場の 规 律を紊 し、 又は 會 社の 體面を 著しくけ がした もの 

八、 會 社の 場所 構內 において 會 社の 許可な く揭 示、 圖書 印刷物の 頒布、 演說、 放送 等 をな した もの 

九、 會 社の 許可な く 通用門 以外の 場所から 出入した もの 

十、 正當な 理由がなくて 無 届で 缺勤 する ことが 一ヶ月の 內五囘 以上に 及んだ もの、 又は 合計 十 曰 を 超えた もの 

十 一 、 正常な 理由がなくて 一 ヶ月の 内-. = ^曰 以上 缺勤 する ことが 引續 いて 三 ヶ月に 及んだ もの 

十二、 正當な 理由な く 勤務 不良な もの 

十三、 其 他 前 各號に 準ずる 程度の 不都合の 行爲 のあった もの  . 

② 前項の 規定に か 、 わらず その 情狀 特に 重い もの は前條 第六號 又は 第 七號を 適用す る ことがある 

第二 十八 條 組合員が 左の 各 號のー に該當 するとき は 第二 十六 條第 六號 又は 第 七號を 適用す る 

一、 重要な 經 歷を詐 り、 其 他 術 を 川いて 入社した もの 

二、 業務 上の 秘. お を 漏：^ し、 又は 漏洩しょう とした ことの 明らかな もの 


三、 生產 増強に 特に 功績の あった もの 

四、 火災 その他 災害 を 未然に防 止 又は 緊急 非常の 事態に 際して 特に 抜群の 働き をした もの 

五、 ；&^ 的 功績に よって 會 社の 名聲を 昂揚した もの 

六、 、水 年 勤續し 且つ 成績 優良な もの 

七、 その他 前 各號に 準ずる 程度の 表彰に 値する 行爲 のあった もの 

(表彰の 時期) 

第二 十三 條 表彰 は 前條第 六號の 場合を除き 毎 期 初め 前期" 中の 案件に 關しー 齊に 行う 但し 行賞が 急 を 要する と 認め 

られる 場合 はこの 限りで ない 

(委員 會の 開催 申請) 

第一 一十 四條 組合員 は 自己の 發明 考案 等に 付き 委員 會の 開催 を 申請す る ことができる 

(表彰の 方法) 

第二 十 五條 表彰 は 赏狀、 徽章、 赏品、 賞金の 授與、 その他 適當な 方法に よって これ を 行う 

(懲戒の 方法) 

第二 十六 條 懲戒 は 左の 方法に よって これ を 行う 

一、 譴 賨 始末書 をと る  ■ 

一一、 減 給 始末書 をと りー囘 について 平均 賃金の 一日 分の 半額 以內、 總額 において その 月の 總收 入の 十分の一 

以內を 減ずる 

三、 出勤 停止 始末書 をと り 一定期間 出勤 を 停止し その 期間 賃金 を支拂 わない 

四、 降 格 始末書 をと り 下位 資格へ 引下げる 

五、 役 付 罷免 始末書 をと り 役 付 (待遇 を 含む) を 罷免す る 

六、 諭旨 解雇 說 諭し 自發 退職の 形式に より 解 噴す る 

第 八 節 労働組合 及び 組合 運動  一 o_ "一 


第五 章 従業員 及び 労 後 管理  一 〇五〇 

一 、 前條第 一項 第一 號、 第 1 ー號 及び 第五 號の 場合 

勤 續滿」 ハ ヶ月 以上 満ーケ 年 迄  三 ケ 月 

勤續滿 一 ケ年を 超え 滿 一 ケ年を 増す 毎に 更に 一 ヶ月 を 加えた 月數 

一 一、 前條第 一 項 第三 號 及び 第 四號の 場合 必要な 期間 

三、 前條第 一 項 第 六號の 場合 判決 確定に 至る 迄の 期間 

(復職) 

第 十九 條 會社は 組合員が 左の 各號の 一 に該當 した 場合 は 復職 を 命ずる 

一 、 休職 期間 中に おいて 休職 發令 事由が 消失した と會 社が 認めた とき 

一 一 、 第 十七 條第 一 項 第三 號 若しくは 第四號 によつ て 休職と な つた 者に つい て 休職 期間が 満了した とき 

三、 同 第六號 によって 休職と なった 者に ついて 無罪の 判決が 確定した とき 

② 前項 第三 號の 場合に おいて 原 職に 復歸 出来ない とき は 會社は 組合と 協議す る 

(休職 期間の 算定) 

第二 十條 休職 期間の 算定の 基礎と なる 勤 續年數 は 雇 入の 曰から 休職 a 令 前日 迄 を 通算す る 但し その 中途に 第 十 

七條第 一項 第一 號、 第 一 ー號 又は 第五 號 による 休職 期間が ある 場合 はこれ を 除く 

(賞罰 委員 會) 

第二 十 一條 組合 H; の 赏罰は 第二 十二 條第 六號の 場合を除き 別に 定める 賞罰 委員 會の議 を經て 行う 

(表彰の 基準) 

第二 十二 條 組合員 又は 組合員の 图體が 左の 各 號のー に該當 するとき はこれ を 表彰す る 

一 、 業務 上 有益な 事項 を 案出、 發見 或は 提議し 實 施の 結果 赏益顯 著な もの 

二、 業務 上 有益な 發明 考案 をな し 特許、 實用 新案 又は 意匠の 登 錄を受 くべき 權 利を會 社に 承継 させた もの 又は その 

權利を 完全に 會 社に 讓 渡した もの 


第 十六 條 會社は 組合員が 左の 各號の 一 に該當 したと き は 解雇す る 

一 、 停年に 達した とき (停年 は满 五十 五 歳と する) 

二、 本人の 都合で 退職 を 願 出た とき 

三、 休職 期間 満了す る も 復職 しないと き 

四、 打 切 補償 を 行った とき 

五、 赏罰 委員 會に 於て 解雇の K 準に 該當 すると 認められた とき 

六、 精神 又は 身體に 故障が あるか 又は 虚弱 老衰の ため 業 翁に 堪えられな いと 認められた とき 

七、 その他 正當な 理由が あるとき 

② 前項 第 四號、 第六號 又は 第七號 による 場合 は 豫め會 社 は 組合と 協議す る 

(休職の 基準) 

第 十七 條 會社は 組合員が 左の 各號の 一 に該當 するとき は 休職 を 命ずる ものと する 

一 、 業務 外の 慯 病で 引 續き缺 勤す る ことが 満三 ヶ月 以上に 及んだ とき 

一一、 業務 外の 事故で 引 續き缺 勤す る ことが 满ニ ヶ月 以上に 及んだ とき 

三、 專從 者と なった とき 

四、 公職に つき 長期に わたり 業務に 支障 あるとき 

五、 業務の 都合に より 必要な とき 

六、 刑法 上の 罪 (これに 準ずる 程度の 罪 を 含む) を 犯した 容疑で 起訴され たと き 

€-) 前項 第一 號、 第二 號 及第 六號の 場合 は 休職の 發令を 延期す る ことがある 

③第 一 項 第 四號、 第五 號 及び 第 六號で 身柄 不 拘束の 場合に 限り め 會社は 組合と 協議す る 

(休職 期間) 

第 十八 條 休職 期間 は 左の通り とする 

第 八 節 労働組合 及び 組 <1!1 運動  一 〇 四 九 


第五 章 従業員 及び 労務 管 现  一 〇 四 八 

第十條 組合が 組合 活動の ため 會 社の 施設、 備品 等 を 利用す る 場合 は 豫め會 社に 届出て その 承認 を 受けなければ 

ならない 

(掲示板の 設置) 

第 十 一條 組合 は 豫め會 社の 許可 を 得た 場合 は 組合 活動の ため 必要な 揭示 扳を會 社の 場所 構內に 設置す る ことが 出 

來る 

(貸與 施設の 移轉 等) 

第 十二 條 會社は 業務の 都合に より 組合に 貸與 せる 諸 施設 及び 揭示 板の 移轉、 變更 又は 返還 を 求める 場合 は 豫め組 

合と 協議す る 

(政治 活動) 

第 十三 條 組合 は會 社の 場所 構內 において 政治 活動 を 行う とき は 豫め會 社の 了解 をうる 

第 三 章 人  事 

(採用) 

第 十四 條 會杜は 從業員 を 大量に 採用す る 場合 は その 計畫の 大綱 を 豫め耝 合に 通知し 組合 は 之に 對し 意見 を 述べ る 

ことが 出来る 

②個々 の 採用の 場合 は 會社は 採用 決定 後 その 氏名 を 組合に 通知す る 

(異動) 

第 十 五條 會； M は 業務の 都合に より 必要 ある 場合 は 組合員に 転任、 勤務 地變： 史、 勤務 變更、 出向 等 を 命ずる ことが 

ある 但し 會 社が ェ雜員 たる 組合員に 勤務 變更 又は 職區 間の 異動 (社員から ェ鑛 員への 轉籍 による 場合 を 含む) を 

命ずる とき は豫め 組合に 通知す る 

② 前項 但書の 場合に おいて 組合に 異議 あるとき は 會社は 組合と 協議す る 

(解雇の 基準) 


より 業務に 支障の な い 限り 勞働 時間 內と い えど も 組合 活動 を 認める  . 

(組合 活動 時間と 賃金) 

第六條 會杜は 組合 Hr か勞働 時間 中に 組合 活動 を 行った とき は、 その 時間に 相當 する 賃金 はこれ を 支給し ない、 

但し 刚體 交涉 及び 本 協約に 定める 各種 委員 會に委 a として 出席す る 場合 はこの K りで ない 

(組合 業務 専從 者) 

第七條 會肚は 組合から 氏名 を 通告して 申出 かあつた とき は 組合 業務- 專從者 (以下 專從 者と いう) たる こと を St 

める 但し 特に 業務に 支障 あるとき は 會社は 組合と 協氣 する 

第八條 專從 者の 取扱 は 左の 各號 による 

一 、 專從 期間 中 は 無給 休職と する 但し 勤 續年數 は 通算す る 

二、 專從 期間 中に 一 般 組合員の 昇給 乂は 昇格が 行われた とき は 一 般 組合員の 基準に より 專從 前の 成績に よって 考査 

を 行い 昇給 又は 昇格 を 行う 

三、 役 付從業 員た る 組合員が 專從 者と な つ たと き は 役 付 をと く 

四、 年次有給休暇 加算 曰數の 算定に おいて は專從 期間 は缺 勤と して 取扱う 

前年から がー 複 き專從 のた め 休職と なって いた 組合員で 年間の 中途に おいて 休職 をと かれた 場合の その 年の 年次 有 

給 休暇に ついては 第 四十 六條第 一 項 但書 を 準^す る 但し これによ つて 算定した 日数が 六日 以下の 場合 は 六日 を 

與 える 

五、 厚生年金 保險、 健康 保險、 失業 保險 及び 勞働者 災害 補償 保險 について は會 社に おいて 取扱わない 

六、 福利厚生 施設の 利 川に ついては. 導從 者で ある こと を 理由と して 一 般 組合 W と 差別 ある 取扱 をし ない 

第九條 專從 者が その 任 をと かれた とき は 會社は 原則として その 組合 H 〈を 原 職に 復歸 させる 

② 職制の 變更 その他の 事由で 前項の 原 職 復歸が 出来ない とき は 會社は 組合と 協議す る 

(會社 施設 等の 利用) 

第 几 節 労働組合 及び 組合 運動  一 〇 四 七 


第五 章 従業員 及び；：. 《務 管理  一 〇 四 六 

第一章 総  則 

(組合員の 範闹〕 

第 一 條 會 社の 從業員 は 原則として 組合員で なければ ならない 但し 左の 各號の 一に 該當 する 者 はこの 限りで な 

、 

一 、 會 社の 利益 を 代表す る もの 

S 課長 代理 以上 (待遇 三級 以上 を 含む) 及び 人事、 勞務、 警務 擔當 主任 (待遇 四 級 を 含む) 

:g 秘書 的 業務に 從事 する もの 

醫 局の 最上 席 者 

二、 試 傭 期間 中の もの 

三、 顧問 及び 非常勤 « 託 

四、 その他 會 社と 組合と が 協議 決定した もの 

(被 除名 者の 取扱) 

第二 條 組合から 除名され たもの は會社 はこれ を 解雇す る  . 

(適用 範圍) 

第 三 條 この 協約 は 社、 ェ鑛 員の 資格 を 有する 組合員に のみ 適用す る 但し 獨算 事業 場に 勤務す る 組合員 及び 船 

舶乘組 員に ついては 第 四 章 乃至 第 六 章の 規定に 拘らず 別に 定める ところに よる 

(協約の 優先) 

第四條 勞働突 約 及び 從來の 諸 協定と 異る 部分に ついては この 協約の 定める ところに よる 

第二 章 組 合 活 動 

(勞働 時間 中の 組合 活動) 

第 五條 組合 活動 は 原則として 勞働 時間外に 行う 但し 緊急 已むを得ない 事情の あるとき は 會社は 組合の 申出に 


現行 労働協約 


會社側 委員  _ 

nM, 副せ 長、 常務取締役、 各部 長、 人事部 副 部長、 勞働部 saBEk 

g 合 會側委 員 

會 社側委 a ト 同数 一一 シテ 聯合 會 ヨリ 選任 セ ラレ タル モノ 

事 

双方 ヨリ 各 ニ名ヲ 選任 シ 協議 會ノ 日時、 會場、 記錄、 議案 ノ 整理 其 他 庶務 ヲ響 セシム 

第三 条 委員 並 幹事 ノ 任期 ハーケ 年 トシ 再選 ヲ妨 ケス 

第四条 本 協議 會ハ 左記 事項-一 付 協議 取決 メヲ ナス モノ トス  - 

一 、 勞働條 件-一 關スル 事項 

二、 解雇、 雇 入 等 人事 二 關スル 事項 (平常 的ナル モノ ヲ除 ク、 

三、 厚生 福利 共濟 保健衛生 教育-一 M スル 事項 

四、 事務 運營 能率 增進其 他生 產-ー 關スル 事項 

五、 危害 防止 二 關スル 事項 

六、 紛議 防止 二 關スル 事項 

ヒ、 其 他 必要 ト認 ムル 事項 

第 五条 本 協議 會ハ 毎年 五 Q; 並 二十 一月 (六 ヶ月 一一 ー囘) 之ヲ 開催 ス 

H^U^^^HH^ 霞曼 垂會 ii  ノ零 警其ノ 取決-一 資ス、 專門 i 

ノ 構成 ハ其ノ 都度 之 ヲ定ム 

第七条 議案 ハ 豫メ 協議 會開 催ノ 曰 ヨリー 一週間 以前 一一 提出 シ 双方 一一 於テ 研究 シ置グ モノ トス 

第八条 本 規約 ハ 協議 會ノ 取決 メ アル 二 非レハ 變更ス ルコト ヲ得ス 


労働 協お  1 

日本 セメント 株式 喜 (以下 會 社と いう) き 本 セメント S 組合 S 下 組合と いう) と は 組 貪の 勞 3 係 f 

を 定め、 以て 紛爭を 防止す るた めに この 協約 を 締結す る 

一 0 四 五 

第-^節 労 锄 組合 及び 組合 速 働 


第五 章 従業員 及び 労務 管现  一 〇 四 四 

s 勞働條 件-一 關スル 事項 

g 解雇、 雇 入 等 人事 一一 關スル 事項 (平常 的ナル モノ ヲ除 7) 

W 厚生、 福利、 共濟、 保健衛生、 教育-一 關スル 事項 

£ 事務 運營 能率 增進其 他生 產-ー 關スル 事項 

£ 危害 防止-一 關スル 事項 

S: 紛議 防止-一 關スル 事項 

の 其 他 必要 ト認 ムル 事項 

十、 地方 協議 會 ハ 各 工場 事業 場 毎 一一 會社、 組合 各 同數ノ 代表者 ヲ以テ 構成 シ 前項 各號 一一 掲 クル 事項 -ー 付 協議 取決 メ ヲ ナス モノ トス 

十一、 協議 會ノ 構成 及 運用 二 關スル 詳細 ハ 別-一之 ヲ定ム 

十二、 會社、 聯合 會 並-一組 合ハ 協議 會 一一 於テ 決定 セル 事項 ヲ 誠意 ヲ 以テ實 行スル モノ トス 

十三、 會社、 聯合 會 並-一組 合ハ 中央 協議 會二 諮 ラス シテ 同盟罷業 作業 所 閉鎖 ノ舉ニ 出 テサル モノ トス 

中央 協議 會 一一 於 テ圓満 妥結 - 一至 ラサル トキ ハ 双方 異議 ナキ 限リ 調停 又 ハ 仲裁-一 附スル モノ トス 

十四、 本 協約 ノ 有効期間 ハ 締結 ノ日 ヨリ 三 ヶ月 トス 

本 協約 ノ 有効 期間 內ト雖 モ何レ カー 方 ヨリ 更改 ノ 申出 ァリ タル トキ ハ 双方 協議 ノ 上 更改 スル コトヲ 得 有効期間 完了  ノ  二週間 以前-一更 

改ノ 意思表示 ナキ ト キ ハ 本 協約 ノ 効力 ハ 更 -I 之ヲ三 ヶ月 間 延長 セ シムル モノ トス 

昭和 二十 一年 六月 十日 

淺野 セメント 株式 會社 

取締役 社長 德 根吉郞 

淺野 セメント 勞働 組合 聯合會 

委員長 俵 田 武 彥 

浅 野 セメント 株式会社 中央 協議会 規約 

第一条 淺野 セメント 株式 會社 (以下 會社ト 稱ス) ト淺野 セメント 勞働 組合 聯合 會 (以下 聯合 會ト 稱ス) トノ 間-一 於テ 締結 セラ レ タル 勞 

働 協約 第 八項ノ 規定 一一 ョル 中央 協議 會 (淺野 セメント 中央 協議 食ト 稱ス) ノ 構成 並-一 運用 ハ本 規約-一定 ムル所 一一 ョル 

第二 条 本 協議 會ノ搆 成ハ左 ノ通リ トス 


企業 合理化 案 発表が 一 層 争議 を 拡大す る 結 * となり、 ついに 当社の 浮沈 を 懸ける 大 争議が 約半歲 にわた つ て 行われた。 

(本 編 第 七 期 第三 章 労働争議の 顚末ー 一八 八 頁 参照) 

争議 後  この 争議 後、 当社 労働組合 は、 いわゆる 『禍を 転じて 福と なす』 の 格言 どおり、 以来 着実な 歩み を 続け、 昭和 二十 六 年 

三月 下旬に は 総 同盟に 正式に 加盟し、 今 H において は 傘下 有力 単 産で あり、 ：K 主 的 かつ 健全な 労働組合 として 内外に 活躍 

をして いる。 

なお、 当社 労働組合 は、 上 団体と して 総 同盟 を もつ ほかに、 全国 セメント 労働組合 連合会に 加盟し、 セメント 業界の 

労働 面に も 大きな 発言力 を 持 つてい る。  . 

以下、 最初の 労働協約 書 並びに 現行 労働協約 を 掲げよう。 


最初の；：" n 協約 S 


労 


働 協約書 


淺野 セメント 株式 會社 (以下 會社ト 稱ス) ト淺野 セメント 勞働 組合 聯合 會 (以下 聯合 會ト 稱ス) トハ勞 働 ト產業 ノ社會 的 國家的 意義 L 

ソノ 使命 ヲ自覺 シ勞働 組合 法 第三 章 第二 十 一條 ノ精祌 一一 基キ左 ノ通リ 協約 ヲ 締結 ス 

f、 會社ハ 聯合 會 並-一 聯合 會-ー 加盟 セル 各 組合 (以下 組合 ト稱ス ) ヲ 承認 ス 

二、 會社ハ 聯合 會並 一一 組合 ノ 网體 交渉 權 ヲ 承認 ス 

三、 會社ノ 従業員 ハ 原則 トシ テ 組合員 タルへ キ モノ トス 

四、 會社 ハ社會 事情/推 侈 二 卽應シ 従業員 ノ 生活 保 證ノ タメ 最善 ノ 努力 ヲ拂フ へキ モノ トス 

五、 聯合 會 並-一組 合ハ 作業 能率 ノ增 進-一 努力 シ且ッ 組合員 ノ行爲 一一 付 責任 ヲ負フ へ キ モノ トス 

六、 従業員 ノ 基本 勞働 時間 ハ 一 日 八 時間 ヲ 原則 トス 

七、 組合員 ハ會社 業務-一 支障 ナキ 限リ 組合 事務 一一 從事 スルコ トヲ得 

八、 會社、 聯合 會並 一一 組合 ハ本 協約 締拮ノ 趣旨-一 鑑 ミ左ノ 協議 機關ヲ 設置 ス 

(ィ) 中央 協議 會 

(口) 地方 協議 會 

九、 中央 協議 會ハ會 社、 聯合 會各 同數ノ 代表者 ヲ以テ 構成 シ 左記 事項-一 付 協議 取決 メヲ ナス モノ トス 

第 八 節 ； 働耝合 及び 組合 運動  一 0 四 三 


聯，， -3 会の 結成と； „R 働 

協約の 締結 


昭和 一 

争議 
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く 助長され た。 

当社に おいても、 なかん ずく 門 司 工場に おいて、 戦前の 指導者 達が 十一 月 ごろから 総 盟の 指導 を 受けながら 組合 結成 

の 準備に 入った" 十二月 二十 九日に は 「産業 を 復興し、 民主主義 を 確立し 以 つて 平和 日本 を 建設 せんこと を 叫び、 直接の 

目的と して は、 適切な 労働条件と 配給の 明^化 を 期す る」 との 宣言 を 発して、 当社に おいて は 戦後 初めての 労働組合の 結 

成 大会が 復元 大会と 銘打 たれて 行われた。 

翌 昭和 二十 一 年 一 月から 門 司 以外の 工場に おいても 続々 と 組合の 結成 を 見、 同年 三月 ごろまでに は、 ほぼ 全部の 結成 を 

終った が、 そのころ から 全 組合 を 一丸と する 労働 組 <!n 結成の 動きが 見られ、 四月に は 本社 • 西 多 摩 工場 • 東京 スレ— トェ 

場 . 東京 機械 製作所の 各 労働組合 代表が 集り、 関東 協議会 を 開催し、 下準備 を 終了、 各 工場 労働組合に 向け、 関東 協議会 

の 名で 聯合 会 結成の 招請 状が 発せられ、 五月 十八、 十九 曰に は 結成 大会が 開かれ、 浅 野 セメント 労働組合 聯合 会が 生れた。 

なお、 昭和 二十 一年 六月 十日に は、 会社 は 聯合 会との 間に 最初の 労働協約 (次 页) を 締結、 次いで 昭和 二十 二 年 十一月 

十八 曰に 至って 更に 具体的な 協約 を 結ぶ に 至った。 

前者 は、 簡単な もので 全文 十四 カ条 からな り、 会社 は 組合 及び 団体交渉権 を 認める" 中央. 地方 それぞれ 協議会 を 設け 

て 労働 関係 事項 一 切 を 協議 決定す る 等が 主な 内容で、 協約と しての 具体的 内容 を 欠いて いたので、 労使 関係の 安定に 資す 

る 協約 本来の 使命 は、 これによ つて は 望めなかった。 

しかしながら 後者に あ つ て は、 組合員の 範囲 . 組合 沾動 . 人事 • 労働時間 . 休日. 休暇 • 紛争 防止 並びに 了解事項 等 労 

働 協約と しての 体裁 を 備え、 一 段と 具体化され るに 至 つ た-" しかし 運用に 当 つ て 多分に 解釈 上 不明確な 点 も あ つ たために 

会社と 組合との 間に 摩擦 を 生じる こと もあった と は 言え、 当時の 極左 的 一 般 組合 情勢の 中に あって は、 労使 関係の 安定に 

貢献す ると ころが 少なくな か つ た。 

以来 会社との 間に 中央 協議会 を 通して 労使 間の 幾多の 問題が 論議され、 决定を 見た。 昭和 二十 四 年 二月に 至り、 全 国大 

会に おいて a 織 強化 を：：： 途 とした 単 一 組合への 改組が 行われた ために、 労働協約の 締結 当事者の 性格 並びに その 効力に つ 

いて 疑義 を 生じ、 この 解釈 をめ ぐる 紛議に 端 を 発し、 帰還者の 無条件 ま 入れと 生産 不振に 基因す る 過剰 人員の 解雇 を 伴う 
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求、 十一月 下旬から 十二 IT 下句まで、 約 一 力 月に わたり 紛議が 起った が、 主謀者の 解雇に よって 終了した。 

昭和 四 年 四月、 会社が 台湾 工場に おいて 台湾人 機械工 一 名 を 懲戒 解雇した のに 端 を 発し、 従来の 賃金 引上げ 要求の 機運 

と 相 まって、 旧 台湾 農民 組合 加盟の 台湾人 工員が 先導して 機械工 友 会と いう 争議 団を 編成し、 約 四百 名の 工員と 共に、 九 

十 有余 HI にわた る スト を 行った。 結； 15、 会社 側の 復帰 勧告に 応じない 者 を 解雇す る ことによって 終了した。 

昭和 二 年 十二月、 力— リット 部 保 土ケ谷 工場に おいて、 火薬 爆発に より 従業員に 死傷者の 発生した ことから、 翌年 一月 

工場 安全 施設 改善の 要求 を 提出して、 数名の 従業員が 出勤 拒否 を 行った が、 時 を 経ないで 解決した" 

更に 五 年 七月、 賞与 金額 引上げに 端 を » ^して、 一 部 従業 か 怠業 を 行い、 たまたま前^！^川崎ェ場争議と時を同じくし、 

问 労組！ R と 共同 行動 をと る ことな どが あつたが、 結 3：? 主謀者 十四 名 を 解雇す る ことによって、 八月 十九 日 解決した" なお 

これらの 紛議に 際して、 いずれも 大衆 党員の 潜入 煽動が 行われた。 

以上の 争議が あって 以後 は、 労働 事情 は 極めて 平穏 裡に 終始した が、 日華 事変 勃発 以来 次第に 右 K 思想が 台頭し、 組合 

運動 は 全国的に 窒ゥ- させられ、 ついに は 業報 国会の. e に 雷 散 霧 消す るに 至った。 すなわち 当社に おいて は、 門 司 工場が 

昭和 十四 年 秋 産 報 結成と 同時に 解散し、 川 崎 工場で は 十五 年 五 s 総 同盟 解散と 時期 を 同じく して 解散した，" 

当社に おいても、 中央で は 厚生省 協調 会 及び 全 iffi 連 等から、 また 現地 場所で は それぞれの 監督官 庁から 産 報 結成の 從心慂 

を 受けて いたが、 S 和 十四 年に 至り、 本社で 綱領 « 約の 原案 を 作成して 各 工場に. 小し、 .；*^^次全ェ場に単位産業報国会を結 

成した。 

終戦後単位産報会はぃずれも解^£し、 それまでに 保有した 資金 は、 戦後 登場した 労働組合の 共済 活動の 資金に 移管され 

る ことと なって、 終止符 を 打った。 

戦後の 労働組合 再建 運動 は、 昭和 二十 年 九月 末 ごろから 戦前の 労働組合 指導者の 間に 始められ、 十月 五日 全 日本海 員 組 

合が 神 戸で 創立 大会 を 開催した の を 切りに、 全国に 続々 と 労働組合が 結成され るに 至った。 しかも、 政府 は 在来の 粗 合 ■ 

運動 抑圧の 手段と なった 一切の 法令 を 廃止す る 一方、 同年 十二月に 労働組合法 を 制定、 翌年 三月 一 曰 これ を 施行した" こ 

の 法律の 実施に よって、 労 柳 組合の 結成が 促進され、 その 活動に 対して は 自 由の 範 簡 が 拡大され、 組合 運動の 発展が 著し 

労働組合 及び 組合 運動  .  一 〇 四 一 
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.  つた。 工場 側からの 働き かけで 人夫 供給の 関係 も 次第に 薄らぎ、 戦時中に 全く 影 を ひそめる に 至った。 

なお 門 司 工場に は 労働組合. 労資 一致 会の ほかに、 S 午 会と いう 団体が あって、 三者 それぞれ 対立して いた。 すなわち 

工場 は、 かねてから 労務管理の 一 方法と して 修養 団を 設けて いたが、 たまたま 昭和 四 年 十 一 月の ストライキに 際し、 参加 

者と 工場 Si 城の 不参加 者との 間に 争議 終結 後 も 確執 を 生じ、 能 城 組屮、 前記 修券団 の 者が 中心と な つ て 庚 午 会が 生れた。 

昭和 五 年、 すなわち 庚 午き とって 会の 名称と した。 会員 疲得 のために 米麦. 口 用品の 購買 配給 を 開始し、 当時 会員 百 二、 

三十 名 を 擁した。 しかし、 その後の 活動 も 物品 販売の 域 を 出ず、 戦時中 産 報 結成 時に 同 会に 合併され て、 その 購買部と な 

つ た。 

次いで 昭和 六 年 三月 セメント 容器の 撙 から 紙袋への 切替に よって、 同 工場 製檸ェ 六十 七 名の 整理 を 免 表した。 組合 側 は 

抜 打 スト を もって 争議 を 開始し、 スト 十一 日間に 及んだ が、 主謀者 八 名の 懲戒 解雇に より 妥結した.」 

川 崎 工場 争議 昭和 五 年 三月、 会社が、 川 崎 工場に おいて 八 時間 労働 三 交替 制 実施に 伴う 職工 就業規則 一部 改正 及び 請負 単価 引下げ を 

発表した ことに 端 を 免し、 争議と なり、 総 同盟の 斡旋 にもかかわらず、 事態 は 実力行使 寸前にまで 立 至った， ■• しかしな が 

ら、 四月 下旬 開催の 組合 大会に おいて、 休戦の 主張が 強く 急転直下 解決 をみ た。 

解決 後 まもなく 六 irr に は、 相次ぐ 不況の ため 会社 側 は 総員 二 七 五名の 整理 を 発表、 これが 退職金 をめ ぐり 紛議が 再燃し 

解雇者 は 争議 団を 組織し、 組合の 支持の もとに 重役の 私邸、 あるいは 本社 を 訪問、 治安 当局. 政党へ 陳情す る 等が あった 

が、 ついに は 社長 私邸 襲撃の 非合法 活動に 移った。 ここにお いて、 S 察 は 俄然 弾圧 方針 をと り、 暴行 者 はもち ろん、 組合 

幹部 も検举 された ので、 争議 団. 組合と もに 分裂 状態 を：： 王した が、 時宜 を 得た 替察 署長の 調停で 八月 二十 一 曰 妥結した。 

次いで 六 年 十一月 下甸、 再度 一 二 六 名の 整理 を 行った が、 これに 対し 組合 は 直ちに 争議 団を 編成し、 本部 を 川 崎 総； I： 盟 

会館に 置いて 会社と 接衝 したが、 たいした 摩擦 もな く 十二月 初旬に は 解決 をみ た。 

東京 工場 紛議 なお、 ^崎 . 門司両 工場 以外に は 組合 組織が なか つ たが、 いわゆる 農民 一 揆 的な 様相 を もつ 紛議が、 束 京 . 台湾 両 工場 

及び 力— リ ッ ト部保 土ケ谷 工場に おいて 行われた。 

大正 十五 年 十一月 初旬、 会社 は 健康保険 法改正に より、 保険料の 賦課 を 発表した が、 かねて 総 同盟 を屮 心と して これが 

K 対 運動が 社会的に 行われて いた ことに 刺激され て、 束 京 工場 従業員 は 争議 団を 編成し、 保険料 を 含む 賃金 一割 昇給 を 要 


明治 大正 w における 

わが国の；：，， ： 働 組合 


和 初期 
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第 八 節 労 働 組合 及び 組合 運動 

わが国の 労働組合 運動 は、 明治 三十 年、 吸々 の 声 を 揚げた 労働組合 期成 会に 始まる が、 組合の 組織化 を 充分 R ル ない. C に 

短命に 終り、 組合に よらない ストライキ 時代 を径 過しつつ 大正 期に 入った" その後、 第一次世界大戦 後の H 本 資本主義の 

飛躍的 発展 を 契機と して、 労働者の 組織化が、 友愛 会 (大正 元年 創立、 日本 労働 総 问盟の 前身) を 中心として 急速に 進ん 

でい つた 「>  すなわち、 大正 七 年に は 会員 三 万、 支部 数  一 二 〇 を 数える に 至った。 - しかも、 これら 支部の ほとんど すべて は 

ストライキ を 機会に 各 職場 ごとに 設立され たもので あつたた めに、 組合 は 次第に 戦闘的と なり、 大正 十 年に 日本 労働 総 同 

とな 杯して 「友愛 会」 という 発足 当時の 名称 を 切捨てた の は、 この 傾向 を 最もよ く 表わして いる •■- かくて 緣 同盟. e 部 も 

左右の 対立から、 大正 十五 年に 至って 左 K 分子が 分裂して、 曰 本 労働組合 評議会 を 結成す るに 至った。 

ちょうど、 当社の 労働組合 運動 も、 この 時期から 従来の 漠然とした ものが 次第に はっきりした 形 をと り、 大正 十五 年に 

川 崎 工場に おいて、 また 昭和 二 年に は 門 司 工場に おいて それぞれ 総 同盟の 指導に よって 労働組合が 結成され た， _ 組合 結成 

当時に おける 両 工場の 組織 率 は 川 崎 工場に おいて は、 全 従業員 九 三 三 名に 対し 組合 負 は 約 五 二 〇 名、 門 司 工場に おいて は 

全 従業員 数 九 百 名に 対し 二百 名 を 越える 程度の ものであった。 当時の 組合 W 約に よれば、 = 本 労働 総！： 盟 セメント 労働 組 

合と 杯し、 川 崎に 本部 を 置き、 川 崎 工場 . 門 司 工場が それぞれ 支部と な つていた 

昭和 四 年、 二 ュ— ョ ー ク のゥォ ー ル 街に 始まる 世界 大 恐慌の 襲来に より、 わが国 も 相当の 不況に 見舞われ、 ために 産業 

界 全般に わたり 種々 の 労働 51； 题. か 発生した が、 当社 も 例外で はな か つ た 0 

昭和 四 年 十 一 月、 門 司. 上場. mis 係 工員 一 名の 解雇に 端 を 発し、 従来の 賃金 要求 を 会社が 拒否した こと 及び 加 島 組 を 主体 

とした 労資 一 致 会 (注) へ の K 感も 手伝い、 一 齊 ストが 行われた が、 地. 兀 一 般の问 情 もなか つ たので、 #w 察 署長の 斡旋で 

解決した。 

労資 一致 会と は、 昭和 四 年 ごろ 門 司 市の 人夫 供給 業者 加 島 末広が 門 司 工場 内の 製 « 工場に 勤務す る 子分 を 主体と して、 

門 司 工場 従業員 を もって 組織した ものであった。 結成 早 マの 組合との 敵視 反目から くる； i 操 は、 争議 前後 を 通じて 激し か 
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社 IH 公傷 扶助 規程の 

制定 


採掘 場鉱 員の 扶助 


従業員 災 補償 規則 

の 制定 


私 傷病 抉 助 


従業員 扶助 規則の 制 
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料 . 障害 扶助料の 支給、 死亡の 場合の 祭秦 料の 支給に つ いて 定めた。 

これら 扶助料 等の 給付 は、 いずれも 工場 法に 定められた 最低 基準 を遙 かに 上回って いた。 

本说則 は、 その後 大正 十五 年の 改正、 昭和 四 年の 改正、 十九 年の 改正 等、 数次の 改正 を 経、 労働基準法 施行に よる 「従 

業 員 災害 補償 规則」 制定に 至る まで は、 これによ る 扶助が 行われて いた。 

職工の 公傷 扶助 制度の 確立と 共に、 社員に ついても その 必要 か 感じられて いたが、 昭和 十二 年に 一 応 その 原案， 5.- 決定、 

これ を 試案と して 実施、 十八 年に 至り、 右原 案 を 骨子と して 「社員 公傷 扶助 規程」 を 制定、 同時に 社則に 「公慯 扶助」 の 章 

を 設け、 十月 一 日から 実施した- 

採 * 場鉱 員に ついては、 工場 法の 適 川 もな く、 また 鉱業 法 並びに 「鉱夫 労役 扶助 规則」 (大正 五 年 八月 三 S 農 商務省 令 第二 

一号) の 適用 対象と もなら なかった ため、 昭和 初年まで は、 その 扶助に ついては、 各 採掘 場 別に それぞれ 右 諸 法規に 準じ 

扶助 规程を 制定して これ を 行って いた： しかるに 七 年 一 月 「労働者 災害 扶助 法」 が 施行と なり、 土石 採取 事業に これが 適 

用され る ことと なった ので、 各個の 採掘 場 扶助 規則 を 廃止し、 以後 は 災害の つど 法規に 基いて 扶助 を 行う ことと した。 

昭和 二十 二 年 四月 「労働基準法」 が 公布され、 ここに 幾多の 労働条件 に関する 基準と 並び、 国際 水準に 達する 災害 補償 

制度の 確立 を 見た わけで ある。 これに 伴い、 社則 中の 「公慯 扶助」 の 章、 職工 扶助 規則 等 を 廃止し、 「従業 3 貝 災害 補愤規 

則」 を 制定、 社員 及び ェ鉱 a; とも 本 規則に より 業務 上 災害 補償 を 行う ことと した」 

業務 上の 事由に 基づかない 傷病の 場合の 扶助 も、 職工 掖済会 • 職員 共済 会に 始まる。 その後 大正 十五 年 健康保険法の 制 

定に 伴い、 職工の 扶助 は 同 法の 定めに よる ことと なった が、 職員の 扶助 は その後 も 共済 会に より 行われて いた。 

昭和 二十 三年 三月、 就業規則 制定に 当り、 「従業員 扶助 規則」 を 設け、 従業員の 業務 外の 傷病、 出産に よる 欠勤、 または 

死亡の 場合の 扶助に ついて 規定した。 

本 規則 は 同年 五月 一 日 一 部 改正、 次いで 二十 七 年 一 月 共済 会規 約が 改正され、 これにより 医 « 補助金 • 出産 補助金 等が 

支給され る ことと な つ たので、 これに 作い 本 扶助 说則を 廃止す るに 至 つ た。 


に 「安全 及び 衛生」 の 章 を 設け、 衛生 規則 を 整備 確立した。 

結核 病床 確保 昭和 二十 七 年 一 月 従業員の 保健 施策と して 結核 罹 息 者の 早期 治療、 感染 予防の ため、 各 事業 場所と も 付近 病院と 結核 病 

床 予約 を 行い、 従業 員 患者の 入院の 便宜 を 図った。 

衛生管理 優良 被 表彰  昭和 二十 五 年 十月、 御 野 機械 製作所の 受赏を 始めと して、 左の 場所が それぞれ 衛生管理 優良 表彰 を 受けた。 

昭和 二十 五 年 十月 二十 八 曰  御 野 機械 製作所  福 山 労働 基準 監督 署長  . 

同 二十 六 年 十 0: 十七；！；  御 野 機械 製作所  福 山. IS 業 安全 協会 会長 

同 二十 七 年 十月 一日  糸 崎 工場， 広 島 労働 基準 局長 

同 二十 七 年 十月 七 曰  西 多 摩 工場  東京 労働 基準 局長 

同 二十 七 年 十 nr 七 曰  土 佐 工場  高 知 労働 基準 局長 

同 二十. U 年 十月 七日  門 司 工場  福 岡 労働 基準 局長 

四扶  助 

公 傷病 扶助  従業 R が 業務 上 災害 を 受け、 または 疾病に 摧 つた 場合の 扶助の 制度 は、 欧米で は、 十九 世紀 後半から 諸国に おいて 採用 

されて いる。 

わが国で は、 明治 四十 四 年 三 8 初めて 工場 法が 公布され、 その 第 十 五条に、 「職工 自己 ノ 重大 ナル 過失 二 依 ラス シテ 業務 

上 負慯シ 疾病 ニ權 リ又ハ 死亡 シ タル トキ ハ 工場 主ハ 勅令 ノ定 ムル所 ニ依リ 本人 又 ハ其ノ 遺族 ヲ 扶助 ス へ シ」 と 纏った が、 

更に 扶助の 具体的 細目が 定められ たの は、 大正 五 年 八月 施行の 勅令 「工場 法 施行 令」 で、 これによ つて、 工場 工員の 業務 

上の 慯 病の 場合の 扶助が、 企業に 義務づけられる ことと なった。 

当社で は 前述の ように、 大正 二 年 職工 掖済 会を設 6m している。 この 意味で は、 工場 法 施行に 先立ち、 一応 扶助の 体制 を 

持って いたと 雲う ことかで きる- しかし、 本格的な 扶助 制 度の 確立 は、 やはり 大正 五 年 九月、 同 法に 基き 制定した 「職工 

扶助 规則」 に 始まる と 言わなければ ならない。 

職工 扶助 規則 職. 上 扶助 规則 は、 工場 工員 を 対象と し、 恩給 金に ついて 定めた ほか、 業務 上 傷病の 場合の 療養 給付 • 療養費 • 休業 扶助 
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安全 w:?:®  A 被 表彰 


保健衛生 規則の 制定 


当社の 安全 管理 状況 は、， 上昇の 一 途を たどり 昭和- 

が それぞれ 安全 管理 優良 表彰 を 受けた。 


一 〇 三 六 

一十一 年 十一 月、 佐 伯 工場. か 厚生大臣の 表彰 を 受けて 以来、 左の 場所 


ェ 


場 

場 


昭和 二十 一年 十一月 三日  佐： e 

同 二士 一一 年 七月 七 曰  佐 伯 

同 二十 三年 七月 七日  門 司 

同 二十 五 年 七月 一日  佐 伯 

同 二十 五 年 七月 十五 曰  御 野 機械 製作所 

同 二十 六 年 六月 三十 曰  西 多 摩 工場 

同 二十 六 年 七月 七日  佐 伯 工場 

同 二十 六 年 七月 二十日  御 野 機 ws^ 作 所 

同 二十 七 年 七月 一日  八 代 工場 

同 二十 七 年 七月 十.， .-m  御 野 機械 製作所 

同 二十 七 年 十月 十四日  勝 峰 鉱山 

； W 衛生管理 

太平洋戦争 当時の 産業 労務者 衛生 対策 は、 


厚生大臣 

労働. 商工 両 大臣 

労働. 商工 両 大臣 

労働大臣 

福 山 労働 基準 監督 署長 

労働大臣 

大分 労働 基準 局長 

福 山 労働 安全 協会 会長 

熊 本 労働 基準 局長 

福 山"， ER 働 安全 協会 会長 

通 k 産業 大 e 


主として 生産力 確保の ために 必要であった。 

昭和 十七 年 「工場 法」 施行規則が 改正され、 健康診断 等に 関する 詳細な 規定が 制定され たが、 同 法に 基く 健康診断 すら 

医師 不足、 薬剤 不足の 戦時中に あ つ て は 完璧 を 期し 得ず、 社 では 衛生 規則の 制定 を 行わな か つ た。 

その後 昭和 十九 年 四月、 当社が 軍需 会社の 指定 を 受け、 軍需 会社 徴川 令が 適 川され るに 及び、 「保健衛生 W 則」 制定の 必 

要 を 生じた ので、 直ちに 同 規則 (全文 五条) を 制定し、 伝染病 罹患 者 等の 服務の 禁止、 健康診断の 励行、 健康 要 保護者の 

服務 制限 等 を 定めた。 

词 十九 年 九 H: に は、 本 単行 3? 程 を 廃止し、 工員 従業 規則 中に 「保健衛生 « 則」 を 設け、 後 二十 三年 三月、 就業規則 中 


団体 生命保険 加入 


事業 保険 加入 


工場 安全 载争 


安全 管理 I 挑 争 


安全 委員会と 保安 委 

員 会 


二 従業員 を 対象と する 生命保険 

昭和 二十 六 年 五月、 従業員 一人 当り 団体 生命保険 十万 円 及び 日本 団体 生命の 「脱退 給付金 附 団体 定期保険」 の 保険 加入 

を 行 つ たし 

昭和 二十 八 年 三月、 従業： IM の 福利 制度 拡充の ため、 年齢 満四 十五 歳 以下、 勤続 満ニ 年； 上の 男子 在籍 従業員 を 被保険者 

とする 生命保険 団体 契約 を 行い、 従業員 在職 中の 死亡の 場合に 限り、 保険 加入の 有無に かかわらず、 保険金 相当 額 を RP 慰 

おとして S 族 に 支給す る 特別措置 を 設け ている。 

ホ その他  . 

従業 H: のレ グ リエ I ショ ン 活動と して は、 各 場所と もレグ リエ— シ ヨン 会 を 結成し、 体育 部 . 娯楽 部 . 教養部 等 を 組織 

し、 平素 活発な 活動 を 行って いる。 

一方、 全社 的な 年中行事 として 春秋 二回 慰安 行事 を 行い、 また 体育 行事と して 昭和 二十 七 年 春に は 「全国 野球 大会」、 同 

, 牛 秋に は 「地 K 排球 大会」 を举 行し、 従業員の 親睦と 体位 向上に 資して いる。 

三 安全 衛生 

"安全 管理 

当社 は、 労務管理の 一 環と して 安全 管理の 重要性， „0 早くから 認め、 その 一 方策と して 昭和 十 一 年から 「工場 安全 競争」 

を 実施した。 

「工場 安全 競争」 は、 毎年 優勝 工場の 表彰 を 行う の を «. 例と していた が、 昭和 十九 年 戦局の 進展と 共に 生産 増強の 要請 か 

強く、 安全 管理に 注ぐ 余力が なく、 自然 中断の やむな い 結果と なった。 

戦後、 安全 管理の 重要性が 再び 強調され、 当社に おいて は、 昭和 二十 二 年から 西 多 摩 工場 を 始め 数 工場に おいて、 それ 

それ 安全 競争 を 実施して いた-か、 二十 六 年 十 H から 全社 的に 「安全 管理 競争」 を 開始し、 各 工場の 安全 管理 问 上に 資した。 

昭和 二十 1 一年 四月、 労働 安全 衛生 規則 公布と 共に 同 規則に 基き 各 工場に 安全 委員会 を 設置、 更に 採掘 場 は 鉱業 法の 適用 

に 伴い、 二十 七 年 三月 以降 金属 鉱山 保安 规則 による 保安 委員会 を 設置して、 安全 管理 を 組織的に 推進す る ことと なった。 
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住宅 資金の 贷与 終戦後の 住宅難 解決策と して 「住宅 金融 公 車 法」 が 施行され たのに 対応し、 従業員の 住宅難 解決の 一 助と する ため、 昭 

和 二十 五 年 十月、 右 法律の 自己 資金 部分 (建築 資金の 二割 五分) の 貸付 制度 を 設け、 二十 七 年 三月、 この 制度 を 更に 拡充 

し 「住宅 資金 貸夸 要綱」 と 改めた。 

その 骨子 は 左表のと おりで ある。 
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育英 K 金の 貸 年 昭和 二十 七 年 三月、 従業員 子弟 教育の 一 助と して 「育英 資金 貸与 要綱」 を 制定した 

その 骨子 は 左のと おりで ある： 

子女が 新制大学に 就学す る 場合 自宅 通学 

自宅 外 通学 

子女が 大学院に 就学す る 場合  自宅 通 学 

自宅 外 通学 

利 子 = 無 利 子 

返 済 = 子女の 学校 卒業後 六 カ月据 置と し、 その 翌月から 貸与 期間と 同期 間， C に 月 割返济 とする- 


年額 ニー、 〇〇〇 円； 

年額 一 八、 〇〇〇 円ー 

年額 一 六、 000 円： 

年額 二 四、 〇o〇 円 一 


呆険 料率 


香 春 組合 


家族 疮養 補給 金  療養費の 六 割 

si„、，  ーーーカ月.；^上 一 カ月毎三百円 

每病 補給 金  三. KE-L-  _  _ 

寺お； E^.E< 察 養 費  療養費 全額 

？家 U 雲  11 一  円に 対し、 一一 一 銭 一 一 厘 (奮 主 . 被 保 I と 

組合 設立 当初の 保険料率 は、 北海道 ま S 被 保 酸き るた. か、 各 組合の 現況 は、 左のと おり 

, に-二  Li  rs. 案お. 被呆険 者と も 九 厘 五毛) を もって 究足 L 力 力 名 ^3 

も 一 銭 六 厘)、 東京 組合 は 一 銭 九 厘 (事業主 

である。 


保険 法 適 W 外地 域の 

措置 


突 約 満期 積立金 担保 

による SS 付 


空 袋 災害に 対する 貸 

付 

、王 食 欠配 補給 資金の 

貸夸 
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保険 組合 名 

上 礎 組合 

柬京組 

門 司 組 

香 奢 

健康保険法 は 外地に 適 m 


事業主 

钱 

二  • 四 


. 被保険者 

二-四 


保険料率 

0 

四-八 


二  • 五 

二  • 五 

二  • 五 


五 •〇 

七 • 〇 

七 . 0 


合  二. 五 

合  四. 五 

. -、 i  、  34i ロ弯 工場 従業員よ、 健康保険の 恩恵 を 受ける ことができなかった ので、 昭和 十五 

年 中 M^uq 政繁 iifi 付し、 ii 

を 行 つ た 特例が ある： 

^plil つ たか、 llllli 

.^^^H I II 中 ilt め、 llill けた。 

„s  二十 一年 十一月、 lililH^. て-ので、 "口和 二十 一年 七月 「奏 欠配 補給 資金 

終 戦後、 主食 遲 欠配 S い、 特に 都市 居 I 資は秦 の 困窮 、 P  一 付ナ た。 

!,-  <  ； 己； t 日 以上 こ 及んだ 地域に 居住す る 者に 対し 資金 をお 禾 子て 貸 tt,- 力 

貸与 要綱」 を 制定し 主食 欠配 力 十日. A  J-f^ < /おお .  一 〇 三 三 
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康 保険 組合 を 設立し、 大阪 工場の みは 政府 管掌と した" その後、 内 地 工場と して 新設した 工場 はすべ て 政府 管掌と した。 

これら 工場に は、 その後 香 春 工場の 新 組合 結成、 西 多 摩 工場の 東京 組合への 編 人 及び 川 崎 工場の 分離 独立 等 若干の 変遷 

が あ つ た。 

健康 R 険 組合 所属 事業 場の 現況 は、 次のと おりで ある。 


附加 給付 


上 磯 組合 

(旧 北海道) 


上 磯 工場. 北海道 事務所 • 峩朗 採掘 場 


東京 組合  本社. 東京 事務所. 西 多 摩 工場. 勝 峰 採掘 場 

門 司 組合  門 司 工場. 九州 事務所 • 呼野、 折 尾 採掘 場 

香 春 組合  香 春 工場 . 香 春 製 銅 所 . 香 春、 湯 山、 矢 山 採掘 場 

健康保険 組合 は、 法定 給付に 加えて、 附加 給付 を 行う ことができ るが、 昭和 二十 八 年 現在に おける 附加 給付 は、 左のと 

おりで ある。 


附 加 

上碟 組合 

東京 組合 


門 司 組合 


給付 状況 

附加 給付な し 

哺育 手当 加給 金 

埋葬 料 補給 金 

分 挽 補給 金 

出産 補給 金 

特別 入院 補給 金 

入院 中の 栄養 補給 金 

埋葬 補給 金 


一 力 月 二百 円 

一件 二 千円 

一件 千 円 

一 件 千 二百 円 

一 被保険者 (一日) 五 十 円 

1 被 扶養者 (一日) 二十 五 円 

被保険者 (一日) 五 十 円 

被 扶養者 千 円 


災 害  災害 見舞 金 

死亡  香  食. 葬祭 料 

退 職  退職 餞別 金 

貸 出金 

事由  貸 出 名称 

結 婚  結婚費用 貸 出金 . 結婚 補助 貸 出金 

出 産  出産 費用 貸 出金  ， 

病 気  病気 費用 貸 出金 

災 害  災害 費用 貸 出金 

死 亡  死亡 出費 貸 出金 

非常 災害 見舞 金 右の ような 共済 制度 を 確立す ると 共に、 重大 災害 時に おいて は、 共済 会 等 見舞 金と は 別に、 次のように 会社から 見舞 金 

を贈夸 した 事例が ある。 

. 大正 十一 一年 九月 一 曰、 関 束 大震災の 際 は、 束 京 • 川 崎. 兩 支店の 被災者に 見舞 金 を 贈 年した。 昭和 二十 一 年 十一 一月、 関西、 

四国 地方の 地震 及び 津波に よる 被害、 また 二十 二 年 以降 毎年の ように 発生した 風水害に よる 従業員 罹災の 場合に も、 それ 

ぞれ 見舞 金 を贈夸 した。 

戦時 特别 規程 昭和 十二 年 七月、 日華 事変の 勃発と 共に 同年 九月に は、 「事変 応召 職工 待遇 規程」 「事変 応召 社員 待遇 規程」 の 二 規程 を 制 

定し、 その 中で 応召者に 対し 錢別 金、 戦死者に は 特別 祭粢料 並びに 役員 名の 香奠 贈夸の 規程 を 設けた。 また 太平洋戦争の 

本土 空襲 被害 を 見る に 及び、 二十 年 二月 更に 「空襲 災害 扶助. e^J を 制定し、 その 中に 見舞 金 及び 貸付金の 规程を 設けた。 

口 健康保険 

健康保険 組合 大正 十五 年 七月、 健康保険法が 施行され たが、 当初 は、 労働者から 健康保険 は 悪法な りと して K 対 を 受け、 東京 工場に 

おいて は、 保険料 相当 分の 賃上げ 要求 をめ ぐって 争議 さえ 起きた が、 争議 解决 後、 北海道 • 東京 • 門 司. 川 崎 各 工場に 健 
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いた。 

本 会 は、 業務 上 外の 死亡、 長 病欠 勤に 対する 贈夸を 始め、 親族 死亡 時の 香 食、 本人 結婚 時の 祝 金贈夸 規定が 含まれて お 

り、 職員の 共済に 重要な 役割 を 演じて いた-」 

なお 職工に ついて、 職員 共済 会に ほぼ 対応す る ものと して、 「職工 掖済 会」 のあった こと は 旧 記録に 見られる が、 その 

基金の 出 所、 事業の 容等は 詳らかでない。 

日本 セメント 共济会 昭和 二十 二 年 八月に 至り、 「職員 共済 会」 を 廃し、 全 従業員 を 会員と した 共済 組織 を 設立、 「日本 セメント 共済 会」 として 

旧職员 共済 会の 残余 財産 を 吸収して 発足した" 

本 会 は 贈 年金 規定の ほか、 貸付金 規定 を も 合わせ 含み、 これにより、 従業員の 吉凶 時の 相互扶助 を 更に 広範囲に 行う こ 

ととな つ た。 

本 会 は 会社 側、 労働組合 側 同数の 役員に よって 運営す る もので、 貸付金の 基金 は 会社から 借 受け、 贈 年金の 基金 は 毎月、 

会員 及び 会社 双方から 同額 程度 を 支出して、 これに 充てる ものである。 

二十 四 年 一 月 及び 二十 五 年 一 月に 贈夸 金額 • 贈夸 基金 会社 補助 額 • 会員 会費 徴収 率 を それぞれ 改正した。 

これより 先、 昭和 二十 二 年 十一月、 贈与 基金と は 別に 会社から 補助金 を 支出して 「結婚 補助金」 制度 を 新設、 二十 七 年 

一月に は 従業員 扶助 規則 を 吸収して、 「医 擦 補助金」 「出産 補助金」 「葬祭 料」 の贈夸 規定 を 設け、 業務 外傷 病 扶助 は、 もつ ぱ 

ら本会 贈与に よる ことと して 現在に 至 つてい る。 

本 会の 贈与 金 及び 貸付金の 骨子 は、 次のと おり である。 

贈夸金 

事由  贈夸 名称 

結 婚  結婚 祝 金. 結婚 補助金 

出 産  出産 祝 金 • 出産 補助金 

病 気  病気 見舞 金 • 医療 補助金 
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S- 寮 4S  , ま I  K 表  (昭和 二十 八 年  一： H 末 現在) 


戦時 及び 戦後 


採 


掘 


場 


その他の 施設 


職員 共済 会 


た 医務室 を 引継いだ の を 手始めに、 十 年 門 司 工場に おいて、 付近 医院 を 借 入れ、 診療所 を 開設、 西 多 摩 工場に おいて は 地 

元が 無医村で あり、 付近に 適当な 開業医 を 得られな いという 特殊の 立地条件から、 昭和 四 年 操業と 同時に 診療所 を 開設、 

また 香 春 工場に おいて、 十四 年 診療所 を 設置した ほか、 戦前まで はさして 見るべき 施設がなかった。 

その後 十九 年、 香 春 工場に おいて 付近 病院 を 買収 移 築、 現在の 工場 病院に 拡充し、 二十 二 年 土 佐 工場が 近接 他社 工場と 

携、 建物 を 貸 年して、 曰赤高知支部と診^^契約を結び、 診療 を 開始し、 二十 六 年に は、 八代ェ場にぉぃて診^^^所を開設 

した ほか、 糸 崎 . 大阪 • 佐 伯 各 工場に それぞれ 医務室 を 設置す る 等、 戦時 . 戦後 を 通じて 次第に 拔充を 行 つ た。 

特に 戦後 は、 労務管理 中に 占める 健康管理の 比重が 増大した ので、 医療 関係 従業員の 整備 拡充、 医療 器具の 購入、 近接 

病院との 施療の 特約ない し 密接な 連絡 等、 事業 場所 全般 を 通じて 行って いる。 

しかるに、 工場から 遠隔の 採掘 場に おいて は、 現在で もな お看 護； g を 置いて、 簡単な 健康診断、 応急手当 を 行う 程度に 

止まって いる。 

その他の 施設 

物品 販売 所 (配給所〕 は、 従業員の 生活 確保の ため、 交通 不便な 二、 三の 事業 場所 等に は 古くから 設けられ ていた。 ま 

た、 他の ほとんどの 事業 場で も、 日華 事変 以後、 諸 物資の 欠乏に 伴い 設置され、 労務 用 物資 等の 配給な ど 従業員の 径済生 

！^に大ぃに貢献した。 終戦後、 これらの 一部 は、 会社 直営の 配給所と して、 他 は 消費生活 協同組合 による 販売 所と して 共 

に活 川され ている。 

このほか 主な 施設と して は、 大部分の 事業 場に クラブ • 共同 浴場 . 理髮所 . グラウンド . テ 二 スコ— ト等を 設けて いる。 

二 福利厚生 制度 

m 共済 制度 

当社 職員 相互扶助 団体 は、 大正 初期から 各 支 ごとに 規約 を 異にして 運営され ていたが、 大正 七 年 二月 これ を 統合して 

「職員 共済 会」 を 創設した。 

職員 共済 会 は、 会員から 会費と して、 加入 時の 体 給 一 力 月 分 を 二 力 年間に 分割 徴収し、 これ を 基金に 繰 入れて 運営して 

第 七 節 ！« 利 厚生  一 〇 二 七 


(第 119 表）  社宅 利用 状況  一 S  (昭和 28 年 1 月 末 現在） 


場 

所 名 

楝 数 

戸 数 

従業員 数 

ネ士字 居住 老效 

^  M  ^  M 

T 丄 て T'J  fit 千 

(%) 

上 

確 

ェ 

71(4) 

257 

468 

285 

60.9 

朗 

採 掘 

37 

173 

152 

148 

97.3 

西 

多 

摩 ェ 

ふ 

49(2) 

114 

505 

137 

27.1 

大 

阪 

ェ 

39(3) 

94 

292 

132 

■  45.2 

白 

崎 

採 掘 

78 

93 

69 

74.2 

内 

田 

採 掘 

み 

19 

1 

5.3 

糸 

崎 

ェ 

-4? 

20(1) 

44 

331 

71 

21.5 

関 

前 

採 掘 

9 

26 

52 

27 

51.9 

中 

野 

採 掘 

場 

8 

23 

34 

20 

58.8 

土 

佐 

ェ 

53 

82 

285 

116 

40.7 

治 

国 谷 

採 掘 

ち 

9 

19 

73 

13 

17.8 

門 

司 

X 

37(4) 

112 

410 

137 

33.4 

Iff 

野 

採 掘 

場 

9 

38 

55 

32 

58.2 

折 

尾 

採 掘 

2 

6 

11 

6 

54.3 

香 春 工場 （含 香 春 製鋼所） 

98(2) 

332 

662 

353 

53.3 

八 

代 

ェ 

場 

58(2) 

118 

353 

130 

36.S 

大 

築 島 

採 掘 

場 

20 

28 

70 

48 

68.5 

佐 

伯 

ェ 

32 

63 

424 

60 

14.2 

本 

社 

32(3) 

38 

218 

75 

34.4 

北 

海 道 

事 務 

所 

5 

6 

28 

6 

21.4 

関 

西 

事 務 

所 

14(1) 

14 

41 

13 

31.7 

九 

州 

事 務 

所 

6(1) 

12 

44 

18 

40.9 

御 

野 機 

械 製作 

所 

12 

46 

10 

21.7 

計 

615(23) 

1,690 

4,666 

1,907 

40.9 

(備考） カツ コ 内 は S または 合宿所の 数字 を 示す。 
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戦 


後 


社宅 拡充 五 力 年 計画 1 


採 


掘 


場 


太平洋戦争 以前の 医 

療 施設 


第 七 節 


者 を 収容す るた め、 民家の 買収、 寄宿舎の 増築の ほか、 旅館. 料亭 を 3 貝収 して 社宅の 不足 を 補った-。 また 北海道 工場で は 

配属され た 俘 1^ のために 収容所 を 新設し、 勤労 報国 隊員 を 収容す るた め 合宿所 を 買収した。 香 春 工場で は、 朝鮮人 労務者 

を 収容す るた め 社宅 を 増築した。 

終戦と 共に 前記 徴用 ェ . 俘 《 . 朝鮮人 労務者 等が 退去した ので、 これらの 社宅 を 空襲 被災 及び 海外から 帰還の 従業員 収 

容に 充てた。 

戦後 は 全国的に 住宅が 極度に 不足し、 特に 空襲に よ つ て その 住宅 を 失 つ た 都市 居住 従業員、 特に 本社 • 各 事務所 勤務者 

は 家族と 別居す る 者が 多く、 また 都市への 転勤 者 は 単身赴任 を， 余儀なく させられた。 これに 加えて 海外からの 帰還者. 復 

員 者を受 入れた 結果、 住宅 不足 は 更に 拍車が かけられ、 早急な 住宅 対策が 必要と なった。 本社 その他 各 事業 場所に おいて 

も、 それぞれ 適当な 家屋 を 次々 に 社宅と して 買収し、 また 寮 • 合宿所 等 を 改造して、 社宅の 整備に 努力した。 

このように 社宅の 整備 は、 戦後 労務管理 上の 重要 問題と して 大きく 浮び 上って きたので、 昭和 二十 五 年、 「社宅 拡充 五 力 

年 計画」 を 立案、 翌ニ 十六 年から 実施した。 その 内容 は、 二十 六 年初 頭の 社宅 利用 率 (全 従業員 対 社宅 居住者 比) 三 五 ％ 

を、 計画 達成 後 は 約 1： 三 ％ に 引上げる もので あり、 現在 この 計画に そい 着々 実施して いる。 

採掘 場の 場合に おいて は、 立地条件 による 住宅の 必要性 は セメント 工場 以上で、 従来 開鉱と 同時に 必要 数の 住宅 を 建築 

してきた が、 戦時中の 労働力 不足の 際 は、 特に 労務者 確保の ため 増築した。 昭和 十五 年の 峩朗 採掘 場、 十六 年の 中 野 採掘 

場の 場合 等が その 例で ある。 また、 大築島 採掘 場で は、 十七 年 当社 直営に 切換え の 際、 社宅の 增^« を 行い、 香 春 (昭和 十五 年)、 

津久見 (昭和 十七 年) の両 採掘 場に おいて は、 朝鮮人 労務者 受 入れの ための 社宅 を 建築した。 

なお、 二十 八 年 一月 末 現在に おける 社宅 利用 状況 を 示せば、 第一 一九 表のと おりで ある。 

, ^医療施設 

業務 災害、 あるいは 従業員 及び 家族の 傷病に 備えて 医療施設 を 自営す る こと は、 一般に 戦前に おいて は 例が 少な かつ 

た。 

当社に おいて は、 大正 四 年、 北海道 セメント 株式会社 を 合併して 北海道 工場 を 開設した 際、 同社が 明治 四十 二 年 開設し 

福利厚生  一 〇 二 五 


第五 章 従業員 及び 労務管理 


1 〇 二 四 


住宅 施設 


日華 事変 以前 


日華 事変から 太平洋 

戦争 終結まで 


第 七 節 福利厚生 

I 福利厚生 施設 

ィ 社宅 • 寮 

当社 は、 社員の 転勤、 労務者の 確保、 並びに 遠隔地からの 従業員 を 収容す るた めの 住宅 を 工場の 新 増設と 併行して 建設 

してきた。 浅 野 工場、 門 司 分工場 時代に おいて は、 古くから 既に それぞれ 社員 用 七、 八 戸、 職工 用 七、 八十 戸ぐ らいの 社 

宅 を 設けて いた。 

明治 三十 一 年の 深 川 工場 増設 • 四十 一 年の 門 司 工場 増設 . 大正 六 年の 川 崎、 台湾 工場 新設 及び 北海道 第二 工場 増設、 昭 

和 四 年の 西 多 摩 工場 及び 九 年の 香 春 工場 新設 等の 場合、 設備費の 一部 を 割き、 住宅. 合宿所 等の 施設に 投じた。 また 昭和 

九 年、 大阪 工場 第二 工場の 増設に 伴う 従業員 増員の ため、 社宅 施設 増強の 必要から 独身者 合宿所の 建築 を 手始めに、 比較 

的 長期に わた る 社宅 拡充 計画 をた て、 これ を 着々 実施した。 

戦時体制が 進展す るに 従い、 労働力の 不足に 加え、 諸 資材. 資金 等の 統制が 種々 の 形で 住宅問題 にも 影響を及ぼ したの 

で、 この 面の 対策に 苦心した。 

すなわち、 川 崎 工場で は、 労働力の 補充 を 地方 農村に 求めた か、 住宅 払底の ため 社宅 を 整備し なければ、 募集が 至難で 

あつたので、 昭和 十四 年に 社宅 • 合宿所 を 増設し、 翌年に は アバ I トを 買収し、 これに 充てた。 

佐 伯 工場で は、 当初 社宅 を 借家に 依存す る 方針 を 採った が、 航空隊 その他の 軍事施設が 新 増設され、 貸家 は これら 軍 関 

係 要員に 優先的に 借 上げられ たため、 社員の 転勤. 新規 採用に 不 円滑 をき たす ようにな つたので、 借家 方針 を 一 揮し、 十 

六、 七 年に 社宅 を 新築した。 この 事情 は、 土 佐 • 北海道 両 工場の 場合 も ほぼ 同様で、 大都市に 劣らぬ 住宅難に 直面した。 

そこで、 労働力 確保 策と して 土 佐 工場で は 十七、 八 年に、 北海道 工場で は 十八、 九 年に 社宅 を 新設、 あるいは 社宅 用と し 

て 家屋 を 買収した。 

十九 年に 全 工場が 軍需工場に 指定され たので、 社宅 事情 は 更に 複雑と なった。 すなわち、 徴用 ェ その他の 勤労 動員 労務 


「社 ニュ— ス」 及 

び 「労 脚 文化 日本 セ 

メント 版」 


育芙 制度 


施 機関と して は、 総務部長 及び 各 工場長が 責任者と なり、 その 推進 を Ml る ほか、 連絡 機関と して 本社に T  .  W  •  I トレ— 

ナ— 連絡会議 を 設置、 二十 七 年 一月 十一 日 発足、 必要に 応じ 開催す る ことと なって おり、 また 工場に は、 それぞれ T.W  . 

I 委員会 を 設け、 その 推進に 当ってい る" 

広義に おける 従業員 教育の 一環と して、 いわゆる 従業員 PR のた め 当社で 発刊して いるものに、 「社. C 一一  ュ— ス J と 「労 

働 文化 日本 セメント 版」 とが ある。 

「社. C  二 ュ— ス」 は、 最初 「本社 二 ュ ー ス」 と 称して、 社内 各般の 業務に 関する 二 ュ— ス及 びその 解説 を 主な 內容 とし、 

昭和 二十 五 年 二月 一日 創刊、 謄写 印刷に よる パンフレットの 形で 毎月 二回 発行した。 二十 七 年 三月から、 これ を 新聞 型活 

版 印刷と し、 発行部数 を 増加、 全 従業員に くまなく 配布す る ことと し、 また その 内容 も 業務に 関する 二 ュ —ス のみに 止め 

ず、 幹部の 所感. 一般 従業員の 研究論文 • ル ボルタ ー ジュ • 地方 工場の 催 物に 関する 一一 ュ ー ス等 にわたり 広く 掲載す る こ 

ととな り、 現在まで 刊行 を 続け、 従業員の 間に 親しまれ ている。 

「労働 文化 日本 セメント 版」 は、 昭和 二十 五 年 八月、 雑誌 社 労働 文化 社に おいて、 一般 労働者の 啓蒙と 娯楽と を 兼ねて 「労 

働 文化」 誌の 発刊 を 企画し、 これに 当社 版 を 依頼す る ことにした ものである。 

その 内容 は、 平易で、 楽しく 読める こと を 主眼と し、 従業員の 座談会 記事 • 同誌 記者の 工場 見聞 記 等の ほか、 従業员 の 

文芸作品. 地方 便りな ど を も 掲載す る ことと し、 二十 五 年 九月 号から 毎月 発刊、 全 従業員に 配布して いる。 

当社に おける 育英 制度 は、 大正 九 年 三月 一 日、 学生 給费 規程 を 制定した ことに 始まる。 これに よれば、 社 工員の 子弟で、 

小学校の 課程 を 終えても 学資 不足の ため、 中等教育 を 受ける ことので きない 者、 または 中等学校の 課程 を 終えても 高等 教 

育 を 受ける ことので きない 者に 対し、 一 定の 人員 を 限り 父兄の 願 出に より！！ 衡の 上、 給費生と して 学費 を 支給し、 修学 さ 

せようと する もので、 卒業後、 ほとんど 当社に 採用す る ことにな つていた。 その後、 この 規程 は 廃止された。 (昭和 二十 七 

年 三月 制定の 育英 資金 貸夸 要綱に ついては 第 七 節 福利厚生 参照) 


第 六 節 教 


育 


〇 二三 


第五 章 従業員 及び 労務管理  一 〇 ニニ 

青年 学校が、 当時と かく 軽佻に 流れ 易かった 青少年 従業員の 一般 訓育 及び 技術 教育の 上に 来した 役 a は、 兌 逃し 得ない 

ものが あった。 

終戦に 伴い 各 青年 学校 は、 いずれも 休止 状態と なった か、 人心の 落ちつく に 従って、 国家 再建 を 目指して 授業 を 再開し 

た 所 も 多かった。 しかし、 昭和 二十 二 年、 新 学制の 実施と 共に 青年 学校 令の 廃止され るに 及び、 いずれも 閉鎖す る ことと 

なつ た。 

採鉱 員 養成 教育 終戦後、 技能 教育の 面で、 組織的に 行われた ものに 採鉱 員 養成 教育が ある」 これ は 昭和 二十 二 年、 当時の 生産 部 原料 課 

の 提案に より 計画した ものである。 生産 増強の 最先端で ある 採鉱 作業が、 主として 人力 依存であって、 しかも その 能率が 

経験 技術に 左右され る 割合が 大きい のに 鑑み、 優秀 採鉱 A を 養成し、 あわせて 係員と 現場 作業員との 間 を 繋ぐべき 現業 幹 

部 を この 中から 選抜す る こと を； ni 的と した。 教育 方針 は、 実習に よる 技術の 習得 を 主と し、 学科 は 技術の 習得に 必要な 程 

度に 止め、 あわせて 公民教育 を も 加える ことと した。 関係 諸 法規 及び 採鉱に 関する 理論 を  一 二 〇 時間、 実習 を 八 八 〇 時間 

合わせて 一千 時間の 教育 を おおむね 六 力 月間に 行おうと する もので、 全国 を 北海道. 関東. 閱西. 九州の 四 地区に 分け 

て、 それぞれ 実施す る ことと した。 本 計画に 基いて まず 同年 六月 十日、 第一 回 関東 地区 採鉱 員 養成 を 西 多 摩 工場 勝峯 採掘 

場で 実施し、 続いて 第二 回 • 第 三回の 養成 を 行った _j これに 参加した 採掘 場 は 勝峯の ほか、 秩 父. 皆 谷 • 白 崎 • 呼野. 香 

春 • 大築島 • 治国 谷 等で ある。 上 機 工場で も 二十 二 年 二月から 第一 回 を、 また 二十 八 年 一 月 第二 回の 教育 を 笑 施して い 

る。 

T  •  W  •  I 当社の 従業員 教育に おいて； Elrl すべき は、 T  .  W  .  I 方式に よる 監督者 訓練で ある。 

この T  .W  *1 が、 わが国に 移入され たの は 昭和 二十 五 年 三月の ことで あるが、 同年 七月、 日本 科学技術 連盟 主催で 行 

われた JI  (仕事の 教え方) トレ— ナ ー 養成 講習会に 西 多 摩 工場から 工務 課員 一名 を 派遣、 トレ— ナ— に 養成し、 同 工場 

で 職長 級に 対し 講習 を 行った。 その 結果が 好成较 であった ので、 これ を 全 セメント 工場に 実施す る こと を 決定、 二十 七 年 

末までに は、 ほとんど 全 工場に 浸透す るに 至った" JI が ほぼ 完了す るの を まって、 JM  (作業の 改善の 仕方) の 実施に 

入る ことと なり、 各 セメント 工場 一 名ず つの トレ I ナ ー を 養成し、 二十 八 年 三月から 実施に 入った。 なお T  .  W  .  I の 実 


当と 認めた 者 を 在籍の まま 同 学院で 修学 させ、 技術の 不足 を 補う ことと した" また 一方、 従業員の 子弟 を 主と し、 中等 学 

校 卒業 者、 または これと 同等の 学力 を 有する 者に ついて 志望者 を 募り、 同 学院で 委託生と して 修学 させ、 卒業後 は 一級 甲 

職工と して 採用 (翌 十六 年倾 員と して 採用す る ことに 改正) し 各 工場に 配属、 五 力 年 以上 当社に 勤務させる という 方法 も 

実施した。 初年 度 (昭和 十五 年)、 これに 応じた 者 は 十四 名で、 引続き 毎年 募集し、 数名ず つ 委託して いたが、 昭和 二十 年 

に 至り 戦局 極度の 緊迫から 委託 を 取り止めた。 

工業 奨励 館 委託生 また 昭和 十六 年から 同様の 趣旨に より、 東京 府立 工業 奨励 館 化学 部 化学 技術 員 養成 所に も 委託生 を 送った が、 これ も 二 

十 年に 至り 取り止め となった。  - 

これらの 委託生で 引き続いて 当社に 勤務し、 現在 中堅 技術 社員と して 活躍して いる 者 は 十三 名 を 数え、 人材 育成の 面 か 

ら本 制度の 果 した 役割 は 大きい。 

青年 学校 戦時中の 教育 施設と して 特記し なければ ならな いのは、 各 工場 付属 私立 青年 学校であろう" 昭和 十三 年 八月、 香 春 工場 

に 私立 香 春 青年 学校が 設立され たの を はじめと し、 続いて 土 佐 (十四 年 四月) . 糸 崎 (十四 年 六月) . 上娥 (十六 年 三月) . 八 代 

(十六 年 三月) • 佐 伯 (十六 年 四月) . 西 多 摩 (十六 年 七月) の 各 工場に それぞれ 開設した。 この 開設の 理由 は 左のと おりで あ 

る。 

日華 事変 以来、 青少年の 義務教育 終了後 直ちに 産業に 従事す る 者が 多く、 これら 青少年 従業員の 訓育 を おろそかに する 

こと は、 将来 優良 中堅 工員 絶無の 状態 を 生ずる 虞れ のあった ことが 理由の 第一で ある。 第二の 理由 は、 昭和 十六 年に 至つ 

て、 青年 学校教育 義務 制の 公布と なった ため、 工場に 私立 青年 学校の ない 場合 は、 工員 中の 就業 義務 者 は、 近傍の 市町村 

立 青年 学校に 通学 させなければ ならず、 訓練： H に は 長時間 業務 を 離れる こと、 また その 訓練 H が 学校に より 区々 であった 

ため、 労務管理 上、 多大の 不便 を 生じた ことで ある。 

青年 学校の 校長 は 工場長の 兼務と し、 教諭 は 専任 者 一名の ほか は、 従業員 中の 学識 g 験 豊富な 者 を もって これに 充て、 

それぞれ 修身 . 公民 . 職業 科 • 教練 科 等 を 担当し 訓育に 当ら せた。 一 学年の 教育 訓練 時間 は 二百 時間ない し 三百 時間 程度 

で、 これ を 三 学期に 分け、 更に 各月 ごとに 日数 及び 時間が 適宜に 割り ふられて いた。 
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第三 條 支 ま 料 留學手 當及見 學手當 は 左表の 區 別により 之 を 支給す 


一 〇 二 〇 


興亜 工学 院 委託生 ■ 


給料 (月額) 

百 圓未满 

百圓 以上 

百 五拾圆 以上 

貳百圓 以上 


支度 料  留學手 富  見 學手當 

五 〇〇圓 三、 八 〇〇 圓 一 、 八 〇〇 圓 

六 〇〇圆 四、 二 〇〇 圓 二、 〇 四 〇 圓 

七 〇〇 圓 四、 六 〇〇 圓 二、  二八 〇 圓 

八 〇〇 圓 五、 〇〇o 圓 二、 五八 〇 圓 

北米 合 衆國及 カナダに 留學 の 場合 は 留學手 當及見 學手富 を 三 割增額 支給す 

支那 及 西 比 利亞に 留學の 場合 は 留學手 當及見 學手當 の- ハ割を 支給す 

手 當金は 留學國 到着の 翌日より 歸 朝の 途に 就く 前日 迄 之 を 支給す 

第四條 留學國 に 於て 學校 又は 研究所に 入學 する 場合に は學 校に 納附 すべき 入學 料金 實驗 費用 其 他 特別 研究 事項の 爲經費 を 要す 

る 場合に は 之 を 支給す る こと あるべ し 

第五 倏 留學國 往復 旅費 は 外 國旅费 規程に より 留學中 特に 研究の 爲 留學國 以外に 旅行 を爲 したる 場合 は 其の 實費を 支給す 

留學中 本人 死亡した ると き は 其の 死亡 地より 本邦 埋葬地 迄の 送還 實費を 其の 遣 族に 支給す る外尙 海外 療養中の 手當を 特に 補 

給す る こと あるべ し 

第六倏 留學 期間 中 は 出勤と し 給料 及 勤務 手 當金は 全額 を その 家族に 支給す 

第七條 留學中 は 毎月 一 囘 以上 其の 研究 調査 修練す ベ き 事項に 關し 報告す る こと を 要す 

第八條 留學 者は歸 朝の 日より 满五カ 年間 當會 社の 勤務 を辭 する こと を 得ず 

第九條 留學 者に して 社規に 違背した ると き 又は 不都合の 行爲 ありた ると き は 其の 支給した る留學 費の 全額 若 は 一 部を慣 還せ し 

むる こと あるべし 

歸朝後 前倏の 義務 を爲 さ. ^ ると き 亦 同じ 

なお 当社 海外 派遣 員 は 第 一 一 八 表のと おりで ある。 

昭和 十三 年の 学校 卒業 者 使用 制限 令 及び 十四 年の 従業 者 雇 入 制限 令の 公布 以来 技術者の 採用 は 困難 を 極めた" たまたま 

十四 年 十月、 前 商工 大臣 伍堂 卓 雄 を 学院 長と する 興亜 工学 院 (東京) が 設置され、 短期間 (一 力 年) に 相当の 技術 を 習得 

させる こと を U 的と し、 諸 会社から 委託生 を も 引 ける 制度が 開設され たので、 当社の 青年 社員 中から 希望者 を 慕り、 適 
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海 外 派 遣 


氏  名 

入社 時 

出身校 

派遣 期間 

坂 內冬藏 

明 19.  4 

東大 化学 

明 19 年 11 月〜 明 21 年 9 月 

淺野 喜三郞 

明 16.  4 

ti 

坂 內冬藏 

明 35 年 3 月〜 明 35 年 7 月 

宮川 總三郞 

明 お. 5 

京大 製造 化学 

大 5 年 2 月 〜大 5 年 6 月 

田      中      St 作 

Hjj   *t1, lU 

束 牙、 IL 茶果 

入 谷春彥 

明 40. 10 

京大 機械 

大 8 年 8 月〜 大 9 年 3 月 

中 川  博 

大 12.11 

京大 製造 化学 

大 10 年 7 月〜 大 10 年 11 月 

II 

大 14 年 8 月〜 昭 2 年 9 月 

德 根吉郞 

大 9.  8 

九大 応用 化学 

大 14 年 9 月〜 昭 2 年 9 月 

森 山隆富 

大 4.  4 

東京 髙ェ 窯業 

大 13 年 12 月〜 大 14 年 3 月 

若 林 金 吾 

大 11. 4 

スタン フォー ド 

大学 

大 14 年 y 月〜 大 i!> 年 丄 月- 

~M        is  ォも 

向       iw       天  '口 

女 9  6 

入 ん U 

南审 高" C 突 1 

15      Q  H 〜昭 3 尔" 5  S 
ノゝ 丄ン ノ  n      H[3  -'       ノ  n 

空军眷  + 

于          1          儿八  "Kli 

チ 12  4 

"^プ c 機械 

ノゝ 1«6  V'\ 

大 15 年 10 月 〜昭 2 年 5 月 

三  谷蜂吉 

大 IJ-  6 

M     7C      *  ^ 

ノノ 

佐々 木 一造 

大 13.  4 

東大 機械 

大 15 年 10 月〜 昭 3 年 10 月 

中  靜重 

大 4.  8 

東京 高工 建築 

大 15 年 10 月 〜昭 2 年 5 月 

名 古谷 行 蔵 

大 8.  2 

長 崎 高 商 

大 15 年 10 月〜 昭 2 年 11 月 

藤 井光 藏 

大 は 9 

東大 応用 化学 

} 大 15 年 11 月〜 昭 2 年 5 月 

宮 川 總三郞 

金子 喜 代 太 

大 6.  6 

東大 法科 

昭 2 年 2 月 〜昭 2 年 5 月 

井上 英熙 

大 12.  4 

東大 機械 

_昭 3 年8 月〜 昭 4 年 9 月 

出 田 節 雄 

大 15.  3 

東大 応用 化学 

昭 3 年 10 月〜 昭 5 年 9 月 

田 中 藤 作 

1 昭 4 年 5 月 〜昭 5 年 1 月 

川上 高 帆 

大 2.  8 

東京 髙ェ 窯業 

綠 川政藏 

明 29.  7 

神 田 簿記 学校 

宫川 總三郞 

1        5  fr-  '；   H 〜 B ヌ 5 尔 8  S 

f    RP     ノ  "*i 一    ン ノ  J          llH ジ 一 U  /J 

髙摘英 治 

古 渐健男 

大 15.  4 

東北大 機械 

昭 5 年 5 月〜 昭 5 年 9 月 

藤 井光 藏 

昭 7 年 3 月〜 昭 7 年 7 月 

武                田  忠 

大 10.  6 

京大 化学 

昭 7 年 3 月〜 昭 7 年 12 月 

野原 雜夭 

大 6.  6 

京大 化学 

/  Htr   '  丄ム/ i'^^^Bb   o          J  /1 

原                         賢 次 

» 

東北大 化学 

三 谷 彌三郞 

東大 英法 

昭 9 年 4 月〜 昭 10 年 9 月 

若 林 金 吾 

昭 11 年 3 月〜 昭 11 年 5 月 

淺 岡勝彥 

昭 5.  5 

東大 応化 

昭 12 年 5 月〜 昭 14 年 7 月 

だ 

昭 26 年 1 月〜 昭 26 年 2 月 

吉川 長次郞 

昭 12.  4 

東大 機械 

昭 27 年 5 月 〜昭 27 年 8 月 

佐 治 健治郞 

昭 21. 1 

東北大 物理 

昭 27 年 8 月〜 昭 27 年 10 月 
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員     一 s 表 


派遣 先 

目  的 

備  考 

ド ィ ッ 

セメント 工業の 研究 

アメリカ 

回転 窯の 調査 研究 

アメリカ • カナダ 

セメン ト 製造業 視察 

アメリカ 

セメン ト 工場' 原料 採掘 場 • セメ ン ト 製造 機械 製作所 視察 

アメリカ 

J-    J    »  y 1 ■etfc       iS^?       1*1：  jjsft  .V?  ifjp  rr^       Wt  ^ 太 17.  t  f  =*■  -U£  +»P  tat  -i 

セメノ ト菜 祝祭， 15 &熱 ft 躍の 秀地 網宜 及び ft 機械 購入 

当時の 当社 « 託 パン ザン ト 
(ァメ リ 力， ァ リ スチ ヤー マ 
ーズ社 機械 技師） と 同行 

アメリカ 

セメン ト 工業 及び コ ン クリ一 ト 道路の 突 情 調査 

欧  米 

髙极 セメントの 製造 方法， 製造 用 機械の 調査 研究， 工場 
tS^ff 目 精 依 超 想 菅人 

欧  州 

高 极セメ ン ト に関する 学術 的 研究 及び 新式 セメ ン ト 工場 
W お 

！ハ ヮ ィ 
シン ガボ一 ル 

iff 權杏 

,1  Z  Z リカ • ハ 
ワイ • カナダ 

ノノ 

欧  米 

湿式 セメ ン ト製 jt 法の 調査 研究 及 ひ 修練 

ノノ 

廃熱 利用 汽孅 並びに セメ ン ト 機械一 般 

^?6^f^^I电广'l, 电： ><t 朱 （^ま ciMo  、ノレ" t ズ  一 m.U'  x.  vjy^^ 

気， 機械 設備の 調査 研究 

欧  州 

新式 一般 セ メ ン ト 製造 機械学， セメント 工場 設計 法 研究 

欧  米 

セメント 工場 建築， 51 築界の 大勢 

科学的 管 现 法 殊に 販-, t 制度の 調査 研究 及び 髙极 セメ ン ト 
の 最近の 販売の 調査 並びに セメ ン ト業 視察 

1 セメ ン ト 製造 法 研究 調査 

ベ n セメント 比較 研究， 同 製造 販売 権 移入 

アメリカ 

北米 新 工場の 見学 と 各種 補助 機械の 調査 

ド ィ ッ 

セメント に関する 物理的 研究 

欧  米 

1 セメント 工業 及び セ メ ン ト 製造 機 M 製作所 視察 

> 欧米に おける セメ ン ト 製造に 関する 調査 研究 

初代 社長に 随行 

欧  州 

セメン ト 製造 機械の 調査 研究 

アメリカ 

スラリー フィルター， 経済 窯 等の 調査 研究 

欧  米 

スェ  一 ^ ソ 
K ィ ツ 

爆 薬 カーリ ッ ト 製造 原料 調査 研究 

欧  米 

第 18 回国 際 労働 会議 出席， 各国 マ 情 並びに 経済状況 視察 

シャム 

シャムの 経済 調査 

副社長 淺 野良 三に 随行 

ド ィ ッ 

特殊 セメ ン ト の 研究 

ベル リ ン 工科大学 入学 

インド 

第 4 回国 際大 ダム 会議 出席 

アメリカ 

アメリカ セメン ト 工業界 視察 

第 4 回国 際 燃焼 会議 出席 
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き m 
S 條 （注) 


增)、 规程 そのもの は、 細部に 若干の 修正 (注) を 加えた のみで、 現在に 及んで いる。 

S その 主な もの は、 二十 七 年 五月、 課長 代理 以上の 貧 金 体系 改訂に 伴い、 課長 代理 以上に ついては 算定 基礎 額 を 基本給の 

四 五 ％ に 改めた ことで ある。 
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初代 淺野總 一 郞と教 

育 


海外 派遣 


初代？ S 野總 一郎が 社員 を 海外に 派して 広く 知識 を 世界に 求め、 また 教育 を 通じて 人材 育成に 意 を 用いて いた こと は、 明 

治 • 大正. 昭和に わたり、 海外へ 多数の 派遣 員 を 出した こと、 晩年 浅 野 綜合 中学 を 設立した こと 並びに 給費生 制度 を 創設 

した こと 等に よって 充分 推察し うると ころで ある" 創業 当初 及び その後 晳 くの 期間 は、 いわゆる 労務管理 一 般が 組織的な 

形で 行われる に 至らなかった のと 同じく、 従業員 教育 も 特に 明確な 形で は、 行わな かつ. たようで ある" むしろ、 例の 「稼 

ぐに 追いつく 貧乏な し」 を 標榜して、 曰々 満々 たる 事業 意欲 を もって 社業に 精励す る 社長の 姿 そのものが、 「率先 垂範」 の 

座右銘の 示す とおり 自ら 従業員 を その あとに 続かせ、 無言の 従業員 教育 を やつ ていた、 と 言っても 過言で は あるまい" 

創業 当初 は、 海外 新 知識の 導入に 努力が 傾けられ、 明治 十九 年 早く も 坂 內冬藏 . 淺野 喜三郞 両名 を ドイツに 派遣した こ 

と、 及び 坂. e: を その後 もしば しば 欧米に 派して いる こと は 前述のと おりで ある。 (本 編 第一 一期 第一 一章 第三 節 坂 內冬藏 四 二 頁 

参照) 大正 年代に 入って、 将来性 ある 若手 中堅 社員の 海外 派遣 相つ ぎ、 その 目的 も 高級 セメントの 製造 方法、 製造 機械に 

関する 調査と その 学術 的 研究、 その他の 技術的 調査 研究の ほか、 販売 制度に 関する 調査 研究 及び 一 般 商況 調査 等 経営 全般 

にわた つてい る" このため 留学 者の 伊 遇 等に 関する 取扱 規程 整備の 必要が 起り、 大正 十五 年 八月 十日に は、 外国 留学 规程 

(注) を 制定した-" 

外 國留學 規程 (大正 十五 年 八： n 十 B 制定) 

當 会社に 於て 學術 技藝を 研究 調査 修練せ しむる 爲本 規定に より 社員 を 海外に 派遣す 

留學中 研究 調査 修練す ベ き 事項、 留學國 及 期間 其 他 必要なる 事項 は 豫め之 を定む 

留學 期間 は 一年 乃至 二 年と す。 會 社の 都合に より 短縮 又は 延長す る こと あるべし 
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措置 を 適用し 恒久的 退職金 制度に ついては (中略) 会社 組合 双方より 夫々 委員 を 設け 早急に 結論 を 得る 様 努力す る」 (四、 

六 争議 妥結 協定書 第二 項ィ) という ことで 妥結した。 

W 定措 a 要 «  右に 伴い 「特殊事情 による 従業員 退職 手当 金 加給に 関する 臨時 暫定措置 要綱」 を 取り決め、 同年 四月に さかのぼって 実 

施した" その 骨子 は 左のと おりで ある。 

ィ、 支給 条件 —— 勤続 二 年 (ただし 停年の 場合に 限り 五 年) 以上の 社、 ェ、 鉱 員が、 死亡. 停年、 一 年 以上の 長 病 及 

び 心神の 故障 等に より 業務に 堪えない ため 解雇され、 または 退職した とき。 

口、 支給 金額 —— 勤続 二 年の 者 を 仮 基本給 四 力 月 分と し、 勤続 二十 五 年まで 一年 を 増す 毎に 二 力 月 分 加算、 二十 五 年 

超 一 年 を 増す 毎に 一 力 月 分 加算、 勤続 三十 年 2? 上 五十 五 力 月 分。 

(備考) 右 暫定措置 による 加給 額 は、 本来の 社、 工員 退職金 規程の 平均 約 三 . 五倍に 当る。 

I  一  ； 3 職 金 規程の 制 越えて 二十 五 年 三月、 経済 情勢 も 一 応 安定 段階に 達した ので、 さきの 協定に 基き 本格的 退職金 制度 改訂の 交涉に 入り、 

2? 来 半年に わたり 会社 原案 (基本給 を 算定 基礎と し、 支給 率 は 従来の 規定と 前記 晳定 措， *! を 緩 合した 二次 曲線 を 基礎と す 

る。 大学卒 勤続 三十 年 五十 七 万円)、 組合 側 原案 (基本給 + 年齢給 + 勤続 給 を 算定 基礎と し、 支給 率 は 従来の 社員 支給 率 を 

採る。 大学卒 勤続 三十 年 一 九 二 万円) 双方 を 基礎と して 鋭意 協議 を 重ねた 結果、 同年 八月 三十日 正式 妥結した。 ここに 「従 

業 員 退職 手当 金 規程 及 同 細則」 の 成立 を 見る に 至り、 同年 一月 一 曰に 遡及 実施した。 主な 改正 点 は、 

L 社、 ェ、 鉱員 規程 を 一 本 化した こと。 

2. 支給 金額 を 大幅に 引上げた こと —— 勤続 三十 年 大学卒 約 七十 七 万円 (約 八 六 ％ 増) 同小 学卒 約 四十 万円 (約 一 九 〇 

き) 

ん 退職 事由 別 乗 率 及び 勤続 年数 算定 方法 を 詳細 明確に 規定した こと。 

•  4. 有効期間 を 一力 年 更新と した こと 等で ある 。(注) 

支給 条件 • 支給 率 • 退職 事由 別 乗 率 及び 加給 金 等 は 本章 第 四 節 中の 現行 就業規則 参照。 

その後 毎年、 賃金 改訂の つど 算定 基礎 額 も 改訂し、 実質的に は 退職金の 引上げ を 行って きたが (二十 八 年 三月 現在 約 七 五 ％ 
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戦 


ハ、 加給 金 寶逢 i あ 給：； uil る ii、  I 

右の 規程は、 illpf  めた。 gifii し、 

支給額 を 大幅に 引 上け (は 乙 

S 一 ) 十七 年 五月の 改正 要点 は 左のと おりで ある。 つ ^i-^,  il 職す る 場合 を 加えた ほか 従来 どおり 

J 支 II. 勤 I 年 以上の 者 yu-r(uul、 望 は I) 

口、 支給 II 退職 5 給に 次の 支給 率 I しノ ま」. TP  ^ 数 


勤続 年数 

勤続 二 年まで 

" 二 年赵四 年" 

" 四 年！！ 六 年" 

" 六 年 53 八 年" 

ガ 八 年赵十 年- 


支 

一 年に 付 


給 

三 


率 


五ケ n 加算 


五」 


動 続 年数 

勧緣十 年 超 十 五 年まで 

" 十 五 年 sm 十 年" 

, 二 十 年 SM 一十 五 年" 

" 二十 五 年 超 三十 年 未満 

三 十 年 以上 


率 

ケ 月 加算 


支 給 

一年に 付 四 

"  五ケ 月" 

ガ  六 • 五 ヶ月" 

" S ケ 月" 

ニニ- 五ケ 日 


5,  "  ,i 一." 文：； SI)  B  III  III 

、、 その他、 外地在動加算規^~カ明文.ー 

取扱が？ 賽 された こと 1 ある。 , "1 こと (た..： し 停年 制の S は 二十 年 十二月) 及び 支給 条件に 該当 

i 一) 同年 十一月の 改正 点 は、 支給 条件に 停年 を 加え. -こ 力；； f 

(注 二)  でも、 情状に より 滅額支給を認 めた ことて ある II 名 無実と 匕し、 加えて 企業 再建 整備の 

f インフレ！ ン ヨンの s と共に、 戦前の 基本給 事す とる し U 金 面 Itrlr^r されて きた。 

^11 退職 if"Bf  金 Bill 給の 一 .五 倍 (If:: 

当 t こおいて は、 二十 一年 七月 I 給の 改訂に 件、 退職 手き て ニヤ 一一 一年 五月、 組合 は 生活 保障 を 主跟 とする 

こ" ur、  llll^uuplll 

II  一  I^^H^^^kll  ill 

を もって こたえ、 いわゆる ゆ 六 争議の ー争卢 /  一 〇 一 i 
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第五 章 従業員 及び 労務管理  一 〇 一四 

来の 恩給 金 規定と ほぼ 同一 内容の もので、 その 中に 法に 準拠した 退職 手当 を 含んで おり、 実際 支給に 際して は、 退職 手当 

は 単に 慰労金の. e: 訳と して 表われる に 過ぎなかった。 したがって 右の 改正 は、 従来の 複雑 を 極めた 退職金の 算式を 単純化 

したと いうに 止り、 退職金の 額 そのものに は、 ほとんど 変り がなかった ので ある。 

(注 一 ) 退職 積立金 及び 退職 手当の 主な 内容 は 左のと おり。 

ィ、 ？ 31 職 積立金 —— 毎月货 金の 百 分の 二 を ェ貧 から 控除、 本人 名 儀で 積 立て 退職 時に 返還す る。 

D、 退職 手当 11 勤続 一年に 付、 標準 K 金の 十五 曰 分。 

但し，：：： 己 都合？ S 職の 場合 は 勤続 五 年 以下 1  一 2 額 (六 力 月 未満 支給せ ず) 同 五 年 超 3  14 額、 十年赵 全額 を 支給。 

(法 二) 慰労金 規程に よる 支給 基準 は 左のと おり。 

勤続 五 年 以下  一年 毎に 退職 時 定額 日給の  二 五日 分 

ガ 五 年 超 十 年 以下  ガ  四 五日 分 

" 十 年 超 十五 年 以下  "  六十 日 分 

, 十五 年 超  /  六 五日 分 

10 己 都合の 場合の 減額 は (注 一) の 0、 役 付 加算 は 恩給 金 規定に 同じ 

a 職 手当 法の 廃止 5i 和 十九 年 十月 一 日 「厚生年金保険 法」 の 施饤に 伴い、 退職 手当 法 はこれ に 吸収され、 将 米に 向って 廃止され るに 至つ 

た。 よって 同年 九月 三十日 「退職 積立金 及 退職 手当 並 準備 積立金 規程」 を 廃止した が、 慰労金 規程 は そのまま 存続した。 

社員 退職金 規程 社員の 退職金 規程 は 大正 三年 三月 制定の 「職員 雇員 退職 手当 金 及 祭 粢料规 程」 に 始まる。 

その 骨子 は 左のと おりで ある。 

ィ、 支給 条件 会社 都合 • 死亡. 疾病 • 負傷 • 其 他 自己の 便宜に 出で ざる 事由に より 退職した とき 

口、 支給 金額 左の 金額に 次の 資格 乗 率 を 乗じた 額 

勤続 五 年 未満の 者 退職 時 月給 半額に 勤続 年数 を 乗じた 金額 

勤続 五 年 以上の 者 勤続 中 現に 受領した 俸給 額の 百 分の 六 (但し 勤 統満五 年 以上 一 年 を 増す 毎に 百 分の 一 を 加え 

最高 百 分の 一 六) 相当 額 


鉱員 規程 


退職 手当 法 施行に 伴 

う 改正 

(昭和時代) 


第五 節 給 


ィ、 契約 満期 積立金 11 毎月 日給 一 曰 分 を 会社に おいて 積 立て、 半期 毎に 年 七 分の 利子 を 付し 契約 満期 (五 年) の 際に 

支 袷。 

口、 勤続 積立金 —— 毎 半期 末 契約 満期 積立金と 同額 を 会社に おいて 積 立て、 半期 毎に 年 七 分の 利子 を 付し 退職 時に 支給 

(勤統 十五 年 未満の 者が 自己 都合 退職す る 場合 を 除く)。 

ハ、 勤続 慰労金 ，—— 満六年 以上 勤続者が 自己 都合に よらず (注) 退職す る 場合、 左の 額 を 支給。 

退職 時 賃金の 三 六 五倍に 满五カ 年 を 超える 勤続 年数 及び 所定 乗 率 (満六 力 年 勤続者、 千分の 五、 以後 一年 を 増す 毎 

に 千分の 五 を 加え 最高 千分の 五十) を 乗じた 額。  V 

役 付 加算 職 頭 退職 時 賃金 六十 日 分 

世話役 同  三十日 分 

g 自己 都合の 退職で も 勤続 満 十五 年 以上の 場合 は 支給す る。 

鉱 員に ついては、 直営 化に 伴い 昭和 九 年 制定の 「礦夫 就業規則」 第五 章 退職 手当 金 規定 を 逐次 適用した が、 その 內容は 

左のと おりで ある。 

勤続 一 年 以上の 者に 対し 「勤続 一 力 月-一対 シ 退職 時/曰 給 一 曰 分 トシ 勤続 十 年ヲ超 エル 勤続者-一 ハ左 ノ如グ 加給 ス」 

勤続 十 年ヲ超 エル モノ  定額 日給 十日 分 

"十五 年"  *  二十日 分 

"二十 年"  *  四十 日 分 

" 二十 五 年 ガ  "  六十 日 分 

但シ 自己 都合 ノ 場合 ハ 勤続 五 年 WP- ノ 者右ノ 1!3 額、 五 年 超ノ者 IT 額、 十 年 超ノ者 2 了 額、 十五 年 超 全額、 

礦夫長 加算 —— 定額 日給 二十日 分 

その後 昭和 十二 年 一月、 「退職 積立金 及 退職 手当 法」 の 施行に 伴い、 恩給 金 規定 を 廃し、 新たに 同 法に 準拠す る 「退職 W 

立 金 及 退職 手当 並 準備 積立金 规程」 (注 一) 及び 「職工 慰労金 規程」 (注 二) を 制定した。 この 慰労金 規程 は、 実質的に は 従 

キ  一 0  ニニ 


工員 退職金 規程 

(明治時代) 


恩 袷 金 規定 

(大正時代) 
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一 、 支給 総額 

組合と 話合いの 上、 その都度 全 期間 就業 者 一 人 当り 平均 支給額 を 決定す る" その 際 最も 重要な 要素の 一 つと して そ 

の期の業績ぃかんが勘^^されることは戦前と変りなぃ。 

なお 当初 は 全 従業員 一本で 総額 を决定 したが、 二十 七 年上 期 以降 は 組合員の みに ついて 決定し、 課長 代理 以上に つ 

いて は、 これとの 振 合 を 勘案し、 別途 会社に おいて 決定す る 方式に 改めた" 

二、 配分 方法 

s; まず 総額 を 改正 基本給 割 分と 基本給 割 分と に 分ける (第一 一 六 表 賃金体系 変遷 表 参照) その 割合 は 些少の 変動 は 

あるが、 だいたいの 実績 は 前者が 約 四 分の 三、 後者が 約 四 分の 一であった。 

g 改正 基本給 割 分 は、 各 場所の 改正 基本給 合計 額の 比で 配分され た 場所 配分 総額 を、 各自の 改正 基本給と 成 緒 点の 

相乗積で 按分 支給し、 基本給 割 分 は 総額 を 各自の 基本給で 按分 支給す る。 

すなわち 戦後の 賞. lit- は 戦前の ように 視定 化された もので なく、 そのつど 組合との 話 合に よって 決定され るので あ 

るが、 人体お のよう な 方式が 慣行と して 成立し 現在に 及んで い る。 

三、 退職金 制度 

当社に おける 退職金 制度の 萠芽 ともいうべ きもの は、 合資会社 「職工 規則」 中に 規定した 積立金 規則に これ を 見いだ す 

ことができる。 

その 骨子 は、 毎月 工賃の 一 日 分 以上 を 控除 積 立てさせ (甲 号 積立金)、 別途に これと 同額 を 会社が 積 立て (乙 号 積立金)、 

誓約 年限 満了の 際、 甲乙 号 積立金 (六 力 月 ごとに 年 七 分の 利子 をつ ける) を 支給す る 仕組で、 勤続 奨励 的な 色彩の 濃い も 

ので あつ た。 

しかし、 一般的な 意味に おける 退職金 制度の 実質 を 備える に 至った の は、 大正 五 年 九月、 工場 法の 施行 を 契機と して 制 

定 した 「職工 扶助 規則」 中の 恩給 金 規定で ある。 

恩給 金の. c 容は、 次の 三種から 成って いる"  ， 


二、 配分 方法の 改正 

普通 勤務 手当 金、 特別 勤務 手当 金の 区別 を 廃止し、 支給 総額から 役 付 勤務 手当 金 及び 特殊 勤務者の 勤務 手当 金を控 

除した 残額 を、 資格 別 勤務 手当 金 基礎 給に 資格 乗 率 を 乗じた 積 数の 比で 按分 (場所 別 分賦 廃止)、 これに 成績 等級 を 酌 

量して 配分す る。 

以上が 戦前に おける 货夸 制度 変遷の 概要で ある。 

戦後の 賞与 制度 戦後 生産 激減に よる 企業 経理の 逼迫と インフレの 急速な 昂進と は、 期末 赏夸 制度 存続の 基盤 を 根底から くずし 去り、 二 

十一 年 ごろから 一般的に その 姿 を 没した。  - 

当社に おいても 終戦後 しばらくの 間、 従来の ままの 赏夸 制度 を 実施した が、 それ は、 もはや 実質的な 意味での 戦前の 期 

末 賞与の 性質 を 失った 形骸に 過ぎぬ もので あり、 その 廃止 は 単なる 時日の 問題であった" 

二十 二 年 五月、 組合の 新 貸金 要求 解決の ために 設けた 新給夸 体系 専門 委員会 は、 賞与 制度に も 論及し 『賞夸 は 利潤 分配 

的 性質 を 有する もの 、 みとし、 現行 赏夸 (社員 期末 赏夺 . 工員 期末 特別 赏夸 . 作業 賞与 • 精勤 赏夸) はこれ を 廃止し、 基 

本給 中に 繰り入れる こと』 との 結論 を 下した。 (同委員会 報告書 第 七 項)。 この 答申に 基いて 従来の 赏夸 制度 は、 二十 二 年上 

期限り で 廃止す る ことにな つた。 

期末 一 時 金 時代 以後 二十 二 年下 期から 二十 五 年上 期に 至る まで は、 年末 手当. 越年 資金 等の 期末 一時金 を 賞夸に 代って 支給した が、 こ 

れらは その 名称の 示す とおり 生活 補給 を 主と する もので、 賞与と は 本質的に 性格 を 異にする ものであった。 したがって そ 

の 配分に ついても、 一律 基本 月収 一 力 月 分 支給 (二十 二 年下 期) とか、 扶養家族の 有る 者と 無い 者と に 区分し、 それぞれ 一 

定額 を 支給す る (二十 三年 下期) などの 方式 を 採り、 成績 査定の 要素 を 全然 加味し なかった。 

赏 夺 の 復活 特に それが 組合の 要求に 基き、 または 組合と 協議の 上 決定した こと、 及び 全 従業員 一本の 方式で 定めた ことが、 後に 賞 

夸 復活に 際し、 その あり方に 大きな 影響を及ぼし たこと は 否定で きな か つ た。 

当社に おいて は、 昭和 二十 五 年下 期 配当 復活 を 機に 「協力 金」 として 実質的に 賞夸を 支給した が、 名実 共に 賞与の 復活 

を 見た の は 二十 六 年上 期 以降で ある。 その 骨子 は 左のと おりで ある。 

第五 節 給夸  一 〇 二 


第五 章 従業員 及び 労務管理  lolo 

出 サザル ベ カラ ズ」 として、 次のように 配分 方法 を 改めた。 「毎 期 利益 ノ 多寡 及 勤務 成績-一 ヨリ 著シキ 変化 ナキ 部分 ト然ラ 

ザル 部分 トニ 分ケ 前者 ヲ 普通 勤務 手当 金ト シ 後者 ヲ 特別 勤務 手当 金 トシ」 「普通 勤務 手当 金 ハ 俸給 額 一一 応ジ 各人 一律 一一 之ヲ 

支給 シ 特別 勤務 手当 金 ハ 過般 施行 ノ新 資格 及 職務 技能 等ヲ 標準 トシ テ定 メル」 r 社則 第 六 章 「勤務 手当 金 規程 並 一一 同 支給 内 

規 添付 改正 理由 書」)。 


昭和 十七 年の 改正 


普通 勤務 手当 金と 特別 勤務 手当 金との 割合 

勤務 手当 金 総 頷 け 

紐 額 員ず 律 額 fg ヶ月 分 未満の き 

,  四 ヶ月 分 W 上 

タ  七 ヶ月 分 未満のと き 

七 ヶ月 分 以上 

ガ  十ケ H: 分 未満のと き 

タ  十 ヶ月 分 以上のと き 


普通 勤務 手当 金 ，5, 

一 . 五ケ 月 分 

二  •  0 タ . 


特別 勤務 手当 金 


三 


五 

6 


これ を 各人の 俸給 月額と 成績 点の 相乗積 


待 別 勤務 手当 金 配分 方法 

総額から 役 付 勤務 手当 金 を 控除。 

残額 を 資格 別 俸給 月額に 資格 乗 率 を 乗じた 積 数の 比で 本 支店 工場 別に 分賦、 

で 按分 支給。 

昭和 十七 年 四月に 至り、 右の 制度 は 「甚タ 合理的 ナル モ其ノ 計算 方法 極メテ 複雑 ナルヲ 3? テ」 その 「趣旨 ヲ 尊重 シッッ 

モ而モ 計算 ヲ 簡素化 スル」 ため、 次のように 改正した。 

一 、 総額 決定 方法の 改正 

現行 規定 は 「大正 六年ノ 制定 一一 係 リ其後 社員 数 激増 シ タ ル ガ タメ 玆 数年 来 ハ 本 規定 ヲ其儘 適用 シ タルコ トナグ 実際 二 

於 テハ毎 期 利益 金ト 社員 ノ 俸給 月額 トヲ 比較 考量 シテ」 適当に 決定され ある を て 実情に 即する 如く 「其 期ノ钝 利益 

金 及 社 a ノ 俸給 3 額 一一 応シ 社長 之ヲ 決定 ス」 と改 む。 


二、 支給 方法 —— 各人の 技能 勤惰 等 を 勘案し 成敏を 査定、 持 点に 応じ 按分 支給す る。 原則として 在籍 工員 全員に 支給す 

る も、 》 格 及び 男女 別に 査定 標準 を 異にする ことがある。 

社員 赏夸が 古く 浅 野 工場 時代から 支給され ていた こと は、 大正 三年 制定の 「職員 雇員 退職 手当 金 及び 祭粢料 規程」 第二 

社員 賞与 規程 条但 書中に 「旧 浅 野 工場 及 浅 野 セメント 合資会社 一一 在勤 セシ者 一一 対シテ ハ其ノ 在勤 年限 中ノ 退職 手当 金ヲ 算出 スル 場合 二 

限リ其 在職 中 現 一一 受領 シ タル 俸給 ノ外 尙ホ 勤務 手当 金ヲ 加算 シ タルモ ノヲ 計算 ノ 基礎 トス」 と あると ころから 明らかで あ 

るが、 その 具体的 rt 容は つまびら かで はない。 

大正 三年 制定 社員の 赏夸 制度 を 初めて 成文 化した の は、 大正 三年 三月 制定の 「職員 及 雇員 勤務 手当 金 支給 細則」 であるが、 その 大要 

は 次のと おりで ある。 

一 、 支給 総額 

毎月 総 利益 金の 千分の 八十 五 

二、 配分 方法 

まず 支給 総額 を 資格 別 月給 総額に 資格 乗 率 を 乗じた 積 数で 按分、 資格 別 配分 額 を 算出し、 次いで 各人の 月給 額と 勤 

惰 技能の 等級 を 酌量して 配分す る。 

大正 六 年の 改正 大正 六 年 六月、 社員に 臨時 昇給 を 行う と共に、 前記 賞与の 支給 総額 を 総 利益 金 (総収入 金から 諸径費 及び 諸 损金を 控除 

した 残額) の 千分の 七十に 改めた。 その 理由に 「当 会社 職員 及 雇員 ハ従 来赏夸 一一 重キ ヲ置キ タル 結果 俸給 ハ 世間 一般 ヨリ 

低額 ノ処 各方 面 事業 ノ 勃興 ハ諸 物価 ノ 騰貴 ト伴ヒ 一 般 給料 ノ 昂上ヲ 現ハシ 新任 者 雇 入 一一 際シ当 会社 給料 ノ 低額 ナルコ トハ 

尠 カラ ズ 不便 トセ ル所 ナリ。 即チ 現在 当社 ノ 制度 ハ 給料 ヲ低 クシ テ賞 夸ヲ重 クシ 事業 ノ 消長 ト 社員 ノ 収入 ト 一 致セ シムル 

意義 一一 基キ タルモ ノナル モ 賞孚ノ 収入 ハ 不確実 ノ 性格 ナ ル為メ 新任 者 ハ之 ヲ重ン ゼ ザル 傾，： I ァ リ故 二 寧 口 此際 一 部ノ 修正 

ヲ加 へ 定額 俸給 一一 多少 ノ 増額 ヲ 為シ赏 与金ノ 歩合 ヲ 減少 シ 適度 ノ モ ノト ナス ヲ可 トス」 と" 

昭和 初頭の 径済 恐慌 以後、 赏与 制度の 再検討 を 行 つ た 結果、 「会社 事業 ノ 盛衰 ト 社員 ノ 休戚 トヲ共 一一 ス ル 制度 ハ询 一一 当ヲ 

得 タルモ ノト 云フ べキモ 社員 ノ 俸給 ハ 到底 其ノ 生活費 ヲ充ス 二足 ラザル 現状 二 在リテ ハ勢ヒ 勤務 手当 金 中二 其ノ 一  部ヲ見 
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一 定 した 方針が なか つ た" 

賞与 制度の 再検討 昭和 五 年、 不況の 深刻化と 共に 賞夸 制度の 再検討 を 行う に 至り、 従来の 方式 は 「所謂 利益 分配 ノ 観念 即チ 事業 ノ 成績 二 

ヨリ 支給額 ヲ 伸縮 高下 スル コト ヲ得ル 性質 ヲ欠グ 欠点 ァリ」 かつ 「統制 上 ヨリ 見テ 種々 ナル 不都合 ヲ 生ス」 るので 「改正 

ス へ キ 必要 アル モノ ト認 メ」 られ た。 

昭和 六 年の 改正  この結果、 翌六年 二月、 次のと おり 賞与 制度の 大 改正 を 行い、 同年 六月から 実施した。 

一 、 従来 ノ 一  樽当リ 積立金 ヲ 廃止 ス ル コト。 

二、 職工 赏夺を 普通 赏夸、 特別 赏夺 (注) ノ 二種 トス。 

§ 普通 賞夸 及び 特別 賞与の 支給 基準 は、 従来の 賞与 支給 実 綾を 折半した もの を、 それぞれの 基礎と して 定められた。 

三、 普通 赏夸 

各 工場 力 普通 赏夸 トシ テ 支給 ス へ キ 金額 ハ 毎月 又 ハ毎期 其 期間-一 於テ 職工 二 支給 シ タル 工賃 総額 (諸手 当ヲ含 マス) 

ヲ 基礎 トシ 工賃 一円 当 リ八銭 乃至 十二 銭 二相 当 スル額 トス、 財源 ハエ 賃 トス" 

四、 特別 赏 年 

各 工場 力 職工 特別 赏夸 トシ テ給 夸ス へ キ 金額 ハ 一 人 当リ毎 半期 会社 総 利益 金ノ 百万 分ノ参 一一 相当 スル 金額 トス 

財源 ハ総 利益 金 トス 

五、 給夸ノ 方法 ハ各 H 場 共 従来 通リ トス 

六、 以上 ハ 暫定的 ノ モノ トシ 各 工場 共 漸次 同  一 ノ 基準 二 近ッ カシム ルコト 

右の 改正 赏夸 制度 は、 その後 昭和 十二 年 八月 「物価 対策 ノ 必要 上」 普通 賞夺 (注) の 支給 許容 額 を 「己 ムヲ 得サル 事由 

アル 場合 ハエ 賃杳 円当リ 最高 十五 銭 迄 支給 スル コトヲ 得」 と 改め、 昭和 二十 年まで 引続き 実施した。 

注 普通 賞夸 は、 その後 S 金 統制の *K 施に 伴い 作業 賞夺と 改称、 K 金 規則 中の 一項 目と して 規定す るに 至った。 昭和 十九 年 

九月、 「重要 事業 場 労 j£ 管现 令」 適用 当時に おける 作業 賞与 支給. s: 規の 要点 を 示せば、 左のと おりで ある。 

一、 支給 総額 —— 前 月 支給 Hs (歩 増 を 含む) 一円 当り 八 a ないし 十五 践の 割で 算出した 金額 を 限度と する。 


( 第 117 表）  昭和 4 年下 期から 昭和 28 年上 期までの 賃金水準 表  C 単 円） 


年 次 

職 員 

ェ 員 

年 次 

職 員 

ェ 員 

鉱員 i 備  考 

4 年 

上 

18 年 

上 

111 

84 

下 

108 

83 

下 

109 

98 

5 年 

上 

98 

63 

19 年 

上 

123 

107 

下 

96 

69 

下 

156 

123 

6 年 

上 

95 

59 

20 年 

上 

158 

129 

下 

91 

63 

下 

155 

130 

7 年 

上 

94 

59 

„  . 一 

21 年 

上 

525 

365 

下 

94 

68 

下 

1,132 

878 

8 年 

上 

97 

68 

22 年 

上 

1,795 

1,537 

下 

94 

72 

下 

4,996 

3,722 

4,261 

9 年 

上 

89 

66 

23 年 

上 

5,734 

4,950 

5,220 

下 

90 

66 

下 

8,788 

7,457 

8,537 

10 年 

上 

93 

67 

24 年 

上 

7,388 

6,322 

7,720 

* 推 算 

(争議 中） 

下 

93 

73 

下 

"0,909 

*9,837 

ひ 

1—1 

1 1 お 
丄丄 + 

上 
下 

89 

63 

ZJ 平 

上 

14,429 

12,351 

15,062 

88 

66 

下 

16,063 

14,911 

15,464 

12 年 

上 

93 

70 

26 年 

上 

20,168 

19,183 

19,742 

下 

93 

70 

下 

20,935 

20,442 

21,364 

13 年 

上 

97 

68 

27 年 

上 

23,222 

22,272 

22,649 

下 

99 

72 

下 

27,143 

22,442 

22,732 

14 年 

上 

95 

83 

28 年 

上 

27,032 

22,162 

22,554 

下 

98 

63 

15 年 

上 

103 

77 

下 

101 

82 

16 年 

上 

109 

87 

下 

107 

82 

17 年 

上 

107 

75 

下 

106 

76 
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り 採掘 場と 工場 間の パランス を 図った こと。 

W 各 採掘 場内の 職種 間の パランス を 図った こと。 

£ 査定 委員会 制度 を 設け、 運用の 円滑 を 期した こと。 

二 生産 手当の 改正 

採掘 部門の 生産 手当 は、 従来 所属 工場の 一人 当り 生産 手当に リンクして 定めて きたが、 この 改正に よって 採掘 部門 

全体として は、 工場 部門 一人 当り 生産 手当 額に リンクす るが、 各 採掘 場への 配分に 当って は、 各 採掘 場 自体の 能率に 

リ ン 7 する ように 定めた-、 

この 改正に よつ て、 従来 工場 部門に 比べ て 立ち遅れ ていた 採掘 部門の 賃金 制度が、 画期的に 合理化され るに 至 つ た。 

以上 戦後の 賃金 制度 変遷の 大要 を 述べた が、 その 細部に ついては、 第一 一六 表に、 また 戦前 戦後の 賃金水準の 推移に つ 

いて は、 第一 一 七 表に 掲げる とおりで ある。 

一一、 賞 与 制 度 

工員 赏.. サ 《 程 わが国の 赏夸 制度 は、 古く は 封建的な 盆 |!* の 「おしきせ」 にその源を55^-すると云ゎれてぃるが、 そうした 意味での 赏夸 

. I  . は、 当社に も 古くから あつたよう である。 しかし、 近代的な 給与 制度め 一環と して、 赏夺 制度 か 初めて 成文 化された の は、 

合資会社 「職工 規則」 中に 規定した 「賞夸 規定」 (前節 服務 S 程 九 三 四 頁) である。 

その 骨子 は、 毎月の 钝利 益金の 予算に より 賞 夺 総額 を. お め、 その 十分の 六 を 普通 賞与、 十分の 四 を 特別 赏夸 とし、 前者 

は その 月の 各人 収得 賃金に 比例して 配分し、 後者 は 成績に 応じ 配分す る 仕組であった。 

(大正時代) 右の ように 合資会社 時代の 工員 賞与 は、 利益 予算 を 基礎と する 点で、 純粋の 生産 賞与と は 性格 を 異にした ものであった 

が、 大正時代に 入り、 搏 当り 積立金 制度に 改めた。 その. c 容 (注) は 工場に より 区々 であった. か、 要するに 毎月 または 半 

期間の 生産 撙数を 基礎と する 純粋の 生産 賞夸 であ つ て、 期末に おける 営業 成績と は 直接 関連ない もので あ つ た。 

§ 樽 当り 積 立 額 は、 最高 四 銭 六 厘から 最低 二 銭までに 分れて いた。 積 立. 金の 処分に ついても、 賞夸 以外に 「工賃 ノ 性質 ヲ 

有 スル役 付 手当-一 支給 スル ァリ、 福利 施設-一 使用 スル ァリ、 或 ハ酒看 料 一一 支給 セラ レ又 余剰 ヲ積立 ツルエ 場 等 ァリ」 で 


Jo の X 点 を 是正し、 一人 当り 生産高 を募攀 とすると ころに 主眼点が ぁゥ た。 と 同時に、 わが国の 社会 慣習に 对 する 考慮 等 か 

ら 生産 手当の 一 部 を 期末に 繰延べ 支給 (二十 七 年 以降 期末 生産 手当と 呼称) すると 共に、 別に 財源の 一 部 を 厚生 面に 使用 (二 

十七 年 以降 福利厚生 资 金と 呼称) する ことによって、 灾質 K 金の 充実に 資する ことと した。 個人 配分の 面で も 成績 査定の 要 

素 を 採 人れ る ことにより、 応能 化き 図った ので ある。 

なお、 二十 五 年 以降の 生産 上昇 = 生産 手当 増加に 伴い、 二十 六、 七 年の 昇給 時に 生産 手当の 一部 基本給 織 込み を 行った。 

課長 代理 W 上の K 金 従来は 賃金 改訂に 際し、 課長 代理 以上 を 含む 全 従業員 を 対象と して 決定して きたが、 課長 代理 以丄の 賃金 は、 本来、 耝 

休 系  合との 協議の 対象と なるべき もので なく、 職務 容 から 見ても、 組合員と 同一 体系と する こと は 不合理で もあった。 また 

技術的に も 全 従業員 を 対象と するとき は、 組合員の みに ついては、 どのようになる かが 判然と しないな どの 欠点が あった 

ので、 二十 七 年 四月 昇給の 際、 課長 代理 以上の 賃金 は 組合員と 切り離し、 別途に 定める ことに 組合との 間に 諒解が 成立し 

た。 よって、 同年 七月 課 K 代理 以上の 賃金体系 を K 正、 基本給. 地域 給 • 勤務 手当の 三 項目に 集約、 簡素化した。 (他に 

暫定的に 組合員 问 様の 別居 手当 を 支給) 

採掘 場 能率給の 統 一  採掘 部門の 賃金 は、 前述した ように、 その 作業 実態から 出来高 払 制 を 主として きた-か、 戦後 社ェ鉱 „w 一  元 化の 潮流に 乗 

り、 基準 賃金の 面に おいて は 漸次 工場 部門と 同 一 体系 を 採る に 至 つ た。 しかし 終戦後の 激変 期に は 基準 赁金 自体の 改訂に 

忙殺され、 能率給に ついては 本格的な 改訂 をし ない まま 径 過した" そのため、 各 採掘 場 ごとに 能率給の システムが パラ パ 

ラの まま 数次の 賃金 改訂 を径 由し、 アンバランスが 漸次 顕著と なって きた。 一方、 径済 情勢 も 漸く 安定性 を 加えて きたの 

で、 二十 五 年 一月に 至り、 いよいよ 本格的な 採掘 場 能率給の 検討に 着手した" 以来 約 一 力 年 半 鋭意 研究 を 重ねた 結果、 漸 

く タイム スタディ 等の 科学的な 根； g に 立つ 統一 能率給 案 を 作成、 二十 六 年 六月 これ を 組合 側に 提示し、 同年 八月 及び 十月 

の 二回に わたる 組合 側と 合同の 專門 委員会で 審議した 結果、 大綱 的に は 会社 案 どおり 意見の 一致 を 見、 二十 八 年 二月に 至 

り 施の 運びと なった。 

採掘 場 能率給 改正の 要点 は 左のと おりで ある。 

^ 加給 金 方式の 改正 

0 各 採掘 場 間の バランス を 11 つたこと。 
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調停 案の 要点 その 要点 は、 従来の 生活 給 偏重の 弊 を 是正し、 応能給 部分 を 増す と共に 生計費 スライド 制 を 廃し、 全社 を 一 丸と した 生 

産 手当 制度 を 採用した こと、 及び 手取り 体系 を 税込み 体系に 切り替え たこと である。 この 協定 は、 以後 約 一年 半の 間、 だ 

いたい そのまま 踏襲され たが、 二十 五 年 六月の 朝鮮 動乱 勃梵を 契機と する 客観 情勢の 変化、 特に 生産 量 増大 = 企業 経理 好 

転 は、 協定の 改訂 を 必至と した」 - かかる 情勢 を 背景と して、 翌ニ 十六 年 二月、 会社 は 昇給 及び 生産 手当 合理化 を 骨子と す 

る 改訂 案の 大綱 を提- 小した のに 対し、 組合 はべ —ス アップ を 中心とする 要求 9^5.- 掲げ、 屢 次の 団交の 末、 同年 五月 二十 五 

日に 至り 新 協 {： 光の 締結 を 見た" これが 現行 賃金体系の 骨子 をな している ものである" その後 二十 七 年 四月に、 昇給 を e- 心 

とする 若干の 改正 を 行い 現在に 及んで いるが、 この 期間の 特記すべき 事項と して は、 次の 諸 点 を 举げる ことができる。 

K 金 体 糸の 応能化 調停 案に 示された スライド システムの 廃止 及び 生産 手当 方式の 導 人 は、 従来の 生活 給 偏重 是正への 第一歩で あつたか、 

二十 六 年の 新 協定に よって、 機 W 的な ベ —ス アツ ブを排 し、 成績 査 IJ^ の 要素 を 取り入れた 昇給 方式の 採用 (注 一) 及 ひ 生 

産 手当 方式の 合理化 (注 二) は、 賃金体系 応能 化への 方向 を 決定 づけた ものと して 重要な 意義 を 有する" また 二十 六 年 七 

月 以降、 地域 給の 総 枠 を 押え、 昇給 ごとに 賃金 総額 中に 占める 比重 を 漸減させる 方策 を 採った こと、 及び 二十 七 年 以降 昇 

給に 際し、 家族手当 支給額の 漸減 を 11 つ たこと も、 賃金体系 応能 化へ の 一 端と して 看過で きない 点で ある。 

(注 一 ) 昇給 は 終戦 & しばらくの 間、 従来の ままの 方式で 惰性 的に 実施した が、 二十 二 年 五月の 新給夸 体系の 夷 施 後 スライド シ ス 

テムに 置き換え たので、 中絶した。 二十 六 年の 新 協定 以後、 再び * 給 を 例年 (一回) 突 施す るに 至った が、 その. e 容は 都度 

組合と 話 合の 上 決定す る ものであるから、 厳密な 意味での 昇給 制度の 復活と は 言いが たい。 

二十 六 年の 昇給 方式の 要点 を 示せば 左のと おりで ある。 

£ 昇給 资格者 昇給 時 前 満六カ 月 以上 勤務の 社 ェ鉱員 

^ 昇給 基準 一部 各自の 改訂 基本給 割で 按分、 一部 各自の 改訂 基本給と 成 綾等极 点の 相乗積で 按分 

(注 二) 生産 手当 方式の 前身 は、 二十 三年 十月 ~十 二月に 突 施した 「生産 奨励金 制度」 である。 それ は、 操業 度 低下 時に おける S 

金 源資& 出の 一方 策と して 採った ものであるが、 調停 案に 示された 生産 奨励金 (当社の 貧 金 体系で は、 これ を 生産 手当と 呼 

んだ) 制度 も 同様の 趣旨に 基く ものであった。 しかしながら、 調停 案の 方式 は 単に 生産 数量の み を 基準と したため、 従業員 

1 人 当りの 生産性に 関係な く、 生産 手当 額が 増大 するとい う. K 点が あ つ た。 二十 六 年の 協定に おける 生 連 手当 方式の 改正 は 


た 適正な 給 夸額を 定め、 次いで 各個 人の 能力 成 綾 を 民主的に 査定し、 職， 係の 区分と 睨 合せ 具体的 金額 を 決定す る こと。 

職務の 区分の 基準 及び 各 職務に 必要な 能力の 具体的 要素 並に その 重要 度の 評価 (ウェイト) 等の 具体的 細目 は 工場 事 

業 場に 諮問の 上、 専門 委員会に て 決定す る こと 

しかし、 右の 具体的 細目 決定に は 時日 を 要する ので、 それまで は 生活 面の 基準に よる 額に、 従来の 基本給から 一 五 〇 円 

(諸手 当 繰 入れに よる 一律 加算 分) を 差し引いた ものの 一 丄ハ 倍額 を 加えた もの を もって 仮 基本給と した。 

就業規則 及び 賃金 規 第二 は、 社 ェ鉱員 賃金体系の 一 元 化 傾向で ある" すなわち、 賃金の 構成 形態 は ほとんど すべて 一 元 化され、 支 4i 形態 も 

則の 一 元 化 

工員 月給 待遇の 資格 制限 撤廃 (戦後し ばらく は 一級 ェ士 まで、 のち 三級 ェ士 までに 拡張され た) に 伴い、 ほとんど 全員が 

月給 待遇 者と なった。 また 二十 二 年 九月 施行の 「労働基準法」 に 基き、 翌年 三月 「従業員 就業規則」 を 制定、 従来 社ェ鉱 

員 別に 規定され ていた 従業員 規則 及び 賃金 規則が、 これによ つて 一 本 化される に 至った の も 特筆すべき ことであろう。 

スライド システムの 第三 は、 いわゆる スライド システムの 採用で ある。 その 要旨 は 昭和 二十 二 年 八月 を 基準と し、 理論 生計費 (全 物量 方 

採用 

式) の 上昇 率 を 目安と して 「金融 面の 制約 等」 を 勘案し、 三 力 月に 一 回 程度 給与 改訂 を 行う というの であった。 この 取決 

めに 基いて、 同年 十月から 二十 四 年 七月まで 四 次に わたり、 スライド アップ を 行った (第一 一六 表 「戦後 賃金体系 変遷 表」 

中の 物価 調整 金 及び 物価 手当が この スライド 給に 相当す る)" しかし、 この 条件 付 スライド システムの 運用 は、 必ずしも 円 

» にいかず、 翌 二十 三年の 四、 六の 争議 及び 引き続く 紛争の 一 因と なった こと は 前述 (本 編 第 七 期 戦後の 苦難 第三 章 労働 

争議の 顚末 二八 八 頁) のとお りで ある。 

W 調停 案 以後 (二十 四 年 八月？. 現在) 

二十 四 年 一月、 組合 は 従来の スライド 方式 を 一機し、 産別 式 全 物量 方式に より、 月 平均 約 一 八、 〇0〇円 という 当時で 

は 驚くべき 膨大な 要求 をな してきた。 これ を 一 つの 契機と して、 労働協約 問題 や 企業 合理化と もから み、 約 半 歳の 長き に 

わたる 大 争議が 展開され るに 至 つ た。 中労委の 調停 案 受諾に 至る までの 経緯 は 本 編 第 七 期 第三 章に 詳述した が、 その後 右 

調停 案 を 基礎と し、 十数 次の 団交 を 重ねた 結果、 同年 十二月 十六 日に 至り、 漸く 新 賃金 協定の 成立 を 見、 八月 分給夸 にさ 

かの ぼって 実施した。 

第五 節 給  与  1 〇〇 三 


基本給の 改正 
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ず、 二十 二 年 五月、 第 四 回 中央 協議会で、 電産 型に 準じた 新 給与体系の 採用 を 要求して きた。 会社 はこれ に 対し、 職階 給 

理論 を もって こたえ、 専門 委員会 を 設け 両者 協議した 結果、 五月 三十日、 次の ような 新給夸 体系 を 採る ことに 意見の 一致 

をみ、 五月 分 給 年から 実施した。 

「基 本 給 


賃 金 


—基準 賃金 


厂 家族手当 

- 超過勤務 給 


—基準外賃金 


—時間外 勤 務給 

1 当 直 給 

職務 手当 


1 特殊 勤務 手当 


—特殊 地域 勤務 手当 


—交 替 勤務 手当 

i 特殊 作業 手当 

li 都 市 手当 

1 寒冷地 手当 

—僻地 手当 

—其  他 ー 厚生 手当 • 別居 手当 . 通勤 手当 

新体 系で、 特に 重要な 意義 を 有する ものの 第一 は、 基本給の 改正で ある。 その 大要 を 前記 専門 委員会 報告書から 抜 枠す 

れば 左のと おりで ある。 

基本 铪 I は 職務に 応じて 定める ものと し、 次の 要素 を 考慮して 基準 をき める こと。 

^生活 面 

り 技能 面 

^ 生活 面の 基準 は 各 職務に 共通の ものと し 左の通り 定める こと。 

数え年 一 一十 歳 八 二 〇 円 をべ— ス とし、 三 0 歲迄は 一 歳 を 加える 毎に 二 〇 円 を 加算、 三十 一 歲 以上 四十 歲迄は 同様 一 

〇 円 を 加算した 額 (十九 歳 以下 は 一 歲を 減ずる 毎に 三 〇 円 を 減じ、 四十 一 歳 2? 上 は 四十 歳と 同額と する。) 

技能 面の 基準 は、 まず 職務の 種類 及び 等級 を 人の 面と は 切 離し、 客観的に 決定し、 その 区分に 応じ 一定の 幅 を もつ 


ィ、 昇給 資格 者 前 昇給 期より 当該 昇給 期までに 六 力 月 以上 を 経過した もの 

口、 昇給 基準 

区分  昇給 額 

俸給 一 五 〇 円 以上の 社員  俸給 月額の 百 分の 七 

" " 未満の 社員  ガ  百 分の 十 

似し、 業務の 種類、 勤務 成績に より 増減す る ことがある" 

ハ 、 昇給 期 毎年 一月 一日  - 

戦後の K 金 制度  戦後に おける 賃金 制度の 変遷 は、 まことに めまぐるし いものが あるが、 大別 すれば、 生活 保証 対策 時代 . 新給夸 体系 時 

代. 及び 調停 案 (争議 解決 案) 2f 後の 三つの 時期に 分かつ ことができる。 

W 生活 保証 対策 時代 (終戦 ~ 昭和 二十 二 年 四月) 

敗戦に 伴う 急激な インフレ— シ ョ ンの 進展に より、 相次いで 五次に わたり 「臨時 生活 保証 対策」 を 実施した。 第一 次 対 

策 (二十 年 十二月) から 第五 次 対策 (二十 二 年 二月- (四月) に 至る 期間 は、 一 ：； 一 ：n にして 言えば、 生き抜く ための 「飢餓 対策」 

に 忙殺され、 賃金体系の 整備 を 顧みる いとまな く、 家族手当の 増額、 臨時 物価 手当 • 臨時 手当の 制定な ど、 生活 補給 的な 

諸手 当が つぎつぎと 応急に 積み重ねられ、 いわゆる 「生活 給 時 代」 を 形成した 時期であった。 

二十 一 年 三月 「労働組合法」 が 施行され、 同年 五月 結成 をみ た 当社 労働組合 連合会 は、 賃上げと 社 工員 一 元 化と を 目標 

として、 活発な 運動 を 開始し、 社 工員の 貧 金 体系 は 漸次 一元化の 方向 をた どり、 インフレ による 生活 給 偏重と 相 まって、 

赁金 較差 は 著しく 縮小した。 この 期間に おける 体系 上の 重要な 改正と して は、 第 四 次 対策に おける 基本給の 改訂 (諸手 当 

繰り入れ)、 第五 次 対策に おける 都市 手当の 制定 等 を 举げる ことができる。 

S 新給夸 体系 時代 (二十 二 年 (二十 四 年 七月) 

二十 一年 末、 電産 争議に 際し、 中労委 調停 を径て 決定され たいわ ゆる 電産型 賃金体系 は、 生活 給の 面からの わが国 最初 

の 理論的 体系と して、 当時の 退 乱して いた 賃金体系に 大きな 影響 を 年え た。 当社の 労働組合 も その 影響の 埒外で はあり 得 

第五 節 給与  一 〇〇 一 


第五 章 従業員 及び 労務 管 a  一 〇〇〇 

昭和 十五 年 十一月 住宅手当 制定 社宅 外 居住者に 対し 臨 t. 手当と 同一 区分に より 四 〇 円、 三 〇 円、 二 〇 円、 一 五 円、 

一 〇 円 (嘱託 • 俯 員 減額) 但し、 東京 • 大阪 以外 は 半額と す 

" 十六 年 二月 家族手当 制定 所定 扶養家族 一名に 付 月額 三 円 (体 給 二百 円 以上の 者 を 除く) 但し、 K 金 統制 令 適 

用 者 は 所定 扶養家族 一 名に 付 月額 二 円 (俸給 百 六十 円 以上の 者 を 除く) 

" 十八 年 六月 早出 手当 改正 定時 間 前 一時間に つき 三 〇 銭 (傭 員 二 〇 銭) 

交替 勤務 手当 改正 昼 勤 十二時 間に 対し 一円 五 〇 銭 (傭 員 一 円) 

夜勤 "  二 円  0 一  円 四 〇 銭〕 

当直 手当 (居残 弁当 料) 当日 限り 一 円、 翌朝まで 一 円 四 〇銭〔 一 回に つき 一 円 (傭 員 七 〇 銭) 〕 

" 十八 年 七月 家族手当 改正 支給額 を 一名に つき 五 円に 改む (俸 給 三百 円 以上の 者 を 除く) 

扶養家族 範囲 拡張 工員に 同じ 

ガ 十八 年 八 月 食事 手当 制定 束 京、 大阪、 尼 崎、 名古屋 在勤 者に 対し 出勤 一 日に つき .1〇 銭 (傭 員三 〇 銭) 

" 十八 年 十 月 職務 手当 改正 工場長、 支店長、 七 五 円 ~五〇 円、 本店 課長. スレ— ト 工場長 • 製作所 長 • 製鋼所 

長 五 〇 円 ~四〇 円、 課長 四 〇 円 ~ニ〇 円、 係長 二 〇 円 ~ー〇 円、 その他 従来 どおり 

" 十九 年 八 月 職務 手当 改正 役 付 もしくは 重要の 職務に ある 社員に 対し、 役 付 一等 一 〇〇 円、 二等 七 五 円、 三等 

五 〇 円、 四 等 四 〇 円、 五 等 三 〇 円、 六 等 二 〇 円、 七 等 ー〇 円 

ガ 十九 年 九 月 食事 手当 改正 内 地、 朝鮮、 台湾、 満州 在勤 者に 対し 月額 二 〇 円 (傭 員 十五 円) 

物価 手当 制定 柬京、 大阪、 尼 崎、 名 古屋、 門 司 在勤 者に 対し 月額 一 五 円 (傭 員 一 〇 円) 

生命保険 料 補給 制定 保険契約 者た る 社員に 対し 月額 一 〇 円 

„"  二十 年 一 月 採掘 場 勤務 社 HJ 特別 1. ぶ， 1 改正 工場と 隔離せ る 地に ある 採掘 場 勤務の 雇員 以上に 対し、 一級 地 月額 

十 円、 二級 地 八 円、 三級 地 五 円 支給 

(追記) 「重要 事業 場 労務管理 令」 適用 当時に おける 社員 昇給. e 规の 要点 は 左のと おり、 


(同 願 済 休暇 取扱) 満 一力 月まで 俸給 全額、 一力 月：^ 後半 額、 二 力 月 以後 無給 

在： S 加俸 北海道、 台湾、 朝鮮、 大連 在勤 者に 対し 在勤 地 及び 在勤 年数に 応じ 俸給 二割ない し 八 《 

特列 手当 出張所 長 もしくは、 その 代務 者 及び 出張員 詰 所 主席 者に 対し 俸給 一割ない し 三 割 

(追記) 一 、 役 付 手当の 規程 はない が、 記録に よれば、 大正 六 年 当時 課長 手当 二十 円ない し 三十 円 を 支給して いる。 

一一、 交替 勤務 手当 及び 早出 手当 は 大正 八 年 六月 以降 S と 同 内容の もの を 支給して いる。 

三、 残業 弁当 料 —— 定 時間外に 残業し、 午前 七 時、 正午、 午後 七 時、 午前 零時に わたった とき 一回に つき 五 

十 銭 (残業 弁当の 現品 支給 を 廃止し、 弁当 料 五十 銭 支給と 改められ たの は 大正 九 年 一月で ある。) 

W 昭和 六 年 四月 改正 当時 

基本給 書記. 技手 以上 月給 制、 雇員 以下 は 月給 制 または 日給 制 

OH: 給 者 病欠 取极) 満五カ 月 を 超える とき 無給と す。 ほか S のとお り。 

在勤 加俸 支給額 を 一割ない し 五 割と する。 ほか s のとお り 

職务 手当 係長. 出張所 長 もしくは その 代務 者 及び 課長 以上の 役 付 社員に 対し、 職務 及び 資格に 応じ 支給 

特別 手当 担当 事務の 性質 上 必要に 応じ 支給 

交替 勤務 手当 昼夜 交 勤 社員に 対し 早出 手当 一回に つき 二 〇 銭 

"  夜勤 手当 " 二 五 銭 

早出 手当 昼 勤 社員に 対し 午前 七 時までに 出勤した とき 一回に つき 二 〇 銭 

S: その後の 主な 改正 

昭和 十四 年 四 月 臨時 手当 制定 俸給 二 〇〇 円 以上から 四十 九 円 未満まで 五十 円 刻み 五段 階と し、 二十 円、 十五 円 

十 円、 八 円、 五 円 (嘱託. 傭 員 は 減額) (注) 十五 年 十二月 一 日本 給に 繰 入る 

同 十四 年 八月 職務 手当 改正 部長 一 〇〇 円、 副 部長 七 五 円、 場所 長. 本店 課長 五 〇円~ 三 〇 円、 課長 三 〇 円-,, ^二 

〇 円 係長 一 〇 円 

九九 九 


第五 節 耠  与 


社 


第五 章 従業員 及び 労務管理 


九九 尺 


員規 程 ひ 


夜勤 手当 昼夜 交 勤の 場合 夜勤 一回に つき 定額 日給の 三 窗 

休日 出勤 定時 間 勤務  "  五 割 (年始 等 特別 休： U 十 割) 

定時 間 超 一時間に つき  ガ  二割 ( "  三 割) 

皆勤 手当 一 力 月 皆勤 者に 対し 定額 日給の 三日 分 

精勤 手当 半期 間欠 勤 五日 以. e の 者に 対し 十二 円 乃至 二 円 

ffi 応召 その他の 不 就業 手当！ &び初 任 手当 は 省略 

昇給 内規の 要点 は 左のと おり。 

ィ、 昇給 資格 者 満六カ 月 以上 在籍 者 

口、 昇給 基準 (注) 

年齢 階級 別  最高  標準  最低 

满 二十歳 未満  二 〇 銭 一 五 銭 一 〇 銭 

"二十 歲 以上 四十 歳 未満  一 五 銭  一 0 銭  五 銭 

"四十 歳 以上  一 0 銭  七 銭  三 銭 

g 髙年 層に 比べ 若年 層の 昇給 標準 額が 高 いのは、 当時の 労務 不足に よる 青 壮年 雇 入 難が 大きな 原因であった。 

ハ、 昇給 期、 毎年 五月 二十 一 日 及び 十 一月 二十 一 日の 二回 

g 原料 採掘 場で は、 大正 末期から 昭和時代に かけて、 組 人夫に よる 請負 制 を 漸次 直営に 切替える と共に、 昭和 九 年 四月、 「確 夫 就 

業 規則」 を 制定、 各 採掘 場が 本 規則 適用の 情勢に 達する の をみ て 逐次 施行した。 同 規則 第 四 章に 定める 給夸 規程に よれば 「tt 金 

支払 方法 は 日仏 制 及び 出来高 払の 二種」 とし、 基本給の ほかに 早出 残業 等の 歩 増し をつ けた 簡素な もので あつたが、 採掘 作業の 

実態から 出来高 払 制が 主で あつ た。 

大正 三年 三月、 「職員 雇員 任用 及び 俸給 規程」 制定 当時 

基本給 職員 は 月給 制、 雇員 は 月給 制 または y 給 制 

月給 制 病欠 取极) 満ニカ 月まで 俸給 全額、 二 力 月 以後 半額、 三 力 月 以後 無給 


定時 間 超 一時間に つき  二 歩 ("  三 歩) 

皆勤 赏夸 一力 月 s= 勤 者に 対し 月額 二 円 

精 勤 "  半期 欠勤 五日 以. e の 者に 対し 十二 円ない し 二 円 (皆勤 十二 円と し 二 円 刻み) 

(編 注) 一歩 は 一割の 意 

W その後の 主な 改正 

昭和 十四 年 八 Hr 

« 十六 年 二 月 


十七 年 ヒ 月 

十八 年 七 月 

十八 年 六 月 

十八 年 十一月 


職工 手当 改正 

臨時 家族手当 制定 

家族手当 改正 

家族手当 改 正 

皆勤 手当 改正 

資格 手当 改正 (注)， 


一 級 三 円、 二級 二 円、 三級 一 円 

所定 扶養家族 一 名に 付 月額 二 円 (最高 十 円) ただし、 月収 一 五 〇 円 以上の 

者 を 除く 

月額 三 円 

月額 五 円 扶養家族の 範囲、 十八 歲 未満の 弟妹に 拡張 

標準 報酬 日 額 二日 分 (最低 二 円) 

工務- it 五 円、 上級 ェ士四 円、 一級 ェ士三 円、 二級 ェ士ニ 円、 三級 ェ士 一円 


住 この 時から 格と 役 付の 観念が 区別され るに 至った。 


£  Si 和 十九 年 九月 

基本給 

家族手当 

役 付 手当 

資格 手当 

超過勤務手当 


「重要 事業 場 労務管理 令」 適用 当時 

= 給 制 (一 部 S 給 待遇 制) とし、 経験、 未経験に 分ち 年齢 別に 初任給 を定 む。 

従来 どおり 


早出 残業手当 一 時間に つき： Ji^ 額 曰 給の 五分 (残業 五 時間 超 一 割) 

(定額 日給、 すなわち 本給の t. 間 割 分 を 含まない) 

^出 手当 一回に つき ガ 三 割 


第五 節 絵 


夸 


九九 七 


第五 章 従業員 及び 労務 管 ft  九九 六 

S 金 体 糸 賃金体系の 面で は 、法規に 準拠した 工員 賃金 規則 及 ひ 社 具 給料 规則 によって お 制し、 特に 十七 年 二月の 「重要 事業 場； 

務 管理 令」 による 体系 は、 重要産業の 一般的 定型と なり、 戦. 俊の 賃金体系の 上に も 大きな 影響を及ぼした) その 要点 は、 

経験、 未径 験の 別によ る 初任給 を 基礎と した 基本給と 能率給と を 中心とし、 これに 超過勤務 給と 家族手当 等の 生活 補助 給 

. 精勤 手当 等の 出勤 奨励 給 をつ け、 昇給 内规 により 賃金の 昂騰 を 規制した もので あ つ た。 

また 産 報 運動の 展開に 伴い、 いわゆる 皇国 勤労 観に よる 賃金の 倫理 化が 叫ばれ、 その 一 環と して 工員 月給 制が 唱導され 

るに 至り、 当社で も 十八 年 八月、 一 部 優良 工員に 対し 月給 (待遇) 制 を 実施した。 

次に 戦前に おける 賃金体系 変遷の 具体的 内容 を 摘記 すれば、 左のと おりで ある。 

S 合資会社 「職工 規則」 時代 (明治 三十 年代の もの) 


工員 規程 


B 給 制。 一 等から 十九 等まで 各 等級 ギ . 乙 • 丙 三 段階に 区分 I 


等 


十九 等 


甲 

丙 


円 五十 銭 _ 

十 銭. 


基 本 給 

超過勤務 給 早出、 居残、 臨時 就 菜 及び 夜 菜に 従事した とき —— 一時間 一 分の 割 を もって 「分 給」 を 支給 

(編 注) 一分 は 一割の 意 

の 大正 十五 年 九月 統一 「就業 规則」 制定 当時 

基 本 給 曰 給 制 (一 部 請負 制) 

職 頭 月額 五 円 

世話役 " 三 円 

甲種 職工 " 一 円 

昼夜 交 勤 者に 対し 各 番ニ歩 を 加給 

居残 手当 残業 時間に より 一時間に つき 一歩ない し 二 歩 支給 

早出 " 所定 出勤 時 前 "  一 歩 

呼 出 " 一回に つき  三 歩 

休日 出勤" 定時 間 勤務  五 歩 (年始 三日 一 人 歩) 


役 付 及び 資格 手当 


交替 勤務 手当 

超過勤務 手 当 


四 四 

〇 二 


四 四 

三 五 


(第 11 5 表) 


雇 


員 


中等学校 卒業 


高等 女学校 卒業 ガ (五 年 制) 

ガ (四 年 制 又は 女子 職業 学校) 


高等 小学校 卒業 


尋常 小学校 卒業 


四 二 


ェ 0 円 

一 .〇 五. 


-八〇 


(哲定 • 七 二) 


.七〇 


(§« 定. 六 三) 


(追記) 経理 令に よる 事務， 技術の 差 は 終戦後 補正され た。 


第五 節 箱 


寺 


九九 五 


分 


務 


技 


術 


七 五 円 

六 〇 


八 五 円 

七 〇 


五 五 


六 五 


五 0 


六 〇 


区 


大学卒 業 又は 之に 準ずる 学歴 を 有する もの 


専門学校 卒業  „" 

中等学校 卒業後 三年の 課程 


屮 >^学 校 卒業後 二 年の 課程 


実業学校 卒業 又は 之に 準ずる 学歴 を 有する もの 

"  (四 年 制) 


つた。 (注) 会社 は 統制 下 許される 限度まで、 定期 及び 臨時 補整の 昇給 を 行う と共に、 生活 補助の ための 諸手 当 を 次々 と 制 

戦時 諸手 当の 制定 定 していった-" すなわち、 社員に 対して は 昭和 十四 年 四月の 臨時 手当 を 始めと し、 十五 年 十一月 住宅手当、 十六 年 二月 家 

族 手当、 十八 年 八月 食事 手当、 十九 年 九月 物価 手当 及び 保険料 補給 を、 工員に 対して は 十六 年 二月、 家族手当 を； X 給す る 

ことと なり、 戦争 末期に 近づく につれ、 名目賃金 水準 は 漸次 上昇の 傾向 を 示した。 

W 社員に つ いて 言えば、 「経理 統制 令」 により 学歴 別 初任給 及び！ * 給 許容 額 (平均 基本給の 七 ％) が 定められ、 これ を 越えて お 入 

れ、 また. 1 昇給 させようと するとき は 許可 を受 くべき ものと された。 これに 伴い、 当社に おいても 昭和 十五 年す 一月 社員 初任給 

.S: 規を 第一 一 五 表のと おり 改正した。  - 

社員 初任給 内 規 (昭和 十五 年 十一月) 


第五 章 従業員 及び 労務管理  ブ 九 四 

第五 節 給  与 

I  、 賃金 制度 

戦前の a 金 制度 当社の 賃金 制度 は、 創業 以来 今日まで 事業の 推移と 客観 情勢との 変化に より 幾多の 変遷 を 径 てきた。 これら を全舷 にわ 

たって 詳述す る こと は 困難な ので、 以下 主として セメント 部門 (外地 を 除く) における 賃金 制度 変遷の 概要 を 述べる こと 

とする。 

当せ において、 統一的な 賃金 制度 を 初めて 確立した の は、 社員に あって は 大正 三年 三月 制定の 「職員 雇員 任用 及 俸給 規 

程」、 工員に あって は 「工場 法 施行 令」 の 改正に 伴い、 大正 十五 年 九月 制定の 「職工 就業規則 及 同 施行規則」 において であ 

る。 しかしながら、 当時 はま だ 賃金 制度に ついての 理論的な 研究 は ほとんどな されないで、 身分 的 色彩の 濃い 基本給 を 中 

心と し、 それに 若干の 諸手 当と 超過勤務 給 (工員の み) をつ けた 極めて 簡明 素朴な もので あり、 体系よりも 賃金の 額 及び 

支.？ a 形態が 主たる 関心事で あ つ た。 

その後、 日華 事変に 至る まで は 若干の 改正 はあった が、 主として 規程の 運用 整備の 時代であった と言える。 賃金 額の 面 

(注) では、 社業の 盛衰に 伴い 大正時代の 好況 期に は 比較的 高く、 昭和 初頭の 不況 期に は 低かった が、 どちら かと. 言え は、 

社員の 方は赏 年に 重点 を 置いた ため、 一 般 水準との 比較で は 工員より 劣る 傾向が あった。 

ぬ 昇給 は、 制度と して は 確立して いなかつ たが、 好況 期に は 社員に ついて 言えば、 ほぼ 例年 五 ％ ないし 十 ％ 内外の 範囲で 灾 施し 

た。 また 第一 次 大戦 末期の 物価： S 騰 時には、 戦時 特別 手当 を 支給し、 昭和 五 年の 不況 時には、 前年の 昇給 分 を 「辞お」 した 事 

例 も あ つ た。 

労働組合 は、 川 崎 (大正 十五 年) 及び 門 司 工場 (昭和 二 年) に 工員 組合が 結成され ていたが、 給夸 制度の 決定に さして 大 

きな 影響を及ぼす ほどの こと はな か つ た。 

戦時 統制 時代  日華 事変の 勃発に 伴い、 昭和 十四 年 十月 二十日、 「賃金 臨. i. 措置 令」 「会社 職員 給夸 臨時 措置 令」 が 施行され るに 及び、 

..^後終戰に至るまでは、 いわば 戦時 a 金 統制 時代 ともいうべき 時 期で、 企業 自体の 自主的 労務管理の 余地 は ほとんど なか 
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第五 章 従業員 及び 労務管理  九し 二 

第 十 五條 この 規則の 補償 支給の 基礎と なる 平均 賃金 は、 勞働 基準法 第 十二 條の 規定に よる。 

第 十六 條 補 慎 を 受ける ベ きものが 同 一 の 事由に ついて 勞働者 災害 補 慣保險 法に 依って この 規則の 災害 補 僙 に相當 する 保險 給付 を 

g けるべき 場合に 於て は、 その 價 格の 範圍の 補償 は 行わない。 

^  則 

第 十七 條 第三 條の 規定に より 休業 補償 を 行って いる 従業員と 同種の 従業員の 基準 賃金の、 一月から 一一 一月まで. 四月から 六月まで、 

七月から 九月まで 及び 十月から 十二月までの 各區 分に よる 期間 (以下 四半期と いう) ごとの 一 力 月 一人 富り 平均 額 (以下 平均 給 

與額 という) が當該 従業員の 業務 上 負傷し 又は 疾病に か、 つた 曰に 屬 する 四半期に おける 平均 袷與 額の 百 分の 百 二， え、 又 

は 百 分の 八十 を 下る に 至った とき は、 その上 昇し 又は 低下した 比率に 應 じて 當該 従業員の 休業 補 惯の額 を 改訂し、 富該 四半期の 

次の 四半期の 最初の 月から 改訂され た 額に より 休業 補償 を 行う。 改訂 後の 休業 補償の 額の 改訂に ついても これに 準ずる。 

前項の 同種の 勞働 者が いない 場合に おける 當該勞 働 者の 休業 補償の 額の 改訂 は、 當該 事業 場の 全 従業員の 四半期 ごとの 平均 給與 

額が 上昇し 又は 低下した 場合に 行う。 

第 十八 條 この 規則に 規定の ない 事項に ついては 勞働 基準法 及び 同 施行規則 による。 

第 十九 條 社則 第 十 章、 職工 扶助 規則、 社則 第 八 章 第 十四 條 業務 上の 負傷に よる 死亡に 對 する 葬祭 料 並に 昭和 二十 年 三月 五 曰附淺 

本勞 第二 七 四號に 依る 工員 遺族 見舞 金 支給 通達 はこれ を廢 止す る。 

第二 十倏 この 規則 は 昭和 二十 二 年 九月 一日より 實施 する。 

別表 第一 

第一 級  一 三 四 〇 日 分 

第二 級  一一 九 〇 日 分 

第 三 級  一 〇五〇 日 分 

第 四 扱  九 二 〇 日 分 

第五 級  七 九 〇 日 分 

第 六 級  六 七 〇 日 分 

第 七 級  五六 0 曰 分 

第 八 扱  四 五 〇 日 分 


を 支給す る。 

第七條 従業員が 業務 上 死亡した 場合に 葬祭 を 行う もの に 平均 賃金の 百 六十 日 分の 葬祭 料 を 支給す る。 

第八條 第一 一條の 規定に より 補償 を 受ける 従業員が、 療養 開始 後三年 を經 過しても 負傷 又は 疾病が 治らない 場合に は 打 切 補償と し 

て 平均 賃金の 千 二百 日 分 を 支給し、 その後の 補償 は 行わない。 

第九條 會社 は支拂 能力の ある こと を證 明し、 補償 を *< けるべき ものの 同意 を 得た 場合 は 第四條 並に 第 六條の 規定に よる 補償に 替 

え 平均 賃金に 別表 第二に 定める 曰 數を乘 じて 得た 金額 を 六 年に 一旦り 毎年 補償す る ことができる。 

第 十條 この 規則に より 打 切 補償 又は 障害 補償 を 受けた もの を 解雇した とき、 その 従業員が 解雇の 日から 十五 日以內 に歸郷 する 場 

合に は 必要な 旅費 を 支給す る。  • 

第 十一 條 遺族 補償 を 受けるべき もの は、 本人の 配偶者 (婚姻の 届出 をし なくと も 事實上 婚姻と 同 樣の關 係に ある もの を 含む 以下 

同じ) とする。 

配偶者がない 場合に は逍族 補償 を 受けるべき もの は勞働 者の 于、 父お、 孫 及び 祖父母で、 本人 死亡 富 時 その 收入 によって 生計 

を 維持して いた もの 又は 本人の 死亡 當 時 これと 生計 を 一 にして いた ものと し、 その 順位 は、 前段に 掲げる 順序と する。 但し 父母 

について は 養父母 を 先にして 實 父母 を 後に する。 

第 十二 條 前條の 規定に 該當 する 者がない 場合に おいて は、 遺族 補償 を 受けるべき 者 は、 勞働 者の 子、 父母、 孫 及び 祖父母で 前條 

■ 第二 項の 規定に 該當 しない もの 並に 勞働 者の 兄弟 姉妹 こし、 その 順位 は予、 父母、 孫、 祖父母、 兄弟 姉妹の 順序に より、 兄弟 姉 

妹に ついては、 勞働 者の 死亡 當時 その 牧入 によって 生計 を 維 していた 者 又は 勞働 者の 死亡 富 時 その 者と 生計 を 一 にして いた 者 

を 先にす る。 

前項の 規定に 該當 する 者がない 場合に おいて は、 遺族 補償 を 受けるべき 者 は、 勞働 者の 死亡 當時 その 收入 によって 生計 を 維持 

していた 者と する。 

勞働 者が 遣 言 又は 使用者に 對 してした 予告で 前 一 一項に 規定す る 者のう ち 特定の 者 を 指定した 場合に おいて は、 前 一 一項の 規定に 

かかわらず、 遣 族 補償 を 受けるべき 者 は、 その 指定した 者と する。 

第 十三 條 遺族 補償 並に 薛祭料 を 受けるべき 同 順位の ものが 二人 以上 あるとき は、 その 人數 により 等分す る ものと する。 

第 十四 條 療養 補慣 及び 休業 補慣 は、 毎月 賃金 支拂 曰に 支給す る。 

障害 補償 は 従業員の 負傷 又は 疾病が なおった 後、 身體 障害の 等級が 決定した： H から 七日 以內 にこれ を 行う。 遣 族 補償、 靡 祭 料 は 

従業員の 死亡 後 遺族 補償 及び 葬祭 料 を 受けるべき 者が 決定した 日から 七日 以內 にこれ を 支給す る。 

第 四 節 服務 規程  九九 1 


第五^^  3^ 業 員 及び 労務管理  力 九 0 

に 勤務した 海外 傍系 會 社より 退職 手當金 (名稱 の 如何 を 問わず 返 職手當 金の 性質 を 有する もの を 含む) を 受けな か つ た 場合 は當 

該會社 在勤 期間の 勤 續年數 に つ き 別 に 定める と- ) ろ に より 算定した 額 を 控除す る。 

第 十六 條 社員 退職 手 富 規則、 ェ (礦) 員 返 職 慰勞金 規則 特殊事情 による 従業員 退職 手 富 金 加給に 關 する 臨時 暫定措置 要綱 その他 

及び 退職 手 當に關 する 從來 の取极 はこの 規程 實 施と 同時に これ を廢 止す る。 


從業員 災害 補 ffi 規則 


從業員 災害 補償 規則 

第 一 條 従業員が 業務 上 負傷し 疾病に 罹り 又は 死亡した とき は會社 はこの 規則に より 本人 又は その 遺族に 對し 補償 を 行う。 

第一 一條 従業員が 業務 上 負傷し 又は 疾病に か 、 つた 場合に 必要な 療養 を 行い 又は 必要な i» 養の 費用 を 支給す る。 

第三 條 従業員が 前條の 規定に よる 凍 * の 爲缺勤 するとき は、 满十ニ 力 月 迄 は 平均 賃金 全額 を 支給し 缺勤满 十二 力 月 を 超える 場合 

に は 平均 賃金の 百 分の 七十 五 を 支給す る。 但し 入院 療養中の 獨身 者に は 平均 賃金の 百 分の 六十 を 支給す る。 

第四條 従業員が 業務 上 負傷し 乂は 疾病に 權り 治った とき 身體に 障害が 存 する 場合に その 障害の 程度に 應 じて 平均 賃金に 別表 第一 

に 定める 日 數を乘 じて 得た 金額 を 支給し 且つ 不具と なった ものに は 義手、 義足、 義眼 等 を 支給す る。 

別表 第 一 に揭げ る身體 障害が 二 以上 あるとき は 重い 身體 障害の 該當 する 等 扱に よる。 

左に 掲げる 場合に 於て は 前 二 項の 規定に よる 等級 を 左の通り 繰 上げる。 但し その 障害 補償の 金額が 各々 の身體 障害の 該當 する 等 

級に よる 障害 補償の 余 額 を 合算した 額 を 超える 場合 は 各々 の 合算 額 を 支給す る。 

一 、 第 十三 級 以上に 該當 する 身體 障害が 二 以上 あるとき  一 扱 

二、 第 八 級 以上に 該當 する 身體 障害が 二 以上 あるとき  二 扱 

三、 第五 級 以上に 該當 する 身體 障害が 二 以上 あるとき  三級 

別表 第 一 に 掲げる もの 以外の 身體 障害の ある ものに ついては その 障害の 程度に 應じ 別表 第 一 に 掲げる 身體 障害に 準じて 障害 補償 

を 行う。 

旣 に身體 障害の ある ものが 負傷 又は 疾病に よって 同一 部位に ついて 障害の 程度 を 加重した 場合に 於て は その 加重され た 障害の 該 

當 する 障害 補償の 4^ 額より 旣 にあった 障害の 該當 する 障害 補償の 金額 を 差 引いた 金額の 障害 補償 を 行う。 

第 五條 従業員が 重大な 過失に よって 業務 上 負 ffi し 又は 疾病に か、 り、 且つ その 過失に ついて 行政官 廳の 認定 を 受けた 場合に 於て 

は、 第三 條 Br ひ 第 四條の 一 部 又は 全部の 補價を 行わない ことがある" 

第 六 従業員が 業務 上 死亡した 場合に 於て 遺 * 又は 死亡 富 時 その 收入 によって 生計 を維特 した 者に 平均 賃金の 千日 分の 遣 族 補償 


1 1^.  i、 ま、 I、 南方、 其の 他 外さ に 勤務した 者に 對 して は i 域 赴任 時 ひ 

第 七條 (特 I 域 在 5 算) 特殊 地域 (朝 する 支給 率との 差の 二割 五分 を 第 四條の 支給 率に 加算す 

讓 年数  >」對 辛る 秦 率と M 域 在 f 解かれ g の 勁續年 f  . 

る。  s,:  一 a:; して， H 第三 条 算定 基礎 額の 十二 力 月 分 を 超 尺ない 範蹈內 - .-r 

第八條 (加給 金) ll^^^uHu^ii 

-t  ^  -tsl  1.s-tA  ロ浪？ ^二割 を& えな レ範 陞产マ もせ 客 

殊の 事情 ある 者に 對 して は 第二 條支^ 客に 二 ％ 走 

第九條 (1)  l^^yMBU^i.  iilili 積套 I」 第一 一一 章に より 確 

一 、 厚生-牛 金 法 W 則 第 十條^ ひ 第 十 一 修 t.>.* 

定 した I 手 直び その 利息 工員より 社員に 异 格した 場合 其 他讓年 救が 通算され る 場合に 

二、 社命に より 他に きした 場合、 被 合^ r つ niu" の il- 有する もの 一 切 t む) 

② 社ェ寶 より I となった も 鎖 P 間の 勤 I 數 にっきの 規程に より I した？ i 加算 

y^uH^ui^plsl.  (C)  ！ぃ。 ， 

第 十 一條 (死亡の 場合の 支給 順位) 本人 死亡 則 第 四十 二 身 至 第 四十 五條の 規 定を 準用す る。 

② 前項の| の i び f  pu^f^fMsii^rii う。 但し 第 八條の 加 I ついて 

第 十二 条 (退職 手當 金の 支 拂.) 退職 手〕 お金 は拖禾 者の d  In 

u^^. この 糧の 有効期間 は 昭和 半年 三月 二十 一 曰より 昭和 一一 一十一 g 月 二十 曰秦効 とする。 
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第五 章 從 * 員 及び 労務 管 通 


////// 勤擯年 

退職 事由 ：/ / / ！ 


會 

死 


社 


都 


上 


業務 外 


傷 

傷 
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子 


結 


自 


己 
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^^^；；；：^^；：：；：^職零會支給しなぃが情狀にょり自己都合乘率の範圍內で饔と認むる率案じた額を支 

SI する J  ； i  32»T4fi」 截乂. H 死亡の 曰 迄 を 暦 曰に 従って 汁" 算 する。 

第六條 (諮 年数の 算 S 勤 續年敏 は？ れのロ  f  乂，. "はビ イカ" I のき i 力 月に 切上げる。 

勤羣 数に 一 年 未満の 端数 を 生じた き は月單 位で 計算す る ものと し 一 力 月 チ满の 端 f  一 

② 左の 期間 は勒續 年數に 通算す る。 

一 、 社命に より 他に 勤務した 間 

二、 被 合併 會社 在勤 期間 

三、 兵役 休職 期間 

四、 試 傭 中の 期間 

③ 左の 期間 は 勤 續年數 に 通算し ない。  . 

一 、 木 職 (兵役 を 除く) 朋間 

二、 業務 外傷 病 I にして 別に 定める 期間 I える 期間 及び 事故 I 满ー 一 力 月を超 え i 間 

三、 臨時 雇の 期間  。 

但し 臨時 雇に ついては 従事せ る 業務の 實態 により 組合と 協議の 上 通算す る ことがある 

④ 勤賴 年数から 除斥す る 期間の 計 I 方法 は 第一 項に 準ずる。 . 
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第三 1 (算定 基礎 額) 算定 基礎 額 は 昭和 三十 年 三月 二十 一日 現在に 於け る 墓 本 袷 及び 返 職 時に 於け る 年 鈴 給、 勒續給 合計 银の六 

六 l。s 相 常 額と する。 

第四條 (支給 率) 支給 率 は 左の通り とする。  • 


第 五條 (退職 事由 別乘 率) 退職 事由 別 乘率は 左の通り とする。 
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九 八 六 


第 i 章 


程 


.rhuMi  、てよ！ こよ 5 制 を S に は 月給待遇制乂 は I 制 を 夫々 

M  MMf 11 の？ て U1 か I おいて この li 

第 r;f  liiil 

附 二 4.r 日より 實施 する。 l-ms として 一 f I 

但し 第 &の年 f  一、  OOOSI 給す る。 

する 毎に £〇圓を增 滅 した 額 (S 门 一 

從業員退 職手當 金 規程 ，f 若しく よ 解雇 され 又は 在職 中 死亡した ときに I する。 但し 

左の 各號の  一 Isr^l き i さ e に-とき 

一 、 會 社の 都合に より 解 m さ f.' 

二、 チ年に 逢して 退職した とき  . 

づー、 在職 中 死亡した と.;：； C きこ 堪えない ため 退職した とき 

四、 負傷 又は 疾病に よって 勤 祭 I  、  ，^ょ臂戈-- より 特に 支給す る を 

② 勧 續ニ年 未满 の II 自；^ 0!;;, 一部 を 支給す る ことがある。 、 。 

i めた とき は もの" いう 

③ この 規程で 従業員と は 就 業規じ^^ 一 つて 計算した 金額と する。 . ins 


四、 失業 保險料 

五、 其 他 法定の 社 會保險 料金 

六、 徴集 を 委任され た勞働 組合 费 

七、 會 社から 又は 會 社の 斡旋に より 購入した 物 又は サ— ビスの 代金 

八、 寮費 及び 社宅 料  . 

九、 共 濟會費 及び 共濟會 貸付金の 返濟金 

十、 會 社附屬 又は 會 社の 契約せ る 診療所の 醫療費 

十一、 住宅 資金、 育 英資お 其の 他會 社からの 貸付金で 返濟. の 確定して いるものの 返濟金 

十二、 其の 他會 社と 勞働 組合が 協議 決定した もの 

② 前項の 規定に か、 わらず 超過勤務 給、 生產 手當、 獎勵 加給 その他 之に 準ずる 賃金に ついては 別に 適當な 締切 期間 及び 支拂日 

を 定める ことができる。 

第五 十 五条 (賃. ； twa 拂 曰の 變更) 前 條の賃 金支拂 曰が 會 社の 休日に 當 ると さは 之 を 前日に 繰 上げ また 必要 あるとき は勞働 組合と 

協議 の 上前 條の 賃金 支拂 曰 を 變更す る ことがある。 

第五 十六 条 (金品の 返還) 従業員の 死亡 乂は 退職の 場合に おいて は權利 者の 請求が あつたと き は 七日 以內に 賃金 を 支拂ぃ 積立金、 

貯蓄 金 その他 名稱の 如何 を わず 従業員の 權 利に 馬す る 金品 を 返還す る。 

② 前ヌ の賃 又は 金品に 關 して 爭が ある 場合に おいて は 異議の ない 部分 を 同 項の 期 ™>t に 支拂ぃ 又は 返還す る。 

第五 十ヒ条 (非常時 拂) 左の いづれ かに 該當 する 場合に 於て 従業員の 請求が あつたと き は 支拂日 前で あっても 往の勞 働に 對す 

る 賃金 を支拂 う。 

一 、 本人 又は その 收入 によって 生計 を 維持す る 者が やむ を 得ない 事由に よって 一 週間 以上に わたって 歸鄕 する 場合 

二、 本人 又は その 收入 によって 生計 を 維持す る 者の 婚禮 出產 傷病 葬儀の ため 費用 を 要する とき 

三、 本人 X は その 收入 によって 生計 を 維持す る 者が 天災 其 他 災害に 遭遇した ため 費用 を 要する とき 

四、 其他會 社に 於て 特に 必要が あると 認めた とき 

第 四 章 昇  給 

第五 十八 條 (昇給) 界給は 職階に つき 定められた 金額の 範圍內 で 毎年 ー囘 以上 各自の 能力 成績 等 を 勘案して 行う。 昇給の 時期 査 

定の 基準 及び 方法 其 他に ついては 別に 定める。 

第 CT 節 服務 視程  九 八 五 


第五な 従業員 及び 労務管理  九 八 四 

第 四十 七條 (休業 手 富) 會 社の 責に歸 すべき 事由に より 休業した 場合に は 日給 者に 對し 當該 期間 中 第 五條の 平均 賃金の 百 分の 六 

十の 休業 手當を 支給す る。 

第 四十 八條 (未復 M 手 富) 未復員 者に 對し ては舊 規則 (昭扣 二十 四 年 七 H:  二十日 a- 在の 賃金 規則) による 賃金の 四 分の 三相 富 額 

を 未復員 手 富と して 支給す る。 但し 扶養家族 を 有しない 未復員 者に 對 して は 昭和 一 一十三 年 三月 一 日 現在 支 袷 を .i 又け ていた 額に 止 

める。 

第 四十 九條 (休職 袷) 従 菜 員 休職 細考弟 三條の * 職 期間 中 はこの 規則に 定める 賃金の 半額 を 支耠 する。 但し 同 細則 第二 條 第三 號、 

第四號 及び 第 六號の 規定に よって 休職 を 命ぜられた とき はこの 限りで ない。 

第五 十條 (引 繼の爲 の 残務 従事」 休職 者乂は 退職者が 事務 引 繼の爲 の 残務に 従事す る 期間 は從前 通りの 賃金 を 日 割 を 以て X 給す 

る。 

第五 十 一條 (年次 休暇) 就業規則 第三 十八 條の 年次 休暇 は 賃金 計算に おて は 特に 定めの ないかぎ り 出勤と 看做す。 

第五 十一 一條 (就業規則 第三 十七 條の * 暇) 就業規則： お 三十 七條の 》 暇は賃 の 計算に おいて は 待に 定めの ないかぎ り 出勤と 看做 

す。 但し 同條 第五 號の 女子の 產丽產 後の 休業 期間 及び 同倏第 六號の 生理休暇の 中 月 三 曰 を 超える 期間に ついては この かぎりで な 

ヽ 0 

し 

第五 十二 條のニ  (特殊の 場合の 不 就業) 左の 各號の 一に 該當 した 場合 は その 期間 賃金 を 支給し ない。 

一 、 就業規則 第 六十 三條 第三 號の 出勤 停止に 伴う 不 就業 

二、 勞働 時間 中の 組合 活動に 伴う 不 就業 

第五 十三 條 (端數 の 計算) 賃金の 計算に 於て 端數を 生じた とき は 左の通り 取扱う。 

一、 各種 目の 賃， $^1 について は圓位 未满を 切上げる。 

1 一、 賃金の 總 額に ついては 第五 十四 條 但書の 控除 をした 後圓位 未满を 切上げる。 

第二 節 賃金の 支拂 

第五 十四 條 (賃金の 締切と 支拂) 賃金 は 前 月 二十 一日より 其の 月の 二十日 迄 を 以て 締切り 毎月 二十 八日に その 全額 を支彿 う。 但. 

し 左に 掲げる もの は 之 を 賃金から 控除す る。 

一、 所 得 稅 

二、 厚生年金 保險料 

三、 健康 保險料 


で 支. 洽 する。 但し 满ニカ 月 を 超える とき は 之 を 支給し ない。 

第三 十.，^ 条 月給 待遇 者が 無屆 又は 正當の 理由な くして 缺 勤した とき は その 月の 基本給から 富 該缺勤 日数に 針す る 基本給 日 額 を 日 

割 計算 で 差 引いた もの を 支給す る。 

第三 十九 條 月給 待遇 者が 事故 缺勤連 續乂は 一 力 H: 中 合 4s 十四日 を 超えた とき は その 月の 基本給から 右 超過 日 數に對 する 基本給 曰 

額 を 曰 割 計算で 差 引いた もの を 支給す る。 

第 四十 條 (缺 格條 項) H: 給 待遇 者が 別に 定める 缺格條 項に 該 常した とき は その 翌月から 曰 袷 制 を 適用す る。 

第 四十 一條 (日給 者の 基本給) 日給 制の 適用 を *< ける 者 (以下 日給 者と いう) が月辁 待遇 制の 適用 を *< け るに 至った とさ は 日給 

者せ 3 時の 最後の 基本給の 三十 倍 を 以て 月給 待遇 制の 基本 袷と する。 

第 四十 ニ條 日給 者の 基本給 は 日 額と し 一日の 所定 勞働 時間 (七 時間) に對 する 分と する。 日給 はすべ て 出勤 曰 數に應 じこれ を 支 

給す る。 但し 就業規則 第三 十 五條に 規定す る 休 曰は當 日出 勤し なくても 之 を 支給す る。 

② 前項 但書の 規定 は缺 動連續 三十日 又は 傷病 缺勤 連續 七日 を 超える とき は 以後 これ を 適用し ない。 

第 四十 三条 (遲刻 早退) 曰 給 者が 遲刻早 返 又は 私用 外出した とき は その 時間 一 時間に つき 七 分の 一 の 割合で 基本給 を 減額 X 袷す る。 

② 前項の 計算に おいて 一時間 未満の 端数 は 算入し ない。 

③ 不可抗力 による 遅刻 又は 業務 上の 傷病に よる 早退の 場合に は 第 一 項の 規定 はこれ を 適用し ない。 

. ④ 自己 都合に よらない 早退の 場合に は その 時間が 三時 間 を 超える とき は 三時 間と 看做し 三時 間に 満たない とき は 第 一 項の 規定 

を 適 ffl しない。 

第 四十 四條 (諸手 当の 計算) 年齢給、 勤 狡 給、 家族手当、 特殊 地域 勤務 手当、 別居 手当 は H: 額と し 前 の 二十 一 日から その 月の 

一 一十 曰 迄の 一 力 月 分と する。 

② 前項の 諸手 当 は 基本給が 減額され ると き は その 割合に 応じて 減額し 基本給が 日 割 計算され る，, -きは それに 準じて 曰 割 計算す 

る。 但し 日給 者に ついては 欠勤 B 数に 応じて 曰 割 計算で 減額す る。 

③ 第三 十四 条 第一 一項の 規定 は 前項 但書の 場合に 準 用する。 

第 四十 五條 (職務 手当の 計算) 職務 手当 は 月額と し 役 付 任命 (兼務 及び 待遇 を 含む) の 月より 解任の 月まで 之 を 支給す る。 役名 

變更の 場合 は 新 役名に 付て 定められた 職務 手 富 だけ を その 月から 支給す る。 

第 四十 五條の 二  (別居 手 富の 計算) 別居 手當は 扶養家族と 別居した 月から 別居 扶養家族 を引經 めた w まで 之 を 支給す る。 

第 四十 六條 (轉 勤の 場合の 特殊 地域 勤務 手當) 轉勤 による 特殊 地域 勤務 手 富の 變更は 着任 日 を 基準と して 曰 割 計算す る。 
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第 E 章 従業員 及び 労務 管 g  九 八 二 

しその 期の 最終 月 分の 生 產手當 支給 時に 支給す る。 その 配分 方法 等に ついては 別に 定める。 

第三 十條 (採掘 部門 加給，， <5 採掘 部門 勤務者に 對 して は 別に 定める ところに より 加給， せ を 支給す る。 

第三 十 一條 (生 產手富 等に 對 する 割增 賃金) 基準 袷の 外に 生產 手當、 獎勵 加給 又は 之に a, ずる 賃金 (算定 期間が 一力 H; を 超える 

もの を 除く) の 支給 を 受ける ものに ついては その 總額を 當該賃 金 算定 期間に おける 總勞働 時間 数で 除した 金額に その 期間に おけ 

る 時間外 勞働 時間 數 若しくは 休日 勞働 時間 數 又は 深夜 勞働 時間 數を乘 じた 金額の 二割 五分 額 (時間外 勞働 又は 休日 勞 働の 時間が 

深夜に わたった とき は その 時間 數を乘 じた 金額の 五 割增) を 第 十四 條、 第 十 五條 及び 第二 十 一條の 時間外 動務铪 若しくは 休日 出 

勤 袷 又は 交替 勤務 手 富の 外に 支給す る。 

第三 十一 一條 (適用 除外 者) 左の 各號の 一 に該當 する 者の 賃金に ついては この 章の 規定に か、 わらず 別途に これ を 定める。 

一 、 課長 代理 以上の 者 

二、 香 春 製鋼所 在勤 者 

三、 船舶 乘組員 

四、 囑託、 臨時 雇 

五、 就業規則 第 八條の 規定に より 出向 を 命ぜられ たもの 

第三 章 賃金の 計算 及び 支拂 

第一 節 賃金の 計算 

第三 十三 條 (基本給の 形態) 基本 辁の 形態 は 月給 制、 月铪 待遇 制、 日給 制の 三種と する。 

第三 十四 條 (月給 者、 月給 待遇 者の 基本給) 月給 制の 適用 を 一 {又 ける 者 (以下： H: 給 者と いう) 及 ひ H; 袷 待遇 制の 適用 を IC 又け る 者 

(以下 月給 待遇 者と いう) の 基本給 は 月額と し 前 月の 二十 一 日から その 月の 二十日 迄の 一 力 月 分と する。 

② 前項の 基本給 を 日 割 計算 するとき は 三十 分の 一 を 以て 日 額と 看做す。 

第三 十 五條 月給 者 及び 月給 待遇 者の 基本給 は 採用のと き は 雇入當 日から、 昇給、 減給、 又は 休職、 復職のと きは發 令の 當日か 

ら、 それぐ 曰 割 計算で 支 袷し、 返 職 又は 死亡のと き は 當月分 全額 を 支給す る。 但し 不都合の 行爲が あると 認めて 退職 させた 場 

合は發 令の 當日迄 曰 割 計算で 支給す る。 

第三 十六 條 (傷病 缺勤) 月給 者 及び 月給 待遇 者が 傷病に よる 療養の 爲缺 勤した ときの 賃金 は 連 續缺勤 七日 迄 は 全額 を 支給し 遼續 

缺勤 七日 を 超える 期間に ついては 之 を 支給し ない。 

第三 十七 條 (月給 者の 事故 缺勤) 月給 者が 事故の 爲缺勤 するとき は 基本給 は満ー 力 月 迄 は 全額 を满ー 力 月 以後 は 半額 を 曰 割 計算 


準 世帶主 二、 一四 0 圓 

獨身者 一 、〇 七 〇 圓 

第二 十四 條 削 除  。 

第二 十 五條 (僻地 手 S 僻地 手 富 は 左の 區分 によって 支給す る §8 

一 极 *1 (大築 島) 在勤 者に 對し  - 

nfe へ 白 崎、 關前、 中 野、 ？石 S に i 賴ゅ ) 在勤 者に 對し  三 二 0 圓 

一一 級 地 C ^綱 B  、內 田、 狩 生 鏡リ發 《■ 所、  二 四 〇 圓. 

一、 戰時中 疎開 させた 扶養 家 旅の 引 通め 闲離 のとき 

一 一、 轉勤こ 際し 住宅難 等の ため 扶 f 冢 族の 隨伴 W 難な とき 

1  一、 _考 海外 引揚 者で I 離 等の ため I 地ほ霍 族の 温め 困難な とき 

四、 其 他眞に 己む を 得ない 秦 ある ものと 會 社に 於て 置し こよ 3區 分し 左の通り とする。 

第二 十七 條 (別居 t の 支給額) 前條の 別畢當 の 額 は 別 居扶| 族の llf  & 分 ； f  ^ 

ar>r> 圓  一 1ー〇〇 圓 

別居 扶養家族 一名のと き  匹 CCI 

③ 社の I を 利用して いる 場合 は 前 二 項の， i の 半額と する。 

と： SHi^ は MP について lii する。 

第 ニ十九條 k 生 rllliliill 

に つ いて は 別に 定める。  -感 する 月 分の 生 產手富 支給 總額 合計の 1  一 5 に 相 富す る 額と 

第二 十九 條のニ  (期末 I 手 富) 期末 It の 支給 總額 は その 期 1 屬 する 月タ. ^ま 

九 / 一 

S 節 服務 規程 
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九 几 0 


當を支 袷す る。 

ィ、 二 勤 (午後 三時— 午後 十一 時) 一 囘に付 基準 袷 曰 額の 

口、 三 勤 (午後 十一 時 I 午前 七 時) 一 囘に付 基準 給 日 額の is 

② 三 勤 者に 對 して は 第 一項 ロ號 規定 額の 外 一 囘 にっき 二十 回 を 加算す る。 

③ 連 勤の 場合 は 第 十四 條ィ號 の 時間外 勤務 給 を 支給し 交替 勤務 手當は 支給し な い 。 

④ 休日に 第一 項の 交替 勤務 を 行った とき は 休 曰 出勤 給と 交替 勤務 手 當を併 給す る。 

第二 十二 條 (特殊 作業 手當) 左の 各號の 一に 該 {S するとき は 特殊 作業 手 富 を 支給す る ことがある。 

一 、 身體 又は 生命に 危險を 及ぼし 又は 高 熟、 汚染 若く は 健康に 有害な 影響 を與 える おそれの ある 作業に 從事 するとき 

二、 臨時 緊急 を 要する 作業に 従事 するとき 

② 前項の 特殊 作業 手 富の 種目、 金額、 支 耠條件 等に ついては 別に 定める。 

第二 十三 條 (地域 給) 地域 給 は 左の 區分 によって 支給す る。 

一 、 柬 京都 (區制 施行 地に 限る) 及び 大阪市 在勤 者に 對し 

門 司 市 及び 小 倉 市 (除 呼野) 在勤 者に 對し 


二 

三、 

四、 


西 多 摩 工場 及び 香 春 工場 在勤 者に 對し 

札 « 市 在勤 者に 對し 


月額 基準 賃金の 九 .九％ 

ガ ガ 五 . 七 ％ 

" ^ 三丄ハ ％ 

月額 左の ss 合計 額 


五、 函誼市 及び 上 磯 工場 在勤 者に 對- 


六、 釧路市 在勤 者に 對し 


S 基準 賃金の 

5； 世帶主 

準 世帶主 

獨身者 

月額 世帶主 

準 世帶主 

獨身者 


八 • 四 ％ 

、七 二 〇 圓 

、八 〇〇 圓 

九  一 0 圓 

、九 三 〇圓 

、三 〇〇圓 

六 五 〇圓 

月額 左の 合計 額 

S 基準 賃金の 一 1 丁 六 ％ 

g 世帶主 三、 二  一  0 圆 


る ( 一 時間 未满 のとき は 一 時間と 看做し 一 時間 を 超える 端數 につ いて は支耠 しない) 

② 深夜 (午後 十 時から 翌日の 午前 五 時までの 間 をい う、 以下 同じ) において 前項の 時間外 勞働を させた とき は その 時 間 につい 

て 前項の 額の 二割 增を 支給す る。 

第 十 五條 (休日 出勤 給) 就業規則 第一 1 一十 六條 第一 項の 規定に より 休日に 出勤 させた とき は 左の 休日 出勤 給 を 支給す る。 

ィ、 十二月 三十 一日 歲始 三日間 基準 給 曰 額の！^  ー§ 

口、 前號 以外の 普通 休日  基準 給 曰 額の m 雨 

但し 勞働 時間が 一 曰の 所定 勞働 時間に 滿 たない とき は その 不足 時間 一 時 M にっき 七 分の 一 の 割合 を 以て 右の 額 を 減額し 一 曰の 所 

定勞働 時 M を 超える とき は その 超過 時 W 一  時間に つき 七 分の 一 の 割合 を 以て 右の 額 を S? 額す る 

② 前項の 但 «1 後段の 超過 時間が 深夜に わたった とき は 深夜 勞侧の 時 について 同 段の 增額率 を 二割と する。 

第 十六 條 (代休の 取扱) 就業規則 第三 十六 條 第二 項の 規定に より 代： を與 えたと き は その 曰の 基準 給 B 額 は 支給し ない。 但し 就 

業 規則 第三 十 五條 第 一 項 第二 號 及び 第 六號の 休日に 出勤した 者に 對し 代休 を與 えたと き は その 曰の 基準 給 日 額の 半額 を支铪 する。 

第 十七 條 (常 直 給) 就業規則 第二 十七 條の 規定に より 日直 又は 宿直 を させた とき は 當直給 を 支給す る。 

② 富 直 給の 額 及び 支給 條 件に ついては 各 事業 場所の 實 情に 應 じて 別に 定める。 

第 十八 條 前 五條 及び 第三 十 一 條の 規定 は 課長 以上 及び 之に 準ずる 従業員に はこれ を 適用し ない。 

第 十九 條 (職務 手當) 課長 代理 以上 を 除く 役 付 従業員に 對 して は 左の通り 職務 手當を 支給す る。 

主任 一、 五 〇〇 圓 乃至  一 、 二 〇〇圓 

職場 長  八 〇〇圓 

副 職場 長  六 〇〇 圓 

班 長  四 〇〇圓 

② 待遇 者に 對 して は 本務 者との 振 合 を 勘案し 適 額 を 支給す る。 但し 職場 長 以下の 役 付に 對 して は 待遇 者 を 置かない。 

③ 職場 長 以下の 役 付 を 臨時に 代行せ しめた 場合 は 別に 定める ところに より 職務 手當を 支給す る。 

第二 十條 (役 付 兼 移 者の 職伤手 常) 役 付 兼務 者 (下級職 を 兼務す る 場合 を 除く) に對 して は その 兼務す る 職務に つき 定められた 

職務 手當の 半額 以內に 於て 他との 振 合 を 勘案し 前條の 職務 手 當の額 を 適 富額增 額す る ことがある。 同格の 役 付 を 臨時に 兼務せ し 

めた 場合 は 前項の 規定 は 之 を 適 m しない。 

第二 十 一條 (■ 交替 勤務 手 {£ 就業規則 第 十七 條に 規定す る 交替 勤務 を 所定 勞働 時間 行った 従業員に 對 して は 左の通り 交替 勤務 手 
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第五 章 従業員 及び 労務管理  九 七-.,' 

四、 不具 © 疾者 

② 前項第ニ號乃至第四號の親族には姻族を.^3まなぃ。 

③ 第 一 項の 主として 従業員の 收入 により 生計 を 維持す る ものと は當該 従業員より 親等 近き 扶養義務 者 (親等 同じ 場合 は 年長の 

扶養義務 者 ：>  なきもので 一 力 月の 平均 收 入が 一 、 〇〇o 圓に满 たない もの をい い、 原則として 従業員の. Mn により 會 社が 認定す 

る。 

④ 第 一 項各號 に該當 しない 者で あっても 従業員から 所定の 樣式 により 願 出の あつたと きは會 社に 於て 實情 査定の 上 扶養家族と 

して 認める ことがある。 但し 昭和 二十 七 年 三月 二十 一 日 以降 は 新に 本 項 を 適用し ない。 

第 十一 一條の 二  (扶養家族の 届出) 家族 手當の 支給 を 受けよう とする 者 は 所定 樣式 による 扶養家族 屆を會 社に 提出し なければ なら 

ない。 

② 扶養家族に 異動 を 生じた 場合 は その 事實の 生じた 曰から 一 一週間 以內に 所定 樣式 により 會 社に 届出なければ ならない。 

③ 扶養家族の 異動に よる 家族 手 常の 變更は 前 H; の 二十 一 曰より その 月の 五日 迄の 間に 屆出 のあった ものに ついては その 月 分よ 

り、 その 月の 六日 以後に 届出の あった ものに ついては 翌月 分より 實施 する。 

第三 節 基準外賃金 

第 十三 條 (基準 給) 時間外 勤務 給、 休日 出勒給 及び 交替 勤務 手 富の 基礎と なる 賃金 (以下 基準 耠 という) は 左に 揭 ぐる ものの 合 

計 額と する。 

基本給 (日給 者に ついては 基本給 を 三十 倍した もの) 年齢給、 勤總 給、 職務 手 富、 特殊 作業 手當 (毎月 一 定額 を 以て 支拂ゎ 

れる ものに 限る) 地域 給 中 基本給、 年齢給、 勤 續給を 基礎と する 部分 (但し 上 磯、 函誼 及び 札幌 在勤 者に 在って は 之に 夫々 

一 定額 を 加えた 額) 及び 僻地 手當 

② 基準 給の 二十 五分の 一 を 以て 基準 給 日 額と する。 

第 十四 條 (時間外 勤務 給：) 就業規則 第二 十二 倏、 第二 十三 條、 第二 十六 條の 規定に よって 所定 勞働 時間外に 勞働 させた 場合 は 左 

の 時間外 勤務 給 を 支給す る。 

ィ、 早出 殘業 のとき 一時間に 付 基準 給 日 額の ss|| 

( 一 時間 未満の 端數 について は 支給し ない) 

P  、呼 出のと き  一時間に 付 基 準 給 曰 額の 2ー§ 

他に 呼 出 一 11： に 付 五 〇 圓 (深夜 其 他 場所 長が 特に 必要 を 認めた とき は 一 〇0 画迄增 額で きる) を 加給す 


請負 制 をと る 場合の 賃金 體系は 別に 定める 6 

第二 節 基準 賃金 

第八條 (基本給) 基本給 は 職階に 應じ てこれ を 定める。 

② 前項の 規きか かわらず 職階制 裏 Li 至る 5 次の 算式 まる 額 (I 制 git ける 者」 つ i て I の 一一 一 十分の一 額) 

を 以て 基本給と する。  I  -ぅ タグ  一 $c 

®:JMi«^*&H 雜 +3,900  0  . 

第九條 (年齢給) 年令 給 は 左の通り 支給す る。 

滿十 八歲を 基準 (零) とし 一 歲を增 する 毎に 五 〇 圓を增 減す る。 但し 最高  一 、 oooa とする。 

② 前項の 滿年齡 は 毎年 一 月 一 日 及び 七月 一 日 現在 を 以て 算定す る。 

第十條 (： 勤續 給) 勒續給 は 左の通り 支給す る。 

勤 續満ー 一年 を 超える 一 年に 付 四 〇 圆の割 を 以て 計算した 額、 但し 最高 を 一 、 一 一 〇〇圓 とする。 

② 前項の I 年數 は 就 磨 I 十四 條 S める ところ f り 章 一 月  一 I び 七月  一 I 在 I て 算定す る。 

第 十 一 條 (家族 手當) 扶養家族 を 有する 従業員に 封して は 左の通り 家族 手當を 支給す る。 

但し 二 名 以上の Is 共同して？ 家族 あるとき は會 社お て I と 認める 從 寶^」 ての み 支給す る。 

.  ぉ赘 家族 一人 目  一、 〇〇〇 圓 

^  二人目  八 五 〇 圓 

*  三人 目  七 〇〇圓 

ガ  四 人目 及び 五 人目 一 名に 付 五 五 〇 圓 

ガ  六 人目 以上 " 三 00 圓 

② 第 十一 一條 第 四 項の 規定に よる 扶養家族に 對 して は 前項に 定める 額の 半額 を 支給す る。 

第 十一 i  (扶雲族 の 範圃) 前 條の扶 雲 族と は猶 員と 生計 を 一にす る 親族の 內 左の 各號の 一 に警 し 主として 本人 のぞ こ 

より 生計 を 維持す る もの をい う。  --。 .1 Tn  -  -ノ -ンダ 4 ス t 

一 、 配偶者 (屆出 をし なくても 事寳上 婚姻 腿 係に ある 者 を 含む) 

二、 满 六十 歲 以上の 父母 (但し 父母な き 場合 は满 六十 歲 以上の ra 父 H.,> 

三、 满 十八 歲未滿 の 子女 及び 弟妹 
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三、 n 給 制 又は HT 給 待遇 制の 適用 を 受ける 場合に おいて は、 第 一 號の賃 so- 總額を その 期間 中の 總日數 から 第三 十六 條 所定の 賃金 

支給 期間 及び 第三 十七 條 但書の 期間、 又は 第三 十九 條 所定の 基本給 全額 支耠 期間 を 超えた 缺勤日 數を差 引いた 曰數を 以て 除 

した 金額の 百 分の 六十 

② 前項の 賃金 總 額に は、 臨時に 支拂 われた 賃金 及び 三 ヶ月 を 超える 期間 毎に 支拂 われる 賃. * 並に 通貨 以外の もので 支拂 われた 

賃金 中勞働 協約に 別段の 定めの ない もの は 算入し ない。 雇 入 後 满三カ 月に 滿 たない 従業員に ついては、 第一 項の 期間 は 雇 入 後の 

期間と する。 

第六條 左の 各號の 一 に該當 する 期間の 日數 及び その 期間 中の 賃金 は、 前條第 一 項の 期閒 及び 賃金の 總 額から 控除す る。 

一 、 業務 上 負傷し 又は 疾病に かかり 療養の ため 休業した 期間 

二、 產前產 後の 女子が 就業規則 第五 十四 條の 規定に よって 休業した 期間 

三、 會 社の 責に歸 すべき 事由に よって 休業した 明 間 

四、 就業規則 第六條 第一 項 但書に よる 試慷 期間 

第二 章 賃金の 種類 及び 基準 

第一 節 賃金 體系 

第七條 (賃金 體系) 賃金 體系は 左の通り とする。 


賃 


金- 


—基準 賃金，， 


—基 

-年 


本 給 

齡 給 

家族 手當 


—基準外賃金- 


-超過勤務  給 


-持珠 勤務 手 


—特殊 地域 勤 作，： r 


- 時間外 勤務 給 

—休 曰 出勤 給 

-當 直 給 

1 職務 手 當 

1 交替 勤務 手當 

- 特殊 作業 手 富 

地域 袷 

： 僻地 手 當 


-其他 別居 手 當 

一 —生 產 手 當 

② 事業 場所の 實情 により 前項に 掲げる ものの 外に 獎勵 加給 金 を 支給し 又は 前項の 賃金の 一部 を 請負 給と する ことがある。 


貸 


第二 十 一條 社用に よる 旅行 中 死亡した 場合に は、 死亡 地より 葬儀 執行 地 迄の 送還 *«費 を その 遺族 又は 營葬 者に ま 給す る。 

e 項の 費用 を 支給す る 遺族と は、 配偶者、 子女、 父母、 祖父 &、 兄弟 姉妹の 內會 社に て 適當と 認めた 者と する。 

第二 十二 條 本 規程 各條の 家族と は、 二親等 內の 直系尊属 並に 直系 卑屬 及び 配偶者に 限る。 

第二 十一 一 一條 工場、 事業所に 於て 必要と認める とき は、 其の 近傍の 地に 出張す る 場合に つき 本 規程の 範圍內 に 於て 特則を 制き 本 

社に 報告の 上實 施す る ことができる。 

第二 十四 條 職務の 性質 上 常時 出張す る もの 又は 長期に 一旦り 出張 を 要する ものに 封して は 本 規程に よらず 特に その 旅费領 

額 又は 日 額 を 以て 支給す る ことができる。  ノ 

至 十 五條 旅費 は I 額の li ける ことができる。 旅 f 終えた 者 は 十 曰 以內に 所定の 樣式 によって 旅費 明細書 I 整し 

書類 を 添附して 精算し なければ ならない = 


金 規則 


第一 一十 六條 この 規程 は 昭和 一 一十 五 年 十 一 月 一 曰より 之 を 施行す る。 


一條の 規定に よる 従業員の 賃金に 關 する 事項に ついては、 この 規則の 定める ところ 


賃金 規训 

第一章 總  則 

第 一條 (就業規則との 蘭 係) 就業規則 第 四十 

による。 

第二 條 (賃金の 定義」 この 規則で 賃金と は 基本給、 諸手 當、 請負 給、 獎勵 加給 金、 其他勞 働の 對價 として 從 * 員 こ支拂 われる も 

の をい う。 

第三 條 (賃金の 支 拂：〕 賃金 は 通貨で 直接 従業員に 支拂 う。  - 

但し 勞働 協約に 別段の 定め をした 場合に は、 賃，^-の 一 部 を 通货 以外の もので 支拂ぅ ことがある。 

第四條 (男女 同一 賃金) 賃金に 關 して 男女の 性別に より 差別 的 取扱 をし ない， 

第 五條 (平均 賃金) 平均 賃金 は 左の 各號 によって 計算した 金額のう ち いづれ か 高い 金額と する。 

一 、 平均 賃金 を 算定すべき 事由の 發 生した 直前の 賃金 締切 曰 以前 三 ヶ月に 支拂 つた 賃， き總額 を、 その 5; 間の 總曰數 で，^ した 金 p» 

1  一 E 給 制 又は 請負 制の 適用 を 受ける 場合に おいて は、 前號の 賃金の 總額を その 期間 中に 勞 働した 曰數で 除した 金額の 百 分の 六 
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九 七 五 
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とがで.？ る。 

第 十四 條 轉 任の 場な 口に 轉 任地 若く は その 近接 地に 住居 を 移轉 したと き は 所定の 旅費 及 荷 造 運送費 實 費の 外 左記の 通り 轉任 手當. SH 

を 支給す る。 但轉 任地の 距離 百 六十 籽以內 の 場合に は その 半額に 止める。 

有 家族 者  基本給 一 ヶ月 相當額 

獨身者  " 半ケ H: 相 富 額 

第 十 五條 轉 任に 際し 家族 を 滞 同す る 場合 は 家族 各 K に對し 左の通り 旅費 を 支給す る。 

气 拿、 气 SBSJ  4^.^ 司 *. 頃へ 但し 十一 一才 未満の 者に ついては 規定に よる 減額 料金 をノ 

.nl  本 ノ.. ^等 額 〈支給し 無賃の 場合 は 支給し ない。  W 

日當、 宿泊料  本人 次 等 額 (fa 十仁才 f 满の 者に は 半額、 四 才未满 の 者 は 三分の) 

前項の 規定 は 轉任後 六 ヶ月 以內に 家 旅 を 任地に 引 經 めんと する 場合に も 之 を 準用す る。 

第 十六 條 第 十四 條の 場合に 於て 轉 任地 迄の 旅費の 外 左記の 通り m 當及 宿泊料 を 支給す る。 

一 、 本人に 對 して 第一 一條 第 一 項に 規定す る 曰當及 宿泊料 十日 分 

二、 滞 同家 旅に 對 して 本人 次 等の 日當及 宿泊料 十日 分 

(但し 十二 才未満の 者 は 半額、 四 才未満の 者 は 三分の 一 額と する) 

轉 任地に 社宅が あるとき は、 前項 各號に 規定す る 宿泊料 は 五日 分に 止める。 

社宅の 有無に 拘ら ず轉任 後家 族 を引經 める とき は、 第一 項 第二 號の 日當 及び 宿泊料 は 五日 分に 止める。 

轉 任地の 離 距が百 六十 籽未满 のとき は、 第 一 項 乃至 第三 項に 規定す る日當 及び 宿泊料 は 夫々 その 半額と する。 

第 十七 條 新任 招致 者が 任地へ 赴任す る 場合 は、 現住所より 任地 迄、 資格 相 富の 旅費 を 支給し 家族 を帶同 するとき は 第 十 五條の 規 

定を 準用す る。 

第 十八 條 第 十 五條 及び 第 十七 條 家族 帝 同の 場合の 汽車 旅行 は、 順路に より 一 日 五 百籽の 割合 を 以て 算出した； D 數を 超過して はな 

ら ない。 

一 日 未满の 端数 は、 之 を 一 日に 操 上げる。 

一 日に 付 前項に 定める 行程 以上 を 旅行した ときで も、 日當 及び 宿泊料 は、 實 際に 要した 日數 以上に は 支給し ない。 

第 十九 條 解雇、 返 職の 際 事務 引繼、 残務 取調 其の 他 職務の ため 旅行 するとき は、 前 等級 相 常の 旅費 を 支給す る。 

第二 十條 出張 先で 私用 又は 病氣 のた め缺 勤した 場合に は、 日當を 支給し ない。 但し 病氣の 場合に は、 實精を 調査の 上曰當 及び 宿 

泊 料 を支錄 する ことがある。 


給す る。 

第七條 當曰 往復 旅行の 場合 は 左記の 辨當料 を 支給し 第二 條第 一 項に 規定す る U せ a は 之を玄 給し ない。 

等級  辨常料 

一  等  一食に 付 三 五 〇 圓 

二  等  *  三 o〇 圓 

三  等  „"  二 五 〇 圓 

四  等  "  二 〇〇圓 

都市 は 前項 辨當 料の 一 割 五分 增 とする。  . 

辨常枓 は 出張 時 1： 中に 左の 時間が.，、 a まれる ときに 各 一 食 分 を 支給す る。 

午前 七 時 

正  午 

午後 ヒ 寺 

第八條 旅費 は 任地 を 以て 計算の 起點 若しくは 終點 とする。 但し 社用 スは 許可 を 得て 私用の 爲 任地 以外に 滞在中 他へ 出張 乂は轉 任 

を 命ぜられた とき は 其の 居所 を 以て 起點 とする。 

お 九條 予定に よって 同 一 の H 的 地に 一 ケ： M: 以上に 苴り 滞在す る 場合 は H 的 地 滞在中の 曰當 及び 宿泊料 は その 八 割に 止める。 

目的地 滞在中 其の 他の 地域 を 旅行し 再び n 的 地に 歸還 するとき は 旅行 前の 滞在 日數に 引續き 目的地に 滞在した ものと 看做す。 

第 一 項の 規定 は出张 のせ 質に より 滞在 一 ケ！： ：： 未滿の 場合であって もこれ を 適用す る ことがある" 

第 四條及 五條の 規定 は 第 一 項の 場合に これ を 準用す る。 

第十條 當社 所有の 又は 當 社に 於て 借 入れた 船 車に て 旅行 するとき は 第一 一條の 船 車賃 は 之 を 支給し ない。 會 社が 附與 した 無賃 乘車 

船 券 を 使用した 場合 も同樣 とする。 

第 十一 條 社用に 關 する 携带 品で 別に 運送費 を 必要と する もの は 其の 實費を 支 袷す る。 

第 十二 條 旅行先に 於て 通信 费 或いは 交際費 を 要した とき は 必ず 其の 受取 書 を 添え *< 取 書 を 得られな いとき は 其の 費途 を 明記し 支 

拂を 請求し なければ ならない。 

査定の 上 社用に 必要で あると 認めた とき は 之 を 支給す る。 

第 十三 條 上級 員に 隨行 するとき 若く は 用務の 都合に より 所定の 旅費 を 以て 支辨 できない とき は實費 又は 所定 額 以上 を 支給す る こ 
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部長、 研究所 長、 場所 長 は 汽車賃 一等 を 支給す る ことがある。 

囑 託に ついては 第一 項の 規定に かかわらず 別に 等級 を 定める。 

資格 相 當級船 車が 全く 運轉 されない 區 間に 對 して は、 實費を 支給す る。 

急行料金、 寢臺 料金、 車馬賃、 その他の 運賃 は |« 費 を 支給す る。 但し 寢臺を 使用した とさ は 第二 條第 一項の 規定す る 宿泊料 は 半 

額に 止める。 

會 社の 承 を 得て 航空機 を 利 E し た 場合 は、 その ！《 费を支 袷す る。 

第三 條 基本給と 資格と によって 前條 等級に 上下 ある 場合に は、 上級の 旅費 を 支給す る。 

第四條 六 大都市 及び これに 準ずる 地域 (以下 都市と いう) は、 第二 條第 一 項に 規定す る日當 及び 宿 汨料は 一 割 五分 增 とする。 

一 日中に 都市と その他の 地域に 一旦る 旅行に ついては、 當曰 到着 地の 日當 及び 宿泊料 を 支給し、 汽車、 汽船 旅行 中 宿泊 するとき は、 

第二 條 第一 項に 規定す る日當 及び 宿泊料 を 支給す る。 

第 五條 會社 施設 所在地に 旅行 するとき は、 原則として 會 社の 施^ を 利用す る ものと する。 

宿泊に つき 會 社の 施設 を 利用した とき は、 第二 條 第一 項に 規定す る 宿泊料 は 五 割に 止める。 

自己の 都合に より 會社 施設 を 利用せ ず 他に 宿泊した とき は、 前項の 規定 を 準用す る。 

第六條 日當は 出發の 曰から 歸 着の 曰 迄の 曰 數に應 じて 支給す る。 

宿泊料 は 出發の 曰から 歸 着の 前日 迄の 曰 數に應 じて 支給す る。 

前 二 項の 場合 出 發の當 日 は 出發の 時間の 如何に 拘らず 之 を  一 U として 計算し 歸 着の 日 は 日 富に 限り 歸着 時間の 如何に 拘らず 一 日 

として 計算す る。 

汽船 旅 にして 汽 船賃に 食費 を 含む 場合に は乘 船中の 曰當 及び 宿泊料 は その 日 數に應 じて 第二 條 第一 項に 規定す る 額の 半額 を 支 


旅 


定期 委員 會は J, 母 期 初め 一 囘！ 1 催す る。 但し 審査 事項がない 場合 は： K 會 とする。 

臨時 委員 會は 左の 場合に 開く。 

一 、 委員長が 必要 を 認めた とき  . 

一一、 原則として 半數 以上の 委員から 請求が あつたと き 

三、 第三 條 第三 項 及び 就業規則 第 六十 一 條の 規定に よって 請求が あつたと き 

第六條 委員 會は會 社勞働 組合 委員 各 三分の 二 以上の 出席に よって 成立す る。 但し 正當な 理由がなくて 委員が 出席 を 拒ん だとき は 

三分の 二に 達しない 場合で も 成立した ものと する。 

第七條 委員 會 議事 は 當該委 員會 における 出席 委員の 過半 數を 以て 決める。 可否 同數の 場合に はま 員 長が 決める ものと する。 

第八條 委員長 は 審議 事項に ついて 必要と認めた とき は、 本 入、 關 係者乂 は參考 人 を隨時 委員 會に 出席 させて 意見 を徴 する ことが 

できる。 

第九條 委員 會で 決議した 事項 は 議事 錄に その 要領 を 記載し 會社勞 働 組合 代表者 各 一 名が 調印の 上 幹事が これ を 保管す る。 

第十條 委員 及び 幹事の 任期 はーケ 年と し 再選 を 妨げない。 缺員 補充と して 選任され たもの の 任朋は 前任者の 残余 期間と す 

る。 

第 十 一 條 委員 は 自己 乂は， y 己と 密接な 利害^係 ある もの に關 する 事項に ついては 委員 會の 審議に 加わる ことができない。 但し こ 

れ による 缺員は 別に 補充す る ことができる。 

, 第 十二 條 委員 會は 原則として 非 公 II とする。 

第 十三 條， 第 四條の 地方 姿 員會 委員の 選出に ついて 各 事業 場所で 組合の ない 場 台に は、 組合の ある 事業 場所の 例に ならい 課長 以上 

の もの 及び これと 同 救の 課長 以下の 従業員 中から 選任され たものと する。 

&  貝 

第 十四 條 急 を 要する 場合 其 他 巳む を 得ざる 場合に して 會社祖 合 双方の 了解が あ _? と？ は 本 委員 會の 開催 を 省略す る ことができる 

费 規程  旅費 規程 

第 一 條 社用に より 旅行 するとき は 特に 定める 場合を除き 以下 各條の 規定に より 旅費 を 支給す る。 

第二 條 旅費 は 左表に よって 支給す る。 
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のの 賞罰 を 取扱い、 地方 委員 會は各 事業 場所に おける それ 以外の ものの 賞 を 取扱う。 

地方 委員 會の 決定 事項 中 場所 長の 權 限外の ものに ついては、 中央 委員 會 委員長の 承認に より 効力 を 生ずる。 但し、 委員長が 地方 

委員 會の 決定 を 承認し ない 場合に は、 中央 委員 會を 開き 再審査 させ る ものと する。 

地方 委員 會の 決定に 本人が 不服 ある 場合 は 改めて 中央 委員 會の 審査 を 要求す る ことができる。 

第四條 委員 會の 組織 は 左の通り とする。 

中央 委員 會 

委員長 

會 社の 主たる 代表者が これに 當り、 代表者 事故 あるとき は 常勤 取締役が 代理す る 

委 員 

常勤 取締役 (常勤 取締役の 一 名が 委員長 を 代理 するとき は その他の 常勤 取締役) 

本社 各部 所長 (部所 長 事故 あるとき は 上席 課長 乂は 上席 主任 研究員) &び これと 间 数の 勞働 組合 中央 執行委員 並に 其 他の 耝 

合 役員 中より 選任され たもの 

委員長が 當該 事業 場所より 臨時に 選任す る 一 一名 及び 當 81. 業 場所 勞働 組合 支部より 臨時に 選任され た 二 名 

幹 事 

總務 部員 中より 委員長 の 指名し たもの 及び これと 同 數の勞 働 組合の 指名し たもの 

地方 委員 舎 

委員長 

場所 長が これに 當り、 場所 長 事故 あるとき は 次長 又は 課長が 代理す る。 

委 員 

場所 次長、 課長 (次長 嫌 長の 一 名が 委員長 を 代理と するとき は その他の 次長 課長、 事故 あるとき はこれ に 準ずる もの) 及び 

, J れと同 數の勞 働 組合 支部より 選任され たもの 

幹 事 

人事 擔當者 中より 委員長の 指名した もの 及び これと 同 數の勞 働 組合 支部の 指名した もの 

但し 本社に おいて は 「場所 長」 と ある を 「總務 部長」， 「次長 又は 課長」 と ある を 「他の 部長 又は 總務部 上席 課長」 とする。 

第 五條 委員 會は 定期 及び 臨時の 二種と する。 


前項の 規定に かかわらず その 情狀 特に 酌量すべき もの あるとき は 第 六十 三條 第一 號 乃至 第五 號の 何れ かに 止める ことがある。 

第 六十 六條 他人 をた すけ 若しくは そゝ のかし、 又は 共 St して 前 ニ條に 掲げる 行爲を 行わせた もの、 又は 行わせよ うとした ことの 

明らかな ものに 對 して は その 行爲 者に 準じて 懲戒 を 行う。 

第 六十 七條 表彰 並に 懲戒 は 二つ 以上の 方法 を 併 e する ことがある。 

第 六十 八條 表彰 並に 懲戒 は ® 則 として これ を 掲示す る。 

第 六十 九條 この 章に 關 する 細則 は 別に 定める。 

st  貝 

第 七十 條 この 規則 は 昭和 二十 三年 三月 一 曰より 實施 する。 - 

七十 一 條 法令 乂は勞 働 協約で この 規則の 條 項と 抵觸 する 事項 を 生じた とき は、 その 事項に 關 して は 法令 又は 勞働 協約の 定める 

ところに よる。 

第 七十 ニ條 權託 及び 臨時 雇に ついては、 別に 定める ところに より、 この 規則の 一部 を 適用し ない。 

.  試傰 期間に ある ものに ついては、 特に 定める 場合を除き この 規則 を 準用す る。 

第 七十 三條 第三 章 乃至 第五 章で 定める 勞働 時間、 休憩 及び 休日に 關 する 規程の 一 部 は 左の 各號の 一 に該當 する 従業員に ついては 

適用し ない。 

一 、 監督 若しくは 管理の 地位に ある 者乂は 機密の 事務 を 取扱う 者 

二、 監視 又は 断 始的勞 働に 從事 する もので 行政官 廳の 許可 を 受けた もの 

三、 獨算 事業 場に 勤務す る 従業員  ー 

四、 船舶 乘組員 

第 七十 四條 この 規則に 反し 又は 重複す る 従前の 諸 規則 及び 內規 はこれ を廢 止す る。 

從業員 賞罰 委員 會規  從業員 賞罰 委員 會 規程 

程  第 一條 就業規則 第五 十八 條 による 賞 委員 會に關 して はこの 規程の 定める ところに よる。 

第二 條 賞罰 委員 會は 中央 委員 會、 地方 委 A 會の 二種と する。 

中央 委員 會は 本社に、 地方 委員 會は各 事業 場所に これ を 置く。 

第三 條 中央 委員 會は 課長 (代理 以上 を 含む) 以上 及び これに 準ずる もの 又は これと 共同に 係る もの 並に 地方 委員 會の 提出した も 
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第五 章 従業員 及び 労務管理  九 六 八 

第 六十 四條 従業員が 左の 各號の 一 に該當 するとき は 前條第 一 號 乃至 第五 號を 適用す る。 

一、 就業規則 その他の 諸 規則に 違反した もの 

二、 火氣の 取极を 粗略に した もの 

三、 職務 怠慢 又は 不注意の 爲 事故 を 起し 業務に 重大な 支障 を 生 せしめた もの 

四、 勞働 時間 中會 社の 許可な くみだり に 私用 をな した もの 

五、 會 社の 設備 又は 資村を 私用に 供した もの 

六、 自己の 職責の 範圍を 超え 專斷 の行爲 があった もの 

七、 言動 不良の ため 職場の 規律 し、 又は 會 社の 體面を 著しくけ がした もの 

八、 會 社の 場所 構內 において 會 社の 許可な く 掲示、 圖書 印刷物の 頒布、 演說、 放送 等 をな した もの 

九、 會 社の 許可な く 通用門 以外の 場所から 出入した もの 

十、 正當な 理由がなくて 無 屆で缺 勤す る ことが 一 ヶ月の 內五囘 以上に 及んだ もの、 又は 合計 十日 を 超えた もの 

十一 、 正 富な 理由がなくて 一 ヶ月の 內 五日 以上 缺勤 する ことが 引續 いて 三 ヶ月に 及んだ もの 

十二、 正當の 理由な く 勤務 不良な もの 

十三、 その他 前 各號に 準ずる 程度の 不都合の 行爲 のあった もの 

前項の 規定に かかわらず その 情狀 特に 重い 者 は前條 第六號 又は 第 七號を 適用す る ことがある。 

第 六十 五條 従業員が 左の 各號の 一 に該當 するとき は 第 六十 三條 第六號 又は 第 七號を 適用す る。 

一、 重要な 經 歷を詐 り、 その他 詐術 を 用いて 入社した もの 

一一、 業務 上の 秘密 を漏瑰 し、 又は 漏洩しょう とした ことの 明らかな もの 

コー、 故意に 會 社の 設備 若しくは 器具 を破壞 し、 又は 無断で 會 社の 物品 を 持 出し、 若しくは 持 出そうと した ことの 明らかな もの 

四、 正 富な 理由な く 業務 命令に 従わぬ もの 

五、 他人に 對 して 暴行 若しくは 脅迫 を 加え、 又は その 業務 を 妨害した もの 

六、 刑法 上の 罪 (之に 準ずる 程度の 罪 を 含む) を 犯し 有罪の 判決が 確定した もの 

七、 前條の 懲戒 を 受ける こと 年間 一一 一同 以上に 達した もの 

八、 正 富な 理由な く 無断 缺勤 連續 三十日 を 超えた もの 

九、 其 他 前 各號に 準ずる 程度の 不都合な 行爲 のあった もの 


第 四 節 服 


第五 十七 條 従業員の 災害 並に 業務 外の 傷病 扶助に 關 して は 別に 定める。 

第 九 章 赏  罰 

第五 十八 條 従業員の 賞罰 は 第五 十九 條第 六號の 場合を除き、 別に 定める »E 委員 會の議 を經て 行う。 

第五 十九 條 従業員 若しくは 従業員の ffl 體が 左の 各號の 一に 該當 するとき は、 これ を 表彰す る。 

一 、 業務 上 有益な 事項 を 案出、 發見 或いは 提議し 實 施の 桔果實 益顯 著な もの 

二、 業務 上 有益な 發明 考案 をな し 特許、 實用 新案 又は 意匠の 登 錄を受 くべ き權 利を會 社に 承繼 させた もの 又は その 權利を 完全 有 

効に 會 社に 讓 渡した もの 

三、 生 產增强 に 特に 功績の あった もの  * 

四、 火災 その他の 災害 を 未然に防 止し 若しくは 緊急 非常の 事態に 際して 持に 抜群の 働き をな した もの 

五、 社會的 功績に よって 會 社の 名 SS を 昂揚した もの 

六、 永年 勤續し 且つ 成績 優良な もの 

七、 その他 前 各號に 準ずる 程度の 表彰に 値する 行爲 のあった もの 

第 六十 條 表彰 は 前條第 六號の 場合を除き 毎 期 初め 前期 中の 案件に 關し 一 齊に 行う。 但し 行賞が 急 を 要する と 認められる 場合 はこ 

の 限りで ない。 

第 六十 一 條 從業員 は 自己の 發明 考案 等に 付 委員 會の 開催 を 申請す る ことができる。 

第六士 一條 表彰 は 賞狀、 徽章、 賞品、 賞金の 授與 その他 適 富な 方法に よって これ を 行う。 

第 六 ±ー 一條 懲戒 は 左の 方法に よって これ を 行う。 

一、 譴 貴 始末書 をと る 

二 、減 袷 始末書 をと り 一 囘 について 平均 賃金の 一 曰 分の 半額 以內、 總額 において その 月の 總收 入の 十分の 一 以內を 減ずる 

三、 出勤 停止 始末書 をと り 一定期間 出勤 を 停止し、 その 期間 賃金 を支拂 わない 

四、 降 格 始末書 をと り 下位 資格へ 引下げる 

五、 役 付 罷免 始末書 をと り 役 付 (待遇 を 含む) を 罷免す る 

六、 Ji 旨 解雇 說 論 し 自發返 職の 形式に より 解雇す る 

七、 懲戒 解雇 豫告 期間 を 設ける ことなく、 又 解雇 手當を 支給す る ことなく 卽時 解雇す る 

但し 反則 輕微 なる か、 待に 情狀 酌量の 余地 ある 場合 は 訓戒に 止める ことがある。 
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ために 病勢が 滑惡 する 虞れ ある もの 

第 四十 九條 従業員 は その 同居人が 傳染 病に 權り 又は その 疑いが ある 場合 は、 直ちに その 旨 を當該 管理者 又は 係員に 報告し、 その 

指示に 従わなければ ならない。 

第五 十條 従業員に 對 して は 雇 入れの 際 及び 年ニ囘 定期に 健康診断 を 行う。 

前項の 外 臨時に 必要が あると 認めた とき は、 従業員の 全部 又は 一 部に 對し 健康診断 を 行う。 

第五 十 一條 左に 掲げる もの は 健康 要 保護者と して、 これに 對 して は、 就業の 場所 又は 業務の 轉換、 勞働時 M の 短縮、 治療、 その 

他 健康の 保持に 必要な 措置 を 講ずる ことがある。 

一 、 年令 满 十八 歲 未満で 入社 後 六 力 月 以内の もの 

二、 ッ ペル クリン 反應の 陽性 轉化 後一 年 以內の もの 

三、 疾病に 權り 又は 身體虛 弱で 一 定の 保護 を 必要と する もの 

四、 其の 他 前條の 健康診断の 結果 醫師が 要注意 者と 認める もの 

第五 十一 一條 従業員 は 健康 保持の ため 左の 事項 を 守らなければ ならない。 

一、 場所 內の淸 潔に 注意し、 廢棄物 を 定められた 場所 以外に 捨てない こと 

二、 食事 は 所定の 場所です る こと 

第五 十三 條 满 十八 歲未满 の 者 及び 女予 は、 安全 又は 衛生に 有害な 場所に おける 業務 並に 重量 物の 取扱 をす る 業務に は 就業 させな 

、 0 

第五 十四 條 六 週間 以內 に出產 予定の 女子が 休業 を 請求 するとき 及び 產後六 週間 を經 過し ない 女子 は 就業 させない。 但し 產後五 週 

間を經 過した 女子が 請求し、 醫師が 支障がない と 認めた とき はこの 限りで はない。 

妊娠 中の 女子が 請求 するとき は 他の 輕 易な 業務に 轉換 させる。 

第五 十 五條 生後 满 一年 未満の 生 兒を育 てる女 子が 請求 するとき は 所定の 休憩時間の 外、 一 日ニ囘 各々 三十 分 その 生兒を 育てる た 

めの 時間 を與 える。 

前項の 育兒 時間 中 は その 女子 を 就業 させない。 

第五 十六 條 生理日の 就業が 著しく 因 難な 女子 又は 生理に 有害な 業務に 從事 する 女子が 生理休暇 を 請求 するとき は そのもの を 就業 

させない。 

第 八 章 災害 補償 


第 四 ±1 一條 従業員 は 危害 防止の ため 左の 事項 を 守らなければ ならない。 

一 、 原動機、 動力 傳導裝 置、 機械 設備 又は 工具 等 は 就業 前に 點檢 しなお 故障 若しくは 危險な 箇所 を發 見した とき は、 使用 を 停止 

して 直ち に その 旨 を 所屬 上長 に 報告す る こと 

二、 所屬 上長に 命ぜられた 以外の もの は 原動機の 始動 又は 停止 をし ない こと 

一一 一、 危險 又は 有害の 慮れの ある 作業に 從事 するとき は 常に 所定の 保護 具 を 使用す る こと 

四、 業務 上 火器 及び 火氣を 誘導し 易い 物品 を取极 うとき は、 細心の 注意 を拂 ぃ危險 のない ように 心掛ける こと 

五、 *e に 微 場の 整理 整頓に 努め、 特に 通路、 避難 出口、 消火 設備の ある 箇所 等に は 物品 を 置かない こと 

六、 場所 內で 許可な く 焚火 その他の 火氣の 使用 をし ない こと . 

七、 喫煙 は 所定の 場所です る こと 

第 四十 四條 火災 その他 非常 災害の 發 生を發 見し、 又は その 危險が ある こと を 知った とき は 臨機の 處置 をと ると 共に、 直に そのこ 

と を 係員 又は その他の 適 富な 者に 報告し、 互に 協力して その 被害 を 最少 限度に 止る ように 努めなければ ならない。 

第 四十 五條 經驗 のない 従業員に は運轉 中の 機械 又は 動力 傅 導 装置の 危險な 部分の 搰除、 注油、 撿査 又は 修繕、 運轉 中の 機械 又は 

動力 傳導 装置に 調帶 又は 調 索の 取 付 又は 取 外し、 動力に よる 起重機の 運轉、 その他 危險な 業務に つかせない。 

第 四十 六條 新しく 雇 入れた もの、 他の 事業 場所から 轉 勤して 來 たものに 對 して は 雇 入れ 又は 轉 勤の 曰から その 業務に 關し 必要な 

安全 及び 衛生の ための 敎育を 行う。 

第 四十 七條 従業員が 事業 場所 內に 於て 負傷したり、 病 氣に摧 つたと き は その 旨 を 直ちに 所 場 上長、 當該 管理者 又は 係員に 報告し 

その 指示に 從 わなければ ならない。 

第 四十 八條 左に 揭 げた 病 氣に權 つて いるもの は 就業 させない。 但し 第三 號に揭 げた 疾病に 權っ たもので 會 社の 認めた 傳染 予防の 

措置 をな した 場合 は この 限りで ない。 

一 、 法定 傳染病 

二、 再歸 熟、 麻疹、 炭疽、 その他 これに 準ずる 傳染 病に かかって いるもの 

一二、 病 li 播の 魔れ ある 結核、 梅毒、 かいせん、 その他 傳染性 皮 ほ 疾患、 のう 漏 性 結膜炎、 著しく 傳染 の隨れ ある トラ ホ— ム、 

その他 これに 準ずる 傳染性 眼疾 患 にか かってい る 者 又は 傳染 病の 病原 體 保有者 

四、 精神 分裂 病、 そううつ 病、 麻 ひ性痴 ほう、 その他の 精神病の 患者であって 就業す る ことが 不適 當な もの 

五、 胸膜炎、 結核、 心臓病、 脚氣、 關節 炎、 けんしょう 炎、 急性 泌尿 生殖器 病、 その他の 疾病に かかって いる 者であって 勞 働の 
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山ハ、 女子が 第五 十六 條の 規定に よつ て 請求す る 生理休暇の 期間 

七、 妻が 出產 のとき  五 日 

八、 天災 又は 不可抗力 若しくは 傳染病 予防法に より 交通 を 遮断され た 期間 

九、 別に 定める ところに よって 歸省 休暇 を 請求す る 期間 

第三 十八 條 従業員 は 前條に 掲げる ものの 外 一 年 (暦 曰) を 通じて 十日の 年次 休暇 を 請求す る ことができる。 但し 年の 中途に おい 

て 入社した ものに ついては、 別に 定める ところに よって その 日數を ずる。 

年の 始めにお いて 勤 續五年 以上の 従業員で 前年度 勤務 曰 敷の 八 割 以上 出勤した ものに ついては、 前項の 休暇 曰 数に、 四 年 を 超え 

る勤續 一年に ついて 一 日の 割合 を 以て 計算した 曰數 (最高 十日) を 加算す る。 

第三 十九 條 前條の 休暇 は、 従業員の 請求す る 時季に、 一 囘 又は 數囘に 分けて 與 える。 但し 食 社が 業務の 正常なる 運營を 妨げる と 

認めた とき は 他の 時季 又は 一 定の 期日 を 指定して 舆 える ことができる。 期日の 指定に 富って は 従業員の 意嚮 を 尊重す る。 

従業員 は 前項の 休暇 を 請求 するとき は、 左の 事項 を 記載し、 三日 前 迄に 所 展上長 を 經て屆 けなければ ならない。 

一 、 休暇 期間 

二、 休暇 中の 居所 (通信 先) 

第 四十 條 従業員 は 休暇 をと り 又は 病氣 その他 已むを得ない 事由に より 缺勧 するとき は當曰 就業 時刻 前に 休暇 又は 缺勤 予定日 敷と 

その 事由と を 届けなければ ならない。 

その 暇の ない とき は 事後 速 かに 届けなければ ならない。 

病氣で 一 週間 以上 連 續缺勤 するとき は、 醫師の 診断書 を 添えて 屆 けなければ ならない。 

この場合に は會 社の 指定す る 醫師に 診断させる ことがある。 

本 條の屆 出 は 別に 定められた 樣式 により、 所屬 上長 を經て 届けなければ ならない。 

第 六 章 賃金、 賞與 及び 退職 手當 

第 四十 一條 従業員の 賃金、 賞與 及び 返 職 手 當に關 して は 別に 定める。 

第 七 章 安全 及び 衛生 

第 四十 ニ條 從業員 は、 危害 防止 並に 健康 保持の ため 別に 定める 安全 及び 衛生に 關 する 諸 規則 を 守り、 安全 管理者 及び 衛生管理 者 

の 措置に 從 わなければ ならない。 

従業員 は 安全 又は 衛生に 關 して 意見 あるとき は當該 管理者 又は 係員に 申出る ことができる。 
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四、 メ— デ 1 

五、 會社 創立記念日 

六、 士 一月 三十 一 曰 

七、 事業 場所の 定める 日 (年 一 日) 

前項の 規定に 拘 らず會 社が 業務の 都合で 一 齊 休業 をさせる ことが 出来ない と 認める 従業員に 對 して は 豫め 別に 定める 所に より 同 

數の 休日 を與 える。 

業務の 都合で 已むを得ない 場合に は 前 二 項の 休日 を 他の 日と 振替え る ことがある。 

第三 十六 條 業務の 都合で 已むを得ない 場合に は 前 條の休 H に 就業させる ことがある。 

休日に 就業 させた 場合に は、 従業員の 請求に より 業務の 繁閑 を 見 計い 一 力 月 以内に 代休 を與 える。 

満 十八 歲未满 の もの 及び 女子 は、 第 一 項の 規定に かかわらず、 前條第 一 項 第 一 號の 休日 (同條 第一 一項 又は 第三 項の 適用 を 受ける 

場合 は 夫々 之に 對應 する 休日) に 就業 させない。 

第三 十七 條 従業員から 申出が あつたと き は、 左の通り 休暇 を與 える。 

一、 忌 引 

S 實 養父母、 配偶者 又は 子女の 喪に 服す とき  旅行 往復 曰 數と七 曰以內 

g 兄弟 Jt»、 實養 祖父母 又は 三 歲未满 の 子女の 喪に 服 するとき 五日 以內 

S 配偶者の 實 養父母 又は 孫の 喪に 服 するとき  三 曰以內 

^ 伯叔 父母の 喪に 服 するとき  一 日 

W 本人の 母方の 實養 祖父母の 喪に 服 するとき 同居の 場合に 限り 三日 以內 

M 配偶者の 實養 祖父母の 喪に 服 するとき  同居の 場合に 限り 一日 

S について は 訃音に 接した 曰より、 その他 は 死匸の 曰より 起算す る。 

二、 本人 結婚 するとき  旅行 往復 日數と 三日 以內 

三、 法令に よる 選 舉權の 行使に 要する 時間 

但し 生產に 支障 をき たさない 爲に選 舉權の 行使に ついては 會 社と 組合 は 予め 協定す る 

四、 証人、 鑑定人 又は 参考人と して 裁判所に 出頭 するとき、 その他 これに 準ずる 公務に 要する 期間 

五、 產前產 後の 女子が 第五 十四 條の 規定に よって 休業す る 期間 
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第二 十六 條 災害 その他 避ける ことの 出来ない 事由に よって、 臨時の 必要が ある 場合に おいて は 前 四條の 規定に 拘らず 行政官 廳の 

許可 を 受けて その 必要の 限度に おいて 勞働 時間 を 延長す る ことがある。 

第二 十七 條 業務 上 必要 ある 場合に は 日直 又は 宿直 をさせる ことがある。 

第二 十八 條 従業員が、 出張 その他 事業 場 以外で 勞働 する 場合で、 勞働 時間 を 算定し 難いと き は、 通常の 勞働 時間 勞 働した ものと 

みなす。 

前項の 規定 は 別段の 指示 をした 場合に はこれ を 適用し ない。 

第 四 章 入場、 退場、 遲刻 及び 早退 

第二 十九 條 従業員 は 始業 時刻から 直ちに 就業し 得る 如く 入場し、 時刻 を記錄 しなければ ならない。 

第三 十條 従業員 は 終業 時刻 後 持 場 を 整頓し、 時刻 を記錄 して 返 場す る ものと する。 

入浴、 更衣 等 は 返 場 時刻 を記錄 した 後に 行わなければ ならない。 

第三 十一 倏 始業 時刻に 遲 刻した もの は、 原則として 入場 を 許さない。 但し 已むを得ない 事由が あるとき はこの 限りで ない。 

第三 十二 條 病氣 又は 已むを得ない 事由に よって 早退す る 場合、 若しくは 職場 を 離れる 場合に は所屬 上長の 許可 を 受けなければ な 

ら ない。 

第三 十三 條 従業員の 入 返 場の 際 及び 必要に 應じ、 事業 場所の 正常な 秩序の 維持の ために 所持品の 檢査 その他の 指置 をと る ことが 

ある。 

前項の 場合 従業員 はこれ を 拒んで はならない。 

第三 十四 條 左の 場合に は 入場 を 禁じ 又は 返 場 を 命ずる ことがある。 

一 、 風紀 秩序 を 紊し乂 は 衛生上 有害と 認められる とき 

二、 業務に 必要で ない 危險物 を 持って いると き 

三、 その他 前 ニ號に 準ずる とき 

第五 章 休 曰、 休暇 及び 缺勤 

第三 十 五條 従業員の 休日 は 左の通り とする。 

一 、 毎日 曜日 

二、 歲始 三日間 

三、 成人の日、 春分の日、 天皇誕生日、 憲法記念日、 こどもの 日、 秋分の日、 文化の日、 勤勞 感謝の 日 


交替 勤務 

第 一 勤  午前 七 時 午後 三時 

第二 勤  午後 三時 午後 十一 時 

第三 勤  午後 十 一 時 午前 七 時 

業務の 都合で 必要 あるとき は、 前項の 規定に かかわらず 夜間勤務 をお く ことがある。 

作業の 性質に より 必要 ある もの 又は 電力 事情 その他 巳む を 得ざる 事由 ある 場合に ついては、 會社は 一部 従業員に 對し、 基本 勞働 

時 M の 範圍內 に 於て、 所定の 始業 及び 終業 時刻 を變更 し、 又は これ を 操 上げ 若しくは 繰 下げる ことが 出來 る。 

第 十八 條 交替 勤務の 轉換は 原則として 五日 毎に 行う。 但し 業 箱の 都合で 變更 する ことがある。 

第 十九 條 休憩時間 は 一 時 m とし、 常晝 勤務者に 對 して は 原則として 正午から 午後 一時まで 一 せいに、 交替 勤務者 又は 特別な 作業 

に 従事す る ものに 對 して は、 作業の 繁閑 を 見 計い 勞働 時間の 途中に 於て 適宜に 舆 える。 

第二 十條 食事 は 休憩時間 中に 行う ものと する。 

第二 十 一條 従業員 は勞働 組合 專從者 を 除き 勞働 時間 中に 組合 活動 を 行って はならない。 勞働祖 合專從 者た る 従業員の 取扱に つい 

て は 別に 定める。 

第二 十二 倏 業務の 都合で 已むを得ない 場合に は、 第 十六 條の 規定に かかわらず 早出、 残業、 呼 出の 時間外 勞働 をさせる ことがあ 

る。 但し、 勞働 組合との 協定に よる 場合の 外 は 一 曰の 勞働 時間が 八 時間 を 超える こと はない。 

前項の 呼 出と は、 勤務の 狀態 にない 従業員に 對し 突發的 事由の た め豫告 せずに 出勤 を 命じ 時間外 勞働を させ る こと をい う。 

第 一 項の 規定 は满 十八 歲未滿 の ものに は 適用し ない。 

第二  ±ー 一條 満 十八 歲 未満の ものに ついては、 一週 M の勞働 時間が 四十 八 時間 を 超えない 限り 一週間の うち 一 曰の 勞働 時間 を 四時 

間 以內に 短縮す る 場合に おいて は、 他の 日の 勞働 時間 を 十 時間まで 延長す る ことがある。 

第二 十四 條 满 十八 歲 以上の 女子に ついては 一日に ついて 二 時間、 一週！； について 六 時間、 一年に ついて 百 五十 時間 を 超えて 時間 

外勞働 をさせる こと はない。 但し 決算の ために 必要な 計算、 書類の 作成 等の 業務に 従事させる 場合に は、 二週間に ついて 十二時 

間 を 超えない 範圍內 で 時間外 勞働 をさせる ことが 出来る。 

第二 十 五條 满 十八 歲未满 の もの 及び 女子 又は 健康 上 注意 を 要する と 認められる ものに 對 して は 深夜 (午後 十 時から 午前 五 時まで) 

において 就業させる こと はない。 但し 交替 制に よって 就業す る滿 十六 歲 以上の 男子に ついては この 限りで ない。 

病院 等の 特殊 勤務者 は 深夜に おいて 勞 働させる ことがある。 
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三、 従業員 災害 補償 規則 第 八條の 定める 所に よって 打 切 補償 を 行った とき 

四、 賞罰 委員 會に 於て 解雇の 基準に 該當 すると 認められた とき 

五、 精神 又は 身體に 故障が あるか、 又は 虚弱 老衰の ため 業務に 堪えられな いと 認められた とき 

六、 其 他 正 富な 理由が あるとき 

前項 第二 號 (休職 細則 第二 條第 六號 によって 休職と なった ものに ついて 有罪の 判決が 確定した もの を 除く) 第五 號 又は 第 六號に 

よって 解雇す る 時は少 くと も 三十日 前に 豫告 する か 若しくは 三十日 分 以上の 平均 賃金 を 支給す る。 

第 十 一條 前條の 規定に かかわらず 従業員が 業務 上 負傷し 又は 疾病に 權り、 療養の ために 休業す る 期間 及び その後 三十日 間、 並に 

產前產 後の 女子が 第五， 1 五條の 規定に よって 休業す る 期間 及び その後 三十日 間 は 解雇し ない。 但し 同條 第一 項 第三 號に 依る 場合 

又 は 天災 事變そ の 他 巳む を 得な い 事由の ために 事業の 繼續が 不可能と なり、 その 事由に つい て 行政官 廳 の 認定 を 受けた とき は ， J 

の 限りで ない。 

第 十二 條 满 十八 歲未满 の もの 又は 女子が 解雇され た 曰から 十五 曰 以内に 歸瑯 する 場合に はこれ に 必要な 旅費 を 支給す る。 但し こ 

の 場合 本人の 責に歸 すべき 事由に より 解雇され その 事由に ついて 行政官 廳の 認定 を 受けた とき はこの 限りで はない。 

第 十三 條 従業員が 返 職しょう とするとき は、 返 職 願 を 所 屡 上長 を經て 提出し、 提出 後 十四 曰 間 は 許可 あるまで 従前の 服務 を繼續 

しなければ ならない。 

第 十四 倏 従業員の 勤 續年數 は、 特に 定める 場合を除き、 雇 入れた 曰から 起算す る。 

前項の 場合に おいて は、 左の 期間 は 通算す る。 

一 、 試 傭 中の 期間 

二、 社命に より 他に 轉出 中の 期間 

三、 合併 會 社に 在職した 期間 

第 十五 倏 ft 職の 細目に ついては 別に 定める。 

第三 章 勞働 時間 及び 休憩 

第 十六 條 従業員の 勞働 時間 は 休憩時間 を 除き 一 日に ついて 七 時間 を 原則と する。 

第 十七 條 勤務 は常晝 勤務 及び 交替 勤務と し、 始業 及び 終業の 時刻 は 特に 定める 場合を除き 夫々 左の通り とする。 

始業 時刻 終業 時刻 

常晝 勤務 午前 八 時 午後 四時 


就 


業 規則  就業規則 

第一章 總则 

第 一條 従業員の 就業に 關 する 事項に ついては、 この 規則の 定める ところに よる。 

第二 條 従業員 は、 職制 並に 分掌に よって 定められた ところに より 職場の 秩序 を 保ち 相互に 人格 を 尊重し、 協力して その 職責 を遂 

行し なければ ならない。 

第三 條 この 規則で 従業員と は 第 六條の 定める ところに より 勞働 契約 を 蹄 結した もの をい う。 

第四條 従業員の 資格 は 左の通り とする。 

社 員 理事、 參事、 主事 • 技師 (一 級から 三級に 分かれる)、 書記 . 技手、 雇員 ( 一 級 及び 二級) 

ェ (礦) 員 ェ (礦) 務員、 上扱ェ (礦) 士、 一  級ェ (礦) 士、 一 一級 ェ (礦) 士、 三級 ェ (礦) 士、 助ェ (礦) 士、 準ェ (礦) 士 

前項の 外 必要に 應 じて 嘱託、 臨時 一 w を 置く ことがある。 

資格に 關 する 細目 は 別に 定める。 

第 五條 從業員 は、 その 國籍 信條 又は 社會的 身分 を 理由と して、 勞働條 件に ついて 差別 的 取扱 を 受けない。 

第二 章 雇 入、 異動、 解雇 及び 休職 

第六條 従業員の 雇 入れに 際して は、 就職 希望者から 履歴書. 戸籍謄本 (又は 抄本) . 寫眞 その他 必要と認める 書類 を 提出せ しめ 

詮衡を 行い 採否 を 決定す る。 但し 必要に 應 じて 三十日 以内の 試 俯 期間 を 置く ことがある。 

雇 入れに 決定した ものに 對 して は 賃金、 勞働 時間 その他の 勞働條 件 を 明示し 勞働 契約 を 締結す る。 

前項の 手續 きに より 従業員と なった もの は、 直ちに 誓約書、 身元 保證書 その他 所定の 身上 書類 を 提出し なければ ならない。 

第一 項 及び 第三 項に より 提出した 書類の 記載事項に 異動が あった 場合に は、 遲滞 なく 届けなければ ならない。 

第七條 满 十五 歲未满 の もの は 雇 入れない。 

第八條 業務の 都合に より 必要 ある 場合 は、 従業員に 轉任、 勤務 地 變更、 勤務 變更、 出向 等 を 命ずる ことがある。 

前項の 場合、 従業員 は 正當な 理由が あれば 異議の 申立 をす る ことができる。 

第九條 従業員の 停年 は满 五十 五歲 とし、 停年に 達した とき は 解雇す る。 

第十條 従業員が 左の 各號の 一 に該 當 したと き は 解雇す る。 

一 、 本人の 都合で 返 職 を 願 出た とき 

一一、 休職 期間 満了す る も 復職と しないと き 

第 四 節 服務 規程  九 五 九 


第五 一!* 従業員 及び 労務管理  九 

四、 当日 往復 旅行の 場合の 弁当 料 を 半額と した こと、 及び 弁当 料 支給の 時刻 を 明文化し たこと。 (午前 七 時 • 正午 

午後 七 時) 

五、 転任の 場合の 家族 旅費に つき、 汽車、 汽船 賃は 本人 同等と した こと。 

六、 長期 出張旅費 規程 及び 一 力 所 滞在の 場合の 日当 遞減 规定の 適用 を 一時停止し たこと。 

昭和 二十 三年 一 月 以降の 主な 改正 点 は 次のと おりで ある。 


昭和 二十 三年 一 月 

同  年 八月 


日当、 弁当 料の 増額 

重役 を 切 離し 三階 級と す 

日当、 弁当 料の 増額 

会社 施設 利用の 場合の 日当 を 六 割と す 

昭和 二十 五 年 十一月 日当 を 増額し 、日当と 宿泊料に 区分 

寝台券の 実費 支弁の 復活 

転任 手当の 支給 

会社 施設 利用の 場合の 宿泊料 を 五 割と し、 日当 は 全額 支給 

長期 出張旅費 规 程の 復活 

昭和 二十 六 年 五 月 等級 区分に よる 基本給 を 一 律 一 、〇〇〇 円 繰 上げ 

昭和 二十 七 年 四月 等級 区分に よる 基本給 を 一律 一、 五 〇〇 円 繰 上げ 

.:^上のとぉり旅費规程は、 その 時々 の 経済 情勢に より、 制定 以来 二十 数度の 目まぐるしい 変遷 をた どり 現在に 至って- 

る。 

現行 諸 規程 

以下、 現行 就業規則 ほか 諸 规程を 掲げる と、 左のと おりで ある。 


しかし、 太平洋戦争の 戦局 激化に 伴う 人手不足の ため 停年 制の 適用 を 一時 中止し、 社員に ついて 実際に 適用した の は 終 

戦後の 昭和 一 一十 年 十二月から である。 

出張 • 転勤 業務の 都合に より 出張. 転勤 等 を 命じた 場合の 旅費 は 会社 創立 当時から 支給して いたが、 対象 者 は 極く 限られた 上級 幹 

部に 限定され、 出張の 有無に かかわらず、 月 決め 定額 を 支給して いた。 初めて 成文 化した の は、 大正 三年 十月 二十日 制定 

の 「旅費 规程」 である。 規程の 容は 現行 規程と 大差ない が、 乗車賃. 日当 • 弁当 料 等 支給額 は、 それぞれ 重役 以下 社ェ 

員 を 含め 資格、 本俸の 二 本 建で 九 段階に 区分して いた。 

その後 大正 六 年、 七 年と 部分的 改正 を 行い、 大正 九 年 一月の 改正に より 従来の 等級 区分 九 段階 を 十一 段階に 細分した。 

规程 制定 以来 改正の 都度 日当. 弁当 料の 大幅 増額 を 突 施して きたが、 昭和 五 年の 改正で は、 業界 極度の 不振の ため 径費節 

減の 意味から、 汽車賃 及び 弁当 料 減額 支給の 特別 错置を 講じる ことと なった" 1: 時に 資格 制度の 改正、 「職工 就業規則」 制 

定に 伴い、 工員 を 切 離し、 重役 社員の み を 九 段階の 等級に 改めた。 

次いで 昭和 十 年、 十一 年、 十八 年、 十九 年と 数次に わたる 部分的 改正 を 行った。 

昭和 二十 一 年 二月 戦後に おける インフレ I シ ョ ンの 進： K に 伴い、 物価 補給と して 日当 五十 円、 弁当 料 十 円の 一 律 加算 支 

給の 応急 措置 を 講じた が、 物価の 騰貴 は 止る ところ を 知らなかった ので、 ついに 同年 十一月から 実費 支給の 特別措置 を 行 

うの やむな きに 至った。 

しかし、 当時 労働組合 運動の 目標の 一 つと して 社 工員 一元化が 要望され、 また 一 方 物価の 激騰と 相 まって、 経済的 裏付 

も 漸次 上下の 格差 を 縮小す る 機運に あつたので、 昭和 二十 二 年 五月 社 工員 同一 規程と する 大幅な 増額 改正 を 行い、 実費 支 

給の 特別措置 を 廃止した" その 主な 点 は 次のと おりで ある。 

一、 社 ェ鉱員 を 同一 規程に より 基本給 資格の 二 本 建と した こと。 

二、 日当、 弁当 料の 等級 を 五段 階 (従来は 社員 七 段階、 工員 三 段階) に 改める と共に、 物価の 差異に 応じ 都市. 地 

.  方の 二 本 建と して 平均 三 ~ 四 倍に 引上げた こと。 

三、 宿泊に つき 会社 施設 を 利用す る 場合 は 規定 額の 半額と した こと。 

第 四 節 服務 規程  九 五 七 
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第五 章 従業員 及び 労務管理  九 五六 

の 一 条を 加え、 次いで、 昭和 六 年 四月の 大^正に より、 「職員、 雇員 休職 規程」 を 廃し、 社則 第 八 章 休職と して 挿入し、 休 

職 事由、 勤務 年数の 計算 方法、 兵役 休職 期間 中の 休職 給の 取扱、 休職 期間 中 他の 業務に 関夸 した 場合の 休職 袷の 取扱 等 具 

体 的 取扱 を 明-小した。 更に 昭和 十三 年 二月の 改正に より 従来 兵役 休職 期間 は 勤続 年数から 控除して いたが、 これ を 算入す 

る ことと なった。 また 昭和 二十 三年 三月 「就業規則」 制定に 伴い、 同 規則の 細則と して 「社員 休職 規則」 を 制定す るに 至 

つ た。 

工員の 休職に ついては、 大正 十五 年 九月 制定 を 見た 「職工 就業規則」 中に 左のと おり 規定して いる" 

第 十 一 條 軍事 或 ハ 會社 業務 ノ關係 上 休職 ヲ命ス ル事 アルへ シ、 復職 後勤續 年數ノ 算定 ハ 汰職前 ノ勤續 年數ヲ 算入 ス ル モノ トス 

休職 中 ハ 第一 一十 九條 -ー該 當スル モノ-一  限リ 休職 手當ヲ 支給 ス 

參 考 

(第二 十九 條、 會社 業務 上ノ M 係 一一 ヨリ、 休職 ヲ命シ タル 者 一一 ハ、 ft 職 期間 中日 給ノ 半額 一一 相 當スル 手 富金ヲ 毎月 ー囘支 耠ス) 

第 十二 倏 休職 期間 ハ 六十 曰以內 トシ、 期满 ツル モ 復職 ヲ命 セサル トキ ハ、 自然 解雇 トス、 但シ第 四十 四 條又ハ 第 四十 五條 ノ場 

合ハ此 ノ限リ 一一 アラス 

參 考 

(第 四十 四條、 平時 一一 於ケル 軍事 召集 二 應スル トキ ハ、 召集 期間 最長 二十 一 日間 ヲ限 リ手當 トシ テ曰 給ノ 二分 ノ 一  ヲ 支給 シ、 

之 二 要スル 往復 日數ハ 手富ヲ 支給 セサ ルモ、 賞與ノ 算定-一 附キ缺 勤 トシ テ取 极ハ ス、 召集 期間 二十 二日 以上 一一 一旦 ル トキ ハ、 手 

當ノ 支給 ヲ 中止 スルモ 休職 トシ テ取 极フ) 

(第 四十 五條、 現役-一 ヨリ 在 營スル モノ ハ 休職 トシ テ取 极フ) 

その後、 ほとんど 改正 を 加える ことなく 推移し、 昭和 二十 三年 三月 「就業規則」 制定に 伴い、 その 細則と して 「ェ (鉱) 

員 休職 规則」 を 制定す るに 至った。 更に 同年 六月の 改正に より 社員 同様の 取扱に よる ことと なった。 

年 停年 制が いつごろから 実施され たかは 不明で あるが、 成文 化した の は、 工員に ついては 大正 十五 年 九月 制定に よる 「職 

ェ 就業規則」 第 五条に 「職工 ハ満五 拾 五 歳 ヲ以テ 停年 トス」 と 定めた のが 最初で ある" 

社員に ついては、 昭和 十七 年 十一月 改正に 係る 「退職金 規程」 (社則 第 八 章) 中に 織 込み、 その 第一条に 「社員 ノ 停年 ヲ 

満 五十 五歲ト 定メ 社員 停年 ニ達シ タト キハ 退職 ヲ命 ス、 但シ 在職 ヲ命 スル コト アル へ シ J と 規定した。 


休 


二、 會社ノ 安寧秩序 ヲ紊シ タル モノ 

三、 職工 トシ テ當然 ナスへ キコ トヲ行 ハサ レモ ノ 

四、 雇入ノ 際、 虚僞ノ 記載 又 ハ3 ヲ ナシタ レモ， 

五、 法律上 ノ罪 ヲ犯シ タル モノ 

罰 "證責 

； W 戒飭 公表 

^0  (但シ 限度 五日 間 分) 

,1L 出勤 停止 (但シ 最長 十日 

も 格 

へ 解雇 


第 四十 ニ條 自己 ノ 過失， 一依 リ、 會社 -lass ヲ S く.' レ t- 

賠償 スル モノ トス -損 I へ lif ナス ヘシ、 It 能 カナ キト キハ、 fl ヲ 

^ 運用 は、 工場 ごとに I 調査 会 を 設け、 囊の上 決定され て、 た。 

改 f 行い、 昭 且赏 f 行って きたが、 その後 数次に わたる 部分的 

一 の规 程に よつ て 取扱う ことと な つ た. r のとお り 「従 賣赏 I 員 倉 程 及 従賣赏 罰 細則」 を 制定、 社員 . ェ 

なお 工員に 対してよ、 「*g こ. せ， y  1, 

タ 1( 凝 H 就業規^」 の 規程 こより、 ム、 pt  -丄 UL  乂.. pi 

f 実施して きたが、 II の 一 元 化の 見地 t、  g^ltrr?? 一一 月 十 曰の 会社 創立 記念 曰に、 水 年 鍵 者の 表 

十日) に 及んで いる。 本年 は 創業 七十 周年 I え、 mnM^^l 一 齊に 行う 馬と なり、 現在 (毎年 三月 

実に 一 一 八 名の 多き に 達した。  奚 三十 年 以上の 者に 対して は 表彰状と 特に 銀杯 を I し、 その 数、 


その他 

職 


社員の 休職に 関する 規 £も よ、 大 E 三 f  マ 

その後 章 f 月 「S"HZ"" " 一"" て、 f  11  ！定 したの i である。 

g 節 服務 規程  it  二 於 ケル薦 年数 〈、之 ヲ当 会社 ノ霧 年数-一 通算 スル」 

九 五 五 


第五 章 従業員 及び ss„- 務管理  九 五 四 

一 一、 減給 は 譴責の 外に 勞働 基準法 第 九十 一 條に 定められた 限度 內で 給與の 減額 をす る。 

コー、 降格 は 譴責の 外に 一 定期 間 資格 を 降等させる ものと し、 一 囘に 二階 以上に 及ばない ものと する。 

四、 論旨 解雇 は 三十 曰 前に 豫告 して これ を 行う。 

五、 懲戒 解雇 は豫告 しないで これ を 行う。 

工員に 対する 賞罰に 関して は、 合資会社 時代に 既に 規定 化して いる (前掲？ S 野 セメント 合資会社 「職工 規則」 第五 章 

参照)。 その 内容 は、 赏年 規定まで 網羅した 厳格な ものであった。 その後 大正 十五 年 九月 制定に かかる 「職工 就業規則」 第 

六 章に 左の ように 規定して いる」 

第一 一一 十八 條 職 エノ 勤惰、 技能-一 應シ賞 與金ヲ 支給 ス 

第三 十九 條 一 ヶ月 ヲ 通算 シテ缺 勤無キ モノ ハ 皆勤賞 ヲ 铪シ、 一 期間 (自 十二月 至 翌年 五月 及ヒ自 六月 至 十 一 月) ヲ通 シテ、 缺 

勤 五 曰 間 以內ノ 者-一 對シ テハ、 缺勤 日數- ー應シ 期末-一 於テ 精勤賞 ヲ 給ス、 但シ遲 刻 早退 或ハ 外出 ノ度數 一同 ヲ以テ 一 日 ノ缺勤 

ト 看做 ス 

一期 間 皆勤 者-一 對シ テハ、 精勤賞 ノ外 次期-一 於テー 曰ノ 賜暇 ヲ辁ス 

第 四十 條 左 ノ各號 ノー  ニ該 當スル モノ ハ、 係員 ノ 申告 ュ基キ 調査 ノ上、 左 ノ區分 二 ヨリ 賞 ヲ行フ 

一、 品行方正 二 シテ、 業務 二 精 勵シ、 衆ノ 模範 トナ ルへキ モノ  . 

一一、 非常 ノ際持 二 盡カシ タル モノ、 又ハ 重大 ナル 事故 ヲ 未然-一 防キ タル モノ 

三、 業務 上 有益 ナル發 明又ハ 考案 ヲナシ タル モノ 

四、 满 十五 年、 满 二十 年、 满ニ 十五 年 勤續シ タル モノ 

五、 四 期間 ヲ通シ テ無缺 勤 精勵シ タル モノ 

六、 其 ノ他會 社-一 對シ 格別 ノ功勞 アル モノ 

賞 ^別 賞 (五十 圓 以上 ノ 金品) 

,5, 普通 賞 ( 一 圓 以上 五十 圓未 满ノ 金品) 

精勤賞 

第 四十 一條 左 ノ各號 ノー  -ー該 當スル モノ-一  ハ、 左ノ區 分-一依 リ 調査 ノ上罰 ヲ行フ 

一 、 會社ノ 規則 ヲ守 ラス 上司 ノ 命-一 背キ タル モノ 


れ による 缺員は 別に 補充す る ことができる。 

第 十二 條 委員 會は 原則として 非公開と する。 

第 十三 條 第 四條の 地方 委員 會 委員の 選出に ついて、 各 事業 場で 組合の ない 場合に は、 組合め ある 事業 場所の 例に ならい 課長 以上の 

もの 及び これと 同数の 課長 以下の 從業員 中から 選出され たものと する。 

從業 員赏罰 細則  從業 員黉罰 細則 

第 一條 就業規則 (以下 規則と いう) 第 六十 七條の 規定に よる 従業員の 賞罰に 關 する 細則 は、 この 細則に 定める ところに よる。 

第二 條 規則 第 六十 條 第五 號の 表彰 は、 夫々 左の 區 分に 従って 褒狀 及び 記念品 又は 賞金 を授與 して これ を 行う。 

前項の 記念品 代 又は 賞金の 額 は 必要に 應じ てこれ を變更 する こュ がで きる。 


勤 續年數  金額 

勤 續满五 年に 該當 する もの (女子の み)  二 0〇 圓 

勤 續满十 年に 該當 する もの  四 〇0 圓 

勤續满 十五 年に 該當 する もの  六 〇0 圓 

勤續满 二十 年に 該當 する もの  八 〇〇 圓 

勤 總满ー 一十 五 年に 該當 する もの  一 、〇〇〇 圓 

勤續满 三十 年に 該當 する もの  一、 二 〇o 圆 

勤續满 三十 五 年に 該當 する もの  一、 四 0〇 圓 


第三 條 規則 第 六十 條 第二 號 に該當 する ものに 對 して は、 特許、 實用 新案 又は 意匠 登錄 出願 中の 費用、 特許料、 登記料 等 は 一 切會社 

が負擔 する。 又 その 事情に よって 特に 研究 を 許可す る ことがある。 

前項の 場合 特許 登錄の 出願人 名 儀の 選定 は會 社に 一 任す る ものと する。 

第四條 前條の 取扱い を *< け たもの は、 出願の 手續 に附會 社に 協力すべき ものと する。 

特許 又は 登錄を 受ける 權 利が 共有に 係る 場合、 共有者で ある 從業員 は、 會 社の 爲 その 持 分の 讓 渡に 附、 其の 共有者の 同意 を 得る こ 

とに 努力し なければ ならない。 

第 五條 規則 第 六十 三條の 賞金 及び 賞品の 額 は その都度 定める。 

第六條 規則 第 六十 四倏の 懲戒 は 左記に よる ものと する。 

一 、 譴責 は 始末書 を 提出させる。 

第 四 節 服務 規程  九 五三 


第 
五 
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従業員 及び 労務管理  九 五 二 

幹 事 

人事部 員 中より 委員長の 指名した もの 及び これと 同數 の勞锄 組合 連合 會の 指名した もの 

地方 委員 會 

委員長 

場所 長が これに 當り、 場所 長 事故 あるとき は 次長 又は 課長が 代现 する。 

委 員 

場所 次長、 課長 (次長、 課長の 一 名が 委員長 を 代理 するとき は その他の 次長、 課長 事故 あるとき はこれ に 準ずる もの) 及び これ 

と 同 數で勞 働 組合より 選任され たもの。 

幹 事 

人事 擔當者 中より 委員長の 指名した もの 及び これと 同 數の勞 働 組合の 指名した もの。 

但し 本社に おいて は 場所 長と ある を 「人事部 長」 「次長 又は 課長」 と ある を 「他の 部長 又は 人事部 副 部長」 とする。 

第 五條 委員 會は 定期 及び 臨時の 二種と する。 

定期 委員 會は毎 期 初め 一 囘 開催す る。 但し 審査 事項がない 場合 は休會 とする.^ 

臨時 委員 會は 左の 場合に 開く。 

1 、 委員長が 必要と認めた とき。 

二、 原則として 半數 以上の 委員から 請求の あつたと き。 

1 一一、 第三 條 第三 項 及び 就業規則 第 六十 ニ條の 規定に よ つ て 請求が あつたと き。 

第六條 委員 會は會 社勞働 組合 委員 各 三分の 二 以上の 出席に よって 成立す る。 但し 正當な 理由がなくて 委員が 出席 を 拒んだ とき は 

三分の 二に 達しない 場合で も 成立した ものと する。 

第七條 委員 會 議事 は 當該 委員 會 における 出席 委員の 過半 數 以て 決める。 可否 同数の 場合に は 委員長が 決める ものと する。 

第八條 委員長 は 審議 事項に つ いて 必要と認めた とき は、 本人 關係者 又は 参考人 を薛時 委員 會に 出席 させて 意見 を徴 する ことができ 

る 0 

第九條 委員 會で 決議した 事項 は、 議事 錄に その 要領 を 記載し、 會社、 勞働 組合 代表 各 一名が 調印の 上 幹事が これ を 保管す る 

第十條 委員 及び 幹事の 任期 はーケ 年と して 再選 を 妨げない。 缺員 補充と して 選任され たもの の 任期 は 前任者の 殘餘 期間と する 

第 十 一條 委員 は 自己 又は 自己と 密接な 利害 關係 ある ものに 關 する 事項に ついては、 委員 會の 審議に 加わる ことができな レ 但し こ 


第 十 五條 褒賞 ヲ受グ へキ モノー- ンテ、 前項 ノ 金品 ヲ受グ ル 二 至 ラス シ テ 退社 シ タ ル 場合 ハ 、 其ノ 退職 力 正當ノ 事由 -ー 出 ツル モノ ト 

認ムル トキ ハ、 其ノ モノ  - 一封 シ賞狀 及 記念品 又ハ赏 金ヲ授 與ス。 本人 死亡 シ タル トキ ハ其ノ 相 綾人 一一 對シ亦 同ジ。 相 續人嚷 缺ノ場 

合 ハ 此限リ 11 アラス。 

第 十六 條 職 エトせ ハ同 一一 テナ シ タル 事項 一一 對スル 褒賞 ハ 社員 褒賞 規程-一依 ル。 

第 十七 條 褒賞 ノ 事項 ハ 社員 褒賞 記錄簿 -I 記載 シ、 本^ 秘書課 之ヲ 保管 ス。 

褒赏 ハ 其ノ 都度 適宜 ノ 方法 ヲ以テ 社員 一一 周知 セン ムル モノ トス。 

第 十八 條 本 規程-一定 メナ キ事頌 及 本 規程 ノ解釋 一一 附キ 疑義 ヲ生シ タル トキ ハ、 會杜諸 規程 內規ノ 趣旨-一照 シ 審査 會 長之ヲ 决ス。 

^業 員 賞罰 委員 会規 (往 二)  從業員 寅 罰 委員 愈 規程  - 

程 

第 一 條 就業規則 第五 十九 條 による 赏 别 委員 會に關 して は、 この 規程の 定める ところに よる。 

第二 條 賞罰 委員 會は 中央 委員 會、 地方 委員 會の 二種と する。 

中央 委員 會は 本社に、 地方 委員 會は各 事業 場所に これ を 置く。 

第三 條 中央 委員 會は 課長 (代理 を 含む) 以上 ST ひこれ に 準ずる もの、 又は これと 共同に 係る もの、 並に 地方 委員 會の 提出した もの 

の 賞罰 を 取扱い、 地方 委員 會は各 事業 場所に おける それ 以外の ものの 賞罰 を. 取扱う。 

地方 委員 會の 決定 事項 中 場所 長の 權 限外の ものに ついては、 中央 委員 會 委員長の 承認に より 効力 を 生ずる。 但し 委員長が 地方 委員 

會の 決定 を 承認し ない 場合に は、 中央 委員 會を 開き 再審査させる ものと する。 地方 委員 會の 決定に 本人が 不服 ある 場合 は、 改めて 

.  中央 委 會の 審査 を 要求す る ことができる。 

第四條 委員 會の 耝錄は 左の通り とする。 

中央 委員 倉 

委員長 

會 社の 主たる 代表者が これに 當り、 代表者 事故 あるとき は 常勤 取締役が 代理す る。 

委 員 

常勤 取締役 (常勤 取締役の 一 名が 委員長 を代现 するとき は その他の 常勤 取締役) 各部 長 (部長 事故 あるとき は 副 部長) 反び これ 

と 同 數の勞 働 組合 連合 會 委員 中より 選任され たもの。 

委員長が 當該 事業 場所より 臨時に 選任す る 二 名 及び 當該 事業 場所 勞働 組合より 臨時に 選任され た 二 名。 
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議事 ハ當該 審査 會-ー 於ケル 出席 役員 ノ 過半 數ヲ以 テ之ヲ 決ス。 可否 同 數ナル トキ ハ 議長 之ヲ 決ス。 但シ 議長 ハ其ノ 議決 權ヲ行 フヲ 

妨ケ ス。 

第六條 議長 ハ 審議 事項 M 關シ 必要 ト認 ムル トキ ハ、 本人 關係者 又 ハ參考 人 ヲ隨時 審査 會-ー 出席 セシメ 意見 ヲ徴 スル コト？ 得。 

第七條 審査 會 一-於 テ Si 决シ タル 事項 ハ 議事 錄- ー其ノ 要領 ヲ 記載 シ 出席 役員 調印 ノ上 本店 秘書課-一之 ヲ 保管 ス。 

第八條 褒賞 案件-一 付テ ハ、 褒賞-一 付スへ キ者ノ 職名、 氏名、 褒賞 ノ 事由 書類 添付 ヌ要 スル モノ ハ、 書類 完備 ノ上 w® 上司 ョ リ 自己 

ノ 意見 ヲ 附シ、 隨時 本店 秘書課 長-一 提出 ス へキ モノ トス。 本人 ノ 意見 アル トキ ハ書 面？ 以テ 之？ 添附 ス へ シ。 

第九條 褒賞 ハ 定期 及 臨時 ノ 二種-一 分ッ。 定期 褒賞 ハ 前期 中ノ 案件 -ー 關ス ル 定期 審査 會ノ 決定- 1 基キ ー齊 一一 之ヲ 行フ。 臨時 褒賞 ハけ 

赏急 ヲ要ス ル モ ノト 認ム ル 場合 一一 、 臨時 審査 會ノ 決定 一一 基 キ之ヲ 行フ。 

第十條 社員 ハ自已 ノ發明 考案-一 附キ、 審査 會ノ 開催 ヲ 申請 スル コト ヲ得ト 雖モ、 審査 會 開催 ノ 時期-一 附キ 異議 ヲ 申立 ツルヲ 得ス。 

第 十 一 條 社員 褒賞 規程 第二 條 第二 號 -ー該 當スル モノー I 對シテ ハ待 許、 赏用 新案 又ハ 意匠 登錄 出願 中ノ 費用 特許料 登錄 料等ハ 一 切會 

社 之ヲ負 擔ス。 又其ノ 事情 一一 依リ特  一一 W 究ヲ 許可 スル コト アル ヘシ。 

前項 ノ 場合 特許 登錄ノ 出願人 名義 ノ 選定 ハ會 社， 一 一任 スへキ モノ トス。 

第 十二 條 前條 ノ取极 ヲ受ケ タルモ ノハ 出願 ノ手續 一一 附キ會 社-一 協 カスへ キ モノ トス。 

特許 又 ハ 登錄？ 受グ ル ノ權利 力 共有 一一 係ル 場合、 共有者 タ ル 社員 ハ 會社 ノ爲、 其 ノ待分 ノ讓渡 一一 附 キ其ノ 共有者 ノ 同意 ヲ得ル コ ト 

二 努 カス へキ モノ トス。 

第 十三 條 社員 褒賞 規程 第二 條各號 -1 該當 スル モノ  -ー  ハ賞 狀ヲ授 舆ス。 

賞狀ハ 二通 作成 シ 一通 ハ 本人へ 一 通ハ 本人 所 風 本 支店、 部 又 ハエ 場 等 適當ノ 場所 一一 掲揚 スル モノ トス。 

第 十四 條 賞品 及 記念品 料ヲ左 ノ通リ 定ム。 

ー级赏  千圓 

ニ极赏  八百圓 

三极賞  五百圓 

四极賞  參百圆 

五级賞  贰百圓 

六极賞  壹百圓 

審査 ノ 結果、 會社 ノ爲特 二 有益 ト認 メタ ル モノ-一  對シ テハ、 右 ノ外恃 别赏又 ハ獎 勵金ヲ 授與ス ルコト アル ヘシ。 


三、 緊急 非常 ノ事變 -1 際シ 勤務 特-- 拔群ノ モノ。 

四、 前記 各號 ノ外會 ft ノ爲功 ©顯 著 ナリト 認ムル モノ。 

第三 條 褒赏ハ 取締役 社長 書面 又ハ 口頭 ヲ以テ 之 ヲ行フ モノ トス。 

第四條 本 規程 ノ 細則 ハ 別-一之 ヲ 定ム。 

附  E 

第 一條 本 規程 ハ 昭和 十五 年 七月 一日 ヨリ 之ヲ宵 施ス。 

第二 條 本 « 程ハ其 ノ實施 以前-一起 リ タル 事項-付 テモ 適用 スル ヲ妨ケ スト 雖モ、 具體的 事赏ノ 分明 セサル - 一至 リシ モノ 及 本 規程 

は 施 ノト キ旣- 一 退社 シ タル モノ-一  付テ ハ之ヲ 適用 セス。 - 

社員 褒賞 規程 細則 

第 一條 社員 褒賞 審査 會ハ、 社員 褒賞 規程 及 本 細則 ノ定ム ル處- 一 從ヒ、 社員 ノ 褒賞 一一 關 スル  一 S ノ 審理 又ハ决 定ヲ ナス ヲ 目的 トス" 

第二 條 審査 會- ー左ノ 役員 ヲ置 7。 

會長  S 名 

參 與  若干 名 

審査員  若干 名 

會長ハ 參與中 ヨリ 互選 ヲ以 テ之ヲ 決ス。 

會長ハ 會務ヲ 統轄 ス。 

參與ハ 取締役 社長、 專務 取締役、 常務 取締 没 (常任 重役) 之 一一 任シ、 表決 ノ數 一-加 ハル モノ トス。 

審査員 中 W 究所 長、 本店 各部 長 RWSI 課長 ハ 常任 トス。 右 以外 ノ 審査員 ハ、 審査 會 招集 ノ 都度 會 長之ヲ 指名 ス。 審査員 ハ 諮問 事 

項-一 對シ 113- 見ヲ 述べ、 表決 ノ 数-一 加ハ ル モノ トス。 

第三 條 審査 會ノ 事務 ハ、 會長ノ 命 ヲ承ケ 參與及 常任 審査員 指揮 ノ 下-一、 本店 秘書課 之ヲ處 理ス。 

第四條 審査 會 ハ 毎 期 初 一 囘 招集 セ ラル へキ モノ トス (定期 審査 會)。 

B シ 審査 事項 ナキ 場合 ハ、 休會ス ルコト アル ヘシ。 

必要 一一 應シ會 長 臨時-一之 力 招集 ヲ ナス コト アル ヘシ。 常任 審査員 ノ 請求 又ハ第 十條ノ 請求 ァリ タル トキ 亦同シ (臨時 審査 會)" 

第 五條 審査 會ノ 議長 ハ會長 之 二 任ス。 會長 事故 ァ ル トキ ハ參與 中 ヨリ 之ヲ 互選. ン、 參與又 事故 ァ ル トキ ハ、 本店 庶務 部長 ヲ以テ 

代理 セ シムル コトヲ 得。 
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閲 点呼 当日 はもち ろん、 勤務 演習 • 査閲 等 兵役 公務に 対しても 往復 曰 数 を 含み 賜暇と して 認める ことと な つ たが、 この種 

休暇 は 終戦後 自然 廃止と な つ た。 

その他の 休暇 その他の 休暇 制度と して は、 昭和 六 年 一月 法令に よる 選挙権の 行 便に 要する 時間、 陪審員と して 裁判所へ 出頭す る 期間. 

等 を 休暇と して 認めた 次いで、 十九 年 五月、 陪審員と しての ほか、 証人. 鑑定人 • 参考人と して 裁判所へ 出頭す る 期間： 

その他 これに 準ずる 公務に 要する 期間が 追加と なった。 更に 本人が 結婚しょう とするとき 前後 通算 三日 3?内、 女子の 産 W  „ 

産後 連続 通算 七十 日、 天災 または 不可抗力 もしくは 伝染病 予防法に より 一 父 通 を 遮断され た 期間 等の 休暇 を 認める に 至 つ た" 

更に 二十 二 年 九月、 女子の 生理休暇 月 三日 2?內、 妻 出産のと き 五日 を 加える ことと なった。 

工員に 対して は、 大正 十五 年 九月から 「職工 就業規則 施. 仃 細則」 中に、 社員と ほぼ 同一 の 休暇 を規 *1 していた が、 社員 

と 特に 変った 点 は、 所轄 警察署 長 指定の 消防 演習 日 公設 消防 組 員 非常 出勤 .i. 等の 休暇 を 化して いた ことで ある〕 

終戦後 一時 食糧 • 燃料 等の 配給 不 円滑の 状況に 鑑み、 一力 月 四日 以内の 食糧 等 補給の ための 特殊な 休暇 を 認めた ことか 

ある。 

賞  罰 

«  0 社員の 賞罰に ついては、 その実 施の 歴史 は 詳らかでない。 おそらく. C 規等 により 上司の 決裁で、 その都度 決定して いた 

ものと 思われる。 賞に ついて 規定 化した の は、 昭和 十五 年 七月 一日から 笑 施 を 35^ た 「社員 褒賞 規程 及 同 細則」 (注 一) が- 

最初で ある。 罰に 関して は 二十 三年 三月 制定の 「従業員 賞罰 委員会 規程 及 従業員 赏 W 細則」 (注 二) が 最初で ある" 

(注 一) 

社員 褒賞 規程 

第 一條 本店-一 社員 褒賞 審査 會ヲ 置ク、 審査 會ノ 钿目ハ 別-一之 ヲ 定ム。 

第二 條 社員 若グ ハ 社員 ノ閿體 力 左 ノ各號 ノー  ニ該 當スル トキ ハ、 審査 會ノ 審理 ヲ經テ 賞狀及 賞金 又 ハ 記念品 ヲ授 與ス。 

一 、 事業 上 有益 ナル 事項 ヲ 案出 發明 提議 シ 實施ノ 結果 實益 顯著ナ ル モノ。 

二、 事業 上 有益 ナル發 明 考案 ヲナ シ、 特許 實用 新案 又ハ 意匠 ノ登 錄ヲナ サン トス ル モノ  二 シテ、 出願 前 豫メ會 社-一 届出 ヲナ シ、 

特許、 赏用 新案 又 ハ 意匠 ノ登錄 ヲ受ク へ キ權利 ヲ會社 -ー 承 繼セシ メタル モノ 又ハ 其ノ 權利ヲ 完全 有効 -ー 會社 -ー 譲渡 シ タル モノ * 


(注 一 ) 忌 引取 扱 規程 (大正 七 年 六月 二十 B 制定) 

第 一 條 忌 引 日数 ヲ 定ムル コ ト左ノ 如シ、 但. ン忌引 中ト雖 業務 ノ 都合 - 一依 リ出務 ヲ命ズ ルコト アル ぺシ 

一 、 赏 養父母、 配偶者  七日 以內 

二、 實養 祖父母、 子女  五日" 

三、 满三歲 以下 ノ 子女  三日" 

四、 兄弟 姉妹、 配偶者 ノ 父母 四日" 

五、 孫、 満三歲 以下 ノ 弟妹  二日" 

第二 條 前條 第一 號ハ計 音ュ接 セシ曰 ヨリ、 其他ハ 死亡 ノ曰 ヨリ 起算 スル モノ トス。 

第 一 號ノ 場合 - ー於テ 旅行 ヲ 必要 トス ル トキ ハ其ノ 往復 曰數 ハ 服 忌 曰 數ノ外 二 之ヲ與 フル モノ トス 

第一 ニ條 前 ニ條ノ 規定 ハ之ヲ 守衛、 給仕、 小 使-一 準用 ス 

(法 二) 職工 就業規則 第 八 章 事故 公休 

第 四十 八條 左ノ 各號ノ  一  二該 當スル モノ ハ 賞與ノ 算定-一 付 キ缺勤 トシ テ ハ 取扱 ハズ 

一、 父母、 配偶者、 子女 忌 引  七日 以內 

二、 兄弟 姉妹、 配偶者 ノ 父母、 » 父 忌 引  三 曰以內 

(帰省 休暇) 戦時中の 強制 疎 11、 外地からの 帰還 及び 転勤 等 やむ を 得ない 理由に より、 扶養家族と 別居 を 余儀なく されて いる 従業員 

を 後 « の 憂な く 勤務に 専念させる ために、 年、 数回 帰省し 家事 整理 をな す 余暇 を 与える 必要から、 昭和 二十 一年 五月 別居 

手当 rt 規 中に 帰省 休暇に 関する 说程を 設けた。 すなわち 三 力 月に ついて 五日 以. E:、 一年 二十日の 休暇 を 認め (ただし 所定 

の 請暇 はこの. e: に 振替 充当す る) 乗車券 (三等) 及び 車馬賃の 実費 を 支給す る 等の 便宜 を 講じた。 翌ニ 十二 年 十一 月 請暇 

振替 充当 を 止め (本人の 希望に よる 場合 は その 限りで ない)、 半期 五 曰 (年 十 曰) に 改め、 更に、 昭和 二十 三年 三月 帰省 休 

暇 細則と して 現在に 及んで いる-" なお、 台湾 在勤 三年 3f 上の 者に 対して は、 在勤 年数に 応じ 十五 曰ない し 三十日の 慰労 休 

暇 を 認めた が、 往復 旅費の 支給の みで 滞在費 は 支給し なか つ た。 

(兵 *< 関係 木 暇) 社員に 対し 大正 九 年 一 月 (工員に 対して は 大正 十 W 年 九月) 「徴兵検査 並に 簡閲 点呼 取扱 規程」 を 制定、 徴兵検査 当日 一 

日 及び 所要 往復 日数、 簡閲 点呼 当 曰 一 日 を 賜暇と して 認める ことと なった。 昭和 十九 年 五月の 改正に より、 徴兵検査 *簡 
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現業員 

業務の 都合 を 見 計い、 賜 休 当 曰より 十日：：？. s: に 於て、 適宜 交替 休業す る。 

その後、 昭和 六 年 一 月から 賜 休日 も 一 般 休日と 同様に 取扱う ことと なった。 

一方、 工員の 休日 は、 社 W に比べ 幾分 少なかった が、 昭和 二 年の 改正に より ほとんど 同 条件に 改められ、 更に 終戦後 労 

働 基準法の 公布に 伴い 社員と 全く 同 一 となった。 

休  暇 年次有給休暇 (請暇) は、 大正 九 年 一 月 制定され たもので、 当初 は 社員の みに 認め、 各人 前年度の 勤惰 を 基準と し、 す 

(年次有給休暇) なわち 皆勤 者に は 翌年 度 六日： z?rt、 一日 欠勤者に は 四日 以. s:、  二日 欠勤者に は 三日 以内、 三日 欠勤者に は 二日 以， g:、 四日 

以上 欠勤者に は 全然 これ を 認めなかった。 その後 昭和 六 年 一月の 改正に より、 前年度 皆勤 者に 対して は； S 高 十日、 三日 欠 

勤 者に は 三日 を 認め、 更に 翌年 八月の 改正に より、 この種 休暇が 本人の 慰安 休息 を 目的と する 建前から、 事故 もしくは 病 

気の ためやむ を 得ず 欠勤した 者に 対し、 制定の 趣旨が 徹底し ない 憾みが ある ことから、 前年度 欠勤の 有無に かかわらず、 

全般的に 七日 以. e の 休暇 を 許容す る ことと なった。 更に このほか、 勤惰 状況に より 三日ない し 一 日の 休暇 を 認めて 精勤 奖 

励の 意味 を 加味し、 結局 最低 七日、 最高 十日に 改めた。 次いで 昭和 十二 年 七月に 至り、 欠勤 日数に かかわらず、 一律 十日 

の 請暇 を 認め、 労働条件 は 一 段と 向上 を 見る に 至 つ た。 工員に 対して は、 二十 一 年 五月 初めて 請暇 規程 を 制定し、 上下 両 

期 を 通じ 十 H 以内の 請暇 を 認めた が、 五 曰が 有給の 取扱であった。 労働基準法 制定に 備え、 二十 二 年 五月 大 改正 を 行い 

最高 二十日まで 認める ことと なり、 社 ェ鉱員 全く 同一 の 取扱と なった。 

(忌 引 休暇) 忌 引 休 瑕 は、 浅 野 工場 時代から 本人の 申出に よりその 都度 認めて いたが、 休んだ U は 欠勤 扱いと はしなかった が、 有給 

ではな か つ た" 

社員に ついては、 大正 七 年 六月 初めて 「总 引取 扱 規程 J  (注 一) を 制定し、 近親者の 喪に 服す る 場合 休暇 を 認めた。 工員 

についても、 同様の 趣旨から 大正 十五 年 九月 「職工 就業規則」 制定と 同時に、 規則 中に 織 込み 実施す る ことと なった が、 

その 取扱 は 必ずしも 同一 ではなく、 工員に ついては、 休暇 当日 (注 二) は 日給 を 支給し なかった，」 その後 数次の 改正 を 行 

い、 昭和 十九 年 五月に 至り、 社 ェ鉱員 全く 同一 の 取扱と なり、 現在に 及んで いる。 


休 


t 休憩時間 

ィ、 常 昼 勤務 

自 正午、 至 午後 一 時 

口、 交替 勤務 

現場に 於て、 作業の 繁閑 を 見 計い 適宜 行う。 

日 浅 野 工場 時代 • 合資会社 時代の 正式 公休日 は 一 力 年 を 通じ、 一月 一日. 一 月 三日 . 四月 三日 (神武 天皇 祭) . 七月 十六 日 

(漦 入) • 十 一 月 三日 (天長節) 及び 十一 一月 三十 一 日の 六日で あり、 このほか 毎月 一 日 及び 十六 日 も 業務の 都合で 休んでも よ 

いこと になって いた。 

社員に ついては、 大正 九 年 一月に 至って 初めて 公 賜 休日 並びに 請暇に 関する 規程 を 社則 中に 設けた が、 賜 休日に 対する 

休業 方法 は 事務員と 現業員と では 異なって いた。 その 内容 は 次のと おりで ある-" 

公休日 

毎月 第 一 及第 三日 曜日 • 歳始 三日間 . 紀元節 (二月 十 一 曰) . 創立記念日 (三月 十 曰) • 祌武 天皇 祭 (四月 三 曰) . 天長節 

. (八月 三十 一 曰). 天長節 祝日 (十月 三十 曰). 歳末 一日  ■• 

賜 休日 

毎月 第二  . 第 四日 曜日の 中 一 日、 春季 皇霊祭 (三月 二十 一 曰). 明治天皇 祭 (十一月 三日) • 秋季 皇霊祭 (九月 二十 三日) • 

神嘗祭 (十月 十七 曰). 新嘗祭 (十一月 二十 三日) 

賜 休日の 休業 方法 は 左のと おりで ある。 

事務員 

一、 第二  • 第 四 曰 曜日の 中、 一 日 各 課の 約 半数 宛 交替 作業す る。 

二、 祝祭日 は 各 課 係の 約 半数 宛 休業し、 残余の 約 半数 は 事務に 支障な き 限り、 当 曰より 十日 以内に 於て、 適宜 交代 

休業 をな す。 
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口、  二 交替 勤務者 (現業 社員 及び 工員) 

自 午前 六 時、 至 午後 六 時 

自 午後 六 時、 至 午前 六 時 

ハ、 三 交替 勤務者 (現業 社員 及び 工員) 

第 一 組、 自 午前 七 時、 至 午後 三時 

第二 組、 自 午後 三時、 至 午後 十一 時  - 

第三 耝 自 午後 十 一 時、 至 午前 七 時 

二 休憩時間 (常 昼 勤務者) 

午前 十 一 時 四十 五分より 一 時間 

午後 六 時 三十 分より 三十 分 

午前 二 時 三十 分より 三十 分 

終戦後 労働基準法 施行に 伴い、 二十 二 年 三月 二十 一 日 社 ェ鉱員 一律に 左の ように 改め、 同年 六月 二十 一 日 二 交替 勤務 制 

を 廃止し、 現在に 及んで いる。 

^ 労働時間 

ィ、 常 昼 勤務者 

自 午前 八 時、 至 午後 四時 

但し 本社 及 事務所 は、 午前 九 時より 午後 五 時 

口、 交替 勤務者 

第 一 勤 自 午前 七 時、 至 午後 三時  ， 

第二 勤 自 午後 三時、 至 午後 十 一 時 

第三 勤 自 午後 十 一 時、 至 午前 七 時 


休憩時間 

昼 勤 者 午前 九 時より 十五 分 

正午より  三十 分  、 

午後 三時より  十五 分 

夜勤 者 午後 九 時より 十五 分 

午前 雰 時より 三十 分 

午前 三時より 十五 分  ， 

更に 昭和 五 年 三月、 当時の 不況 を 乗 切る 一 助と して 原価の 低減、 能率の 増進に 加え、 社会 趨勢に 応ずる ため、 八 時間 三 

交替 勤務 制の 採用 を 決定、 翌 四月から 逐次 実施す るに 至った。 (西 多 摩 工場で は 昭和 四 年 七月から 三 交替 制 を 実施した) 

更に 昭和 六 年 一月に 至り、 就業時間が 左のと おり 改正され た。 

労働時間 

ィ、 昼 勤 者 

社員 

自 四月 一 日、 至 九月 三十日 

自 午前 八 時 三十 分 

至 午後 四時 三十 分 

自 十月 一 日、 至 三月 三十 一 日 

自 午前 九 時 

至 午後 五 時 

工員 

自 午前 七 時、 至 午後 五 時 
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な  格 社員に ついては、 大正 二 年 六月 社則 制定 以前から、 職 ft  • 月給 雇員 及び 日給 雇員の 三階 級に 区分し、 係員 以上 を 職員、 

係員に あらざる その他の 社員 を 雇員と 呼称して いた。 その後、 大正 九 年 一月から、 技術 を 担当す る 社員 中 課長 以上 を 技師 

と 称し (対外 呼称)、 十四 年 三 nr から は、 支店長 以上の 社員 中から、 理事 若干 名 を 選出す る ことができる ように 改正し、 昭 

和 五 年 七月に- t*^ り、 左記のと おり 改正、 現在に 及んで いる。 

卜 理事、 rf 参事、 y| 主事 • 技師 (一級 •  ニ极 及び 三极に 区分) 書記 . 技手、 S. 雇員 (昭和 二十 年 十二月 一 极、 ニ极に 区分) 

六 傅 員 (昭扣 二十 年士 一. H« 止) 

なお 必要に 応じ 前記の ほか、 顧問 • 瞵託 (もしくは 臨時 雇) を 置く ことができる。 

工員に ついては、 浅 野 セメント 合資会社 当時から、 甲種 職工. 乙種 職工 • 丙種 職工の 三階 級 制 を 実施し、 昭和 十四 年 八 

月から 甲種 職工 を 一級. 二級. 三級の 三階 級に 分ち、 乙種 • 丙種 を 含め 五 階級に 改正し、 更に 十九 年 左記の ように 改め、 

現せに 及んで いる。 

J,>H (鉱) 務員、 ，rj ヒ級ェ r 鉱) 士、  iij; ー极ェ (鉱) 士、  ，§; ニ极ェ (鉱) 士、  g, 三极ェ (鉱) 士、  g, 助ェ (鉱) 士、  ^準ェ (鉱) 士 

-:fR 働 時間. 休日 • 休暇 

労働時間 浅 野 工場から 合資会社に 至る まで、 労働時間 は 一年 を 通じ、 事務 社 3 貝 は、 午前 九 時から 午後 六 時までの 九 時間 労働、 現 

業 社員 は、 午前 六 時から 午後 六 時まで、 及び 午後 六 時から 翌日の 午前 六 時までの 十二時 間 二 交替 制 を 実施して いた。 工員 

の 労働 時 問 は 現業 社員と 同じく 二 交替 制であった。 

かかる 制度 は、 株式会社に 改組して から も 引続いて そのまま 実施して きたが、 大正 八 年 六月に 至り、 社員の 労働時間が 

一 日 八 時間に 改められ、 更に 大正 十五 年 九月に 至って、 工員の 労働時間が 左のと おり 改められた。 

昼 勤 者、 自 午前 七 時、 至 午後 五 時 

夜勤 者 自 午後 七 時、 至 午前 五 時 

二 交替 勤務者、 自 午前 六 時、 至 午後 六 時 

自 午後 六 時、 至 午前 六 時 


十 等  一 〇 

第 七 特別 賞與 ノ配當 等級 左 ノ如シ 

一 、 擔當 就業 者 二 シテ 技術 優等 5si 行 忠實ヲ 旨 トシ 殊- 一勉 勵ナル モノ ハ壹等 ヨリ 四 等ノ間 ノ賞與 ヲ與フ 

二、 擔當 代理 若シ グハ 擔當 類似 ノ就 業者 二 シテ 前項 同  一 ノ働 キア ル者ハ 三等 ヨリ 六 等ノ間 ノ賞舆 ヲ與フ 

三、 一人 ニテモ 責任 アル 仕事 ヲ ナス モノ 若シク ハ 數人ノ 指揮 スル 就業 者-一 シテ 前項 ニ當ル モノ ハ四等 ヨリ 七 等 間 ノ賞與 ヲ與フ 

四、 他人 ノ 指導- 1 因リ 就業 スル モノ ハ六等 ヨリ 十 等 間 ノ賞與 ヲ與フ 

第五 十二 條 職工 頭ノ 職責 其 宜キヲ 得 成蹟顯 著ナル コトヲ 認ムル トキ ハ待 別增袷 セシム ルコト アルへ シ 

第五 十三 條 非常 ノ際 出場 シ タル モノ ハ相當 ノ慰勞 金 ヲ給ス 

其働キ 抜群 ノ者 ハ 特 一一 壹圓 以上 拾圓 以下 ノ慰勞 金 ヲ給ス 

罰 

第五 十四 條 一 ヶ月 中 無 屆缺勤 三 同-一 及フ者 及譬へ 届出 缺勤 スル モノ ト雖 トモ 七囘 以上 二 及 フ者ハ 一 級ヲ 降等 セシ メ尙無 屆缺勤 一週 

間ヲ 越ュル モノ ハ 解雇 ス へ シ 

第五 十 五條 職工 規則 第六條 第七條 第八條 ヲ犯シ タルモ ノハ 二日 分ノ 日給 ヲ沒 收ス 

第五 十六 條 職工 心得 第 十九 條第廿 ニ條第 廿八倏 第三 十條 ヲ犯シ タル 者ハ 一級 ヲ 降等 ス 

第五 十七 條 職工 心得 第二 十 條第廿 一條 第 廿七條 ヲ犯シ タルモ ノハ 一日 分ノ 日給 ヲ 沒收ス 

第五 十八 條 職工 心得 第 廿三條 第 骨四條 ヲ犯シ タルモ ノハ 直-一 返 場ヲ命 シ尙ー 曰分ノ  B 給ヲ 沒收ス 

第五 十九 條 職工 心得 第讲 五條 第 讲六條 ヲ犯ス モノ ハ 直-一 解雇 ス へ シ 

第 六十 條 職工 頭 其 務ヲ怎 リ苟モ 情 實ヲ挟 ミ私ノ 所業 アル トキ ハ 減給 及 其 職ヲ免 スコト アルへ シ 

第 六十 一條 出勤 ノ後 自己 ノ 勝手 ヲ以テ 半途 缺勤ス ル者ハ 其日ノ 日給 ヲ給 セサル ハ 勿論 或ハ 降給 ス ルコト アルへ シ 

第六士 一條 右 罰則 ノ外 ハ總テ 製造 係長 ノ 見込 ヲ以テ 相當ノ 所罰ヲ ナス へ シ 

2^ 上のと おり、 社員に ついては 社則、 工員に ついては 職工 就業規則 によって 服務 を 律して きている ので、 社 工員の 労働 

条件に は 相違が あった。 昭和 二十 年 終戦と 共に 社 工員 一 元 化の 機運が 急速に 高まり、 社 規定 も 漸次 一 元 化の 方向に 進ん 

だが、 二十 三年 三月 労働基準法の 実施に 伴い、 社 工員の 服務 その他 労働条件 は ほぼ 同一と なった。 

资  格 
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第五 十 一條 事業 ノ 都合-一 ヨリ 毎月 若 クハ毎 半季 中-一 於テ 待-一 一般 職工-一 賞與 ヲ袷ス ルコト アル ヘシ 

賞與 規定 

第壹 賞與 金額 ヲ定 ムル ハ毎壹 ヶ月-一 於 ケル钝 利金 ノ豫算 一一 依ル モノ トス 

第 liS 賞與ヲ 分ッテ 普通 賞與 特別 賞與ノ 二種 トス 

第參 普通 賞與 ハ賞與 金額 ノ拾 分ノ六 トシ 職工 壹ケ 月間-一 於 ケル收 得 賃金-一 比例 シ 各自-一 配 當スル 者 トス 

第 四 普通 賞與ハ 前條ノ 割合？ 以テ配 當スル モノ ト雖 トモ 若シ日 耠支拂 {: 田 日 ヨリ 四日 以內 一一 休業 シ タル モノ ハ左ノ 割合 日数 ヲ 出 勁 

日數 ヨリ 引去リ 一 勘定 十五 曰 間-一 付 W 勤； n 數十 HJ 一一 满タ サル トキ ハ 此賞 與ノ配 {。 田ヲ受 クル コ ト ヲ 得サル モノ トス 


引 去 リ日數 割 

tn 給 支 拂富日 ハ  一 日 

二日 目ハ  三日 

三日 目ハ  二日 

四日 目ハ  一日 


第五 特別 賞與 ハ賞與 金額 ノ 十分 ノ四 トシ 職工 壹ケ 月間-一 於ケル 技術 ノ 優劣 業務 勉否 各般 ノ輕重 原簿 一一 於 ケル點 檢ヲ確 Is シ左ノ 割 

合 17 以テ 各自 II S 當スル モノ トス 

第 六 特別 賞舆 等級 ヲ分 ッ テ壹等 ョ リ十 等迄ト シ其 等級 一一 對スル 個 數ハ左 ノ如シ 


比例 

T<„ 一  等  一 〇〇 

貳等  八 五 

參 等  七 〇 

四 等  五 五 

五 等  四 五 

六 等  三 五 

七 等  二 五 

八 等  二 〇 

九 等  一 五 


埋 

葬 

料 

白 

五 

等 

至 

画 

等 

自 

/、 

四 

等 

至 

十 

圓 

等 

自 

十 

等 

至 

十 

五 

圓 

等 

白 

十 

等 

至 

十 

圓 

等 

自 


等 至 五 等 


埋 


三 


十 


圓 


自六等 至 十 等 

二十 五 画 


自十 一等 至 十五 等 自 十六 等 至 二十 等 


十 


十 


五 


扶助料 


百 


八十 五圓 


七 


十 


圆 


五十 五囫 


第 六 被 雇 年限 中ト雖 トモ 貴社 ノ御 都合 一一 ョ リ 何時 解雇 セラ ル 、 モ聊 苦情 申 間 敷 候 事 

右 ノ條々 遂 一 承諾 ノ上 保證人 連署 ヲ以テ 誓約書 差 入 置 候 事 如 件 

年月日 

本 

保 證 

淺野 セメント 合資 會社 御中 

第 四 章 職工 負傷 死亡 病氣手 當給與 規則 

第 四十 五條 業務 ノ爲メ 一一 負傷 シ タル 者-一 ハ其 療養中 日給 ノ 半額 及 醫藥料 ヲ給シ 其 死-一 抵リ タル 者-一 

表-一 準シ 給與ス へ シ 


人 

人 


® 

® 


埋葬 料 及 遺族扶助 料 トシ テ左 


第 四十 六條 執 業 中 自己 ノ 怠慢-一 アラス シテ 負傷 シ爲メ 一一  不具 錢疾 トナリ タル 者へ ハ 適宜 扶助料 ヲ給ス ヘシ 

第 四十 七條 满 五ケ 年 以上 勤續シ 平素 業務-一勉 勵ナル 者ハ病 氣缺勤 中ト雖 日給 二分 ノ 一  以下？ 給ス ルコト アル ヘシ 

第 四十 八條 病氣 死亡 ノ 者へ ハ 左表- 1 準シ 埋葬 料ヲ 給與ス ヘシ 


但シ 勤續年 數-ー ヨリ 多少 增減ス ルコト アル ヘシ 

第五 章 賞  罰 

賞 

第 四十 九條 常-一 業務 ニ怎 ラス 勉勵 シテー ヶ月 間 皆勤 シ タル モノ ハ賞與 トシ テ金 五拾錢 ヲ與フ ヘシ 

第五 十條 職工 規則 ヲ 邀守シ 始終 正實 一一 業務 ヲ 勉勵シ  一 ノ 過失 ナ グ他ノ 職 エノ 模範 タルへ キ者ハ 毎 半季 末 一一 於テ 抜擢 昇給 セシム 一 

コト アル ヘシ 


第 四 節 服務 規程 


九 三 九 


第五 章 従業員 及び 労 傑 管理 

九 三 八 

第三 章 職工 採用 規則 

第三 十九 條 職工 志望者 ハ 普通 ノ 事理 ヲ辨 へ 身 體强壯 品行方正 まァ t,g きヲ U 

第 四十 條 職工 塵 者 ハ保證 人馨シ タル i 書^, ァ：^ 一 ヲ犯シ ダルコ トナキ 者タ ラサルへ カラス 

但保證 人ハ當 工場 知名 ノ者 一一 限ル 

第 四 ilu 前 ニ條ノ 資格 及 手 震 行ノ上 ハーケ 月以內 見習 職工 トシ テ 採用 ス ヘシ 

但 時宜-一 ヨリ 見習 ヲ要 セス 直-一 採用 スルコ トァレ ヘン .*1„^ス ヘン 

第 見習 職工 中 ハ總テ 先輩 職 エノ 指 f 從ヒ s--f へ キハ勿 iifi- ー堪 ヘス 他， -轉 f ル者ハ 見習 中日 給ヲ 

但見 習 日給 ハ 十五 等 以上 十三 等 以下 ノ範圍 -_  ？ 支 f 

第 四十 三條 職工-一 採用 セラ レ タル 者 ハ 職工 規 W ヲ is ナ ヒ，， ，、， ， 

4 ノ 職工 規貝ヲ 確守 セサル へ カラス 而シテ 採用 相當ノ 者へ ハ左 ノ辭言 渡ス ヘシ 


年 

第 四十 四條 採用 セ, f 


何等 職工 申 付 侯 事 

但 B 給ヲ 支給 ス 

月 B 

.レ タル 職工 ハ左ノ 誓約書 ヲ差 出スへ 

誓約書 


何  某 

淺野 セメント 合資 會社 

族 籍 

本人 姓名 


第二 工場 規則 ヲ 確守 スルハ 勿論 萬  一. SE  ノ ,fcr  -3 u  , 

II  >■  .a '月 ョ-年 月迄满 ケ 年間 トス 

第五 蒙 i 則 參ン又 i 金 f  f ル トキ iff I ラル、 llill 濃 候 事 


積立金 規則 

第壹 富 分工場 職工 タル 者ハ 毎月 ェ銀ノ 中 ヨリ 一 曰 分 以上 ノエ 銀 額 ヲ積立 ツル 義務 ヲ有ス 

但シ 疾病 等 ノ爲メ 缺勤シ 其 ェ銀高 一日 分 一 一充 タサル トキ ハ 出勤 後 其補缺 ヲ充タ シムル モノ トス 

第 1<g 前條 一一 基キ 職工 各自/積立金 ヲ甲號 積立金 ト稱 シ而シ テ 工場 一一 於 テ企時 二 仝額ヲ 積立ッ ル モ ノ ヲ乙號 積立金 ト稱ス 

第參 積立金 ハ 職工 誓約 年限 中 ハ 何等 ノ 事故 ァ ル モ 下渡サ . 、ル モノ トス 

但 就職 中 權災ノ 場合 ハ 甲號或 ハ 甲乙 號 積立金 ヲ下 渡スル コト アル 可シ 

第 四 積立金 ハ 職工 誓約 年限 満期-一至 レ ハ 甲乙 號 積立金 ヲ 下渡ス モノ トス 

第五 凡テ 積立金 ハ六 ヶ月 毎-一積 算シ年 七朱ノ 利息 ヲ付ス ， 

第 六 當 分工場 ハ 毎月 此ノ 通帳-一 積立金 額 ヲ 記 入 シ 主任者 捺印 シ領 收ノ證 トス 

第一 二士 一條 前條 積立金 ハ 之 ヲ甲號 ト稱ス 別 二 當會社 ヨリ 甲 號ト仝 額 ヲ積立 之ヲ乙 號ト稱 シ勤續 期間 满十ケ 年 一一 至リ 積立金 規則 二 依 

リ 附與ス へ シ 

第三 十三 f 當 工場 ノ 職工 ハ 途中 事務員 二 遭遇 シ タ ル時 ハ 相當ノ 敬禮ヲ 爲スノ ミナ ラス 同職 ェ間ノ 親睦 ヲ專 トシ 朝タ 相互 -1 挨 梭ヲ爲 

ス ヘシ 

第三 十四 條 終業 歸 宅後ハ 何等 ノ 事故 アル モ 工場 內ニ入 ルコト ヲ得ス 

但 係員 ノ 許可 ヲ得 タル モノ ハ此限 リー 一 アラス 

第三 十 五條 新 雇 職 エノ 業務 未熟 ナルヲ 嘲 リ又ハ 自己 ノ 未熟 ナル ヲ掩ハ ン カ爲メ 毁譽褒 等 ヲ爲ス へ カラス 

第三 十六 條 自己 ノ 業務 成熟 ナルヲ 誇 リ先雇 職工 ヲ識 リ苟モ 親睦 ヲ缺グ 力 如 キ吹聽 及 所業 ヲ ナスへ カラス 

第三 十七 條 日給 受取 ノ際ハ 自己 姓名 ノ文宇 明 K ナル 認印ヲ 係員-一 差出シ 受取 ル ヘシ 

第三 十八 條 病氣其 他事 故 ノ爲メ 自身 受取 ルコト 能 ハサ ル トキ ハ左ノ 委任 狀ヲ 交付 シ タル モノ-一 非 サレハ 仕拂ヲ ナサ ス 

但 時宜-一依 リ 親子 兄弟 it» 夫婦 ノ者ハ 委任 狀ヲ 要セ ス仕拂 フコト アルへ シ 

委任 狀 

拙者  ヲ以 テ部理 代人 ト定メ 左 ノ權限 ノコ トヲ 委任 ス 

一 、 明治 何年 何月 (上下 半月) 分 曰 袷 受取 ノ件 

右 委任 狀如件 

何 之 誰 印 

第 四 節 服務 规程  九 三 七 


第五 章 従業員及び^：？務管理  九 三 六 

但營業 ノ 都合 ヲ以テ 早出 居殘 臨時 就業 及 夜業-一 從事ス ル時ハ 本文 曰 4g 額 以外 一時間 壹分ノ 割 ヲ以テ 分耠ヲ 支給 ス 

第 十四 條 職工 日給 ノ 滑滅ハ 平素 ノ 勤怠-一 ヨリ 毎月 又ハ 臨時 一 等 以上 數等ヲ 昇降 スル コト アル へ シ 

第 十 五條 锻冶 大工 其 他人 夫-一至 ル迄 《a 工場 被 雇中ハ 積立金 規則 等 本 規則-一 牴 觸セサ ル限リ ハ凡テ 遵守 ス へ シ若逮 シ タル 者ハ 直-一 

解雇 スル コト アル ヘシ 

第 十六 條 職工 中ョ リ 一 一名 以上 ノ 職工 頭ヲ置 キ晝夜 交替 各 職工 ノ 取綠ヲ ナサ シ ム 

但 取締 ハ 品行方正 一一 シ テ當 淺野セ メント 工場 數年 就職 シ タル 者-一 限ル 

第 十七 條 職工 頭ハ常 職-一就 カス 工場 内 ヲ巡祝 シ各職 エノ 勤怠 ヲ質. ン苟モ 職工 規則-一 違 Si シ タル 者 アル 時ハ 速力 一一 係員-一 屆出ッ へ シ 

第 十八 條 職工 ハ諸 道具 物品 ノ 請求 ハ 勿論 如何 ナル 事ト雖 モ凡テ 職工 頭ヲ以 テ應答 處辨ス へ シ 

但 職工 頭-一 於テ 不當ノ 業爲ァ リタ ル時ハ 此限リ 一一 アラス 

第一 一章 職工 心得 

第 十九 條 工場 內 一一 於テ 喧嘩 口論 ヲ爲ス へ カラス 

第二 十條 職務 上-一 付 同 職工 中 相互 意見 ヲ異ニ ス ル時ハ 休業 時間-一 於テ 職工 頭へ 其 旨 申出 ッ へ シ 

第二 十 一條 就業 中 喫煙 又 ハ 放歌 讀書 猥褻 ノ 言語 等 ヲ爲ス へ カラス 

第二 十二 條 就業 中聊 タリ トモ 隱眠ス へ カラス 

第二 十三 條 醉氣 ヲ带ヒ タル モノ ハエ 場内-一入 ル コトヲ 許サス 

第二 十四 條 小 兒ヲ連 レエ 場內亍 入ルへ カラス 

第二 十 五條 毎朝 タ 出勤 ノ節ハ 出勤 届 一一 代へ 自己 ノ 名札 ヲ墨 宇-一 改 メ置グ へ シ 決シテ 他人 ノ 名札 一一 手 ヲ觸ル へ カラス 

第二 十六 條 便所 以外-一 放溺シ 肉體ヲ 顯ハシ 工場 內ヲ 往復 ス へ カラス 

第二 十七 條 職工 ハ曰マ C ュル 諸器械 器具 物品 等總テ 鄭重-一 取扱 ヒ 破損 紛失 等 ナサ.、 ル樣 充分 注意 シ若シ 破損 紛失 シ タル トキ ハ直 一一 

職工 頭-一 届出 ッ へ シ 

第二 十八 條 工場 內火ノ 元-一 注意 スル ハ勿論 業務-一 必要 ナキ火 ハ焚グ へ カラス 

第二 十九 條 非常 ノ際ハ 何時 タリ トモ 直 一一 出場 ス ヘシ 

第三 十條 工場 內ノ 物品 ハ譬へ 不用 ノ板 切レ 竹屑ハ 勿論 如何 ナル者 タリ トモ 係員 ノ 許可 ナ _N シテ持 歸ルへ カラス 若 シ持歸 ラント 

ス ル者ハ 許可 證ヲ得 ヘシ 

第三 十 一條 職工 ハ 工場 積立金 規則 一一 從ヒ 必ス 積立金 ヲ爲ス へ キ 義務 ァ ル モノ トス 


但發病 又 ハ 不得止 事故 ヲ以テ 退場 ス へ キ時 其狀ヲ 係員 二 告ケ 許可 ヲ得タ ル 場合 ハ此限 一一 アラス 

第九條 病 氣又ハ 不得止 事故 ヲ以 テ不 參スル モノ ハ午前 九 時 及 午後 九 時 ヲ限リ 屆出ッ へ シ若シ 同時 間 迄-一 届 ナキ者 ハ無屆 缺勤ト 見 

做ス 

但不參 二週間 ヲ過 クル モノ ハ當 會社ノ 都合 ヲ以テ 解雇 シ尙 無屆ニ テ 二十日 ヲ過 クル モノ ハ未拂 賃金？ 支給 セス 

第十條 工場 ノ 休日 ハ 左- 1 記載 スル數 日 一一 限ル ヘシ 

但營 業ノ 都合-一 ヨリ テ ハ此定 曰 內ト雖 操業 スル n ト アル へ シ 

起業 祭 

神武 天皇 祭 

天長節  く 

年始 年末 

毎月 一 日 十六 日 

第 十一 條 就業 中 自己 ノ 過失-一 非 スシテ 怪我 ヲ爲シ タル 者ハ 救助 規則-一 從ヒ相 當ノ手 {S ヲ爲ス へ シ 

第 十二 條 日給 ハ 毎月 十五 曰 三十日 ノニ囘 一一 仕拂フ ヘシ 

第 十三 條 職工 等級 及 賃銀 ノ 割合 ハ左 ノ如シ 


職工 等 扱 及 賃銀 表 


R  1  L 

甲 

十 

等 
十 
等 

丙 

乙 

甲 

拾 

四 

錢 

拾 
五 
錢 

拾 
ハ 

Ail- 
錢 

拾 
錢 

圓 

四 
拾 

圆 

拾 

Alt 
錢 

等 

拾 
錢 

拾 
錢 

拾 
錢 

圓 

圓 
拾 
錢 

圓 

錢 

等 

拾 
八 
錢 

拾 

九 
錢 

拾 
錢 

等 

八 
拾 

錢 

九 
拾 
錢 

九 
拾 

錢 

等 

拾 

五 
錢 

拾 

ハ 

錢 

拾 
七 
錢 

十 

四 
等 

七 
拾 
錢 

七 
拾 
五 
錢 

八 
拾 
錢 

四 
等 

錢 

5 

拾 
四 
錢 

十 

五 
等 

/、 

拾 
四 
錢 

拾 

/、 

錢 

拾 
八 
錢 

五 

等 

拾 
九 
錢 

拾 
錢 

拾 
錢 

十 

等 

五 
拾 
八 
錢 

拾 
錢 

拾 
錢 

/、 

等 

拾 
錢 

拾 
七 
錢 

拾 
八 
錢 

十 

七 

等 

五 
拾 

錢 

五 
拾 
四 
錢 

五 
拾 

ン、 

錢 

七 

等 

拾 
錢 

拾 
四 
錢 

拾 
五 
錢 

十 

八 
等 

四 
拾 

錢 

四 
拾 
八 
錢 

四 
拾 

錢 

五 
拾 
錢 

八 

等 

拾 
錢 

拾 
錢 

拾 
錢 

十 

九 
等 

四 
拾 
錢 

四 
拾 
四 
錢 

九 

等 

拾 

七 
錢 

拾 
八 
錢 

拾 
九 
錢 

十 

等 

第 四 節 服務 規程  九 三 五 


第五 章 従業員 及び 労務管理  九 三 四 

ハ #£ お 月 あ +K-  ！ 

服務 規程の 沿革 社員 服務に 関して は、 大正 三年 三月 制定の 「職員 雇員 任用 及 俸給 規程」 中に 初めて 任用に 関する 規程が 設けられ、 「公 

賜 休日 並に 請暇 規程」 は 大正 九 年 一 月に 制定、 次いで 「徴兵検査 並に 簡閲 点呼 取扱 規程」 等が 断片的に 規定され てきた の 

であった が、 昭和 六 年 一月 新 職制の 実施 を 機と して、 従来の 単行 规程 その他 慣行. C 规を 網羅した 上、 二、 三の 改正 を 加え 

て、 新 社則 を 設定した が、 その 社則 中に 初めて 服務の 一章 を 設ける に 至った」 

一方、 工員 服務に ついては、 従来 各 工場に 共通な 成文の 職工 規則 を 欠き、 単に 合資会社. & 代に 規定され た 後掲の 「職工 

規則」 に 変更 を 加えた もの や、 あるいは 工場の 内規 慣行に 頼って いたた め、 工場に よって 取扱 を 異にする 点が 多く、 適当 

な 機会に その 統一が 要望され ていた" 大正 十五 年 六月 五日 工場 法 施行 令 改正 (大正 W 年 八月 二 曰 公布) 並びに 関係法規の 施 

行に 伴い、 就業規則の 届出 を 強制され た 等の 理由 もあって、 同年 九月 初めて 統一され た 就業規則の 制定 を 見る に 至った" 

野セメ ン トん" 資會枕 職工 規則 

第一章 總  則 

第 一 條 當 工場 職工 就業 ノ間ハ 總テ其 係員 ノ指圖 一一 從ヒ 誠實 懇篤 一意 專心 業務-一勉 强ス ヘシ 

第二 條 職工 就業時間 ハ 毎日 午前 六 時 ヨリ 午後 六 時 迄 及 午後 六 時 ヨリ 翌 午前 六 時 迄 トシ 晝夜 交代 勤務 スル モノ トス 

第 三 條 職工 ハ 毎日 出場 ノ際 各々 出勤簿 ヲ 係員へ 差出シ 返場ノ 節之ヲ 受取 ル ヘシ 

伹 出勤簿 表 破損 若グ ハ 紛失 スル トキ ハ其 事由 ヲ 申出 テ 新-一 下付 ヲ 請求 ス へ シ 

第四條 職工 ハ 就業時間 十分 前-一 出勤 シ 係員 ノ 指揮-一 從ヒ 各自 ノ 業務 一一 就グ ヘシ 

第 五條 機械 ノ動 止ハ 掛員ノ 命令-一 從ヒ 決シテ 私-一 爲スへ カラス 

伹至急 ヲ 要スル 場合 ハ此 限リ -ー アラス 

第六條 職工 ハ 就業 ノ鬼笛 以前-一 於テ其 業ヲ止 メ或ハ 入浴 等ヲ爲 スコト ヲ禁ス 

第七倏 就業 中ハ 各自 受持 業務 ノ 場所 ヲ離レ 又 ハ他ノ 職 エト 談話 スル コト ヲ禁ス 

但 業務 上 一一 就テノ 要談 ハ此限 一一 アラス 

第八條 就業 中外 出 若 グハ 外 來人ト 面談 スル コト ヲ禁ス 
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六 四 二 
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て 昭和 二十 五 年 十二月 糸 崎 工場へ 八 名、 大阪 工場へ 五名、 計 十三 名の 人 A を セメント 部門に 配置転換し、 現在に 至ってい 

る" 二十 八 年 三月 十日 現在 従業員 は、 第一 一四 表のと おりで、 全 従業員の 三 ％ に過ぎない。  • 

遇  スレ— ト部は その «模 • 業績に おいて、 他の 副業 部門よりも すぐれてい たため、 待遇 も セメント 部門に 比べて 本質的な 

差異 はな か つ た。 

鉄筋 コン 7 リ —ト. 力— リットの 工員 は、 セメント 部門 H 員に 比べ、 その 作業 上 本質的に 相違が あるので、 昭和 三年 八 

月 それぞれ 単独の 程 を 制定し、 当社 従業 B; ながら 若干 区別して 待遇して いた。 

また、 御 野 機械 製作所 • 番*^ 製鋼所 は、 独立採算制 実施 後、 ， セメント 部門に 比べ- fS 干 異なった 待遇 を 受けて いる。 

なお 昭和 十九 年 戦局の 進展に 伴って、 糸 崎 工場 は アルミナ 及び アルミナ グ リンカの 製造に 転換した が、 これにより 同ェ 

場の 従業員 は 左のと おり、 かなりの 増加 を 見て いる。 

(昭和 十六 年 三 巧) (S 和 十九 年 十二月) 

社員  六 一  一 〇 二 

ェ 員  二三 一  三 三 〇( 徴用 者 八 八 を 含む) 

計  二 九 二  四 三 二 

これ は 戦時中、 時局の 要請に 基いた 一時的 現象で あり、 終戦と 共に 同 製造 を 中止し、 まもなく 本来の セメント 製造に 復 

元した。 アルミナ 製造に よって 膨張した 従業員 は、 徴用 者の 解除に より 一応 減少し、 更に 二十 四 年の 企業 合理化に よって 

適正 人員と なった。 

また 尼 崎 工場 は、 コバルト 精辣 のた め、 W 和 十九 年 一月から 二十 年 九月まで 束 亜 コバルト 株式会社に a 貸、 従業員 も 

籍 されるな ど、 左のと おり、 かなりの 変遷 をた どって いる。 

昭和 十七 年 (i 合併 時) 昭和 一 一十 一 年 昭和 二十 四 年 (H 場 m 鎖 時) 

一 六 

一 五 

三 一 

第三 節 セメント 部門 以外の 従業員  九 三 三 


第五 章 従業員 及び 労務管理  九 三 二 

鉄筋 コンク リ— ト部 大正 十二 年、 浅 野 同族会社から 経営 を 力 継ぎ、 本店 鉄筋 コン 7 リ ー ト部 として 梵 足した。 同 部 はコン ダリ ー ト 建築 請負 

事業 を 行う もので、 現場 就労 者 は 請負 制 をと つてお り、 したがって、 引継 当時の 従業員 は 社員 十六 名、 嘱託 一名、 計十ヒ 

名に 過ぎな か つ た" 

その後、 昭和 二 年末に は 社員 二十 四 名と 僅かに 増加した が、 四 年に は 鉄筋 コンク リ —ト 株式会社 として 分離 独立し、 従 

業 員 も 全員 新 会社に 移籍した。 

力— リ ット部  大正 十二 年、 日本 力— リット 株式会社 を 合併、 本店 力— リット 部と して 発足した。 合併 当時の 従業員 は 社員 十二 名、 職 

ェ 三十 名、 計 四十 二 名であった。 

その後 漸次 増員され て、 昭和 四 年 十二月に は 合計 七十 二 名の 従業員 を 擁して いたが、 五 年の 人 眞 整理に 際し 十四 名の 整 

理を 行い、 六 年 六 s では 五十 七 名に 減少した。 九 年 三月に 至り、 浅 野 力 I リット 株式会社 として 分離 独立し、 従業員 も 全 

員 新 会社に 引継がれた。 

製鈉、 機械 その他 前記の ほかに、 製鋼 (香 春製銷 所)、 機械 製作 (御 野 機械 製作所 • 來 京 機械 製作所) を 兼営して いたが、 これらの 事業 は 

戦時中の 特色と して 急速に 膨張し、 戦局た けな わな 昭和 十九 年に は、 従業員 約 五六 〇 名であった。 しかし、 敗戦 後 縮小 を 

余儀なく され、 終戦 翌年の 二十 一年に は 約 四 〇〇 名に 減少、 更に 二十 四 年 六月の 企業 合理化に より、 束 京 機械 製作所 を閉 

鎖す ると 共に 二 〇 五名の 人員 を 整理し、 益々 減少した。 

その後 二十 四 年 八 御 野 機械 製作所、 翌 九月 香 春 製鋼所と 相次いで 独立採算制 を 採り、 特に 御 野 機械 製作所で は、 続い 

(W114 謝,  ^»  W  H  *  »  W  »  (S せ 28 せ 3  5 
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.  ..^ セメント 部門 以外の 従業員  九 三 


部 大正 三年、 東京 深 川に スレ —ト 工場 を 新設した が、 翌四年 独立して 浅 野 スレ— ト 株式会社 となった." 大正 七 年に は 同社 

門 司 工場が 攻ェ したが、 十二 年に 至り 再び 当社に 合併、 スレ ー ト部 として 発足した。 合併 当時の 従業員 は 社員 三十 三 名、 

工員 二 〇〇 名、 計 二三 三 名であった。 

これ は、 当時の セメント 部門 従業員 数に 対して、 僅か 五 ％ に過ぎない ものであった。 昭和 四 年に は、 朝鮮の 京 城に 工場 

を 新設し、 更に 翌年 名古屋 工場の 竣工 も あり、 従業員 も 次第に 増加し、 昭和 五 年 五 0: 四 三 〇 名 となった。 

. しかし、 同年の 人員整理 では、 同 部 従業員の 約 一 〇％、 四 〇 名の 人員整理 を 行った。 

満洲 事変 以降 は、 市況の 好転に つれ、 スレ— トの 需要 も 増大 七た ので、 次々 と 工場の 新設 を 行った" すなわち、 和 十 

三年に 高 雄 工場、 十四 年に 札幌 工場、 更に 十五 年に は清津 工場が 竣工した。 

この結果、 十七 年末の スレ ー ト 部門 従業員 は 一、 〇 一 八 名 を 数える に 至り、 セメント 部門 比 一 三-五 ％ に 上った-」 

更に 二十 年 五月に は、 大阪 石綿 工業 株式会社 を 合併し、 清水. 大 阪の両 工場 を 加え、 従業員 は 漸増の 傾向に あつたが、 

終戦に より 海外 事業 場を丧 失し、 二十 年末 現在 六 一 八 名と なった，、 終戦後 数年間 顕著な 動きはなかった が、 二十 四 年の 企 

業 合理化に より、 一三 二 名の 従業員 を 整理した。 二十 四 年 十一月に は 独立採算制 を 笑 施し、 二十 六 年 五月 アサノ スレ— ト 

株式会社 (現 浅 野 スレ— ト 株式会社) として 分離 独立、 同時に 全 従業員が 新 会社に 継承され た」 

分離 当時の 従業 A は、 第一 一三 表のと おりで、 セメント 部門 比 八 -七％ であった。 

*  W  一  #  s  一  In  M  一  SH. 
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第三 節 セメント 部門 以外の 従業員 

当社 は、 セメント 部門の ほかに、 それぞれの 時代に 即応した 事業 を 兼営して きたが、 これらの 部門に 従事した 従業員 は 

左の ような ものであった。 
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(第 111 表） 

社員 学歴 別， 勤続 年数 別表 

(昭和 28 年 3 月 10 曰 現在) 


年 

次 

\  '、リ - 

\ 宇 
jSf,\ 际 

S'J  \  St. 

続 \ 

年数 ゝ 

大 
学 

專 
門 

中 
等 

髙 
小 

女 
子 

計 

昭和 27 

0 

一 7 

~26 

"68 

25 

~~ 2— 

18 

—8 

3 

—4 

Tl 
― 1 

~ 5 
一 7 

~J3 
~T9 

"50 

^ 

24 

1 

~~6 

23 

4 

1 

2 

つ 

~8 

16 

22 

1 

~15 

—6 

T5 

17 

"54 

21 

"T6 

—5 

1^ 

~1A 

16 

83 

20 

^ T~ 

T9 

'\1 

"24 

"29 

9 

98 

8— 

― 

9 

8 

15 

~Jl 

~~T8 

9— 

—4 

—8 

一 8 

—6 

~15 

"4l 

17 

10 

4 

2 

15 

—2 

—プ 

—30 

16 

—1—1 ― 

11 

T2 

】 

一 9 

、 

"52 

15 

12 

4 

—4 

23 

TT 

"44 

14 

13 

—3 

~9 

1.9 

—9 

11 

13 

14 

—4 

一 8 

20 

—6 

つ 

"41 

12 

15 

一 8 

—4 

"10 

~4 

U 

16 

8 

6 

~ "？ 

一 

22 

10 

17 

—3 

一 8 

13 

~8 



—32 

9 

18 

10 

一 8 

—4 

"27 

8 

19 

Tl 

一 8 

一 8 

"27 

20 

3 

1 

~6 

—2 

~12 

6 

21 

2 

— 

22 

—2 

4 

23 

1 

3 

11 

24 

—2 

—6 

—4 

15 

2 

25 

—2 

—3 

~4 

T2 

昭和 元 

2—6 

11 

~J9 

14 

27 

— 1 

一 15 

—9 

If 

13 

28 

~6 

—4 

~J2 

12 

29 

一 1 

—1 

11 

30 

4 

10 

31 

1 

4 

—4 

9 

9 

—32— 

—6 

6 

8 

33 

34 

2 

6 

~35~ 

3 

36 

4 

37 

38 

1 

39 

1 

2 

大正 元 

40 

232 

1 

計 

170 

1461283 

159 

990 

(備考） 年次 は 4 月 1 曰 を 基準と した。 
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第二 節 


昭和 二十 八 年 三月 十日 現在に おける 勤続、 年齢、 学歴 別 等の 構成 を 示せば、 第一 〇 九、 一一 一、 一 一二 表のと おりで あ 

る。 


- 部門 従業 貝の 構成  九 二 九 


§§  H  r  ^  »  >  »  w«  (nam  28 せ 3  H 10  Bi»;Jt)， 


響 


響 


(第 109 表  >  ェ鉱員 動 続 年数 別， 年齢 別人 員 表  （昭和 28 年 3  n 1" EjgjfO 


勤 》 年 s 
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20 

21 
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： 28 
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35  36 
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その後、 業務の 伸縮に 即応して、 若干 職種の 変動 を 見た が、 昭和 十二 年 十二月に おける 職種 別 構成 は、 第一 〇 七 表のと 

おりで ある。 
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(苐 106 表） 

男女 別， 社 ェ鉱員 別 構成比 率 表 

レ 昭和 年 3 月 現在） 


男 

女 

社 員 

833 
(84.1) 

157 
(15.9) 

990 
(100.0) 

ェ 員 

2,669 
(97.1) 

81 
(2.9) 

0  0 

鉱 員 

763 
(94.1) 

48 
(5.9) 

811 

(100.0)  1 

合 計 

4,265 
(93.7) 

286 
(6.3) 

4,551 ！ 
(100.0)  1 

その他 
臨 時 

308 
(91-9； 

25 
(8.1) 

333 
(100.0) 

(備考） （1) 力 ッ コ內は ％ を 示す 

(2) 工員に は 船員 47 名 を 含む 


第五 章 従業員 及び 労務 管现  九 二 四 

^ 女子 従業員 

創業 時代に おける 女子 従業員 は 極めて 少なく、 もっぱら 給仕. 小 使 等の 雑役に 従事して いた。 

大正の 中葉、 セメント 容器が 樽から 麻袋へ 転換す るに つれて、 袋の 修理 作業 等に 女子 を 多く 使 川し 始めた が、 昭和 初 

頭、 紙袋の 出現 及び 昭和 五 年の 人員整理に 伴って 大幅に 減少した。 

しかるに、 日華 事変の 勃発 以来、 子が 軍務 応召、 他 業種へ 転職した ので、 これに 代って 女子が 現場の 軽労働 作業ない 

し 事務 補助 部門に 進出す るよう になった， - しかも 太平洋戦争 中、 軍需 会社の 指定 を 受けて、 女子 挺身隊. 勤労 学徒の 就 

を 見、 女子 は 更に 増加した" 

終戦後、 昭和 二十 二 年 十月 労働基準法の 公布に 伴い、 女子の 就労に 著しい 制約 を 受ける ことと なった ばかりでなく、  二 

十四 年、 当社に おいて 企業 合理化に よる 人 負 整理の 際、 多くの 女子が 退職し、 補充 採用 も 男子 を 主として いるた め、 女子 

従業員 は * 減の 傾向に あって、 現在で は 第一 〇 六 表のと おり、 全体の 六 ニー ー％ に過ぎない 状況と なって いる-」 

^ 職種 別. 勤続 別. 年齢 別 

種 別 明治 十六 年 創業 当時の 当社 職 稀 別 幹部 社員の 構成 は、 会計 

担当 四、 製造 担当 三、 検査 担当 一 、 販売 担当 一 (兼務) の 計 

八 名、 他に 支配人 一名で あつ た" 

明治 三十 六 年、 深 川 工場に わが国 最初の 回転 窯 を 設置す る 

に 及び、 セメント 工場 現場に おける 職種 は、 左のと おりと な 

つ た。 

原料 部 . 焼成 部 • セメン ト仕 上部 • 動力 部 . 製 博 部 (門 司 

工場の み、 深 川 工場 は 外注，) 
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X 員 (鉱 員) 昭和 十二 年末の 工員 資格 別 構成 は、 第一 〇 四 表のと おりで ある。 
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(昭和 28 年 3 月 10  B 現在) 


表 

齢 

第二 節 セメント 部門 従業 R の 構成 


現行 資格 制度に 基く 資格 別、 年^ 別 社：：：： 〈w 成 は 第  一 0 三 表のと おりで ある _ 


社 


(第 101 表) 
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第五 章 従業員 及び 労務管理  プ 二 0 

終戦後 社：： r エ鉱 H; 間の 身分 上の 待遇 差 は 著しく 縮小され、 現在に おいて は 職 後 範^の みに よる 大まかな 区分と なり、 

その 様相 を 大きく 変化 させて きた- なお、 現在に おける 従業員の 構成 を 示せば、 第一 〇〇 表のと おりで ある- - 

n 資格 別 

員. 社員の 資格に ついては、 社則 制 (大正 二 年) 以前から 職 a . 月給 雇 R .  U 給 雇員の 三 段階に 区分し、 社員の 中で 上級 

社員 を 職員、 その他の 社員 を 雇員と 呼称して いた」 大正 二 年 当時の 社員 資格 別 構成 は 第一 〇 一 表のと おりであった _ し 

社員 資 格別 構成 (大正 二 年) 


(餾考 ) 本店 は 役員 一名の み 

改正 後 昭和 八 年 資格 別、 年齢 別 社員 構成 を 示せば、 第一 〇 二 表のと おりで ある。 (資格 制度に ついては 第 四 節 服務 规稃 

参照) 

#  »  *  S 一一，  n  S  >  »  §  ^ -.. 1【 一 Is 
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(第 100 表）  従業員 構成 表 （昭和 28 年 3 月 10 曰 現在） 


区 

別 

格 

成 別 

人 員 

備  考 

役 

技  監 

部所 長 

他に 役員に 委竊 された {| 量 ミ } 名 あり ' 

±^          所  再 
*^          >1\  jx. 

10 

御 軒 ネ想械 ^作 所長 幕? fe! 綱 所長 を 含む 

社 

職 

本 社 課 長 

14 

地方 場所 課長 

46 

待遇 ー极者 2 名 を 含む 

社 

出 所長 
本社 課長 代 ？』 

13 

員 

地方 場所 課長 代理 
主  任 

57 

1 nc 
iUD 

/待遇 三极者 4) 么も A ォ. 
\// 四 ,, 31/ 名 を む 

待 社 
遇 員 

一  极 

二  m 

三  极 

1 
丄 

11 

10 

職場 長 

88 

員 

般 

副 職場 長 

社 
員 

班  長 
一  般 

622 

/特殊 職名 社 》 118\タ も 会す、 
i 女子 社員 157/ 名 を a む 

計 

990 

X 

職 

場  K 

副 

職場 長 

94 

鉱 

班 

長 

276 

般 

3,137 

員 

計 

3,514 

m 

員 1 

47 

計 

4,551 

その他、 各 工場' 採掘 場に は、 在籍の 社ェ鉱 員の ほか、 若干の 臨時 ェを 使用して いる。 


遇 創業 W 来 太平洋戦争 当時に 至る まで は、 社員. 職工 . 鉱夫の 身分 上の 区別 は、 ひいて 始終 業 時刻、 労働時間、 休憩、 休 

日 その他の 就業 条件、 給料 赏夸、 退職金 等の 取极 はもち ろん、 社宅 その他の 厚生 福利 面に おいても 一せ しい 懸隔 を 生じ、 職 

ェ、 鉱夫 間にお いてす 

ら、 また 多大の 差異が あ 

つた。 しかし、 戦争 遂行 

上、 勤労意欲 昂揚 を 図る 

ため、 労務者 を 「 * 業 戦 

士」 と 呼ぶ ようになった 

風潮に のっとり、 社内に 

おいても、 、水 年 呼び 惯れ 

た 職工 • 鉱夫の 呼称 を 順 

次 工員. 鉱 員に 改める 一 

方、 採掘 場の 直営 転換 以 

来 努力 を 続けた 採掘 設備 

の 整備 進 渉 も あ つ た の 

で、 鉱員 にも 工員 退職金 

規程 • 就業規則 . 賃金 規 

則 その他 を 可能な 限りで 

適用す る ことと し、 力 

ェ鉱員 間の 待遇 差 縮小に 

努めた。 
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同 二十 年 十二 (同 二十 二 年 六 Br 平 岡 讓 

同-二十 二 年 七月 >.-!§1  二十 四 年 九月 江上 忠 

同 ニヤ 四 年 九 月， （現在  田 中 « 

S 業 部 A 

昭和 二 年 九 月 ）- 同 四 年 四月 宫 地 茂 

( 四， 四 >-Ki* 七 部 空席) 

问 £ 年 七 SJ. 同 十五 年 十月 瀹山^|4太 

同 十五 年 十一月- (同 十六 年 十二月 迹見富 Ili 

N 十七 年 一 月？；！^ 十九 年 七月 上 田 鍵 ^ 

二八 •£ 業務 部と 称す。 一九 * 八？ 二 〇 二  二部 制な し) 

同 二十 年 十二月-. (同 二十 二 年 六月 江上 忠. w 

0  二十 二 年 七 月 ~ 現在  武安 千お 

(ニニ. 七- 1  二 四 • 九 業務 部と 称す) 

資材 部長 

"お J"  十一 s-;:!: 十 人 年 九 BT  0  0 作 
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法律 部 

^和 四 年 五 
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一十 年 十二月 伊奈 千 


？ i 和 


南 

^和 


鉱 
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方 部 


業 部 


十五 年 八月 

に 二 年 一月 

九 年 三 月 


一十 年 十一 


^ 地 


« "政 部 

昭和 二十 年 十二月 

企劃 部 

施 設 部 

昭和 二十 年 十二月， （3^ 

生産 第一 部 

生産 第二 部 


生産 第三 部 

昭和 J- ん年 八 


二十 年 十二月 A? 

二十 二 年 六月 小 杉 

二十 年 十二月 被 せ 

二十 一一 年 六月 笹埜 

二十 年 三月 ®  0 


政 


田 糾ニ郞 
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身分 的 色彩が 濃厚であった。 

創業 当初の 社員. 職工の 構成比 率 は、 社員 一 人 当り 職工 約 四 人の 割合で あつたが、 設備 抵張 のた めの 労務者 増加 も あ 

り、 合資会社へ 改組 時には、 一人 当り 十 人に 増して おり、 その後 回転 窯に よる 焼成 方式 採用の ため、 株式会社 改組 当 t- は 

一人 当り 六 人に 減じて いる- 続いて 事業の 進展に つれ、 支店 工場の 新 増設、 他 会社の 合併 等に よって、 従業員 は 急激に 增 

加した が、 身分 別 構成に は 大した 変化 もな く、 大正 末期に は 一人 当り 約 五 人の 割合と なった。 

昭和時代 を 迎えて、 西 多 摩. 香春両 工場の 新設 びその 間の 経済 恐慌に よる 人員整理 を径 て、 前記 比率 もまた 変動して 

いるが、 従前からの 設備の 機械化、 作業の 合理化 も あり、 社員 一人 当り 職工 数 は 漸次 減少の 傾向 をた どった。 

なお、 昭和 五 年 社則 改正に より、 従来の 社員. 職工 以外に 顧問. 嘱託、 臨時 雇 等 を 設けた が、 その 数 は 僅少であった。 

日華 事変が 始まって から、 他社の 合併 相次ぎ、 従業員 は 画期的 増加 を 示した が、 外地 勤務 社員の 漸増 その他の ため 太平 

洋 戦争 突入の 翌 十七 年に は、 社員 一人 当り ェ鉱 員数 三人の 割合と なった。 なお、 この 時の 社員 中、 課長 2? 上の 管理職 は 約 

八 ％ を 占めて いた。 

更に 戦争 末期の 十九 年に は、 軍需 会社の 指定 を 受けた ため、 軍務 応召者 • 海外 抓 遣 者 等に よる 従業員 不足の 補充と して 

社ェ鉱 a 以外に 多数の 戦時 臨時 労務者の 就業 を 見、 これら 労務者の 工場 従業員に 対する 比率 は 二 四 ％ に 達した。 

終戦後 は、 海外 事業 場所の 喪失、 業務 縮小 等に 基く 整理に よる 社員の 減少に 加え、 二十 四 年の 企業 合理化 及び それによ 

る 社員からの ェ鉱員 転籍 等に よって、 社ェ鉱 員の 構成に 若 千の 変化 を 生じ、 二十 八 年 三月 十日 現在の 従業員の 構成比 率 は 


左のと おりで ある。 
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なお、 各部 部長の 変遷に ついては、 第 九九 表に 示す とおりで ある。 

第二 節 セメント 部門 従業員の 構成 

一身.； R  K 

成 社員. 工員 (鉱 員：) の 区別 は、 元来 職務の 性質に 基く ものであるが、 創業 以来 太平洋戦争 終結に 至る まで は、 伝統的に 
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場 所 別 従業員 表 
  (昭和 24 年 7 月 1 日、 
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叭和 二十 五 年 以降、 スレ— ト 部門の 独立 (本 編 第 七 期 三 二三 頁、 第 八 期 三 四 七 頁 参照) 採掘 部 1： の 一 部 独立 (本 編 第 八 

期 三 四 六 頁 参照) を 経て、 現在の 在籍 人員 は 第 九 七 表のと おりと なって いる" (参考： 第 九 八 表) 

(«97*)  *  FZT  t«  ，  »  »  (__sfn28 せ 3  n 10  E- 港； fE) 


朝 鲜人等 多数の 労務者の 就労 をみ た。 これらの 労務者 は、 指定 軍需 会社の 生産 確保 を 図る ため 雇用契約 によらず、 国民 勤 

労動 員署の 斡旋に よって、 強制的に 就労 させられた ものであって、 質的に は 不熟練の 臨時 労務者に 過ぎなかった が、 前述 

のよう な 要員 払底と その 補充 難と にあえい でいた 当社に とって、 その 効果 は 看過し 得ない ものが あつ た。 昭和 二十 年 七月 

現在、 セメント 工場 部門に おける これらの 就労 者 は 次のと おりで あつ た。 

徴用 者  一 六 六 

動員 学徒  五 七三 

女子 挺身隊  五 九  ，■ 

軍 派遣 員  一四 0 

勤労 隊  八 

朝鮮人  二 〇 

計  九 六 六 

終戦 時の 労務 状況 戦時中 を 通じて、 亦久則 的に 膨張して きた 従業員 は、 海外 事業 場所の 丧失、 終戦に 伴う 業務の 縮小 等に より 必然的に 人員 

過剰 を 招来し、 加えて 外地 勤務者の 帰還、 軍務 者の 復員 は 益々 剰員に 拍車 を かける 結果と なった。 よって M 年 秋、 社 a: 約 

百 名の 人員整理 を 実施す ると 共に、 自然淘汰 を 目的と する 停年 制の 復活 実施、 増員 抑制の ための 新規 採用 制限と その 対策 

とに 苦心した。 

学校 卒業 者の 定期 採  しかし K 面に は、 前述の 「学校 卒業 者 使用 制限 令」 により、 採用 停止 を 余儀なく されて いた 幹部 要員の ブランク を 急速 

に 補充す るた め、 終戦 時 軍籍に あった 学卒 技術者 若干 名 を 採用し、 更に 二十 一 年 十月から は 若干の 中絶 期間 はあった が、 

学卒 者 の 採用 を 実施 している" 

昭和 二十 一 年 以降 は、 停年 者の 自然 退職 及び 前述 学卒 者の 採用 以外 は 余り 大きな 変動 はな か つ たが、 二十 四 年に 至り、 

企業 合理化 (本；！ 第 七 期 第 四 章 第三 節 企業 再建 整備 三 一 一 頁 参照) に 基いて、 一、 一 六 七 名の 人員整理 を 断行した。 この 結 

果、 従業員 は 第 九 六 表のと おりと なった。 
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セメン ト 工場 従業員 表 

(昭和 2 り 年 7 月） 
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戦時 巾の 労働 事情 曰 華 事変の 進展に 伴って、 国家 総動員 法 関係の 法令が 公布され、 労務者の 雇用、 就業、 異動、 賃金 等に わたり 著しい 制 

約 を 受けた が、 なかん ずく 昭和 十三 年に 施行され た 「学校 卒業 者 使用 制限 令」 によって、 事務 系 学卒 者の 割当 制限に 加え 

て、 技術 系 学卒 者 は 事実上 割当 停止と なり、 計画的 人材 宵 成に 一頓 挫 をき たす に 至った。 これが 現在 社員 構成 上、 中堅 技 

術 者 増の 大きな 空白 を 招来した 原因と な つ た。 

事変の 長期 化に つれて、 軍務 応召者が 次第に 増加す ると 共に、 軍需 殷賑 産業への 転職、 国民 徴用 令に よる 応徴者 相次 

ぎ、 稼働 人員 は 次第に 不足 を 告げる ようになつ てきた。 これらの 補充 採用 は、 法規の 制約に より 極めて 困難で あつたが、 

極力 許される 範囲の 補充 を 続けた" したがって 在籍 人員 は 益々 増加した が、 実際 稼働 人員 は 不足 するとい ぅ奇 現象 を M 土し 

たので ある" 太平洋戦争に 入って から は、 この 状態が いよいよ 甚 しくな り、 戦争 終期の 昭和 二十 年 七 H; における セメント 

工場 従業員 は、 第 九 五 表のと おりで ある。 


(備考) 糸 崎 工場 は 当時 アルミナ 耘換 のた め、 セメント 工場と して 取扱わなかった。 また 尼 崎 工場 は、 東亜 コバルト 

社に 赏貸 (昭和 十九 年 一 月 ~  二十 年 九月)、 従業員 も耘籍 された ので、 本 表に は 記載し なか つ た。 

戦 時 補助 労務者  昭和 十九 年 一 月、 当社 も 軍需 会社の 指定 を S けたので、 当社の 自発的 採用に よらない 動員 学徒 . 徴用 者 . 勤労 報国 隊 


海外 派遣 a と 統制 機 

関 派遣 社員 


当社 は、 つとに 海外への 発展 を 図り、 台湾. 朝鮮. 満州 等へ 進出して いたが (本 編 第 四 期 第 四 章 朝鮮. 満州への 進出 一 

四 八 頁 参照)、 満州 及び 日華 事変の 拡大に つれて、 占領地 区に おける 当社 機構 は 益々 強化され、 .5 えて 軍 管理 工場の 経営 

も 委任され、 これら 事業 場への 派 造 社員 は 左のと おり 多数に 上った e 

派遣 先 会 社 
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太平洋戦争に 入る と、 更に 南方々 面の 軍 管理 工場の 径営、 あるいは 15 究を 委任され (本 編 第 六 期 第三 章 南方お 地域へ 進 

出 二三 一 頁 参照，)、 . ；.； e のように 従業- M を 増派した。 

場所 别  社  員 
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計  六 三 

また セメント 共販 株式会社 (昭和 十五 年) 及び セメント 統制 会 (昭和 十六 年) の 設立 (本 編 第 六 期 第 

照) に 伴う 派遣 社眞 は、 次のと おりで ある。 

セメント 共販 株式会社 二 四  セメント 統制 会 一七  計 四 一 
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西 多 摩 工場の 新設に より、 従業員 も 漸次 増加の にあった. ^ 

人員 配置の 再検討 を 行い、 昭和 五 年から 六 年に わたり 左のと お； - 

場所 別  整理 人 a 
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門 司 支店  七 八  計  一、 o〇 六 

日華 事変 を 契機と して、 セメント 業界に も 漸次 戦時体制が S 透し、 資本 系統 を 同 じくす る 旧 日本 セメント (昭和 十四 

年) . 土 佐 セメント (昭和 十五 年) . 日 東 セメント (昭和 十六 年) 及び 東亜 セメント (昭和 十七 年) の 各社 を 合併 したの 

で、 十六 年 二月 川 崎 工場の 分離 (日本 高炉 セメント 会社 設立に 伴って 現物 出資) にもかかわらず、 十七 年末に は、 第 九 三 

表のと おり 画期的 増加 を 見る に 至 つ た。 

なお 原料 採掘 部門 は 従来 請負制度 を 採用して いたが、 昭和 初頭から 次第に 直営に 切替え、 採掘 労務者 は鉱 員と して 採 川 

する ことと なった ので、 第 九 四 表に 加えた。 
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、 昭和 五 年に 起った 径济 恐慌の ため、 生産 制 K の 強化、 

S 一  部 過剰 人員の 整理 を 断行した。 
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大正 十二 年、 社員 採用 方針の 上に 大きな 変化が 現われた-」 それ は、 幹部 社員 育成の 目的 を もって 多数の 学卒 者 (大学、 

專門、 中等学校 卒業 者) を 公募 採 川した ことで ある-, - それまでの 学卒 者 は、 おおむね 緣故閱 係 か、 または 有力者の 推せん 

によって 採 川して いた もので、 員数 も 極めて 僅かであった-」 したがって このような 実情で は、 将来の 会社の 運営、 技術の 

向上に 支障 をき たす と 考え、 この 時に 至つ て 初めて 学卒 者の 計画的 公募 採用 を 開始した-) 大正 十二 年の 学卒 採用 数 は 左の 

とお. である。 
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その後、 北海道 セメント 会社の 合併 (大正 四 年)、 川 崎. 台湾 両 工場の 新設 (大正 六 年) 並びに スレ— ト. 力 ー リット. 

鉄筋 コンク リ— ト 部門 等の 開設 (大正 三年 ~ 十二 年)、 更に 大正 十三 年大阪 木津川 セメント 会社 を 合併す るに 至って、 急 

激 な澎张 を.； 小した." 大正 十五 年 二月、 第 九 二 表のと おりで ある" 
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従業員 表 
(明治 31 年) 
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第五 章 従業員 及び 労務管理 


創業 f  創業 当時の 浅 野 工場の 従業 H! 数 は 僅々 社員 九 名、 職工 三十 七 名 、合計 四十 六 名に 過ぎなかった。 

W 治 時 その後事業の拡張と共に、 従業8;は年々増加し、 ；=?^川ェ場第ニ回の增設ェ事完成時の明治ニ十三年には、 左記のとぉ 

り、 四 倍 強の 二 0 八 名に 増加して いる- レ 

社員  一七 

職工 一九 一 

更に 門 司 分工場の 竣工 (明治 二十 六 年) 及び 数次に わたる 深 川 工場の 増設に より、 明治 三十 一年 (合資会社 となる) に 

は、 第 九 〇 表のと おり 大幅に 增： M している" 


大正時代 大正 二 年、 株式会社 として 発足 当時に は、 第 九 一 表のと おりと なった。 

表 2 

員正 

，。貝 大 

ぼ 業 

第 従 

(備考) 本店 は 役員 一名の み 

第五 章 従業員 及びせ 務管现 


AO,: 


第 四 章 業務 規程 (社則)  九 〇 八 

資材 課 (ヒ磯 工場に 限る) 

一 、 原 燃料、 资村、 電力、 その他 必要物 資附入 並に 不用品 先 却に ^ する 55.5 

出張所 

一 、 製品の 販売 並に 販路の 開拓に 関する 事項 

二、 製品の 販売に 関する 関係 先との 連絡 及び 折 ー菌 

三、 前 二号に 付帶 する 務 及び 会計 事務 

包装 所 

一 、 積 送 製品の 水 切 及び 保管に 関する 事項 

二、 保管 製品の 出荷に 関する 事項 

三、 前 二号に 付帶 する 庶務 及び 会計 事務 

別表 香 春 製鋼所 

一、 職 制 

I 係員 

香 春 製鋼所 所長 所長 代理 主任 if ,  i<  CI 

I 職場 長 班長 工員 

二、 所 管 事 項 

香 春 製鋼所 

一 、 祷、 鍛造 作業 並に 製品の 組立 作業に 関する 事項 

二、 製品の 販売に 関する 事項 

三、 設備の 増補、 改鹿 及び 保全に 関する 事項 

四、 製品の 外 註に 関する 事項 

五、 一 般資 村の 購入 並に 保管に 関する 事項 

六、 従業員の 人事 厚生 其 他 一 般労移 管理に 関する 事項 

七、 予算、 決算、 原価計算、 金融、 其 他 会計 経理に 関する 事項 

八、 前記 各 号に 附帶 する 一 般 庶務 的 事項 


別表 四、 


別表 五、 


五、 労働組合に 閒 する 事項 

六、 製品の 出荷 事務 

七、 工場 內の 警備 取締 

八、 その他 他 課に 属しない 事項 

経 理 課 

一 、 予算、 決算に 関する 事項 

一一、 原価計算 に関する 事項 

三、 諸 支 私 取 立に 関する 事項 

四、 銀行 取引 及び. *1 銭の 出納 保管に 関する 事項  _ 

五、 稅務 に関する 事項 

六、 従業員の 预， <S1 及び 貨与 金の 出納 保管 

七、 固定資産 台帳 その他 重要 書類の 整理 保管 

八、 原材料、 容器の 出納 保管 及び 輪 送に 関する 事項 

(但し 工場の 実情に より 輸送 業務 を 総務課に 於て 所管す る ことができる) 

工務 課 

一 、 製造 並に 採掘 作業 

二、 設備の 設計、 施行、 保全、 修理 並に 図面の 保管 

三、 製造 並に 採掘の 作業 及び 設備の 能率 化の 研究 

四、 製品の 出荷 作業 

五、 製品、 半製品の 保管に 関する 事項 

六、 副業に 関する 事項 

七、 電車 及び 電車 輪 送に 関する 事項 (上 磯 工場に 限る) 

検査 課 

一 、 製造 作業の 品質管理 に関する 事項 

二、 原料、 製品、 半製品、 その他の 試験 並に 研究 

一一 一、 生産に 関する 諸 統計の 作成 

程 (社則) 


第 四 章 業務 規程 (社則) 

二、 予算、 決算 及び 原価計算 に関する 事項 

三、 諸 支扭、 売掛金 回収 その他 取 立に 関する 事項 

四、 銀行 取引 及び 金銭の 出納 保管に 関する 事 re; 

五、 従業員の 予金 及び 貸与 金の 出納 管理 

六、 固定資産 台帳 その他 重要 書類の 整理 保管 

七、 管內 場所に 於け る 原材料、 容器の 出納 一 

営 


九 〇 六 


』ra する 事項 


別表 三、 

ェ 


業 課 

一 、 製品の 販売 並に 販路の 開拓に 関する 事項 

一一、 営業に 関する 官庁 その他との 連絡 折衝 

三、 製品の 出荷 及び 輸送に 関する 事項 (九州 事務所に 限り 輪 送 課の 分掌と する) 

四、 容器の 確保 及び 回收 に関する 事項 

五、 管內 出張所に 於け る 営業 事務の 統轄 

六、 製品 使用に 関する 技術 サ —ビス 

業務 課 (関西 事務所 及び 九州 事務所に 限る) 

一 、 管內 場所に 於け る 原 燃料、 村 料 品、 電力 その他 必要 物資 購入 並に 不用品 売却に 関する 項 

二、 生產 計画に 基く 管內 場所の 綜合 生產の 指導 及び 連絡 

三、 管內 場所の 工事 票 議の假 査定に 関する 事項 

輸送 課 (九州 事務所に 限る) 

一 、 製品の 出荷 及び 輸送に 関する 事項 

場 

^ 務 課 

一 、 文書、 契約、 登記、 その他 一 般 庶務 的 事務 

二、 不動 產の 管理 (含 火災保険) 備品、 什器、 図書、 曰 常 諸 物品 等の 購入 整理 保管 

三、 一般 対外 交渉 

四、 従業員の 人 《. 厚生に 関する 事項 


三、 前 二号に 関する 綜合 調査 及び 研究 

四、 前 各 号に 関連す る官 疗 その他との 連 及び 折 S 

鉱業 課 

一 、 原料 (石灰石、 粘土、 速 石) 對 策の 企画 及び 立案 

二、 原料 生産 計画の 立案 並に 実施に 関する 事項 

三、 原料の 生産 及び 品質に 関する 管理 並に 諸 統計の 作成 

四、 原料 採 棚 作業に 関する 枝 術の 指 J« 及び 監督 

五、 鉱業に 関する 諸 法規の 技術的 事項の 指導 並に 実施 

六、 原料 採掘 作業に 関する 調査 及び 研究  - 

七、 前 各 号に 関する 官庁 その他との 連 及び 折衝 

研究所 

一 、 製品 及び 涼 料に 関する 基礎的 研究 

二、 セメント モルタル、 コンク リ —トの 試験 並に 調査 研究 

三、 セメント モルタル、 コンク リ— トの 試験 方法 並に 試験 用 機械 器具に 関する 調査 試験 及び 研究 

四、 生産技術の 研究 並に 中間 工業 試験に 関する 事項 

五、 新規 企業に 関する 調査 研究 

六、 製品 使用に 関する 枝術サ I ビスの 指 

別表 二、 

事務所 

総務 室 

一 、 管内の 人事に 関する 事項 (特に 定める もの を 除く) 

一一、 文書の 発送 並に 重要 書類の 整理 保管 

三、 管內 出張所 及び 包装 所の 庶務 的 業務の 統轄 

四、 その他 他 課に 属しない 事項 

経 理 課 

一 、 管內 場所の 資金 管理に 関する 事項 

第 四 章 業務 《 程 (ft 則)  九 ◦ 五 


第 四 章 業務 規程 (礼 則) 

八、 受託 原料 品の 購買に 関する 事項 

資材 第二 課 

.  一 、 容器、 材料 品 及び 消耗品の 購買 計画 並に 購買 事務に 関する 事項 

二、 容器、 i8 品の 購買 禀議の 審査 

三、 容器、 材料 品の 在庫調整 に関する 事項 

四、 村 料 品の 市況 調査 &び諸 統計の 作成 

五、 新 増設 諸 機械、 諸 村 料の 購買に 関する 事項 

六、 諸 村 料 品の 購買 監査 

七、 受託 村 料 品の 購買に 関する 事項 

生産 部 

ォ産課 

一 、 生産 計画の 立案 並に 実施に 関する 事項 

二、 生産 出荷 及び 品質に 関する 管理 並に 諸 統計の 作成 

三、 製造 作業 (試験 分析 を 含む 以下 同じ) に関する 技術の 指導 及び 監督 

四、 製造 作業に 関する 調査 及び 研究 

五、 製品の 品質 及び 規格に 関する 調査 研究 

丄ハ、 生産に 関する 官庁 その他との 連絡 及び 折衝 

工務 課 

一 、 動力 管理、 機械 諸 設備 並に その 修理 保全に 関する 技術の 指導 及び 監督 

二、 新 増 s.r 改善 工事、 及び 不用. 設備 処分に 於け る 動力 及び 機械に 閲 する 企 11 並に 立案 

三、 前 二号に 関する 綜合 調査 及び 研究 

四、 工事 禀議の 審査に 関する 事項 

五、 前 各 号に 関連す る 官庁 その他との 連絡 及び 折衝 

営 繕 課 

一 、 建物、 営造物 並に その 修理 保全に 関する 技術の 指導 監督 

二、 新 増設、 改善 工事 及び 不用 設備 処分に 於け る 建物 営造物に 関する 企 II 並に 立案 


九 

0 

四 


二、 补 債に 関する 事項 

三、 株主 名簿、 社債 原簿 その他 関係書類の 整理 保管 

四、 株券 専用 社印 保管 並に 捺印 

営 業 部 

営 業 課 

一 、 製品 販売 計画に 関する 事項 

二、 製品 輪 送 計画に 関する 事項 

三、 製品の 販売に 関する 官庁 その他との 連絡 及び 折衝 

四、 販売店に 関する 事項 

五、 容器の 配当 並に 回收 計画に 関する 事項 

六、 製品の 宣伝に 関する 事項 

七、 製品の 販売に 関する 諸 調査 及び 統計の 作成 

輪 出 課 

一 、 製品の 輪 出 計画 並に 輸出 事務に 関する 事項 

一 一、 製品の 輸出に 関する 官庁 その他との 連絡 及び 折衝 

.  三、 製品の 宣伝に 関する 事項 

四、 海外 商業 事情の 調査 及び 研究 

資材 部 

資材 第一課 

一 、 原 燃料 及び 電力の 購買 計画 並に 購買 事務に 関する 事項 

二、 原 燃料 購買 禀議の 審査 

三、 原 燃料 輸送 業務 及び 運賃の 総合 審査 

四、 原 燃料の 在庫 调整 に関する 事項 

五、 前 各 号に 関する 調査 研究 並に 諸 統計の 作成 

六、 不用品 売却に 関する 事項 

七、 購買 事務 管理に 関する 事項 

第 S1 章 業務 規程 (社則) 


九 

0 


第 四 章 業務 規程 (社則) 

四、 固定資産 会計に 関する 事項 

五、 税移 に関する 事項 

六、 本社 会計に 関する 事項 

七、 帳簿、 伝票 決算 書 その他 重要 書類の 整理 保管 

八、 場所 会計の 統轄に 関する 事項 

九、 経理に 関する 調査 研究 

財務 課 

一 、 資金 計画 及び 資金の 運用 管理に 関する 事項 

二、 社債、 借入金 その他 資金 調達に 関する 事項 

三、 諸 支拂取 立に 関する 事項 

四、 銀行 取引 び 金銭 有価 證券の 出納 保管に 関する 事項 

五、 投資 及び 貨付 に関する 事項 

六、 従業員の 預金 及び 貸与 金の 出納 管理 

七、 売掛金 その他 当座資産の 管理に 関する 事項 

八、 原 村 料、 容器の 出納 保管 業務の 統轄に 関する 事項 

九、 財務に 関する 企画 調査 

監査 課 

一 、 內部统 制々 度の 監査に 関する 事項 

二、 本社 及び 場所の 会計 並に 業 移 監査に 閲 する 事項 

三、 関係会社の 監査に 関する 事項 

四、 投資 先 及び 取引先の 審査に 関する 事項 

五、 公認会計士 監査に 関する 事項 

六、 監査役 監査に 関する 事項 

七、 業務に 関する 統計 並に 経営 分析に 関する 事項 

株式 課 

一 、 株式に 関する 事項 


九 

〇 


十 一 、 本社 內の S 備取 蹄に する 事項 

十二、 その他 他 部 課に 属しない 事項 

人事課 

一 、 従業員の 採用、 配置、 異動、 解雇 並に 休 退職に 関する 事項 

二、 従業員に 対する 給与の 各個 査定 並に その 計算 事務 

三、 従業員 各個の 能力、 成績の 考査、 賞罰の 実施 

四、 從業 員に 對 する 昇格 基準の 決定 並に その実 施 

五、 人事 関係 諸 調書 類の 作成 整理 並に 保管 

六、 給与 統計の 作成  • 

七、 健康保険、 厚 生年お 保険、 失業保険、 生命保険 等に 関する 事項 

八、 共済 会 本社 支部に 閒 する 事項 

労働 課 

一 、 労働協約、 就業規則 その他 労務管理 に関する 基本的 政策の 立案 

二、 社內 機構の 改廃 並に 業 移 規程の 作成 改廃 

三、 給与の 体系 及び 水準の 策定に 関する 事項 

. 四、 対 労働組合 交渉 並に 対策に 関する 事項 

五、 労働 法規、 労働 事情の 調査 研究 

六、 厚生 管理に 関する 事項 

七、 共済 会 本部に 関する 事項 

秘書室 

一 、 重役に 関する 秘書 的 業務 

経理 部 

経理 課 

一 、 予算の 編成 及び 統轄に 関する 事項 

二、 決算に 関する 事項 

三、 原価計算 に関する 事項 

第 四 章 業務 規程 (ft 則) 
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第 四 章 業務 規程 (社則) 


第；； 十二 条 S  i に 左の 課|」き セメント 製造 並に その 付帶 11 掌す る。 但し 由 T 


絵 

柽 

検 


務 

査 


九 〇〇 

？に 限り 経 ，埋課 の 次に 資材 課 を 加え 


0 

課 


別表 


き. r き ^  i によって は 副業 I 営す る ことがある。 

-I  ^ 本社 及び 各 場所の 組織 並に 所管 i は 別表の 通りと する。 

G 香春 製鋼所に ついて S に 定める。 

^  貝 

第二 十四 条 この 規則 は昭 J? 二十 £ョ 

き 二  , ，」 . ラ liB 禾ニ寸 E 年 九月 TI 五 B よりこれ を i,J- 施す る。 

第二 十 五条 社則 第二 實び 第秦 はこれ S あする。 お ：r する 

；表 1 


本 


社 

総 務 


部 

総務課 

一 、 株主総会、 重役会 その他 i 翕に 関する 事項 

一一 、社印の 保管 並に 接 印  ： 

一一 一、 文書の 雾、 磨 書 並 si 類の I、 整理 保管 

四、 土地、 建物 等 不動産の 管理 処分 £^ 旳、 き 

w、  f^os  a 卜：？  5  ir 登記 一. si を 含む) に閲 する 事項 

五 本社 内の 備品什器 その他 日常 諸 物品の 購入 整理保管 I る？ 

广 火災保険に 閲 する 事項 

七、 官 公報、 新 IE 雑誌の 閱覽 保管 

/  一  11、  I、 寄付、 義捐 S す 暴 項 

九、 旅費の 査定  3 

十、 本 內の 福利厚生 に関する 事項 
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第二 十 一条 S 事務所に 各 々左の 課 及び 室 を 置き 管内 場所の 管轄 並に 營業 及び その 付帶 業務 を 分掌す る 

北海道 事務所 並に 東京 事務所 

総務 室 

経 理 課 

営 業 課 

関西 事務所 

.  総務 室 

経理 課 

営業 課 

業務 課 

九州 事務所 

総務 室  . 

経理 課 

営 業 課 

輪 送 課 

業務 課 

S 必要の 地に 出張所 及び 包装 所 を 置く。 これ を 管轄す る 場所 は その都度 定める。 
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める こと を.： 


第 十八 条 本社に 

総 

第 十九 条 会社：， 
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八 九 八 

ぱ 指揮と は 日常 的 仕事 以外に ついては その都度 その 目的 及び 手段の 具体的 方法 を 示して 行わせし める こと をい う。 

第二 章 分 掌 

. 左の 部、 課、 室 及び 研究所 を 置き 会社 全般に 関する 業務 を 処理す る。 
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第二 十条 事務所の 管轄 区域 及び 場所 は 左の通り とする。 
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第 十三 条 班長 は 職場；： の 指揮 をう け 所属 員の 作業 を 督励し 且つ 自ら その 作業に 從事 する。 

第 十四 条 ェ鉱員 は 所属 上長の 指揮 をう け その 作業に 従事す る。 

第 十 五条 役 付 者が 不在 乂は 事故 ある 場合 は、 左に 規定す る 者が 夫々 その 職務 を 代行す る。 但し 二者 以上の 代行者が ある 場合 は 

その都度 所属 上長の 特命に よって その 何れ かにき める。  . 
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第 十六 条 S 役 付 者が 特に 必要 ありと？ i めた と？ は 特命に よって 左に 掲げる 者に 対し 特に その 任務の 一 部の 代行 を茆 ずる こと 

が 出来る。 

但し 課長 以下の 役 付 者 は 部長 又は 場所 長と 協議し なければ ならない。 

g 前項の 場合、 役 付 者 は その 特命の 內容を 明示し なければ ならない。 

代行者 


員  一 

第 十七 条 本章に おいて 5； 指示と は&則 として その 目的 を 示し、 これ を 実現す る 手段に ついては 独自の 判断 を もって 行わし める 

こと をい、 S 命令と は 原則として その 目的 及び それ を 実現すべき 手段の 規範 乃至 基準 を 示し その他 は 独 a の 判断 を もって 行わし 
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所長 係員 

主任 係員 

工場長 次長 課長 課長 代理 主任 

1 職場 長 班長 ェ鎮員 

製作所、 製鋼所 別に 定める 

S 前項に 掲げる もの、 外に 部長 付. 事務所 長 付. 課長 付 又は 副 職場 長 をお く ことがある。 

® 第二 項に 掲げる 者 は 夫々 その 所属 長 を 補佐す る ものと する。 

S 警務に ついては 別に 定める。 

部長 及び 研究所 長 は 社長 及び 常任 重役の 指示 をう け 所管 業務 を 掌理す る。 

事務所 長 は 社長 及び 常任 重役の 指示 をう け 部. と 協議の 上 所管 業務 を 掌理す る。 

場所 長 (出張所 長 を 除く 以下 同じ) は 部 Bi:- 及び 事務所 の 指示 をう け 所管 業務 を 掌理す る。 

3 次長 は 場所 長の 命令 をう け 所管 業務 を 処理す る。 

S 前項の 所管 業務 は 場所 長が > J れを 定め 且つ 明示し なければ ならない。 

課、 室長 は 部長 又は 場所 長 (次長 ある 場合 は 次長) の 命令 をう け 所管 業務 を 処理す る。 

主任 研究員 は 研究所 長の 命令 をう け 所管 業務 を 処理す る。 

出張所 長 は 事務所 長の 命令 をう け 所管 業務 を 処理す る。 


これ を 処理す る。 この場合 課長 は その 分担させる 業務の 內容を 明示し 


第六条 

第七条 

第八条 

第 八 条のニ 包装 所 主任 は 事務所 長 (又は 管轄に つき 特に 定め あるとき は その 管轄 場所の 長) の 命令 をう け 所管 業務 を 処理 

する。 

第九条 課長 代理 は 課長の 特命に より 課內 業務 を 分担- 

なければ ならない。 

第十条 主任 は 所属 上長の 命令 をう け 担当 職 区に おける 業務 を 処理す る。 

第 十 一条： B 現場 係員 は 主任 を 補佐す る ものと する。 

S 一  般 係員 は 所属 上長の 指揮 をう け その 職務に 從事 する。 

第 十二 条 S 職場 長 は 主任の 指揮 をう け 担当 職場に おける 作業の 監督に 従事す る。 

S 副 職場 長 は 職場 ^ を 補 佐 しその 業務の 一 部 を 分担す る。 
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現行 業務 規程  fll^ 務規 (昭和 二十 四 年 九月 十五 曰 制定) 

第一章 職 制 

第一条 S 会社の 職制 は 左の通り とする。 

本 社  部長 課、 室長 課長 代理 係員 

研究所  所長 主任 研究員 係員 

事務所  所長 次長 課、 室長 課長 代理 係員 
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規程と し、 新たに 業務 規程 を 制定。 

職制 を 左のと おりと す。 

本社 部長 • 課 (室) 長 . 係員 
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営業部 を 新設、 同 部に 第一 • 第二  .第 

一一 一の 三 課 を 置く。 

資材 部 を 新設し、 調度. 輪 送の 二 課 を 

置く。 

生産 部に 生産 • 原料 • スレ— ト. 副業 

の 四 課 を 置く。 

鉄鋼 部 • 確 業 部 • スレ— ト部を 廃し、 

その 業務 を 営業部 • 資材 部 • 生産 部に 

移管。 

企画 部 を 施設 部と 改称、 計画. 建設の 

二 課 を 置く。 

研究 部に 庶務 • 研究 • 試験の 三 課 を 置 

技監 室 を 新設、 重役 席 直属と す。 

総務 • 労務 • 资材. 生産. 工務 • 採掘 

の 六 課に 改む。 係 制 を 復活。 

スレ— ト 工場. 製作所. 製鋼所 は 総務 • 

生産の 二 課と す。 係 制 を 復活。 

事務所 は 本社 各部 共 管と し、 営業部 門 

の 再開 基盤た る こと を 目標と す。 分課 

せず。 

確 業 所 は 生産 部所 管と す。 分課せ ず。 

当社 事業 場所 は 左のと おり。 

0 セメント 工場 

士 別. 上 礎. 西 多 摩 . 大阪. 糸 崎. 

尼 崎. 土 佐. 門 司. 香 春 • 八 代. 

佐 伯 

0 確 業 所 

秩父 . 占 冠 石綿 

八 八 九 
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^ 昭和 一 一十 五 年 勃発の 朝鮮 動乱 を 契機と して、 諸事 情が 好転した ので、 ス レ I ト 部門 を 当社の 一 副業 部門から 分離 独 

立 させ、 製造. 販売 一貫の 強力な 新 会社と し、 その 機能 を 最大限に 発揮、 自由競争に 対処す るた め 二十 六 年 五月 一 日- 

スレ I ト部を 分離、 アサノ スレ ー ト 株式会社 (十月、 社名 を a 野 スレ— ト 株式会社と 改称) を 創立した。 

なお、 左記 事業 場 は 独算制 事業 場、 または 分離 独立、 新 会社と して ssy. 足した。 

一 、 独算制 事業 場 

御 野 機械 製作所 . 香 春 製銷所 C 昭和 二 六. 七.  一) ^  ，，諫 ま 脚^^い 一. T て麵 1? 

二、 分離 独立 

津久見 採掘 場 —I > 律久見 鉱業 株式会社 (昭和 二 五 . 七 • ニニ) 

秩父 礦業 所 —— -秩父 鉱業 株式会社 ( " 二 六. 三 • 一) 

-;^ 田 採 ffl 場 —— 鉱業 株式会社 (" 二 七 ニニ • 一  三)  ， 


^ 続いて 二十 七 年 七月、 従来の 人 R の 機動 的 活用 を 根本 精神と しながら も、 指揮 系列の 不備、 不分明であった もの を 

補い、 権限 青 任の 所在 を 明確に し、 職場 秩序 を 確立す るた めの 改正 を 行って 現在に 及んで いる" 

業務 規程 変遷 表 (終戦後 ~ 現在) 


(第 89 表） 

昭 
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理終 計 新 労 け 
部 戦 'た 課 、 
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移 伴 査径 労 長 
管う の理 務 室 

分 
掌 

1 
体 
制 
の 

新 

備 
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w 後 終戦から 現在に 至る までの 変遷 は、 第 八 九 表に 示す とおりで ある。 当社 は、 いち 早く 戦後の S 乱から 脱却し、 生産の 低 

下を扛 11 せんがた めの 合理化 諸 施策に 基く 改正 を 行った" また 戦後、 労働組合の 結成と いう 新しい 事態に 即応した 改正 も 

注目すべき 点で ある-" 

その 主な 改正 点 は、 次のと おりで ある。 

^ 終戦に 伴う 新 事態に 即応し、 人 a の 整備と 能率の 向上と を 図り、 自由競争に 備えて 社. e 戦時体制 を 一新す るた めに 

昭和 二十 年 十二月 改正 を 行った。 

づ 復員 者、 海外 事業 場からの 帰還者 及び これら 未帰還者 留守宅に 対する 援護 を 目的と して、 昭和 二十 一年 三月、 帰還 

者 援護 事務所 を 設置した。 

同年 七月、 占領軍 関係 事務 処理の ため、 総務部に 渉外 課 を 新設、 同時に また 地区 協議会 (北海道 • 関東 • 関西. 九 

州 各地 区 所在 事業 場所) を 設置して、 地区 内 共通の 問題 も 協議 決定、 重要事項に ついては 本社に 進 達し、 会社 運営の 

円滑 化 を 図 つ た。 

^ 社 工員 一体と して 把握す る 人事行政が 望まれる ところから、 昭和 二十 二 年 四月、 部分的な 改正で は あるが、 戦後の 

社会 情勢と して、 従来の 社 工員 別の 身分 的 取扱が 漸次 一元化の 傾向に あり、 また 労働組合法の 制定に より、 当社に お 

いても 結成され た 労働組合の 要望に こたえる ために も、 従来の 人事部 及び 労務 部 を 新 構想の もとに 改組した。 

TO 同 二十 二 年 五月、 企業 再建 整備 法に 基き、 本社に 企業 再建 整備 委員会 を 設置した。 

^ 同年 七月、 ^融 難、 資材 入手難 等 緊迫した 径済 情勢 下にお いて、 これ を 克服し 生産 能率の 増進 を 図る ため、 本社 機 

構の 簡素化 及び 地方事務所 制度の 強化 を 目的と して 改正 を 行 つ た。 

お 更に 企業 合理化 方策の 一 環と して、 業務 機構の 簡素化に よる 最少 人員の 最大 効率 梵揮を 目的と して 定員 制 をし き、 

人員の 機 動的 活用 を 図る ために、 二十 四 年 九月、 従来 社則 中に 规定 していた 職制 分掌 規程 を 単行 规程 として 採り上げ 

て、 業務 规程を 制定、 ここに 現行 業務 規程の 基礎 を 確立した。 
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ェ 場 

事務所 


礦業 部 

スレ —ト部 


北京 事務所 職制 分掌 規程 を 改正、 係長 

を 廃止。 

京 城 及び 台湾 事務所 職制 分掌 規程 を 制 

定、 同所に 所長 及び 課長 を 置く。 


111+11  •!«  '+11 a 

同 

ネ 
十 

本 

社 

键 《  ^ 

八 八 六 


加 平 石綿 贿業所 を 開設 (， 加 平 石 採 


尼 崎 工場 を 当社 工場から 除， 


北海道 事務所 を 【- 


生産 第 一 部 • 同 第二 部 及び 同 第三 部 を 

統合、 生産 部と し、 前 三部 管下の 各 事 

業 場 を 生産 部の 管下に 置き、 企画 部 を 

新設。 

生産 課から 資材 課 を 分離 独立。 

新たに 九州 事務所 及び 大阪 事務 所 を 開 

設 (分課せ ず)。 

北京 事務所の 分掌 中 企画課 を 廃し、 セ 

メント 及び 石 稀の 二 課 を 新設、 総務と 

共に 三 課制と す。 

京 城 及び 台湾 事務所に 総務 及び セメン 

卜の 二 課 を 置く。 


確 業 部 管下 の 大貝戸 採掘 場 を 閉鎖。 

スレ— ト部 管下に 清水 及び 大阪 のニェ 

場 を 開設。 


大阪 石綿 工業 株式 会 

社 を 合併 


津久 見擴業 所の 分離" 


津久 見碾業 株式会社 

に统 合 


軍需 管 a 部 通 11 により、 本社 及び 各 事 

業 場に 祕 匿名 を 指示され たのに ならい、 

確 業 部 を 事業 第一 部、 鉄 銅 部 を 事業 第 

二部、 軽金属 部 を 事業 第三 部、 スレ ー 

ト部を 事業 第 四 部に それぞれ 臨時 名称 

を 付す。 


同 十九. 九. 


同 十 や や S- 


場 


支 店 一 


支 n 


工場. スレ— ト 工場. 機械 製作所 • 

鋼 所 職制 中、 係長 を 廃止。 


工員 就業規則 を 改正、 職 頭. 世話役 を 

廃し 職長 • ェ長を 置く。 


0 業 部 

秩父確 業 所 • 津久見 確 業 所 • 大 a: 戸 

採掘 場 • 各 工場 採掘 場 . 占 冠 石綿 採 

掘 場 . 北京 事務所 (石 線 関係の み) 

鉄钢部 

東京 機械 製作所 . 御 野 機械 製作所 • 

香 春 製 銅 所 

軽金属 部 

糸 崎 工場 

スレ ー ト部 

札幌 . 東京 • 名 古尾 . 門 司 . 京 城 . 

请津 • 髙 雄の スレ— ト七 工場 

勤労 . 総務 • 生産の 三 課制に 改む。 係 

制 を 廃止。 

スレ— ト 工場 • 機械 製作所. 製 銅 It は 

挖拷 • 生産の 二 課と し、 係 制 を 廃止。 

内地 支店 を 閉鎖. - 支店 名 を 事務所 名に 

改称、 京 城 . 台湾 • 新 京 • 北京 • 広東 

の 五 事務所と す (北京 • 広東 . 新京以 

外 は 分課せず)。 

工場 矮ェ により、 臨時 建設 事務所 • 海 

南 a 工場 建設 事務所 •. ハレン パン 工場 

MJ 設事務 所 . 糸 崎 工場 増設 事務所 ， 士 

別 工場 建設 事務所き 閉鎖。 


イング ルン 工場 及び パレンバン 工場 t 

関する 軍との 折銜 機関と して、 スマ， 

ラ 支社 を 開設。 
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秩父確 業 所 を 開設、 同所 を 技術 部 直属 

とす (秩父 採掘 場 を 昇格)。 


八 七 九 


同 +ー  一一  •  一一  • 十九 


同 十手 «.  ^ 


碟業所 一 確 業 所長 を 置， 


津久見 確 業 所 を 開設 f 門 司 工場に 所属) _ 


X 


場 


軍 特務 部から 西 山 洋灰廠 の 経営 を 委託 

さる。 同 工場 を 軍 管 a 山 西 第三 十五 ェ 

場と 称し、 総務. 営業 • 工務の 三 課 を 

置く。 


場 


事務所 


.ト部- 


尼 S- 工場 を 開設。 


B 本 K. 太 原 占領と 同 

時に 同 工場き K. に 接 
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« 亜 セ.. 


r 会社 を 


北京 事務所 職制 分掌 規程 を 制定、 同所 

に 所長 • 課長 . 係長 を 置く。 


北京 事務所 を 開設、 同所に 総務 • 企画 

の 二 課 を 置く。 同所の 管下に 軍 管理 山 

西 第三 十五 工場 を 置く。 


三 昭和 十八 年、 セメントの 配給 統制 強化に より、 內地 営業部 鬥を 廃止した。 

@ 同 十九 年、 本社 及び 各 工場 は、 軍需 会社法に よる 軍需工場の 指定 (詳細に ついては 本 編 第 六 期 太平洋戦争 時代 第二 

章 第三 節 軍需 会社の 指定 ニニ  二 頁 参照) を 受けて、 役員. 従業員の 全員が 徴用され、 同 法に 基き、 社長 を 生産 責任者、 

工場長 を 生産 担当者と 改称し、 生産 担当者 職務 権限 规程を 設けた。 

^ 更に 同年 八月、 緊迫した 戦時体制に 即応す るた めに、 本社の 職制 分掌 を 一 層 簡素 強力 化し、 分掌の 大綱 を 勤労 . 総 

務 • 生産の 三部 門に 大別、 地方の 各 事業 場 を 生. 1^ 閲係 各部の 直轄 下に 置いた。 

お 更に 翌 二十 年に 至り、 戦 《s の 激烈 化に 伴う 本土 決戦 態勢に 即応し、 本社 機構 を ii 小、 従 米 三部に 分れて いた 生産 部 

を 一 本と した。 また 地方事務所 を 開設し、 現地に 大幅の 権限 を移讓 した。 

業務 規程 変遷 表 (昭和 十二 年？ - 終戦)    .  
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その 主な 改正 点 は 次の ような ものである。 
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制 分掌 規程の 制定 を 行った。 

二 イン ダル ン 工場の 委託 径営 及び 海 南 島 • パレンバン 工場の 新設に 伴って、 生産 部門の 業務 機構の 拡張 改正 を 逐次 行 

つ た。 
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(出張所 は 門 司 支店 管下に 大阪 • 京 城 . 台湾 . 大 連の 四 出張所と した) 

大正 二 年に 制定 以後 現在までの 間に、 数多くの 改正 を 行った が、 その 変遷 はおよ そ 次の 三 段階に 大別す る ことができ 

る。 

日華 事変 以前  まず、 制定 当時から 日華 事変に 至る までの 期間で ある。 この 期間に おける 変遷 は 第 八 七 表に 示す とおりで、 事業の 拡大 

発展に 伴 つ て 逐次 業務 機構の 整備 拡充 を 行 つ たが、 特記す ベ き 事項 は 左のと おりで ある。 

大正 六 年に 本店に 部 制 を 採用し、 分掌が 更に 分化へ 一歩 踏み出した。 

^ 昭和 五 年に 製造 部門と 営業部 門 (営業所の 変遷に ついては、 各 編 第一 部 第 七 章 営業所 七三 三 頁 参照) の 分離 を 行い、 

新たな 構想の もとに 支店 制 をし き、 工場に は 製造 を、 支店に は 販売 を專 掌させる ことと し、 それに 伴う 部 課の 改廃 を 

行 つ た： 

業務 規程 変遷 表 (大正 二 年 ~ 昭和 十一 年) 


社長— 総支配人- 


- (支店)  支店長- 


第 四 章 業務 規程 (社則)  八 七 二 

雇員 月給 雇員 • 曰 給 雇員 

指揮 系列 

I— (本店) 課長— 係員— 雇員 

一— 次長 (支店長 補佐) 

—課 長— 係長— 係員— 雇員 

i 出張所 長 I. 係長— 係員 I 雇員 

工員の 職制に ついては、 合資会社 時代に 制定 (制定 年月日 は 不明) した 「職工 規則」 中に 左の ように 规.； して 

いる。 この 職制 は 大正 十五 年の 改正まで 実施され た。 

(工員) 職工 頭— 職工 

分 掌 

事業 場 本店 • 東京 支店. 門 司 支店. 川 崎 支店 

本店の 分掌 庶務課 • 調査 課 • 会計課 

支店の 分掌 

商 務 課， I 販売 係 • 購買 係 • 採掘 係  - 

会 計 課 —— 計算 係 • 出納係 

庶 務 課 11 庶務 係 . 文書 係 

ェ 務 課 11 製造 係 . 物品 係. 製搏係 . 製 灰 係 

機 械 課 11 機械 係 . 電気 係 . 建築 係 

検 査 課 —— 調査 係 . 分析 係 

出 荷 課 —— 出荷 係 . 試験 係 

出 張 所 —— 販売 係 


第 四 章 業務 規程 (社則〕 


初期の 職制 分掌 


当社の 創業 時代から 合資会社 時代に かけて は、 しばしば 述べた とおり、 大家族 主義が 業務 運営の 主 柱であって、 したが 

つて、 特に 成文 化された 規程 はなく、 場合々 マに 応じた 機動 的な 運用 を 行って いた" ただ 残された 断片的な 資料 や 先輩の 

回顧 談等を 総合す ると、 合資会社 時代の 社則に ついては、 左の ように 晃定 して、 -た。 


本 t5 技師 長 I 本店 次長— 本店 課長 —主任— 係員 

支 店 工場 監督— 支店 次長— 支店 課長，— 主任 I 係員 

なお、 後に 工場 監督 を 支店長と 改称した。 

二、 分 掌 

本 店 (事務 関係 )| 会 計 課— 庶 務係 . 出納係 

. (^. ^工場) —商 務 課— 販 売 係 • 購買 係 

(技術 関係)— ェ 務 課— 機 W 係 . 試験 係 

製 灰 係  - 

支 店 は 本店に 同じ 

(門 司 分工場) 

その後、 株式会社に 改組 後 まもなく、 大正 二 年 六月に 制定した 当社 最初の 「社則」 の 中に 特に 章 を 設けて、 職制 分掌 一 

関する 規程 を 成文 化する に 至った。 その 大要 を 示す と、 次のと おりで ある。 


分析 係 • 営 縫 係 • 物品 係 . 製^ 係 
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チ ff; 中 田 澤石川 

喜!!" 榮善武 元 平 
代 ほ 八 次 之 治 三 
太 三郞郞 助郞郞 

安漉淺 
田 rp 野 
善 武 泰 
次 之 治 
郞 flj; 郞 

鈴 尾 安 勝 g 

木 高 田 爵 

*i  2 善 
次豐五 
郞作郞 精 

同 

尾 安 勝 

高^ 
豐 S 
作郞精 

安 勝 

五 

郞 精 

右 
同 

田 " 

五 

郞精 

監 
査 
役 
尾 
髙 
幸 
五 
郞 
死 
去 

安 
田 

之 
助 
改 
め 

次 
郞 
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七 二 


自同 八 年上 期 

至 同 九 年上 期 


同 九 年下 期 


同 十 年上 期 


-ニ 


右 同 


右 同 


同 十 年下 期 


右 同 


第三 章 役 


員 


右 同 


大川 平三郞 

白 石 元治郞 

淺野 泰治郞 

IS 澤武之 助 

安田 善次郞 

大川 平三郞 

白 石 元治郞 

淺野 泰治郞 

澤武之 助 

大川 平三郞 

白 石 元治郞 

5g 野 泰治郞 

^澤武 之 助 


大川 平三郞 

白 石 元治郞 


尾 高 幸 五郎 

安田 善 之 助 

勝 精 


右 同 


右 同 


尾 高 幸五郞 

伯 H 

勝  精 


尾髙幸 五郎 


監査役 豐崎信 辞任 


取締役 安田 善三郞 辞任 

取締 S 八十お 親 ® 死去 


取締役 安田 善 次郞 死去 

監査役 安田 善 之 助辞 住 


八 五 九 


、 株式会社 時代 


ilK 一 


年 期 


取締役 社長 


取締役 副社長 専務取締役 


常務取締役 


取締役 


監査役 


摘 


要 


年上 期 

年下 期 


淺野總 一 郞 


大川 平三郞 

安田 善三郞 

八十 岛親 ffi 

白 石 元治郞 

淺野 泰治郞 


尾髙 幸五郞 

安田 善 之 助 


大正 二 年 二月 五日 合資 

会社 合併  .. 


自 大正 

至 同 


(第 85 表) 


至 自 

至 

自 

至 

自 

同 同 

同 

同 

同 

明 

年 

治 

四 

四 

四 

四 

十 

十 

十 

十 

十 

五 

四 

干 十 

年 

一年 

年 

下 上 

下 

下 

上 

上 

期 

期 期 

期 

期 

期 

期 

右 

右 

淺 

同 

同 

業 

野 

執 担 

總 

行 当 

14- 

tx 

員 

郞 

尾 大 

大 

大 

監 

髙 川 

川 

澤 

川 

澤 

幸 平 

平 

平 

査 

五 三 

榮 

役 

郞 郞 

郞 

郞 

監 

監 

明 

査 

査 

役 

役 

澤 

澤 

榮 

年 

古 

月 

任 

稀 

の 

合 

に 

資 

達 

会 

し 

社 

辞 

設 

任 

要 

第三 章 


再び 14. 務が 会社 を 代 

表 


企業整備 による 変化 


取 蹄 役 の增員 


役員の 変遷 


»5  員  八 五八 

しながら、 更に 二十 二 年に 公布され た 公職に 関する 就職 禁止、 退職 等に 関する 勒 令の 該当者と して、 役員 総数 十七 名 中、 

会長. a 惣之助 . 社長 德根 吉郞 • 副社長 上田 鍵 司 • 取緣》:^山ロ利 一 郞 • 同 中 川 博 • 監査役 齋藤順 三 • 同大 塚 利 雄の ヒ 名が S 

次いで 辞任した-。 

そこで また 当分 会長 • 社長 を 置かず、 専務取締役. か 会社 を 代表す る ことと なり、 常務 井上 英熙 及び 小杉義 治が 共に 專務 

に 就任して 井上 英熙が 代表取締役 になり、 松 尾 正 tw . 谷 口 糊が 常務に な つ た ほか、 高 倉奉朔 • 間 島 辰 亥 . 江上 忠次 • 田 中 

繁良 . 細 井 潤 三 . 內藤義 一 の 六 名が 取 蹄 役に 就任した。 

その後 二十 三年 九月、 德根 吉郞が 追放 解除と な つ て 社長に 復帰した。 

二十 四 年 九月、 企業整備の 一環と して 常務 重役 制に 変更 を 加え、 專務を 廃して 会長 を 設ける ことにな り、 会長に 徳根吉 

郞、 社長に 井上 英熙、 常務に 三 谷 峰 吉 • 奥 野智行 • 江上 忠 次の 三 名が 就任し、 また 小杉義 治. 松 尾正壽 及び 谷 口 稠の三 名 

が それぞれ その 常任 役職 を 辞して 取締役に 留り、 田中繁 良. 細 井 潤 三 及び 內藤義 一 の 三 名が 取締役 を 辞任した。 

以後 大きな 変化が なか つ たが、 二十 七 年 十一 一月 取締役の 改選 期 を 迎えて 小 杉義治 及び 藤 井光 蔵の 両名が 後進に 道 を讓っ 

て：？， j 退し、 また 径理 部長 田 中繁良 . 研究所 長 細 井 潤 三 • 関西 事務所 長 小 岩 井 勤 • 北海道 事務所 長 常 松五藏 • 総務部長 田 S 

主 一 . 上 磯 工場長 增井敏 夫の 六 名が 取締役に 再任 または 新任し、 現在に 至 つ ている。 

合資会社から 現在に 至る 役員の 変遷 を 表に すれば、 第 八 五、 八 六 表のと おりで ある。 

I 、 合資会社 時代 


専務が 会社 を 代表 


財 問 解体 


会長 制の 新設と 公職 

追放 


に専務^^野良三が副社長に、 取締役 淺野 八郞が 常務取締役に 就任した。 昭和 六 年下 期に 金融 関係 担当 重役と して、 前 横 浜 

正金銀行 大阪 支店長 乙 竹 茂郞が 常務取締役に 就任した。 十二 年上 期に は 創業 以来の 取締役 大川平 三郞の 逝去、 監査役 鈴 木 

紋次郞 の 辞任に よ つ て、 新たに 当社々 員 中から 研究所 長 藤 井光 藏 . 営業部 長 « 山 米 太郞の 両人が 技術 系 • 事務 系 を それ ぞ 

れ 代表して 取締役に 選任され、 ここに 初めて 従業員の 中から 取締役 を 出し、 当社 役員 構成に 画期的 清新 味 を 加えた。 

十六 年上 期に 至り、 取締役の 増員に よ つ て 調度 部長 齋藤 作藏 • 営業部 長 迹見富 司の 両人が 取締役に 新任され、 また 専務 

金子 喜 代 太 は その 役職 を 辞し、 なお 取締役と して 留 つた。 

次いで 十七 年上 期に は、 社長 淺野總 一郎が セメント 統制 会 会長に 就任の ため 社長 を 辞任した ので、 当分 社長 を 置かず、 

専務取締役が 会社 を 代表す る ことと なり、 常務 淺野 八郞が これに 就任し、 十六 年に 取締役に 就仟 した 畑 惣之助 . 齋 藤作藏 

の 両人が それぞれ 常務取締役 にな つ た。 

十九 年 一 月 当社が 軍需 会社に 指定され たので、 代表 專務 後野 八郞は 軍需 会社法に より 生産 責任者と して 会社 を 代表す る 

ことにな り、 役員 は 国家 総動員 法に より 徴用され たものと 見なされる ことにな つた。 その後 翌 二月、 淺野總 一郎が セメン 

ト 統制 会長の まま 社長に 復帰し、 淺野 八郞と 交代して 生産 責任者の 職に 就いた。 

昭和 二十 年 八月 終戦に 伴う 占領軍の 財閥 解体、 経済の 民主化 等 一連の 基本 方針が 知られる や、 同年 十二月 浅 野 一族 は 財 

閥 傘下 各社に おける 役員の 兼任 を 止め、 一 人 一 業 主義に よつ て 解体の 趣旨 を 実現し ようと 考え、 当社に は 社長 淺野總 一 郞 

及び 取締役 淺野 一治 (總ー 郞 長男) のみ 留り、 專務淺 野八郞 及び 取締役 浚 野良 三 は、 それぞれ 主宰 会社の 経営に 專念 する 

ため 辞任し、 同 t- に 取締役 安田 一 . 同 安田 善五郞 及び 監査役 齋藤 作藏も 辞任した が、 ついに 翌 二十 一年 四月、 浅 野 財閥 を 

代表す るた だ 二人の 重役、 社長 淺野總 一 郞及び取締役^^野 一治の 二 名 も 辞任し、 ここ に 創業 以来 当社 を 経営して きた 浅 野 

一 族 は、 当社と 完全に 関係 を 絶 たれる に 至 つ た。 

右の 辞任に 伴い、 二十 一年 四月 取締役会 長 制 を 設け、 会長に 畑您之 助、 社長に 德根吉 郞.、 副社長に 上田 鍵 司、 常務 取締 

役に 井上 英熙 . 小杉義 治、 取締役に 藤 井光 藏 . 山 口 利 一郎. 松 尾正壽 • 谷ロ稱 . 三 谷峰吉 • 奥 野智行 • 平 岡讓助 . 中 川 博 

監査役に 男爵 德川誠 . 澤武之 助 . 齋藤順 三 • 大塚利 雄が それぞれ 就任し、 全く 新たな 陣容 を 整える ことと なった" しか 
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第三 章 役 


員 


几 五六 


第三 章 役 


員： 


専務取締役 制の 新設 

常務取締役 制の 新設 

副社長 制 新設 一 


合資会社 時代 

創業 以来 匿名 組合で あ つ た 浅 野 工場が、 明治 三十 一 年 一 一月 合資会社に 改組す ると 共に、 初代 a 野總 一 郞は 業務 担当 社員 

として 社業 を 総攬し、 監査役に は * 澤榮ー . 大 川 平 三郞の 両人が 出資 社員 中から 選任され、 合資会社 は 事実上 この 三人 を 

もって 主宰して いた- - 

その後 法律の 改正に よって、 明治 四十 年から 業務 担当 社員の 名杵は 業務 執行 社員と 改められた ほか、 二、 三 監査役に 変 

更 があった が、 大正 元年 十月に 設立され ていた 株式会社に 合併 (大正 二 年) される までの 合資会社 時代 末期の 役員 は、 社 

長 淺野總 一 郞 . 監査役 大川 平三郞 • 同 尾 高 幸 五郎の 三 名であった。 

株式会社 時代 

株式会社 時代に 入 つ た 当時 は、 社長に 淺野總 一 郞、 取締役に 大川 平三郞 . 安田 善三郞 . 八十 島親德 . 白 石 元治郎 • 淺野 

泰 治郞、 監査役に 尾髙 幸五郞 • 安田 善 之 助 • 豐崎 信の 九 役員が 選任され ており、 大正 七 年下 期まで その 顔触れに 変更 はな 

かった が、 八 年上 期 以降 は 役員の 辞任. 死亡 等に よって 変更、 異動が 行われた。 

十二 年下 期に、 取締役の 増員 並びに 専務取締役 制の 新設が 行われ、 大川 系から 田中榮 八郞、 浅 野 系から 淺 野良 三 • 金子 

喜 代 太の 両人が それぞれ 取締役に、 取締役 淺野泰 治郞が 専務取締役に 就任した。 

十五 年下 期に、 常務取締役 制の 新設 を 見て、 取締役 淺 野良 三 • 同 金子 喜 代 太の 両人が 常務と なり、 更に 昭和 二 年 浅 野 超 

高級 セメント 株式会社の 合併 を 機会に 取締役 . 監査役の 増員 並びに 新たに 副社長 制の 設置が あって、 取締役に は tK 澤系か 

ら 男爵 阪谷 芳郞、 浅 野 系から <f? 田 龜吉の 両人が、 監査役に は淺野 系から 鈴 木 紋次郞 が 新任され、 専務 後野 泰治郞 が 副社長 

に、 常務 淺 野良 三 . 同 金子 喜 代 太の 両人が 専務取締役に それぞれ 就任した。 

昭和 五 年初 代 社長の 没後し ばらく 社長な く、 翌年 一 月 副社長 S 野泰治 郞が總 一 郞を 襲名す ると 共に 社長に 就任し、 同時 
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(第 84 表）  地 域 別 株式 分布 

(昭和 28 年 3 月 1 曰 現在） 


都 道 

株主 数 

株式 数 

株主 数 

古な 

日 冗ぶ C 

株式 数 

都 道 

株主 数 

株式 数 

株主 数 

株式 数 

1=1 TTJ-C 

北海道 

886 

 ― 

318,852 

% 
3.0 

% 
1,1 

大 阪 

名 

1,700 

株 

875,220 

% 

5.8 

% 

6.3 

青 森 

77 

24,752 

0.3 

0.2 

京 都 

889 

193.726 

3.0 

1.4 

岩 手 

78 

17,933 

0.3 

0.1 

滋 貿 

375 

73,760 

1.3 

0.5 

宫 城 

145 

49,962 

0.5 

0.4 

奈 良 

302 

88,132 

1.0 

0.6 

秋 田 

82 

34,500 

0.2 

0.2 

兵 6IC 

1,426 

425,619 

4.9 

3.0 

山 形 

213 

53,062 

0.7 

0.4 

和歌 山 

403 

99,446 

1.4 

0.7 

220 

69,771 

0,8 

0.5 

岡 山 

553 

105,402 

1.9 

0.8 

東 京 

6,124 

7,679,020 

20.9 

54.8 

広 島 

653 

129,337 

2.2 

0.9 

神奈川 

1,205 

334,927 

4.1 

2.4 

山 口 

353 

79,180 

1.2 

0.6 

培 玉 

1,007 

241,609 

3.4 

1.7 

鳥 取 

96 

24,791 

0.3 

0.2 

千 葉 

780 

200,752 

2.7 

1.4 

島 根 

77 

22,896 

0.3 

0.2 

群 馬 

415 

88,988 

1.4 

0.6 

香 川 

263 

55,831 

0.9 

0.4 

茨 城 

346 

79,741 

1.2 

0.6 

愛 媛 

182 

41,120 

0.6 

0.3 

栃 木 

387 

98,294 

1.3 

0.7 

髙 知 

285 

65,080 

1.0 

0.5 

静 岡 

1,065 

259,671 

3.6 

1.9 

徳 岛 

182 

47,665 

0.6 

0.3 

愛 知 

2,261 

426,314 

7.7 

3.0 

福 岡 

1,122 

3H,U6 

3.8 

岐 阜 

726 

140,319 

2.5 

1.0 

佐 賀 

116 

29,130 

0.4 

0.2 

三 重 

689 

144,487 

2.4 

1.0 

長 

125 

29,680 

0.4 

0.2 

山 梨 

244 

66,003 

0.8 

0.5 

n 本 

253 

76,516 

0.9 

0.5 

長 野 

561 

134,130 

1.9 

1,0 

大 分 

248 

100,611 

0.8 

0.7 

新 潟 

935 

235,187 

3.2 

1.7 

宮 崎 

39 

24,715 

0.1 

0.2 

富 山 

468 

121,233 

1.6 

0.9 

鹿 児 島 

85 

22,655 

0.3 

0.2 

石 川 

285 

99,429 

1.0 

0.7 

外 地 

190 

87,037 

0.6 

0.6 

福 井 

249 

69,399 

0.8 

0.5 

計 

名 

29,365 

株 

14,000,000 

% 

100 

% 

100 
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(第 82 表）  投資信託 株式 


(昭和 2S 年 3 月 1 曰 現在） 


証券会社 名 

会 社 名 

株式 数 

総 株 数に 
対する 

"HT  f-f- 
\=i    77  Xu 

山 一 証券 株式会社 

三菱 信託銀行 株式会社 

株 

705,000 

% 

5.0 

曰 興 証券 株式会社 

三菱 信託銀行 株式会社 
三 井 信託銀行 株式会社 

220,600 
340,000 

1.6 

2.4 

野 村 証券 株式会社 

大和 銀行 東京 支店 

660,000 

大和 証券 株式会社 

住友 信託銀行 東京 支店 

244,600 

1.7 

大阪 商事 株式会社 

住友 信託銀行 株式会社 

6,850 

0.1 

大阪屋 証券 株式会社 

大和 銀行 本店 信託 部 

10,000 

0.1 

計 

2,187,050 

15.6 

(第 83 表 _•)  持 

株 数 別 

株式 分布 

(昭和 28 年 3 月 1 

曰 現在） 

区  分 

株主 数 

株 数 

総 株主 数 
に対する 
百分比 

対する 百 
分 比 

100，  000 株 以 上 

名 

20 

株 

5,054,500 

% 
0.1 

% 

36.1 

50,  000 株〜 99，  999 株 

308,958 

10,  000 株〜 49,  999 株 

74 

1,354,693 

0.3 

9.7 

5,  000 株〜 9，  999 株 

83 

540,467 

0.3 

3.9 

1,  000 株〜 4，  999 株 

1,098 

1,642.397 

3.7 

11.7 

500 株 ~     999 株 

2,890 

1,593,614 

9.8 

11.4 

100 株〜 499 株 

19,281 

3,297,233 

657 

23.5 

100 抹 未 満 

5,914 

208,138 

20.1 

計 

29,365 

14,000,000 

100 

100 

第二 章 资本金 及び 株主 (出资 社員)  八 五三 


(第 81 表） 業 種 別 株式 分布 


(昭和 28 年 3 月 1 日 現在） 


区  分 

株主 数 

株式 数 

総 株 数に 

対する 
百分比 

名 

抹 

% 

銀  行 

48 

3,486,670 

24.9 

損害保険 会社 

16 

631,200 

4.5 

生命保険会社 

19 

1,561,350 

11.2 

証券会社 

324 

1,104,112 

7.9 

そ の 他の 法人 

161 

305,713 

外国人 

112 

89,945 

0.6 

役  員 

17 

90,017 

0.6 

従業員 

880 

177,169 

1.3 

そ の 他の 個人 

27,788 

6,553,824 

46.8 

計 

29,365 

14,000,000 

100 

第二 章 资本金 及び 株主 (出资 社員)  八 五 二 

株式の 分布と 現況 当社の 株主 は 古くから 全国的であった 上に、 多数の 新しい 株主 を 加えて、 戦後の 株主 層 は 著しく 大衆化され、 殊に ァメ 

リカ を 主と する 外人 株主が 目立って 増加して いる ことな ど、 当社の 社会的 基盤 は 一 權 強固な ものと なって いる〕 

別表に よって その 株主 構成 をみ ると、 総 株 数の 一 五お 以上が 投資信託に 組 入れられ、 これ を 含んで 四 〇％ 余りに 上る 株 

式が、 損害保険 . 生命保険 • 銀行 等の 金融機関 によ つ て 保有され ており、 一 流会 社と しての 信用と 平和 基礎 産業と しての 

当社の 重要性 を 裏書して いる。 

なお 当社 株式の 価格 は、 額面 五十 円に 対して 四百 円 台に 至る 高値 (昭和 二十 八 年 三月 現在) を 示し、 束 京 証券取引所に 

おける 売買 出来高 も 五 百 余 銘柄 中の 上位に あり、 昭和 二十 八 年 四月 二十日から は 業界 を 代表して 指定銘柄に 加えられた。 

またこう した 情勢に 対応す る 当社 抹式 課の 事務に 

ついては、 在来から これが 工夫と 研究に 努め、 特に 

最近 は 事務 処理の 敏速と 簡素化の ために 一 段の 努力 

をした 結果、 株式 課員 一 人 当りの 事務量 は 他 会社の 

平均 株主 九 百 名に 較べ 一、 五 〇〇 名で ある。 

以下、 昭和 二十 八 年 三月 現在に おける 業種 別 株式 

分布 • 投資信託 株式 • 持 株 数 別 株式 分布 • 地域 別 株 

式 分布 及び 株価 出来高 推移 表に ついて 掲げれば、 第 

八 一 表 ~ 第 八 四 表 及び 図表 一 六のと おりで ある。 
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第二 章 資本金 及び 株主 (出資 社員)  八 五 〇 

なお、 株式会社と なつてから 十 年後の 大正 十 年末、 第二次大戦 前、 後の 三 期に おける 大 株主 を 摘記 すれば 第 八 〇 表のと 

おりで、 表 中 昭和 二十 七 年 十月 三十 一 日 現在の 大 株主のう ち、 三菱 ニニ 井. 住友の 各 信託会社 及び 大和 銀行 *f お 支店の 

株 は、 その ほとんどが 証券会社の 信託に よる もので、 いずれも 投資信託の 資金に よって 取得され たもので ある。 
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(第 77 表）  株主 数 （期末 現在） の 変遷 
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(備考） 昭和 22 年から 24 年上 期までの 間にお ける 株主 数の 記載が な いのは、 同 21 年 8 月 10 曰、 会社 

経理 応急 措置 法に よ り 特別 経理 会社に 該当し、 この間 决算が 行われなかった ためで ある 


(第 78 表）  資本金の 增减  （合資会社 時代） 


年 

月 

公称資本金 

払 込 資本金 

摘  要 

千円 

千円 

明治 31. 

2 

800 

575 

pi 年下 期 第二 回お 込、 33 年上 期 第三 回 払 込 

34. 

12 

800 

134 年上 期 第 四 回 仏 込、 年下 期 第五 回 f ム込 

40. 

5,  000 

2，  000 

f40 年下 期 第二 回 払 込、 41 年上 期 第三 回 f ム込 

«5 資 く 

41. 

12 

2,750 

Ui 年下 期 第 四 回 払 込 

大正 2. 

4，  900 

大正 2 年上 期 第五 回 f 厶込 
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級 セメントの 製造と 増資の 目的と を 兼ねて 設立され た 浅 野 超 高級 セメント 株式会社 を 合併して、 公称資本金 は 一 億 六 百 三 

十一 万円と なり、 当時 早く も わが国 屈指の 大会 社の 一 つと なった" これに 伴って、 株主の 数 も 発足 当初の 僅か 五十一 名 か 

ら、 その 数  一二、 四 八 一 名の 多き を 数え、 その 分布 も 全国に あまねく 拡が つ た。 

ffi 未. 込 株式の ある 場合、 商法 上増资 がで きなかった ので、 別 会社 を 設立して これ を 合併す る ことによって、 その 目的 を 達成す る 

ことが 行われた。 

« 和 十四 年 印 日本 セメント 株式会社、 翌 十五 年 土 佐 セメント 株式会社、 更に 十六 年 曰 東 セメント 株式会社、 十七 年に は 

束 亜 セメント 株式会社と 引続いて 多数の セメント 会社 を 合併し、 二十 年に は大阪 石綿 工業 株式会社 を も 合併して、 資本金 

は 一 億 二 千 六 百 一 万円と なり、 株主の 数 もまた 一 九、 二 四 〇 名 を 数えた。 

この間、 第一次世界大戦 後の 恐愤 時に も、 それに 影響され る ことなく、 資本金 及び 株主 数 は、 別表のと おり 逐年 増加の 

一 途を たどって きた。 

加えて 第二次世界大戦の 結果、 財閥が 占領軍の 手に よって 解体され たため、 いわゆる 財閥であった 淺野 一族 及び 浅 野 本 

社 所有の 当社 株式 は、 持 株 整理 委員会の 手に よって 一般に 広く 放出され、 戦後、 径済 調整の ために 行われた 二十 四 年 四月 

の 増資、 及び これに 続いて 同年 十二月、 企業 再建 整備 法に 基いて 行われた 増資と が 他 会社と 同様、 いずれも 株式 民主化 運 

動の もとに 大衆の 経済力 を 動員して 行われた ため、 資本金 は 二 億 八 千万 円から 一躍 七 億円と なり、 株主 数 は 二十 五 年 十 M 

末： n 現在で、 実に 三 二、 七 五六 名と いう 激増ぶ り を 一. 小した。 

しかし これら 大衆の 持 株 は、 まもなく 投資信託 制度が 普及され るに 及んで、 これに 吸収され たため、 株主 数 はや や 減少 

し、 株主の 安定 率 は 向上した。 

合資会社から 今日に 至る 株主 数の 変遷 及び 資本金の 推移 は 次の 第 七 七 表 ~ 第 七 九 表のと おりで ある。 
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(第 76 表） 
出資 社員 数の 変遷 
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第二 章 資本金 及び 株主 (出資 社員：^ 


合な 会社 時代の 出资 

朴員 


創業 以来 十五 力 年間 は、 初代 淺野總 一 郞 個人 を 中心とする 匿名 組合で あつたが、 明治 三十 一 年、 五名の 出資者に よ つ て 

資本金 八十 万円の 合資会社に 組織 を 改め、 浅 野 セメン ト 合資会社 として 商法 上の 形態 を 漸く 整えた。 

出資 社員 五名と は、 淺野總 一 郞 . S 澤榮 一 . 安田 善次郞 . 大川 平三郞 及び 尾 高 幸 五郎で、 当社が その 揺籃 時代から 既に 

こ ら明； S  口. 大正の 有 にわた つ て、 日本の 経済界 を 築き あげた 巨人 達の 手に よつ て 育くまれ てきた こと を 物語 つてい る 

合資会社 は その後 明治 四十 年、 資本金 を 一躍 五 百万 円に 増加した ので、 出資 社員の 数 も 激増した。 その後、 第 七 六 表の 

ような 推 を 経て 大正 元年、 新しく 設立され た 株式会社に 合併され るに 至った。 


SW 本. 金 及び 株 主- 


大正 元年 十月、 十万 円の 資本金で 設立され た 浅 野 セメント 株式会社 は、 翌年 二月、 合資会社 (払 込 金 四百 九十 万円， >  を 

合併し、 資本金 を 五 百万 円と した。  I 

その後 大正 四 年 二月、 第一 回目の 増資 を 行い、 続いて 八月、 北海道 セメント 株式会社 を 合併し、 同 六 年に は 川 崎. 台湾 

両 工場 を 新設した ため 第二 回目の 増資 を 行った。 

更に 大正 十 年、 第三 回目の 増資に 次いで、 十二 年 浅 野スレ ー ト 株式会社. 日本 力 ー リット 株式会社 を 合併し、 十三.^」 

ょ大 阪木津 リセ メ ン ト朱式 会社 及び 増資の ために 設立され た 第一 一 浅 野セメ ン ト 株式会社 を 合併し (注)、 昭和 一 一年に は、 高 


章 
定 


(毁 損、 汚損) 

第 十四 條 株券の 毁損 又は 汚損に より 新 券の 交付 を 請求す る もの は 所定の 請求書に 株券 を 添えて 提出す る ものと す 

る。 但し 株券の 眞偽を 判別し がたいと き は 第 十 五條の 手續 による 

(再交付) 

第 十 五條 株券の 喪失に よって 新 券の 交付 を 請求す る もの は 所定の 請求書に 除權 判決の 正本 又は 謄本 を 添えて 提出 

する ものと する 

第 六 章 手 數 料 

(書換 手数料) 

第 十六 條 第 四條、 第 六條、 第七條 及び 第 十 條の手 數料は 徴収し ない ものと する 

(新 券 交付 手数料) 

第 十七 條 第 十三 條 乃至 第 十 五條の 手 數料は 新 券 一 通に つき 十 岡と する 

^  貝 

(規程の 變更) 

第 十八 條 本 規程の 變更は 取締役 會の 決議に よる ものと する 
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第一章 定  款  八 四 四 

第 四 章 諸  届 

(在外 株主) 

第八條 外國に 居住す る 株主 は、 日本 國 內に假 住所 又は 代理人 を 定めて 届出る ものと する 

前項の 届出に 變更 のあった とき また 同 55^ とする 

(住所 變更) 

第九條 住所 を變更 した 株主 は 所定の 届出 書に 株主 票 を 添えて 提出す る ものと する 

(株主 名 變更) 

第十條 左の 場合に は 所定の 屆出 書、 株主 票に 株券 及び その 變更 事項の 記載 ある 戸籍抄本 若しくは 登記 薄 抄本 を 

添えて 提出す る ものと する 

一 、 氏名 變更 及び 商 號變更 

二、 親權者 又は 後見人の 變更 若しくは その 解除 

(代表者 變更) 

第 十 一條 法人の 代表者 變 更に ついては 所定の 屆出書 及び 株主 票に その 變更 事項の 記載 ある 登記簿 抄本 を 添えて 提 

出す る ものと する 

(準 用) 

第 十二 條 第二 條、 第三 條 及び 本章 各條の 規定 は 登 錄質權 者に これ を 準用す る 

第五 章 新 券の 交付 

(分割、 併合) 

第 十三 條 株券の 分割 又は 併合に よって 新 券の 交付 を 請求す る もの は 所定の 請求書に 株券 を 添えて 提出す る ものと 

する 


第 三 條 株式に 關 する 請求書 又は 屆出 書に は 請求 人 又は 屆出 人の 住所 及び 氏名 を 記載の 上 掠 印す る ものと する 

前項の 請求 又は 届出 を するとき は、 その 本人で ある こと を證 する 書面 を 添える ものと する 

^し 前條の 株主 票に 使用の 印章 を 押捺 するとき はこの 限りで ない 

第二 章 名 義 書 換 

(名義書換) 

第四條 株式の 譲渡に よって 名義書換 を 請求す る もの は 所定の 請求書に 左の 何れ か を 添えて 提出す る ものと する。 

一 、 S 書 ある 株券  - 

一一、 株券 及び 譲渡 證書 

相續、 遺贈、 會社 合併 その他 B 渡 以外の 事由に より 株式の 名義書換 を 請求す る もの は、 所定の 請求書に 株券 及び 侏 

式 移轉の 原因 を證 する 書面 を 添えて 提出す る ものと する 

前 二 項の 株式の 移： t について、 法令で 別段の 手續を 必要と するとき は、 その 完了 を證 する 書面 を 添える ものと する 

(喪失 株券) 

第 五條 株券 喪失の 旨 所定の 書式に より 屆出 のあった 株式の 名義書換 を 請求 するとき は その 取得が 善意 且無 過失 

である こと を 證 する 書面 を 提出す る ものと する 

公示 催告 申立ず みの 旨屆 出の あった 株式の 名義書換 を 請求 するとき は 裁判所に 對し 異議の 申立 をした こと を證 する 

書面 を 提出す る ものと する 

第 三 章 質 櫂の 登錄 及び 信託 財產の 表示 

(質權 の 登錄) 

第六條 赏 權に關 する S5„- 錄 又は その 抹消 を 請求す る もの は 所定の 請求書に 株券 を 添えて 提出す る ものと する 

(信託の 表示) 

第七條 信託 財產の 表示 又は その 抹消 を 請求す る もの は 所定の 請求書に 株券 を 添えて 提出す る ものと する 


第一章 定款  几 四 二 

(取締役 會) 

第 十九 條 取締役 會は 業務 執行 を 決定す る 

取締役 會の 招集 は會 曰の 四 曰 前に 通知 を發 する 

但し 緊急の 場合 はこれ を 短縮す る ことができる 

取 蹄 役 會に關 する 規程 は 取締役 會の 決議 を もって 別に 定める 

第五 章 計  算 

(決算期) 

第二 十條 當會社 は 十 一 月  一 H より 翌年 四月 三十日まで を 上期、 五月 一 曰より 十月 三十 一 日まで を 下 簡 として As 

末 毎に 決算 を 行う 

(配當 金) 

第二 十 一條 株主 配 當金は 毎 決算期 末 曰 現在 株主 名簿 記載の 株主 又は 登 錄質權 者に 支拂ぅ 

前項の K 常， 步- は支拂 開始の 曰から 滿 三年 2? 内に 受領され ない とき は 常 會杜は その 支拂の 義務 を 免れる 

株式 取扱 規程  株式 取扱 規程  (昭和 二十 六 年 十二月 二十 五 曰 施行〕 

第一章 總  則 

(目 的〕 

第 一 條 本 規程 は當會 社の 定款 第九條 により 株式に 關 する 諸手 續 について 定める 

但し 本 規程に 定めの ない 手續 について は 法令 又は 慣行に よる ものと する 

(株主 票) 

第二 條 株主 は 所定の 株主 票に その 住所氏名 を 記載して 提出す る ものと する 

(通 則) 


章 
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第 三 章 株主 總會 

(招 集) 

第 十二 條 當會 社の 定時 株主 總會 は&年 六月 及び 十一 一月に これ を 招集し 臨時 株主 總會は 必要 ある 場合に 隨 時 これ を 

招集す る 

(議 長) 

第 十三 條 株主 總會の 議長 は 社長が これに 當る 

社長に 事故 あるとき は 取締役 會の 決議に より 他の 締 役が これに 代る 

(決 き 

第 十四 條 株主 總會の 決議 は 出席した 株主の 議決 權の 過半 數を もってき める。 

(議決 權の 代理 行使) 

第 十 五條 株主 は赏會 社の 株主に 對 しての み 代理人と して その 議決 權の行 便 を 委任す る ことができる 

第 ra 章 取締役、 取締役 會 及び 監査役 

(定員 及び 選任) 

第 十六 條 當會 社の 取締役 は 十五 名 以內、 監査役 は 四 名以內 とし、 株主 總會で 選任す る 

取締役の 選任 は 發行濟 株式 總數の 三分の  一 W 上に 當る 株式 を 有する 株主の 出席 を 要し 累積 投票に よらない 

(任 期) 

第 十七 條 取締役の 任期 は 就任 後 第 四囘、 監査役の 任期 は 就任 後 第二 囘の 定時 株主 總會 終了の 時までと する 

似し 補缺 又は 增負 により 選任 せられた 取締役 又は 監査役の 任期 は 他の 現任 同役の 殘存 期間と する 

(代表取締役 し 

第 十八 條 取締役 會の 決議 を もって 會杜を 代表す る 取締役 社長 一 名 を 定める ものと し、 必要に より 取締役 會長、 取 

締》^副社長各 一 名 及び 専務取締役 常務取締役 若干 名 を 定める ことができる 

m  八 四 一 
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第二 章 株  式 

(株式の 總数) 

第 五條 當會 社の 發行 する 株式の 總数は 五 千 六 百 萬 株と する 

(新株 引受 權) 

第 六 條 常會 社の 株主 は 未發行 株式に ついて 新株 引受 權を 有する 但し 新株 發行 毎に 取締役 會の 决議を もって その 

一 部 を 公募で きる ほか 當會 社の 役員、 從業 員、 舊 役員 及び 舊從業 員に 對 しその 引受 權を與 える ことができる"" 

(一 株の 金額) 

第七條 常會 社の 額而 株式 は 一 株の 金額 を 五十 圓 とする 

(株 券) 

八條 常會 社の 株券 は 記名 式と し 一 株券、 十 株芬、 五十 株券 及び ほ 株券の 四 種と する 

(株式の 取扱) 

第九條 株式の 名義書換、 質 權に關 する 登錄、 信託 財產の 表示、 株券の 再交附 その他 株式に 關 する 諸手 續 につい 

て は 取締役 會の 定める 株式 取扱 規程に よる 

(假 ft 所) 

第十條 外國に 居住す る 株主、 質權者 又は その 法定代理人 は H 本國 內に假 住所 を 定めて これ を 屈 出なければ なら 

ない 

(株主 名簿の 閉鎖 及び 基準 日) 

第 十 一條 常 會社は 毎年 五月 一 日 及び 十 一 月 一 日から 各 その 翌月の 定時 株主 總會 終了の 日まで 株主 名簿の 記載の 變 

更を 停止す る 

前項の 外 必要が あるとき は 三十； ばに 公告して 臨時に 株主 名簿の 記載の 變更を isrri- し乂は 基準 日 を 定める ことが で 

きる 


一  現行 定彭  一 

(  (昭和 二十 六 年 十二  H;  二十 五日 改正) 一 

定  軟  . 
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「株式の 名義書換、 質権の 設定 若しくは 移転の 登録 又は 其 
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三種」 とする 

「取締役 は 互選 を 以て 社長 を 選定す」 を 「株主総会に 於て 

取締役 中より 社長 一名 を 選定す る」 とする  _ 
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資本金の 増加 
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門 司に 支店 を 設置す る 

資本金 企 十万 円 を 金 五 百万 円と する  ；浅野 セメント 合 

「所 ffi 区裁判所」 を 「本店 所轄 区裁判所」 とする  _ 資 会社 を 合併 
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第 1 章 定款  八 二 四 

を 任意 買入愤 却して、 資本金 を 六 百 三十 一万 円 減少す る 決議 をして いる。 しかし、 この 減資 決議 は 実行に 至らないで 終つ 

たので、 事実上 定款の 変更 は 行われて いない" このような 茨の 道 を 切り抜け、 问八年 以降 再び 発展 期に 向った ので あるが 

三十 数回に 及ぶ 変遷の 跡 をた どると、 およそ 次の 三 段階に 大別され る。 

その 第一 段階 は、 大正時代から K 和 十五 年に 至る までの 期 問で、 この 期間 は 主として 支店の 増設、 工場の 新設、 他 会社 

合併に よる 事業 仲 長に 伴う 資本の 増加が y 立ち、 第一 一段 階 は 右 以降 終戦に 至る 戦争た けな わの 期間で、 戦時 統制に よる 企 

業 合理化 促進に 起因す る 同業 他社の 合併に よる 資本の 増加、 支店の 廃止、 社長 淺野總 一郎の 統制 会 会長 就任に 伴う 代表 取 

締役 に関する 規定の 改正 等が あ つ た。 また 昭和 十九 年 六月 一 一十 二日に、 当社 創立 2f 来の 本店の 所在地 を わが国 セメ ントェ 

業 発祥の 地た る 深 川 区 清澄 町から、 当時の 実質 上の 本店の 住所であった 趣 町 区 丸ノ. e  (束 京 海上 ビル 新館) へ 移転して い 

るの が 注目され る。 第三 段階 は 終戦 以降、 混乱 時代 を轻て 漸く 安定 径济に 向いつつ あった 二十 六 年 十一 一月に 至る までの 期 

間で、 この 期間 は、 連合軍の 占領下に あった 関係から、 日本 径 済の 政策が すべて 占領 政策に 基いて いたた め、 それらの 諸 

政策に 起因す る ものが 多く、 殊に 当社 は 浅 野 財閥 直系の 会社と して 制限 会社の 指定 を 受けた 結果、 昭和 二十 一年 十月、 創 

立 以来の 「浅 野 セメント」 の 商号 を 変更す る ことに 決意、 これが 認可 申請 をな し、 翌ニ 十二 年 五月 一 曰から 現在の 「日本 

セメント」 の 新 商号 を 実施した。 この 期間に はまた、 財閥 役員の 公職追放が 行われ、 役員 組織に おいても 取締役会 長 を 新 

設 すると 共に、 一方 インフレ ー; ンョ ン による 増資、 企業 再建 整備 法に 基く 整備 計画の 決定に よる 資本の 変更 等が 行われ、 

また 本店の 所せ 地であった 海上 ビルが 接収され たため、 本店 を 千代 田 区 (元の 趣 町 区) から 中央 區 (人形 町  一 ノー) へ 移 

転し、 再び 現在の 千代 田區 (大手 町 ニノ 九) へと 移耘 する の やむな きに 至った ので、 これに 伴う 本店 所在地の 改正 を 短期 

間に 三回 も 行う 等、 混沌た る 社会 情勢 を そのまま 定款 変遷の 上に 如実に 反映して いる。 


各 編 第二 部 


第 一 章 定 


最初の 定款 


改正 整備 


変遷の 大要 


第一 章 


当社に おける 最初の 定款 は、 明治 三十 一年 二月 一 日、 匿名 組合から 合資会社に 改組の 時 作成され ている が、 これ は 定款 

と 称せず、 契約書 (別 刷 口絵 参照) と 呼んで いた。 三十 二 年 三月 九 曰 公布の 商法に よる 合資会社に 組織 を 変更す るた め、 

四十 年 三月 一 日、 新たに 「浅 野 セメント 合資会社 定款」 を 作成し、 この 時 初めて 定款と いう 宇 句 を 用いた。 

大正 元年、 株式会社に 改組す るに 当り、 まず 初代 淺野總 一 郞 • 大川 平三郞 • 男爵^«澤栄 一 . 公爵 徳川家 達 • 公爵 徳川慶 

久. 尾 高 幸 五郎 及び 安田 善 三 郎の七 名が 発起人と なり、 同年 八月 二十 九日 株式会社 としての 原始 定款 (別 刷 口絵 参照) を 

作成し、 同年 十月 七日、 資本金 十万 円の 浅 野 セメント 株式会社 を 設立、 同月 二十四日 浅 野 セメント 合資会社との 間に合 併 

仮契約 を 締結し、 翌ニ年 二月 五日、 資本金 五 百万 円の 株式会社 となった ので ある。 

以後、 事業の 振興に 伴う 資本金の 増加、 支店の 増設、 他 会社の 合併、 事業 目的の 追加、 役員の 増加、 その他 法令の 改正 

に 伴う 事項 等に つき、 三十 八 回に 及んで 全 条項に わたり 改正し、 昭和 二十 六 年 十二月 二十 五日の 改正で 現行の 定款と なつ 

た。 右のう ち大 改正 は、 昭和 十五 年 及び 二十 六 年の 二回で、 これ はいずれ も 商法 改正に 順応して 行った ものである。 殊に 

二十 六 年の 大 改正 は、 敗戦に よる 連合軍の 占領 政策に 基いて、 従来 ドイツ 法の 流れ を 汲んで いたわが 国の 諸 法律が、 主た 

る 占領 国で ある アメリカの 法律に 倣うよう になり、 商法が 株式会社 民主化の 線に 沿い、 大幅に 改正され た 結果に よる もの 

であるが、 この 大 改正 を 機会に、 事業 目的 その他の 事項に ついても 現状に 即応させる ため 根本的に 整備した。 

定款 変遷の 跡 を 顧みる と、 日進月歩の 事業 仲 張の 足取り を 示して いるが、 今日の 隆盛に 至る までに は、 なんらの 苦 もな 

く 常に 拡充 発展の 一途 をた どった わけで はなく、 苦難の 道 を 踏み わけた 時代 も あるので、 昭和 五 年 七月 二十 一 日 開催の 第 

三十 八 回 定時 株主総会 において は、 当時の 径営難 を 救う 一方 便と して、 額面 金 五十 円 全額 払 込 済の 株式 一 二 六、 二 〇〇 株 
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^ 定期刊行物 

セメント 工業 昭和 二 年 創刊 

本誌 は、 業界紙 「東洋 建築 材料 商 報」 を 改組して 当社 及び 傍系 会社の 浅 野 スレ— ト 株式会社、 日本 ヒュ ー ム管 株式会社 

三 社共 同の 機関誌と した ものである。 昭和 三年 九月 「土木 建築 材料 商 報」 と 改題、 五 年 六月 三度 改題 「セメント 工業」 と 

なった。 十九 年 一月、 資材 窮乏に 伴う 新聞 雑 t 一 i の 整理に 遭い、 四 九 五 号 を 終 ffl: として 休刊した。 

戦後、 業界の 好転 を 機と し、 二十 七 年 七月、 復刊 (当社 単独 発行、 隔月刊) 第一 号 を SJK 刊 して 来、 今日に 及んで いる „ 


第 九 章 商標 及び 宣伝 刊行物  八 ニニ 

昭和 四 年、 ベロ セメントの 製造 開始と 共に 発行 は 活発と なり、 六 年に は 仏文の もの も 発行し、 続いて マスコ ン セメント 

の 宣伝に 努めてい る： 昭和 十 年 を 戦前の 最終 版と して、 以後 十四 年間の 戦時 空白が ある こと は、 rt 地と 同様で ある。 

昭和 二十 四 年、 戦後最初のものを上梓して！^来、 相次いで 活発に 刊行 を 続けて いる。 

次に 表紙で 見る 各種 カタログ、 パ ン フレット 類の 図 絵 を 掲げよう。 


パ ン フレット 名 

S 村と コ ングリ I ト 

浅 野べ D セメントの 特質と 其 利益 其 一 

?s 野べ。 セメント. コンク リ —ト鋪 装 道路， 

と マカダム 鋪装 道路 

「セメント コ ンクリ 1 ト」 及び r セメント マー 

カダム」 道路 示 方 書 改訂増補 第一 回 一 

酷寒 期に 於け る 工事 用と しての 浅 野べ 口  .1 

セメント 

浅 野べ D セメント に 就て 

ほ 野 マスコ ン セメントに 就いて 

(■ 低熱ボ ルト ランド. セメント" Asano  _ 

Masco 一一  "J 

低 熱セメ ン ト 概説 

ft 畔の 改良と 収獲 増に 就いて 

浅 野べ D  . セメントに 就て (主として 技術 


パ ン フレット 名 

的 説明) 

Si 野 高炉 セメ ントの 特長と S 業 土木工事 

コ ン. N リ— ト 畔の 効果 

農業、 林業、 浼 業と コ ンクリ —ト 

アサノ マスコ ン • セメントに 就て 

(中庸 熱 及 ® 熱ボ ルト ランド セメントに 

就ての 主として 技術的 説明) 

アサノべ 口 • セメントに 就いて (主として 

技術的 説明) 

アサノ マスコ ン • セメントに 就て 

(ダ ム用 ボルト ラ ン ドセメ ン ト 中庸 熱 並 

に 低 熱) 

アサノべ 口 セメントに 就いて (主として 技 

術 的 説明) 


(は) ろ） （い) 


第三、 .14 の 画き 方 

収めるべき 正方形の 一 辺 を 基準と して 

親骨 幅 十八分の-.^^ 厚さ 十八 分の 一 

たたんで ある 部分の 紙の 厚さ 各 十八 分の 四 

斜めの 紙の 厚さ たたんで ある 部分の 紙と 斜めに 連なる ところで 水平 幅 十八 分の 一 

第二 節 宣 伝 刊行物 

1^ カタログ 及び バンフ レット 

国内向け 当社の 営業案内 (総合 カタログ：) は、 明治 二十 五 年 発行の もの (A5 版 相当) が 最初の ものの ようで ある" 次いで 明治 

三十 五 年 発行 (A5 版 相当)、 それ 以後 大正 初期に かけて 発行した ものに ついては、 資料 を 欠いて いるので、 詳細 は 不明で 

ある。 現存す る ものと して は、 僅かに 大正 十三 年大阪 木津川 セメント 合併 直後に 発行した 袖 珍 型の ものが あるに 過ぎない 

西 多 摩 工場 (昭和 四 年) の 新設 後 は、 営業 案內 及び ベロ セメント • マスコ ン セメント • 低 熱セメ ント 丄咼炉 セメント 等 

の 特集 パンフレット を 陸続 発行した が、 昭和 初頭の 不況 時には、 新たな 販路 開拓 方法と して、 従来 閑却され ていた 農業 土 

木の 推進— 特に 娃畔の コ ングリ —ト 化と 米の 増収 をテ— マと した パ ンフ レツ トを 特集した。 

日華 事変の 勃発と 共に、 防牒 関係から カタログ、 パンフレット 類の 発行 は 禁止され、 戦後 復活 を 見る まで、 約 十 力 年の 

空白 時代が 続いた。 

昭和 二十 四 年、 戦後 最初の 営業 案. C を 発行、 以後 引続き 兌 行して いるが、 このほか ベロ  • マスコ ン 丄咼炉 の 各 特殊 セメ 

ント 及び 農 漁 山村 土木 向けの 特集 パ ンフ レツ トも 刊行して いる。 

出向け 明治 三十 五 年、 この 時代と して は 画期的な A5 版 M 頁に 及ぶ 大 カタログ を 発行して いるが (日本 版の 英訳と 推定され るズ 

これが 現存す る 最古の ものと 思われる。 その後に 発行した ものに もこれ ほどの 大冊 はなく、 輸出に 対する 熱意が うかがわ 

れる" 明治 末期 及び 大正 期 は 資料 を 欠く ので 詳細 は 不明で ある。 

第二 節 宣伝 刊行物  八 ニー 


(図表 15) 当社の 基本 商標) 


八 二 〇 

3 基本 商標の 画き 方 

当社の 基本 商標の 基準 寸法 を 掲げる と、 

図表 一 五のと おりで、 その 画き 方 は 左のと 

おりで ある。 

第一、 扇 面 地 紙 形の 画き 方 

一、 まず 円弧 を 画き、 これと 円の 中心で 八 

十七 度 をな す 二 本の 半径で、 扇子 を 開い 

たような 形 を 作る。 

二、 その 中に 半径 十分の 四の 同心円の 弧 を 

画いて 地 紙 形 を 作る。 

三、 その 地 紙 形の 輪郭に 左記に よって $ 半 

径の 千分の 十五の 厚さの 肉 をつ ける。 

^ 円弧の 部分 は 内側 

§ 直線の 部分 は 外側 

第二、 地 紙の 中の W の 位置の 定め 方 

中心角 八十 七 度の 二等分線と 下方の 弧 

との 交わる 点 を 求め、 その 点から 上方へ 

半径の 千分の 四十の 点 を 下 辺の 中心 位置 

とする 半径の 二分の 一 の 正方形 を 画き 

を 収める" 


に 適当な 新 商標 を 作成す る 必要に 迫られて いた。 初代 上海 出張所 長、 井原 大輔が 任地に おもむい たの は、 大正 十二 年の 盛 

夏の ころで あつ たが、 乗船が 上海に 近づく につれ て、 真夏の 夕陽 を 帆 一 ぱいに 照り 辉 やかしながら 長江 を 上下す るジ ャ ン 

グの 美；； 京に 心 を 打 たれ、 かれは 上海に 上陸す ると、 直ちに ジ ヤング をテ I マと する マ— グを 書いて 東京の 本店に 送った。 

これ は、 当時 本店 首脳部の 考えて いた 「異国情緒 = 中国 色」 という 考えに ビタリと 一致した ので、 中国 向け 輪 出に は、 ジ 

ヤング マ— グを 使用す る ことに 決定し、 かれの 原案に 基いて 図案 化した ものが、 すなわち、 この 商標で ある。 

第二 十一 図 

本 商標 は、 いわゆる パイ ャ— ス . マ ー クで 正式に は 当社の もので はない が、 昭和 三年から 四 年末に かけ、 門 司 • 台湾両 

工場から、 香港. 広東 向けに 輸出した 榑 入り セメントに 使用した もので 、「ヱ—. シ—」 印と 呼ばれて おり、 鶴 谷 商会が 專 

用した。 その後、 中国 及び 香港 向け 輸出に は、 主として 「ジャンク」 印 を 使 川す るよう になり、 本 商標 は 影 を ひそめた。 

第二 十二 図 

本 商標 は、 昭和 九 年 作成した マスコ ン セメントの 內地. M け搏 専用の ものである" 図 中の J は 堰堤の 断面 を、 波 は 水 

池 を それぞれ 象徴した ものである。 

第 二士  二 図 

本 商標 は いわゆる パイ ャ— ス . マ 17 で、 正式に は 当社の もので はない が、 門 司. 台湾 両ェ 場から 天津. 上海 向けに 輸 

出した^ 入り セメントに 使用した もので 「天官 牌」 と 呼ばれて おり、 鹤谷 商会が 專 用した。 「ジャンク」 印の 登場に 伴って 

本 商標 は 影 を ひそめた. - 


第 九 章 商標 及び 宣伝 刊行物  八 一 八 

である。 

第 十七 図 

本 商標の 作成 年度 は、 明らかで ない が、 図 中 賞牌の 年度から 想像 すれば、 明治 二十 三、 四 年の ころと 推定され る。 

本 商標 は、 第 十四 図の 商標に 準ずる ものと して、 当時 は 未 登録の まま 広く 使用され ていた。 

まわりの 波 は、 当時 浅 野 工場が 東京 深 川の 隅 田 川に 臨んで 建って いたので、 これ を 象徴して 波 模様 を 地紋に した もので、 

初代 社長 淺野總 一 郞の 発案になる と言われ ている" 金メダル を 配した 理由 は、 当時 輸入され ていた 外国製 セメントの マ ー 

クに 金メダルが 輝いて いたので、 ►  J れ に対扰 すると い う 意味 合 も あ つ たと 言われて い る。 

第 十八 図 

本 商標 は、 作成 年度 もまた 明らかで はない が、 図 中 賞牌の 年度 及び 「分工場 門 司」 の 宇 句 等から 想像 すれば、 おそらく 

明治 一 一十 八 年 ごろと 推定され る。 

第 十九 図 

本 商標 は、 大正 十四 年 一 月 二十 六日 付、 第一 六 五、 七三 五 号 (着色 限定) を もって 登録した 主として 輸出 向けの 商標で 

ある。 この 商標が、 いつごろ からでき たもの か 正確に はわから ない が、 中央に ある メダルに 明治 二十 年と いう 文 宇が 見え 

る こと 及び 図 中 賞牌の 数等から 推して、 明治 二十 八 年 以後に できた ものと 想像され る" したがって、 相当 長期 間 未 登録の 

ままで 使用して い たものと 思われる。 

第二 十 図 

本 商標 は、 中国 向けの 輸出 專用 商標であって、 異国情緒 を带 びた マ ー グ として、 大正 十二 年 (一九二 三年) まず 上海で、 

次いで 昭和 七 年 (一九 三 二 年) 香港で 登録され たが、 わが国に おいて は 登録され なかった。 

この 商標の 誕生までに は 次の ような ェ ピ ソ ー ドが ある。 

中国 向け 輪 出の 増大に 伴って、 当社 は 大正 十二 年、 上海に 出張所 を 設置した。 当 時 輪 出に 使用して いた 商標 は 「レッド . 

マ I グ-と 「セブン. メダル」 とで あつたが、 いずれも 異国情緒 という 点で は. K ける ところがあった ので、 中国 向け 輪 出 


(第 74 表）  現存 商標 登録 関係 一！！ 表 


m 惊 

の 

種 別 

登録 年月 

曰 

期間 更新の 
登録 年月日 

第 

1 

図 

62，  253 

大正 

12. 

26 

眧 和 

S.   4.  22 

第 

図 

107,626 

大正 

8. 

10. 

昭 和 

25.  9. 

第 

図 

215,  650 

昭 和 

昭 和 

25. 1. 16 

第 

図 

218,221 

昭 和 

8. 

27 

昭 和 

26.  3. 12 

第 

図 

218,222 

同 

上 

同 

上 

第 

6 

図 

248,  233 

昭 和 

8. 

11. 

(昭 和 

28.  9.  3) 

第 

図 

251,035 

昭 和 

9. 

10 

C 同 

上 ） 

第 

8 

図 

255,  398 

昭 和 

9. 

18 

更 新 

出願 中 

第 9 

図の （ 1 ) 

260， 197 

昭 和 

9. 

12. 

19 

第 

10 

図 

260，  367 

昭 和 

9. 

12. 

21 

(昭 和 

29.  5. 10) 

第 

11 

図 

266,  363 

昭 和 

10. 

6. 

28 

更新 出願せ ず 

第 

12 

図 

299.  761 

昭和 

13. 

17 

(権利 放棄） 

第 

13 

図 

227, 024 

昭 和 

6. 

31 

ものである。 昭和 六 年 七月 三十 一日 付、 第二 二 七、 〇 二 四号を もって 登録 (昭和 七 年 九月 二十 八日、 アダムソン • ギルフ 

イラン. アンド. コンパ 二— に 移管) されて おり、 現在 も 引続き 使用され ている。 (この マ— クを便 用す るに 至った 経緯 

は、 若 林 金 吾 回想録 五 〇 頁 参照) 

なお 昭和 二十 二 年 五月、 社名 変更 後 は 商標 中の 「浅 野 セメント 株式会社」 は 「日本 セメント 株式会社に、 「ASANO—CE- 

MENTICPJ は 「NIHONICEMENTICP」 に それぞれ 変更 

の 上使 用して いる- -- 

^旧 商標 

第 十四 M 

本 商標 は、 明治 十八 年 十月 二十四日 付、 第 七 七 六 号 を も 

つ て 登録した 当社 最初の 商標で、 明治 三十 三年 ごろまで 使 

用した." 

第 十五 図 

本 商標 は、 明治 三十 三年 十 一 月 六 曰 付、 第 七 七 六 号 を も 

つ て 更新 登録した ものである。 

第 十六 図 

本 商標 は、 大正 九 年 三月 四日 付、 第一 一 三、 0 九 八 号 を 

もって 登録した ものである。 これ は、 明治 十八 年に 登録、 

三十 三年に 更新した 第 十四 図 及び 第 十五 図の 当社 最古の 商 

標 (当時の 登録番号 は 第 七 七 六 号で あつたが、 これが 第一 

一 三、 0 九 八 号に 変つ たの は、 セメントが 登録 分類 第 十二 

類から 第 十三 類に 変更され た 結果で ある) を 更新した もの 

第一 節 商標  八 一七 


第 九 章 商標 及び 宣伝 刊行物  八 一 六 

を 象徴して いる- チョコ レ— ト色 は、 ベロ セメントの 青 3» 色 (ブル ー • リボン) との 対象から きている だけで、 ベロ セメ 

ントの 場合の ような 特別の 意味 はない。 (「マスコ ン」 以外 は 未 登録) 

第 十 図 (輪 出專 用)  . 

本 商標 は、 昭和 九 年 十二月 二十 一 日付、 第二 六 o、 三 六 七 号 を もって 登録した もので、 ベ 口 セメントの 輸出 向け 紙袋 專 

用の 商標で ある」 本 商標に は 「velo」 という 文字がない が、 これに は 次の ような 経緯が ある" 

昭和 七 年 夏、 第 七 図の 商標で、 ベ 口 セメント を アメリカに 輪 出した ところ、 デンマ 17 の F.  L.  Smidth 社 (世界的に 

有名な セメント 機械 商) 在米 支店から 抗議が 持ち込まれた。 事情 を 調べて 見る と、 同社 在米 支店が アメリカで、 「velo」 セ 

メント の 登録 を 有して いる ことが 判明した ので、 やむなく 対米 輸出に 際して は つ Veloj の 代りに 「Rapid  Hardening」 と 

いう 文 宇 を 使用す る ことと な つ た。 

なお 「Quick」 が 「Rapid」 に 変った の は、 別に 深い 仔細 はなく、 「Rapid」 の 方が、 商品名と して ふさわしい というに 過 

ぎない。 

第 十 一 図 

本 商標 は、 昭和 十 年 六月 二十 八日 付、 第二 六 六、 三 六 三 号 を もって 登録した ものであるが、 実際に 使 川した こと はない。 

第 十二 図 (輪 出專 用) 

本 商標 は、 昭和 十三 年 三月 十七 日付、 第二 九九、 七 六 一号 を もって 登録した ものである： これに 先立ち、 昭和 十二 年 

(一九 三 七 年) 十二月 二十 八日、 ハワイで 登録した 関係 上、 輸出 マ— 7 とはいう ものの、 ハワイ 向け 專 用の ものである。 

登錄 有効期限 は、 昭和 三十 三年 三月 十六 日で あるが、 現在 は 使用 を 中絶して いる。 

第 十三 図 

本 商標 は、 いわゆる パイ ャ— ス . マ ー グで、 正式に は 当社の もので はない が、 当社 品 を 販売す るた めに 使用され ている 

商標で ある。 「 マン. アンド. ライオン」 印と 呼ばれて おり、 シン ガボ ー ルの アダムソン • ギルフィラン • アンド • コンパ 

二—  (現在の ハ —パ ー . ギルフィラン . アンド. コ ンパ 二—) 所有の 独占 マ— グで、 他の 取：！ f; 先に は、 一 切 使 川で きない 


十 図の 商標と 比較して 兒 ると、 "Junk" という 文 宇が ある ほか は、 なんら 変らない が、 "Junk" という 文字 を 入れた 径緯 

は 次のと おりで ある" 

ジ ヤング 商標 は、 中国 向けの 輪 出 商標と して、 わが国に おいて は 未 登録の まま 大正 十二 年から 使用して いたが、 昭和 七 

年春コ ロン ボで、 当社の セブン . メダルの 空搏に 他社 品 を 詰 換えて いたと いう、 商標 保持 上 極めて 遺憾な 事件が 発生した 

ので、 これ を 機会に 未 登録の 当社の 全 輪 出 商標 を 登録す る ことと なった。 ところが、 同業 某 社 品の 輸出 商標と して、 コル 

サ リオ (corsario  = 海賊船) ブランドが、 当社の ジャンク 商標よりも 一足先に 登録され ていたので、 これと 区別す る 必要 

上、 やむなく 特に "Junk" という 文 宇 を 加え、 登録した もの， である。 

第 七 図 (輸出 專用) 

本 商標 は、 ベロ セメントの 輸出 向け 紙袋 専用の 商標で、 昭和 九 年 二月 十日 付、 第二 五一、 〇 三 五 号 を もって 登録した も 

ので、 現在 も 引続き 使用して いる。 

第 八 図 (輪 出 専用) 

本 商標 は、 昭和 九 年 七月 十八： n 付、 第二 五 五、 三 九 八 号 を もって 登録した もので、 通称 セブン ，メダル または コイン . 

ブランド 等と 呼ばれて いる。 登銶 したの は 昭和 九 年で あるが、 実際 使用した の は、 大正 十 年 ごろからで、 現在 も 引続き 使 

用して いる。 

第 九 図の 3^ 

「マスコ ン」 及び 「Alascon」 の 文 宇の みは、 昭和 九 年 十二月 十九 in 付、 第二 六 〇、 一九 七 号 を もって 登録して いる。 

第 九 図の 二  (輪 出專 用) 

本 商標 は、 昭和 九 年 夏作 成した もので、 マスコ ン セメント は、 特に 水に 緣が 深いので 水の 精、 すなわち 人魚 を 配した の 

である。 (「Mascon」 以外 は 未 登録) 

第 九 図の iil 

本 商標 は、 昭和 九 年 夏作 成した もので、 マスコ ン セメントの 内地 け 紙袋 用の ものである。 図 中の J は、 ダムの 断面 
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第 九 章 商標 及び 宣伝 刊行物  八 一 四 

木 商標 は、 大正 八 年 十 H:-i:= 付、 第一 〇 七、 六 二 六 号 を もって 登録した もので、 輪出専 ffl の 商標と して は 最初の もので 

ある。 登錄 したの は、 大正 八 年で あるが、 実際に 使 ffl したの は、 株式会社に 入って 早々 の 大正 三年 ごろから である-、 これ 

以前に は、 特に 輸出 專 用の 商標 はなく、  地， M けと！： 様、 第 十九 図の いわゆる 波形 入り マ— グを便 川して いた、 

なお 木 商標 は、 .^it 「レッド. マ— グ」 とも 呼ばれて おり、 現在 も 引続き 便 川して いる、 

第 三 M  . 

本 商標 は、 昭和 五 年 五月 五日 付、 第二 一  五、 六 五 〇 号 (着色 限定) を もって 登銶 した もので、 ベ 口 セメント 専用の 商標 

である。 最初 は、 「18 期 高 強度」 という 文 宇が 人って いたが、 早 強 セメントの 規格 制定に より 「早 強」 という 文 宇に 改め 

た。 現お、 ベ 口 セメントの rt 地，； 1： け 紙袋 川 マ ー グ として 使用して いる。 

なおべ 口  (VC10) はべ ロック ス 「velox」 から 採られた もので、 ？ a 速に、 すなわち 早期に 高 強度 を * 揮 するとい う 意味 を 

もっている" 商標に 青 縁 色の 带 (ブル I. リボン：) がかけ て あるの は、 外国で は 品評会、 あるいは 博 K 会 等で 一 等赏 にあ 

たる 出品物に は、 ブル—. リボン を かける という 習惯が あるので、 これに ヒント を 得て 優秀と いう 意味 を 象徴した もので 

ある，" 

本： ゅ標 は、 昭和 五 年 八月 二十 七；：； w、 第二 一  八、 ニニ 一号 (着色 限定) を もって 登録した もので、 第三 図と M: 様べ ロセ 

メ ント專 用の 商標で ある。 第三 図が、 地， M け 紙袋 專 S であるのに 対し、 これ は、 地问 け樽專 用の ものであるから、 現 

在 は 使 川して いない。 

第五 (輪 出專 用) 

本 商標 は、 昭和 五 年 八月 二十 七日 付、 第二 一八、 ニニ  二号 (着色 限定) を もって 第 四 11 の ものと 共に 登録した もので あ 

る。 元来 は、 川と して した ものであるが、 引 き 紙 川に も 使 川し、 現在に 至ってい る。 

第 六 M  (： 輪 出せ 川) 

本 商標 は、 昭和 八 年 十一月 ヒ H! 付、 第二 四 八、 三 三 三 号 を もって 登録した もので、 今日で も；；； 続き 使 川して いる。 第二 


商標と いう もの はなく、 内 外 共通の 和 文 宇？ ffi 交の 商標 を 便 川して いたが、 大正に 入り 輸出が 増加す るに つれ、 英文 宇の 

輸出 専 R 商標 を 必要と する に 至り、 まず いわゆる 「* マ— ク」 (第二 図) が 誕生した- しかし、 当社の 輸出^ 場が 印度 方 而 

にまで 仲び るに 及んで、 色が 極 せ 易い という 「赤 マ— ク」 の 欠点 を 補うた め、 通称 「コイン . ブランド」 または 「セブン . 

メダル • ブランド」 (第 八 図) と 呼ばれて いる 商標が 登場し、 次いで 大正 十二 年 ごろから、 中 南支. 香港 向けと して、 ffl; 国 

情緒に 富んだ 「ジ ヤン" N マ I ク」 (第一 一十 図) が 出現した-" 

最後に 特殊 セメン トの 出現に 伴う 商標の 変遷に ついて 述べよう。 

当社 は、 昭和 四 年 秋 ごろから t: 通 ホルト ランド セメントの ほかに、 早 強 ポルト ランド セメント を 当社 商品名べ 口 セメン 

ト として 製造 販売す る ことにな つた。 これに 伴って 輪 出 用と して は 「天馬」 を 配した 「へ ガサ ス . ブランド」 (第 四 図) が、 

国. e: 用と して は、 ブル—. リボン を 配した ベロ セメントの 商標が それぞれ 出現した" 次いで、 九 年 夏から 水 和 熱の 低い 低 

M  (または 中 iw 熟) ホル トラ ン ド セメン トを 当社 商品名 マ スコン セメン ト として 製造 販売す るに 至 つ た。 - J れに 半つ て輸 

出 用と して は、 「人. 5 一」 を 配した 「ニンフ ブランド」 (第 九 11 の 二) が、 国 用と して は、 ダムの 断面 を 象徴した マスコ ンセ 

メント の 商標が それぞれ 誕生した。 

. さて、 次に 現に 登録され ている 商標 (現存 商標) と、 かって 使用して いた 古い 商標 (旧 商標； - とに 分けて 各 商標 を 列記し 

よう。 

S 現存 商標 

第 一 図 

本 商標 は、 株式会社 となって 早々 の 大正 二 年 十二月 二十 六日 付、 第 六 二、  二 五三 号 を もって 登録した ものである。 

本 商標 は、 明治 十八 年 十月の 登録になる 当社 最初の 商標 (第 十四 図) の 要点 「扇 面に 開き 懸け 扇子 小口の 図」 のうち か 

ら 「商標」 の 文 宇の み を 除いた もので、 各種 商標の 基調 をな す ものである。 

なお 本 商標 は、 昭和 八 年 四月 二十 二 ：11、 第三 図の 図 中に 見る ような 扇の 地 紙 を 細長く して 更新 登録 を 行った。 

第二 図 (輪 出專 用) 

第一 節 商標  八 ニー 一 


第 九 章 商標 及び 宣伝 刊行物  一一 

第 九 章 商標 及び 宣 伝 刊行物 

第一 節 商  標 

当社 基本 商標の A 来 当社の 商標が 初めて 登録され たの は、 明治 十八 年 十月で あり、 以後 今日まで 数多くの 商標が 登録、 使用され た。 このう 

ち、 輪 出向け の iil く 僅かな 例外 を 除いて、 当社 商標に は、 必ず W 印 を K 柄の 一部に 取り入れ ている" このように、 商標の 

基調と なって いる S 印 は、 何に 由来す るかと 言う と 初代 社長 淺野總 一 郞が志 を 立てて、 越 中 (富山県) の 班田 村 を 出奔 (時 

に 明治 vf- 年)、 大塚屋 大熊良 三の 仮名の もとに 横 浜で 薪炭 商 を 営んで いた 当時、 ある 得意先で 領収書に 判 を 押そうと して、 

家に 判 を 忘れて きた ことに 気づいた" しかし、 とっさの 機転で、 折から 腰に 挟んで いた 扇子 を 利用し 、「開き 懸け 扇子の 小 

口」 を もって 捺印、 大塚 屋の認 印と した。 これが 機縁と なって、 $ 印 は淺野 家の 定紋と なり、 明治 十六 年 四月、 ェ部 省. 化ぶ 

川 工作 分局が 淺野總 一郎の 経営に 移り、 当社の 濫觴た る 浅 野 工場が 誕生す るに 及び、 淺野 工場 製品の 商標に 淺野 家の 定紋 

を 配した というの. か、 商標と しての $ 印 誕生の 経梯 である。 その後に なって、 .5 に 扇 面 を 配して 1^ となり、 年 を 重ね 商 

品の 種類が ふえる につれ て、 これが 基調と なって、 種々 の 商標が 生れ、 今日に 至ってい る。 

商 ほの 変遷 さて 当社 商標の 変遷の 跡 を W みると、 当社の 商標 は、 三つの 大きな 流れに 沿って 変化して いる ことが うかがわれる) こ 

の 三つの 大きな 流れと いうの は、 一 っは裕 から 紙袋へ という 容器の 進化で あり、 一 つ は 輪 出：^ 場の 拡大で あり、 今一 つ は 

製造 技術の 発達に よる 特殊 セメントの 出現と いう ことで ある。 すなわち 日露戦争 当時、 ほとんど 一 〇〇％ を 占めて いた 搏 

は、 約 二十 年後の 昭和 三年 ごろに は 三 四 ％ に 低下し、 これに 対し 麻袋が 五三 ％、 紙袋 一 三 ％ と、 袋入りが 約 七 割 を 占める 

に 至った。 更に 九 年に は、 紙袋 九 五お、 麻袋 三 ％、 搏は 僅かに 二 ％ となった が、 これに つれて、 当社の 商標 も 丸形 (搏鋭 

用) から 次第に 箱 を はずした ^  (紙袋 用) へと 変遷した。 

次に、 輸出 市場の 拡大に 伴う 商標の 変遷に ついて 見る と、 明治 年間 は 輸出 量 も 比較的 僅少であった 関係 上、 輪出專 用の 
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配給 機構の 大 改革が 行われた。 この 繁、 各社の 特約 販売 店 を もって、 地区 別に セメント 配給 組合が 結成され、 当社のお 

約 販霞も 機能の 大半 を荬 する」 至り、 次い ss より 引 揚げ を 余儀なく されて、 つい ^ 満 特約 販磨は 壊滅の 悲 

運 を 契した (詳細 は 前章 参照)。 
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在満 特約 販売店 

(昭和 16 年 4 月 現在） 
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特約 服 売店の 増置 前記のと おり 昭和 十三 年 以降、 内 地 工場 品の 入荷 は 杜絶した が、 十七 年 四月、 新たに 大同 社 錦 州 工場が 操業 を 開始した 

ので、 これに 伴って 当社 は 錦 州に 出張所 を 開設し、 その 管下に 左記の 特約 販売店 を 設置した。 


ふ は 約 販究店 


八 1 0 


恃約贩 売店の 活躍 


〇、〇〇〇« の ほか) 


三、 


内地 • 朝鮮 相互 間 出荷 

地から 朝鮮へ 

朝鮮から 内地へ 

内地 • 朝鮮 • 関東 州 相互 間 出荷 

地から 朝鮮へ 

朝鮮から 関東 州へ 

関東 州から 內 地へ 

朝鮮 . 満州 相互 間 出荷 

朝鮮から 束 満州 地方 へ 

朝鮮から 関東 州へ 

関東 州から 朝鮮へ 

朝鮮から 南満 州 地方へ 

満州から 朝鮮へ 

四、 内地 • 関東 州 . 満州 相互 間 出荷 

内地から 関東 州 . 満州へ は 出荷せ ず。 

当社の 在満 特約 販充店 は、 昭和 九 年まで は 当社 內地 工場 品の 販売に 努めた が、 十 年から 十二 年の 間 は、 内地 工場 品の ほ 

かに 大同 社 品の 販売に も 当り、 十三 年 以後 は. e 地 工場 品の 入荷 杜絶に より、 もっぱら 大同 社 品の 販売に 当った。 在満 特約 

販売店の 当社 地 工場 品 取扱 量 及び 大同 社 品 取扱 量に ついては、 敗戦に よる 資料 喪失の ため、 詳細 は 不明で あるが、 特約 

販売店の 內地 工場 品 小売 数量の み を 見ても、 かなり 高率 を 占めて おり、 その 活躍の 跡が 低 ばれる。 

左に 昭和 十六 年 四月 現在に おける 在満 特約 販 K 儿 店と、 昭和 八 年？ 4- 二 年の 期間に おける 内地 工場 品の 販売店 小売 数量 を 

掲げる。 

第五 節 輪 出 関係 特約 販売店  八 〇 九 


一 〇、〇〇o 通 

一 〇、〇〇〇 瓲 

一 〇、〇〇〇 通 (一 

一 〇、〇0〇瓲 

一 〇、〇〇〇 通 

三 〇、〇〇〇 瓲 

二、 000 通 

二、 〇〇〇 通 

三、 〇〇〇 瓲 

三、 〇〇〇 瓲 
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満州. M け 出荷の 概況 既述のと おり、 当社 は 古くから 大 連に 出張所 を 開設して 門 司 工場 品の 販売に 努力した が、 満州事変 前にお いて は、 その 

販売 量 は 僅少であった。 しかし、 昭和 ヒ年 満州国の 成立と 共に 事態 は 一変し、 需要 は 急激な 増加 を 予想され るに 至った の 

で、 当社 はいち 早く 関東 州 及び 新興 満州国に 特約 販売店 を 設置して、 販充 網の 拡充 を 図る と共に、 大同 洋灰 (吉林 工場 = 

昭 和 十 年 三月から 操業 開始) の 建設に 着手し、 また 九 年に は、 新たに 国 都 新 京に 営業所 を 開設した C セメント 聯合 会に お 

いても、 満州国の 要望に 応じて 満州 向けの 出荷の 増進 を 図る ため、 昭和 七 年 十二月から 九 年 十一月に 至る 間 は、 関東 州 及 

び 満州国 向け 出荷 (この 出荷 は 満州 特別 地域- M け 出荷と 称されて いた) に対して は、 その 三 〇％ に 当る 数量の 補充 生産 を 

認める 等の 特別措置 を 講じた" 当社の 満州 特別 地域 向け 出荷 高 は、 昭和 六 年度 (以下 年度 は、 いずれも 十二月から 十一月 

まで を 一 力 年と する いわゆる 聯合 会 年度で ある) において は 四、 二八 四瓲に 過ぎなかった が、 翌七 年度に は 一 四、 〇 六 七 

瓲に上 仲し、 八 年度 五一、 一九 四 通、 九 年度 一 〇 三、 五 九 三瓲と 急激な 増加 を 見た (これら は、 いずれも すべて 門 司 工場 

であった〕。 しかし、 十 年度 降 は 現地 新設 工場の 相次ぐ 操業 開始、 並びに 前記 特別措置の 廃止 等に より、 当社 品 (内地 

工場 品) の 出荷 高 も 逐年 減少 を 見、 すなわち 十 年度 は 七 〇、〇 六 九瓲、 十一 年度 六 九、 五六 八瓲、 十二 年度 八、 九 四 七 通と 

低下した。 次いで 十二 年 十一月 二十 九： n、 日本 内地. 朝鲜. 満州 相互 間に、 次の ような セメント 移 輸出入 数量 協定が 結ば 

れ、 これに 作って^ 社 品 (rt 地 工場 品) の 満州 特別 地域 .M け 出荷 は 杜絶す るに 至った。 

昭和 十三 年度， E:  • 鮮 • 満 移 輪 出入 数量 協定 
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： 出 販売店 (国内) 扱いの 蝓出高 を 直 扱の それと 比較す ると、 第 七 一 表のと おりで 
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EXPORTS  &  IMl>clrTS, 

LTD. 


合資会社 金城 商会 
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HARPER  GILFILLAN  &  CO.,  LTD. (浅 物..： g 株式会社 扱い、 マレ— 全域。 マン • アンド • ライオン . ブランドに 

ついての み) 

GUAM  SUPPLY  CO.,  INC.  (？ 物- 株式会社 扱い、 グアム島) 

SCOTT  &  ENGLISH  (A;SIA.)  PTY.,  LTD.  (s 内 商事 株式会社 极ぃ、 豪州 全域) 

JAFFERJEE  BROS. (伊藤忠 商事 株式会社 扱い、 セィ ロン 島 全域) 

E.  P.  >.  (BOGALA)  EXPORTS  &  IMPORTS,  LTD.  (■ 丸 紅 株式会社 扱い、 セ イロ ン島 全域) 

合資会社 金城 商会 (直 扱い、 沖繩 全域)  ， 

ここにお いて 当社 は、 内外と もに 完璧に 近い 輸出 取引の 販卞兀 網 を 確立し、 業界 君臨の 態勢 を 整える に 至った。 昭和 二十 

八 年 三月 十日 現在の 販売店 を 掲げる と、 第 七 〇 表のと おりで ある。 


輸出 関係 特約 販売店 I  表  (昭和 二十 入 年 三月 十日 現在) 
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第 八 章 特約 販売 ts  八 〇 四 

の 統制 を 受ける ことと なり、 ここに 自由貿易に 終止符が 打 たれた が、 戦争の 進展に つれて 輪 出 量 は 激減し、 ついに 十九 年 

檢 出の 空白 以降 は 輸出 皆無の 状態で 終戦 を 迎えた" その 結果 、前！^ の 特約 販売店との 取引 も 中絶の やむな きに 至った。 終戦後の 贸易 

は、 二十 二 年 四月の 政府 問 S 品 開始に よって 再開され たが、 次いで 八月に は、 国家 統制に よる 民間 貿戶巧 も 開かれ、 ここに 

セメントの 輸出 も 再び 陽の！ 0 を 見る ことと なった" しかし 大戦に よる 在外 日本 商社の 引 揚げ 及び 輪 出の 空白に よって 海外 

との 連絡 は 全く 絶えた ので、 当時 はどうい う 日本 商社 を 選び、 どのような 外国 商社と 取引して よい か .A 里 霧中と.； 一-!: つても 

im  活 過言ではなかった。 しかし 当社 は、 二十 三年 八月から 二十 四 年末までに 次の 商社 を 輪 出 販売店に 指定して、 輸出 取引の 振 

興 を 図 つ た。  • 

© 浅 野 物産 株式会社 

©大 建 産業 株式会^  ^^.^^ 一 什 |i 年 十二月 伊藤忠 商事 株式会社 • 丸 紅 株式会社 . 吳羽 紡績 株式会社に 分離した の で 前ン 

,ー 一 者 を 定  ) 

© 株式会社 鶴 谷 商会 ® 江 商 株式会社 © 垣 内 貿易 株式会社 (後に 垣. e: 商事 株式会社と 改称) ® 扶桑 交易 株式会社 (ま 

もな く 指定 取 止) © 東京 貿易 株式会社 ( 同上  ) © 東亜 交易 株式会社 (同上) 

ついで、 昭和 二十 五 年 六月の 朝鮮 動乱 勃発 を 契機と して、 ほうはい として 起って きた 世界的 戦争 気構えに より、 西欧 諸 

国の 輸出 力が 急激に 減退した ため、 同年 十月 ごろから 引合 殺到の 活況 を呈 し、 二十 六 年末まで は、 いわゆる 輸出 ブ I ム 時 

代 を 現出、 販路 は沖繩 . 朝鲜を 始め、 ォ ー ス トラ リア . 二 ュ —ジ ー ランド . アフリカ. マレ I . インドネシア 等の 南方 諸 

地域、 更に 遠く 中南米 • アメリカ 本国にまで 及んだ。 

この 態勢に 即応す るた め、 更に 販売店 を 増設す る ことと し、 昭和 二十 六 年から 二十 七 年に かけて、 次の 二 商社 を 相次い 

で 販売店と して 指定した。 

® 協和 交易 株式会社 (後に 束 西 交易 株式会社と 改称) ® 朝日 物産 株式会社 

かくして 販路 拡張の 基盤が でき、 右 各社の 海外 顧客 先と 活発な 取引 を 開始す る ことと なった が、 更に 海外市場の 安定 を 

図る ために、 市場 毎に 信用 ある 外国 商社 を 物色 検討して、 次の 商社 を 相次いで 海外の 販売店と した。 

LINDETEVES  V. (株式会社 鶴 谷 商会 极 い、 インドネシア 全域) 


輸出の 活況 一 


販充 店の 増 設ー 


海外 贩充 店の 設置 一 


口  17 与 フル モノ トス 

甲 ハ 本 項 -1 基ク各 豫告期 ノ 終了後 出来 得 ル限リ 早 ク門司 港 --於 テ船積 ヲ為ス モノ トス 

乙 二 引渡 スべ キ 総数 ハ前 « テ 協議 シ タル 場合 ノ外ハ S ヒ ヶ月 参 万 五 千椁ヲ 超過 セザル モノ トス 

九、 甲ガ 乙-一 供給 スル 「セメント」 ノ 品質 ハ 日本 政府 S 商務省 規定 試験-一 合格 スル 最良 品ナル べキ事 ヲ 保証 ス 

該 試験 規程 ハ 別紙 ノ通リ 之ヲ 添附 ス 

十、 代金 支 ハ豫 メ乙ノ 指定 シ甲ノ 承諾 セル 日本-一 於ケル 銀行-一 於テ 船荷証券 引換-一 現金 ヲ 支払 フ モノ トス 

乙ガ 代金 支 44 不履行 ノ 場合-一 ハ甲ハ 何等 ノ貴任 ヲ負フ コト ナク該 注文 一一 係ル 「セメント」 ヲ 抑留 シ又ハ 処分 シ得 ルノ 権利 ヲ有ス 

ル モノ トス 

十 一 、 甲乙 何レカ 一 方 本契約-一 違反 セル 場合-一 ハ 五 千円 以内 ノ 賠償金 ヲ 一 方 被害者-一 支払 フ モノ トス 此 場合-一 ハ 被害者 ハ 何等 ノ豫告 

ヲ 要セズ 本契約 ヲ 解除 シ 得ルノ 権利 ヲ有ス 

十二、 本代 现 契約 ハ 本契約 ノ日附 ヨリ 起算 シ向 フ三ケ 年間 効力 ヲ有 スル モノ トス 

但シ 甲乙 両者 協議 一 致 ノ上六 ヶ月 ノ豫告 ヲ以テ 本契約 ヲ 雜統ス ル コ トヲ 得べ シ 

十三、 本契約 ョ リ起ル 紛争 ハ 仲裁 一一 依リ 裁決 セラ ル、 モ ノト ス 仲裁 - 一依 リぬホ 裁決 為 シ難カ リ シ 場合 一一 ハ 曰 本 法律 -ー 依リ 東京 裁判所 

ノ 決定-一 委ス ル モノ トス 

大正 四 年 四月 十五 日 

淺野總 一郎 

ビアン  n  フ 

出の 増大 その後 セメントの 輸出 は 逐年 上 仲し、, B 場 も 次第に 拡張され ていった が、 大正 十三 年に 至り、 セメント 各社が 需給の 調 

節 を 図る ため セメント 聯合 会 を 組織し、 輸出 分に 対して 補充 生産 制 を 採る に 及び、 各社 はき そって 余剰 能力の はけ 口 を 海 

外 市場の 開拓に 振り向ける ことと なり、 .史 に 輸出 量 は 上 仲した。 前章 第 八 節 輸出 課 (七 六 六 頁) に 掲げた 当社の 輸出 実績 

を 見ても、 大正 十四 年度 は 前年度の 二倍 近くまで ffi 進して いる-」 したがって 市場 も 急激に 膨張し、 それに 呼 して 特約 販 

売店 網 も 次第に 拡充され て、 昭和 十六 年 当時に おいて は、 第 六 九 表のと おり 広範な 市場 を 背：？ おとす る 水 ももら さぬ 販 K 儿網 

を 形成した。 

輪 出 統制 しかし 昭和 十五 年 三月、 セメントが 物資 動員 計画 物資に 編入され るに 至り、 満. 閲. 支 向け 及び 第三国 向け 輸出 は 国家 

第五 節 輪 wra 係 特約 販売店  八 〇 三 


第 八 S: 約販 ？ J- 店  八 〇 二 

ラレ ザル 限リ該 工事 一一 要スル 「セメント」 ノ全 数量 ヲ ra- ヨリ^ 求ス ルコト ヲ約ス 

三、 甲&乙 ハ 本 撰択期 間 中ハ. W 講究 中-一展 ス ル别紙 添附 ノ 一  手 KK 儿 SK 約 書 第 五条 第六条 -ー 準树. ン 行動 スル コト ヲ約ス 

四、 甲ノ 供給 スル 「セメント」 ノ 価格 ハ門司 本船 渡シ 《裕 式 円 四 拾 七 銭 ト定ム 

五、 本 携択期 問 二 供給 スル 「セメント」 ノ 代金 支払 ハ 一部 ハ 現金 一 部ハ 為替手形-一依 ル モノ トス 即チ 代金 ノ五 割ハ神 戸番上 銀行 

-ー 於テ 船荷 証書 引替 トシ 残金 ハ 船 積 後 九 拾 五 曰 払 トス 右 残金 - 一対. ンテ ハ甲ハ 乙-一対 シ テ 為替手形？ 振出ス へ 7 乙ハ 之ガ 提示 ヲ受 

ケ引 K んヲナ ス モノ トス 乙ハ 該 手形 ノ 割引ヲ 容易 ナラ シ ム ル樣 助力 ヲナ ス モノ トス 

六、 乙 ハ甲ノ 利益 ノ為メ  二 全力 ヲ尽 シ甲ハ 出来 得ル限 リ乙ヲ 援助 スル コト ヲ約ス 

七、 甲乙 何レカ 一 方 以上 記載 条項-一 違反 セル 場合-一 ハ 別紙 添附 代现 契約書 第 拾 K ヒ条ノ 規定-一服 スル モノ トス 

八 、 本 ffl 択期問 終了 前 甲乙 両者 問 -ー 契約 不成立 ノ 場合-一 ハ 甲乙 両者 ハ 本契約 -ー閱 スル凡 テノ责 任 ヨリ 解除 セラ ルル モノ トス 

, 大正 四 年 四月 拾 五日 

« 野 總ー郞 

ビアン  n  フ 

浅 野 セメント 一 手 販士： 几 契約 

1 、 野セメ ン ト 会社 (以下 甲ト 称ス) ハ 西 比 利 亜 一一 於ケル 「セ メ ン ト」 販壳 ニッキ ビアン コ フ 兄弟 会社 及ビ 「ビアン コフ. ニコ 

ルゥ エッチ」 会社 (以下 乙ト 称ス) ヲ 一 手 K 充者ニ 指定 スル コト ヲ約ス 

二、 乙ハ浦 港々 湾 改築 工事-要 スル 「セメント」 ノ 全数 ヲ甲 ヨリ 購求 スル コトヲ 約ス此 全数 トハ 本契約 曰附 ヨリ 起算 シ参ケ 年 ヌ^ 

ジ K ヒ樽 正味 三 八 0 碎 入セメ ン ト武拾 万 樓ヲ下 ラザル モノ トス 

三、 乙ハ 前項 所要 数量 ノ外杳 ケ年六 万搏ヲ 下ラザ ル 数量 ノ 「セメント」 ヲ甲ョ リ 購求 ス ル コト ヲ約ス 

四、 甲 ハ門司 本船 渡 K 匕 撙弍円 四 拾 七銭ノ 価格 ヲ以テ 乙-一 「セメント」 ノ 供給 ヲ為ス コト ヲ約ス 

五、 乙ハ 本契約 ノ期 問中ハ 事情 ノ 如何 ヲ問ハ ズ他ノ 「セメント」 ノ 引合 贩 充又ハ 取扱 ヲ ナサ ザル モノ トス 

a; シ 所要 数量 ノ供袷 甲 一一 於テ 不可能 ナ リシ 場合 一一 ハ乙ハ 他-一 注文 ヲ為シ 得ルノ 権利 アル モノ トス 

六、 甲 ハ本タ 、約 期 問 巾ハ豫 メ乙ノ 承^ ヲ接 タル 後-一 非 ザレパ 第三者-一対 シ西比 利 亜 行 「セメント」 ノ 引合 又 ハ 渡ヲ為 サザル コト 

ヲ約ス 

七、 甲ガ乙 二 供給 ス ル 「セメント」 ハ甲 工場 ノ W レカニ 於テ 製造 セ ラレ タルモ ノナ ルべシ 

八、 K 匕 ヶ月 合計 K ヒ万五 千 檐ヲ赵 過セザ ル注夂 ハ K 匕ケ H!  ノ 豫吿ヲ 為スモ ノ ト シ n: ヒ ヶ月 合計 11: 匕 万 五千搏 以上 ノ 注文 - 一対 シテハ UK ヶ月 ノ 
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3> 

せ 

。ず 

卡 
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お 

せせ せ 

第五 節 輸出 関係 特約 販売店 

. 明治 年間 は 輸出 量 は 比較的 僅少で、 特約 i 店の 必要 はな か つ たが、 大正に 入る とともに その I が 漸次 増加し、 ^ 

主として 当 t の 輪 出に 努めていた 三菱 商事会社 (当時 三菱 合資会社 商事 部) だけで は 不便 を 感ずる に 至り、 特定 i? 

意る いは 一 手 if  I する SS お化して きた。 当社の 謹に よると、 まず 大正 二 年 五月 フ イリ ピ ン 方面に P 地 

盤 S ち、 従来から §s け 当社 品の 輪 出 を极 つていた 神 戸 太平洋 貿易商 会 (ザ • パシフィック； ンマ ultn 

ン 。、一. ソ 、ら マニラ： 1. 一一 ュ1 ジ —ランド 方面の 一手 i 突 約 締結 の 申込み 臭け たが、 都合に より？ は 一時 延 

期される ことと なった。 その後 大正 四 年 四月、 ウー フジ ォ 築港 用と して 当社が 二 S を 霞す るに 当り、 これが S となつ。 

て ピア ンコフ 兄弟 会社 及び 「ビアン コフ. ニコル ゥ： チ」 会社と シ ベリ ャ における 当社 品の 一手 販囊約 を 結ん て、 る 

これが、 おそらく 当社の 輪 出閱係 特約 販売店の 喷 矢であろう。 (注) 

^  Si 野 セメント 一 チ販 *;SK 約 

一、 I に n 社ノ S 甲ト 称.) ハ以 下議| ヲ！ アン コ II 「ビアン コフ： ；ル r  ： チレ」 

乙： r  - 一  西 比 I 於ケ i セメント f  一  11  i§ シムル -ー付 参 ヶ月 U 択 f  "ir セ 

二、 乙ハ, J 一浦 港々 湾 改築 工事 二 要スル 「セメント」 5 ザ 住 文ヲ約 I 乙ハ I 政府 ニ於テ 外国 セメ ン」 使用禁止 

八 〇 一 

第五 節 輪出閱係特約販^.,?-店 


898,000  (1009s 

1,202,484  (  w  ) 

1,341,552  (  *  ) 


3,442,036  ( 一一 ) 


(粗 :  * せ) 


727,499 

937,028  (78 ま) 

1,055,763  (79 ま) 


！, 720,290  (799^) 


I い, s& か #1 ゆ  


170,501  (19?s 

265,456  (22 ま) 

285,789  (21 お 

721,746  (21^) 


第 八 章 tt: 約 販？. K ほ  八 〇〇 

第 五條 製品の 受渡に 付て は 甲乙 協定の 受渡 場所に 輪 送 を 了った 時 を 以て 引渡 濟 とし 其 後の 一 切の 危險其 他の 根 害 は總て 乙が 之 を 

負擔 する ものと する 

第六條 甲 は 乙との 契約に より 甲の 工場 又は 倉庫 を 積 出した 製品の 代金 を 毎月 十五 日 及 末 曰 を 以て 締切り 之 を 乙に 請求し 乙 は 前者 

を 當月菜 拾 五 曰 後者 を 翌月 拾 日 迄に 現金で 甲に 支拂ふ ものと する 

運賃 其 他 諸立替 金に 就ても 亦 同じで ある 

第七條 天災、 地變、 其 他 已むを 得ぬ 事由に 基く セメントの 生產 並に 輸送 上の 支障に 基因す る 一 切の 損害に 對 して は 甲 は 其の 責に 

任じない 

第八條 乙 は 甲の 請求が あつたと き は 業務の 狀況を 報告し 且 帳簿 其 他 業務 執行に 關 する 一 切の 事項の 檢 査に應 ずる ものと する 

第九條 乙 は 本契約の 保證 として 現金  圓 並に 左記 物件 を 甲に 差 入れて 置く 

右の 保證は 取引の 增 減に 應 じて 甲乙 協議の 上變更 出来る ものと する。 又 右 保 證の內 現金の 利息 は 甲乙 協議の 上 定める 

第十條 乙が 本契約の 條 項に 違反した とき は 甲 は 何等 豫告 する ことなく 卽時 本契約 を 解除す る ことが 出来る 

前項の 場合 前條の 保證は 違約お として 甲が 收 得する ことと し、 現金 若く は有價 證券 は その ま 、 甲の 所得と しその 他の物 件に つ いて 

は 右擔保 物件に 割 當 てられた る 倩權を 甲が 收 得する 

第 十 一條 本契約の 有効期間 は 昭和 年 月 曰より 昭和 年 月 曰 迄の ーケ 年と し 满期前 三 ヶ月 以內に 甲より 更新 

の 申出な き 時は满 期に 至り 本契約 は 消滅した る ものと する 

第 十二 條 本契約の 解 釋に關 し 疑義が あった 場合 は 甲の 解 轉 に據る ものと する 

右 契約 を證 する 爲 本書 莱通を 作成し 各自 壹通を 保有す る ものと する 

昭和 年月日 

甲 東京都 千代 田區 大手 町貳 丁目 九 番地 

日本 セメント 株式 會社 

取 蹄 役 社長 井上 英 熙 
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現在の 特約 販売 

契約書 


大评 商店 

株式会社 三 浦 想 五郎 商店 

株式へ， 1 社 田 中 商店 


式 会社 

並 

国 殖産 

本 

名 会社 


富 田 商店 

商 店 

株式会社 

菊 谷 商店 


計 


昭和 二十 一年 十月 

明治 四十 二 年 

昭和 四 年 八 n; 


昭和 二十 一年 十 OJ 

昭和 二十 七 年 六 H: 

昭和 二十 一年 十 n 

明治 三十 五 年 

大正 十二 年 一月 


大！^  « 秀 

田 中豐吉 

ffi 元 夫 

前 田 喜 一 郞 

t£ 'ぉ秀 1% 

杉 村 鹿 之 助 

仲 摩 傅三郞 

吉岡勝 美 

和 泉 重 雄 

お 田 正 人 

山 並忠男 

上野 左衛門 

岡 本嘉人 

菊 野 豊 


二十 店 


お 崎お 玉 江 町 ニノ 一 

別 W ポ大 宇別府 五、 _ 

臼 杵市大 宇 臼 杵三四 五 

佐 伯 市中 区 一 、四 五八 

都 城市 中 町 二、 五 九 八 

せ 3 崎 市 橘 通り 六 丁目 九ノ 

日 南 市 二 九 七 

延岡市 南 町 五 四 五 

ふ. S 一本 市 細工 町 三 丁目 三 七 

本 市 姊兵町 二三 

八 代 市 本 町 三 丁目 一 七 二 

八 代 市 通り 町 一 七ノ 一 

川. M 市， H 和 町 二、 六 二 〇 

下 W 市 ！• 之 町 七 九 

八幡 市 港 n 


四 


合 


計 


一 ニニ 店 


(備考 J 戦前から 存 していた 特約 販？ Ht" は、 第二次世界大戦 中、 共販 制 強化に よって 一 時 解消 を 余儀なく された が、 これらの 

特約 販ぃ： ル ffi につ いて は 既往に a 及して、 ！ S 約贩 光： S として 当社と 最初に 取引 を 開始した 年月 を も つ て 取引 開始 年月と した。 

契約書 

日本 セメ ント 株式 會社を 甲と し  を 乙と し 甲の 製造に 係る セメント の 特約 販賣 に關し 左の通り 契約す る 

第 一 條 乙 は 甲の 特約 販賣 店と して 誠意 を 以て 甲の 製品 を販賣 する ものと する 

第二 條 乙の 販賣區 域 は 左の通り とし 左記 區 域外に 於て は豫め 甲の 承認 を 得た 上で なければ 販賣 する ことが 出来ない 

〇 〇 縣 一圓 

第 三 條 前條區 域內に 於ても 需要 者が 特に 甲と 直接 取引 を 希望す る 場合に は 甲 は 之に 應 ずる ことがある 

第四條 豐ロ拾 五 通 以上の 引合 は 其 都度 甲の 承諾 を 得た 上 其の 指示す る價 格及條 件に 依り 之に 應 ずる ものと し 量 口 拾五瓲 以下の。 

のに 付て は豫め 甲の 指 {. 先した 園内に 於て 任意に 受註す る ことが 出來る 


第 四 節 約 九 ：5 の现況 
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会 

社 店 店 


商 


海 櫻 眞髙大 信 
田 井田 橋 塚 森 
正 三 S 淸光德 


九州 事務所 

直轄 管 


光吉  商店 

合名会社 渡 邊藤吉 本店 

中. S  商店 

古賀  商店 

川 井 産業 株式会社 


大正 十二 年 

昭和 二十 一 年 十月 


昭和 二十 六 年 三月 


光吉 大輔 

渡邊藤 

中島 厲 =ー 郞 

古賀 斗四郞 

川井眞 三 郞 


門 司 市 東 本 町 二 丁目 三、 一 〇 二 

岡 市上 西 町 一 六 

福岡県 田 川 郡 香 春 町 二 六 三 

佐賀市 唐人 町 七 七 


第 八 章 待 約 贩充店 


高 知 出張所 

管  .e 


七 九 八 

桑 名 市 吉津屋 町 一、 三 七 ニノ 

四日 市 市 尾 上 町 七 

松阪 市中 町 一、 八 四 一 


尾 道 市 土 堂 町 海岸通り 

福 山 市 延広町 二 五六 

三 原 市 糸 崎 町 五、 三 一 〇 

広島県 宵 品 郡 府中 町 

広 島 市 東 白 島 町 一 九 六 

広 島 市 皆 実 町 三 丁目 三 五 七ノ六 

岡 山 市 片瀬町 四 二 

岡 山 市 瀬 尾 町 七 一 

米 子 市 明治 町 八 

松 江 市 朝日 町 四 九 八 


髙松市 玉 藩 町 一 

* 川 県 三豊郡 観音 寺 町 甲 二、 六 九 三 

高 松 市 通 町 一 七 

徳. S 市 中洲 町 二  丁目 六 

髙知市 浦 戸町 四 二 


株式会社 圓福寺 商店 

株式会社 信 森 商店 

日 束 運輸 商事 株式会社 

有限会社 栗 万 商店 

日本 ブ B ッ 7 建設 株式会社 

広 島 建 村 株式会社 

合名会社 三 和 商会 

有限会社 橋 本 商店 

合名会社 加 藤豐吉 商店 

同  松 江 支店 

計 

株式会社 川口 商店 

株式会社 小 西 商店 

日本  商会 

庄野 合資会社 

高知県 セ メ ン ト饭売 株式会社 


大正 十五 年 一月 

昭和 十 七 年 十二月 

昭和 二十 六 年 一月 

十 一 店 

明治 四十 五 年 四月 

昭和 八 年 四 月 

昭和 十五 年 六月 

昭和 十五 年 八月 

昭和 二十 三年 九 HJ 

昭和 二十 五 年 五月 

昭和 十三 年 十月 

昭和 二十 四 年 三月 

大正 十二 年 四月 


十 店 


昭和 二十 一年 八月 一川 上 . 

昭和 二十 四 年 五月 I 岡 坂 雄 

大正 十 年 十月 一 庄野義 

昭和 四 年 七月 一入 交. 


圓福寺 常太郞 

橋 本 力 

加 藤 章 


管 名 

古 

屋 

出 

張 

内 所 

島 有 二 富 合 株 株 榊 

有 紀內株 株 森 株 有 株 株 井 株 高 株 株 京 木宮浅 

十 
店 


武肥澤 榊 

藤 田 田 原 

嘉 茂專雅 

一 藏衛雄 


屋 

屋 会 

合 社 


名 山 

会 


山 春 式 や 
m-* 会 A 原 
販曰会 

光 売 f 社 

株メ武 

商式ト 


嘉 

商会 商 
社 会 会社 店 


大正 五 年 

昭和 十四 年 四 H 

昭和 十四 年八リ 

大正 元年 

大正 十三 年 

昭和 二十 三年 九月 

昭和 二十 四 年 十二月 

大正 二 年 一月 


大阪市 東 区 冗 町 二 丁目 五 五 三 和 ビル 内 

大阪市 東 区 淡路町 五丁目 一 五 

大阪府 泉 Im 邯西 村 波 有 手 一、 一六 四 

大； W 府 田 林 二三 四の 甲 

^市 材木 町 西  一 丁 三 四 

兵 * 県 高 砂 町 南 浜 町 

兵車 県 津名郡 都 志 町 

尼 崎 市 西 松 a 町  一 二 

尼 崎 市 昭和 通 五丁目 二 〇〇 

西お 市 和 上 町 一 一 

神 戸市 生 田 区 北 長 狭 通 七 丁目 六 一 

舞 鶴 市 宇 浜 三 二八 

京都市 中京 区 西 之 京 小 堀 町 ニノ 二 一 

奈 良お 磯城 郡川西 村 結 崎 一 七 五 

福 井 市 佐久良 下町 五 五 

福 井 市 三の 丸 町 一 四 

和歌 山 市 西 汀 町 三 六 

和歌 山 市 福 町 一 四 

大津市 蔵 橘 町 二 


愛知県 知 多 郡 常 滑 町 

名古屋 市中 川 区 富 川 町  一 丁目 一 

名古屋 市中 村 区 広小路 西 通り  一 ノ六 

岐阜市^1野町六丁目三、四 一 八 

髙！： 市 守 山 町 一 八 

高 岡 市 白銀 町 一 九 

髙岡市 金 尾 町 五三 

金 沢 市 木 ノ新保 五番丁 三 〇 

七 九 七 


野 物産 株式会社 大 R 支店 

内  商店 

；!"  Si 太郞 商店 

ft  商店 

式 会？ 藤 浦 商店 

式 会社 河 合 商店 

光  商店 

式 会 ，化 市 田 ^ra 」.£ 

式 会 社 合 田 商店 

式 会 tt 木 村 建材 店 

限 会社 西 村久夫 商店 

式 会 社 吉沢 商店 

川  商店 

式 会社 幸 E  ffi  W 

式 会社 丸 善 商会 

田  商店 

陽 建材 社 

限へ，" 社， &  K 建 村 社 


昭和 二十 一 年 八月 

昭和 二十 二 年 十月 

大正 十三 年 六 H 

大正 十五 年 一一 一月 

昭和 二十 一 年 八月 

明治 三 十五 年 三月 

昭和 四 年 

昭和 十三 年 三 R; 

ガ 

昭和 九 年 四月 

昭和 二 十三 年 十月 

和 八 年 

和 二 年 

昭和 二十 五 年 八月 

昭和 九 年 四月 

昭和 二十 二 年 十 Ifl 

昭和 二十 一 年 八月 


山 田 四 平 

內 三 郞 

木 衬 謙太郞 

京 せ 喜 一 

藤 浦七郞 

河 合 英雄 

高 光 まつ江 

市 田 政 次 

4^- 伊 長 美 

合 田 光 三 

木 村 政 一 

西 村 八十 吉 

吉澤豐 三 郞 

森 川 S 松 

幸 田 庄兵衛 

井上 S 

內田謙 之 助 

東 本 美三郞 

外 衬隆三 


第 g; 節 特約 K 充 店の 現お 


小 野 W 正； K 

浦 野 助 左衛門 

般若 正 好 

島 勝 人 


幸次郞 商店 

会社 沢 田 商 行 

肥 田 商 is 名古屋 出張所 


厣山原 
田 本 富 
今 伯 一 

吉助郞 j 


十 
七 

店 


第 八 11*  « 約 販^ 店 

東京 事務所 株式会社 控井 商店 

株式会社 三 好 商会 

直轄 管 C 株式 会 仕 肥 田 商店 

株式 会 ft 野 W 商 S 

株式会社 炭 平 *|  ^ 本 店 

株式会社 綿 半 銅 鉄 金物 店 

加  藤 商店 

株式会社 川 又 商 は： 

有限会社 辻 由 兵衛商 i5 

井 上 産業 株式会社 

株式会社 齊藤勝 次 郞商 is 

柳屋  商店 

株^会社 新 カナ メ 商会 

ャマョ セメント 株 式 会社 

鈴 木 商事 株式会社 

大谷順 之 助 商店 

株式会社 荻 谷 商店 

藤 井 爲之助 商店 

株式会社 高 助 商店 

株式会社 山嘉商 

一  石 本 金属 株式会社 

株式会社 宮本作 左衛門 商店 

株式会社 小 林 力 三 商店 

株式会社 西 形 商店 

_ 計 


原 商事 株式会社 

関西 1 務 -B 山 本 伯 助 商店 

直轄 管 rt 株式会社 原 田 商店 


七 九 六 

川 市 大師 河原 四、 一 三 0 

横 浜 市 西区髙 fta 1 ノ三 

静！； 市 常 盤 町 ニノ 五ノ 一 

伊東 市 玖 現 美 元 和 田 四 九九 

長 野 市上 千歳 町 昭和 通リ 

飯 田 市 通 町  一 ノ九八 〇 

松 本 市 北 土 井尻 町 四 K 

水 戸市 裡三 丁目 一、 三 一 五 

宇都せ：： 市 大町九 四 

髙崎市 八お 町 一 四 

千 葉 © 長 * 邢  一.：？；； 町 二、 九 二 四 

千葉県 印 « 邯成田 町 八 一 七 

浦 和 市 St 町四ノ 一  四 七 

甲 府市泉 町 三 四 

甲 府市八 曰 町 二 五 

新！ 5? 市 下 大川前 通 三 之 町 

新； 直 江 津町四 八 六 

長 岡 市 大手 通 リニ 

新 IS 市 礎 町 通 四 之 町 二、 一  〇〇 

長 岡 市 観光 院町 

新 S! 市お 町 通 五 ノ六ニ 四 

新！ ggH.; 給 邯村上 町 

新！ 5? 市 下 大川前 通 四 之 町 二、 一  八 五 

福 島 市 本 町 三 


大阪市 西 区 江戸 堀 北 通  一 丁目 二 一 

大阪市 南 区 東 艇町ニ 六 

大阪市 西 区 北 堀江 通 六 丁目 一 六 


S 和 九 年 五月 

昭和 二十 三年 七月 

明治 二十 五 年 四月 

昭和 二十 二 年 九 =: 

明： e  二 十六 年 

明治 二十 八 年 

昭和 二十 一年 十月 

明 治 三 十 年 五 H; 

大正 四 年 七月 

明治 三 十九 年 

昭和 十一 年 十 一月 

昭和 二十 一 年 十月 

昭和 二十 一 年 九月 

昭和 二十 一年 二月 

昭和 二十 六 年 七 K 

明治 二十 四 年 三月 

明； E  二十 八 年 五月 

明治 三 十五 年 三月 

大正 五 年 

大正 八 年 四月 

大正 十 年 

大正 十四 年 六 

大正 十五 年  一 R: 

明治 三十 年 四月 


控 井 

三 好 

肥 田 

野 村 

^. 澤 

野 原 


二 

也 


川乂甲 三 郞 

辻 由兵衛 

井上 房 一 郞 

Mi 藤 勝次郞 

加 藤 健 

中 山 ta 

鮎川 達 男 

鈴 木 一作 

大谷順 之 助 

获 5t 竹 治 

藤 井 爲之助 

高 橋 助 七 

山 崎 美 一 

石 本 淸太郞 

宮 本 志 津 

小 林 力 三 

西 形 政 次 


昭和 元年 

昭和 十 一 年 九月 

昭和 十五 年 八：：！！ 


小 林 本店 

稚. e: 利 礼 運輸 株式会社 

株式会社 三 ッ輪 商会 


計 


仙 台 出張所 

管 .S: 


東京 事務所 

直轄 管. c 


株式会社 角 弘銅鉄 店 

東海 信太郞 商店 

沢 砲 倉 車 

秋 山 商店 

睦 商事 有限会社 

福 島軎助 商店 

中 村 太 助 商店 

白  石  商会 


あ 


株式会社 酒 井茂 兵 術 商店 

有限会社 モ 0 商店 

株式会社 沢 田 商 行 東京 出張所 

S 野 物産 株式会社 

株式会社 扇 友 商会 

合資会社 坂 部 商会 

株 式 会 大和 商会 

株式会社 美 和 商会 

旭 セメント 服 売 株 式 会社 

E  伯  商  店 

泰東 商事 株式会社 

株式会社 安藤 商店 

米  善  商店 


大正 八 年 七月 

昭和 五 年 三月 

昭和 二十 一年 八月 


九 


店 


大正 四 年 七月 

昭和 二十 七 年 九月 

昭 和 十二 年 三月 

昭 和 十四 年 六月 

昭和 二十 一 年" 八月 

大 正 十三 年 九月 

昭和 二十 三年 四月 

昭和 二十 三年 四月 


八 


店 


明治 四十 三年 三月 

明治 四十 三年 三月 

昭和 七 年 三月 

昭和 七 年 四月 

昭和 二十 一年 九月 

昭和 二十 二 年 四月 

昭和 二十 二 年 八月 

昭和 二十 四 年 三月 

昭和 二十 四 年 八月 

昭和 二 十六 年 四月 

昭和 二十 七 年 九月 

昭和 五 年 五月 

明治 三十 八 年 一月 


小 林 米三郞 

W. 井 與 三 吉 

栗 林 定四郞 


成 田 寅 之 助 

東海 信太郞 

澤木卓 哉 

那波 繁治郞 

福 島 喜 助 

中 村 太 助 

白 石廣次 


北海道 ク張郡 • 来 山 町 六 二 一 

稚内市 開運 通 北 四 丁目 

釧路市 錦 町 四 丁目 


弘芽す In 手 H_ 

青 森 市 新 町 一 一 四 

秋 田 市上 中 城 町 三ノニ 

秋 田 市 土 崎 港 上酒 田 町 一 三 

秋 田 市 茶 町 梅/丁 二 

新庄市 五日町 二 九 七 

酒 田 市上 中 町 二 

仙 台 市 米 ケ袋丁 一  五 


酒 井茂 兵衛 

it- 呂 岐太郞 

澤 田壽衛 

山 田 四 平 

金 森 猛ー郞 

坂 部康夫 

田 中 己 六 

富 村 潔 

吉 田七郞 

佐 伯 松三郞 

鈴 木 作 造 

安藤 芳次郞 

杉 山 善 七 


東京都 台 東 区 浅 草 蔵 前 三 丁目 三 四 

東京都 台 東 区 吉野町  一 ノ 1 

東京都 中央 区 入 舟 町  一 ノ 一 

東京都 中央 区 小舟 町 ニノ 一  小 倉 ビル. 2： 

東京都 千代 田 区 丸ノ. c ニノ ニ丸ビ ル， e 

東京都 中央 区 越 前 掘 三 丁目 四 

東京都 港 区 芝 田 村 町 三ノ七 

東京都 千代 田 区 大手 町 ニノ 九 

東京都 中央 区 銀座 西六ノ 一 

東京都 中央 区 銀座 西三ノ 一 

東京都 新 宿 区 旭町 三 四 

八 王子 市 八幡 町 四 五 

平 塚 市 新 宿 一 五三 1 
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七 九 五 


增 


妖 


第 

四 

節 

特 
約 
販 

冗 

店 

の 

現 
況 


(第 67 表) 


代 
表 
者 


住 


曰 
現 
在 


所 


栗 名 今 桑 今 
林 取 井澤 井 


第 八 章 待 約販充 is  七 九 四 

昭和 年月日 

甲 東京都 趣 町區丸 ノ內壹 丁目 拾 番地 五 

淺野 セメント 株式 會社 

取 蹄 役 社長 德 根吉郞 

乙 


制 解除  共販 機関であった セメント 販壳 株式会社 は、 昭和 二十 二 年 二月 占領軍の 独占 禁止 政策に より 解散 を 命じられ、 製造業 者 

の 直売 態勢と なった が、 配給 並びに 価格に 関する 国家 統制 は 引続き 存続した。 しかし、 この 統制 は 二十 四 年 十二月 末 解除 

された ので、 製造業 者 . 卸売 業者 (特約 販売店) . 小売 業者 (下 店) 等の 販売機 関 は、 従来の ような 規 雑な 手続に 煩わさ 

れる ことなく、 本来の 機能 を 自由に 発揮し うる 態勢と なった" 一方、 セメントの 需要 も、 経済の 安定に 伴って 二十 五年以 

降 逐年 大幅な 上 仲 を 示し、 生産高 もこれ に 伴って 上昇した。 

置  当社に おいても、 このような 情勢に 即応し、 これまで 空白と なって いた 地区に、 また 新たに 阪路の 開拓 を 必要と する 地 

域に 特約 販売店 を 増置した。 

現在に おける 当社 特約 販売店 網 及び 最近に おける 当社 特約 販売店の 取扱 状況 は 第 六 七、 第 六 八 表のと おりで ある" 


特約 販売店 I 覧表. 


(昭和 二十 八 年 一一 十 


区域 別 


北海道 事務所 

直轄 管. C 


店 


名 


進 藤 榮太郞 商店 

株式会社 今 井 金物 店札幌 支店 

株式会社 桑 沢 商店 

株式会社 今 井 金物 店 旭川 支店 

合名会社 名 取 髙三郞 商店 

株式会社 栗 林 商会 


開 始 


取 

大正 四 年 七月 

大正 四 年 七月 

昭和 二十 一 年 八月 

大正 四 年 七月 

大正 四 年 七月 

大正 五 年 九月 


ft 館お 地蔵 町 一 

札 « 市 南 一 条西三 丁目 一 

札 幌市北 三 条西ニ 丁目 一 

旭川 市 一 条通 八丁 目 左 一 号 

小撵市 色. C 町 八丁 目 一 七 

室 M 市 海岸 町 ニニ 


進 藤 榮太郞 

道 雄 

淸 

道 雄 

章 賀 

德 光 


シ 契約 ス ルコト 左 ノ如シ 

第 一 條 乙 ハ甲ノ  4i 理、 トシ テ 誠意 ヲ以 テ甲ノ 製品 ヲ販 賣スル モノ トシ 甲ノ 承認 ヲ得ル コトナ 7 シテ甲 以外 ノ 製品 ノ販賣 代理？ ナ 

ス コトヲ 得サル モノ トス 

第二 條 乙ハ 左記 區域內 二 於 テ甲ノ 指定 スル モノ ニッキ 販賣ノ 代理 ヲ行フ モノ トス 

第 三 條 二 以上 ノ甲ノ 特約 販賣 店-一 對シ同 一 引合 ァリ タル 場合 ハ乙 ハ甲ノ 指示-一 從フ モノ トス 

第 四 g 乙ハ *< 府ノ 指定 セル 價格 及條件 並-一甲 ノ 指示-一 從ヒ 一 切ノ 取引 ヲ行フ モノ トス 

第五 製品 ノ 受渡-一 付テハ 甲乙 協定 ノ 受渡 場所 二輪 送 ヲ了リ タル トキ ヲ以テ 引渡 濟 トシ 其 ノ後ニ 於ケル 一 切 ノ危險 其 ノ他ノ 損害 

ハ總テ 乙 之ヲ負 擔スル モノ トス 

第 1、 條 甲ハ 積出シ タル 製品 ノ 代金 ヲ 毎月 十五 曰 及 末日 ヲ以テ 締切 リ之ヲ 乙 一一 請求 シ乙ハ 前者 ヲ當月 二十 五日 後者 ヲ 翌月 十日 迄-一 

現金 ヲ以テ 甲-一 支拂ヲ ナス モノ トス 運賃 其 ノ他甲 ノ立替 金-一就 キテモ 亦同シ 

^ ヒ ^ 天災 也 變其ノ 他. a ムヲ 得サル 事由-一基 ク セメント ノ生產 並-一輪 送上ノ 支障-一 起因 スル 一 切ノ 損害 一一 對シ テハ甲 ハ其ノ 貴-一 

任セサ ル モノ トス 

第  ー乂  ^ 乙ハ甲 乂ハ配 統社ノ 請求 ァリ タル トキ ハ 業務 ノ 狀況ヲ 報告 シ且 帳簿 其ノ他 業務 執行-一 關 スルー 切ノ 事項 ノ檢査 一一 應 スルモ 

ノ トス 

. 第九條 乙ハ 本契約 ノ 保？？』 金 トシ テ，， せ  圓也ヲ 甲 U 交付 シ置 7 モノ トス 

お金 額 ハ 取引 ノ增滅 一一 應 シ甲ノ 希望 -ー 依 リ變更 シ得ル モノ トス 

本條保 證金ノ 利息 ハ甲ノ 定ムル トコ 口-一依 ル モノ トス 

第十條 乙 力 本契約 各條 項-一 違反 シ タル トキ ハ甲ハ 何等 豫告ヲ 要 セス卽 時 本契約 ヲ 解除 ス ルコト ヲ得ル モノ トス 

前項 /  _* 合 前. *  ノ 保證金 ハ 違約金 トシ テ 甲-一 於テ收 得スル モノ トシ 甲 ノ被リ タル 損害 力 保？ ほ 金額 ヲ超ェ タル 場合 ハ其ノ 超過 シ タル 

額ヲ乙 ハ遲滞 ナグ甲 一一 支拂フ モノ トス 

第 十 一條 本契約 ノ 有効期間 ハ 昭和 年 巧 曰 ヨリ 昭和 年 n 日 迄 トス 但シ满 期-一至 リ 甲乙 協定 ノ 上更- 一之 ヲ 

繼 賴スル コト ヲ得ル モノ トス 

第 十一 一條 本契約 ノ解釋 二 關シ 疑義 ヲ生シ タル 場合 ハ 甲 ノ解釋 一一 據ル モノ トス 

右 契約 ヲ證ス ル爲メ 木 書 戚通ヲ 作成 シ 各自 其 ノ壹 通ヲ 保有 スル モノ 也 

第三 節 特約 K 売店の 解消と 復活  七 九 三 


第 八 章 特約 販売店  七 九 二 

台湾 支店 管内の 特約 販売^も、 取扱 数量 は 減少した ものの、 終戦に 至る まで、 おおむね 商業 機関と しての 機能 を 保持して 

いた。 

復  活 さて 大戦 は、 祖国 を 焦土と 化して 二十 年 八月 終結した。 製造業 者 は、 終戦と 共に 自由 販売への 復元 第一歩と して、 自治 

統制に よる 配給 制度 を 政府に 希望した が、 需給 事情 はこれ を 許さず、 僅かに 二十 一 年 八月から 共販 機関の 販売 代行が 認め 

られ たに 止まり、 配給 並びに 価格に 関する 国家 統制 は、 二十 四 年末まで 引続き 実施され た。 しかしながら、 製造業 者の 販 

壳 代行 制 再開に 伴って、 特約 販売店 制度 は 三 力 年ぶりに 復活す る ことと なった。 

当社に おいて は、 二十 一年 初頭 以来、 販売 代行 制 再開 間近し との 見通しの もとに、 特約 販売店の 復活 準備に 着手した か 

当 時 における 生産 事情 並びに 商工 省 当局の 意向 もあって、 一 時に 多くの 復活 は 望み 得なかった。 

二十 一 年 八月、 販先 代行 制 再開 当時に おける， ふ isl 域 別の 当社 特約 販売店 数 並びに 特約 販売 契約書 は 左のと おりで ある _。 
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契約書 (代行 制 再開 当時) 

淺野セ ノン ト 株式 會社 ヲ甲ト シ  ヲ乙 トシ 甲ノ 製造 又 ハ 委託 販費 一一 係ル セメント  一 了ンテ セメン ト 配給 統制 株式 食 社 

(以下 配 統社ト 稱ス) 一一 於テ買 取販賣 ヲ爲ス モノ ノ內甲 カン ノ販賨 代理 ヲ行フ セメント (以下 單- 一甲 ノ 製品 ト稱ス ) ノ 特約 販 寶ニ關 


社の 販売 代行 制 は 十八 年 五月 一 日 以降 廃止された」 また、 これと 併行 的に 各社の 特約 販売店 を もって 地区 別に 地方 セメン 

ト 販売 株式会社が、 各 特約 販売店の 下 店 (小売 業者) を もって 道 府県 別に 小売 商業組合が 結成され、 いずれも セメント 共 

販 会社の 下請 販売機 関と なった。 戦局の 緊迫に 伴って、 統制 は 更に 強化され、 十九 年 三月に は、 地方 セメント 販売 会社 は 

セメン ト 共販会社 (セ メン ト 配給 統制 株式会社) に 統合され るに 至 つ た。 

解  消 かくして、 大正 初年 W 来、 共販 制 開始に 至る まで 三十 年の 長き にわたり、 中枢 的 商業 機関と して セメント 業界に 不抜の 

地位 を 占め、 けんらんたる 姿 を 誇った 特約 販売店 も、 共販 制の 強化に つれて 漸次 その 機能 を 喪失し、 ついに 十九 年 三月 セ 

メント 配給 統制 会社の 出現 を 見る に 及んで、 明治 • 大正. 昭和 三代、 約 五十 年に わたる 足跡に 終止符 を 打ち、 市場から 全 

面 的に 退場す るに 至った。 (詳細 は 序 編 下 第 七 章 市場 及び 販売機 構 四 二三 頁 参照) 

以上 は 地 市場に おける 特約 阪壳店 解消の 径緯 であるが、 京 城 支店 及び 台湾 支店 管 の 当社 外地 特約 販売店 は、 どうな 

つ たかを 述べよう。 

朝鮮 市場 朝鮮 浅 野 社 鳳 山 工場の 建設に 伴って、 当社 は その 製品の 一手販売 を も 行う ことと なった ため、 昭和 十一 年 以降 特約 販売 

店 を 増置した が、 朝鮮に おいても 十四 年 十二月から 配給 統制が 開始され た。 しかし 内地の 場合と 異なり、 共販 機関 は 設立 

されず、 需要 者 は 総督府 及び 各 道 庁で 発行した 購入 証と 引換えに 製造業 者 または その 委託販売 業者、 もしくは その 販売店 

と 契約 するとい う 方式が 採られた ので、 当社の 朝鮮 浅 野 社 品 一 手 販売 関係 は 終戦に 至る まで 存続し、 京 城 支店 管. s: の 当社 

特約 販売店 もまた 取扱 量の 減少 は 見た ものの、 終戦に 至る まで 引続き 商業 機能 を 保持した ので ある" 

台湾 市場 台湾に おいても、 昭和 十五 年 九月から セメントの 配給 統制が 実施され、 当社 (当社 品 及び 台湾 社 品 取扱). 三 井 物産 会 

社 (小 野 田 社 品 取扱) • 三菱 商事会社 (豊国 社 品 及び 産業 社 品 取扱) • 台湾 土地 建物 会社 (宇 部 社 品 取极) • 杉 原産 業 会社 

(窯業 社 品 取扱) • 三栄 商会 (東洋 社 品 及び 日本 ソリデ チット 社 品 取扱)、 及び 丸大 商会 (日本製 鉄 社 品 取扱) を もって、 

台湾 セメント 配給 統制 ft 人". か 机 織され、 また この 配給 統制 組合 構成 会社の 特約 販売店 を も つ て、 州 庁 別に 州 庁 セメント « 

給 組合が 結成され た。 総督府 並びに 州 庁 は 割当 担当 分の 需要 者 別 割当 数 を 決定す ると 共に、 配給 銘柄 を も 指定して、 それ 

ぞれの 組合に 通 ，5 し、 組合 は、 これに 基いて 割当 証明書 を 発行して 需要 者に 送付 するとい う 仕組であった。 したがって、 

第三 節 特約 贩 店の 解消と 復活  七 九 1 


第 八 章 特約 販 光 店  七 九 〇 

特約 販充 契約書  契  約  書 (セメント 共販 代行 制 当時) 

(共 服 代行 当時) 

淺野 セメント 株式 會社ヲ 甲 トシ  ヲ乙 トシ 甲ノ 製造-一 係ル 「ボルト ランド セメント」 及 「高 爐 セメント」 ノ 

特約 販賣ー I 關シ 契約 スル事 左 ノ如シ 

第 一 條 甲乙 間-一 於ケル ボルト ランド セメント 及高爐 セメント ノ賣買 譏 渡-一 關 スルー 切ノ 取引 行爲 -1 對シ テハ甲 ハ總テ セメント 共 

販 株式 會社 ノ 代行 ト シテ之 ヲ行フ 

第一 一條 乙ハ 誠意 ヲ以 テ甲ノ 製品 ヲ販 寶スル モノ トシ 甲 W 外ノ 製品 ヲ販 寶スル コトヲ 得サル モノ トス 但シ 文書-一 ョ ル甲ノ 許諾 ヲ 

得 タル 場合 ハ此限 リー 1 非ス 

第 三 條 乙ハ 左記 販賣 區域內 一一 於 テ販賣 二 從 事スル モノ トス 但右區 域外 ニ於テ モ甲ノ 承認 ヲ得 タル トキ ハ此限 リー 一 アラス 

第四條 乙 ハ小賣 販賣用 ヲ除キ  一 口 一  瓲 以上 ノ 購入 申. 込 ヲ受ケ タル 場合 ハ豫 メ甲ノ 指示 シ タル トコ D 一一  基 キ當該 地方 長官 又 ハ甲ニ 

申告 スへキ モノ トス 

第 五條 乙ハ 地方 長官 又ハ セメント 共販 株式 會 社-一 於テ發 行スル セメント 割富證 明書ト 引換 フル- 1 非 サレハ セメント ヲ讓渡 スルコ 

ト ヲ得ス 但シ甲 二 於テ特 -1 指定 シ タル モノ ハ 此 ノ限リ ニ非ス 

第六條 甲 ヨリ 乙-一 引渡 ス へキ セメント- 1 對シ テハ乙 ハ甲ノ 指示 スル數 量 價格其 他 販賣條 件, 一 ョル へキ モノ トス 

第七條 製品 ノ 受渡 シニ付 テハ甲 一一 於テ 甲乙 所定 ノ 場所-一輪 送 ヲ終リ タル 時 ヲ以テ 引渡 濟 トシ 其 後 ニ於ケ ル危險 其他ノ 損害 ハ總テ 

乙 之ヲ負 擔スル モノ トス 

. 第八條 セメント 空 袋 ハ甲ノ 定ムル 處ニ從 ヒ乙ハ 貴 任 ヲ以テ 甲-一 返還 スル モノ トス 

第九條 甲ハ 毎月 二十 曰 ヲ以テ 乙-一 引渡 シ タル 製品 代金 ヲ 締切 リ之ヲ 乙-一 請求 シ乙ハ 甲ノ右 請求-一 係ル 製品 代金 ヲ其 月末 曰 迄 一一 m< 

<<h- ヲ以テ 甲-一 支拂ヲ ナス モノ トシ 期日 以降 二 入金 シ タル モノ  二 對シテ ハ ソノ 理由 ノ 如何 ヲ 不問 甲ハ 相當ノ 金利 ヲ申受 クル モノ トス 

運賃 其 他 甲 ノ立替 金-一 ツキ テモ 亦同シ 

第十條 左記 各號 ノー  -- 起因 スル 製品 引渡 ノ變 更遲 延又ハ 不能 等 一切 ノ 損害-一 對シ甲 ハ其責 一一 任 セサル モノ トス 

一、 セメント 配給 一一 關スル 法規 其 他官ノ 命令 

二、 時局 ノ 影響 一一 ョル セメント 製造 ノ 支障 又ハ 輸送機 關ノ 不圓滑 

三、 天災 事 變勞働 爭議又 ハ 製造 並 -ー 出荷 設備 ノ 重大 ナ ル 故障 


四、 其ノ他 不可抗力 

第 十 一條 甲 又 ハセ メン ト 共販 株式 會社 ハ 本契約 -ー據 ル乙ノ 販寶 業務 - ー關シ 何時 二 テモ其 視察 ヲ ナ シ又ハ 帳簿 書類 ノ閱 覽ヲ求 ムルコ 

ト アル モ乙ハ 之 ヲ拒ム コトヲ 得サル ハ 勿論 此 場合 乙ハ 適切 ナル 說明ヲ ナス へキ モノ トス ■ 

第 十二 條 前 各條ノ 外乙ハ 昭和 十五 年 商工 省令 第 十三 號 セメント 配給 統制 規則 其 他 諸 法令 ヲ 遵守 シ甲ノ 指示 スル トコ 口  -ー 從ヒ 販賣ス 

ル モノ トス 

第 十三 條 乙 ハ 本契約 ノ保 證金ト シ テ 別記 物件 ヲ 甲-一 交附 シ置ク モノ トス 

第 十四 條 甲 ハ 乙 力 本契約 一一 違反 シ タ ル時ハ 當然 本契約 ヲ 解除 ス ル コト ヲ得此 場合 一一 ぉテ 前記 保證金 ハ 違約金 ト シ テ甲 二 於テ 收得ス 

ル モノ トシ 甲 ノ被リ タル 損害 カ保證 金額 以上 ノ 場合 ハ 其ノ 差額 > 無 謹 滞 乙 ョ リ甲 二 支拂 7 モノ トス 

第 十 五條 本契約 ノ 有効期間 ハ 昭和 年 月 曰 ヨリ 昭和 年 月 曰 迄 トス 但 満期-一至 リ 甲乙 協定 ノ上 繼續ス ルコト 

ヲ得 

第 十六 條 本契約 ノ解釋 -I 關シ 疑義 ヲ生シ タル 場合 ハ甲ノ 解釋ス ル處- ー據ル モノ トス 

右 契約 ヲ證ス ル爲メ 本書 貳通 ヲ 作成 シ 各自 其壹通 ヲ 保有 スル モノ 也 

昭和 拾 六 年 七月 壹日 

甲 束 京 市 深 川區淸 澄町壹 丁目 八 番地 

淺野 セメント 株式 會社 

.  取締役 社長 淺野總 一郎 

乙 

第三 節 特約 販売 ほの 解消と 復活 

,r: 地 市場 地に おいて は、 昭和 十五 年 三月から セメントの 配給 統制が 開始され、 セメント 共販 株式会社が 設立され て、 各社の 特 

約 販売店 は、 親会社との 関係 を そのまま 継続して 共販会社に 引継がれた。 しかしながら、 太平洋戦争 突入 後、 セメントの 

生産 は逐月 減少の 一途 をた どり、 十七 年 ごろに は、 直接 軍需 及び 軍需産業 以外に は ほとんど 配給が でき なくなり、 卸売 業 

者 (特約 販売店) 及び 小売 業者 (下.； te) は、 事実上 営業 休止の 状態と なった。 

企 菜 整備 昭和 十七 年 九月 商工 省から セメント 販売機 構 整備 要綱が 発表され、 これに せ： いて 商業 機関の 企業整備が 行われ、 製造 会 

第三 節 特約 販売店の 解消と 很 活  七 八 九 
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第 三 條 數量ノ 多少 ヲ問 ハス 公 入札 ノ 場合 又 ハ諸 官廳 公共 nss カ甲ヲ 指定 シ其ノ 製品 ヲ 購買 セム トス ル 場合 及數量 百撙 以上 ノ 引合 

ァリ タル 場合 一一 ハ 甲-一 於テ 直接 其 ノ 引合-一 應ス へキヲ 以テ乙 ハ甲ノ 承諾 ヲ得ス シテ是 等 一一 對. ン 引合 販 費 一一 關スル 行爲ハ 一 切 之ヲナ 

サ 、 ル モノ トス 

但甲ノ 都合 一一 依 リ其ノ 入札お ク ハ 契約 ノ 全部 又 ハ 一 部ヲ 乙-一 委任 シ又ハ 乙 ヲシテ 直接 引合 販寶ニ  {:3 ラシ ムル コト アル ヘシ 

第四條 甲ハ 市況 ヲ 考慮 シ乙ノ 販賣區 域内-一 於ケル 小賣用 トシ テ甲ノ 卸値 段 ヲ定メ 隨時乙 二通 知 スへク 乙ハ該 値段 二 依リ甲 ニ對ス 

ル 仕切 計算 ヲ ナス モノ トス 

但前條 但書 ノ 入札 並 一一 契約 ロ又ハ 特殊 ノ需要 口-一  對シテ ハ甲ノ 指示 スル 價格其 ノ他販 賣條件 - 一依 ル モノ トス 

第 五條 製品 ノ 受渡-一 付テハ 甲-一 於 テ乙ノ 指定 スル 場所-一 輸送 ヲ了リ タル トキ ヲ以テ 引渡 濟 トシ 其 ノ 後-一 於ケル 危險其 ノ他ノ 損害 

ハ 總テ 乙之ヲ 負擔ス へキ モノ トス 

第 六 條 甲ハ 毎月 (^„^拾) 曰ヲ W テ 乙-一 引渡 シ タル 製品 代金 ヲ 締切 リ之ヲ 乙-一 請求 シ乙ハ 甲ノ右 請求 一一 係ル 製品 代金 ヲ (其) 月 (末) 

日 迄-一甲-一 現金 ヲ以テ 支拂ヲ ナス モノ トス 但 運賃 其 ノ他甲 ノ立替 金-一 付テモ 亦同シ 

第七條 天災 地 變又ハ 勞働爭 議其ノ 他 不可抗力 若 グハ 設備 ノ 重大 ナル 故障 等-一起 因スル 製品 引渡 ノ遲 延又ハ 不能 等 一 切ノ 損害-一 對 

シ甲 ハ 其ノ責 二 任 セサル モノ トス 

第八條 甲ハ 本契約 一一 據ル乙 ノ販賣 業務-一 關シ 何時 ニテ モ其ノ 視察 ヲナ シ又ハ 帳簿 書類 ノ閱覽 ヲ求ム ルコト ヲ得ル モノ トス 

第九條 乙ハ 本契約 ノ保證 金 トシ テ 左記 物件 ヲ 甲-一 交 附シ置 7 モノ トス  . 

第 十 條 甲 ハ乙カ 本契約-一反 シ タル トキ ハ當然 本契約 ヲ 解除 スル コトヲ 得此ノ 場合-一 於テ 前記 保 證金ハ 違約金 トシ テ 甲-一 於 テ收得 

スルモ ノト シ甲 ノ被リ タル 損害 カ保證 金額 以上 ノ 場合 ハ 其ノ 差額 ヲ無蓮 滞 乙 ヨリ 甲 一一 支拂フ モノ トス 

第 十 一條 本契約 ノ 有効期間 ハ 昭和 年 月 曰 ヨリ 昭和 年 月 曰 迄 トス 但滿期 一一 至リ 甲乙 協定 ノ上繼 親 スルコ 

トヲ得 

第 十二 條 本契約 ノ解釋 -I 關シ 疑義 ヲ生シ タル 場合 ハ甲 ノ解釋 スル處 一一 據ル モノ トス 

右 契約 ヲ證ス ル爲メ 本書 貳通ヲ 作成 シ 各自 其ノ壹 通ヲ 保有 ス ル モノ 也 

昭和 拾壹年 六月 S 日 

甲 東京 市 深 川 區淸澄 町 S 丁目 八 番地 

淺野 セメント 株式 會社 

取締役 社長 淺野總 一 郞 

乙 


域 
別 


桜 隆合東 通 聯髙伝 遠 瑞和三 加 

同  泰店 
益'' 茂 遠 芳鉄益 藤 益 美 A 藤 

商^ 商 商 商 商 商 商 商 商 ® 商 
^  会 名 

組 店 店 店 店 店 店 店 店 行 店 社 店 


区 
域 
別 


阮 

岩 

林 

古 

冶 

隆卜江 周 

胡 

阿 福 

朝 

加 

島 

和 

良 順 
興 部 R  IB 

知 

久 お 

泰 

漢 

崎 

再 

m 

潔 徳 

頭 

沢 

商 

商 

商 

商 

も 商お せ 
商 商 

公 

商 商 

店 

組 

店 

店 

店 

店 店 店 店 

司 

行 行 

高 雄 出張所 

管. e 


谷 村 商店 


* 東 市 


総 


計 


二三 六 


(セ. 


特約 販売 契約書 

(共販 前) 


共販 制 以前の もの) 

ヲ乙 トシ 甲ノ 製造 ニ係ル 「ポルト ランド セメント」 ノ 特約 販賣- ー關シ 契約 


契約書 

淺野 セメン ト 株式 會社ヲ 甲ト シ 

スル コト左 ノ如シ 

第 一 條 乙ハ 誠意 ヲ以 テ甲ノ 製品 ヲ販 賣スル モノ トシ 甲 以外 ノ 製品 ヲ販賣 スル コトヲ 得サル モノ トス 但 甲乙 間-一 於テ 日本 セメン 

ト 株式 會社 製品 ノ 販賣ヲ 契約 シ タル トキ ハ 此 ノ限リ 二 アラス 

第二 條 乙ハ 左記 販賣區 域 內-ー 於 テ販賣 二 従事 スル モノ トス 但右區 域外 一一 於テモ 工事 口 物 契約 ノ 場合 ハ甲ノ 承認 ヲ得 タル トキ-一 

限 リ販寶 スルコ トヲ得 
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七 八 七 


住  所 

嘉義市 

嘉義市 

台 南 州 北 港 郡 

台 南 市 

台 南 市 

台 南 市 

台 南 州 斗 六 街 

台 南 州 新 営 郡 

台 南 州 虎尾 郡 

台 南 州 虎尾 郡 

台 南 州 新 化 郡 

台 南 州 新 化 郡 

ム：； 東 庁 


住 


所 


市 

ほ 雄 市 

高 雄 市 

高 雄 市 

髙雄市 

髙雄市 

高 雄 州 潮 州 郡 

高 雄 州 鳳 山 街 

髙雄州 旌山郡 

US 雄 州 

高 雄 州 恒春郡 

高 雄 州 束 港 郡 

？ S 湖お 馬&街 


計 三十 七 


亜 村 曰 

谷 田 木 村 

洋  述男商 


M 

-EL 

岡 濱 

太 

奥 益 

永 

村 田 

和本 

田 

田 

政 

商 

芳 寅 

治 正 

会 

郞 吉 

忍 

郞 一 

南 


田 

周 

♦ 商 苦 寅 一正 ェ直 商忠丄 

商 <^ 会 刀" m 会 


岡 井 
野 

商 '■e' 


i 金 梅 森 山 長！ 

計. 城 田 田' ー濱 
內 


店 


左 德幾 


十 キ 

七 右 名 
！ク吉 之榮郞 I 


管 台 
內 湾 
支 
店 

溢 三 沈 通 黄 新 吉玉小 逢 邱接謙 新 金 蘭 多 許 協 益 太 束 本 若 
東 


順 振 柱 記 n    村 置 川 興 興 記 

森  居 

商 商 商 商 商 _ ^商 商 商 商 商 商 
商 


新 

金 

蘭 

水 

陽 

土 

盛 

益 

地 

商 

商 

建 

店 

店 

物 

田 発 興 田 成庄村 

淸  . 
商 商 商 商 商運 商 


計 


十 


夏 

十 

郎 
兵 
術 


区 

域 

別 
店 

名 
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区域 s; 


京 城 支店 

管 


住  所 

川. C 市 

鹿 児 県 枕 崎 町 

鹿児島県 万世 町 

鹿 児 St 県 出水 町 

沖繩県 那莉市 


慶尙南 道 筌山府 

全 羅南道 木浦府 

全 羅南道 木浦府 

慶尙北 道 大邱府 

麼尙北 道 金 泉 

全 羅北 道 群山府 

忠清北 道 鳥 致院 

京 畿道平 沢 

京 幾 道 仁川府 

京《1^道京城府 

京 畿道京 城府 

京 幾 道 京 城府 

京 畿道京 城府 

京 畿道開 城府 

江 原 道 鉄 原 

黄海 道 馬 洞 

平安 南道鎮 南浦府 

平安 南 道 平壤府 

咸鏡南 道元 山府 

平安 北 道 新 義州府 


七 八 六 

住  所 

咸鏡北 道城津 


基隆市 

基隆市 

台北 市 

台北 市 

台北 市 

台北 州 根 橋 街 

台北 州 新 店 街 

台北 州 淡水 街 

宜蘭市 

宜！ a 市 

新 竹 州 新 竹 郡 新埔庄 

新 竹 州 桃園 街 

新 竹 州 竹 南 郡 

新 竹 市 

新 竹 州 

花 蓮 港 市 

花 速 港 市 

花 逮港市 

台 中州 彰化市 

台 中州 豊原郡 

台 中州 豊原郡 

台 中 市 

台 中 市 

台 中州 北 斗 郡 


計 

A 


店 
名 

住 
所 


美 

士 

松 

江 

仲 

杉 內瀨前 

坂 

川 

摩 

村 村 戸 田 

銀 

初 

長 

今 山 喜 

種 

士 

次 

五 

乂 朝 ffi — 

郞 

七 

郞 

郞 

郞 

郞 吉藏郞 

野 古 光市 加 森 

=^ » 吉"^ 藤 

權幸 登 一 

一太 商 馬豐ー 

郞郞店 市 吉 郞 


区域 別 

名古屋 営業 

所管. c 


門 司 支店 

管 
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住  所 


佐 世 保 市 

長崎県 有 家 町 

長 崎 ほ 厳 原 町 

大分県 柳 ケ浦町 

大分県 曰杵町 

佐. B 市 

大分 市 

f 一本 市 

蒲 本 市 

愛媛お 八幡 浜 市 

松 山 市 

愛媛お 三 津浜町 

今 治 市 


都 城市 

宫崎市 

お 崎 S 油 津町 

延岡市 

宮崎県 細 岛 町 

宮崎県 佐 土 原 町 

宮崎県 小 林 町 

鹿 児.： S 県 加 治 木 町 

鹿 児 a 県 鹿屋町 

鹿 児.：： S 市 

川 rt 市 


七 八 五 


稱 K 幸次郎 

沢 田 商 行 

肥 田 商 is 

名古屋 出張所 

北 川 業務 店 

武藤嘉 門 

伊藤 嘉七 

中 上製 肥 合名会社 

国 分 共同 合資会社 


愛知県 知 多 郡 常 滑 町 

名 古屋市 

名 古屋市 

名 古屋市 

岐阜 市 

桑 名 市 

四日 市 市 

津市 


域 
別 

川 

口 

屋 

店 

長 池良藏 

太 田 傳三郞 

三 浦 想 五郎 

田 中豐吉 

ffl 源太郞 

中 山 萬 g 太 

肥 後 共同 組 

河北 商 S 

菊 & 商 

円 福 寺 松 山 支店 

白 石才吉 

朝 解 商 is 

計 三十 


広 QB 県 糸 崎 町 

広 a 県 府中 町 

広 島 市 

広 島 市 

広岛市 

呉市 

福 山 市 

呉市 

呉市 

三 原 市 

米 子 市 

S 取 © 益 田 町 

門 司 市 

:Kaw 牛 Si 町 


鹿 児 島 出張 

所管 內 


岡 本 商店 

円 福 寺 本店 

日 東 運 輪 商事 株式 会 

社 

髙橘義 一 

山 下 正ニ郞 

大橋 商会 

森 田 商店 

大本 梅太郞 

髙橋 和平 

呉 軍港 商 * 株式会社 

海 生 逸 一 


内 大 

区 

阪 

支 

域 

店 

管 

別 

計 


十 


区 

域 
別 


島 二  ffl- 

屋 共 
合 洋 
名 灰'" 
会 商 
社会 作 
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住  所 


兵 ？&は 雜山 町 

兵 飾 磨 町 

兵 S-K 髙砂町 

舞 鶴 市 

京都市 

京都市 

京都市 

溢賀ぉ 曰 野 町 

奈 良お 磯城 邯 結 

和歌 山 市 

和歌 山 &田辺 町 

福 井 ® 小 浜 町 

福 井 市 

岡 山 »f 玉.； S 町 

g 山 市 

1： 山 市 

髙松市 

番 川お 観音 寺 町 

香川県 IS 通 寺 町 

徳 a 市 

市 


髙. g 市 

髙知ぉ^£毛町 


店  名 

丹  陽  組 

武田 商店 

松 X 商会 

西 村 商店 

渡 辺 彌 藏 

吉田彌 商店 

大ニ 商会 

彌竹 商会 

石 岡 本店 

森 川 商 

田 商店 

S5 本 商店 

幸田庄 ft 術 

松 W 商店 

安藤 嘉助 

S 和 商会 

日産 商事 株式会社 

川 tl 貞吉 

三 興セメ ン ト 商会 

山 西 宗 吉 

庄 野合 资 会社 

中央 商会 

計 四十 三 

高知県 セメ I ン II ト 販売 

組合 


原 商事 咮 式 会社 

山 本 伯 助 

原 田今吉 

原 田 重 信 

播本 商店 

建 村 商店 

住友 喜ー郞 

木 村 Si 太郞 

京 谷 喜 代 松 

日本 煉 K 株式会社 

皆 見 商店 

ffir-cw セメ ン ト 販充. 

八：： K 会社 

河 合 商店 

高 光 商 is 

灰 久尼崎 支店 

井伊 長藏 

松 本 商 行 

合 田 光 三 

木： W 建材 店 

加 藤 商会 

寺 田 源 三 郞 


大阪市 

大阪市 

大阪市 

大阪市 

大阪市 

大阪市 

大阪市 

大 R 府泉南 郡 西 取： W 

大阪府 富 田 林 町 

大阪府？ i 和 田 市 

大 K 府岸和 田 市 

大阪府 « "市 

兵 寧 県 高 砂 町 

兵庫県 淡路 a 

尼 崎 市 

尼 崎 市 

尼 崎 市 

西.：！ S 市 

祌 戸市 

神 戸市 

神 戸市 


高 知 出張所 

管内 


住  所 


："^ 新湊町 

富山県 伏 木 町 

金 沢 市 


ほ  名 

；^？野 セメン ト富. 

販 f?? 店 


節 

特 
約 
販 


店 
の 
究 
達 


計 
十 


店 


名 


高木 商店 

森 田 商会 東京 支店 

沢 田 商事 株式会社 

浅 野 物産 株式会社 


安 

茶 


井 

又 


商 

商 

商 


店 

店 

店 


辻  商 

炭 平 支 

井上 工業 株式会社 

號沢 商店 

野原 商店 

三 島 商店 


計 


大 

髙 

藤 

荻 


谷 順 之 

本淸太 

橋 助 

林 力 

井爲之 

崎 菊 

谷 林 


宮本作 左衛門 


住 

東京 市 

東京 市 

東京 市 

東京 市 

八 王子 市 

川 崎 市 

横 浜 市 

平 塚 市 

静岡市 

千葉県  一 {K 町 

水 戸市 

宇都 宮市 

甲府市 

高 崎 市 

長 野 市 

飯 田 市 

岡 谷 市 


所 


新 潟 市 

新 潟 市 

新 潟 市 

新 潟 市 

長 岡 市 

長 岡 市 

新潟県 直 江津町 

新潟県 村 上 町 
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東京 支店 管 


海老 沼 商店 

皆 川 商店 

洒井 商店 


東京— - 

東京— 

東京 市 


it^ 呂 商 店 一 東京 市 


店 


名 


今井商^«旭川金物店 

三 . 井 平 

明治 商会 

根 室 海運 株式会社 

中 川 《 藏 

葛井與 三 吉 

森 田 商会 


計 


十九 


須 

西 


0  153  一 

弘銅鉄 店 

山 へ， i 之 助 

星 合名会社 

木 卓 哉 

山初郞 

屋商 

& 本店 

島 喜 

藤 光 

形 商 


住 


所 


北海 a 旭川 市 

北海 ffl„w 広 市 

北海道 釧路市 

北海 a 根 室 郡 根 室町 

北海道 網 走 市 

北海道 稚内市 

棒 太大： S 郡 大泊町 


靑森市 

nf^ ずす 

盛 岡 市 

岩手県  一 ノ ra 阶 

秋 田 g 小船 川 町 

,  秋 田. |L 

店 宮城県 石卷 町 

店 仙 台 市 

組 洒田市 

助 山形県 新庄 町 

子 山形 市 

店 福 a 市 


(第 65 表) 
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の 調節 をな すと 共に、 信用 供夸の 役割 を も 演じ、 商業 機関と しての 機能 を 存分に 発揮した ので ある。 

セメント 聯合 会 加盟 会社 月産 能力 推移 表 (內地 工場の み)  (単位 ••SI ん 


左に、 内地に共販制がしかれてから約ー 年後に当る昭和十六年四月当時の^3社国内特約販売店を掲げるが、 これ は 後述 

する ように、 今次 大戦 前にお ける 待 約販. < 几 店の 最後の けんらんたる 姿で も あ つ た。 
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国内 特約 販売店 (昭和 十六 年 四月) 
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林 藤 口  i 和 森 

榮 3l. 林 f,、 

商 统 ^ 田 

太 砲；^ 商 具 
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物 

郞吉吉 店郞吉 

名 

北 北 北 北 北 北 
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1 夕 留浦札 小 お 
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販売 鼓 争の 激化 


s ゆ ゆせ ISM- 3-0 


なお 需要 増加の 基本 原因 は、 わが国 径済 規模の 拡大、 これに 伴う 文化 水準の 上昇と いう ことに あつたが、 大正 十二 年の 

_ 関東大震災 により、 鉄筋 コンク リ— ト 建造物の 耐震 耐火性が 如実に 立証され たこと も、 需要 増加の 一 動因であった。 

さて セメントの 需要 増加に 対応して、 第 六 五 表の 例に 見る とおり、 生産力 もまた 急速な 上 仲 を 見、 しかも 大正 十 年 以降 

生産力の 上 仲 速度 は、 需要の 増加 速度 を遙 かに 上回った ため、 セメント 各社 は 大正 十三 年 セメント 聯合 会 を 組織し、 自治 

的に 生産の 統制に 乗り出し たが、 以後 各社 はたえず 高率の 生産 制限に 恼 まされた。 

かような 状態であった ので、 特約 販売店 を 中心とする 国内 販売網が、 著しい 発達 を 見た 大正 初期から 昭和 十二 年に わた 

る 二十 数年間 は、 セメント 販売 史上、 まさに 慢性的 生産過剰 下にお ける 販売 競争、 ないし 販売 戦の 連続 時代に 当ってい る。 

これに 伴って、 この 時代の 特約 販売店の 活動 は、 すこぶる 積極的で 下 店 • 小 請負業者. 左官 等に は 盛んに 貸 売り を 行い、 

自ら 大衆 需要の 喚起に 挺身す ると 共に、 次第に 請負業者の 大口 需要 や 官庁 需要に 対しても 出動す るよう になった。 

このように、 特約 販充店 は 製造業 者と 需要 者との 間に 介在して、 異なる 時 及び 所の 間に 商品の 流れ を 正常に 保ち、 需給 

第二 節 特約 販光 店の 発達  七 八 一 
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七 八 o 


(1 き 


胀ぉ a  J»  B 一一  ffi 1,^  «  » 


(2)  i,  y  use ま s-^1.。 


販充店 選定 基準 i 


待 約 販売店 発達の 主 

K 因 


大正 四 年 七 e: 壹曰 新潟市下大川前通參之町^^千百七拾八番地 


大 谷 

商店 御中 


友 


次 郞 


印 


販売店の 選定に 当って、 当初から はっきりした 基準に よってい たか どうか は 詳らかでない" しかし、 おおむね 地方の 有 

力 者 を 選定して いる こと は、 後に 至って 当社の 販売店 選定 方針が、 いわゆる 大 販売店 主義と 呼ばれる ようになった 素地 を 

作った ものと 思われる-、 現在の 販売店の 大部分が 扱 数量 も 多く、 その 地方の 有力者 • 名望家で あり、 、水 年 勤続 店で ある こ 

と は、 以上の 推測 を S 書きして いる。  . 


第二 節 ^ 


41 ^/^ 


贩 売店の 発達 


大正 初期の ころに 誕生した と 思われる 特約 販売店 を 中心とする 国内 販売網 は、 その後 逐年 発達して いった" この 主 原因 

は、 需要の 増加、 用途の 分化、 小口 需要の 増大 (需要の 細分 化) 等に あると-一 3 えよう。 これらに 関する 一般的な 趨勢に つ 

いて は、 序 編 下 第 七 章 「市場 及び 販売機 構」 にも 述べた ので、 再 首 を 避け、 次の 二 表 を 掲げる に 止める が、 前節に 掲げた 

明治 四十 三年 当時の 市場 情勢と 比較して、 需要 総量の 増大 はもち ろん のこと、 ffl 途の 分化、 小口 需要の 増大が いかに 著し 

いもので あつたか. か 充分 うかがわれる。 


第二 節 特約 販売店の 究達 


七 七 九 


第 八 章 特約 服 売店 


七 \- 八 


な^-一  付  參圆 六拾錢 

參拾禮 以上な 拾 博 迄 

壹！ S  付  參圓 五拾錢 

壹百 樽內外 

壹樽 -ー 付  參圓參 拾五錢 

三、 他社 製品 ト競 爭スル 場合 ハ 協定 ス ルコト 


釘 

笠 


四、 各市 町村 _| 於ケル 左記 得意先 並 

若シ當 店ト競 爭ケ間 敷御販 賣ノ 場- 

得意先 人名 

中 蒲 原 郡 龜田町 

同 郡 五泉 町 

同 郡 村 松 町 

同 郡 同町 

北 蒲 原 郡 水 町 

同 郡 同町 

同 郡中條 

同 

岩 船 郡 岩 船 町 

同 郡 村 上 町 

五、 値段 ノ變動 アル 場合 

以 

右 之通リ - 一有 之 候 也 


一 其 他 《s 店ト 直接 取引 スル 得意先 ト 認ムル 場合 ハ 貴店 ヨリ 賨込 セザル コ . 

n ハ 止ム ヲ得ス 値段 引 上 ケ可致 事 


太 

野 


田 

野 

田 


商 

0 次 

留 

銅 鐵 

多 


店 

郞 

八 


久保六 

澤 文 

齋藤榮 

川 上 善四郞 

上 林 榮四郞 

宮 本 作 左衞門 

直チ 一一 御 通知 申 上べ キコト 

上 


卸売 商と 小売商との 分野が はっきり 出現して 来たので ある。 これ は 嘗て 自分が 浅 野 社 高 桑^ 七郞氏 (明治 三十 七 年 入社) 存命中 

同氏より 親しく 聞いた 話で ある。 

すなわち、 特約 販充店 制度の 誕生と 販売 奨励金、 ないし 販売 責任 制の 採用と は、 時期 的に 極めて 密接な 関係に あった こ 

とが うかがわれる。 第 十条の 規定の 一時的 削除 (大正 五 年に は 第 十条の 規定 は 復活して いる) は、 販売 責任 制の 採用が 当 

時 研究 時期に あった こと を 意味す ると すれば、 当社 特約 販売店 は 特約 販売 契約が 成文 化された 大正 四 年、 ないし これ を さ 

かの ぼる こと 一 年ぐ らい、 すなわち 大正 三 ~ 四 年の ころに 誕生した ものと 思われる。 

なお 大正 四 年、 当社と 特約 販売 契約 を 結んだ 販売店 は、 当時 既に 相当数の 下 店 を 有して いた。 これら 特約 販売店の 中に 

は、 その 下 店との 間に 卸値 はもち ろん、 下 店の 販売値段 並びに 他社 品との 競争、 仲間内との 競争 を 制 K する 事項 を 謳った 

覚書 を 取り交わし たもの もあった (注)。 

0 これに 関する 一 資料と して 当社 特約 販売店 大谷 商店と その 下 店 浅 川 商店との 間に 取り交わされた 大正 四 年 七 n; 一  曰 付の 党 書 

を 左に 掲げよう • 

覺  書 

.  今般 貴店-一 於 テ淺野 セメント 御 販賨方 御 約束 候-一 付テハ 左記 各項 御 承引 被 下 精々 御 販賣相 成 度 彻願申 上 候  . 

左  記 

一、 貴店へ 對シ當 店 ヨリ ノ販賣 値段 左ノ 如グス ルコト 

小寶ロ 壹 樽-一 付  參圓 四拾錢 

以上 數 量-一 ヨリ 其 時々 更-ー 値段 協定 スル コト 

一一、 貴店-一 於テノ 一  般 御販賣 値段 ハ左ノ 如グス ルコト 

拾 樽 迄  左官 其 他 職工 

壹撙- 一 付  參圆 六拾錢 

拾 標 迄  普通 需用 者 

壹樽ニ 付  參圓 八拾錢 

拾 樽 以上  普通 需要 者 

第一 節 特約 販売店の 誕生  七 七 七 
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七 七 六 


根 

図 

2 

2 

第 


覺  書 

大正 四 年 拾月壹 曰附ヲ 以 テ御 契約 致 候 特約 販賨店 契約書 ノ附加 條項中 契 

約 期限 大正 五 年 六月 末日 ヲ 大正 五 年 九月 末 曰 迄 ト變更 可 致 候 間 此段及 御 通 

知 候 也 

大正 四 年 拾 《 月壹 日 

渡 島 國上碟 郡 上 磯村 大 宇谷 好 

淺野セ メ ン ト 株式 會社 北海道 支店 

河原  正 

新 潟 市 

大谷友 次郞殿 

本契約 書に ついて 見る と、 前掲 明治 四十 三年 当時の 契約書と 比較して 注 

U すべき 変化 は、 第六条 において、 販売店の 取扱 セメント を 当社 品に 限定 

している こと、 及び 第 九条に 一定 数 以上 を 販売した 場合 は、 その 多寡に 応 

じ 一 (え 額の 割戾を 行う という 販売 奨励 制度 を 採って いる ことな どで ある C 

更に 第 十条の 規定 (販売店の 販売 責任 数の 規定) を 一時 削除して いる (大正 四 年 十一月 三十日 付 を もつ. て、 当社が、 小 博 

市の 名 取 商店と 取り交わした 特約 販売 契約書に も、 M 様 第 十条は ffl 除され ている) こと は、 特約 販売店 制度の 誕生 時期と 

かなり 重要な 関連 を もっている ように 思われる" この 推定 を 裏書きす る ものと して は、 「セメント だより」 本邦 洋灰 界史話 

(十四 = 昭和 二十 八 年 九月 一 曰) に 次の 記事が ある" 

大正 二 年 か 三年 か はっきり しないが、 浅 野 セメント 会社 は 東京 市. S の 有力な 数 店の 販売店 を 物色し、 一 箇月 五 〇〇 樽 以上 売つ 

たものに はー搏 に付き 十 銭の 奨励金 を 出す という 仕組 を 行った。 が、 当時 販売店が 五 0〇 博 を 売る に は 相当 骨が折れた。 この 仕 

組に よる 販売店に は セメント は 浅 野の 製造品 專壳 という 特約が つけられ ていた" これが 特約店の 初めで ある。 一 面 浅 野 社 も 特約 

店 以外に は 売らせな か つ たから、 従来 現 を 持って 工場から 買いつ けて いた 販売店 は 勢い 持 約 店の 下 店と なること にな つ て兹に 


第 八條 公 入札 又 ハ 諸官廳 ヘム 共 H 體其他 會社等 一一 於テ持 -ー 甲ヲ 指名 シ其 製品 ヲ 購買 セ ン 

一一 於テ 直接 一一 入札 又 ハ 契約 ヲ爲ス ベ シ 

但 シ甲ノ 都合 一一 依 リ其ノ 入札 若ク ハ 契約 ノ 全部 又 ハ 一部 ヲ 乙-一 委託 スル コト アルべ. ン 


-スル 場合 ハ 第一 條ノ 規定 一一 依 ラズ甲 


第九條 甲ハ 乙.， 


1； 販賣 高ヲ 通算 シテ 撑 ニ達シ タル トキ ハ壹撙 一一 付 金 ノ代 余： 割 戻 ヲ爲ス ベ. 


第十條 本契約 日付 後 ヶ月 間 二 乙ガ甲 ヨリ 買取ル 「セメント」 樽-一達 セザル トキ ハ 本契約 ハ 無効 トス 

第 十 一 條 乙 力 契約 ヲ 履行 セサル 場合-一 於テ ハ甲ハ 本契約 第四條 一一 依 ル擔保 品ヲ， U 山  一一 一分 ス ル事ヲ 乙-一 於テ 承諾 ス 

第 十一 一條 本契約 ハ 大正 四 年 拾 H ヨリ 大正 五 年 六月 迄 効力 ヲ有ス 

但シ三 ヶ月 ノ 予告 ヲ以テ 甲乙 共 一一 本契約 ノ 解除 ヲ爲ス 事ヲ得 

右 契約 ヲ 證ス ル爲メ 本證書 通 ヲ作リ 各自 保有 スル モノ. ^  . 

大正 四 年 拾 „HS 日 

渡 島國上 錢耶上 磯村 大 宇谷 好 


灯セ. 


- 株式 # 社 北海道 支店 


正 


f  v_ 一 


河  IS 

新 潟 市 下 大川前 通 參之町 

貳千百 七 拾 八 番地 

大谷友 次 郞 


印 


印 


記 


販 賣 .mm 域 新 潟縣下 ara トス 

單  惯 新漓 倉庫 渡 大壹樓 金參 0« 拾錢 也 

責任 數量並 割 戻 歩合 壹千撙 迄 (壹樓 -ー 付) 金五錢 贰千樓 迄 (壹 S  付) 金 拾錢 參千樽 迄 (壹樽 -ー 付) 金 拾五錢 四 

千 樽 迄 (壹搏 -ー 付) 金 貳拾錢 

契約 期限 大正 四 年 拾 月壹日 ヨリ 大正 五 年 六月 卅日迄 トス 

以  上 


待 約販充 店の 誕生 一 


七 七 五 


合 


計 


岛村白 佐 菊 
津 井 


圓 源 


石 藤 地 
善 勘 善 


次 之 
郞助造 助 fc- 


売 
店 


大正 四 年 当時 特約 販売店と いう 名称が、 いつごろから 使用され たかはつ きり しないが、 次に 掲げる 大正 四 年、 当社が 前記 新 潟 市大谷 

商 W との 間に fe. りか わした 契約書 付帯の 覚書に は、 はっきり 特約 販売 制度が 確立され ていた ことが 明^して ある。 

契約書 

ft ンメト 株式 會社 北海道 工場 製造 一一 係ル ポルト ランド セメン ト賣 捌ノ件 ニ關シ 淺野セ メ ン ト 株式 會社 北海道 支店 (以下 單 

ニ甲ト 稱ス) ト新潟 市大谷 友次郞 (以下 單二乙 ト稱ス ) トノ 間-一 於テ 契約 スル條 項 左 ノ如シ 

第 一條 甲 ハ甲ノ 製造-一 係ル 「セメント」 ヲ乙 一一 於テ 販賣ス ル事ヲ 承諾 ス但シ 乙 ノ販賣 區域ハ 別-一之 ヲ定ム 

第二 條 甲 ヨリ 乙 一一 賣渡 スべキ 「セメント」 ノ代 價ハ甲 之ヲ定 メテ乙 二通 知 スべシ 其 變更ヲ 要スル トキ 亦同シ 

第三 條 乙ハ 甲-一 「セメント」 ヲ 注文 スルト 同時 一一 其 代金 ヲ支拂 フべシ 

但 甲乙 ノ 協議-一依 リ毎 月末 决算ト ナス コトヲ 得 

第四倏 乙ハ 契約 履行 ヲ 確保 スル爲 保 證金五 百 圆ヲ甲 一一 預ケ置 7 ベ シ 

伹シ公 憒證書 又 ハ 甲ノ 承認 ス ル有價 證券 ヲ以テ 保證金 -ー 代用 スルコ トヲ得 

第 五條 「セメント」 ノ 受渡 ハ新齒 市 倉庫 渡 トス 受渡 後-一 於ケル 損害 ハ總テ 乙 ノ負擔 トス 

.  乙 力 自己 ノ 都合 一一 依 リ甲ノ 指定 セシ驛 以外 二 於テ 受取 リ タ ル 場合 亦同ジ 

第六條 甲-一 於 テ乙ノ 要求 スル 數量ヲ 供給 スル 間ハ 何等 ノ 事由 アル モ乙ハ 決 シテ甲 以外 ノ 製造-一 係ル 「セメント」 ヲ販 賣シ又 

ハ取极 等 ヲ爲ス 事 ヲ得ス 

第 七 g 乙 ハ甲ノ 「セメント」 販賣二 盡 カスべ キハ 勿論 毎月 市場 ノ 景況 ヲ 甲-一 報告 スべシ 


第 八 特 


松 本庄八 

小 野 田 新太郞 

西 形 吉太郞 

根本 祐太郞 

佐久間 平三郞 

森 川 》 兵衛 

SS 橋 太郞 

佐 藤 淸四郞 

Si;  i.- 倉 造 


群 馬 ©髙 崎 本 6- 

W 桐 生 本 町 

福 島 市 本 町 

福岛県 郡 山 仲 町 

ガ 西 白 河 郡 白 河 本 町 

若松 市 甲賀町 


V 相 馬 耶原町 

iS 台 ポ^ 町 


七 七 四 

» 石卷 町 

山形 市 六日 町 

米 沢 市 

ほ 岡 市 町 

き 森 市 米 町 

五十一 店 


五十八 店 


差 


店 


名 


及 
ん 
で 
い 

る 


れ 
ば 


の 


主 
要 
贩 
売 
店 


社 
深 
川 

ェ 

場 


は 
あ 
る 
に 
し 
て 
も 


東 


な 
お 

明 
治 

四 
十 

年 


5： 靑川諸 加 樋 儘 a 猪获 "^f 山 藤 

來木又 岡 藤 口田 賀侯谷 浦 崎 井 
半 才平勝 伊忠 勝 源 

之 次 三 太 三 兵 次國次 林-も- « 卯 


(第 62 表) 


おりであって、 販売店の 分布 は 疎密の 


住 


所 


長 野お 上田 三 好 町 

リ 南 佐 久郡野 沢 町 

V 北 佐 久郡小 諸 町 

" 上 高 井 郡 須坂町 

新 潟 市 大川前 通り 

長 岡 市 表 三ノ町 

新 潟お 北 魚 沼 那小千 谷 町 

リ 柏 崎 町 

リ 直 江津町 

培 玉 県 熊 谷 町 

〃 秩父町 

=" 羽お 町 

千 葉？ S 海上 郡 姚子竹 町 

が 挑 子 旭町 

リ 成 田 町 

水 戸市 下 市裡三 丁目 

が 上 市 仲 町 

茨城県 久慈町 

«. 古河 町 

栃木 S 宇都お 町 大工 町 

リ 日光 町 

" 氏 家 町 

* 大田原 町 


七 七三 


.0 の 当社の 深 川 工場 主要 販売店 を 掲げ 

全域 はもと より、 北 は 遠く 青 森にまで 

4 販売店 IJK 表 (明治 四十 年) 


化  所 


東京 市 京 橋 区 霊 岸. お 

" 京 橋 区 銀座  一 丁目 

« 日本 橋 区 茅場 町 

深 川 区 東 元 町 

" 本 所 区 相 生 町  一 丁目 

" 本 所 区緣町 三 丁目 

リ 丰所区 相 生 町 二 丁目 


京 市， C  七 店 

東京 府八 王子 町 横 山 町 

横 浜 市 寿 町  一 丁目 

横 須賀市 小川 町 

神奈川県 小 田 原 町 町  一 丁目 

静岡県 沼津町 

静岡市 下 魚 町 

* 静岡停 卓 場 前 通り 

浜 松 市 田 町 

長野県 識訪郡 平野 村 

«" 上 as 町 

ク 飯 田 町 

松 本 市 柳 町 

長 野 市 西 ノ門町 

が 千歲町 
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富 岡 守 太 ：" 

大草 次， y 

柳 田 民次郞 

荒 井林 右衛門 

大谷 友次郞 

吉 

郞 

郞 

郞 

郞 

郞 

助 

矢 © 庄助 

黑崎 正次郞 

西卷 勝太郞 

佐 藤 七 五郎 

川上 暖吉 


店  名 

高木 利 右衛門 

皆 川 勘ー郞 

小川 勘 助 

海老 沼 房藏 

久 保周藏 

W: 授 支店 

矢 崎 庄兵衛 

柬 

城 所莊藏 

馬場 寅 

川 井 ^ra 会 

西 山 横次郞 

小 塚 和兵衛 

肥田權 右衛門 

櫻 井東 吉 

中 村 藤三郞 

三 岛 文次郞 

北澤 安右衛門 

野原 半三郎 

丸 山 S 太郞 

潔 澤平六 

西 澤菊藏 


台 古 

大 浜 

小 

林 

打 

基 

京 《■ 

湾 

P 

家 

狗 

城 城 
出 第 

出 賀 

倉 

原 

張 

商 

商 

製 

築 

築 

張 銀 

所 組 

組 店 

行 組 

糖 

港 

港 

所 行 

得 
先 


同 統韓大 南 
監 国連 

新府駐 ffi 
鉄 剳 張 鉄 


(浅 野セメ ン ト合 》 会社 社員 総会 決議 録 から 採録) 

明治 四十 三年 下期 販売 予算 (当社 門 司 支店) 

製造 高 ニニ 五、 〇〇〇 樽 確定 販充髙 一八 二、 五六 〇 搏 未定 販売 髙 四 二、 四 四 〇 檐 (※印の 合計 数に 当る) 

得意先. C 訳 


韓 

大 

南 

舞 

佐 

同 

同 

具 

： 得 

国 
駐 
剳 

連 
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張 

満 

築 

鶴 
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築 

ェ 

別 
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築 
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所 

港 

科 

科 
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ハ 
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八 
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〇 
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四 
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ム 

湾 
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城 
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所 
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所 
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新 

P 
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？ 11 

P 

韓 
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1 'WOO 
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〇 

0 

000.011 

四 
0 

〇 

八 

〇 
〇 

0 

〇 
〇 

〇 
0 
〇 

四 

〇 

0 
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数 
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司 

門 

司 

大 

出 
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新 

大 

省 
神 
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ム 
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出 
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賀 

得 

M、 

計 

小 

水 

張 
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築 

張 

先 

道 

所 

部 

所 

組 
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0 
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〇 

0 

〇 

0 

〇 
0 
0 

四 
七 

四 

七 

七 

〇 
〇 
〇 

/、 

〇 

0 

〇 

数 

(浅 野セメ ン ト 合資会社 社員 総会 決議 録 から 採 》ン 
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»  数 

八、 〇〇〇 

七、 八 二 五 

二、 五 〇〇 

三 〇、〇0〇 

一 、八 00 

五 〇〇 

三、 〇〇〇 

九、 〇〇〇 

九 〇o 

一 一、 〇〇0 

一 〇、〇〇o 


〇 
〇 
〇 

五 

五 
〇 
〇 

〇 
〇 
〇 

〇 
〇 
0 

〇〇〇 ル 1 

〇 
〇 
〇 

四 

五 
〇 

0 

八 

〇 
〇 

0 

五 

〇 
〇 

0 

〇 

0 
0 

五 
〇 
〇 

数 

計 

門 
司 
小 

兀 

宇 

PCI 

m 
品 

新 
潟 
県 
内 
務 
部 

大 
阪 
出 
張 
所 

宇 
治 
川 
電 
気 

同 
造 

n  口 

所 

神 

戸 

m 
築 
所 

大 
威 
省 
神 
尸 
建 
築 
部 

得 
先 

八 

〇 

〇 
〇 
〇 

四 
五 

七 
七 
〇 

七 
八 

七 

〇 
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〇 
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〇 

0 
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〇 

七 

A 
八 
四 

樽 
数 

呉 建築 科 

同 新 口 

呉 工廠 

佐 世 保 建築 科 

同 工廠 

舞 鶴 工廠 

所 

道 


第七條 公 入札 又 ハ 官廳 -ー 於 テ甲ヲ 指名 シ其 製品 ヲ 購買 セ ン トス ル 場合 ハ 甲 一一 於テ 直接 入札 又 ハ 契約 ヲ爲ス ヲ以テ 本契約 ノ規 

定外 トス 

但甲ノ 都合 一一 依リ其 入札 若 7 ハ 契約 ノ 全部 ヲ 乙-一 委任 スル コト アル へ シ其 場合-. 一 於テハ 甲ハ相 {S  ノ手 數料ヲ 乙-一 支 拂フべ シ 

其手數 料額ハ 時々 協定 スル モノ トス 

第八條 本契約 ノ 期限 ハ 满壹ケ 年 ト定メ 满期後 合意 ヲ以 テ更 -ー 繼續ス ルコ トヲ得 

但甲 二 於テ乙 二 不都合 ァリ ト認メ タル 時ハ 隨時 解約 ス ルコト アルべ シ 

右 契約 ノ證 トシ テ 正本 « 通 ヲ製シ 各 壹通ヲ 分有ス 

明治 四十 三年 六月 八日 

V  北海道 セメント 株式 會社 

社長 阿 部 興 人 

小 ® 區色內 町 四 番地 

賣捌人 名 取 高 三 郞 

责捌人 一一 於テ 本契約 ノ 主旨 一一 違 ヒ會社 二 損害 ヲ與 ヱタ ル トキ ハ 保證人 一一 於 テ其責 ニ任ス ベ シ 

小 樽 區色內 町 四 番地 

保證人 名 取章賀 

参考までに、 明治 四十 三年 当時の 当社 門 司 支店の 販売 予算 を 注記 すれば、 左のと おりで ある。 すなわち 販売店の 取扱 対 

象と なる 門 司 小 壳分を 見る と、 製造 高に 対する その 割合 は、 上期に おいて は 六 • 九 ％、 下期に おいて は 四 • 六 ％ を 占めて 

いるに 過ぎない。 しかも この 小売 分の. e に は、 予算 編成 以後に おいて 大口 契約が できた 場合、 会社の 直接 販売に 振替 えら 

れる分 も 含まれて いる わけで あるから、 当時の 販売店の 実際 取扱 量 は、 この 数 宇 以下であった わけで ある。 

® 明治 四十 三年 上期 販売 予算 (当社 門 司 支店) 


高 

髙 

髙 


製 造 

確定 販 

未定 贩 

得 ICT- 先. K: 訳 

第一 節 特約 服 売店の 誕生 


一 八 〇、〇〇〇« 

一 四 二、 八 六 五 樽 

三 七、 一 三五榕 

(※印の 合計 数に 当る) 


七 七 一 
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社が、 明治 四十 三年 当時 同社の 販売店 (現 当社 特約 販充店 • 小.： S 市 名 取 高三郞 商店) との 間に 取り かわした 販光 契約書 (こ 

の 原本 は 力 —ボンで 書かれて おり、 活字 印刷と はなって いない) を 掲げる と、 左のと おりで ある。 

これによ ると、 明治 四十 年代に は、 既に 販売店の 取引 形態が 相当 整備され たものと なって きている ことが、 うかがわれ 

る。 すなわち 契約書 第二 条に は、 販売店に 対する 仕切 価格 制が 規定され ており、 第二 条 及び 第三 条の両 規定に より、 販売 

店 は 一定の 口銭の もとに、 指定 値段で 販売 するとい う 形態が 生れて きている。 更に 第 五条に 見る ように、 会社 対 販売店 問 

の 代金 決済 は、 即時 現金 払 を 建前と して はいるが、 保証金 差 入れに よる 月末 決済 制 も 併用され ており、 今日の 特約 販売店 

保証金 制度 は、 既に この 当時に 端 を 発して いると 見られる" しかし 当時、 主要 得意先に 対して は、 会社が 直接 販売に 当つ 

ている ので、 販売店の 取扱 量 は 極めて 僅少であった" 

北海道 セメ ン ト 株式 會社 製造 二 係 ルポ ルト ランド セメン ト賣 捌ノ件 一一 付 北海道 セメ ン ト 株式 會社ヲ 甲ト シ  ヲ乙 

トシ 契約 スル條 項 左 ノ如シ 

第一 條 甲ハ其 製造-一 係ル ポルト ランド セメント ヲ乙 一一 於 テ賣捌 グ事ヲ 承諾 ス 

第二 條 甲 ヨリ 乙 二 賣渡ス へキ セメント 代 價ハ別 二 之 ヲ定メ 甲 ヨリ 乙-一通 知ス へ シ其 變更ヲ 要スル トキ 亦同ジ 

第三 條 セメント ノ賣捌 價格ハ 甲乙 協議 ノ上 一 定シ其 代 價トノ 差額 ハ乙ノ 所得 トス 

第四條 甲 ヨリ 乙 一一 賣渡ス へキ セメント ハ總テ 乙 ヨリ 甲 ノ小簿 出張所 二 申込 ミノ 上 小 S 港 本船 又ハ同 停車場 貨車-一 於テ甲 ヨリ 

引渡 ヲ爲ス へ シ但 臨時 要急ノ 場合 ハ甲ノ 小 樽 出張所 倉庫-一 於テ 引渡 スコト ヲ得其 場合 一一 於テハ 持込賃 及 保管料 トシ テ大 撙壹 

撙 -ー 付 金 拾錢ノ 割合 ヲ以テ 乙 ョ リ甲 一一 支拂フ モノ トス 

第 五條 セメント 代金 ハ卽 時拂 トス 

但相當 ノ保證 金品 ヲ供シ タル 場合 ハ壹 ヶ月 計算 ト爲ス コトヲ 得 

前項 但書 ノ保證 金 金品 ハセ メン ト 代金 延滞 ノ 場合 -ー 於テ ハ之レ 力 代償 - 一充 ツル タメ 甲 一一 於 テ相當 ノ處分 ヲ爲シ 餘剩ァ ル トキ 

ハ乙ニ 返還 シ 不足 アル トキ ハ乙又 ハ保證 人 ヨリ 之ヲ 迫徴ス 

第六條 乙ガ セメン ト大撙 壹百樽 以上 或 ハ 試驗ヲ 要スル モノ、 賣込又 ハ 契約 等 ヲ爲サ ン トス ル時ハ 豫メ甲 ノ小撙 出張所 ノ 承諾 

ヲ 得へ キ モノ トス 


m 

即 
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約 
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冗 
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の 

誕 
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述べた ように、 明治 二十 年 前後から セメント 業者 は、 工場 製品の 消 

おいて は、 明治 一 一十 年 前後に 新 潟 を 始め 主要 地に 販売店 を 設けた。 

f  このように、 明治 中期 ごろに 誕生した 販売店と いう 商業 機関 

i  は、 その後 漸次 卸売 商と 小売商と に 分化して いったが、 これ 

一 i. 

一. は 特約 販売店 制度の 誕生に よ つて、 第一 次 販売店 (特約 販売 

書 店) と 第一 一次 販売店 (下 店) とに 画然と 区分され るに 至 つ た。 

販売店の 萠芽から 特約 販売店 誕生に 至る までの 跡 を、 時代 を 

^ 追ってた どって 見る と 大要 左のと おりで ある。 

理 現存の 当社 特約 販売店 中、 最古の 経歴 を 有する もの は、 新 

一 代 潟 市の 大谷順 之 助 商店で あるが、 同店 は 第 ニニ 図の 写真に 

g 見る とおり、 明治 二十 四 年 当時 は 当社の 代理者た る 資格の も 

^ とに 販路の 開拓に 努めていた。 独立の 名義 を もってする 当社 

ほ の 代理と いうの が、 当時に おける 販売店の 性格であった。 

その後 明治 四十 年代まで は、 当社が 販売店との 間に、 いか 

なる. C 容の 販売 契約書 を 取り かわして いたか は 明らかで はな 

い。 参考までに、 大正 四 年 当社が 合併した 北海道 セメント 会 

七 六 九 


0  芽 さきに 序 編 下 第 七 章 「市場 及び 販売機 構」 において 

化 を 目的と する 阪充 機構の 整備 を： E るに 至り、 当社に 


明治 二 十 年代 


明治 四十 年代 


バ ^ に ム 4. 


4 お 


,:， .ュ - V  J* 逸 V て J-*>-,tv, も -  ,5- ス？ 
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当社 輸出 高 

(単位 ： S£) 


年次 

輸 tb 问 

大正 8 

47,416 

9 

70,776 

10 

64,013 

11 

51,086 

12 

32,499 

13 

74,057 

14 

123,865 

昭和 元 

188,843 

2 

205,652 

3 

192,053 

4 

234,863 

5 

266,200 

6 

194,377 

177,983 

8 

141,261 

9 

105,039 

10 

193,325 

n 

169,261 

12 

237,199 

13 

157,821 

14 

160,228 

15 

73,473 

16 

76,864 

17 

5,033 

18 

4,425 

19 

20 

21 

22 

500 

23 

29,664 

24 

81,928 

25 

119,244 

26 

288,197 

27  214,400 


第 七 章 営業所  - プ.' 

大島隆 吉 (大正 十二 年) 

若 林 金 吾 (同 十四 年) 

上田 鍵 司 (昭和 十二 年) 

武安千 春 (同 十六 年) 

薩 山 是 信 (同 十七 年) 

塚原英 夫 (同 二十 四 年 以降 現在) 

； a 外 S 張 所 海外 出張所と して は、 大正 十一 年 マニラ 詰 所 を 開設、 翌年 マニラ 出張所と 改称して、 昭和 六 年 閉鎖に 至る まで フ イリ ビ 

ン 全島に おける 取引に 従事した。 

マニラ 詰 所に 引続き、 大正 十二 年上 海 詰 所 を 設置した が、 翌年 上海 出張所と 改称、 昭和 二 年 閉鎖に 至る まで 上海 方面の 

取引に 專 念した。 

なお、 両 出張所の 閉鎖 当時の 所在地 は 次のと おりであった。 

マ 二 ラ出 所， 一National  City  Bank  Bldg.,  Juan  Luna  Binondo  Manila,  P. 1. 

上海 出張 1^1 上海 広東 路九号 三菱 商事 株式会社 上海 支店 


一 、 開設 年度 昭和 十 一年 七月 

一 、 閉鎖 年度 昭和 十三 年 七月 

一、 閉鎖 当時の 所在地— 哈爾浜 市 南？ 岡 河 溝 街 三 号ノニ  ■ 

一 錦 州 出張所 I  (新 京 営業所 所属) 

一 、 開設 年度 昭和 十七 年 七月 

一 、 閉鎖 年度 昭和 十九 年 二月 

一 、 ffl 鎖 当時の 所在地— 錦 州 市 白雲 街 三番 地 

一 、 販充 区域 満州国 錦 熱 地区 

第, I ほ ^  i  llTlt 

輸出 s 輸出 は 元来、 取引先た る 外国 商社 並びに 曰 本 貿易商 社が 主に 阪神 地方に あった 関係 上、 最初 は 門 司 支店 直接 か、 ないし 

は M 支店 所属の 大阪 出張所 (大阪市 西 区薩摩 堀) において 取扱って いた。 同 出張所 は、 明治 三十 三年 開設 当時、 大阪詰 所 

と 称して いたが、 三十 六 年に 大阪 出張所と 改称した ものである。 ところが 大正 八 年 四月に 至り、 本店 所属と なり、 大阪販 

売 所と 改称し、 その 下に 地 部と 輸出 部 を 併設す るに 及んで、 初めて 独立の 輸出 担当 部門が 生れた。 次いで 十三 年 六月、 

大阪 支店の 設立に 伴い、 大阪 販売 所の. C 地 部 を そのまま 同 支店に 引継ぎ、 輪 出 部の みが 本店 総務部 商務 課 直属と なった" 

その後 大正 十五 年 本店 営業部の 新設と 同時に、 その 輪 出 課と なった が、 昭和 十八 年 五月 末に 至り、 輸出 業務の 停止と 共に 

廃止した。 第二次世界大戦 後、 輸出 再開に 伴い 昭和 二十 四 年 九月、 再び 本社 営業部に 輸出 課 を 設け、 現在に 至ってい る。 

なお 輪 出 課 は 本店 所属と な つ て 後 も、 昭和 十八 年 廃止と なる まで は大阪 支店 內 にあ つ た。 

责任 者の 変 逻 貴 任 者の 変遷 は 次のと おりで ある。 

岩 谷 吉 藏 (大正 八 年) 

第 八 節 輪 出 課  七 六 七 


年 次 

数 量 

昭和 13 

}, 14 
„  15 

5,768 
12,298 
4,738 

i  (備考） （1) 本 表の 販売 
i         高 は 当社 製品の 
み を 掲 ぐ。 

(2) 敗戦に よる 
資料 丧失 のた 
め、 昭和 十六 年 
〜十八 年 不明 
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業 所 


、 鎖 当時の 所在地— 天津 特別 市 曰 本 租界 春 曰 街  一 * 判 

、 11 北 直び 靈 (內地 品の ほか、 西 山 洋灰廠 の 製品を取 扱う) 


原 出 張 所 一 (天津 営業所 所属) 

開設 年度 昭和 十七 年 四月 

閉鎖 年度 昭和 十八 年 二月 

閉鎖 当時の 所在地 I 太 原 市 西 典 膳 所 

SKIS. て 門 l(ilglJBi£ 鎖 

、 閉鎖 当時の 所在地— 関東 州 大連市 対 馬 町 六 二番 地 

、 販売 区域 ー 閲東州 

.S 爾洪 出張所 (新 京 営業所 所属) 


、 販売 高 (単位 …… 迹，) 


» 昭 

和 

十 十 

九 四 

年 

年 年 

\  1 

終 十 

次 

九 

戦 年 

福 淺 

成 野 

務 

所 

忠 賢 

長 

吉 智 

摘 

要 

、 販 売 高— 敗戦に よる 資料 喪失の ため、 昭和 十九 年 ~ 二十 年 不明 

広東 事 務， 1^ 

、 開設 年度 昭和 十四 年 四月 

、 責任者の 変遷  ， 


一、 所在 地— 広州 市 恵 愛西路 第三 二号 

一 、 販売 区域 南支 地区 

一、 販売 高— 敗戦に よる 資料 喪失の ため、 昭和 十四 年 ~  二十 年 不明 

次に、 終戦 当時に は 存在して いなかつ たが、 かって 存 した 外地 営業所 を概記 すれば、 左のと おりで ある。 

天津 営業所 I  (本店 直属) 

一 、 開設 年度 昭和 十三 年 四月 

一、 閉鎖 年度 昭和 十八 年 二月 

一 、 責任者の 変遷 


/ノ  * 昭 
和 

十 +十 

ノゝ /ゝ 二:！ 

年年 年 
1  1 
十 十 

八 五 

年 年 

年 
次 

* 森武 
« 安 
國 

太 千 
郞信春 

営 
業 
所 
長 

摘 
要 
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要 


迹 佐森武 


見 藤 


田 


m 尙 

司 男信忠 


北 

数 量 

京 

当社 品 

大同 社 品 

合 計 

事 

昭和 10 

70,723 

71,782! 

142,505 

務 

11 

68,642 

59,434 

128,076 

1 所 

12 

8,197 

99,339 

107,536 

13 

211,621 

211,621 

14 

202.609 

202,609 

15 

202,031 

202,031 

16 

159,460 

159,460 

17 

261,324 

261,324 

18 

224.850 

224,850 

19 

5,46*1 

5,464 

20 

不明 

(備考） 

(1) 表のと お り 昭和 13 年 以降 は 曰 
本 品の 入荷な く、 大同 社 製品の み 
を 取扱った。 

12) 昭和 16~19 年に ついては、 当 

社 利益 綜合 表に よる。 


年年 年 


、 所在地 ー 北京 市 €： 一  区 大方 家 胡 同 九 号 

、 販売 区域 北支 全域 


年 


次 


事務所 長 


商 


七 六 四 

第 七 章 営業所 

一 、 販壳高 (単位 •• 通、 管下 出張所 分 を 含む) 


一、 開 さ 年度 昭和 十三 年 六月 (ただし、 製品の 販売に 当る 営業所と しての 機能 を带 びた の は、 昭和 十九 年 五月 以降で ある) 

一 、 責任者の 変遷 


昭和 十 三 年？ 十 四 

ガ 十 四 年 ~ 十 五 

" 十 五 年？ 十 九 

ガ 二十 年 


昭 

和 

十 

九 

年 

年 

1 

終 

次 

戦 

古 

味 

事 

務 

俊 

所 

長 

雄 

摘 

ガ〃 ガガ BS 
和 

十 十 十 

九 七 ニナ プ し 

年年 年年 年 

I  I  I 
十 十 十 

八 六 一 

sr- 年年 


古 村 小 古 岩 

味 木  味澤 

井 

俊 行 俊 
雄 三 勤 雄 勇 


一 、 所在地— 新 京 特別 市 大同 大街三 〇 一 号 康徳 会館 

一 、 販売 区域 満州国 全域 

第 七 節 外地 営業所 


0 新 京 事務所 


(備考) S 昭和 十三 年 以降 は 主として 朝鮮？ K 野 社の 製品 を 取扱った。 

^ 昭和 十五 年，， （二十 年に ついては、 当社 利益 $1 合 表に よる。 


新 京 事務所 


、 柽歴 


(本店 直属 Y 昭和 九 年 四月 ~ノ —折 險 Ji^l- 昭和 十九 年 二月、 

新 京 営業所 十九 年 一月」 ぎ 京 事務所 (終 戦 


、 責任者の 変遷 

^ 新 京 営業所 


年 次 


営業所 長 


商 


昭 

和 

年 

千 

1 

十 

次 

五 

千 

永 

宮 

業 

義 

所 

長 

久 

昭 

和 

十 

年 

七 

月 

摘 

城 

営 

業 

な 

る 

要 

1) 昭 

ガ 

大 

和 

正 

十 

四 

七 

年 年 

年 

年 

1  1 

1 

昭 

十 

十 五 

和 

年 年 

5 

年 

年 所 


次 


佐 矢田須 

藤 4'  ^ 

% 幸 
蒸 雄 治 作 


京 城 支店 . 京 城 事務所 


昭 
和 

-f- 
五 

年 

1 

終 
戦 

年 
次 

德 

永 

義 
久 

支 
店 

事 
務 
所 

長 

昭 
和 
十 

五 

月 
か 
ら 

城 
支 
店 

な 
り 

十 
九 

年 

A 
月 
か 
ら 
京 
城 
事 
務 
所 

な 
る 

摘 
要 

所在地— 京 城府 中 区 古市 町 

販売 区域 朝鲜 全土 

販売 高 (単位. .te) 


一番 地 


せ 

to 

CO 

-J 

\& 

fit 
In 

174,370 

ひ 6'0 え I 

127,196 

Gl^'Zl\ 

26,283 

174,370 

127,196 

155,458 

a> 

2(1' 

せ 


B3  ？ n  n 

12 

15 


117,531 

84,998 

38,893 

32,732 

さ， 658 


1,050 

133,092 

204,370 


ゆ 


117,531 

86,048 

m,985 

245,028 


口 京 城 営業所 
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七 六 二 


出張 _^ 長 


摘 


要 


七 


明 韓 

治 

国 

四 

出 

張 

所 

八 

月 

京 

城 

出 

張 

な 

る 

摘 


合 湾 化成 会 i 澳ェ場 (製品 は禱 商事会社 にて 一 手 f )  • 

S ケ，  (昭和 十七 年 三月 操業 開始) 

セメント 会社 竹 東 工場 (台湾 電力 会 

(昭和 二十 一年 七 5^) 大|5事用 セメント I 給す る 目的で 設立した ものである。〕 

一 、 開設 年度 昭和 十三 年 九月 

一 、 所在地— 高 雄 市 田 町 三 丁目 五番 地 

一 、 販売 区域  ， 

I 州 全域 •  i 序 下 全域 . 台 南 州の 一 部 (本線 善化§ 南) 

IJl^J^ 所— 一 

一、 経歴 

肅薦 3」 鬥蕭 ( Ji— 壓 i  一一  J 


京 城 支店( 昭和 十 京 城囊所 g 和 十 I 年 八月 


十九 年 七月/ 

、 責任者の 変遷 

韓国 出張所 . 京 城 出張所 


明治 四 十 年 ~ 四十 一 年 

" 四十 二 ~ 年 四十 五 年 

大正 二 年 ~ 四 年 

ガ 五 年 ~ 六 年 


第 七 節 外地 営業所 


池 

秋 


田 

田 


» 治 

純 吉 

杏 次 

豐 


年次 

数量 

-4-  TTT  f\ 
人 止 0 

1  00 

28  690 

0 

2Q  AAC\ 

ソ 

4Q  fSl\ 
10,00 1 

10 

57  889 

1 1 

1 丄 

Ot,U  JO 

1 フ 
1 ム 

1 R 

丄*^ 

nJT  :¥fi  -T?- 
昭和 兀 

/U,Ui  J 

93 

105  390 

4 

118,992 

109 178 

6 

89,848 

7 

136,634 

8 

162,279 

9 

136,087 

10 

129,837 

11 

152,628 

12 

185,757 

1 13 

188,794 

14 

225,135 

15 

(215,823) 

16 

(203,771) 

1 17 

(213,596) 

18 

(192,611) 

' 19  (187,653) 

20 

(39,408) 

(備考） 

カツ コ內 

の 数字 は 概数 


II  II 

十 十 

年 

七 三 

年 年 

1  1 

十 十 

力 七 

次 

年 年 

小 黑 

支 

iA.  en 
松 田 

店 

長 

文 郞 

昭 

和 

十 

九 

年 

八 

月 

社 

摘 

内 

機 

IS- 

改 

に 

伴 

い 
ム 

要 

湾 

事 

務 

所 

と 

改 

称 

口 台湾 事務所 


年 


次 


事務所 長 


昭和 十 九 年，， （二 十 年 


小 松 忠文ー 


商 


要 


一 、 所在地— 台北 市 北門 町 七 番地 

一 、 販売 区域— 台湾 全島 及び？ S 湖島 

ただし 事務所 直轄 販売 区域 は、 高 雄 州 全域 及び 台 南 州の 一 部 (本線 善 化 駅 以南) を 除いた 台湾 全島 

一 、 販売 高 (単位 …… 瓲、 管下 出張所 分 を 含む) 


なお 昭和 二十 年 八月 終戦と 共に、 既述の 配給 統制 組合が 解散し、 一時 配給 統制 は屮 止された。 しかし、 終戦後に おいて 

も 島. e の 治安 は 良好で、 営業 を 継続で きたので、 当社 及び 三菱 商事会社の 二 社 は、 島. c セメント 販.^ 冗 (注) の 混乱 を 防止 

すると 共に 合理的 販売 を 行うた め、 同年 九月 台湾 セメント 協会 を 設立し、 紳士的 協定に より 島 産 セメント (台湾 社 品 及び 

台湾 化成 社 品) の 販売 を 行った。 その後 二十 一年 二月 再び 配給に 関する 官治 統制が 復活した が、 同年 七月に は 撤廃され た。 

^ 終戦 当時に おける 台湾 島内の セ メント 工場 は 次のと おりであった。 

台湾 セメ ント 会社 高 雄 工場 (製品 は 当社に て 一 手贩 売) 


-ゃ 営業所  七 六 〇 


新 竹 一 

ノ 

內 瀬 

亮 ； 


田 


原 今 


田 


井 


支 


政 一 
樹基朗 


周 店 

次 三 I 長 
郞 郞 


十 


昭 
和 

八 五 


年年 年 

I  I  I 

十 十 

= 一七 


年年 年 


m 七 節 外地 営業所  七 五 九 


鹿 児 島 出張所 

昭和 四 年 一 月 開設 (門 司 支店 所属) 

同 十六 年 九月 廃止、 廃止 当時の 所在地— 鹿 児 島 市 易 居 町 三 七 番地 

第 七 節 外地 営業所 

敗戦に より 一 切の 外地 営業所 を 喪失した が、 終戦 時まで 存続して いた 外地 営業所の 概要 は 次のと おりで ある。 

湾 事務所  . 

、 径歴 

(門 4:. 乂 W 所属 〃月 ムロ aT.^UL ソ— C 門 司 支 W 所 明治 四十 一 年 五月 ~ン へ 大正 六 年 七月 ~ノ 

台； 出 ％ &; 詰 所-日な-' e 十.^) 台 出 あ 所 大正 六 年 六月」 I 台湾 支店  昭和 四 年 五月. j— 

(新) 台湾 支 A 昭和？ 5s53i 湾囊 Ai 和 十， 八月 ~) 

、 責任者の 変遷 

ィ 台湾 支店 


摘  要 

大正 六 年 七月 開設 

昭和 四 年 五月 支店 制度 廃止、 工場 制度と なる。 

昭和 五 年 七 nj 新制 度に よる 支 t5 制 復活 


年 次 

大正 六 年 ~ 昭和 二 年 

昭和 三 年 

ガ 四 年 


第 七 章 営業所 

昭和 五 年 五月 開設 (東京 支店 所属) 

同年 十 一 月 廃止、 廃止 当時の 所在地— 前 橋 市 本 町 二 丁目 

富 山 出 張 

大正 十五 年 三月 開設 (門 司 支店 所 厲) 

(昭和 一 一年 一 月から 北海道 支店 所属) 

(昭和 五 年 八 月 か ら 東京 支店 所属) 

昭和 六 年 八月 廃 4j、 廃止 当時の 所在地 I 富 山 市 総 曲 輪 三 九 一 番地 

大正 十三 年 一 月 開設 (川 崎 支店 所属) 

昭和 四 年 五月 廃止、 廃止 当時の 所在地 ー 横 浜 市 本 町  一 ノ八 八番館 ビル 内 

岡 山 出 張 所 

大正 十四 年 十二月 開設 (門 司 支店 所属) 

(昭和 五 年 八月から 大阪 支店 所属) 

g 和 十四 年 十二月 廃止、 廃止 当時の 所在地 ー 岡 山 市 片瀬町 四 二番 地 

大正 二 年 開設 (当時 は 詰 所と 称す。 門 司 支店 所属) 

(大正 五 年 出張所と 改称) 

大正 十五 年 廃止、 廃止 当時の 所在地 ー 呉市 古川 町 


七 
ま 
八 


第 六 節 現存し ない 內地 営業所 

S^SSI? 北 t 順に 列挙 すれば、 次のと おりで ある。 

函館 出張所 一 

ラ正六 年 六月 開設 (北海道 支店 所属) 

" 九 年 函館 営業所と 改称 

" う 一年 北海道 支店 販売 課と 改称  -- 

昭和 二十 一 年 九月 開設 (札幌 事務所 所属) 

II 福 鳥 出張所 一 

大正 十 一 年 開設 (当時 は 詰 所と 称す。 東京 I 所属) 

(大正 十五 年 出張所と 改称) 

ド！！ ^甽ー 

大正 六 年 開設 (北海道 支店 所属)  - 

(昭和 五 年 八月 か ら 東京 支店 所属) 

昭和 十八 年 五月 廃止、 廃止当時の所在ず新.^£5 J, .き. . 

一  J 亲， #布コ 大パ r 通 五番 町 五八 番 

一 is 喬 B  i It '一 


前 橋 出張所 

第 六 節 現存し ない 地 営業 1*^ 


七 

五 
七 


年次 

- — ― 

数量 

年次 

数量 

昭和 18 

229,536 

~| レ 
北 

海 

道 

大正 4 

13,288 

19 

231,990 

5 

51,213 

事 

6 

82,104 

20 

88,068 

榜 
所 

/ノ 1 

つ 

77,339 

21 

34,432 

8 

91,559 

22 

73,163 

9 

112,461 

10 

128,780 

23 

84,789 

11 

188,157 

24 

78,998 

12 

215,035 

25 

151,577 

13 

269,115 

14 

250,355 

26 

210,496 

昭和 元 

241,521 

27 

259,786 

1- CO 
OO ォ 

(備考） 

233,141 

(1) 昭和 18， 19,21 

138,113 

年 は 当社 利益 もま * 

6 

94,092 

合 表 t 

： よる D 

106,623 

2) 昭和 20 年の 

146,459 

みは 上 機 及び 士 

9 

140,351 

別 工場の 出荷 高 

10 

168,978 

の 合計で ある。 

11 

H4,630 

12 

191,477 

13 

236,377 

14 

270,954 

15 

269,314 

16 

252,322 

17 

255,619 

第 七 章 営 


業 


所 


七 五六 


仙 台 出張！ 

、 経歴 


北海 害 店 所属 (gISJ 六月； 


.朿 京 事務所 所属 I 


昭和 二十 一 年 八月、 

二十 三年 三月 


？ 海道 事 I 質 (II  二十 章 三月、 


所在地— 仙 台 市 東 一番丁 九 五番 地 日本 生命 館 

販売 区域 

東 北 (青 森. 秋 田. 岩 手ニ呂 城. 山形の 五 県) 


礼幌 出張所 


開設 年度 昭和 二十 二 年 十月 (昭和 二十 二 年 十月、 北海道 事務所の 函館 移転に 伴い 開設し、 現在に 至る) 

所在地 I 札 幌市南 三 条西三 丁目 一 三番 地 


昭 

年 

年 

1 

一 

次 

十 

一 
年 

二 
お 

事 

務 

所 

yi\ 

蜂 

長 

士 

昭 し昭 

和 、和 

二 礼 二 

十 幌十 

二 事 一 

年 務年 

二 所 八 

月 と 月 

共 改共 

&1 称販 

機 機 

関 関 

解 の 

散 販 

直 売 

1 リ 1 

要 

と 打 

な 制 

る 復 

° 活 

に 
伴 

い 

営 

業 

部 

を 

復 

活 

昭 

和 

十 

年 

九 

年 

\ 

一 

次 

十 

年 

田 

事 

務 

繁 

長 

良 

昭 

和 

十 

九 

年 

十 

月 

摘 

札 

幌 

市 

に 
開 

設 

要 

常 有 三 
松 馬 谷 

五芳蜂 
藏彥吉 


二  (新) 北海道 事務所 


年 次 


£ 所長 


摘 


要 


ハ 札幌 事務所 


一 、 所在地— 函館市 鶴 岡 町 三 六 番地  . 

一 、 販売 区域 

北海道 全道 . 束 北 (青 森 • 秋 田 . 岩 手 . 宮城 • 山形の 五 県) 

ただし 事務所 直轄 販売 区域 は 北海道 全道 

一 、 販売 高 (単位 …； 迹、 管下 出張所 分 を 含む) 

ィ 北海道 支店 

第五 節 北海道 事務所 管. s:  七 五 五 


昭和 二十 二 年 ~ 二 十四 年 

" 二十 四 年-. (二十 六 年 

" 二十 六 年-, (現在 


昭和 二十 二 年 十月 事務所 を B 館 市に 移し、 北海道 事務所と 改称 

昭和 二十 四 年 九月から 販売 業務の ほか 北海道 管 rt の 事業 場 を 統轄す- 

C 和 二十 五 年  一 E 統制 解除、 自由 販売と なる。 


u  ノノ 

077 

On 

077 

太 

和 

和 

IE 

十 十 

十 

十 

七 五 

四 

五 

八 

四 

年 

年 年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

X  1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

十 十 

十 

十 

十 

十 

次 

八 七 

五 

四 

四 

七 

年 年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

舟 江 

岩 

淺 

井 

川 

淺 

綠 

淺 

田 上 

佐 

原 

久 

野 

川 

野 

支 

劍 

直 

保 

泰 

泰 

店 

次 

俊 

大 

鐵 

治 

政 

治 

長 

郞 次 

郞 

輔 

郞 

藏 

郞 

第 七 営業所 


七： A 四 


第五 節 北海道 事務所 管內 


北海道 事務所 

、 歴 

北海道支店(|||特ぉ3丄新)北1支店(昭和？5針5^).：北海道事務所(昭和十^^?さ？^ 


札 桃 事務所 _ 


昭和 二十 一 年 八月、 

二十 二 年 十 0 


入 新  >  北海道 事務所 (舰 I 二十 一 一年 十月、 


、 責任者の 変遷 

^ 北海道 支店 


摘 


要 


大正 四 年 七月 開設。 


昭和 四 年 五月 支店 制度 廃止、 工場 制度と なる。 


昭和 五 年 七 „»; 新制 度に よる 支.： a 制 復活。 


配給 統制に より 昭和 十八 年 六月 支店 閉鎖。 


□ (旧) 北海道 事務所 


千^\ 

r  -  — r- 1 A 
大正 14 

昭和 元 

2  2rt つ" 7 八 

I 

2 

5 

4 

303,073 

5 

200,55o 

6 

144,955 

8 

260,241 

9 

315,858 

10 

196,135 

11 

129,050 

12 

160,958 

13 

147,713 

14 

212,851 

15 

387,763 

16 

481,722 

17 

472,011 

18 

435,131 

(備考） 

昭和 15 年〜 18 年 
は、 当社 利益 踪 
合 表に よる。 


年次 

数量 

明治 27 

330 

28 

3,453 

29 

4,247 

30 

5,458 

31 

1,181 

32 

9,060 

33 

10,147 

34 

16,060 

35 

19,993 

36 

26,287 

37 

27,001 

38 

21,992 

39 

34,349 

40 

37,778 

41 

44,675 

42 

58,144 

43 

85,972 

44 

98,573 

大正 元 

125,526 

130,550 

118,176 

124,452 

5 

153,987 

6 

144,898 

157,255 

8 

181,754 

9 

176,901 

10 

188,211 

11 

215,328 

12 

299,685 

13 

218,598 

年次 

数量 

昭和 19 

449,025 

20 

186,124 

21 

139,989 

22 

163,992 

23 

109,974 

24 

101,369 

25 

203,355 

26 

281,094 

27 

295,781 

(備考） 

(1)  昭和 19 年 及 
び 21 年 は 当社 
利益 綜合 表に よ 
る。 

(2)  昭和 20 年の 
みは、 門 司 • 番 
春 • 八 代 • 佐 伯 

工場の 出荷 高の 
合計で ある。 


第 四 節 九州 事務所 管. E 


七五三 


四 国 (愛媛の 一 県) 

、 販売 高 (単位： 瓲) 

0 門 司 支店 販売 高 (支店 開設 以前の 数 宇 は、 門 司 分工場の 販売 高で ある) 


九州 一?. 務所 (門 司 事務所 t- 代 を 含む，) 販売 高 


n    })  a 

昭 

和 

十 十 十 

十 

七 六 四 

年年 年 

牛 

1  (  1 

( ： 

現 ニー 

十 十 

十 1 

在 七 六 

四 

年 年 

年 '； 

1 

H 小 三 

ffi 1 

谷 谷 

倉 

井 

峰 蜂 

奉 

吉勤吉 

朔 

昭 

九昭 

和 

州 和 

管 二 

十 

十 
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七 五 二 


業 所 

^ 旧 九州 事務所 


" 077 

, «  m  \ 

十 十 

年 年 

年 

1 

十 
年 

次 

舟 淺 

" 野 
劍 

1 郞 治 

昭 
和 

十 

年 
四 
月 
開 
設 

摘 

要 

門 司 事務所 


年 


次 


事務所 長 


昭和 二十 一 年- (二十 二 年 


舟 田 劍ニ切 


摘 


要 


昭和 二十 一年 八月、 九州 事務所 を 門 司 事務所と 改称。 共贩 機関の 贩す 1 

行 制， 活。 

3 お 二十 二 年 二月、 共販 機関 解散、 直売 制と なる。  


二 九州 事務所 


年 次 


事務所 長 


0 


要 


I ^^：^ 門 司 事務所 を 九州 事^所と 改称し、 服 売 業務の ほ 力 

の 事業 場 を 統轄す る ことと なる 

五 年 一月、 統制 解除、 自由 贩壳 となる。 


1 、 所在地 ー 門 司 市 大字 鬥司棧 橋 通り 一 番地 郵始ビ ル 四 階 

一 、 販売 区域  _ 

し H  (福 岡 . 佐贺. 長 崎. 熊 本 . 大分 . 宮崎 • 鹿 児 島の 七 県) 

中 国 (山 口の 一 県) 


年 


次 


支 
店 
長 


摘 


要 


II  II 

n 

昭 

1, 

» 大 

和 

正 

十 十 

十 

十 

十 

A 八 

七 

八 

五 

四 

四 

年 年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 年 

1 

\ 

1 

1 

X  X 

十 

十 

十 

十 

十 

昭 

十 

八 

七 

七 

ゴ 五 

九 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 年 

舟 別 

佐 

宮 

岩 

山 

綠 

宮 辻 

田 府 

藤 

內 

if 

內 

川 

川 

劍 

總 可 

一 文 

武 

政 

郞男蒸 郞穷信 雄 藏郞省 


第 四 節 九州 * 務 所管. k:  .  七 五 


第 四 節 九州 事務所 管內 

九！ w 事 伊 fw 

、 経歴 

JTlwilr へ 大正 二 年 二月 r!5BJ;;.4t>5/ 昭和 五 年 七月 ~ン 4^H6SR2^ 昭和 二十 年 四月 ~v,JaESS- 昭, 一， 一 

門 司 支 (リ 昭和, 年 五月」 ー( 新) P 司 支 &〈 十九 年 七月. j …… 九， K 事務所 二十 一年 七月」 BJnk3^3- 十一 年 

八月 ~  N-  J^. え Hi. き 2- 昭和 二十 二 年 七月 ~ン - 

二十 二 年 七月, _—( ぎ) 九チ 事務所 I, 現在  ) 

、 責任者の 変遷 

ィ 門 司 支店 


大正 二 年 二月 開設。 

昭 和 四 年 五月 支店 制度 廃止、 工場 制度と なる _ 

昭和 五 年 七月 新制 度に よる 支店 制 復活。 

E 給 統制に より 昭和 十九 年 七月 支店 閉鎖。 
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き 一 R へ 昭和 四 年 七月）.)— 4^ 反 ££P^R へ 昭和 五 年 八月 (本店 直属) へ 昭和 十五 年 二月 ~) …… 

本店 直属 ハ 五 年 A 月」 大阪 支店 所 gM, 十五 年 二月 」 名古屋 営業所 十 A 年 六月」 

東京 事務所 所属 (昭和 二 f^lfgww)— 関西 事務所 所属 (舰和 一 一針 一一 年 七月 ~) 

一、 所在地— 名古屋 市中 村 区 広 井町 三 丁目 九 八 番地 名古屋 ビル 五 階 

一 、 販売 区域 

東海 北陸 (愛知 •  K 阜 . 三重 . 富 山 • 石 川の 五 県) 

広 島 出張所 

一 、 径歴 

(門 司 事務所 所属) へ 昭和 二十 一 年 八月. （ン |( 関西 事務所 所属) へ 昭和 一 ー十四年十月~^1—(関西事務所所属)へ昭和ー 一十 五年ン 

糸 崎 出張所 广  二十 四 年 十月 」| 糸 崎 出張所 广  二十 五 年 十月」— 広 島 出張所べ 十月？ 現在 ) 

一、 所在地 I 広 島 市中 島 本 町 五三 番地 燃料 会館 三階 

一 、 販売 区域 

中 国 (岡 山 • 広 島. 島根. 鳥 取の 四 県) 

一 、 径歴 

大阪 支店 所属 (昭 ...... 大阪 I 所 所属 (昭和 二  関西 I 所所 Ai 柳 二士  一 S 月 J 

一、 所在地 ー 高 知 市 孕 東 町 二 五番 地 

一 、 販売 区域 

四 国 (香 川. 徳島丄 € 知の 三 県) 


年次 

数 量 

大正 8 

推定 42，000 

9 

推定 60,000 

10 

73,031' 

11 

95,531' 

12 

110,324 

13 

112,368； 

14 

112,895, 

昭和 元 

142,456 

132,152 

141,778 

4 

117,583 

5 

144,431 

6 

178,915 

207,458 

8 

228,291. 

9 

218,301 

10 

270,167 

11 

258,213 

12 

257,858 

13 

236,658 

H 

296,281 

15 

417,403 

16 

462,788 

17 

406， 福 

18 

277,195 

年次 

数 量 

昭和 19 

186,838 

20 

57,331 

21 

57,902 

22 

100,142 

23 

99,976 

24 

149,212 

25 

273,214 

26 

412,904 

27 

437,072 

(備考） 

(1)  昭和 19，  21， 
22 年 は 当社 利 
益 綜合 表に よ 

る 0 

(2)  昭和 20 年の 
みは 大阪 • 尼 
崎 • 糸 崎 •  土 
佐 工場の 出荷 
高の 合計で あ 

る 0 


名古屋 出張所 

一、 经歴 

東京 支店 所属 (大正 七 年 九お 丫 川 崎 支店 所 門 司 支店 質 (大正 
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近 畿 (大阪 . 京都 . 兵車 • 和歌 山 . 奈良 . 滋賀 . 福 井の 一 ー府五 県) 

中 国 (岡 山 . 広 島 • 島根 . 鳥 取の 四 県) 

四 国 (香 川 . 徳島 • 高 知の 三 県) 

ただし 事務所の 直轄 販売 区域 は 近畿の ニ府五 県。 

一 、 販売 高 (単位： 通、 管下 出張所 分 も 含む) 

^ 大阪 支店 販充高 C 支店 開設 以前の 数 宇 は大阪 販売 所. e 地 部の ものである) 


(備考) 昭和 十五 年 ~ 十八 年 は、 当社 利益 综合 表に よる 

H- 関西 事務所 販売 高 


ノノ  ノノ 

» 昭 

和 

十 十 

十 

十 十 

年 

七 六 

四 

年 年 

年年 年 

1  1 

1 

\ー  1 

現 二 

次 

在 十 

十 十 

七 

四 三 

年 

年年 年 

小 德 

細 

田 問 

岩 ^ 

井 

中 ft 

事 

井 

所 

業 

潤 

繁 辰 

長 

勤 久 

― 

U 亥 

昭 

東昭 

海 和 

十 

近+ 

五 

畿ニ 

年 

• 年 

中 七 

月 

国 月 

摘 

統 

制 

四大 

解 

国阪 

除 

管 事 

務 

自 

の 所 

由 

事 を 

m. 

業 関 

7Z 

所 西 

要 

を 事 

な 

統務 

る 

轄所 

すと 

る改 

こき 

と し 

な販 

る Jc 

。業 

務 

の 

ほ 

か 

ノノ  ノノ 

11 

» 昭 

和 

十 十 

十 

十 

七 

七 六 

四 

五 

年 年 

年 

年 

年 年 

1  1 

1 

\ 

/  1 

十 十 

十 

十 

十 六 

九 七 

五 

年 年 

年 

年 

年 年 

宮 淺 

上 

迹 

一 N 

內 野 

田 

見 

宮 部 

三 俊 

m 

a 

裕 文 

郞三司 司 造 男 
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、 所在地— 大阪市 西 区 北 堀江 通り 五丁目 二 六 番地 

、 販売 区域 

東海 北陸 (愛知 • 岐阜 • 三重 • 富 山 • 石 川の 五 県) 


口 大阪 事務所 


»      ！, 昭 
一 和 

年 年 

十 十 

年 年 

年 
次 

德 大 小 
永 杉 

WW 

義 義 

久浩治 

事 
務 
所 
長 

摘 


要 


昭和 二十 年 四 nc 開設。 

昭和 二十 一 年 八月、 共販 機関の 販売 代行 制 復活。 

昭和 二十 二 年 二  =:、 共販 機 解 故、 直 ％-M となる。 


関西 事務所 


昭和 五 年 七月、 新制 度に よる 支店 制 £ 


K 給 統制に より、 昭和 十九 年 八月 支店 餽 1 


1177 11  ~t~ 
tip    ノノ  7C 

和 正 

一 十 

四 年 
年 年 
1  1 
四 昭 
和 

年 
次 

年 $ 

金 

子 

支 

1  a;  1 

店 

代 

長 

太 

昭 大 
和 正 
四 十 

年 三 
五 年 
月 六 
支 月 
店 開 
制 設 
度 、 
廃 大 
ill  pet 

、 販 

ェ  7U 
場 所 
制 內 
度 地 
と 部 
な を 
る 引 
° 継 
ぐ 

摘 
要 

年次 

数量 

昭和 6 

396,352 

388,191 

8 

401,821 

9 

361,069 

10 

402,960 

11 

343,934 

12 

443,976 

13 

466,215 

14 

悩， 674 

15 

430,816 

16 

285,725 

17 

200,475 

年次 

数量 

昭和 18 

108,024 

19 

115,852 

20 

39,043 

21 

33，967 

22 

76,649 

23 

141,228 

24 

114,616 

25 

269,526 

26 

297,520 

27 

350,444 

(備考） 

(1)  昭和 18, 19,21 

年 は 当社 利益 綜 
合 表に よる。 

(2)  昭和 20 年の み 
は 西 多 摩 工場の 
出荷 髙 である。 
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関西 事務所 


、 径歴 


(本店 直轄) 


内地 部 


十三 年 六月、 


—尺 及 大正 十三 年 六月 

^0^0^ 昭和 四 年 五月. 


g 大阪 支店 (？ §K れ月 J ::： 大阪 事務所 (昭和 一一 一 醫 事務所 (I 和 一 ぜ 一年ず 

、 責任者の 変遷 

^ 大阪 支店 


ハ (新) 東京 支店 販売 高 


來京 事務所 販売 高 


(備考) 昭和 十五 年 ~ 十七 年 は、 当社 利益 

綜合 表の 川 崎 (十六 年 二月まで) 及 

び 西 多 摩 工場 出荷 髙の 合計で ある _ 


年次 

数量 

大正 ^ 

on  Cdi 

8yj<»T 丄 

3 

105,740 

4 

101,0/0 

5 

1 1 /" -in 2 

6 

99,128 

91,275 

8 

81,349 

9 

107,406 

10 

92,226 

11 

91,995 

12 

103,050 

13 

104,975 

14 

117,816 

昭和 元 

168,922 

2 

163,476 

179,686 

4 

172,730 

260,960 

(n) 川 崎 支店 

販売 高 

年次 

数量 

大正 6 

15,468 

72,360 

8 

84,972 

9 

118,100 

10 

182,976 

11 

270,967 

12 

227,390 

13 

282,834 

14 

313,319 

昭和 元 

327,883 

2 

334,061 

3 

342,564 

4 

304,112 

117,655 

年次 

数量 

明治 16 

ウノ!） 

1 7 

上， 

1 Q 
1 0 

丄ソ 

20 

3j887 

21 

5，/99 

LL 

7,090 

0  5, 

7  94  9 

o,5o0 

8,505 

zo 

C  A7 つ 
ゥ， ひ/二 

28 

9,230 

29 

11,228 

30 

12,180 

32 

8,989 

33 

10,160 

34 

14,474 

35 

14,155 

36 

17,137 

37 

19,661 

38 

10,816 

39 

33,874 

40 

30,931 

41 

42,331 

42 

33,855 

43 

56,076 

44 

大正 元 

79,344 

ガガ ガガガ Bg 
和 


十 十 十 十 十 十 

七 六 四 三 二一 
年年 年年 年年 

X   I  I   I  I  I 


武阿髙 阿 小 江 

安部 倉 部 ^ 上 
井 

千 重 奉 重 忠 


春壽朔 勤 次 


十 十 十 
四 三 二 
年年 年 


、 所在地 I 朿 京都 千代 田 区 大手 町 二 丁目 九 番地 

、 販売 区域 

関東 信越 (東京 • 祌奈川 • 千 葉 • 茨城. 栃木 • 群 馬 • 長 野 • 埼 玉. 山 梨 . ^岡 • 新 潟の 一 都 十 県) 

束 北 (福 島の 一 県) 

、 販売 高 (単位： 瓲) 

^  (旧) 東京 支店 販売 高 (支店 開設 以前の 数 宇 は 浅 野 工場ない し 東京 工場の 販売 高で ある。 〕 
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.-_ 東京 事務所 

年 


七 四 六 


事務所 長 


摘 


要 


昭和 二十 一 年 八月、 共販 wra の 服 光代 行 制 復活に 作い 事務所 開設" 

昭和 二十 二 年 二月、 共販： era 解 K、 直 K 几 制と なる 

昭和 二十 四 年 九月から 販？： 伤の ほか 関東 信越 管， c の 事業 場 を 統轄す _ 

昭和 二十 五 年 一月、 統制 解除 も由 販充 となる。 


十六 年 

十七 年 

現 在 


年 


次 


支 
店 
長 


摘 


江 岩 淺ー迹 二 
上 { も 野 見宮 X 

直 瀬 店 

忠；^ 俊^ 富裕 Pr. 
次 郞三朗 司 造 


* 昭大 

和 正 
四  一二 

年年 年 
I  I 
三 十 

五 
年 年 

川 淺 

I 上野 
I 泰 

M 治 

帆 郞 


年 
次 


昭  大 

» 不  n  II  "  » 正 

, 四 二十 九 七 年 
二 

' 4ji 年年 年年 

I     I  I  I 
十 十 凡 

二 五一 

年年 年年 


田 根 樓金淺 

中 倉 井子 野 
寅喜泰 
藤 由 之 代 治 

作 松 助太郞 


八 七 五 
年年 年 


昭 

和 

十 

七 

五 

年 

年 

1 

1 

1 

十 

十 

七 

四 

年 

年 年 
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支店長 


0 


要 


、 責任者の 変遷 

0  (旧) 東京 支店 


摘  要 

昭和 五 年 七月 新制 度に よる 支店 制 復活 _ 


昭和 十八 年 五月 配給 統制に より 支店 ffl 鎖。 


ハ (新) 來京支 


大正 二 年 二月 開設。 

昭和 四 年 五月 支店 制 廃止、 工場 制度と なる 


大正 六 年 七 n: 開設 


昭和 四 年 五月 支店 制 廃止、 工場 制度と なる 


" 十四 年- (十 

« 十五 年 ~ 十 

ガ 十七 年 ~ 十 
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(二十 二 年 十月 礼幌 事務所 を函 館に 移 Ji、 北海道 事務所と 改称) . 

—礼幌 出張所 (二十 二 年 十月 北海道 事務所の 函館 移転に 伴い 函館 出張所 を 廃し、 札幌 出張所 を 開設) 

—仙 台 出張所 (販売 区域— 青 森 • 秋 田 • 岩 手 . 宮城 . 山形の 五 ©) 

(二十 三年 三月から 北海道 事務所 管下に なつ た) 

. I 東 京 事務所 (販売 区域— 東京 . 神奈川 • 千 葉. 茨城 • 栃木. 群 馬 • 長 野. 培 玉 • 山 製 • 新 潟. 静岡 • 福 島の 一都 十一 県) 

. I 関 西 事務所 (直轄 贩充 区域— 大阪丄 お 都 • 兵 *• 和歌 山. 奈良. 滋賀. 福 井の ニ府五 県) 

(二十 二 年 七月 大阪 事務所 を 関西 事務所と 改称) 

11 名古屋 出張所 (販売 区域— 愛知 • 岐阜 • 三重 . 富 山 • 石 川の 五お) 

(二十 二 年 七月から 関西 事務所 管下に な つ た) 

—— 糸 崎 出張所 (販売 区域— 岡 山 . 広.： S  . 岛根 . ft? 取の 四 県) 

、二十 四 年 十月から 関西 事務所 管下に なった。 ノ 

ご 一十 五 年 十月 広 SS? に 移転、 広 a 出張所と なった。 ) 

—— 高 知 出張所 (販売 区域— 香 川 .徳.3«. 高 知の 三 県) 

. I 九 州 事務所 (販売 区域— 福 岡 . 佐賀. 長 崎. 燕 本 . 大分 . 宮崎 • 鹿 児 a  • 山 口  • 愛 緩の 九 県) 

.  (二十 二 年 七月 門 司 事務所 を 九州 事務所と 改称) 

第二 節 東京 事務所 管內 

^IDT 事務 所 

一 、 経歴 

t?HJ?l/ 大正 二 年 二月 ~ン 

R 芽 支店, 昭和 四 年 五月 」— 

リ奇： お/大正 六 年 七月 ~ン 

的. xrtt バ 昭和 四 年 五月 」— 


(新) 

—東京 |( 昭和 SIM) ：•：. 東京 事務所 (I 和 二十 - 年 八月お. 


再 g~ 本社 営業部 


—4BMDi  *- 资 T へ 二十 一年 八月 開設 

ID- 摩 あ _w 〈直轄 贩壳 区域— 関東 信越 地区 及び 静岡県 _ 

—山ム n  3 ま ,3^ へ 一一 十一 年 A 月 開設 ン 

.1 ム" y 張 * ^〈販売 区域— 東北 六 県 」 

—S  40  BE お 長- T へ 二十 一 年 八月 開設 

名- J 屋 Hi 張 贩売 区域— 富 山 . 石 川. 愛知. 三重 . 岐阜の 五 県 _ 

I 大阪 事務所 (直轄 販売 区域— 近畿 一 円) 

IW  .5  TT  i 厅へ 二十 一 年 八月 開設 

离 知 W  St" 所 販売 区域— 四国 一 円 

—『 BH-  * 隊 l^r 二十 一 年 八月 一 曰 九州 事務所 を 門 司 事務所と 改称 ■ 

p  W 事務 直轄 贩売 区域— 九州 一 円 及び 山口県 - 

—ち $ お S IT へ 二十 一 年 八月 開設 

販売 区域 I 岡 山 • 広 島 . 鳥 取 • 島根の 四 県， 

二十 二 年 二月、 共販 機関であった セメント 販売 株式会社 は、 占領軍の 独占 禁止 政策に より 解散 を 命じられ、 三月 以降 は 

セメン ト 製造業 者の 直売 態勢と な つ た。 

なお 当社 は、 二十 二 年 七月 本社 機構の 簡素化 を 図る ため、 営業部と 資材 部と を 合併して 業務 部 を 設けた。 

二十 二 年 以降 セメントの 生産 は、 国力の 漸培 と共に 逐年 S? 加し、 需給 は 漸次 緩和され つつ あつたが、 二十 四 年 八月 石炭 

の 配給 統制 撤廃に 伴って、 セメントの 生産 条件 は 一段と 好転し、 需給の 不均衡 は 大幅に 緩和され るに 至った。 当社に おい 

て は、 かような 新 情勢の 展開に 鑑み、 セメントの 統制 撤廃 後の 新 事態に 対処して S 憾な きを 期す るた め、 二十 四 年 九月 十 

五日、 社内 機構 改正 を 機に、 業務 部 を 廃止して 営業部 を 再建し、 その 下に 営業 課 • 輸出 課の 二 課 を 置く と共に、 事務所 営 

業 部門 及び 出張所の 整備 を 行 つ た。 

この 新 営業 機構 は 左のと おりで あつたが、 その後 糸 崎 出張所が、 二十 五 年 十月 広 島 出張所と なった ほか は、 なんら 変 K 

なく 今日に 至 つてい る。 

本社 営業 部 I 輪 出 課 

I 北海？ 3 事務所 (直 e 販売 区域 I 北海道 全道) 


第一 節 ffi 
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の 操業 開始に 伴い、 北京 事務所 は、 その 製品の 一 手 販売 を 行う ことと なり、 2f 後 北支に おける 当社 唯一 の 営業所と して 終 

戦まで 存続した。 

なお 北京 事務所 は、 十九 年 八 DT 以降 本社 生産 第三 部の 管下に あった。 

南  支 広東 事務所 は、 引続き 西村士 敏土廠 製品の 販売に 当り、 終戦まで 存続した。 なお 広東 事務所 は 十九 年 八月 以降 本社 南方 

部の 管下に あった。 

終  戦  昭和 二十 年 八月 十五 日、 わが国 は ポツダム 宣言 を 受諾して、 連合軍に 対し 無条件降伏 をし、 ここに 大戦 は 終 した。 こ 

の 結果、 わが国 は 海外の 領土 及び  一 B: の 権益 を 失い、 当社の 朝鮮. 台湾. 満州. 北支. 南支 等に あった 海外 営業所 は 壊滅した" 

g 後内 地 営業所の r 大戦 終結と 共に、 セメント 製造業 者 は 自由 販売へ 復元の 第一歩と して、 自治 統制に よる 配給 制度 を 希望した が、 需給 事 

情が これ を 許さず、 翌 二十 一 年 八月から 共販 機関の 販売 代行 を 認められ たに 止まり、 配給 並びに 価格の 国家 統制 は 二十 四 

年 十二月 末まで 続いた。 

当社に おいて は、 再現 を 予想され る 自由競争に 備え、 二十 年 十二月 二十 九日 社内 機構 を 改革して、 いち 早く 本社 営業部 

を 復活、 営業 機構の 再建に 着手した。 当時 本社の 下にあった 事務所 は、 北海道 (十九 年 十一 月 開設) • 大阪 (二十 年 四月 開 

設) • 九州 (二十 年 四月 開設) の 三 事務所で あつたが、 これらの 事務所 は、 非常時 管. c の 人事、 統制 資材の 獲得 並びに 調整 

を 主 目的と して 設置して いた もので、 いわゆる 営業所と しての 存在で はな か つ た。 二十 年 十二月 実施した 新 機構の もとに 

おいて、 前記 三 事務所 は 本社 各部 共 管と する も、 主たる 目標 は 営業部 門の 再開 战盤 とする ことにあった。 

再建 営業所の 姿  二十 一 年 八月 十 一 曰、 阪売 代行 制の 寅 現と 共に、 当社 は 直ちに 活発な 営業活動 を 開始した が、 当時に おける 当社の 営業 

機構 並びに 各 営業所の 販売 区域 は 左のと おりで あ つ た。 

本社 営業部 

— ft  K 1*  W へ 二十 一 年 八月 一 曰 北海道 事務所 を札幌 事務所と 改称 ノ 

ネ： 事務 _w 〈直轄 贩充 区域— 進 藤 商店 を 除く 北海道 全道 33.- 

Is  I  I 斤へ 二十 一 年 九月 開設  ノ 

i  W  5  売 区域— 進 藤 商店 を 経由す る 得意先」 

(編 注) 進 藤 商店の 得意先 は 主として 長 万 部 以南 


北 


同様、 lii して 配 リ 

ypppl^^l.  Ill  III 

所 は 存立の 意義 を 失い、 閉鎖の やむな きに 至った 

f! :,;、  .l-LE. 二  rTT- 以ぁ ± 営業所と しての 存在ではなかった。 ) 

新 京 事務所 (終戦まで 存続した 力 ャプ年 二月 ふ ， 11^.-  Kg«,o«5.:-o つたが、 十九 年 八月から 本社 生産 第 

S  -,  f  s.^-  -  -  に-。 《1寺± 本店 業務 部の 管下 ，1 ま- /力. 1 コ ノ 

(新 京 営業所 は 十九 年 二月 事務所に 格し.' 401^/ 

三部の 管下に 移つ た。 )  - 

1 大 連 出張所 (十七 年 七月 閉鎖) 

 ；, r 出張所 (十九 年 二月 閉鎖) 

S 地区 セメント 配給 組合-奉 夭地 区 セメント 配給 組合 . 新 京地 区 セメント 配 r 合 t 

地区 セメ ン ト 配給 組合  ， 

t  S こご，， i、  年 四月 わら 曰 本国 の セメント 需給の 逼迫に 伴レ 

iij ま醫 I 

閉鎖の やむな きに 至った。  ！  HSI 北支 蒙疆 地区に おける 当社 事業に 

これより 先、 H  IHAUH^^tK 華 北洋 灰 琉璃 河 工場 

関する 企讓査 I とし、 いわゆる 営業所と しての 霞 は 有して、 な 力.' 七 四 一 
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なお 京 城 支店 は、 昭和 十八 年 五月 本店 営業部 廃止 後、 本店 業務 部の 管下に あつたが、 十九 年 八月 社. e: 機構改革 後 は 本社 

生産 第二 部の 管下に 移り、 同時に 京 城 事務所と 改称した。 (二十 年 四月 生産 第一 部 • 第 二部 • 第 三部 を 統合し、 生産 部と 

なった)。 

湾 昭和 十二 年 降 台湾の セメント 需給 は、 逐年 不均衡の 度を增 していつ たが、 十四 年 秋に は 需給 事情が 1» 度に；； § 迫し、 飢 

謹 状態と なった。 かような 情勢に 対処して、 総督府 は 十四 年 九月から 価格統制 を 実施し、 翌年 九月から ついに 配給 統制 を 

も 行う に 至った。 

配給 統制 開始と 共に、 当社 台湾 支店 は、 台湾 セメント 配給 統制 組合の 一員と なり、 総督府 殖魔 局の 統制の もとに、 終戦 

に 至る まで 割当 証明書の 発行 並びに 配給 実務 を 担当し、 営業 機能 は 保持した。 (詳細に ついては 一 六 四 . 一 八 九 W3; 本 編 第 

五 期 序章、 第 一 章 第五 節 台湾 セメント 株式会社の 項 を 参照) 

なお、 台湾 支店 は、 昭和 十八 年 五月 本店 営業部 廃止 後 本店 業務 部の 管下に あつたが、 十九 年 八月 社. e 機構改革 後 は、 本 

社 生産 第一 一部の 管下に 移り、 同時に 台湾 事務所と 改称した。 

州 満州に おいて は、 内地. 朝鮮. 台湾に さきがけて、 昭和 十三 年 九月から セメントの 配給 統制 及び 価格統制が 開始され た。 

すなわち 同月、 大同 社 ほか 六 社の 製造 会社 及び 当社 ほか 五社の 販売 会社の 均等 出資に よる 満州 共同 セメント 株式会社 (満 

共 社) が 設立され、 セメントの 売買. 輪 出入 並びに 配給 業務 はすべ て 同社で 行う ことと なった.。 しかしながら、 十八 年末 

まで は 販売 実務に ついては、 販売 会社に よる 代行 制が 認められて いたので、 当社 新 京 営業所 は、 大同 社 製品の 一手販売 を 

行い、 十七 年 七月に は、 大同 社 錦 州 工場の 操業 開始に 伴って 錦 州に 出張所 を 開設した。 

元来、 満共社 設立の 真の 目的 は、 軍の 意図に 基き 軍の 要求 を 全面的に 充足し うる 配給 機構の 確立に あり、 したがっての 

地と 異なり、 配給 統制の 実施に 際しても 切符 制 を 採用せ ず、 物資 動員 計画に よった。 

セメントの 需給 緊迫に 伴って、 配給 統制 は 一段と 強化され る ことと なり、 十九 年 二月 配給 機構の 大 改革が 行われた •.• す 

なわち 同月、 満共社 は 解散し、 以後 大口 需要 者に 対して は、 日満 商事会社 (曰満 商事 は 昭和 十一 年 十月 満鉄 商事 部 を 中心 

に 摘 順 炭 販売 会社 . 満州 化学工業 会社 商事 部門 . 昭和 製鋼所 販売部門 を 統合して 設立され た 会社で、 満共社 時代 は 当社と 


朝 


での 間で は、 当社の 営業所 は、 販売の 自主権 は 喪失した ものの、 引続き 営業 を 行い、 営業 機構 もさした る 変化 はな かゥ 

たが (十六 年 九月 鹿 児 島 出張所 閉鎖され たのみ)、 翌 五月 統制 強化の ため 代行 制が 廃止され るに 及んで、 営業所 は 存立 意義 

を 失い、 左のと おり それぞれ 閉鎖し、 当社の. e: 地 営業 機構 は 壊滅した。 

本店 営業部 (昭和 十八 年 五月 廃止) 

—— 東 京 支 店 (十八 年 五月 閉鎖) 

I— 新 潟 出張所 (十八 年 五月 閉鎖) 

—— 門 司 支 店 (十九 年 七月 ra 銷、 ただし 十八 年 五 n; 以降 は 営業所と しての 存在ではなかった) 

—— 北 海道 支店 (十八 年 六月 ffl 鎖 ：-  , 

—仙 台 出張所 (十八 年 六月 閉鎖) 

—— 大 阪 支 店 (十九 年 八月 閉鎖、 ただし 十八 年 五月 以降 は、 営業所と しての 存在ではなかった) 

—高 知 出張所 (十八 年 六月 閉鎖) 

(高 知 出張所 は 十五 年 五月 土 佐 社 合併に 伴い 開設され た) 

(岡 山 出張所 は 業務 上の 理由に より、 昭和 十四 年 十二月 閉鎖した) 

—— 名 古屋 営業所 (十八 年 六月 閉鎖) 

■  (名 古屋 出張所 は 十五 年 二月 営業所に 昇格した) 

0 朝鮮に おいても、 昭和 十四 年 十二月から 配給 統制 及び 価格統制が 実施され たが、 配給 統制の 程度 は內地 ほどに は 厳格で 

なかった。 すなわち 朝鲜 における 統制の 主体 は、 総督府 企画 部で あつたが、 同 部 は 配給に 関し、 その 根本た る 割当の 決定 

を 下した が、 その他の 事項に ついては、 すべて 朝鮮 セメント 協会 (昭和 十四 年 十月、 鮮内 製造業 者 を もって 組織され た自 

主 的 統制 団体で ある). 十七 年 十 一 月：？ 降 は 朝鮮 セメント 工業 組合 (内地の セメント 統制 会に 呼応して セメント 協会 を 改組 

し、 セメント 工業 組合 を 設立した) をしてこれに^^-！らせた。 セメント 協会ない し セメント 工業 組合 は、 直売の 方法 を 採ら 

ないで、 組合員 各社の 代行 販売 制に より、 また 複 代理 を も 認める ことと したので、 当社 京 城 支店 (昭和 十五 年 一 月 京 城 営 

業 所 を 支店に 昇格) は 取扱 量の 減少 を 見た ものの、 終戦に 至る まで 営業 機能 は 保持して いた。 

第一 節概  説  七三 九 
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W 時 休 制 進展 期から 

終戦まで 


内 


地 


！  C  5 お 卞人《 轄販先 区域 

TN  r  -i  rttl, 福 井 • 大 K  . 京都 • 兵車 . 奈良 - 

1 名 古屋出 張 所 V 愛知 . 三重 . 岐阜の 三 県. 

I 岡 山 出 

—京 城 営業 所 

—新 京 営 業 所 (§ 

—大連 B 張 所 (^ を 東 ぼ I) 

(哈爾 浜 出張所 は 昭和 十三 年 七月 閉鎖) 

- 天津 営業 所 (8|雁§ 應 地区) 

- 広東 事務 


S 賀 . 和歌 山 • 德 a . 髙 知の ニ府七 県. 


一 南 支/ 

なお、 当社 は 当時^ 日本 セメント 社 製品 • 土 佐 セメント 社 製品 及び * 亜 セメント 社 製品の 一 手販 K 几 を 行って いた。 

日華 事変 後、 セメント は 直接 軍需 及び 軍需産業 面に 著しく 需要 を 増加して いったが、 一 方 セメント 製造 用の 原料 資村は 

日々 入手 困難と なり、 ついに 需給の 均衡が 破れ、 セメントの 不足 を兒 るに 至った。 ここにお いて H 本. e 地の みならず、 朝 

鮮 • 台湾 • 満州の 各地で も、 重点 配給 を 実施す るた めの 配給 統制が それぞれ 行われる に 至 つ たが、 太平洋 戦 ^if 勃発と 戦争 

の 進展と 共に 統制 は 益々 強化され、 これに 作って 当社の 営業所 もまた 激甚な 変遷 をた どった。 

すなわち rt 地で は、 昭和 十五 年 三月から セメントが 物資 動員 計画に 編入され、 同時に 政府 は、 セメント 製造業 者 二十 六 

社 をして セメント 共販 株式会社 を 設立 させ、 セメント 配給 統制 規則 («« 法 は 輸出入 品等 臨時 措置 法) 第 五条の 規定に よ 

り、 この 会社 を セメント 共販 機関に 指定す ると 共に、 セメント 製造業 者に 対して は 共販会社への 売 渡 価格 を、 共販会社. 

卸売 業者に 対して は 需要 者への 販売価格 を 指定した。 共販会社の 本店 は 東京に、 支店 は 東京. 大阪. 門 司に、 出張所 は 小 

樽. 仙 台. 新 潟 • 名 古屋に それぞれ 設置され たが、 既述のと おり、 十八 年 四月まで は 共販会社 では 直売せ ず、 配給 夾務は 

各 製造業 者の 販売部門 及び 三 井 物産 . 三菱 商事 等の 一 手 販売 商社に 代行 させた。 したが つ て 共販会社 発足から 十八 年 四月 


売 区域  ン 

山 . 番 川の 二 県 及び 広島県の 一 部」 


域ノ 


--  g 西北 洋灰廠 は、 軍 管 通と なると 共に 軍 管理 山 西 第三 十五 工場と 改称、 次いで 昭和 十四 年 八月から 西 山 洋灰廠 と 改称した" 山 

西 省 内に 関する 限り、 当社に は贩壳 権はなかった が、 当社 は 山 西 省 を 除く 北支、 蒙疆 地区に 対し 販充権 を 持って いた。 

南支 進出 R  口和 十三 年 十月 広 束 占領と 同時に、 軍 は 同市 郊外に あった 西 村士敏 土廠を 接収した。 最初 は 陸軍. 海軍. 外務 三省から 

なる 広 束 三お 連絡会議 がその 管理に 当 つていた が、 翌年 三月 当社に その 経営が 委託され、 当社 は 直ちに 広東 事務所 を 開設 

して、 同 工場の 経営、 製品の 販売に 当った。 

絢 ffl たる 営業所の 配 このように 国運の 伸展に つれて 当社の 営業所 は、 内 地 • 朝鮮. 台湾 はもと より、 北 は 満州. 北支から 南 は 南支に 至る 広 

0  な 地区に 配置され る ことと なった。 さきに 開設した マニラ 出張所 は、 関税 引上げに わざわいされて、 ついに 昭和 六 年 m 

鎖の やむな きに 至った と は 首え、 十四 年 当時に おける 当社の 営業 機構 は 次のと おりで、 営業所の 配置 はま さに 絢爛たる も 

のがあった。 


本店 営業部 —— 輸出 課 


- 東京 支店 


へ 直 《販 売 K 域 

1, 束 京 . 祌奈川 


- 新 SS 出張所 •  -  .^a 


山 梨. 培 玉. 千 菜. 茨城. 栃木. 群 馬. 長 野. 静 岡の 一 府九 県、 

石 川の 三県乂 


- 門 Is- 支 S  (嫌 5.7 佐賀. 長^. 熊 本. 大分.. g 取. 岛根. 山 口. 愛媛の 九 県 及び 広島県の 一部 

-鹿児 島 出 i(g 躯タぉ 崎. 沖 繩の三 県 

匕 6  I  g  ；:/ 直轄 販売 区域 

-TT  J„a 道 支 rts,- 北海道 . 樺 太 及び isM 森 • 秋 田の 二 県 
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台湾に おける セメント 需要 は、 島内 産業、 文化の 進展に 伴って 逐年 増加 を 見た。 すなわち 昭和 六 年度  一 二八、 o〇〇ft、 

七 年度 一 六 三、 〇〇〇 瓲、 八 年度 二 〇 八、 〇〇oa  (以上 各 年の 数 宇 中には、 南洋 委任 統治 地領の 需要 も 含まれて いるが、 

その 数量 は 比較的 少ない) 十 年度 二 四 o、〇〇〇 瓲、 十一 年度 三 0 四、 〇〇o 瓲、 十二 年度に は 三 四 三、 〇〇〇 瓲に達 した。 

かような 需要の 増大に 対応して 当社 は、 昭和 五 年 及び 十三 年の 両 年度 にわたり 台湾 工場の 増設 を 行う と 共 に 、 販売店 を 

増置して 販売網の 整備 拡充 を 行い、 これにより 台湾 支店の 販売 量 は 大幅に 増加した。 当社 製品 は 年度に よって 相違 は ある 

が、 昭和 六 年から 十三 年の 間で は、 島. e 需要 量の 五 〇％ ないし 八 四 ％ を 占めた。 なお 業務の 都合 上、 十三 年 九月 支店 を 高 

雄から 台北に 移し、 高 雄に は 出張所 を 置いた。 

北支 進出 日華 事変 勃発 前にお いて は、 北支 地方 は 満州事変 による 経済的 打撃と 政治 不安と により、 セメントの 需要 低調で 年間 十 

万瓲 前後に 過ぎず、 一 方、 供給 は 中国 最大の セメント 工場た る 啓 新 社 唐 山 工場 品 . 致 敬 社 済 南 工場 品 . 西北 洋灰廠 太原ェ 

場 品の ほかに、 年間 ニ万瓲 程度の 曰 本 品が 輪 入され ており、 甚 しい 供給 過剰 状態であった。 輸入され た 曰 本 品 は、 当時 夭 

津 及び 青 島に 進出して いたわが 国の 紡績工 業 及び 電力 工業に おいて 消費され ていたた め、 結 KM. 現地 H 場 品 (主として 啓 新 

社 品) は甚 しい 供給 過剰と なり、 これら 過剰 品 は 大部分 中 南支に 移出され ていた。 (当時 北支に 輸入され ていた 当社 品 は、 

河北 省 地区が 三菱 商事会社、 山 東 雀 地区 は 束 洋木廠 及び 岩 城 商会の 手に よって 販売され ていた) 

日華 事変 を 契機と して、 北支の セメント 需給 事情 は 一変した-」 - すなわち 北支 地区に 新たに 親日 政権が 誕生し、 日華 提携 

による 大規模な 資源 開発が 開始され、 軍事施設 • 炭坑 開発 . 鉄道. 道路. 河川 改修 . 電力 設備 及び 工場 建設 等に 大量の 需 

要が 現われ、 逐年 急増した。 すなわち 昭和 十二 年度 一四 三、 〇o〇 瓲、 十三 年度 一 五 五、 〇〇〇 瓲、 十四 年度に は 二 五八、 

〇〇〇a に 達した。 これに 対し、 現地 工場 品の 供給 は、 戦火に よる 工場の 破损、 资 村 • 労 力の 入手難 等に より 減少 を兑た 

ため、 年間 六、 七 万 通の 日本 品が 輪 入され、 かろうじて 需給の 均衡が 保 たれて いた。 

当社 は、 昭和 十三 年 二月、 軍から 西 北洋 灰 廠太原 工場の 径営を 委託され、 この 製品の 販売 (注) に 当る ためと、 輪 入 当 

社 品の 販売 を 行うた め、 昭和 十三 年 四月 天津に 本店 直属の 営業所 を 開設した。 天津 営業所 開設 後 は、 現地 品 及び 輪 入 当社 

品と も、 大口 契約 物 は 主として 会社 直壳 とし、 小口 契約 物 は 信 森 洋行 • 束 洋木廠 の 二 代理店 を径 由して 販充 した。 


なお 当社 は、 昭和 二 年 十一 月から 旧 日本 セメント 社 品の 一 手 販売 を 行った。 

满州 進出 明治 三十 九 年、 大 連に 出張所 を 開設し、 門 司 工場 品の 販売に 努力した が、 昭和 初頭 満州事変 勃発 前にお いて は、 満州 は 

北支の 啓 新洋灰 公司 及び 小 野 田 社 (大連 工場) の 独占 市場の 観が あり、 その 需要 は 主として 満鉄 沿線が 中心で、 年額 僅か 

に 十万 瓲 前後に 過ぎなかった。 しかるに 満州事変 を 契機と して 啓 新 社の 進出 は 一頓 挫し、 昭和 七 年 満州国の 成立と 共に、 

満鉄を 中心として 経済的 施設の 拡充が 行われ、 産業 開発 五 力 年 計画の 遂行 及び 満州 経済界の 画期的 発展に 伴って、 セメン 

トの 需要 は 活発な 上伸 をた どった。 すなわち 昭和 八 年度 は 三 一三、 〇〇〇 瓲、 九 年度 五三 〇、〇〇〇»、 十 年度 五 五 o、o 

〇〇 通、 十一 年度 六 五 o、〇o〇 通、 十二 年度 は 八 二八、 〇〇〇a というめ ざまし いものであった。 かような 需要 増加に 伴 

つて、 満州 建国 後 昭和 十一 年末までに 新たに 建設され た セメント 工場 は、 当社 を 主班に 主要 同業 会社 を 株主と する 大同 社 

吉林 工場の ほかに、 閲束州 小 野 田 社 鞍 山 工場 . 満州 小 野 田 社 泉 頭 工場 . 哈爾浜 社 哈爾浜 工場 . 撫順 社撫順 工場 . 本 溪湖社 

本溪湖 工場 • 満州 社遼陽 工場の 七 工場の 多き に 及んだ。 

当社 は、 昭和 九年大 連から 北進して、 国 都 新 京 (現在の 長 春) に 本店 直属の 営業所 を 開設し、 日本国内 製品の ほか 大同 

社 製品の 一手販売 を 行った。 次いで 十一 年に はゅ爾 浜に 出張所 を 開設し、 大連 出張所と 共に 新 京 営業所の 管下に 置き、 大 

同 • 浅野両 製品 を 南満 州 鉄道会社 • 関 束 軍 • 満州国 政府 を 始め、 一 般 需要 者 等に 納入し、 新興 満州国の 需要に 応えた。 

朝鮮の 販売機 構 強化 当社 は 既に 明治 四十 年 京 城に 出張所 を 開設し、 当社 門 司 工場 製品 は 早くから 朝鮮 市場に 進出して いた。 朝鮮の セメント 

需要 は 水力発電 工事 • 築港 工事 • 鉄道 敷設 工事の 進 渉に つれ、 昭和 十 年 以降 大幅な 増大 を 見た。 すなわち 昭和 九 年度 三 四 

〇、 〇〇o 通、 十 年度 五 〇 七、 〇〇〇 瓲、 十一 年度 六 一 三、 〇〇〇 通、 十二 年度 七 〇 七、 000 瓲、 十三 年度 九 四 〇、〇〇〇 

通、 十四 年度 は 一、 〇 八 〇、o〇〇 瓲に 達した。 かような 需要の 増大に 伴って、 昭和 十一 年から 十二 年に 至る 僅か 二 力 年間 

に 新設され た 工場 は、 小 野 田 社 古 茂 山 工場 • 朝 鲜社海 州 工場 • 朝 鲜浅野 社 鳳 山 工場の 三 工場に 及んだ。 当社 は 朝鮮 浅 野 社 

製品の 一 手 販売 を も 行う ことと なった ため、 十 一 年 七月 従来の 出張所 を 本店 直属の 営業所に 昇格 させた。 

台湾の 販売 拡張 当社 は、 台湾 工場 建設 以前から 台湾 市場に 対して 相当 量の 製品 を 移出して おり、 既述の ように 明治 四十 一 年 早く も 台北 

に 出張所 を ii 設 したが、 大正 六 年に は 台湾 工場の 完成と 共に 高 雄に 台湾 支店 を 設け、 台北 出張所 は その 傘下に 入 つ た。 

第一 節概  説  七三 五 


第 七 章 


営業 一,^ 


昭和 初期 


度 九 四 。ぶ、 十四 年度 は 八 七 ％ と、 いずれも 高率 を 示して いる。  七三 四 

セ に 至る 期間に は、 日本 磨 肥料 会社 鏡 • 水误両 工場 (いずれも 熊本県 所在) で 製造した 

需：： 増：^::::::^ y  ^MMUk.: さ r あ i 、ま 一 §ii 

業 部が 新設され たの は、 大正 十五 年 七月" あ 者る"、 こ"^  J 応"" の 整 ff 必要と する に 至った。 当社に 営 

設 B により これに 移管した。  う . ^正 七 年 七月 本店 総務部に 商務 課 をお いたが、 営業部の 

ェ II 離」、 それぞれ 響 

る ことと なった。  ？ コ場 力ら 離れて もっぱら 当該 地方の 販売 事務の 第一線 I 当す 

昭和 五 年の 支店 制度の 改革に 半い 、既存 マ n  til 

、 おと 共に 支店 管下の 出張所の 当 • 川 崎 . 台湾 . 大阪の 六 支店のう ち、 川 崎 支店 は 廃止し 

本店 ill  当時に おけ iii 疆は、 次のと I あった。 


I マ -ー ラ 出張所 

—東京 支店 

1- 新 潟 出張所 • 富 山 出張所 • 前撟 出張所 

-門司 支店  I. 

rl 鹿 児 島 出張所 • 大連 出張所 • 京 城 出張所 

II 北海道 支店 

一 II 仙 台 出張所 

—台 湾 支店 

_ II 台北 出張所 

-大阪 支店 

- 名古屋 出張所 • 岡 山 出張所 
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盛衰の 缩図 


明治時代 


大正時代 


第 七 章 


径 営の 規模に おいて、 終始 業界の 代表的 存在で あり、 かつまた 同業 小 野 田 社と 共に 業界 最古の 歴史 を もつ 当社 七十 年の 

社歴 を »  くと、 事務所. 支店 • 出張所 等 会社 直営 販充 機関た る 営業所 は、 は 販売機 構の 成長、 変動に より、 外 は 国運の 

消長に つれて その 性格、 名称、 存廃 等に おいて 幾多の 変遷 を閱 してお り、 当社 営業所の 変遷 史 こそ、 まさに 日本 セメント 

工業 盛衰の 縮図と も 言えよう。 

当社に おいて は、 既に 明治 三十 三年から 四十 年に かけて 大阪 • 大連 • 京 城 • 台北に 相次いで 出張所 を 開設した が、 明治 

時代に おける 営業所 は、 当時の 市場規模から 見て、 その 主体が 工場に あり、 深 川 工場 は 本店、 門 司 分工場 は 支店と しての 

機能 を 果していた。 事実、 制度と して 正式に 定めた ものではなかった が、 明治 三十 三、 四 年 ごろから 門 司 支店なる 名称 を 

使用して おり、 出張所 はこの 下に 配置され ていた わけで ある。 

当社 は、 大正 二 年から 初めて 正式に 支店 制度 を 布いた が、 大正 年間の 支店 はま だ 工場 を 主体と した もので あり、 会社の 

合併、 工場の 新 増設に 伴って、 大正 二 年 東京 及び 門 司に、 四 年 北海道 (上 磯村) に、 六 年 川 崎. 台湾 (高 雄 市〕 に、 十三 

年大阪 (出張所 を 昇格) に それぞれ 支店 を 設けた。 更に 国内 販路の 拡充 を 目指して、 呉 (大正 二 年). 新 潟 (六 年). 函館 (六 

年) • 名古屋 (七 年) . 仙 台 (八 年) • 福 島 (十一 年). 横 浜 (十三 年) • 岡 山 (十四 年) . 富 山 (十五 年) の 各地に 出張所 を 

開設し、 それぞれ 支店の 管轄 下に 置いた。 また 国. c の 需要 不振に 対処して、 海外市場の 開拓に 力 を 注ぎ、 大正 八 年 大阪販 

壳 所に 輸出 部 を 創設す ると 共に、 十一 年 マニラに、 十二 年上 海に、 それぞれ 出張所 を 開設し、 中国、 南洋 方面 はもち ろん 

北米. 南米にまで 新たな 市場 を 獲得す るた めに 努力した。 このため 当社の 輸出 は めざましい 上 仲 を 示し、 当時の 輸出の 大 

半 は、 当社 品で 占める という 状態であった。 すなわち、 当社の 対 全社 輸出 比率 を 見る と、 大正 十二 年度 は 六 〇％、 十三 年 
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口、  t^- 動 機  一 八 台 総 馬力 六 九. 五 馬力 

生産 品 


(備考) 創業 時代の 兵器 生産高に ついては、 二十 年 八月 終戦に より 資料 焼却の ため 不明 
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主要 設備 (昭和 二十 八 年 三月 現在)： 

I  、 機 械 設 備 


三、 その他 銀 造、 熱処理 用 設備 等 一式 

四、 電気 設 備 

ィ、 変 圧 器  二 〇〇kwA  四 ookwA  各 ームロ 

第二 節 御 野 機械 製作所  七三 一 


第 六 章 その他の 事業 場  七三 〇 

1、 昭和 二十 四 年 八月、 企業整備.^ 実施し、 独立採算制 事業 場と なる。 

一、 同 二十 五 年 三月、 セメント 工場 用 シルぺ ッブ その他 白銑 縛 物の 製造 を 開始。 十二月、 再度 企業整備 を 実施。 

一、 同 二十 六 年 六月、 1： 物 工場 二 〇 坪 (六 六 平方 米) を 増築す ると 共に、 溶銑 部 を 改造して、 従来の 能力 700  kg/h を l,000  kg/h に 増加。 

一 、 同 二十 七 年 九月、 備後 織物 合資会社へ 左記 建物 •  土地 (さきに 同社から 買収) を讓 渡。 

敷地  三 二 〇 坪 (一、 〇 五八 平方 米) 

建物 木造 瓦葺 平屋 建 二三 九评五 (七 九 二 平方 米) 

一、 現在 工場 敷地 面積 は 三、 四 五 四 评九六 (一 一、 四 ニー  平方 米)、 工場 建物 総 评数九 〇 八 评七五 (三、 〇o 四 平方 米) 

(備考) 一、 当所の 所在地 名 は、 昭和 二十 九 年 三月 三十 一 曰 付、 御 野 村が 神 辺 町に 合併され たため 左記のと おり 変更され た。 

広島県 深 安 郡 神 辺 町 宇 平野 三 二番 地ノニ 

二、 昭和 三十 年 三月 四日、 抹式 会社 御 野 製作所と なり 当社から 分離 独立。 

一、 責任者の 変遷 

昭和 十四 年 四月）. 同 十六 年 一 一月 

日 東 セメント 株式会社 専務取締役 佐々 木高榮 

同 十六 年 三月 ~ 同 十八 年 九月 

糸 崎 工場長  柏木 正 一 

同 十八 年 十月？ 同 十九 年 二月 

糸 崎 工場長 兼 糸 崎 製作所 長  細 井 潤 三 


昭和 十九 年 

糸 崎 製作所 長 (二月？ 五月) 

御 野 機械 製作所 長 (六月 以降 現在) 


永 倉義平 


第二 節 御 野 機械 製作所 (広島県 深 安 郡 祌辺町 宇 平野 三 ニノ 一 一番 地) 

沿 革 

一、 昭和 十四 年 四月 一 曰、 広島県 三 原 市 糸 崎 町 日 東 セメント 株式会社 内に 機械工 場と して 創設され、 大阪 陸軍 造兵廠 関係の 兵器 (信管. 爆 

管) の 製作 を 開始。 

一、 同 十六 年 三月 一 曰、 日 束 セメント 株式会社の 浅 野 セメント 株式会社 合併に 伴い、 当社 糸 崎 工場 第二 機械工 場と 改称。 

一 、 同 十八 年 十月、 糸 崎 製作所と 改称して 糸 崎 工場から 分離 独立。 

一、 同 十九 年 四月、 糸 崎 工場が セメント 製造 を アルミナ グ リンカ 製造に 転換した ため、 工場 敷地 狭 K となり、 海軍 第 十一 航空 廠の 斡旋に よ 

り、 現 所在地の 備後 織物 合資会社 工場 を貿収 し、 糸 崎 工場. C の 設備 を 移設して 拡張 増設し、 同時に 海軍 監督 工場に 指定され る。 

一 、 同年 六月、 御 野 機械 製作所と 改称して 運転 開始。 大阪 陸軍 造兵廠 関係の 兵器 製作に 加え、 第 十 一 航空 廠 関係の 航空機 部品 (主に 発動機 

部品) の 製作 を も 開始。 

一 、 同年 八月、 陸軍 監督 工場に 指定され る。 

一、 同 二十 年 八月、 終戦と 共に 陸軍 海軍 監督 工場 指定 解除され、 兵器、 航空機の 製作 を 中止。 

一 、 同年 十月、 農 器具 • 自転車 部品 . 及び 船舶 用品の 製作 を 開始。 

一、 同 二十 一 年 八月、 動力 脱穀機の 製作に 着手。 (同 二十 三年 七月 中止) 

一、 同一 一十一 一年 一月、 自動 畳表 織機の 製作に 着手。 (同一 一十 五 年 十一 一月 中止) 

一 、 同年 三月、 三菱 重工業 株式会社 水 島 機器 製作所との 契約に より ォ— ト 三輪車 部品の 製作 を 開始。 

一、 同年 五月、 浅 野 セメント 株式会社 社名 変更に 伴い、 曰 本 セメント 株式会社 御 野 機 « 製作所と 改称。 

一 、 同年 十 一 月、 脱穀機、 及び 畳表 織機の 生産、 卸売 • 小売 業の 指定 を 交く。 

一、 同 二十 三年 三月、 詩 物 工場 を 置し、 普通 誇 物. 砲金 錢 物の 縛 造 を 開始。 

第二 節 御 野 機械 M< 作 所  七 二 九 


°°   « 別 生産高  （単位 旌) 


年 次 

普通 祷鋼 

髙満俺 

m 銅 

まヮ 

ム 滴 鋼 

m 鉄 

髙 炭素 
鋼 塊 

截鋼球 

機械 加工 

昭和 20 年 

321 

107 

58 

21 

173 

240 

30 

101 

41 

54 

73 

22 

166 

143 

21 

336 

91 

83 

239 

23 

263 

133 

2 

709 

ZD/ 

24 

154 

94 

4 

35 

3 

162 

25 

258 

209 

31 

13 

196 

26 

311 

344 

84 

276 

27 

284 

420 

118 

315 

計 

1,930 

1,690 

290 

694 

190 

193 

1,528 

(備考） 昭和 19 年 以前 は 書類 焼却の ため 不明 


従業員 


年  次 

社 

員 

ェ 

員 

竊 

託 

臨 

時 

合 

計 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指数 

昭和 19 年 

39 

100 

267 

100 

4 

100 

76 

100 

386 

100 

20 

38 

97 

251 

94 

4 

100 

178 

234 

471 

122 

21 

36 

92 

201 

79 

50 

50 

65 

289 

75 

22 

44 

113 

299 

112 

39 

51 

382 

99 

23 

37 

95 

271 

101 

308 

80 

24 

32 

82 

229 

90 

261 

68 

25 

13 

38 

64 

24 

77 

20 

26 

12 

35 

60 

22 

20 

26 

92 

24 

27 

13 

38 

57 

21 

15 

19 

85 

22 

■ , その他の 卞 》ft  SF 


(備考） 昭和 IS 年 10 月 香 春 工場から 独立 以前 は 不明で あるので 昭和 19 年から 記截 し、 七 
指数 は 19 年 を 100 とした。  天 


生産 品 

 ,  I  I   (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


耐 

満 

普 

械 

熱 

俺 

通 

加 

鋅 

m 

ェ 

鋼 

銅 

m 

別 

耐 ク 

熟 1 
ム 

マ 

ン 
ガ 
ン 

摘 

0  二 
〇 二 

°c% 

% 

要 

右 
機 

械 

加 
ェ 
並 
び 
に 
機 

製 

作 

式 

の 
他 

歯 
切 
加 
ェ 

耐 
熟 

而 す 
酸 

耐 
磨 

耗 
用 
化 
学 

ェ 

場 
m 

部 

aa  ！ 

そ 
の 
他 

ブ 
ル 

卜 

I 

ザ 

部 
DO 

歯 
板 

そ 
の 
Ah 

IE 
耐 

磨 
耗 

m 
m 
用 

部 セ 

aa  y 

へ ン 

a ト 
1 ェ 
ル 場 
• 粉 

ハ 末 
ン 機 
マ 械 

1 部 1' 
•     Dd  [ 

7 裏 
n 板 

ソ 

X 百 

, M.  1 

4s 

ク 

シ 
1 

m 化 
機 学 
械 ェ 
場 
土  、 
木 セ 
機 メ 

械 ン 

部 ト 

口  a 丄 

、 場 
各 、 

種 鉱 
歯 山 

单 用 
、 機 

そ 械 
の 部 
他 品 

各 、 

種 艦 

機 船 
^ 機 

品 、 

品 
百 

用 
途 

リ , 
\ 

五 
瓲 

五 
旌 

0 

瓲 

力 ） 

月 1 
数 f 

1 に 

第一 節 番春 製钢所 

七 二 七 


仕上 部 （六） 


処 理 部 （五） 


造型 部 （四） 


木型 部 (三） 


金属 試験 部 


ニニ 三 0 

ム ムムム 
口    □  ロロ 


式  一二  二 


式 


式 


式 
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その他 物理 試験 設備 

口 ッ クウ ヱ ー ル 硬度， 計 

ブリネル 硬度 計 

シ ョ ァ， - 硬度 計 

顕微 競 写 真 機 

その他 研究 設備 


木 


祷 

起 


の 他 木 

型 乾 


旋  盤 

型 設 備 


子 


烷 

満 俺 

サンド 

直流 電 

交流 電 

コンブ 

起 


乾 

重 

焼 

レ 

J 


燥 

燥 


入 

ラ ス 

溶 接 

溶 接 

ッ サ 


が 

機 


が 

機 


その他 処理 設 備 


YMB 型 


振り 五 四 0 匪 X 一  . 九 〇〇 腿 

振り 三 〇oix  了 二 00™ 


幅 二  • 五 米 X 高さ 三 •〇 米 X 長さ 四 ニニ 米 

幅 三 土 米 X 高さ 三-四 米 X 長さ 五ろ 米 

幅 I  •〇 米 X 高さ  一 • 八 米 X 長さ 一 . 五 米 

パ ン 直径 一 丄ハ五 米 

径間 ニー  米 


幅  一 . 二 米 X 髙さ  一 ニー 米 X 長さ 1 义 米 

幅 三 •  二 米 X 高さ 一 . 八 米 X 長さ 三. 五 米 

幅  一 • 二 米 X 高さ 〇• 四 米 X 長さ 二.  二 米 

ォムコ 二号 型 

. 可般式 発電機  一 OKW 二 OKW 

七 五 k  VA 

横 置 単 筒 式  一 ox 一 〇 吋  一二 五 封 度 

径間  一 二 米 


ニニ 一 五 0 倍 


毎回 処理 二八 〇 立 

1 〇 瓲 


定格 電流 四 OOA 五 〇〇A 

定格 二次 電流 八 〇〇A 

二八 五 回転 二 五三 立方 呎 

一 〇 趣 


各種  旋盤 

各種 フライス盤 

ホブ盤 

その他 特殊 工作機械 


三 六 


二  S" 直結 

ベ ル ト掛 


二  5" 給 炭 機 付 

二  給 炭 機 付 

各 一 五 直結 

二  off 一  五 ffwff 


二  給 炭 機 付 

二  三 a"  * 

二  ff* 


七 及び 五 OK 

二  off 1 五 三 &i 


溶解 部 (一） 
起 そ変ェ 
の ル 

他 I 

式 

重 付 圧 H 

带 肫 
電 

—設 気 

機 備器炉 


鋼 炭 素 定量 器 

一一 その他 化学分析 設備 

, ムスラ —万能 試験機 


第一 節 香 春 製鋼所 


1 

式 


容量 五 〇K 


三直 結 


七 二 五 


同  安樂 正 行 

同 二十 一年 二月 ~同 二十 一年 三月 

同  三 谷 峰 吉 

(香 春 工場長の 兼任) 

同 二十 一 年 四月 ~ 同 二十 二 年 四月 

同  奥 野 行 

同 二十 二 年 七月 ~ 同 二十 四 年 九月 

同 0  ) 拍木正 一 

同 二十 四 年 九月 ~ 同 二十 六 年 六月 

同  安西 東吉 

同 二十 六 年 七月 降 現在 

同  和 仁壯造 

主要 設備  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


部 名 


称 


太 


能 


力 一員 数 一 馬力 数 その他 


径間  一二  m 捲揚  一一 m 


三瓲 

一、 二 〇〇kvA 

一 〇 旌 


二 

一 式 


各 二  ORi 一  五 9" 三 


第 六 章 その他の 事業 場  七 二 四 

1 方 1; 銷 工場に サンド ブラ スト その他 を 設置し、 設備の 拡充 を 図る。 

一、 昭和 年 十月、 工場 (従来 香 春 工場 電気 製鋼 課) は 業務の 繁忙 化に 作い 香 春 製鋼所と して 独立。 十二月、 錄銷 工場へ 乾燥炉 一台 増設。 

1 、 同 十九 年 三月、 尼 崎 工場の 休止 回 耘窯上 家 (鉄骨 平屋) を 移設して 大型 工作 工場 を 増設。 

一、 同 二十 年 五月、 大型 工作 工場 は 佐 世 保 海軍 工廠 造機 部 機械 .丄 場の 疎開 先 工場と なり、 问廠 から 六十 三 台の 工作機械 を 移設して 運転 を 開 

始。 

一、 同年 八月、 終戦に より 軍需 生産 を 中止し、 社内 外 セメント 工場 機械 部品 • 社外 炭鉱 機械 • 化学肥料 機械 等の 製作 を 開始。 

一、 同 二十 一年 十一月、 戦時中 廃止した 歸 鉄工 場の 復旧 工事 完成。 (一 一十 六 年 以降 休止) 

一、 同 二十 二 年 五月、 浅 野 セメント 株式会社 社名 変更に 伴い、 日本 セメント 株式会社 香 春 製 網 所と なる。 

一 、 同年 七月、 当所 は 香 春 工場 一 部門と して 併合され、 香 春 工場 製鋼 部と なる。 粉碎用 鍛鋼 球 製造 設備 拡張 工事 完成。 

一、 同 二十 四 年 九月、 独立採算制 工場と して 月産 三十 八 逃 を 目標に 香 春 製鋼所と して 香 春 工場から 分離、 再発足す。 

一 、 同 二十 五 年 十二月 ~ 二 十六 年 四月、 戦時中 (昭和 二十 年 五月) 当所に 疎開した 佐 世 保 海軍 工廠 造機 部 工作機械 は 終戦と 共に 国有と なり、 

賠償 指定 物資と して 大蔵省 財務 局の 保管の もとに、 当所 は これら 機械 を 賃借して いたが、 賠償 指定が 解除され た 結果、 購入 方 を 大蔵省 か 

らし よ うようされ 主要 工作機械 を 購入。 

一、 同 二十 七 年 四月、 生産高の 増加に 伴い、 II 造 工場 を 十五 米 拡張し、 グレ— ン 一基 増設。 

一 、 責任者の 変遷 

昭和 十三 年 ~ 同 十八 年 九月 

香 春 工場長 兼任 德 根吉郞 

同 十八 年 十月 ~ 同 十九 年 七月 

香 春 製鋼所 長 三 谷 峰 吉 

(香 春 工場長の 兼任) 

同 十九 年 八月）. 同 二十 一年 一月 


第 六 章 その他の 事業 場 

第一 節 香 春 製鋼所 (福岡県 田 川 郡 香 春 町 八 一 二番 地) 

沿 革 

一、 昭和 十三 年 一月、 香 春 工場の 余剰 電力 を 活用して、 鋼 塊 年産 五、 0〇〇a め 生産 を 目標に 三 通 電気 一基、 その他 銷塊 製造 用 設備 一切 

を 設置して 香 春 工場の 一 部門と して 操業 開始。 (当初の 主要 製品 は 特殊鋼で ある パ ネ銷 . 鑪鋼 であ つ た。) 

一、 同年 十月、 社内 各 工場に 鐫球を 供給す るた め 月産 六 〇 瓲を 目標に 工場 を 拡張し、 l:fi> 瓲 エア— ハン マ —等 を 増設して、 スチ I ルポ— ル 

の 製造 開始。 

一 、 同 十四 年 一 月、 戦時下、 社 转銷 品の 入手 困難と なった ので 工場 を 拡張し、 乾燥炉 • 焼 鈍炉各 一 基 を 設置、 その他 造型、 処理、 木型 設 

備 一 式 を 整え 祷銷 品の 製造 を 開始。 (製品 = 満俺錢 鋼 . 普通 誇 鋼 • 耐熱 錄鋼) 

一、 同 十五 年 四月、 K 給 統制 強化に 伴い、 力— パ イドの 入手 困難と なった ため、 その 自家製 造 を 企図し、 設立 以来 香 春 工場 工務 課の 一部 門 

であった 組織 を 改め、 新たに 香 春 工場 電気 製 銅 課と して 発足し、 九月から 力 ー パ イドの 製造 を 開始した が、 十九 年 八月 八 代 工場へ 移讓。 

一、 同 十六 年 四月、 金属 材料 試験 所 を 設立。 八月、 八 代 工場から 三 瓲電！ ，RC 炉 一基 を 移設して 詩 鋼 工場の 拡充 を 図る。 

一 、 同 十七 年 三月、 佐 世 保 海軍 工廠から 海軍 機関 部品 铸鋼 品の 製造 を 依頼され、 社内 縛 銅 品の 製造 継続 を 条件と して、 申入れ を 受諾し 製造 

開始。 

詩 鋼 品の 加工 工作 設備 改善の ため 門 司 工場 付属の 機械工 場 を 移設し、 工作 工場と して 設置。 創業 以来 行って きた 銷 塊の 製造 は、 業界 整 

理の ため ほとんど 製造 中止の 状態と なる。 

一、 同 十八 年 四月、 操業 以来 製造の スチ —ル. ボ —ル は、 昭和 十七 年 十二月 禁止 令に より 製造 中止の やむな きに 至り、 1:8 瓲、 lis 瓲 エア 

—ハン マ —等 を 撤去す る。 

第 六 章 その他の 事業 場  七 二三 


主要  設備 （昭和 20 年 8 月 現在） 


基数 

機械 名称 

機拔 口  ^ 

所要 馬力 

ハチ ュッグ 式 

製造 設備 

抄 造 機 （ウエット マシン） 

叩 解 機 （ホレンダー） 

提 抻 機 （チュスト アジテーター） 

波 板 圧搾 a— ル 

円筒 巻 機 

円筒 乾燥機 

2 
1 
1 
2 
1 

その他の 

設  備 

コル：:； ッシュ ポィ ラー 

真空 ポンプ 

1 

生産高 


年 次 

波 根换箅 (枚） 

摘 

要 

昭和 16 年 

38,357 

8 

月 以降 

17 

145,629 

18 

139,727 

19 

132,776 

20 

16,879 

-3 月 資料な し 

(7 月 ま で） 

合 計 

473,368 

出 

荷 

高 

年 次 

波 板 換算 （枚） 

摘 

要 

昭和 16 年 

6,887 

9 

月 以降 

17 

95,615 

18 

110,072 

19 

154,314 

20 

29,797 

月 ま で:） 

合 計 

396,685 

(備考） ひ） 生産高 並びに 出荷 高 は 月別 利益 総合 表に よる。 
r2) 原料 使用 髙 並びに 従業 貝は资 料な く 不明。 


V スレ. I ト 工場 


抄 造機 (ゥ ュッ トマ シン) 二 基 叩 解 機 (ホ レン ダ ー) 二 基 攪梓機 (チ H ストア ジテ— タ—) 二 基 口  — ル式波 板 圧摔機 一基 円筒 卷 

機 二 基 円筒 乾燥機 一基 コル 一一 ッシ ュボ イラ— 一基 

製造 予想高 年産 三 七 四、 四 o〇 枚 (波 板 換算) 

、 昭和 十八 年 以降に おける 当 工場 製品の 主な 出荷 区域 は、 咸鏡南 道 及び 咸鏡北 道 全域 (興 南 を 除く) である。 

、 同年、 軍の 重要 工場と して 物資の 特配 を受 く。 

、 同 二十 年 八月、 戦局 急迫の ため 原料 入手 困難 を 極め、 やむなく 作業 中止。 

、 空襲 爆撃に より、 工場 事務所 • 物品 倉庫 及び 社宅 二 棟 焼失。  ， 

、 同年 八月 十三 日、 ソ連 軍の 急襲に より、 従業員 は 京 城 向け 避難。 

、 従業員 (昭和 十五 年 創立 当時 ~ 二十 年初 頭) 

社員  六 

ェ 員 

内地人  五 

朝鮮人 三 〇 

、 責任者の 変遷 

昭和 十六 年？ 同 十九 年 

同 二十 年 


工場長 

同 


濱島利 治 

櫻 井 好 三 


第 九 節 清津 工場 


七 二 


第五 章 スレ— ト 工場  i  一 0 

一、 昭和 十七 年 九月、 製 綿 工場の 改 増築 を 完成、 石綿 吹 別 風車 装置 を据 付け、 石綿の 増産 を 図る。 

一 、 同 十八 年 九月 二十日、 当 採掘 所々 在 地名 変更に 伴い、 「加 平 石綿 採掘 所」 と 改称。 同 十九 年 十月 一 日 「採掘 所」 は 「鉱業 所」 と 改称。 

1、 同 十九 年 五月、 朝鮮に おいて、 地の 軍需 会社法に 準ずる 軍需 生産 責任 制の 実施に より、 当 鉱業 所 は 軍需 事業 場に 指定され る。 

一、 同 二十 年 九月、 当 鉱業 所 は、 終戦に より 朝鮮 治安 委員会に 移管され、 同年 十一月 十日 閉鎖。 

当時に おける 責任者 及び 従業員 

所長 莊司 毅 従業員 社員 五名 

忠南 石綿 礦業 所 (朝 鲜忠清 南 道 洪城郡 洪城邑 五官 里) 

一、 昭和 二十 年 九月 十八 日、 当 事業所の 管理 を 当所 開設 以来の 職員、 « 正 雲 (星 山 正 雲) に 委任し、 事業 を 解散。 

当時の 責任者  所長 岡 田  一二 

第 九 I 即 清津 工場 (朝鮮 咸鏡北 道 清 津府束 水 南 町 四 八 九) 

沿 革 

1、 昭和 十五 年 九月、 朝鲜 における スレ ー トの 需要 激増に 備え、 朝鮮 咸鏡北 道 清 津府水 南 町に 予算 二 四 四、 〇〇 五 円 を もって 工場 建設に 着 

ェ。 

一、 同 十六 年 十月、 殘ェ、 当社 スレ ー ト 部清津 工場と して 操業 開始。 

建設 当時 の ェ 場 設備 左のと おり。 

建物 原料 配合 場 三 一 坪 五 (一 〇 四 平方 米) (三階 建) 

製造 工場 七 五六 坪 (一 一、 四 九九 平方 米) (スレ —ト 平家 四 棟) 

延评 九 八 三 坪 (三、 二 五 0 平方 米) 

主要 機械 


要  設備 （昭和 20 年 8 月 現在） 


基数 

機械  名称 

機械 合 数 

所要 馬力 

叩 M 機 （ホレンダー） 

3 

ハチ ユック 式 

抄 造 機 （ウエット マシン） 

m  ^ 機 （"チュスト アジテーター、 

2 

{fell ま trt. 描 
3si   ?s    nX  Vffl 

型 付 機 

圧 拷 機 （ン つて" r ンン ' 

1 口  一  ノレ ノレ ス  L 

裁 断 機 （カッター） 

3 
2 

口 ッホ式 

1 

裁断 機 （水圧 式） 
圧 拷 機 （ »  ) 

製造 設備 

ブレス ポンプ （六 連） 
穴 明 機 

1 

円 倚 卷取機 

ボイラー 

旋  盤 

その他 

平 削 機 
ポ ール盤 
鉄 型 付 機 
原料 室 試験 設備 

生産高 


年 次 

波 板 換算 (枚） 

摘  要 

昭和 15 年 
16 
17 
18 
19 
20 

1〜3 月 資料な し （7 月まで） 

合 計 

2,664,718 

〔備考） 昭和 4 年〜 14 年 は 資料な し 

同 15 年〜 20 年 は 月別 利益 総合 表に よる。 

出                   あ  问 

年 次 

波 根 換算 (枚） 

摘  要 

昭和 15 年 
16 
17 
18 
19 
20 

656,872 
697,791 
606,053 
375,399 
357,304 
100,592 

(7 月まで） 

合 計 

2,794,011 

(備考） 昭和4 年〜 14 年 は 資料な し 

同 15 年〜 20 年 は 月別 利益 総合 表に よる。 


第 八 節 京 城 工場 


七 一 九 


工場 主任 

同 

工場長 

同 


竹內 基 

^  田 W 親 

鈴 木常吉 

莊司 毅 


第五 章 スレ ー ト 工場  七 一八- 

1 、 責任者の 変遷 

昭和 五 年 ~ 同 六 年 

同 十ハ牛 ~ 同 十 一 年 

同 十 一 年？ 同 十七 年 

同 十七 年 ~ 同 二十 年 

一、 原料 使用 高 最高  一二、 〇〇oa 平均 四、 五 〇〇{« 

一 、 従業員 最高 一 六 〇 名 終戦 時 六 〇 名 

(備考) 原料 使用 髙、 及び 従業員 は 明確な 資料がない ため 概数 を 記す に 止める。 

加 平 石綿 確 業 所 C 朝鮮 京 畿道加 平 郡 雪 岳 面 位 谷 里) 

一、 昭和 十三 年、 曰 華 事変 勃発 以来、 為替管理の 制限に よる 石綿 (カナダ、 アフリカ、 ウラル 産) 輸入 困難の ため、 調査の 結果 カナダ 産と 

同一 の 「クラ イソラ イト」 なること を 確認の 上、 朝鮮 京 畿道楊 平 郡 雪 岳 面 位 谷 里 (京 城から 約 十七 里) の 石綿 鉱区 (石綿 採取 推定 量 約 三、 

二 o〇a) を、 当社 スレ— ト部揚 平 石綿 採掘 所と して 開鉱。 

工事 予算 六 〇、 八 八 五 円 鉱業 権 買収 費 四、 五 〇〇 円 

採掘 設備 

建物 機械工 場 五四评 (一七 九 平方 米) 飾 別室 四 八 坪 (一 五 九 平方 米) 

主要 機械 

サグ岩 機 エレべ— タ —• コン ベア ー 百 馬 カジ— ゼル 原動機 二 五 馬力 空気 圧摔機 

一 力 年 石綿 採取 予想 量 三 o〇a 

一、 同 十四 年、 採掘 所- (製 綿 工場 間、 約 一 丄ハ扦 を 従来の 馬車に よる 一 曰 四十 瓲 3? 上の 原鉱 輸送が 至難の ため、 原鉱 輸送 用 轨道を 敷設、 輸 

送费の 低減と 輸送量の 増加 を 図る。 


一、 昭和 十三 年、 抄 造機 一基 及び 付属 機械 を 増設、 昼夜 連続 運転に よる 無理 を 緩和。 

増設 主要 設備 

建物 ホ レン ダ— 室 (鉄骨 中 二階) ー五圩 (五 〇 平方 米) 養生 室 一 室 

機械 抄 造機 (ゥ =ト マシン) 一基 叩 解機( ホ レン ダ—) 一基 提伴機 (t スト アジ テ—タ|) 一基 真空 ポンプ (ナッシュ ボン 

フ) 一基 セメント ポンプー 基 圧搾機 (D— ル プレス) 一基 《 動機 三 基 

增設 による 月産 能力 比較 

波 板 四 o、o〇〇 枚 (増設 前) 

七 八、 〇〇〇" (増設 後)  に 

一 、 同 十四 年末、 主要 設備 左のと おり。 

(波 板 製造 用) 抄 造機 (ゥ H に マシン) 三基 圧搾機 (コル ゲ I トマ シン) 一基 圧搾機 (口— ル ブレス) 一基 

(平板 製造 用〕 後 圧拷機 (ナツ ハ ブレス) 一基 

(型 物品 製造 用) 小型 圧 拷機四 基 

月. M 能力 一 一 六、 〇〇〇 枚 (波 板 換算) 

一、 同 十五 年、 朝鲜 における 石綿 スレ- トの霧 激増に 備え、 寶レ- ト部は 朝 鲜咸鏡 北 道 清 津府に 新 工場の 建 設を 計画。 このため 同年 十 

二月から 当朝鲜 工場 は 京 城 工場と 改称。 

一 、 同 十八 年 六月、 京 城府に 区 制 施行され、 当 工場 所在地 左のと おり 変更され る。 

新 京 城府 龍 山 区 漢江通 ニノ 二  (旧 京 城府 漢江通 ニノ 二) 

1 、同一 一十 年 七月、 当 工場 敷地 二、  OOS  (六、 六 二八 平方 米) の內、 一、 三 九 八 坪 (四、 六 ニニ 平方 米) が. S 府 から 払 下 デられ  一 s、 

七 五 〇 円 を もって H 収。 七月 末、 戦局 急迫し、 原料の 入手 困難の ため 一時 工場 運転 休止。 

、 同年 十 一 月 十 H、 終戦に より 工場 閉鎖。 

当 工場 資産 一切 (土地、 建物、 機械、 原料、 及び 製品〕 の 管理 権 を 宋三紋 (松 山弘 達) に 委任。 

第 八 節 京 城 工場 

七 一 七 


第五 章 スレ， -ト 工場  七 一六 

第 八 節 京 城 工場 (朝鮮 京 城府 龍 山 区 漢江通 ニノ  二) 

沿 革 

、 ^和 三年 十二月、 京 城府 龍 山に 波 板 製造 を 主体と する 新 工場 建設に 着手。 工事 予算  一二 八、 OOQ 円 

、 同 四 年 七 3、 完成。 八 から 当社 スレ ー ト部 朝鮮 工場と して 操業 開始。 建設 当時の 主要 工場 設備 左のと おり 

建物 

機械工 場 一 一階 建 一 〇〇 圩 (三 三 一 平方 米) 仕上工 場. 仓寧. 原料 仓庫 一 三 〇 评 (四 三 〇 平方 米) 乾燥室. 倉庫 一 〇〇 坪 (三 三 一 平方 米) 

機械 

抄 造機 (ウエット マシン) 一基 叩 解 機 (ホ レン ダ ー) 一基 円錐 タンク 三 基 高圧 圧挥機 (網 代 板 用) 一基 第一 攪 It 機 (チュスト ァ 

ジテ I タ ー) 一基 高圧 ポンプー 基 圧挥機 (コル ゲ I トマ シン) 一基 切断機 (カツ タ—) 二 基 大 平板 切断機 一基 圧搾機 (ブレ 

ス) 三 基 

壳上 予想 (半 力 年) 

波 板 三 〇、〇〇〇 枚 壁板 九、 〇〇〇 枚 煙突 四 二、 〇〇〇 本 

、 同 十 年、 半島. k: の 需要 増加に 備え、 工場 増設 を 図り、 十二 年上 期 完成。 すなわち 同年 下期、 抄 造機 (二号 機 二 基 増設。 十一 年下 期、 

原料 室 . 製造 場 . 仕上 場 • 製品 置 場 計 三 八 三 坪 (一、 二 六 七 平方 米) 増築 

、 同年 十一月、 スレ I ト霜要 激増の ため、 当 工場 も 他 三 工場 (東京 • 門 司 • 名 古屋) になら い、 昼夜 連続 運転 を 行う。 

当 時 における 月産 能力 

(昼 間)  (昼 夜) 

波 板  ニー、 000 枚  四 〇、〇〇〇 枚 

平板 一四 〇、〇〇〇"  二 五 〇、〇〇o" 


主要  設備  （昭和 20 年 現在） 


基数 

機械 名称 

機械 合 数 

所要 馬力 

ハ 製 
t 造 

； 設 

式 備 

抄 造 機 （ゥ ヱッ トマ シン） 
波 型 圧搾機 （0  — ル ブレス） 
水 圧 機 （ハイド リツ グ ブレス） 

2 
1 

生産高 


年 次 

波 板 換算 (枚） 

摘  要 

昭和 13 年 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 

不 明 

333,625 
248,149 
286,151 
312,962 
204,585 
不 明 

品種  不明 

} 

ム  34- 

P1  HI— 

1,385,472 

出                           1^  局 

年 次 

波 板 換算 （枚） 

摘  要 

昭和 13 年 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 

N)       K>       NJ       NJ       OJ  八 
0       C\       0O       Lw       NJ       K>  '5 
O       N)       N)       K)  CO 
O      O               O      、I      —  vjn 

品種  不明 

！ 

合 計 

1,363,531 

(備考） （1) 生産高 並びに 出荷 髙は 月別 勘定 表 統計に よる。 

(2) 昭和 20 年 3 月 戦災， 同年 11 月 復旧。 


第 七 節 高 雄 工場 


七 一 五 


第五 章 スレ— ト 工場 

生産 設備 

波扳 製造 用ゥ H ット マシン 二 基 波 板 製造 用 口 I ル ブレス 二 基 平板 製造 ffl ハイド リック ブレス 一基 

月 « 能力 四 七、 五 〇o 枚 (波 板 A 六 換算) 月産 実績 一 五、 〇〇o 枚 (波 板 A 六 換算) 二十 年上 期 

地区 別 出荷 率 (創業 以来の 平均) 

台 南 二 九 台北 二八 高 雄 二 四 台屮九 新 竹 六 花 蓮 港 五 台 東 〇• 五 湖 〇 ニニ 

職 员 十六 名  工員 ニニ 名 

戦災 復旧 ほぼ 完了、 翌 二十 一 年 一 月 十日 ごろから 生. 開始。 日産 約 三 〇〇 枚 (波 板) 


一 、 同 二十 年 十二 R^、 

I 、 責任者の 変遷 

昭和 十三 年~ 同 

同 十 i: 年 ~M 

同 十六 年 ~ 同 

同 十八 年？ 同 

同 二十 年 ~问 


十四 年 

工場長 

卜. ん年 

同 

十八 年 

同 

二十 年 

同 

二十 二 年 

同 


井上 英熙 

高 橋久男 

大內 勳 

宇 野正已 

高 橋久男 


七 
四 


• 製造 工場 (四 二 〇 评 = 一 、 三 八 八 平方 米) ホ レン ダ— 場 (一四 〇坪= 四 六 三 平方 米) 製品 念 W  ( 一七 〇圩= 五六 二 平方 米) 原料 念 

庫 (三 三 六 圩= 一、 一一 一 平方 米) 

主たる 機械工 事  • 

円錐形 タンク 四 K 叩 解 機 (ホ レン ダ—) 三 S  (新 s« 購入の 一台 を 含む) 攪 ii 機 (チェ ストア ジテ I タ ー) 二  S 抄 造機 (ゥ ット 

マシン) 二 基 波 型 圧 挥 機 (コル ゲ— トマ シン) 一教 波 型 圧 機 (口 ー ルフ レス) 一 S 円 «E 巻 取 製造 機 Is 円？ 1 抜 取 機 一基 

工事 完成 後に おける 年産 高 

増設 前 二 六 四、 〇〇〇 枚 (波 板) 

. 後 五 二八、 〇〇〇 枚 ( " )  - 

一、 li 和 十八 年 十月 以降、 石綿の 入荷 ほとんど 杜絶し、 島. e: で ，H 給の やむな きに ザ： り、 十九 年 三月、 台 束 関 山 郡 鹿野庄 鹿 野の 台湾 石綿 株式 

会社 石綿 鉱区 一、 三 〇 九、 五三 〇 评 (四、 三 二 九、 0 四 三 平方 米) に 鉱業 使用権 を 設定。 同年 四月から 当 工場 鹿 石綿 鉱業 所の 名 を もつ 

て、 石綿の 採掘に 着手。 

一、 同 二十 年 二月 二十 四 曰 以降、 連日の 空襲に より 送電 される こと 多く、 全 工場 ー齊 運転 不可能の ため 一部の 機械 を 解体 退避す。 

一、 同年 三月 二十 三；！！、 降 接 セメント. 丄場 出荷 場の 空爆に よる 爆風の ため 工場 建物 大半 破壊され たが、 ^5機械は被害を免れる。 

一、 同年 十一月 一 En、 終戦後 S 情勢に よる 対外 策 を -瓛 し、 工場 を 当社 台湾 事務所 及び 浅 野 スレ— ト販先 株式会社 と共に、 台湾 セメント 株 

式 会社に 統合。 

統合 当時に おける 工場の 概要 左のと おり。 

波 板  厚さ 八 粍 幅 二 尺四寸 (〇. 七 二 七 米) 長さ 六尺 (一 • 八 一八 米) 

大 平板  厚さ 八 粍 幅 三尺 (〇 . 九 〇 九 米) 長さ 六尺 (一 • 八 一 八 米) 

小 平板 網 代 型 厚さ 五耗 十六 吋 角 (〇 • 四 0 六 米) 

煙 突  .os^ 三 吋 (〇 . 〇 七 六 米) ~ 二 四 吋 8  . 六 一 〇 米) 長き 六尺 

第 七 節 髙雄 工場  七 一三 


第五 隶 スレ— ト 工場  七  一二 

第 七 節  一：：^ 雄 工場 (台湾 高 雄 市 田 町三ノ 五) 

沿 革 

、 ii 和 十二 年 九月 十 s: 曰、 日華 事変 後、 台湾に おける 南方 開発 事業の 進展に 伴う スレ I ト 需要の 急増に 備える ため、 また 従来 台湾へ は I： 

司 T; 場 品 を 積 送して いたが、 事変の ため 船便の 不足と 運賃の 暴騰と により 供給 力が 著しく 削減され る こと を 考え、 髙雄市 田 町の 台湾 セメ 

ント 工場 敷地. c 七 一 七圩 (二、 三 七 0 平方 米) に、 予算 九 八、 七 六 〇 円 を もって 工場 建設に 着工。 

、 S 十三 年 六月 八日、 殘ェ、 操業 開始。 当社 スレ ー ト部 台湾 工場と して 発足" 建設 当時の 工場 設備 左のと おり。 

建 物 

同 工場 旧 榉村倉 寧 改造 四 二 九 坪 (一、 四 一八 平方 米) 新築 二階建 延四八 坪 (一 五 九 平方 米) 新築 平家 建 二 四 〇 坪 (七 九 三 平方 米) 

主要 機械 

抄 造機 (ウエット マシン) 一基 円錐形 タンク 二 基 叩 解 機 (ビ ー タ—」 一基 提 作 機 (チュスト アジ テ ー タ ー ニ旌 丸型 金網 (シリ 

ンダ— モ ー ルド 予備 共) 二 組 波 型 圧 押 機 (コル ゲ ー トマ シン) 一基 大波 型 付 機 一 基 円筒 巻 機械 一 一 基 大型 円筒 巻 機械 一 基 

半年 生産 予想高 波扳 十万 枚、 壁板 一 万 枚、 煙突 一万 一 一千 本 

、 同 十四 年 十二月 末 現在の 工場 設備 

波 板 製造 用抄 造機 (ゥ H ット マシン) 一基 波 板 製造 用 波 型 圧挥機 (口，' ル ブレス) 一基 平板 製造 用 水圧機 (ハイド リツ 7 プレス) 一基 

月産 能力 g: 七、 五 00 枚 (波 板 A 六 換算〕 

、 同 十五 年 台北 市松 山に 新 工場 建設 計！： を樹 て、 土地 購入す。 このため、 当 工場 は 五月から 高 雄 工場と 改称。 

、 同 十七 年 十一月、 島内の スレ— ト 需要の 急増に 備え、 工場の 狭 K を 打開す るた め、 物 及び 機械 全部 を セメント 工場 隣接 社 有 地に 移転 

同時に 製造 機 一 式 増設 を 図り 翌年 九月 完成。 

主たる 建物 工事 


従業員 


社 

員 

X 

員 

喷 

託 

時 

ム 

計 

年 

次 

人 員 

7B  St*. 

人 昌 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

入 ■R 

キ旨 ^Sc 

昭 

15 

4 

10 
12 
13 
13 
15 
19 
20 
17 
11 

100 

50 

100 

2 
1 

1 

3 

54 

100 

16 

175 

51 

102 

58 

107 

17 

250 

59 

118 

69 

126 

18 

300 

39 

78 

51 

94 

19 

325 

44 

88 

57 

106 

20 

325 

45 

90 

58 

107 

21 

375 

41 

82 

56 

104 

22 

4/5 

t  TQ 

丄 ■ZIS 

Q  3 
OJ 

丄 J1 

23 

550 

80 

160 

102 

189 

24 

425 

82 

164 

100 

185 

25 

275 

75 

150 

86 

161 

26 

175 

54 

108 

62 

115 

27 

175 

47 

94 

57 

106 

第 六 節 ffi 水 工場  七 一一 


出 

荷 

高 

年 次 

波ネ反 換算 （枚） 

備 

考 

昭和 15 年 

39,391 

波 

16 

326,278 

大 平板 

17 

211,77-4 

u 

18 

236,771 

ノノ 

ノノ 

19 

157,349 

'ノ 

„ 

20 

70,451 

,, 

21 

122,461 

煙 突 

22 

97,288 

II 

23 

148,464 

ノノ 

ノノ 

24 

75,778 

11  ' 

25 

123,365 

26 

210,766 

27 

179,119 

ノノ 

»          大波 板 

ム  3f 

1,999,255 

原 

料 （石 

綿 _) 使 用 

高               （単位 旌） 

年 次 

使用 瓲数 

備 

考 

昭和 ビ 年 

93 

(産地 名） 
カナダ 

ゥラ ノレ 

s 

16 

533 

"サイ 

ブラス 満洲 

主と して S.5R._3B.MS 

17 

446 

U 

ノノ  ガ 

朝鮮 內地 " 石 

18 

325 

,, S.  MF. 再製. 野 沢. 朝鮮 

19 

261 

ガ U      »        ノノ      ノノ  n 

20 

H7 

»  ノ, 

〃 -〃 ,， U      )，  n 

21 

214 

»  ノノ 

»   5 号 7 号 8 号 9 号 11 号 外 

22 

179 

U 

23 

369 

U 

24 

213 

U  ノノ 

25 

224 

主として 5D 

26 

"2 

サ 

イブ ラス 

»  6D 

27 

370 

ノノ  If 

八  3f 

3,806 

第五 章 ス 


ェ 場 


七 一 


要  設備 （昭和 27 年 10 月末 現在） 


基数 

機  あ 

名 称 

機械 台数 

所要 馬力 

叩 

解 機 （ビータ 

3 

ハチ エッグ 式 

提 

ft- 機 （チ ュス 

ト アジ テ一タ 一 ) 

1  60 

抄 

造 機 （ゥ ヱッ 

ト マ シ ン;） 

75 

製造 設備 

八 

ブレス） 

10 

裁 

断 機 （カツ タ 

-) 

その他 

口！] 解 機 （ビータ 
円 简卷機 

-) 

1 

20 

生産高 


年 次 

波 板 換算 (枚） 

備 

考 

昭和 15 年 

55,103 

波 权 

16 

332,787 

ノノ  大平权 

17 

223.711 

ノノ  ノノ 

18 

234.270 

19 

157.151 

»  if 

20 

85,913 

〃  » 

21 

113,254 

煙 突 

22 

101,153 

23 

162,891 

24 

87,411 

25 

111,792 

26 

236,209 

ノノ  » 

大波 板 

27 

181,080 

合 計 

2,082,725 

第 六 節 水 工場  七 0 九 


第五 章 スレ— ト 工場  七 0 一入 

日産 高 三 〇〇 本 (三 吋 半 換算) 

当時、 抄 造機の 運転 状況 一号 機 (円筒 製造) 二号 機 (波 板 製造) 四 号 機 (繊維 処理) 

(備考) 三 号 機 は 解体し、 他 機械の 補強に 使用。 

月産 能力 二 五、 〇〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 

、 同 二十 三年 六月、 原料 石綿の 入手 困難の ため、 特殊 繊維の 自給 を 図り 繊維 処理 設備 を 設置。 

主要 設備 反毛 機 二 基 二 ー ダ I  ( 一 〇a 処理) 二 基 叩 解 機 (ビ ー タ ー) 二 基 抄 造機 一基 

一 日 処理 高 約 一 、 八 ooffi 

なお、 繊維 処理 用と して 裁断 機 (力 ッ タ ー) 一 基 設置。 

、 同年、 波 板 製造の 機械化 を 図り、 付属 機械 設置。 

反転 機 一 基 波 板 型 付 機 一 一基 波 板 縦 切 機 一 基 同 波 切 機 一 基 

、 同年 八月、 保温 上、 従来の 構造 改良と 能率 を 図る ため 波 板 養生 室 (三 室) 設置。 

波 板 曰 産 能力 比較 改造 前 七 二 〇 枚 改造 後一、 五 〇〇 枚 

、 同 二十 五 年 十月、 特殊 繊維 処理 設備 廃止。 

、 同 二十 六 年 丑 月、 当社 スレ— ト 部門 を 分離 独立、 新たに アサノ スレ— ト 株式会社 (同年 十月 浅 野スレ ー ト 株式会社と 改杯) 設立に より. 

当 工場 は 同社 清水 工場と して 継承され た。 

、 分離 当時に おける 月産 能力 及び 主な 製品 左のと おり。 

波 板 換算 二 〇、 〇〇〇 枚 波 板. 大 平板 • 円 

、 責任者の 変遷 (分離まで) 

昭和 十五 年 ~ 同 十六 年  同 二十 一年 ~ 同 二十 四 年 

主任者 小 林 友 次  同  櫻 井 好 三 

同 十七 年. （问 二十 一年  同 二十 四 年 以降 

工場長 川 島 誠  同  坏井國 夫 


第 六 節 清水 工場 (清水 市 駒 越 五 二  0 番地) 

沿 革 

、 昭和 十四 年 九月、 大阪 石綿 工業 株式会社 (大正 十四 年 八月 創立。 資本金 百万 円) 清水 工場と して 建設 着手、 翌 十五 年 六月 完成、 七月 十 

五日 小波 板の 製造 開始。 

当時の 工場 設備 左のと おり。  ， 

工場 敷地 五、 二八 八 坪 (一七、 四 八 一平 方 米) 建坪 一、 〇 五六 评 (三、 四 九 一平 方 米) 

主要 機械 波 板 製造 用抄 造機 (ゥ H ット マシン) 四 基 波 型圧摔 機) 三連 式) (口— ル プレス) 四 基 

、 ；！： 十九 年 七月、 陸軍 需品 本廠 監督 工場 及び 大阪 海軍 径理部 指定 工場と なり、 もっぱら 軍需 用品 を 生産。 

、 同 二十 年 五月 一 日、 大阪 石綿 工業 株式会社 は 当社に 合併、 当社 スレ— ト部 清水 工場と して 再発足す。 

合併 当時の 工場 設備、 その他 

工場 敷地 五、 六 八 0 评 (一八、 七 七 七 平方 米) 建评  一、 二三 六 坪 (四、 〇 八 六 平方 米) 

主要 機械 抄 造機 (ゥ -1 ッ トマ シ ン) 四 基 (大阪 石綿 社 時代 解体に より 運転 可能 一 基) 叩 解 機 (ビ— タ j) 四 基 圧搾機 (D  — ルプレ 

ス：) 四 基 電動機 十六 基 (三 二八 馬力) 

その他 円筒 製造 機 一式 旋盤 外 修« 用 機械 一式 

製造 能力 年 魔 六 〇 四、 八 〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 

従業員 数 社員 十 名 工員 四十 名 

監督 区分 軍需 省 管理 工場、 陸軍 需品 本廠 監督 工場 

、 同 二十 三年 三月、 円筒 スレ— トの 需要 増加に 備え、 左記 円筒 製造 設備 を 設置、 製造 開始。 

円筒 製造 機 二 基 円筒 抜 取 機 一基 両口 切断機 一基 円筒 乾燥室 

第 六 節 清水 工場  七 〇 七 


原 料 （石 綿） 使用 高 


使用 旌数 

， "       His  JC^ 

ノゝ 

14  ^ 

133 

兀 

344 

653 

861 

4 

1 768 

74-^ 

5 

S51 

656 

3 

OS  8 

9 

1,597 

10 

1,869 

11 

2,036 

1 フ 
丄 A 

■;J，_JZ 上 

13 

2,134 

14 

1,089 

15 

1,356 

16 

1,328 

17 

826 

18 

607 

19 

20 

262 

合 

計 

23,285 

(備考） 銘柄 は 主と して カナダ 産の" S 、を 使 
用。 ただ し 昭和 19 年 以降 24 年まで は 
再生 石雜等 を 主と して 使用 


従業員 


年次 

社 

員 

ェ 

員 

暇 

託 

臨 

時 

八 

計 

摘  要 

人員 

指数 

人員 

数 指 

人員 

指 数 

人員 

指 数 

人員 

指数 

大 14 年 

9 

64 

90 

39 

99 

40 

8 月 操業 開始 

昭元 

10 

71 

90 

39 

100 

40 

12 

86 

90 

39 

102 

41 

14 

100 

130 

56 

144 

58 

4 

19 

136 

210 

90 

229 

92 

18 

129 

210 

90 

228 

92 

6 

18 

129 

210 

90 

228 

92 

12 

86 

210 

90 

50 

223 

90 

8 

13 

93 

210 

90 

50 

224 

90 

9 

12 

86 

210 

90 

50 

223 

90 

10 

14 

100 

230 

99 

100 

246 

99 

11 

15 

107 

260 

112 

100 

277 

111 

12 

18 

129 

330 

142 

100 

350 

141 

13 

18 

129 

330 

142 

50 

349 

140 

14 

25 

179 

330 

142 

50 

356 

143 

15 

19 

136 

330 

142 

50 

350 

HI 

16 

20 

143 

106 

45 

100 

128 

51 

17 

20 

143 

99 

42 

50 

120 

48 

18 

20 

143 

105 

45 

50 

126 

51 

19 

20 

143 

95 

41 

50 

116 

47 

20 

21 

150 

95 

41 

116 

47 

21 

28 

200 

118 

51 

146 

59 

22 

27 

193 

110 

47 

137 

55 

23 

26 

186 

114 

49 

56 

24 

22 

157 

98 

42 

1 120 

48 

25 

18 

129 

90 

32 

1 108 

43 

26 

15 

107 

67 

29 

i  82 

33  ；曰 雇人 夫 479 人 (月 平均 人工) 

27 

13 

93 

62 

27 

1  75 

30 

" 487 /.( " ) 

(備考） 指数 は 昭和9〜 U 年の 平均 を 100 と した。 


V スレ I ト 工場  七 〇 六 


要  設  備 （昭和 27 年 10 月末 現在） 


甘  Kir 

rat 

械 

あ 

称 

iwfPt  口  aX 

sc.  Tffi-  BE  -1-, 
所要 馬力 

叩 

解 

機 

(ビ ― 

ター：） 

4 

65 

ハ 

挖 

機 

(チ I 

ス ト ァ 

45 

チ 

抄 

C クュ 

ッ トマ 

ノ ン） 

60 

圧 

搾 

機 

30 

ク 

裁 

断 

機 

19.5 

式 
製 

型 

f-i- 

機 

造 

反 

機 

設 
備 

後 

圧 搾 

機 

(ナツ 

ハブレ； 

小 

型 圧搾 

機 

ブ 

レ ス ボ ン 

ブ 

1 

30 

生 

産 

高 

年 

次 

波板換 1?： (枚） 

摘 

要 

大 正 14 年 

8 月 '"- -' 
12 月 

40,120 

突 

大平根 

昭和 元 

109,683 

'ノ 

2 

284,683 

ノノ 

» 

波 权 

小 平お 

382,556 

4 

549,772 

ノ / 

ノ / 

ノノ 

石綿： C 

365,478 

a 

〃 

/ ノ 

ガ 

350,0n 

ノノ 

ノノ 

// 

ノノ 

U 

424,172 

ノノ 

ノノ 

ノノ 

8 

502,388 

ノノ 

}} 

ノノ 

ノノ 

9 

682,147 

» 

// 

厚 型 

10 

809,384 

a 

a 

ノメ 

), 

11 

740,348 

ノノ 

If 

If 

a 

U 

12 

1,302,268 

ノノ 

n 

ノノ 

ノノ 

}} 

13 

934.949 

» 

U 

ノノ 

14 

970,485 

U 

15 

927,058 

V 

16 

858,703 

U 

U 

17 

583,132  • 

ノノ 

a 

18 

389,794 

19 

265,184 

20 

116,136 

21 

104,294 

厚 型 

22 

144,520 

U 

23 

219,075 

U 

24 

196,441 

25 

273,311 

n 

» 

» 

26 

380,273 

a 

石綿: £ 

27 

:1 ま 1 き) 

322,484 

ガ 

ノノ 

ム 

計 

13,228,856 

(備考） 昭和 元年 及び 19 年 は 一部 推定で ある。 


第五 節 大阪 工場 


七 0 五 


第五 章 スレ— ト 工場 

一、 同年 五月、 当社 スレ I ト 部門 を 分離 独立、 新たに アサノ スレ ー 

工場 は 同社 大阪 工場と して 継承され た。 

一 、 分離 当時に おける 月産 能力 及び 主な 製品 次のと おり。 

四 二、 五 〇〇 枚 (波 板 換算) 波 板. 小 平板. 大 平板. 網 代 板 

一 、 責任者の 変遷 


昭和 二十 年 ~ 同 二十 一 年 

同 二十 一 年 ~ 同 二十 四 年 

同 二十 四 年 ~ 同 二十 五 年 

同 二十 五 年 ~ 同 二十 七 年 


ェ ST  - 


本 .WI 久吉 

峰： W 恒雄 

吉田淸 基 

宫川俊 雄 


- 株式会社 (同年 十月、 浅 野 スレ， 


七 〇 四 

- 株式会社と 改称) 設立に より、 当 


その他 製造 機 一式 旋盤 ほか 修 Si 用 機械 一式 

製造 能力 年産 六 五六、 〇〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 

従業員 数 職員 二十 二 名 工員 九十 八 名 (学徒 を 含む) 

監督 区分 軍需 省 管理 工場、 陸軍 需品 本 f 監督 工場 

一、 昭和 二十 年 六月、 戦災に より 原料 倉庫 二 棟 (約 二百 坪 = 六 六 一平 方 米) 全焼、 同一 棟 (九 〇坪= 二 九 八 平方 米) 半焼す。 

一、 同 二十 二 年、 副業 強化の ため、 大阪 セメント 工場に おいて 石綿 高圧 管 及び 低圧 管 を、 糸 崎 工場に おいて スレ —ト 製造 計画の ため、 両ェ 

場に 左記 機械 を 移設。  _ 

糸 崎 工場へ 移設 (二十 二 年 十月) 抄造機 (ゥ >^ ットマシン) 一 基 叩 解 機 (ホ レン ダ ー) 一基 攪拌 機 (チ - ストア ジテ j タ ー) 一基 

圧搾機 (プレス) 一基 型 付 機 一基 

大阪 工場へ 移設 (二十 三年 三月) 同 右 機械 一式 

一 、 同年、 波 板 製造 圧 拷機コ ルゲ— トフ レス 一 基 新設、 品質の 向上 を 図る。 

一、 同 二十 年 十二月、 職制 変更に よる スレ —ト部 廃止の ため、 当 工場 は、 当社 大阪 スレ —ト 工場と 改称。 

一 、 同 二十 三年 二月、 波 板 製造 用  一 ~ 二号 機の 養生 室 を 増設。 最大 容量 九 六 〇 枚 (波 板 A 六) となる。 

1 、 同年 当 工場 主要 生産 能力 左のと おり。 

(実 数) 枚  (波 板 換算) 枚  II 

波 板  二 五、 〇o〇  二 五、 oo〇 

小 平板  一 一 〇、o〇〇  一 二、 五 〇〇  ， 

厚 型  五 四、 〇〇〇  五、 四 o〇 

一、 同 二十 五 年 四月、 波 板 製造 二号 機 用 波 切 機 設置、 付属 設備の 機械化 を 図る。 

一、 同 二十 六 年 三月、 解 機 (ホ レン ダ ー) 一基 設置。 月産 処理 高 十六 a 

当時 当 工場の 月産 能力 二 〇、〇o〇 枚 (波 型 A 六 換算) 

第五 節 大 K 工場  七 0 三 


第五 章 スレ —ト 工場 

第五 I 即 大阪 工場 (大 K 市大淀 ぼ 中 萍浜通 三 ノー  怖 地」 

沿 革 

一、 大正 十四 年 八月、 当社と 多田學 との 共同 事業と して 石綿 工業の 発展 を H 的と し、 後者の 経営す る 金剛 スレ ー ト パイブ 製造所 (大阪市 束 

淀川 区 中 津浜通 一一 一 ノー) を 買収、 資本金 百万 円の 大阪 石綿 工業 株式会社 を 設立。 同社 大阪 工場の 名 を もって スレ ー ト、 パイブ 類の 製造 を 

11 始。 操業 以来 昭和 艽年 ごろまでの 主な 製品 は 煙突で ある。 

一、 昭和 三年 四月 ごろ、 十六 吋 板の 需要 低下の 対策と して、 異型 (網 代 刑」) スレ— トを 案出、 製造 を ^ 始、 ^5|5セメント株式会社スレ—ト 

部との 提携に 基き 試 売す： 

一 、 冋四 年初め から 十六 吋 板の 売行 減退に 対し、 "„= 和 三年 末から 好況 を-. 小して いた 異型 石綿 瓦の 需要 は 急増す。 

また 煙突 三 o〇 万 本 売上げ を 目標に 拡充 計画 を 実施、 同年 上期に おける 出荷 高 七 〇 万 本 余と なる。 

一、 同 九 年 九月 二十 一 曰、 開 西 地方 一帯 を 襲った 大風 水害に 対する 復旧 工事 用と して 藝は ー举に 增大、 このため 当 Hs 同年 十一月から 

昼夜 継続 運転 を 実施。 

一、 同 十二 年、 曰 華 奮の 影響 臭け、 当 工場 品 波 板の 朝鮮 向け 出荷 I したため、 抄 造機 通 全囊の ほか、 一一 一基 は 夜間 i を I、 増 

産 を 図る。 

一、 同 十八 年 十二月、 a 力 制限に よる 休転 日数 増加の ため、 製造 は 三 割 五分の 低下 を 見る。 

一、 同 二十 年 五月 一日、 扶助轻営にょる生：^^柩充を目的に大阪石綿ェ業株式会社は当社に合併され、 同時に 当社 スレ— ト 部大阪 工場と なる „ 

一、 合併 当時の 工場 設備 及び その他 概要 

工場 敷地 二、 四 七 二 坪 (八、 一七 二 平方 米) 建坪 一、 五 九 二 坪 (五、 二 六 三 平方 米) 

主要 機械 抄 造機 (ゥ H  "トマ シン) 五 基 水圧機 大醫基 小 匿 基 叩 解 機 C ヒ- タ丄五 基 圧搾機 (口 ー ルフ レス) 五 基 

電動機 二 六 基 (三 二八 馬力) 
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社 

1 
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ェ 

員 

ム 

計 

k6s  ipr 
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人 員 

指 数 
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100 

44 

100 

51 

100 

15 

10 

143 

49 

111 

59 

116 

16 

10 

H3 
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130 

67 
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17 

16 

229 
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141 

78 

131 
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186 
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123 

67 

153 

19 

17 

243 

50 

114 

67 

131 

20 

19 

271 

53 

121 

72 

141 

21 

21 

300 

46 

105 

67 

131 

22 
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257 

50 

114 

68 

133 

23 

18 

257 

52 

118 

70 

137 

24 

14 

200 

42 

96 

56 
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' 礼幌 営業所 
開設 

25 

11 

157 

42 

96 

53 
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す 

翁 

~ 、, 一 

26 

8 

114 

22 

1 

50 

30 

59 

»      3 名 

27 

8 

114 

22 

50 

30 

59 

(備考） 指数 は 昭和 14 年 （工場 開設） を 100 と した。 
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出 
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高 

年  次 

波 板 換算 (枚） 

1  備 

考 

昭和 14 年 

28,941 

波 板 

大 平板 
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円 简 

15 

149,156 

16 
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17 
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21 
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八  sf 


1,807 


要  設備 


(昭和 27 年 10 月末） 


1 基数 

機 械 

名 称 

台数 

所要 馬力 

ノ、 フェツ ノ  1 

製造 設備 

叩 解 機 （ホ レ 

ンダ 一;） 

10H»  15H> 

iiS 井 機 （チュ 

ス ト アジ テ一タ 

抄 造機 （ゥニ 

ッ トマ シ ン） 

20" 

波 根 圧拷機 

1 

lOH? 

" K 転機 

1 

その他 

" 波 切 機 

1 

» 縦 切 機 

1 

設 備 

円筒 捲 取 機 

2 

1* 

〃 養 生 口 

2 

ァ ン グル 組立 

1 

1 

»  "室 

1 

保温 装置 壁 造り 

波 板 養生 室 

1 

鉄筋コンクリート 造り 

生 

産 

高 

年 次 

波 根 換算 （枚） 

備 

考 

昭和 H 年 8 月 製造 開始 

昭 和 14 年 

58,331 

波 板 大 平板 

石綿: £        円 筒 

15 

137,849 

ガ 

16 

214,545 

If 

17 

196,850 

II  ノ / 

18 

171,096 

U  " 

19 

123,889 

if  » 

20 

102,529 

"  大平根 

21 

47,834 

22 

93,807 

ノノ 

23 

87,714 

24 

62,307 

25 

61,253 

// 

26 

88,367 

27(4〜11 月） 

73,749 

»                 ガ 大波 板 石綿: C ガ 

R  at 

1,520,120  i 
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六 九九 


第五 章 スレ I ト 工場  六 九 八 

立。 これと 共に 当 工場 は、 同社 札幌 工場と して 維 承され た。  ， 

当時の 工場 敷地 二、 七 七九圩 (九、 一 八 七 平方 束) 

* 建坪  八 〇 二" (一一 、六 五 一 平方 米) 

能力 (波 板 換算) 一 五、 〇〇〇 枚 

主要 生産 品 波 板 大 平板 円筒 ライト. ボ ー ド 

一、 責任者の 変遷 

Si 和 十 四 年 ~1； 十五 年  工場長  前 田 軍 治 

同 十五 年-, (同 十六 年  „ "飯 田 章 

同 十六 年一: IE 二十 七 年  "  桐 原朝吉 

占 冠 石綿 確 業 所 

一、 昭和 十六 年 四月、 石綿の 輪 入 困 雌に 対処、 原料 確保の al 的 を もって、 北海道 胆板国 勇 払 郡 占：：^ 石綿 鉱の n 究を EI り、 所有者 高？ S 喜 代 治 

と 権利 貿収 契約 締結し、 同年 七 3 から 原鉱 採掘 il 始。 

一、 同 二十 年 十一 3、 終戦後 諸径費 昂騰に よる 採算 困難、 かつ 地理 的恶 条件の ため 閉鎖。 


右 付属 配 ts- 盤  一 式 

一 五 馬力 低圧 電動機 (回転 数 一 、五 〇〇 回)  一 基 

右 付属 配電盤  一 式 

一、 同 十五 年 四月 十二 曰、 乾燥室の 過熱に より 出火、 原料 念 庫 及び 機械工 場 を 全焼す。 

被害 主要 建物 ホ レン ダ I 室 七 二 坪 (二三 八 平方 米) 機械工 場 七 二 坪 (二三 八 平方 米) 原料 倉庫 九 六 «r  (三 一七 平方 

米) 

被害 主要 機械 抄 造機 一基 攪 tt; 機 一基 円筒 製造 機 二 基 

一、 同年 六月、 火災に よる 焼失 個所の 復旧 工事 完成。 八月 試運転 を 行い、 十 曰から 製造 再開。 

建物 製造 工場 延 建坪 一 四 四 坪 (四 七 六 平方 米) 原料 念 庫 及び 渡 輝 下 一 一 八 坪 五 (三 九 二 平方 米) 

復旧 主要 機械 (修理 及び 新設) 抄 造機 (ハチ ユック 式) 一式 円錐 タン グニ基 叩 解 機 (ホ レン ダ—) 一基 揽排機 (リ ュルゥ 

ユルク) 一基 円筒 製造 機 一 一基 波 板 及び 大 平板 鉄板 一 式 

一 、 同 十六 年 一月、 冬期 農閑期に おける 増産 を 図る ため、 製品 貯蔵 倉庫 三 棟 (一 一 七 坪 = 三 八 七 平方 米) を 増築。 

一 、 同 十七 年 六月、 機械 修理の 迅速 化 を るた め、 機械 修理工場 一棟 (一 五坪 =五〇 平方 米) 新設。 

一、 同 二十 二 年 十月、 当社 セメント 大阪 工場に おいて、 石綿 高圧 管 及び 低圧 管 を 製造 計画の ため 左記 機械 を 同 工場へ 移設。 

压拷機 (一 五 〇a) 二 基 高圧 ブラン ジャ ー ポンプ (四 連 式) (上 同) 三連 式) 一式 アキ ュ ムレ ー タ I 一式 国光 瓦受 鉄板 

一、 四 二 〇 枚 水圧機 (中古) 一基 

一 、 同 二十 三年 三月、 ハチ エツ グ式 製造 設備の 原料 授$ ^機 (チ ェ ストア ジテ— タ ー) 一 基 新設。 

当時の 月産 能力 波 板 (円筒) ニー、 五 o〇 枚 

1、 同 二十 四 年、 生産の 合理化 を 図る ため 波 板 製造 設備の 機械化 を 完成。 設置 機械 左のと おり。 

反転 機 一 基 波 切 機 一 基 縦 切 機  一 S  ^動機 (五 1^ 力) 一 基 

一、 同 二十 六 年 五月、 当社 スレ— ト 部門 を 分離 独立 させ、 新たに アサノ スレ ー ト 株式会社 (同年 十月、 浅 野スレ —ト 株式会社と 改称) を設 

第 四 節 札幌 工場  六 九 七 


第五 章 スレ— ト 工場  六 九 六 

第 四 節 礼 工場 (北海道 札 W 郡 琴 似 町 五 九 四 番地) 

沿 革 

、 昭和 十四 年 三月、 日華 事変 勃発 以来、 北海道 における 石綿 スレ— ト 需要の 急増に 備え、 当社 スレ ー ト部は 北海道に 工場 建設の 計画 を 

樹て、 北海道 札 幌邯琴 似 村に 工場 建設 仮 事務所 を 設置、 建設の 許可 を 北海道 庁 あて 申請。 

、 M 年 四月 WH ；、 工場 建設の 認可 を 得た ので、 予算 一 三 六、 〇〇〇 円 を もって 着工。 

、 1： 年 七月 九日、 竣工。 翌 十日、 試運転 を 行い 十一 日から 製造 開始。 建設 当時の 工場 設備 左のと おり。 

H 場 敷地 二、  二 四 〇 评五 (七、 四 〇 七 平方 米) 

建坪 四 五 〇 评ニ五 (一、 四 八 八 平方 米) 

主要 機械 

抄 造機 (ゥ H ット マシン) 一基 圧搾機 (D1 ル ブレス) 一基 攪拌 機 (リ ュルゥ ユルク) 一基 叩 解 機 (ホ レン ダ— J 一基 円錐 タンク 

二 基 丸型 金網 (ワイヤ —シ リンダ ー) 二 個 円筒 製造 機 二 基 円筒 乾燥 台 一台 真空 (サ グシ ヨン) ポンプ 二 基 セメント ポンプ 二 基 

電動機 五 基 メ  I キング nl ルニ個 調 速 機 (リ ー ブス ピ I タ ー) 一個 

月産 能力 ra 、七 五 〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 

一 力 年 予定 売上高 

波 板 二十 万 枚 壁板 十万 枚 煙突 八 万 本 

建設 当時の 製品 は、 波扳. 大 平板 及び 円筒であった。 

、 同年 十月 十五 曰、 落成式 举行、 当社 スレ I ト 部札幌 工場と して 究足。 

、 1： 十五 年 四月、 セメント 束 京 工場から 波 板 及び 国光 スレ— ト 製造 用と して 左記 電動機 振替 移設。 

三 〇 馬力 低圧. 電動機 (回転 数  一 、oo〇 回)  一 基 
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(備考） 昭和 9 年〜 11 年の 平均 を 100 と した 
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出荷！^ 
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次 

波 板 換算 （枚） 
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— r『 

32,538 

6 

65,879 

波 板 大 平板 
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波 板 大 平板 

国光 円筒 石綿: E 

15 

515,311 

16 

377,138 

17 

399,608 

18 

321,431 

石 錦 冗 

19 

275,368 

20 

100,577 

»  » 

21 

136,296 

—22 

123,854 

円筒， 厚 型 

23 

271.360 

24 

206,907 

»  〃 

25 

262,933 

26 

317,041 

27 

205,324 

»  雜代板 

合 

計 

4,529,710 

原 料 （石 綿） 使 

用 高                         （単位 SS) 

年 

次 

使用 鹧数 

摘 

要 

昭和 

5 年 

不 明 

6 

23,668 

(産地 名） カナダ 

(品種） 4 极 （Z)  5 极 （S) 

8 

408,771 

0 

0 

9 

764,143 

ノノ 

10 

不 明 

11 

12 

13 

862,895 

カナダ  ウラル 

5 极 （S.  T5.  3B) 

14 

412,503 

" CS5D) 

15 

824,920 

a 

16 

371,101 

満洲 朝鮮 

" (S.  5D.  5R  "V") 

17 

306,415 

；, U            » 蒙疆 

RS3 〜： RS4，  ms 
NA〜NC.  5D〜5R 

18 

321,431 

}不 明 

19 

275,368 

20 

114,219 

国産 蒙疆 

7K.  RS4 

21 

240,218 

»       ，， 朝鲜 カナダ 

NC 

7〜9.  K 再生 RS4  5D〜5R 

22 

239,844 

23 

685,813 

再生 5 极 北海道 石綿 5D  RS4 

24 

674,664 

25 

599,417 

5D〜4M 再生 

26 

一 685,776— 

ノノ  S 

5R       6D 北海道 石綿 

27 

― 399,217 

ム 

計 

8,210,383 

(備考） ひ） 昭和 6 年 9 月〜 7 年 11 月まで 工場 閉鎖 

(2) 昭和 5 年 及び 10 年〜 12 年 は 資料 焼失の ため 不明 


:- スレ， I ト 工場  六 九 £ 


要  設備 （昭和 27 年 ion 末 現在） 


チ 


7 


の 


機  么称 

T な                    1^                    ィ-】  T'J' 

台数 

所 耍卑カ 

/ノ 1    ~3K  ！' "J    ノ J 

pn       fig       機 （^ビ —ター ヽ 

fST           Tw    、し        Z  ノ 

3 

45 

lEH,                チ， マト アジテーター ヽ 

15 

ミ舎             (^ウーツ トマ シン ヽ 

75 

tr       梯       Jiftf^  ，ルゲ 二]" マシン ヽ 

1 

50 

1 000  itfi  Ttc  維 

丄， リリリ /N     £n  Ws 

1 

10 

ご； 苗せ n  — ルブ レ マ 

\ 

15 

刑          付  機 

2 

imv^vkm  口一  ノレ 1\ ；效 ror 俊 

一  - 

裁断 機 

15 

コル ニッ シ ュ汽鎺 

1 

エッジ ランナー 

1 

10 

回お 飾 機 

2 

煙突 捲 取 機 

小型 圧搾機 

3 

6 

切断機 

1 

生産高 


年 

次 

波权 換算 〔找） 

備 

考 

昭和 

5 年 

62,169 

波 板 

大 平板 

円 筒 

6 

59,078 

6 年 9 月〜 

7 年 11 月 工場 閉鎖に より 製造せ ず 

一 '8,577 

波 板 

大 平板 

円 简 

石綿: £ 

8 

― 153^0  ― 

9 

266,695 

ガ 

ノ / 

10 

不 明 

11 

12 

13 

400,911 

波 板 

大 平板 

円 筒 

14 

520,331 

15 

475,539 

16 

390,543 

ノ / 

17 

333,625 

'ノ 

18 

334,211 

石 稀 E 

19 

286,685 

20 

60,213 

大 平板 （レ 

■^3 月 不明） 

21 

142,069 

»  » 

22 

134,072 

円 倚 

厚 型 

23 

241,868 

24 

211,703 

25 

239,275 

26 

355,229 

27 

203,524 

細 代 板 

八 

計 

4,880,077 

名せ ECJ ェ «• 


六 九 三 


第 X 章 スレ— ト 工場  六 九 二 

一 、 1： 十六 年初 期、 原料 石綿の 輪 入が 停止され たが、 朝鲜 及び 蒙疆 « と 手 iS; 輸入 石綿に より 品 K の 維持 を 図る。 

一、 同 二十 年 五 nc 十七 Ii、 空爆に より 工場 建物 五十 圩 一棟 焼失す。 機械 設備 は 被害な し。 

、 同年 十月、 運転 態勢の 整備と 共に 操業 開始、 国土 再建の ため 復興 重要 資材の 統制 を 受ける。 

、 同 二十 二 年 五月、 石炭 事情の 逼迫に 伴い、 一、 二号 機 用 養生 室の 電化 を 完成、 製品の 養生 を 蒸気から 電熱に 変更。 

、 同年 六月、 第 一 号 機 付属 設備の 機 W 化 を 完成、 生産の 合理化 を 11 る。 設置 機械 左のと おり。 

波 切 機 . 縦 3 機 • 波 付 機 . 抄取機 各 一 基、 逆転 機 一 i  . 

これにより 波 板 曰 産 約 五 〇〇 枚と なる。 

、 问 二十 三年、 当 工場の 月産 能力 波 板 三 七、 五 00 枚。 

、 同 二十 五 年、 二号 機 付属 設備の 機械化 を 完成、 生産の 増強 を 図る。 


、 同 二十 六 年 五月、 当社 スレ— ト 部門 を 分離 独立 させ、 新た！ 

同社、 名古屋 工場と して 継承され た。 

、 分離 ^4- における 月 « 能力 及び 主な 製品 左のと おり。 


： アサノ スレ— ト 株式会社 (同 年 十月、 ffJKS スレ ー ト 株式会社と 改称) 設立。 


四 二、 五 〇〇 枚 (波 板 換算) 

1 、 責任者の 変遷 (分離まで) 

W 和 五 年 ~ 同 六 年 

同 七 年 ~ 同 十 一 年 

同 十二 年 ~ 同 十五 年 

同 十五 年 ~ 同 十六 年 

问 十七 年 ~ 同 二十 三年 

R  二十 四 年 ~ 同 二十 五 年 

R  二十 五 年）. 同 二十 六 年 


波 板 . 大 平板 • 円筒 


工場 主任 

同 

工場長 

同 

同 


= 島 

、水 尾 文 

吉田淸 

濱 島 利 

荒木 一郎 

宮川俊 雄 

松 井四郞 


誠 

基 

ム：： 


当時の 月廢 能力 

(昼 間)  (昼 夜) 

波 板 四 〇、o〇〇 枚 七 八、 〇〇〇 枚  ， 

国光 三 五、 〇o〇 枚 夜間な し 

、 同 十二 年 七月、 日華 事変 勃発 後、 中京 地区に おける 軍 関係 需要の 飛躍的 急増の ため、 当 工場 は 更に 同 十三 年、 左の 増設 を 行う。 

建物 製品 倉庫 一棟 ニニ 评八 = (四 〇 三 平方 米) 

主要 機械 

ノ吿 一^  r ウエット マシン ■) 一基 叩 解 機 (ホ レン ダ ー &びビ —タ 一式 原料 攪作機 (チ， 1 ストア ジテ— タ ー) 一基 圧拷機 (口  — ル 

ブレス) 一基 セメント ボン ブー 基 真空 (ナッシュ) ホン ブー 基 0^ 動機 二 基 

この 増設に より 抄 造機 三 基 運転と なり、 あわせて 製品の 品 向上 を 図る。 

月産 能力 比較 

(増設 前)  (In 設後) 

波 板 (A 六尺) 七 八、 〇〇〇 枚  一二、  o〇〇〇 枚 

国光 瓦  三 五、 〇o〇 枚  三 五、 〇〇〇 枚 

、 同 十三 年、 札幌 工場 新設の ため、 国光 スレ— ト 製造 設備 を 移設。 

移設 機械 四 枚 取り 国光 瓦 後 圧摔機 (ナツ ハ ブレス) 一基 

、 同 十四 年、 当 工場 は、 中京 地区 最大の 生産 能力 を 有し、 また 工場 開設 以来 最大の 生産 量 を 示す。 同年 度に おける 工場 設備 左のと おり。 

波 板 製造 用抄 造機 (ウエット マシン) 三 基 後 圧拷機 (ナツ ハ ブレス) 一基 圧 Si 機 (コル ゲ I トマ シン) 一基 

国光 用 国光 フ レス  一基 

型 物品 製造 用 小型 圧摔機  一 一 ガ 

月-; 能力  一二 六、 五 00 枚 (波 板 A 六 換算) 

第三 節 名 古 厘 工場  六 リー 


第五な スレ ー ト 工場  六 九 〇 


第三 節 名古屋 工場 (名 古 屋市南 区 笠 寺 町 加 福) 

沿  革 

、 昭和 四 年 七月、 中京 方面の 需要 増大に 備え、 傍系の：； n 本ヒュ ー ム管 会社の 所有地 (名 古 屋市南 区 笠 寺 町 加 福) の 半分 を？！ I り 受け、 二十 

七 万円の 予算 を もって 工場 建設に 着手。 

工場 敷地 三千 圩 (九、 九 一 七 平方 米) 建 ^ 四百 评 (一、 三 ニニ 平方 米) 

、 同 五 年 四月、 竣工、 六月 操業 開始。 当社 スレ— ト部 名古屋 工場と して 発足。 

建設 当時の 月. S 能力 (波 板用抄 造機 一基 運転) 

波 板 一万 枚 パイプ 類 一万 本 十六 吋 板 十万 枚 

一 力 年 予定 販売 高 

波 板 十万 枚 パイプ 八 万 本 十六 吋 板 七十 二 万 枚 

、 同 六 年 九月、 金解禁 後の 不況 時に 際会、 需要 激減の ため 一時 当 工場 を 鎖。 

、 同 七 年 十二月、 財界の 好転に 伴い 操業 再開。 

、 同 十 年 二月、 国光 スレ— トの 製造 開始。 

、 同年 十 H::、 波 板の 需要 急増に 備え、 抄 造機 一基と、 その 付属 設備 一切 を 増設。 これにより 波板抄 造機 は 二 基 運転と なる。 

同時に、 国光 スレ ー ト 製造 開始に よる 倉 車 狭 K の 打開 を 図り、 製品 翕 庫一 棟 ニニ 〇评 五 = 七 二 九 平方 米 (內 鉄骨 造 一 五 一 坪 五 = 五 〇 一平 

方 米、 木造 六 九 坪 九 = 二 二八 平方 米) 増築。 

、 同年 十一月、 スレ ー ト 需要 激増の ため、 昼夜 連続 運転 を 突 施。 


原 料 （石 線） 使用 高  （単位 旌） 


年 次 

使用 肫数 

摘 

要 

昭和 10 年 

2,398 

/"  -^.  III.    As ヽ  1 
(産地^ リ う 

7ナ^^.サィブラス. ゥラ 

ル. （_ 品種) 王と し う U.:>K 

1 1 

3,113 

12 

3,620 

13 

2,511 

14 

1.060 

U 

丄 ，：>"41 

16 

：)61 

J  U.     O  JVJ*      J  -TV 

17 

^18 

18 

23 

19 

20 

21 

― 

22 

23 

24 

25 

122 

カナダ. サ 

イブ ラス. ウラル 

4Z.   5  D.   A  J.   A.  AC. 

26 

670 

5  D.    5  R.    5  K.    6  D 

27 

575 

月末まで） ブリュー， サイ ブラ- 

に， 4  T.  4  Z.  5R.  5D.7  F 

合 計 

16,512 

(備考） 大正 7 年 （工場 設立） 〜昭和 9 年 不明 

従業員 


年 次 

社 

員 

ェ 

員 

臨時 ェ 

曰 

傭 

合 

計 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

昭和 10 年 

9 

100 

120 

100 

6 

100 

95 

100 

230 

100 

11 

8 

89 

121 

101 

117 

90 

95 

226 

98 

12 

8 

89 

134 

112 

8 

133 

90 

95 

240 

104 

13 

9 

100 

153 

128 

8 

133 

90 

95 

260 

113 

14 

12 

133 

169 

141 

8 

133 

90 

95 

279 

122 

15 

16 

178 

170 

142 

117 

70 

74 

263 

114 

16 

24 

267 

154 

128 

8 

133 

19 

20 

205 

89 

17 

27 

300 

137 

114 

S 

133 

17 

18 

189 

82 

18 

28 

311 

136 

113 

117 

17 

18 

188 

82 

19 

29 

322 

123 

103 

8 

133 

17 

18 

177 

77 

20 

29 

322 

114 

95 

8 

133 

15 

16 

166 

72 

21 

29 

322 

111 

93 

4 

67 

144 

63 

22 

29 

322 

136 

113 

4 

67 

二 

169 

74 

23 

27 

300 

147 

123 

50 

177 

77 

24 

21 

233 

119 

99 

50 

143 

62 

25 

15 

167 

87 

73 

18 

300 

120 

52 

26 

14 

156 

75 

63 

250 

10 

114 

49 

27 

10 

111 

67 

56 

217 

5 

95 

41 

(備考） （1) 大正7 年 （工場 設立）〜 昭和9 年 不明 （2) 指数 は 各々 昭和 10 年 を 100 とした。 


第二 節 門 司 工場  六 八 九 


生 

産 

高 

年 次 

波 板 換^ (枚) 

摘 

要 

昭和 10 年 

832,673 

波 板 

、 

大¥ 板 

円 ■(if 

,1、 平板 

IT 
1 や 

m 

11 

1,080,735 

12 

1,330,158 

13 

984,572 

)) 

14 

1,540,736 

ノノ 

15 

1,246,796 

ガ 

16 

938,592 

ノノ 

17 

759,290 

18 

599,523 

If 

19 

409,411 

ノノ 

20 

188,539 

// 

21 

169320 

ノノ 

22 

203,320 

)! 

23 

240,552 

24 

106,386 

n 

25 

235,122 

ノノ 

26 

429792 

27 

306,263 

(iijj 末まで） 

合 計 

11,601,780 

(備考） 大正 7 年 （工場 設立:) 

〜昭和 9 年 不明 

出 

荷 

高 

年 次 

波 板 換算 (枚） 

摘 

要 

昭和 10 年 

793,840 

波 板 

大 平板 

円 筒 

小 平板 

厚 

型 

11 

1,086,470 

12 

1,339,481 

If 

13 

956,590 

» 

14 

1,452,293 

15 

1,295,013 

16 

937,716 

17 

789,664 

IP 

18 

614,589 

19 

378,422 

20 

203,600 

n 

2i 

158779 

ノノ 

22 

191,741 

23 

221,601 

24 

107,519 

// 

25 

239,526 

26 

397,271 

27 

297,969 

(11 月末まで） 

ガ 

合 計 

11,462,084 

(備考） 大正 7 年 （工場 設立） 〜昭和9 年 不明 


スレ ー ト 工場  六 八 八 


主要  設慊  （昭和 27 年 10 月末 現在） 


基数 

名 

称 

機械 台数 

所 要 馬 力 

ハ 

叩 

解 機 （ホレ 

ンダ 一） 

3 

1 基に つき 
20 

拌 機 （チ- 

スト アジ 

テ一 ター) 

〃  5 

抄 

造 機 （ゥ- 

ッ トマ シ 

ン） 

»  25 

ク 

式 

圧 

n 機 （コル 

ゲート） 

50 

製 

圧 

n 機 （。一 

ル ブレス 

) 

10 

'ft. 

設 

裁 

断 機 （カツ 

ター） 

2 

a  L 

備 

製 

品 養生 室 

叩 

解 機 （ビー 

タ—: ） 

\ 

ツ 

n 機 （リュ 

—ル ゥェ 

ルグ) 

2 

ホ 

圧 

拷 成型 機 （ホル 

ム プレス 

) 

1 

式 

裁 

断 機 （ァゥ 

スタン ッ 

) 

1 

製 

後 

圧 摔 機 （ナツ 

ハ ブレス 

) 

1 

1  50 

ブ 

レス ボン ブ 

1 

設 
備 

隅 
製 

切 機 
品 切断機 

1 

円 

筒 捲 機 

2 

ポ 

1 

コル 二 ッシュ 7 気圧 

原型 製造 設備 

一台に つき 2.5 

原料 解 綿 機 

1 

10 

の 

波 型 鉄板 型 付 機 

1 

10 

他 

旋 

ボ 
形 

盤 

—ル盤 
削 盤 

6 尺 1 台 
8 尺 1 台 

1 

1 10 

一、 責任者の 変遷 

大正 十四 年 ~s 和 二 年 

工場 主任 綠川政 《 

昭和 三 年 ~ 同 七 年 

0. ：：=： 內基 

同 七 年 ~ 同 十 年 

同  川 島  誠 

同 十 一 年 ~ 同 十五 年 

工場長 本 お 久 吉 

同 十五 年 ~问 二十 四 年 

M 古田 淸 基 

问ニ 十四 年 ~ 同 二十 六 年 

同 荒木 一 郞 


第二 節 門 司 工場 


六 八 七 


第五 章 スレ— ト 工場  六 八 六 

平板 製造 用 圧搾 成型 機 (ホルム ブレス) 一基 後- &拷機 (ナツ ハ ブレス) 一基 

国光 スレ— ト用 国光 圧拷機  一 a 

^物品 製造 用 小型 圧搾機  四 基 

月. お 能力 二三 〇、o〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 

一、 同 十八 年 四月、 従来の 抄 造機に 大波 形 圧拷機 (口— ル プレス) を 付設、 小波 板 製造 は 大波 板に 移行。 小波 型の 原料 入手難と 品質 低下の 

ためで ある。 

一、 同 二十 年 五月、 軍需 省 航空 兵器 総 局の 要請に より、 木製 航空機 製作 用と して、 左の 機械 を 倉敷 航空 化工 株式会社へ 供出。 

水圧機 (スレ ー ト圧摔 用) 二 基 水圧機 ポンプー 基 

一、 同 二十 一 年 十二月、 小 平板の 製造 再開。 

一、 同 二十 三年 六月、 セメント 八 代 工場に おいて、 スレ —ト 製造 計 一 肉の ため 左記 遊休 機械 を 移 讓。. (操業 開始に 至らず) 

ハチ H ッ ク式 製造 設備 一 式 

抄 造機 (ゥ H ット マシン) 叩 解 機 (ビ— タ—) 揽抨機 (チ- ストア ジテ ー タ I) 圧搾機 (口  I ル ブレス) 型 付 機 反転 

機 各 一基 

一 、 同年、 主要 月産 能力 左のと おり。 

波 板 二 五、 〇〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 二 五、 〇〇〇 枚 

小 平板 一一 〇、〇〇〇枚( " ) 一二、 五 〇〇 枚 

厚 型 五 四、 o〇〇 枚 ( " ) 五、 四 〇〇 枚 

一、 同 二十 六 年 五月、 当社 スレ ー ト 部門 を 分離 独立 させ、 資本金 三百 万円の アサノ スレ I ト 株式会社 (同年 十月 浅 野スレ ー ト 株式会社と 改 

称) を 設立。 同時に 当 工場 は 同社 門 司 工場と して 継承され た。 

一 、 分離 当時に おける 月産 能力 及び 主な 製品 左のと おり。 

四 二、 五 o〇 枚 (波 板 換算) 波 板 大 平板 円筒 小 平板 網 代 板 ライト \ホ| ド 


、 同 八 年 一 月、 国光 スレ I ト (厚 型) 製造 開始。 

、 同 十 年 十一月、 スレ —ト 需要の 急増に 備え、 昼夜 連続 運転 を 開始。 

当時 に おけ る 月库： 能力 (抄 造機 一 一 基 平板 製造 機 二  ») 

昼 • 間  昼  夜 

波 板 四 〇、〇〇〇 枚  七 八、 〇〇〇 枚 

平板 二 五 〇、 〇〇〇 《"  夜間な し 

国光 三 五、 〇〇o"  =" 

、同 十一 年、 当年 度 台湾 向け 出荷 高 左のと おり。 

波 板 一四 三、 三 五八 枚 大波 四、 二 〇〇 枚 壁板 六、 三 八 三枚 平板 一二三、 三 八 〇 枚 石綿 瓦 九 二、 七 五 四 枚 円筒 九、 六 〇 三枚 

、 同 十三 年 七月、 ハチ ュ ッ グ式抄 造機 二 基 (第三、 第 四 号 機) 大波 用 水圧機 及び 付属 諸 設備 を 増設、 昼夜 連続 運転に よる 支障 を 緩和し、 

製品の 品質 向上 を 図る。 培設 左のと おり。 

建物 改築 一 三六评 (四 五 0 平方 米) 増築 一 〇 九 坪 (三 六 〇 平方 米) 

主要 機械 

抄 造機 (ゥ H ット マシン) 二 基 叩 解 機 (ホ レン ダ—) 二 基 原料 攪拌 機 (チュスト アジ テ ー タ ー) 二 基 圧 拷機ニ 基 波 板 型 付 機 

二 基 タンク 四 基 真空 (ナッシュ) ボン ブ三台 セメント ポンプ 三 台 電動機 八 基 

増設 後、 ハチ エツ ク式抄 造機 四 基 運転と なる" 

R^.M 能力 比較 (増設 前)  (S? 設 後) 

波 板 ヒ八、 〇o〇 枚  一六 o、〇〇o 枚 

、 同 十四 年 十二月、 当 工場 設備 左のと おり。 

板 製造 用抄 造機 (ウエット マシン) 四 基 後 圧 IS 機 (ナツ ハ ブレス) 一基 圧搾機 (コル ゲ ー トマ シン) 一基 波 型 圧搾機 (口  — ルプ 

レス) 二 基 

第二 節 門 司 工場  六 八 五 


第五 章 スレ ー ト 工場  ブ 「ノ  E 

第二  ^ 即門巧 ェ 場 f 福岡県 門 司 市門 司 二三 一 番地) 

沿 革 

、 大正 六年ヒ 月、 門 司 市 白木 崎 (貫 田 町) の 当社 セメント 門 司 工場 降 接地 約 二 千 坪 (六、 六  一 二 平方 米) を 買収し、 九月、 スレ ー ト 工場 

建設 着工。 

、 同 七 年 八月、 竣工、 九月 操業 開始。 浅 野スレ ー ト 株式会社 門 司 分工場と して 発足。 九州に おける 最初の 石綿 スレ ー ト 工場で ある。 当時 

は もっぱら 十六 吋 板 を 製造す。 建設 当時 の 工場 設備 左のと おり。 

工場 敷地 面積 二、 〇 三 五 评= (六、 七 二 七 平方 米) 建坪 九 五 四 圩= (三、 一 五 四 平方 米) 

主要 機械 

口 ッホ式 造機 二 基 叩 解 機 (ホ レン ダ—) 二 基 圧拷 成型 機 (ホルム プレス) 二 基 裁断 機 (ァ ウス クンツ) 二 基 後 圧搾 

機 (ナツ ハ ブレス) 二 基 

月産 能力 四 〇 万 枚 (十六 吋 板) 昼夜 運転に よる。 当初に おける 生産 実績 は 月産 十八 万 枚 (昼間 作業) 

、 大正 七 年 八月 ~十 二月の 生産高 並びに 販売 高 左のと おり。 カツ コ內は 波 板 換算 

生産高 五六 七、 八 0 五 枚 (三 九、 七 四 六 枚) 

販売 高 ニー  七、 二 五 〇" (一 五、 二 〇 八") 

、 大正 十二 年 十月、 浅 野 スレ— ト 株式会社 は 当社に 合併され、 スレ I ト部鬥 司 工場と なる。 

、 同 十三 年 十月、 ハチ エツ ク式抄 造機 (第 一 号 機) 一 基 新設、 波 板の 製造 を 開始。 月産 能力 二 五、 〇〇〇 枚 

、 当 工場 製品 は、 朝鮮 及び 台湾へ 移出。 

、 同 十四 年 十月、 円筒 スレ —ト 製造 設備 新設し、 製造 開始。 月産 能力 一 万 本 吋 換算) 

、 昭和 四 年 十二月、 ハ チェ ッグ式 第二 号 機 增設、 波 板の 生産 増強 を 図る。 


出荷  高 


年 次 

波 板 換算 （枚） 

備  考 

大正 4 年 

99,861 

16 吋 板 

5 

340,937 

ガ 

6 

593,346 

波 板 

7 

706,461 . 

昭和 14 年 

 , 

資料な し 

15 

943,449 

^  ；1^リ^5^^贫表の扰§7レ よ o 

16 

633,847 

17 

667,835 

波 板 大 平板 小 平板 厚 型 

18 

566,546 

19 

330,749 

20 

118,341 

21 

127,434 

22 

113,199 

23 

188,863 

24 

98,713 

25 

233,788 

26 

312,980 

27 

290,686 

合 計 

4,626,430 

原 料 （石 綿） 使用 高  （単位 旌） 


年 次 

石  錦 

セメ ン ト 

代用 繊維 

使用 越 数 

銘  柄 

大正 3 年 

資料な し 

昭和 18 年 

19 

337 

漆 源 RS 野 沢 6  F 

5,784 

444 

20 

105 

"               再生 綿 

1,092 

112 

21 

241 

" /  6 号， 11 号 

号， NC, 揚平 

2,125 

152 

22 

308 

" 再生 11 号， 野 沢  2.172 

118 

23 

464 

揚平 再生 NC     "             1  2,515 

109 

24 

246 

1,350 

56 

25 

517 

輸入 再生 蒙 趣 

2,890 

105 

26 

763 

4,821 

201 

27 

609 

a 

3,543 

114 

合 計 

3,590 

26,292  1,411 

第一 節 東 京 ェ 場  六 八 三 


主要  設備 （昭和 27 年 10    末 現在） 


基数 

機械 名称 

機械 台数 1 所要 馬力 

ハチ ユック 式 
製造 設備 

2 

叩 解 機 （ビータ 一） 

2      1  30 

掼拌機 （チュスト） 

2      1 連  動 

抄 造 機 （ゥ 1 ット マシン） 

2      1                       30  1 

圧搾機 （ブレス） 

2      1  65 

ハ 

や 

m 
親 

2      1  4 

n ッホ式 

叩 解 機 （ビータ 一） 

1 1  30 

原料 提伴機 （リュール ウェルク） 

1 1  10 

圧拷 成型 機 （ホルム ブレス） 

製造 設備 1 

裁 断 機 （ァ ウス タン ッ） 

圧 搾 機 （ナツ ハ ブレス） 

圧搾 ポ ン ブ 

1 1  30 

その他 

叩 解 機 （ビータ 一） 

1 1  30 

ボイラー 

1          5.6  kg/cra2 コル 二 ッシュ 

生産高 


年 

次 

■M*    +C    Kb 掛 ヽ 

1&  m  m  W  ^fXJ 

備 

考 

大 正 

4 年 

丄 ，丄ゥ y  ！ 

16 吋 板 

:>z/.oUU 

a 

6 

618,369 

波 板 （ 7 月 か ら 生産 開始） 

798,259 

it  If 

昭 和 

8 年 
9 

資料 焼失の ため 不明 

10 

1,076,494 

波 板 

大 平板 小 平板 

円筒 

厚 型 

11 

1,292,350 

12 

1,411,151 

a 

If 

13 

966,997 

14 

資 《 

な し 

15 

466,078 

波 板 

大 平板 小 平板 

円筒 

厚 型 

16 

613,315 

ノノ 

II  » 

17 

496,476 

18 

534,657 

U  » 

19 

339,261 

20 

67,042 

この 年 戦災 を 受けた 月から 生産高 低 ド 

21 

112,244 

波 板 

厚 型 

22 

118,951 

23 

209,807 

24 

111,677 

波 根 

厚 型 小 平板 

25 

226,779 

波 板 

厚 型 

26 

361,620 

27. 11 月 迄 

283,693 

合 

計 

8,688,592 

第五 章 ス レ 


ト 工場 


六 八 二 


従業員 


年 次 

社  員 

ェ             員                   人  夫 

昭和 じ 年 

132 

14 

17 

132  1 

15 

16 

17 

23 

18 

25 

19 

40 

20 

21 

50 

21 

21 

70 

22 

27 

98 

9 

23 

27 

100 

24 

17 

77 

8 

25 

14 

77 

18 

26 

8 

65 

25 

27 

8 

63 

16 

(備考） 昭和 21 年 以前 は 資料がない ため 不明 


昭和 十 一 年 ~ 同 十二 年 工場長 

二 宮裕造 

同 十二 年？ -同 二十 年  ガ 

內藤義 一 

同 二十 一年 ~ 同 二十 四 年  " 

坪 井國夫 

同 二十 四 年 ~ 同 二十 六 年  " 

櫻 井 好 三 


第五 章 スレ— ト 工場  六 八 0 

一、 同 二十 四 年 十月 十八 日、 当 工場 分工場に おける 厚 型 スレ— トは、 製造 原価の 採算が 採れない ため 製造 を 中止。 

一 、 冋 二十 五 年 十 一 月、 前年 十月 以来 運転 中止の 当 工場 分工場 (東京都 江 東 区 清澄 町 一 の A 厚 型スレ —ト 製造 工場) を 厚 型スレ ー トの 製造 

及び 販売の みの 使用 を 条件と して、 高 橋 商会 (元 当社 台湾 工場長 高 橋 久男径 営) に 貸夸。 

iwi, サ 主要 物件 

敷地 四 〇 三. 七三 评 (一、 三 三 五平 方 米) 

建物 

製造 場 一 一七 • 五坪 (三 八 九 平方 米) 鉄骨 スレ —ト K 事務所 一 五坪 (五 〇 平方 米) 木造 スレ ー ト K 

機 M 

小型 圧搾機 一 五 〇 通 二 基 AO 瓱ー基 

金 型 平 瓦 用 一 一組 蠼羽用 左 一 組 蝼羽用 右 一組 楝 K 一組 

圧拷 鉄板 平 瓦 用  一二 枚 軒先 用 三枚 螝羽用 六 枚 重箱 用 六 枚 

S 板 二、 〇〇〇 枚 水圧 ポンプ (十二 聯式) 一基 蓄圧機 一基 攬拌機 一基 砂 蹄 機 一基 W 水 タンク 二 基 伝導 装置 

一 式 

電動機 二 〇 馬力 一基 二 馬力 一基 

台 車 原料 台車 四 基 仕上 台車 一 基 

一、 昭和 二十 六 年 五月、 スレ ー ト部は 当社から 分離 独立し、 新たに 資本金 三百 万円の アサノ スレ ー ト 株式会社 (同年 十月 浅 野スレ ー ト 株式 

会社と 改称) を 設立。 同時に 当 工場 は、 同社 東京 工場と して 継承され た。 

当時の 月産 能力 (波 板 換算) 四 二、 五 〇〇 枚 

一 、 製品と して 波 板 • 大 平板 • 小 平板 及び 網 代 板の 生産 増強 を 図りながら 現在に 至る。 

1 、 責任者の 変遷 (分離まで) 

大正 十三 年 ~ 昭和 十 年 工場 主任  、水 尾 文 吉 


叩 解 機 (ビ— タ ー) 一基 搜梓機 (チェ ストア ジテ j タ I) 一基 抄 造機 (ゥ 1 ット マシン) 一基 圧 機 (口  I ル ブレス ) 1 

基 型 付 機 一 基 R 転機 一 基 

、 昭和 二十 二 年 十一月、 石綿 入手難 打開 策と して 東洋 綿 紙 工業 株式会社に 当 工場 一部 貸与。 その 条件と して 代用 繊維の 供給 を 受け、 二十 六 

年 十月、 正式に 契約 を 締結、 継続 を 図る。 

貸夸 主要 物件 左のと おり。 

(建物) 

原料 叩 解 室 並びに 反毛 宝 六 七评五 (ニニ 三 平方 米) 蒸 釜 室 四九圩 (一， 六 二 平方 米) 原料 合 寧 

(機械) ■ 

叩 解 機 二 基 タン グ八基 攪伴機 二 基 モ— タ— 六 基 

、 同 二十 三年 一月、 工場 敷地 を 二、 八 ニ五圩 (九、 二三 九 平方 米) に 拡張。 

、 同年 七月、 当社の 厚 型 スレ— ト 「国光 瓦」 (従来 組合 型よりも 小であった) を 規格に よる 組合 型に 変更す るた め 圧 t; 金型 を 製作し、 「浅 

野 厚 型スレ ー ト」 として 製造 開始。 

、 同年 十二月、 左のと おり 波 板 製造の 付带 設備 増設。 この 増設に より 波 板 製造 は 完全 二 機運 転と なる。 

圧 機 (D— ル プレス) 一基 K 転機 一基 裁断 機 (カツ タ I) 一基 

従来の 波 板 月産 高 一 、 〇o〇 枚 増設 後 波 板 月産 高 一 、 一 一 〇〇 枚 

、 同年、 当 工場の 生産 能力 左のと おり。 


(製品 名) 

波 板 

小 平板 

厚 型 

合 計 

第一 節 東 


(実 績) 

二 五、 〇〇〇 枚 

五 〇、〇〇〇" 

三 六、 〇〇〇" 


(波 板 A 六 換算) 

二 五、 000 枚 

一 七、 〇〇〇" 

三、 六 00" 

四 五、 六 00" 


京 ェ 


場 


六 七 九 


第五 章 スレ ー ト 工場 

、 同年 五月 五日、 戦災 復旧、 操業 開始。 

、 同 二十 一年 八月、 厚 型スレ ー ト 製造 復旧の ため、 分工場 旧 セメント 東京 工場 貯炭 場 を 改築の 上、 製造 再開。 

及び 厚 型スレ ー トの 製造 を 中止) 

工場 敷地 四 〇 三. 七三 评= (一、 三 三 五平 方 米) 

主要 機械 


六 七 八 


(戦時中、 当 工場 は 小 平板 


l^gf 一一 一  金型 五 組 

二 馬力 一 基 


小型 圧 IS 機  三 基 . 

機 一基 電動機 二 〇 馬力 一基 

、 同 二十 一年 六月、 戦災 復旧 工事 着手、 翌ニ 十一 一年 十二月 完成。 

復旧 個所 左のと おり。 

二十 一 年 六月 ~ 同年 八月 

二十 一年 十月， （二十 二 年 六月 

二十 一 年 七月 ~ 同年 八月 

二十 一年 十一 月？ 二十 二 年 十月 

二十 二 年 一 月 ~ 同年 十二月 


圧搾 鉄板 平 瓦 用 ほか 二十 七 枚 水圧 ポンプ (十 二連式) 一基 攪拌 


製品 倉庫 並びに 外稱 

製品 倉庫 

原料 倉庫 

波 板 製造 場 及び 実験室 

小 平板 製造 場  < 


右の 工事 完成に より、 終戦後に おける 波 板 製造 態勢が 確立され、 小 平板の 製造が 再開され た。 

、 同 二十 二 年 二月、 カナダからの 石綿 輸入 は 終戦後 も 杜絶 状態の ため、 使用 代用 繊維の 自家 精製 を 図り、 繊維 処理 設備 工事 着手、 翌年 十 

月 完成、 運転 開始。 

主要 設備 11 R 毛 機 二— ダ ー 

、 同年 八 3、 都市計画 施行、 工場 敷地 縮小に よる 移 対策と して 当 工場 機械 一部 を 西 多 摩 工場に 移設、 その 遊休 労力 及び 設備の 活用に よ 

つて、 スレ I ト 生産の 増強 を 図る。 

移設 主要 機 機 


主要 機 w 

$1* 製造 用少 造機 (ウエット マシン) 三 基 同 圧 IS 機 (コル ゲ I トマ シン) 一 S 同 後 圧搾機 (ナツ ハ ブレス) 二 基 平板 製 

造 用圧拷 成型 機 (ホルム ブレス) 一 基 同 後 圧 IS 機 (ナツ ハ ブレス) 一基 国光 スレ— ト用 国光 ブレス 一 基 型 物品 製造 用 小 

型 圧拷機 五 基 

月産 能力 一 四 五、 o〇〇 枚 (波 板 A 六 換算) 

一 、 g 和 十五 年 三月、 深 川 区 清澄 町 セメント 束 京 工場の 石炭 貯蔵室 (一 一 七 坪 = 三 八 七 平方 米)、 及び 隣接 空地 (三 六六评 =  一 、ニー  〇 平方 

米) に、 当 工場の 分工場 を 設置、 国光 スレ ー ト 及び 棟瓦の 作業場 を 移転して、 工場 敷地の 狭隘に よる 不利 を 打開し、 能力の 増進 を 図る。 

移転 主要 機械 —— ffl 光 瓦 圧挥機 一基 配管 (パイ ビング) 一式 小型 圧 拷機四 基 原料 揽拌機 二 基 

一 、 同年 十 一 月、 軍需品 工場 事業 場 検査 令の 適用 を 受ける。 

一、 同 十六 年 十二月、 穀配1:縱^^綿の精選解綿を=的に深川^^?が！？は町のセメント束京ェ場敷地^に石綿精選所設置ェ事着手、 翌 十七 年 五月 

完成、 運転 開始。 

主要 設備 左のと おり。 

敷地 九 四  一 ST 四 (三、 一 一 五平 方 米) 建坪  一 一 二 坪 七 七 (三 七三 平方 米) 工場 平家 一棟 一 一 〇 坪 (三 六 四 平方 米) 原鉱 破碎機 (原 

鉱 処理 能力 一日 五 〇a) 一基 棑風機 三 基 集塵 器 (サイクロン) 三 基 振動 篩 一基 風 管 一式 

原鉱 処理 能力 日産 ー五瓲 

一 、 同 十八 年 四月、 左のと おり 石綿 精選 所の 増設 を 図る。 

精選 石綿 貯蔵 用 倉庫 一棟 (八 五评、 木造 平家) 増築 破碎機 一 基 振動 篩 一 基 

一、 同 十九 年 十月、 軍需 《 航空 兵器 総 局の 要請に より、 木製 航空機 製作 用と して、 下記の 機械 設備 を 興亜 航空 株式会社 並びに 日本航空 機材 

株式会社に 供出。 水圧機 二 基 水圧機 ホン ブー 基 蓄カ槽 (堅 型) 一基 

一、 同 二十 年 三月 十日、 米軍の 江 束 地区 大空 襲に より 事務所 • 食堂. 更衣 所 及び 浴場 等の 木造 部分 焼失、 主要 機械 は內藤 工場長 以下 十五 名 

決死の 防火 作業 に より 被害 を 免れる。 

第一 節 東 京 ェ 場  六 七 七 


第五 章 スレ— ト 工場  六 七 六 

製 造 高  販売 高 

大正 四 年 一、 六 二 九、 六 丑 九 枚  一、 三 四 三、 八 三 九 枚 

"五ガ £  、六 七 九、 九 一八 八"  四、 八 七 o、 五三 三ガ 

"六" 八、 三 五 七、 六 一二"  八、 二八 六、 八 八 五ぶ 

、 同 七 年 十月、 波 板 製造 用 第二 号 機の 据 付.〕 兀了、 十一月 上句から 製造 開始。 この 増設に より、 ハチ ッグ式 製造 機械 二 基と なる。 また 十 

二月、 波扳 製造 付属 機械 一 式 増設。 

、 冋七 ~ 八 年、 佐 世 保 海軍 工廠に 数回に わたり 納入。 (浅 野 波 板 四 ~ 五 万 枚)。 この 輪 送に バラ 積 を 試みる。  . 

、 冋 十二 年 十月、 浅 スレ— ト 株式会社、 1 野 セメント 株式会社へ 合併、 当 工場 は 同社 スレ— ト部柬 京 工場と なる。 

、 昭和 五 年、 口 ッホ式 製造 機 一基、 名古屋 工場へ ブレス 用と して 移設。 

、 同 十 年 十一 月、 スレ —ト 需要 激増に 応じる ため、 当 部 三 工場 (門 司. 朝鮮. 名 古屋) とともに、 昼夜 連続 運転 を 実施。 

、 同 十一 年、 波 板用抄 造機 一 基 増設。 同抄 造機 三 基と なる。 

、 H 十二 年、 当 工場、 月産 能力 左のと おり。 

波 板 ffl 抄 造機 三 基 平板 用 製造 機 一 基 

(昼 間)  (昼 夜) 

波 板  六 五、 〇〇o 枚  一二 〇、o〇〇 枚 

平板  二 七 五、 000"  夜間な し 

国光 瓦 三 五、 〇〇〇="  " 

、 同 十五 年度に おける 当 工場 設備 は 左のと おり。 

工場 敷地 一一、 一 五 〇 坪 = (七、 一 0 八 平方 米) 原料 倉庫 敷地 一 三 三 评= (四 四 〇 平方 米) 製品 倉庫 敷地 六 三三圩 (二、 0 九 三 平方 米) 

ffl 光 スレ— ト 及び 棟瓦 作業場 ニー  二 坪 (七 〇 一平 方 米) 


製 造 高 五 一 六、 二八 六 枚 (月 平均 九 三、 八 七 〇 枚) 

販売 高 九 三、 六 八 六 枚 (十六 吋 板)  I 計 一 〇 二、 八 五 七 枚 

一 六、 三 一 五" (十一 ー吋扳 . 九 、一七 一 枚  十六 吋 板 換算) 1 (月 平均 一 八、 七 o〇 枚) 

十二月 二十 六日から 十六 吋 スレ— トの 増産 を 図る ため 操業 時間 を 延長、 昼夜 運転 を 実施。 (昼夜 二 交替 勤務) 

一、 大正 五 年 二月、 口 ッホ式 製造 機械 一組 増設 工事 着手。 同年 末、 完成、 翌六年 二月から 操業 開始。 

一、 同年 三月、 新たに 波 板の 製造 を 計画し、 アメリカ、 フィラデルフィアの 口  — ル • カンパ 二— 社に 同 製造 機械 を 発注。 同時に 同 製造 工場 

建設に 着手。 十 一 月、 機械 到着。 

一 、 同年 末、 八 時間 勤務 三 交替 制 を 実施。 月産 能力 四十 五 万 枚と なる。 

一、 同 六 年 七月、 波 板の 製造 設備 完成し 昼夜 運転 を もって 製造 開始。 九月から 「浅 野 スレ— ト 波形 板」 の 名 を もって 発売。 八月 現在に おけ 

る 月産 能力 は 七十 五 万 枚 (十六 吋 板) 

一 、 同年 十月 一 曰 夜、 台風に よる 出水の ため 当 工場 階下、 諸 機械 • 原料 及び 諸 材料 水害 を 蒙る。 十六 吋 製造 機運 転用 一 五 〇 馬力 電動機 は、 

佐 藤 製造 係長 指揮の もとに 高 所に 退避、 そのため 被害 三 曰 後から 製造 開始の 運びと なる" 

波 板 製造 機運 転用 "冗 動機 は 浸水の ため 解体 洗 拭 をな し、 同月 二十 五日 完備、 二十 六日から 運転 再開。 

被害 左のと おり。 

十六 吋 板 製造 用 si 機械、 波 板 製造 用 諸 機械、 貯蔵 石綿 一万 袋、 製品 スレ— ト 

胜 右 綿 は 湿潤の まま 使用 

一、 同年 十月、 スレ— ト 需要 急増に 備え、 工場 敷地 を 二、 〇 九 0 圩 (六、 九 〇 九 平方 米) に 拡張し、 波 板 製造 用 諸 機械の 増設に 着手。 

一 、 同年 度に おける 月産 実績 左のと おり。 

十六 吋 板 七十 万 枚 

波 板 (七月 末 ~ 十 一 月末) 製造 数 一 一万 二 千 枚 月 平均 五、 五 〇〇 枚 販売 数 九 千 枚 

一 、 操業 開始 以来、 六 年に 至る 十六 吋 板の 製造 高 及び 阪売 高の 推移 次のと おり。 

第一 節 東 京 ェ 場  六 七 五 


第五 章 スレ I ト 工場  六 七 四 

第一 節 東 京 ェ 場 (東京都 束 区 深 川 高 橋三ノ 六) 

沿革， 

、 大正 三年 三月、 当社 重役会に おいて、 資本金 三十 万円の 石綿 スレ— ト 製造 を 目的と する 新 会社の 設立 を 決定、 同年 七月、 束 京 市 深川區 

束 元 町 十四 番地に 工場 建設 着手 (清水 組 請負)。 

建設 総予算 一 五 七、 八 四 二 円 

、 大正 二 年 十二月 下甸、 近 藤 會次郞 の 帰朝 (大正 二 年 七月、 石綿 スレ ー トの 製造 及び 販売 権の 讓波 並びに 機械 購入の ため 洋行)。 翌 三年 

七月 ォ ー スト リアの 指導 技師 ホフマンの 着任に よって、 諸 機械の 据 付け 順調に 運び、 十二月 十四日 完成、 十五 日 試運転が 行われ、 十九 H 

わが国 最初の 石綿 スレ ー ト 製造が 開始され た。 (この 曰、 三百 十数 枚 を 製造) 当時 はもつ ばら 十六 吋 板 を 製造 

創業 当時の 工場 規模 左のと おり。 

工場 敷地 約 一、 六 〇〇评 (五、 二八 九 平方 米) 工場 建物 三階 建 木造 四 五 〇 坪 (一、 五 九 八 平方 米) 倉 車 三 四 0 坪 (一、 一 二 四 平方 米) 口 

ッ ホ式 製造 設備 一 式 

一 力 年 売上 予想高 

第 一 期 分 四 万 坪 分 (約 一 一 一 〇 万 枚) 第一 一期 分 八 万评分 (約 三 〇〇 万 枚) 

、 操業 開始と 共に 当 工場 は 「浅 野 スレ— ト 製造 工場」 の 名 を もって 発足。 

、 大正 四 年 二月、 「浅 野 スレ— ト 株式会社」 創立に より！： 社 東京 工場と なる。 

、 同年 六月、 富士 瓦斯 钫績 会社 隅 田 工場 (約 六 〇o 坪 = 二、 六 四 四 平方 米) に 十六 吋 板 約 二 万 枚 を 納入、 これ を もって 当 工場 品の 大量 出 

荷の 嚆矢 とする。 

、 同年、 第一 期に おける 月産 能力 及び 製造 高、 販売 高 左のと おり。 

月産 能力 十万 枚 
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第五 章 スレ— ト 工場  六 七 二 

第五 章 スレ I 卜 工場 

大正 三年 十二月、 深 川に わが国 最初の スレ ー ト 工場 を 創設した。 操業 開始 当時 は 5* に 「浅 野スレ —ト 製造 工場」 と 称し 

ていたが、 四 年 二月、 資本金 三十 万円の 当社の 子会社 「浅 野スレ ー ト 株式会社」 発足と 同時に、 同社 「東京 工場」 となつ 

た。 以来 十二 年 十月、 当社に 合併され るまでの 約 九 年間 は、 大正 七 年 八月に 唆ェ した 門 司 分工場との 東西 二 工場に よって 

運転して いた。 

昭和時代に 入 つ てから は 波 板の 需要 増加に 即応して、 三年 朝鮮 及び 名古屋 に波扳 製造 を 主体と する 新 工場 建設に 着工、 

朝鮮 工場 (昭和 十五 年 京 城 工場と 改称) は 翌四年 七月に、 名古屋 工場 は、 五 年 四月に それぞれ 後ェ した。 

その後 日華 事変 勃発に よる 各地 開発 事業の 進展に 備え、 十三 年 六月に は 台湾 高 雄に、 十四 年 七月に は 北海道 札 桃に 工場 

を 新設し、 ここに 当社 スレ— ト部は 六 工場 を 数える に 至った。 十六 年 十月、 朝鮮の 清 律に 工場 を 新設し、 更に 戦局の 進展 

につれ て、 二十 年 五月に は、 当社の 傍系 「大阪 石綿 工業 株式会社」 を 合併し、 大阪 • 清水の 二 工場 を 加えた が、 終戦に よ 

り、 朝鮮の 二 工場 及び 高 雄 工場 を 喪失した-" 

戦後の スレ— ト需 要は 増加の 一 途を たどり、 二十 五 年 五月 ごろに は 石綿の 輪 入 も 再開され たので、 戦時中 低下した 品質 

も ほぼ 戦前な みに 還え り、 その 発展 は 期して 待つ べき ものが あ つ た。 

ここにお いて スレ —ト 事業の 独自の 運営 を 図る ため、 二十 六 年 五月、 スレ— ト部を 当社から 分離 独立し、 資本金 三百 万 

円の 「アサノ スレ —ト 株式会社」 (注) を 設立し、 工場 全部 (東京 . 門 司 • 名古屋 . 札幌 • 大阪 • 清水) を 継承 させた。 

g 「アサノ スレ —ト 株式会社」 は 昭和 二十 六 年 十月、 販売部門 を 合併、 製販 一 茛 g 営と なると 同時に 「浅 野ス レ— ト 株式会社」 と 

改称し、 現在に 至ってい る。 


六、 寺 島 粘土 採掘 場 (株式会社 寺 島 鉱業 所) 

所在地 熊本県 宇 土 郡 戸馳 村 寺 島 

当 粘土 山で は 中生代 白堊 紀の 頁岩 を 採掘す る。 

一、 昭和 二十 六 年 十二月、 、水 浦 島 粘土 採掘 場 採な、 し、 これに 代り 八 代 工場 粘土質 原料 供給の ため 株式会社 寺 島 鉱業 所 設立。 

一 、 同 二十 七 年 一月、 出鉱 開始。 

一、 主として ツル ハシ 及び 手ぐ り？ ォ孔 にて 下 抜 採掘 法 を 行い。 操業 当初から トンネル 法 を 採用して 現在に 至る。 

一、 採 掘 高  昭和 二十 七 年 二 〇 、五 七 五 通。 
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、 昭和 二十 五 年 十月、 株式会社 須崎 鉱業 所 を 設立し、 土 佐 工場への 粘土 供給 を專 業と して 再開、 空気圧縮機 等 採掘の 機械化 を 行い、 現在 

に Itf- る" 

一 、 採 « 法の 変遷 
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五、 須峙 粘土 採掘 場 (株式会社 須崎 鉱業 所) 

所在地 高知県 須崎市 多 之 郷*須 崎 

当 粘土 山で は 安芸 川統 (中生代) の 赤色 頁岩 を 採 W する。 

一 、 昭和 七 年、 土 佐 社 は 工場の 製造 様式の 乾式 変更に 伴い、 森 岡 彥三郞 から 土地 買収。 

一 、 同 九 年 五月 二十 一 日、 高架 棧橋 • 貯鉱 タン グ . 場外 運搬 設備 (十 馬力 ヱン ドレス) 竣工し、 森 岡 彥三郞 に 採掘 を 請負 わせ、 海上 輸送に 

より 土 佐 工場へ 供給。 

一、 太平洋戦争 末期、 海軍 特攻隊 S 地と なり、 立入り禁止 となった ため 採掘 休止。 
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、 同 二十 年 五月 十六 日、 当社 • 貝 島 化学 • 岩 崎 鉱業 • 小 野 田 社 • 米 庄*徳 浦 

石灰 及び 石 田 礦業の 七 社 を 統合し、 津久見 鉱業 株式会社 (旧) が 設立 (資本金 

t 匕 千万 円) され、 当所 は 田 平 採掘 場と して 稼 柳。 

、 11: 二十 二 年 三月 三十 一 曰、 津久見 鉱業 株式会社 (旧) 解散し、 翌 四月 一 日当 

社に 復帰した が、 出鉱を 休止、 二十 三年 四月 六日、 当社 佐 伯 工場 津久見 採掘 

場と して 再開、 主として  一、 二号 グロ  I リホ ー ル 稼働。 

、 同年 七月 二十 二日、 律久見 鉱業 株式会社 として 当社から 分離 独立。 

、 同 二十 六 年 四月 十三 曰、 石灰石 山の 一部 を 小 野 田 社と 交換。 

、 採掘 法の 変遷 
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采 i 高  (単位 瓲) 
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四、 津久見 鉱業 所 (津久 見 鉱業 株式会社) 

所在地 大分県 津久見 市 大宇下 青 江 

一 、 昭和 二 年、 土地の 買収に 着手。 

一一、、 一一 一  MMUPIIi 完成。 門 司 工場 所 厲採掘場 となる。 当時の 主要 設備 は、 二 8 馬力 寶 圧縮機 一基、 八 番型ジ ャィレ 1 

し は t":: 一  基；^ I インク ライン 一 基、 五 。馬力 場外 ヱ ン ドレス 一 基、 11  (二 OS) 及. ひ I 霧 1 であ 

こ。 JtoiKk^ 中 Ml 來 J^IBI 達 砂 味 I 日 東 セメント (糸 崎. } 

一 ^MHHf^ 台湾 . 棒 太 向け 大割 石灰石 霍の ため 海岸 木造 梭橋ー 一基、 一 8 馬力 空気圧縮機  一 Mill 昭和 

二十 年 狩 生 採掘 場に 移設) 

一 、 同年、 佐 伯 工場が 当社 へ 合併、 佐 伯 工場 所属と なり、 同 工場 へ 石灰石 を 供給  。 

I 十六 年 十 一 月 八 曰から 着手された 一 号 t 七 号 グロみ ホ 1 ル の開鉱 5 について 摘罕れ ば、 左表のと おりて ある 


台 

数 


昭 
和 


昭 
和 


八 


昭 
和 


七 

五 


同 大 
正 

九 八 

/\  ノ、 


据 
付 
年 
月 


考 


貯 

ェ 

サ 

空 

次 

次 

名 

ff 

ン 

" ク 

ク 

グ 

鉱 

ト- 

圧 

レ 

岩 

縮 

シ 

シ 

称 

ャ 

槽 

ス 

機 

機 

1 

製 
作 
所 


採 

捆 

法 

採 
用 
期 
間 

備 
考 


木 鉄 下 i  A 

筋 I 

S 

n  I 


造ト I' 式 


ノ、 五 


横 横 二 
置 置 
一— 段 

段段 S 

圧 圧 


理 北 

II 

研 条 
社 社 


グト傾 下下 
I ン斜抜 抜 

！ ネ^ 採 採 
* 採 
' ル 掘 tt 掘 

法 法 法 法 法 


fe  y  « iii'oooig 

>|5-OOW 

毎 
分 

四 四 二 四 
A  -t  -t  i 

""も 
米 

九 
五 

X 

五 

〇 
耗 

寸 
法 
及 
び 
能 
力 

〇 〇 五 〇 
〇 〇 〇 〇 

五 五 
0 〇 

^5 ん 

タ 
力 i 

第 四 章 原料 採掘 場  六 六 六 

Z ホ ー ル開鉱 工事 並びに 付带 増設 工事に 着手、 二十 八 年 三月 竣工。 

採掘 法の 変遷 


設備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


様  式 

シングル 口  I ル 

ハン マ， 7 


. リス チヤ一マ— ズ 


社 


アメリカ サ リバ ン： ft 


大正 五. 五），. 同 八 ニニ 

I 同 八. 三， （昭和 二 六. 三 

昭和 二 六 . 三 ~ 同 二八 • 三 

同 二八 ニー 一 以降 


/上記 期間 中 、傾斜面 

_ 採掘 法 (上向 掘 • 下 

掘) に 漸次 移行 

上向 掘 

下. M 掘 


三、 ^田 採掘 場 G 刈 田 鉱業 株式会社) 

所在地 福岡県 京都 郡 I 刈 田 町宇提 

一、 大正 三年、 土地 買収 並びに 専用 側線 敷設に 着手。 

一 、 同 五 年 五月、 門 司 工場 所属 採掘 場と して 直営に て 採掘 開始。 当時の 作業 

は 手ぐ り 穿孔、 手 割、 手 積。 石灰 窯 三 基に より 石灰 を 製造し、 門 司 工場に 货 

車 輸送した。 

一、 同 八 年 六月、 一次 クラ ッシャ ー . 空気圧縮機 等の 設備 完成。 

一、 同 十一 年 十月、 アメリカ、 トロ ー ジ ヤン 火薬 会社 マドックス 技師 坑道 爆 

破 実施の ため 来場、 スチ— ムシ ョ ベ ル 及び チヤ ー ン ドリル を 試用す る。 

一 、 同年 十 一月、 マド ックス の 指導に より、 第 一 回 坑道 爆破 を 二 力 所 実施し、 

七万瓲 落石す。 

一、 同 十二 年 五月、 鉄筋 コンク リ ー ト製 三、 〇〇〇 瓲貯 鉱槽 攻ェ。 

一、 昭和 一 一年 九月、 隣接地 域 Gs: 田 町 大字 馬場 E 見 崎 尾 • 六本 ケ汁」 • 大手. 山 

陰 洞) の 買収に 着手、 十 一 年 八月 買収 を 完了。 

一、 同 八 年 ごろから 運搬 レベル 以下の 採掘 開始、 十七 年 ごろまで 稼働。 

一 、 同 十八 年 八月 丄 一十 一 年 八月、 一 部 請負 制と す。 

一、 同 二十 七 年 三月 十二 曰、 当社、 豊国 セメント 株式会社、 及び 宇 部 興 産 株式 

会社の 共同出資 により、 i 刈 田 鉱業 株式会社 設立し、 当 採掘 場 は 宇 部 興 産 株式 

会社 社 有 地 を も 含め 河 田 鉱業 所と して 発足、 採掘 石灰石 は 当社 門 司 工場 及び 

豊国社 田 工場へ 供給す る ことにな つた。 

一 、 同年 五月、 一 〇〇、 一 五 o、 一 一 〇〇 馬力 空気圧縮機 増設。 また 一号 グロ  — 
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、 昭和 十 年 十二月、 東武 鉄道 株式会社との 間に、 運賃に 関する 契約 成立。 

、 同 十一 年 二月、 工事に 着手、 九月 三十日 後ェ。 十月、 束 京 工場 所属 皆 谷 採掘 場と して 開設、 採掘 開始。 

、 同 十四 年 十 一 月、 東京 工場 休転に 伴い 本店 技術 部秩父 鉱業 所 所属と なる。 

、 同 二十 二 年 三月、 一号 グロ— リホ I ル 竣工。 A 月出鉱 開始。 

、 同 二十 六 年 三月、 秩父 鉱業 株式会社 皆 谷 鉱業 所と して 当社から 分離 独立。 

、 採掘 法の 変遷 


設備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 
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一一、 皆 谷 鉱業 所 (秩父 鉱業 株式会社) 

所在地 埼玉県 秩父郡 槻川村 大字 皆 谷 宇山 口 

一、 大正 十五 年 六月 十九 日、 向う 三十 力 年の 契約に て 地元 偕 家長 照 ほか 八 人の 個人 所有地 を 契約。  一 

第二 節 原料 採掘 場  六 六 三 


採掘 法の 変遷 


設備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


第 四 章 原料 採掘 場 

傍系 会社 採掘 場 

一、 秩父 鉱業 所 (秩父 鉱業 株式会社) 

所在地 培 玉 県 秩父郡 影 森 衬上影 森 宇嶽山 

一 、 大正 四 年 一 月、 神 原定吉 . 中 村 房 五郎 両人と 地元 土地 所有者との 間に 採掘 

契約 締結し、 六 年 五月から 採掘、 当社 東京 工場へ 納入。 

一 、 同 六 年 十 一 月、 当社に より 採掘に 着手。 

一、 同 七 年 十二月、 浅 野 セメント 株式会社と 当 山の 採掘権 所有者 神 原. 中 村の 

両人との 間に 石灰石の 売買 並びに 運搬に 関する 契約 成立し、 束 京 工場 所属 秩 

父 採掘 場と なる。 (当 山の 採掘権 は 十五 年 四月 以降、 秩父 鉄道 株式会社が 柿 

原 . 中衬 両人から 継承) 

一 、 昭和 十三 年 九月、 秩父 採掘 場 を秩父 鉱業 所秩父 採掘 場と 改め、 本店 技術 部 

所属と なる。 

一、 同 二十 年 二月、 一号 グロ— リホ— ル 着工、 翌年 十二月 竣工。 

一、 同 二十 四 年 一月、 秩父 鉱業 株式会社と 地元 土地 所有者との 契約 期限 満了に 

より 直接 当社と 土地 所有者と 採掘 契約 を 締結。 

一、 同 二十 六 年 三月 一 曰、 秩父 鉱業 株式会社 秩父 鉱業 所と して 当社から 分離。 

一、 同年 八月、 二号 グロ— リホ ー ル 工事に 着工。 


年 次 

採掘 髙 
(瓲） 

昭和 12 年 

4,995 

13 

3,115 

14 

7,873 

15 

14,357 

16 

996 

17 

0 

18 

4,513 

19 

513 

20 

0 

21 

0 

22 

約 1，， 

23 

»  4,000 
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第二 節 原料 採掘 場 


六 六 


一 、 大正 六 年、 開設。 

一 、 採掘 場から 高 雄 川上 流まで 二  • 六扦を 積載量 一 ニー 五迹の 木製 鉱車四 台 連結して 水牛に 引かせ 運搬、 それから 高 雄 川. 運河 を径て 工場 ま 

で 六. 五 杆をー 一十 馬力 発動機 船と 十二 瓲積碎 一 一隻と で 運搬。 

シリカ セメント 混合 材 

姬島粗 面 岩 採掘 場 (佐 伯 工場) 

所在地 大分 縣束国 束 郡 姫 島 村 風 越 

当 採掘 場で は、 石英 粗 面お を 採 W する。 

一、 昭和 四 年 二月、 浅 野 社と 海岸 寺 及び 古庄 小 太郞と 採掘権 契約。 

一、 同 十一 年 四月、 浅 野 社から 旧 曰 本社へ 採掘 榷讓 渡。 

一、 同 十二 年 六月、 邑 組の 請負 作業に より 採掘 開始。 

一、 同 十四 年 十二月、 採掘 丁 場 及び 積 込 梭橋等 拡張。 

一、 同 十五 年から 同 十九 年まで 糸 崎 工場、 同 二十 二 年から 翌年まで 門 司 工場へ 供給。 

一、 同 十九 年 五月、 一時 休止し、 二十 二 年 再開した が、 翌年 休止。 

一、 同 二十 三年 五月、 グロ— リホ— ル 续ェ。 

一、 同 二十 五 年 五月、 設備 解体、 廃止。 

一 、 手 掘、 手ぐ りに て 石英 粗 面 岩の 多孔 質 等 脆弱な 部分 を 採掘し、 棧橋 (一 〇〇 米) から 機帆船に て 積 込み 工場まで 輸送した。 

一 、 採掘 法の 変遷 


年 次 

採掘 髙 
(旌） 

昭和 10 年 

10,507 

11 

9,545 

12 

8,589 

13 

12,211 

14 

21,776 

計 

62,628 

今津 採掘 場 


年 次 

採掘 髙 

(M) 

昭和 12 年 

18,528 

13 

15,091 

14 

13,424 

15 

10,795 

16 

15，397 

17 

不 明 

計 

吾野 採掘 場 


年 次 

採掘 髙 

cm 

' 昭和 12 年 

15,123 

13 

16,933 

14 

14,355 

15 

12,690 

16 

7,220 

17 

5,100 

1 

1 18 

4,694 

19 

2,457 

20 

276 

計 

78,848 

以上の ほか 東京 工場 
にて 使用 した ものが 
あるが， 数量 不明 


第 四 章 原料 採掘 場  六 六 0 

当珪 石山で は 古生代の チヤ —トを 採掘した。 

一 、 昭和 十 年、 開設、 請負 作業に て 採掘。 川 崎 及 

び 東京 両 工場へ 供給 

一 、 同 二十 年、 採掘 休止。 

一一、 今 津珪石 採掘 場 (門 司 工場) 

所在地 門 司 市 今 津宇和 田 . 和 田 峠、 同市 畑 宇椋崎 • 和 田 

当珪 石山で は 古生代の 珪岩を 採掘す るが、 珪 岩が 片状 構造の ため 風化が 

進み、 かなり 脆弱と なった ものである。 

一 、 大正 三年 以来 本 採掘 場から 買鉱。 

一、 昭和 九 年、 買収。 十二 年、 開設、 松 田 角次郞 請負 作業に て 採掘。 

一 、 同 十三 年 九月、 直営 作業に 切替える。 

一 、 同 十四 年 五月 ごろ、 鉱 車の 運搬 能率 を あげる ため、 一 号 丁 場 (宇 部セメ 

ント社 境界 側) から 運搬 路線 を 約 二 米 上げ、 海岸 棧撟 前に 貯鉱槽 (鉄筋 コンク リ— ト製) を 建設、 同時に 従来の 木造 棧撟を 鉄筋 コン グリ 

—ト棧 橋に 改造。 

一、 同 十七 年、 帆船の 関門 海峡 航行 制限 並びに 台風に よる 棧橋 流失の ため 閉鎖。 

一 、 下 抜 採掘 法で 採掘、 棧橋 先端 (棧撟 長さ 一 五 〇 米) まで 七 六 〇 米 を 鉱車を 手 押 

運搬し、 門 司 工場まで 帆船に て 輸送。 

場 

三、 覆 鼎 金珪砂 採掘 場 (台湾 工場)  ^ 

所在地 高 雄 州 岡 山 郡 左 営 庄覆鼎 金  ほ 

第三紀 苗 栗 1. 曰に 属する 砂岩 及び 頁岩の 互 層から なる 地層の 風化 部 及び 風 成 堆積  覆 

砂 を 主として 叙 または ツル ハ シで 採掘。 


年 次 

班^ 

昭和 10 年 

23,608 

11 

21,807 

12 

26,287 

13 

17,871 

14 

24,762 

計 

114,335 

一、 大正 十五 年 三月）. 昭和 十 年 十二月、 傾斜面 採掘 法 (上向 掘) により 中生代 頁岩 を 手 掘 採掘 (請負 作業)。 

一、 採掘 高 は 工場 受入 高と 同じ。 (五 七三 頁 参照) 

十五、 寿 山 粘土 採掘 場 (台湾 工場) 

所 « 地 高 雄 州 高 雄 市 寿 山 

第三紀 苗 栗 層に 属する 青色 粘土 及び 風化した 砂岩 層 を 主として ツル ハ シ、 ま 

たはつき 棒に て 手ぐ りし、 下 抜 採掘 法に て 採掘。 

一 、 大正 九 年、 開設。 工場まで 運 檄轨条 五 〇〇 米。 

一、 主要 設備 

コ ングリ —ト 及び 鉄骨 製 五 . 五 X 四 三. 五 X 五 米&? 鉱庫 一 棟、 (石灰石 貯蔵 

車と 並行して 下家 造り) 

十六、 内 維 粘土 採掘 場 (台湾 工場) 

所在地 高 雄 州 高 雄 市 寿 山 

当 粘土 山で は 第三紀 苗 栗 層に 属する 青色 粘土 層 を 主として ツル ハシ またはつ き 棒で 手ぐ りし、 下 抜 採掘 法に て 掘 用した 

一 、 大正 六 年、 工場 開設と 同時に 開設。 

一 、 同 九 年、 工場 付近に 寿 山 粘土 採掘 場 を 開設した ため、 閉鎖。 

一、 採掘 場？ 工場 間 二. 八扦、 積載量 一 •  二 五 g 木製 鉱車 十五 台 を 牛に より 運搬した。 

一 、 採掘 高 工場 受入 高と 同じ (六 一 四 頁 参照)  . 

珪酸質 原料 

1 、 吾野 珪石 採掘 場 (川 崎 工場) 

所在地 埼玉縣 入 間 郡 吾野 村 吾野 

第二 節 原料 採掘 場  六 五 九 


第 四 章 原料 採掘 場  六 五八 

所在地 大分 縣 東国 東 郡奈狩 江村 守 id 宇神 田 川 

一、 明治 四十 五 年、 採掘権 取得。 35 後 大正 十三 年 五月まで 請負 作業に て 採掘。 社 船 扇 丸に て 工場へ 曳船 運搬。 

十 I  、 姫 島 粘土 採掘 場 (門 司 工場) 

所在地 大分 縣束国 束 郡 姫 島 村 下 小屋 

一、 大正 十 年 一月、 採掘権 を 取得、 昭和 二 年まで 請負 作業に て 採掘。 手 掘 採掘の 上、 海岸 埋立地まで 鉱車 にて 運橄、 工場へ 靜 にて 搬送。 

十一 一、 永 浦 島 粘土 採掘 場 (八 代 工場) 

所在地 熊本縣 天草 郡 今 津村上 及び 瀬戸 内 

当 粘土 山 は、 第三紀 頁岩 層で 岩 質 は 軟質で あり、 山 は 低く、 終始 下 技 採掘 法 を 採用し、 つき 棒に よる 穿孔 を 行って 発破し、 また ツル ハ 

シを 用いて 採掘 を 行った。 

一 、 大正 十 年、 採掘に 着手。 

一 、 昭和 十七 年 八月、 従来 森 下 次 雄の 請負 作業 を 会社 直営に 切替える。 

一、 同 二十 六 年 十二月、 採尽 により 閉鎖。 

一、 採掘 高 は、 工場 受入 高と 同じ。 (五 五 七 頁 参照) 

十三、 片神 粘土 採掘 場 (佐 伯 工場) 

所在地 佐 伯 市 大宇片 神 浦 

当 粘土 山で は 中生代 頁岩 を 採掘す る。 

一 、 大正 十五 年 三月 ~ 昭和 三年、 傾斜面 採掘 法 (上向 掘) により 手 掘 採掘 (請負 作業)。 

一、 採掘 高 は受入 高と 同じ。 (五 七三 頁 参照) 

十四、 水ケ浦 及び 一 枚 畑 粘土 採掘 場 (佐 伯 工場) 

所在地 佐 伯 市 大宇守 後 浦 

当 粘土 山 も片祌 粘土 山と 同様、 中生代 頁岩 を 採掘す る。 


1^ 在 地 祌 戸市 舞子 町 西ノ谷 及び 大谷  一 

粘土 は 第三紀 末の 青 灰色の やや 軟質の 粘土であって、 請負 作業で、 下拔 採掘 法で 採掘 (火薬 類 を 使用せ ず) した ものと 推定され る- 

一 、 明治 三十 三年 ~ 大正 九 年 九月、 採掘。 

六、 都 志 粘土 採掘 場 (門 司 工場) 

一 、 所在地 兵庫県 津名郡 都 志 町 

一、 大正 五 年 十二月 ~ 十五 年 五月、 実 盛 某の 請負 作業に よって 採掘。 

舞子 拈土 同様の 青 灰色、 やや 軟質の 粘土であって、 舞子 同様の 採掘 法で あつたと 推定され る。 

七、 裏山 粘土 採掘 場 (土 佐 工場) 

所在地 土 佐 工場 構内 

当 粘土 山で は 中生代 頁岩 及び 砂岩 を 採掘す る。  - 

一、 昭和 二 年、 開設、 八 年まで 採掘。  一 

一 、 同 十八 年、 須崎 粘土の 海上 輸送が 戦 CI- 激化に より 不 円滑と なった ので、 再開した。  一 

一、 同 二十 五 年、 須崎拈 土 山の 復活に より 採掘 を 休止。 

一 、 採掘 高 は 工場 ま 入 高と 同じ。 (五 〇 八 頁 参照) 

八、 備後 粘土 採掘 場 (門 司 工場) 

所在地 広島県 沼 隈郡浦 崎 村 恋 迫、 同 郡 藤 江村 彌太郎 田 及び 同村 池 浜 

一、 大正 九 年、 採掘権 取得、 昭和 二 年 二月まで 請負 作業に て 採掘。  ： 

九、 熊 野 粘土 採掘 場 (門 司 工場) 

所在地 大分 縣速見 郡 杵築町 熊 野 

一、 明治 四十 五 年、 土地 購入。 以後 大正 十五 年 六月まで 請負 作業に て 採掘。 社 船 扇 丸に て 工場へ 曳般 運撖。 

十、 守. y 粘土 採掘 場 (門 司 工場) 

第二 節 原料 採掘 場  六 五 七  i 


第 四 章 原料 採掘 場  六 五六 

所在地 北海道 上 磯 郡 上 磯町 宇宗 山、 桜 估 及び 添 山 

これらの 粘土 山 は、 現在の 桜岱 粘土 山と 同じ 地質 状態に あって、 採掘 法 もまた 同様であった。 

一、 宗山 粘土 山 は 当初から 大正 十 年まで、 旧桜岱 粘土 は 同 十 年から 昭和 二十 一年 六月まで、 添 山 粘土 山 は 同年 七月から 二十 四 年 十二月まで 

採掘、 いずれも 採尽 したため 廃止。 

一 、 採掘 高、 工場 受入 高と 同じ (四 三 九 頁 参照) 

三、 保 土ケ谷 粘土 採掘 場 (川 崎 工場) 

所在地 横 浜 市 保 土 ケ谷区 岩間 

当 採掘 場 は 第三紀 頁岩から なる 数十 米の 丘で、 採掘 法 は 一種の ケ ー ビング 法で あつたが、 後述のように 火薬 を 使用せ ず、 今日から 考え 

れば 極めて 危険な 採掘 法で あ つ た。 

一、 大正 七 年 八月、 開設。 当初 は 浅 野 石材 株式会社の 請負 作業で あつたが、 大正 八 年 ごろ 直営と なる。 

一、 同 十二 年 九月、 関東大震災 以後 閉鎖。 

一 、 採掘 法 は 採掘 崖の 下部に 幅 約 一 米、 高さ 一 . 五 米、 奥行 約 六 米の 坑道 を 一 米の 鉱柱 (隔壁) を 残して、 四 ~ 五本 平行に 掘進し、 次いで、 

この 鉱柱 (隔壁) を 一 米お きに 一 米ず つ 切取り (結果と して は 一 米 角の 鉱柱が 一 米お きに 残る)、 残った 鉱柱 を 奥の 方から 取り 私い、 山 

の 重みで 上部 をケ —ブ させ 山 を 崩壊 させた。 最後の 鉱柱の 取り払いに は、 奥の 方 は ツル ハシ (先端が 四角形) で 崩した が、 中央の 鉱柱 は 

ツル ハシで 半ば 崩す と、 メキ メキ音 をた てて 危険と なる ので、 その後 は、 坑外から 先端に 鉄板 製の 円錐 をつ けた 五 ~ 六 米の 杉 丸太で つき 

崩した。 

四、 大船 粘土 採掘 場 (川 崎 工場) 

所在地 横 浜 市 戸塚 区 笠 間 町。 鎌 倉 市 植木。 

当 粘土 山 は 第三紀の 頁岩で あ つ て、 採掘 法 は 保 土ケ谷 採掘 場と 同様で あ つ たが、 最後の 鉱柱の 取り払いに は 火薬 類 を 使用した。 

一、 大正 九 年 七月、 開設。 昭和 十二 年 休止。 

五、 舞子 粘土 採掘 場 r 門 司 工場) 
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設 1 概要  (昭和 一 一十 年 十月 接収 時) 


岩 機- R 

BAR 


貯 


鉱 糟 鉄筋 コン" 

及び 鉄骨 


八、 〇〇〇 姓 

六、 〇〇〇g 


昭 和 七 • 三 

问 一六 ニー 


粘土質 原料 

一 、 南士別 粘土 採掘 場 (士別 工場) 

所在地 北海道 上 川 郡 士別町 南士別 

当 採掘 場で は、 剣 淵 川畔の 低い 丘陵 地 をな す 第三紀 層の 頁岩 を 採掘す る。 

一 、 昭和 十九 年 五月、 開設 

一、 同 二十 一年、 閉鎖。 

一 、 下 抜 採掘 法に て 採掘。 

一、 工場まで 三. 五杆 馬車 輸送。 

一一、 宗山、 旧桜岱 及び 添 山 粘土 採掘 場 (上 磯 工場) 

第二 節 原料 採掘 場 


六 五 五 


空気圧縮機： 二 段 圧縮 回転 


毎分 一九 .三 立米 

^ 一、 〇 二 〇 立方 S! 


1 七 五 


名 


称 


様 


式 


寸法 及び 能力 


一 次 クー 

〃 

二次 7 一 


八番型 


マ 1 


モ 1 タ— 

馬 力 


台 数 


一 00 

二 五 〇 


年 次 

採掘 高 

昭和 10 年 

199,676 

11 

193,592 

12 

201,004 

13 

225,481 

14 

315,174 

077  -+• 

Ha 八 

採 

和 正 

七 年 

用 

年 1 

1 昭 

期 

接 和 

収 

時 年 

間 

下 鉱 
向 柱 

備 

掘 間 

へ 隔 

手 約 

積 三 

^ 米 

考 

第 四 章 原料 採掘 場  六 五 匹 

、 大正 六 年、 開設、 請負 作業に て 採掘 開始" 七 番型ジ ャィレ ー トリ ー グラッシ ャ ー 設置。 

、 ：！！： 七 年 十月、 インク ライン 一基、 更に 十二 年 四月 一基 増設。 

、 M 十四 年 四月、 高 雄 要塞 用地と して 一部 接収され、 昭和 二 年 六月 接収 用地の 代替 地と して 寿 山 一部 を 取得し、 同時に 工場 用水の 水源地 

を 所有。 

、 同 十五 年 四月、 昭和 二 年 四月、 四 年 六月、 五 年 十月、 イング ライン 各 一基 増設。 

、 昭和 七 年 五月、 八 番型ジ ャィレ I トリ ー クラ ッシャ ー ニー 五 〇 馬力 ハン マ ー グラッシ ャ— • 一七 五 馬力 空気圧縮機. 八 千 通 貯鉱槽 を 

設、 従来の 手ぐ り を 廃止、 サク岩 機 を 使用" 

、 同 十六 年、 七 番塑ジ ャィレ —トリ ー クラ ッシャ ー を 八番型 に 変更、 一 一 五 〇 馬力 ハン マ ー グラッシ ャ —• 一七 五 馬力 空：？ C 圧縮機 . 一、 六 

o〇 瓲貯鉱 槽を各 一 基 増設。 

、 同 二十 年 十月、 中華民国に 接収され る _ 

、 採掘 法の 変遷 

採掘 法 

ケ— ビ ング法 

傾斜面 採掘 法 


十四、 小 築 島 採掘 場 (： 八 代 工場) 

所在地 八 代 市植柳 下町 小 築 島 

一、 大正 二 年、 西 村 光弘の 請負 作業に より 採掘 開始。 

一、 1; 七 年、 電気化学 工業 株式会社 高 島 石灰 山の 採掘権と 交換した ため 廃止。 

一、 主として 下 抜 採掘 法に より 採掘した ■ -- 

一 、 採掘 高 は.， f 明。 

十五、 高 島 採掘 場 (八 代 工場) 

所 fri 地 八 代 Is. 松 高 衬高島 

一、 当 石灰 山 は 電気化学 工業 株式会社が 一は 掘 ft を 所有して いたが、 当社の 小 築 島の 採掘権と 交換し、 大正 七 年 五月 採 « 開始。 

一 、 昭和 十三 年 採掘 中 占。 

一、 主として 下 抜 採掘 法に て 採掘し、 工場まで 約 二 扦を鉱 車 (馬に て 牽引) にて 運搬した-" 

一、 採掘 高 は 工場 受入 高と 同じ。 (五 五七页 参照) 

十六、 蒲  一 0- 採掘 場 (佐 伯 工場) 

所在地 大分県 南海 部 郡 上 浦 町 大宇最 勝 浦 宇 蒲 戸 

一 、 大正 十五 年 四月、 開設、 昭和 十五 年 八月、 閉鎖。 

一 、 請負 作業で、 下 抜 s?^^ まに より 掘： 

一、 採掘 高 は 工場 受入 高と 同じ。 (五 七三 頁 参照) 

十七、 寿 山 採掘 場 (台湾 工場) 

所在地 高 雄 市 寿 山 (大正 九 年 前 は、 台 南 庁 大竹里 興隆 内 里 打 狗打狗 山) 

本 石灰 山 は、 第 四 紀の琉 球 石灰岩 層に 属し、 さんご •  ^孔虫 . うに . 貝殼 等の 集合した 淡黄色、 粗愁 質の 石灰石 からなる。 

一、 大 E 二 年 六月 十九 日、 石灰石の 私 下げ 認可。 

第二 節 原料 採掘 a?  六 五三 


年 次 

採掘 高 
(瓲） 

大正 15 年 
昭和 13. 1 

！ 約 250,000 

13 

52,000 

14 

78,000 

15 

100,000 

16 

80,000 

17 

40,000 

18 

40,000 

19 

3,000 

計 

643,000 

第 四 章 原料 採掘 場  六 五 二 

十一、 小大下 採掘 場 (大阪 工場〕  、 

所在地 愛媛県 越 §3 邵閲前 W 小大ド 

一、 大正 十五 年 九月、 井： W 克 により il 設、 大阪 工場 等へ 供給。 

一 、 昭和 八 年 十 一月、 ジョ 17 ラッ シ ャ—. ハン マ —クラ ッ シ ャ —  (.1, 動機 両者 共用で 二 〇〇 馬力). 一 〇〇 馬力 空気压 縮 機 各 一 台 等の 増設 

工事 完了。 

一 、 同 十三 年 一 月、 井 衬亮と 採掘権 契約 を 結び 当社 事業 場と なる。 

一 、 主として 露天 掘、 一 部 地 並 法に よる 坑内 掘に よって 採掘。 

一、 同 十六 年 三月、 大阪 工場から 糸 崎 工場へ 移管。 

一、 同 十九 年 十二月、 S た 約 期限 満了と 共に m 鎖、 井 W に 採掘権 を 返遷。 

一、 その後 大阪 工場 及び 糸 崎 工場 は、 1 "々^採掘 場から 買鉱 して 現在に 及ぶ。 

十二、 恒見 採掘 場 (門 司 工場) 

所在地 門 司市大 宇吉 志 

一、 明治 二十 七 年 創業 当時から 買鉱 したが、 三十 六 年 十二月、 土地 買収し、 当社 事業 場と なる。 

一 、 昭和 三年 三月、 閉鎖。 

一 、 採掘 法 は 主として 下 抜 採 « 法で、 請負 作業に より 採掘。 

十三、 青 浜 採掘 場 (門 司 工場) 

所 化 地 門 司 市 白 野 江 字 青 浜 

一 、 明治 三十 三年、 採掘 を 開始した が、 まもなく 休止。 

一、 tei めて 小規模の 石灰 山 を下拔 採掘 法に より 請 A 採掘、 海- r 印まで 約 三 00* を鉱 車で、 ここから にて 工場へ 輸送。 


年 次 

術 9 
班 

昭和 12 年 

36,288 

13 

50,361 

14 

64,779 

15 

78.337 

16 

59,492 

17 

43,942 

18 

34,575 

19 

15,262 

20 

4,667 

21 

1 休止 1 

計 

387,703 

年 次 

採掘 高 

- - 
昭和 10 年 

164,118 

11 

324,912 

12 

188,012 

13 

100,833 

1 14 

23,471 

1 15 

0 

16 

0 

17 

0 

18 

0 

19 

0 

20 

0 

21 

525 

22 

1,557 

23 

1,891 

24 

3,573 

25 

1,843 

計 

810,735 

5?!： 菌^ Si 箪森 

採 
掘 

法 

昭 昭 1 
和 和 

採 

五 一 
ご 1 
ろ 一 
1 五 

九 ろ 

期 

間 ： 

下 
向 

掘 

積 

リ 

考 

採 掘 高 (単位 通〕 


—、蒲 刈 採掘 場 (糸 崎 工場) 

所在地 広島県 安芸 都 向衬初 a. 


w^ftrt-  島 ls:lNf  .re-t ネネ  il 3; 

一、 年 八月、 曰 東 セメント 株式会社、 sin 十一月、 Is^d?.  i 

<^^v 一一 四 X 三 g ジ r グラッシ ャ 1. 五 C 馬力 裏 sss 付ェ奮 ェ。 十二月 工事 完了 き 力ら 本格？—，， い 

一、 同 十一 年 八月、 曰東セ メ ン ト 株式会社 直営に て 採掘 開始。 

-- 、 同 十六 年 三月、 当社に 日朿社 合併され、 当社 蒲 刈 採掘 場と なる。  , 。 

一 、 Mill 二 I  ir  f-~f  n^lsk  si  si 

^H  ^MUI,  II  III 翌年 十二 I 掘 休止。 

一 、 问ニ 十五 年 五月、 岩 部 富太郎 との 契約 解除に より 土地 返遷。  ， 

一 、 採掘 法の 変遷 


六 五 o 


一 、 岩 白 石灰 工業 株式会社 石粉 工場の 石灰 山で、 大正 十三 年大阪 工場の 開設 当 

初から 工場へ 供給して いたが、 昭和 九 年 当社に 買収、 大阪 工場 最初の 直営 採 

掘 場と なる。 

一、 昭和 九 年 五月、 八 番型ジ ャィレ —トリ— グラッシ ャ ー 一基、 ハン マ ー クラ 

ッシャ |( 二 五 〇 馬力) 一基、 一 〇o 馬力 空気圧縮機、 スキ ブイン グライン 

場 等の 増設 工事に 着手" 十 年 二月、 续ェ。 十月 地 並 44 法に よる 坑内 掘 を 開始。 

0 一 、 同 十四 年、 大阪 工場への 供給 を 打 切る。 

一、 同 十六 年 三月、 大阪 工場から 糸 崎 工場へ 移管。 

採 一 、 同年 十月、 閉鎖。 設備の 大部分 を 撤去-」 

白 一、 同 二十 年、 用地 一部 を 海軍へ 貸夸。 

. 一、 同 二十 一 年 六月、 小 模の 採掘 (坑内 掘) を 再開し、 石灰 製造 及び 売鉱開 

) 始。 

U 一 、 同 二十 五 年 十 一 月、 直営 採掘 を 休止、 二十 五 年 七月から 鉱床の 一 部 を 東亜 

ほ 産業 株式会社に 採掘 させ、 糸 崎 工場に 供給して 現在に 及ぶ。 
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へ 
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年 次 

採掘 髙 

(瓲） 

昭和 16 年 

不 明 

17 

If 

18 

4,528 

19 

1,465 

を 

構 


年 次 

採掘 髙 1 

昭和 4 年 

約 40，000 

5 

»  70,000 

6 

0 

7 

39,917 

n  70,000 

9 

、, 50,000 

10 

62,741 

11 

79,652 

12 

80,730 

13 

106,128 

14 

102,236 

15 

105,460 

16 

91,157 

計 

898,021 

(備考） 

(1) 昭和 4 年 は 5 月 

か ら。 

(2  ) 昭和 16 年 は 3 月 
まで。 


設 蒲 概要  (昭和 十六 年、 浅 野 社 分離 当時 ：} 


単 

H 

B 

C 
R 

横 

置 

様 

線 
式 

/、 

. 四 
〇 

段 
圧 
縮 

レ 

ト 
リ 
1 

式 

蹈 

毎 
時 

b 

毎 
分 

七 

方 
米 

A 
番 
型 

寸 
法 
及 
ぴ 

能 
力 

モ 1 タ 1 

馬 力 


据付 年月 

昭和 七 • 四 

昭和 九 年 

昭和 四 • 四 


六 四-. 


、 採 掘 高 r 単位 通) 


八、 大貝戸 採掘 場 (本社) 

所在地 三重県 員弁 郡 西 藤 原 村 

一 、 昭和 三年 十二月、 買収。 

一、 同 十六 年 三月、 石灰 製造の ため 

易 索道に て 運搬。 

一 、 同 二十 年 四月、 ffl 鎖。 

第二 節 原料 採掘 場 
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斜 ft 
面 《 

採 « 

法 法 
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四 年 
年 1 
1  二 
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間 
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考 

第 四 章 原料 採掘 場  户四八 

三十 五 馬力 空気 圧缩機 一基  索道 二 误尾釈 まで 約 二. 四杆 

一 、 採掘 高 合計 一 四 六、 五六 九 a 

七、 梅ケ平 採掘 場 (川 崎 工場) 

所在地 東京都 西 多 摩 郡 成 木 村 梅ケ平 

一、 昭和 三年 十二月 一 曰、 小 沢 太平. 山 崎 文 五郎から 採掘権 を 取得。 

1、 同 四 年 一月、 開鉱に 着手、 五月 出鉱 開始 (一、 二、 三 号 丁 場)。 当初 は 手ぐ りで あつたが、 昭和 四 年 八月、 ディ I ゼル 駆動 五 〇 馬力 空 

気 圧縮機 を据 付く。 

一、 同 六 年 一月 ~ 七 年 四 0:.、 採掘 休止、 この 期間に 従来の 請負 作業 (山 田 組， ：- を 直営に 切換え る。 (前節 六 三 七 頁 参照) 

一、 同 七 年 一月、 送電線 工事 着手、 四月 竣工" これと 同時に ディ I ゼル 駆動 空； X 压縮機 を 廃止、 三十 五 馬力 空 圧 線 機を据 付く。 

一 、 同年 四月、 雷電 山 採掘 場の グラ ッ シ ャ —を 当 採掘 場 へ 移設。 

一 、 同 九 年、 七十 五 馬力 空気 圧缩 機を据 付く-, ~ 

一、 同 十二 年、 一 〇〇 馬力 空気圧縮機 を 宫ノ平 採掘 場から 移設し、 七十 五 馬力 及び 三十 五 馬力 空気圧縮機 を 廃止。 五、 六、 七 号 丁 場 開設。 

一、 同 十六 年、 浅 野 社から 分離、 日本 高炉 社 採掘 場と なり、 二十 四 年 第一 セメント 会社 採掘 場と なって 現在 稼働 中。 

一 、 採掘 法の 変遷 


年 次 

採掘 高 

大正 9 年 

12,158 

10 

11 

116,590 

12 

61,262 

13 

135,016 

14 

147,921 

昭和 元 

175,246 

2 

137,055 

51,308 

4 

18,692 

計 

925,162 

昭和 E: 年 十 一 月、 鉱床 採 C -、、  -isw 休止。 


採掘 法 は 主として 下 技 採掘 法に より、 請負 作業で 採掘。 

採掘 休止 時 の 主要 設備 左 のとお り。 

八 番型ジ ャィレ —トリ， ー グラッシ ャ—  一基 

三十 五 馬力 空気圧縮機  一 基 

サグ岩 機  四 基 

インク ライン (四 J«,)  二 基 (上段 二 七 〇 米、 下段 三 六 〇 米) 

採掘 高 (単位 瓲) 


「 K 料 採掘 場 


白 岩 採掘 場 「川 崎 工場) 

所在地 東京都 西 多 摩 郡 成 木 村 白 岩 

大正 十三 年 八月 十八 日、 白 井寛吉 から 土地 買収。 

昭和 二 年 十月、 開設。 

同 五 年、 梅ケ平 採掘 場 を 開設した ため 採掘 休止。 

採掘 は 請負 作業に より、 採掘 法 は 主として ド抆 採掘 法に よった。 

主要 設備 は 左のと おり。 

六 四 七 


年 次 

採掘 咼 

(瓲） 

昭和 元年 

16,128 

107,307 

129,128 

147,421 

84,892 

6 

64,163 

56,871 

8 

48,849 

9 

28,187 

10 

29,559 

11 

18,805 

計 

731,310 

第 四 章 原料 採掘 場  六 四 六 

尽 したため 廃止。 

一、 同 十一 年 七月、 鉱床 を 採尽、 閉鎖した が、 当所の 一 〇〇 馬力 空気圧縮機 八 

番型ジ ャィレ —トリ ー グラ ッ シャ ー 等の 設備 は 皆 谷 採掘 場へ 移設し、 貯鉱槽 

等 は そのまま とし、 皆 谷 採掘 場の 索道 終点と して 利用。 

一 、 採掘 法 は 主に 下 抜 採掘 法 を 採用。 

r. 備考) 大正 十五 年 十月から 昭和 十 一 年 七月までの 採掘 高 合計 約 一 四 五 万 S 

四、 黒 沢山 採掘 場 r 川 崎 工場) 

所在地 束 京都 西 多 摩 郡 小 曾 木 村 黒 沢 

一 、 大正 六 年、 買収し、 開鉱に 着手。 

一 、 同 七 年 七月 三十 一 曰、 青梅 線 東 青梅 釈 付近から 二  . 五扦の 引込線 敷設。 

一、 同 八 年 一月、 出鉱 開始。 当 山 は 数個の 散在した 小 鉱床から なる。 六 丁 場 を 開設。 

一、 当初 は 八ない し 十 斤の ハン マ I で 手ぐ りし、 大正 九 年から サ 7 岩 機 を 使用。 下 抜 採掘 法で 採掘し、 サク岩 機 は 採掘 崖の 下部 をえ ぐって 

コ ラム を 立てて 使用。 

一、 当初 は 直営 作業で あつたが、 後、 請負 作業と した。 

一 、 同 九 年 八月、 鉱床 を 採 尺、、、 採掘 休止。 

一 、 採掘 高 合計、 一 七、 八 七  一 a (出荷 高、 大正 八 年 一 四、 四 九 六 逸、 九 年 三、 二 四 四瓲) 

五、 雷電 山 採掘 場 (， 川椅 工場) 

所在地 東京都 西 多 摩 郡 三 田 村 二 侯 尾 

一、 大正 九 年 四月 七 曰、 青梅 鉄道 株式会社から 採掘権 を 取得。 十二月、 開設。 

十 余の 小 鉱床で あるた め、 九 力 所に 丁 場 を 設けて 採掘、 一 ~ 五 号 及び 九 号 丁 場 は 上段 イング ライン、 六） i 八 号 丁 場 は トンネル を 径て下 

段 イング ラインへ 鉱 車で 集約し、 二 esf 駅 引込線 C 現在 第一 セメント 二 侯 尾 積 込 場) まで 運搬。 
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大正 元 

108,810 
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4 

115,438 
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124,948 
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9 

、 205,520 

[ この間 不明 

昭和 10 

' 26,219 

11 

13,485 

12 

15,885 

13 

12,912 

14 

12,033 

鉱床の 大部分 を 採 C ^ヽ グラッシ ャ • 


-を 取り はずす。 

、 同 十二 年、 一 00 馬力 空気圧縮機 を 梅ケ平 採掘 場へ 移設。 

、 同 二十 年 十月、 閉鎖。 

、 採掘 法 は 主として 下 抜 採掘 法 を 採用」 

、 採掘 高 (単位 a) 

明治 二十 八 年から 昭和 十四 年までの 採掘 高 は 合計 四、 〇 六 九、 六 五六 瓲 
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丁 場 を 開設、 立 岩 丁 場から は 索道 (安全 索道) 
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三、 小川 採掘 場 (朿京 工場〕 

所^地 ^玉 縣比企 郡 大河 村 腰 越 

一 、 大正 十三 年 七月、 早 川 倉 蔵から、 同 十五 年 五月、 岡 本 長兵衛 から 採掘権 取 

导。 

一、 同 十五 年 十月、 東武線 小川 町 駅から 約 四， 三杆 引込線 を 敷設し、 朿京 工場 

主力 原料 山と して 開設。 腰 越 及び 根 古 屋丁場 を 町 田 新 之 助の 請負 作業に よ つ 

H て 採 始： 

一 、 昭和 五 年、 槻 川の 対-:; i:、 大河 村落 合 及び 同村 矢 岸に それぞれ 立 岩 及び 向山 

山 丁 場から は 手 押 運搬 (県道 下 は 隧道) を 行った。 九 年、 立 岩 及び. M 山 丁 場 は 鉱床 を 採 

六 四 五 


(第 1に 図） 宮ノ平 採掘 場 卸 見学 中の 裕仁親 上 殿 ト 一一 （厶 印) 


六 四 四 

二、 宮ソ平 採掘 場 (來 京、 川 崎 工場) 

所在地 束 京都 青梅 市 曰 向 和 田 

一、 明治 二十 一年 八月 七 曰、 青梅 鉄道 株式会社と 村 総代との 間に 採掘 契約 を締 

結し、 二十 八 年 青梅 鉄道 株式会社 により 採掘 開始、 大正 六 年まで 東京 工場へ 

供給。 

一、 问 二十 七 年 十一月、 石 石 輸送の ため 立 川 青梅 間の 軽便鉄道 を 敷設。 

一 、 同 三十 一 年 三月、 軽便鉄道、 日向 和 田まで 開通。 

一 、 大正 二 年 五月七日- 裕仁親 土  (現在の 天皇陛下) 当 採掘 場 学され た" 

一 、 同 六 年、 新設の 川 崎. 丄 場へ 供給"" 

一、 1： 七 年 九月、 イン ガ— ンル ランド 社 製 一 〇x 一  〇 吋 空- 圧縮機 ーム 3- サグ 

岩 機 (BCR 四 三 〇) 二 台 購入 使用。 

一、 M 九 年 七月 十六 日、 青梅 鉄道 社から 採掘 權を 取得、 当社の 直営 事業所と な 

る 0  , 

一 、 同 十 年、 一 五 〇 馬力 空気圧縮機 (のち 電動機 は 一 〇o 馬力と なる) 据 付く。 

一、 同年 四月、 アメリカ人 技師 マドックスの 指導に より、 チヤ —ン ドリル を 使 

川し、 さく 井 爆破 (孔径 十五 榑、 孔深 十五 米の 孔 八本) を 試みた。 

一、 同 十一 年、 八 番型ジ ャィレ —トリ— グラッシ ャ— 据 付く リ 

1、 同 十三 年、 八 番型ジ ャィレ I トリ —グラッシ ャ— 二 基 増設。 

一、 同 十五 年、 従来の 運搬 レベル ST 下の 採掘 開始。 
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石灰石 

一 、 奥士別 採掘 場 (士別 工場) 

所在地 北海道 上 川 郡 奥 士別村 御料 四 線 付近 

一 、 昭和 十九 年 一 月、 奥士別 帝室 林野 出張所から 11 発の 許可 を 受け、 直ちに 開鉱に 着手。 

一、 同年 四月 十六 曰、 四 〇 馬力 空気圧縮機 一基 仮据付 完了、 翌 十七 曰 採掘 開始。 

一 、 同 十九 年 五月、 七十 五 馬力 空気圧縮機 据 付く。 

一、 同 二十 一年、 閉鎖。 

1、 主として 傾斜面 採掘 法 (上， M 掘) にて 採掘した。 
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^ 原料の 化学 成分 

当社に おいて 使用す る 石灰石 • 粘土質 及び 珪酸質 原料 は、 序 編 下 第一 一章 第 一 節に 述べ たような 条件 を 備えた もの を 選択 

している が、 現在 使用 中の 原料の 化学 成分 を 第 六 一 表に 示した。 
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も 少量で は あるが、 葛 生. 吾野 等から 買鉱を 行った。 大阪 工場 開設 当時 (大正 十三 年) は、 直属 原料 山 を 持たない ため、 小 

大下 . 岩 白 . .MI 崎 . 衣奈 • 大崎 等からの H 鉱 のみに 依；： W したが、 岩 白 • 白 崎の 直営 化と 共に 廃止し、 当社に おいて は、 買 

鉱 のみに よる 石灰石の 入手 方法 は 跡 を 絶つ に 至った。 しかし、 直営 採掘 場の 能力 不足 を 補うた めの 買鉱は 少量で は あるが 

今日に 至る まで 続けられ ている。 

買鉱の 不利な 点と して は、 T- 供給. 品質の 安定性がない、 二 価格の 決定に 主導権が 得られない 等 を举げ うるが、 こ 

れらを 解決しょう として 原料 山 を 獲得し、 請負 採掘 を 行わせる ようにな つ た。 一 举に 直営 化しな か つ たの は、 直接 作業 を 

行う « ^験 がな か り たためであろう。 

請  負 請負 採掘 は 大正 七 年、 秩父 石灰 山に おいて 採用され、 その 結果が よかった ので、 大正 九 年宮ノ 平、 十五 年 小川、 昭和 二 

年 勝峯と 相次いで 請負 形態 を 採り、 大正時代 における 新規 開発 山 は 本 法に よるの が 通例と なった。 しかし 請負 採掘に も 弊 

害が 多く、 年 をへ るに つれ 次第に それが 著しくな つた。 その 主な もの は 次の 諸 点で ある。 

T 技術の 改善が 思うよう に 行われない。 n 供給に 安定性がない。 三 品質に ムラが ある。 四 保安が 充分に 行わ 

れ ない。 五 IS 取が 公然と 行われる。 

以上の 弊害 を 除く ために は、 直営 化に よる 以外 方法 はない が、 これ は 請負 ボスの 死活に 関する 問題な ので、 容易に は 実 

現しなかった。 

川 崎 工場 梅ケ平 採掘 場の 直営 切替に 当って は、 採掘 担当者に 対する 脅迫が 行われ、 昭和 六 年 一月、 ついに 休業の やむな 

きに 至った。 以後 一年 余に わたる 紛争の 後、 同 山 は 七 年 四月 直営 山と して 再発足す る ことができた。 

直  営 直営 化に 対して は その後 引続き 努力 を 続けた が、 戦時に おける 労務者 不足の 好機 をつ かみ、 当社に おいて は 完全な 直営 

化 を 行う ことができた。 

傍系 会社に よる 供給 セメント 工業の 原料 入手 形態 は、 直営 制の 採用に より、 一応 理想と すると ころに 落ちつい たが、 戦後 は秩父 鉱業. 津久 

兄 鉱業 . _ 刈 田 鉱業 等、 当社 傍系 会社に よる 供給が 一 部で は 行われる ようにな つ た。 
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(第 60 表）  当社 石灰 山に おける サク岩 機の 変遷 
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原料 入手の 方法 


買 


三 種々 研究の 結果、 昭和 二十 三年 グロ— リホ— 

ととな つたので、 積 込 能率の 悪い シュ リンケ I 

しかし、 これ は-: 我朗 石灰 山の 特殊事情であって、 

ば、 本 法の 採用 は 充分 可能な ことが 証明され たもの 

たと 言う ことができる。 

なお、 当社 採掘 場に おける 採掘 法の 変遷 は、 

図表 一 四に 示す とおりで ある。 

法 掘 さく 法の 変遷に ついては、 序 編 下 第二 章 

原料 第三 節 石灰石の 採掘に 詳述した が、 当社 

石灰 山に おける サグ岩 機の 変遷 は、 第 六 0 表 

に 示した とおりで ある。 

当社に おける 原料 入手の 方法 は、 次の よう 

な径過 をた ど つ て 変化した" 

T 消石灰と して 購入. づ 石灰石と して 

買鉱 lil 請負 採掘 四 直営 採掘 五 

傍系 会社からの 買鉱 

鉱 創業 当初、 浅 野 工場 (東京 工場) では 栃木 

県 葛 生 その他から 消石灰 を 購入した が、 明治 

十九 年の 増設で 石灰 窯 を 設置し、 石灰石と し 

て買鉱 する ことと した。 大正 九 年 宫ノ平 採掘 

場に おいて 請負 採掘が 始められ たが、 その後 
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.^rt の 貯鉱が 冬季に も 積 込 可能と なり、 冬季 間の 出鉱を 確保で きる 

ジ法を 採用す る 必要が なくな つ た。 

露天 採掘 に 困難 を 感ずる 石灰 山に おい て は、 前記の 問題が 解決され 

で、 この 点、 わが国 石灰石 採掘 技術の 進展に 少なから ざる 貢献が あ 
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なった ので、 当社で は その 対策と して、 津久見 石灰 山に グ □— リホ— ル 法の 採用 を 計画、 昭和 十七 年 九月 これ を 完成した。 

これ はわが 国 最初の グロ— リホ— ルで、 結果 は 極めて 良く、 運搬 能率の 向上 は 特に 著しい ものが あった。 同 法の 作業が 順 

調に なった 十八 年 三月から 九月までの 同 山 運搬 夫 一 人工 当り 運搬 量 を 傾斜面 採掘 法 手 積 丁 場と 比較 すれば、 前者 五十 一 瓲 

に 対し、 後者 は 二十 二 a であった。 

これが 刺激と なって、 十八 年 五月 峩朗 石灰 山、 十九 年 五月 香 春 石灰 山、 二十 年 三 H: 勝峯 石灰 山に 相次いで グロ— リホ ー 

ルの 续ェを 見、 次第に 細部に わたる 改善 を 加えた 結果、 能率 はいよ いよ 向上し、 本 法への 転換 を 全国的に 計画す るに 至つ 

た。 本 法の 採用 は、 石灰石の 採掘に 一 時期 を 画した ものである。 

シュ リンケ— ジ法 昭和 二十 一年 十月、 莪朗 石灰 山で はシュ リンケ ー ジの 開鉱に 着手、 十二月 これ を 竣工した。 

本 法 採用の 理由と して は、 ，^、 冬季 間の 貯鉱 がで きる、 n,、 降雨. 降雪 時の 採鉱 作業 を 可能に する 等が 举 げられ る。 当 

山に おいて は、 断層に 伴う 破 碎が甚 しく、 切羽の 幅 を 広く とる ことが 危険であった ため、 鉱画は 当初、 幅 五 米、 長さ 五十 

米、 高さ 四十 米の 予定で あつたが、 条件の 悪い 所では 幅 を 三. 五 米に 狭めた。 採鉱 能率 は、 左表の ように 露天 掘に 比べ、 

やや 劣る 程度で あつたが、 二十 五 年 一月まで 継続し、 それ 以後 本 法 を 採用して いない。 

莪朗 石灰 山に おける シ ュ リンケ I ジ 法と グロ— リホ— ル 法との 能率 比較 表 


その 主な 理由 は、 左のと おりで ある. - 

H 開鉱 費が 嵩む。 これ は 切羽の 幅 を 三 • 五 米に したためであって、 峩朗 のように 龜 裂の 多い 石灰 山で は、 適当で ない。 

I 一  径常 費が 高い。 これ は 前と 同一 理由で 鉱 画が 小さかった ため 支柱 費が 割高に ついた ことと、 大量 を 扱う 石灰 山と し 

て は 積 込 設備が 不完全であった ため、 積 込 能率が 低下した ことによ る。 


TT 宮ノ平 -秩 父 及び 河 田で はシ ョ ベ ルを 使用せ ず、 かつ 鉱車は 一 通 程度の 小さい ものであった ため 採鉱 作業と 積 込、 

運搬 作業の 均衡が 取れず、 爆破の 高 能率が 無意味に な つ てし ま つ た。 

iil 粗碎 機が 小さかった ので、 大 塊が 出る と 能率が 非常に 低下した。 

要するに、 採掘 作業 は 採鉱 • 積 込み. 運搬. 破碎の 各部 門が 調和して はじめて 最大の 効果が 得られる もので あり、 採鉱 

作業の みに 新しい 方法 を 採用しても、 他 部門が これに 伴わない ため、 成功 をみ なかった ものと 思われる。 しかし、 初代 淡 

野總ー 郞が、 大胆に これら 新技術の 採用 を 試みた こと は、 当社 発展の 原動力と なった と 言っても 過 首で はない。 

前 7 あの マドックス はまた 坑道 爆破 を 指導し、 大正 十 年 五月、 北海道 工場 峩. § 石灰 山で 第一 回の 爆破 を 行い、 次いで 十一 

年 二月 十四日 第二 回、 また 同年 十一月 二日に は秩父 石灰 山、 同月 十六 日に は 田 石灰 山で これ を 実施した。 

本 法 も マドックスの 帰 米 後、 一 旦 中絶した が、 その 原因 は瓲 当り 爆薬 使用量が 比較的 多かった ことと 採鉱 作業と 積 込、 

運搬 作業の 能率が 一 致しな か つ たためと 思われる。 しかし、 峩朗 石灰 山で は、 昭和 十 一 年 七月 再び 坑道 爆破 を 採用、 これ 

に 成功し、 二十 二 年 二月まで 作業 を 続けた。 

再び 採用した 理由と して は、 従来の 下 抜 採掘 法が 進んで 崖が 高くな り、 能率が 低下した ことと、 昭和 九 年 六月 一 日 「土 

石 採取 場 安全 及び 衛生 規則」 が 施行され、 下 抜 採掘 法が 実質的に 禁止され るよう になった ことが 举 げられ る。 

岩 白 石灰石で は、 昭和 九 年 十月 以降 本 法 を 採用した が、 採用の 理由 は、 隣接地との 関係で、 露天 採掘の 採掘 崖が 狭くな 

り、 出鉱 量が 減少す るに 至った ためで ある。 鉱柱 は径 十二 米、 房の 広さ は 一 辺が 十二 米 以下、 高さ は 二十 米 を 標準と し、 

下向 階段 掘 を 併用した 地 並 払 (breast  and  bench) であった。 階段の 高さ 及び 幅 は、 いずれも 三 米 を 標準と した。 

当社で トンネル 法 を 最初に 採用した の は、 昭和 四 年 西 多 摩 工場の 大久野 粘土 山で あるが、 本 法 を 石灰 山に 適用で きる か 

どうか は、 石 質の 点から 多分に 疑問が あり、 竹 く は 採用し なかった。 十四 年、 白 崎 採掘 場で は 過重 労働の 排除と 積 込 作業 

の 能率 化と を 目的と しこれ を 採用した が、 当初 は大 塊が トンネル を こわす 等 障害が 多かった。 しかし 次第に 作業に 習熟す 

るに 従い 能率が 向上し、 所期の 目的 を 達する ようになった。 

太平洋戦争 開始 後、 次第に 労務者が 払底し、 石灰 山に おいても 能率^ 上に よる 労働力の 節減 を 考えざる を 得ない 情勢と 
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b. 直後 
(大正 11 年， 莉 田 採掘 場） 


当社 は 全国に わたって 工場が あるので、 予備 原料 山 もまた、 全国に わたって 広く、 多数 を 保有して いる。 

a 採掘 法の 変遷 

当社に おける 原料 採掘 法の 変遷 は、 そのまま わが M における セメント 原料 採掘 法の 歴史で ある。 左に その 概略 を 述べて 

みょう。 

下 抜 採掘 法 明治 • 大正時代 において は、 ほとんど 全部の 原料 山が 下 技 採掘 法 を 採用した が、 本 法 は 冠った 崖の 下で 作業す るた め、 

災害が 多く 能率 も 低かった。 冠までの 高さ は 場所に より 異なり、 上 確 工場 峩朗 石灰 山で は 最大 十五 米、 西 多 摩 工場 勝峯石 

灰 山で は 十 米、 川 崎 工場 宮ノ平 石灰 山で は _ん 米 程度であった。 当社に おいて は、 この 方法 は 昭和 十三 年 を 境と し、 急激な 

減少 を 示して いる。 

傾斜面 採掘 法 西 多 摩 工場 勝峯 石灰 山に おいて は、 大正 十五 年 開設 当時 は 他山と 同様、 下 抜 採掘 法 を 採用した が、 前記の ような 弊害が 

甚 しかった ので、 昭和 二 年 傾斜面 採掘 法 上向 掘 を 計画、 その 一部に 実施した が、 当初 は 切羽の 高さが 十五 米 を 越え、 下 抜 

採掘 法の やや 進んだ 形を呈 したに すぎな か つ た。 しかしながら 下 抜 採掘 法に 比べ 危険が 少なく、 出鉱 量に も ムラが 少ない 

ため 昭和 三年に は 完全に 本 法に 切り替え、 その後 切羽の 高さ を 二  ~ 四 米と し、 五 年 ごろ 一応 本 法 を 完成した。 

傾斜面 採掘 法 下向 掘 は、 これより 少しお くれ、 八 年 一月、 狩 生 採掘 場に 初めて 採用され た。 

本 法 は 十一 年 以降 急激な 普及 を 示し、 太平洋戦争 当時 は 大規模 石灰 山の 大半に 採用され たが、 戦後 グロ ー リホ ー ル 法の 

普及と 共に 減少し、 大規模 石灰 山で は 現在 ほとんど 行われて いない。 

さく 井 爆破  これより 先、 大正 九 年 九月、 アメリカ、 ト □ 1 ジ ヤン 火薬 会社の 技師 マドッ スを 招き、 宮ノ 平. 秩父 二. 5! 田 等で さく 

井 爆破の 指導 を 受けた。 さく 井 機と して は、 ァ ー ムスト ロング 社の ウエルド リル (孔径 十五 極) を 使用した。 

当時 さく 井 機 を 使用した 理由 はつ まびら かで ない が、 アメリカ における 採鉱 能率が 非常に 高い ので、 これ を そのまま 採 

り 入れる ことによって、 従来の 下拔 採掘 法に よる 低能 率が 飛躍的に 向上す ると 考えた ためで はない かと 思われる。 本 法 を 

採用した 結果、 爆破 成績 はよ かった が、 大正 十一 年 十二月 八日 マドックス 帰 米 後 は 採用され なくなった。 

第一 節概  説  六 三 一 


中 

丁 

士 

口 

in 

石 

良 

計 

国 

灰 

前 

野 

蜂 

谷 

峯 

山 

錐 

孔 

四 

九 

五 

七 

故 

四 

四 

七 

九 

五 

0 

〇 

〇 

九 

四 

七 

七 

米 

米 

中 If 

ズノ 

甲 R 口 

和 

十 

十 

十 

十 

七 

七 

五 

年 

年 年 

年 

年 

十 1 十 

七 

十 

！ 

月 

月 

月 十月 

月 

か 七 

1 

か 

ら年 

九 

十 

ら 

間 

継 

継 

続 月 

月 

月 

大 

請 

右 

大 

鉱 

— 1 

和 

負 

同 

和 

研 

式 

作 

式 

式 

使 

A 

業 

A 

K 

R 

S 

ハ 

利 

R 

S 

3 

型 

根 

型 

M 

E 

用 

回 

式 

回 

型 

R 

し 

高 

試 

五 

試 

速 

維 

〇 

錐 

回 

機 

機 

型 

機 

試 

試 1 

維 

m 

械 

機 

予備 原料 山 

予備 原料 山 企業の 性質 上、 可 採鉱 量の 充分な 原料 山の 保有 を 必要と する こと は、 前述のと おりで あるが、 序 編 下 第二 章 原料 第二 節 

わが国の 石灰石に 述べた ように、 わが国の 石灰石 鉱床 は 不規則の 形態 を 有し、 また 不測の 地質 現象な どが あるた め、 かな 

り 余裕の ある 可 採鉱 量が 必要で ある。 このために は、 一 つの 原料 山で 不充分な ことが 多く、 セメント 工業で は 予備 原料 山 

を 保有す るの が In 通で ある。 
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向上し、 当時 確保した 原料 山 は、 今 曰 当社の 原料 供給 を 安泰に おくと 共に、 企業 発展の 基礎 をな している。 昭和 十一 年 九 

月、 第一 回 社内 原料 会議で 制定した 「原料 山礦量 査定 標準 様式」 は 技術 進歩の 一 つの 段階 を 示した もので、 この 様式 はま 

た、 今日 わが国 石灰石 鉱床 調査の 基準と して 広く 採用され ている-" また そのころ 当社に おいて は、 原料 山の 縮尺 五 百 分の 

一 ないし 三千 分の 一 の 精密な 実測 地形図と 精密な 鉱床 調査の 大半 を 完成した。 

試 維に よる 調査 一方、 原料 採掘 技術 も 傾斜面 採掘 法 (手 積) から グロ— リホ— ル法 . シ ュ リンケ I ジ法 等と 進歩し、 開 鉱費も 大きくな 

つたた めに、 地表からの 推定 調査の みで 企業 計画 をた てること は 不安と なった ので、 これ を 確定して 鉱床の 実体 を 把握す 

,  るた めに、 地表 調査と 並行して 試 錐 (ボ— リング) を 行う ことと なり、 昭和 二十 五 年 十二月 五日から 西 多 摩 工場 勝峯 石灰 

山に おいて、 試 錐 作業 を 開始した。 二十 八 年 三月 十日までの 当社 試 錐 実績 は 左のと おりで ある。 


第 四 章 原料 採掘 場 

第一 節概  説 

M 原料 山の 確保 

原料 山 セメント 原料 は 事業の 性質 上、 莫大な 数量 を 要する ので、 企業の 基礎 を 確立す るた めに、 原料 山 は 十二分の 可 採鉱 量 を 

保有す る ことが 絶対に 必要で ある。 殊に 石灰石 は、 粘土質 原料に 比べる と 分布が 限られて いるのに、 使用量 ははる かに 大 

きい。 したがって、 その 鉱床 を 正確に 把握す ると 共に、 有利な 地理 的 位置に これ を 確保す る ことが 極めて 重要で ある。 当 

,  社で は、 初代 淺野總 一 郞が 原料 山に ついては 特別の 関心 を 私い、 自ら 先頭に た つ て 探索に 努めた。 

原料 山の 専門的 調査 わが国の 石灰 山 は 表土が 厚く、 しかも 鉱床 は 特殊な 賦存 状態に あり、 また 樹木が 繁茂して いる 関係 もあって、 調査 技術 

が 幼稚であった 大正 末期 ごろまで は、 しばしば 鉱 量の 判断 を 誤り、 事業 開始 後 蹉跌 を 生じた 例が 少なくなかった。 初代 淺 

野 總ー郞 は、 数々 のにが ぃ柽 験の 結果、 專門 技術者に よる 調査の 必要 を 痛感し、 大正 十 年 三月、 浅 野 同族会社の 岡 田淸藏 

(大正 七 年 東京 帝大 鉱物学 科卒、 同年 浅 野 同族 社 入社) を 石灰石 及び 粘土質 原料の 調査に 当ら せた。 岡 田 淸藏は 雷電 山 を 

調査して、 この 鉱 量が 小さい こと を 認めた ので、 直ちに 川 崎 工場の 次の 候補地と 目され ていた 勝峯 石灰 山 (現在の 西 多 摩 

工場 石灰 山) を 調べ、 非常な 苦心の 後、 初めて 同 山の 可 採鉱 量 は 四百 万瓲 であると 算出した。 

この ころ 初代 淺野總 一郎 は、 セメント 事業の 一大 拡張 計- 购 を もっていて、 岡 田 淸藏に 大正 十 年 富 山、 石川県 下 • 新潟県 

青 海、 黒 姫 地方、 大正 十二 年に は 敦賀. 志摩、 渥美 半島 • 和歌 山、 徳島県 方面の 石灰石 鉱床 を 広く 調査す る こと を 命じた。 

この 時 たまたま、 関東大震災 により セメント 需要の 激増が 予想され たので、 これに 対処す るた め 専門技術 者 を 充実して、 

全国的な セメ ン ト 原料の 探査 を 行 つ た。 

この 拡張 計画 は、 その後、 セメント 界 不況の ため 実現 をみ なかった が、 この 計画に より 当社の 原料 山 調査 技術 は 急速に 
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5 託 工場 


西 山 洋灰廠 


第 十五 節 外地 ra 係 工場  ，  六 二 七 


ス マ 


営 


直 


場 

H 


ブラ ブム 

1 市 郊外 


昭和 十八 年 

七月 指令 を 

受ける 


竊載船 沈没に より ドライ 

ャ— を 回耘窯 に 代用し 

て、 同 十九 年 十二月 操業、 

終戦に より 閉鎖した。 


昭和 十八 年 七月、 パ レ ン 

パ ン 陸軍 燃料 廠の 要望に 

より、 商工 省 を 通じて. C 

地 セメン ト 工場 移設 方 を 

指令され、 同年 十 一 月日 

本 鉱業 株式会社 鏡 工場 買 

収、 工事に 着手した が、 

戦局の 激烈 化に より 機械 

稜載 船の 沈没 等 工事 は 進 

涉 せず、 極力 a 設に 努力 

したが、 操業 直前に 終戦 

とな つ た。 


送り セ. 

た 0 


. に 粉碎し 


輸送 中 « 載 船の 沈没に 

より 計画 を 変更し 仕上 

工場 . 紫の 設置 等に 

着工した が、 完成 直前 

終戦と な つ た。 


生産高な し 

従業員 三十 一名 


山 ロ靜逸 


陽 曲お 西銘 


昭和 十四 年 

二月 操業 


昭和 十三 年 二月、 軍特伤 

部から 軍 管理 山 西 第三 十 

五 工場と して 経営 を S 

託、 同 十四 年 八月 西山洋 

灰 ffi と 改称、 同 十七 年 四 

月、 山 西 産業 株式会社の 

傘下に 統合され、 当社 か 

ら 分離。 


(乾式 焼成 法) 

原料 粉末 機 (径  一 • 八 

二 九 X 長さ 六 • 七 

〇 六 米) 二 基 

回転 窯 (径 二. 三 一 六 

X 長さ 三 八 • 一  〇 

〇 米)  一 基 

同 (径 ニニ 一二 六 X 

二  • 七 四 三 X 長さ 

四  一二 四 八 米) 

1 基 

仕上 粉末 機 (径  一 • 八 

二 九 X 長さ 六 • 七 

〇 六 米) 一 基 


生産高 

(昭和 一 四 ~ 一  六. 

一 〇) 

一 四 一、 七 四 五 旌 

出荷 髙 

(昭和 一 四一 一 六. 

一 〇) 

一四 一、 一 三八述 

従業員 

内地人 社 工員 一 五名 

中国人 工員 

約 ニニ 〇 名 


昭 1 三 ~ 同年 六月 

工場長 武田 忠 

同 一 五. 七？ - 一六. 

九 

同 佐 藤 蒸 

同 一六 • 一  〇，<  一 

七 • 四 

同 近 藤 虎之助 
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生産高 （単位 旌） 


年 次 

生産高 

出荷 髙 

備 

考 

昭和 19 年 

2,568 

2,075 

8 月から 

20 

1,906 

1,628 

生産 は 4  ； 

！ 7 月 分 

21 

4,664 

4,778 

22 

1,020 

1,280 

計 

10,158- 

9,761 

第三 章 セ 


ェ 場  六 二 六 

原 料 

ィ、 石灰石 

工場 開設 以来、 奥士別 採掘 場の 石灰石 を 使用した が、 数量 及び 品質 (珪酸 分が 増加した) の 関係 

から 山 崎 石灰 • 国策 石灰 • 北海 石灰 • 北 見 石灰 等から も 購入した。 

口、 拈 土質 原料 

南士别 粘土 採掘 場の 粘土 を 使用。 


第 十五 節 外地 関係 工場 


工場 名 


場 

島 

海 


所在地 


操業 または 

受託 年月 


昭和 十九 年 

十二月 操業 


理 


由 


昭和 十一 八 年 七月、 海軍の 

要望に より 商工 省から 海 

南 島へ 工場 建設の 指令 *- 

受け、 同 十二月 九州 曹達 

株式会社 曰 之 出 工場 を 冒 

収、 移設に 着手した，" 

同 十九 年 八月、 


主要 設備 


原料 粉末 機 


一 基 

一 基 


石炭 粉末 機 

回転 窯 (ドライ 

ャ— 代用) 一基 

ダリン 力 を瑜林 対岸の 

八播 製鉄所 安由 工場へ 


生産高 その他 


生産高 

グ リンカ 約 三 〇 七 S 

石 灰 三 〇〇瓲 

従業員 

社 員  四 二 名 

ェ 員 一四 一八 名 

現地 苦力 八 〇 名 


責 


任 


者 


昭和 一 九-, 

工場長 


、二？ 八 

柏木 正 


参照 頁 


本 編 第 六 期 


五 頁 及び 同 

第 七 期 第二 

章 第二 節 二 


工場  表  (BSfa  21 8. 1 ^{£) 


工場 所在地 

M    iS    « 式 

據 

料 « 

ェ均 f(  *i 

SS  HI                        13-1,766.6  m2 

石 

灭石 •  tr'  土 

北海 道 上 川 W 士別 Br 宇 R 村 I 

U 番地 

75.5 

ft  式 

石 

は- 
议 

5  脊 

名  称 

種 

Si 

大           き           さ (ra) 

fi 大 能力 

現 況 

能 力 

« 動 ほ 

力 Si 

US 考 

石 灰 石 一次？ a» 機 
石 ）9£石ニ次粗6?=«1 

チャンピ 

.'3  " 

D      —  ク 

ォ ン No.  6 型 
さ マーズ +型 

0.610x0.305 
1.067x0.406 

18  t 
18 

9i 
9 

30 
40 

粘 土     fa  « 

0.305x0.355 

5 

2.5 

(料 乾 機 

i 回転 式 

1.829  X  18.290 

石 30 

粘土  6 

9 

15 

石 石 0£    « ほ 

同 

上 

2.134  X 15.240 

' 

30 

15 

乾 扱 原石 タ ンダ 

M  (円 S) 

29.54  tr.3 

50 

35 

M お 

同 

ノブ ミル 

29.54  ml 
2.131x7.925 

43 
10 

15 料 

ft 上 

30 
8 

500 

原料 》 整 ffl 

造 

■1.500x9.430x6.540 

500 

100 

生 炭 タン ク 

跌 板 

K  (角 m) 

9.65  ms 

b 

6 

石议 乾燥 ほ 

スコール ス 

1.829X  18.290 

13 

15 

乾 ほ戾タ ン 7 

跌 板 

製 （円 型） 

13.395  m3 

8.7 

石 《 粉 吹 込 » 

G  500  ？ S 型 

ルべ -7  < ザ 一 

2.5 

100 

回転 

2.590x3-4,3^7 

5U 

tf! 塊 S 場 

木 

造 

9.640x13.160 

i.575 

1.100 

说塊 石脊タ ンク 

跌 お 

a  (円 型） 

29.54  tijS 

46 

32 

木 

造 

7.720x4.332x5.286 

1,250 

1,000 

J?   K    a 上タ ンク 

鉄 板 

» (角 型） 

2.66  m3 

3.7 

袋             K  機 

バ 7 カー 

2               iS  式 

20 

9. 

20 

转匿場 

木 

造 

170  m! 

m 

70 

項 別 

石灰石 

粘土   U 原料 

K 化！^ 頃 料 

石                   膏 ' 

石  炭 

採 》    « 所 （《 人 先） 

n  士別 採掘 n  m 
山 崎 石灰石 興業 等 

南士別 粘土 は 掘ぬ 

北 iSiSS 仏 115^"小？*町 
王子 K 紙 S 小お ェ « 

会 》 鉱菜抹 式 会社 

岩 if^      K 業 所 

待&粉 炭 （三 井） 
1 «  »  «( ' ) 
2 ほ 粉 炭 （三 菜笑 噴） 

ほ 観 ft 込 K» 及び 能力 

75  H> コン プレ/ サ一， 
サ7 岩 ほ 3 台 木 » シュ 
一  > から 鉱 * 流 *i 
IB               75 1 

I  B  15【 

«28 方法 及び 能力 

士別 軌道に よ り MiS 

I  Q             150 t 

同  左 
1 曰             30 1 

ft 車輪 i£ 

ft 車 M  3 

率 輸^ 

採 《 場から 

工場までの 距赚 

21.1  km 

2  km 

工場に おける 
荷 及び 能力 

ほ » 引 上 15H? ウイ ンチ 

同  左 

貯蔵 爾 及び 能力 

木 造 9.660x34.500 
S 大 1,000  t 常時 70" 
屋外 貯蔵            15.000  [ 

木 造 9.890x  20.900 
1R 大 1,000  t 常時 700  t 
屋外 貯《             2.000  t 

木 造 5.190x20.900 
S 大 200 1 常時 MOt 

木 造 5.800x  13.900 
fi 大 190  t    ff 時 130  t 

木 JS       7.800  X  34.800 
最大 350 1 常時 150 1 

季 » による 》 響モ の 他 

IS 営 期 は ffiiSff 止す 

同  左 

«S 期 は KiS 不ほ 

同  左 

网  左 

B (人 12 力 

霄カ 会社 名 

8本《 送憲 株式会社 

«1    fi 使用量  700ltVA 

ffl    K    St  50 

その他の 》 備 

« 理工 《 
K     » 分析 場 

お                   1              ポール 1             セーパ 一 1             銀冶場ほ車 1 
60  ^ 酎 圧 試 《t  «| 

第三 章 セメント 工場  六 二 四 

これらつ ばに 関して は、 セメント 統制 会が これに 当り、 当社 は その他の 付属 連動 設備 を 社內各 工場から 融通し、 その 建設 を 担当。 

原料 用 石灰石 は、 帝室 林野 局所 有の 奥士別 御料 二 線 所在の 石灰石 山 を 同局の 許可 を 得て 開発、 粘土 山 は 調査の 結果、 士 別町釗 淵の 丘^ 

に 定め、 その 買収に 着手。 

、 "口和 十九 年 四月、 恒久 工場と しての 当社 佐 tt 工場 移設 は 諸般の 情勢に より 軍需 省から 無期延期 及び 建設 中止 (七月) の 指令 を受 く。 

、 同 十九 年 六 s 二十日、 工場 火 入式举 行。 

、 同年 七月、 産業 設備 営団から 工場の 委任 径営を 正式 受託。 

、 同 二十 年 三月 十九 曰、 工場 失火し、 その 大半 を 焼失し、 復旧 工事に 努力 中 終戦 を 迎え、 その 存廃が 問題と なった が、 北海道 庁の 要請に 

より 同 工事 を 継続す る ことと なり、 十二月 復旧 工事 完成。 

、 同 二十 二 年 四月、 採算 不良の ため 産業 設備 営団へ 工場の 径営を 返還し、 その 関係 を 絶つ。 . 

一 、 責任者の 変遷 

昭和 十九 年丄 一十 年  工場長 北 川 吉 鶴 

^  二十 年丄 一十一 年  同  田 中繁良 

同 二十 一年 ~ 二十 二 年 十月  同  中； 一久 


せ 一 Ik 一 


一一， -i  fu 19 せ 

20 


3 ム 

34 


H 


0 


105 


0 


難 


ビひ 


0 


一る 


34 

158 


第 十四 節士別 工場 (北海道 上 川 郡士別 町) 

沿 革 

一、 R 口和 十八 年、 太平洋戦争の 進展に 伴い、 漸次 輸送機関の 逼迫 は 激しくな り、 セメントの 国内 地区 間 輸送 も 益々 甚だしい 制約 を 受ける に 

至った。 

北、 苣 は、 地区. e 供給源と して は 当社 北海道 (上 磯) 工場の みで、 輸送 難に 加えて 他 地区からの 道. e: 移入 は 次第に 困難と なり、 九州 • 

中国 等の 西部 地区に 比べ、 相対的に 需給 事情が 一層 悪化す るよう になった。 しかも 北海道 は 軍 関係 需要 を 中心とし、 生産力 拡充、 畜産 増 

強 (飼料 サイロの 増設) 等の セメント 需要が むしろ 増大の 方向 をた どった。 特に 陸軍に おいて は、 ァリュ I シャン 方面の 戦況 漸く 不利に 

おちいる と共に、 北辺の 防備 を 固めなければ ならない 情勢に 立ち至 つ たので、 軍需 省に 対し 北海道 地区 內の 供給 力 急増 を 強く 要請した。 

軍需 省 は、 この 対策に ついて セメント 統制 会と 協議し、 工場 建設 地と して は、 北海道 中央部の 上 川 郡士別 付近 をお いて 他に 適地な しとの 

結論 を 得、 同年 十一月 セメント 統制 会 を 通じて、 当社に 対し、 まず 応急 工場と して 年産 二 四、 〇〇〇a の 工場 を 十九 年 四月までに、 次い 

で 恒久 工場と して 九州 佐 伯 工場 を 移設の 上、 同年 十二月までに 完成す べしとの 工場 建設 指令 を究 した。 なお、 資金 は 産業 設備 営団から 融 

資を 受ける ことと な つ た。 

一 、 同 十八 年 十二  H ；、 北海道 上 川 郡 士別町 兵 村の 工場 建設 用地 買収 完了  (八 一、 四 一 〇 评 i 一六 九、 一 二 五平 方 米) 工場 建設工事に 着工、 ェ 

事 は 札 幌泉屋 組に 請負 わせ、 主要 機械 は 同業 各社の 遊休 機械 を 移設す る ことと なった。 その 主な もの は 左のと おり。 

回 転 窯 (径 二. 五 九 〇x 長さ 三 四. 三 四 七 米)  一基 (小 野 田 社 由 良工 場) 

原料 乾燥機 (径ー . 八 二 九 X 長さ 一 八. 二八 八 米)  一基 (浅 野 社 北海道 工場) 

粘土 乾燥機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 一 五. 二 四 〇 米)  一 基 (日本 高炉 社〕 

原料 並びに 仕上 粉末 機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  一基 (大阪 窯業 社) 

パルべ ライザ， I  (小 野 田 社 八幡 工場) 

第 十四 節 士别 工場  .  六 二三 


^  ■*        (単位 HS) 


千  tA. 

意  4^ 
向  " 

合 計 

備  考 

昭和 元年 

63,828 

63,328 

65,108 

65,108 

65,683 

65,683 

4 

73,341 

73,34l! 

， 1 

5 

54,033 

54,033 

6 

51,983 

51,983 

7 

53,939 

53,939 

8 

56,205 

56,205 

9 

56,712 

56,712； 

10 

63,151 

63,151 

11 

60,091 

60,091 

12 

78,970 

78,970 

13 

76.019 

76,019 

14 

90,523 

90,523 

15 

95,622 

95.622 

16 

100,842 

100,842 

17 

29,513 

29,352 

58,865 

, 18 

1,360 

20,185 

21,545 

コ パル ト へ 転換 
のた め 製造 中止 

計 

1,136,923 

49,537 

1,186,460 

m        荷        ほ （単位 肫） 


年 次 

普 通 

高 炉 

八  sf 
R  HI 

備  考 

昭和 14 年 

74,192 

74.192 

4 月から 

15 

92,254 

92,254 

16 

105,129 

105,129 

17 

30,383 

26,903 

57,286 

1,543 

21,769 

23,312 

出荷 8 月まで 

合 計 

303,501 

48,672 

352,173 

第三 章 セメント 工場 


原 料 

ィ、 石灰石 

創業 当時から 大正 十二 年まで、 小 大下島 • 大 三 島 及び 蒲 刈 島 等から 買鉱 した ほか、 当初 は 白 崎 採掘 場から も 供給 を 受けた が、 

は まもなく 休止。 大正 十一 一年：：？ 降 は 主として 白 崎 採掘 場から 供給" 

口、 拈 土 

兵 率 県 州 本 市 . 同県 津名郡 由 良 町 . 岡山県 和気 郡 曰 生 町 . 同 郡 福 河 村 寒 河 等から 買鉱。 

ハ、 挂酸質 原料 

九州 15! 田軟珪 石 を 購入 使用。 


従業員 


年 次 

社 

員 

ェ 

員 

託 

臨 

時 

八 

計 

備 考 

人 員 

指数 

人 員 

指数 

人 

員 

指数 

人 員 

指 JSC 

人 員 

指数 

昭和 15 年 

53 

100 

132 

100 

1 

100 

1 

100 

 一 

16 

60 

113 

129 

98 

2 

200 

3 

300 

17 

45 

85 

不明 

1 

100 

18 

41 

79 

n 

1 

100 

14 

1,400 

19 

45 

85 

ノノ 

20 

不明 

U 

21 

27 

51 

42 

32 

22 

22 

42 

28 

21 

23 

16 

30 

28 

21 

24 

16 

30 

15 

11 

(備考） 指数 は 昭和 15 年 を 100 とした。 

原材料 供給 状態 


原 
材 
料 
供 
袷 
状 
態 

項 \ ^類 
百 \ 

石灰石 類 

粘土 及 
び珪石 

鉄 鉱 

石 资 

な  し 

混合 材 
その他 

石 炭 

採掘 場所 
(購 入 先） 

な  し 

な  し 

な  し 

な  し 

な  し 

採掘 粗 碎 
積 込の 各 設備 
及び 能力 

採掘 場 または 
供給地から ェ 
場までの 距離 
並びに 輸送 
方法 及び 能力 

工場に おける 
荷 S 設備 並び 
に 貯蔵 設備 
及 び 能 力 

60  t/h グ レ 
—ン 1 台 

貯蔵 率 

5,000c 

20  t/h パケ 
ッ ト エレべ 

貯蔵庫 
粘土  4,000t 
ま-石 2，000t 

20  t/h バケ 
ッ ト エレべ 
—ター 

貯蔵 * 

I'OOOt 

仲 仕 
貯蔵 車 

500t 

仲 仕 

貯蔵 » 

2,500t 

季節に よる 
影響の 有無 
及び その他 

製 

□EH 

搬 
出 
状 
態 

製品 搬出 設備 
及び 能力 

な  し 

需要 または 輪 
送 上に 及ぼす 
季節の 影黎 

な  し 

1 節 尼 崎 工場 


六 二 一 


工場  表 


和 23.  10. 1 現在） 


工場 所在地 

兵 MC  W 尼 》5 市 北 M  a  »]■ 16 

1    ft 地面お 1         52.106  m> 

»          は 式； 乾  式 

1 

面 «    ( 14,543  ml 

蓽 

名 ft: 

* 兮 

種  類 

大 

き さ （m) 

m 力 （正味 I  « 1 時間 さり） 

«ft 機 

馬力 ft 

備  考 

S 大 

安全； 員 a  1  2  g 

tt 

石 « 石 用 

番             型 45.0 

40.0  1  I 

150 

粘土 類 用 

ダ プル n— ル 7 ラプ シャ一 
ジ，一 グラプ シャ一 

0.610  X  0.914         1 13.0 
0.200  X  0.300  . 

10.0  I 

40 

乾 
燥 
機 

石灰石 用 

円 tt 回 te 式 

2.134x21.340          1  4.0 

3.5  I 

30 

粘土  S 用 

1 

2 

円 tt 回 （£ 式 

1.829x21.340 
2.134x21.340 

8.5 
11.0 

8.0 1 
1 0.0  I 

30 
75 

» 末 》 

1 

2 

2.1i4x  7.315          j 15.0 
2.400x10.000          1  20.0 

14.0 1 
19.0 1 

450 
950 

S&m       a  4.267  ra       2 台 
#  4.000  m      2 台 

再 粉 機 

貯蔵 槽 

コンクリート 矩形 

1 室                243  m3 

720 

600 

I 

四 室-区 la 

成 

部 

成 
用 
石 
炭 

K  a 

ラグ ルス コール ス式 

1.200  X  6.100 
1.830x18.300 

6.0 

40 

末 》 

0.650  X  4.500 
1.524  X  4.572 
2.000  X  7.000 

7.0 

6.0 

20 
350 

0.838 

^   m  ^ 

有 n 

直 径 

長 さ 

ft さ 

全 長 

有 効 
g さ 

18.5 

17.5 

8 ひ 

吹 込霄 》 機 g 力) R  75 

485.0 

3.000 
3.500 

34.500 
25.000 

3.500 

63.000 

63.000 

冷却 機 

；円 « 回 （E 式 

2.400x22.000 

40 

貯 S  ff 

5,657  m> 

6,000 

5.600 

仕 
部 

&碎機 
乾燥 ほ 
粉末 機 
再 粉 ほ 

0.160  X  0.260 

2.134  X  7.925 
P.^OOx  10.000 

2.400  X 1.800 

M.5 
20.0 

2.0 

12.5 
13.8 

10 

500 
950 

お 

貯 《 槽 

コング リート 造 

1 室                    523  ml 

6,600 

6,300 

部 

包 £  (S 

四 

iS  式 
連  式 

50.0 
25.0 

40.0 
20.0 

25 

包装 品 S  « 

助 

» 

IS: 

m 

K 入 
« 力 

汽 « 
汽 機 
免 «  » 

B.  B.  C.  fi 合 S タ— ビ ン 
B.            B.  C. 

伝 »面》           1,150  m2 
3,000  kw 
2,800  kw 

引 JiS 車 « 動 力 

3S    51 圧  1^1.5kg,'cm2 
ほ 波 SC  60 

M 西 

株式会社 

突 約 雪 力 交 《 容量 

30  Lw              50O  kw 

周波 SC    60 準 ffi お金 制 

変 
ほ 

三 相 
圧 M 
単 相 
変圧 機 

600  kVA 
50  kVA 

Z 

& 
機 

誘 ^ 
V  &  19 
同 》j 
« 動機 

950  H> 以下 
350  H» 

102 

雄 馬力 》  V37 

塵! SI 

1,006  ra3 

(*  ノバ 一部へ 引く） 

引 込 »車« 勤 馬力 数汽 fff と 共 

通 

■ESI 

基 基 基 基 基 
西 佐 西"" 
多  多 
摩 伯 摩 
昭 昭昭 * ガ 
五 七 五 

+ 四 ± 

一月 月月 


基 基 基 基 


佐 佐 土 
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第 十三 節 尼 崎 工場 


原料 粉末 機 

原料 再 粉 機 

同 選 粉 機 

焼成 部 

石炭 乾燥機 

石炭 粉末 機 

回転 窯 

冷却 機 

仕上 部 

仕上 粉末 槻 


ユー 一 ダン (径 二. 四 〇〇x 長さ  一 ？〇00 米 〕 

(径 二. 一  三 OX 長さ 七. 一二 一  五 米) 

(後 二 • 一  三 OX 長さ 七. 九 二 五 米) 

(径四 米) 

(径 一 . 八 二 〇x 長さ 一 六 • 五 〇〇 米) 

(径ニ  *〇〇0>< 長さ 七 •〇〇〇 米) 

(径三 • 三 〇〇x 三 •〇〇〇><  長さ 六 四 ニー0〇 米) 

(径ニ  *四0〇><  長さ ニニ  •〇〇〇 米) 

ュ-ー ダン (径 二. 四 OOX 長さ  一 0.000 米) 


責任者の 変遷 

昭和 十三 年）. 同 十六 年 

同 十六 年 ~ 同 十九 年 

同 二十 年 ~ 同 二十 二 年 十二月 

司 二十 二 年 十二月 ~ 同 二十 四 年 九月 


工場長  松  尾  正 

同  久保 

同  庄子 

工場長 空席 


佐 

伯 


昭ニ六 • 二月 

昭ニ七 • 四月 

昭ニ七 • 四月 


肇覺壽 


原 粘 原 

； 6  ± 料 

乾 陸 

移 

燥 揚 B は 

機 機 

1 

タ 

設 

機 

四 

X 

ML 

さ 

八 

八 

1 

八 
ゃ- 

リ 

名 

某 某 

八 佐 

移 

設 

代 伯 

先 

昭 昭 

移 

七 七 

設 i 

三 四 

月 月 

年 

月 

一 
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原料 粉末 機 

焼成 部 

回転 窯 

石炭 粉末 機 

仕上 部 

仕上 粉末 機 

同 

si ブま 

発電機 


ト 工場 

ュ 二 ダ ン -ー 


六 一 八 


(径 二. 四 〇ox 長さ 一 〇.〇〇〇 米) 


(径 三. 三 OOX 三 •〇〇〇><  長さ 六 三 •〇〇〇 米) 

チュ —ブ ミル (径 二. 〇o〇x 長さ 七 •〇〇〇 米) 

コ ン ベ ッブ ミル (径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米) 

ュニ ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一 〇.〇〇〇 米) 


0 三、 〇〇〇KW 

^ 浅 野 セメント 株式会社 時代 

一、 昭和 十八 年 四月、 石炭の 配給 停止され、 八月 以降 セメントの 生産 中止。 

一、 同年 七月、 商工 省から コバルト 精辣へ 転換の 指令 を 受け、 東亜 コバルト 株式会社 担当の もとに 工場 内の 改造に 着手。 

一、 同 十九 年 一月 一 日、 東亜 コバルト 株式会社に 対し、 工場 土地 • 建物. 機械 その他 設備 一切 を 賃貸" 

一、 同 二十 年 六月 十五 日、 空襲に より 被災。 

一、 同年 九月、 東亜 コバルト 社から 当 工場 返還され たが、 セメント 生産の 再開に 至らず、 工場 管理の 遊休 労力 を 利用し、 

工業 所と 提携して、 副業と して セメント 瓦 製造 開始。 

一、 同 二十 四 年 九月、 工場 閉鎖 後、 主要 機械 設備 は 左表のと おり、 社. C 各 工場 設用 として それぞれ 移設した。 


基 

1 基 


堺市 太陽 セメ ン. 


1 号 回転 窯 (径三 •〇 五 〇x 長さ 五 〇•〇〇〇 米)  一基 

二号 回転 窯 (径三 • 三 OOX 三. 〇o〇x 長さ 六 三 •〇〇〇 米)  一基 新設 

、仕上 部 

仕上 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 五来)  一基 

同  ユー 一 ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ  一 o.〇〇〇 米)  一基 新設 

ブ レリ ミネ ー タ ー (径 二. 四 〇〇x 長さ 了 八 〇〇 米)  一基 

袋 詰 機 ベ， I ッ パッカ ー 四 連 式  一基 

同  同  二連式  一基 

、動力 部 

汽  敏 三菱 セグ ショ ナルボ イラ ー ( 一、 一 五 〇 平方 米)  一基 

汽  機 B.B.C 混合 型 タ I ビン 三、 o〇〇KW  一基 

究 電 機 B.B.C  二、 八 〇〇KW  一基 


、 同 十三 年 三月、 束 亜 社、 当社に 経営 を 委託し、 事実上 工場 は 当社の 一 工場と なり、 €： 部 的に は 合併され る。 

、 同 十四 年、 過剰 電力と 休転 中の 従業員の 労力と を 利用して、 副業と して 合金 鉄製 鍊を 計画、 電気炉 を 新設して、 満俺 鉄. 珪素 鉄 • 力 ー 

パ イド 等の 製造に 着手。 

、 同 十六 年、 セメント 袋 詰 機 (二 管 式) 一基、 当社 大阪 工場から 移設。 

、同年 一月、 満州 特殊 鉄銷 株式会社へ 回転 窯 (径 三. 〇 五 ox 長さ 五 〇.oo〇 米) 一 基讓 渡。 

、 同 十七 年 一月、 高 セメントの 製造 開始。 

、 同年 三月、 東亜 セメント 株式会社が 浅 野 セメント 株式会社に 合併され、 当社 尼 崎 工場と なる。 合併 当時の 主要 設備 左のと おり。 

一、 原料 部 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米)  一基 
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、昭和 十二 年 六月、 回転 窯 一基 その他 粉末 機 等 増設、 並びに 廃熱 利用 設備 設置、 月産 能力 二 万 通と なる。 当時に おける 主要 設備 左のと 

おり。 

一、 原 料 部 

石灰石 粗碎機 ハン マ ー クラ ッシャ ー 五番 型 

拈+:  W  S 機 口— ル グラッシ ャ ー (径 〇 丄 ハー OX 長さ 〇. 九 一 五 米) 

同  ジョ— クラ ッシ ャ— (径 〇. 二 〇〇x 長さ 〇. 三 〇〇 米) 

石灰石 乾燥機 (円筒 回転 式 =径 ニニ 三 〇x 長さ 二  一  • 三 〇o 米) 

粘土 乾燥機 

一号 円筒 回転 式 (径了 八 二 九 X 長さ 二  了 三 四 〇 米) 

二号"  (怪 二. 一三 四 X 長さ 二  丁 三 四 〇 米) 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七 • 三 一 五 米) 

同  ュニ ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一 〇.〇〇〇 米) 

原料 再 粉 機 チュ —ブ ミル (径ニ .〇〇〇x 長さ 七 •〇〇〇 米) 

一、 焼成 部 

ラグ ルス コ， -ル式 (径  一 ニー OOX 長さ 六. 一 〇〇 米) 

同  (程 丁 八 upx 長さ 一八. 二  QQj^   


石炭 乾燥機 

同 

石炭 粉末 機 

一 号チ ュ —ブミ 

二号 チ ュ ー ブミ 

フ， I ラ II ミ ル 


ル (径了 五 二 四 X 長さ 四 • 五 七 二 米) 

ル (径ニ  •〇〇〇><  長さ 七 •〇〇〇 米) 

(〇• 八 三 八 *) 


一 基 

一基 

一 基 

一 基 

一 基 

1 基 

一基 

一 基 新設 

一 基 新設 

一 基 

一 基 


基 

一基 


回 転 


窯 


る。 当時に おける 主要 機械 設備 左のと おり。 

一、 原料 部 

石灰石 粗 砕 機 ジ ャィレ トリ ー グラッシ ャ I 八番型  一基 

同  ハン マ ー グラッシ ャ—  五番 型  1 基 

粘土 粗碎機 口 ー ル グラッシ ャ， I  ( 径 〇 丄 ハー OX 長さ 〇. 九 一 五 米)  一基 

同  ジョ I クラ ッシャ ー ( 径 〇. 二 〇〇x 長さ 〇 ニニ 〇〇 米)  一基 

粘土 乾燥機 直 熱 回転 式 (径 一人 三 〇x 長さ 一八. 三 00 米)  一基 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 二.  ニニ 四 X 長さ 七. 三 二 〇 米)  一基 

一 、焼 成 部 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ ー ルス 式 (径 ニニ 〇〇x 長さ 六 二 〇〇 米)  . 一基 

石炭 粉末 機 チュ， -ブ ミル (径丁 五 二 四 X 長さ 四. 五 七 二 米)  一基 

同  フ I ラ ー ミル (〇. 八 三 八 米)  二 基 

回転 窯 (径三 .〇 五 OX 長さ 五 〇•〇〇〇 米)  一基 

冷却 機 (径 二. 四 四 〇x 長さ 一八 • 三 〇〇 米)  一基 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機 (径 二. 一三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  一基 

一、 その他 

袋 詰 機 ベ， -ッ パッカ ー 四 連 式  一基 

同  同  二連式  一基 

博 詰 機  一基 

一、 同 十一 年 四月、 当社 門 司 工場から 原石 乾燥機 一 基 讓受。 
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原料 又 入 高 （単位 瓲) 


年 次 

PP  t: 
■m    /A  -ti 

粘土質 原料 

1 珪酸質 原料 

寿 山 

維 及び 寿 山: 覆 鼎 金 

大正 6 年 

17,560 

1,196 

21,850 

2,557 

8 

46,510 

3,953 

9 

48.955 

4,161 

1 

10 

51,532 

4,381 

11 

54,245 

4,611 

12 

57,120 

8,565 

13 

59,955 

8.993 

14 

65,810 

9,449 

昭和 元 

68.665 

9,548 

70,520 

10,278 

72.375 

10,764 

4 

74,830 

10,863 

77，685 

11,591 

6 

80,940 

9,985 

3,165 

119,910 

22,090 

9,010 

8 

145,290 

23,549 

10,597 

9 

199,850 

25,540 

11,494 

10 

199,676 

23,608 

10,507 

11 

193  592 

21,807 

9,545 

12 

201,004 

26,287 

8,589 

13 

225,481 

17,871 

12,217 

14 

315,174 

24,762 

21,776 

15 

325,606 

26,212 

23,558 

計 

2,794,135 

322,621 

120,458 

第 十三 節 尼 崎 工場 (尼 崎 市 北 初 島 町 一六 番地) 

沿 革 

け 東亜 セメント 株式会社 時代 

一 、 明治 四十 年 一 月、 帰化 中国人 吳錦堂 一 族の 出資に より、 資本金 五十 万円 を もって 尼 崎 市 北 初 島 町に 東亜 セメント 株式会社 を 設立。 

一 、 同 四十 三年、 資本金 三十 万円に 減額。 

一 、 大正 九 年 三月、 資本金 一 五 0 万円に 増額。 (当時 生産 能力 は 年産 九 万 九 千 通、 回転 窯 一 基 工場) 

一 昭和 十 年 九月、 東亜 セメント 株式会社 径営 者吳啓 藩と 当社との 間に 朿亜 社の 株式 肩 替りを 行い、 径 営の 実権 は吳 一族の 手から 5 社へ 移 


き       高 (単位 瓲） 


年  次 

普  通 

大正 6 年 

10,185 

32,950 

8 

34,726 

9 

47,822 

10 

63,898 

11 

98,312 

12 

107,449 

13 

113,374 

14 

95,895 

昭和 元年 

127,060 

2 

127,487 

118,330 

4 

127,869 

121,247 

6 

126,056 

122,280 

8 

143,339 

9 

141,135 

10 

145,549 

11 

143,076 

12 

146,283 

13 

148,795 

724  ■! フ 5 

15 

221,213 

16 

212,473 

17 

215,076 

18 

217,250 

19 

229,703 

20 

59,378 

計 

3,722,635 

原 料 

ィ、 石灰石  、 

大正 六 年 工場 開設 以来、 昭和 二十 年 十月 接収 時まで 寿 山 採掘 場の 石灰石 を 使用。 

口、 粘土質 原料 

大正 六 年 工場 開設 当初 は. C 锥 粘土 採掘 場から、 九 年 六月から 寿 山 石灰石 採掘 場内に ある 粘土 採掘 場の 粘土 を 昭和 二十 年 十月 接収 時まで 

使用。 

ハ、 珪酸質 原料 

昭和 六 年 八月から 覆 鼎 金挂砂 採掘 場の t« 砂 を 昭和 二十 年 十月 接収 時まで 使用。 
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名 

称 

ま 

た は 

種 類 

大 

ぎ 

さ 

員 数 

焚 

汽 

お 

炭 

動 

汽 

衍 

原 

力 

究 電機 

m 

汽 

パブ コッ 7 水管 式 三 ドラム 型 

ヱッ ジム ァ 一水 管 式 7 13 ス ドラム 型 

- 

動 

バ ユング ス ト 

ローム 

1 

動 

汽 

機 

蒸 汽タ一 ビン 

G.  E. 

三  変 

アリス チ 

1 

1 

機 

力 

V          ヤー マーズ 

1 

発電機 

相 交流 

2,200V 

4 

購動 
入力 

電力 会 
社名 

台湾 電力 株式会社 

変 

単相 油 入 a 

冷 式 

2,200V~-140V 

各 1 組 

部 

n 

同 
同 

上 
上 

2,200V~220V 
2,200V~110V 

1 耝 
2 組 

雷 

動 
機 

同 

期 
導 

電 
電 

動  機 
動  機 

6 台 

回 

耘 

窯 

電気 集 

塵 装置！ 

1 分 問 

5,943 立方 米 

集 

塵 

原 

料 乾 燥 

機 電気 

集塵 裝置 

1,300 

装 

置 

仕 

上 粉末 

機 電気 

集塵 装置 

195 

袋 

nn 

機 

電気 集 

塵 装 置 

140 
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六 一 - 


場  *  (昭和 14 年末 現在） 


部 

名 

称 

番 

号 

類 

大きさ 

能 力 

^一時間'、 
、当 りノ 

員 
数 

電動機 ！ 
馬力 数 

原 

粗 

機 

石灰石 用 

ゲ 一 ト 

ハン マ 

クラッシャー 

― グラッシ ャ一 

as 

\ 離 X 
o 

' CO 

1 

100 

250 

粘土  fn 

ダブル 口 

メゝン マ 

ール グラッシ ヤー 
一 クラッシャー 

0.766  X  0730 
0.855  X  0.700 

1 

/  50 

石 

灰 窯 

竪 

窯 

3.670  X  7.620 

料 

乾 

燥 

石灰石 用 

1 

2 

石 灰 

石 乾燥機 

2.438x21.336 
1.829x21.336 

1  TCA 

機 

粘土 用 

粘 土 

乾燥機 

2.483x21.336 

粗 

粉 機 

—— 

 . 

部 

粉 

末 機 

1 

コンパ ィ 

2.134  X  7.315 
2.400  X  9.000 

500 
750 

粉 ほ 

2 

コ ン パ ィ 

^  二 

1  、 

丄 
'ヽ 

2.134X  7.315 
2.200x  13.000 

450 

750 

焼 

お 

成 

乾燥機 

1 

ラグ ル： 3 

に コール ス 乾燥機 

1,829x18.288 
// 

,200H? 
350 

用 
石 

炭 

扮末機 

1 
1 

つ 

ダン ミル 

OO     O  CO 

o 

o 

成 

7 

ィ ルター 

直 

径 

全 長 

回 

お 窯 

1 

59.800 

75 

部 

2 

o  o 

-H ス 

59.800 

75 

冷 

却 機 

1 

回 耘 

式 冷却 機 

2.438x25.920 

1 50 

2 

2.590x25.908 

50 

仕 

コ ン ハ' ィ 

ンド チューブ ミル 

2.400  X  9.000 

750 

粉 

末 機 

丄 

ブ レリ ' 

ネーター 粗 粉 機 

bo 

500 
200 

上 

ボ 一 ) 

レ べッブ ミル 

2.134  X  5.486 

350 

部 

再 

粉 機 

石赍 粉砕 機 

ス ク 

リュー ミル 

0.304  X  0.914 

15 

疴 

造 
部 

樽 

袋 

ベ 一 

ノ 式 ^    nn 機 

4 チューブ 

2 

130 
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同 十 年 ~ 十 一 年 

同 十一 年 ~ 十 三年 

同 十四 年 ~ 十五 年 

同 十五 年 ~ 二十 年 

(備考) 一 


ェ 場 


六 一 0 


高 


野 

上 


台湾 社 高 雄 工場長 

昭和 四 年 五月、 支店 制 を 廃し、 工場 制 を 採用。 

同 五 年 七月、 支店 制 を 復活し、 販売 事務 を 工場から 分離" 

同 六 年 七月、 工場長 を 工場長き 工場 支配人と 改称。 


賢 

久 


智 


15 せ S- 100  t 厂ひ 


〔第 HI 図；） 台 


湾 


ェ 場 C 大正 S 年 ごろ;） 


ブ 


ェ ... 

三 

発 


, グ 型 

ジム ァ— 型 

菱 型 
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責任者の 変遷 

大正 六 年 ~ 七 年 

同 八 年 ~ 十 年 

同 十 一 年 ~ 十 三年 
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同 十四 年 ~ 昭和 二 年 
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四 一 、〇 六 四 坪 (一 三 五、 七 四 九-四 平方 米) 

九、 八 五 〇 评 (三 一一、 五六 二. 一  平方 *) 


支店長 

支店長 

工場長 

支店長 
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支店長 
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工場 支配人 
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一、 昭和 十九 年 ~ 二十 年、 戦局の 窮迫に 伴い、 rt 地との 連絡 とだえが ちとな り、 従来 地から 移入した 補修 資村 • 紙袋. 石蓊 (台 南 地方 産、 

塩田 石膏) 等 主要 物資 不足し、 工場 操業に 非常な 困難の. 度 を 加えた が、 台湾 総督府 • 陸、 海 両軍 部の 援助の もとに 島. C 各方 面から 諸 資材 

を 集め、 かろうじて 操業 を 継続。 

一、 同 二十 年 三月 二十 三日、 空襲に より 出荷 場 被災、 袋 詰 機 一基 並びに 付属 建物 全壊。 しかし 生産 設備に は 損害 を 受けなかった ので、 他の 

二 基で 生産 継続。 

一、 同年、 フ —ラ ー ミル 二 基、 海軍 燃料 廠に讓 渡し、 交換条件で 金 爪 鉱山から チュ— ブ ミル ニ基讓 まし、 セメント 粉碎 用に 増設。 

一 、 同年 七月 一 曰、 陸軍の 要請に より、 堅 窯 式 セメント 工場 (月産 一 千 通) を 台北 州 南 港 近郊に 建設すべく 工事に 着工。 

一 、 同年 八月、 終戦に 伴い 竪窯式 工場 建設 中止。 

1、 終戦後、 工場 內の諸 整備に 着手し、 関係 方面の 社員 及び 軍部の 要請に より 除隊 軍人 を受 入れ 稼働す。 十月、 アメリカ 視察 団 来場。 

一、 同年 十一月 二十 三日、 中華民国 政府の 管理 工場と なり、 監理 委員 派遣され、 工場 常駐と なる。 

一、 同 二十 一年 三月 三十 一 日、 当日 付 を もって 接収 機関 台湾 水 泥 業 接 管 委員会に より 中国に 接収され る" 接収 当 時 の 主要 設備 左のと おり。 


、原料 部 

原石 破碎機  四 基 

原料 粉末 機  七 基 

原料 乾燥機  五 基 

、焼成 部 

回転 窯 六 〇 米  二 基 

同  七 四 米  一基 

、仕上 部 

仕上 粉末 機  一 〇 基 
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仕上 粉末 機 (径 一一-  一 一一 一 X 長さ 七. 九 米 = コンパ インド チュ -フ、. 、ルを 佐 伯 工場から 移設)  一 ^ 

同 (了 八 X 長さ 五. 五 米 = チュ， -ブ ミル を 佐 伯 工場から 移設)  一基 

仕上 選 粉 機 (四 •  二 七 米). 

セメント サイロ  (内径 九 米、 高さ 十三 米、 容量 一 千瓲) 四 基 同  容量 一香 通 一 基 

八、 出荷 部 (従来の 設備 を 改造)  ノ  c<  /- 

第 一 出荷 室 (船 驚) 四 管 式べ， -ッ パッカ 丄 一基 第二 出荷 室 (陸上 輸送 用) 四管式へ1 ッ 

パラ セメント 積 込 専用 タンク 

九、 廃熟汽 击 部  , 

气 ffi  (土 佐 工場から 移設) 一基 廃熱 送風機 (土 佐 工場から 移設) 一 基 

十、 発電所 六、 五 〇〇KW タ ー ビン 新設 

tyypyt.  Ill  II 籠 は il、  11 

十二、 採掘 場 増設 設備 (北部 丁 場 開鉱) 


力 ー 一基 

四 個 


要 


他 

立方 米 

ポ ン ド 

、 同 十八 年 十一月、 第二次 増設 工事 竣工、 公称 能力 年産 四十 

第 十二 節 台湾 工場 


万瓲 となる。 

六 〇 七 


佐 伯 工場から 移設 

大阪 工場 岩 白 採掘 場から 移設 
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、 昭和 十五 年 四月、 台湾 総督府の 許可 を 得、 浅 野 セメント 株式会社 土 佐 工場 回転 窯 一 系統 を 移設して、 第二次 増設 工事 (年産 能力 十八 万 

S に 着工。 その 主要 設備 左のと おり。 

一 、 石灰石、 粘土 貯蔵 部 

ィ、 石灰石 貯蔵 車 新設 (幅 十七 米、 長さ 五十二 米、 平均 有効 高さ 七. 五 米、 貯蔵 量 約 一万 a) 


口、 粘土、  S 砂 貯蔵庫の 増設  ， 

二、 原料 乾燥 部 (従来の 設備 を 改造) 

石灰石 乾燥機 (径 一一 • 四 X 長さ 二  一  .0米= 一 基 は 新規 購入)  三 基 

粘土 乾煉機 (径 子 四 X 長さ ニー  .〇 米 = 土 佐 工場から 移設)  一 基 

同  (径丁 八 X 長さ 二  丁 〇米= 石灰石 乾燥機 流用)  一基 

三、 原料 粉末 部 

原料 粉末 機 室 増築 

原料 粉末 機 (径 ニニ 三 X 長さ 七. 三 〇 米 = 佐 伯 工場から 移設)  二 基 

原料 選扮機 (四. 二 六 米 X  土 佐 工場から 移設)  二 基 

原料 再 粉 機 (径ニ .ー  一  X 長さ 八 •〇 米 = 佐 伯 工場から 移設)  一 基 

四、 焼成 部 

回 転 窯 (径三 土  X 三-三 X 三人 X 長さ 七 四 6 米 "土 佐 工場から 移設)  一基 

冷 却 機 (怪 丁. 二 米 X 長さ 六 •〇 米)  十四 本 

石炭 乾燥機 (怪 二. 四 X 長さ 一八 6 米)  ,  一基 

石炭 粉末 機 (径 ニニ 三 X 長さ 七 • 九 米 = 佐 伯 工場 仕上 粉末 機 流用)  一 基 


五、 石蓊 貯蔵庫 新設 (幅 十 米、 長さ 五十 ヒ米、 平均 有効 高さ 二 米、 容量 約 一 、五 五 〇 瓲) 

六、 仕上 部 


エッジ ムァ ー 式 廃熱 汽缶 (一二 〇HP)  一  伍 

ユング スト 口 ー ム 汽缶 (三、 OOOKW)  一基 

一、 同 七 年 一月、 セメント 聯合 会規 約に よる 合理化 運転 実施に より、 第一 工場 は 休転 部に 編入。 

一、 同 十二 年 七月、 曰 華 事変 勃発 後、 台湾に おける セメント 需要の 急増に 応ずる ため 第一 工場 復活 運転 を 計画、 回転 窯の 拡大、 原料 粉末 機 

の 置換 等の 改造 工事に 着工。 

一 、 同年 十 一 月、 西 多 摩 工場から 補助 汽缶 一 基 を 移設、 第 一 工場 廃熱 汽缶と して 使用。 

一、 同 十三 年 九月、 第一 工場 復活 運転に 伴う 改造 工事 後ェ、 年産 能力 二十 三 万 a となる。 第一 工場 改造 主要 機械 左のと おり。 
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一、 同 十四 年 四月、 セメント 選 粉 機 (一 四 呎= 四. 二 六 七 米— 大阪 工場から 移設) 一基 増設。 当時の 工場 敷地 面積 は 二 五、 六 00 评 (八 五、 二 

八 八. 五平 方 米) 

一、 同 十五 年 一月、 先に (昭和 十二 年 九月 六 曰) 設立され た 台湾 セメント 株式会社に 工場の 経営 を 委託し、 貨貸 SK 約 を 締結して 台湾 社 高雄ェ 

場と なる。 

台湾 セメント 株式会社 時代 

第 十二 節 台湾 工場  六 
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、 大正 十一 年 七月、 回転 窯 据付替 (傾斜 変更) 実施。 

、 同 十五 年 五月、 建 石 粗 砕 設備 新設。 (輪 出向け セメントの 色 改善の ため 技術 部の 指導に よって 使用) 

、 昭和 四 年 五月、 回転 窯 (径 三. 一 五 ox 三. 四 五 ox 長さ 五 九. 八 〇〇 米) 一 基 増設し、 月産 八、 五 〇〇a  (五 万 棒) の 増産 工事に 着工。 

(原石 焼成 法 採用) 

、 同 五 年 十一月、 増産 工事 续ェ、 増設 部 を 第二 工場、 旧 設備 を 第一 工場と 称す。 

、 第二 工場の 建設と 相 前後して、 第一 工場 旧 回転 窯の 拡大 工事 (径 二. 七 四 三 X 長さ 五 四. 八 六 四 米 を径ニ  • 七 四 三 X 三 .〇 四 八 X 長さ 五 四. 

八 六 四 米に 拡大) に 着工。 

、 同 六 年 七月、 旧 回転 窯 拡大 工事 竣工、 試運転 開始。 

、 第二 工場の 殘ェ、 及び 第一 工場の 回転 窯 拡大 工事 完成 後に おける 当 工場の 生産 能力 は 月産 第一 工場 一 一、 八 四 〇 瓲、 第二 工場 九、 八  一 0 

瓱、 計 二 一、 六 五 〇 瓱 となる。 当時に おける 工場 主要 機械 設備 左のと おり。 


一、 原 料 部 

原料 粉末 機 チュ I ブ ミル (径ニ  • 四 X 長さ 九 .〇 米)  一基 

付属 選扮機 (五 •〇 米)  一基 

原料 再 粉 機 フ ィニト I ル ミル (径 二-二  X 長さ 一三 .〇 米)  一基 

一、 垸 成 部 

回 転 窯 (径三 上 五 X 三. 四 五 X 長さ 五 九. 八 〇 米)  一基 

石炭 乾燥機 (径丁 八 〇x 長さ 一八 丄 一一 0 米)  一基 

石炭 粉末 機 ュニ ダン ミル (径ニ .OOX 長さ 八. 八 〇 米)  一基 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機 チュ ー ブ ミル  一 W 

i: 厲選粉 機 (五 6 米)  一 基 


、 同 三年 六月、 工場 建設の 認可 を まく。 

、 同 四 年 八月、 工場 建設工事に 着工。 

、 同 六 年 七月、 工場 攻ェ、 月産 高 一 六、 〇〇o 博 (三 八 〇 ポンド 入り、 約 二、 七 五八 a) 建設 当時に おける 工場 主要 設備 左のと おり。 


一、 原料 部 

原料 粉末 機 ハ， I ド ミル (径 五. 七 X 長さ 二-五 呎= 径了 七三 五 X 長さ 三 .五〇 五 米)  二 基 

一、 垸 成 部 

回 転 窯 (径九 X 長さ 一八 〇呎= 径子七 四 三 X 長さ 五 四-八 六 四 米)  一基 

石炭 乾燥機 (径 四. 五 X 長さ 四 = 径ー . 三 七 二  X 長さ  一二 二 九 二 米)  一 基 

石炭 扮末機 チュ —ブ ミル (径五 X 長さ 一六 呎= 径丁五 二 四 X 長さ 四. 八 七 七 米)  二 基 

一、 仕上 部 

仕上 粉末 機 ハ— ド ミル (径 五-七 X 長さ 二. 五 呎= 径丁 七三 五 X 長さ 三 i〇 五 米)  二 基 

一、 動力 部 

汽  缶 (二三 〇HP〕  四權 

汽  機 (六 〇〇HP)  二 基 


、 同 七 年 四月、 原石 焼成 法 を 生 灰 焼成 法に 改める ため 石灰 窯 (七 基) の 新設、 及び その他 付属 設備の 改造 工事に 着工。 

、 冋八年 五月、 原料 粉末 用ハ —ド ミル 一 基 増設。 八月、 第二 仕上 粉末 室 を S? 設、 ブ レリ ミネ ー タ ー 一 基、 ボ —ルぺ ッブ ミル 一 基 増設。 十 

月、 石炭 粉末 機チュ —ブ ミル を 除 まし、 三 三 吋 型フラ I ミル 二 基 新設。 

、 同 十 年 八月、 エッジ ムァ— 式 廃熱 汽 击 (六 八 四 Hp、 伝 熱 面積 六 三 六 平方 米) 一基、 汽機 (五 OOKW) 一基、 発電機 一基 を 新設、 廃 

熱 利用に より 工場. C 所要 動力の 一 部 自給 成り、 これが 当社 工場に おける 最初の 廃熱 利用 装置で ある。 

、 同年 十一月、 発電所 を 新設し、 五百キ ロタ— ビン 一基 設置" これにより 使用 中止の ハイネ 水管 式汽 击 四 基の. g:、  二 基 を 廃熱 汽 の 補助 

缶と して 新規 購入の スト ー 力— と 組合わせ、 新設 発電所 側に 移転し、 発電 用 蒸気機関 は 二 基の. e 一基の み 運転す。 
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第三 章 セメント 工場  六 〇 二 

大船 粘土 採掘 場 を 開設した が、 大正 十一 一年 関東大震災 以後 いずれも 廃止した。 

、 大正 九 年 ~ 十 三年、 川 崎 市 溝 ノロ 産の 粘土 を南武 鉄道 株式会社から 購入。 

、 水 滓 は 昭和 三年 高炉 セメント 製造 開始に 伴い 使用した もので、 鹤見 製鉄 造船 株式会社 (元 浅 野 造船所) 及び 曰 本 鋼管 株式会社から 購入。 

、 乾摔は 昭和 十二 年から 使用した もので、 鹤見 製鉄 造船 株式会社から 購入。 

、珪酸 質 原料 

、 昭和 三年 ごろから 恒見軟 挂石を 使用し、 十 年 吾野 建 石 採掘 場 を 開設、 二十 年まで 同所から 供給 を 受けた。 
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、 大正 二 年 七月、 台- m げ 興隆 rt 里 打狗山 (高 雄 州 寿 山) の 石灰石 払 下げの 認可 を受 く。 


I  二  I 即 ムロ 湾 T 場 (台湾 高 雄 市 田 町) 
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(注） 


当社 分離 以降 生産高 


(単位 旌） 


年 次 

普 通 

高 炉 

雑 用 

合 計 

備  考 

昭和 16 年 

28,376 

102,894 

131,270 

3 月から： 全 年 161，990 

17 

136,434 

16,465 

152,899 

18 

108,830 

25,100 

133,930 

19 

110,000 

2,304 

112,304 

20 

20,059 

8,098 

28,157 

21 

7,927 

6,232 

13 

14,172 

22 

19,500 

300 

19,800 

23 

28,300 

12,341 

3,645 

44,286 

24 

53,178 

35,324 

4,432 

92,934 

2 月 第一 社と なる 

25 

92,973 

14,675 

107,648 

26 

144,760 

36,600 

181,360 

27 

154,300 

10,700 

165,000 

11 月まで 

計 

529,314 

594,089 

60,357 

1,183,760 

*  ^  (単位 S£) 


年 次 

普 

通 

髙  炉 

pj  HI 

備  考 

昭和 15 年 

37,952 

147,477 

185,429 

16 

7,098 

19,841 

26,939 

2 月まで 

計 

45,050 

167,318 

212,368 

(備考） 容器 並びに 輸送機関 別 出荷 高に ついては 不明。 


第 十 一 節 


崎 工場 


原 料 

ィ、 石灰石 

、 大正 六 年、 工場 新設に 伴い、 従来 東京 工場へ 供給し 

た 宮ノ平 石灰 山から 供給 を 受ける。 

、 同年、 黒 沢山 採掘 場の 開設に 着手し、 八~ 九 年の 两 

年に わたり 採掘した が、 まもなく 休止。 

、 同 九 年 十 一 月、 雷電 山 採掘 場 開設した が、 昭和 四 年 

十 一 月 採 a^、 したため 廃止。 

、 昭和 二 年 三月 ~ 四 年末、 勝峯 採掘 場から 供給 を 受け 

る。 

、 同年 十月、 白 岩 採掘 場 を 開設した が、 五 年 廃止。 

、 同 四 年 五月、 梅ケ平 採掘 場 を 開設して 今日に 至る。 

上記 採掘 場の ほか、 小川 • 秩 父. 皆 谷 採掘 場から 供 

給 を 受け、 また 吾野 • 葛 生から 購入 使用した。 

口、 粘土質 原料 

大正 六 年 七月、 工場 新設 当時に おける 粘土質 原料 は 

初め 横 浜 粘土  (横 浜 市中 区 中 村 町 山 田) を 便 用し、 次 

いで 保 土ケ谷 及び 大船 粘土 採掘 場の もの を 川い、 昭和 

十三 年に 至って は ほとんど 粘土 を 便 用せ ず、 高炉 鉱滓 

を もって 粘土の 代用と した。 

一 、 同 七 年 八月、 保 土ケ谷 粘土 採掘 場 開設。 九 年 七月、 

六 〇 一 


生産"^  (単位 


年 次 

普  通 

高  炉 

備  考 

大正 6 年 

15,350 

15,350 

76,199 

76,199 

8 

93,842 

93,842 

9 

137,010 

137,010 

10 

192,041 

192,041 

11 

257,809 

257,809 

12 

209,330 

209,330 

13 

212,020 

212,020 

H 

293,318 

293,318 

昭和 元年 

322,327 

322,327 

331,016 

331,016 

330,931 

10,248 

341,179 

6 月 高炉 セメ ン ト 生産 開始 

4 

296.165 

24,829 

320,994 

173,381 

11,641 

185,022 

6 

138,649 

138,649 

145,170 

145,170 

150,063 

10,430 

160,493 

9 

T 1 Q  94  3 
丄 1 0，Z"O 

10 

118,548 

3,881 

122.429 

11 

97,975 

10,302 

108,277 

12 

81,294 

36,116 

117,410 

13 

95,718 

47,226 

142,944 

14 

SS354 

71,565 

159,919 

15 

41,554 

153,826 

195,380 

4,996 

25,784 

30,780 

2 月 まで， 3 月 曰 本 高炉 社と なる 

計 

4,012,922 

414,229 

4.427.151 

V セメント 工場 


1 

番 

能 

力 ひ 基 1 時間 当り） 

部 

名 

m  式 

大きさ 

常  時 

K  明 

菜 5&fi 

务 % 
1 力 

ffl  IS 

m  % 

圧 力 

m. 度 

K 

1 

エッジ ムアー 水管' 式 

1,170 

26.5 

285 

H 

270 

1 

2 兮笼に 直結 300H> 

IS 

梵 

汽 w 

3 

:l ッジ ムアー 水管 式 
エッジ ムアー 水 式 

三 |g* グ ン 3 ナル型 

590 

590 
1.070 

ll.O 
II.O 
1-4.3 

14 

H 
18 

285 
285 
310 

10 
10 
H 

14 
M 

270 
270 
285 

1 
1 
I 

4 号 に 直結 吸引 風 ま mw 

3 兮!! K 汽 Mt 休止 中 I0OH> 
に 直结 吸引 :5<)tP 

完成 予定 昭&2&'卞4月末 

ッヱリ 式 

4.000  KW 

135  51 
消資量 

圧 力 

&  fJE 

rtlff 量 

蒸 ^ 
5 力 

回転 Be  0,000) 

動 

ほ 

汽 《 

2 

三 'ーソ ン式 

3,000  KW 

23 
19 

12.7 
12.7 

270 
270 

24 
14 

12.7 
12.7 

270 

270 

I 

回 ("3,000) 

1 

三 変 = 相 交流 

4,500  kVA 

V 

力 率 

力 率 

1 

岡 波 数  50 
as 可 出力  4,0(K)KW 

fsi 波 a  50 

22 町 出力            4.000  KW 

は 

^  %  m 

2 

H 鬼 ^相 交流 

3,750  kVA 

3,300 
3.300 

790 
657 

0.9 
0.8 

3,300 
3.300 

790 
390 

0.9 
0.9 

1 

機 

は 

人 « 力 

«            力            会            ？上  名 

ま 

« せ 

m 

約 《 

力 

两波 » 

* 

京 《 力 t 

t 式 会社 

3,500  KW 

2.200  KW 

50 

B 変圧 S  3,30C 

V〜500V  200kVAx9 

部 

変 

f                      .3,300V~220V               75  kVAx3 
'                       3,300V〜220V               40  kVAx7 

動 « 

3.300V       50  、            32  i 
200V〜500V     50*^7 137  i 

； 7.904  H， 

合 汁 l(i 

； 2.378  H? 

3 合 

10,282  H? 

番号 

M  式 

ガス if  rs: 

ガス s  « 

常時 使用 «圧 

変圧 型式 

集 裏 g  H 

2 

4,000  mVmin 
2,000  mVmin 

10  m,s 
10  m/» 

ぽ c 

120。C 

45,000 

—次  200 
二次 66.000 

'他の 》  « 


« 理工 塌， 機 W  (»；&•« 造 •         仕 盤） X.%  • 木工に 分れ 各 B^ffiJ "も— 


握 能力 


Sffl 場 または 

供給地 か らェ 
t での S» 
及 ひ ttiS 方法 
並びに 能力 


荷 ま S« 及び 
能  力 


工場; 能力 


ぴ 能力 


需要 または «i 
さ 上に およぼ 
す 季節の 影》 


皆 §•  5.000  I 
永 川 35.000  I 


1,200  t/d 


天井 走行 7 レ- 
能力 


Z 使用 
600 t/d 


y プ型 
水平 引 込 3t 


能力 600  t/d 


5.400  t 


40  t/h ぺ一ッ パー ノ  ，- 


m 積 


(は 


土  IT 原料 


a» 田 山 採掘 所 


胄梅採 «  , 


酸化 跌 ISi 料 石 


1^  2 1 会律鉱 n 


律 


北海道 90?6 
九 州 1096 


ェ墙表 


(nnW  28 ャ 在） 


所在地 神奈 川ぬ 川 *5 市 ト5» 町 2936 


敷地 面 《!| 


76.- 


29,： 


称 番兮 


粘土) Si 用 


石 石 用 


粘土 用 


F  0.620  X  0,720 
f  0.850  X  0.950 


E  2.420x  18.200 
P  2.420x  18.200 


回お 数 


能 力 （正味 1 時 


圾大 'お 全 ほ 


» 造 ほ 式 


合 


« 動機 

JEI 力お 


—次 m 


次 用 


焚 炭 方式 火床 面 «  fi  » 


6« 
696 


6« 


—次 用 


8 粉 
回お & 

— 17T 

'5.000 


直 

(m) 


再 粉 


プ） 
-， プ） 


貯蔵 


(角 型） 
二 工場 コ 
(円型） 


各 100 
各 350 


(抽 


装 ■) 


1,400 


粗 （^機 


^  til 機 


1.820x18.200 
1.820x  18.200 


焼 塊 被&ほ 


貯 ほ 


跌 


圾 機 


粉 

末 


貯 « 


造 角 型 
造 円型 


6,000  ra3 
6,000 


； 2.200  X 12.000 


： 2.200  X 12.000 


240  m'x31 
2,100  tn^x  2 


9,000 
9.000 


8.000 


10,000 
6,000 


16,000 


16,000 


(抽 


お B) 


脊 粗碎， 


室 K 

粉 機 

» 计 

現状 

直怪 

回転 数 

各 4 

各 48 

48 

48 

48 

各 2 

各 36 

36 

抽出 E 


ブ） 


直径 長 


28.470 
2-1.730 
60.960 

60.960 


-S さ 


全 長 有效 S 


55.000 
55.000 
60.960 
60.960 


54.000 
54.000 
59.960 
59.960 


一 式 
一 式 
一 式 


F  2.420x18.200 
F  2.420x18.200 
F  2.420x18.200 


兮? iS 付 W 

兮窯付 《 
兮 sms 


兮 IS ク 


各 45.0 


't2  K  a  S  *6 


！ 鉄 骨 


つ」 お 部 


名 

称 

ま 

たは 種類 

大 

さ  さ 

員 

数 



焚 

Ate 

n, 

ft 

炭 
動 

汽 

機 

力 

発 

電 

機 

廃 

汽 

ft 

ヱッジ ムアー 水管 式 

同  上 

1 

動 

熱 
動 

汽 

機 

ッ ェ リ 一式 

ィ ン パ ルス タービン 
パ  一' ノ ン式ィ ン パ ル ス 

リア グ-' ノ— ンタ 一 ビン 

1 

m 

刀 

発 

電 

機 

= in           51&    5>    *  i» 
~     TB     X    UrC     7t 电依 

同  上 

1 

購入 
電力 

電力会社 名 

亩古^^會ぎ*^：?^八；*1* 

采 '3 鬼メ t 怀ェ Vi  "as"  "tn 

単 

相 

変圧器 

200  kVA 

6 

圧 

同 

上 

40  n 

3 

部 

器 

同 

上 

40  u 

2 

電 

動 
機 

同 

期 

電動機 

導 

電動機 

70 

第一 

工場 

焼 

窯 用 電気 集塵 装置 

ガス 容量 毎分 4,000 立方 米 

集塵 装置 

第二 
第一 

工場 
工場 

粘 

土 乾燥機 電気 集塵 装置 

» 

5,888  " 
300 

1 
1 

第二 

工場 

ノノ 

1,300  >， 

1 

第 十一 節 川 崎 ェ 場 


五 
九 
七 


工場  表  （昭和 16.2 現在） 


部 

名 称 

,i 種               類 ：| 

1 能 力 

大きさ （m)     1 ん 一時間 ふ 
、当 りノ 1 

員 
数 

電動機 
馬力 数 

原 
料 
部 

焼 
成 
部 

粗 
砕 
機 

石 灰 
石 用 

ノ、 ン マー グラッシ ャ一 

§ 1.200  X 1.550 

250 

粘土 用 

ノ、 ン マーク ラッシャー 
ダブル □ —ル グラッシ ャ一 

ノレ ノ卜ミ ノレ に ^"tl/fl ジ 

§  0.457  X  0.699 
§  0.584  X  0.686 

y i.uu リ A   U.J リ _j 

2 
1 
1 

乾 

燥 
機 

石 灰 
石 用 

回転  式 

§  2.438x18.288 

1 

50 

粘土 用 

回転  式 

§  2.438x  18.288 

50 

粗 粉 機 

プ レリ ミネ一 タ一 

§  2.438  X 1.524 

400 

粉末 機 

ュニ ダン ミ ル 
ハ一 ドミ  ル 
コ ンぺ ッブミ ル 

§  /.400  X l^.UUU 
§ 1.727  X  3.480 
§  2.134  X  7.315 

4 

—— 

1,350 
800 
900 

再 粉 機 

ュニ ダン ミル 

#2.200x12.000 

692 

焼 

成 
用 
石 
炭 

乾燥機 

ラ グ ルス コ一 ルス 式 
回^  式 

§ 1.829x  18.288 
§ 1.829x  18.288 

1 
1 

50 

粉末 機 

フ一 ラ一ミ ル 

1.067 

7 

550 

回 

ィ ルター 

転 窯 

直 径  2.760 
〃  2.743 

全 長 55.000 
u  60.960 

150 
100 

冷却 機 

回耘式 

§  2.428x18.288 

4 

80 

仕 
上 
部 

1 粉末 機 

1 ュニ ダン ミル 
コ ン ぺッブ ミル 

§  2.200x  12.000 
§  2.134  X  7.315 

1,600 
1,400 

再扮機 

石脊 粉砕 機 

ス 7 リュー ミ ル 

300  X  900 

1 

荷 
造 
部 

提     nn  機 

袋 詰 機 

ベ一 ッ パッカ一 

120 

第三 章 セメント 工場  五 九 六 


田 中 倉 


91 

CO  oo 

， i 

ム 

o  \o 

to  bO 

>  1 

H 

^ 本 

势 

難 

1— ■ 

> 

In 

1— o 

> 

薪 

1  o\  o 

1 

-J  O 

1  ， 

j  a> 

Oj  -t- 

-u  o 

势 

1 琴 

第 十一 節 川 崎 X 場 


同  金子 喜 代 太 

同  櫻 井 寅 之 助 

^  板 倉 由 松 

^  田 中 藤 作 

N  武田忠 

工場 支 e 人 土  - 外- 帥 r  / 

同  近 藤 虎之助 

工場 支配人 加 藤 文治 

工場長 佐 久問國  一一 一 

(備考) 一、 昭和 四 年 五月、 支店 制 を 廃止、 工場 制 を 採用 

一 、 同 五 年 七月、 支店 制 を 復活、 販充 事務 を 工場 か 

ら 分離。 

一、 同 六 年 七 n ！、 工場長 を 工場 支配人と 改称 

一、 同 十五 年 十一月、 工場 支 S 人 を 工場長と 改称。 

m  辦  W 


问 七 年 ~ 八 年 

同 九 年 ~ 十 一年 

同 十二 年 ~ 十五 年 

昭和 二 年 ~ 三年 

同 四 年 

同 五 年 ~ 十 年 

同 十 年 ~ 十 三年 

同 十三 年 ~ 十五 年 

同 十五 年 ~ 十六 年 三 


工場長 

同 


板 

武 


S3  11 せ や 50  i  L ひ。 


五 
九 
五 


藤 由 


忠 作 松 


( m 1 1 0  m 川 崎 工場に お け る パ ッセ一 法 $a 鉄 


第三 章 セメント 工場  五 九 四 

、 昭和 十五 年 二月、 第二 工場 仕上 粉末 機 及び 付属 設備の 復旧 改造 工事 実施。 

高炉 セメ ントの 原料 及び 製品 輪 送 設備の 新設 工事 実施。 

、 同年 三月、 パッセ —法に よる 製 銑 試験 を 完了。 

、 同 十六 年 二月、 高炉 セメント 製造の ため、 当社 及び 日本 銷管 株式会社 共同 

出資の もとに、 川 崎 工場 を 現物 出資し、 当社から 分離、 日本 高炉 セメント 株 

式 会社 を 設立。 (注： > 

§ 分離 以降の 変遷 

一、 昭和 十六 年 三月、 当社と 日本 高 社 製品の 一手 販充 契約 締結。 

一 、 同年 四月、 当社 八 代 工場から 回お 窯 (径 二. 四 一一 一八 X 長さ 三 八 • 一  〇〇 米) 一 

基 を 譲 受け、 原料 乾燥機と して 増設。 

一 、 同年 十月、 チュ— ブ ミル (径ー 丄ハ六 OX 長さ 六 .〇 九 六 米) 一 基 を 増設、 石 

炭 粉末 機フ— ラ— ミル (経 一 .〇 六 七 米) 三 基 を 撤去。 

一 、 同 十七 年 七 月、 石炭 粉末 機 (径  一 • 五 二 四 X 長さ 六 •〇 九 六 米) 一 基 増設、 残 

りフ— ラ— ミ ル 全部 を 撤去。 

1 、 同年 十月、 原料 粉末 攆 (ュ -ーダ ン径 二. 二 〇〇x 長さ  一 二 .0〇0 米) を 仕上 

粉末 機と して 移設。 

一、 同 二十 四 年 二月、 日本 高炉 社が 昭和 二十 一年、 特別 経理 会社に 指定され たの 

で、 日本 髙炉 社の 第二 会社と して 第一 セメント 株式会社 設立され、 同社の 工場 

となる。 

1、 同 二十 六 年 六月、 第二 工場 四 号 回転 窯 復旧 運転。 

一 、 同 二十 七 年 一月、 第一 工場 二号 回転 窯 胴体 改造 拡大。 

一 、 同年 六月、 第一 工場 セメント サイ 。復旧。 

、 責任者の 変遷 

大正 六 年  支店長 淺野 泰治郞 


転 窯の 傾斜 を 六 ％ とする。 第一 工場 は 旧来の 原石 焼成 法に 変り なし。 

、 同年 七月、 第 一 工場 廃熱 利用 装置 完成。 

、 昭和 二 年 十一月、 多 摩 陵 御 造営 用の 高級 セメント 製造。 

、 同 三年 二月、 第一 工場 回転 窯 (径 二. 七 四 三 X 長さ 五 四 人 六 四 米) 二 基 を (径 二. 七 四 三 X 三 •〇 四 八 X 長さ 五 四 人 六 四 米) に 改造。 

、 同年 五月、 第一 工場へ わが国 最初の 原料 粉末 機ュ 一一 ダン ミル (径 二.  二 oox 長さ  一 二. 〇〇〇 米) 一基 (再 粉 用) を 新設。 

、 同年 六月、 浅 野 造船所 製鉄 部の 髙ー 鉱滓 を 利用し、 高炉 セメントの 製造 を 試験的に 開始。 

、 同 四 年 一 月、 F  .  L  • ス ミス 社の ヱァ —ミキ サ ー による 原料の 調合 を 約 一年間 実施した が、 予期の 成績 を 収め 得ず 中止。 

、 同年 三月 「鶴 見 高炉 セメント」 と 称し、 本格的 製造に 着手。 日産 八十 五瓲 (十 年 十一月 「浅 野 高炉 I 一  と 改称) 

、 同年 十一月、 西 多 摩 工場 新設に 備え、 第一 工場 二号 回転 窯で 重油に よる 焼成 を 試験的に 実施。 

、 同 五 年 十月、 財界 不況の 影響 を 受けて、 高炉 セメントの 製造 を 一時 中止。 

、 同年 十一月、 聯合 会 減産 率の 拡大から、 聯合 会規 約に よる 合理化 運転の 実施に 伴い、 第二 工場 は 休転 部に 編入、 連続 休転。 

、 同 七 年 九月、 仕上 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 一. 八 二 九 X 長さ 六. 七 〇 六 米) 一基、 同 コンペ ッブ (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 三 一六 来) 一 

基 を 仕上 ュニ ダン ミル (径 二. 〇〇ox 長さ  一 二 •〇〇〇 米) 二 基と 置換。 

、 同 八 年 二月、 高炉 セメントの 製造 再開。 

、 同 九 年 十二月、 原料 粉末 機ハ ー ド ミル (径了 七 二 七 X 長さ 三. 四 八 〇 米) 六 基 を 廃止、 原料 粉末 機ュニ ダン ミル (径ニ  • 四 〇〇><  長さ 

一 四 .〇〇〇 米) 一 基 新設。 

、 同 十二 年 六月、 高炉 セメント 製造 設備 全 運転に 入る。 

、 同年 十月、 合理化 運転 法の 改訂に より、 長期 間 休お 中の 工場の 能力 を 低減す る ことにな つたので、 昭和 五 年 十一月 以来 休転 中の 第二 ェ 

場の 復活 運転 を 行う ことと なり、 従来の 生 灰 焼成 様式から 原石 焼成 様式に 変更し、 それに 伴う 付属 諸 設備の 改造 補修 工事 実施。 

、 同 十三 年 十一月、 パッセ ー 法に よる 銑鉄 試験 を 第二 工場で 開始。 次いで 第一 工場で も 実施。 

、 同 十四 年 十二月、 第二 工場 三 号 回転 窯 傾斜 変更 (六 ％ を 三％ とする) 工事 実施。 

第 十一 節 川 W ェ 場  五 九 三 


ェ 場  五 九 二 

一、 製造 様式 乾式 原石 焼成 法 

一、 原 料 部 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径七 X 長さ 二 四 呎=径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 三 

一 五 米)  二 基 

原料 粉末 機 エア —セ パレ— タ ー ( 一四 四. 二 六 七 米)  二 基 

. 粘土 乾燥機 (径八 X 長さ 六 〇呎= 径ニ. 四 三 八 X 長さ 一八. 二八 八 米)  二 基 

一、 焼成 部 

回 ^ 窯 (径九 X 長さ 二 〇〇呎=径 二. 七 四 三 X 長さ 六 〇. 九 六 〇 米)  二 基 

冷 却 機 (径八 X 長さ 六 〇 呎)  二 基 

石炭 乾燥機 (怪六 xft さ 六 〇io  一  基 

石炭 粉末 機 フ ー ラ ー ミル (三 三 吋 =〇. 八 三 八 米)  三 基 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機 コッ ぺッブ ミル (径七 X 長さ 二 四呎)  二 基 

同  エア ー セ パレ— タ ー ( 一四 呎= 四. 二 六 七 米)  二 基 


、 第二 工場 操業 当時に おける 月産 高 約 六万裕 (約 一 〇 、三 四 二 瓲)。 第一 工場と あわせて 月産 約 十万 搏 (約 一 

七、 二三 六瓲) となる。 

、 大正 十一 年 五月、 第二 工場 廃熱 利用 装置 完成 (アメリカ、 エッジ ムァ ー 社敏、 当社 台湾 工場に 次いで 內地 

工場 最初の もの)。 

、 同 十二 年 九月、 関朿 大震災の ため 第二 工場の 被害 甚大であった。 

、 同 十三 年 四月、 第二 工場の 復旧 工事 は 生 灰 焼成 法に 転換す る ことと なり、 石灰 窯 (二十 四 基) を 新設、 回 


第 十  一 I 即川崎 工場 (神奈川県 川 崎 市 浅 野 町) 


沿 革 

一、 大正 二 年 四月、 工場 建設 地 を 神奈川県 橘 樹郡田 島 村 宇大 島 新田 (総 坪数 一 〇 四、 〇 五 二 评= 三 四 三、 九 七 五平 方 米) に 決定。 

一 、 同 四 年 四月、 工場 建設工事に 着工。 

一 、 同 六 年 五月、 工場 矮ェ、 七月から 操業 を 開始。 主要 設備 は 左のと おり。 

一、 製造 様式 乾式 原石 焼成 法 

一、 原料 部 

原料 粉末 機 ハ —ド ミル (セレクタ— 付)  六 基 

粘土 乾燥機 (径六 X 長さ 六 = 径ー 人 二 九 X 長さ 一 八 丄 一八 八 米)  二 基 

一 、焼成 部 

回 転 窯 (径九 X 長さ 一八 o^  = 径ニ. 七 四 三 X 長さ 五 四. 八 六 四 米)  二 基 

冷 却 機 (径六 X 長さ 六 〇s-  = 径丁八 二 九 X 長さ 一八 三 八 八 米)  二 基 

石炭 乾燥機 (右 同)  —  一 基 

石炭 粉末 機 フ— ラ ー ミル (三 三 吋 =〇• 八 三 八 米)  四 基 

一、 仕上 部 

仕上 粉末 機 ハ— ド ミル (セレクタ— 付)  四 基 

一、 操業 当時に おける 月産 高 約 四万撙 (三 八 〇 ポンド 入り、 約 六、 八 九 五 a) 

一 、 大正 七 年 十月、 増設 工事に 着工。 

1、 同 九 年 九月、 増設 工事 竣工、 旧 工場 を 川 崎 第一 工場、 増設 新 工場 を 川 崎 第二 工場と 称す C 建設 当時に おける 第二 工場の 主要 設備 左のと 

第 十一 節 川 崎 工場  五 九 1 


第三 章 セメント 工場  五 九 〇 

一 、 昭和 十 一 年 十月、 i«K 介 採掘 場 (現秩 父 鉱業 株式会社 皆 谷 鉱業 所) を 設 したが、 前記 葛 生 及び 吾野 (培玉県入間郡！！^：：野：^吾野) から も 

石灰石 購入 を 継続した。 

口、 粘土質 原料 

一 、 明治 十六 年、 創業 以来 湿式 竪窯 焼成 法 を 採用した ため、 粘土 は 隅 田 川の 河底 粘土 を 採取 使用。 

一、 同 三十 六 年、 わが国 最初の 回転 窯を据 付け、 乾式 焼成 法 を 併用す るに 至り、 山 粘土の 使用 開始) 初め 横須贺 (横 須賀市 新 井 及び 田 浦 町 

浦 ノ郷) の 粘土 を 使用し、 次いで 横 浜 (横 浜 市中 区 中 村 町 山 田) の 粘土 を 使用。 

一 、 同 四十 年、 竪 窯の 廃止に 伴い、 隅 田 川 河底 粘土の 使用 を 廃止。 

一 、 横 浜 粘土 は 大正 七 年から 使用し、 十四 年に 至り 中絶した が、 昭和 六 年から 十四 年末まで 再び 使^した" 

一、 昭和 十三 年、 川 崎 市 溝 ノロ 産の 粘土 を 使用。 

ハ、 挂酸質 原料 

ほ 和 5! 年 八月から 十 年 九月まで 秩父 採掘 場 付近の チヤ I トを 採掘 使 £ した" 十 年から 十四 年まで 吾野 t- 石 採掘 場から 供給 を 受けた。 
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原 料 

ィ、 石灰石 及び 石灰 

W 和 十四 年末、 工場 閉鎖 当時の 所属 石灰石 山 は 谷 採掘 

場 を 有する だけで あつたが、 既往の 変遷 は 左のと おり。 

一 、 明； S 十六 年 四月、 創業 当時 は 主として、 葛 生 (栃木県 

安蘇 郡 葛 生 町) 産の 消石灰 を 使用し、 その他、 土 佐 . 伊 

豫 • 美 濃 等から 時々 消石灰 を 購入。 

一 、 同 十九 年、 石灰 窯 を 新設し 消石灰の 自給 を 図る 石灰 

石 はも つ ばら 葛 生から 購入。 

一、 同 二十 八 年、 宮ノ平 石灰 山から 供給 を 受け、 大正 六 年 

まで もつ ばら この 地の 石灰石 を 使用した。 当時の 運搬 は 

宫ノ平 ~ 青梅 間 は 馬力、 青梅 ~ 立 川 間 は 軽便 軌道、 立 川 

？飯 3 町 ii は 鉄道 (現在の 中央線)、 飯 田 町 ~ 深 川 間 は 

S による。 

一 、 大正 六 年、 川 崎 工場 新設に 伴い、 宮ノ平 石灰 山から は 

川 崎 工場へ 供給の ため 七 年秩父 採掘 場 (現在の 秩父 鉱業 

ft 式 会社 秩父 鉱業 所) を 設け、 工場 ffl 鎖まで 二十 年間、 

ここの 石灰石 を 使用した。 

一 、 同 十五 年 十月、 小川 採 « 場 開設、 当 工場の 主力 採掘 場 

としたが、 昭和 十 一 年 七月 採尽 したため 廃止。 

一、 昭和 二 年 三月 ~四 年末、 勝峯 採掘 場から 供給 を受 く。 

第 十 節 東京 工場  五八 九 
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(昭和 丄 4.  9 現在 _) 
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第三 章 セ 

究 電 設 


ェ 場 


一 、 昭和 十八 年 十月、 従来 副業と して 存続して きた 機械工 作 所 を 工場から 分離 独立して、 來京 機械 製作所と なる。 

所管 事項 を 東京 機械 製作所 へ 移管" 

一、 同 二十 年 三月 十 =-、 戦災に より 被災。 

一 、 同 二十 四 年 九月、 閉鎖。  ■ 

I 、 株式会社 時代 責任者の 変遷 
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(備 考) 一、 昭和 四 年 五月、 支 制 をー晚 止、 工場 制 を 採用 

一、 同 五 年 七月、 支店 制 を 復活、 販充 事務 を 工場から 分離 

一、 同 六 年 七月、 工場長 を 工場 支配 入と 改称 
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A! ヨリ 稽へ テ最モ 時期 ヲ得タ ル モノ ト考へ ラル 今回 ノ全 休転 ハ 全ク 国策 -ー 拘スル 処置 一一 シ テ 大方 ノ 世論 亦 必ス ャ之ヲ 支持 ス へ グ幸ヒ 従業員 モ各ェ 

場 手不足 ノ折 柄此際 极牲者 ヲ出ス コト ナグ各 工場-一 配覊セ シ メ 円潢裡 二 之 ヲ灾行 シ得ル 見込 ァリ 

全 休転 後ノ 処置 トシ テ当 工場 ノ 機械 修裕 工場 ヲ 拡張 シ 機械工 場 トシ テ ノ 機能 ヲ発 揮シ テ 副業 一一 専心 セシメ 工場 ノ 機械 類ハ 完全 -ー 之ヲ 保管 シ 再度 

運転 ノ為メ  -ー  待機 シ置グ コト トス ヘシ 

、 昭和 十四 年 十二月、 川 崎 工場. e にあった 中央 研究所 を 当 工場. C に 移設。 

、 ：！： 十六 年 五月、 当 工場 全 機械 類 を 華 北洋 灰 股份有 K 公司へ 讓 渡して、 全く 閉鎖 状態と なる。 讓渡 機械 左のと おり。 


、原料 部 

原料 破碎機 ダブル ell ル  一基 

ハン マ—  一基 

シングル 口— ル  二 基 

原料 粉末 機 ハ I ド ミル (径 一. 七 四 〇x 長さ 三. 五 〇o 米)  六 基 

原料 選 粉 機 (二. 七 五 〇 米)  六 基 

原料 再 粉 機 コンペ ッブ ミル (径 二. 一三 四 X 長さ 八. 五三 五 米)  一基 

、焼成 部 

回 お 窯 (径ニ  • 四 四 〇x 長さ 三 六. 七 五 〇 米) 冷却 機 付  四 基 

石炭 乾燥機 (径 一 人 三 〇x 長さ 一 八 丄ーー〇〇 米) スト— 力付  一 基 

、仕上 部 

コ ンべ ッブ ミル (径 二. 一  三 五 X 長さ 七. 三 一 五 米)  二 基 

ュニ ダン ミ ル (径 二.  二 〇〇x 長さ  一 二  .〇〇0 米)  一 基 

選 粉 機 (四. 二 七 〇 米)  二 基 

ベ— ッ パッカ— 四 連 式  一基 
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(第 108 図） 閉鎖 直前の 東京 工場 （昭和 14 年） 
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五八 四 


ル へ ク此与 へ 


ル 少量 ノ 石炭 ヲ以ー 


東京 工場 ハ 従来 合 ffl 化 運 二 ョ リ 能力 工場 トシ テノ 機能 ヲ 発揮 シ居 タル モ 今次 事変 

ノ 業界-一 及 ホス 影響 漸 7 深刻 ヲ 加へ 最近 石炭 統制 ノ 強化-一 ヨリ 割当 数量 僅少 一一 シテ原 

価ノ 昂騰 著. ング 収支 相 償 ハ サ ル 状態 一一 立 至り 候 就而者 諸種 ノ 観点 ヨリ 稳へ テ此ノ 際 同 

工場 ノ運 耘ヲ 休止 シ 時勢 ノ 推移 ヲ見ル コト当 ヲ得タ ル策ト 被考候 -ー 付 左記 ノ通リ 一 時 

金ヲ 支出 シ 従業員 関係 モ 円満-一 処理 シ十 一 月 ヨリ 全 休転 ヲ 実施 スル コトト 致 候 間 御 承 

認被下 度 此段及 «議 候 也 

猶 休転 後/処置 ト シテ ハ 機械 修理工場？ 拡張 シ 副業 トシ テ 利益 ヲ举 7 ルコト トシ セ 

メント 製造 ffl 機械 類ハ 完全-一之 ヲ 保存 シ 再度 運転 ノ為メ  -I 待機 シ置ク コトト 致 候。 

工場 全 休 理由 書 

東京 工場 ハ 其 位置 ノ 関係 上渐 7 セメン トノ 製造 -ー 適 セサル 二 至レル ト 創立 年 古キタ 

メ 機械 類 / 損傷 甚 シ 7 其 運営 一一 相当/困 雜 ヲ伴フ 現状 ナリ 

之 力 全 休転 案 ハ 従来 屡々 問題 トナリ 翁-一 昭和 六 年 七月、 同 十 年 四月 其議起 リタ ル モ 

従業員 ノ 失業 其 他 種々 ナル 事情 一一 因リ其 都度 沙汰 止トナ リタ リ 

爾来 故 続出、 原料 入手 雜 等-一 悩 マサ レツ ツモ 合理化 運耘ノ 実施 一一 ヨリ 能力 工場 ト 

シ テ ノ 機能 ヲ 発揮 シ 今日 一一 及ヒ タリ 

然ル 一一 曰 支 事変 ノ 業界-一 及 ホス 影 蓉漸7 深刻 ヲ 加へ 人的 物的資源-一 不足 ヲ告 グル 一一 

至リ 就中 石炭 ノ 法外 ナル 値上 リ - 一因 リ 昂 騰著シ 7 収支 相 償サル 一一 至 レリ 然レ共 最近 一 

, 両年ハ 生 灰 垸成ノ 徹底-一 ヨリ 毎年 能 カノ 上昇 ヲ見 ョグ 能力 工場 トシ テノ 使命 ヲ果 シッ 

ッァリ タル 為 メ斯ル 難局 一一 立 チッツ モ 辛シテ 運お ヲ 継続 シ居 タル 次第 ナリ 

事変 処理 ノ待 別法 タル 国家 総動員 法 ハ 終-一石 炭ノ 配給 一一 及ヒ 本年 十月 一 曰 ヨリ 配給 

統制^4;施セラレ従来ノ使用量ーー対シ其半|ー満タサル少量 (下期 自 十月 一 曰 至 三月 末日 

十三 万 三百 111= 編 注. 全 工場 分) ヲ 割当 ラ ルル-一至 レリ 

此ノ 石炭 ノ 配給 制限 ノ 強化 一一 ョ リ i! テ 聯合 会 ノ 能力 問題 ハ其 根底 ヨリ 改変 ヲ 要請 セ 

最モ 条件 劣惠ナ ル当 工場 ヲ 犠牲 トシ テ此 難局 ヲ切 抜ケ ン トス ル ハ蓋シ 己 ムヲ得 サルモ ノト 思惟 セ 


今 本邦 セメ ン ト 工業 創生ノ 地-一 シ テ 当社 発祥 ノ地タ ル 由緒 深キ当 工場 ノ全： Jf ぉヲ fi- 施 J 


ハ情 一一 於 テ忍ヒ 難 キモ. 


モ 今日 ハ 諸種 ノ H 
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大 2! 


、 同 十三 年 十二月、 廃熱 利用 装置 完成。 三、 o〇〇k  W 自家発電 機 を 設備し、 電力 を 自給。  - 

、 M 十四 年 十月、 隣 地 一 、〇 五三 坪 (三、 四 一 八 平方 米) を 買収、 工場 敷地 面積 合計 五、 四 九 五坪 (一八、 一 六 六 平方 米) となる。 

、 十五 年 一 月、 回転 窯 (径八 X 長さ 一 〇〇 呎) 一 基 増設。 

、 昭和 二 年 十二月、 わが国 最初の ュ ナツ グス グ I ラ— 設 

置。 

、 同 七 年 五月 十四； II、 朿京市 公告 第一 九九 号 を もって 区画 

整理に よる 換 地の ため、 左のと おり 地番 変更され る。 

旧 東京 市 深 m 区 清 住 町 一 番地 

§  "  清澄 町  一丁目 八 番地 

、同年 八月、 区画整理の ため、 工場 敷地 面積 五、 三 一 〇 圩 

(一 七、 五 五 五平 方 米) となる。 

ユー 一 ダン ミル (径 二.  二  X 長さ 一 一 米) 一基 新設。 

、 同 十四 年 十二月、 国家 総 動 a 法に より、 石炭 等 資材の K 

給 制限 強化され、 立地 的に も、 また 工場 原価 等に おいても 

不利な 立場に あ つ た 当- r! 場 は、 操業 継 統容： ：；， 巧なら ざる 状態 

におち いり、 曰 本の セメント 工業 発祥の 地で、 かっき 社誕 

生の 地で ある 当 工場 も、 閉鎖の やむな きに 立ち至つ たが、 

運転の 再 n を 期して 機械 設備 能力の 保存 をな し、 機械 修理 

.—： 場 を 拡；； ^し、 その^ 業に よって 維持 を e: り、 従業員 は 当 

社 各 工場へ 配属 させて 工場 全 休転。 (注) 

せ 東京 工場 全 休転- Ira スル作 
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は 新設 


大 2 


—正 1:- 

大： S 


昭和 一 一年 ュ ナノ クスク —ラ— 設 B 

し、 昭和 十六 年 五月 華北に；： t 設 した 


五八 三 
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第三 章 セメント 工場 

a  ^  *^人怪六ズ長さ六0^  =径ー 人ニ九ズ長さー 八土八八 

U お 径七 X 長さ 六 〇呎= 径ニ. 一三 四 X 長さ 一八. 二八 八 

石炭 粉末 機フ— ラ ー ミル (三 三 吋 =〇. 八 三 八 米)  一 

石灰 窯  十一 

徳利 窯 (粘土 乾燥 用に 転用)  i 

月産 高 平均 四 七、 〇〇〇 樽 (三 八 〇 ポンド 入り、 約 八、 一 〇 一通) 

1、 大正 六 年 十二月、 コッ トレ ル式 1^;.? 集塵 装置 完成 (ガス 量 一分 間八 五、 0 

〇〇 立方 sr 温度 九十 五 度、 鉄板 製ブレ —ト 式)。 同 装置の 完成に より、 明治 

i; 十三、 ral 年来 懸案の 降 灰 問題 円満 解決 •、 

一、！： 八 年 十一月、 コンペ ッブ ミル (径七 X 長さ 二 四 呎=径 ニニ 三 四 X 長さ 

七 • 三 一 五 米) 二 基 新設。 

一、 同 十一 年 四月、 ベ —ッ袋 詰 機 一 基 新設。 

一、 同 十二 年 五月、 回転 窯 (径八 X 長さ 一 〇〇 呎 = 怪ニ. 四 三 八 X 長さ 三 〇• 四 

八 〇 米) 一 拔を六 0 呎 窯と S 換据 付。 同年 K 月 運転 開始。 

一、 同年 四月、 ダブル ハ— ド ミル (径六 X 長さ 一 一 呎=径 了 八 二 九 X 長さ 三. 

三 五三 米) 一基 新設。 なお 十三 年 七月 三 基、 八月 二 基、 十四 年 四月 一基、 昭 

和 二 年 一月、 一基 それぞれ 増設。 

一、 同 十二 年 九月 一 日、 関 束 大震災に より 当 工場 焼失。 直ちに 復旧 工事に 

着手し、 翌十 三年 七月 運転 を 再開。 

一、 同 十三 年 七月、 回転 窯 (径八 X 長さ 一 〇0呎=径 一丁 四 三 八 X 長さ 三 0. 四 

八 0 米) 二 基 増設。 


(第 106 図） 明治 36 年 当時の 深 川 工場 
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、 ！！： 三十 六 年 十二月、 わが国 最初の 回転 窯 (径六 X 長さ 六 〇§-=径 一. 八 二 九 X 長さ 一八. 二八 

八 *) を据 5： け、 試運転 開始。 最初の 原石 焼成 法から 粉 灰垸成 法に 改めた が、 成繽が 上らな か 

つたので、 坂內の 意見に より 生 灰 焼成 法に 転換した。  .. 

従来の 徳利 窯と あわせて、 明治 三十 八、 九 年 ごろの 生産高 は 月 平均 二 万博 (約 三、 四 四 七 通) 

に 達す。 

、 同 三十 九 年、 第二 号 回転 窯 (径六 X 長さ 六 〇= 径ー . 八 二 九 X 長さ 一 八. 二八 八 米) 増設。 旧 

来の 徳利 窯 焼成 を 廃止。 

、 同 四十 一年 四月、 製 搏部は 深 川 区 富 川 町 二番 地へ 移転。 

、 同 四十 二 年、 第三 号 回転 窯 (径七 X 長さ 六 〇^-=径 二. 一三 四 X 長さ 一八. 二八 八 米) 増設。 

、 同 四十 二 年の ころから H 場内 動力 は 蒸気 及び 電力の 併用と なる。 

、 大正 元年、 第 四 号 回転 窯 (径七 X 長さ 六 O&0 増設。 

、 合資会社 時代 深 川 工場の 責任者、 事務 関係 は 高 橋 忠次郞 (本店 次長)、 技術 関係 は 坂 內冬藏 

(技師 長) 

. 株式会社 時代 

、 大正 二 年 二月、 大正 元年 十月 設立の 浅 野 セメント 株式会社に 合併、 合資会社から 資本金 五 百 

万円 (全額 払 込 済) の？ « 野 セメント 株式会社 となる。 改組 当時の 主要 設備 は 左のと おり。 

一、 原 料 部 

原料 粉末 機 フ，' ラ ー ミル (三 三 吋 =〇. 八 三 八 米)  五 基 

同  (四 二 吋 =了〇 六 七 米)  三 基 

一、 焼 成 部 

五八 一 
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産 高 は 月 平均 三千 搏 (約 五 四 四瓲) に 増加。 

私 下げ 当時の 職工 数 は 三十 七 名、 増設 後、 明治 二十 年から 二十 一年 ごろに は 四十 八 名に 増加した。 

技師 坂內 冬藏、 職工 淺野喜 三郞の 両人 を 欧州に 派 造、 かの 地に おける セメントの 製造 方法に ついて 調査、 研究 をさせる と 同時に、 セメ 

ン ト 製造 関係？！ S 機械の 購入 を 委嘱。 

一、 明治 二十 三年、 第二 回 増設 工事 完成。 増設 主要 機械 設備 左のと おり。 

石灰 窯 四 基、 攪伴機 三 基、 沈殿 池 三 力 所、 粉末 機 (フレット ミル) 一基、 汽缶 (二十 五 馬力) 一基、 各 増設。 角 製 機 .竪 篩. 碎石 機. 

搏 a!! 造機 各 新設。 

この 増設に よって 生産高 は 月 平均 約 四千 博 (七 二 六瓲) に 増加。 

当時の 職工 数 は 一 九 一 名に 増加。 (内 セメント 製造 部 一 五 〇 名、 石灰 製造 部 二十 三 名、 櫞 製造 部 十八 名) 

一、 し 場 時代 (明治 三十 年まで) の 直接 業務の 責任者、 事務 関係 は 支配人 三 俊 盛 一、 技術 関係 は 技師 長坂內 冬藏。 

^ 合資会社 時代 

一、 明治 三十 一年 二月 一 日、 資本金 八十 万円 (全額 払 込 済) の 合資会社 組織に 改め、 浅 野 工場 は 浅 野 セメント 合資会社と 改称-。 出資 社員 は 

野總 一 郞 (業務 担当 社員) . ffi 澤榮 一 (監査役) . 大川 平三郞 (監査役) • 安田 善次郞 及び 尾 高 幸 五郞。 改組 直前の 深 川 工場の 正味 資産 

は 三十 八 万 五 千円。 工場の 規模 は 左のと おり。 

工場 敷地  四、 四 四 二 坪 (ほかに 社宅 敷地と して 清 住 町 十六 番地に 九十 ニ圩、 同 二 十八番 地に 十一 坪) 

工場 内 建物  事務所. 乾燥 場 • 散布 場 その他 全部で 三十 一棟 (二階建 十二 棟、 三階 建 二 棟) 

セメント 焼 窯 (徳利 窯) 十二 基 

石灰  窯  四 基 

月 産 高  平均 約 七 千 樽 (約 一、 二 七 〇 瓲) 

一、 同 三十 年、 散布 場 *汽 機の 新設 等、 その他 一般 工場 設備の 改善と 同時に 増産 工事に 着工、 三十 四 年末 完成。 

一、 同 三十 四 年 一月 以降、 一博の 容量 四 〇〇 ポンドから 三 八 〇 ポンド 入りと なる。 


一、 同 十一 年 十二月、 セメント による 人造 石の 製造 開始。 

一、 同 十二 年 六月、 焼 窯 (徳利 窯) 二 基 増設 殘ェ。 月産 高 平均 約 四百 榑 (約 七三 瓲. )。 また 耐火煉瓦の 工場 を 新設、 耐火煉瓦の 製造 を 開始。 

一、 ！ I： 十四 年 六月、 皇居 造営 工事 用 セメント 納入の ため 焼 窯 (徳利 窯) 四 基 増設 竣工。 焼 窯 計 八 基、 月産 高 平均 約 八百搏 (約 一 四 五 瓲)。 

一、 同 十六 年 四月、 官業 払 下げの 方針に より、 深 川 工作 分局. e: の セメント 工場 は 淺野總 一郎に、 耐火煉瓦 工場 は 西 村 勝 三に それぞれ 貸 下げ 

られ、 民間の 径 営に 移される。 

一、 问 十七 年 七月、 セメント 工場 は？ « 野總 一郎に、 耐火 煉. 凡 工場 は 西 村 勝 三に それぞれ 払ド げられ、 名実と もに 官営 時代 ここに 終わる。 

^ 浅 野 工場 時代 

一、 明治 十七 年 七月、 深 川の 官営： し 場 譲 受け 後、 淺野 總ー郞 澤榮ー の 共同出資 によって、 資本金 四 万 五 千円の 匿名 組合 を 組織し、 深 川 

工作 分局 を 浅 野 工場と 改称、 純然たる 民営の セメント. し 場と して * 足。 ？ 系から 大川 平三郞 参画し、 淺野總 一郎と 共に 事業の 発展に 協 

力す。 払 下げ 当時の 工場 設備 左のと おり。 


工場 敷地 総圩数 

建  物 一 


セメン ト烷窯 (徳利 窯) 

揽  St  機 


四、 四 四ニ评 (一 四、 六 八 五平 方 米) 

木造 瓦葺 十 一 棟、 木造 柿葺 一 棟 

土蔵 瓦葺 三 棟、 計  十五 棟 

沈 殿 

原料 乾 

粉末 機 (フ レツ 


八 基  沈殿 池  八 力 所 

一基  原 料 » 場  二 力 所 

汽  維  二 基  粉末 機 (フレット ミル)  二 基 

六  角  飾  二 基 

月産  高  平均 約 八 百 博 (約 一 四 五 瓲) 

同 十九 年、 第一 回の 増設 工事に 着手、 翌年 完成。 増設 主要 機械 設備 は 左のと おり。 

セメント 焼 窯 (徳利 窯) 六 基、 原料 乾燥 場 三 力 所、 石灰 窯 一基 

石灰 窯 を 新設、 原料 消石灰の 自給 を： S る" それまで 消石灰 は 栃木 • 高 知. 愛 緩の 各 の 石灰 製造業 者から 購入。 この 増設に よって、 生 

第 十 節 東京 工場  五 七 九 


第三 章 セメント 工場  五 七 八 


現存し ない 工場 


第 十 節 東京 工場 (束 京都 江 東 区 清澄 町  一 丁目 A 番地〕 

沿 革 

^ ェ部省 (：{目 営，) 時代 

一、 明治 五 年 秋、 ェ部省 製作 頭 平 岡 通義の 建白に 基き、 大蔵お 土木 察 建築 局の 手に より、 初めて 東 一 W 府下 深 川？ S 住 町 一 * 地 旧 仙 台 蒲 蔵屋敷 

跡に わが 国 最初 の 摂綿篤 製造所 建設 に 着工。 

一 、 同 六 年 秋、 深 川 清 住 町の セメント 工場 竣工。 同年 十 一 月、 rt 務 おの 建 省と 同時に 一 時 大蔵省から 内務省 土木 寮に 移符 される。 

一、 同 七 年 二月、 .e: 務省 土木 寮から 再転して ェ部省 製作 寮の 手に 移管。 

一、 同年 四月、 ェ部省 製作 寮 技師 宇都 宮三郞 の 意見に より、 英、 仏 流の 湿式 焼成 法に 改良す るた め セメント 工場の 根本的 改築 工事に 着工。 

一 、 同 八 年 五月、 改築 工事 落成、 操業 を 開始。 ェ部省 深 川 製作 寮 出張所と 称す。 当時の 製造 設備の 大要 左のと おり。 

焼 窯 (徳利 窯) 二 基、 原料 乾燥 場 一棟、 沈殿 池 二 力 所、 提伴機 一基、 粉末 機 (フレット ミル) 一基、 蒸気機関 (二十 五 馬力) 一 

基、 

別に コ ー グス窯 を 新設、 セメント 焼成 用 燃料の.： s 給 を SI る。 

月産 高 平均 四百 ボ ンド 入り 約 一 一 百 樽 (約 三 六 通) 

一 、 同 九 年 十 一 月、 原料 乾燥 場 一 棟 を 増築し、 増産 を 図る。 

一、 同 十 年 一月、 官制の 改定に より ェ部 省に 工作 局が 新設され、 深 川 製作 寮 出張所 は 深 川 工作 分； 5 と 改称され る。 同時に ェ部権 大技 長 宇都. 

宮三郞 本 ほ (工作 局) 勤務と なり、 代って 三等 技手 鈴 木 儀 六 就任し、 深 川 工作 分局の 事業 を統理 す。  一 

一 、 同年 十 一月、 第一 回. e 国 勧業博覧会に 出品して 龍紋 賞牌 ( 一 等 賞) を 受領。  一 
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坂の 浦 粘土 採掘 場 (佐 伯 市 大宇鶴 望) 

面  積 五 反 七 畝 十二 歩 (社 有 地 四 反 八 畝 二十 一歩、 ほか 賃借 

契約 地) 

当 粘土 山で は 中生代の 頁岩 を 手ぐ りに て 穿孔 採掘す る。 

、 昭和 十 年 十二月、 開設。 

、 问ニ 十四 年 九月、 従来の 傾斜面 採掘 法 を トンネル 法と する。 

、 採掘 法の 変遷 


、 採掘^：：！；は、 工場 入 高と 同じ。 (五 七三 K 参照) 
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第三 章 セ メ 

一、 採掘 法の 変遷 


ェ 場 


、 設備 概要 


五 七 六 


(昭和 二十 八 年 三月 現在) 


(単；； i . 


狩 生 採掘 場 (佐 伯 市 大字 狩 生) 

面  積 一町 七 反 八 畝 二八 歩 (社 有 地) 

、 g 和 六 年 十二月、 西 上 浦 村產谷 喜四郞 ほか 数名から 土地 買収。 

、 ：！： 七 年 一 月、 狩 生石灰 山上 丁 場開鉱 工事 着手。 十二月、 狩 生- (工場 間 石灰 

石 運搬 用 索道 建設。 

、 同 八 年 一月 八 番型ジ ャィレ ー トリ ー グラッシ ャ ー、 七十 五 馬力 空気 圧縮 

機 各 一 基 設置。 上 丁 場 本格的に 採掘 開始 _リ 

、 M 十八 年 十一月、 下 丁 場 開設。 十二月、 上 丁 場 休止。 

、 十九 年 ™: 月 当 工場、 北海 道士 別へ 移設の ため、 狩 生 採掘 場 設備 一部 解体 

同年 八月まで 採报 中止" 九月、 工場 移設 中止と なり、 設備 復旧 (空気圧縮機 

七十 五 馬力 を 一 〇〇 馬力と 取替) 採掘 再開。 

、 ；！： 十九 年 十一月、 グロ —リホ ー ル開鉱 工事に 着手。 

、 1； 二十 年 六月、 グロ— リホ— ル 歧ェ。 十一月、 付帯- 丄事 として 運 設備 並 

びに 空 i 冯&縮 機 七 五 W 力 一 基 増設。 

、 同 二十 五 年 五月、 下 丁 場 トンネル 法 を 採用、 手 積 を 廃止。 

、 ！！；  二十 六 年 一月、 グロ— リホ ー ル採掘 中止、 中段 丁 場 開設。 十二月 下 丁 場 

手 押 運撖を E 走 式に 改造。 


五 七." 


第三 章 セメント 工場 

原 料 

ィ、 石 灰 石 

一 、 大正 十五 年 四月、 工場 操業 当初、 蒲 戸 採掘 場から 採掘。 

一、 昭和 六 年 十二月、 狩 生 採掘 場 開設。 

一 、 同 十五 年 蒲 戸 採掘 場 廃止 

一 、 同年 以降 津久見 鉱業 所から も 供給して 現在に 及ぶ。 

口、 粘土質 原料 

一 、 工場 開設 以来 片神浦 (大正 十五 年 四月 ~ 昭和 三年) 水ケ浦 及び 一 枚 畑 (大正 十五 年 四月 ~ 昭和 十 年 十二月) 粘土 山から 供給 C 

一、 昭和 十 年、 坂の 浦 粘土 山 を 開設して 現在に 及ぶ。 

ハ、 珪酸質 原料 

一、 珪酸質 原料 は 工場 開設 以来す ベて 買鉱 による： 当初から 主として、 福岡県 i 刈 田 町 三 原作 平び 恒見江 淵 友 市 所有 珪 石山から いわゆる 

軟珪石 を 買鉱、 その他 福岡県 石 原 町 黒 崎 窯業. 鳥 越 国産 (四 浦珪 石) . 昭和 耐火の 洼石 を買鉱 する ほか、 昭和 二十 六 年 以降 大岩 鉱業 

所から 別 府白土 を 購入して 現在に S! ぶ。 


原  料  受 


年 次 



石 

灰  石 

粘 

土質 原 

称 生 



蒲 戸 

津久見 鉱業 

計 

坂の 浦 

*»ノ  irn 

片祌 浦、 水ケ 

浦 及び 一枚 畑 

昭和 元年 

2 

21,522 

21,522 

2,921 

一 
69,868 

― 
69,868 

18,006 

4 

164,027 

164,027 

27,122 

109,865 

109,865 

21,658 

6 

109,930 

109,930 

22,944 

. 7 

140,374 

140,374 

24,836 

8 

49,833 

148,295 

198,128 

33,873 

9 

66,291 

106,970 

173.261 

33,9-45 

10 

81,608 

169,030 

250,638 

H,485 

32,595 

11 

77,091 

139,550 

216,641 

37,180 

12 

82,492 

131,435 

213,927 

36,500 

13 

76,829 

112,670 

189,499 

31,105 

14 

64,457 

81,295 

145,752 

22,978 

15 

74,208 

31,065 

36,746 

142,019 

16,639 

16 

103,522 

― 

63,323 

166,845 

H,952 

17 

82,892 

― 

58,205 

141,097 

16,606 

18 

54,133 

― 

65,248 

119,481 

12,294 

19 

15,936 

78,937 

94,873 

13,123 

20 

ス 0  548 

34,063 

64,611 

10,177 

21 

19,799 

12,604 

32,403 

3,016 

22 

10,432 

5,504 

15,936 

1,493 

23 

20,986 

― 

10,659 

31,645 

3,297 

24 

39,002 

40,111 

79,113 

10,101 

25 

50,429 

82,027 

132,456 

24,285 

26 

51,937 

― 

109,534 

161,471 

23,765 

27 

49,071 

176,378 

225,449 

38,698 

1.101,496 

1,535,896 

773,439 

3,410,831 

330,694 

217,900 

摘 

昭和 19 年 4 
月から 8 月 
ま で 休止。 

昭和 2 年 1 
月から 3 年 
4 月まで 採 
掘 休止、 同 
年 5 月から 
再開、 15 年 
8 月 廃止。 

貝 島 鉱業、 

：ん 1 崎 鉱業、 
'tfj 甫 石灰 力、 
らの 引取 砂 
味 を 含む。 

昭和 2 年 1 月 
から 3 年 4 月 
まで 採掘 休 
止、 10 年 12 月 
廃止。 

要 
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入 

局 

(単位 瓲） 

料 

诖 

酸 

質 

原 

料 

ff- 

1  3t!f 田 逢 石 

恒見佳 石 

石 原 町珪石 i 

別 府白土 

四 浦珪石 

昭和 耐火 

計 
U「 

： 三 原作 平 

江 湄友市 

黒 崎 窯業 

さ-寧 鉱業 m 

鳥 越 国産 

2,921 

1  940 

940 

― 
18,006 
27,122 

1  — 
730 
7,316 

が恒 
内見 
訳 力、 
不ら 

― 
730 
7,316 

21,658 

3,45-4 

3,454 

22,944 

3,413 

レノ 
買 

3,413 

24,836 

5,943 

鉱 
も 
舍 
む 

5,943 

33,873 

7,284 

7,284 

33,945 

8,747 

8,747 

47,080 

5,080 

3,502 

8,582 

37,180 

4,772 

3,656 

8,428 

36,500 

2,496 

2,007 

4,503 

31,105 

2,716 

2,015 

4,731 

22,978 

2,306 

1,768 

4,074 

16,639 

5,381 

1,184 

6,565 

14,952 

6,728 

1,555 

8,283 

16,606 

8,678 

― 

573 

9,251 

12,294 

7,660 

102 

347 

8,109 

13,123 

4,419 

258 

67 

4,7-14 

10,177 

940 

1,490 

2,684 

1 34 
1 

2,082 

750 

2^966 

1,493 

811 

811 

3,297 

1,989 

1^89 

10,101 

3,908 

3,908 

24,285 

4,310 

4,310 

23,765 

5,698 

263 

5,961 

38,698 

8,852 

3,003 

11,855 

548,594 

114,705 

15,789 

2,594 

3,266 

2,240 

987 

139,581 

, セメント 工場  五 七 二 


昭和 16 年 

せ 

(躍 

C\ 

^ 

K> 

OO 

3S 

楚 

Fnl5 年 は 

370,773 

609'" 

54,341 

JO 
\D 
O 

K) 
ソ 1 
OO 

9,126 

ーム 
K) 
O 

5,283 

19,487 

K) 
JO 
Oo 

43,507 

668 'トト 

暴氺 

のた め 資料な し。 

zss'zr 

47,148 

6,211 

ひ 

U) 

4,560 

7,870 

-■J 

433,857 

oo 

63,136 

42,642 

27,619 

\o 

13,172 

17,172 

17,956 

54,347 

38,936 

48,882 

43,950 

蓬 
き 

a< 

40,971 

12,383 

3,773 

\D 

ム 
ON 

ひ 
CO 

o 

ひ 

リ 

NJ 
ム 

K) 
CO 

ム 

O 
OO 

S 
き 

ゆ 

f8 ド 8S6 

165.282 

127,461 

104,174 

41,356 

27,397 

6S8 ソ I 

28,395 

ns'o ト 

90,163 

OO 

0S£'9II 

110,037 

場 


KJ  KJ 

to    KJ   KJ   t-O  hO 
Jj.          K)  1— 

O   \0  CO 

^  a* 

O   O   00  -vj  c>, 

昭和 元年 
2 
3 
4 

in 

134,231 

卜 "VJ ム 
hO ム -vl 
00   O  1— 

4,892 
6,202 
3,655 
2,057 
609 

808' な 

ト' 

翁 



m 

120,469 

S に 
5 に 

30,118 
27,204 
19,616 
6,546 
28,771 

3,288 
1,451 

SJ 

紫 

Lm 
U) 

o\ 

127,461 
165,282  1 

O ム —  NJ 
—ム —― J~~J  OO 
H"*           U^J    OO 1>J 
iwH  V£> 
A  0\  "vl  \0  M 

Ji.          GO 1— ' 1— 
O  — O  JsD  一 0\  O 
OO  1— •  »— •  o 
ドひ «^ 
to  U)  "-J   O  "-J 

158,005 
167,754 
151,271 
136,937 
113,877 

9 ト 8(61 1 
996'9S 

OO   \0    0\   -U  K) 
4i.   O  1— •  ^ 

— OO  — 0\  N> 
ム 4：^  \yi ム -vi 
VO ひ CO ひ o 

9 ト 0'86 ん (乙 

127,461 
165,282 

O   A   to ド N) 

-ム メ  — w 

■— '   Lk>          OO  l» 
^                \J1 \D 

-u  On  *vj 

ム OO ド f— 
JZ>  — O  JO  o 
OO   >—'•—'   t>J  o 
t—  C\  ^ 
K)  Oo          O  --J 

フス" o  ノ  I 

91,976 
110,593 
149,162 
128,449 
203,340 

ま 6 
86 る (乙 6 

n9' ひ 

#  ^  K  ^  M  s§  0  0  g  K  W  ® 


昭和 元年 

2 

6 

8 

9 
10 
11 
12 

13  ！ 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

せ 

01 ト' 91 力' 乙 

0 ま ト 
068'0T 
19 え' f ト 
ぽ £6 

961*851 
え n'09T 

I え 0'60I 

冊' 68 

0 ま 9 

On 

\n  "(X)  CO 
o  o 
o ひ o 

-1 
U 

v 

"8(86 

Ui           1—  1— ' 
ムム                                               Oj    OO    O    t—  ON 
O  — O                                          —On  —ひ "mD  "t—  "oa 
\0    -t.                                                     H-  GO 
O    O                                               NJ 1— ' OO    1—  SJ 

乂' 

3,850 

330 
2,365 
1,155 

m 

01 にリ r 

S6 き 

09 乙' に 
OU' ビ 2 
T9 え' ^7 

ぎ 69T 

096'002 

醫' 68 
T9T76 

0 ぇト (f9 

4 月 以降 

シリ 力 は 4 月 以降 
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-涴 

"o 
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第三 章 セメント 工場  五 七 〇 


名  称 


汽 據 


汽 機 


免 « 機 


ブコッ 7  W1F 型 
» 水管 式 


石 川 岛ィ 


芝 ffi 三相 交流 


伝！ M 面 《 

1.025 
1.029  m2 


力 （1 基 1 時間 当り） 


If" 


aE5ltt        圧力 S  IS 


(6.560  KW) 


消费 it 


aE5t 圧力 


2.300 


1,477 


S 度 


常 


蒸 51 圧力 


-^1^1 蒸 5tff 力 I  £  m 


2,300  1,370 


力 率 


号 に 直結 吸 51 風車 

28(1 H? 

兮 0        M    300  H> 


回転 »    3.600  (毎分） 


周波 St 


S 可 出力 （5,880  KW) 
(fr 可 申 Ifl 中 6'560ltW) 


% 力 


容 


周 


力 抹式会 


1,400  KW 


1,400  KW 


〇i»i 相変庄 S    3,300  V〜2，200  V 大きさ 1,500  kVA  3 台 単相 変圧 U    2,200  V〜220  V 大きさ 10 IcVA  RSC 

O        *  »  '  *  200  kVA      *       3  »  ,  *  #         5  kVA 

f  3,300  V-   220  V       ,  50  kVA      w       3  *  o  »  #         3  kVA 


変圧 tt 


600  kVA 


220  V〜66,000  \ 
集塵 g  E 用 


30  kVA 
25  kVA 


〇 印 »入« 力 用 


誘導 « 動 « 

！       60  Qo       7 台 2, じ 71 ひ 


動 機 


同期 « 動機 

3,300  V  6( ！〜 4 台 1 
2,200  V       60^, 1 


2.200  V  6( 
220  V  6( 
小 H- 


17  4.080 
179  2.668 
207 合 9,250  V 


小 «■ 


5 台 2,250  H> 


流 《 動 


合 222 合 11,544  IP 


も 号 1 型 

式 1 ガ 

ス速 K 

ス S  S 

常 

時 使 ffl 嘗圧 

変 圧 

m 式 

集 

ffi 装 3 

ル式 2,500  mVmin  ！ 

1.57  m/sec 

170,C 

64.000  V~66.000V) 叾交自 ？ 冷 2。 ' 

二次 66,000  V 
15kVA 

1 

2.35 

1 

の 他の 》 備 

修理工場， 機械 

« 造 •  》攀 • 仕 上 •  iliffi)  %%  • 木工に 分れ 各 R« を 待つ 

\« 目 

石灰石 

粘土  W 滞 料 

佳 酸 w ほ 料 

酸化鉄 原料 

ia 合材 その他 

料 

石 

石  炭 

重  油 

採 》 場所 

<M 入 先） 

1» 生 採掘 場 

ai 入 見 鉱業 社 

坂 の 

浦 採理場 

別府大 岩お 菜 
田 三 ffii  fi 

佐 貿 ノ 

曰本鉱 

閱 

菜 

石 川ぬ 大宝 EH 
岡 山お 帝国 化工 

九州 炭 100% 

料 

月 fUI 採お 能力 

4.000  X 
25.000 1 

4,000 1 

供 
給 

採掘 《 ま たは 
供給地から ェ 
場までの S« 
並びに ttiiS 方 

法 及び 能力 

» 生 3 哩 架空 索 

($久 見 25 哩 100 
〜300t 欲 fflWHS 

2.3 哩 
20  t〜40  t 
*  Ifi によ る 

別 府 53 哩 
Slij 田 UOil 
100  t~300  t  It 
機帆船に よ る 

30  IS 
100  t 〜 300 
機帆船に よ 3 

稱 

100  t〜300 

機帆船に よ 

ほ 
る 

200t〜400【ta 機 
机) びに 15t 
-iOt  »审 によ 
る 

状 

工場に おける 
荷 S 设 ffi 

及び 能力 

7t#® ク レーン 
75  t/h 

6t  2.5 

40  T  H 

20  t/h 

頭 7 レーン 併 ffl 
(6t ク レーン 使用） 
(2.5 1          . ) 

2.5  t       頭 7 
石 50th 

石 責 H0  T,H 

石炭 » 率 卸の 場合 30t,'h 

工場 S 場 能力 

12,000  t 

2,600 【 

1,000 【 

-- 1.000 1 

1,000 【 

4,000  I 

季節に よる 影 
g の 有 おその 
他 

な  し 

な  し 

な  し 

な  し 

な  し 

な  し 

*    «品》 出 Kffi 

g  ' 及び 力 

主と して 海上 輪 さ 能力 

I 日 ft 大 1,6 

00 旌 ifi 常 800  1^海岸出荷12«完成後は}5に«大 1,000     通常 800  Kit 加す る。 

れ ft 

ゴ 翁 

； おら 

； a お S 

な  し 

X  *®  ^  (昭和 27. 10. 1 現れ:） 


-r      HI     ER     *r  Hi, 

大分ぬ 佐 伯 市大卞 戸穴 337  S 地の 1 

お 面 被 

77.306.6  m» 

K 造 は 式 

乾  式' 

'V    ni  ir 

itl! 物 面 fil 

21.852.4  ml 

部 

名  称 

S 兮 

型  式 

大きさ （n>) 

回お 数 

能 力 （正味 1 時 fit] 当り） 

霄動 》 

IS 力 Sc 

K  明 

« 大 

安 全 

ほ K 

安全 合计 

原 
料 
部 

は 

石 9? 石 fi 

#  1.170x1.400 

725 

80.0 

64.5 

1 

64.5 

250 

粘土  S [用 

I 

#  0.610x0.810 
f  0.900  X  0.780 

#  0.838x0.674 

50 
450 
450 

40.0 
40.0 
40.0 

lo.l 
18.4 
18.4 

1 
1 
1 

lo.4 
18.4 
[8.4 

50 

1 75 

粘土 佳 石一 ftffl 
' 二次 用 
* 三次 用 

乾 

石灰石 用 

f  2.438x18.290 

1.05 

60.0 

45.0 

45.0 

75 

焚 炭 方法 

大床面 » 

傾 斜 

粘土 用 

f  2.438x18.290 

0.81 

15.0 

13.2 

li.2 

50 

3.6  m2 

4.3% 

粉 
末 
機 

次 
用 

1 

(中央 择出 型） 

f  2.400  X 14.000 
f  2.130x6.900 
f  2.130x7.315 

19.8 
20 
20 

27.0 
11.0 
12.0 

24.5 
10.6 

1 
1 

24.5 
7.1 
10.6 

1.350 
500 
500 

室 Sc 

4 

2 

ポール 量 1   3! 粉 « 

i 計— 

84.0 
32.0 
35.0 

現状 

直径 （nOEUfcSJc 

75.0 
32.0 
34.5 

"6 フ 

4.000 
4.000 

167 
193 
193 

再 粉 用 

f  2.130x7.925 

20 

23.0 

17.7 

500 

2 

37.0 

36.5 

貯 《  w 

1〜24 

鉄筋コンクリート 造 
ft 型 

165  013x24 

各 110.0 

100.0 

24 

2.400 

(抽出 装 38) チェ Z コ ン ペア 一 6 台 

坑 
成 

部 

成 
用 
石 
炭 

粗&樓 

炭 方法 

火床 面積 

« 斜 

乾 IS 機 

1 
2 

ラグん スコール ス式 

f  l.S 
§  2. 

00  X 16.500 
32x  13.720 

1.67 
1.54 

12.0 
12.0 

5.5 
5.5 

1 

30 
20 

3.6  m2 

3.6  m2 

4.3% 
4.3% 

粉末 《 

20 
20 

U.0 
11,0 

5.5 

1 

5.5 

350 
400 

室 数 

ボール g 

f  2.000x7.000 
f  2.000x7.000 

股计 

状 一 

2 

29.0 
29.0 

22,0 
22.0 

回 < ^紫 

1 

有 効 

容 fii 

直 is 

長さ 

k  'さ 

全長 

有効 長 

20.0 
20.0 

I 

19.4 
19,6 

75 

„  ^    No.  I  75 
吹 >i 風 *    No.  2    60  H* 

ffi 斜各 

526.16 
536.06 

3.150 
3.450 
3.050 
3.650 

21.340 
39.960 
31.465 
26,700 

1.600 
3,035 

62.900 
61.200 

59.970 
61.200 

19.4 
19.6 

冷却 機 

顒流 多简式 
アンダー 式 

1.350x6.600 
2.400x22.000 

1.97 

20.0 
20.0 

19.4 
19.6 

1 組 10 

19.6 

30 

I 号^に 付 K 

2 号^に 付 通 傾 斜 

ほ 塊 破碎機 

ジョー （ブレー 7) 
ジョー （ブレーク） 

0.380x0.230 
0.250x0.180 

250 
250 

13.0 
5.0 

20 
10 

貯蔵 槽 

コンクリート it 

fii 型 

床面稷 925  m2 

14,500 

14,500 

14,500 

仕 
部 

粗 1^ 機 

i  0.250x0.700 

250 

4.0 

3.5 

25 

石膏 破碎 ffl 

乾 it«  «x 

粉 
末 
ほ 

次 
用 

1 

2 

19.8 
18.0 

23.0 
21.5 

21.9 
18.5 

1 
！' 

21.9 
18.5 

1,350 
1,500 

ふ: EC 
3 

WlVT 

—現 tT 

1 

#  2.500x12.000 

78,0 
75.0 

74.0 
75.0 

再扮用 

貯我 W 

1〜40 

鉄筋つ ング リート 造 
角 型 

293  m3x40 

各 400 

各 375 

40 

15,000- 

包 
装 
部 

包 機 

1—2 
3〜4 

4     ii 式 

2,000 
2,000 

50.0 
45.0 

45.0 

2 
2 

90.0 

各 "30 
各 30 

^装 品 S  « 

鉄 波お S 

463  m2 

670 

1 

年 次 

社 

員 

X 

員 

鉱員 (狩 生） 

船 

員 

計 

常 傭 臨時 ェ 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

昭和 15 年 

75 

187 

311 

108 

85 

114 

471 

117 

16 

74 

185 

285 

99 

83 

112 

25 

467 

116 

17 

76 

190 

272 

93 

81 

109 

25 

454 

112 

18 

67 

167 

270 

93 

75 

101 

25 

437 

108 

19 

68 

170 

285 

99 

51 

69 

25 

429 

106 

20 

76 

190 

302 

104 

54 

73 

25 

457 

113 

21 

73 

182 

303 

105 

56 

75 

25 

457 

113 

22 

82 

205 

315 

109 

53 

71 

25 

475 

118 

35 

23 

80 

200 

328 

113 

48 

64 

25 

481 

119 

30 

150 

24 

66 

165 

302 

104 

43 

58 

25 

436 

108 

31 

155 

25 

52 

130 

277 

96 

40 

54 

25 

394 

98 

30 

150 

26 

56 

140 

281 

97 

38 

51 

25 

400 

99 

27 

135 

27 

64 

160 

273 

94 

38 

51 

25 

400 

99 

23 

115 

(備考） 指数 は 昭和 9〜11 年 平均 を 100 とした 


新 岸壁 は 汽船 七 千啦級 接岸 積 込 可能と なる 

現在 s 産 能力 ニニ、 三 00 瓲 

現在 敷地 面積 二三、 八 三五圩 二三 (七 七、 三 0 七 平方 米) 

責任者の 変遷 (合併 以降) 

昭和 十四 年 五月 ~ 十六 年 十二月  工場 支配人 池 澤 

同 十六 年 十二月 ~ 十八 年 十一月  工場長 峰 村 

同 十八 年 十一月 ~ 十 九 年 三月  同  坪 井 

同 十九 年 三 月 ~ 二 十二 年 八月  同  付 山 

同 二十 二 年 八月 ~ 二十 四 年 九月  同  有 馬 

同 二十 四 年 九月 ~ 二十 六 年 五月  同  打 越 

同 二十 六 年 五月 以降  同  中 野 

(備考) 昭和 十五 年 十一月、 工場 支 ffi 人 を 工場長と 改称。 


壽 

-ー I 

芳 

文 


城 

彥 

司 


員 


業 


第 九 節 佐 伯 工場 


五六 七 


第三 章 セメント 工場  五六 六 

、^和 二十 六 年 ~ 二 十七 年、 マスコ ン セメント 生産 

、 ；！：  二十 六 年 九月 回転 窯 (径三 •〇 五 〇x 三. 六 五 ox 長さ 六 二. 五 00 米) 一基 系統 を 糸 崎 工場から 移設し、 増設 工事に 着工 

、 同 二十 七 年 四月 増設 工事 完成、 月産 能力 ニニ、 三 〇o?a となる。 その 主要 設備 (増設 部の み) 左のと おり。 


、原料 部 

粘土 陸揚機 (能力 毎時 六 〇a) 尼 崎 工場から 移設  一 基 

原石 水平 引 込 起重機 (毎時 一 五 〇 瓲) (新規 購入)  一 基 

原料 粉末 機 (粗 粉 用 コンペ ッブ ミル) (径 ニニ 三 OX 長さ 六 • 七 〇〇 米) 大阪 工場から 移設  一基 

同  (径 二. 一三 〇x 長さ 七 • 三 一 五 米) 尼 崎 工場から 移設  一基 

原料 再 粉 機 (コンペ ッブ ミル) (径 ニニ 三 〇x 長さ 七. 九 二 五 米) 尼 崎 工場から 移設  一基 

選 粉 機 (径四 米) 尼 崎 工場から 移設  二 基 

、焼成 部 

石炭 乾燥機 (怪丁 八 二 〇x 長さ 一六 • 五 〇〇 米) 尼 崎 工場から 移設  一基 

石炭 粉末 機 (径ニ .OOOX 長さ 七 .〇〇〇 米) 付属 三 五 〇 馬力 電動機と 共に 尼 崎 工場から 移設  一 基 

回転 窯 (径三 •〇 五 〇x 三. 六 五 〇x 長さ 六 了 二  o〇 米) 糸 崎 工場から 移設  一基 

冷却 機 (径 二. 四 〇〇x 長さ ニニ  •〇〇〇 米) 尼 崎 工場から 移設  一基 

汽  缶 パブ コッ グ式 WIF 型 (新規 購入) (伝 熱 面積 一 、〇 二 九 平方 米 . 蒸発 量 毎時 一 八瓲)  一 基 

、仕上 部 

仕上 粉末 機 (径ニ  • 五 oox 長さ  一 二  •〇〇〇 米) 土 佐 工場 一 号 原料 粉末 機 改造 移設  一 基 

同年 五月 出荷 設備の 増設 工事に 着工。 二十 八 年 八月 完成。 大要 は 左のと おり。 


ィ、 パラ 積 船 能力、 三千 « 級 積 込み 二十 時間 以内 (毎時 二百 a)、 工場 南側に 八十 米 岸壁 新設、 並びに 港内 航路 水深 九 米に 浚渫 実施 

口、 包装 出荷 能力 毎時 八十 通 


^ 浅 野 セメント 株式会社 時代 

、 昭和 十五 年 四月 シリカ セメント 増産に 伴い、 姬島粗 面 岩 採掘 場の 拡張 並びに 工場 貯蔵庫 を 増設。 

、 同年 八月 左記 主要 機械 を 朝鮮 浅 野 セメント 株式会社 並びに 台湾 セメント 株式会社 高 雄 工場へ 移譲。 


朝 鲜浅野 セメント 社 移讓分 

回転 窯 (径三 •〇 五 〇x 長さ 五 〇•〇〇〇 米)  二 基 

冷却 機 口— タリ ー ク— ラ— (径 二. 四 三 八 X 長さ 一八. 二八 八 米)  二 基 

石炭 乾珠機 ラグ ルス コ— ルス 式 (経 二 .〇 三 二  X 長さ ニ亍七 一六 米)  一基 

汽  iH エッジ ムァ I  ( 伝 熱 面積 七 〇 六 平方 米)  二 基 

汽  機 ウェス チン グハ ウス (二、 五 〇〇K  W)  1 基 

発電機 同  (同)  一基 

台湾 セメント 社 高 雄 工場 移讓分 

原料 粉末 機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 七 ニー 二 五 米)  二 基 

石炭 粉末 機 (径丁 八 二 九 X 長さ 五 • 四 八 六 米)  一基 

仕上 粉末 機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  二 基 

仕上 再 粉 機 (径ニ  •  二 〇〇x 長さ 八 .〇〇〇 米)  一基 

ジ ャィレ —トリ ー グラッシ ャ— 八番型  一基 

、 同年 九月、 生産 計画 変更に より、 シリカ セメントの 生 {a を 中止 C 


一、 同 十八 年 九月 国家 総動員 法 施行に 伴い、 軍需 省から 当 工場 を 举げて 北海 道士 別へ 移設の 指令 を受 く。 

一、 同 十九 年 四月 士 別へ 移設の ため 狩 生 採掘 場 解体 工事に 着手、 採鉱 関係 従業員 四十 名 先発、 戦局の 悪化に より 移設 計画 中止と なる- 

原料 粉末 機 (径 二. 四 〇〇x 長さ  一 二  •〇〇〇 米) 一基 を上碟 工場へ 移設。 

一、 同 二十 二 年 十二月 ~ 二十 三年 三月、 シリカ セメント 生産。 

第 九 節 佐 伯 工場  五六 五 


第三 章 セメント 工場  ず. 7 四 

一、 二号 回転 窯 口 ー タリ ー キルン (径 三. 〇 四 八 X 長さ 五 〇.〇〇o 米)  二 基 

rj  7  .zaZ 径三. 四 五 〇： 長さ 三 八. 七 〇〇 ビ、？ つつ 一基 

同  ュナ -グス i 〈径三 二 五 〇x 長さ ニー. 三 〇〇,HZC  CCC チ  .  - a 

冷却 機 口，' タリ —グ ー ラ ー ( 怪ニ. 四 〇ox 長さ 一八. 二 九 0 米)  二 基 

冷却 機 ュ ナツ グス (径丁 三 五 〇x 長さ 六丄ハ 00 米)  一 0 本 

一、 仕上 部  . 

仕上 粉末 機 コンパ インド チュ ー ブ ミル (径 ニニ 五 〇x 長さ 七. 九 二 五 米)  二 基 

同  ユー 一 ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一四. 〇〇〇 米)  一基 

仕上 再 粉 機 ュニ ダン ミル (径 二.  二 〇〇x 長さ 八. 〇〇〇 米)  一基 

一、 動 力 部 

汽  缶 エッジ ムァ ー ( 伝 熱 面積 六 九 八 平方 米 )= 補助 汽缶  二 基 

同  パブ コック アンド ウィル コック (伝 熱 面積 一、 一 五 七 平方 米)  一基 

气  機 ウェス チン グハ ウス (二、 五 〇〇KW)  一基 

同  石 川 島 造船所 (五、 〇〇〇KW)  一基 

発電機 ウェス チン グハ ウス (二、 五 〇〇KW〕  一？ 

同  芝 浦 製作所 (五、 OOOKW)  一基 

一、 その他 

搏 詰 機 円筒 振動 機  四 基 

袋 詰 機 ベ— ッ パッカ I 四 連 式  一一 基 

工場 敷地 面積 五八、 四 五六 平方 米 

建坪 面積 二 五、 七三 三 平方 米 


仕上 再 粉 機 (径ニ  •  二 〇〇x 長さ 八 •〇〇〇 米) 付属 電動機 六 〇〇 馬力  一 基 

一、 動 力 部 

汽  击 バブコック アンド ウィル コック (伝 熱 面積 一、 一 五 七 平方 米)  一基 

汽  機 石 川 島 造船所 製 (五、 〇〇〇KW)  一基 

発電機 芝 浦 製作所 製 (右  同)  一基 

一、 その他 

袋 詰 機 ベ I ッ パッカ I 四 連 式  一 基 

、 昭和 十一 年 四月 シリカ セメント (高 珪酸質 混合 セメント) の 製造 開始。 (姬島 石英 粗 面 岩 を 使用— 十二 年 六月 以降) 

、同 十四 年 十月 ^日本 セメント 株式会社 は 浅 野 社に <5  口 併され、 き 社 佐 伯 工場と なる。 合併 当時の 主要 設備 左のと おり。 

一、 原料 部 

ジャ ィレ— トリ— グラッシ ャ ー 八^ M  一基 

原石 乾燥機 口 ー タリ— カスケ —ド型 (径 二. 四 三 八 X 長さ 一八. 二 九 〇 米)  一基 

粘土 乾燥機"  ( "  )  一基 

原料 粉末 機 コンパ インド チュ— ブ ミル (径 ニニ 五 〇x 長さ 七 • 三 一 五 米)  二 基 

同  ユー 一 ダン ミル (径 二. 四 OOX 長さ 一四. 〇〇〇 米)  一基 

原料 再 粉 機 ュニ ダン ミル (径ニ  • 四 〇〇x 長さ ニー .〇〇〇 米)  一基 

一 、焼成 部  • 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ ー ルス 式 (怪 二. 一三 二  X 長さ 二 亍七ニ 〇 米)  二 基 

石炭 粉末 機 コンパ インド チュ， -ブ ミル (径了 八 二 九 X 長さ 五. 四 九 〇 米)  一基 

同  ュニ ダン ミル (径ニ •〇〇〇>< 長さ 七 6〇〇 米)  一基 

第 九 節 佐 伯 工場  五六 三 


第三 章 セメント 工場  五六 二 

汽  击 エッジ ムァ ー ( 伝 熱 面積 六 九 八 平方 米 )= 補助 汽罐  一基 

汽  機 ウェス チン グハ ウス (二 、五 OOKW)  一基 

発電機 ウェス チン グハ ウス (二、 五 〇〇KW)  一基 

一、 その他 

櫞 詰 機 円 £E 振動 機  四 基 

. 袋 詰 機 四 連 式  一基 

、 昭和 三年 四月 以降 浅 野 社に 製品の 販売 を 委託す 

、！^ 十 年 二月 ュ ナック ス型 回転 窯 (径 三. 一 五 ox 三. 四 五 〇x 長さ 六 〇.〇〇〇 米) 一基 系統 増設。 その 主要 増設 部 左のと おり _ 

一、 原 料 部 

原料 粉末 機 (径 二. 四 〇〇x 長さ 一四 .〇〇〇 米) 付属 電動機 一、 三 五 〇 馬力  一基 

原料 再 粉 機 f 径ニ. 四 OOX 長さ ニー .0〇〇 米) 付属 電動機  一、 二 〇〇sl 力  一基 

一、 焼 成 部 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ— ルス 式 (径 二. 一三 二  X 長さ 一三. 七 二 〇 米)  一基 

石炭 粉末 機 ュ-ー ダン ミル (径ニ -0〇〇><  長さ 七 .〇oo 米)  一基 

回転 窯 ュ ナック ス式 (径 三. 一 五 〇x 三. 四 五 〇x 長さ 六 0.000 米)  一基 

付属 冷却 機 (径了 三 五 〇x 長さ 六丄ハ 〇〇 米) . +  一  〇 本 

一、 仕上 部 

仕上 粉末 機 (径 二. 四 OOX 長さ 一四. o〇〇 米) 付属 電動機 一、 三 五 0 馬力  一基 


第 九 節； 伯 工場 (大分県 佐 伯 市 大字 戸穴 三 三 七 番地) 

沿 革 

^  § 日本 セメント 株式会社 時代 

一、 大正 十四 年 W 日本 セメント 株式会社の 工場と して 大分県 南海 部 郡 八幡 村 (現在の 佐 伯 市 大字 戸穴 三 三 七 番地) に 建設され、 翌年 四月 


神 戸 製鋼所 製 回転 窯 一 一基 を も つ て 操業 開始。 創設 当時の 主要 設備 左のと おり。 

一、 原 料 部 

原石 乾燥機 口 ー タリ— カスケ— ド型祌 戸 製銷製 (径 二. 四 三 八 X 長さ 一八 三 九 〇)  一基 

粘土 乾燥機 口 —タリ— カスケ ー ド型祌 戸 製鋼 製 (径ニ  • 四 三 八 X 長さ 一八. 二 九 〇)  一基 

原料 粉末 機 コンパ インド チュ —ブ ミル (径 二. 一三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米)  二 基 

ゲ— トクラ ッシャ ー 八番型  一基 

一 、焼 成 部 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ —ルス 式 (径 二. 0 三 二  X 長さ 一三. 七 一六 米)  一基 

石炭 粉末 機 コンパ インド チュ ー ブ ミル (径丁 八 二 九 X 長さ 五. 四 八 六 米)  一基 

回転 窯 口 ー タリ— キルン 神 戸 製鋼 製 (径三 •〇 五 〇x 長さ 五 〇•〇〇〇 米)  二 基 

冷却 機 口— タリ ー グ丄フ ー ( 径ニ. 四 三 八 X 長さ 一八. 二八 八 米)  二 基 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機 コンパ インド チュ— ブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七-九 二 五 米)  ニー 基 

一、 動 力 部 

汽  击 エッジ ムァ I  ( 伝 熱 面積 七 0 六 平方 米)  一基 

第 九 節 佐 伯 工場  五六 一 


五六 〇 

:E 島 採掘 場 f 熊本県 天草 郡 今 津村大 宇 今 律 宇 前 島) 

面  積 一町 二 反 三 畝 (契約 地) 

当 採掘 場で は、 第三紀 砂岩の 風化 部 を 採掘し、 発破 孔 はっ^ 棒に よって 穿 

孔す る。 

、 大正 十四 年、 採掘？ したが、 まもなく 中止。 

、 昭和 五 年、 再 11 

、 同 十七 年、 従来の 請負 作業 を 直営 作業と し、 現在に 至る。 

、 採掘 高 は、 工場 ま 入 高と 问じ。 (五 五 七 頁 参照) 
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採掘 髙 工場 受入 高と 同じ。 (五 五 七 頁 参照) 一 
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名 


称 


様 


式 


寸法 及び 能力 


所要 馬力 


台 数 


製 作 


所 


据付 年月 


備 


考 


横？ S 一段 圧縮 

横 置 一段" 


毎分 三 四 立米 

„ "二  丁 

ガ 六 ニー  ガ 


加 地 鉄工所 

朝日 空気 製作所 


三 00 馬力 デ ィ— ゼ ルヱン ジ ン 駆動 

一 三 〇 馬力 デ ィ ー ゼ ルェン ジ ン 駆！ g 


(昭和 二十 八 年 三月 現在) 


JA 

ASD 

ガ 

TY 


六 0 馬力 焼 玉 及び 三 〇 馬力 空気圧縮機 一 一台 を 撒 ま。 

、 同 二十 八 年 一月、 二号 グロ— リホ— ルの 開鉱に 着手。 

、 採掘 法の 変遷 


第三 章 セメント 工場 

n 所に て 引受け、 現在に 至る。 


五 五八 


ハ、 连酸質 原料 

大正 十四 年、 前 島 採掘 場 を 開設した が、 まもなく 休止し、 昭和 五 年 再開し 

て 現在に 及ぶ。 この間 大正 十五 年から 昭和 四 年まで I 刈 田 軟珪石 を 使用した。 


大築島 採掘 場 (熊本県 八 代 市植柳 下町 大築 島) 

面  積 四十 一 町 三 反 三 畝 歩 (契約 地) 

一、 明治 二十 二 年、 工場 開設と 同時に 採掘 開始。 主として つき 棒で 上孔を 穿孔 

し、 下 抜 採掘 法 を 採用した。 

一、 昭和 十六 年 十月、 アセチレン ガスに よる ナッシュ 八汽筒 エンジン 三 台に て 

空気圧縮機 を 運転、 サグ岩 機に より 採掘 開始。 

一 、 同 十七 年 八月、 従来の 請負 作業 を 直営 作業に 切替える" 十月、 六 oa? 力 焼 

玉 重油 ェ ン ジン 運転 開始し、 三 〇 馬力 空気圧縮機 を 三 台に 増設。 

一、 同 二十 三年 一月、 従来の 焼 玉 エンジン に加え、 一三 0 馬力 ディ ー ゼ ルェン 

ジン 設置し、 七十 五 馬力 空気圧縮機 一台 増設して、 危険 を 伴う 下 枝 採掘 法 か 

ら 傾斜面 採掘 法に 耘換。 

一、 同 二十 四 年 三月 一号 グロ— リホ —ルの 開鉱に 着手。 

一、 同 二十 五 年 十二月、 住宅の m 燈用 として、 十六 馬力 重油 エンジン による 一 

OKWH の 発電機 始動し、 大築島 住民 初めて 電気の 恩恵に 浴す。 

一、 同 二十 六 年 八月、 一号 グロ ー リホ— ル出鉱 開始。 十月、 三 00 馬力 デ，' ー 

ゼルェ ンジ ン 及び 二 〇〇 馬力 空気圧縮機 一 台 増設し、 運転 開始、 従来 使用の 


ィ 


次 年 

石 

灰 

石 

粘土質 原料 

f 上 酸 原料 

士  息 
入 pt/ 

水 Kffl 岛 

及び 寺 島 

則  島 

昭和 3 年 

17,820 

60,572 

78,392 

4  1 

45,2/6 

1 An  11/1 
丄 "iUiJL 1"^ 

35,m 

45,717 

81,023 

不 明 

6 

42,337 

46,448 

88,785 

メ / 

50,296 

38,403 

88,699 

8 

75,153 

40,566 

115,719 

M 

9 

96,470 

34,071 

130,541 

10 

116,626 

18,135 

134,761 

24,237 

3,667 

11 

109,927 

9,512 

119,439 

22,174 

5,159 

12 

118,366 

4,279 

122,645 

21,308 

9,030 

13 

128,531 

134 

128,665 

20,865 

8,651 

14 

111,124 

111,124 

19,979 

5,563 

15 

150,127 

150,127 

24,712 

6,605 

16 

104,325 

104,325 

14,936 

6,215 

17 

86,419 

86,419 

10,940 

5,281 

18 

122,496 

122,496 

12,754 

6,811 

19 

135,423 

135,423 

15,659 

5,773 

20 

58,206 

58,206 

6,239 

2,322 

21 

65,146 

65,146 

4,968 

4,630 

22 

52,073 

52,073 

3,969 

3,268 

23 

60,069 

60,069 

4,153 

4,090 

24 

67,959 

67,959 

9,262 

3,169 

25 

111,861 

111,861 

15,913 

5,612 

26 

169,913 

169,913 

26,689 

7,594 

27 

161,228 

161,228 

20,575 

6,304 

計 

2,292,477 

392,675 

2,685,152 

279,332 

99,744 

石灰石 

、 明治 二十 二 年、 工場 開設と 问 時に 大築島 石灰 山の 採掘に 着手。 

、 大正 二 年、 小 築 島 石灰 山の 採掘に 着手。 

、 M 七 年 月、 高 島 石灰 山から 採掘、 鉱車を 馬に て 牽引、 工場に 搬入 _ 

、 同 八 年、 小 築 島 石灰 山 廃止。  フ 

0 

、 昭和 十三 年、 高 島 石灰 山 廃止" 以後 位 

大築 島の みから 供給して 現在に 及ぶ。 C 

粘土質 原料 

、 工場 開設 当時から 大正 二 年まで は、 

長崎県 南 高 来 郡大江 付近の 海底 粘土に 高 

球 磨 川 河 口 の 川 粘土 を 混合 使 W した 入 

が、 二号 回転 窯据付 以後 は もっぱら 熊 

- 受 

本 県 天草 郡 中 村龜之 迫の 山 粘土 を 使 川 

した。 大正 八 ~ 九 年に 至り、 同村 新開 料 

及び 三 把 浦の 山 粘土 を 使用した が、 ま 原 

もな く 中止。 

、 大正 十 年、 永 浦 島 粘土の 使用 開始" 

、 昭和 二十 六 年 十二月、 、水 浦 島 粘土 を 

採尽 したので 廃止。 同時に 株式会社 寺 

島 鉱業 所 設立し、 粘土 採掘 業務  一 ffl を 

第 八 節 八 代 工場 


出 

荷 

(単位 瓲） 

年  次 

普  通 

髙  炉 

雑  用 

八 

昭和 15 年 

97,894 

97,894 

16 

78,030 

78,030 

17 

68,640 

68,640 

18 

76,653 

76,653 

19 

108,278 

108,278 

20 

31,768 

31,768 

91 
ム丄 

3  3  (\<  I  , 
DJjXJOL  1 

22 

29,651 

20 

29,671 

23 

25,251 

1,468 

26,719 

24 

36,370 

669 

37,039 

25 

91,110 

91,110 

26 

136,495 

6,691 

H3,186 

27 

117,611 

2,794 

120,405 

If 

930,812 

9,485 

2,157 

942,454 

輸 送別 出荷 高  （単位 瓲） 


年 次 

汽  船 

機帆船 

货  車 

トラック その他 

合  計 

昭和 15 年 

36,727 

26,804 

30,097 

4,266 

97,894 

16 

8,092 

17,840 

49,022 

3,076 

78,030 

17 

4,946 

18,135 

39,408 

6,151 

68,640 

18 

7,218 

26,205 

37,428 

5,802 

76,653 

19 

57,876 

34,176 

16,226 

108,278 

20 

00 

0 

5,286 

31,768 

21 

1,100 

8,428 

7,043 

16,490 

33,061 

?2 

6,210 

7,909 

2,700 

12,852 

29,671 

23 

12,170 

7,906 

6,643 

26,719 

24 

1,100 

15,826 

15,850 

4,263 

37,039 

25 

11,624 

23,257 

HI" 

12,085 

91,110 

26 

27,490 

38,-473 

57,699 

19,524 

143,186 

27 

12,223 

28,221 

70,525 

9,436 

120,405 

計 

116,730 

297,010 

406,614 

122,100 

942.454 

容器 別 出荷 高  （ 単位 旌） 


年 次 

紙 

袋 

ハ  つ 

ム 

計 

昭和 23 年 

26,166 

553 

26,719 

24 

36,890 

149 

37,039 

25 

89,594 

1,516 

91,110 

26 

141,784 

1,402 

143,186 

27 

119,494 

911 

120,405 

計 

413,928 

4,531 

418,459 

第三 章 セメント 工場  五 五六 


き  *  (単位 IS) 


年 次 

普  通 

高 炉 

雑 用 

合  計 

備  考 

1 

大正 13 年 

28,479 

28,479 

8 月 以降 

14 

71,212 

71,212 

昭和 元年 

85,856 

85,856 

59,317 

59,317 

i  3 

64,809 

64,809 

！  4 

105,988 

105,988 

！  5 

65.506 

65,506 

6 

68,726 

68,726 

72,550 

72,550 

8 

91,000 

91.000 

9 

92,230 

92,230 

10 

97,270 

97,270 

11 

85,235 

85,235 

12 

103,670 

103,670 

13 

96,300 

96,300 

14 

92,158 

92,158 

10 月 当社に 合併 

1 

15 

106,193 

106,193 

16 

78,330 

78,330 

17 

66,530 

66,530 

18 

78,450 

78,450 

19 

101,000 

400 

101,400 

20 

35,250 

35,250 

01 
Zi 

36,220 

36,220 

22 

26,230 

500 

26,730 

23 

24,070 

1,102 

25,172 

24 

42,875 

1 1,055 

•43,930 

25 

88,300 

1 

88,300 

26 

134,680 

7,500 

142,180 

27 

121,170 

1,990 

123,160 

补 

2,219,604 

9,490 

3,057 

2,232,151 
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荷 ま IS  AS 及び 
能  力 


工場 E 場 能力 


季節に よる S 
»の有無そ(^ 

他 一 


3|£ ジ ブ グレ一 
ン 1 台 使用 
能力 1 時 KI13 む 


7,900  t 


«兩 期 及び 冬 期 

に は に 困 IK 


2is ジブ 7 レ— 
ン 1 台 使用 
能力 1 時 [11117 1 


2,400  I 


ト n ッコ にて 《i 送 
riUjl 時 10 


ら バー ジ エレべ 
にて 水 Hi、  »車稱 


て 貯蔵 Ejf に 


2,700  t 


水上 輪这は 梅雨期 及 

び 冬 W に は WiiX に 困 
難す る こと あり ― 


f 品 t? け 4 設 ^  i 鉄道 輪 さ （引込線 » 車 枝;） 1 曰 450^ 船お 1 日 200 55 


E たは 馬 *  50  0 


送 上に 及ぼす 食 W 肥； M お出 期に は » 車 不足の 時 あ 1： 


型  式 


三^ セ 


I 面 « 

1,203  mJ 


til  力  <：1«1時1«1さり） 


31- 


三 ■ ^つ 


iffff 量 


iS^iUE 力 


時 


消費量 


蒸 5t 圧力 


引 込 II 率 «^mJE^ 力 ItC 

m  i-p 


転 St    3,600  r.p.ra. 


» 入 « 力 


変 压 


« 力 会社 名 

九州 « 力 株式会社 

単相 変圧 «1    3,300  V〜220V 100  kVA 良 ft  i 
1/  3.300  V— 220  V     50kVA      *  ！ 


5S 約 « 力 周波数 


举 相変压 a    3,300  V"-110  V    50  kVA 貝 数. 
*  3,300  V—1 10  V   i5kVA     *  , 


動 m 


3,300  V  50H'〜500  H» 
200  V  2H、〜U5H» 


28 台 
7"J 台 


総 馬力 3R 


5,245  H* 
1,2-42  H> 


集 s 装 s 

番 兮 

型  式 

ガス K 

ガス iSi 度 

常 使 ffl« 圧 

変压 型式 1 

1 

3.400  mVmin 

1.8  m/"c 

180。C 

66.000  V 

[11 

ま 

<< 

1 

> 他の ほ ffl 


條 理工 場、 機械 （》 造 •《 造 仕上 '&盤） S^Tf'glS に 分れ 各 設備 あ I： 


採 « 1« 所 

m 入 先） 


大 leti 採 振 場 


粘土  H 原 


** 式 会社 寺 ft 
お菜 所 （傍 あ) 


it  K  2?  料 


ほ «  Jt5 


酸化鉄 原料 


^本 tV, 八 代 邯织 町 
口)！ 化学 ill 工場 


大牟田 
三 池 桑 Mft 式 会社 
ま 州 平 IDHS 和 i£ 業 


itt 合 材モの 他 


i  X 流 
お fiiE  S 型 


3,300 


力 率 


80% 


3,300 


力 率 


96% 


可 出力 


料 
供 


16,000 【 


ほ 机 船 及び Hi 船 

能 力 1 日 《(KU 


2,500  t 


機 

能力 1 


お〜 60  t お； 


約 17  ； 


引 込 ほ « ^送 


«机 船 または 引 
込 線 車輪 送 


月間 採 ffl 能力 


せ ほ 


は HB 法力 

たら ^ ブ" fti 

まかの？^! 7 

地で as  t 

掘 s« まび-び 

供 35- 及 並 


(B3 和 27. 10. 1 現在） 


所在地 


nS 事 は 八 代 市 i£ 馬 町 1885 番地 


お 地面 ほ 


60.3 17.5  mi 
31,549.8  m! 


» 造 ほ 式 


番兮 1 型 


0) 


能 力 （正味 i 時 間 当り） 


回 ^» 


全 a  R 安全 合計 


« 勤 機 

馬力 S 


(#8  ' 


用 


二次 用 


石灰石 用 


粘土 用 


焚 炭 方式 火床 面 a ほ _ « 

3.42  m2  6% 


6% 


500  H? 

室 Sc 

選 粉 機 

» 计 

現状 

直 S 

回転 ft 

500  H» 

39.0 
39.0 
39.0 

37.0 
37.0 
37.0 

#4.267 
#4.267 
#4.267 

167 
167 
170 

19 粉 用 


貯ほ ft 


1,400 


1.400 


抽出 gss 


重油 

说成 


S 式 

容量 

圧力 

—焚 13; 方式 火床 面 K 傾 斜 


f  2.-438X  18.288 


― 3.42  m2 


6% 


粉末 機 


： 1.524x6.704 
： 1.950x7.200 


270  H> 
300  H» 


» 計 現状 


お ！ K 


60.958 


3.150  29.120 
3.750  35.730 


さ K 長さ 

2.25067.100  64.100 


吹 込 風 率 120  IP 


却 機 


(ュづ 


0 


1.350x6.600 


坑塊 破碎機 


造 角 型' 


2.700  m' 


4,000 


4,000 


抽出お ffl セー 4 


碎 m 


は m 


次 
用 


再 粉 


ttT 蘇 W 


装 « 


お 装 品 S  « 


-ルぃ 


石脊 被お 用 


i_ 用 i£ 別 拔 炭 方式 大 床面積 


ン ヘプ） 

ン ベ-ノブ） 
ンぺ ップ） 

造 製 

造 平家 


m3  a 一 


&計 ' 現状 直 

40.0     38.0  #4,267 


,#4.267  210 
/4.267^  210 


3,800  m3 


i$ 式 


212  m2 


6,800 


抽出 £S 


各 25iP 


従  業  員  （工場） 


年次 

-fx 

貝 

丄 

目 

1@ 

坏 

tSfe- 

n 寸 

ム 

环 

人 員 

指 数 

人 貝 

指 数 

人 員 

指 

八 貝 

指 数 

人 員 

指 奴 

昭和 

15 年 

86 

100 

234 

" 100 

320 

100 

16 

90 

105 

268 

115 

358 

112 

17 

92 

106 

254 

109 

346 

108 

18 

93 

108 

256 

109 

349 

109 

19 

115 

134 

319 

132 

434 

136 

20 

110 

128 

369 

157 

479 

150 

21 

110 

128 

358 

153 

468 

146 

99 
t-i. 

丄 丄 ■：) 

1 3 1 
丄 *3 上 

277 

1 CQ 
丄 J プ 

435 

151 

23 

93 

108 

362 

155 

455 

142 

24 

74 

86 

333 

142 

42 

449 

140 

25 

59 

69 

296 

126 

42 

397 

124 

26 

58 

67 

289 

124 

1 

51 

399 

125 

27 

50 

58 

285 

122 

2 

63 

400 

125 

(備考） 昭和 9 年〜 U 年間の 人員 は 不明の ため、 指数 は 昭和 15 年 を 100 と した 


従^お  (採掘 場） 


社 

員 

鉱 

員 

m 

託 

時 

計 

年次 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

人 員 

指 数 

昭和 

17 年 

4 

100 

80 

100 

20 

100 

104 

100 

18 

4 

100 

75 

94 

29 

145 

108 

104 

19 

4 

100 

106 

133 

9 

45 

119 

114 

20 

4 

100 

107 

134 

10 

50 

121 

116 

21 

8 

200 

110 

138 

1 

119 

114 

22 

8 

200 

106 

133 

1 

115 

111 

23 

8 

200 

99 

124 

2 

10 

109 

105 

24 

6 

150 

89 

110 

2 

10 

97 

93 

25 

4 

100 

101 

126 

7 

35 

112 

108 

26 

4 

100 

110 

138 

17 

85 

131 

126 

27 

125 

88 

110 

18 

90 

111 

106 

(備考） 指数 は 昭和 17 年 を 100 とした。 


第三 章 セ メ 


ェ 場 


五 五 二 


幅 (南北) 十九 米、 長さ (東西) 七十 八 米、 軒 高さ 十九 •  二 米、 周 壁 高さ 七 米 

ス トレ I ジの 上部に 天井 走行 クレ I ン (スパン 十八 米、 リフト 十二 米、 グラブ パケット 容量 三 立方 米) を 設置。 

原 燃料 総合 置 場の 建設と 同時に、 粘土 破砕 室 • 粘土 輪 送 廊下 • 並びに 貨車お ろし 石炭 受入 設備 を 新設 

現在 工場 月産 能力 一一、 八 00 通。 

現在 工場 敷地 面積 一八、 二八 一 坪 0  二  (六 〇、 三 二 七 平方 米) 

責任者の 変遷 (当社の 径 営に 属してから) 


昭和 三年 ~ 十四 年 

同 十四 年 十月 ~ 十六 年 十 一 月 

同 十六 年 十二月 ~ 十九 年 八月 

同 十九 年 八月 ~ 二十 三年 十月 

同 二十 三年 十月） 十四 年 三月 

同 二十 四 年 三月 ~ 二 十六 年 三月 

同 二十 六 年 三月 以降 現せ 


工場長 

同 

问 

同 


久 

矢 


辺 

澤 


珍 

孫 

IJHn 


部 


久 

操 
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第三 章 セメント 工場  五 五 〇 

発電機 三相交流 回転 磁極 型 (五、 〇〇〇KVA 力 率 八 〇％)  一基 

一、 その他 

榉 詰 機 振動 盤 付  二 組 八 口 

袋 詰 機 ベ —ッ パッカ I 四 管 式  一基 

工場 敷地 面積  七 一 、四 六 九 平方 米 

建物 面積  二三、 〇 八 九 平方 米 

^ 浅 野 セメント 株式会社 時代 

、 昭和 十五 年 十月、 電気 製銷 設備 を 香 春 工場へ 移設。 

、 同 十六 年 四月、 回転 窯 二 基 (径 二. 二八 六 X 長さ 三 八.  一 o〇 米) を 満州 特殊 鉄鋼 株式会社 及び 日本 高 le- セメント 株式会社へ 一 基 (径 二. 

四 三 八 X 長さ 三 八. 一 〇〇 米) 譲渡 撤ま。 

、 同 二十 年 一月、 香 春製銷 所から、 力— パ イド 焼成 用 電気炉 一基 移設 完了。 

、 同年 四月 二十 六日、 アメリカ 空軍の 爆撃に より、 原石 破碎室 周囲 及び 原料 置 場 付近に 被爆、 二十 余 名の 死傷者 を 出す。 戦災の ため 九月 

二十 二日まで 垸成 作業 休止。 

、 同年 十 一 月、 石灰石 粗碎室 • 石炭、 粘土、 珪石 貯蔵 車 • 電気 設備 • 起重機 . コ ン ベア— 及び 7 ラ ッ シ ャ ー 等 機械 設備の 戦災 復旧 工事 完成。 

、 同 二十 二 年 三月、 従来 近隣の 三 楽 酒造 株式会社 八 代 工場まで 敷設され ていた 鉄道 引込線 を 当 工場まで 延長し、 八 代 駅との 鉄道 連絡なる。 

、 同 二十 三年 八月、 混合 セメント 製造 設備 新設。 九月 製造 中止。 

、 昭和 二十 五 年 五月、 ベ— ッ袋詰 機 (四 管 式) 一基 増設。 

、 同 二十 六 年 五月、 混合 セメント 用 浪合材 置 場 を 石 奢 置 場に 改造 使用。 

、 同年 七月、 高炉 セメントの 製造 開始。 (二十 七 年 七月 中止) 

、 同 二十 七 年 三月、 石灰石 乾燥機 (口 —タリ ー、 径ニ. 一  三 四 X 長さ 一 八. 二八 八 米) 一 基、 尼 崎 工場から 移設。 

、 同年 六月、 原 燃料の 貯蔵と 輪 送 設備の 整備 を 図る ため、 原 燃料 総合 置 場 新設。 その 設備 能力 は 左のと おり。 


昭和 十四 年 十月、 当社に 合併され、 当社 八 代 工場と なる。 合併 当時の 主要 設備 左のと おり。 


、原料 部 

粘土 乾燥機 口— タリ —ド ライヤ， I  ( 径了八 二 九 X 長さ 一八. 二  A 八 米)  一基 

同  ぶ  (径 二. 四 三 八 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一基 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  三 基 

、垸成 部 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ— ルス 式 (径子 四 三 八 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一基 

石炭 粉末 機 チュ ー ブ ミル  (径丁 五 二 四 X 長さ 六 • 七 〇 六 米)  一基 

同  ュニ ダン ミル  (径丁 九 五 〇x 長さ 七. 二 〇〇 米)  一基 

回転 窯 (径 二.  二八 六 X 長さ 三 八.  一 00 米)  二 基 

同  (径 子 四 三 八 X 長さ 三 八 二 〇〇 米)  二 基 

同  (径三 二 五 OX 長さ 六 四 二 〇〇 米)  一基 

冷却 機 口  I タリ ー ク， -ラ— (径丁 八 五 四 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一基 

同  ぶ  (径丁 五 二 四 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一基 

同  タ  (径了 四 五 四 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一基 

同  ュ ナック スク， I ラ ー (径 二三 五 〇x 長さ 六. 六 00 米)  十一 本 

、仕上 部 

仕上 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 二. 一三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  コ 一基 

、動力 部 

汽  缶 三菱 セ クシ ョナル 水管 式 (伝 熱 面積  一、 二 五 〇 平方 米)  一基 

汽  機 三菱 ッ エリ， "インパルス 式タ— ビン 最大 四、 五 〇〇KW  一基 

第 八 節 八 代 工場  五 四 九 


五 四 八 


五. 二 四 〇 米) 

石炭 粉末 機 


回 


転 窯 


仕上 部 

仕上 粉末 機 


^上 選 粉 機 

^ プ き 

汽  耀 

汽  機 


一 基 

チュ ー ブ ミル (怪了 五 二 四 X 長さ 六-七 〇 六 米) 

二 基 

回転 円筒 式 (径ニ  • 一 一八 六 X 長さ 三 八 • 一  〇〇 米) 

二 基 

" (径 二. 四 三 八 X 長さ 三 八 二  00 米) 

二 基 

コ ンぺ ッブ ミル (径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米) 

二 基 

(四 三 六 七 米) 二 基 


コル 二 ッシュ (径 一. 四 七三 X 長さ 五. 九 六 九 米) 

横 置 単 筒 式 (径 〇•  二 〇 三 X 長さ 〇. 四 〇 六 米) 

、昭和 八 年 九月、 ュ ナツ グス型 回転 窯 (径 三. 一 五 ox 三. 七 五 OX 長さ 六 

^  . 一  〇〇 米) 一 系統 並びに 原料 粉末 機. 仕上 粉末 機 (径 二. 一三 四 X 長さ 

七 • 九 二 五 米) 各 一 基 を 増設。 

、 同 十一 年 十一月、 廃熱 利用 自家発電 設備 完成、 工場 内 動力の 自給 成る。 

、 ； M 十三 年 一 月、 電 炉 (日産 一 五 通) 一 基 を 新設、 副業と して 余剰 電力 を 

利用して スチ ー ル インゴ ッ ドの 製造 を 開始。 

1 、 同 十四 年 六月、 電気 製鋼 作業 中止。 


j 治 38 年 ごろの 八 代 工場 


Wmi  •」 

お 


ほ. 


(第 99 図） 5メ 


Jr. 隱 


(第 100 図） 明治 41 年 8 月据 付けの 八 代 工場 回転 窯 

(長さ 125  5^、 当時の わが国 最長 最大の もの） 


第一 二 章 セメント 工場  五 四 六 

第 八 節 八 代 工場 (熊本県ん 代 市 建 町  一、 AA 五番 地) 

沿 革 

^  ■ 日本 セメン 卜 株式会社 時代 

一、 明治 二十 二 年、 g 日本 セメント 株式会社 工場と して 熊本県 八 代 郡 八 代 村 宇 建 馬に 新設され、 翌年 十月、 九州に おける 最初の セメント エー 

場と して 湿式 法に より 操業 開始。 g 窯 十六 基 (工場 東側 九、 西側 七) 別に 大竪窯 四 ~ 五 基。  一 

一 、 同 四十 一 年 八月、 当時に おける わが国 最長 最大の 回転 窯 (径七 . 五 X 長さ  一 二 五 &!=径 二. 二八 六 X 長さ 三 八. 一 〇〇 米) 一 基をァ メリー 

力 人 技師 ォス チンの 指導に よって 新設 ——— 一 時間 四、 五瓲 焼成。 

一、 大正 二 年、 回転 窯 (径 七. 五 X 長さ 一 二 五 SO 一基 を 増設、 三年 五月から 運転 開始。  一 

一 、 同 五 年 十月、 工場 rt 動力 を 全部 蒸気から 電力に 改める。  一 

一 、 同 八 年、 火力発電所 を 設置、 約 一年間 運転した が、 効率 不良の ため 売却。 

一、 同年 二月、 回転 窯 (径八 X 長さ  一二 五 呎=径 二. 四 三 八 X 長さ 三 八 二  00 米) 二 基 を 増設。 

一、 昭和 三年 四月 以降、 当社に おいて 製品の 委託販売 を 行う。 同時に 工場 全般に わたる 改造 工事に 着手。 

一、 同 四 年 十二月、 仕上 粉末 機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米) 二 基 増設 

一、 同 五 年 三月、 工場. C 諸 設備の 改造 工事 竣工。 その 当時に おける 主要 設備 左のと おり。 

一、 原料 部 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 二. 一三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  二 基 

原料 選 粉 機  (四 三 六 七 米)  二 基 
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採掘 高 工場 受入 高と ほぼ 同じ。 (五 四 0 頁 参照) 

第 七 節 香 春 工場  五 四 五 


、 採掘 高 は 工場 受入 高と ほぼ 同じ (五 四 〇 頁 参照) 

矢 山 採掘 場 (福岡県 田 川 郡 採 銅 所 村) 

面  積 二 町 三 反 九 畝 三 歩 (社 有 地) 

当 採掘 場 では 古生代の 珪岩を 採掘す る。 

、 大正 七、 八 年、 増 田 某珪石 及び 石灰石 を 目的と して 採掘 開始。 

、 昭和 十三 年 五月、 第 十七 銀行 及び 木 島 牛藏ら から 土地 買収、 傾斜面 採掘 法 (下向 掘) にて 採掘 開始。 

、 同 二十 四 年 十一月、 專用 動力 線 敷設 工事 完了。 空気圧縮機 を 設置、 従来の 手ぐ り 穿孔 を 機械 穿孔に 改める。 

、設備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


、設備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


五 四 四 

昜山占 +1 採掘 場 (• 福岡県 田 川 郡 勾金 村 高 野」 

面  積 一 〇 町 六 R 一  畝 二 九 歩 (社 有 地) 

当 粘土 山 は、 第三紀の 頁岩 及び 砂 質 頁岩から なり、 山が 低く 岩 質が の- 

手 掘 及び 手 掘 穿孔に よる 採掘 法 を 採用す る。 

一 、 昭和 十 年 八月、 採掘 開始。 

一 、 同 二十 三年 十 一 月、 湯 山 粘土 採掘 場 ~ 工場 間の 専用 動力 線 敷設 工事 完成。 

一、 同 二十 五 年 四月、 十 年 八月 操業 開始 以来 採掘して きた 上段 丁 場 (五十 四." 

準 丁 場) を採尽 したので、 新たに 下段 丁 場 (四十 六 米 準 丁 場) へ 移行 L ト 

ン ネル 法 を 採用。 下段 丁 場から 上段 丁 場への 籠 は、 ウィンチ 捲 揭機 を 使用 

した。 

一、 同 二十 八 年、 エンドレス 捲 機の 設置 工事中。 (昭和 二十 八 年 七月 工事 完ぉ、 

一 、 採掘 法の 変遷 


採掘       高 （単位 ffi) 


年次 

一号 グ o  — 

リ ホール 

三 号 グロ  — 
リ ホール 

その他 

口'  Bl* 

摘  要 

昭和 

10 年 

1 リ" 

143,505 

143,505 

11 

286,741 

286,741 

12 

345,803 

345,803 

13 

275,821 

275,821 

14 

289,436 

289,436 

15 

292,838 

292,836 

16 

308,438 

308,438 

17 

259,791 

259,793 

18 

234,035 

234,035 

19 

20 
21 

2,591 
7,029 
17,726 

170 
157 

176,499 
81,761 
45,124 

179,090 
88,960 
63,007 

1 号 グロ一 リは 
19^6 月 W 降 
3 号 グロ一 リは 
20:^12  B  4> の i 

ム ム/" J  >3~  V ノ^ 

22 

41,153 

1,111 

71,720 

113,984 

23 

43,290 

11,702 

42,044 

97,036 

24 

36,447 

19,291 

35,071 

90,809 

25 

76,595 

61,592 

57,297 

195,484 

26 

128,868 

101,103 

45,246 

275,217 

27 

121,126 

118,374 

77,581 

317,081 

計 

474,825 

313,500 

3,068,75lj3,857,076 
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設 備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 


第三 章 セメント 工場  五 四 二 

、 昭和 二十 六 年 八月、 上 丁 場 廃止。 

、 冋 年 十一月、 二 lij グロ— リホ— ル さく 工事 着工。 (昭和 二十 八 年 四月 後ェ) 

、 同 二十 七 年 十月、 空気圧縮機 室 を 従来の 標高 一七 〇 米の 位置から 二百 米の 位置に 移転し、 二百 馬力 空気圧縮機 一基 増設。 

、 同年 十一月、 五 号 グロ— リホ I ル開 さく 工事 着工。 (昭和 二十 八 年 九月 末 竣工) 

、 採掘 法の 変遷 


1 香 春 工場 


原料 受入高 （単位 旌） 


石灰石 

粘土質 原料 

连酸質 原料 

年 次 

香 春 

湯  山 

矢 山 

昭和 10 年 

131,264 

31,546 

11 

286,741 

58,019 

12 

345,803 

66,058 

13 

275,821 

54,860 

6,653 

14 

289,436 

47,544 

18,840 

15 

292,842 

36,650 

11,164 

16 

308,446 

29,419 

16,254 

17 

259,797 

26,969 

17,717 

18 

234,041 

19,533 

15,095 

19 

179,094 

19,391 

10,096 

20 

88,965 

10,024 

6,463 

21 

63,007 

5,654 

5,641 

22 

113,984 

11,941 

9,388 

23 

97,036 

8,262 

10,617 

24 

92,809 

8,679 

10,825 

25 

195,484 

18,542 

16,968 

26 

275,226 

28,556 

21,614 

27 

317,081 

27,203 

27,122 

計 

3,846,877- 

508,845 

204,457 

昭 13 和 年まで 

備 考 

は 珪砂を 含む 

第三 章 セメント 工場  五 四 〇 

原 料 

ィ、 石 灰 石 

昭和 十 年 工場 開設 以降 現在まで 香 春 採掘 場から 採 

« して 現在に 及ぶ。 

口、 粘土質 原料 

工場 開設 以来、 湯 山 粘土 採掘 場から 採掘して 現在に 

及ぶ。 

ハ、 珪酸質 原料 

工場 開設 当初 は 湯 山 粘土 山の 珪砂 (花崗 質 砂岩 J を 使 

川した が、 昭和 十三 年から 矢 山 建 石山 を 採掘し、 不足 分 

は 小 倉 市 大字 小 森 黒 崎 窯業 社 等から 買鉱、 現在に 及ぶ。 

香 春 採掘 場 (福岡県 田 川 郡 香 春 町) 

面  積 八 町 六 反 六 畝 〇 八 歩 (社 有 地) 八 町 二 反 八 畝 一 一 歩 (契約 地 ；} 

一 、 昭和 十 年 八月、 香 春  一 ノ 岳の 中腹 (標高 二 〇〇 米) に開鉱 し、 傾斜面 採掘 法に より 採掘 開始。 

一 、 同 十五 年 四月、 一 部に 重力 積 を 採用した 下 丁 場 (標高 一 九 〇 米) を 開鉱。 

一 、 同 十六 年 三月、 下 丁 場 運搬 用 エンドレス 捲 を 設置。 

一 、 同 十七 年 六月、 山元に 露天 貯鉱槽 (ストック パイル) を 設置。 

一、 同 十八 年 十二月、 一号 グ nl リホ —ル開 さく 工事 着工。 翌年 五月 玻ェ。 

一、 同 十九 年 十月、 三 号 グロ— リホ— ル開 さく 工事 着工。 翌年 十二月 竣工。 

一 、 同 二十 五 年 五月、 下 丁 場 廃止。 
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1,5 


五三 八 


02§ . 


(a*)  5さ10せ7;;-チ_.丈ゃ1 


(S お) 5 さ lsl.:8  jl,5>£ 一一- s 


入霍カ 


二相 交流 
(芝 浦 製作所） 


伝 熱 面 ほ 


9,000  KW 


力 （1 1 時 問^ り） 


i5S 免 量 aE3t 圧力 


10.000  kVA 


力 


力 率 


力 会社 


常  時 


蒸 ftS 菜？ I 圧力 


^5 て 圧力 a  m 


3,300  1.200 


力 率 


約 « 力 


力 抹式会 


2.850  KW 


直結 吸引 S 傘 各 300  H? 

1  S  ftUS は 1 兮!? 5 

2  S  a [は 2 


GD お Be 


»  Bt  50 
22 可 HI 力 8,000  KW 


周 被 & 


単相 変圧 機 


3,300—220—110     80  ft  3.780  kVA 


変 圧 


66,000^220 
三相 変圧 ffl  3,300〜220 


rtK 入 m    22，0 ひ 0〜3.300 


I 台 X750  kVA  =  3.U00kVA 
1 ^1  X  500  lcVA=  1,500  kVA 


» 台 xl5kVA  =  75kVA 


動 ほ 


A.C  3,500  50 台 14.435  H* 
A  C      200 186 台 2,346  H* 


D.C 125  V  Mfr 


総計 260 16,849  H? 


番 

号 

型  式 

ガス 速 fS 

ガス fi 度 

常時 使 圧 

変圧 型式 

集 S 装 ほ 

コ ッ ト レル式 

6,400  mVmin  | 

2.0  m/sec 

200'C 

40,000 

liii! 

ひ 

1  1 

I 他の 投 CBi 


條 Pit n 埸、 faW  f» 造 •《 造 •！!!《• 仕上 «3t' 木工に 分れ， 各 》新 を 待つ （他にェ《«内に《ス11!*«^^ 工作 {« 械の aflIiS"lf す 
る あり） 


項 ず、 


採擴 場所 

(は 入 先） 


flHH 採 « 能力 


採 M 場 または 
供給地から ェ 
*8 までの S 賺 

並びに 輪 )5 方 


状 荷る IJtffi 及び 


灰 石 


番 あは 《  «i 


30,000 1 


250  t/h 


200  i/h 


粘土  原料 


^e山粘土採»場 


索  道 

40  t/h 


50  t/h 


珪 《  IT 


矢 山 珪石採 »1« 


2,500  t 


化お EC 料 


神 岡 鉱業 


奢 


会 》 鉱業 会社 
« ガラス 

山 工場 


汽船 及び 鉄 iS 


iffi 合 村 その他 


炭 I 靈油 


九州 炭 100% 


鉄  道 


12  T 天井 7 1 


2 台 共通 使 用 


ェ igat— 場 力 
季節に よる 影 


1 1,000  t 


栴雨朋 に は？^ 干 
採掘に 困雜 


2,500  t 


1,600  t 


1,200  t 


3,700  t 


主と して»13«*；^  (袋及びパラ） 能力 1 曰最大 i,2oot  m:  ■ 


TP'S または 

_h に 及ぼす 
季節のお S 


工場  表  （e 和 27. 10. 1 現在） 


福 iii  ，田 川 9« 春 >r  si2#% 

ft 地面 ft 
建圩面 》 

120^98.7  roi 
42.905.7  ml 

» 造棵式 

S  式 

名  » 

番号 ' S 

式 

大 き 

回転 & 

m 力 （正味 
最大 安全 

1 時 M 

^  *)) 

安全 
合 If 

憲》欉 

馬力お 

R  明 

ほ 

部 

碎 
欞 

石灰石 s 

粘土 ほ 用 

マー S 

#0.800x0.750 
f  0.912x0.605 

60 
578 

65 
50 

40 

1 
1 

■40 
40 

30 
50 

粘土 用 

挂石用 （モーター は 石 奢ズキ 7 キ ミ 
ルと 兼用） 

乾 
機 

石灰石 用 

粘土 用 

粉 
末 
機 

次 
用 

1〜3 

(ュ- ダン;） 

#  2.400x14.000 

19.7 

各 30 

23 

69 

1.200 

室 £[ 

1  »計 

現 状 

各 3  1  72 

45 

再 » 用 

4 

f  2.400x14.000 

19.7 

90 

69 

1 

69 

1,200 

3  1  72 

45 

貯蔵 持 

1〜9 
10〜13 

(鉄 

筋 コンクリート:） 

670  ml 
150  m3 

各 450 
各 100 

400 
85 

9 

3^40 

(抽出 装 スラ リーボ ンブ 80H> 
3 募. 60H% 100  H> 各 1 基 
コ ンプレ 7 サ一 I50H»_3 基 

块 
成 

块 
成 
用 
石 

粗 機 

乾燥 様 

1〜2 

スコール ス式 

f 1.830x18.000 

各 10 

8 

16 

20 

焚 « 

方 法 '火床 面積 傾 » 

醮 井式メ 

力 二 ひ), 2.0  1    4.0  96 

粉末 （9 

1~2 

f  2.000  X  7.000 

21.7 

各 10 

8 

16 

350 

室 8    B 计 現状！ 

2  1      27         24  1 

1〜4 

各 186  ml 

OO デ <  X ク） 

各 22 

16 

64 

3 

1〜2 兮は 1 兮 3〜4 号 は 2 兮 35 
バキュ ニム ポンプ 150  tP    3 基 
コン ブレ, サ一 150  H» 1 基 

回お SE 

1〜2 

有 a 

S   ti; 長 さ li—"; 

全長 

有) a 
長さ 

69.400 

各 2J 

22 

44 

100 

吹 込 4 車 

ほ 科 

No.  1      60  tP 
No.  2 100  IP 

766.52 

3750  74.500 

7"00 

冷却 機 

顺 法 

多 《 式 

f 1.500  x  6.600 

各 23 

22 

IffilO 本 

付属 

ほ 塊 破 a 

1 

2 

(ブレー？） 

f  0.380  x  0.610 
#0.250x0.500 

193 
243 

各 20 

30 

30 
20 

1 兮 30H> は 1 兮 菜 用 
2 兮 20  IP は 2 兮 ま用 

7 リート 造 

8.000  m' 

17,000 

13,200 

13,200 

(抽出 KS)  7 レーン 

仕 

&    & 機 

― ル 9 

(ス 年- ノキ: ） 

f  0.310x0.920 

280 

•40 

20 

1 

20 

50 

石膏お » 用 

モー ヌ 一は 珪石 7 ラノ シ ヤーと 蒼 用 

轮 機 

粉 
末 
n 

次 
用 

1〜3 

#  2.400x14.000 

19.7 

各 20 

18.5 

3 

55.5 

1^00 

室 S 

« さ 用 トランス 
150 H?     1 基 

S 計 

現 R 

各 5 

72 

70 

再 » 用 

貯蔵 摩 

1〜6  1 円 筋コ ンク リート 逸 

7-S  ： 角 srtB コ 7  7 リート 造 

1.600 
450  m3 

各 2.500；  6 
&    750!  2 

16,500 

(抽出 装 エキス ビー ナー 

都 

包装 n 

1〜3 

4    » 式 

各 40 

120 

30 

IE  £  a  « 

鉄 % 

900  m2 

1.000 

1.000 

お         *         g  (工場) 


年 次 

社 

員 

ェ 

員 

嘱 

託 

計 

常 傅 

臨時 ェ 

備  考 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

昭和 15 年 

91 

163 

301 

151 

6 

150 

15^ 

15 

30 

製鋼 関係 人員 を 含まない 

16 

105 

.188 

325 

163 

125 

167 

26 

52 

戦時中の 徴用 ェ について 

17 

110 

196 

312 

156 

3 

75 

163 

37 

74 

は 終戦 時 約 120 名 嫁 動し 

ていた ほか 不明。 

18 

136 

243 

322 

161 

75 

461 

177 

70 

指数 は 当 工場 操業が 昭和 

19 

156 

279 

340 

170 

， 

75 

4qq 

192 

72 
は 

144 

10 年 6 月なる ため、 昭和 

20 

157 

280 

320 

160 

75 

480 

185 

85 

170 

10 年、 11 年の 平均 人員 を 

21 

152 

271 

330 

165 

75 

485 

187 

27 

54 

100 とした。 

22 

130 

232 

337 

169 

3 

75 

470 

181 

26 

52 

23 

122 

218 

353 

177 

50 

477 

183 

22 

44 

24 

98 

175 

307 

154 

50 

407 

157 

40 

80 

25 

65 

116 

304 

152 

2 

50 

371 

143 

31 

62 

26 

65 

116 

312 

156 

50 

379 

146 

31 

62 

27 

68 

121 

315 

158 

75 

386 

148 

24 

48 

従  業  貴  （採掘 場） 


年 次 

社 

員 

鉱 

員 

計 

常慵 臨時 ェ 

備  考 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

昭和 15 年 

6 

200 

172 

239 

178 

237 

66 

62 

指数 は 当 工場 操業が 昭和 10 

16 

6 

200 

142 

197 

148 

197 

64 

60 

年 6 月なる ため、 昭和 10， 

11 年の 平均 を 100 と した。 

17 

9 

300 

136 

189 

145 

193 

112 

106 

18 

9 

300 

143 

199 

152 

203 

69 

65 

19 

9 

300 

112 

156 

121 

161 

95 

90 

20 

9 

300 

86 

119 

95 

127 

38 

36 

21 

8 

267 

148 

206 

156 

208 

26 

25 

22 

8 

267 

131 

182 

139 

185 

33 

31 

23 

8 

267 

HI 

196 

149 

199 

0 

0 

24 

233 

141 

196 

148 

197 

16 

15 

25 

233 

143 

199 

150 

200 

10 

9 

26 

233 

148 

206 

155 

207 

10 

9 

27 

233 

145 

201 

152 

203 

S 七 節 番春 工場  五三 五 


第づ 一章 セメン ト了， 

一、 現 I 地面 積 S 、六 0  二 坪  一二  (一二 〇、 九九 八. 七 平方 米) 

一 、 責任者の 変遷  工場 支配人 

昭和 十 年  同 

同 十一 年. I 十三 年  同 

同 十四 年 ~ 二十 一年 五 3  工場長 

同 二十 一年 六月 丄 一十一 一一 年 七月  同 

同 二十 一一 一年 八月 ~  二十 四 年 十 3  同 

同 二十 四 年 十一月 丄ー 十六 年 六月  同 

同一 一十 六 年 七月 以降 ~ 現在  ■ . , な.^。 

(備考) 昭和 十 5 十一月、 工場 裏 入 を 工場長と？ 


武 

德 

一一 一 

奥 

打 越 


田 

松 


忠 

吉 郞 

峰 吉 

智 行 

正 一 

五 蔵 

衞 門 


四 


石 蕾 粉砕 機 スネ ツキ ミル (径 〇 丄 ニー  OX 長さ 0. 九 二 〇 米)  一基 

袋 詰 機 ベ— ッ パッカ— (四 口 型)  四 基 

、動力 部 

廃熱 汽击 パブ コッグ ウイルコックス 型 (伝 熱 面積 一、 四 六 〇 平方 米)  二 基 

汽  機 横 置 式 インパルス タ ー ビン (八、 〇〇〇KW)  一基 


一 、 同 十 年 十二月、 試運転 終了後に おける 工場 生産 能力 は 月産 二八、 一 八 〇a と 査定され る。 

当 工場 は 湿式 焼成 法 を 採用、 並ロ 通 セメントの ほか、 ベロ セメント を も 製造。 

一、 同年 十一月、 マスコ ン セメントの 製造 11 始、 十三 年まで 八 八、 五 九 四 通を宫 崎 県 塚 原 ダム 工事 用と して 出荷。 

ごう や  i し， —い 

一、 同 十一 年 五月、 夏吉 予備 粘土 山 用地、 並びに 岩屋 予備 石灰石 山 用地、 後藤 寺 予備 粘土 山 用地の 買収 完了。 ，耩 予備 粘土 山 用地 を 明治 鉱 

業 株式会社と 賃貸借契約 締結。 

一 、 同 十三 年 一月、 余剰^ 力 を 活用す るた め、 » 塊の 製造 を 計画、 電気炉 を 設置して 製造 開始。 

一 、 同年 六月、 矢 山珪石 採掘 場 用地の 買収 を 完了。 

一 、 同 十四 年 一 月、 銷塊 に加え、 转銷 品の 製造 を も 開始。 

一 、 同 十五 年 四月、 祷鋼 工場 は 設立 以来、 工務 課 内の 一 部門と して 存在して いたが、 新たに 電気 製銷 課と して 発足。 

一 、 同 十六 年 八月、 八 代 工場から 電気 製鋼 機械 設備 を 移設。 

一 、 同 十八 年 十月、 電気 製 銷課を 香 春 製鋼所と して 分離 独立。 

一、 同 二十 二 年 七月、 香 春 製鋼所 を 当 工場に 統合、 香 春 工場 製鋼 部と なる。 

一、 同 二十 四 年 九月、 製鋼 部 は 香 春 製鋼所と して 独立。 

一、 同 二十 六 年 五月、 セメント パラ 積 設備 増設 工事 着工。 八月、 完成。 九月から パラ 輸送 (香 春 工場— 門 司 工場 倉庫) 開始。 能力 一 日 輸送 

量 十五 瓲車、 十五 両、 計 ニニ 五瓲 

一 、 現在 月産 能力 二 五、 〇〇o 瓲 

第 七 節 香 春 工場  五三 三 


第三 章 セメント 工場 


五三 二 


第 七 節 香 春 工場 (福岡県 田 川 郡 香 春 町， 八 ニー 番地) 


沿 


革 


昭和 八 年 一 月下 甸、 新 ェ謹設 予定 地と して、 福岡県に 一一 一力 所の 候補地 を變 した。 しかし、 その後 更に I 町 f. の 香 春  一 ノ 岳の 石 

灰 石を 調査した I、 同町 を もって 最適と する こと 方針 i 更、 かたがた 地元 香 春 町 S 心な H 場 震の 靈も あって、 1X1 

設 fl-s 同町 付近と いう ことに 最後の 決定 を 見./ ち 

、 同年 七月、 香 春 石灰石 山. 湯 山 粘土 山 及び SISf  ST 地元との 間に 多少 8 余 曲折 はまぬ かれなかった。 

同年 十二月、 香 春 町 町長 並びに 同町 出身 代議士 等の 幹旋 もあって、 香 春 石灰石 山. 湯 山 粘土 山の 買収 を 終了。 

、 问九年 一月、 香 春 町に 工場 建設 事務所 を 開設。 三月、 工場 敷地の 買収 完了。 

、 同 十 年 五月、 工場 建設工事 完了。 

、 同年 六月 二十 六 曰、 回薩 (二 基) 疆を 開始し、 新 工場 を 「香 春 工場」 と 命名。 創設 当時の 豪 機械 霧 左のと おり。 


原料 部 

原料 粉末 機 

焼成 部 

回転 窯 

冷却 機 

石炭 乾燥機 

石炭 粉末 機 

仕上 部 

仕上 粉末 機 


ュニ ダン ミル (径 二. 四 OOX 長さ 一四 .〇〇〇 米) 

(径 三. 七 五 〇x 長さ 七  一 • 五 〇〇 米) 

ュ ナツ グスグ I ラ— (径ー . 五 OOX 長さ 六丄ハ 〇〇 米) 

ラグ ルス コ， I ルス 式 (径ー 人 三 〇x 長さ 一 八. 〇〇〇 米) 

ュニ ダン ミル (径ニ .〇〇〇x 長さ 七. 〇〇o 米) 

ュニ ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一四 .〇〇〇 米) 


四 基 

二 基 

各 基 一 〇 本 

二 基 

二 基 

三 基 


き 

門 

司 
ェ 
場 


'ん 


五 


年 次 

採掘 高 

昭和 2 年 

77,265 

3 

61,538 

4 

73,320 

51,819 

6 

60,305 

56,185 

8 

51,577 

9 

57,474 

10 

42,381 

11 

40,137 

12 

28.060 

13 

15,243 

14 

14,038 

15 

13,728 

16 

11,322 

17 

10,049 

18 

11,342 

19 

8,407 

20 

8,182 

21 

5,462 

22 

15,807 

23 

9,025 

24 

11,560 

25 

21,263 

26 

31,424 

27 

26,760 

計 

813,673 

掘 


i 


ト 傾 
斜 
面 
採 
掘 
法 法 


ネ 


昭 昭 
和 和 

七 • 

六 ェ 
現 ^ 

在 六 


上 上 
向 向 
掘 插 

八 

手 
積 


備 


考 


サ 

名 

ク 

岩 

機 

称 

1 D 

様 

ガ S 

1 八 

ド 〇 

リ ― 

ル 才 

式 

容 

量 

四 

分 

1 

タ 

ノ 

力 1 

ム 

数 

中 

製 

山 

ェ 

作 

業 

所 

所 

据 

付 

年 

月 

NT 


、"V5' き- もお 


は） }|| 


採 


、 同 十四 年 六月、 従来の 請負 採掘 を 直営に 切替える。 

、 同 二十 六 年 二月、 従来の 手ぐ り 穿孔 をォ —ガ— ドリルに 切替える。 

、 同 二十 七 年 六月、 トンネル 法 を 採用。 

、 採掘 法の 変遷 


i 


概要 


(昭和 二十 八 年 三月 現在) 


貯 M  S  ^. 


一一、 000 瓲 


大正 一 四 年 


採 掘 


高 


(単位 S) 


年 次 ま 

采掘高 （瓲） 

大正 7 年 

12,150 

8 

35,747 

9  1 

35,680 

10 

90,085 

11 

104,964 

12 

154,635 

13 

184,158 

14 

98,425  1 

in  TT  ^ 

HQ  T"  ノし "1 ' 

259,003  j 

281,154 

\  \ 

261,883 

4  j 

279,551 

250,945 

6 1 

211,197 

256,247 

1  8 

307,953 

9 

297,359 

10 

246,391 

11 

185,353 

12 

j 199,782 

13 

114,681 

14 

94,321 

15 

91,976 

16 

121,002 

17 

119,382 

18 

116,500 

19 

丄プ 

'  86,600 

20 

'  62,400 

21 

1  15,323 

22 

36,050 

23 

29,600 

24 

31,340 

25 

60,010 

26 

84,090 

27 

76,252 

第三 章 セメント 工場 

設備 概要 


(昭和 二十 八： 


名 


称 


一次 グラッシ ャ 1 

二次 グラッ シャ， I 

空気圧縮機 

サ 7 岩 機 

貯鉱 w 


様 


式 


寸法 及び 能力 


ン グ 


七 六 0  X 一、 五 二 〇 粍 二 五〇 

ヒ. 五番 型 九 0 


横 塑ニ段 圧縮 I 毎 分 二 〇 立 来 

-〃 ニ五ガ 


神 戸 鋼 所昭ニ 〇• 

ガ  ガ 

大ー 0  二 


(八 


ffi 市 本 城 宇大 浦 及び 若松 市 浅 川 宇龍ノ な〕 


. 折 尾 採掘 場 

面 積 二十 四 町 八 K 五 畝 一歩 

当 粘土 山で は 第三紀の 頁岩 及び 砂岩 を 採掘す る。 

一 、 大正 十四 年 九月、 土地 買収。 

一 、 同年、 引込線 (折 i から 一 、五 8 米) 及び 貯鉱槽 工事 竣工。 

一、 昭和 二 年 二月、 採掘 11 始。 


9 

8 

2 


に 第 94  m)    Hp' お I  i> ^年 ごろの 呼野 採掘 場 


グト傾 下 

採 

1 ン斜抜 

II  面 

ホォ、 採 採 

掘 

ノしル 掘 掘 

法 法 法 法 

法 

昭 昭昭大 
和 和 和 正 
ニニ  二 七 
五 四 二ら 

一一ん Z 
〇 一 公昭 

Z  Z 丄和 

採 

用 

期 

現 ：5 予三 
在 三 九 七 

間 

下 上上 

向 

向 向 掘 

備 

掘掘チ 
積 

リ 

考 

五 二 九 


一 、 同 十六 年 四月、 採掘権 全 区域、 七十 町 八 反 六 畝 歩 を 買収。 

一 、 同 十八 年、 増産 計画の ため、 標高 一 六 0 米に 増設 工事 着手 (現在の 破碎設 

備)。 二十 年 五月、 续ェ。 

一、 同 二十 四 年 十一月、 一部に トンネル 法 を 採用。 

一、 同 二十 五 年 七月、 一 一 〇〇 馬力 空気圧縮機 一 基 を 現 位置に 増設。 

一、 同年 十月、 グロ— リホ— ル 殘ェ、 自走 式に て 運搬。 

一、 同 二十 七 年 三月、 全面的に グロ ー リホ ー ル 法に 切替え、 今日に 至る。 

一、 採掘 法の 変遷 


〔第 93 図） 呼 野 j も 掘 場 


五 二八 

呼野 採掘 場 (福岡県 小 倉 市大宇 呼野) 

面 積 七十 三 町 八 K 十九 歩 (社 有 地) 

、 大正 六 年 一月、 呼野 石灰石 山の 採掘権 並びに 金. 銀. 銅の 鉱業 権 を 獲得。 

、 同 七 年 四月、 出鉱 開始。 標高 一 六 〇 米 レベルに て 手ぐ り 穿孔に よる 採掘 を 

始め、 イング ラインに よって 鉱車を 捲き おろし、 手押しに て 呼野 駅に 運浓し 

空車 は 馬 を 利用して いた。 

、 同 九 年、 專用 側線 敷設。 

、 同 十 年 十一月、 二 〇〇 馬力 空気圧縮機、 七番半 型ジャ ィレ— トリ ー クラ ッ 

シ ャ ー を 設置。 

、同 十一 年、 三、 五 o〇 瓲 鉄筋 コ ングリ —ト 貯鉱槽 完成し 

、 同 十二 年、 七番半 型ジャ ィレ— トリ ー クラ ッシャ ー を 更に 一基 増設 (貯鉱 

槽 南西)。 

、 同 十三 年、 標高 ニー  〇 米 を開鉱 し、 インク ライン を 二 段と して 捲き おろす- 

、 昭和 二 年、 ニー  〇 米 丁 場 廃止。 

、 同 四 年、 冷 合 池 上部 (下 丁 場) を 開鉱、 採掘 開始。 

、 同 八 年、 貯鉱槽 南西の 第二 ジャ ィレ ー トリ —グラッシ ャ— を 第一 ジャ ィレ 

—トリ— クラ プ シャ— の 側に 移設。 

、 同 九 年、 下 丁 場に 大崩壞 おこる。 

、 同 十四 年、 下 丁 場の 北半に 中段 丁 場 を 開設、 イング ラインに より 捲き おろ 

し 運搬。 


—珪酸 質 原料 受入高 


年次 

3U) 田 
(旌） 

昭和 

21 年 
22 

1,005 
2,687 

23 

1,510 

24 

4,050 

25 

4,828 

26 

9,843 

27 

13,752 

計 

37,675 

(備考） 

昭和 21 年 以前 
は 不明。 


口、 粘土質 原料 

現在の 粘土 山 は 折 尾 採掘 場で、 工場 開設 以降 粘土 山の 変遷 は 左のと おり。 

、 明治 二十 七 年 ~ 大正 九 年 九月、 舞子 方面 (神 戸市 西 垂水町 及び 舞子 町) の 粘土 を 使用、 創業 当時 は 浅 野 回漕 部 神 戸 駐在 眞酒井 吉兵衛 に 

石炭の 戾 船で 輪 送 させた。 

、 同 四十 五 年 ~ 大正 十三 年 五月、 守 江 粘土 を 使用。 

、 同 四十 五 年 ~ 大正 十五 年 六月、 熊 野 粘土 を 使用。 

、 大正 四 年、 広島県 沼 隈郡藤 江村 郷 頭から 購入 使用。 

、 同 五 年 十二月 ~ 十五 年 五月、 都 志 粘土 を 使用。 

、 同 九 年 ~ 昭和 二 年、 備後 粘土 を 使用。 

、 同 十 年 一月 ~ 昭和 二 年 二月、 姬島 粘土 を 使用。 

、 同 十 一 年 九 HT から 門 司 工場 敷地 rt 及び 門 司 市 楠 町並び に 小 森 江 社宅 敷地. C の 真砂 土 を 使用した が、 昭和 二 年 折 尾 採掘 場 開始と 共に 廃止。 

、 昭和 二 年 二月、 折 尾 採掘 場の 採掘 を 開始、 現在に 及ぶ。 

ハ、 珪酸質 原料 

、 大正 三年 八月、 a 酸 質 原料 を 初めて 門 司 市 今 律の 渡邊 量から 購入、 次いで 

同所 松 田 角 次郞、 門 司市恒 見の 局 半 次郞、 莉田町 九州 軟 a 石 及び 同町 江 淵 友 

市、 門 司 市 喜 多 久の天 川爲吉 から 購入 使用。 

、 昭和 十二 年、 今津 採掘 場 開設。 

、 同 十七 年、 今津 採掘 場 鎖、 以後 は 主として 小 倉 市 小 森の 挂石を 購入。 

、 同 二十 五 年 四 S 以降、 ^刈 田 町 三 原作 平から 購入、 現在に 及ぶ。 


第 六 節 門 司 工場  五二七 


耐火煉瓦 生産高 （単位 述、 


- -、、 口 n  Qil 

- -- m 

年 VfT    \  1 

<K  、、1 

ト 1 

嫩石 

煉: c 

昭和 14 年 

1/0 

1  15 

JLjO フス 

39 

1  16 

L^Li-M  1 

1/ 

18 

つ S フス 

19 

1,661 

20 

1,008 

21 

798 

22 

974 

23 

1,926 

1  24 

1.550 

1 

2S 

1,834 

26 

1,588 

27 

849 

計 

21,169 

1  63 

耐火煉瓦 出荷 高 〔卓 位瓲） 


\  U 口 另 ijl シ ャモッ ト 

年 あ、 i 煉 瓦 

蠟石 ' 

煉: s: 

昭和 14 年 

38 

！ 15 

1,471 

11 

16 

2,163 

51 

17 

2,454 

18 

2,544 

19 

1,544 

20 

857 

21 

1,225 

22 

942 

23 

1,700 

24 

1,555 

25 

1,915 

26 

1 1,442 

27 

944 

計 

20,794 

62 

五 二 六 

第三 章 セメント 工場 

(蹄考 ■) 容器 別 出荷 高  ，、 nJtJIJ? 1 tp-tz-rrr- 也. ナ 5;Ty£: 手； li? めに よ 

-]' >  ^-1  、  ？ 1、 £41.- .t- まで ま 降 1 率き で、 その後 外地 向け ぼ 荷の 1 部. 3 ひ t ビ： „v,.s-,^:tif 

■ylai けがお ws. 高 明細よ-不明 であるか 倉 業 力ら 大正^., ヰ まて t 护- ネ，^ -  0 

る.； ^^；、 更に 昭和 四 年 ごろから 紙袋の 使用 を 開始し、 十一 年から S を 廃丄、 mi II 


原 料 

ィ、 石 灰 石 

現在 石灰石 供給地 は、 呼野 及び 莉 田の 二 力 所で、 工場 開設 以降の 変遷 は 左のと おり。 

、 明治 二十 七 年、 創業 当時 恒見 (門 司 市恒見 及び^ 志) の 石灰石 を 使用し、 S 和 四 年まで 継続。 

、 同 三十 三年、 青 浜 石灰 山の 採掘 を 始めた が、 まもなく 採尽。 

、 ：s- 三十 六 年、 恒見 石灰 山 を 買収、 会社 直営と する •」 

、 大正 五 年、 i 刈 S 採掘 場 開設。 

、 司 六 年 一月、 呼野 石灰 山 その他の 採掘権 を 獲得、 翌年 四月、 呼野 採掘 場 を 開設 

、 同 六 年 ~ 十二 年、 呼野 sr ひ 山口県 大 si、 伊佐地 方から 生石灰 を 購入。 

、 3. & 三年 三月、 面 見 採掘 場 を 廃^した が、 翌年 九月まで 问地 貯蔵の 石灰石 を 使用 

、 同 二十 七 年 四月、 is 採 霸を廃 t、 新たに 設立した 舊 鉱業 株式会社から 石灰石の 供給 臭け る 


出荷  高  （単位 旌） 


\.裡 別 

年 次、 

vA.  、、 

普 通 

シ リ 力 

髙 炉 

雑 用 

1=)  nl 

昭和 15 年 

i  uo,/uu 

1 /T 
it) 

丄プ uu 

1 1 s  000 

1 7 
丄 / 

Q  2  Af\r\ 

11 斗 200 

1 S 

12  300 

98  500 

3^900 

114,700 

1 n 

ly 

4^  2C\(\ 
TO,  jUU 

2  900 

93  3Q0 

-in 
ZU 

3  300 

2^700 

39^600 

21 

24,900 

24,900 

22 

46,300 

600 

400 

47,300 

-1 2 
Z  J 

2 100 

3  5(){) 

44  900 

24 

58,100 

2,700 

60,800 

25 

104,500 

104,500 

26 

140,800 

2,000 

142,800 

27 

160,900 

160,900 

計 

954,900 

2,700 

234,200 

16,100 

1,207,900 

輸 送 別 出荷 ISI  (単位 瓲） 


年 次 

汽 

船 

機帆船 

貨 車 

その他 

ム 

包 装 

パ ラ 積 

昭和 21 年 

11,133 

9,291 

2,178 

2,298 

24,900 

22 

37,511 

3,793 

3,725 

2,271 

47, 遍 

23 

11,429 

15,708 

11,676 

6,087 

H900 

24 

29,264 

17,535 

12,641 

1,360 

60,800 

25 

34,100 

43,525 

6,515 

15,530 

4,830 

104,500 

26 

33,557 

12,028 

13,990 

9,882 

142,800 

27 

31,789 

92,690 

7,373 

20,856 

8,192 

160,900 

計 

188,783 

209,558 

72,243 

80,596 

34,920 

586,100 

第 六 節 


司 


ェ 場 


五 二 五 


生産高 


(単位 述） 


年 次 


明治 27 年 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 

大正 元年 
2 

4 
5 
6 

8 

9 
10 
11 
12 
13 
14 

昭和 元年 


4 

6 

8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 


計 


(備考) 


9,937,016 


2,743      234,217        16,064  10,190,040 


(1) 明治 27 年 以降一 潜 400 ボン ド 入り。 （2) 明治 34 年 以降 同 3S0 ボン ド 入り: 
(3) 昭和 2 年 9 》1 以降 同 1701^ 入り。 （または 一 袋 50 妊 入り） 
(4； 昭和 6 年 7 月 以降 瓧 建に 改め、 一 袋 50 覎 入り。 


A  si- 
Ft  HI 

1,065 
3,418 
4,762 
4,988 
5,318 
5,839 
10,543 
17,190 
20,909 
24,941 
29,483 
25,635 
29,951 
36,234 
43,295 
60,329 
75,567 
99,054 
125,603 
140,878 
124,066 
130,029 
148,565 
145,638 
154,524 
208,576 
195,411 
206,733 
224,755 
386,067 
321,003 
335,830 
483,662 
516,849 
534,176 
549,371 
459,438 
401,510 
456,622 
484,526 
480,454 
398,939 
280,296 
297,261 
176,356 
116,523 
136,921 
118,041 
114,197 
119,053 
95,565 
43,800 
20,506 
45,848 
46,996 
61,397 
104,970 
143,114 
157,450 


備 


考 


浅 野 工場 時代 （；〜 30 年） 


合資会社 時代 (〜大正 元年） 


株式会社 時代 


第三 章 セメン 


ェ 場 


五 二 四 


3  4  5  3  6  8  8 

戸  7  3  5  7  7  9  0 

力  2  71  7  7  91  5— 1— 

髙 


, 7  r 

0  9  0  2  4  -. 

3  13  0  4 


0  3 

0  4 


0 

2 


M  一  616813490483539  ^-6507626  3  2  71356n"364773122539655882774040171 5 

i  I  04793851 9' 946922350680056554  70086813456  549223  9-1241275838914 

11222  7-  234679  T.^Ji?-34'4509028238134505889897i0981432l_ 'I T  5  o  4  5 

11111112122333455544444322111  111 

普 


能 力 （1 基 1 時 問 当り） 


三 3?セ7 シ 3 ナル 伝 熱 面積 

水管 式  1,087.7  r 


31 発 量 S 気压カ S  « 


最 3551 圧力 S 度 


兮 S 吸 込 S 車電 》!« 175  H* 


は 入 « 力 


変圧 機 


力 会 


九 州 


力 ft 式 会 


« 容 

2,000  KW 


突 約 

2,000  ¥ 


met 


車 相 3,300  V〜220  \ 


220  V~65.000V 10 


人 300  V〜110 

|» 入 « 力 fl) はな 


kVA 以下 37 台 


500  H? 以下 £r 総 力 ft    11,680  H» 


号 

s  式 

ガス 速度 

ガス fi  S 

常 使用 雲 圧 

£ 圧 型式 

コ -, ト レル式 

5,000  mVmin 

2.0  m,'"c 

90'C 

62,000  V 

ひ 

i 

«理 ェ塌 （《!«，  «»)  atf 1.471 m» 工場 內 一 ttBjqiFfl の 各 有す 

W 火 《 寬ェ 《    M 坪 650m2      80 お «   50ja:K&  I  5    ffl 業と して ttl ^工場 l,',J けの み K 造 


11  B 料 


折 尾 粘土 探 》« 


1»  H 原 


Si  M 


福两 W 京都 IllUli 田 
町 

三 原作 平 


ift 合お その他 


'中国 石膏 会； 
B^wllKI* 所， 大 ま 《^ 業 所 1"' き liiSW: 

B  g 化学 会社 


1 採 相場 または I 呼野 26 杆、 iij 田 2S 
供絵处 から ェ 軒 

«4 ま での 距 «  ttiS は によ 

及び Wis 方法 る 

並びに 能力— 一日 能力 各 600  )^ 


^    %  i-tff  M  27杆 «         MOff  ！  Si    tt  40~800 杆 

fiiii^ は 国 ttxa によ は ほ 帆お によ 輪 は ほ 帆 によ I  ffiii^ は 汽船， w 帆 

る  る  る  I  IS による 

—曰 能力 300g  — Bfil 力 100 ほ I 


S 離 30 軒 

は による 

affi 力 300旌|— 曰 能力 300 旌 I  —B 能力 200fi 


九州 炭 

100% 


工場 a 場 能力 


季節に よる 影 

S の 有無 その 


8,000 【 


1,000 【 


1,000  t 


3,000  t 


雨期， 冬期に は 相当 困難 

をき たす こ と あり 


三 3? セ 


水 ほ 式 


伝！ fil 面 


Si 

68.8 


51^2 荡 51 圧力： is.  Iff  ？ S»2  力 i  S  re 


2 兮 ffi 


三 


S 三相！ 


13 

320'C 

5.7 

13 

320'C 

A 

力 率 

力 率 

970 

90 

3,300 

873 

90% 

问 tea 


fsi 波お 
22 可 出力 


季節の^ g 


状 荷 satifi 及び 

： 能力 


セム 車 か ら a 場に 

卸し、 下部 ベル コ 
ン によ り 工場 内に 
輪 さ 

m 力 100 tzh 


■ 荷 ま S»« 石 石に 

同 じ 

i 能力 30  [；' h 


水 tli げェ 43 場に 

rti 力 30 い I 


製品 出 ajHH 

及 ひ fis 力 


袋 お » 率、 機帆船、 本船 （2,000~10，0000 すべて ベーツから 輪 さ JR 大 能力 l,800  i/d 

パラ fS コ ンブレ 'サー （200H>  二 募）、 キニ オン ボン ブ （200tP  二  S)5 "用い. JS 城 九に バラ S す。 能力 2  メ  OOt/d (キ 二 オン ボン プ一 募) 
その他 香春ェ*からセム*にてバラ«1；3のセメ ン トの5入出荷を^1ぅ。 能カーカ月 7,000t 


S に ^ 

as 石 t 

ま じ^ 

巧 石 同 ー 


工場  表  (I3fn  27.  10.  I  mft) 


工場 所在 * 

n 司 大字 鬥司三 〇〇•* 

ft 地面 50,578,1  ml 

»造 ほ 式 

乾  式 

は 《B 面 «    1                  35.7-*5.4  m» 

番号 

S  式 

大きさ 

能 ' 
最 大 
80 

Ij  (正。 J 
安 全 

fe 1 時 nn 

£t お 

さ')） 議 

'お 全 馬力 8t 
合 Ih 

m 

櫬 

5 厌石用 

ム ジャンボ 一：） 

f 1.188x0.890 

580 

40 

40 

270 

粘土  S 用 

^0.610x0.813 

70 

33 

15 

15 

他 機 共 

通 30 

'、ン マ 一 

f  0.850x0.700 

480 

15 

15 

他 機 共 

通 75 

ft 
櫬 

石 8^ 石 用 

0      _     ,      y  _ 

^  2.-438xl8.2«8 

1.3 

40 

36 

36 

焚 炭 方法 
傾お 上 込 

火床 面 IS ほ 科 

4.2        I  5% 

粘土  99 用 

D      - タ" 一 

f  2.438x  18.288 

0.9 

a 

8 

傾 《 上 込 

4.2 

396 

r~«r 

ft 
末 
機 

用 

再 t» 用 

\ 

コンビ キーン， ン 
(コンペ 7 ブ:） 

f  2,13-(x7.315 

20.9 

12 

10.5 

31.5 

各 500 

室 Sc 

ポール： 1  m  fi 

_P 叶 

現 状 g 

twmj  mmsi 

2 

各 38 

各 38 

4.267 

190 

f  2.134x7.315 

20.9 

50 

35 

35 

500 

38 

35 

貯蔵 ff 

1〜12 

コン 7 リー ト造 円型 

2,890  m' 

2.300 

2,000 

12 

2,000 

ft 

成 
用 
石 

乾 機 

I 

カンマ 一式 

f 1.560x18.000 

5.7 

， 

■4.5 

3 

13.5 

各 20 

焚 K 方法 1 火床 面 Bf 

傾 斜 

V レーム 1 mi 

0 

末 

f  1.950x11.000 

19.9 

10 

8.5 

8.5 

350 

室な 

&  ft- 

現 状 ； 

40 

33.5 

^  1 機 

f  1.778x5.486 

24.3 

..5 

i.5 

1 

3.5 

250 

2 

18 

16 

回 
% 

1 

0>) 

ま容 

S さ 

fi さ 

全 長 

有 jesft 

12.7 

1 

12.7 

100 

吹 込 風車 

*S 斜 

400.79 

3.048 

29.489 
27.050 

4.420 

60.959 

60.959 

75 

(D) 

425.21' 

j  3.200 

29.489 
29.482 

1.988 

60.959 

60.959 

15 

13.5 
い 

13.5 

100 

75  IP 

4% 

1 

！ 

冷却 》 

1 

アンダー 式 i     #  2.438x18.288 

15 

28 

各 30 

貯 S 庫 

»  » コ ンク リート 

8,670  mJ 

13,000 

lO.OOC 

1 

10.000 

仕 

at 

粗 ゆ 》 

f  0.216x0.990 

210 

40 

15 

1 

:ii  75 

石膏お » 用 

K      t«  A 

f 1.524x18.288 

27 

1 

2.7 

20 

用途 別： 焚 炭 方法 

IS 科 

本库 用， 脚珐川 109-AS 

3.0m= 

2 

f 1.854x  18.288 

2.1 

2.6 

,1  " 

15 

*f お 用 

» 法 "1 109A-S 

lOra: 

粉末 機 

2 

1^16 

#2.134x7.315 

20.9 

13.0 

9.5 

38 

各 500 

室 8t 

卞： 一ん 量：； 8 粉 m 

»  H"  ！ 現状 直 f?rm)i 回 
各 38 各 38 各_^ つら-: 170 

»?      « 槽 

木  造 

2,420  ml 

3,000 

2,800 

1 

2,800! 

1~  6 

鉄筋コンクリート 

8.350  ms 

11,700,  11,000 

11.000 

包! 包 袋 » 

2 

ベ 一 ッ 1     4     a 式 

45]  40 

2!  80 

&  30' 

従業員  Oilj- 田 採掘 場） 


年 次 

社 

員 

鉱 

員 

時 

八 

計 

摘  要 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

昭和 15 年 

16 

― 

100 

100 

8 
8 

100 
100 

22 
^0 

丄 00 

lib 

33 
41 

100 
iz4 

戦時中 徴用 ェが いたが、 記録 
がない ので 不明 

1/ 

一 

100 

8 

100 

l:> 

114 

3b 

109 

18 

100 

丄 0 

lz5 

10 

^5 

z3 

/0 

19 
20 
21 

67 
100 
67 

13 
10 
12 

163 
125 
150 

15 
13 
14 

45 
39 
42 

臨時 ェ 関係 は 請負 制と して 運 
搬 を 行つ た 

22 

67 

16 

200 

18 

55 

23 

2 

67 

17 

213 

23 

24 

73 

24 

2 

67 

21 

238 

14 

26 

79 

25 

3 

100 

21 

238 

12 

36 

109 

26 
27 

100 
167 

21 
20 

238 
250 

24 

29 

109 
133 

48 
54 

145 
164 

4 月 田 鉱業 株式会社と して 
独立 

(備考） 昭和 15 年 以前 は 不明の ため、 指数 は 昭和 15 年 を 100 とした。 


従. 禾貴  （折 尾 採掘 場） 


年 次 

社 

員 

鉱 

員 

時 

合 

計 

摘  要 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

昭和 15 年 

6 

iOO 

6 

100 

16 

4 

67 

, 4 

67 

17 

4 

67 

4 

67 

18 

4 

67 

4 

67 

請負 制に よる 

19 

4 

67 

4 

67 

20 

4 

67 

4 

67 

21 

4 

67 

14 

18 

300 

22 

116 

116 

. 23 

10 

167 

10 

167 

24 

10 

167 

10 

167 

25 

10 

167 

10 

167 

26 

11 

183 

13 

216 

27 

11 

183 

14 

233 

(崎 考） 昭和 9~11 年の 人員 不明の ため、 指数 は 昭和 15 年 を 100 とした。 


^門 司 工場 


五 二 一 


従  業  員 • （ 工場） 


\ 区 
年 \ 分 

次、, 

社 

員 

ェ 

員 

臨時 

徴用 

計 

'摘  要 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

人員 

人員 

指数 

昭和 11 年 

95 

100 

435 

100 

530 

100 

12 

93 

98 

404 

93 

497 

94 

13 

98 

103 

355 

82 

453 

85 

99 

104 

335 

77 

434 

82 

15 

100 

105 

362 

83 

462 

87 

16 

99 

104 

376 

86 

475 

90 

17 

105 

111 

370 

85 

475 

90 

18 

99 

104 

340 

78 

439 

83 

19 

104 

109 

273 

62 

― 

(377) 

377 

71 

在籍 従業員が 徴用と なる 

20 

96 

101 

248 

57 

(344) 

344 

65 

21 

97 

102 

292 

67 

389 

73 

22 

104 

109 

355 

82 

459 

87 

23 

96 

101 

406 

93 

58 

560 

106 

24 

77 

81 

370 

85 

51 

498 

94 

25 

64 

67 

342 

79 

34 

4-40 

83 

26 

64 

67 

333 

77 

35 

432 

82 

27 

69 

72 

336 

77 

32 

437 

82 

従  末  g  (呼野 採掘 場） 


年 次 

社 

員 

鉱 

員 

時 

徴 

用 

ム 

計 

摘  要 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

人員 

指数 

昭和 12 年 

1 こ の 

119 

100 

20 

100 

139 

100 

13 

間不 

80 

67 

16 

80 

96 

69 

14 

J 明 

49 

41 

31 

155 

80 

57 

15 

4 

100 

46 

39 

42 

210 

92 

66 

16 

4 

100 

55 

46 

37 

185 

41 

137 

99 

昭和 16.  3. 徴用 ェ 50 名 採用 

17 

75 

57 

47 

24 

120 

33 

117 

84 

18 

75 

40 

33 

16 

80 

51 

110 

78 

昭和 18, 10. 徴用 ェ 91 名 採用 

19 

175 

40 

33 

13 

65 

69 

129 

92 

昭和 19. 12. 徴用 ェ 45 名 採用 

20 

8 

200 

47 

39 

35 

78 

140 

100 

21 

6 

150 

52 

43 

10 

60 

43 

22 

175 

56 

46 

10 

65 

46 

23 

6 

150 

60 

50 

2 

10 

68 

48 

24 

125 

61 

51 

10 

68 

48 

25 

125 

59 

49 

14 

70 

78 

55 

26 

4 

100 

58 

49 

14 

70 

76 

54 

27 

75 

56 

46 

14 

70 

73 

52 

(備考） 指数 は、 社員 昭和 15 年、 鉱員 昭和 12 年 を 100 とした。 


:— セメント 工場  五 二  0 


^ 三 年 

同 四 年 

同 五 年 ~ 六 年 

同 六 年 ~ 八 年 

同 八 年 ~ 十 一年 

同 十 一 年 ~ 十 三年 

同 十三 年-, (十六 年 

同 十六 年 ~ 十九 年 

同 十九 年， <  二十 二 年 

同 二十 二 年 ~ 二 十四 年 

同 二十 四 年 ~ 以降 

S  二十 九 年 五月 I 


工場長 

工場 支配人 

同 

同 

工場長 

同 

同 


土 

武 


力 

淺 


土 谷 師家 人 


谷 師家 

川 政 

ノ瀨 亮ー 


ん. 

田 ， 


い J- 

芳 

五 


人 

山 匕 

基 

彥 

三 


(備考) 一、 昭和 四 年 五月 支店 制 を « し、 工場 制き 採用。 

一、 同 五 年 七月 支店 制 を 復活し、 販売 事務き 工場から 分離。 


昭和 六 年 七月 工場長 を 工場 支配人と 改称。 

同 十五 年 十一月、 工場 支配人 を 工場長と 改称。 一 


第 六 節 門！ 5- 工場 


a 1 九 


、同 十九 年 二月、 雑用 セメント 製造 開始"  ..-i。 

、 同年 八月、 大阪 工場から 仕上 粉末 機 (径 一 マ  一 gxf 七. 一一 一 一 五 米) 一 基を移設 

、 同 二十 二 年 五月、 回転 窯 集塵 装置の 改良 工事 実施。 

、 司 ニヤ £ 年 三月、 原料 粉末 機 一基 増設。  ー,„。 

、 i トパ iif 新設し、 011111^^,. を I、  3。 ， 

、 八 g  (二 四. 一一 一八 七 米) 回 霞 五 基 (明治 四十 一年 一一 一基、 明治 四十 Is 付) を 撤去 f 

、 同一 一十 六 年 二月、 !..^^^!1§1 

、同年 九月、 香 春 工場 製品の パラ 受 設備の 新設 及びれ t も レネ- i-tl く 13 ナ 7 レ、 一一 一、 000 キロ、 四、 000 キ ロタ ー ビ 

、 同 二十 七 年 十二月、 六 0 サイ ダル、 五、 08 キ ロタ 1 ビン 霊 機 一基 霞し、 五 ◦ サイ グル 一一 一 〇〇〇キ 

ン 発電機 を 廃止。 

一 五、 五 o〇 通。 

一 二 九九 评八 七。 (五 〇、 五 七 八. 一平 方 米) 


、 現在 月産 能力 

一 、 現在 敷地 面積 

I  、 責任者の 変遷 


大 正 

问 

同 


二 年、 

六 年、 

< 年- 


、五 年 

- 七 年 

, ^十 年 


十 年 ~ 十 三年 

十四 年~ 十五 年 


支店長 

同 


辻  可 省 

宫川 總三郞 

綠 川政藏 


工場長 


同 


田 中 藤 作 


中 川 


博 


八 六瓲) に 増大。 

、 十三 年 一 月、 廃 熟 利用 装 S 完成、 工場 内 動力の 一 部 を 自給。 

、 问 年末、 外地.. ：！： け 一部分 並びに 地 向け 出荷に 手詰めに よる 麻袋の 使用 開始。 

、 昭和 四 年、 紙袋の 使用 開始。 (当時の 紙袋 使用量 は 麻袋と 相半ばし ていた) 

、 同 五 年 四月、 紙袋が 主力と なった ため、 これに 伴い 製 博の 直営 を 廃止、 設備 を 桐 原 某に 貸 年して 製造 させた。 

、 ！！： 九 年 十月、 仕上 粉末 室に 電気 集塵 装置 を 設置" 

、 同 十一 年、 搏詰 出荷 完全 廃止。 

、 同年 四月、 原石 乾燥機 一基 を 束 亜 セメント 株式会社 尼 崎 工場へ 讓渡。 

、 ：！： 十四 年 九月、 副業 を 企図して、 耐火煉瓦 工場 を 建設し、 製造 を 開始。 

、 R 年 十二月、 八 〇 呎 回転 窯 を 休止し、 生 灰 式 焼成 法 廃止。 卨炉 セメント 造 開始-。 

、 1： 十五 年 五月、 二百 呎 回転 窯 二 基 系統 を 大同 详灰 股份 有限 公司 錦 州. 丄 場へ 移設の ため 撒 去" 主要 讓渡 機械 左のと おり。 

原料 乾 * 機 一号 (径千 四 三 八 X 長さ 一 八丄 一八 八 米) 

同  三 号 (  *  ) 

原料 粉末 機 四 号 (径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米) 

同  二号 (  "  ) 

石炭 粉末 機 二号 ュ 二 ダン ミル (径ー • 九 五 OX 長さ 一 一 .〇o〇 米) 

回転 窯 二号 (径 二. 七 四 三 X 長さ 六 〇. 九 六 〇 米) 

同  四 号 (径三 •〇 四 八 X 長さ 六 〇. 九 六 〇 米) 

仕上 粉末 機  一 ロザ コンペ ッブ ミル 径 (ニニ 三 四 X 長さ 七 • 三 一 五 米) 

七号ュ 二 ダン ミル (径ニ  •  二 〇〇x 長さ  一 一一. o〇〇 米) 

、 同 十六 年 五月、 大同 製 銅 株式会社と 捉携 し、 海綿 鉄の 製造 を 開始 (十七 年 九月、 海綿 鉄の 製造 廃止)。 

第 六 節 門 司 工場  W 一七 


第三 章 セメント 工場  五一 六 

電動機  六 基 

一 、 合資会社 時代 当 工場 責任者 

技術 閲係 工場 監督 (後 支店長) 辻  可 省 

事務 関係 支店 次長  小川 增次郞 

^ 株式会社 時代 

一、 株式会社 改組 当時に おける 当 工場の 年産 高 は、 七 二八、 〇〇〇 搏 (約 一二 

五、 四 七 八 通) であった。 

一、 大正 五 年 七月、 二百 呎の 回お 窯 (径九 X 長さ 二 〇〇^=径 二. 七 四 五 X 長 

さ 六 〇• 九 六 〇 米」 一基 新設、 原石 焼成 法 を 採用し、 旧来の 八 〇SJ  (二 四 • 三 

八 四 来) 回転 窯に よる 生 灰 焼成 法と 併用。 新 回転 窯 は、 当時の 業界に おける 

最大の ものであった" 新 回転 窯の 増設と 同時に、 コンペ ッブ ミル (径六 X 長 

さ ニニ  W  = 径ー . 八 二 九 X 長さ 六. 七 一 〇 米). プ レリ ミネ— タ ー (怪八 X 長 

さ六呎 = 径ニ. 四 三 八 X 長さ 一 . 八 二 九 米). 粘土 乾燥機. 原料 粉末 機ハ —ド 

ミル 等 各 一 基 を 新 増設、 原料 部 能力の 増加 を 図る。 

(  一 、 M 六、 七 年 ごろの 当 工場の 年産 高 は、 約 九十 万 «  (約 一 五 五、 一 二 四 通) に 

達す。 

一、 ！ 1! 十 年 九月、 回転 窯 (径九 X 長さ 二  0〇呎= 径 二-七 四 五 X 長さ 六 〇• 九 六 

〇 米) 一 基 増設。 

一、 同 十一 年 秋、 回転 窯 (径九 X 長さ 二 〇〇呎) 二 基 増設。 回転 窯の 増設に 伴 

い、 石灰石、 粘土、 石炭 各 乾燥機の 増設、 出荷 設備、 河 田. 呼野両 石灰石 山の 設備 改善 工事 等 実施。 

一、 同 九 年から 十一 年に 至る 第二次 増設 工事の 完成に よって、 十二 年度に おける 当 工場の 年 生産高 は、 二、  二 四 〇、〇〇〇 搏 (約 三 八 六、 〇 


場 

司 

の 

正 

図 

2 

9 

第 


(第 91  a  J 明 iff  32 年 ご ろ 


、原料 部 

原料 粉末 機チ ュ —ブ ミ ル 

フレット ミル 

ダ リツ フィン ミル 

プ. ik 

粘土 乾 « 機 

、焼成 部 

回転 窯 (径七 X 長さ 八 〇go 

石炭 乾燥機 

石炭 粉末 機フ— ラ I ミル 

一、 石灰 部 

石"： W 焼 窯 

一、 仕 上 部 

仕 h 粉末 機チ ュ —ブ ミル 

フレット ミル 

ノ.^  JS 

風化 ドラム 

一、 動力 部 

汽 JW  (ハイネ 水管 式) 

汽 機 (六 00 馬力) 

発電機 


四 基 

五 基 

四 基 

五 基 

三 基 

五 基 

二 基 

三 基 

十八 基 

二 基 

四 基 

四 基 

三 基 

八 基 

二 基 

二 基 


第 六 節 門 司 工場 


五 一 五 


第三 章 セメント ェ £  一  a 

庶務 及び 会計 関係  山中 保十郞 

(明治 二十 九 年 一 月淺野 喜三郞 病没 後、 製造 関係 は 工場 主任 坂 內冬藏 兼務と なる) 

「 合資会社 時代 

、 明治 三十 一年 二月、 合資会社 組織に 改組 直前の 当 工場の 正味 資産 は 二十 万円。 

、 同 三十 一 一年、 チ ュ —ブ ミル (径 一 . 五 X 長さ 五 米) 一 基 新設。 その他 焼 窯 . 原料 乾燥 場 . 散布 場 等の 増設 を 行い、 極力 増産 を 図る。 チ 

ュ —ブ ミル は、 ドイツ、 ハンブルグの 商社 ナ— ゲル. ケンプ 社から 購入した もので、 わが国 最初の チュ ー ブ ミルで ある。 

、 同 三十 二 年 ~ 三 十六 年、 大阪 築港 工事 用 セメント として 当 工場 品 一 六、 一 四 〇 通 を 納入。 

、 同 三十 三年 二月、 従来の 原石 焼成 法 を 改め、 消石灰に よる 粉 灰 焼成 法 を 採用す る ことと なって、 石灰 窯 五 基 を 新設、 消石灰 を 自給した。 

、 同 三十 四 年 一月 以降、 一 捲の 容量 四百 ポンド 入りから 三 八 〇 ホン ド 入りに 改む。 

、 同 三十 五 年に おける 当 工場の 年 生産高 は、 一 一 五、 o〇〇 搏 (約 一 九、 八 二 一  瓲) となり、 深 川 工場 (年 九 八、 〇〇〇樟= 約 一 六、 八 九 一 瓲) 

を 凌駕す。 

、 同 三十 五 年、 大阪 築港 納入 セメントに 三分の 一麻 袋 (三 八 〇 ホン ド 入り) を 初めて 使用。 

、 同 三十 八 年、 能 律 伊吉の 製搏 請負 作業 を 廃止、 会社 直営と する。 

、 同 四十 一年 八月、 深 川 工場に 次いで、 当 工場に も 初めて 回転 窯 (径七 X 長さ 八 〇g;  = 径ニ. 一三 四 X 長さ 二 四. 三 八 四 米) 二 基 新設、 生 

灰 焼成 法に よる 製造 開始-、 

、 问年 十二月、 統 いて 第三 号 回転 窯 (径七 X 長さ 八 OS0 増設。 

、 问 四十 一 年 以降、 工場 内 動力 は蒸汽 及び 電力の 併用と なる。 

、 同 四十 四 年 三月、 第 四、 五 号 回 窯 (径七 X 長さ 八 OS0  二 基 増設、 回転 窯 計 五 基と なる。 回転 窯の 新 増設に よって、 旧来の 竪窯 焼成 

は 漸次 縮小、 明治 四十 三年 十二月 を もって 廃止。 

、 同 四十 四 年 四 3 以降、 動力 は 全部 電力と なる。 

、 合資会社 時代 末期に おける 当 工場 主要 設備 左のと おり。 


同 二十 九 年、 焼 窯 三 基 増設、 計 六 基と なる。 

同 三十 年、 焼 窯 二 基 増設、 計 八 基と なる" その 主要 機械 設備 は 左のと お i 

、原料 部 


原料 粉末 機フ レツ 

挽 曰 機 

練  機 

原料 乾燥 場 

焼成 部 

焼 窯 (徳利 窯) 

仕上 部 

仕上 粉末 機 フレット ミ 


- ル 


風 

月 


匕 

力 部 

場 敷 

産 


場 

击 

地 


一 基 

二 基 

一 基 

二 棟 

八 基 

二 基 

一 棟 


碎 


同 三十 年 ごろまでの 門 司 工場 主脳部 左のと お i 

ェ 場 主任 兼 商務 関係 責任者 

工場 主任 (明治 二十 九 年 以降) 

製造 及び 工務 関係 

検査 》r ひ 分析 関係 

第 六 節 門 司 工場 


本店 支配人 

本店 技師 長 


石 

角 


角 製 


揚 機 


汲揚機 


二 基  汽 

三、 八 八 〇 坪 

平均 二、 四 〇〇搏 (四百 ボンド 入り、 約 四 三 六？ 


三 

坂 


機 


俣 盛 

內 冬 

a 野 喜 三 

宫 川 安 


一 (兼 務) 

藏 (兼 務) 

郞 (本店 兼務) 

教 

五 一 三 


五一 二 

第一 一 5 セメント 工場  …£a2:R,:^日^输出米商社 (明治ニ十ー 年七月五日創立) 

、 初代 社長 は、 大倉喜 八郞に 対し、 同人 所有に かかる 鬥 S 白木 崎 所 衣の 曰 $ 出 朱？ ■( 

の 工場 (敷地 約 五 百 坪) 買収の 交 開 11, 、万円 を もって セメント 工場の 改造 工事に I。 

一、 同 二十 五 年、 買収 交渉 進 渉、 同年 末から 工事費 プ 万円 を も てセ 。 

一、 同一 一十 S 五月、 IXSJyy.y  ._^x^.?.  I 門 司 分工場と 称す。 il 

一 、 同年 九月、 セメント 工場への 改造 工事 续ェ 試 ぼ も を = ^ケ -VK  ^ 

左のと おり。 


原料 

原料 粉末 機 フレット ミ 

六 角 S 

角 製 機 

. 焼成 部 

焼 0  (徳利 窯) 

、仕上 部 

仕上 粉末 機 フレット、 

、動力 部 

汽  击 

H; 産 高 

当 工場 は 深 川と 異な 


ャ 


- レ 


一 基 

一 基 

一 基 

三 基 

二 基 

二 基 


挽 曰 機 

練  機 

料 乾燥 場 


二 基 

一基 

一 棟 


a? 化 場 


汽 機 (一 五 〇 馬力) 


一 凍 


一 基 


1  平均 七 一一 一 〇 樽 (四百 ポンド 入り、 約 一三 三 a) 

.^^.^^^^Hul  1 11111、  II 

^^pll 置 i。  SI  III 一 


設 備 概要  (昭和 二十 八 年 三月 現在) 
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1 ス 
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気 
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縮 
機 

次 
グ 

'ノ 
シ 

名 
称 

鉄 
筋 

ン 
ク 
'； 
1 
y 

単 複 
線 線 
式 式 
« 架 
空 

泰 
糸 

道 

下 
辆 

式 

A 
〇 
米 

A 

S 
D 

五 

» 横 
置 

段 

圧 
縮 

ジ 

ィ 
レ 
1 

様 
式 

四 四 

軒 S 

毎 毎 

吟  1*^: 

六 五 
〇 〇 
胜 S£ 

« 毎 
分 

米 

八 
番 

型 

寸 

及 1 
び ； 
能 j 
力 

五 〇 
〇 0 

七 
五 

〇 九 
〇 〇 

五 
〇 

^ セ 

1 

タ 
力 1 

八 

数 

製 

作 
所 

安 山 
全 川 
索 索 
道 道 

株 ^ 

式 式 
会 会 
社 社 

大 イン 
園 ガ 
機 1 

ル 

製 ラ 
作 ン 

所 a 

祌 

尸 

製 
銅 

昭 

昭 昭 

八 三 

昭 
五 

>' 昭 
四 三 
八 二 

昭 

据 
付 

年 
月 

ム 

数 

は 

使 

用 
ム 

数 

備 
考 

、 採掘 高、 工場 受人 高と s: じ。 (五 〇 八 頁 参照) 


第 六 節 r,  工場 (福岡県 門 司 市 大宇門 司 三 〇〇 番地) 

沿 革 

" 浅 野 工場 時代 

一、 明治 二十 一年、 初代 社長 淺野總 一郎. S 澤榮ー . 大 倉 喜八郞 三者 共同出資 により、 資本金 二十 万円の 門 司 セメント 会社 を 創立。 工場 敷 

地 は、 陸軍省 御 川 地 柳 ケ浦村 海岸 約 九千评 (二 九、 七 五 二 平方 米) を 選定、 借受 く。 

一、 同 二十 二 年 秋、 工場 建設 用の 煉瓦 製造所 竣工。 

一、 同 二十 三年、 W 界 動の 余波 を 受け、 余融 難から 工場 建設工事 を 中止、 同時に 門 司 セメント 会社 も 解散。 

第 六 節 門 司 工場  五一 一 


グ ト 11 

マン 斜 

下 
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1 

採 i 

リ 面 

十 ネ 
ホ 採 

採 
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1 ル 掘 

法 法 法 

掘 
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法 1' 

昭昭昭 
和 和 和 
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正 

採 

七 S 五 
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1  1  1 

現 現 X 
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昭 
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五 
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間 

下下 下 

向 

向 向 掘 

備 

掘铕手 

積 

り 

考 

第三 章 セメント 工場  ，  五一 〇 

、 昭和 四 年 ごろ、 サグ岩 機 を 初めて 使用した C 機稱は R  U 及び BAR  «  (イン ガ— ソル ランド 製) 

、 M: 八 年、 第三 号 索道 新設。 

、 M 十一 年、 南山 丁場大 崩壊お こる。 

、 ； I 十 s: 年 ごろ、 県 林 丁 場 (標高 一 五 七 米) 開鉱。 

、 ：！： 十五 年 八月、 従来の 請負 作業 (大西 組) から 直営に 切替える" 

、 问 十九 年 ごろ、 北山 丁 場 採掘 中止。 

、 问ニ 十二 年 七月、 南山 丁 場、 作業 不能と なり 廃 丁 場と した。 

、 ；！： 二十 三年 九月、 従来の 手 積 法 を トンネル 法に 切替える。 

、 県 林 丁 場 トンネル 法に より 採掘。 

、 11： 二十 四 年 一 月、 北山 丁 場 (標高 一 ニニ 来) の 採掘 再開と 同時に エンドレス 敷設 (当時 五 〇 馬力) し、 トンネル 法に より 採掘- 

、 同 二十 五 年 七月、 県 林 下 丁 場 (標高  一 ニニ 米) 開鉱 

、 同 二十 六 年 十二月、 西 滝 丁 場 グロ— リホ— ル法 採用。 

、 同 二十 七 年 五月、 北山 下 丁 場 (標高 一 〇 三 米) に エンドレス 移設。 

、 同年 十月、 新 鉱業 法に 基き、 追加 鉱物と して 鉱業 権 を 取得。 

、 採掘 法の 変遷 


(第 89 図） 治 国 谷 採 掘 場 


(第 90 図） 治国 谷 採掘 場グ ラ ッ シャ— 据付 工事 （昭和 元年 ごろ） 


；. 1:™  土 佐 工場  五 〇 九 


止。 T: 場内の 増設と あわせて 採掘 場に ジ ャィレ ー トリ ー 八^ 破^機、 九 〇 馬力 空気圧縮機 等の 機 W 設励を 行う。 


原料 受入高  （単位 瓲） 


年 次 

石 

灰 

石 

粘土質 原料 

逢 @ 

p  to 

土 佐 
石灰 社 

af 

襄 山 

須 崎 

計 

原 料 

昭和 8 年 

162,000 

162,000 

9 

202,000 

202,000 

10 

178,000 

178,000 

11 

不明 

不明 

12 

ガ 

！， 

13 

29,000 

29,000 

14 

142,600 

142,600 

15 

140,000 

140,000 

16 

155,800 

155,800 

17 

99,700 

99,700 

IS 

78,500 

78,500 

982 

245 

1,227 

19 

57,915 

25,472 

9,574 

44 

93,005 

8,100 

3,577 

11,677 

20 

43,838 

13,889 

110 

57,837 

5,346 

4,667 

10,013 

321 

21 

23,908 

4,795 

28,703 

1,732 

1,732 

1,357 

22 

32,602 

2,228 

34,830 

4,973 

4,973 

3,119 

23 

4,4482 

17,270 

61,752 

7,314 

7,314 

4,507 

24 

59,462 

18,317 

77，779 

10,424 

10,424 

4,317 

25 

81,350 

35,244 

9,146 

125,740 

11,743 

7,528 

19,271 

5,894 

26 

84,440 

58,395 

13,294 

7,821 

163,950 

24,433 

24,433 

7,287 

27 

78,078 

49,699 

3,261 

1,333 

132,371 

18,471 

18,471 

8,687 

計 

1,693,675 

225,309 

35,385 

9,198 

1,963,567 

50,614 

58,921 

109,535 

35,489 

(備考） 治国 谷 昭和 S 年 以前 は资料 不明。 


：ト セメント 工場  五 〇 八 


治国 谷 採掘 場 (高. a 県 高 知 市 神 田 治国 谷) 

面 積 十四 町 七 反 四 歩 

社 有 地 (十 町 八 畝 一歩) 

契約 地 (四 町 六 反 二 畝 三 歩^ 

、 大正 五 年、 治国 谷 土地 所有者 山 崎 幸 次と 潮 江村 在 

住の 雑貨商 秋 月傳太 ほか 一 名との 間に、 治国 谷に 関 

する 石灰石 採掘 契約が 締結され、 秋 月ら は 北山 を 採 

掘し、 当 工場へ 供給-、 

、 同 七 年 ごろ、 当時 設立 を 見た 土 佐 石灰 索道 株式 会 

社の 索道 (第一 号 索道) により 工場へ 輪 送。 

、 同 九 年、 土 佐 石灰 索道 株式会社 を 買収" 

、 昭和 二 年、 治国 谷の 石灰石 採掘 契約 を 継承し、 大 

西 君 次郞に 南山の 採掘 を 請負 わす。 

当時の 採掘 器具と して は 左のと おりの 記録が ある 

大羽玄 • 中羽玄 . 小 割羽玄 . 手 古 • 手鍾. セリ 

矢 • 五 人 棒 . 四 人 棒 . 三人 棒 . 二人 棒 • 一  人 半 棒 

半 人 棒 • 緻. 羽 口. 敷金. トロ • 鶴 鈒. 千 種. 口 

1プ • スッ パイ キ抜. スッ パナ. 金 籠. 吹 子. 雑 

品 

また、 第二 号 索道の 設置に より、 第一 号 索道 を 廃 


原 料 

ィ、 石灰石 及び 石灰 

一、 創業 当時 は、 主として 自製の 生石灰 及び 高 知 市外 下田 方面からの 胖 輸送に よる 生石灰 を 使用。 

一、 明治 三十 八 年、 土 佐 セメント 合資会社 及び 土 佐 セメント 株式会社 時代 当初に おいて は、 工場. e にある 石灰 窯に より 生産した 生石灰 及び 

下田の 生石灰 を 利用。 

一 、 大正 五 年 以降、 主として 治国 谷 採掘 場の 石灰石 を 使用し、 下田 石灰 山の 砂 味、 荒 倉 石灰石 及び 土 佐 石灰 社 石灰石 を 補助 的に 買鉱 して 今 

日に 及ぶ。 

口、 粘土質 原料 

一、 創業 当時、 浦 戸 湾に おいて、 海底 粘土 を 付近 農 K  (五台山 方面) の 農閑期の 労力 を 利用して 採掘 使用。 

一、 昭和 二 年、 海底 粘土に 加え、 工場. e: 裏山 粘 卜採« 場の 粘土 を 使用。 更に 俊 渫船を 購入し、 海底 粘土の 本格的 採取に 着手。 

一 、 同 八 年、 工場 製造 様式 (湿式) の 乾式 変更に 伴い、 海底 粘土 及び 裏山 粘土の 使用 を 止め、 高知県 須崎 市に 粘土 採掘 用地 を 買収し、 森 岡 

彥三郞 に 採掘 を 請負 わせ、 須崎 粘土の 使用 開始。 

一 、 同 十八 年、 裏山 粘土 採掘 場 再開。 

一 、 同 二十 年、 須崎 粘土の 使用 中止。 

一、 同 二十 五 年 十！ 0、 株式会社 須崎 鉱業 所 設立。 同所から 粘土の 供給 を 受け、 今日に 至る。 

ハ、 建 酸 質 原料 

現在 珪酸質 原料 は資鉱 による。 当初 は莉 田から 輪？^ された が、 昭和 二、 三年 ごろ 野中 確 喜が 高 知 市 六 泉 寺 町で 採掘した もの を 買鉱。 

同 五 年 ごろから； ^国谷 採掘 場 隣接地 及び 長！： 郡 五， tms: から 採掘 使 川した が、 昭和 十二 年 再び 六 泉 寺 町 産の もの を 使用し 現在に 及ぶ。 


第五 節 土 佐 工場  五 〇 七 


出荷  高  （単位 SS) 


年 次 

出 何 あ 

容 

器 

別 

輪 

送 

機 関 

別 

樽 

麻 袋 

紙 袋 

ノく フ 

汽 船 

货 車 

機帆船 

トラック 
その他 

明治 36 年 
37 
38 
39 
40 

3,145 
2.813 

不 明 
1,486 
4,z97 

3,145 
2,813 
不 明 
1,486 
4,297 

3,023 
2,720 
不 明 
1,39^ 
4,127 

122 

93 
不 明 
92 
170 

41 
42 
43 
44 

大正 元年 

6.250 
5,833 

不 明 

23,122 

27,270 

6,250 
5,833 

不 明 

23,122 

27,2/0 

2,210 
1,105 

5,988 
5,595 
不 明 
20,317 
25,347 

262 
238 
不 明 
595 
818 

4 

0 

32,129 
12,175 
23,236 
35,299 
34,452 

32,129 
12,175 
23.236 
20,400 
zl,590 

14,899 
lz,862 

2,210 

1,105 
2,210 
2,380 

29,053 
11,220 
20,995 
31,814 
30,916 

866 
955 
1,136 
1,275 
1,156 

S 
9 
10 
11 

31,141 
26,421 
28,895 
37,632 
35,760 

17.510 
8.500 

10,200 
8,755 
8.500 

13,631 
17,921 
18,695 
28,877 
27,260 

1,105 
1,105 
1,105 
2,210 
2,380 

29,101 
24,330 
26,770 
34,1-47 
31,595 

935 
986 
1,020 
1,275 
1,785 

12 
13 
14 

昭和 元年 
2 

98,121 
78,140 
78,896 
80,791 
99,348 

11 050 
5,100 
4,250 
850 

87  071 
73,040 
74,646 
79,941 
99,348 

5,100 
2,550 
3.400 
4,760 
47,600 

85,514 
71,230 
70,720 
70,890 
46,400 

7  =^07 
4,360 
4,776 
5,141 
5,348 

4 

6 
7 

116,531 
150,291 
62,018 
113,644 
183,180 

116,531 
90,175 
34,002 
10,000 

'7  A  A  A  A 

70,0UU 

60,116 
28,016 
103,644 
113,186 

5,100 
5,950 
2,550 
59,500 
58,500 

106,250 
139,230 
54,570 
43,500 
109,500 

5.181 
5,111 
4,898 
10,644 
15,186 

8 
9 
10 
11 

126,183 

20,000 

106,183 

47,000 

62,000 

17,183 

不 

不 

不 

12 

13 
14 
15 
16 
17 

明 

126,350; 
151,896 
141,012； 
126,809 

明 

126,350 
151,896 
141,012 
126.809 

明 

24,000 
36,000 
40,000 
28,800 

10,800 
28,600 
10,800 
24  000 

36,000 
54,000 
48,200 
62  000 

55,550 
33,296 
42,012 
12.009 

18 
丄 y 
20 
21 
22 

86,027! 
oz,Uzo 
28,821 
8,251 
27,137 

4,000 

86,027 
oZjUzo 
18,800 
8,251 
27,137 

6,021' 

14,400 

800 
1,200 

24,000 

1 0  OA  A 

9.000 
1,926 

2'257| 

11.600 
36,000 
3,500 
1,119 
10,717 

36,027 
17,226 
16,321 
4,406 
12,963 

23 
24 
25 
26 
27 

41,277 
52,439 
94,950 
124,456 
108,194 

41,277 
52,439 
94,950 
124,270 
108,124 

186 
70 

2,200 
250 
15,100 
43,160 
20,510 

4,788 
10,687 
15,458 
11,098 
12,414 

18,813 
24, 請 
45,801 
42,743 
43,857 

15,476 
16,672 
18,591 
27,455 
31,413 

1 

2,758,150' 

258,461 

892,899 

1,600,513 

6,277 

487,555 

194,628 

1,637,436 

438,531 

(備考 ） ひ） 出荷 量 は 生産 量と ほぼ 一致して いるが、 これ は 推計で ある。 

(2)  当時の 担当者の 記憶に よる 容器 別、 輸送機関 別の 調べで ある。 

(3)  資料 を 焼失した ため、 不明の 部分が ある。 

(4)  大正 2 年 以降 機帆船 を 使用、 それ 以前 は 帆船で ある。 


it 


ト 工場 


丄ハ 


^  ^  *  (単位 瓲) 


年  <K 

晋  通 

マス ゴ ン 

シリカ 

m  炉 

雑 用 

明 冶 36 年 

1  口 ゾリ ""T* 

3.145 

3,145 

37 

2,813 

2,813 

38 

不 明 

39 

1,486 

1,486 

40 

4,297 

4,297 

41 

6,250 

6,250 

42 

5,833 

5,833 

43 

不 明 

44 

23,122 

23,122 

大正 元 年 

27,270 

27,270 

2 

32,129 

32,129 

12,175 

12,175 

4 

23,236 

23,236 

35,299 

35,299 

0 

34,452 

34,452 

7 

31,141 

31,141 

8 

26,421 

26,421 

9 

28,895 

28,895 

10 

37，632 

37,632 

11 

35,760 

35,760 

12 

98,121 

98,121 

13 

78.140 

78,140 

14 

78,896 

78,896 

昭和 元年 

78,291 

78,291 

2 

94,365 

94,365 

2 

108.590 

108,590 

4 

143/；02 

143,902 

99,771 

99,771 

6 

113,644 

113,644 

7 

102,133 

102,133 

8 

129,621 

129,621 

9 

162.810 

162,810 

10 

187.552 

187,552 

11 

156,513 

156,513 

12 

172,889 

172,889 

13 

153.694 

153,694 

14 

151.155 

い o 

15 

159.301 

16 

144,725 

144.725 

17 

116,493 

116,493 

18 

51,030 

39,600 

t  000 

91,630 

19 

69,480 

425 

5,080 

2,800 

77,785 

20 

25,900 

4,300 

30,200 

21 

16,650 

0 

16,650 

22 

23,829 

670 

24,499 

23 

38,134 

2,470 

40,604 

24 

52.360 

2,050 

54,410 

25 

97,840 

97,840 

26 

127,870 

127,870 

27 

115,800 

4,720 

120,520 

計 

3,520,855 

4,720 

425 

44,680 

13,290 

3.583,970 

(備考） 明治 25〜35 年 不明。 明治 36 年〜 昭和 7 年 高知県 発行 統計 書に よる 


第五 節 土 佐 工場  五〇1^^ 


汽 機 i 


免霄 tl 


1      5  式 

号！ 

大きさ 

ffi             力 （I        時 PI 当り） 

A 

a 

； a  明 

常  時 

m  % 

f±. 力 

S  JS. 

M  % 
f£ 力 

三 変 5  g 水 « 式 

伝 熟 而« 1.517  niJ 

20.0 

23.5 

370 

24.0 

20.5 

343 

1 

SE に 直お リ IS 車 200  H> 

S 立ィ ンバ ルス 式 

8,750  KW 

m  % 

E 力 

S  f 

m  % 
消 1( 量 

% 

圧 力 

お 度 

元来 出力 7.000  KW に Bitt され 
た ものであるが. 現在 は 4,5001； 
W に ssttffl 中 
回転 15  (3,600) 

4.62 

22.0 

350 

6.7 

19.8 

3-10 

曰 立 三相 交 a 

8,750  LVA 

V 

力 串 

V 

力 率 

1 

元来 出力 7.000KW であるが 
^在の 可 出力 は 4,300  に 
« 小して いる 

周波 》  60 

g 可 出力 人 300KW 

3.300 

1,530 

i.300 

940 

80% 

« 力 会社 名 

ま 《 容量 

g 約 電力 

s お 
数 

四国 «カ ft 式 会？！： 

1,500  KW 

1,200  KW 

60 

E  S 


3,300  V=£22.00OV 

#  220  V-^6,000  V 

#  V〜 220  V 

#  3.300  V〜 llOV 
三相 S 压 S    3,300  V〜 220  V 


大きさ 


500  kvA 以下 

15  kVA  # 

160  kVA 以下  》 

33  LVA     #  # 

375  kVA    #  * 


9  ほ 入 « 力 用 な t 


« 動 s 


3,300  V 1,500  H> 以下 35 合 
220  V      110  H? 以下 144 台 


8.380  iP 
2,377  H* 


SI    S    S  S 

号 g  式 

ガス 速 《 

ガス 温度 

常時 使用 «圧 

変圧 S 式 

3,000  mVmin 

1.07  tn/sec 

80。C 

66,000  V 

P  220 
S  66,000 

ねの fi 備 修理工 《、 機械 （《 造 •》 造 仕上 'teS)  ««• 木工に 分れ 一 


珠 » 
CR 


治 S 谷 探 iS 場 


S 間 抹》 徒 力 


7,000  t 


採 tS 場 または 
供耠 ％ から ェ 
ifl ミ での 距離 
及び 輪 送 方法 
* びに fli 力 


«     市外 下 田 


知 fi^ 須 13^ 


荷 及び 


i«S 場 力 


" 纤 
？ ！空 索お 2 萋 
110  t/h 


須崎 


須 《. 


(能力 60【 b) 


11,000  I 


粘土  HJS« 


(ほ 系） 


2.500 【 


40 轩 

sua 船に 


桂 IS    IS 料 


高 知 市 六 泉 寺 町 


5ffS 車に よる 


4t 缘蔵ク レー： 
(乾 力 45【.h)        (fil 力 ")5 に h) 


3,000  t 


酸化 跌涼料 


it  93  « 所 


(fli 力 60【'h) 


会 a  csa)  土 E  (山 
m は跌 道 による 


帝囝 化工 （两 山） I 


会 律 K お K から 1 


18 帆船から 力 -. 

ギ 上げ ― 


九 tti 炭 1009^ 


機 机 給1 


4  t 卑頭 クーン 

(能力 Mt/b) 


4.500  t 


K    »S 撤出 S» 


W    5Sg または 輪 

状 I 送 上に fij? す 

i» 季 ®  • っ彭 S 


主として KftX ぴ トラ： r ク5! 能力 1 日 16 大 2,000  S  ii 常' 


工場  表  和 27. 10.   I  TRft) 


工場 所在地 

知 市 町 25 番地 

ft 地面 欲 

35,662.8  m， 

M 造 探 式 

乾  式 

«2 物 面積 

20,932.3  m> 

部 

名 W- 

«兮 

型  式 

能 力 （正味 I 時 nil 当り） 

JE^ 力 SC 

説  明 

K 大 

安 全 

員 » 

安 全 
合 It" 

部 

a 

m 

wt 

石 (^石 m 

'、ン マー 型 

ま 1.200x1.550 

702 

120 

60.0 

1 

60.0 

200 

二次； n 

粘土  SS 用 

,、 ン マー？ 5 

f 1.200x  1.220 

698 

60 

40.0 

1 

40.0 

150 

粘土用（5；カにてK入石灰右^[l6^) 

i  2.600 

10 

6.6 

6.6 

30 

连石用 

ft 

ほ 

石灰石; n 

D                   a         ,. ― 

§  2.134x21.300 

1.8 

40 

30.0 

1 

30.0 

35 

拔 方式 

火床 面積 

« 斜 

グレート 

5.0% 

上 Sim 

2 

D -  タリー 

f  2.400x21,300 

1.8 

20 

9.5 

I 

9.5 

30 

S 井式メ 

グレート 

4.62m* 

5.09^ 

% 休 

1 

0 -  タリ— 

f  2740  x  21.300 

1.8 

な L 

な L 

5.0% 

粉 
末 
機 

—次 m 

—キ '― 3  . 

f  2.400  X  10.000 
f  2.134x6.705 

19.5 
19.2 

24 
9 

28.5 
28.5 

1 

21,5 
7.0 

950 
■150 

室 K 

38 粉 機 

ttn- 

現状 

直 i£ 

回転 8 

60 
30 

60 
27 

/4.267 
\4.267 

210 
196 

14/ 

粉 用 

f  2.500x  15.000 

19.5 

35 

28.5 

1 

28.5 

1.500 

90 

50 

4.267 

貯蔵 W 

一 次 

31 整 

1〜2 

コンク リー ト造円 S 

1,279  m3x2 

各 856 

700 

2 

1,400 

(抽出 KB) 

二 次 

«6    :C 造 角 型 

761 m， 

510 

400 

1 

400 

(抽出 

焼 
成 
部 

ほ 
成 
用 
石 
炭 

«; 圾 ほ 

f  2.500x23.000 

1.1 

22.0 

"•5 

1 

M.5 

50 

お (Jf 力 式 

大 床面積 

おや 1 
*■， ュ 

4.62  m> 

2.19^ 

粉末 浸 

1 

f  2.000x7.600 

22.0 

16.0 

8.5 

1 

8.5 

400 

室 Sc 

iS 粉 機 

na- 

現状 

IS 11 

回 (EBl 

20 

な し 

な し 

回転 » 

1 

(D) 

有効 sr  « 

長 さ 

ご i' さ' 1 全 s 

有効 R 

24.0 

21.2 

1 

21.2 

120 

吹 込 R 車 75  IP 

m                料 4.5% 

3.300 

673.30 

3.800 

45.600 
25.400 

3.000  1  74.000 

71.000 

冷却 機 

逆 « 多 《 式 

f 1 200  x6.000 

24.0 

21,2 

1 m 

H 

21.2 

貯蔵 寧 

鉄 せ S ぬ 板 5 

6,667  m3 

10,000 

7.000 

1 

7.000 

(抽出 gs) 

仕 
上 

& 1^  « 

f  2.300 
f 1.700 

19.0 
18.0 

15.0 
2.0 

12.0 
1.2 

1 
1 

12.0 
1.2 

IS 塊 破 1* 用 （？且粉 のみ） 
石脊破！；^用 

乾 《  » 

室 Bt 

逸 粉 Ht 

R 計 

現状 

直 ほ 

回！ ^ft 

粉 
末 
» 

—次 用 

I 

2 
3 

f  2.134x7.925 
f  2.134x7.925 
f  2.13-1x7.925 

20.0 
20.5 
20.0 

12.0 
12.0 
10.0 

9.5 
9.5 
8.4 

I 

27.4 
27.4 
27.4 

500 
500 
500 

2 
2 
2 

38 
38 
38 

38 
38 
30 

4.267 
4.267 
4.267 

153 
177 
1S3 

再 粉 用 

貯蔵 車 

I〜15 

鉄 根 K 円 S 

563  mix 15 

各 

700 

15 

10.500 

(抽出 KSO 

瑰ぉ of 

包 1$ 機 

4    iS 式 

各 50.0 各 44.5 

89.0 

\ 共通 

/  30 

包装お S 場 

木造 スレート S 

132  mi 

240 

200 

1 



200 

従  業  員  （当社 合併 以後） 


年 次 

昭和 16 年 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 


社 

人 員 
74 
82 
86 
103 
73 
73 
73 
73 
49 
49 
49 
56 


員 
指数 
100 
111 
116 
139 
99 
99 
99 
99 
66 
66 
66 
76 


不 


ェ 

人 員 
270 
明 

U 

310 
203 
252 
298 
292 
230 
229 
232 
226 


員 
指数 


100 


115 
75 
93 
110 
108 
85 
84 
86 
83 


嘱 

人 員 


託 
指数 
100 
100 
50 


人 員 
29 


(学徒） 
53 


35 
57 
44 
30 
35 


ェ 

徴 用 

X 

指数 

人 員 

指数 

100 

13 

112 

9 

4 

121 

196 

152 

111 

130 

(備考） 指数 は 昭和 16 年 を 100 と した。 
従 


業 


員 


(治国 谷 採掘 場） 


年 次 

社 

員 

鉱 

員 

嘱 

託 

時 

徴 

用 

ム 

計 

人 員 

指数 

人 員 

指数 

人 員 

指数 

人 員 

指数 

人 員 

指数 

人 員 

指数 

昭和 15 年 

4 

100 

171 

100 

175 

100 

16 

4 

100 

160 

94 

164 

94 

17 

4 

100 

158 

92 

162 

93 

18 

4 

100 

140 

82 

144 

82 

19 

6 

150 

140 

82 

146 

83 

20 

6 

150 

145 

85 

iff 
并 

182 

104 

21 

6 

150 

98 

58 

1 

105 

60 

22 

125 

85 

50 

1 

91 

52 

23 

6 

150 

77 

45 

1 

84 

48 

24 

6 

150 

65 

38 

13 

84 

48 

25 

6 

150 

65 

38 

8 

79 

45 

26 

6 

150 

68 

40 

10 

84 

48 

27 

6 

150 

68 

40 

77 

44 

(備考） 指数 は 昭和 15 年 を 100 と した。 昭和 13, 14 年 は 不明。 


第三 章 セメント 工場 


五 0  二 


(当社 合併 以前) 


年 次 


明治 36 年 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 

大正 元年 


社員 


8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 

昭和 元年 


工員 


嘱託 


8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 


臨時 ェ 


男 


66 


274 


33 


27 

69 
86 
103 
125 

248 
227 
240 
127 
132 
181 
264 
265 
225 
235 
343 

437 
311 
443 
424 
424 
342 
344 
250 
251 

推 265 

ガ 268 

/'251 
P257 


女 


13 

16 
20 
12 
12 

19 

30 
31 
20 
25 
14 
36 
43 
16 
25 
50 

25 
24 
32 
27 
20 
12 
11 


43 


計 


8] 
4C 

85 
106 
115 
137 

267 
257 
271 
147 
157 
195 
300 
308 
241 
260 
393 


462 

335 

475 

451 

444 

354 

355 

257 

258 

308 

268 

249 

251 

257 


376 


(雨^ リ 明治 36 年から 昭和 7 年まで は 県の 統計 書に よる 


昭和 二十 一年 七 月. 一ニ 十二 年 六月 

工場長 柏木 正 一 

同 二十 二 年 七 月丄 一十 四 年 九月 

同  山 ロ靜逸 

N  二十 四 年 九月 以降 現在 

同  中 村吉良 


員 


業 


第五 節 土 佐 工場 


第三 章 セメント 工場  五 〇〇 

難と なり、 十七 年に 至り 中止。 

、 昭和 十六 年 五月、 原料 粉末 機ュ 一一 ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一 四 .〇〇〇 米) 一 基、 原料 W 粉 機 (径ー ，六 七 六 さ 七. 六 二 〇 米) 

一基、 仕上 粉末 機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 六 • 七 〇 五 米) 二 基 を 朝鮮 浅 野 セメント 株式会社へ 移設。 

コンパ インド チ ュ —ブ ミル (径 二. 一  三 四 X 長さ 六. 七 〇 五米) 一 基 を 副業 強化 並びに 原料 粉末 機 予備 用と して ュ 二 ダン ミル 跡に 据 付替。 

二号 回転 窯 (怪 三. 八 〇〇x 三. 三 OOX 三. 二  OOX 長さ 七 四 .〇〇〇 米) を 台湾 工場へ 移設。 

、 ：M 十八 年 十二月、 高炉 セメントの 製造 開始。 

、 同 十九 年 九月、 一号 回転 窯 (径ニ  • 七 四 0X 三. 二 oox 長さ 六 〇. 九 六 0 米) を 軍需 省の 指令に より、 住友 化学工業 株式会社 新居 浜ェ 

場 へ 讓渡。  • 

、 同 二十 年 七月、 アメリカ 空軍の 爆撃に より 事務所. 出荷 場 等 被災。 

、 同 二十 一年 八月、 戦災に よる 事務所 • 出荷 場 等 復旧 工事 成る。 

、 同 二十 六 年 二月、 一 号 原料 粉末 機 (径ニ • 五 〇〇x 長さ 一 五. 〇〇〇 米) を 尼 崎 工場から 移設の 粉末 機 (径 二. 四 oox 長さ 一 〇.〇〇〇 

米〕 と 取替 据付 工事 を 実施。 なお、 一号 原料 粉末 機 は 佐 伯 工場へ 移讓。 

、 同 二十 七 年 五月、 第二次 調整 槽 新設。 

、 同年 九月、 高知県の ダム 建設工事 用 マスコ ンセメ ントの 製造 開始。 マスコ ン セメン ト撒積 出荷 設備 完成。 

、 現在 月産 能力  一 二、 六 〇〇5B。 

、 現 布 敷地 面積 一 〇、 七 八 八 坪 (三 五、 六 六 二  .八 平方 米) 

、 責任者の 変遷 (^社 合併 以降) 

昭和 十五 年 十二月 ~ 十 八 年 九月 

工場長 加 藤 文 治 

H 十八 年 十月 ~  二十 一年 六月 

同  峰 W 恒雄 


一、 焼成 部 

一号 石炭 乾燥機 ラグ ルス コ —ルス 式 (径 二. 五 〇〇x 長さ 二三 .〇0〇 米)  一基 

一号 石炭 粉末 機 コンパ インド チュ— ブ ミル (径 一一 •〇〇〇><  長さ 七 丄ハ0〇 米)  一基 

一号 回転 窯 (径 二. 七 OOX 三. 二 〇〇x 長さ 六 〇• 九 六 0 米)  一基 

二 号 回転 窯 (径三 Mlloox 三人 〇〇x 三. 二  OOX 長さ 七 四. 〇〇〇 米)  一 基 

三 号 回転 窯 (径三 • 三 〇〇x 三. 八 〇〇x 長さ 七 四 •〇〇〇 米)  一 基 

冷却 機 口 ー タリ —ク— ラ I  ( 径ニ 二三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  一基 

同  コ ー ベック スク. -ラ ー ( 径ー. 二 〇〇x 長さ 六 .〇〇〇 米)  十四 本 

一、 仕 上 部 

一号 仕上 粉末 機 コンパ インド チュ— ブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 If- 米)  一基 

二- (三 号 仕上 粉末 機 同  (径 二. 一三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  二 基 

四 号 仕上 粉末 機 同  (同)  一基 

一、 動力 部 

汽 三菱 竪型 水管 式 (伝 熱 面積 一、 五 〇〇 平方 米)  二 基 

同  エツ ジム？ .ー 式 (伝 熱 面積 六 二三 平方 米)  一基 

汽 機 日立 タ ー ビン (八、 七 五 〇kvA)  一基 

エツ シャ ウイ スタ ー ビン (二、 七 五 〇kvA)  一基 

発電機 日立 三相交流 発. 中 S> 機 じ、 〇〇〇KW 

シ— メンス 交流発電機 二、 OOOKW 

^ 浅 野 セメント 株式会社 時代 


、 昭和 十五 年 七月、 日満 アルミ 二 ュ ー ム 株式会社と 提携して、 一号 回転 窯 利用に よる アルミナ 焼結に 着手。 原料 (華北 礬土 頁岩) 入手 困 

第五 節 土 佐 工場  四 九九 


第三 章 セメント 工場  四 九 八 

原料 粉末 機 (径 ニニ 三 四 XSK さ 六. 七 〇 六 米)  一 基 (廃止) 

N  (径丁 六 七 六 X 長さ 七 丄ハニ 〇 米)  一基 (廃 40 

原料 w 粉 機 (径ニ  • 五 o〇 X 長さ 一 五 . 〇〇〇 米)  一基 (増設) 

、； g 成 部 

回転 窯 径ニ  • 七 四 三 X 三 ニー  OOX 長さ 六 〇. 九 六 〇 米を径 三. 三 〇〇x 三. 八 OOX 三. 二 oox 長さ 七 四. 〇o〇 米に 拡大 延長 

、 S 力 部 

汽缶 三菱 竪型 水管 式 (伝 熱 面積 一、 五 〇〇 平方 米)  二 基 

汽機 日立 型 インパルス タ I ビン 七、 八 五 OKW  一基 

発電機 三相交流 発電機 七、 八 五 OKW  一基 

Si 和 十 年 四月、 原料 粉末 機ュ二 ダン ミル (径ニ  • 四 oox 長さ 一四. 〇〇〇 米) 一基 新設 

同 十二 年 三月、 一般 財界の 不況と 業績 不振の ため、 資本金 総額 を 五 百万 円に 減資。 

十五 年 五月、 当社に 合併され、 当社 土 佐 工場と なる。 合併 当時に おける 月産 査定 能力 三 九、 五 二 〇 通、 主要 設備 は 左のと おり。 

、原料 部 

灰 石 乾燥機 口— タリ— ド ライヤ， I  ( 径ニ. 四 〇〇x 長さ 二  丁 三 〇o 米)  一基 

H  M  (径 ニニ 三 四 X 長さ 二  M 一一 〇〇 米)  一基 

粘土 乾燥機 (怪ニ  • 七 四 〇x 長さ 二  丁 三 o〇 米)  一基 

一号 原料 粉末 機 コンパ インド チュ— ブ ミル (径 二. 一三 四 X 長さ 六. 七 〇 五 米)  一基 (遊休) 

二号 原料 粉末 機 同  (径 二. 五 QOX 長さ 一 五. o〇〇 米)  一基 

三 号 原料 粉末 機 ュニ ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一四 .〇〇〇 米)  一基 

一号 原料 再 粉 機 コンパ インド チュ —ブ ミル (径丁 六 七 六 X 長さ 七 丄ハニ 〇 米)  一基 (遊休) 

三 号 原料 再 粉 機 同  (径ニ  • 五 〇〇x 長さ 一 五 .0〇0 米)  一基 


汽 機 タ— ボ ゼネレ —タ I  ( 二、 〇o〇KW) 一基 

一、 同 八 年 三月、 湿式 新 工場 を 乾式へ 変更の 改造 工事 完成。 (乾式への 変更 は 当 

時 の 湿式が フィルタ ー のない ために、 石 K 費が かさんだ 理由に よる) 同時に、 

旧 工場 原料、 焼成 部 は 操業 中止。 

一 、 同年 四月、 当社と 土 佐 社 製品の 輸出 向け 一 手 販売 委託 契約 締結。 

一 、 同年 十月、 回転 窯の 廃止 及び 新設、 粉末 機 等の 置換 工事 完成" その 主要 設 

備 左のと おり。 

1 、 原料 部 

原料 粉末 機 (径 二. 一  三 四 X 長さ 六. 七 〇 六 米) 一 基 (廃止) 

同  (径了 七 0 七 X 長さ 七 丄ハニ 〇 米) 一基 (廃止) 

同  (径 二. 五 〇〇x 長さ 一 五 •〇〇〇 米) 一基 (新設) 

一 、焼成 部 

回 転 窯 (径丁 八 二 九 X 長さ 一八. 二八 八 米) 三 基 (廃止) 

同  (径三 丄ニ0〇><  三 • 八 〇〇x 長さ 七 

四 .〇〇〇 米)  一基 (新設) 

一 、 同 九 年 一 月、 当社と 土 佐 社 製品の 満州 向け 一 手 販売 委託 契約 を 締結。 

一、 同年 四月、 当社と 土 佐 社 製品の 一手販売 委託 契約 蹄 結し、 ここにお いて 土 

佐 社わず かに 地元の 高知県 下 販売 権の み を 有し、 製品 販売の 全権 は 当社に 移 

る 0 

回耘 窯の 拡大 及び 延長、 粉末 機の 増設 工事 完成。 その 主要 機械 左のと おり" 

一、 原 料 部 

四 九 七 


第三 章 セメント 工場 

回転 式 粘土 乾燥機 (径ー . 八 二 九 X 長さ  一 二八 八 米) 


四 九 六 


原料 粉末 

同 

原料 再 粉 

焼成 部 

石炭 乾燥 

同 

石炭 粉末 


コ ン パイン ドチ ュ —ブ ミル (径 二. 一  三 三 X 長さ 六. 七 〇 五 米) 

チュ— ブ ミル (径ー ，五 二 四 X 長さ 六. 〇 九 六 米) 

フ— ラ— ミル (怪 〇. 八 三 八 米) 

コ ン パイン ドチ ュ— ブ ミル (径ー .七〇 七 X 長さ 七 丄ハニ 〇 米) 


同 

冷 却 

让 上部 

仕上 粉末 

同 

動力 部 

汽 


ラグ ルス コ I ルス 式 (径ニ .〇 八 三 X 長さ 一 五 ニー 四 〇 米) 

グ リンカ 冷却 機 兼用 二重 筒 (径 一 . 五 二 四 X 長さ 一 〇 丄ハ六 八 米) 

チュ— ブ ミル (径ニ  .ooox 長さ 七丄ハ o〇 米) 

フ— ラ— ミル (径ー .〇 六 七 米) 

フ —ラ— ミル (径 〇. 八 三 八 米) 

チュ I ブ ミル (径 9 九 一 五 X 長さ 九. 一 四 四 米) 

お ffini  (径 二. 七 四 〇x 三 ニー 〇〇x 長さ 六 〇• 九 六 〇 米) 

(径ー . 八 二 〇x 長さ 一 八. 二 九 0 米) 

(径 二. 一  三 四 X 長さ 一 八. 二八 八 米) 


コンパ インド チュ —ブ ミ ル (径ー 一 . 

同  (径 二- 


三 四  X  長さ 七.  九 三 四 米) 

三 四 X 長さ 六. 七 〇 五米〕 


エッジ ムァ —水 式 (伝 熱 面積 七 一 一 一 平方 米) 


一 基 (旧 工場) 

二 基 (新 工場) 

一 基 (旧 工場) 

一 基 (旧 工場) 

二 基 (新 工場) 

一 基 (旧 工場) 

一 基 (新 工場) 

一 基 一 

(新 工場) 

一 基 一 

一 基 (新 工場) 

一 基 (旧 工場) 

二 基 

三 基 (旧 工場) 

一 基 (旧 工場) 

三 基 

一 基 

二 基 


：フ 

-ン： 


-、 ノ  (径 二. 一四 三 X 長さ 六. 七 0 六 米) 

-チュ —ブ ミル (径 一. 七 0 七 X 長さ 卞六ニ 〇 米) 


原料 粉 * 機 コ ン ぺ 

原料 再 粉 機 コンパ. 

一、 焼成 部 

回 転 . ((P 七 巧 Ix 手 二 8X 長さ 六 9 九 六 0 米) 

I  (径 一丁 七 四 三 X 長さ. j へつ. .ft,J 、つも ノ  ， 、， 

、仕上 部  九 5 米) e  (径 二. 七 四 f 三. 二 ooxfs. 九 六 0 米) に 建 

仕上 粉末 機 (径 二. 一  三 四 X 長さ 六. 七 〇 五 米) 

8" 力. 部 

廃 熟 動力 

ほ エッジ ムァ I 水管 式 

.> 機 チェリ— タ— ビン 二、 八 OOKW 

タ— ボゼネ レ —タ—  二、 OOOKW 

焚 3 灰 動力 

発電 幾 タ— -.1^ ビ .、 , 

同 右 九 OOKW 五 8KW  (チェリ— タ— ビン 

交流発電機 三 二 〇KW 

汽 機 リアクション タ I ビン  一、 二 8 馬力 

气 ，  五 〇〇 馬力 

i  ^ パプ コック アンド ウィルコックス 水管 式 


六 五 〇 馬力 ；} 


一、 I 七-,  クー/ ント ウィルコックス 水管 式  一基 

長 I 任し、 十二 IIP 

第五 節 土 佐 ェ •  お t,?. る 主要 機械 設備 左のと おり。 

四 九 五 


二 基 

二 基 

一 基 新設 


基 増設 


二 基 

一 基 

一 基 

基 


取 蹄 役 社 


第三 章 

コ ン ビ ネ 


セ メ 


—ショ ンチ 


ェ 場 

—ブ ミル (径 二. 


四 九 H 


三 四 X 長さ 六. 七 〇 五 米) 

一、 焼成 


二 基 


回転 窯 (径九 X 長さ 二 〇〇呎=径 二  • 七 四 五 X 

長さ 六 〇• 九 六 〇 米)  一 基 

石炭 乾燥機 (グ リンカ 冷却 機 兼用 =径  一 • 五 二 四 X 

長さ 一 〇• 六 六 八 米)  一基 

石炭 粉 碎用フ —ラ— ミル (径丁 〇 六 七 米)  二 基 

同  右  (径 0. 八 三 八 米)  一基 

一、 動 力 部 

主として 原料、 焼成、 仕上 部 は 高知県 営 発電所から 供給 を 受けた： 

一、 大正 九 年 九月、 鏡 川 発電所 を 新設し、 次いで 従来 石灰石の 供給 を 受けて い 

た 土 佐 石灰 索道 株式会社 を 買収、 水力発電の 不足 を 補うた め 更に 工場 付近 

(西 孕) に 火力発電所 を 設置した。 

一 、 同 十三 年 四月、 資本金 を 四百 万円に 増資、 原料受入れ^^施設の増設整備を 

実施。 

一 、 同 十五 年 二月、 資本金 を 一 千万 円に 増資、 従来の 回転 窯 を 改造す ると 共に 

二百 呎 (六 〇. 九 六 〇 米) 回転 窯 一 基の 新設 工事 を 始め、 廃熱 利用 発電 装 si* 

石灰石 採掘 設備 . 石灰石 荷揚 設備 • 出荷 設備 及び 集塵 装置 その他 工場 の增 

設 改造 工事に 着工。 

一 、 昭和 三年 四月、 増設 改造 工事 完成。 その 増設 主要 機械 設備 左のと おり _^ 

一、 原 料 部 


ケント ミル  五 基 

フレット ミル (径 五呎 =  一 • 五 二 四 米)  三 基 

一、 動力 部 

蒸気機関 四 〇〇 馬力、 二 〇〇 馬力、 八 〇 馬力 

ガス ェン ジ ン 一 五 〇 馬力、 五 〇 馬力、 三 〇 馬力 

一、 大正 三年 三月 二十 一 日、 原料 フレット ミルから 出火、 機械 類焼 失、 大 損害を被る-" 

一、 同 七 年 九月、 資本金 を 二百 万円に 増資して、 湿式 新 工場 を 建設、 S  . 乾両 製造 様式 を 併用の 工場と なる" 新 工場 建設 当時の 主要 機械 設 

備は 左のと おり。 

乾式 旧 工場 

一、 原 料 部 

. カンマ ー 式 粘土 乾煉機 (径丁 八 二 九 X 長さ 一八. 二八 八 米) 増設  一基 

コンビ ネ ー シ ヨン チュ ー ブ ミル (怪 ニニ 三 四 X 長さ 六. 七 〇 五 米) 増設  一基 

一、 焼 成 部 

回転 窯 (径六 X 長さ 六 〇呎= 径ー 人 二 九 X 長さ 一 八. 二八 八 米)  三 基 

ラグ ルス コ. I ス式 石炭 乾燥機 (径 一一. 〇 八 三 X 長さ 一 五. 二 四 〇 米)  一 基 

石炭 粉砕 用 チュ— ブ ミル (径 〇. 九 一 五 X 長さ 九 二 四 四 米)  一基 

一、 仕上 部 

コンパ インド チュ ー ブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 九 二 五 米)  三 基 

(旧 工場 仕上 扮末機 は 全部 廃毁 し、 この コンパ インド チュ —ブ ミル を もって 新 工場と 共用) 

湿式 新 工場 

一、 原料 部 

第五 節 土 佐ェ埽  四 九 三 


第三 章 セメント 工場  四 九 二 

に 成功した。 

g 宇賀 慶昌 は慶応 元年 生れ、 昭和 十六 年 七十 四 歳で 死去。 幼少から 機械 類に 興味 を もち、 曰 清 戦争 従軍 後、 船の 機関士の 免状 取得。 土 佐 社に は 

蒸汽 エンジン (十四 馬力) 運転 係の 主任と して 入社。 日露戦争 従軍 後、 浅 野 社 深 川 工場 前の ソパ屋 に 寄寓、 その 斡旋で 同 工場へ うまく 就職で き 

た。 工場で は、 人に あやしまれない ように、 回転 窯 等 主要 機械 や、 コン ベア ー 等 を 歩測、 または、 タパ コを ふかす 真 » をして キ セルで 測ったり 

して、 その 設計 を觉ぇ 込み、 宿所に 帰って から、 まとめ 上げるな ど、 人知れぬ 苦心 を 重ね、 確信 を 得て、 入社 後 四 力 月ぐ らいして 土 ia 社に 復帚 

した。 かれの この 努力が、 みごと 土 佐 社 第一 号 回転 窯の 据 付けに 結 突した もので あり、 その 功繽は 大いに 讚 えられるべき であろう。 

大正 八 年、 土 佐 曹達 会社 役員 就任の ため、 土 佐 社 を 退社。 

^  土 佐 セメント 株式会社 時代 

、 明治 四十 一年 八月、 合資会社 を 「セメント、 石灰、 人造 石、 コ— グス、 晒粉ノ 製造 販売」 を 目的と する 資本金 百万 円の 土 佐 セメント 株 

式 会社に 改組し、 回転 窯 (怪六 X 長さ 六 0&-=径  一 • 八 二 九 X 長さ  一 A  ニー 九九 米) 一 基、 引続き 回転 窯 (径六 X 長さ 六 〇so 一  基 を 増設。 

、 问四 十二 年 六月、 ランプから 火災に なり、 工場 施設 大部分 焼失し、 回転 窯 その他 主要 機械 も 相当の 損傷 を 被り、 復旧に つとめた。 


同 四十 四 年 十月 当時の 主要 機械 設備 左のと おり。 

、原料 部 

フレット ミル (径五 径ー. 五 二 四 米)  一基 

フ— ラ— ミル (三 三 吋 型 =〇 人 三 八 米)  一基 

チュ— ブ ミル (径五 X 長さ 二 〇呎= 径了五 二 四 X 長さ 六. 〇 九 六 米)  三 基 

、焼成 部 

回転 窯 (径六 X 長さ 六 OS0  三 基 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ. I ルス 式 (径子 〇 八 三 X 長さ 一 五. 二 四 〇 米)  一 基 

石炭 粉 碎用チ ュ —ブ ミル (径 〇. 九 一 五 X 長さ 九. 一 四 四 米)  一 基 

、仕上 部 

コンパ インド チュ ー ブ ミル (径五 X 長さ 二  0呎=径 了 五 二 四 X 長さ 六 .〇 九 六 米)  三 基 


(第 86 図'） 明 


一、 明治 十九 年、 小 松 金 吾の 息 龍太郞 は、 H 学 博士 高山 甚太郞 に 依頼して、 浦 戸 湾 粘土 利用に よる セメント 製造 を 計 南- 

一、 同 二十 九 年 五月、 g 窯 式 セメント 工場 を 新設、 「銭 屋セメ ン- 

生 産 高 一 曰 四百 ホン ド 人り. r.- 、お (約 九-白！ a) 


として 贩売。 


窯 (径六 X 長さ 六 0呎=怪 一 人 一 

第五 節 土 佐 ェ玛 


一九 X 長さ 


主要 設備 

g 窯 (怪四 呎= 丁 ニニ 米) 三 基 フレット ミル 一基 

蒸汽 機関 一 四 馬力  一 基 

従業員 五 〇 名 (推定) 

^ 钱屋 セメント 合名会社 時代 

-、 明治 三十 六 年 一月、 結 城 源 太 郎らと 共： 1: 出資の もとに、 銭屋 セメント 合 名 

会社 を 設立。 八月、 資本金 増額" 十 一 月、 資本金 増額。 

(備考) 当時の セメン ト 販売 は、 大阪 方面 へ の 市場の 開 ft 不充分で あ つ 

たため、 県外 移出 は、 高 知 商業 会議所の 報告に よれば、 月 当り 

約 三 五 通 ~六〇 迹 0  一 o〇~ 三 五 0 榑)、 移出 額 七 〇〇 円 ~ 八 七 

五 円の 僅かな 数量であった。 

一、 同 三十 八 年 四月、 銭屋 セメント 合名会社 解散。 

^  土 佐 セメント 合資会社 時代 

一、 问三 十八 年 九月、 臼 井鹿 太郞. 松 村寛藏 及び 宇田 友 四郞ら は、 銭屋 社の 全 

施設 を iH 収 して、 資本金 二十 一万 円の 土 佐 セメント 合資会社 を 設立、 再発足 

す C 

f  -  主要 機械 設備と して は、 g 窯 三 基 を 廃止し、 技師 宇賀 慶昌 (注) は、 回転 

八 •  二八 八 米) 一基の 新設に 当り、 浅 野 社 深 川 工場 機械 を 参考と し、 苦心の 上、 製作 据 付け 
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第 即 七； It- 111 場 (高知県 高 知 市 孕 東 町 二 五番 地) 

沿 革 

一、 文久 一一 一年 一一 一月、 5 市 浦 戸町の 石墨 者 「鐘」 小 松 金 吾 は、 現在の 土 佐 HI 側 敷地 I 村 S 右衛門から 變け、 石 i 造に 攀。 
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採 掘 高 


(単位 瓲) 


四 九 〇 

(昭和 二十 八 年 三月 現在) 


年 次 

採掘 髙 

昭和 16 年 

48,455 

17 

48,926 

18 

48,166 

19 

11,377 

20 

8,890 

21 

12,908 

22 

39,943 

23 

47,416 

24 

61,294 

25 

61.8-41 

26 

81,975 

27 

•47,407 
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法 

法 

昭 

採 

四 
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1 

現 
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期 

四 

在 

間 

上 
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備 

下 

向 

積 

掘 
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用 

積 

1  ^ 

1 

考 

、採掘 高  (単位 瓲) 


0  中 野 採掘 場 (広島県 豊田 郡大崎 町中 野) 

面 積 九 町 二 R 八 畝 ニニ 歩 (社 有 地) 

S 一、 明治 三十 八 年、 望月 佐 平 個人 柽営を もって 開発、 石灰 製造 並びに 売鉱 開始" 

一、 大正 十 年、 望月 佐 平、 徳利 ISf? を 築造し、 セメント 製造 を 計画した が 失敗。 

一 、 问 十三 年 三月、 株式会社 森 川 製粉所が 買収して、 石粉 工場 を 建設、 月産 七 千 

0 瓲 程度 採掘" 

一、 昭和 十四 年 四月、 採掘 場 は 曰 束 セメント 株式会社が、 石粉 工場 は 伊藤 製粉所 

中 (現在、 堺 化学工業 株式会社 広 島 工場) が それぞれ 買収し、 以後、 伊藤 製粉所 

) 石粉 原料と して 売鉱 並びに 当 工場へ も 供給。 

5 一 、 同 十六 年 三月、 浅 野 社に 合併され、 当社 中 野 採掘 場と なり、 糸 崎 工場 及び ffi^ 

g 化学 製粉所へ 供給して 今 曰に 及ぶ。 

一 、 採掘 法の 変遷 
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第三 章 セメント 工場 

昭和 十六 年 三月、 日 東 社が 当社に 合併され、 当社 関 前 採掘 場と なる。 

1; 十九 年 二月、 当 工場が アルミナ グ リンカ 製造に 転換の ため、 石灰石の 採掘 量 激減" 

问 二十 一 年 五月、 グラッシ ャ I 移設 並びにべ ルト コンペ ァ ー 新設 工事 実施、 同時に 自家発電 を 買電に 変更。 

同 二十 六 年 十二月、 一部に 簡易 エンドレス 捲 を 採用 e 

採 法の 変遷 
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(昭和 二十 八 年 三月 現在) 
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一、 昭和 二十 一年 三月、 セメント 製造に 復帰した ため 松 本文 治から 買鉱 再開。 

一、 ！ 1： 二十 二 年 二月、 松 本文 治の ほか、 岡 本 優 (広島県 豊 3 郡 束 野村垂 水) から 

の買鉱 |1始_。 

一、 同年 四月、 1； 本 所有の 採 W 場の 整備 拡充 完了し、 问所 のみの 採掘 量で 充足 さ 

れる 見通しが ついた ので、 松 本文 治からの 買鉱を 中止、 以後 は！： 本 優からの 買 

鉱で 現在に &ぶ。 

ハ、 挂酸質 原料 

創業 当時から 買鉱 によって 充足し、 現^に 及ぶ。 買鉱 先の 変遷 左のと おり。 

一、 創業 当時から 昭和 十九 年 一月、 アルミナ クリン 力 製造お 換 まで、 福！； 県 京都 

邯 i 刈 m 町、 江 淵 友 市から 買鉱。 

一、 は 和 二十 一年 三月、 セメント 製造に 復帰 以降 は、 福岡県 小 倉 市 石 原 町、 黒 崎 

窯業 社 採掘 場、 並びに福岡県京都郡^^田町、 三 原作 平の 二 力 所から 買鉱 したが 

現在 は 主として 三 原作 平から 買鉱。  一 

一、 ：！！ 二十 七 年 十二月、 撟本晋 一 (山口県 柳 井) から 買鉱 開始。  一 

関： E 採掘 場 (愛媛県 越 智郡関 前村大 宇大 下 宇小大 下) 

積 六 町 二  R 五 畝 六 歩 (社 有 地) 

一、 L= ^二 年 ごろ、 w 上通憲 により 開鉱。 

一 、 同 八 年 八月、 日. * 社、 村 上通憲 と買鉱 契約. 締結。 

同 九 年 三月、 機 « 設備 工事に 着工、 十二月 工事 完了、 電力 は 自家発電 を もって 採掘 il 始。 

！ E 十 丑年 十月、 曰 來 社 は、 W 上通憲 と 採掘 突 約 を 結び、 工場 直営と なる。 

第 四 節 糸 崎 工場  四 八 七  - 


J 眾 

科 

受入高 

、単 liAfeJ 

年 次 

'' 粘 土 

質 

原 

料 

酸 

質 原 

料 

淡 路都志 
粘土 組合 

i 宮本博 

12* 乎乂  Ttl 

岡 太 

1       千 AC 

江 淵 友 市 

~ '，か 11- 

1  X- の ■fib 
て V ノ, B 

昭和 9 年 

*t，ioo 

1    4  ^10 

1 
1 

1 
1 

8,498 

1  3,229 

3,229 

10 

丄， 7/  i 

20  2^*6 

' 1,296 

23,524 

3,605 

3,605 

U 

4  282 

13,583 

17,865 

4,200 

4,200 

12 

7 159 

14,307 

21,466 

1  3,866 

3,866 

13 

5 186 

18,638 

23,824 

5,381 

5,381 

14 

711 

20,409 

21,120 

6,100 

6,100 

15 

5,425 

20,123 

25,548 

5,805 

5,805 

16 

3,897 

8,994 

CO 

ひ 1 

3,187 

220 

3,407 

17 

q  652 

9,967 

19,619 

3,935 

434 

4,369 

18 

8,722 

8,563 

17,285 

3,007 

3,007 

19 

436 

-177 

169 

169 

20 

0 

0 

」丄 

ゥ に o く 

ノ,! >y6 

2,596 

175 

l,16z 

22 

918 

3,923 

4,841 

U012 

1,131 

2,143 

23 

3  432 

3,432 

895 

895 

24 

6,377 

6,377 

1,240 

1,240 

25 

13,418 

13,418 

4,635 

4,635 

26  ' 

17,363 

17,363 

6,204 

115 

6,319 

27 

13,635 

13,635 

7,805 

100 

7,905 

計 

6,160 

70,036 

119,435 

58.148 

253,779 

42,659 

21,791 

3,162 

67,612 

u: 义 レ ゝ 

f  ノ ュノ 

原 料 

f 、石灰石 

昭和 七 年 十月、 工場 創設 当時 は、 蒲 刈 を 所属 採掘 場と し 

て 採掘 を 開始した が、 その後 H 場の 生産高 * 次 増加す るに 

伴い、 蒲 刈の ほかに、 森 川 (現 中 野 採掘 場).；： s 上通憲 (現 

関 前 採掘 場) •  iSi 久見 鉱業. 貝 島 鉱業 等から 買鉱、 昭和 十 四 

年に 中 野 採掘 場 を、 十五 年に 関 前 採掘 場 を それぞれ 買収し 

て 工場 直営と した」 

二十 年 十二月、 蒲 刈 採掘 場を麼 止、 現在 は 中 野. 関 前 を 

所属 採掘 場と して、 他に 上 蒲 刈 島 . 大崎上 島 . 小 大ド島 . 

弓 削 島 等、 瀬戸内海 各所から 買鉱 している： 

口、 粘土質 原料 

創業 当時から 採掘 場 を 直営と しないで、 すべて 買鉱 によ 

り 現在に 及ぶ。 買鉱 先の 変遷 は 左のと おり。 

一 、 昭和 九 年 七月、 工場 創業 当時 は、 宮本博 (広島県 豊田 

郡 東 野宇垂 水： 小琴 島) 並びに 淡路島 都 志 粘土 組合から 

買鉱。 

1 、 同 十 年 十 一 月、 松 本文 治 (広島県 豊田郡 木 谷 村 宇吉 名) 

から 買 鉱： 

一、 同 十九 年 一月、 当 工場が アルミナ グ リンカ 製造へ 転換 

のた め H 鉱中 止。 
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出荷  高  （単位 


年 次 

ボ ルト ラン ド 

シ リ 力 

髙 

炉 

雑 用 

合 計 

備 考 

昭和 9 年 
10 
U 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 

3,798 
73,157 
78,785 
67,451 
87,174 
120,414 
96,278 
95.947 
78,900 
51,275 
7,306 
1^213 
7,972 
23,053 
21,916 
40,268 
78.591 
109,845 
104,337 

1                                    o  o        in  On 
1                                 CO  r>i 1、 ひ 

(N  ―. 

300 
1.500 

80 
786 
1,310 
24 

001^ぃ—ォサ001ハ0~(\0<^("^11"^("^001ハぃ1"^ 

1>«»<~|[^す，-" (す| ハ す ひ orsr>' ひ— r^ir\^oroi~o 

t^I^Ooor-i^or^^o— <              r-i         す 1、  -H  O 
•— <  ■ — 1  ■ — I  . — 1 1 — 1 

12 月 1 曰から 記載 

3 月 合併 

計 

1,147,680 
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2,200 

1,198,934 

輸 送 

別 出荷 高 

(単位 瓲;） 

年 次 

汽 船 

機帆船 

货 

車 

トラック 
その他 

合 計 

備 考 

昭和 9 年 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 

2,990 

3,785 
71,276 
76,970 
66,145 
85,674 
102,237 
91,888 
60,420 
61,190 
53,105 

4,427 
817 

3,116 
14,382 
16,167 
26,436 
37,915 
60,544 
48,866 

4^    Ji.   Oj   CpO  \0    t-O          l-O          On    CT\    K>   K)  >0 
ム VD   V/1 4；^    tvj リ 1          O    "I リ1  O          O リ 1 
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r-N  —  1、 す—！ す' ハす o\or>"ir^ic\  —  1^1 ハ voforri 

12 月 1 日から 記載 
3 月 合併 

計 

2,990 

885,360 

260,282 

50,302 

1,198,934 

1 

(備考） 容器 別 出荷 髙 

昭和 17 年 当時 陸軍の 特命に よ り、 僅かに （数量 不明で あるが 500 瓲 程度） 25  Si 紙 
袋 を もって 出荷した 以外 は、 昭和 9 年 以降 現在に 至る まで、 すべて 50 赶 紙袋 を もつ 
て 包装 出荷す。 
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従業員  （採掘 場） 


年 次 
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社 
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員 
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39 

98 

43 

98 

4 

80 

42 

71 

46 

72 

22 
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50 
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54 
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4 

80 

35 

59 

39 

61 
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55 
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58 
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60 

31 

54 

34 

53 

24 

75 

52 
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6 

60 

27 
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25 

75 

51 
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60 
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9 

60 

33 

56 

36 

56 

27 

75 

50 
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53 
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40 

32 

54 

34 

53 

1 

(備考） ひ） 関 前の 昭和 19 年 以前 は 不明。 


(2) 指数 は 閱前は 昭和 19 年 を、 中 野 は 昭和 15 年 を 100 とした 


生産高  （単位 S£) 


年 次 

当社 合併 以前 

当 

社 合併 

以 

後 

(i  考 

ボル ト 
ラ ン ド 

シリカ 

合 計 

ボ ル ト 
ラ ン ド 

シリカ 

高炉 

雑用 

合 計 

昭和 9 年 
10 
11 

ひ O ム 
ム— 
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74,041 
75.614 

f7〜ll 月間 は 試 

^ 期間の ため， 聯合 会 

1 に 報告-せず 

12 
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68.477 

13 

88,810 

88,810 

1-f 

119,312 

119,312 

15 

96,830 

24,070 

120,900 
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3,030 

15.395 

17 

82,670 

2,500 

300 

85,470 

3  ；1 合併 

18 

78,110 

78,110 

19 

50,490 

16,390 

65,880 

/2 月 アルミナ ダリン 
1 力 焼り ミに 坛换 

H 月 セメン ト 製造 再 
1 開 

20 
21 
22 

7,767 
230 

8,660 

1,355 

9,122 
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8,660 

23 

22,570 

800 

23,370 
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22,270 

100 
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25 

42,650 
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43,950 

26 
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27 
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s, 浅 野 セメント 株式会社 時代 

一、 昭和 十八 年 二月、 一号 石炭 粉末 機 (径ー . 五 二 四 X 長さ 六 .〇 九 六 米) を士別 工場へ 移讓。 

一 号 石炭 乾燥機 (径ー ニー 一  九 X 長さ 一 一 マ 一 九 二 米) を 政府の 要請に より 解体 供出" 

、 同年 十月、 従来の 機械 第二 工場 を 糸 崎 製作所と して 分離 独立。 

、 同 十九 年 二月、 セメント 製造 を 休.^ し、 曹達 法に よる アルミナ クリン 力 製造に 転換。 四月、 アルミナ 転換に 伴い 工場 敷地 狭 12 となり、 

海軍 第 十一 航空 廠の 幹旋 により、 広島県 深 安 郡 御 野 村、 備後 織物 会社 工場 を 買収、 糸 崎 製作所 を 移設 G 

、 同 二十 年 四月、 大阪 第一 工場から 二号 ボ イラ— を 移送され たが、 設置に 至らず。 

、 同 二十 一年 四月、 セメント 製造に 復帰。 

、 同 二十 六 年 四月 ~ 五月、 一 号 原料 粉 * 機 (径 二. 二 〇〇x 長さ  一 二 .〇o〇 米) 並びに 一 号 仕上 粉末 機 (径 二. 二 〇〇x 長さ 一 一一 .〇〇o 

$ を 西 多 摩 工場 増設の ため 移設、」 

、 同年 十 一 月、 一 号 回転 窯 (径三 .〇 五 OX 三 丄ハ五 〇x 長さ 六 〇•〇〇〇 米) を 佐 伯 工場 増設の ため 移設。 

、 同 二十 七 年 五月、 石灰石 入設摘 改造 工事 実施。 

、 現在 月産 能力 一 万瓲、 

、 現在 敷地 面積 一 七、 七三 ニ圩 八、 六 一 八 平方 米) 

、 責任者の 変遷 (当社 合併 以降) 

昭和 十六 年 三 H> /十八 年 九月  工場長 柏 木 正  一 

同 十八 年 十月 ~ー 一十一 年 一月  同  細井润  三 

H  二十 一年 二月）' 二十 年 九月  ， 同  安樂 正 行 

H  二十 四 年 九月 以降 現在  同  森 田充美 
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K 七 九 
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一 号 石炭 乾 S 機 (径ー ニー 一  九 X 長さ 

一二 二 九 二 米)  一基 

二号 石炭 乾燥機 (径丁 八 二 〇x 長さ 一八 丄ー〇〇 米) 一基 

一号 石炭 粉末 機 (径丁 五 二 四 X 長さ 六. 〇 九 六 *) 一基 

二号 石炭 粉末 機 (径 一. 八 二 OX 長さ 

七. 五 七 五 米)  一基 

1 号 回転 K  (径 一一 一一； gj^gxsj 

六 〇.〇〇〇 米)  一 基 

一一 号 回 転 G 直 一一 一 ：l{^ljxf 

六 〇 丄ハ 0 六 米)  一基 

一 、什 上 部 

一 号 仕上 粉末 機 (径 二. 二 oox 長さ 

ニー  •〇〇〇 米)  一基 

二 ゆ 仕 卜お 木 機 G さ 丁 四 三 八 X 長さ  一二 二 七 五 米) 一 基 

一、 動 力 部 

汽  iw  (エツ ジ ム ァ I 型、 伝 熱 面積 一、 〇 九 四 

平方 米)  一 基 

汽  機 (エツ シャ I ゥ イス インバル ス、 二、 八 

OOKW) 

発 ^ 機 (三菱^ 機 六 〇 サイクル、 二、 八 OOKW) 

合併 当時の 月廢 能力 八、 四 〇 五 通 (商工 省 査定) 


石灰石 乾燥機 (径ニ  • 一  三 四 X 長さ 二  一  • 三 三 六 米) 一 基 

原料 再 粉末 機 (径 二.  二 〇〇x 長さ  一 0.000 米) 一基 

廃熱 汽缶 (エッジ ムァ— 型 伝 熱 面積 一、 〇 九 四 平方 米) 一基 

汽 機 (エツ シャ ー ゥ イス. インパルス 一一、 八 〇〇K 

W)  一  基 

梵 _小# 機 (三菱. 中 e 機 六 0 サイ グルー 一、 八 〇〇KW) 一基 

コ ッ トレ ル 集塵機 (回転 窯 付 毎分 三、 000 立方 米) 一 基 

同  (原料 乾 煉機付 毎分 五 o〇 立方 米) 一 基 

当時の 工場 敷地 面積 五三、 八 五六 平方 米 

、 昭和 十四 年 四月 一 日、 工場 に 機械工 場 創設し、 大阪 陸軍 造兵廠の 兵器 

作 を 開始。 

、 同 十五 年 二月、 姫 島 産 石英 粗 面 岩 を 便 用して シリカ セメントの 製造 開始。 

、 同 十六 年 三月、 日 束 セメント 株式会社 は 当社に 合併され、 当社 糸 崎 工場 並 

びに 第一 一 機械工 場と 改称。 合併 当時の 工場 主要 機械 設備 左のと おり。 

、原料 部 

石灰石 乾燥機 (径 二. 一  三 四 X 長さ 二 一  丄 二三 六 米) 

粘土 乾燥機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 二 一  . 三 三 六 米) 

一 号 原料 粉末 機 (径 二. 二 〇〇x 長さ  一 二 .0〇〇 米) 

二号 原料 粉末 機 (径千 四 三 八 X 長さ  一二 二 七 五 米) 


原料 再 粉末 機 (径ニ • 

一、 焼 成 部 
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一一 〇〇x 長さ 一 〇•〇〇〇 米) 
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昭和 九 年 七月、 糸 崎 HIH し、 乾式 佳より、 ml 舊 当時に おける 秦 機械 篇左 のとお 

一、 原 料 部  一基 

粘土 乾燥機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 二 一  .三 三 六 米)  一 基 
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石炭 乾燥機 (径丁 ニー  九 X 長さ 一二 二 九 一一 米)  一基 

5 炭 粉末 機 (径ー . 五 二 四 X 長さ 六. 〇 九 六 米) 

一、 仕上 部  一基 

士上 粉末 機 (径 二.  二 OOX 長さ  一 二  •〇〇〇 米) 

工場 敷地 面積 五三、 八 五六 平方 米 

、 同年 十 一 月、 当社、 曰 東 社の 経営に 参画。 

、 同 十 一 年 七月、 森 田 福 市 社長 辞任し、 浅 野 総 一郎、 社長に 就任して 径 営の 実 榷を 握る。 

、 同 十二 年 一一 一月、 回 S 増設 及び 主要 設備 SHi 成、 月産 能力 一七、 一一 一 0 瓱 となる。 新 増舊の 主な もの 左のと おり。 
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沿 革 

わ 日 東 セメント 株式会社 時代 

一、 昭和 七 年 十月、 広島県の 森 田 福 市の 発起に より、 資本金 二百 万円 を もって 日 東 セメント 株式会社 を 創立、 森 田 福 市 を 社長と し、 本社 及 

び 工場 を 広島県 糸 崎 町 (現在 三 原 市) に 設置す •」 工場 敷地 面積 一 ヒ、 四 七三 坪 (五 七、 七 六 二 平方 米) 
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明治 二十 八 年 ごろ、 白 崎 村の 有志が 手ぐ り 穿孔に よって、 黒色火薬 を 用いて 小規模の 採掘 を 開始。 

一 、 同 四十 一 年 十月、 東亜 セメント 株式会社 (尼 崎 工場) 採掘 開始。 当初 は、 

一部 白 崎 村民の 請負 作業で、 前記 同様の 採掘 法 を 行って いた。 採掘 作業 人員 

は 約 三、 四十 名、 積載 船 は 六 〇 通 積みの 帆船であった _リ 

一、 その後 一時 採掘 を 中止、 大正 十二 年、 再び 採掘 開始。 十三 年、 当 工場へ 売 

鉱し、 まもなく 廃止。 

一、 昭和 十 年、 東亜 セメント 株式会社、 株式 を 浅 野 社へ 讓 渡し 径 営の 実権 移る 

に 及んで、 実質的に は 当社の 技術に より 採掘され、 同時に 破碎 機等大 増設 を 

行い、 大阪 • 尼崎両 工場の 需要 を充 たし、 他 工業 (製鉄 • 製 綱) にも 供給す 

るな ど、 当社 径営前 は 年産 高 僅か 一 八、 〇o〇 通 前後であった のが、 十二 年 

~ 十七 年に かけて 年産 高 二 〇 万 通 ~四〇 万瓲 への 一 大飛^ をと げた。 この間 

昭和 十三 年 三月），^ 十七 年 三月、 来 亜 セメント 社 関西 鉱業 所に より 径 営され た。 

一、 同 十四 年 七月、 トンネル 法 を 採用 

一、 同 十七 年 三月、 東亜 社 は 当社に 合併され たので、 当 工場 直営と なる。 

一、 同 二十 六 年 八月、 新 鉱業 法に 基き、 追加 鉱物と して 鉱業 権 を 取得。 

一 、 同年 十月、 一 号 及び 二号 シ ュ リンケ ー ジ、 並びに 西 丁 場自走 運搬 路 延長 三 

〇〇 米の 新設 工事 续ェ。 

一 、 同 二十 七 年 一 月、 表土 除 まに 関し、 白 崎 村大引 漁業 組合と 昭和 三十 一 年 一 一 

月末まで 満五カ 年間の 契約 成立。 

一、 同年 四月、 一号 グロ ー リホ— ル遂ェ 

一 、 同年 五月、 一 五 〇 馬力 空気 压縮機 一 基 増設、 並びに 表土 水洗 用 七十 五 馬力 ポンプ 一 基 を 新設、 表土の 大規模 除 まに 着手。 
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原 料 

ィ、 む 灰 " 

大正 十三 年、 大阪 工場 開設 (大阪 木津川 セメント 合併) 当時 は、 小 大下島 (愛 緩 県 越 郡 関 前 村小大 下) . 岩 白 (広島県 豊田郡 木 ノ江町 

岩. En) . 白 崎 . 衣奈 (和歌山県 曰 髙郡衣 • 大崎 (同県 海草 郡大 崎： W) 等 かち 買鉱 したが、 和歌山県 下の 買鉱 は、 まもなく 廃止した。 

昭和 九 年 工場 増設と 共に 岩， H» 掘 場 を 買収し、 次いで 十三 年、 井村 亮と突 約 を 結び、 小大下 採掘 場 は 直営 採掘 場と したが、 十六 年 岩 白 

採 W 場 を、 二十 三年 小大下 採掘 場 を 閉鎖した.。 白 崎 採掘 場 は、 昭和 十一 年 実質的に 当社 直営 採掘 場と して、 人 KWT ひ^ 崎 工場へ 供給した 

が、 liJ 崎 H 場 閉鎖と 共に、 ^工場の 主力 採掘 場と して 今日に 至ってい る。 

なお 津久見 鉱業 所から 供給 を 受けた ほか、 現在、 岡山県 曰 鉄鉱 業 社 井倉 鉱業 所 等から 少量 を H 鉱 している" 

口、 粘土質 原料 

一 、 大正 十三 年、 工場 開設 当時 は 都 志 (兵車 県 津名郡 都 志 町 万歳 原 田吉平 所有 山」 から 買鉱 し、 また 水屋 土地 会社 所有地. C 拈土  (明 石 

~祌 戸間〕 も 採掘 使用した が、 後者 は まもなく 廃止し、 その後 は もっぱら 都 志 粘土 を 使 川した- - 

一、 昭和； J 年、 野 瀬 (兵庫県 相 生 町 野 瀬」 粘土 を 使用した が、 十 年内 田 粘土 採掘 場 開設に ft い、 都ぶ 粘土と 共に 廃止、 その後 rtwtt 土 を 

使用して、 現在に 及ぶ。 

ハ、 酸 質 原料 

酸 S 原料 は WIS 鉱 により 充足し、 従来は 九州 i 刈 田 産 軟珪石 等 を 使用した が、 現在の 購入先 は 左のと おり。 

日本 桂 石 株式会社 和歌山県 下 律 (白 倉珪 石) 

室 谷 工業 株式会社 兵庫県 二見 (クレ ー 滓) 

;w 見 鉱 所 福岡県 恒見 (軟挂 石) 

白 崎 採掘 場 (和歌山県 曰 高 郡 由 良 町 大字 大引， z: 崎) 

面 積 七 町 七 反 九 畝 二十 九 歩 (契約 地) 鉱区 八ヒ 一 ァ —ル 


出  荷  局 


(単位 !£) 


年 次 

•4"，        II  L 

^>    ノレ 卜 

フノ  I" 

髙 炉 

雑 

用 

ム  sU 
n  ni 

普 通 

ぺ  口 

昭和 15 年 

219,883 

不 明 

219,883 

16 

173,868 

34,725 

208,593 

17 

118,968 

37,390 

156,358 

18 

78,958 

8,390 

14,740 

102,088 

19 

77,169 

1,737 

15,793 

160 

94,859 

20 

22,996 

180 

4,121 

27,297 

21 

30,704 

3,536 

34,240 

22 

50,418 

80 

50,498 

23 

51,656 

1,912 

53,568 

24 

61,916 

55 

2,117 

64,088 

25 

85,307 

7,731 

499 

26 

106,140 

13,021 

179,161 

27 

169,227 

11545 

183,772 

計 

1,247,210 

117,774 

30,533 

12,425 

1,467,942 

容 器 別 

出 1^  1^ 

(単位 Hi) 

年  次 

紙  袋 

昭和 22 年 

50,498 

50,498 

23 

53,568 

53,568 

24 

64,088 

64,088 

25 

93,537 

93,537 

26 

178,901 

260 

179,161 

27 

180,147 

3,625 

183,772 

計 

620,739 

3,885 

624,624 

(備考 ） （1) 昭和 21 年 以前 は 資料 流失の ため 不明 
(2) 昭和 21 年 以後 紙袋の み 


輸送 別 出荷 高 


(単位 旌） 


年 次 

機帆船 

貨 車 

トラック その他 

合  計 

昭和 21 年 

16,363 

7,755 

10,123 

34,241 

22 

2,574 

12,248 

30,682 

4,994 

50,498 

23 

13,257 

18,892 

13,948 

7,471 

53,568 

24 

9,452 

25,140 

14,082 

15,414 

64,088 

25 

24,045 

8,056 

29,975 

31,461 

93,537 

26 

52,019 

11,135 

37,400 

78,607 

179,161 

27 

53,807 

8,601 

40,677 

80,687 

183,772 

計 

171,517 

84,072 

174,519 

228,757 

658,865 
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生産高 


(単位 旌） 


年 次 

 . 

ボ ル 卜 

ラソド 

高 炉 

m 用 

R  n't" 

1 普  33 

ベ  口 

大正 13 年 

22,364 

22,364 

14 

34,817 

j 

34,817 

昭和 元年 

57,618 

57,618 

57,196 

57,196 

66,516 

1 

66,516 

I  4 

65,988 

65,988 

56,496 

56,496 

6 

50,111 

j 

50,111 

50,031 

50,031 

8 

90,596 

90,596 

1  9 

72,711 

72,711 

10 

181,299 

25,862 

207,161 

11 

153,383 

42,711 

196,094 

12 

184,321 

35,435 

219,756 

13 

138,952 

38,354 

177,306 

14 

172,129 

32,817 

204,946 

15 

186,066 

36,838 

222,904 

！ 16 

178,293 

33,193 

1 

211,486 

17 

112,805 

36,877 

149,682 

18 

79,159 

9,621 

17,607 

106,387 

19 

72,989 

12,926 

1,624 

87,539 

20 

24,708 

3,776 

28,484 

21 

31,020 

！ 

2,744 

33,764 

22 

49,025 

500 

49,525 

23 

51,960 

1,460 

53,420 

24 

63,960 

370 

2,190 

66,520 

25 

86,290 

7,570 

93,860 

26 

165,340 

13,360 

178,700 

27 

172,230 

15,470 

187,700 

計 

2,728,373 

328,478 

30,533 

12,294 

3,099,678 

(備考 ） （1) 大正 13 年 以降 1 樽 380 ボンド 入り 

(2)  昭和 2 年 9 月 以降 1 擦 170 赶 入り （ 1 袋 50 赶入 I) ) 

(3)  昭和 6 年 7 月 以降 瓲 建に 改め、 一 袋 50 赶 入り 
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200V  1501 ？〜 1.5HM51 台  u  2.699H> 

lOOV         5IP〜 1H»     9 台  ,  44I-P 
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'ヽハ 
、リ 

f  2.400  X  U.OOO 

19.7 

19.5 

16.7 

33.4 

各 
1.250 

S  »  m 

現状 
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第三 章 セメント 工場 

大正 十三 年 

同 十 g: 年），. 昭和 二 年 

昭和 三年 

同 四 年 ~ 五 年 

同 六 年 ~ 七 年 

同 八 年？ 九 年 

同 十 年？ - 十三 年 

同 十四 年一十六 年 十 一 月 

同 十六 年 十二月 ~ 十八 年 一 月 

同 十八 年 二月- (二十 一年 一月 

同 二十 一 年 二月 ~ 二十 四 年 八月 

同 二十 四 年 九月？ -ニ 十八 年 九月 

S 二十 八 年 十月 以降 

(備考) 一、 昭和 四 年 五月、 支店 制 を 廃し、 工場 制 を 採用。 

1、 同 五 年 七月、 支店 制 を 復活し、 販充 事務 を 工場から 分離。 

一、 同 六 年 七月、 工場長 を 工場 支配人と 改称。 

一 、 同 十五 年 十 一 月、 工場 支配人 を 工場長と 改称。 


四 六 四 

工場長 渡 波 珍 久 

支店長 金子 喜 代 太 

事務長 川 久保鐵 三 (工場長 空席) 

工場長 莊 司  毅 

工場 支 E 人 莊司  毅 

同  松 村 正 治 

同  佐久間 國三郞 

同  井上 英熙 

工場長 古 瀨 健 男 

同  小 林 毎 治 

同  武田 逸男 

同  中 川 一久 

同  西 川常久 


休お の 第一 工場の 運転 を 再開。 

、 十二 年 八月、 第  一 H 場 二号 仕上 粉末 機 (径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米) を 台湾 H 場へ 移設。 

、 M 十六 年 一月、 第一 工場 石炭 粉末 機チュ ー ブ ミル (径 五. 五 X 長さ 二 〇呎= 径丁六 五一 X 長さ 六 •〇 九 六 *) 一基 を 川： rl 場へ 移設- 

、 同年 六月、 第一 工場 二号 回転 窯 (径ニ  •  二八 六 X  二. 七 四 三 X 長さ 四 六 •〇〇〇 米) を 満州 特殊 鉄鋼 株式会社へ 譲渡。 

、 M 年 十二月、 第一 工場 一 号 回お 窯 運転 休止。 

、 M 十八 年 二月、 第一 工場 原料 再 粉 機 コンペ ッブ ミル (径ー . 八 二 九 X 長さ 六. 七 〇 六 米) を 北海道 (上 礎」 工場へ 移讓" 

、 同年 六月、 高炉 セメント 製造 開始。 

、 同年 七月、 第一 工場 一号 回転 窯 (径 ニニ 一八 六 X  一丁 七 四 三 X 長さ 四 六. 〇〇〇 米) を 日本 軽金属 株式会社 水 工場へ 讓渡。 

？ S 残存 設備に ついては、 昭和 二十 七 年 十一月まで 順次 売却 処分。 

、 M 年 八月、 第一 工場 一号 仕上 粉末 機 (径 ニニ 三 四 XK さ 七 • 三 一 五 米) を 門 司 工場へ 柊， 設： 

、 同 二十 年 四月、 第一 工場 二号 ボイ ラ —を 糸 崎 工場へ 移設-」 

、 ：！！ 二十 五 年 ~ 二 十六 年、 アサノ マスコ ン セメント (中 熱 セメント) を 造し、 京都府 新庄 ダムに 使用。 

、 问ニ 十五 年 九月 三日、 ジュ I ン 台風 襲来に より 全 工場 冠水し、 運転 不能と なる。 九月 末から 一部 運転 il;e、  二十 六 年 三月 完全 復旧. - 

、 同年 十 一 月、 わが国 最初の A  E セメン トを 製造。 

、 同 二十 六 年 九月、 工場 内 高潮 防禦 対策 工事 完成。 

、 同年 十一月、 第一 工場 原料 粉末 機 (径 ニニ 三 四 X 長さ 六. 七 〇 六 米) を 佐 伯 工場へ 移設" 

、 同年 十二月、 パラ セメント 出荷 設備 完成、 浅 野スレ ー ト 社大阪 H 場 向け 出荷 11 始" 

、 IE  二十 七 年 十 一月、 第一 工場 建築物 を 撒 去、 整理。 

、 現在 月. 1^ 能力 一 じ、 九 o〇 通 

、 現在 敷地 面積 一 八、 九 四 五坪 一 三 (六 二、 六 二八. 八 平方 米) 

、 責任者の 変遷 (当社 合併 以降) 

第三 節 大阪 工場  四 六 三 


第三 章 

1 、 


原料 部 

原料 粉ぶ 機 


場 


ュ 二 ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一 三 .〇〇〇 米〕 

一、 焼成 


H 六 一一 


三 基 


回転 窯ュ ナツ 7 ス型 (径 三. 一 五 〇x 三. 四 五 〇x 長さ 六 二  •  二 〇〇 米) 

二 基 

冷却 機ュ ナック ス型 (径ー .〇 五 OX 長さ 五. 六 〇〇 米) 二十 四 本 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ— ル式 (径  一， 三 OX 長さ 一 八 .〇〇〇 米) 

ニ甚 

石炭 粉末 機 チュ— ブ ミル (径ニ •〇〇〇>< 長さ 七. 二 o〇 米) 二 基 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機ュニ ダン ミル (怪ニ -11〇〇><  長さ 一三 .〇00 米) 二 基 

一、 動 力 部 

汽 (パブ コ ック ウィル コ ックス 刑」 水管 式、 伝 熱 面積 一、 〇 ニニ 平方 

*)  ニ罐 

汽機 (ッ エリ— 式 五、 〇〇〇KW〕  一基 

発電機 (三相交流 五、 〇〇〇KW)  一基 

一 、 電 IS 集塵 装置 

n ッ トレ ル式震 集囊置 (^二 琵： gggsgg)  二 基 

、 昭和 十 年 六月、 試運転 終了後に おける 第二 工場の 生瘦 能力 は、 月産 二 〇、 

二 五 0 瓲と 査定され、 旧 工場と 合わせて、 s 産 能力 二 九、 000 瓲 となる。 

、 ；！： 十一 年 九月、 聯 八：； 会^ 約に よる 八；！ 理化 運お^ 施に より、 冋 九 年 十二月 


二  • 七 四 三に、 長さ 四 五-七 〇〇 米に 掂大) SP 産 を 図る。 

一 、 増設 工事の 完成に より、 昭和 八 年 二月から 工場の 月産 能力 はヒ、 九 五 〇 瓲と なる (月額 一 、三 九 〇 通の 増加) 

一、 同 九 年 一月、 回 窯 二 基の 増設 工事に 着工。 

一、 同年 九月 二十 一 日 午前 七 時半、 関西 地方 を 襲った 風速 六十 米、 高潮 二 米 以上に も 達した {m 尸 台風 は、 当 工場の 旧 工場 設備 及び 新 工場？？ 

設 中の 諸 設備に 甚大な 被害 を もたらした。 その 被害 状況 は 大要 次のと おりで ある」 

一 、 高潮 襲来し、 新 工場の 地盤 上 一 米、 旧 工場の 地盤 上 約  一 .£ 米、 構. e 全般に a,^ した。 

二、 倒壊 建物 

新設の ため、 組立 中の 鉄板 製 丸型 セメント サイロ は 暴風に より 歪曲、 半倒壞 した。 そのほか、 各 現場で 工事中の コンク リ ー ト 5 枠 ま、 

ほとんど 破損した。 

旧 工場の 木造 出荷 梭橋は 風浪に さらわれ、 破壊 流失、 浜 冷却水 ポンプ 室. 原料 計量 室 は 倒壊し、 粘土 置 場. 修理工場. 物品 倉庫 及び 新 

工場の 購入 物品 倉庫 は 半 倒壊した。 その他、 ほとんど 大部分の 建物 は 屋根 . 壁 . 建具 を 破 ほした。 

三、 機械 類 

新 工場 増設の ため 購入の 電動機 は、 当時 物品 念 庫に 保管 中であった ので、 大型、 小型 約 一 〇〇 台の ほか、 増設 用 機械 部品のう ち、 主と 

して 小物 類の 大半が 浸水した ので、 塩 抜き、 洗滌、 乾燥す るな ど、 手入れに 多大の 曰 時と 手数 を 費した-し 

旧 工場 原料 用 粘土 起重機が 暴風の ため ：！： 中に 願 落した ほか、 地上に 据 付けて あ つ た 各 « "動機 . 配電盤 . 変圧器 はすべ て 冠水し、 その他 

電話線 . 電線 類の 切断 は ほとんど 全般に わた つ た。 

四、 製 品 類 

在車セ メ ン ト約三 〇〇瓲 浸水し、 容器 は 一 、〇8 袋 余 浸水 または 流失した。 

五、 その他 

当時 従業員 社宅の 設備 はな か つ たが、 多数の 従業員が 被害を受けた。  ■ 

一、 同年 十二月、 増設 工事 完成、 大阪 第二 工場と 称す。 その 主要 設備 左のと おり。 

第三 節 大 K 工場  四 山、 一 


第三 章 セメント 工場  四 六 〇 

、 明治 二十 八 年、 資本金 二十 万円の 株式会社 組織に 改組。 

、 同 三十 七 年 十月、 社業 振わず、 一 時 会社 解散と なり、 再び 創設者 北 村 精 造の 個人 径営 となる。 

、 同 四十 年 一 月、 寺 田元吉 . 寺 田 甚與茂 その他 ffi- の 寺 田 一 家が 中心と なり、 北 村 精 造 経営の 木津川 河醉の 工場 を 買収、 資本金 七十 万円の 

株式会社 組織に 改組、 大阪木 » 川セ メ ン ト 株式会社 として 更生。 

、 大正 六 年 六月、 資本金 を 百 四十 万円に 倍額 増資し、 同時に 木津川 沿岸、 府下 西 成 郡津守 村に 新 工場 を 建設。 

、 同 十三 年 六月、 大阪 木津川 セメント 株式会社 は 当社に 合併され、 当社 大阪 工場と なる。 合併 直前に おける 工場 主要 設備 左のと おりで あ 

る。 

一、 原料 部 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径七 X 長さ ニニ 呎=径 ニニ 三 四 X 長さ 六 ふ〇 六 米)  一基 

拈土 乾燥機 C ほ 四. 一 〇x 長さ 六 〇呎=怪 一 . 四 七三 X 長さ  一 A. 二八 八 米)  一 基 

一、 焼 成 部 

回転 窯 (径 七. 六 X 長さ 一 二 五 呎=径 二. 二八 六 X 長さ 三 八. 一 〇o 米)  二 基 

冷却 機 (径六 X 長さ 六 径ー 人 二 九 X 長さ 一 八. 二八 八 米)  二 基 

石炭 乾燥機 (径六 X 長さ 六 OS;)  二 基 

石炭 粉末 機 (径五 X 長さ 二 〇呎= 径 一 . 五 二 四 X 長さ 六 .〇 九 六 米)  一 基 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 六. 五 X 長さ 三 〇呎= 怪了九 五六 X 長さ 九. 一四 四 米)  一基 

、 合併 当時に おける H 場の 年産 高 は、 約 五 一 、七 〇 九 通 (三 AO ポンド 入り 約 三 0 万榑) であった。 

5 浅 野 セメント 株式会社 時代 

、 昭和 二 年 六月、 廃熱 利用 装置 完成、 工場 €： 動力の 一 部 自給 を 図る。 

、 同 七 年、 原料 部に 再 粉 機 コンペ ッブ ミル (径ー • 八 二 九 X 長さ 六. 七 〇 五 米) 一基 増設、 同時に 従来の 回お 窯 二 基 を 拡大 (焼成 部分の 径を 


勝峯 粘土 採掘 場 (勝 Jf 採 《 場內) 

勝 * 粘土 山で は 秩父古 生 1? の 頁岩 を 採 « する。 

一、 g 和 二十 五 年 三月、 粘土 需要 量の 増加に 応ずる ため ii 鉱丁； 事に 着手、 七 リ から 出鉱 始し、 現^に おる』 

一、 才— ガ —ドリル (一馬 力 及び 三分の 二 馬力 各 一台) 及び コ— ルピッ 7  (CA 七) を もって トンネル 法に より 採掘。 

一、 採 掘 高 工場 受入 高と 同じ (四 五三 頁) 参照 

岩 井硅石 採掘 場 (束 京都 西 多 摩 郡 日の出 村 大久野 岩 井：) 

面 積  一 K 九 畝 0 九 歩 (社 有 地) 

岩井挂 石山で は 中生代の チヤ —ト を 採掘す る。 

一 、 昭和 十 一 年 十二月、 直営に て 採 細 11 始。 手 掘り 穿孔に て 上， Mwsi-^ を ほい、 トラ ッ グ 運搬 をな す。 

一、 同 二十 一年 十月、 サク岩 機の 使用 を 11 始。 

一 、 同 二十 三年、 採掘 休止。 

一、 採掘 高 工場 受入高 同じ (四 五三 H 参照) 

第三 節 大 阪 ェ 場 「大阪市 西 成 区 津守町 西六ノ 五三 番地) 

沿 革 

け 大阪 木津川 セメント 株式会社 時代 

一、 明治 二十 一年 五月、 北 村 精 造、 大阪府 下 木津川 沿岸 千島 新田に セメント 工場 を 創設" これが 大阪 木津川 セメント 株式会社の 前身で ある。 

第三 節 大 K 工場  四 五 九 


向 積 一町 五 反 九」 她ニ四 歩 (社 有 地) 

小 リ拈に 山で は 第三紀の 頁岩き 採掘す る。 

、 Si 和 三年、 土地 買収。 

、 ！！： 四 年 三月、 グロ —リホ ー ル法 にて 採掘す るた めに、 浜屮 組の 請負 作， にて 開鉱に 着手した が、 石 質 不適の ために 五 „«、  ； ；^^函 を トン ネ 

ル 法に 変更し、 関東 運輸 株式会社の 請負 作業に て出鉱 C 

、问九 年、 棵算 面から 手 積 法に. 変更。  IIP  ^  /  ；  I  -  ^riHBHBHB 

十八 年、 会社 直営と する"  ^一？  -  .Am^^^^^k 
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ルの使 川 il 始 e 
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大久野 粘土 採掘 場 (お 京都 西 多 摩 都 H の 出 W 大久野 羽 生) 
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四 五六 

第三 章 セメント 工場 

一、 昭和 七 年、 十 年 及び 十三 年から 二十 三年まで 川 崎 工場へ 輪 送し、 また 日本 銷管社 等へ 壳鉱 した 

一、 同 二十 四 年 一月、 三 号 グロ. I リホ— ル の開鉱 工事に 着工。 (二十 七 年 十月 殘ェ)  . 

一、 同 二十 五 年 八月、 表土 輸送 索道 完成。 

一、 同年 十二月、 鉱体 確認の 目的 を もって、 大和 式 A RS 型 回転 試 錐 機に より ボ I リング 開始 

一、 二 ャ.！ ヽ年 五月、 四 &. -、 五 号 グロ  一リホ ー パ の開鉱 工事. '着工 

一、 同年 六月、 太 空 gof 1ダ- の 使用 を 開始 C 坑道 掘進の 能率 化 を 図る。 また ボ- リング は、 新たに 購入した 鉱研式 一 <Tsi 

速 回転 試 錐 機に 取替え る。 

一 、 同年 十月、 従来の 一 . 六 五 a 鉱 車に 代り、 三通鉱 車の 使用 を 開始、 運搬 能率の 向上 を 図る。 

一、 同年 十一月、 二  00 馬力 空 逢篇看 を 新たに 据 付け、 従来の 18 馬力 二 台、 七十 五 馬力 一台 を 撒 ま 

一、 同年 十二月 十八 曰、 新 鉱業 法に 基き 追加 鉱物と して 鉱業 権 を 取得。 

一、 同 二十 七 年 四月、 二号 グロ- リホ 1 ル用 エンドレス 丫 プ捲 工事に 着手。 (七月、 竣工) 

一、 同年 五月、 スクレ ー パ— を 購入、 表土 捨場に おいて 使用 開始； 

一 、 採掘 法の 変遷 
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、 角 岩 北方 丁 場 は、 土地 問题 のた め 稼 行せ ず、 昭和 二 年 新たに 八 〇o 尺 丁 場 (現在の 二号 グロ— リ竪坑 開口部 付近) を 開設し、 三月 十 

日、 初めて 川 崎 工場へ 供給 (昭和 四 年末まで 川 崎 • 東京両 工場へ 供給) 

一、 同 三年 末、 従来の 下 技 採掘 法 を 全面的に 傾斜面 採掘 法 上向 掘に 切替え 

る，" 

一、 採掘 は 丸木 組の 請負 作業で あつたが、 昭和 四 年 五月、 一部 を 浜 中 組で 請 

負 稼 行す る。 これと！！ 時に 六 五 〇 尺 丁 場 (二 五 五 米 レベル) を 丸木 組の 請 

負 作業で 開鉱、 稼 行した。 

一 、 同 四 年、 当 工場 建設と 问 時に 現在の 破砕 設備 等 を 完成した。 空気圧縮機 

は、 現出 荷 場 空 isC 圧縮機 室の 山側に 堅 型 七十 五 馬力 一 一基 を据 付く。 

一、 同 八 年、 ドリル. シャ— ブナ ー を据 付く。 

一 、 同 十五 年、 空 圧縮機 室 を 現 位置に 移設、 七十 五 馬力 竪型 一 基 及び 理研 

锻造製 一 〇〇 馬力 横 型 二 基 を 設置。 

一 、 昭和 十五 年 八月、 従来の 請負 作業の 大半 を 直営に 切替える。 

一 、 同 十八 年 一 月、 全面的に 直営と なる。 

一、 同年 十二月、 一号 グロ ー リホ ー ル の開鉱 工事に 着手。 

一、 同 二十 年 三月、 一号 グロ— リホ ー ル续ェ し、 手 押 運搬に て出鉱 開始。 同 

時に 八 o〇 尺 丁 場の 採鉱 を-お 止、 従来 使用した スキップ イング ライン を 撒 

ま。 

一、 同 二十 一年 九 3、 エンドレス 续ェ。 従来 併用した 傾斜面 採掘 法 を 廃止、 

グロ— リホ— ル 法の みとなる。  . 

同 二十 二 年 一月、 二号 グロ ー リホ— ル開鉱 工事 着工。 二十 三年 四月、 竣工。 以後 二号 を 補助 丁 場と して 稼 行。 
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第三 章 セメント 工場  四 五 四 

原 料 

ィ 石灰石 

石灰石 は、 工場 開設 当初から 現在に 至る まで、 勝峯 石灰石 を 使用し、 昭和 二十 三年 以降 僅少の 数量 を 奥 多 摩 工業 社 氷 川 鉱業 所から 買鉱- 

口 粘土質 原料  ， 

開設 降、 大久野 採掘 場から 受 入れ、 これと 並行して、 昭和 十四 年 山 神社 付近の 古生代 頁岩 を 使用、 二十 五 年 三月から 勝峯 粘土 を 使用 

現在に 至る。 

M 珪酸質 原料 

昭和 四 年 工場 運転 開始と 共に、 粘土 貯鉱槽 北方の 古生代 チヤ— トを 直営に て 約 三 力 年 採掘、 昭和 六 年 五月から 十一 年まで 直営に て 火薬 

車 付近の 古生代 チヤ I トを 採掘 (勝 峯珪 石山) したが、 採尽 したため、 十一 年 十二月 岩井珪 石山 を 開鉱、 二十 三年 四月まで 採掘。 

昭和 七 年から 十 年まで 吾野から、 また、 昭和 七 年 福岡県 恒 見から 僅少 貿鉱 使用。 

勝峯 採掘 場 (束 京都 西 多 摩 郡 日の出 村大久 野) 

面 積 十一 町 六 反 二 畝 十二 歩 (社 有 地) 鉱区 三、 九 四七ァ ー ル 

一、 明治 四十 三年、 松 丸九郞 弁護士が 開発、 現在の 採掘 事務所 付近に 石灰 窯 を 築造、 石灰 焼成 を 行った が、 まもなく 閉鎖。 

一、 大正 十三 年 ~ 十四 年、 当社に より 買収。 

一、 同 十五 年 二月 八日、 西 多 摩 工場 石灰 山と して、 丸木 組の 請負 作業に より、 八 00 尺 丁 場 (二 九 五 米 レベル) の 開鉱に 着手。 角 岩 北方に 

三 丁 場開鉱 した。 

一 、 同年、 七十 五 馬力 空気圧縮機 を 現在の 表土 用 索道の 中間 鉄塔 付近に 据 付く。 

一 、 同年 十 一 月、 獅子 岩 付近 三 五 五 米 レベルに 探鉱 坑道 掘進 開始 (本 坑道 は 昭和 二 年 八月まで 二十 九 米 掘進して 一 時 中止した が、 十七 年 四 

月 再 ra、 同年 十月までに 全長 八 三. 三 米 を 掘進、 更に 二十 一年 十一月 三度 掘進 を 開始、 二十 二 年 七月までに 全長 一 五 四. 五 米 掘進した)。 

一、 昭和 二 年、 六 五 〇 尺 三 号 丁 場 (二 五 五 米 レベル) の 上方、 三 0 米の 地点に 八 番型ジ ャィレ —トリ I グラッシ ャ ー を据 付く。 
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(備考） 昭和 4~5 年べ □ セメント の 生産高 は椎 定量で ある。 
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條理 工場， （9 械 （Wit  • 港 造 •  K«  •  tt 上 旋盤） 木工に 分れ， 各お «£■ 持つ。 B"I 業と して？ 

械） の投俩 S "有する。 
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JC  場  表  （昭和 27. 10. 1 現在：) 


所在地 
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S 物 
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第三 章 セメン 

一 、 責任者の 変遷 

昭和 四 年一七 年 

M 八 年 ~ 九 年 

同 十 年 ~ 十二 年 

M 十三 年 ~ 十六 年 十一 „^ 


工 場 


工場長 

工場 支配人 


中 


博 


工場 支配人 佐久間 國三 * 


同 


冋 十六 年 十二月 ~ 十九 年 一月 

工場長 

同 十九 年 二月）. 二十 一年 一月 

同 

同 二十 一年 二月 ~ 二十 四 年 八月 

同 

同 二十 四 年 九 0« 以降 現在 

同 


t 

冇 

坪 


田 fl« 敏 


馬 

井 


芳 彥 


正 壽 1 


M 夫 


員 


業 


従 


井 潤 三 


笠 川 

工場 制き 採用 


康 之 


(備考) 一 、 昭和 四 年 五月、 支店 制 を 1% 止、 

一、 同 五 年 七月、 支店 制 を 復活、 販売 事務 を 工場から 分離 

一、 同 六 年 七月、 工場長 を 工場 支配人と 改称 

一、 同 十五 年 十一月、 工場 支配人 を 工場長と 改称 


Mm- A 


水平 引 込 起重機 

原料 再 粉機コ ン ビネ— ショ ン ミル (径 二. 二 〇〇x 長さ  一 二 >〇0〇 米) 糸 崎 工場から 移設 

従来 使用の 再 粉機ュ 一一 ダン ミル は 改造の 上、 一 次 ミルと して 使用。 

サンド ホン フ 

回収 水タ ング (容量 一 五 0 立方 米) 

従来の スラリ —タンク (水 タンクと して 使 川) を 原 料 川と して 設に 代える。 

、焼成 部 

(怪三 • 三 〇〇x 三 .〇0〇><長 さ 六 四. 二 〇〇米) 尼 崎 工場から 移設。 

冷却 機 (エア I  7 ェン チン グ式) アメリカ、 フ— ラ ー 社から 購入 新設。 (わが 国 最初 〕 

能力 一 五 sg  ./-i> 冷却 範囲 (一、 三 七 〇„cl  一 二 § 

スラリ —フ f ルタ I、 三菱 化工 機 社から 購入 新設 

、什 上-部 

上 粉末 機 0£ 二  .1:〇〇>< 長さ 一 〇•〇〇〇 米) 

能力 一三 • 八 尼 崎 工場から 移設、 胴体 を 取替、 四 号 仕上 ミルと して 使用。 

、動力 部 

ボ イラ ー (発. i 能力 ™r 四 〇〇尺，\時 から 五、 七 〇〇KW\H に 増加) 新設 

、 設 工事 完成 後の 月産 能力 二 五、 七 〇〇 瓲 

、 現在 敷地 面稱 一 五、 六 二三 圩五 四 (五 一 、六 1； 八 平方 米) 

注 昭和 三十 年 六月  一 IM、 大久野 w お 井 を = の 出 W 大久 と 改称 


1 台 

二 基 

三 基 新設 

1 基 新設 


一 基 

二 基 

一 基 

一基 


第ニ節 西 多 じ * 


EIH 七 


第三 章 セメント 工場  四 四 六 

汽機 (ッ ュ リ— 式タ ー ビン 三、 五 OOKW) 

、 当 工場 は 回転 窯に よる 初めての 本格的 湿式 焼成 法 を 採用し、 ス ミス 社の 権利 を讓 受けて、 普通 品と 共に 「アサノべ 口 セメント」 の 製造 

を 開始。 「ベロ」 は ボルト ランド 系 早 強 セメント として わが国 最初の ものである。 

、 昭和 八 年 三月 わが国 最初の スラリ —フィルタ ー ( ディスク 式) を 二号 回転 窯に、 同年 十二月 一号 回転 窯に それぞれ 設置。 一時間 当り 

年間 平均 生産高が、 設置 前、 昭和 七 年の  一 二、 四 九 三瓲に 対し、 九 年に は 一 四、 九 二 一  通と 上昇した。 

、 同年 七月、 F  .  L  . ス ミス 社から 原料 粉末 機 (径 二.  二 oox 長さ ニー. 〇〇〇 米) 一基 購入 増設。 

、 同 九 年 七月、 低 熱 セメントの 製造に 成功し、 「アサノ マスコ ン セメント」 と 命名。 

、 同 十二 年 十一月、 補助 汽 一基 を 台湾 工場へ 移設の ため、 解体 撤 ま" 

、 同 十六 年 三月、 従来、 湿式 原料 粉末 機の セルの. k: 面 摩耗が 発生した ので、 ス ミス 社の 防止 方法 を 加味して、 パ ッ キングの 強化 を 図る 等 そ 

の 予防策 を 講じた。 

、 同 十七 年 八月、 川 崎 工場の 高炉 セメント 増産の ため、 同 工場 ヘグリン カー、 五 〇 三瓲 移送。 

、 同 十八 年 五月、 诖酸質 S 合 セメント (シリカ) 製造 開始。 

、 同 二十 年 七月、 東京 空襲 激化の ため、 本社の 生産 部. 南方 部の 全員 及び 勤労 部の 半数 当 工場へ 疎開。 

、 同 二十 二 年 九月、 東京 スレ— ト 工場の 遊休 機械 を 移設し、 当 工場の 遊休 労力 を もって 副業と しての スレ— ト 生産 を 図り、 製造 設備 移設 

に 着手。 十二月、 完成、 操業 開始。 (月産 能力 一万 枚) 

、 同 二十 四 年 十二月、 高 水 滓 乾燥機 (径八 X 長さ 八 〇呎= 径子四 三 八 X 長さ 二 四. 三 八 四 米) 一基 設置、 高級 高炉 セメントの 製造 開始。 

(月産 能力 三千 通) 

、 同 二十 五 年 九月、 スレ —ト 工場 現 設備の まま 製造 中止。 

、 同年 十二月、 閲東 地区に おける 戦災 復興 資材と しての 旺盛な セメント 需要に 応ずる ため、 第三 号 回転 窯 増設 を 計画、 尼 崎 工場 遊休 回転 

窯 一 基、 及び 粉末 機 一 基、 並びに 糸 崎 工場の 粉末 機 二 基 を 移設し、 回転 窯 一 系統の 増設 工事に 着工。 

、 同 二十 六 年 十一月、 第三 号 窯 増設 工事 完成。 その 主要 設備 左のと おり。 


第二 節 西 多 摩 工場 (東京都 西 多 摩 郡 日の出 村 大久野 二、 バ五 〇 番地) 

沿 革  . 

、 g£ 元年 十二月、 高极 セメントの 製造 を 目的に、 資本金 五 千万 円の 浅 野 超 高級 セメント 株式会社 を 設立。 

、 同 二 年 一月、 新 工場 建設 地 を 東京 府下 西 多 摩 郡 大久野 村と 決定。 

、 同 三年 一月、 デンマ I グ、 F  .L  . ス ミス 社の 設計 を 基礎と して、 工場 建設の 基礎工事に 着工。 四月、 当社 コン グリ ー ト部 請負の もと 

に 建築 工事 開始。 

、 同 四 年 四月、 工場 续ェ。 五月 二十 一 日 第二 号 回転 窯の 運転 開始。 六月 十五 日、 第一 号 回転 窯 も 続いて 運転 開始。 「西 多 摩 工場」 と 命名 

し、 十二月、 月産 能力 一 五、 〇o〇 瓲と 査定され る。 その 主要 設備 左のと おり。 


、原料 部 

原料 粉末 機 ユー 一 ダン ミル (径ニ  •  二 〇〇x 長さ  一二  .〇〇0 米)  三 基 

、焼成 部 

石炭 乾燥機 ラグ ルス コ ー ルス 式 (径ー . 八 〇ox 長さ 一 八丄ハ 〇〇 米)  二 基 

石炭 粉末 機 (第一 一 〇 番型ダ 二 ユラ— チヤ ン パ !- 一  ル)  一 一基 

回転 窯 (径 三. 一 五 OX 三. 四 五 〇x 長さ 六 二 • 七 〇〇 米)  二 基 

冷却 機ュ ナック ス型 (怪 〇. 八 七 八 X 四 人 二 〇x 長さ 一 四 .〇o〇 米)  二 基 

、仕上 部 

仕上 粉末 機ュニ ダン ミル (径 ニ丄ー OOX 長さ  一二. 〇〇o 米)  三 基 

、動力 部 

气 5 へ B&W 式 伝 熱 面積 八 二 七 平方 米ン  V お 

巧お, B&W 式 伝 熱 面積 八 ニニ 平方 米〉  7? 

第二 節 西 多 摩 工場  四 四 3 
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、二 米に 被う □  — ム質 層で、 その 採掘 は ツル ハシで 手 掘りし、 鉱 車に 手 積して、 これ を 貯鉱槽 まで 馬匹 運搬す 

る。 ここから 工場まで は、 電気 鉄道 (峩朗 ~ 工場 間 鉄 

道の 引込線) で 輸送す る。 

一、 昭和 二十 三年 五月、 粘土 採掘 用地 買収。 二十 四 年 十 

場 二月、 採掘 開始、 現在に 至る。 

一 、 採掘 高 工場 受入 高に 同じ。 (四 三 九 頁 参照) 

0 盤 土 採掘 場 G 我朗 採掘 場内) 

一 、 工場 開設 以来 採掘し、 現在に 至る。 
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昭和 二十 七 年 九 nT、 

採掘 法の 変遷 J 


ォ— ガ— ドリル 使用 


設備 概要 


(昭和 二十 八 年 三月 現在) 


採掘 高 工場 受入 高に 同じ。 (四 三 九 頁 参照) 
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第三 章 セメント 工場  四 四 二 

、 昭和 十九 年 五月、 二号 グロ I リホ ー ル 续ェ。 

、 同 二十 年 六 片、 三 号 グロ ー リホ ー ル 续ェ。 

、 同 二十 一年 九月、 シュ リンケ ー ジ丁場 開鉱に 着手、 十二月 竣工。 

、 同 二十 二 年 四月、 五、 六 号 グロ ー リホ— ル 埃ェ。 

、 同年 五月、 採掘 場. e 運搬 は、 全部 エンドレスに 変更し、 馬匹 運搬 を 全面的に 廃止した" 馬匹 運撖は 大正 十 年 以降、 場. C 運搬に 使用して 

いたが、 運搬 方法が 漸次 手 押 並びに エンドレスに 改められた ものである"  . 

、 同 二十 三年 九月、 峩朗 鉱業 株式会社 は 解散し、 当 工場 直営の 峩朗 採掘 場に もどる。 

、 同 二十 五 年 一月、 シュ リンケ ー ジ丁場 廃止。 

、 同年 七月、 シュ リンケ ー ジ丁場 を 利用して、 七、 八 号 グロ ー リホ— ル 竣工。 

、 同 二十 七 年 一月、 一次 クラ ッ シャ— と 二次 クラ ッ シャ ー の 間の 一 八 0 米の ェ ン ドレス 捲 を ベル トコ ンべ ァ I に 改造。 

、 同年 二月、 四 号 グロ— リホ— ルの 開鉱に 着手。 

、 同年 九月、 工場 ~ 採掘 場 間、 従来の 二、 二 〇〇 ボルト 送電線 を 六、 六 0〇 ボルトに 昇 圧する 工事 续ェ、 並びに 変 電* 配電 設備 一式 据付。 

一 一 〇〇 馬力 空気圧縮機 一 基 増設。 

、 同 二十 八 年 二月、 三 号 グロ— リホ— ル 改造 工事 梭ェ。 

、 採掘 法の 変遷 


備  考 

手 積 大正 十 年 マドックス により 試行 

上向 据 


に 3 一  ヒ 


メ 

〔第 74 図） m 朗 tt 掘 場 （昭和 11 小 5  II 


同年 十 一 月、 電気 鉄道 完成 (專用 鉄道)、 


ら 坑口まで ェ ン ドレス 工事 実施。 

第一 節 上 磯 工場 I 


兀 工場 間の 石灰石 輸送 は、 従来の 馬車 鉄道 を 廃止した が、 当初 一 力 年間 は ガソリン 牽引車 及 

.  び 蒸気機関車 を 使用した 『" 

、 同 十一 年 三月、 現在の 五 号 グロ •— リホ I ル 付近に おいて、 マドックス によ 

る 第二 回目の 坑道 爆破 実施。 

、 同年 五月、 一 次 クラ ッシ ャ— (十 番型ジ ャィレ —トリ— クラ ッシャ —) を 

現在の 貯鉱槽 の 引込線 入口 北側 付近に 据付" 

、 同年 七月、 二 〇〇 馬力 空 is- 圧縮機 を据 付け、 サグ岩 機 を 使用した。 ただこ 

の 機械 は、 高圧 側の み を 七十 五 馬力 電動機で 運転した。 

、 同 十三 年 一月、 名称 を £ 我 .5 と 改める" 

、 同 十五 年 六月 ~ 昭和 十二 年 十月、 捨砂味 を 採取。 

、 昭和 十 年 十 一 月、 三 〇o 馬力 ハン マ I クラ ッシャ —据 付。 

、 同 十三 年 四月. 十五 年 二月、 七十 馬力 空気圧縮機 各 一台 据付 以後、 手 掘 穿 

孔を 全面的に 廃止した。 

、 同 十四 年 十二月、 手 押 運搬 距離 短縮の ため、 一次 クラ ッシャ I を 現在の 空 

：風 圧縮機 川 貯水池 のと ころ か ら 現在 位置 に 移設。 

、 同 十七 年 一 月から 約 一 力 年、 スチ ー ムシ ョべ ル 試用。 

、 问年 十二月、 当社 は 曰 鉄鉱 業 株式会社と 提携して 峩朗 鉱業 株式会社 を 設立 

同社 峩 ffl 鉱業 所と なり、 当 工場 及び 輪 西 . 室蘭両 製鉄所に 石灰石 を 供給した。 

一 号 グロ— リホ ー ルの 閒鉱に 着手。 

、同 十八 年 五月、 一号 グロ— リホ— ルの irl と 同 時に、 一次 クラ ッシャ I か 


四 四 一 
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当 時 は 脆弱な 部分 を 選んで、 金 挺 子等で つきく づし、 また 割目に 爆薬 を 挿入し、 崩壊 させて 採掘した。 


四 四 〇 


、 明治 三十 七 年 

一 月、 山元 工場 

間の 輸送 は 馬車 

鉄道と なる。 

、 大正 四 年 七月 

北海道 社が 当社 

に 合併され、 当 

社 北海道 工場の 

我郎 採掘 場と な 

る-」 

、 同年 ごろから 

手 掘 穿孔に よる 

爆破 を 実施。 

、 同 十 年 五月、 

現在の 一 次 クラ 

ッ シ ャ ー 位置 付 

近に おいて、 マ 

ド ッ ダスの 指導 

により 坑道 爆破 


原料 受入高  （単位 M) 
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10 
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12 
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ィ、 明 

不明 
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CO 

in 

ガ 

ノノ 

u 

342.740 
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1 Q  C7  3 
1<3， ジ /  Z> 
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304,155 

16,437 
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1—1 
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6,088 

0,UoiS 

23,522 

168,075 

8,131 

0  121 
上 >5 上 

25,281 

8 
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1 2  -J4/r 
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296,184 

14,540 
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10 
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19,395 

35,850 

11 
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90  707 

37,911 

12 

314,112 
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39,638 
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18,665 

1 0,00  J 

36,974 

14 

336,866 

19,592 

1 q  SQ? 
丄プ j 

37,896 

1 <; 

358,165 

27,348 

27,348 

39,627 

16 

381,777 

26,030 

26,030 

29,086 

17 

327,898 

91 QQ4 

21,994 

35,770 

18 

337,013 

24,800 

24.800 

38,603 

19 

253,227 

24,551 

24,551 

31,223 

ZU 

119,288 

10,728 

10  728 

16,961 

21 

61,728 

2,570 

1,400 

3,970 

6,940 

22 

106,995 

13,587 

13,587 

14,232 

23 

128,037 

17,131 

17,131 

16,437 

24 

94,905 

10,320 

10,320 

10,572 

25 

208,976 

21,968 

21,968 

21,078 

26 

306,578 

30,334 

30,334 

33,084 

27 

271,980 

31,431 

31,431 

29,083 

計 

8,317,867 

83,733 

43,608 

469,207 

596,548 

879,414 
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四 三 八 

原 料 

ィ、 石 灰，" 石 

大正 四 年、 北海道 セメント 会社が 当社に 合併 以来、 峩朗 採掘 場の 石灰石 を 

使用、 現在に 至る。 

口、 粘土質 原料 

場  当初 宗山 粘土 を 使用した が、 採な、 したので、 大正 十 年 旧 桜 ffi 粘土 を 使用し 

これ も採尽 したので、 昭和 一 一十 一 年 七月 添 山 粘土 山 を 開設した。 

«  昭和 二十 四 年 十二月 添 山 を採尽 したので、 旧 桜 53 南方の 桜 43採« 場 を 11 設 

し、 現在に 至る。 いずれも 段丘 を  一 ~ 二 米に 被覆す る 口  — ム質 層で ある。 

採 

ハ、 珪酸質 原料 

W  当初から^ 朗 採掘 場内、 盤 土 採掘 場の 珪質 頁岩 を 採掘し、 現. ffi に 及ぶ。 

峩朗 採掘 場 (北海道 上 磯 郡 上 磯町 宇 我. S) 

お  面 積 四 二八 町 六 K 一  畝 一七 歩 (社 有 地) 

) 拔朗 石灰 山 は、 わが国に は 珍しく 成 層した 北海道 唯一 の大 鉱床で、 可 採鉱 量 

^ 三^3通以上を有する。 大正 十 年 五月、 わが国 最初の 坑道 爆破 法 を 採 川し、 昭和 

g  二十 年末まで 実施した。 当地 は 冬期 四 力 月間 降雪の ため、 さく 岩 作業が 困難と 

なる ので、 降： 宙前 にこの 対策と して 貯鉱を 必要と し、 また 冬期 対策の 一 つと し 

て 一時、 わが国 最初の シュ リンケ— ジ法を 採用した。 現在 は グロ— リホ— ル法 

を 実施して いる。 

一、 明治 二十 五 年、 北海道 セメント 会社に よって 開発。 当初、 馬方が 石灰石 を 
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l°r  rs) 

(単位 瓲） 
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(備考) 容器 別 出荷 高 

容器 別 出荷 高の 明細 は 不明で ある。 北海道 セメ ン ト 会社 時代から 昭和 六 年 ごろまで は 捲 . 麻 袋 を 使用し、 紙袋 は 昭和 五 年 ごろから 林 商会 製の 紙 

袋 を 入手した が、 当時 まだべ— ッ袋詰 機 設備 未完成の ため 本格的に 使用せ ず、 全面的に 使用した の は 六 年 ごろからで、 現在 は 紙袋 一本 建で ある- 
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8 
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9 

102,653 

10 フ 653 

10 
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18 
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(備考） （1) 大正 4 年 以降 一 樽 380 ポ ン ド 入り （2) 昭和 2 年 9 月 以降 ー槔 170 瓧入 り （一 袋 
50覎 入り） （3) 昭和 6 年 7    以降 !£ 建に 改め、 一 袋 50 赶 入り 
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従業員 


年 次 

社 

員 

ェ 

員 

採 

掘 

備 考 

ェ 

員 

常 

傭 

鉱 

昌 

堂 

傭 

人員 

指数 

，日 

人員 

キ旨& 

人員 

指 Isc 

指数 

人員 

ま 旨 ISt 

昭和 15 年 

90 

130 

427 

109 

43 

130 

153 

140 

73 

203 

16 

98 

140 

409 

104 

43 

130 

157 

144 

98 

272 

17 

99 

141 

387 

98 

9 

145 

133 

106 

294 

(俘 房） 

1 0 
丄 0 

小 明 

DO/ 

ズ RB 
个明 

1 2T 

Xji. 

120 

155 

t  Jl 

約 OJ) 

19 

403 

103 

153 

140 

120 

333 

" 63 

20 

450 

115 

49 

148 

148 

136 

81 

225 

11  61 

21 

132 

189 

429 

109 

18 

55 

141 

129 

2 

6 

22 

138 

197 

460 

117 

6 

188 

172 

23 

118 

169 

444 

113 

不明 

185 

170 

12 

33 

24 

101 

104 

409 

104 

163 

150 

21 

58 

25 

84 

120 

383 

97 

84 

255 

154 

141 

24 

67 

26 

78 

111 

384 

98 

84 

255 

152 

139 

13 

36 

27 

87 

124 

396 

100 

69 

209 

147 

135 

8 

(備考） 指数 は 昭和 9〜11 年 を 100 と した。 


同 二十 四 年 九月 以降 


一一 十八 年 九月 以降 同 


(備考) 


同  增井敏 夫 

中 川 一久 

、 昭和 四 年 五月 支店 制 を 廃し、 工場 制 を 採用。 

、同 五 年 七月 支店 制 を 復活し、 販売 事務 を 工場から 分離。 

、 同 六 年 七月 工場長 を 工場 支配人と 改称。 

、同 十五 年 十一月 工場 支 E 人 を 工場長と 改称。 

、同 十九 年 一月 北海道 工場 を 上 磯 工場と 改称。 


四 三 三 
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石炭 乾燥機 (注) ラグ ルス コ— ルス 式 (怪 二. 四 三 八 X 長さ 一 八. 二八 八 米)  一 基 

0 八 呎水浮 乾燥機 を 八 X 六 〇 呎 ラッグ ルス 石炭 乾垛 機に 改造 

一、 仕 上 部 

仕上 粉末 機 ス ミス 社製ュ 二 ダン ミル (わが国 最初の 噴 霧 冷却 式) (径 二. 四 〇〇x 長さ 一 一 .〇〇〇 米) 一 基 

一、 動力 部 

廃熱 汽缶 パブ コック 型 水管 式 (伝 熱 面積 一、 四 五 九 平方 米)  liS 

、 右 増設に 伴い 従来の 石炭 置 場の 機械化 を 完成。 

、 増設 第三 工場の 後ェ により、 当 工場 全体として 一 三、 〇〇〇 瓲の 増産で、 月産 三 三、 000 瓲の 生産 能力と なる。 

、現在 工場 敷地 面積 は、 五一、 四 八 三 坪 四 一 (一七 〇、 一九 三 平方 米)  ， 


、 責任者の 変遷 (： 当社 合併 以降) 


大正 四 年 ~ 七 年 

同 八 年 ~ 十 一 年 

同 十二 年 

同 十三 年 

同 十四 年 ~ 昭和 二 年 

昭和 三年 ~ 四 

同 五 年 ~A 年 

同 八 年 ~ 十 一 年 

H 十 一 年 ~ 十五 年 

H 十五 年 三月 

同 二十 一 年 四 Hi 


支店長 

同 

同 

工場長 

工場 支配人 

同 

同 

一十一 年 四月 工場長 

一十 四 年 九月 工場長 


淺野 泰治郞 

綠 川政藏 

同 

淺野 泰治郞 

河 野 喜 作 

同 

德 根吉郎 

藤 田 文 雄 

奥 野智行 

三 谷 峰 吉 


工場長 田 中 藤 作 


河 野 喜 作 


パブ コ ック WIF 型 水管 式 (伝 熱 面積 一 、 三 二 〇• 九 平方 米)  一 基 

ぶ  ガ (伝 熱 面積 六 二八. 五平 方 米)  一基 

ェ ッ ジム ァ— 水管 式 (伝 熱 面積 六 九三丄 一一 平方 米)  一 基 

汽 機 

三菱 ッ エリ— 三、 七 五 OKW  一基 

ぶ  五、 OOOKW  一基 

発電機 

GE 製 最大 コー、 七 五 okvA  一基 

三菱 電機" 五、 五 五 五 kvA  一基 

、 第一 工場と 合わせ、 月産 能力 ニ万瓲 となる。 


、 同一 一十 六 年 十 一 月、 一 号 回転 窯ダ ス ト 処分 装置の 修繕工 事実 施。 香 春 製銷所 へ ジョ— クラ ッシャ ー 一 基 移設。 また 函館念 庫 を 建設、 ト 

ラ ッ グ による 積 送 を 開始。 

、 同 二十 七 年 三月、 出荷 設備 (貨車 積 用) 一 系統 増設。 

、 同年 四月、 第三 工場 増設 工事 着工。 

、 同年 十一月、 第三 工場 増設 工事 完成。 その 主要 機械 設備 左のと おり。 

一、 原料 部 

原料 粉末 機 ス ミス 社 製ュニ ダン ミル (径 二. 六 OOX 長さ  一丁 〇〇〇 米)  二 基 

一、 焼成 部 

回転 窯 ス ミス 社 製 (わが国 最初の 全 溶接 回転 窯) (径 一一 一，，  一一 ^ggx 長さ 七 五 .0〇〇 米 一  一基 

冷却 機 ス ミス 社 製フォ ラックス ク ー ラ— (エア ー クェン チン グ式幅 二 .〇〇〇x 長さ 一 0. 五 〇〇 米) 一基 
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一 、 昭和 十九 年 四月、 佐 伯 工場から 原料 粉末 機 (径ニ • 四 〇〇>< 長さ  一 二. 〇〇〇 米) 一 基 を 仕上 粉末 機と して 移設。 

一 、 同年 五月、 貨車 積 用 四 管 式べ ー ツバ ッ 力— 一 基 海岸 出荷 場から 移設。 

一 、 同年 十月、 雑用 セメントの 製造 開始。 

一、 同 二十 年 七 船舶に よる 出荷 輸送 を 廃止。 

一、 同 二十 一年 一月、 第二 工場 連続 休転。 (第二 工場の 閉鎖に 伴い 当社に おける 生 灰 焼成 法 完全 廃止) 八月、 従来の 第三 工場 を 第一 工場と 改 

杯。 

一、 同 二十 二 年 四月、 ブラスタ— 及び 连酸質 混合 セメント (シリカ) 等の 製造 開始。 

一 、 同 二十 四 年 十月、 休転 中の 第， 二 工場 関係 設備 を 生 灰 焼成 法から スラリ —フィルタ— 付 湿式 製造 様式への 改造 工事に 着工。 

一、 同 二十 五 年 七月、 第二 工場 改造 工事 完成、 第一 工場と！！ 様、 ベ 口 セメントの 製造 も 可能と なる。 改造 工事 完成 時に おける 全. T! 場 主要 設 

備 左のと おり。 

一、 原料 部 

原料 粉末 機 ュニ ダン ミ ル (再 粉 用 ：>  (径 二. 四 o〇 X 長さ  一 二  .000 米)  一 基 

原料 粉末 用ュ 二 コン ミル (一 次 用) (径 二. 五 五 OX  二. 二 〇〇x 長さ 一 三. 一 〇o 米)  二 基 

一、 焼成 部 

回 I ュ ナック ス型 (径 一一 I： 训 l^g  ^ に i^.. 謂 88 長さ 一 一 •  一一  00 米ソ  一 基 

回転 窯 アン ダ— ク ー ラ— 型 (怪ニ  • 七 四 五 X 長さ 六 一 . 一 五 〇 米)  一 基 

石炭 粉末 用 コンペ ッブ ミル (径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米)  二 基 

一、 仕 上部 

仕上 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径 ニニ 三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米)  .  二 基 

同  ュニ ダン ミル (径 二. 二 o〇x 長さ 一二 .〇〇〇 米)  二 基 

一、 動 力 部 


、 同 八 年 春、 第三 工場の 建設工事に 着手。 十一月 第三 工場 续ェ、 試運転 を 開始。 

第三 工場 は 第二 工場と 異なり、 直接 原石に よる スラリ —フ ィルタ —付 湿式 焼成 法 を 採用、 その 主要 設備 左のと おり。 

一、 原料 部 

原料 粉末 機ュ 二 コ ン ミル (径 二. 五 五 〇x  二 • 二 OOX 長さ 一 三 • 一  〇〇 米)  二 基 

一、 垸成部 

ュ ナック ス型 回転 窯 (径 三-四 五 OX 三-七 五 〇x 長さ 七 四-五 〇〇 米)  一 基 

石炭 乾燥機 (径丁 八 二 九 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一基 

石炭 粉末 用フ ー ラ ー ミル (三 三 吋)  二 基 

一、 仕上 部 

仕上 粉末 機ュ 一一 ダン ミル (径ニ  •  二 〇〇x 長さ 一 二 .〇〇〇 米)  二 基 

一、 動 力 部 

汽 ir ハ ブ コ ッ ク 水管 式 (伝 熱 面積 一、 四 二 ハ • 四 平方 米)  一 基 

、 第三 工場の 月産 能力 は  一 二、 四 六 〇 通と 査定され、 その 結果、 当 工場 全体として は、 月産 合計 三 八、 五 四 〇 通と なる。 

、 同 十一 年 四月、 二、 五 〇〇KW タ— ビン 一基 を 撤去、 五、 〇〇〇KW タ— ビン 一基 新設。 

、 同 十二 年 十 一 月、 第一 号 仕上 粉末 機 (怪 二. 一  三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米) を 台湾 工場へ 移設 

、 同 十三 年 三月、 合理化 運転 実施に より、 昭和 五 年 休転の 第一 工場 を 向う 一 力 年 を 期限と して 運転 再開。 

、 同 十六 年 一 月、 第一 工場 回転 窯 (径 二. ooox 長さ 三 〇.〇〇〇 米) 二 基 を 曰 本 製鉄 株式会社 輪 西 製鉄所へ 讓渡。 

、 同 十七 年 十 一 月、 函館 港湾 株式会社 設立され、 船 積 荷役 作業 を 同社に 委託。 

、 同 十八 年 一月、 高炉 セメント 生産の ため、 水 滓 乾燥 窯 設置 (回転 式ド ライヤ ー 径ニ. 四 三 八 X 長さ 三 五. 五 〇〇 米) 建設工事に 着工。 八 

月 運転 開始、 九月 出荷。 

、 十九 年 一月、 士別 工場の 建設に より、 北海道 工場 名 を上碟 工場と 改称。 

第一 節 上 確 工場  四 二 九 


(第 70 図） 第二 工場 培設 当時の 北海道 工場 （大正 7 年 ごろ） 
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原料 粉末 機フ —ラ— ミル (六 基) の 新設、 その後 原料 粉末 機フ— ラ ー ミル 三 基 増設、 粘土 乾燥機 (一基) の 増設、 その他 工場 内外の 改造 

工事 は、 大正 五 年から 六 年に わたり 順次 完成。 

一、 大正 六 年 九月、 第二 工場の 建設工事に 着手。 

一、 同 十一 年 三月、 第二 工場 续ェ、 試運転 を 開始" その 主要 設備 左のと おり 

一、 原 料 部 

原料 粉末 機フ— ラ ー ミル  六 基 

粘土 乾燥機 (径八 X 長さ 六 〇呎= 径ニ  • 四 三 八 X 長さ 一 八 •  二八 八 米) 二 基 

一、 焼 成 部 

回転 窯 (径 二. 七 四 五 X 長さ 六 丁 一四 九 米)  一基 

石炭 乾燥機 (径六 X 長さ 六 o^n 径ー . 八 二 九 さ 一 八. 二八 八 米) 一 基 

石炭 扮末 用フ ー ラ I ミル (三 三 吋 =〇• 八 三 八 米) 二 基 

一、 仕上 部 

仕上 粉末 機コ ンぺ ッブ ミル (径七 X 長さ ニ四呎 =径 二. 一  三 四 X 長さ 七. 三 

一 五 米)  1 一基 

第二 工場の 運転 開始に より、 大正 十一 年 当 工場の 年産 高 は 一、 〇 四 四、 〇〇o 搏 (約 一 七 九、 九 

四 八 a) 

一、 同 十二 年 五月、 第二 工場の 廃熱 利用 設備 完成。 

一、 同 十三 年 四月、 第一 工場の 廃熱 利用 設備 完成。 

第二 工場 殘ェ 後、 粉末 機の 置換、 新設 等に より 大正 末年に おける 生産高 は、 一 力 年 一、 四 〇 二、 

〇〇〇 捲 (約 二 四 一 、六 五 四瓲) に 及ぶ， 

、 昭和 五 年 十月 以降、 聯合 会規 約に よる 合理化 運転 実施、 第一 工場 は 休転 部に 編入され る。 


第一^ 即上礎 工場 (北海道 上 磯 郡 上 礎 町 宇谷 好 町 一 五 一 番地) 

沿 革 

W 北海道 セメント 株式会社 時代 

一、 明治 二十 三年 四月、 北海道 函 館の 有力者 吉川泰 次郞. 遠竹秀 行. 平 田 文 右衛門. 園 田 赏 德が 発起人と なり、 資本金 二十 万円の 北海道 セ 

メント 株式会社 を 創立、 初め 本社 を函 館に、 のち 渡 島国 上 礫 郡 上 磯村 谷 好に 移転。 

一、 同 二十 五 年、 上 機 村に 建設 中の 新 工場 歧ェ。 高山 甚太郞 博士 監督の もとに 焼 窯 は ホフ マンの 輪 窯 (二 基) を 採用。 輪 窯 はわが 国に おけ 

る 初めての 試みと て、 最初 成績 举ら ず、 二十 七 年 ごろに 至って 焼成 作業 漸く 晒 調と なる 『レ 

操業 開始 当時の 一 力 年 生産高 は 約 三 万 樽 (四百 ボンド 入り、 約 七、 二 五 七瓲) 

一、 同 二十 九 年、 資本金 を 三十 六 万円に 増資し、 年産 十二 万 捲 (約 二 一、 七 七 二 a) を 目標に 工場の 増設 を 計画。 

一、 同 三十 年 二月、 増設 工事 完了。 粉末 機 及び 焼 窯 を 増設、 輪 窯 計 三 基と なる。 

一、 同 三十 九 年 十月、 資本金 を 七十 二 万円に 増資、 同時に 技師 長 條崎友 三 を 海外に 派遣、 ドイツから 回転 窯 (径 二. 〇o〇x 長さ 三 〇•〇〇 

〇 米) 二 基 を 輪 入して 工場の 増産 を 図る。 

一、 同 四十 二 年 三月、 原石 焼成 法に よる 回転 窯 運転 を 開始し、 生産高 急増す。 年産 能力 約 四 〇 万榕 (約 七 二、 五 七 四 通) となる。 

一、 明治 末期から 大正 初めに かけて 金融 的に 行き詰り、 社運 漸く 傾く。 

一、 大正 四 年 七月、 北海道 セメント 株式会社 は 当社に 合併され、 当社の 北海道 工場と なり、 同時に 北海道 支店 設置。 合併 当時に おける 月産 

高 約 二 五、 〇〇〇 博 r 三 八 〇 ボンド 入り、 約 四、 三 0 九瓲) 

^ 浅 野 セメント 株式会社 時代 

一、 合併 後、 直ちに 工場 設備の 大 改造 工事に 着手。 従来の 原石 焼成 法 を 廃し、 生 灰 焼成 法 を 採用、 輪 窯 を 廃毁。 

一、 大正 五 年 七月、 石灰 窯 六 基、 十二月、 四 基、 六 年 一月、 二 基 それぞれ 新設 原料 生石灰の 自給 を 図る。 
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昭和 十四 年 十月， 旧 日本 セメント 

株式会社 合併に より、 当社 佐伯ェ 


京 


東京都 江 東 区 深 川 清澄 町 

ノ 八 


明治 十六 年 四月、 ェ部省 深 川 工作 

分局 セメント 工場 を 借 受け、 十七 

年 七月；； a 下げられた。 昭和 十四 年 

十 一 月 休転、 閉鎖。 


わが国 セメント 工業の 発祥の 地で 

あり、 また わが B 最初の 回転 窯 を 

明治 三十 六 年 設置した。 

昭和 十六 年 五月、 工場 全 機械 を 華 

北洋 灰 公司へ 移讓。 


な 


川 W 市 J« 野 町 


大正 六 年 五月 新設、 昭和 十六 年 三 

月、 日本 髙が セメント 株式会社と 

なり、 当社から 分離。 


現 第一 セ メ- 

場。 


- 株式会社 川崎ェ 
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明； S 十六 年 四月 深 川 工作 分局 セメ ント 工場の 借 受けに よ つ て 発足した 当社 は、 その後 明治 二十 六 年 九月 門 司 分工場 を 新 

設し、 ここに 東西 二 工場 を 持つ ことと なった C 浅 野 工場 時代から 合資会社 時代 末期までの 十九 力 年間 は、 僅かに この 東西 

二 工場に 過ぎなかった が、 株式会社 改組 早々、 北海道 セメントの 合併に より 新たに 北海道 工場 (現在の 上碌) を 持ち、 続 

いて 大正 六 年に は 川 崎. 台湾の 両 工場 を 増設、 一 躍 五 工場と なり、 更に 十三 年 六月に は大阪 木津川 セメント を 合併して 大 

阪 工場 を 加えた。 

昭和時代に 入って は、 高級 セメントの 製造 を 目的と して 四 年 五月 西 多 摩 工場 を、 統 いて 十 年 香 春 工場 を 新設し、 更に 十 

三年 東亜 セメント 尼 崎 工場の 委任 径営、 十四 年に は 日本 セメントの 合併に より 八 代. 佐 伯の 両 工場が 加わった。 更に 日 

華 事変 劲発 により、 軍から 十三 年 二月 西 山 洋灰廠 を、 続いて 十四 年 三月 西 村 士敏土 厥 を 託、 更に 戦局の 太平洋戦争への 

拔大 により、 十七 年 八月 ス マトラ 島 所在の イン ダル ン 工場 を 受託、 十九 年に は 軍 当 31? の 指令に よる 海 南 島 • パレ ンパ ン両 

工場の 建設 及び 産業 設備 営団 士別 工場 建設 等 を 加えた が、 終戦に 伴い 台湾 を 含む 外地 工場 一 切 を 喪失した。 

戦後、 二十 二 年士別 工場 径営を 産業 設備 営団に 返還、 二十 四 年 尼 崎 工場 閉鎖に より 現存 工場 は 九 工場と なった。 

当社 工場の 沿革 及び 現況 を 摘記 すれば 左表のと おりで ある。 
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これ こより、 現在 「アサノ セメント」 の 品質 は、 最高 位の 国際 水準に ある ことが 証され、 同時に わが国 セメントの 品質 

±、 イギリス 製 セメント に比べ て なんら 通 色の ない こと も 判明した。 

セメントの 性質 は、 すこぶる 複雑 かつ 深遠であって、 現在 未知、 または 真相 不明な 性質 も 多い。 従来の 慣行 法ない し規 

各 は、 これら 性質の！：、 最も 重要な ものの 若干に ついて 試験法 を 定め、 これ を 品質と して 表わした ものである。 したがつ 

て、 こ 1 らこ 準^す る 試験に 優秀な 成績 を 収める こと はもち ろん 重大な ことで あるが、 更に まだ 表面に 出ない 性質に っレ 

て 研究 を^らず、 常に いわゆる 均齊 のとれ た セメントの 製造 を 目標と しなければ ならない。 「アサノ セメント」 を 始め、 わ〕 

が 国 セメントの 品質 は、 初期 は 官需に より、 明治 末期 以降 は 激烈な 自由競争 によって 向上して きた こと を 認めなければ な 

らな いが、 他面、 規格 面の みに おける 品質 競争の 弊が あった。 当社 は、 規格 面に 現われない 諸 性質の 研究に も 多年 努力 を 

重ねてき たもので あ つ て、 されば こそ、 前記の 各 時代に 一-小した 優秀な 性質 は 当然の 帰結で あると まえよう。 

第二 節 「アサノ セメ ント」 の 品 M  一一 
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この 強サ は、 当時と して は 普通 ホル トラ ン ドセメ ントに 劣らない 優良な 成績で あ つ て、 高炉 セメ ントの 特質 を 保持した 

まま、 更に その 欠点で ある 初期 強サの 向上、 温度の 影響 を 小なら しめる ことに 成功して いる。 

最後に、 「アサノ セメント」 の 品質が 国際 水準に ある こと を 証す る 一 例 を 掲げよう。 昭和 二十 七 年 八月 当社 製品 をィ ギリ 

スに 送付して、 その 成 « を 求めた が、 第五 九 表のと おりで ある。 


戦後 二十 一年に 上 礎、 二十 六 年に 糸 崎. 門司両 工場で 短期間 高炉 セメントの 製造 を 行った が、 その 資料 は 割愛す る。 一一 

十四、 五 年、 西 多 摩 工場に おいて 高級 高炉 セメントの 製造 を 行った" その 成績 は 次のと おりで ある。 


第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメント」 の 品質  四 ニニ 


5  、>\ 


V  -)  * 


1.15 


0.53 

0,77 


22.7* 


23.4.4 

22.57 


6.27 


7.00 

7.02 


n It 祭 

3.3 ム 


3.20 

に. 97. 


ォ 一て、 r 


60.45 

ひ 1.68 


0 さ 


0.32 


- / ャ V  ： 


2.21 


1.71 一 


0.55 

0.2 尸 


1.73 

1.58  , 


1.62 

1.91 


oo 

昭和 16 年 

せ 

-A  h- 

M  b- 

-A  h- 

H-  NO 

Ui  (JO 

Lm  to 

—ム 馋 

vo 

\P  O  \iL 

a\  o 

さ 》 

I  I 

O 

■4^  OO 

I  I 

Uj  O 
-tk  oo 

I  I 

ゆ 《 

m 

4*.  Ul 

I  I 

o 

Ul 1— • 

ム >-n 

I  I 

KJ  O 

oo 

ム ム 

I  I 

to ム 
oo  Ul 

*'， 
ゆ as 

1— • 

yi 

O  VJI 

1—  • 

リ A 

ON  ON 

if 

f 
3 

K) 

yi  .ム 

to  Oo 

SJ  N) 

o\  Ui 

m 

ム ^ 

o  o 
'一 'o\ 

\J1 
'ム ^ 

OO 

m 

^ ム 

Ul ム 

oo  w 

u> 

m 

\o  oo 

O  ON 

o 

m 

(― ' 
つ 

\o  oo 

I—*  H- 

ひ Ul 

OO 

in 

昭和 13 年 

b- 

VO  1 

to 

Ti  006' ト 

Ul 

•1 

ST 

I  1 

o 

I  1 

ゆ 

雜 

本 

ム 

ム 

•1 

I  1 

I 

K> 

I 1 

ゆ 

KJ 

Ul  1 

ひ 

VO  1 

in 

u» 

1— ' I 

ム 

OO  1 

^  I 

m 

ま 1 

1 — '  1 

Ul 

vo 1 
1 

to 

oo 

m 

OQ 

rT 

^  1 

b\ 

KJ  1 

Oo 

to 

^  1 

K) 
p\ 
00 

Uo 

tsJ  1 

リ 

m 

Oj 
ON 

bo 

1 

ム 

Iw  1 

に 

00 

m 

OQ 

n " 

3 

a-  ^  *  V  V  _-.aws^»  (_-g 苫 13 せ ~i5 せ) 


太平洋戦争から 終結 昭和 十六 年 太平洋戦争に 突入して 以来、 セメントの 不足 は 漸く 著しく、 当社 は 高 1B> セメントの fP 産に 努力した が、 製鉄 

まで 

所に おける 原鉱 石 も 以前と 異なって 品質 低下した ため、 ス ラグの 品質が 低下し、 同時に クリン 力の 製造、 粉砕に も 前述の 

影響 を 受け、 年と ともに 品質 は 低下した。 
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W 高炉 セメント 

S 和 四 年から 太平洋  当社 は、 昭和 三年 六月 高炉 セメントの 製造 を 開始し、 これ を 「鶴 見 高炉 セメント」 (後に 「浅 野 高炉 セメント」) と 称し 

,  て 市販した。 発売 以来、 太平洋戦争までの 試験 成績 は、 第五 七 表のと おりで ある。 


OES  29  I"  J;?-) 


(JES  29  ni?-) 

また 昭和 八 年 九月、 鶴 見 高炉 セメントの 一般 成績と して、 左の ように 掲げて いる。 


終 


(第 56 表） 西 多 摩 工場 製造の 中庸 熟 マスコ ンセ メ ン トの 保証 値 


(1) 粉 


(2) 
C3) 


安 
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度 
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(4) 水 和 熱 


(5) 化学 成分 


(6) 化合物 組織 


ブレー ン値 >  3,200  cmV'g 
任意 試料の 最小値 3,000  cm2/g 
JIS 試験 を 満足 し、 オート グレー ブ 試験で 0.1 % 以下 
低 1:2 モルタル、 JIS 規格 強サ 
曲 ゲ （kg,'cm2;)  圧 


縮 Ckg/cm2) 


3 曰 7 曰 

>15  >27 

cal,'g  7 


28 日 

>55 


3 曰 

>50 


7  H 

>100 


28 日 

>250 


7 曰 
<70 


28 日 
<80 


% 強 熱滅量 
<2.5 
MgO 

<3 


不 溶解 残 分 
<0.8 
SO3 
ぐ 2 


SiOj 
>23 


<5.5 


戦 後 国 破れ、 山河 また 荒廃した 戦後の わが国に おいて は、 山 を 治め、 水 を 治め、 貧しき といえ ども 国土 を 開発して、 産業 £、 

興に 資する ことが 急務であった。 これが ため、 洪水 調節. 灌 a . 排水 • 水道 • ェ 業 用 水 等の 調節 供給 を 目的と する 多目的 

ダ ム、 また 主として 電源開発の ための ダムが 各地で 築造され るよう にな つ た。 かかる 用途の セ メ ン トが低 免熱セ メント で 

ある こと は、 改めて 申す まで もない ことであって、 昭和 二 

十五 年 当社 は、 昭和 十三 年 以来 製造 を 中止して いた マスコ 

ン セメント の 製造 を 再開した。 

今、 戦後 実施ない し は 案と して 提示され た ダム 用 セメン 

トの 品質に 関する 仕様書 を 掲げれば、 第五 四 表のと おりで 

ある。 

A  J 昭和 二十 五 年、 当社 は 関西 電力 株式会社の 要求に より、 

C  < 大阪 工場に おいて 新庄 ダム 用と して 中庸 熱 セメントの 製造 

を 行い、 遗憾 なく 中賺熱 セメントの 使命 を 達成した-り 次い 

S3  ^ で 二十 七 年上 椎葉 ダム 用と して 佐 伯 工場で、 物 部 川、 水瀬ダ 

C  < 

ム用 として 土 佐 工場で、 小 河内 ダム 用と して 西 多 摩 工場で 

それぞれ 製造し、 目下 納入 中で ある" 

新庄 ダム 納入 品 及び 西 多 摩 工場に おける 小 河内 ダム 用と 

しての 試 製品の 成績 を 掲げれば、 第五 五 表 ~ 第 五六 表のと 

おりで ある。 . 


第二 節 「アサノ セメント-の 品質  四 I 九 


^  2it  さ 


ゆ £ 


4Aa  Jis 

-」 -. -ヒ， ^ti-r ス .c 

JIS  n^^H^M 


-! Nh^s  一  id 二 i.r 久 

T  lis  U ゆ か 

28EJV1.5X(7  1:0 


JISR, 

c  5202  nK  c 

s  W/C=0.4  A. 

3  ^ せ 節 滞  一 3: 

20±3oc 

一 Jl 乂  I7§ 

き賴 t 


IX  Hi 

21±0.5oc 

望^? せ iA.S.T.M 


A.S.T.M  nj; か 

Bogue  ^^'^^5 


T か 


二 ま acisa ひ ti チ 

JIS  nj; か 

21±0.5oc  一：  fsi ノ 


A-S.T.MtnJ: か。 

Boguc  JU:  J;  U お 

n か H マ lyiin 


て— 7^;?- 1- , 


-! Nf, 一に sii?w±  jis 

?K 々乂  V  I- it  0.4 

CO い 1 ！ • 々、 V マ 

20:tl。c  一：  J;  o,c: 

ひ 一； ：o ぐ- Ti* お 

5. 5 か 

.JtiE  3.05  W.Ji 


第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメント」 の品贊 


四 一 八 


お 


f^fta  一， v.?  A 


で 7 


y 港 Hm お 


Nao+0.658IC2o 


A 


A 1 


>21 


A  _ 


< 一 


A  : 


<50 


< 一 


、1, ^  Jll 


V24.5 


A  4 に 


Total<63,0  ^ 


A 一 


V23.0 


<  < 


<7" 


A  2" 


A  0.7 

V22.0I 


A  - 


A  6.0 

free  liscAi.o 


0<50 


A  2" 


<  0.70 

, V22.0  , 


A  < 


free  lime  Alb 


A  3.2 


A  : 


0  M 


< 一 


A 


A  2.( 


: 7.5 


^  ^^- -^^ 


A  2.5 


A 一 


>22b 


A  < 


A  6.( 


free  limcAl.o 


A 


A  : 


A  ノ 


A 


A 


A  2.。 

<50 


C,SV30C3A<7.! 


: ち g 

I 


0.0S8  7  へ 

As 

l<75 

<S5 

mv  50 一お VI 5 

vloo  I  >25 

V240  I  V45 


<65 


>55 

:>140 


: i 


<7。 


<80 


V3,200c 日 2/g 

<8。 

I  1^ 


vl,700c 日 2/g 

<80 


V90 

, V220 


V320 


>3,000cm2/g 

As 

> さ 

V75 


一， 200cs2/g 


<70 

八 80 

V50 

； vloo 

;>230 


Vl,700cm2/g 


1— • 

1—* 

to 

1— ' 
t— ' 

m 
に"^ 

せ 

^ せ 

-AW 

Mb- 

1  o 

や 5"" 
" '\o 

bo 

丄 1 

i 霞 

to 

K) 
OS 

M  to 

1 1 

-t^  to 

}^  I 

一 -t- 

to 

I 1 

ゆ) * 

it 

U> 
UJ 

to 

I  I 

H-  K) 

fM ム 

I  I 

(―' 1— • 

vo 

ム 

I  1 

¥^ 
ゆ a? 

1 ひ 

N)  N) 
to  Ui 

K)  to 
1— 

□o  1 

HI 

1 
a- 

as 

1  OO 

1  -u 

つ ひ 

ひ -vl 

Uo  Ui 
-b. ム 

^ 1 

m 

1  o 

0\ ひ 

ム 1— 

ひ ひ 
CO  o\ 

ひ 
ひ t 
•vl 1 

to 
oo 

m 

to 

1 bo 

to  to 

KJ  to 

a\ 
し \o 

Oo 
つ i 

a- 

po  po 

'•<t  'o 

N)  to 

ド ； o 

bo  t-o 

O  ！ 

m 

OO 

m 

ム 

OO  CO 
kl O 

u> ム 

•OO  l_w 

J—  Ui 

UJ 
^  i 

1  bo 

1— ' 1— • 

bo  CO 

f— '  1— ' 

bo  bo 

bo  j 

yi 

1  Vo 

1  Lw 

yi  yi 

や y 

ム OO 

ON  1 

Si 

—w— 

B 

to 
1  vo 

K>  ro 
On  ^ 

K>  to 
Ji.  OO 
i~>  OO 

JO 

bo  1 

ON  1 

1— ' 

1 b 

o 

O 

(― 1— ' 

Oo 

o  ^ 

to 1 
リ 1  1 

紫 M 

/'I 

r アサノ セメ. 


の 品 B 


四 一 七 


0 

ァメ リ 力 TA 
低 熱セメ ント 1A 

1^ 

織 

K> 

K> 
\Jl 

U 

C/5 

cv 

ま 

ム 

ム 

ro 

ム 

ム 

0 

to 

> 

1—' 

oo 

o 

H— 

00 

»— ' 

a 

上に より、 わが国 低 熱 セメントが アメリカ 低 熱 セメント に比べて、 強度 及び 強度 発熱 比 上 優秀で ある ことが わかる。 

元来 この種の セメ ントの 性質 は、 工事の 種類 . 様式 • 施工 方法 . 施行 期 • 骨材の 性質 . 工事の 速度に 応じて 最適の もの 

が 選ばれるべき ものであって、 決して 固定して いるもの ではない。 したがって、 需給 両者の 充分な 研究と 了解との もとに 

品質の 選定 を 行わなければ ならない。 この セメントの 性質の 概要 は、 普通 セメント に比べて、 比重が 大きく、 粉末 度 は 同 

等ない しゃ や 粗く、 凝結 はや や 遅い。 強サは 化学 成分 上、 当然 三日 及び 七日の ような 若い 材齢 では 低い が、 材齢 二十 八日 

~ 三 力 月で 同等ない し はこれ を 凌駕し、 強サの 増進 は大 である。 言うまでもなく、 水 和 熱 は 低く、 強度 水 和 熱 比 は大、 硫 

酸 塩 その他^ 蝕 液に 対し 抵抗 性は大 である。 当時の 「アサノ マスコ ン セメント」 の 品質 は、 第五 三 表のと おりで ある。 
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第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメント」 の 品質 

なお、 当時 アメリカに おいて 使用され てい S 熱 セメントに ついて、 当社 研究所に おいて 行った 試験 成縝 を 腿 すれ は 

第五 二 表のと おりで ある。 
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当社 香 春 工場が この セメントの 製造に 当り、 昭和 十 年 十 一 月から 十三 年 七月に 至る 期間に 八 八、 五 九 三 a を 円滑に 供給 

した。 この 期間 中、 三十 回に わたる 試験の 平均 成 綾 は、 第五 一 表のと おりで ある。 (仕様書 は 序 編 第五 章 第三 節 品質 三 三 

三 頁 参照) 
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この 低 熱 セメントが、 塚 原 ダムに おいて 好結果 を 現わした こと は、 わが国に おける 低 熱 セメントの 発達に 大きな 刺激 を 

夸 えた。 .  . 
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初期の 進駐軍 規格に おける 1 型、 後に 改正され て m 型と 称された セメント は、 わが国の 早 強 セメントに 当り、 昭和 二十 

三年 当時 こおけ る わが国の 情況で は、 たとえ 進駐軍から 石炭 品質 を 確保 されても、 その 製造 は 至難の ものであった" しか 

るに、 進駐軍 は 急 逾、 飛行場 滑走路 構築の 必要に 迫られ、 その 製造 方 を 当社に 懇請して きた。 当社 はよ く 困難 をし のぎ、 

ついに こ 1 を 完成して その 付託に 応えた。 今 曰 この 程度の セメント は 決して 誇る に 足る もので はない が、 当時の 困難な 事 

冑を 考盧 すれば、 卓越した 技術 陣の 成果と して 特筆され るべき ものと 考える。 その 品質 は 左のと おりで ある。 
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d 「アサ ソ マスコ ン セメント」 

e 和 九 年から 曰 華 事 従来 セメントの 水 和に よる 発熱 i 水 和 熱— が 工事 上、 セメントの 重大 因子と 考えられ たこと は 極めて 稀であった といつ 

変 初期 で  て も 過言で はない。 しかるに、 昭和の 初頭から € 源 開発の ため、 次第に ダムが 構築され るよう になって、 漸次 ダム 用セメ 

ントの 問題が 論じられる ようになった。 折から アメリカ において は、 各地に 巨大な ダムが 築造され るに 至って、 ダム 用セ 

メント の 性質、 なかん ずく 水 和 熱の 問題が 大きく 取上げられ、 種々 検討され るよう になった。 当社 は、 つとに この 問題に 

着目、 昭和 七 年 以来 鋭意 研究 を 継続して、 九 年つ いに これが 製造に 成功、 「アサノ マスコ ン セメント」 と 命名し、 同年 七月 

初めて 市販す る ことと なった。 当 時 九州 送電 株式会社 は、 宮崎県 耳 川に おいて 塚 原 ダム (宮崎県 東 臼 杵郡諸 塚 村 宇塚 原、 

堤 高 八 七 米、 夭 端 長 一 八 一 . 五 米、 コンク リ —ト総 S 三十 五-力 立方 米) 建設 中で あり、 问 工事 用 セメント として 当社 マス 

コ ンセメ ント こそ 最適で ある こと を 認め、 製造 方 を 求められた。 これが マスコ ンセメ ントの 大口 需要の 最初の ものである 
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の 強サを 


この 比率 は 普通 セメント に比べ、 期 はもち ろん、 二十 八日 強サ においても よくべ 口 セメントの 特德 を？^ わして いる 

左に 第 四 九 表 「アサノべ 口 セメント」 の 半期 別 (暦年) 総 平均値 を 掲げよう-」 
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s 進駐軍 向け セメント 

戦 後 進駐軍 向け セメントの 製造 は、 わが国 セメント 工業 史 から 兄れば、 一時的 現象に 過ぎない が、 当時 は 占領軍 命令に より 

何物に も « 先す る セメントであった。 この セメント は、 軍 当 W から 石炭 品 K を 確保され たので、 一般 セメント に比べ 良赏 

であって、 m 型で すら 昭和 二十 二 年 当時 既に 戦前の 品質の 水準に 達して いた" I 型 は- 兀米呰 通と 早 強 セメントの 中 間 に 位 

する もので、 この種の セメント は、 最初から 戦前の 普通 セメントの 域 を 越えて いた" 今 その 資料 を 5S げれ ば、 第五 〇 表の 

とおりで ある。  ， 


終 


このような 情況 下で は、 とうていべ 口 セメントの 良心的 製造 は 不可能の ため、 ついに 昭和 十九 年 以後 その 製造 を 暂く休 

止す る ことと なった-。 

戦 後 終戦後、 ベロ セメントの 製造が 再開され たの は、 石炭の 統制 解除 を 見た 二十 四 年 八月 以後の ことで ある • "^時 既に 諸般 

の 事情が 大体 絡に ついた とはいえ、 まだ 相当の 困難が あつたが、 これ を 打開し 敢然 製造に 邁進した。 その後 逐年 品質 は 

向上の 一途 をた どった。 今、 昭和 二十 七 年に おける 普通 セメントと ベロ セメントの 強 サの比 を 掲げれば、 次のと おりで あ 

る C 
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(図表 に） 「アサノべ 口 セメ ン ト」 試験 成績 図表 

4.0 1  1  1  1  1 ~~ J   _^ し ~~ I  
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昭和 16  17  18  19 
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太平洋戦争から 終結  第 四 八 表に よって 昭和 十六 年から 二十 年に 至る 戦時中の 品質 を 見る と、 次のと おりで ある。 

て  粉末 度 前期 は 大体 二 ％ より 若干 粗い 程度で あつたが、 本 期に おいて は 三 ％ 前後と なって いる。 

凝結 時間 余り 変化 を 受けて いない" 

強 サ 昭和 十五 年末 規格 試験 方法が 変更され たため (臨 JES 一四 九に よる)、 直接比較 する こと は 困難で あるが、 

これ また 相当 程度の 影響 を 受けて いる。 

化学 成分 昭和 十五 年 以来 水 硬 率 は淅次 下り、 活動 係数. 珪酸率 また 下り、 ひとり アルミナ 鉄 比の み 上昇して いる。 

当社 はべ 口 セメントの 使命に 鑑み、 極力 品質の 低下 を 避ける ため、 製造 条件の 調整に 極力 意 を 用いた が、 なおかつ 前記 

のように 焼成 用 炭の 品質 低下、 各種 資材の 逼迫、 なかん ずく 粉碎 媒体の 不足の 影響が 現われて いる" 


(図表 n)  「アサノべ ロセメ ン ト」 率 • 係数 図表 
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第二 節 「アサノ セ. 


四 〇 五 

の 品質 


-12  40  kg/cm" 1 二， *2  kg/cm, 

, .ri の f 上下して いる。 I^.^HHfln きのとお 

次 低下し 始め、 特に 耐圧力に おいて 著しかった.」 H! 


リ である。 
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s®.- や 1.00  t,r か。  、 ュぁ まで ± 二. 二 〇 の 線 を 上下し、 话動係 

化学 成分 を 率. if と、 水 硬 率 u^ul ハ？； Ip^u と ^5 下 g となって いる。 蠢率は 同様 八 年 ま 

数 は 昭和 八年ま で 漸次 上昇し、 以 |に 上 ザ h  一 U を P でい る。 アルミナ 鉄 比 は昭和 八 年まで 降下し、 更に 

で i 昇 I け、 以後 は 二. S を屮 心に して シグサ グコ、 M へ， ロセメ ノト g に 際して は、 周密な 管理 を 行い、 殊に 

下降 を 続け、 十 年 以後 大体 一. 七 四 を 中 や」 して 上 T して、  S, 以 降£産 高 S 次 減少の やむな き 

〔§- 二 年 以降、 資材 籠の 悪条件 を 11 する ように 

に 至った。 ミ 二  t 、「アサノべ 口 セメント」 の 半期 別 (暦年 ) 9- 均で ある。 

第 四 七 表 及び 図表 一 〇、 一 一に - アサノへ ロセ 


第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメント」 の 品質  四 〇 四 

第 四 六 表 及び 図表 八、 九から 見る と、 粉末 度 は 昭和 二十 一年 は 四 ％ 台であった が、 逐年 上昇し、 二十 七 年に は 三 ％ 台と 

なって いる •」 凝結 時間 はおお むね 始発 二 時間 余、 終結 は 三時 間 三十 分 程度で、 二十 六 年 以後 僅かに 仲び る 傾向 を 示した。 - 

強サは 曲ゲ、 圧 縮 とも 逐年 上昇し、 二十 七 年の 平均 強サは 二十 一年の 平均 強サ に比べ、 次の ような 比率と なって いる。 
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曰 

すなわち、 曲 ゲ強サ では 大体 五 〇％、 圧縮 強サ では 七 七 ％ も 上昇して いる。 品質 は 大体 二十 四 年に 戦前の 域に 達し、 二 

十五 年の 成績に 比較す ると、 二十 七 年の 成績 は  一 ~六％ 上昇して いる，" 

化学 成分に ついて 検討す ると、 水 硬 率 は 逐年 上昇し、 二十 一年の 丁 九 前後から 二十 七 年に は 二 .〇 五 前後に 昇り、 活動 

係数 は 上昇、 降下 を 繰 返え したが、 大体 上昇 を 示し、 アルミナ 鉄 比 は 逐年 降下 線 をた どって いる。 すなわち 高 石灰、 高珪 

酸、 そして アルミナの 適正 量と いう 目標に 進んで いる ことが わかる。 

なお 昭和 二十 六 年 十一月 末、 戦後 アメリカから 新たに 紹介され た AE 材 並びに AE セメント を 研究し、 大阪 工場に おい 

て A  E セメント の 試 製 を 行 つ た。 

g 「アサ ソ ベロ セメント」 

昭和 初頭から 太平洋  わが国 最初の 早 強 ポルト ランド セメント 「アサノべ 口 セメント」 は 大正 末期からの 研究が 結実し、 昭和 四 年 九月 初めて 

戦争まで 

市場に 出荷され た。 初期に おいて は、 世間から 早 強で あるた めに、 粉末 度 は 極めて 微細で あろうと 憶測され たが、 七 ~ 九 

年に おいて 僅かに 残渣ニ ％ を！^ 回った ほか、 終始 二 ~三％ を 示し、 普通 セメント に比べて 僅かに 細かい 程度であって、 ベ 

口 セメン トが 単なる 微細 セ メ ント でない こと をよ く 示した。 凝結 もまた 往々 にして 今日で も 早 強と いう 名称の ために 早い 

と 誤解され ている 向が あつたが、 事実 は 普通 セメントと 全く 同程度であって、 决 して 早くない こと (始発 二 時間 十五 分 前 

 , 後、 終結 三時 間 四十 分 前後) を 示して いる。 強サ は、 時に 若干の 動き はあった が、 昭和 十二 年末まで. s 時の 規準、 耐圧 _ 
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戟 後  終戦後 は、 苦難の 道 を 打 ffl しつつ、 わが国 径 済の 復興に 対応し、 石炭 統制の 解除と 相 まって 品質の 向上に 努力した こと 

は、 次の 資料に よって 明らかで ある。 

(^46東：-  「7.tu  TKA-  I- 邙 V  K.t  、ヾ _- 」 „s«SJi®，  (_sfa21 せ）. 27 せ) . 
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鉄 比 
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用の やむな きに 至つ たこと がその 原因と 考えられる。 

強 サ 前期 末からの 低下 傾向に 対する セメント 界の 懸命の 努力に よって、 昭和 十六 年上 期から 僅かに 上向き 傾向 を 示 

し、 十八 年下 期まで ほぼ 保 合の 状態で あつたが、 それ 以後 は、 石炭 を 始め 各種 資材の 品質 低下と 逼迫の 度 を 加えた ため、 

セメント も 品質 維持が 困難と なり、 次第に 低下した C かくして 昭和 二十 年上 期の 強 サは同 十 年の 強サに 対し、 平均 九 〇％ 

に、 同 下期 は 八 〇％ 強まで 低下した。 敗戦 後 当分の 間の セメント 生産 量 は 極めて 少なく、 品質 もまた 著しく 低下した。 

化学 成分 率 • 係数に ついて 見る と、 年と 共に 水 硬 率. 活動 係数 及び 珪酸 率の 低下と アルミナ 鉄 比の 上昇と は、 上述の 粗 

悪 炭 の 使用 並びに 灰分の 多量 混入 による アルミナの 増加 を 物語って いる。 

次に 半期 別 (暦年) 総 平均値 を 掲げよう。 
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1.913 

1.97 

1.9S 

1.9S 

1.97 

1.97 

1.95 

1.95 

1.95 

1.94; 


粉末 度 昭和 初頭から 十 年 ごろまで は、 ほとんど 三 ％ 前後 を 示した が、 十一 年から 次第に 粉末 度 は 下り、 殊に 十三 年 

後半から 急速に 下り、 十五 年に は 残 分 五 ％ 以上に なって いる。 これ は 戦時体制に 突入した ため、 主として 粉碎 媒体の 逼迫 

による ものである。 

凝結 時間 概して 始発が 三時 間 前後、 終結が 四時 間 三十 分 前後で、 十三 年 以後 はや や 早くな つてい る。 これ は 石炭の 品 

質 低下に よる 灰分の 増加： 主として アルミナの 増加に よる ものと 考えられる。 

強 サ 昭和 二 年 は 新旧 標準 砂の 変り めであった ので、 資料に 信憑性が 少ない。 

耐压カ は 昭和 四 年から 上途の 一途 をた どり、 .一 |~ 十一 年 を 頂点と して 降下し 始め、 十五 年度の 材令 二十 八日 強度 は六~ 

十二 年の 材令 七日の 強度より、 十五 年度の 材令 七日 強度 も ほぼ 六 ~ 十二 年の 材令三 曰 強度より 低くな つてい る。 抗 張力に 

おいても、 二， （四 年 は 年と 共に やや 低下した が、 以後 上昇の 一途 をた どり 、七）， 十二 年に は材令 二十 八日 は 40  kg/cm2、 七 

日 35  kg/cm" 前後、 及び 材令 三日 は 33  kg/cm" 前後と なって いる。 十三 年 以後 は 漸次 低下し、 十五 年 は 昭和 四 ~ 五 年 ご 

ろの 品質に 逆戻りし ている。 これ また 戦時体制 下にお ける 石炭の 品質 低下、 補修 用 資材の 不足に 起因す る ものである。 

化学 成分 個々 の 成分 を 示す よりも、 率 • 係数 を もって 示した 方が 考察し 易い ので、 これ を 掲げた。 水 硬 率 は 昭和 二 年 

から 上昇 を 続け、 ：A~ 六 年に おいて は ニニ  二 前後に も 達した が、 漸次 下って、 七 年に は 二. 一、 以後 十一 年まで 二. 〇八 

前後 を 示し、 酸化 カルシウム 量 は 六 五％ を やや上回るに 至った。 昭和 十二 年下 期から 十三 年上 期 を 境と して、 以後 は 更に 

下り、 活動 係数 及び 珐酸率 また 下り、 アルミナ 鉄 比が 上昇 を 続けた。 これ は 焼成 用 炭の 炭質 低下に より、 熱量の 上から 従 

来の 高 石灰 維持 を 困難に すると 共に、 灰分の 増加に よる 水 硬 率の 低下 並びに アルミナ 分の 増加に よるた めで ある。 

太平洋 戰爭 から 終結  昭和 十六 年 以後の 品質 を 見る と、 左のと おりで ある。 

まで 

粉末 度 時局の 影響 を 受けて 昭和 十三 年 ごろから 急激に 低 下し、 十六 年から 二十 年に 至る 戦時中 は、 四. 五？ -五. 五 ％ 

を： 不 している。 

凝結 時間 戦前に 比べて 一般に 早くな つてい る。 この 事実 は、 主として アルミナの 増加に よる ものであって、 粗 恶炭使 
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所 並びに 「アサノ セメント」 の 品 W3  三^ g; 

左表 及び 図表 は、 当社 全 工場 ホルト ランド セメントの 半期 別 (暦年) 総 平均値 を." 小した ものである： これによ つて 品質 

推移 を検时 すると、 第 rara 表 &び國 表 四、 _ん のとお りで ある： 

( )  「 7  .y-  、； I- 邙乂！ .•  .t  、  V  !-  •  „sw}t®*  ( Is き 2 ま）. 45 せ) 


fs;*)  s さ 21  一" 二；： U-KISJ 一一 <*i  LT> き 一一 tB*V スも >!-,>§:wf 一二 ヒー， iT. 匕 一一 一 f*s®s;r- 麥ぉ L ひ is 

»OH,  fe-H  r  i  JEH™ ヽ， csts や？ 一 fT つ； i つ。 


大正 期の 総合 


この 時代の 品質 は、 試験 方法が 規格に よって 統一され、 現今の 状況と よほど 近似して いる" 

粉末 度 いよいよ 細かくな り、 九 〇〇 孔 飾で 数 ％ となり、 本 期末に は ほとんど 零と なり、 四、 九 〇〇 孔旆 においても 

残 分 一 一 〇％ 近くまで になって いる。 

凝 結 また 漸次 早くな つたが、 始発が より 早くな り、 終結 は 比較的 短縮して いない。 

強  サ いよいよ 上昇し、 化学 成分 もまた その 変動の 幅 を 縮め、 いよいよ 現代の セメントに 近づきつつ ある ことが 看 

取され る。 

なおこの 時代の 末期に は、 現在の 早強ポ ルト ランド セメン トの 構想が、 漸次 具体化され ようとす る 機運が 感じられ るに 

至った。 その 具体的 先駆が 大正 天皇の 多 摩 陵 御 造営 用 セメント である。 大正 十五 年 十二月 二十 五日 天皇が 崩御され、 その 

陵墓 造営 用 セメントの 製造の 指示が 当社に 下った。 この 工事 は、 時 あたかも 厳冬に 当った のと、 その 用途から みて、 従来 

に その 比を見ない 重大な 工事で あり、 その 製造 は 一 層の 慎重 を 期す る 要が あった。 当社 は 東京 帝国 大学 永井彰 一 郎 教授 監 

督の もとに、 成分 上 アルミナ 及び 酸化鉄 を 適度に 保ち、 高 シリカ 及び 酸化 カルシウムで 水 硬 率 を 従来より 高く 保ち、 製造 

過程に おいて 特に 入念の 管理 を 行って、 極力 均齊度 上昇に 努め、 かくして 得た グ リンカ を微 粉砕して 微粉 分の 増加 を 図る 

べきで あるとの 方針に より、 川 崎 第二 工場に おいて 製造 を 行い、 幸い 所期の 効果 を 収めて 使命 を 達成した。 この セメント 

は、 その後の 早強ボ ルト ランド セメン ト 製造の 根本 理念に 合致す る もので あ つ て、 早 強 ホル トラ ンド セメント 第一 号と も 

称すべき ものであった。 


「アサノ ボ. 

ド セメント 


昭和 期 

当社に おいて は 新種 セメント として、 昭和 四 年まず わが国 最初の 早 強 ボルト ランド セメント、 すなわち 「アサノべ ロセ 

メ ント」 を 完成し、 また 前年 来 試作 中であった 高炉 セメント を 完成 発売、 次いで 昭和 九 年、 これ また わが国 最初の 低 発熱 

ボルト ランド セメント、 すなわち 「アサノ マスコ セメント」 を 製造 販売して、 その 真価 を 世に 問うた。 

ト ラ ン 

W 「アサ ソ ポルト ランド セメント」 

第二 節 「アサノ セメント， J の 品質  三 九 三 
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ョ 山 口 県 岩 国 川 錦 川筋 臥龍 橋 架設 工事 用 セメン ト 試験 成績 

原 田. ©  (大正 七 年 二月、 •！¥ 会 め 第 四  一 sx」」 の 首題に 関する 報告に よると、 S 野 セメントの 試験 成 S3 は 次のと おりで 

ある-、 

「 …… 、 セメント は、 下 関 岡本貞 平に 請負 を 命じ、 大正 五 年 五月 二十日に 浅 野 セメント を 完納せ り」 「 …… 之に 使 

ffl したる 浅 野セメ ン ト 試験 成績 次の 如し」 


〇〇 孔 篩で 一 丄 ー％、 しばしば  一 ％ 以下 を 示し、 三十 二 年 以後 は 四、 九 〇〇 孔 篩で 二三 ~ 二 五％ 程度に 上昇した-" 

凝結 時間 明治 二十 六 年ぐ らいまで は、 単に 凝結 時間と 称して 今 曰のお よそ 終結に 当る 時間 を 測定して いたが、 この 前 

後の 時期から 始発と 終結と を 測定す るよう になった。 凝結 時間 は、 平均値で は 今 曰の 始発 及び 終結と 大差ない 数値 を 示し 

ている が、 かなり 変化が あり、 往々 にして 急 結 性の もの もあった。 前記 浅 野 工場の 試料 は、 むしろ 凝結が 長い 方で はない 

かと 考えられ るが、 年と ともに 僅かながら 短縮しつつ ある ことが うかがわれる。 

強 サ 強サ として 钝 セメント 抗 張力 一週、 モルタル 杭 張力 一週 及び 四 週が 多く 採用され ていた。 钝 セメント 抗 張力 

は、 粉末 度 モルタル 抗 張力 及び その他の 諸 性質と 必ずしも 一致せ ず、 また モルタル 強サは 試験 方法、 試験 用 砂の 相違に よ 

り、 同時に 行われた 試料の 成績 を 比較す るに は 支障 はない が、 その他の 成績と 比較す る こと は 困難で ある。 前記 浅 野 工場 

の 試験 成績 は、 品質の 推移 を 知る 上に は 好個の 資料で ある" これによ ると 時に 消長 はあった が、 年と 共に 向上 を 重ね、 特 

に 明治 四十 年、 四十 四、 五 年 ごろに 品質の 躍進が 注目され る" おそらく 回転 窯の 設置 並びに セメント 粉碎 方法の 研究の 成 

果と 考える。 

化学 成分 明治 二十 年 以後 シリカ 二 0 丄三 ％、 アルミナ 六-七 ~ 七-六 ％、 酸化鉄 三- (三-七 ％ で、 酸化 カルシウム は 

おおむね 六 〇％ に 達しなかった-」 が、 三十 三年 以後 は 六 一 ~ 六 二 ％ 余 にも 上って いる。 

大正 期 

本 期 は、 わが国 セメント 工業の 興隆 期に 当ってお り、 当社 も 組織 を 株式会社に 改める とともに、 資本 を 充実して 川 崎. 

台湾の 両 工場 を 新設、 技術 部 を 拡充して、 生産の 増強と 品質の 向上に 努めた。 

次に、 この 時期の 資料 数 例 を 掲げて、 品質 を 考察す る ことと しょう C 

東京 市 納入 セメント 東京 市 納入 セメントの 試験 成績 

の 試験 成 S  ( 
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明治 期の 総合 


前掲 第三 七 表 を 検討す ると、 当社 製品 は 当時の 同業 十一 社 品に 比べ、 比重 は讓の 部に 属し、 焼成 か 充分 行われた こと 

が うかがわれる」 粉末 度 は 中庸 を 得、 凝結 時間 もまた 最も 中庸 を 得て いる- 安定性の よい こと は、 セメント たる 以上 当妖" 

のこと であって、 他社 品に は 博覧会 出品に おいて すら 苦 干の 異状 品 を 見た こと は 当時の 品質の 一斑が うかがわれる- 耐仲 

強 こお、 てま、 他社 品 こ 比べ、 一-, (四 位 を 占め、 優秀な 成績 を 示して いる" 

化学 成分に ついては、 J か I れば、 シリカが やや 少なく、 アルミナが やや 多い が、 当時と して は 中庸 を 得た 奮な 

成分で あ つ たと 考えられる-" 

前掲の 各 資料 を 総合して 考察す ると、 次のようになる。 

粉末 S 明治 十八 年 当時、 粉末 度 は 四 〇o 孔篩 (三 〇〇 ミクロン) で 三. 五 ％ 程度の 残 分が あり、 二十 一年で は 九 〇 

0孔籂 三 8 ミグ ロン) で 十六 S となり、 一一 十四 年 以後 は 俄然 細かくな つて 四％ 以下、 大体 二 i% となって いる。 ま 

こ 二十 六 年 こ ±、 四、 九 〇〇孔 篩 (八 八 ミグ ロン) による 資料が 現われ、 二八 ％ 程度の 残 分 を 示した。 二十 八 年 以後 は 九 
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第五回內^勧菜5&5^^  ^ 第五 回 内国 勧業博覧会 審査 報告 第五 号 巻 之 四 記載 セメント 試験 成績 

会 セメント 試験 ま 結 ( 

明治 三十 六 年 第五 回. s: 国 勧業 博 K 会 開催の 際、 当社 は 次に 指げ る 各社と 共に 出品した が、 審査員 藤 井光 藏 丄€ 山 甚太郎 

及び： t! 野忠 雄の 報告 を 抜 枠 すれば、 左のと おりで ある" 


右ノ 出品-一対 シ各 出品者 ヨリ 提出 セル 審査 品 ヲ大阪 築港 事務所 一一 依頼 シ之ガ 試験 ヲ施 セシ ニ其ノ 成績 左 ノ如シ 


(図表 3) 純 セメント 供 試 体 耐仲カ 分布図 
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以上の 成績の. s:、 当時に おける 当社 製品の 品質 を 検^す るた めに、 凝結. 耐仲 力の 分布 を 示せば、 図表 

おりで ある。 以下 図表に より 品質の 管理 状況が うかがわれる。 


二、 三のと 
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水 硬 係数 

横 浜稅関 海面 埋立ェ 七 横 浜 税関 毎 面埋立 工事 弔 セメントの 品質 

事 用 セメントの 品質 ' . 

明治 三十 二 年 五月に 着工し、 三十 八 年 十二月に 至って 後ェ した 横 浜 港 海面 埋立 工事 は、 一 二、 二 OOJa の セメント を. 使 

用 した 大工 事で ある-」 

納入 品に ついては、 当局で 行った 成績 を 抜粋 すれば、 次のと おりで ある 

一、 粉末 度 (編 注 • 通過 分) 

一 平方 せんちめ— とる 二 於 テ九百 孔ヲ有 スル旆  さ/ 100~99/100 

一 平方 せんちめ ー とる-一 於テ 四千 九 百 孔ヲ有 スル篩 75/100~77/100 
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(第 36 表） 大阪 築港 工事に-ま 野 社 門 司 工場から 納入の セメ ン ト 試験 成績 


築港 当局 試験 


番 号 

純 セ 

メ ン ト抗 張力 

1 ： 3 

モル タ ル抗 張力 

1 週 

4 週 

12 週 

1 週 

4 週 

12 週 

1 

461.75 

702.75 

752.00 

177.25 

233.25 

282.50 

2 

405.75 

545.50 

695.75 

177.25 

248.50 

308.00 

3 

404.50 

639.00 

778.25 

178.25 

235.75 

297.50 

4 

426.25 

518.00 

697.00 

120.75 

171.50 

333.25 

420.50 

ひ 

778.75 

173.50 

26 り. 75 

294.00 

6 

401.50 

569.50 

701.75 

268.25 

315.00 

360.75 

678.00 

798.50 

190.25 

260.00 

312.00 

8 

426.25 

678.00 

781.00 

190.25 

281.25 

315.00 

9 

502.00 

634.25 

771.25 

183.50 

257.50 

312.50 

10 

399.00 

615.25 

749.25 

171.50 

271.00 

301.00 

11 

330.00 

560.75 

672.75 

145.75 

228.25 

282.50 

12 

410.25 

599.25 

673.00 

178.00 

253.25 

295.25 

13 

473.75 

619.00 

729.25 

187.25 

254.50 

301.00 

H 

332.00 

588.00 

697.25 

146.25 

262.00 

274.50 

15 

444.25 

672.50 

，ハ 

197.25 

275.25 

288.25 

16 

334.00 

584.75 

659.00 

172.25 

263.75 

318.50 

平 均 

408.28 

615.89 

728.25 

178.09 

257.80 

296.09 
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大阪 築港に 使用され 

た セメントの 品質 
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^. 大阪 築港 工事に 使用され た セメントの 品質 

本 工事 は 前掲の 横 浜 築港 及び 後述の 横 浜 税関 海面 埋立 並びに 小 樽 築港 工事と 共に この 時代の 大工 事の 一 つで ある。 

プロ ッグの 製作 は、 明治 三十 二 年 十一 月から 開始され たが、 同 工事に 使用され た 「アサノ セメント」 の 試験 成績 を 掲げ 

れば 第三 六 表のと おりで ある" 

試験 年月日 明治 三十 三年 一月 ~ 三 十七 年 三月 

試験 所 大阪 築港 当局 試験法 省略 試 料 浅 野 社 門 司 工場 品 
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三 七 九 


明治 二十 五 年 発行の 

浅 野 工場 カタ B グに 

よる セメン トの 品質 


» 明治 一一 十五 年 浅 野 工場 発行の カタ n グ による セメントの 品質 
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前表に よって 粉末 度の 上昇、 凝結 時間の 推移 及び マグネシア 量 減少の 状況が 看取され る。 ただし 強サ において は、 試験 

方法が 毎回 必ずしも：！： 一  ではなく、 モルタル では、 験 川 砂に 関する 記載 を往々 にして 欠く  (記載が あっても、 現在に お 

いて 強サを 換算す る こと は 不可能で ある) ため、 同時に 試験され た 他社 品との 比較で は 明瞭に 看取され るが、 試験の 時期 

が 異なる と 試験 条件が 違う ので、 現在で は 比較が 困難で ある。 
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以上の 点から 見て、 当時の 浅 野 工場 製品 は、 当時の 国産品 品質の 水準 を 枝く もので あり、 輪 入 外国製 品に 比べて 決して 1 

通 色が なか つ たこと を 示して いる。 

3e 浜 防波堤に 使用 さ 三 横 浜 防 波提に 使用され た セメントの 品質  一 

れた セメントの 品質ぐ  _ 

横 浜 防波堤 工事 は、 明治 二十 二 年 八月から 二十 九 年に 至る 当時の 大工 事であって、 あらかじめ コンク リ I ト方塊 を 製作 一 

してお き、 硬化 後、 海中に 沈下 させた ものである" この 工事に は、 わが国 一流の セメント 会社が 数次に わたって 入札に 参 一 

加した 浅 野 工場 は、 各 入 礼の つど 受注し、 常に 優秀な 成績 を 示した。 第三 三 表 は 《 野 工場 製品に ついて 当 IT か 行った M 

験の 結果で ある ■■" 
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明： S 二十 一年 一月、 i„? 商務省で 本邦 製 セメント ヒ種、 外国製 セメント 九 種 (イギリス 製品 四 種、 ドイツ 製品 五 種) につ 

いて 比較 試験 を 行い、 その 成績 を 発表して いる" 当社 製品 も； 料に 加えられ、 第三 二 表の ような 成績 を 示した。 
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この 成績 を 見る と、 十七 試料 中、 当社 製品 は 粉末 度に おいて は 最も 細かい ものの 一 つで あり、 钝 セメント 抗张 強で は ほ 

ぼ 中位に あるが、 モルタル 抗張強 は 国産 セメント 中の 一位、 内外 試料 合わせて 第二 位 を 占めて いる" 化学 成分に おいて は 

国産品 平均 及び 外国製 品に 比べて 珪酸 はや や 少ない が、 礬土  • 酸化鉄 は 三者の 中位に あり、 苦土 は 少なく、 石灰石の 品位 

に 注意 を 私 つてい るの がわ かる、 
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第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメント」 の 品質  三 七 四 

の 製造に 成功し、 九州 電力の 塚 原 ダム (昭和 十一 年 攻ェ) 建設に 貢献した。 

「アサノべ 口 セメント」 の 造 は、 わが国の セメント 製造 設備と 製造 技術の 上に、 革命的と いうべき ほどの 革新 を もた 

らす 端緒 を 開いた-」 これが、 戦前に おいて わが国の セメント 工業 を 質、 量と もに 世界 水準に 到達させる 原動力と なった こ 

と は 看過で きない： 

「アサノべ 口 セメント」 は、 当初 早 強 セメント として ス ミス 社の 指南 を 受けた。 しかし、 その後、 土木 建築 技術者の 要 


明治 十八 年 商務省 

における 試験 成績 


求 及び、 水 年に わたる 研究の 結果、 長期 強度の 増進， ^ も 完成して、 真に 日本的な 早強セ 

しなければ ならない" 

西 多 摩 工場に おいて 造した ベ 口 セメント 及び マ ス コンセ 

メント は、 その後 湿式 設備の 拡充 び 製造 技術の 進歩に 伴 つ 

て、 今や 全国 各地の 丄 場で 製造、 全国 各地の 迅速 工事 や ダム 

工事に 使用され、 いよいよ 「アサノ セメント」 の 声価 を 高め 

つつ ある。 


. の 製造 を 完成 した こ と を 特記 


明 


治 期 


I 明治 十八 年 農 商務省に おける 試験 成績 

農 商務省 十 一 一 一 等 出仕 新 家 孝 正 は 、 命 に より 当時 舶来 セメン 

トの 雄と 目され ていた イギリス、 ナイ トビ— パ ン社製 セメン 

ト、 操業な お 曰の 浅い 当社 製品 並びに 深 川 工作 分局 製の 貯蔵 

セメント について 比較 試験 を 行い、 上申書 を 提出して いる 

同 上申書に よれば、 試料 はいずれ も 一 長  一 は あ つ たが、 ^ 

野 工場 製品 は 舶来品に 比べ て、 なんら 通 色な く、 極めて 優秀で ある こと を 示して いる。 (序 編 下 五 章 三 節 品質 二 九ヒは 


二 回^^窯の設置 (明治 三十 六 年、 深 川 工場) 

iTf 電 i?< 集塵 装置の 設置 (大正 六 年、 東京 工場) 

^サ 7 岩 機  (大正 七 年、 青梅 採掘 場) 

^ ュ ナック ス 71 ラ ー の 設置 (昭和 二 年、 東京 工場) 

^ ュニ ダン ミ ル の 設置 (昭和 三年、 川 崎 工場) 

3 湿式. 丄 場の 建設 (昭和 四 年、 西 多 摩 工場) 

この 精祌 を、 初代 淺野総 一郎の 没後 も、 当社の 方針と して 継承し、 今日に 及んで 変る ことがない。 

原料の 確保 三 原料の 確保 

優良な 製品が、 優良な 原料から 生まれる こと は 論 を またない" しかも、 セメントの 原料た る 石灰石 は 国. C に 豊富に 存在 

する。 その 品質が 優良で あり、 かつ 径济的 価値の 高い もの を 活用して、 優良な セメント を 作り出す ことにつ いて、 淺野總 

一 郞は いわゆる 百年の 大計 を樹 てて いる" 

石灰石に 関する 鉱物学 的 知識の 低かった 大正 末期、 早く も 地質の 專門 技術者 を 招聘して 全国 各地に 派遣し、 原料 山の 調 

査を 行い、 原料 政策に 関する 大綱 を 決定した。 同時に 社. k: に 地質 專鬥の 技術者 を 置く 組織 を 整備し、 あわせて 採掘 技術の 

,;E 上に 努めた。 

今日、 全国 数十 力 所に 及ぶ 石灰 山 (予備 山 を 含む：) はこの 方針に 従って 確保され、 優良な 石灰石 を 豊富に 供給して、 

「アサノ セメント」 の 品質の 均齊度 確保に 大きな 貢献 をな している。 

新品 種の 製造 g 新品 種の 製造 

土木 建築 技術の 進歩 は、 セメント 品質の 向上 を 促す と 同時に、 用途に よる 品種の 分化 を 要求す る。 この 要求に 応じて 高 

級 セメント. 低 熱 セメント は 発明され たので あるが、 野總ー 郞は 特に 高級 セメント 製造に 最も 熱心で あり、 昭和 初期、 

多 摩 陵 御 造営 用と して、 高級 セメント を 試作して 成功した ので、 続いて 多数の 技術者 を 欧米に 派遣して 研究 を とげ、 昭和 

四 年 「アサノべ 口 セメント」 の 製造 を 完成した。 当社の 技術 陣は 更に 進んで、 低 熟 セメント 「アサノ マスコ ン セメント」 

第二 節 「アサノ セメント」 の 品質  三 七三 
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び 深 川 工作 分局 製品との 比較 試験 上申書 中に 「右 品等 比 校 致候処 三種 共 各 質 異同 得失 相償ヒ 使用 ノ望ミ 有 之候モ ノト 愚考 

致 候」 と ある ことによ つても 知られる-" 

淺野 總ー郞 は、 更に 浅 野 工場 独自の 製造 技術 確立の ため、 まず 技術者の 養成に 着眼し、 明治 十九 年 (創業 後 四 年 目) 政 

府 のべ ッグ マン 留学生 (建築 技術者 養成 組織) 中に、 浅 野 工場 技師 坂內 冬藏、 淺野喜 三郞の 両名 を； « 澤榮ー の 助力に よつ 

て 加える ことに 成功した。 両名 は 滞 独 二 年、 その 間 坂內は 製造 理論 を、 淺野は 実際 を 究める かたわら、 イギリス 及び フラ 

ンスの セメント 工業 を も 視察して、 二十 一年 帰朝した ので、 その 新 知識に 基いて、 二十 三年 設備の 大 改修 を 行った。 

坂內 は、 以来 大正 初期まで 二十 七 年の 長期に わたって、 技術 指導の 第一線に たって 「アサノ セメント」 の 品質 向上に 貢 

献 した。 なかん ずく、 かれの 発明に かかる 生 灰 焼成 法 は、 明治 期の 堅 窯 及び 小型 回転 窯 時代の わが国 セメント 工業に 大き 

な剌 激を夸 えた。 

大正 六 年、 新設の 川 崎 工場 構. e に 技術 部 研究室 を 設置して から、 技術者の 養成 は 漸く 組織化し、 少壮の 技術者 を 相次い 

で 欧米に 派遣した。 これらの 技術者に よって、 昭和 初頭に は 高級 セメントの 製造に 成功した。 大正 十二 年 以降 は 大学、 專 

門 学校 卒業 技術者 を 定期的に かつ 大量に 採用して、 技術者の 養成 はいよ いよ 本格的と なり、 技術 部 も 研究 部門と 工場 運営 

部門と に 分化した。 

昭和 初頭、 川 崎 工場 構内に 鉄筋 コンク リ ー ト 三階 建 (ベロ セメント 初 使用) の 中央 研究所 を 建設し、 技術 及び 技術者の 

養成 組織 は ほ ぼ 完備す る に 至った。 

以来 四 半世紀 を 経て、 当社の 技術 は 今や 国の 内外に その 声価 を 認識され ている C 

設備の 新 設、 改善 二 設備の 新設、 改善 

淺野 總ー郞 は、 技術者の 養成と 併行して、 欧米 最新の セメント 製造 設備の 輸入に 果敢であった" その 設置に よって 「ァ 

サノ セメント」 の 品質 を 高め、 生産高 を 増加した こと は 当然で あるが、 それが ひいて、 わが国 セメント 工業の 発達 を 促す 

端緒と なった ものが 少なくない。 左に その 数 例 を 掲げよう。 

一 チュ —ブ ミルの 設置 (明治 一. 一一 十二 年、 門 司 工場) 


れ、 業界 はもち ろん、 セメント 関， 係 学界 方面に も 多大の 寄夸 をして きた。 

対外 活動 当 研究所 は、 古く は 日本 ボルト ランド セメント 業 技術 会へ、 戦後 は 日本 セメント 技術 協会へ、 時に 常設 委員 を、 常に 規 

格 委員 その他 各種の 技術 委 la を 出し、 あるいは 主査と して、 あるいは 有力 委員と して、 セメント 関係の 学術 並びに 技術の 

向上に 寄 年して きた。 現在 同 協会へ は 規格 • コンク リ— ト. 標準 砂 • 粉末 度 測定法. 亀裂 調査. 化学分析. 混合 材 .AE- 

水 和 熟 • 水 滓の 各 委員 を 出し、 また 同 協会 主催の コンク リ— ト 講習会、 あるいは セメント 試験 方法に 関する 講習ない し 打 

合せ 会に はしばしば 講師 を 委嘱され る 等、 セメント 界 並びに 需要 者 各界の 技術者の 指導、 知識、 技術の 向上に 寄与した。 

わが国 工業規格 制定に 関して は、 工業技術 院の 委嘱に より、 委員 または 臨時 專門 委員と して、 審議に 参画して いる。 先 

般 レディ ミキ スト コ ングリ ー ト 規格 制定に 参夸 し、 目下 セメント 規格 並びに コ ンクリ ー ト 試験 関係の 規格 審議に 委員 を 派 

遣して いる。 

以上の ほか、 日本学 術 振興 会 • 建設機械 化 協会 製 砂 委員会 等に 委員 を 出し、 窯業 協会 及び 日本 セメント 技術 協会に は、 

機関誌の 編集 委員と して 関係 論文の 審査に 当 つてい る。 

なお、 研究所 機構 変遷 表 を 掲げれば 第三 一 表のと おりで ある。 

第二 節 「アサノ セメント」 の 品質 

「アサノ セメント」 の 品質 は、 剖 以来、 常に わが国 セメント 中の 一流 品と して 国の. c 外に その 声価 を 知られて いる。 し 

かして、 これ を 証す る 幾多の 歴史的 事実 —対内の 諸 施策 及び 対外の 諸デ— タは 数多く 存在す る。 

「アサノ セメン ト」 の 品質 向上の 跡 を 記述す るに 当 つ て、 前記の 二 つ の 角度に 沿 つ て 観察して みょう。 

技術者の 養成 I,' 技術者の 養成 

「アサノ セメント」 は、 官営 工場の 設備と 製造 技術 を 引継いで 製造され たので、 その 品質 は、 発売 当初から 相当 信頼 度の 

高い ものであった。 それ は、 皇居 御 造営 用品と して、 深 川 工作 分 DF から 御 造営 事務 Ci? 宛の 推薦 書 及び 明治 十八 年 御 造営 事 

務局 技師 新 家 孝 正の 行った 「アサノ セメント」 と、 当時の 舶来品の 雄と 目され ていた イギリス、 ナイ トビ— バン 社 製品 及 
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する 強サ • 水 和 熱 . 膨張 収縮 . 耐蝕 性 等の 研究の ように 各種の 促進 試験法と、 非常に 長期に わたる 試験 結果に よって 初め 

て 判明す る ものが ある-。 中で も 水 和 熟 関係 は、 二十 余 年の 
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なお 研究の 成果 は、 多く  H 本 ホルト ランド セ メン. 

第一 節 研 究 所 


歳月 をけ みして、 漸く 規格に 採用され ようとし ており、 細 

かさ、 収縮 等 も 二十 余 年来の 知識の 集積が、 今 曰； SS 問題解決 

の 基礎知識と なりつつ ある 現状で ある。 したがって、 研究 課 

題の 性質に よって は、 数 世代に わたる 人の 手 を わずらわさな 

ければ ならない もの も あるので、 研究所 各部 門に おいて は 

「コ ンクリ —ト 体中 埋設 セル 鉄筋 ノ錡 発生 一一 関スル 研究」 の 

材令 百年 の 供 試 体、 強さに 関する 各種 セメントの 材令三 〇、 

五 〇、 七 五、 一 〇o 年の 供 試 体の ように 長期の 供 試 体が 保存 

されて いるもの も 少なくない。 顧みて 「口 I マ は 一 曰に して 

成らず」 の 古諺 は 研究所の 業績 を 裏書きす る ものの ごとくで 

ある。 

対外 的に は 以上 各種の 調査、 研究 及び 試験 報告 は 社内 報告 

の ほか、 当社の 機関紙であった 「セメント 工業」 に 毎月 技術 

的 記事、 特に 前述の 諸 報告 中から 研究 結果 を 抜 枠 編集して 掲 

載した。 同誌 は セメン ト 及び セメン ト 製品の 紹介 誌で あ つ た 

が、 一 つの 文献 集と して 今な お 各 研究所 や 研究者に 愛蔵され 

M  ている" また 研究の 一 端 を、 専門 誌で ある 「工業化学 雑誌， r 

「窯業 協会 雑誌」 等に 随時 発表した こと はもち ろんで あるが 

業 技術 会 及び その後 身た る 日本 セメ ン ト 技術 協会 大会に おいて 発表 さ 

三 六 九 
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昭和 十二 年 以後、 螢石の セメント 焼成 効果に 及ぼす 影響、 セメントの 免 熟. 硬化、 セメントの 耐水性、 高炉 水 滓 及び 高 

炉 セメント、 コンク リ ー ト 関係の 研究 を 行い、 十五 年末に は 油井 セメント を 製造して 時局の 要請に 応えた。 

十六 年 以後、 戦時体制が いよいよ 強化され ると 共に、 人的に も 物的に も 逼迫の 度 を 加える に 至ってから は、 研究に も 著 

しく 戦時色 を 帯び、 従来の 研究 継続 は 困難と なった ので、 次の ような 戦時 研究 を 行った" すなわち 不焼 セメントの 研究、 

防火 改修 用 セメント 「ラス モル」 の 基本的 研究、 他から 依頼の 研究と して は、 サイべ ライトから 硼酸 柚 出の 研究、 発動機 

点火栓の 研究、 多量の 水 滓 を 混合し うる クリン 力の 製造 研究、 木炭 を 使用し、 特殊の 窯に よる セメント 焼成 法 等の 研究 を 

行い、 いずれも 高度の 成果 を 収めた。 研究所 は 幸に して 戦災 を 免れた が、 二十 三年まで は、 諸 物資の 窮迫 は 研究 を 不自由 

にし、 大きな 成果 を めなかった C  二十 二 年、 当 研究所 は アメリカ 第 八 軍の 試験 所に 指定され、 軍用 セメント 並びに 関係 

資材の 試験に 当った。 この 仕事 は 二十 六 年まで 統き、 以後 制度 か 変った ため、 依頼 事項 は 減少した が、 なお 今； n も 依頼に 

接して いる。 

二十 四 年 ごろから 漸次 本格的 研究が 可能と なり、 AE 村. AE セメント 及び AE コ ンクリ ー トの 研究、 アルカリ 骨材 K 

応の 研究、 フ レ— ム フォト メ  — タ— の 輸入に より セメント 中の アルカリ 定量の 能率 化 戦時 以来、 とかく 人 3 貝 不足の ため 充 

分 行い 得な か つ たコ ンクリ —ト 試験の 再開 等、 渐次 研究 範匪を 拡大した-。 

この ころから、 電源開発 工事が 本格的と なった ので、 戦争に より 中絶して いた 十数 年 前の マ ス コ ン セメントが 再び 大増 

産の 機運に， おい、 これに 関する 溶解 法に よる 水 和 熟、 断熱 法に よる 水 和 熟の 測定 はとみ に 輻輳した。 他方、 昭和の 初頭 か 

ら 研究 を 続けて いた 钝 セメントべ— スト . モルタル びコ ングリ —トの 膨張 収縮に 関する 研究 成果 は 漸く 突 を 結び、 これ 

を 基礎 に 道路 川 セメントの 研究に 着手、 おおよその 成算 を 得、 更に 進んで セメントの 異常 凝結 に 関する 研究に &ん でい る-. 

更に セメン ト 原料の 易 焼 性の 研究、 市販 セメ ントの 品質 比較 試験、 計器に よる 化学分析 方法の 研究 を 行 つてい る- 

一般に セメントの 研究に は、 原料 焼成 時の 化学変化、 石炭の 燃焼、 セメント 水 和 作用の 進展に 関する 研究の ように、 瞬 

間の 状況 を とらえて 解明し なければ ならない もの.、 凝結、 コン グリ— ト、 モルタルの ゥォ— 力 ピリ ティ、 同 沈下 収縮 等の 

研究の ように、 初期の 数 分から 数十 時間に 至る 経過の 状活を 探究す る もの、 次いで モルタル、 コンク リ— トの 耐久 生に 関 


とな つ た。 

したがって、 二十 数年に わたり 報告され た 数多の 報 文中に は、 論説. 解説 • 紹 介の ほか、 原料の 調査、 工場に おける 原 

材料. 作業. 設備 . セメン トの 性質 • セメン ト 試験 方法 . 集塵 . 加里 回収 . 廃熱 利用 • 会社. s: 外の 品質の 比較 試験 等に わ 

たり 幾多の 貴重な 文献 を 残して いる" 

大正の 末期、 世界的に 高級 セメントが 提唱され るに 及んで、 いち 早く 技術 部に おいて 調査 を 開始し、 工場と 協力して、 

ついに わが国 最初の 早 強 ホルト ランド セメント である 「アサノべ 口 セメント」 の 製造に 成功した。 次いで 昭和 六 年、 低究 

熱 ボルト ランド セメ ントの 研究 を 開始、 セメン ト 成分と 水 和 熱との 関係 を 考究し、 今日の セメ ントの 水 和 熱 測定 方法の わ 

が 国に おける 基礎 を 築いた。 昭和 九 年 工場と 協力して、 わが国の 低 発熱 ホルト ランド セメントの 嚆矢 「アサノ マスコ ンセ 

メ ント」 を 製造して、 真価 を 世に 問うた。 

この 新種 セメントの 研究と 併行して、 セメントの 細か さに 関する 研究 を 開始し、 この間に 粒子 形の 研究、 風 飾 理諭を 実 

用 化して、 ついに 浅 野 式 風 旆器を 完成、 セメント 粒子の 分別 を 容易に した。 これが； n 本 ホルト ランド セメント 業 技術 会 甲 

型 風 篩 器で ある： 

更に 従来 発表され ていた 粉碎 粒子に 関する 指数 法則に、 粉碎の エネ ルギ— の 観念 を 導入して 粉碎 理論 を展 し、 微粉 * 

の 世界の 一角に 光明 を 点じた" 戦後、 風 篩 器 を 更に 研究し、 より 小型に、 より 能率的に、 そしてより 多くの フラ 7 シ ヨン 

の 分別 を 容易に した。 これが 日本 セメント 技術 協会 型 風 飾 器であって、 今日、 全国の セメント 関係 試験 研究所に 設備され 

ている。 細か さに ついての 研究に 関連して、 粉末 を 扱う 工業、 たとえば 白粉. 顔料. ペイント. DDT 等の 製造に、 更に 

また 医学 上硅 肺病 研究の 試料 等、 予期し ない 方面から 種々 の 照会、 相談 を 受ける に 至ってい る。 

昭和 三、 四 年 ごろから、 わが国に おいて 提唱され た 3^ 練 モルタル 試験 方法に 関して は 直ちに 研究 を 開始した が、 十、 十 

一年に わたり、 硬 練 耐圧 型 を 使用す る S 社 独特の 軟練 試験 方法 を 考案し、 社內各 工場に おいて 施行した。 一方、 曰 本 ボル 

トラ ンド セメン ト業 技術 会の 委員と して、 昭和 九 年から 十五 年に わたり 軟練モ ル タ ル 試験 方法の 研究に 従事し、 今日の セ 

メ ン ト 試験 方法の 完成に 協力した。 
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した。 

その 成果 は 早急に 実 を 結び、 昭和 四 年 西 多 摩 工場 におけるべ 口 セメントの 製造 を 機会に、 その 性能 を テストす る： a 的 を 

もって、 セメント 工学 一般の 総合的 研究 を 行うた めの 独立の 研究所の 新築に 着手した-」 敷地 は 川 崎 工場の 隣接地 (川 崎 市 

浅 野 町) の 地 を ぼくし、 昭和 四 年 秋 起工、 ベロ セメントの 性能に そむかず、 ェ期 を， 5- 縮して 翌年 二 s 竣工 を 告げた」 新設 

研究所 は 「浅 野 セメント 中央 研究所」 と 命名され、 地 ドー 階、 地上 三階、 床面積 二、 三 〇七. 三 平方 米に 及ぶ 建物で、 各種 

の 試験機 «. 研究 装置 を 設けた-" 昭和 八 年 春、 更に 別館 を 新設して、 乾燥. 粉 碎 • 焼成 等の 諸 設備 を 移し、 別に コン グリ 

—ト 研究 ffl として 恒温 室 及び 高温 室 を 設け、 本館 地階 各 試験 室に 担 温 装置 を 設備し、 別に 冷凍室 を 設けた." このよう にし 

て、 « 模.. e 容 とも 束洋 一は もちろん、 セメント 関係の みの 研究所と して は 世界的の ものと なつた-。 あたかも 満州事変に 

続く 昭和 初頭の 興隆 期に 当り、 北海道 . 大阪 • 香 春の 湿式 設備の 新 増設に 着手、 業界に は日來 . 昭和の 各社が 創立され、 

わが国の セメント ェ 業が 世界 水準 に 近づきつつ ある ころであった" 

この ころまで 試験、 研究 部門と 生産 関係の 指揮 . 計画 • 調査の 部門と は 技術 部と して 総合され ていたが、 昭和 十 一 年 八 

月 試験. 研究の 完璧 を 期し、 これ を 拡充す るた めに 試験、 研究 部門 は 独立して 研究所と なった。 

次いで 昭和 十四 年に は、 更に、 企！！ 及び 調査の 二 課が 加わった. - この 年、 十二月 時 3g の 要請に 応じ 日本 鋼管 株式会社の 

工場 拡張の ため、 研究所の 敷地 建物 一切 を 同社に 譲渡し、 再び ゆかりの 深い 深 川 清澄 町 一 の 八 番地 東京 工場 跡に 移転した。 

太平洋戦争 以後、 研究員の 出征、 研究 資材の 欠乏の ため 従来の 試験、 研究 は 継続 不可能と なり、 戦時色の 濃い 諸 研究が 

これに 代った" 

戦後 二十 一年 七月、 新たに 工場 品質の 感査 並びに 中間 工業 試験 を 担当す る 部門 を 設けた" 二十 四 年 九月、 研究 部門 を 細 

分化し、 職員の 專 門に 従い 次の 六 班に 分けて 研究活動 を 行い、 今 曰に 及んで いる" 

化学的 基礎的 研究 • 物理的 基礎的 研究 . 岩石学 的 研究 及び セメン ト 化学分析 試験 研究 • セメン ト 物理 試験 研究 • コンク 

リ— ト 試験 研究 • 工学 的 研究 

試験 及び 研究 研究所 は 前述した ように 最初 現業の 一 部と して 発足し、 次いで 現業と 研究 を かね、 昭和 十四、 五 年から 砘 粋の 研究 部門 


沿 


第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメント」 の 品質 

第一 節 研 究 所 

革 初代 淺野總 一 郎が 官営 工場のお 下げ を 受け、 浅 野 工場と して 発足す る や、 第一 に 着手した の は 設備の 整備と 品質の 向上 

であった； 

明治 十九 年、 政府が 建築 技術者 養成の ため ドイツへ ベック マ ン 留学生 を 派遣した 時、 つて を 求めて 技師 坂 內冬藏 及び 淺 

野 喜 三郞を ドイツに 派 造し、 セメント に関する 学術 及び 技術 を研鏺 させた。 両人 は 二十 一年 新 知識 を 携えて 帰朝し、 まも 

なく 設備の 大 増設 を 行う と共に、 品質 試験 関係で は、 ドイツ 流の 一 . 三 モルタル による 試験 方法 を 初めて わが国に 紹介し 

た" 坂內は 大正 二 年 五月まで 在職し、 その 間、 日本 ポルト ランド セメント 業 技術 会で しばしば 講演 を 行い、 また 学界 專門 

誌に 所説 を 発表した。 したがって 浅 野 工場 は、 当時の セメント 関係の 学術 及び 技術の 中心の 一 をな していた- - 

その後 大正 初期まで 品質 関係の スタッフ は、 工場 運営 上の 日常 試験 並びに 当面の 技術 上の 問題解決が 主で あり、 特に 研 

究に專 念す る 余裕 はな か つ たようで ある。 

大正 二 年 株式会社に 改組と 同時に、 検査. 分析 • 試験の 各係を 整備し、 独立の 試験 室 も 設置した ので、 工場の 日常 作業 

の ほかに、 本店 直属の 研究 試験 係と して 試験、 研究 事項 を 担当す るよう になった。 

大正 六 年 二月 本店に 技術 部 を 設け、 続いて 翌年 分課 制 を 布き、 工務 • 機械の 両課 と共に 検査 課 を 設けた ので、 試験. 研 

究は、 本店 独自の 担当、 工務 • 機械の 両課は 工場の 運営 を 担当す る ことと なり、 技術 行政 は 漸く 整備され るに 至った。 時 

あたかも 門 司 工場に は 初めて 大回転 窯が 設置され、 業界に は大阪 窯業 • 常 陸 (現在の 日立) • 電化 • 豊 国の 各社が 相次いで 

創立され た わが セ メ ント 工業の 興隆 期で あ つ た。 

大正 末期 ごろ 試験 研究 担当の 各 課 は、 . 水 年 ゆかりの 深 川から 新鋭の 川 崎 工場 構 に 移転し、 高級 セメントの 研究に 着手 
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よって 直ちに 建物の 改修工事に 着手、 昭和 二十 五 年 五月 十五 日 主要部 分の 续ェを 見た ので、 翌日から 部分的に 移転 を 開 

始し、 五月 二十四日 スレ —ト部 臨時 事務所 を 最後と して 移転 を 完了し、 ここに 本社の 全部 門 を 終戦後 五 年ぶりに て 同一の 

事務所に 収容す る ことができた。 

なお 人形 町 ビル は、 昭和 二十 五 年 四月 《 来 空室の まま 管理人 を 置いて いたが、 二十 七 年 一月 有 姿の まま 売却した。 


中央 区 日本 橋 人形 町  一 丁目 一 番地 所在 

鉄筋 コン グリ— ト五階 建 事務所  一棟 

建 评  七 八. 四 四 (二 五 九 平方 米) 

延 坪 三 九 二 • 七三 (一、 二 九 八 平方 米) 

エレべ ー タ— その他 付属 施設 一 切 

建物， e: 架設 開通 電話 九 本 

交換台 その他 通話 設備 一 切 

よって 昭和 二十 四 年 四月 十六 日から 五月 二十 二日に かけて、 日本 銷管 大手 町 分室の 明 渡し を 完了した" しかし、 右の ビ 

ルも 本社 を 挙げて 収容す る だけの 広さが なく、 しかも 一 部に は 従来の 借 室 者が 残存して いたた め、 一 部の 分散 を 決意し、 

次のと おり 日本 鋼管 株式会社の 諒解 を 得て、 同社の 祌田橋 事務所に も 同居した。 

^ 本社 事務所 

中央 区 日本 橋 人形 町  一丁目 一番 地 

^ 分室 = 業務 部 及び 東京 事務所 (販売 及び 資材 部門) 

千代 田 区 祌田錦 町 二 丁目 二番 地 日本 鋼 祌田橋 事務所 

二十 四 年 十月の 機構改革 により、 業務 部に 所属して いた スレ ー ト 部門 は、 スレ— ト部 臨時 事務所と して 独立した ので、 

これ を 契機に 同 事務所 は 左記に 移^した。 

江 東 区 深 川 清澄 町  一丁目 八 番地 元 当社 束 京 機械 製作所 事務所 

二十 五 年 一月、 株式会社 間 組から 本社 事務所と して、 左記 土地 付 建物 を 買収した。 

千代 田 区 大手 町 二 丁目 九 番地 所在 

^土地  一 、五八 三圩 (五、 二三 三 平方 米) 

W 建物  木造 瓦葺 二階建 並びに 平家 建 約 一千 圩 (三、 三 〇 六 平方 米) 
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浅 野 社長 邸内から 麵町区 丸ノ. s:  一  丁目 二番 地 大川田 中 ビル 四 階に 移転 

W 上のと おり、 急遽 それぞれ 九月 中旬に 移転 を 完了した が、 分散 営業の 不便 はおう ベ くもなく、 社. e 的に はもち ろん、 

外部から も 一 曰 も 早く 一  定の 事務所に 集合し、 本社が 一 団 となって 執務す るよう 切なる 要望が あつたが、 その後に おいて 

も、 次のと おり 離合集散 を 繰 返え すの やむな い 状態で あ つ た。 

W スレ— ト部 

昭和 二十 一 年 六月 浅 野スレ I ト 株式会社 三階から H 本銷管 大手 町 分室に 移転して 本社 事務所に 合体 

,5- 株式 課 

昭和 二十 一年 八月、 大川田 中 ビルから 日本 鋼管 大手 町 分室に 移転、 本社 事務所に 合体し、 二十 二 年 八月、 更に 京 橋 

区 銀座 六 丁目 三番 地ス ェ ヒ D 食品 株式会社 一 一階に 移転した。 終戦後、 第 一 次 増資 業榜を 遂行す るに あたり、 二十 四 年 

一月、 再び 日本 銷管 大手 町 分室に 復帰 

以上のと おり、 本社 事務所 は 一 応 日本 鎮管 大手 町 分室の 一 部に 居 を 構えて いたが、 戦後 径済 機構の 改変に 伴う 本社 機構 

の 拡充と 復員、 海外 帰還者の 増加に より 極度に 狭隘 を 感じた ばかりでなく、 営業 上、 本社 全体 を 統合す る 必要に 迫られた 

ので、 昭和 二十 一年 十一月、 日本！！ 管 大手 町 分室に 隣接す る 浅 野 会館の. e:、 七 一六 评 (二、 三 六 七 平方 米) の 復旧 工事 を 企画 

したが、 関係 当局の 許可が 得られず、 つ い に 実現に 至らな か つ た" 

たまたま； ：！ 本 鋼管 株式会社から 「当社が 借用して いる H 本 橋 区 本 町の 博 文 館 ビル を 所有者に 返還し なければ ならない か 

ら 貴社に 貸して ある 大手 町 分室 を 早急に 明 渡しても らいたい」 匕 r- 申入れ てきた- 当社と して は、 浅 野 会館 復旧 工事が 挫 

折した 直後で も あり、 移転先に 窮 したが、 海上 ビルから 立 退 当時の 日本 鋼管 社の 好意に 応える ために、 従来の 糊塗 主義 を 

一擲し、 本社 事務所と 定めるべき 建物 を 物色す る ことにした。 

1 昭 t 二 ¥ 四 I 1 本社 事務所と して 好適の 建物 を 入手す るた め、 昭和 二十 三年に 入る と、 新橋 祌田 周辺に わたり 鋭意 物色に 努めた が、 残 

十五 年)  存 している ビル は ほとんど 戦災 をこう むって おり、 また 補修に 耐える もの は 随時 接収の 惧が あり、 解決の 見通し は 困難で 

あった。 昭和 二十 三年 十月に 至り、 閉鎖 機関 整理 委員会 所管の 左記 建物、 いわゆる 人形 町 ビル を 買収す る ことができた。 


各部 共 日常 事務 最低限の 顬度 品に 止め 他の もの 及 書類 等 は 適宜 西 多 摩 工場に 持 込 置き 状勢の 悪化 予想 せらる る 時 は 全員 

一 举に西 多 摩に 赴き 直ちに 執務し 得る 如くす 

以上の 如き 計画に して 現実 西 多 摩 工場への 疎開 時期 は 一 つ に 時局の 変動 如何に 係る ものにして 好む と 好まざる とに 不拘 突然 

実 一 了の 無已 に 至る ベ きも 計り 難く 予め 其の 覚悟 を 以て 準備に 努められたい 

諸 まよ 勿論 諸君の 家族 受 入に 付ても 工場 当務 者の 協力 を 得て 会社 側に 於ても 極力 万全の 方法 を 講じ 居り 附近 家屋、 料亭 買収 

借 入 等の 話 も 具体的に 着々 進涉 中な り、 但し 一 家 を 爭げ ての 疎開 は 地元 住宅 状況 相当 a 迫し 居る 現況に 付き 其の 点 承知 顔いた 

い、 又 女子 単身の 場合 も 考窕し 女子 察の 設定 も 予定し 居れり 

*gpr, こ 於ても 篤と 這般の 事情 を 諒承 一 曰 も 速 かに 身辺の 処理 を 了へ 今後 益々 冷静、 沈萧 非常時 態に 対処 執務し 得る 如く 一  段 

の 奮起と 觉 悟を頹 つ て nj まぬ 次第で ある 

竦 開 は、 二十 年 七月 行われ、 生産 部 • 南方 部 は 全員、 勤労 部の 半数 は 西 多 摩 工場に 辣 開した が、 総務部 • 経理 部 • 業務 

部 は」 ゆ 上 ビルに 残留した。 これより 先 二十 年  一 0:、 株式 課 は 株主 名簿 等の 安全 を 期す るた め、 芝 区 田 町 五丁目 十六 番地の 

浅 野 社長 邸. C の 洋館に 緊急 移転した。 

昭和 二十 年 八月 十五 日、 わが国 は ポツダム 宣言 受諾に よって 連合国に 降伏、 終戦と なった ので、 九月 一 日 全員 海上 ビル 

に 復帰した。 

ところが、 九月 七日 突如と して 連合国 最高 司令官の 命に より 海上 ビル 新館が 接収され、 四十 八 時間 以内に 立 退くべし と 

の 指令が 下った ので、 九月 十日 を もって 明 渡し を 完了す るの 悲運に 遭遇した" 

分散 時代 幸に して 口 本銷管 株式会社 その他 傘下 関係会社の 好意に より、 ひとまず 左記のと おり 本社 事務所 を 分散 移転し、 曲り な 

四 ％ 和 二十 年-二十 りに も 業務 を 継続 した。 

む 本社 事務所 =» 町 区 丸/ h  一  丁目 十 番地 五 日本 銷管 株式会社 大手 町 分室 

^ 分室 = 鉄 銷部 . 軽金属 部 及び スレ —ト部 (ただし 鉄銷部 • 軽金属 部 は 機構の 改革に より 移転 後 廃止) 

京 橋 区 銀座 七 丁目 三番 地 浅 野スレ ー ト 株式会社 ビル 三階 

7 分室 = 株式 課 
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東京 海上 ビ ル 新館 時 

代 

(昭和 五 年 ~  二十 年) 


0 
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つたので、 これ を 借用して 移転した。 

昭和 五 年 秋 東京 海上 ビル 新館 (丸 ノ內  一丁  Ha 六 番地) が殘ェ したので、 九月 二十 八日 本社 事務所 を 横 浜 正金銀行 丸ノ內 

支店 ビ ル から 同 館 三階に 移転した。 

このように 本社 事務所 は、 セメント 工業 発祥の 地で ある 深 川から、 震災の ため 朿京 海上 ビル 旧 館に 移転して 以来 転々 す 

る こと、 三回に 及んで いる。 

昭和 十九 年 十二月、 アメリカ 軍 爆撃機 Bgs による 朿京 初空 襲 後、 神 田 • 芝. 浅 草と、 空襲が 加速度 的に 加わって いつ 

たが、 二十 年 三月 十日の 江 東 地区 大空 襲で は、 ついに 束 京 スレ— ト 工場の 事務所 を 焼失した 上、 同地 区 居住の 従業員に 多 

数の 遭難者 を 出す に 至った ので、 もはや 空襲の 都、 心に 及ぶ の も 時間の問題 であると 判断し、 昭和 二十 年 三月 二十日、 勤労 

部から 本社 事務所の 疎開に ついて 次の ような 措置 を 公示した。 

本社 事務所 疎開に 付て 

局面の 激変に 伴う 本社 事務所の 疎開に 付て は 当初 社員 諸君の 生活 本拠た る 家庭 並に 家族の 処置 必ずしも 容易なら ざるの 事情 を 

考慮し 唯 単に 危険 分散の 意味 を 以て 事務所の み 都内 外 数個 所へ 分散す るの 方途 を 立案 中な りし 処 情勢 は 曰々 に 激化し 最早 斯る方 

法 を y てして は 乍 遺憾 有事に 際し 業務の 確守 は 不可能と 判断せ ら るるに 依り 全く 新たなる 構想の 下に 具体策 を 取 進め つ、 あり 其 

の 大要 左の 如し 

一、 本社 事務所 は 有事に 際し 左の通り 分散 疎開す 

^ 生産 各部 は 管下 工場 又は 当該 地区へ 分散の 形 を 採る …… 必要な 職制の 改正 を 行う 

^^ 其の 他の 各部 は 原則として 西 多 摩 工場へ 疎開す 

二、 社員 各個 人の 事前 対応 処置 

^ 家族 は 此の際 極力 全員 疎開な さしめ 老幼 婦女子の 安全 を 期す ると 共に 都市 疎開の 国策に も 協力すべき こと 

是等 に対して は 会社と しても 疎開 費用の 補助、 疎開 手当の 支給 を考盧 起案 中で ある 

め 本人 は 予め 身 廻 品 を 整理し 二、 三 個の 荷物と なし 西 多 摩 工場 送り込み をな し 身体 丈 飛込めば 一 応の 不自由 は 凌ぎ 得る 

如く 準備す る こと 

三、 事務 調度 品 書類の 疎開 方法 


開 


各 編 第一 部 

第一章 本社 事務所 


セメント 工業 発祥の 

地 時代 

(明治 十六 年- <  大正 

十二 年) 


柬京 海上 ビル 旧 館 時 

代 

(大正 十二 年 ~ 昭和 

二 年) 


横 浜 正金銀行 丸ノ內 

支店 ビ ル 時代 

(昭和 二 年 ，- 五 年) 
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明： S 十六 年 四月、 当時の 官業 tel 下げの 方針に より、 ェ部省 深 川 工作 分 a? 內の セメント 工場が 淺野總 一郎に 貸 下げられ、 

次いで 翌年 七月 正式に 淺野總 一郎に^ 下げられた" 深 川 工作 分局 內の セメント 工場 は、 明治 五 年 秋、 ヱ 部 省 製作 頭 平 岡 通 

義の 建白に より、 大蔵省 土木 寮 建築 局の 手に よって、 初めて 府下 深 川 清 住 町 一番 地、 旧 仙 台 藩 屋敷 跡に わが国 最初の セメ 

ント 工場と して 着工され、 翌六年 秋、 工場 竣工と 同時に 操業 を 開始した もので、 この 土地が、 すなわち セメント 工業の 発 

祥の 地で ある。 この 由緒 ある セメント 工業 発祥の 地が、 当社 創業の 地で あり、 以来 浅 野 工場 時代、 合資会社 1  つ 代、 更に 株 

式 会社 時代へ と 四十 年の 長き にわたり、 本社 事務所の 所在地と なり、 当社 発展の 礎 を 確立した ので ある" 以ド 本社 事務所 

の 変遷に ついて 述べよう。 

淺野總 一 郞は、 歴史的に 意義 ある セメント 工業 梵祥の 地 を、 永久に 本社 事務所と 定める こと を 念願と していた ようで あ 

る-〕 しかし、 たまたま 大正 十二 年 九月 一日 関東大震災 により、 工場に 併設され ていた 本社 事務所 も 焼失した ので、 一時、 

三 田の 社長 邸に 仮 事務所 を 設けた が、 まもなく、 かねてから 浅 野 同族 株式会社が 借用して いた 趣 町 区 丸 ノ內ー 丁目 六 番地 

東京 海上 ビル 旧 館 六 階 (三 八 三 圩=  一、 二 六 六 平方 米) の 一部に、 事務所 を 開設して 束 京. 川崎両 工場の 災害 復旧 工事に 

着手す ると 共に、 震災 後の 関東 地区の 需要に 応える ため 万全 を 期した。 

前記 旧 館 六 階の 事務所 も、 次第に 狭 E を 感ずる に 至った ので、 大正 十五 年 十二月、 新たに 旧 館 七 階の 一 部 を 借 室 (当社 

名義 十四 坪 = 四 十六 平方 米、 同族 名義 九十 坪 = 二 九 八 平方 米) して、 一応 打開 策 を 講じた。 

関東大震災 後の 当社 業績の 発展 は、 必然的に 人員の 増加 を 招き、 ために 従来の 東京 海上 ビル 旧 館で は、 営業 上の 不便が 

痛感され たので、 たまたま 近接の 丸 ノ內 一丁目 二番 地 横 浜 正金銀行 丸ノ內 支店 ビル (四 階 建) の 二階 以上 全館が 空室と な 

本社 事務所  三 五 九 
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七十 年 目の 金 宇 塔 朝鮮 動乱 前の 当社の 様相 は、 戦争に よる 消耗、 破壊、 荒廃、 敗戦に よる 海外 資産の 丧失 によって、 ffi しく 

健； g 度 を 害して いた 上に、 争議に よる 損失が 累加され、 満身創痍と 評しても 過言ではなかった。 

しかし、 別の 角度から 冷静、 慎重に 観察す る 時、 セメント 聯合 会 時代の 変則な 増産 設備 は、 戦争 強行に よつ 

て 大部分 を 転用、 移設、 売却し、 争議に 続く 企業 合理化に よって 過剰 人員 は 縮小し、 均齊 のとれ た 体型に 近づ 

きつつ あつ たと 見る ことができる。 

.  朝鮮 動乱 は、 まことに 転禍為 福の 好機であった I」 動乱に 伴う 特需に よって、 経済界 は 活況 を呈 し、 産業 施設 

の 改修、 新設 相次ぎ、 公共事業 費 及び 見返 資金に 基く 大量 買 付 は 続出し、 荒廃した 国土の 再建 及び 開発、 戦災 

都市の 復興に 伴って 需要 は 激増した。 これに 対応す る 増産の ため、 業界 は ー齊に 製造 設備の 大 改修に 着手した。 

この 機 を 逸せず、 当社の 周到な 整備 計画 は 鉄の 意志に よって、 きわめて 合理的に 行われ、 一瞬の 弛み も 見せな 

かった。 全社 を あげて 量 質 兼備の 能力の 増進、 販路の 拡張、 資産の 充実、 信用の 回復、 顧客への 奉仕に 没頭し 

期 を 送り、 期 を 迎えて！^ まなかった。 そして 業 結の 好転 を もって、 更に 前途に 備えた。 

奇手 を 川い ず、 妙計に 倚らず、 一見 凡手、 再 見 常赛と 兄え る 正攻法 を まっしぐらに 押し進めて 一糸 も 条れず 

一歩 も たじろがず、 衆 口に 驕ら ず、 ，H ら戒 しめて、 夢寐の 間に も、 先人の 洪 業の 恢弘を 忘れる ことがなかった。 

かくて、 世人の 云う 「奇跡」 は 成った。 敗戦に よって 失われた 「浅 野 セメント」 の 名声 は、 新生の 「日本 セ 

メ ント」 によって、 再び 七十 年の 栄 ある 王座の 金 宇 塔 上に 燥 然と 輝いた ので ある。 
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メント 輪 出 助成 策 を 講じ、 東南アジア . ォ —ス トラ リア. アフリカの 各市 場に 向けて 大幅に 進出して きたので 

日本 品 は、 これらの 市場から 敗退の 余债 なきに 至った。 


能力の 整備と 売上 

の 増加 


輪 出の 独立採算制 

確立 


当社が、 争議 解決に 続いて 企業 合理化の 実行に 乗り出し たのと、 ほとんど 時 を 同じく して 朝鲜 動乱が 勃発し 

た。 

当社の 過去の 損失 を補堪 し、 設備 を 整備 合理化し、 進んで 増産 を 行って、 将来への 基盤 を 築く に は 絶好の 機 

会であった。 整備 計画 は 周密、 かつ 細心に たてられ、 実施 は 果敢に、 かつ 合理的に 行われた。 

生産 設備の 整備と 増設 (詳細 は 本 期 第二 章 生産 設備の 整備と 増設 第一 節 及び 第二 節 参照) は 着々 と 行われ、 

生産 能力 は 年 を 追って 著 増した。 これに 対応して、 販売 高 及び 売価 も 驚異的な 実績 を 示した。 

また 輪 出の 性格が、 従来の 国內 市場の 従属 的 地位 を 脱して、 一躍 独立 採算 的 地位 を 確立した こと は、 輪 出の 

長い 歴史の 上に 特筆され なければ ならない。 


(第 29 表）  全国 セメント 生産高 並びに 出荷 高  （単位 • 瓲） 


年 次 

生産高 

指 数 

出  荷 

髙 

(暦 年） 

国 

指 数 

輪 出 

指 数 

計 

指 数 

昭和 25 年 

4,451,104 

100 

3,922,202 

100 

575,239 

100 

4,497,441 

100 

26 

6,531,951 

147 

5,600,751 

143 

1,075,384 

187 

6,676,135 

148 

27 

7,095,743 

159 

6,088,267 

155 

950.624 

165 

7,038,891 

156 

三 五六 

世間の 一部で は、 これ を 01 して セメント ブ— ムと 呼んだ。 それが 皮相の見 解で 

ある こと は、 第三 〇 表に 示す 用途 別 販売 高の ヒ仲 趨勢 を 見れば わかる。 鉱業. 電 

力 等の 基幹産業、 鉄道. 港湾. 道路 • 橋梁 等の 輸送 交通網、 生産 活動の 場 を 拡充 

する 土木 及び 建築 等の 各方 面に 現われた 需要の 増進 は、 戦後の 経済復興の 足跡で 

あり、 セメント 要の 永続性 を 裏書きす る もので あ つ た。 

輸出 もまた、 昭和 二十 六 年に 入って、 数量. 売価と もに 大幅に 上昇し、 創業 以 

来の 最高記録に 達した。 

元来、 セメントの 輪 出 は、 明治 及び 大正 前期 時代 は晳 らくお き、 セメント 聯合 

会の 設立 以来 は、 それにより 国. E の 操短 率 を 緩和す る 方式 を 採って いたので、 輪 

出 そのもの では、 大幅の 利益 を 期待す る こと はでき なかった。 

故に 二十 六 年度の 輸出 こそ は、 本格的な 輪 出と して、 セメント 輪 出 史上に 輝か 

し い ^錄を 残 した もの と 言え よ う。 

二十 七 年 は、 前年の 余勢 を 駆って、 更に 上 仲す るかに 期待され たが、 各市 場に 

は、 日本 品の 進出 を 妨げる ような 事情が 次々 と 発生した" 

朝鮮 動乱の 反動に よつ て、 東南アジア 諸国 及び イギリス 連邦 諸国に は 不況の t 

が 斬く  aiK  くな り、 ォ— ス トラ リア . 二 ウジ— ランド . シン ガポ. ー ル . コ 口 ンボ . 

南アフリカ における 輪 人 制限、 インドネシアの ル ビヤ 切 下げ 及び タイ ランドの パ 

—ッ の対ポ ン ドレ— ト切 下げ 措置が 現われた。 

これに 加えて、 西独. ベル ギ—. イギリスの *s 国 は、 税制 及び 財政 金融 面で セ 
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輪 出の 新記錄 


西欧 品の 進出 
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朝鲜 動乱と 国内 及 朝鲜 動乱 は、 前述した ように、 連合軍に よる 軍需 及び 戦略 物資の 大量 買 付 (特需) を 促して、 国内の 過剰 在 

び 国際市場 

庫 をー掎 したば かりで なく、 進んで 生産 を 刺激した。 昭和 二十 五 年 十月に 至り、 中共が 戦線に 加わり、 北鮮 軍 

と共に 大規模な 反撃に 出る に 及んで、 第三 次 世界大戦の 様相 を带 びてきた ので、 民主主義 国家 群 も、 一 齊に軍 

備 拡張に 乗り出した。 それ は 一面、 軍需 物資の 対日 需要と なって 現われ、 関係 産業 は 急激に 殷盛 を 加え、 これ 

に応じて 国内の セメント 需要 は 漸次 増大の 兆 を あらわした ばかりでなく、 輸出に おいて は、 朝鮮 向け こそ は 停 

滞の やむな きに 至った が、 他面、 西欧諸国の 輪 出力 減退に 伴い、 南方 諸 地域に 対する 輪 出の 増大 はもち ろん、 

アメリカ 本国 を 始め、 遠く 中南米、 近東 方面へ 進出の 好機 をつ かんだ。 

二十 六 年 を 迎えて、 戦局 はいよ いよ 大規模と なり、 アメリカ は 対日 講和 草案 を 発表して、 わが国の 民主主義 

国家 陣営への 参加 を 急いだ。 七月、 朝鮮 休戦会談が 開始され たが、 戦闘 は 激烈に 継続され、 九月の 対日 講和 条 

約、 翌ニ 十七 年 二月の 日米 行政 協定の 調印に よって、 わが国の 戦略 的な 地位 は 強まる のみであった。 秋の ァメ 

リカ 大統領選挙に アイ ゼ ン ハウ ァ， I の 登場した こと は、 中共 並びに ソ連に 対する アメリカの 政策 を 一 層 硬化 さ 

せる ことと な つ た。 

2^ヒのょぅな国内並びに国際の情勢は、 セメント 界を 空前の 好況に 導き、 生産の 増加、 內需の 大幅 増加、 輪 

出の 本格的 仲 長、 それに 伴う 価格の 著しい 立ち直り を 招いた。 

各社 はき そって 設備の 整備、 増設 を 企て、 生産高 は 年々 増加の 一途で あつたが、 需要 は 更に これ を 上回 つ 

た。 (第二 九 表 参照) 
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子会社の 


(備考 ■) ぶ 昭和 二十 九 年 四月 ァ サノボ —ル 株式会社と 改称 


三 五 四 

靑山 吉衛 古 S 德ニ 

田 中 繁良 

坂 井 直 人 遊 佐 吉重 

武田 逸男 

出口 靜逸 鼓 哲男 
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奥山 由 雄 

菊賀 常 雄 

武安 千 塞 


阿島 江 
部 上 

重 一 忠 
赛郞次 


株 
式 
会 
社 
寺 
島 
鉱 
業 
所 


株 
式 
会 
社 
須 
崎 
鉱 
業 
所 


株 
式 
会 
社 
岩 
井 

X 

業 
所 


北 

九 
州 
運 

株 
式 
会 
社 


奥 
多 
m 

業 

式 

会 
社 


第二 節 関連 事業 へ の 投資 


一二 五三 


日本 高圧 コ ンクリ —トボ —ル 

株式会社 


一 If  000、 000 円 


一一 一 00、  go 株 


一 K21 


一一  ％i 


取締役会 長 

,5 締役 社長 


ち 一、 ooo、oo-y:: 


一 0、000、OOOH 


さ 0、 000 円 


さ 0、 000 円 


一一 g、  000ns 一 


,Eg、ooo 抹ー 


SI  一一 一一、  一一  00 株 I 


腾 I 


_s 締役 社長 山 田 昨 

取締役 園 川 整 

堀 田 正 都 

木 村 源兵衛 

江上 忠次 

豊田 久ニ 

監査 は 藤 代 喜 一 郞 


一一 00、00Q 株， さ、 000 株 


一 B 、〔一  n 


-<、000株ー 


一一 一一、 000 株 I 


If  000 株 


き 0 株 


き 0 株 I 


きお 


九 一一 人 ％| 


六 ラで 


一 00% 


^»役社長 邑本 義 一 

常務. 取締役 泉 淸秋 

加 賀美喜 男 

取締役 奈良原 良 一 

三 谷 蜂吉 

谷 口 子髙 

監査役 小 林 良 作 

取 蹄 役 社長 中 川 博 

取締役 小 林 毎 治 

池 野 健 

監査役 井口 重 次 


兵 頭 俊彥 

河 野 喜 作 

金子 達 一 

伊奈 喜 千 雄 

廣川與 喜 松 

千 菜 K 

白 上 赤 治 

平 田 精 吾 

江 藤 正 光 

土屋 謙 二 

小 林 


取締役 社長 森 岡 成功 

取締役 小 岩 井 勤 

監査役 田 部 *: 藏 


中 村 吉良 


取締役 (代表) 矢 部 

1^ 守 季 fflK 

監査役 ，水 田 嚴松 


早 川 末男 


坂 山 土 田  莊猪濂 田 望 

井瀨居 中  司 原 中 月 

直 太  三  淸 flf 潤 

人郞殖 郞  毅 彰吉吉 三 


中国 石 株式会社 


K0、000 円 一 


一一 一、 さ 0 株 


、四ー0 株 ■ 一一 一九-一一 ％ 


取締 a 社長 小 松 哲精 

専務取締役 內山 康平 

取締役 岡 勇悅深 江太藏 

監査役 水 泽 俊藏 荒木 仙 右衛門 
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三 五 二 


会津 鉱業 株式会社 


一 0、  000、  000 円 


一 100、  oil 


一四 七、 s<o 株 


七 一一 一 


取 蹄 役 社長 齋藤 作藏 

専務取締役 佐久間 國三郞 

常務取締役 新田 政樹 柏木 正 一 

取締役 大川 六郞 阿部 照 之 介 

中島 幸 作 

監査役 筒井 淸松田 中 一郎 


南武 鉄道 株式会社 


<、000、000円 


一六 o、go 株 I 


八 一一、 六 一七 株 


W 三 ハ％ 


専務取締役 津田 庄吉 

取締役 原 正 一 金 刺 不二 太郞 

監査役 名 取 幸 八 


本 ヒュ— ム 管 株式会社 


六 0、 000、 000 円 


，一一 00、  000 株 I 


一一 Kur  000 株 


一一 一一 三 M 


取締役 社長 松 岡 敬 

ffi 務 取締役 小 見 平 

宫井 ft 雄 


取締役 


監査役 


丹 羽 嘉津麼 

上田 贞 敏 

根 倉 誠 

豐田 憲吉 


東洋 製袋 興業 株式会社 


、さ 0、000 円 I 


一一 一 r  000 株 一 


ー<、§ 株 


取締役 社長 伊藤 ：， 

専務取締役 伊吹 れ ハ 

常務 取締 a 並 河 直 人 

村 松 四郞次 

取締役 井下 源彥 

山 本 ニ郞 

監 査役內 藤 せ 


% 


% 


% 


% 


井 北 奥 小 
原 川 野 林! 

大吉 智紫 
輔 鶴行朗 

坂 井 
井 口 

直 重 
人 次 


髙 

土 

m. 

中 三 

倉 

屋 

田 

野 谷 

奉 

m 

源 

文 峰 

朔 

五 

司 吉 

有 

馬 

芳 

彥 

種 事業への 資本 参加 を 行って いる。 

これら 子会社 及び 関係会社の 数 は 第二 八 表のと おり、 昭和 二十 八 年 三月 現在 十九 社に 及んで いるが、 これ を 

業種 別に 分ければ、 セメント 製品 会社 七 社、 原料 会社 八 社、 運 輪 会社 三 社、 容器 会社 一社と なって いる。 


子会社 及び 関係会社 I  SK 表 


(昭 二十 八 年 三月 十日 現在) 


表 


会 


社 


名 


抹式 発行 総数 


所有 株式 数 


所有 率 


役 


員 


8 

2 

第 


津久見 鉱業 株式会社 


七、 ooo、og 円 


50、000A 


一 Bio 株 


秩父 鉱業 株式会社 


IT  000、 000 円 


g、QOO 株 


_s、000 株 


浅 野スレ ー ト 株式会社 


九 一一 一、 000、  000 円 


ズ rgo 抹 I 


Krog 株 


アサ ノコ ンクリ —ト 株式会社 


_s、000、000 円 


一 00、 000 株 I 


一 00、 000 株 
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S 締 役 会長 

S 蹄 a 社長 

取締役 

監 査 役 


取 蹄 役 社長 

常務取締役 

取 蹄 役 

監査役 

取 蹄 役 社長 

常務 取 蹄 役 

取 蹄 役 

監査役 

S 蹄 役 社長 

常務取締役 

取締役 


' A 役 


古賀 朝太郞 

阿部 重 S 

田 中 繁良 

小 杉 義治 

岩澤 勇 

江上 忠次 

古味 俊 雄 

荒木 一 郞 

安西 東吉 

安富 利 之 助 


內藤 義ー 

舟 田 劍ニ都 

樓井 好 三 

稻垣鴻 一 郞 

田 中 繁良 


第一章 子会社の 設立 及び 関連 事業への 投資  三 五 〇 

また 京浜 地区 内に ある 多数の セメント 製品 業者、 あるいは 請負業者 中には、 セメント を パラで 購入した いと 

考え、 当社に その 供給 を 要望す る 向 も 多くな つた。 

当社 は 以上の ような 実情に 着目し、 生 コンク リ— ト (ready  mixed  concrete) 供給、 バラ セメントの 保管 並び 

に 荷 扱 を 目的と する 事業 を 経営す るた め、 昭和 二十 六 年 十一月 十日、 アサノ コンク リ— ト 株式会社 を 設立し、 

工場 (mixing  plam) を 田 端 駅 隣 地に 建設す る ことにな つた。 

工場 は、 二十 七 年 七月 七日 完成、 即日、 生 コンク リ— トの 初出 荷 を 行った。 

同社の 概要. は 左のと おりで ある。 

本社 所在地 東京都 千代 田 区 大手 町 二 丁目 九 番地 

創 立 昭和 二十 六 年 十一月 十日 

資本金 五 千万 円 (全額 4^ 込) 

事業 目的 

一、 生 コンク リ— トの 製造 並びに 販売 

一一、 コン グリ— ト 製品の 製造 並びに 販売 

三、 セメントの 保管 及び 荷 扱 

四、 前記 各 号の 業務に 付帯して 必要 又は 有益な 他の 業務 

事業 場 名 及び 所在地 田端ェ 場— 東京都 荒 川 区 日 暮里町 A 丁目 八 二 四 番地 

第二 節 関連 事業へ の 投資 

当社 は 前節の 子会社 を 設立す ると 共に、 セメントの 製造 及び 販売に 関し、 直接、 あるいは 間接に 関係 ある 各 


資本金 i 

事業 目的 」 

事業 場 名 及び 所在地 

東京 工場 

大阪 工場 

門 司 工場 

名古屋 工場 一 

清水 工場 

札幌 工場 一 

東京 支店 

大阪 支店 

門 司 支店 一 

名古屋 支店 - 

札幌 営業所 


九 千 三百 万円 (全額 払 込) 

石綿 スレ— ト その他 一 般 建築 材料の 製造 販売 並びに 工事 請負 

東京都 江 東 区 深 川 高 橋 三の 六 

大阪市 大淀区 中 津浜通 三の 一 

門 司 市門 司 二三 一 

名 古 屋市南 区 笠 寺 町 加 福 

清水 市 駒 越 五 二 〇 

北海道 札 幌郡琴 似 町 五 九 四 

本社に 同じ 

大阪市 北 区 芝 田 町 三 五 

門 司 市門 司 三 〇 五 

名古屋 市中 区 裏 門前町 四 の 四 一 一 

礼 幌市南 三 条西三 丁目 


アサノ コンク リ I ト 株式会社 

京浜 地区 は、 古くから わが国 最大の セメント 市場で あるが、 朝鲜 動乱 以来、 セメントの 需要の 急増と 共に 京 

浜 地区、 特に 都心 地区の コ ンクリ I ト 工事 量 は 著しく 増大した。 

市街地の n ングリ ー ト 工事現場 は、 多くの場合 狭 S であるので、 セメント 及び これに 数倍す る 骨材 を 保管し 

つつ、 均 な コンク リ— トを 作る こと は、 技術的に も経济 的に も 種々 な 困難 を 伴って いる。 

子会社の 設立  三 四 九 


第三 章 子会社の 設立 及び 関連 事業への 投資  三 四/ 

現物 出资 して、 问社は 九 千万 円に 増資した。  ， 

昭和 二十 六 年 十 H ；、 アサノ スレ ー ト 会社 は、 かねて 同社 スレ— ト 製品の 販売 を 行わせて いた 東 日本 スレ— ト 

興業 株式会社 • 大阪 スレ— ト 興業 株式会社 • 九州 スレ— ト 興業 株式会社の 三 販売 会社 を 合併して 三百 万円 を 増 

資し、 資本金 を 九 千 三百 万円と すると 共に、 社名 を 浅 野 スレ— ト 株式会社 (注) と 改め、 製造 販売 施工の 一貫 

経営と な つ た。  . 

第一 次の 浅 野スレ —ト 株式会社 

大正 四 年 二月 創立、 同 十二 年 浅 野 セメント 会社に 合併、 主として スレ ー トの 製造の み 行う。 

第二次の 浅 野スレ ー ト 株式会社 

大正 十二 年、 浅 野 セメント 会社 は 第一 次の 浅 野スレ I ト 会社 を 合併す ると 同 時に、 その 製品 を、 子会社の 浅 

野 スレ— ト販壳 株式会社に 販売 させた。 同社 は 大正 十五 年 三月、 社名 を 浅 野スレ ー ト 株式会社と 改称した。 

昭和 二十 一年 十二月、 浅 野 セメント 会社 は 同社との スレ— ト 販売 契約 を 解消し、 翌年 二月 同社 を 解散した。 

第三 次の 浅 野 スレ— ト 株式会社 

昭和 二十 六 年 五月、 日本 セメント 会社の スレ— ト 部門が 独立、 同年 十月 傘下の 販売 会社 を 合併、 生産 販売 施 

ェ 一 貫 経営と なる。 

浅 野 スレ— ト 会社の 業務 は、 石綿 スレ— ト、 その他 一般 建築 村 料の 製造、 販売 並びに 工事 請負で あり、 工場 

及び 販売網 は 全国に 行き わた つてい る。 

同社の 概要 は 左のと おりで ある。 

本社 所在地  東京都 港 区 芝 浜 松 町 四 丁目 二番 地  ， 

創  立  昭和 二十 六 年 五月 一日 


事業 目的  石灰石の 採掘 並びに 販売 

事業 場 名 及び 所在地  ， 

秩父 鉱業 所  埼玉県 秩父郡 影 森 村 上 影 森 

皆 谷 鉱業 所  玉 県 比 企 郡 大河 村 腰 越 

浅 野スレ I ト 株式会社 

浅 野 スレ— ト 株式 同社 は 大正 三年 十二月、 浅 野 セメント 会社の スレ— ト 製造 部門と して 発足した が、 翌年 二月、 分離して 浅 野 

会社 

スレ— ト 株式会社 となり、 独自の 経営に 移った。 その後 十二 年 十月、 浅 野 セメント 会社に 合併され、 再び その 

スレ— ト部 となった。 昭和 二十 年 十二月、 当社の 新 職制に よって 部 制 を 廃止、 生産 部 スレ— ト課 となった が、 

元来 スレ— ト 製造の 企業 形態 は、 セメント 部門と 趣 を 異にし、 中小 規模の 企業で あり、 かつ 数十 社に 上る 同業 

者との 競争に 堪えて いくに は、 セメントの 職制から 脱して、 独. B の 企業 体と なること が 必要であった。 終戦後 

セメント 企業の 労働条件 及び 賃金体系の 数次に わたる 改正に 伴って、 スレ— ト 部門 は、 二十 三年 ごろから セメ 

ント 以上に 労務 費の 負担 過重と なり、 かつ 主要 原料た る 石綿の 国内 在庫 はいよ いよ 欠乏し、 また 輪 入 再開の 見 

込み もた たず、 生産 条件が 悪化した。 一 方、 需要 も 低調 を 極め、 生産 は 伸びず、 採算 は 不良と なり、 企業 合理 

化の ために は、 独自の 体制 を 確立す る ことが、 セメント • スレ— ト 双方に とって 必至と なった。 

そこで、 昭和 二十 四 年 十月、 まず スレ— ト部を 設け、 セメント 企業から 引離して、 独立採算制 をと つた。 翌 

年 五月、 カナダからの 石綿 輸入が 再開され ると 共に、 スレ —ト 市況 も 漸く 好転し、 独 算制は ほぼ 軌道に 乗って 

きたので、 二十 六 年 五月 一日、 当社 は、 スレ ー ト 部門 独立の 下準備と して、 資本金 三百 万円の アサノ スレ— ト 

株式会社 を 設立し、 これに スレ— ト部 所属の 六 スレ— ト 工場 を 賃貸した。 

次いで、 当社 は、 同年 六月の 定時 総会に 諮って スレ— ト 事業 を 分離し、 前記 六 1H 場 を アサノ スレ— ト 会社に 
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本社 所在地  東京都 千代 田 区 大手 町 一 一丁目 九 番地 

創  立  昭和 二十 五 年 七月 二十 二日 

資本金  七 百万 円 (全額 払 込) 

事業 n 的  石灰石の 採掘 並びに 販売 

事業 場 名 及び 所在地 

津久見 鉱業 所  大分県 津久見 市 青 江 四 五 七 

秩父 鉱業 株式会社 


秩父 鉱業 株式会社 


同社の 前身 は、 浅 野 セメント 会社 東京 工場 所属の 秩父 及び 皆 谷 採掘 場で あるが、 東京 工場の 閉鎖 (昭和 十四 

年 十月) 後 は、 社外への 売鉱を 主と し、 その 経営 は 独立の 企業 体に 近かった。 昭和 二十 四 年 六月、 当社の 企業 

合理化 方針に のっとり、 独立採算制 となって 以来、 石灰石 需要 部門の 好況に 恵まれ、 業績 は 益々 好転し、 かつ 

将来に 対する 見通し も 確立す るに 至った。 そこで、 当社 は、 その 経営 能率 を 最大限に 発揮させる ために、 秩父 

擴業所 を 分離 独立す る ことと し、 二十 六 年 三月 一 日、 資本金 五 百万 円 (全額 日本 セメント 出資) の秩父 鉱業 株 

式 会社 を 設立して、 秩父 及び 皆谷両 採掘 場の 土地 • 建物 及び 設備 一切 を 賃貸し、 かつ 採掘権 を讓 渡した。 

秩父 鉱業 社の 業務 は、 石灰石の 採掘 並びに 販売で あるが、 セメント 関係と して は 第一 セメント 川 崎 工場 だけ 

であり、 当社 工場へ は 供給せ ず、 大部分 を 製鉄. 肥料. 化学工業 その他に 壳鉱 している。 

同社の 概要 は 左のと おりで ある。 

本社 所在地  東京都 千代 田 区 大手 町 二 丁目 九 番地 

創  立  昭和 二十 六 年 三月 一 日 

資 本 金  五 百万 円 (全額 払 込) 


第三 章 子会社の 設立 及び 関連 事業への 投資 

第一 節 子会社 の 設立 

津久見 鉱業 株式会社 

津久見 鉱業 株式 会 同社の 前身 は、 野 セメント 会社 津久見 礦業 所 (昭和 十二 年 設立) として、 石灰石の 採掘、 売 鉱を主 業と す 

る 一 営業所で あつたが、 太平洋戦争の 末期 (昭和 二十 年 五月) に は、 戦時 統制に よって 設立され た 津久見 礦業 

株式会社に 強制 参加 させられ、 その 田 平 採掘 所と なった。 その後 昭和 二十 二 年 三月、 占領軍の 「戦時中の 強制 

合併 解消」 政策に よって、 再び 当社に 復帰し、 佐 伯 工場 津久見 採掘 5r となった。 

この 経歴に 見られる とおり、 冋 社と 佐 伯 工場との 過去の 関係 は 浅く、 かつ 当 採掘 場の 地理 的 条件 等が、 一般 

工場 直轄の 採掘 場と 趣 を 異にして いる 上に、 戦時中 一時、 独立 会社であった ために、 労働条件 並びに 労働 粗 合 

も、 戦後 は 当社と 歩調 を 異にし、 いわば 独立の 形態 を 帯びて いた。 

そこで、 当 採掘 場 を 佐 伯 工場から 分離して 独立 会社と し、 経営 能率 を 増進させる 方が 得策で あると 考える に 

至った ので、 二十 五 年 七月 二十 二日、 資本金 七 百万 円 (全額 日本 セメント 出資) の 津久見 鉱業 株式会社 を 設立 

して、 津久見 採掘 場の 土地 . 建物 及び 設備 一 切 を 同社に 賃貸し、 か つ 採掘権 を讓 渡した。 

津久見 鉱業 社の 業務 は、 石灰石の 採掘 を 行い、 これ を 佐 伯 工場に 供給 (全 採掘 高の 約 六 〇％) する ほか、 徳 

山. 東洋 • 宇 部 各 曹達 会社、 小 倉 製鋼 その他に 売鉱 している。 

同社の 概要 は 左のと おりで ある。 

第三 章 子会社の 設立 及び 関連 事業への 投资  三 四 五 


第二 章 生産 設備の 整備と 増設  一二 四 四 

工場 または 包装 所と その 隣接地に ある セメント 製品 工場、 または 長期に わたって 大量に セメント を 使 j:p する 


工事現場との ii; に、 ダンプ 


はこれ に 類す る 設備 を 持つ 輪 送 機関に よつ て、 バ ラ 輸送 を 行って 

いるが、 現行の 主な もの を 挙げれば、 左のと おりで あ 


貨 

送 

輪 


セ 

図 

7 

6 

第 


る „ 


一 、 大阪 工場 

浅 野 スレ— ト大阪 工場 

二、 門 司 工場 

建設^ 関門 国道 工事現場 

三、 土 佐 工場 

建設^ 物 部 川、 水瀬ダ ム 工事現場 

四、 八 代 工場 

球 磨 川 荒 瀬 ダム 工事現場 

五、 横 浜 包装 所 

運輸省 港湾 建設 局 工事 場 その他 

六、 名古屋 包装 所 

浅 野 スレ— ト 名古屋 工場 . 曰 化 スレ. 

工場 • その他 


(Ij'i  65  Ul リ '： ラトフ プノ 'レス 7 リュー 式） 


(第 66 図） 工事現場の パラ 受 設' 備 


小口 バラ 輸送 

小口 パラ 輸送 小口 バラ 輸送 は、 戦後、 大口 パラ 輸送の 普及に つれて、 工場 または 包装 所 を 中心として、 貨車. トラック 等 

によって 行われる ようになった。 

第 四 節 ユバラ 輪 送 設備の 新設  三 四 三 


(第 64 図） a. パラ トラック （ダ ンブ式 ) 


b. 荷 卸 し屮の ダン 7 'トラ ッ 7 


第二 章 生産 設備の 整備と 増設 

年 九月 以来 実施して いる。 


三 四 一一 


ならない ことと なった。 そこで 門 司 工場 ~ 横 浜 包装 所 間の 実績 を 基本と して、 佐 伯 工場 ~ 名 古屋港 間の バラ 輪 

送 を 計画し、 まず 佐 伯 工場に 回転 窯 一基 を 増設 (昭和 二十 七 年 四月 续ェ) すると 共に、 積 込 設備 及び 岸壁 (水 

深 九 米」 の 築造 を 行った。 タン 力— として は 昭和 二十 八 年 春から 社 船 喜 多 方 丸 (重量 嘟三、 六 六 五顿) を 就航 

させ、 佐 伯 ~ 名 古屋間 を 毎月 二 往復して 七、 〇〇〇 瓲を 定期的に 輸送す る ことと し、 荷受 設備と して、 名古屋 

市 港 区 一 州 町に 名古屋 包装 所 (三、 〇〇〇 瓲 入り サイ 口 一 一基、 四 連 式 袋 詰 機 一 基) を 設けた。 

両 包装 所の 完成に より、 喜 多 方 丸 は、 豊城 丸と 共に 随時 門 司 ~ 横 浜 問の バ ラ輪 送に も 就航させる ことにな つた 

香 春 工場 門 司 工場 間 

陸上 パラ 輸送  門 司 港 は、 わが国 有数の 輸出港で あり、 セメント 輸出に おいて は 随一で ある。 当社 は 門 司. 香春両 工場 品 を 

もって 輸出に あてて きたが、 輸出， M けの 船舶 は、 通常 七、 〇〇〇«~ 八、 〇〇〇 嚷の 大型 貨物船で あるから、 

入港から 出港までの 短時間 内に、 数千 瓲の積 込み を 行うた めに は、 あらかじめ これに 対応す る 包装 品 または 包 

装 設備 を 用意して おかなければ ならない。 門 司 工場 は、 古くから 輸出 工場であった から、 その 設備 を 持って い 

たが、 香 春 工場 は 操業 開始 以来 (昭和 十 年)、 小 倉 倉 摩 (小 倉 港 岸壁) に 包装 品 を ストック する ことによって、 

輸出の 積 出に 備えて きた。 しかし 終戦後、 小. 4：- 港 は 輪 出港と しての 適格 性 を 失い、 輸出 は 門 司 港に 集中す る こ 

とに なった ので、 むしろ 香 春から 門 司 工場に 向け パラ 輸送 を 行い、 一旦 同 工場 内の サイロに 貯蔵し、 包装の 上 

輸出 積 込み を すれば、 小 倉 倉 車 経由に 比べて、 倉入れ. 倉出し. 乱 袋. 滅損 等の 諸 損失 を 軽減し うる 上に、 小 

倉 経由の 海上 胖 積みと 同時に 荷役が でき、 積 込みの 能率 を 举げ、 かつ 香 春 I 門 司 間の 不断の 水平 輪 送に よって 

香 春 工場 運転の 安定 も 得られる という 一 石 数 鳥の 利得と なること がわ か つ た。 

そこで 香 春の 積 込 設備、 門 司 工場の 受入 設備 及び セメント サイロの 改造 を 行う と 同時 に、 セム 型 十五 通貨 車 

を パラ 積み 货 車に 改造し、 十五 両 編成の 列 准に よって、 毎月 七、 〇〇〇 逃の 輸送 を 行う ことと し、 昭和 二十 六 

第 四 節 パラ 輸送 設備の 新設  三 四 1 


第二 章 生産 設備の 整備と 増設  三 四 〇 

維 工業、 次いで 電源開発の 需要が 急速に 起って、 同業 各社の 設備 増設 相つ ぎ (宇 部 社 包 所 新設、 小 野 田 社 藤 

原 工場 増設、 大阪 窯業 社 伊吹 工場 新設)、 当社 品の 東海 北陸 地区 向け 輸送力 増強の 根本 策 を 速 かにた てなければ 


第 四 節 


ラ 輸送 設備の 新設 


ラ 輸送 


海上 パラ 輪 送 


門 司 工場. 横 浜 包 

装 所 • 豊城丸 


佐： a 工場 . 名古屋 

包装 所 • 喜 多 方 丸 

第 四 節 


当社に おける セメント バラ 輪 送 は、 戦時中、 紙袋の 不足に 際して、 香 春. 土 佐. 八 代の 各 工場に おいて 実施 

した ことに 始まる。 

終戦後 二十 四 年までの 実镜 は、 戦時中の 惰性と 兌ら れる。 二十 五 年 以降 は、 戦時中の 経験 を 土台と して、 輪 

送 合理化 計画 を樹 て、 香 春 • 門 司 • 佐 伯. 大阪の 各 工場に パ ラ積込 設備 を、 また 横 浜 . 名 古屋に 包装 工場 を設 

けて、 タン 力—. バラ 積貨 e. 及び トラッグ により、 海上 及び 陸上の 本格的な バラ 輸送 を 行って いる。 

九州 工場 製品の 関東 束 海 地 .K.M け 移送 は、 いわゆる 「西 品 東進」 の 一環と して、 古くから 両地 間の 定型 輸送 

になって いたが、 海上 輪 送で あるた めに、 粮 込み、 水揚げ、 倉入れ 及び 倉出し 等の 経費の ほかに、 容器の 破損 

に 伴う 袋の 補充 費 及び 滅 損の^ 失費 を 伴う のが 常で あ つ た。 

終戦後、 自由 販売の 復活に 伴い、 これら..？ 失费の 節約 を 図る と 同時に、 役の 機械化 及び 大量 輸送に よる 輸 

送 効率の 向上 を 図る ため、 タン 力— による 撒 (パラ) 輸送 を 行う ことにな つた。 

パ ラ輪送 は 積 出し 工場の 積 込 設備と、 バ ラ 輸送に 従 ♦ する タ ンカ— と、 iws 地に おける^ 揚げ 及び 包 ぶ 術 

とから 成り立つ ている。 

この 計画に 基いて、 昭和 二十 五 年 六月、 門 司に 積 込 設備 を 新設す ると 同時に、 近海 郵船 所有の 豊城丸 (重量 

啦三、 九 二 四嘞) を タン 力 —に 改造して、 門 司 ~ 横 浜 間 を 毎月 二  ~ 三回 往復して、 六、 〇〇〇瓲~ 九、 〇〇〇 

瓲を 定期的に 輸送す る ことと した。 荷受 設備と して、 横 浜の 高 島 町 海岸通りに 横 浜 包装 所 (三、 〇〇〇 通 入り 

サイロ  二 基、 四 連 式 袋 詰 機 一 基) を 設けた。 

当社 は、 終戦後い ち 早く 東海 北陸 地区に 供給 基地 を 設置す る 準備 を 進めて いた。 一方、 同地 区に は、 戦後 繊 

ハラ 輪 送 設備の 新設  三 三 九 


(第 27 表） 


尼 崎 工場 解体 移設 機械 一覧表 
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第二 章 生産 設備の 整備と 増設  三 三 八 

ると ころ を 知らず、 工場 立地と しての 不適格 性 は 漸く 顕著と なって きた。 これ を 証す るかの ように、 大日 本ビ 

—ル 株式会社 尼 崎 工場 は、 いち 早く、 工場 閉鎖の 举に 出て きたので、 当社 もつ いに 意 を 決して、 昭和 二十 四 年 

九月 工場 を 閉鎖す る ことと なった。 しかし 当時 工場 内に は、 回転 棄ー 系統 及び その他の 諸 設備が あつたが、 他 

方、 各 工場の 荒廃 設備 補修 は 急 を 要しながら も、 資材の 購入 難渋 をき わめて いたので、 当 工場の 諸 設備 を 解体 

し、 これ を 他 工場へ 移設して、 設備 増強に 当てる こと は、 当 工場の 閉鎖 を 有意義に 活用す る 手段であった。 こ 

の 線に 沿って 解 休 移設され、 他 工場の 設備 を 拡充した 状況 を 一覧表に すれば、 第二 七 表のと おりで ある。 


尼 崎 工場の 解体 


回転, ^  (P1:SSJJ 賤 M 山 一八： 掘 §§x 全 S ハー.  一一 o〇 米) 糸 崎 工場から 移設 一基 

冷却 機 アン ダ— グ— ラ I 型 (径 二. 四 〇〇><  長さ ニニ  .〇〇〇 米) 尼 崎 工場から 移設 一基 

〇 仕 上 部 

仕上 粉末 機 (径 二. 五 〇〇x 長さ  一二. 〇〇〇 米) 土 佐 工場から 移設  一基 

〇 動 力 部 

廃熱 汽隨 パブ コ ック式 W  IF 型 (伝 熱 面積 一、 〇 二 九 平方 米) 

この 増設に 対応す るた め、 バラ 輸送 を 伴う 出荷 設備の 拡張 を 行った。 工事 は、 昭和 二十 七 年 五月に 開始し、 

翌年 春、 横 浜 • 名 古尾 等への パラ 輪 送 を 実現す る ことと なった" (詳細 は 第 八 期 第二 章 第 四 節 バラ 輸送 設備の 

新設 三 三 九 頁 参照) 

第三 節 尼 崎 工場の 解体 


当 工場 は 太平洋 戦局の 激烈 化に つれて、 昭和 十八 年 春から 石炭の 配給 を 停止され るに 至った ので、 八月から 

は セメント 生産 を 中止す ると 同時に、 商工 贫 から コバルト 精鍊へ 転換の 指令 を 受け、 翌 十九 年 一月、 東亜 コバ 

ルト 株式会社に 土地. 建物. 設備 一切 を 賃貸して、 コバルト 精鍊に 乗り出した。 しかし 成績が あがらな いうち 

に 終戦と なり、 二十 年 九月、 東亜 コバルト 社から 返還され たま ま セメント 生産 再開に 至らず、 閉鎖 同様の 状態 

で 数年 を 経過した-" それに は 次の ような 事情が あった。 

当 工場の 敷地 は、 埋立地 先端の 低湿 地に あるた め、 地盤沈下の 傾向が あり、 台風 丄咼 潮の つど、 a 水に よる 

操業 中止 を 繰り返え してきた 一，" しかも、 戦時中、 近隣に 大工 場が 建設され、 工場 用水と して 地下水の 汲み上げ 

が 増大す るに つれて、 地盤の 収縮 沈下 は その 度 を 加え、 工場 建設 当時に くらべて、 二 米 余 を 低下して なお 止ま 

第三 節 尼 崎 工場の 解 休  三三セ 


第二 号 回転 窯 増設 


ス ミ ス 社 製 フォ ラックス ク ー ラ I  (エア— クェン チン グ) 

ス ミス 社 製ュニ ダン ミル (径ニ  *四〇〇>< 長さ 一 一 .〇〇〇 米) 


第二 章 生産 設備の 整備と 増設 

冷^機 

〇 仕 上 部 

仕上 粉末 機 ス ミス 社 製ュニ ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 一 一 .〇〇〇 米)  一基 

〇 動 力 部 

廃熱 汽罐 パブ コッ グ型 水管 式 (伝 熱 面積 一 、 三 〇 四 平方 米) 

なおこの 増設 に 伴い、 従来 の 石炭 置 場 の 機械化 も 完成した。 

第三 号 回転 寵の 設置に よって、 能力 は 新たに 月産 一三、 〇〇〇 瓲を 加え、 工場 全能力 は 月産 三 三、 〇〇〇 瓲 

となり、 当社 最大の 工場と なった。 

佐 伯 工場 

当 工場 は 昭和 十五 年 八月、 朝鮮 浅 野 社の 増設 用と して 回転 黨ニ基 (径三 . 〇 五 〇x 長さ 五 〇 . 〇〇〇 米) を 

譲渡して 以来、 一基 黑 工場と して 運転して きたが、 朝鮮 動乱 以来の セメント 需要の 急増に 対応し、 生産力の 増 

強 を 図る ため、 糸 崎 工場の 遊休 回転 窯 一 基 を 立地条件 優秀な 佐 伯 工場に 移設す る ことと な つ た。 

増設 工事 は、 昭和 二十 六 年 九月 (西 多 摩 三 号 回転 窯 増設 完成 直前) に 着工、 順調に 進み、 翌年 四月 续ェ、 月 

産 ニー、 〇〇〇 瓲の能 力 を 加えた。 その 主要 設備 は 左のと おりで ある。 

〇 原料 部 

原料 粉末 機 (径ー 一 . 一 三 〇x 長さ 六 • 九 〇〇 米) 大阪 工場から 移設  一 基 

同  (径 二. 一三 〇x 長さ 七. 三 一 五 米 ) ，- 尼 崎 工場  一基 

同 (怪 二. 一三 〇x 長さ 七. 九 二 五 米：) i から 移設  一基 

〇 焼 成 部 
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力 を 加えた。 これ は 戦後 最初の 大 

改修工事であった。 

敗戦に よ つ て朝鲜 • 台湾 • 樺 太 

を 失った わが国に とって、 北海道 

の 経済 開発 は 重要な 国策と な つ た。 

これに 伴う セメント 需要 を 考える 

時、 上 礎 工場の 能力 増大 は 当然の 

課題で ある。 ここに 第三 号 回転 窯 

増設 計画 は、 前記の 整備工 事の 完 

成に 続いて 始められた。 新 設備 は 

湿式 を 採用す る ことと な つ たが、 

戦争に よる 十 力 年の 空白 期間 中に 

先進 諸国の セメント 製造 諸 機械 は、 画期的な 進歩 を とげて いたので、 慎重に 比較 検討の 上、 ス ミス 社 製の 新式 

設備 を 採用す る ことに 決定した。 わが国 最初の 三 点 支持 全 溶接 回転 窯の 設置 はこれ である。 工事 は 二十 七 年 四 

月に 始め、 同年 十一月 完成した。 その 主要 設備 は 左のと おりで ある。 

〇 原 料 部 

原料 粉末 機 ス ミス 社 製ュニ ダン ミル (径 二. 六 〇〇x 長さ 一一. 〇〇 米)  二 基 

〇 焼 成 部 

回転 W ス ミス 社 3- へ 港 一一.  一， 二 〇〇x 長さ 四 三 • 七 五 き t ヒ 

匚 $  ^ス ；ネ I 径三. 六 〇〇x 長さ 二 九 . 〇 五 〇x 全長 七 I  . 〇〇〇 米 j 
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基 
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〇 仕上 部 

仕上 粉末 機 (径ー 一 . 四 〇〇x 長さ 一 〇 • 〇〇〇 米) 尼 崎 工場から 移， ま  一 基 

〇 動力 部 

廃熱 汽罐 三菱 セグシ ョナル 水管 式 (伝 熱 面積 一 、 〇A 六 平方 米) 

エア— グ H ン チン ダグ— ラ— の 性能 は 予期に たがわず、 焼 塊の 冷却 温度 を 著しく 引-卜げ ると 同時に、 二次 空 

-  気の 温度 を 引上げ、 石炭の 節約に 大きな 効果 を もたらし、 昭和 初頭 以来、 二十 数年 問 全盛 を 誇った ュ ナツ グス 

ク— ラ— の 王座に 取って 代った。 以来 続いて 増設した 上 磯 工場 第三 号 回転 窗は もちろん、 同業 各社 は、 回転 窯 

の 改修工事に、 きそって この 新式 冷却 機 を 採用す る ことと なった。 西 多 摩の 第三 号 回転 窯の 増設が はしなくも 

ェ ァ— グ H チン グク— ラ— 全盛時代 を 招来した こと は、 问 工場 創設に 当 つ て 採用した ュ ナ ック スグ— ラ ー が、 

たちまち 全国 を 風靡した ことと 思い合わせ ると、 わが国に おける セメント 製造 設備の 進歩に、 西 多 摩 工場が 果 

した パ ィォ 二 ァ としての 役割 は 大きい。 

上 磯 工場 

第二 号 回転 窯 整備 第二 号 回転 窯 は、 大正 四 年、 北海道 セメント 会社 を 当社に 合併 後、 第一 次の 増設 設備と して、 十一 年に 後ェ 

した 乾式 設備で あつたが、 戦時中の 強行 運転に 加え、 終戦後の 長期 休転の ため 荒廃 S しく、 戦後の 自由競争に 

備える ために は、 思いき つた 大 修理が 必要であった。 

計画せ、 昭和 二十 三年 末から 広範 かつ 周密に 進められ、 主要 設備 はもち ろん、 原料 採掘 設備から 出荷 設備 ま 

で を も 含む 大 整備 計画 を 決定、 製造 様式 も 第 一 号 回転 窯 同様、 湿式 法 を 採用した。 

整備工 事 は 二十 四 年 十月 末 着工 後 順調に 進み、 翌年 七月 二十日 窯 火 入 式を举 行、 付帯 工事 も 十月に はいって 

完成し、 ここに 一年が かりの 大 改修工事 を 終って、 第ニ0ザ回転§^!系統は五年ぶりに若返ぇり、 月産 六 千 瓲の能 


(第 60 図） わが国 最初の エアー 7 ヱン チン グ クーラー 


と 戦災 復旧の 諸 工事と を 合わせて 激 5? し、 供給 これに 伴わず、 西 多 1^ 工場 能力 拡大 は 最大の 急務であった。 

そこで、 尼 崎 工場の 遊休 回転？. ^ 一  基 及び 粉末 機 一 基、 糸 崎 工場 粉末 機 一 一基 を 移設して、 第三 号 回転 窯 一 系統 

を 増設す る ことと し、 特に 冷却 機 

は、 戦時中 欧米で 発達した 新式 ェ 

ァ— グェ ン チン グク— ラ— を わが 

国で 最初に 設置す る ことと な つ た。 

増設 工事 は 昭和 二十 五 年 十二月 

着工、 約 一 力 年 を 費して 翌年 十 一 

月 续ェ、 新たに 月産 一 万瓲の 能力 

を 加えた。 

その 主要 設備 は 左のと おりで あ 

る。 

〇 原 料 部 

原料 粉末 機 コンパ ィ ン ド ミ 


ル (径ー 


〇 焼 


X 長さ 二  了 〇〇〇 米)  ： 

K 料 粉 川 二 基 糸 崎 工場から 移設- 


成 WS- 

回転 窄 ^ 

冷却 機 

第二 節 西 多 摩 • 上 磯 • 佐 伯 工場の £ 設 


場 

摩 

西 


力 力 力 一一  1 一 謂 ： H^^x 全長 六 四 . 1  一 00 米) 一 基 尼 崎 H 場から 移設 

力、 フ— ラ— 社 製 スラリ —フィルタ—  二 基. 


、径三 

ん径三 •〇〇〇><  長さ 二 六 . 二 〇〇 

エア— ク H ン チン グク— ラ. I  ■ 1 基、 ァメ 
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第二 節 西 多 摩 • ヒ 磯. 佐 伯 工場の 増設 

西 多 摩 工場 

第三 号 回転 窯 増設 西 多 摩 工場 は、 関東 市場の 中央に 位し、 かつ 本格的な 湿式 工場で あるた めに、 東京 工場 を 華北に 送り、 川 崎 

工場 を 曰 本 高炉 社と して 分離した 後に あって は、 京浜 地区 当社 唯一 の 工場と して、 戦時中 はもち ろん、 戦後 は 

アメリカ 第 几 軍の 関心 を 集め、 非常な 活躍 を 続けた。 戦後の 京浜 市場の セメント 需要 は、 重、 化学工業の 復興 
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たる 足が かり を 作った。 

なお、 昭和 二十 四 年から 二十 六 年に かけて 突 施した 各 事業 場所 別の 工事 作 数と 工事費 を 示せば、 第二 六 表の 

とおりで ある。 


第二 章 生産 設備の 整備と 增設 

第一 節 生産 設備の 本格的 補修 

労働争議の 解決に 続いて、 機構の 根本的 改編、 大幅の 人員整理、 経営陣の 刷新に 及ぶ 企業 合理化 を 終えて、 

社 內には 清新の 気魄が みなぎり わたった。 一方、 石炭の 統制 解除に よって 製造 上の 最大 難関 は 除かれた ので、 

争議 中の 減産 を 一気に 取り もどそうと、 各 工場 は ー齊に 稼働率の 向上 を 目 ざした。 これ を 妨げる かの ように ほ 

立 つ てきた の は、 補修 不足に 基く 主要 設備の 能率 低下で あ つ た。 

企業 合理化 の 具体化が、 まず 生産 設備 の 整備と 増設 実施 に 向けられ たの は 当然で ある- この 企画の もとに、 

全 工場に わたり 回転 黨 胴体 切換 工事 を 始め、 採掘 場 設備 . 原料 粉末 機 . 仕上 粉末 機 . ボ イラ— . タ— ビ ン 並び 

に 各 主要 付属 諸 設備の 大 補修 工事 を 実施した。 

全面的 補修に 入って まもなく、 朝鲜 動乱が 勃発した- - それ は ドッジ ライン 以来、 統制の 大幅 解 余. にか かわら 

ず、 過剰 生産、 貿易 不振、 過剰 在庫に 圧されて、 沈滞して いた 日本の 経济を 一気に 好転 させ、 セメント 需要 を 

大幅に ト： 仲させる きっかけ となった。 争議に よる 満身の 創瘐を 押して、 企業の 再建 整備に 立ち上った 当社に と 

つても、 朝鲜 動乱 は 時の 氏神であった が、 新 経営陣に よる 前途の 見通し もまた、 期せず して その 正鵲を 射， こと 

言いうる であろう。 

補修 工事 用 資材 購入の 好転、 資金の 裏付、 生産 意欲の 向上、 国內 需要の 増進、 海外市場の 拡大な ど、 製せ ローと 

販売 をめ ぐる 環境 は、 日 を 送り 月 を 迎えて 向 t し、 補修の テンポ は 急速に 早まり、 続く 本格的な 増設への 確固 

第二 章 生産 設備の 整備と 増設  一… 一二 


第一章 統制の 撤廃  三 三 C 

振と による 国内需要の 減退、 貿易 不振 等に より、 在庫 は 漸増の 傾向 をた どり、 市況 は 沈滞して いたから、 待望 

の 統制 撤廃であった にもかかわらず、 セメント 市価 はむしろ 低落の 方向に 向って いった。 春の 需要 期 を 迎えて 

も 市況の 前途 はなお 暗かった。 たまたま 六月 勃発した 朝鮮 動乱 は、 いわゆる 特需 景気 を 招来し、 後に セメント 

ブ —ム と 呼ばれる 空前の 長期 好況 を 迎える 端緒 を 開いた。 


^        (第 25 表）  統制 解除 推移 表 


項  目 

統制 最 盛時 

昭和 年 
24.4 

年 
24.8 

年 
24.12 

年 
25.4 

年 
25.10 

指定 生産 资材 指定 数 
指定 配給 物资 指定 数 
公団  数 
価格統制 数 

年 

252(21.2) 
64(22.2) 
15(23.5) 

233 
57 
12 
2,128 

179 
36 
11 
1,772 

76 
31 
10 
1,299 

48 
15 

531 

25 

6 
382 

( 「富士 銀行 七十 年 誌」 532 頁） 


セメントの 統制 解 

除  . 
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以上の a 物資の 統制 解除 は、 セメント 生産 をめ ぐる 諸 障害 を 除いた ばかりでなく 

问 時に 他 産業の 立ち直り による セメント 需要 を 増進した こと は 看過で きない。 

後述の 各 工場 設備の 本格的な 整備と 増設と は、 争議の 解決に 続く 企業 合理化の 線 

と、 各種 資材 を 自由に 購入し 得た ことが、 あずかって 力 ある もので あつたが、 また 

朝鲜 動乱 を S 六 機と して、 ほうはいと 湧き起った セメントの 需要に よって、 拍車 を か 

けられた こと も 見逃せない。 

業界 は、 石炭 統制 解除と 共に 自由 生産 態勢 を 整え、 続いて 当時の わが国 経済 事情 

に 適な する よう、 漸進的な 統制の 撤廃 を 希望し、 配給 統制 は 昭和 二十 四 年 十月 末日 

限り、 価格統制 は、 十二月 末日 限り 撤廃 方 を 経済 安定 本部 を 経て 総司令部に 要請し 

た。 

しかし 総司令部 は、 要請 書 を 留保した まま、 なんらの 指示 も 与えなかった： やが 

て 十一 一月 中旬に 至 つ て 政府 は、 総司令部から セメントの 配給 並びに 価格 を 十一 一月 末 

日限り 撤廃す る 旨の メモランダム を 受け取つ た。 

政府 は 直ちに 農林、 通商産業 省令 第 十 号 (十二月 二十 九日)、 物価 庁 告示 第二 十 

二、 二十 三 号 (二十 五 年 一月 一 日) を 発して、 一 一十 五 年 一 月 以降、 セメ ントの 統制 を 全 

面 的に 撤廃す る 旨 を 公示した。 (詳細 は 序 編 下 第 八 章 価格 四 七 一 一 頁 参照) 昭和 十五 年 

三月 セメント 共販会社が 設立され、 割当 証明書に よる 重点 配給が 開始され てから 十 

力 年の 国家 統制 を « ^て 、 ここに ，u 由販充 時代 を 迎え たわけで ある." 

しかし、 撒 廃の 時が セメント 不 需要 期で ある 上に、 前年 来の 緊縮 予算と 産業界 不 

三 二 九 
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三 二八 


第一章 統制の 撤廃 


場 


ッジ ラインの 登 


セメント 生.； S 関係 

物資の 統制 解除 


敗戦 後 まもなく 発生した インフレ— シ ヨンの 激しい 進 は、 昭和 二十 四 年度の ドッジ ライン ott) に 基く 緊； 

縮 予算の 編成に よって、 まず 財政 面から 断ち切られ、 一方、 生産の 増大、 金融 引締め 等と 相 まって、 さしもの 一 

インフレ— シ ョ ンも デフレ— シ ョ ン的 様相 を呈 しつつ 急速に 収束 化の 方向に 向い、 これに 伴って 統制 も豕 一次 散 一 

廃され るに 至 つ た。 

^ 昭和 二十 三年 十二月、 インフレ 対策と して、 径済九 原則が アメリカ 政府に よって 指示され、 二十 四 年度から 実 i 

施す るた め、 総司令部 顧問と して、 ドッジ 公使が 来朝して、 インフレ 収束 政策が とられた。 これが ドッジ ライン 

と 呼ばれる 径济 政策で ある。  一 

この 九 原則の 基本的な 狙い は、 曰 本の 径済を 統一され た 為替 レ— ト によって 国際 径 済に 結び、 正常な 貿易 を 行 

わせる こと、 また 日本が アメリカの 対日 援助な しに 経済 を 維持して いける ようにす る ことの 二つが 主眼で ある 0 

セメント 工業の 場合 は、 まず 生産 条件の 緩和から 始まった。 終戦 直後、 基幹産業 再建 方法と して 採用され た 

:w 斜生産 方式 (資材. 資金. 労力 を 重点的に 集中して 生産高 を 増加す る 方式) の 最重点に あげられた 石炭 鉱業 

は、 著しい 増産に よって、 漸く 需給の 均衡 を 得る ようにな つたので、 二十 四 年 八月、 他の 重要 基礎 物資に さき 

がけて、 全面的な 統制 解除と なり、 昭和 十三 年 十月 以来、 セメント 生産 上の 最大 難関であった 石炭 問題 は 一応 

解決した」 

続いて、 指定 生産 資材た る セメント 用 補修 資 村の 耐火煉瓦 . 鋼 村. 鋼 球. 石油 製品 . ゴム 製品. その他 は 第 

二 五 表に 見る ように、 昭和 二十 四 年から 二十 五 年に かけて、 順次 統制が 撤廃され ていつ に J。 


労使 関係の 安定 


子会社の， 設 立 


輪 出の 仲 張 


七十 年 目の 奇跡 j 


争議 解決 後の 人心の 一新、 労使 関係の 安定 は、 社. e: の 結束 をき わめて 強固な ものにした けれども、 一部 赤色 

分子の 活動に は、 なお 敬 W 戒を 要する ものが あった。 それ は、 やがて 占領軍の 一般 労働 政策 転換の 示唆と なって 

現われ、 当社の 二十 五 年 十一月の 特別 人員整理 へと 具体化した。 

財閥 解体に よって、 かっての 子会社 はこと ごとく 解消した が、 企業 合理化の 角度から 見た 新体制の 子会社の 

設立 は、 セメント 工業の 順調な 発展の 自然の 帰趨であった。 津久 見. 秩父両 採掘 場の 独立、 スレ— ト 部の 独立 

生 コンク リ— ト 事業の 创始、 関連 事業への 投資 を 相次いで 行った。 

輸出 振興の 構想 は、 朝鮮 動乱に 恵まれて 完全に 結 夷し、 セメント 工業 空前の 輸出 ブ— ムを 現わし、 その 有利 

な 採 は、 社 はもち ろん、 国際収支 にも 好影響 を 年え た。 

いまだ かってなかった 大 争議が、 最も 激化した 昭和 二十 四 年 夏の ころ、 四囲の 情勢 はこと ごとく 我に 背き、 

大 S のま さに 崩れん とする 危機に さえ 臨んだ 当社が、 朝鮮 動乱に よる 国際 並びに 国 內経济 の 好転に よって、 空 

前の セメント ブ— ムに 恵まれた とはいえ、 三年に 満たぬ 短日月 を 送る 問に、 急速に、 また 着実に、 新ら しい 王 

者の 座に 上った の は、 何に よった のであろう か。 創業者 淺野總 一郎の 衣鉢 を 受け継いだ 幾多 先人の 不断の 努力 

橈まぬ 精進に よって 蓄積され た 底力、 七十 年の 伝統 を 守り 技く 全社 を あげての 結束、 戦後の 激変 期に 善処した 

時宜 を 得た 経営、 内外の 厚い 信用、 顧客の 変らぬ 支持 等、 数多の 要因の 親和 作用に よる もので あろうが、 三年 

前の 悲境 を 顧み、 今日の 盛大 を：^ うとき、 合理的 経営から 生れた 七十 年 目の 奇跡と 言って は 過言であろう か。 


序章 R 


説 


第 八 期 自由 経济の 復活 (昭和 二十 五 年 以降) 


字章概 


インフレ 収束から 

朝鮮 動乱へ 


1 に 力 拡充と 資本 


インフレ を 収束し、 経済の 正常化 を 目途と する ドッジ ライン は、 前年に 引続き、 均衡予算の 編成 方針 を 堅持 

して 二十 五 年に 臨んだ" 

政府 は、 インフレ 収束の 急激な ショック を锾 和す る 手段と して、 物価 体系の 正常化、 産業 合理化の 推進、 フ 

リ— ル 及び D— ガン 構想 (序 編 下 第 七 章 市場 及び 販売機 構 第 六 節 輪 出 四 三 九 頁 参照) に 基く 貿易の 振興 等 を 相 

次いで 実施した けれども、 敗戦の 創瘦 はなお 深く、 有効需要 は 起らず、 経済界 は 不振の まま 二十 五 年の 前半 を 

経過した。 

六月、 突如 朝鮮半島に 巻き 起った 戦雲 は、 見る見る うちに 拡大して、 大戦の 様相 を 現わし、 連合軍に よる 朝 

鮮 戦線 向け 軍需 物資の 買 付 —— いわゆる 特需と なって 国内の 滞貨 を 一 掃した のみ か、 更に その 増産 を 促した。 

他方、 民主主義 陣営 も 軍備拡張に 駆りた てられて、 セメントの 輪 出 余力 を 減殺され たので、 東南アジア 方面の 

セメント 市場 は、 きそって 日本 品 を 歓迎した。 

このような 客観 情勢の 好転と、 当社の 企業 合理化 後の 新体制と は、 奇しくも、 その 歩調 を 一にした と言える 

であろう-, - まず 打った 手 は、 生産 設備の 整備と 増設と であった。 鰻上りの 増産 は、 大幅の 需要 増進に よって 消 

化され、 毎 期の 増益 は 注目に 値する ものが あつたが、 その 大部分 は、 資本の 蓄積と 設備の 更新に 向けられ、 そ 

の 効果に は 著しい ものが あった。 


第 


会社 関係に、 一 部 を 公募に 割当てた。 

申込 はまた たく 問に 満株に 達し、 三 H; 十九 曰 払 込 を 完了した" eHK による 資金 は、 調達の 目的に 沿って 使用 

され、 借入金 残高 は 二 億 六 千万 円に 減じ、 資本金 二 億 八 千万 円との 均衡 を 漸く 回復す るに 至った のであった。 

一次 増資 しかし、 引続く インフレの 3& 進に よって、 運転資金 は 再び 不足の 度 を 増して きた 上に、 戦争に よる 荒廃 設備 

の大 修理 は 焦 瑕の 急 を 告げ、 新たな 资 金の 導入 を 必要と した。 一方 企業 再建 整備 計画に 基く 経理 基準の 資本 構 

成から みれば、 二 億 八 千万 円の 資本 は 過少で あり、 この 適正 化 を 図る に は、 四 億 二 千万 円 を 増資して 資本金 を 

七 億円と する ことが 必要であった。 たまたま 時 を 同じく して 突発した 労働争議 によって、 K 金繰り は 難局に 直 

面し、 借入金 は 増資の 裏付けな くして は 成立し がたい 状況で あ つ た。 

昭和 二十 四 年 十月 十一 曰、 企業 再建 整備 計画が 認可され、 即日 効力 を 発生した ので、 新旧 勘定 を 併合す ると 

共に、 第二次 増資 を 実施す る ことと なった。 

増資 株式 八 四 〇 万 株 ( 一 株 五十 円) は その 全数 を 同年 十月 三十 一 曰 現在の 株主に 対し、 一 対 一 ，五の 割合で 

割当て 同年 十一 一月 十日 を 払 込 期と した。 

当時、 诛式 市場 は不 ife を 極め、 特に 当社 株式 は 争議の 影響 を 受けて 人気な く 4^ 込 は 渋滞した が、 ようやく 満 

株 を 待ち、 十二月 二十 八 曰 増資の 登記 を 完了した。 増資 資金 は、 一部 を 借入金の 返済に、 残部 を 設備 補修 資金 

に 充当した。 この 増资 によって 当社の 資本金 は 七 億円に 増大し、 資本 構成 上の 不均衡が 是正され た。 


第 四 節 第一 次 及び 第二次 増資 


第 四 章 再建へ の 努力  三 一一 四 

従来の 社長、 専務、 常務 制 を 廃し、 会長、 社長、 常務 制に 改める ことと する： 

右の 決議に よって、 代表取締役の 交迭を 伴う 会長. 社長の 新任、 専務の 退任、 常務の 改選 及び 取締役 三 名の 

辞任が 行われた。 

企業の 合理化 は、 たまたま 争議と カチ 合った ために、 一時 は 会社の 內 外に 相当の 損失 を 与えた。 しかし、 こ 

れは 戦後の 日本 径済 がな めなければ ならな か つ た 苦杯で あつたと 同時に、 敗戦に よ つ て 海外の 事業 場 を 失い、 

内に 過大な 機構と 人員 を 擁した 当社が、 当然 歩まなければ ならない 刑の 道で あ つ た。 

第 四 節 第 一 次 及び 第二次 増資 

TSil 収 及び 第 終戦 当時の 資本金 は  一二 六、 〇 一 〇、 〇〇〇 円 (内 44 込 七 八、 四 四 三、 〇〇〇 円) であった が、 インフレ— 

シ ヨン は 急 ヒッチで： & 進し、 原料 及び 資材の 昂騰 は、 売価の 改訂 を 常に 上回り、 これに 加えて 資本の 過少に よ 

る 企業 経理の 悪化 はおうべく もなかった。 のみならず 昭和 二十 三年 七月の 物価 改訂 は、 主要 原料た る 石炭の 価 

格 を 一挙に 三倍 近く も 引上げ、 これに 伴って 他の 原材料に も 著しい 値上り を 見せた ので、 運転資金 を まかなう 

借入金と 自己資本との 不均衡 はいよ いよ 増大し、 もはや 放任 を 許さない 状態と なった。 

そこで 増資に よって 自己資本 を 充実し、 借入金との 均衡の 適正 化 を 図る と共に、 新旧 勘定 借入金の 一部 返济 

を 行って 運転資金 借 入の 余力 を 作り出し、 あわせて 残部 を 所要 運 資金に 充当す る ことと なつた- 当時、 四 七、 

五六 七、 〇〇〇 円の 未 払 込 株金が あり、 二十 三年 七月の 商法 改正に よって、 新 商法 施行の 曰から、 二 年以. s: に 

株金 全額 を .ia 込 済と しなければ なら なくなった" そこで 増資に 先だって 未 払 込の 徴収 を 行い、 続いて 一 五三、 

九九 〇、 〇〇〇 円 を 増資して、 新 資本金 を 二 億 八 千万 円と する ことにな つた。 

増資 株式 ( 一 株 五十 円) は、 昭和 一 一十 四 年 一 月 一 一十 七日 現在の 株主に 対して 一 対 一 で 割当てた ほか、 一 部 を 


g  i  こ 句つ. こつで、 &理 化は灾 施の 段階に 入り、 紆余 曲 

b- -ゝ - f  0 こ-、、 争 扇 も 漸く 鎮静に 向 Bi 

議を 一層 激化す る 結果と なった 力 ノ  ,s  ^ 

ff: を轻て 次の ような 新体制 カ实 現し/ 

一、 関連性 少き 事業 場の 改廃 

1 東京 機械 製作所 閉 鎖 

2 御 野 機械 製作所 独立採算制 

3 香卷 製鋼所 独立採算制 

4 佚 父 碟業所 独立して 秩父 鉱業 株式会社と なる 

5 尼 崎 工場 閉 鎖 

.  一 r 職 正場大 改正が 行われた 11  ill 程 参照) 

三、 ブ ロッグ 事務所の 強化 強化が 実現した (詳細 は 前号に 同じ) 

四、 人員の 整理 突 施 (一、 二三 九 名) 

五、 スレ 1 ト部 (注)  スレ 1 ト I ま、 セメント 部門から 切 離し 5 営す るの が 適当 

S 一次 案で は 計画に のって いなかつ たか、 戦後の スレ ^^f. 、欠、 で 一一 £  、年 五月 独立して アサノ スレ 1 

くな 情勢に なった ので、 昭和 一一 十四 年 十一月、 まず 独立採算制 となり f て 二十 5 五月』 

ト 株式会社と なった。 羣月 8 ス ノー q 年 t 八 曰 |役|ぉ いて il に 

なお 企業 合理化 は 役員の 陣容 刷新に も 及ん た 昭和 二十 四年大 j 

伴い 役員 機構 変更の 件」 について 左の ような 決議が 行 f、t た。 I を 一 折して 一 致 協力 社業の 挽回に 努める ため 

今回の 企業 合理化に 伴い 役員 機構 を 簡素 化する と共に 陴 f 一新 て 一 f 一一 三 一一 一 

第三 節 企業 再建 整備 


三、 ブ 口 ッ ク 事務所の 強化 —— 職制 機構の 改正に より 権限 及び 機能 増強 

四、 人員の 整理 11 経営 面 及び 予定 生産 量に 対する 剰余 人員 

一、 三 一 四 名 (総数 六、 四 三 二 名の 二割 強) 

TT 企業 合理化 を 何故 やらねば ならぬ か 

一、 日本 径 済から インフレ を 取り まり、 赤 宇 を 除去す るた めの 絶対必要 措置と して 企業 三 原則、 経済 九 原則 は 厳 

格に 実行に 移さねば ならぬ。 

二、 戦後 生産 設備の 修理に 追われ、 拡充、 能率 化に 及ばず、 生産 能力の 急激な 低下 を 招き 現下の 生産 競争 場裡に 

一 日 も 糊塗す る を 許さない。 

三、 収支 及び 金融 面の 赤 宇 克服 

四、 人員 を 整理し 適正 規模に 縮小し、 収支の パランス をと る。 . 

ii! 結 語 

終戦 以来 径 営の 建 直しに 万策 をつ くし、 特に 完全 雇傭の 一 線 だけ は 死守し ようと 衷心から 希求して いたに も か 

かわらず、 多数の 整理 犠牲者 を 出す に 至った こと は径営 者と して 誠に 遺憾に 堪えぬ。 然し 当社 百年の 大計の ため 

に 誠に 巳む を 得な か つ た 次第で ある。 役員 を 含む 経営者 側に おいても 身 を 以て 又 数多く 其の 責任 を 負う であろ 

、つ 0 

この 上 は径営 者、 組合 一 丸と なり 一 致 協力 本 企業 合理化の 実現に 努力 を 傾注しょう。 

溝 を 跳ぶ 時 は 思い切つ て 跳ばねば 落 込む であろう。 

い ざ 賢明なる 判断と 渾身 の 勇気 を 持とう。 

この. &理化 方策 は 「争議と はあくまで 別個の ものである」 との 声明 にもかかわらず、 不幸に して 一時 は、 争 


企業 自立の 態勢 を 確立し なければ ならぬ。 

時 あたかも 労働争議 中で あるので、 実は その 落着 を俟 つて 然る 後 本案 を 実施し ようと 思った ので あるが、 幾多の 

努カにも不拘まだ解決の曙光が0^ぇなぃ。 さりと て 桂 苒日を 送る こと は 最早 当社の 経営が 之 を 許さぬ。 乃で 巳む を 

得ず 争議 中で は あるが、 一 年来 研究して きた 径営 合理化 を敢 てこの 際 実行に 移さざる を 得ない ことにな つたので あ 

る。 従って この 経営合理化 方策と 労働争議と はあく 迄 別個の ものである。 

H 合理化 方策 

一 、 関連性 少き 事業 場の 改廃 

I 束 京 機械 製作所 11 即時 閉鎖し 必要な 管理人 を 置く 

2 御 野 機械 製 作 所 —— 不取敢 独立採算制 (当然 独立 給夸 体系に よる) を 布き、 再建 整備 計画の 決定と 共に 第 

二 会社と して 分離す る" 

3 香 春 製鋼所 —— 即時 閉鎖 

4 秩父 礦業 所 11 独立採算制 を 採り 再建 整備 sbi の 決定と 共に 第一 一 会社と する。 

5 尼 崎 工場 11 K 製作 中止、 工場 を 閉鎖、 必要な 管理人 を 置く 

6 その他 

セメント 工場 中、 能力、 地理 的 位置、 収益 力 等より みて、 当社の 一部た る こと を 必ずしも 適当と せざる もの 

で、 地方 有力者から 讓波を 熱望せられ ている 糸 崎 工場 は、 価格の 折 合が つけば、 これ を讓 渡す る 好期と 考え 

る 0 

1 一、 職制 機構の 改正 11 国家の 配 炭 計画に 基く 生産 量 を 確保す るに 必要な 最低限 度に 本社 及び 地方 事業 場 を 通じ 

て 機構 を 簡素化す。 


三 二 o 

I 早 I への 努力  、しこ，.、 七 百 数十 名に 連す る それらの 従業員 Isl 場 に受 

子会社、 投資 及び 委任 響事 業の 全部| 失し， J に こ 夫し、 人件費の 膨張に 伴う 原価 高並 びに 生産 

ナ 入れた ので、 当時の 生産 規模 及び 生囊 に対する 人員 は 5 

性の 低位 は、 同業 他社に 比べ 著しい 涯 『色；； ；不^；；^補正こ伴ぅ当面の 蠢 金融 対策」 S ず 市中 銀 

言 lij^uuil^ 一一 一 、増 加運養金は復金に よらず i 

一、 赤 宇 金融の 原則的 禁 J  二 お 価 aft お 

行 I  一  I  .is- fa 「賃金 一一 一原 則」 看 . 

5!r 金 十 引！； のた 補 I 禁止。 二、  II 三、 11 

一、 轻費 節： *  二  ^税； ^-- 售 2。  .^、 食糧 集荷 増強 

七、 資材 割 I 給 向上。 八、 IH^^^Uiliiii 

§ー) 全国 を 東京- 大阪- 門 司 を 中心とす』；， gsng±、 合理化 案の 強行 を 必要と したので、 

二  r 四 年 S なって、 III^HUI.,  11 

. . -t-K-. マ. a お. I^r-, ズ订 をめ ぐる 労働争議 r さ. 《• 

時 たまたま 給与 及び 労馑協 で。 f 


むな きに 至った。 (注) 

g 昭和 二十 四 年 五月 十日 声明 「従 I 各位に 告ぐ」 響 

径営 合理化 方策に ついて 


企舊備並に 人員整理 につ V て 定 であった が、 今 t 社 C 外の 事情 は 一日；^ 

当社 は 集排 法の 決定 を俟 つて 再建 整備 S を樹 t  、 主き 抜く 為に は 早急に 響の 合理化 を 断行 

之 S 延 する こと を 許さない 事態に 立 到った： 1 


企 

業 (第 24 表）  1. 特 別 損 失 計 

再 


項  目 

金  額 

規則 第二 条第 一号 （ィ） に 掲げる 損失 

»  Co) 

«  (ハ: ） 

»           C ホ:） 
»  (へ） 

»  (チ: ） 
合           計  （1) 

20,668,974.8? 
48,506,636.20 

765,447.13 
16,945,990.^ 

284,550.00 

15,434,108.86 
33,462,954.16 
136,068,661.99 

资本金 又は 
值権額 

評価 换 しない 場合の 損失 負担 

負担 損失 額 

負担 割合 

残存 額 

抹  主 

tel れ たる 特別 損失 負担 ffi 権 者 
合  計 

126,010,000.0? 
165,620,905.3? 
291,630,905.?? 

56,398,399.00 
0 

56,398,399.00 

44.76% 
0 

19.34% 

69,611,601.00 
165,620,905.!! 
235,232,506.38 

2. 評俩換 （処分 見込 額に よる もの を 貪む J する S 


評価 换 資産の 区分 

土  地 

も A 

固定資産 計 

製  品 

(ィ） 
帳 

新 勘定' 

14,267,325.« 

簿 

価 

格 

IRJB,.^ 処分 見込 資産 

其 他 評価 換资産 

231.910.75 

14,326.77 

246.237.52 

計 

(D) 
評 

新 勘定 

19,488,648.31 

価 
换 
価 
格 

処分 見込 i¥ 産 

IB 勒疋 i 其 他の 资産 

322,484.61 

1,962,605.?! 

2,285,090：52 

計 

(ハ) 

評価 益 （a) — (ィ） 

90,573.?« 

1,948,279.1^ 

2,038,853.00 

5,221,322.^ 

(二） 

帳 外資 i 処分 見込 资産 
産 '其 他の 资産 

計 

(せ 

合 計 （'• 

2,038,853.00 

(備考;） 評価 換 計算の 基礎 製 品 公 ffi -販充 費用 （公使 xl5%)  = 評価 换額 
原材料 指定 時 現在 公 価 又は 時価 評価 換額 


算 


書 


項 


i 


金 


規則 第二 条第 二号 （ィ） に 掲げる 利益 

" (ハ） 
» い） 
合 計  （り 

特別 損失 （1)  一 （2) (お 


(単位 円） 
額 

2,009,328.36 
8,011,540.« 

62,859,873.50 
6,789,520.1? 

79,670,262.9? 

56,398,399.00 


評価 換 • '場合 


評価 差益 （4)  56,398399.00 
1-$ 別 損 失 （3)  -  （4)  0 


評 価 

換 した 場合の 損失 負担 

負担 損失 額 

負担 割合! 残        存  額 

126,010,000.00 
165,620,905.38 
291,630,905.^ 


産 帳簿 俩格 及び 評 la 差益 


半製品 

原材料 

棚卸 資産 計 

合  ^ 

7,326,930.10 

30,307,661.19 

51,901,916.92 

51,901,916/：^ 

246,237.52 

52,148,154.14 

9,855,290.72 

76,917,523.89 

106,261,462.92 

106,261,462.92 

2,285,090.52 

108,546,553.^4 

2,528,360.62 

46,609,862.70 

54,359,546.00 

56,398,399.00 

54,359,546.00 

56,398,399.00 

半製品 製品 評価 換額 X 工程 率 = 評価 換額 
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る ものである。 

径営 合理化 以上の 整備 計画と は 別個に、 しかし 並行 的に 正常 経済への 復帰 (注 一) に 対応す る 企業の 合理化 を 行うた め 

機構の 縮小 を 伴う 再編成、 職制の 改正、 ブ 口 ッ グ 事務所 (注 一 一：) の 強化、 それらに 見合う 人員整理 計画が 昭和 一 一 

十三 年 夏 ごろから 進められた- 敗戦に よって、 朝鲜. 台湾 • 満州. 北、 南支. 南方 諸 地域に またがる 事業 場. 


ル、 評価 換を 必要と する 事由 

当社の 特別 損失 金 は 評価 換を 行わない とき は 五六、 三 九 八、 三 九九 円と なり 資本金の 負担 率 は 四 四. 七 六 

% となる ので 評価 換 により 資本の 負担 を 除く ものである。 

ヲ、 法 第三 十四 条の四 第一 項の 規定に より 留保 を 必要と する 積立金の 金額 及び その 計算の 基礎 

留保 積立金 額  一、 二 五 四、 七 七 五 円 三 五 銭 

計算の 基礎 指定 時 現在 従業員 恩給 基金の 全額 

ヮ、 積立金の 留保 を 必要と する 事由 

当社 従業員の 自然 退職者 支給 金 は 過 まの 実績より 見て 今後 二 力 年間に 約 I 【ヒ 千万 円 を 要する ので 前記 指定 時 

現在の 恩給 基金 全額 を 積 立てる ものである" 

二十、 資本 を 増加す る 場合に は 左に 掲げる 事項 

ィ、 増加す る 資本の 額 並びに 払 込の 時期 方法 及び 金額 

1 増加す る 資本の 額 金 四 億 千万 円 

2 払 込の 時期 整備 計画 認可 後 六 力 月 以内 

3 私 込の 方法 現 金 

4  込 金額 全額 即ち ヒ 株に 付 五 拾 円 

口、 資本 増加の 方法 

株式 数の 増加 

ハ、 資本 増加 を 必要と する 事由 及び 法 第 十 一 条の 規定に よる 株式 を 除く の 外 議決権の ない 株式 を 発行す る 場合に 

は その 発行 を 必要と する 事由 

1 資本 培 加 を 必要と する 事由 

増資に より 債務の 一 部 を 返済す ると 共に 生産 増強に 必要なる 運転資金に 充当し 以て 資本 構成の 均衡 を 図 
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変更す る 事由 競 業 関係に ある 他 会社の 証券 保有 及び 競 業 会社の 役員 兼任 は 独占禁止法 によつ て 禁止され 

ている ためで ある。 

2 変更す る 事項 定款 第参条 「本 会社の 資本 総額 を 金 式 億 八 千万 円と す」 を 「本 会社の 資本 総額 を 金 七 億円 

とす」 に 及び 第 五条 「本 会社の 株式 は 之 を 五 百 六恰万 株に 分ち 查抹 金額 を 金 五十 円と す」 を 「本 会社の 株式 

は 之 を 奢 千 四百 万 株に 分ち ま 匕 株金 額 を 金 五十 円と す」 に 夫々 変更す る。 

変更す る 事由 存続 会社の 資本 構成 を 調整す るた め 本 整備 計画に より 増資 を 行う からで ある。 

十、 法 第六条 第一 項 第 十 号に 規定す る 事項に ついては 左に 掲げる 事項 

ィ、 第二 条第 一号に 掲げる 額 及び その 合計 額 

口、 第二 条第 二号 各 号に 掲げる 額 及び 法 第 八条の 規定に よる 評価 換 によって 生じた 益金の 額 並びに その 合計 額 

ハ、 ィ、 及び 口、 に 掲げる 額が 第 五条 第一 項の 規定に より 修正した ものである 場合に は その 旨 又は 同条 第二 項の 

規定に より 修正し ない ものである 場合に は その 旨 

二、 特別 損失の 額 

ホ、 法 第 七条の 規定に よる 株主の 負担 額と して 計算す る 額 

へ、 知れた る 特別 損失 負担 債権の 総額 

ト、 法 第 七条の 規定に より 知れた る 特別 損失 負担 債権の 債権者の 負担 額と して 計算す る 額 

チ、 ト、 の 額のへ、 の 額に 対する 割合 

リ、 法 第 八条の 規定に より 評価 換を 行う 場合に は 評価 換を 行う 資産の 財産目録の 勘定 科目 別の 帳簿 価額 (評価 換 

を 行った 資産のう ち 指定 時 現在に おける 財産目録に その 価額の 計上され ていない ものに ついては 零と して 記載 

する) 評価 換を 行った 場合の 価額 及び 評価 換の 計算の 基礎 

ヌ、 評価 換を 行う 場合に おいて その 評価 換を 行わず して 計算した 一一、 ホ 及び トの額 並びに チ、 の 割合 

ィ、 から ヌ、 までの 項目に ついては 第二 八 表のと おり 


指定 時 現在 資本金 額 金 まヒ億 1K 千 六百夸 万円 也 (內払 込 七 千 八 百 四十 四 万 参 千円 也) 

現在の 会社の 役 a の 氏名 


取締役 社長 

代表 専務取締役 

専務取締役 

常務取締役 

同 右 

取締役 

同 右 

同 右 

同 右 

同 右 

同 右 

同 右 

同 右 

常任 監査役 

監査役 


德 

內 

德 


上 

尾 

井 

藤 


吉 

義 

0 


熙 

三 


1 一、 ィ、 及び 口、 に 掲げる 事項 を 変更しょう とする 場合に は 変更す る 事項 及び 変更 を 必要と する 事由 

1 変更す る 事項 定款 第 条 「本 会社 は 左記の 業務 を 営み 又は 是 等の 事業に 投資す る を 以て 目的と す」 を 

「本 会社 は 左記の 業務 を 営む こと を 目的と す」 に 変更し 定款 第弍 拾四条 「取缔 a は 同種の 営業 を 目的と する 

他の 会社の 取締役と なること を妨 けす」 を 削除す る。 
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第 四 章 再 への 努力  三 一四 

3  4:^ 込の 方法 現 金 

4 払 込の 金額 まヒ 株に 付 五 拾 円 

整備 計画 書 抜粋 

一、 会社の 存続 または 解散の 別-: 増資の 上 存続す る。 

一一、 存続す る 場合に は 整備 計画 を 行う に 当って、 商法の 規定に よる 会社の 整理に よる か 否かの 別 11 商法の 規定に 

よる 会社の 整理に よらない。 

三、 存続す る 場合 は 左に 掲げる 事 

ィ、. 現在の 会社の 商号 目的 並びに 本店 及び 支店の 所在地 

商 H: 本 セメント 株式会社 

R 的 当社 は 左記の 業務 を 営み 又は 是 等の 事業に 投資 を 為す を 以て 目的と す。 

1 セメントの 製造 並に 販売 

2 石綿 スレ— ト其他 セメント を 使用す る 工事 材料の 製造 及び 販売 並に 鉄筋 コンク リ I ト 建築 土木 

其 他の 諸 工事 請負 

3 石灰石の 採取 並に 販売 

4 銷 村の 製造 並に 販売 

5 石綿の 採取 並に 販売 

6 前記 各 号の 業務に 付帯し 必要 又は 有益なる 他の 業務 

本店 所在地 東京都 千代 田 区丸ノ rt 奢 丁目 拾 番地 五 

支店 所在地 な し 

口、 現在の 会社の 資本金 額 及びお 込 資本金 額 

申請 時 現在 資本金 額 金武億 八 千万 円 也 (全額 i4 込 済) 


企業 再建 整備 法に よる 整備 計画 は、 集排 法に よる 再編成 計画と 歩調 を 一 にす る 必要 を 生じて きた。 この 再編成 

計画 は 四月 七日、 持 株 整理 委員会に 提出され たので、 その 決定 指令の あるまで、 整備 4^ 画の 決定 は 一時 棚上げ 

の 状態と なった。 

翌ニ 十四 年 六月 十七 日、 集排 法に よる 指定 は 取消され た。 そこで、 再び 整備 計画の 進行 を 急ぎ、 同年 八月 二 

十二 曰、 大蔵大臣 池 田 勇 人 • 通商産業大臣 稲垣 平太郎 あてに 整備 計画 書 を 提出して、 認可 を 申請した" 十月 十 

一日、 原案 どおり 認可され たので、 さっそく 新旧 勘定の 合併に 着手し、 十二月 二十 八日、 一切の 実施 を 完了し 

た。 

企業 再建 整備 計画 その 大要 を 記せば 次のと おりで ある。 

の 大要 

一、 会社 は 増資の 上 存続す る。 

1 一、 競 業 関係に ある 他 会社の 証券 保有 及び 競 業 会社の 役員 兼任 を 行わない。 

三、 存続 会社の 資本 構成 を 調整す るた め、 資本金 を 七 億円と する C. 四 億 二 千万 円、 八 四 〇 万 株 増資) 

四、 旧勘定に 所属す る 資産の 一部 は、 近い将来 転用 稼働す るから 処分し ない。 

五、 特別 損失 五六、 三 九 八、 〇〇〇 円は、 指定 時の 手 持 原材料 品 及び 製品の 評価 益 五 四、 三 五 九、 〇〇〇 円 

と 旧勘定 固定資産の 評価 益 二、 〇 三 九、 〇〇〇 円と で 補填 すれば、 損失 皆無と なる ので、 株主 並びに 一般 

債権者の 負担 は 全くない。 

六、 指定 時 現在 従業員 恩給 基金 全額  一、 二 五 四、 七 七 五 ニニ 五 円 は、 過去の 自然 退職者 支給 金の 実績に 徴し 

かつ 今後 二 力 年間に 備えて 全額 を 保留す る。 

七、 ー 増加す る 資本の 額 金 四 億 二 千万 円 

2 払 込の 時期 整備 計画 認可 後 六 力 月以. C 
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(注 二) 特別 管理人 (第一 次 選任) 

浅 野 セメント 株式会社 


三  一 二 


安 


田 


銀 行 


日本 興業銀行 理 


取締役 社長 德 根吉郞 

取 缔役平 岡讓助 

頭 取 安念 精一 

f 代理人 大塚利 雄) 

事 栗 栖赳夫 

(代理人 日 高 輝，) 


(整理 完了 時) 

日本 セメント 株式会社 


富士銀 行 _ 

日本 興業 銀 行 


取缔役 社長 德 根吉郞 

専務取締役 井上 英熙 

取締役 江上 忠次 

頭 取 迫 靜ニ 

理 事 佐 分利 一武 


(代理人 間 島 達 夫) 

ffl 鎖 機関 整理 委員会 委 H 長 小 林 正 一郎 

(代理人 愛波 剛介) 

(注 三) 企業 再建 整備 法 は、 戦時 特別措置 法 (戦時 補償 打 W り〕 . 金融 緊急措置 令 (預金 封鎖) . 会社 径理 応急 措置 法 

(新旧 勘定 分離) など、 戦後の 径済 混乱 収拾の ための 一連の 緊急 立法に よって 予備工作 を 終え、 企業 再建 整備 計 

It を 実践に 移す 法律で ある" 

経理 応急 措置 法に より、 昭和 二十 一年 八月 以降 株主総会 は 停止され、 径理の 整備 を 進めつつ あつたと ころ、 

たまたま 一 一十三 年 二月 八日、 過度 经济カ 集中 排除 法に よる 指定 を 受け、 再編成 計画 を樹 てること とな つたので 


き 

企 

業 
再 
建 
整 
備 


再建 整備 へ の 道程 昭和 一 一十一 年 八月、 会社 経理 応急 措置 法 (注 一) によつ て 特別 経理 会社に な つたので、 指定 時 (昭和 二十 一 年 

八月 十一 U) で、 会社の 財産 を 新旧 勘定に 分離し、 旧勘定の 特別 管理人 (注 二：) を 選定し、 旧勘定の 整理 を 始め 

る ことと なった が、 絞いて 企業 再建 整備 法 (注 三) が 公布され て 実践 段階に 入った。 

(注 一 ) 会社 経理 応急 措置 法 は、 戦時中の 経理 上の 残滓 を 一 掃して、 企業 経営の 基礎 を 確立し、 産業の 回復 振興の た 

めの * 地 を 作る：； n 的で 制定され、 企 1 再建 整備 法の 予備的 役割 を 主眼と する 法律で ある" 
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門 司 


香 春 


八 代 


佐 


伯 


同 

同 


昭和 

同 


昭和 

同 


一十三 年 五 月 

一十 四 年 十二月 


一十一 年 九月 

一十三 年 五 月 


一十一 年 九 

一十 二 年 五 


昭和 二十 年 五 月 


昭和 二十 二 年 三 月 


胴体 一 部 切換 工事 

過熱 器 取替 工事 


回転 窯電 集塵 装置 改造 工事 

ポ イラ— 煙道 改造 並びに 取替 工事 


二号 回転 繁熱成 部 セル 切換 工事 

一 号回 転 窯 isfM 尻 S 換ェ事 

原石 山ト B 台車 工事 


空！ » 復旧 工事 


•■& 旧 工事 


台車の 新規 製作と 修理 


昭和 二十 年 四月 二十 六日、 Bgi 一機に 

よる 原料 水揚場 被弾 十五 発の 復旧 工事 


昭和 二十 一 年 十二月 二十 二日の 南海 大 

震災に よる 被害の 復旧 (主要 機械 設備) 

工事 


これら 一連の 応急 補修 工事の 特徴 は、 回転 窯. 粉末 機. 原料 採掘 設備 等、 セメント 企業の 根幹 をな している 

設備の 修理に 集中して いる ことで あるが、 それ とても 継続 運転に 耐える 程度に 回復した にす ぎなかった： 更に 

徹底的な 根本的 修理の 必要に 迫られながら も、 時の 至る を 待つ より ほか はな か つ た。 
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三 一 〇 

つ て 行われた、 王 要な 補修 工事の 工場 別 一 覽表を 掲げよう。 


修 工事 一覧表  (年次 は 重役会 承認 年月) 
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同  年 十一月 

同 二十 二 年 一 月 

昭和 二十 三年 五 月 
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同 同 同 同 
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昭和 20〜24 年 運 S 率 


次 


一十 年 {通職鋪 

十 一 年 


十二 年 

十三 年 

十四 年 


.  第二 節 荒廃 設備の 応急 補修 

荒廃 進展の 様相 敗戦の 曰 を 迎えてから は、 物資の 欠乏 は 戦時よりも なお 深刻の 度 を 加え、 配給に より 入手され る もの は、 要 

求 量の ごく 一  部を充 たす に 過ぎなかった，、 したがって、 戦時中の 酷使に より 荒廃し 切った 設備 も 目をつぶって 

稼働 を 続け、 万 やむ を 得ない ものの み を 補修して、 石炭の 入手 量に 応ずる だけの 健康 度 を 維持す るの が、 精い 

つばい の 有様であった。 

セメント 工場の 空褽 による 被害 は、 幸に して 他 産業より は 軽少で はあった が、 当社 八 代 工場 は、 昭和 二十 年 

四月 二十 六日の 空襲で 原料 水 揚場を 中心に 爆撃 を 受け、 死傷者 数十 名 を 出す 惨害 をこう むった。 惨害 後、 直ち 

にこれ が 応急修理に 当った が、 懸命の 復旧 工事 にもかかわらず、 半年 を 経て 十一月に なって、 漸く 月 二 千 通 を 

生産し うると ころまで 漕ぎつ け 得た お 様で あ つ た。 

二十 一年 を 迎えて、 各 工場 は 荒廃 設備の 補修 強化 を 痛切に 要望した が、 実行 は ほとんど 見るべき ものな く、 

その 曰 を 糊塗す る 状態であった。 

その 原因 は、 資材 不足 もさる ことながら、 資金 面の 裏付けが できなかった ことと、 また その反面に 石炭の 配 

給が なお 依然として 少なく、 工場の 全面 稼働に は ほど 遠 か つ たこと も举げ なければ ならない。 

あまつさえ 年末に は 突如、 南海 大震災が 発生して、 土 佐. 佐伯両 工場 

を 襲い、 戦禍 癒えざる に、 更に この 厄 をこう むる 悲境に 立 つた。 (第二  二 

表 運転 率 参照) 

このような 四面楚歌の うちにあって、 大 修理 はもち ろん、 応急 補修 さ 

え 思う に まかせな か つたの は 当然で ある。 

第二 節 荒廃 設備の 応念 補修  三 0 九 
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は 支払、 振替、 引出 を 禁止され、 S 財産 は 土地 • 建物 • 設備 . 有価証券 等の 売却、 讓渡、 分配 等 一 切の 処分 を 

禁止され、 5 株式. 社債 は 新株 及び 社債の 発行、 利益の 配当 を 禁止され、 £ 役員 及び これに 準ずる 者の 俸給 は 

昭和 二十 年 六月 現在で 釘付けと なった。 業務の 執行に 必要な ものに ついては、 大蔵大臣に 対し、 許可 を 申請し 

その 承認 を 得なければ ならな か つ た。 金融 緊急措置 令に よ つ て は 自由 及び 封鎖 預金が 設定され、 しかも 自由 預 

金 は 極めて 少額に 制限され てし まった" 

また 会社 経理 応急 措置 法に よって 特別 経理 会社の 指定 を 受け、 指定 時で 会社の 財産 を 新旧 勘定に 分離し、 特 

別 管理人 を 置いて 旧勘定の 整理 をし なければ ならな か つ た。 

以上の 指令 は、 その 趣旨が、 財閥 関係会社の 資産の 不当 処分の 禁止 及び 一般 絰济界 の 退 乱 を 防止す る こと 

に 重点が あつたに せよ、 実情に おいて は、 会社 日常の 業務の 進行が 広範囲に わたって、 その 末端まで 制限 を こ 

うむり、 企業 活動が 窒息 状態に おちい つた 例 は 枚 举に遑 がない。 

労働争議 生産 は 遅々 として あがらず、 経理 は 収支の 制限と 欠損の 板 挾みに 喘ぐ 間に、 インフレ 価格 は 月々 us 進して、 

従業員の 生計 を 脅やかし たので、 ベ— ス アップ をめ ぐる 紛争 は あたかも 年中行事と 化した- その 度合 は、 外部 

の 労働 情勢の 刺激 もあって、 回 を 重ねる 毎に 深刻と なり、 益々 会社 を 苦境に 追い込み、 ついに 二十 三、 四 年の 

大 争議に 発展して、 一時 は 会社 を 危機に おとしいれ るかに 見えた が、 前章に 述べた 顚末 をた どって、 ついに こ 

の 危機 を 乗り切る ことができた。 

この 苦難 期 は、 当社 七十 年の 歴史 を 顧みる とき、 昭和 五、 六 年 財界 不況 時の 無配 三 期と 共に、 当社の ニ大危 

機の 一 つであった といえ よう。 これ を 切り抜け たもの は內 外信 用、 社内の 結束と 精進、 大河に 水 絶えぬ 老舗の 

地力の 結合であった。 


士別 工場の 返還 


日常 業務 を拘 東す 

る 数々 の 法令 


なお、 当時の 副業 計画の 概要 を 昭和 二十 一年 二月 部長 会議 資料に よって 見れば、 次のと おりで ある。 

副業 計画 概要 


-ト 類似 板. 谏瓦 等) 

農具 等) 


A 石灰石の 製品 化 (石粉) 

B セメント 製品 (瓦 *スレ 

C 修理工場 活用 (家庭用品 

D 製  塩 

当 工場 は 太平洋戦争の 中期、 陸軍の 要請に 基き、 産業 設備 営団が 北海道の 中央部に 急造した 応急 工場で あり 

当社が 営団から その 建設 並びに 運営 を 委任され た 工場で ある。 諸 設備 は 各社の 遊休 機械 を 持 寄って 組立て、 か 

ろう じて セメント を 製造し うる 程度の 貧弱な ものであって、 能力 も 月産 僅かに 二、 〇〇〇 瓲に 過ぎなかった」 

昭和 十九 年 七月 操業 開始、 資材 難と 戦いつつ 生産 を 続けた が、 製造 原価 は、 工場 建設 事情と 生産 不調 を 反映 

して 異常な 高価と なり、 セメント 共販の ブ— ル制 による 特別 買 入れ 価格に よって、 ようやく tl 捿を合 わせた。 

翌 二十 年 三月 失火に よって 工場の 大半 (木造 部分， } を 焼失し、 復旧 工事中に 終戦と なった が、 北海道 庁の 要請 

によって、 そのまま 工事 を 継続 十二月 完成した。 

翌ニ 十一 年度 は 創設 以来 初めての 好成績 を 収めた が、 翌年 二月、 共販 制度の 廃止に よって、 当 工場 品の 異常 

高価 を 支える 支柱 を 失った 上、 元来 工場 立地 も、 設備 も 操業 を 継続す る 価値の ない 工場で あるので、 経営 上の 

負担 を 軽減す るた め 当社 は 同年 四月、 産業 設備 営団に 経営権 を 返還し、 士別 工場との 関係 を 絶った。 

このような 製造 上の 苦境に 加えて、 占領 政策に よる 経理 及び 金融 上の 法的 拘束に よって、 会社 経理 は 麻摔状 

態に おかれた。 

その 代表的な もの を举げ てみ ると、 会社 制限 令に よって、 業務の 執行に 不可欠な もの 以外 は S 現金及び預金 
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一口 田 業 は、 大平洋 戦争の 中期から 始まり、 終戦後 急増し、 これに 対応して 社内に は 副業 を 専管す る 職制 さえ 設 

られ た。 この 副業 収入に よって、 本業の 欠損 を 補った こと は 第二 一  表の 示す とおりで ある。 
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びに 活用 を 図って 混合 セメントの 増産に 努める と 同時に、 ありと あらゆる 副業 を 考案 実施し、 赤字 克服に 狂奔 

したと い つ て も 過言で はない。 

この こと は、 戦後 一般 資材 不足 期に 当って、 その 需給 調節に 役立つ と共に、 会社 及び 従業員の 必要 物資の 入 

手に 大きな 役割 を果 した こと をつ け 加えなければ ならない。 

次に 掲げる 第一 九、 二 〇 表 は、 この 苦難 期の 混合 セメント 生 tij 実繽 及び 数十 種に 及ぶ 副業 製品 一覧表で ある。 

(，一 9»)  h  *  &ー  ； ft  ^  ^  ^ ヾ I-  W  _t  S 


節 
苦 
難 

の 

轻 


(第 16 表） 


苦難 期の 収支 例 


公定価 

改 

年 

格 

訂 
次 

公定価格 

製造業 者 
統制 価格 
(^全国 平均〉 

\m, 工場 货本^ 
(備考 1) 

当 社 

収 

支 の 

実 

敏 

la 冗 価格 

販売 原価 

損 

益 

昭和 
20. 11 月 

円 

101.10_ 

円 

83.60_ 

円 

77.206 

円 
81.636 

円 

― 4.130 

21. 2 月 
(備考 2) 
21. 3 月 

300.00_1 

240.00_ 

77.092 

235.133 

126.?^ 
163.546 

ON* 一- 

22,  4 月 

495.00^ 

415 色 

325.166 

566.208 

一  240.7« 

22. 11 月 

1,634.2^! 

1,270.00^ 

1,244.57_ 

1,244.21 

55 

23.  7 月 

3,846.00_ 

2,921.21 

2,795.11 

2,514.56_ 

280.^ 

24.  S 月 

4,150.00_ 

3,180.0?„ 

3,128.?1 

3,088.57. 

40.!L 

(備考) (1) 製造業 者抚制 価格 =( 公定価格）— （運賃 諸掛） —（容器 费）— （共販 ま たは 公団 手数料） 

(2) 昭和 21 年 2 月 分 を 参考に 載せた が、 これ は 価格 改訂 時の 直前の 赤 宇が、 どのくらい 
であつ たかを 見る ためで ある。 


(第 17 表） 


原 俩 中に 占める 労務 費の 割合 


原 

価 

费 目 

当 社 

百分比 （A) 

他 社 

百分比 （B) 

比較 (A)— (B) 

原材料 费 

石炭 費 
労務 費 
径  費 
総掛費 
包装 積 込 費 

円 
768 

1,435 

855 

226 

153 

27 

22.2 
41.4 
24.7 
6.5 
4.4 
0.8 

円 
638 

1,552 

522 

138 

100 

13 

21.5 
52.4 
17,6 
4.7 
3.4 
0.4 

+  0.7 
一 10.9 

+ 1.8 
+ 1.0 
+  0.4 

計  3,464 

100 

2,963 

100 

(備考） 本 表 は セメント 協会 調査の 昭和 23 年9 月〜 11 月、 3 力 月間の 実績から 採った。 


5      (第 18 表） 


労務者 一人 当り 生産高 


(単位 旌） 


社 

名 

昭和 23 年度 生産高 

同年 労務者 一人 当 り 

月産 能力 当 り 

当 

社 

122 

27 

他 

社 

1,018,778 

156 

37 
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第 四 章 再建へ の 努力 

第一 節 苦難の 経営 

統制 価格の 不当 終戦と 共に セメント 工業が 直面した 難問題の うちで、 インフレ— シ ョ ンの 昂進と 生産の 停頓 —— 敗戦に 伴う 

著しい 生産 減の ままの 状態 は 企業の 経営 を 根本から 揺すぶ つ た。 

原 燃料費の. 暴騰 を 償わない 売価 (統制 価格) と、 生産に 約 合わぬ 過大な 労務 費との 挾み 撃ちに 加えて、 占領 

軍の 発する おびただしい 法的 拘束 は、 企業 活動 を 窒息 状態 におと しいれた。 

統制 価格 は、 各 工場の 製造 原価の 実績 を 基礎と して、 决定 した ものであった" (統制 価格の 詳細 は 序 編 下 第 八 

章 価格 第 一 節 販売価格 四 五 九 頁 参照) しかし 敗戦 後、 ド ッ ジ ラ ィ ン 設定まで の 四 年間 は、 インフレ ー シ ヨンの 

昂進 期であった から、 統制 価格の 改訂に よって、 企業の 経理が 漸く 収支 相 償う 程度に なった と 思う まもなく、 

.  インフレ 価格に 追い越され、 製造業 者 は 欠損 を 繰り返え さなければ ならなかった。 

第一 六 表に 掲げる 苦難 期の 収支 例 は、 統制 価格が 改訂 当初に おいて すら 販売 原価 を 償い 得ず、 または すれす 

れの 実情 を 示して いる。 

また 当時 (昭和 二十 三年 九月 ~十 一月) 生産 量に 約 合わぬ 過大な 労務 費 は、 第一 七 表の ように セメント 通 当り 

八 五 五 円 (原価の 二 四. 七 ％) に 上り、 このため 原価 は 同業 他社の それ を 一七 ％も 上回り、 当時の 統制 価格 中 

の 労務 費 五 〇 二 円に 比べ て はもち ろん、 同業 他社に 比べ て も 著しく 過大で あ つ た。 

一方、 生産高 は、 第一 A 表の ごとく、 一人 当り 月産 能力 二十 七瓲、 全社 平均の 七 割に 過ぎなかった。 

赤 宇克很 への 努力 セメント による. 収支が、 このような 苦境 を呈 したので、 全 工場に わたって 原材料、 設備 及び 労働力の 転用 並 


新 段階の 到来 


社 側 控訴に よる 第二 審 (福 岡 高等裁判所 昭和 二十 七 年 二月 二十 九日 判決) において、 前審 判決 は 完全に くつが 

えり、 会社の 全面的 勝訴と なった」 これに 先立って 本人ら は、 労組から も 除名 処分 を 受け、 全く 遊離した 存在 

となって いたので、 h 級審 における その後の 徹底的 抗争に 自信 を 失い、 ついに 二十 七 年 四月 一日、 裁判上の 和 

解 f 福 岡 地方裁判所 田 川 支部」 によって 解雇 を 是認す るに 至った。 以上の ように、 この 事件 は 一 力 年 半に わた 

つて 裁判所に 係属して いたので あるが、 既に 大勢と なった 社内 労使 間 安定への 足 並 は、 あたかも これ を 無視す 

るかの ように 次第に 早まってい つ た。 

組合 は 昭和 二 ト六年 三月に 至り、 全 組織 を 举げて 総 同盟に 加盟し、 一段と その 旗幟 を せん 明に した" 会社 も 

また 業績の 向上に 伴い、 昇給の 復活、 退職金の 増額、 厚生？ S 施策の 展開 を もって 従業員の 高まる 生産 意欲に こ 

たえた。 (越えて 二十 A 年 六月に は、 大 争議 以来 四 力 年に わたる 長期 無 協約 時代 を 脱し、 新たな 視野に 立つ 労 

働 協約に 会朴 . 組合 円満に 調印した) 

顧みて、 紛争の 因子 は 何であった ろうか： 労使 間 意思 疎通の 欠 除、 相手方 立場の 理解、 認識の 不足 もまた 当 

社 紛争の 一因 をな した こと は、 労使の 互に 認める ところで ある。 争議 解決 後、 労使 相互の かかる 欠陥への 絶え 

ざる. R 省に 加えて、 泰平に 馴れる ことへの 自粛 自戒、 それが 今日の 安定した 当社 労使 関係の 支柱と なって いる 

と 云い 得る であろう。 


第三 節 争！ f 後の； S 锄事愦  三 〇 


再建 意識の 昂揚 


赤色 破壊 分子の 追 

放 


当社の 特別 入： - 

理 
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への 前進に、 多大の 自信 を 与 える ことと なった- 

真正 組合主義 者 は、 今や 組べ n 内の 新しい 組織 勢力と して、 過激派と 対立す るに 至った。 以後 昭和 二十 五 年 春 

に 至る 半 力 年間 は、 両 派の 組合 主導権 奪取の 激しい 抗争に 終始した。 過激派 は その 過去の 実践 活動が 禍 して、 

今や 成長しつつ ある 大衆の 厳しい 批判の 前に、 次クと 排除され てい つ た。 

一方 この 争議 を 契機と して、 労使の 関心 は 生産の 再開、 企業の 再建 一途に 注がれ 始めた。 しかも それ は 石炭 

統制の 全面 解除、 セメント 内需の 増大、 輪 出の 大幅 仲 長な ど、 外的 条件の 好転に よって 報いられ、 会社 は 次第 

に 経営 内容 を 整備す るお 力 を 生じて きた。 

当社の 大 争議 も その 一 つの 現われで あるが、 昭和 二十 二 年から 二十 五 年に わたって 頻発した 暴力 破壊 活動 を 

伴う 労働争議の 険悪な 様相と、 その 根底に 流れる 労働運動の 秩序 破壊的な 偏向と は、 占領軍の 労働 政策に も 強 

く 影響 を夸 え、 ついに その 方針 転換 を汆 儀な くさせた。 すなわち 総司令部 労働 課長 ェ— ミスから 示唆が 与えら 

れ、 二十 五 年 七月の 報道 関係に 始まり、 電力. 石炭 • 造船. 鉄鋼. 化学 その他 各 基幹産業 において、 つぎつぎ 

に 赤色 破壊 分子の 整理が 行われた _ 

当社に おいても これ を 機と し、 冋年 十一月、 五十 五名に 及ぶ 特別 人員整理 を 発表、 企業内に 盤踞す る 破壊 分 

子 を 追放して、 人心の 一新 を 図った。 会社から 特別 人員整理 実施の 提案 を 受けた 労働組合 は、 該当者 氏名が 公 

表される と共に 各 支部 ごとに 検討した 結果、 便乗 整理 は 一切な しと 結論し、 中央委員会 において これ を 正式に 

確認した。 かくして 整理 対象 者 は 過去に おける 自らの 言動の ために、 労組の 支持 すら 失う 形勢と なり、 逐次 退 

職 手続 を ふむ の 余儀なき に 至った ので あるが、 ひとり 香 春 工場に おける 該当者 七 名 中の 五名の みは、 不当 解雇 

並びに 原 職 復帰 をと なえ、 法廷闘争に 持込み、 事態の 紛糾 を 企図した。 この 仮処分 申請 事件 は、 第一審 (福 岡 

地方裁判所 飯 塚 支部 昭和 二十 六 年 四月 十三 曰 判決) において こそ、 本人ら に 有利な 決定が おりたが、 その後 会 


第三 節 争議 後の 労働 事情 

扮 争の 底流 戦後の わが国 労働運動が、 占領軍の 日本 民主化 方策の 庇護の もとに 急速に 発展した ものである こと は、 さき 

に ふれた が、 その 故に、 それ は夸 えられた 労働 解放で あり、 一般 組合に あって は、 その 指導 層に おいて すら、 

真に 戦前の 荆の 道の 運動に 傾 到し、 組合 運動に 理解の 深い 者 は 数 指 を 屈する に 止まる のであった。 いわん や 組 

合 員大 衆 は、 労働運動、 組合 活動が いかなる もの か を研续 のい と まもなく、 したがって その 認識 程度 も、 極め 

て 幼稚であった こと は 否定で きない- 当社 労働組合と 言え ども、 その 例外で はあり 得なかった。 

第一 節に おいて 述べた とおり、 二、 三の 戦前からの 経験者の 指導が あって、 組合の 結成 や 組織化 こそ は 比較 

的 早かった が、 組織の 内容と して は、 いまだ 確た る パック ボ— ン のない 少年 期に あった，" ここに 不知 不識の 間 

一 部 過激 行動 派に 組合の 牛耳 を とられる に 至 つ た 最大の 弱点が 見出され るので はなかろう か。 

かてて 加えて、 戦後の 極端な インフレ 昂進に より、 労働者の 生活 は 曰 を 追って 逼迫し、 企業 もまた 操業 度の 

極端な 低ドの ため、 経営の 維持に すら 苦吟して、 従業員の 生活 内容の 拡充に は、 とうてい 手が 回らない 悪条件 

下にあった-」 したがって 働く 者の 愤懣 が、 前述の 浅い 認識に 駆りた てられ、 組合 運動 を 通じて 眼前の 経営者に 

向って 爆発した こと も、 やむ を 得ない 道程で あり、 労使 間の 悲劇であった： 当社 紛争の 原因 もまた、 この 大き 

な 客観 情勢の 中に こそ 把握され なければ ならない。 

過激 分子の 排除 昭和 二十 三、 四 年に わたる 長期 争議 は、 その 様相の 激しく、 かつ 労使と も 犧牲の 大きかった だけに、 双方に 

深刻な自己反^？；をもたらし、 当社の 労使 関係 は、 ここに 明瞭な 一 ェ ホッグ を 画する に 至った。 争議の 末期に 見 

られた 過激 行動への 大衆の 厳しい 批判 は、 破壊 暴力 活動への 強い 反感で あり、 闘争 激発 主義に 対抗す る 生産 人 

の 本能と しての 生産 活動への 根強い 恋着の 情の 現われであった。 同時に、 自らの 体験 を 通じて、 真正 組合 運動 

第三 節 争議 後の 労働 事情  二 九九 


第三 章 労働争議の 顚末  一一 九 八 

田 坂 政 養 

吉田資 治 

風 當正夫 

日本 セメント 株式会社 

取締役 社長 井 上 英 熙 殿 

日本 セメント 労働組合 

中央 闘争 委員長 上 衬洋治 殿 

調 fr 案の 受諾  会社 は、 あらゆる 角度から 検討 を 加えた 結果、 経理の 実情から すれば、 容易なら ぬ 負担で はあった が、 ； 般 

の 情勢 を 考慮して、 昭和 二十 四 年 十月 二十 七日 これ を 受諾 (組合 も 同日 付) した。 

組合に とっても 新 賃金 案 は、 五 力 月に わたる 争議の 代償と して は 不充分な もので あつたが、 生産 はすで に冉 

開され、 全 従業員 は 同業 他社に 対する 立 遅れ を 取り 戾 そうとする 意欲に 燃えて いたので、 これ また 調停 案を受 

諾 する ことと な つ た。 

かくして 三月 以来、 半 歳 余に わたった 大 争議 は、 会社 .耝 合の 犠牲 はもち ろん、 得意先 や 関係 先に さえ 少な 

からぬ 迷惑 を かけた が、 生産 再開と ほとんど 時 を 同じく した 石炭 統制の 全面 解除、 続いて きた セメント 統制の 

全面 解除に 迎えられつつ 解決した" 

法廷闘争 なお、 この 大 争議に 関連して は 「労働協約の 効力」、 「争議 中の 賃金 不 払」、 「工場 閉鎖の 妥当性」、 「組合 活動 

者の 不当 解雇」 などの 問題 をめ ぐって 各 工場 ごとに 法廷闘争が 展開され、 また 中央、 地方 労働委員会への 提訴 

等の 余波 は 争議 解決 後 も 尾を引い ていたが、 二十 六 年 三月 二十日 賃金 関係の 紛争 和解 を もって、 会社 組合 互讓 

により 一 切 円満 解決す るに 至 つ た。 


は 全額 を 支. ss- い 終る ように 措置す る こと。 

51、  七 の ® 金に ついて 

調停委員会 として この 問題を取り上げる こと は 極めて 困難で あり、 且つ 裁判所に 於て 係争 中の もの も ある 

ので、 権利 争議と して， fr. うこと も 布.， しむ を 得ない と 思われる. か、 なるべく は 双方 自主的 解决 を； EI られ るよう 

期待す る。 

五、 立上り 資金の 精算 は 昭和 二十 五 年 一 月 二十日 迄 はこれ を 行わない， 

六、 越年 资金 について 

越年 資< ？-は 一人 平均 三、 o〇〇 円 (手 取) を 年内にい 乂給 する こと、 ^し 独立採算制 を 行う 事業 場に ついて 

は両 当事者に 於て 適宜 協議す る こと。 

七、 その他の 申請 事項に ついて 

S 西 多 摩 ェ 場 地域 給に ついては、 此際両 当事者の 協議に よって 円満 解决 される よう 期待す る。 

S 労勵 協約 不履行 及 賃金 不 払に ついては 裁判所 及 労働 基準 局の 問題で も あるから 本 調停委員会 はこれ を 取 

り 上げない。 

H 退職金 制度 確立に 閲 する 件に ついては 至急 具体的 協議に 入られたい。 

^ 結婚 資金 及 共済 会 貸付金 増額 要求の 件 は、 双方に て 協議され たい。 

昭和 二十 四 年 十月 十八 H 

屮央 労働委員会 

E 本セメ ン ト 争議 調停委員会 

委員長 桂  皋 

海 野晋吉 

前 田  一 
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透し が 必ずしも 明るい と は 言えず、 一般に 耐乏生活が 要求 せられる 現状に 於て、 今 直ちに これ を 取り上げる 

こと は 困難と 思われる。 従って 委員会 は C  •  P  .  S を 基礎と し、 同業 他社の 賃金 及 会社の 径理 能力 等 を 慎重 

勘案した 結果、 賃金 改訂 は 次の 諸 項に 基いて これ を 行う を 適当と 認める。 

S 賃金 総 平均 金額 は 一 一 、 〇〇0 円 (基準外賃金 及 税金 を 含み、 生産 奨励金 を 除く ) とする こと。 

S  S の 基準 外 iK 金 は 差 当り 一、 〇o〇 円 見当と する こと。 

H 生産 奨励金 は 月産 六 〇、 〇〇oa を 超えた ときに これ を 支給す る ものと し、 生産額と 石炭 消費量 を 基礎 

として 七 〇、 〇〇〇 通で 平均 一、 〇〇o 円 (税込)、 八 〇、 〇〇〇 瓲で 平均 二、 〇〇o 円 (税込) 程度の も 

. のが 支給され るよう 考案す る こと。 

S  二十 歲 (独身、 乙 地、 平均 能力) の 者の 基準 賃金 は 四、 五 〇〇 円 (税込) とする こと。 

g 右 各項に よって 定まる 賃金体系 は 税込と する から、 手 取 金額が 従来より 減少したり、 又 その 増加 割合に 

著しい 不均衡が 生じない ように 特に 留意す る こと。 

H 本 改訂 賃金の 実施 期間 は 昭和 二十 四 年 七月 二十  一 H から 昭和 二十 五 年 一月 二十 ra.-JJ とする こと、 但し 販 

売 見込に 基く 生産 計画 又は C  .  P  • S に 著しい 変動が あった 場合 は、 双方 協議の 上 改訂す る ことが 出来る。 

S 右期間中組.^ロは六、 に 規定す る 越年 資金の 他 臨時の 給与 を 要求し ない こと。 

^ 独立採算制 を 行う 事業 場に 本 改訂 賃金 を その ii に 実施す る こと は、 独算 制の 已む なきに 至った 事情 並び 

に 事業の 種類が 異なる 点から みて 困難と 思われる が、 同一 会社の 従業員で ある ことに 鑑み、 賃金水準が 著 

しく 異ならぬ 程度に 於て 双方 協議の 上 適当に 決定す る こと。 

二、  一  ~ 三 月間の 賃金に 対する 措置 

昭和 二十 四 年 三月 二十日 現在の 在籍 者で 且つ 本 調停 案 提示の 日に 勤務して いる 者に は 一 人 平均 三、 〇〇〇 

円 (税込) を 臨時 給与と して 支給す る こと、 この 分配 方法 は 双方の 協議に よる こと。 

三、 一、 の 新 賃金体系 による 追加.？ 3. と 二、 の 臨時 給与の 支給 方法 は 分割 を 妨げない が、 遅くとも 十二月 初旬に 


このように 行 過ぎた 争議 戦法に 対して は、 漸次 組合員 大衆の 問に 批判と 反省の 声が 起り、 過激 分子 は 次第に 浮 

き 上る と共に、 運動 は 平静に 帰し、 整理 案 を 真剣に 検討し 始めた-" 会社 も 解雇者の 就職斡旋 について 努力し、 

かつ 以後 増員す る 場合の 優先 選衡 について 確約した ので、 八月 中旬までに は、 おおむね 会社 案 どおり 各 支部 ご 

とに 逐次 妥結 を 見る に 至 つ た。 

企業 合理化 は、 決して 人員整理 だけに 重点が あるので はなかった ■、 これに 対応して、 役員の 異動 を 伴う 会社 

機構 全般の 大 刷新 を 行い、 スレ— ト部. 香 春 製鋼所 . 御 野 機械 製作所 及び 秩父 鉱業 所の 独立採算制、 東京 機械 

製作所の 閉鎖な ど、 終戦 以来 生産の 縮小に 対応し ない ままで もち 続けて きた 過大 機構 を、 能率的な 生産 活動に 

ふさわしい 形に 切り替えた。 

調停 案 成る  一方、 中労委の 調停委員会で 調停 中の 案件 は、 企業 合理化 をめ ぐる 紛争の ため、 進行が 中断され ていたが、 

八月 中旬、 紛争の 一段落と 共に 審議 を 進め、 十月 十八 日、 次の ような 調停 案が 会社 組合の 双方に 提示され た。 

前  文 

本 争議 は 長期に 亙り 且つ. s: 容 複雑 を 極め、 提訴 案件 中には 殆 んど両 当事者の 交渉が なされて いない ものが あり、 

加 之 調停 進行 中に 新たに 企業 合理化 問題に 関する 娥烈な 紛争が 起り、 調停の 進行 を 一 時 停止す るの 巳むな きに 至る 

等の 事態 も 起った ので、 本 調停委員会が 具体的に 審議に 入った の は 八月 半ばであった。 

因って 委員会 は、 生産 再開 後の 新 賃金 決定に 調停の 重点 を 置く ことと し、 両 当事者の 主張、 提出 資料、 参考資料 

等に ついて 慎重 審議した 結果、 ここに 本 調停 案 を 提示す る" 

両 当事者 は > ^ れを 受諾し、 速 かに 本 争議 を 解決され るよう 希望す る 

本  文 

1 、 賃金 改訂に ついて 

理論 生計費に 基く 最低 « 金の 主張 は 組合の 立場から すれば 無理な ものと は 認められな いが、 経济 情勢の 見 
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中央 労 »委貝 会 動 


合理化 案 協議の 決 

裂 


合理化 案の 実施 
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末弘 会長 は交涉 決裂の 翌 五月 二十 一 日 (昭和 二十 四 年)、 会社. 組合の 双方 を 招き 事情 を 聴取して、 個人的 斡 

旋に 乗り出し たが、 企業 合理化. 争議 中の 賃金に ついて、 両者の 意見 は 依然 対立した まま なんらの 進展 も 見な 

かった。 そこで 会社 は、 局面の 打開 を 図る ために、 六月 二日 以降、 無条件で 工場 閉鎖 解除 を 申入れ たが、 組合 

は 一 部の^ 部 を 除いて、 生産 再開に 際し、 「立上り 資金」 (争議 中の 賃金 全額 要求) を 獲得す るまで は、 「出勤 を 

拒否」 するとい う 生産 を 放棄して ft みない 闘争 第 一 主義に 出て きた，、 

一方、 屮央 労働委員会 は 六月 一日の 臨時 総会で、 この 争議 を 取上げて 検討の 結果、 正式に 調停委員会 を 設け 

る ことと なり、 六月 三 曰 その 第一 回が 開かれた。 委員会 は、 争議行為の 中止 (いわゆる 停戦 協定)、 立上り 資金 

の 支給 (争議 中の 賃金と は 別個の もので、 不仏 賃金の 問題が 解決した とき 清算)、 企業 合理化に ついて、 委員長 

桂皋 自ら 種々 斡旋す ると ころが あつたが、 解決の 糸口 すら 得られなかった。 結局、 企業 合理化 問題 は 当時 者 間 

の 直接 交渉に 移され、 委員会 は 賃金 問題 その他の. &請 事項に ついての み 調停す る ことと なった。 

企業 合理化の 協議 は、 六月 十四 曰から 連日 開かれた が、 五月 十日の 初 提案 以来 一 力 月に わたって、 会社 は糾 

合 側の 要求す る 資料 を 細大 漏らさず 提示して 解決 を 急いだ が、 組合 は、 無期限 引延し 戦術に でて 一向に 進まな 

かった。 会社 は 経営 上、 もはや 一 曰の 遅延 も 許さぬ 苦境に 立った ので、 協議 不成立の まま 合理化 案 実施 を 決意 

し、 六月 二十 二日、 一、 三 一四 名の 人員整理 (內、 約 四百 名 は 自発 退職」 を 発表した" これ は、 ついに 暴力 行 

為 を 伴う 「実力 闘争」 に 発展す るき つかけ となった。 

その 手段、 程度 は 区々 であった が、 会社 側 幹部への 暴行 脅迫. 軟禁、 家族に 対する 圧力 行使な どに よる 整理 

案 撤回 要求 は 各 場所に 見られ、 ハンスト 戦術 を 伴った 二、 三の 場所 もあった。 

また この 段階に 至って、 かねて 組合 內に 潜行 的に 根 を 張って いた 日本 共産党の 闘争 指導が、 赤旗の 乱舞 を 伴 

つて 表面に 姿 を 暴露し、 外部 団体の 混入 参加 も 随所に 見られ、 いよいよ 混乱の 度 を 高める に 至った： しかし、 


八日 上 磯、 同 十二 日 西 多 摩、 同 二十 三日 香 春、 同 二十 五日 佐 伯の 四 工場 を 閉鎖した： 

これと 併行して、 会社 は 四月 二十 二日 団体交渉の 再開 を 申入れ、 議案と して、 新 労 柳 協約、 賃金 スラ. 

共に 新たに 企業の 合理化 を 提示した。 


-と 


企業 合理化の 提案 


団体交渉 難航 
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当社の 企業 合理化 は、 昭和 二十 三年 三月、 過度 経済力 

集中 排除 法に よる 指定 を 受けて 以来、 一年に わたって 研 

究を 進めて いた 課題であって、 本来、 争議と は 別個の も 

ので あつたが、 会社 內 外の 切迫した 情勢 は、 もはや 遷延 

を 許さなかった ので、 たまたま 争議 中に 提案 するとい う 

最悪の 事態に 立 至った。 

組合 は、 会社の 右 提案に 明白な 回答 を 示さない まま、 

新たに 別個の 団体交渉 を 申入れ、 また 会社 側の 会見 申入 

れには 応じないで、 二十 四 年 五月七日、 一方的に 中央 労 

働 委員会に 調停 を 申請した。 

五月 九日、 中央労働 委員会 会長 末弘嚴 太郞の 勧告に よ 

つて、 組合 側 は 十 曰から ようやく 団体交渉に はいった。 

しかし、 企業 合理化、 新 給与 案、 争議 中の 賃金 支給な 

ど 多くの 点で、 意見 全く 対立し、 五月 二十日 交渉 決裂、 

再び 波状 ストに はいった ので、 会社 は 対抗 上、 五月 二十 

六日から 門 司 . 八 代の 両 工場 を も 閉鎖した。 

二 九 三 


西 多 摩の 紛争 


単 一 組 八" へ 改組 


実力行使の 続発 


会社の 対抗 手段 

工場 閉鎖 
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右の ように 双方の 提案 は、 当初から 相当 食い違つ ており、 早く も 審議の 難航 は 予見され たので ある。 

これより 先 (昭和 二十 三年 十二月 糸 崎 争議 妥結 直後)、 西 多 摩 工場に おいて は、 地域 給 (前 出 中央 協議会 会社 

側 提出 議案 第三 号に 当る：) の 改訂 率 をめ ぐって 紛議が 発生して いた" 昭和 二十 四 年 一月 十四日、 同 工場の 組合 

は 突然 闘争 宣言 を 発し、 十六 日 以降 毎曰曜 出勤 拒否、 協約に 基く 保全 要員の 一部 出勤 拒否、 更に 二月 一 曰 以降 

は、 協約 並びに 就業規則に 基く 会社 側の 休日 指定 を 拒否す る 等の 実力行使 を あえてした。 

このように 労使 間に は 解決 を 要する 案件が 山積し、 きわめて 険悪な 雲行きの さなかに、 組 八：： は、 屮央 協議会 

の 開催 を 間近に 控えた 二月 十五 日、 全国大会 を 開き、 従来の 場所 別 組合の 連合 体 組織 を 解散して、 翌十 六日、 

本 支部 組織と する 全社 単 一 組合 を 結成した。 これ は 従来と 性格 を 異にする 単 一 組合であった。 

会社 は、 従来の 労働協約が、 この 改組に より 当事者の 一方 を 失い、 効した ものと 解釈し、 新 組合と 新たに 

労働協約 を 締結して 中央 協議会に 臨みたい と 申入れ た。 組合 は、 会社 側が 故意に 協約 を 破棄して、 組合 を 不利 

な 態勢に おとしいれる ものと 判断し、 直ちに 闘争 委員会 を 構成して 闘争 態勢に はいった まま、 超過勤務 拒否 • 

日曜 出勤 拒否 等の 実力行使に 出て きた，」 ついに 三月 t 七日に は、 「平和条項の 破棄」 を 宣言し、 全面 争議に 突入 

する に 至 つ た。 

こうして、 三月 二十四日の 西 多 摩の 二十 四時 間 スト を 皮切りに、 組合 各 支部 (各 場所の 組合) は 次々 に 波状 

スト を 行い、 会社 側の 団体交渉の 申入れ に対して は、 その 前提と して 「協約の 有効」、 「交渉 人員 は 組合の 必要 

とする 人員」 の 確認 を 固執し、 この間、 日曜 出勤 拒否. 波状 スト • 怠業 等の 争議行為が 各所に 断続した。 

元来 セメント 工業に おける 回転 窗は、 長時間の 連続 運転が 建前で あり、 これ を 短時間に 区切って 運転 (たと 

えば 毎 日曜 休転 ニー 十四 時間 休転 等) する こと は 原 燃料の 損失、 品質 低下に 加えて、 回転 窯の 胴体 を插 傷し、 

破壊 を 招来す る ものである。 ここにお いて 会社 は 自衛 上、 ついに 機械 設備 保全の ため 工場 閉鎖 を 決意し、 四月 


二つの 争議の 様相 


二十 四 年の 争議： 


月 五日、 危うく 妥結す る ことができた。 これが、 糸 崎 争議と 呼ばれる ものである。 

この 二つの 争議の 様相 を 見る と、 組合が 次第に 過激派に リ— ド された こと を 物語って おり、 また その 争議 戦 

法 は、 いずれも 労働協約の 平和条項 違反の 疑い 濃厚な ものと 首え る。 いずれにしても 協約の 適用 解釈 をめ ぐつ 

て、 会社と 組合との 主張が 全く 対立して いると いう、 当時の 協約 をめ ぐる 労使 紛議の 一般的、 典型的 形式 を 示 

している ので ある。 この 協約の 解釈に ついて、 見解 不一致の まま 持ち越され たこと は、 続く 二十 四年大 争議の 

様相 を 複雑なら しめる 一 因と な つ た。 

このように、 組合と 会社との 間に 紛争が 絶えず、 殊に 西 多 摩 工場に おける 地域 給に 関する 紛議が 容易なら ざ 

る 様相 を呈 している さなかの 二十 四 年 一月 二十 五日、 連べ 口 会 は、 生産 奨励金 を 一月 以降 拒否す る 旨 会社に 通告 

してきた： 翌ニ 十六、 七日の 賃金 スライド 専門 委員会に おいて は、 協定に よる 計算 上の スライド 率 一九 九 を 

一 旦 確認した にもかかわらず、 協定 を 一 擲し、 新たに 産別 式 二、 四 〇〇 カロ リ— 基準の 理論 最低賃金制 ( 一 人 

平均 約 一 万 八 千円) の 確立 を 要求して きた。 

会社 は、 このような 賃金体系の 根本的 変革 は 専門 委員会の 権限 内の 事項で はない から、 二月 二十 二、 三日 両 

日、 臨時 中央 協議会 を 開催、 審議す る こと を 約し、 二月 七日、 会社. 組合 双方から 左の ような 中央 協議会 議案 

が 提出され た。 

組合 提案 

. の 件  (一) 賃金 スライド に関する 作 

(二) 企業整備 に関する 件 

(三) 結婚 資金 及び 共济会 貸付金 増額 要求の 件 

(四) 臨時 給夸 支給に 関する 件 
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会 社 提案 

(一) 第 六 次 賃金 ス ライ" 

(二) 労 柳^ 約 改正の 件 

地域 袷に 関する 件 
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合同の 専門 委員会 を 設け、 その 答申に 基いて 新 賃金 案 を 実施した。 その 一環と して スライド. システムの 採用 

を 約し、 昭和 二十 一 一年 十月、 これが 細目に 関する 覚書 を 締結し、 「生計費の 変動 率に よる スライド 率に、 会社 経 

理 状況 等 を 勘案して プラス . マイナス . アルファ をつ ける」、 いわゆる 条件 付 スライド 方式 (三 力 月 ごとに 改訂) 

を 実施す る ことと した。 

しかるに、 その後に おける 会社の 経理. e 容は、 戦後の 一般 経済 情勢 を R 映し、 いよいよ 苦境に おちいり、 二 

十三 年 五月 開催の 中央 協議会 (経営 協議会) において、 会社 は 第三 次 スライド (四 ~ 六月に 適用) について は 

生計費 変動 率 五 四 ％ の スライド 実施 は、 経理 上 不可能で ある ことの 了解 を 求めよう としたが、 組合 は 納得せ ず 

協議 は 決裂、 六月 三日 組合 は 闘争 宣言 を 発し 争議に 突入した。 これが 四、 六の 闘争で あり、 二十 三、 四両 年に 

わたり 頻発した 当社 争議の 第一 弾と なった。 3f 後 超過勤務 拒否、 勤務 転換の 拒否 (そのために 西 多 摩 工場の 回 

転 窯が 休止した)、 怠業 等の 争議行為が 各 事業 場所に 起った が、 中央 労勸 委員会の 斡旋が 奏功し、 七月 十五 日 か 

ろう じて 解決 を 見る に 至 つ た。 

しかし、 この 争議 を 契機と して、 組合の 態度が 次第に 先鋭、 かつ 挑戦 的 態度に 変って きた こと は 見逃し 得ない。 

四、 六 闘争の 解決 後、 僅かに 一 力 月 を 経た 二十 三年 八月、 第 四 次 スライド (七 ~九 月に 適用) 等に 関し 開催 

された 中央 協議会 は、 会社 経理 を 度外視した 組合の 過大な 袷夸 引上げ 要求 C 協定に 基く 計算 上の スライド 率 一 

八 二 ％ に 対し 三 四 六お〕 のた め、 またまた 協議 决裂、 再び 争議 状態と なった。 月 改まる と共に 組合 は、 それ ぞ 

れ 新しく 月収 一 力 月 分に 見合う 赤 宇 突破 資金の 支給 を 要求、 会社 はこれ が 代案と して 生産 奨励金 制度の 新規 採 

用 を 提案し、 この 提案 は、 大部分の 場所 組合の 受諾す ると ころと なった。 ひとり 当時、 最 先鋭の 組合と 見られ 

ていた 糸 崎 工場に おいて は、 奨励金 制度の 絶対 拒否、 突破 資金の 完全 獲得 を 呼号し、 新しい 戦法と して 安全 基 

準 闘争 を 激烈に 展開した。 幸い 中央に おける 会社、 組合 連ん 口 会 本部 間の 事態 恰収 策が 成功し、 年 押 詰った 十二 


長 を 辞任した の を 最後と して、 野 一族 は 総 退陣し、 2? 後 従業員 出身の 役員 を 経営の 中枢と する ことにな つた 

ので、 封建 色の 払拭 は 事実上 完成の 方向に 踏み出した。 

賃上げ 闘争 給与の 引上げ は、 いわゆる 賃上げ 闘争と 呼ばれ、 終戦 直後から インフレの 収束に 至る までの 約 四 年間に わた 

つ て 毎年 繰 返え され、 組合 活動の 年中行事 とも 評される くらいであった- 企業 経営の 根幹で ある 生産 活動が、 

設備の 荒廃と 原材料の 欠乏に 禍 され、 極めて 低調であった ために、 会社 業績 は 不振 を 極め、 とうてい インフレ 

昂進に 追いつく ことができず、 したがって 会社、 組合 間の 給与 交涉は 常に 難航 を 重ねつつ、 ようやく 組合 要求 

の 六、 七 割を充 たす に 過ぎなかった。 

また 組合に は 自主性 確立への 理想が あった" 労働 を 経営と 対等の 立場に 引上げ、 進んで 経営 を 批判し、 独自 

の 活動 を 行おうと する 意欲に 燃えて いた： この こと 自体 は、 戦時中の 覊 幹から 無条件に 解放され た 当時の 組合 

側の あり方と して は、 極めて 自然の 成 行で はあった が、 他面、 当時の 一般 組合の 例に 漏れず、 組合員 個々 人の 

批判力 不足が 禍 して、 やがて は、 戦闘的 過激 分子 縦横の 活動 を 無批判に 受 入れる 行 過ぎと なった。 そして 二十 

三 ~ 一 一十 & 年の 長期 大 争議に、 自ら を 投入す る 結果と な つ たこと は 否めない。 

第二 節 昭和 二十 三、 四 年に おける 争議 

紛議の 兆 労働組合 結成 以来 三、 四 年間の 主要 活動 は、 昂進す る インフレ— シ ヨンに 対応す る 袷 与の 引上げが 中心で あ 

つ たと 言っても 過言で はない。 その 第 一 波と も 言える の は、 昭和 一 一十 一 年 一 一月、 「第一 一次 生活 保障 緊急対策」 に 

対する 本社 組合の 反対 抗議であった。 それ は、 独身者の 給与が 低き に 失して いると いうと ころに 主眼が あった „ 

g ライド 方式の 採 その後、 会社 は 生計 费の 昂騰に 応じて、 三次、 四 次、 五次と、 やつぎ 早に 生活 保障 対策 を 講じた が、 二十 二 

年 五月、 組合 連合会 は、 電産 方式に 準じた 新 賃金 案の 実施 を 要求して きた。 会社 はこれ に 対処す るた め、 労使 
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第一 節 戦後 組合 運動の 潮流 


財閥の 性格 


組合 運動の 流れ 


組 合 活 動 


連ん 2 軍の 占領 政策で ある 日本 財閥の 解 休と 封 Si 制の 打破と は、 労働 政策の 面に おいて、 画期的な 労 卿 立法と 

労働組合 結成の 機運と を 促した，^ わが国の 財閥 は、 いわゆる 財閥 家族 を 中心とする 企業 体が 多く、 その 性格 は 

保守的、 あるいは 封建的と 見られる ものが 少なくなかった。 

当社、 従業員の 労働組合 運動と して は、 大正 末期から 総 同盟の 指導 を 受けて、 昭和 初頭、 すでに 束 京. 川 崎. 

門 司 . 台湾で 小規模な ストライキの 経験 (各 編 第一 一部 第五 章 第 八 節 労働組合 及び 粗ん 口 運動 参照) を もっていた。 

昭和 十四 年、 産業 報国 会が 結成され るまで、 労働組合 は 活発な 運動 を 続けて きたので、 戦後の 労働 解放の 思潮 

は、 いち 早く 戦前の リ— ダ— 達の 活動 を 促した 上、 当社が セメント 業界の 王座に あると いう 自負 も 手伝って、 

組合の 結成と その 活動に 一 段と 拍車 を かける ことと な つ た。 

その 動き は、 昭和 二十 年 十二月から 翌年 四月に かけての 事業 場 別 組合の 結成、 四月の 関東 協議会の 開催、 五 

月の 九州 地区 労働組合 連合会 結成、 引続き 全社 労働組合 連合会の 結成、 六月の 労働協約 締結、 十月の 機関誌 発 

行 等、 一連の 運動に 見る ことができる。 

組合 運動の 初期の 目標 は、 経営の 民主化、 生活 給の 獲得に 向けられた。 前者 は、 当社の 封建 色の 払拭で あり 

後者 は 激しい インフレ ー シ ョ ンに 対応して、 給夺を 引上げる ことであった。 

封建 色の 払拭 は、 占領軍 総司令部の 財閥 家族 追放の 方針が 示され、 昭和 二十 一年 四月、 二 代 淺野總 一郎が 社 
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に 際して、 一応 《ス 入れ を 打 切り、 未復員 者 は、 在籍 外 扱と してお 扶養家族 者に 対する 月例 給 年 (昭和 二十 三年 

三月 一 日 現在 給与 額) のみ を- 乂 給し、 本人 帰還 時に 解職 扱と する ことと なった。 (注) 

S 昭和 二十 八 年 三月 十日 現在の 未復員 者 

社 員 九、 工員 三 

. ^上に 明らかな ように、 会社 は.： W 则 として 復員 者 及び 引 揚者を 全面的に 受 入れ、 極力 復職させる ことに 努め 

た" 海外の 率 業 場 を 失った 上、 .S: 地 各 工場の 生産 は、 戦後の 虚脱 状態に あって 振わず、 従業員 数と 生産 量と は 

鋏 状 グラフ を 示した" 
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工場、 京 城 • 台湾 • 新 京 • 北京 • 広東 各 事務所 

昭南 出張所 • ム 口 湾セメ ン ト 株式会社 

二、 出向 者と は 左の 事業 場に 勤務す る 者 を 謂う (事業 場 省略) 

三、 傍系 会社と は 左の 各社 を 謂う 

朝鮮 浅 野 社 • 満州 浅 野 社 . 満州 浅 野 スレ— ト社 . 満州 石綿 社 . 華 北洋 灰 社 . 山 西 産業 社 • 天津 紙袋 

社 . 馬 洞 礦業 社 

三、 給夸. 及 援護 

ィ、 復員 及 引揚者 

本社 又は 出身 工場で 査定した 資格に よる 振 合 給 

口、 傍系 会社 役職 員 は その 前歴に 応じ 定額の 嘱託 給 

ハ、 留守宅 及 家族、 家族 交附 金の 支給、 生計費の 金融、 子弟の 就学、 就職 斡捉、 現地 状況の 通報 連絡 

四、 復職 及 勤務 

三 力 月の 休養の 後、 本人 及 出身 工場の 意向 を 基準と し て 本社が 配属 を 決定した。 

三 力 月の 休養 期間 を 過ぎても 配属 未定の もの は 休職 又は 解職 を 命じた： 

停年 者 は 原則として 退職と した。 

援護 事務所 開設 以来 約 九 力 月 (昭和 二十 一年 十二月 ごろ) を 経て、 帰還者 は 予想 数の ほぼ 九 割に 達し、 日常 

の 人事 業務と 併行して 援護 事務 を 行いうる 段階に 達した ので、 当社 は 十二月 末日 限り、 援護 事務 を 人事部に 移 

管して 帰還者 援護 事務所 を 閉鎖した。 

帰還者 (主として 復員 者) は、 援護 事務所 閉鎖 後 も 断続的に あつたが、 昭和 二十 四 年 六月 三十日の 企業整備 


万難を排して 故国 へ 帰還の 途に つ い た： 

朝鮮 は 距離 も 近く、 連絡船 も 正規の ル— ト 以外の もの もあった ので、 引揚 時期 は 最も 早く、 その 第一 陣は昭 

和 二十 年 十 一 月であった" 

他方、 日本軍の 武装解除に 伴う 復員 者 は、 国の 内外の 出征 地から 続々 帰還して きた。 (復員 者 約 五 百 名) 

これらの 帰還者 は、 月 を 追って 次第に 加した ばかりでなく、 その 処遇 や、 未帰還者の 留守宅の 取扱 は、 日 

常の 人事 業務と 全く 趣 を にす るので、 別途に これ を專 管す る 部門 「職制.) を 設ける ことと なり、 二十 一年 三 

月 十五 曰、 重役 席 直属の 帰還者 援護 事務所 を 開設した。 当時 設けられた 帰還者 接 護 規程に より、 その 援護の 大 

要 を 見れば、 次のと おりで ある。 

帰還者 援護の 大要 一、 援護の 範囲 

当社 在籍 者 又は 転出 者に して 終戦に 伴い 復員 者と なり、 又は 在外 (朝 鲜. 台湾. 満州. 支那 及び 南方 諸 地域，) 

事業 場 (傍系 会社 分 を 含む；) の 閉鎖 又は 被 接収に より 引 楊 者と なりたる 者 及 以上 二 項の 未帰還者 留守宅 及 其 

家族の 生活 応急 援護 は 総て 帰還者 援護 規程に よる」 

二、 援護の 対象 

ィ、 復員 者 (社員 及ェ、 碟員 以下 同じ) 

口、 引揚者 (在外 者 及 出向 者 I  - 何れも 停年 者 を 含む) 

ハ 、 傍系 会社 役員 及 職員 (現地 採用 者 を 除く) 

二、 留守宅 及 家族 

一、 在外 者と は 左の 事業 場に 勤務す る 者 を 謂う 

海 南 島 . イング ルン. ハ レ ン バ ン各 工場、 加 平 • 忠南両 石綿 確 業 所、 京 城 • 清津 • 高 雄各ス レ— ト 
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集結す る ころに なっても、 工場に 残留し なければ ならなかった" 昭和 二十 年 十月 八日、 イギリス 軍 地上 部隊の 

パダン 上陸と 共に、 パダンの 日本人 は 市 郊外 十 キロ 以遠の 地に 引 揚げる よう 布告され、 十一月 十一 日、 日本の 

ス マトラ 軍 参謀から 工場に 対し 引 楊 命令が 発せられた。 

そこで、 工場 管理者と して 従業員 中、 西欧 人 三 名、 中国人 一名、 インドネシア 人 二 名 を 選任し、 管理 費と 引 

継 裏 C. 昭和 十七 年 委任 経；： K 開始 後の 運営の 一 切) を 寄託して、 十一 月 十二 日、 力 ユタ ナム 日本人 収容所に 向つ 

た： ここ は 山紫水明の 地で、 しばし 敗戦の 悲哀 を 忘れた。 

やがて スマ. トラの 民拔 運動が 激化して きて、 同 工場 も 独立運動 者に よって 管理され る ことと なり、 さきに ェ 

場 退去に 際して 選 はした 管理人の インドネシア 人ズ— スンが 工場長に 就任して、 正式の 引継 を 要求して きたの 

で、 工場 管理に 関する 一切 を 指導した。 

二十 一年 一月 二十 八日、 日本軍の 指導に より 力 ユタ ナム を 出発、 二月 二十四日、 シン ガボ— ル から 約 三十 キ 

口 離れた ジュ ロン 抑留所に 入った。 抑留所に おける 毎日の 労働 は 三時 間ぐ らいだった が、 配給 食糧 は 不足勝で 

あつたので、 野き や タヒォ 力 宇で 飢を しのいだ" ここに は、 映画 その他の 娯楽 施. 設 があって、 異郷の 空に あつ 

て も 慰められた。 

四月 二十 七日、 引揚 船に 乗船、 五月 十 曰、 十九 名が 田 辺 港に 上陸した。 

(付記) イン ダル ン派造 員 は 二十 七 名であった. か、 爆撃、 乗船 沈没、 病；.^、 列車 事故の ため ヒ 名が 異郷に 骨 を 埋め 

た" 一 名 は、 先に 帰国した。 

第 四 節 帰還者の 援護 

還 敗戦に よって、 当社 は 海外 事業 場の すべて を 失った ので、 それらの 事業 場に 勤務して いた 社 工員 約 七 百 名 は 


場 財団の 引継 業務 は 一 力 月 半 を 費し、 十月 初旬に 終った ので、 残余の 者 もスカ チン タの 先発隊に 合流した。 

同所に は、 英豪軍 (十月 八日 ごろ 進駐) 監視 ドに曰 本人が 約 一 、 五 〇〇 人 集結して おり、 s;^ 耕 • 牧畜 • 漁業 • 

食糧 輸送 . 炊事 その他の 班に 分れて、 自活し つ つ Itffl! の 曰 を 待った。 

原 地 人の 対日感情 は、 憲兵 等の 一部 日本軍 関係者 を 除いて は、 終始 極めて 友好的で あり、 工場 退去の 時 は、 

泣いて 別れ を 惜しみ、 スカ チン タの 抑留所へ もしば しば 見舞に やって きた" 

やがて、 独立運動の 機運が 曰 増しに 濃くな り、 各地の 警備隊 (英豪 軍の 指揮 下に 日本軍が 担当) は、 独立 運 

動の ための 武器 を 得ようと する 原 地 人に 襲， され、 パ レン パ ン 市中で さえ 治安 は 不良と なった-" 

昭和 二十 一 年 二月、 日本人に 対し イギリス 軍から 引揚 命令が 下り、 〈 レン パ ン 港から 乗船して シン ガボ— ル 

に 渡り、 約 三十 キロ 奥地の ジュ ロン 抑留所に 入った： ここ は 南方 各地からの 民間人の 集結 地で あつたが、 まも 

なく イン ダル ン 工場の 池 沢 . 笠 川 . 森 田 その他の 人達が 合流した。 四月 末 パダンで 病没した 工員 一 名 を 除いて 

全員 無事 引揚 船に 乗船、 五月 十日、 和歌山県 田 辺 港に 上陸した" 

昭南 出張所 昭和 二十 年 八月 十七 日、 終戦 を 知り、 同月 二十 六、 七日に は イギリス 軍が 入港した。 

事態 は 平穏， に 推移し、 九月 初旬、 平 岡 所長 は シン ガボ —ル から 三十 キロ 奥地の ジュ ロンの 日本人 収容所に 

移された。 同年 十一月 二十 一 曰、 大安 丸で シン ガポ— ルを引 揚げ、 出帆、 十二月 六日に 大竹 港に 着き、 南方 派 

遣 者 中で は 一 番 早く 故国に 帰還す る ことができた： 

イン ダル ン 工場 イン ダル ン 工場に おいて 敗戦が 正式に 発表され たの は、 八月 二十 一日であった- 日が たつに つれて その 內容 

が 判明して きたので、 工場 明け渡しの 準備に とりかかった" 八月 二十 三日、 病没した 日本人の 慰霊祭 を 行う 一 

方、 工場の 整備 清椅を 行って 工場 明け渡しに 備えた： 

しかし、 正規の 工場 引受 入が なかなか 到 しないので、 パダン 付近 在住の 日本人の 大部分が、 力 ユタ ナムに 

第三 節 南方 地域  一一 八 三 
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パ レン バ ン 工場 昭和 二十 年 八月 十六 曰、 ブラ ブムリ ー 駐在の 司 政 宫 から 敗戦の 内報が あり、 翌十 七日 確認され たので、 ブラ 

ブ ムリ— 敏；！ 察 派出所の 巡査 二 名 立 会の もとに 工場 を 整理し、 ^地 人との W 用 関係 を 清算して、 ハレン バ ンに引 

揚げた" やがて 州 政庁 (日本側 機関) から スカ チン タ r ハレン パ ン 市から 二 五 〇杆) の富士 瓦斯 紡績工場 (後 

バ ラッグに 移る.) に 集結の 指示が あつたので、 工場 財団 目録 作成の ため、 山 口 工場長ら は ハレン パンに 残留し 

その他の 者 は、 スカ チン タに 向けて 食糧 品 • 衣料 品の 輸送に 当りながら 順次 移った。 

敗戦と 同時に 原 地 人 は 独立運動 を 起し、 州 政庁 • 市役所. 鉄道 • 発電所 • 会社. 工場 等 を 占領 (セメント ェ 

場 は 占領され なかった) していた ので、 工場 財 a は オランダに 返還す るの か、 インドネシア 政府に 引渡す のか 

州 政庁の 産業 部長に ただしても a- 当が つかなかった ので、 財団 E 録は、 山 口 工場長が 州 政庁 を 通じて 英豪軍 を 

経て 一応 オランダに、 工場の 管理 は 原 地 人 有力者 (村長 及び 警官) に 託して、 八月 末スカ チン タに 向った。 ェ 


山 西 業 株式会社 

西 山 洋灰廠 


1K 津 紙袋 株式会社 


満に 接収 を 完了した。 接収の ため 残留した 迹見富 司 . 有 馬芳彥 . 西 田秀雄 . 柳 田 健の 現地 役員 も、 昭和 一 一十 一 

年 四月 二 卜 九日 乗船、 佐 世 保 を轻て 帰還した。 

陸 総 経理 は、 操業に 関する 般の， 備を 整える ため、 小 寺. 梅澤. 梶井. 村 上. 宮 田の 五名の 留用者 を 指名 

して 修理 を 急いだ。 同年 四月 十五 曰 運転の 再開 (回転 塞 一基〕 と共に、 製品 は 「長 城 牌 セメント」 と 命名され 

て 売出され た： 留用 者の 小 寺. 宫田は 八月 佐 世 保に 帰還し、 梅 澤は留 用 中 死亡、 梶井は 二十 八 年 帰国した。 

敗戦と 時に 山 西 軍が 太 原に 無血 入城し、 日本軍 は 武装 を 解除され たが、 工場 は 武装の ままの 日本軍に より 

敬 W 備 された。  . 

工場 は 断続的に 操業 を 続けた が、 十一月 一日、 中国 側の 要求に よ つ て 工場 は 整備され、 六十 名 (現地 採用 を 

含む) の 従業員 中、 中 川 工場長 以ド卜 六 名 は 残留 者に 指定され た •，- 他 は 全員 解雇と なった が、 退去 命令 ある ま 

で 工員と して 使用され た" 

十一 月 二十 五日 ごろ、 引 楊 命令が あり、 解雇者 全員 及び 残留 指定と なった 前記 十六 名 中 四 名 だけ は 帰還 を 許 

され、 一行 は 十一月 二十 八日 工場 出発、 天津. 太沽を 経て 十二月 二十 三日、 佐 世 保に 上陸した 中 川 工場長 以 

下 十二 名 は、 中国 側の 要求に よって 残留 を 命じられ たが、 二十 一年 四月 帰還した." 

敗戦に 伴って 工場 は 操業 を 中止した。 隣接の 警察署と 平素から 緊密な 連絡が あつたので、 工場 は なんらの 彼 

害 もこう むらず、 従業員 も 無 であった。 工場 を 整備して 当局の 接収 を 待った が、 音沙汰がない ので、 工場 及 

び 社宅 を 自発的に 封印して、 市内の 日本 租界に 引 揚げた。 


第三 節 南方 地 


南方 地域の 事業 場 

第三 節 


終戦 時の 南方 地域の 事業 場 は、 直営 及び 委任 経営 を 合わせ 左のと おりであった。 

南方 地域 


二八 
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昭和 二十 一年 三月、 いよいよ 引 揚げの 時期が きた。 工場に 留 用され た 五名 は、 留用を 解除され なかった ので 

万難を排して 脱出 を 企て、 からくも 追手の 眼 を 逃れて 引揚 船に 乗 込み、 広島県 大竹 港に 上陸した。 

華 北洋 灰股份 有限 敗戦と 同時に 採掘 場 は 作業 を 休止した が、 工場 は 手 持の 原材料に よって 運転 を 続け、 八月 二十 三日に 至って 

公司 

全く 休止した。 

一方、 従業員の 安否に ついて、 現地 当局から 治安の 関係 上、 在住 婦女子の 北京 移住 を 命じられ たので、 八月 

二十日、 従業員の 家族 百 余 名 を 北京 本社に 引取った。 十月 二十日、 引 揚げの ため 北京 郊外 西郊に 集結し、 帰国 

の 日 を 待った。 c 翌年 一 月 帰国 第 一陣と なり、 故国の 土 を 踏んだ)。 北京 在住者 (工場 及び 本社 在勤) 及び 先に 

家族 を 送り出した 工場 在勤 男子 も 少数の 接収 要員 を 残して、 十月から 翌年 二月に かけて、 北京 在住者 は 北京 郊 

外西苑 に、 工場 在勤 者 は 北京 市外 豊 台に 集結して 帰国の 曰 を 待った" 漸く 二十 一年 四月に 至り、 全員 帰国す る 

ことができた： 

昭和 一 一十 年 十月 一 一十 四日、 河北 ft 政府 接収 使 沙泳搶 (啓 新 セメント 北京 ト乂 店長) . 趙慶杏 (啓 新 セメント 5? 山 

工場長) が 来場し、 一 力 月に わたって 本社 及び 工場 全部の 点検 を 行い、 十一月 二十四日 接収 を 完了、 工場の 操 

業 担当者 決定まで 接収 物件の 保管 を 命じられた。 十二月 十二 曰に 至って、 接収 は 河北 省 政府から 重慶 政府に 移 

管の 通知が あり、 行政 院轻済 部 北京 弁 公 処專門 委員 康振 (元 上海 水 泥 公司 総 経理) 来着、 再 点検 並びに 書類 

作成に かかり、 翌年 二月 末まで 続いた。 

これより 先、 華 北洋 灰 公司の 経営 担当者 は、 経済 部 資源 委員会の 担当と 決定し、 社名 も 華北 水 泥 公司と 改め 

られ、 陸宗賢 (前 上海 水 泥 公司 総 経理) が 総 経理に 任命され、 二十 一年 一月 十一 日 来着、 接収に 参加し、 二月 

末 を もって {-y  了した。 

草 北洋 灰 公司の 接収 準備 は、 当初から 万 遺漏なく 進められて いたので、 双方に なんらの 問題 も 起さないで 円 


禁止 を 発令した。 約 一 力 月 滞在の 後、 十月 初め 長 州 島に 移動した： 

居留民 八 千 人の 約 半数 は 旧 軍 官学 校 跡の 廃 3ffi に、 約 半数 は 野天に テント を 張って、 乗船 (昭和 二十 一年 三月) 

まで を 中国 正規軍 監視の 中で 募した： 給夸は 一 曰 玄米 二 合の みであった C 

十月 末 ごろ、 国民 政府の 権限 を 代行す る 中央 信託銀行の 工場 接収 員が 来 島し、 福 成忠吉 (広東 事務所 長) • 太 

村 喜 志. 禪野佐 博の 三 名 は 工場に 連行され、 約 二 週ぱ、 两村士 敏土廠 経営者に より 取 調べられ、 工場 接収 を 終 

つ た。 

モ— タ—、 その他 搬出 容易な 機械 額 は、 九月 初め 中 固 軍 入場と 同時に 取り はずして 持ち去った ものの ごとく 

廃墟と 化した 工場 は、 敗戦の 悲哀 を 物語る かの ようであった： 二十 一年 三月 二十四日、 黄 市から 乗船し、 五月 

上 甸浦賀 に 上陸した。 

(付記) 広東 事務所の 主たる 業務 は、 西衬. H 敏土. S の 運営であった から、 終戦 処理に ついては、 工場 関係が 主要部 

分 をな している。 

海 南 島 工場 八月 十三 曰、 日本 降伏 の^が 伝わって きたが、 十五 曰、 それ は 厳粛な 事実と なって 現われた。 

九月 初旬、 アメリカ 軍 は 日本 特務 部 を 通じて、 工場 接収の 命令 を 伝達して きたので、 原 地 人 は 解雇し、 台湾 

島民 等 は 別の 集中 営に 収容した" 

九月 中旬、 日本人 全員 は 六 郷村 (日本人 開拓 移 民団 村) に 集結した が、 柏木 工場長 2- 下 十数 名 は 工場に 残留 

して、 約 三 力 月間に わたって、 国府 経済 部の 工場 接収 作業に 従事し、 十二月 十四日 接収 を {. 5 J1 >  た。 経 济部は 

. 改めて 工場長 以下 五名に 残留 命令 を 下し、 機械 及び 備品の 盗難 防止に 当ら せた： 

一方、 六 郷村に 集結した 全員の 生活 は ffl^ をき わめた が、 原住民の 感情が 終戦後 も 日本人に 対して 親切で あ 

り、 危害 を 加えられる 懸念の なかつ たこと は 不幸 中の 幸いであった" 

第二 節 中国 地区  二 七 九 
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二 七 八 


資 


北京 事務所 


広 束 事務所 


敗戦に 伴い、 北京 事務所 管轄の 事業 は 停止され、 事務所 は 存立の 意義 を 失って しまった。 

これより 先、 所員の 大部分 は、 かねて 華 北洋 灰 公司に 出向して いたので、 八月 十五 曰 以後 は 一切の 行動 を 華 

北 公司 社員 と共にし、 北京 郊外 西苑に 集結して 帰国の 曰 を 待った。 (昭和 二十 一年 四月 無事 帰国) 

事務所 及び 財産の 接収 は、 華 北洋 灰の それより やや 遅れて、 北京 市 公署の 手で 行われた が、 接収に 手 まどり 

事務所 長 代理 佐 藤 尙男は 昭和 二十 一 年 六月 漸く 帰国した。 

八月 十五 日、 敗戦と 同時に 西 村士敏 土廠は 運転 を 休止した。 工場 警備の ためとり あえず 日本軍が 駐屯す る こ 

とに なった ので、 これに 対する 工場 引渡し 事務で 八月 を 過し、 九月に なって 全員 広東 事務所に 引 揚げた。 

九月 三日、 中国 雑 軍が 到着、 日本軍と 交代す ると、 たちまち 治安 は 乱れて 工場 周辺 は 暴動 化し、 相 前後して 

広東 事務所 も 暴徒の 襲撃 を 受け、 全員の 衣食 はもち ろん、 家財に 至る まで 略奪され た。 

九月 七 曰に 日本人 集結 命令が 下った ので、 中国 軍 や 暴民の 略奪の 中 をく ぐって 総領事館に 集り、 危険 を 避け 

るた め、 トラック を 雇って 市 東郊 外の 龍譚に 向った" 同月 十日 ごろ、 雑 軍 は 中国 正規軍と 交代し、 Si 備券 流用 


たが、 幹部 社員 は 社宅に 引 籠って 難 を 避け、 ：t.^p は満鉄 寄宿舎に 預けた。 工場の 設備の めぼしい もの、 金庳 

屮の 金員、 事務所の 什器 類 は ソ連 兵 ゃ満人 暴徒に よって 持ち去られ、 兄る かげ もない 状況に なった-」 やがて 国 

府軍、 次いで 中共軍が 来て 工場 管理に 当り、 危険 は i つたが、 社宅に 残った 森. 飯 塚 ほか 三 名 は 軟禁 状態に な 

つて 生活 を 続けた。 

二十 一 年 春、 国民 政」 肘 経 济部王 樹^が 来場し、 接収 を 終り、 関係書類 一 切 を 奉 天の 曰 慮 善後 連 5£ 総処に 提出 

した。 同年 八月 引 揚げが ^ 始 され、 前記の 人々 は 八月 六日 奉 天 を 出発し、 胡 芦 島 を 経て 九月 六日 佐 世 保に 上陸し 

た。 社員の 竹下卷 男 は 胡 声 島で 病死し、 工員 中 四、 五名 はシ ベリ ャに 抑留され たらしく、 その 消息 は 不明で ある。 

本  土 

中国の 事業 場 終戦 時の 中国 本土の 事業 場 は 直営、 投資 を 合わせ 左のと おりで あ つ た。 

直  営 
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同社 錦 州 工場 


満州 石綿 株式会社 


満州？ S 野 スレ— 

株式会社 
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ント錦 州 工場から 撫順 セメント 撫順 工場への 帰途、 とらわれの 身と なって 投獄され た 古瀬 健 男が、 関係者の 努 

力に よつ て 漸く 釈砍 された が、 衰弱の ため 異郷の 鬼と 化した との 悲報が： H えられた。 

一行 は 胡 芦 島から 乗船、 昭和 二十 一年 九月 初め 佐 世 保に 上陸した が、 吉林 出発 以来 約 二 力 月に わたる 苦しい 

旅路の 途中、 更に 数名の 僚友 を 喪った" 

終戦から 九 H: 初め ごろまで は、 自力で 工場の 警備に 当ってい たが、 九月 三日、 八路 軍が 入して きて 工場 を 

占領した。 八路軍 は、 セメント 工場の 重要性 を 認識して か、 破壊 行動に は 出なかった が、 生産 は 全く 停止され 

たままで あった， - 卜 月末、 国府 軍が 驟 来し、 八 路軍を 奉 天 方面に 駆逐し、 代って 工場 を 占領し、 続いて ァ メリ 

力 人 技師 を 交えた 中国 政府 視察 団が 来場して 工場 を 接収した。 

動力がなかった ので、 工場の 運転 は 不可能で あつたが、 苦心の 末、 廃熱 ボイ ラ— を 手 焚して 発電し、 クリン 

力の 在 摩が 約 五千瓲 あつ たので、 これ を 少しずつ 扮^ して セメント を 造った： 

二十 一年 五月 ごろ、 第一 回の 引 揚げが 行われた が、 西 川常久 (終戦 当時 工場長、 国府 軍に よって 副廠 長に 任 

命され た) 以下 十八 名 は、 工場 運耘に 必要な 技術者と して 残留 を 命じられ、 もっぱら 発電 作業 を 行って、 錦 西 

市街に 電力 を 供給す るかた わら、 毎月 一 週間 程度の 運転 を 行った。 

九月に なって、 前記 十八 名 中、 西 川ら 五名 を 除く 十三 名 は、 第二次 引揚 者と なって 故国に 向い、 最後の 残留 

者 五名 は、 二十 三年までに 無事 帰還した。 

本社 は、 浅 野 社の 新 京 事務所と 共に 康徳 会館に あつたので、 同 事務所の 暴徒 略奪と 運命 を 共に した。 また 各 

礦業 所 • 出張所と も 暴徒の 襲撃 を 受けて 略奪され、 更に 火災の ため 一切 を 失った。 二十 一年 七月、 新 京に おいて 

中華民国 政府 経済 部 接収 員に 書類 を もって 一 切の 財産 を 引渡して 接収 を 完了、 従業員 全員 無事 内地に 引 揚げた。 

敗戦 後 二、 三日す ると、 ソ連： 卓が 工場に 進入して きて、 身辺に 危険 を 感じた ので、 一般 社員. 工員 は 逃亡し 


十 一 年 引 揚げのと き 没収) 奉 天. 大連. 錦 州 等 事務所 出先機関との 連絡 は 全く 絶え、 施す に 術な く- 所員 は、 

わずかに 略奪 を 免れた 社宅に 閉じこもり、 行商 その他、 あらゆる 手段 をつ くして 露命 をつな ぎ、 昭和 二十 一年 

九 8、 全員 難行 を 重ねつつ も、 無事故 国に 帰還した。 

満州 浅 # セメント 敗戦の 曰の ャ： *<、 すべての 業務 を 停止し 残務整理に 入り、 満人 及び 鲜人 従業員に は、 賃金と 解散 手当と を 支 

株式会社 吉林 工場 

給して 会社との 関係 を 絶った。 

八月 二十 五 曰、 ソ連 軍が 進駐して きた， - 数日後、 ソ連： 卓から 「当 工場 は 重要 施設に 付 現状 を 保存すべし」 と 

いう 厳命が ド された。 物情騒然 たるう ちに、 満人は 漸次 日本人に 圧迫 を 加えて きて、 ついに 工場 管理 権 は満人 

旧 従業員の 手に 奪われ、 日本人 は 社宅に 押込められて しまった。 

やがて ソ連 軍から 工場 解体 命令が 下り、 かれらが 軍票と 銃剣で かき 集めた 曰 本人 劳働者 数百 名に 会社 従業員 

を 加え、 解体 作業が 始められ たが、 遅々 として 進まなかった。 ソ連 軍 看視 兵の 鞭 は 曰 ごとに きびしく なり、 二 

十一 年 二月 漸く 解体 作業 は 終った。 回転 蜜 二 基、 ミル 二 基 を 残して、 他の 機械 設備 一切 は、 いずこ ともなく 運 

び 去られた。 解体 終了後 ソ連 軍 は 撒 退し、 八路 軍が 進駐して きて その 統治 下に 入った。 五月に なると、 国府 軍 

が 進駐して きて、 八 路軍を 南方に 駆逐し、 会社 財産の 接収 を 行った が、 それ は ソ連 軍が 運び去った 残 做に すぎ 

なかった" 解体 作業の 終った あと、 会社に は、 従業員に 支給すべき 資金な く、 従業員 及び 家族の 生活 は 曰に 日 

に 鍋して きた h、 曰」 ゾ連 及び 満人 暴徒の 暴行、 略奪に 会い、 祌絰袞弱のぁまり^^殺をはかるもの、 ソ連： 卓の 

举统 にた おれる もの、 病死す る ものな ど 数名 を 出す に 至った。 

七月、 漸く 引 揚げが 具体化し、 残留 を 命じられた 岩澤. 佐久間 両名 ほか 三 名 を 残し、 全 従業員 及び 家族 は 七 

月 二十 五日、 十三 年 住み なれた 吉林を あとに した。 途中 奉 天に 二十日 余り 滞留す る 間に、 満州 浅 野 スレ— ト会 

社 関係者の 動 を 探り、 全員 無事で ある こと を 知って、 安 4? の 胸 を 挺で おろした の もっかの 問、 満州 浅 野セメ 

第二 節 中国 地区  二 七 五 
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満  州 

満州の 事業 場 終戦 時の 満州の 事業 場 は、 直営と 投資 を，、 1; わせ、 次の 四 力 所であった： 
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新 京 事務所 終戦と 同時に、 事務所の あった 康徳 会館 は、 持主の 康 徳吉租 株式会社 (三菱 系) の 手に よって 閉鎖され たの 

で、 古味 事務所 長 (嘱託 • 満州 石綿 社 常務) その他の 社員 は、 社宅に 引 揚げた まま 事務所との 連絡が 杜絶え た" 

一 一 ~ 三日 2Si 過す るう ち、 *. 務 所が 暴徒に よ つ て 略奪され ている という が閭 えてき たので、 古味 事務所 長 • 鵜 

野 澤信之 及び 満州 石綿 社員が 駆けつけて みると、 室內は 落花狼藉、 金 率まで 破壊され ていたが、 貸借対照表. 

財産目録 . 壳 掛金 明細表 . その他の 重要 害 類が 散乱した まま 残 つていた ので、 これ を 収容して 帰った。 r 昭和 一 一 


化成 社 採 川 專務、 三菱 社 谷 田 合 北支 店長と はかり、 曰 本 側 関係 各 官庁 及び 陸海 軍に 対し 統制 廃止の 陳情 を 行い 

八月 一 一十三 日から 自由 販先 とした" 

しかし、 当社 及び 三菱 社の 下請 販売店が 自由 販売に 乗じて、 価格の 安定 を 乱す おそれが あつたので、 両社は 

の？^ 調 を 続行す る E 的の もとに 台湾 セメント 協会 を 剖 立、 販売 区域 及び 販売価格 を 協定し、 十一月、 中国 

側に 接 K される まで、 従来の 機構と 人員と によって、 セメントの 販壳 業務 を 行った" 

会社の 接収に 伴い、 各社の 販売店 は、 引続き 中国 監理 下にお いても、 販売店た らんと して 台湾 水 泥 販売店 公 

会 を 組織し、 その 公認 方に つ いて 百方 運動した が、 中国 側に は 販売店 を 利 ffl しょうと いう 意志がなかった ので 

ついに 不成功に 終り、 、水 にわた る 販売店の 地位 を 失った。 

台湾 事務所 接収：^ 達 書類 は 卜 一 月 高 雄で、 台湾 社に 対する 書類と 同時に 交付され た： しかし、 監理 委員 は 高 

雄に 駐在して いるので、 事務所の 経営 は、 翌ー 一十 一 年 五月、 台湾 所在の 三 セメント 会社の 監理 委員会 弁事処 (台 

湾 行政 長官 公署 内に 設置) が 台湾 事務所の 二階に 移転す るまで 続けられた， • 

五月 ド旬 になって、 接 管 委員から、 三月 三十 一 日 現在 を もって 全 財産 を 接収す るた めに、 調書の 作成 方 を 通 

告 してきた。 

六月 上旬、 一 切の 引渡し を 終了、 十 一 曰 付で 銀行 • 官庁 及び 一 般 取引先に 対する 名 儀の 変更 を 行った。 

接収， H*^ つても、 引 揚げ は 容易に 実現 しないので、 機会 ある ごとに 接収 清 冊 (写) の 交付と 引 揚 船の 配船 を 

督促した 結果、 ト H から 十二月に かけて 配船の 見通しが ついた-、 十二月 十五 日、 漸く 清 冊が 交付され、 十八 日 

台北 出発が 確定した」 小 松 • 鋤 柄.： 大野. „ト 川. 大 角の 六 名 は、 その 家族と 共に 二十 八日 乗船、 翌ニ 十二 年 一 

月 三日 佐 世 保に 上陸した。 
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日系 社員 は、 これら 幹部と 連懇を 保ち、 監理 員との 中間に 処 して、 低調ながら 運転 を 続けた。 

翌 昭和 二十 一年 三月、 いよいよ 一般 日本人の 第一 次の 引 揚げが 行われた が、 高 橋 工場長 以下 二十 七 名 (工場 

従業員 は 四十 四 名) は、 工場の 運営に 必要な 人員と して 留用 となり、 他 は 全部 高 雄 港から 乗船し、 內 地に 引揚 

げた。 

管理 委員 は、 残留 させた 留用者 を 顧問 • 賛参 . 副 工程 師 • 課員 . 工務 員 等に 任じ、 中国からの 派遣 者と 同等 

に 待遇す ると 言明した にもかかわらず、 その 待遇 は 不公平 を 極めた" 留用者 は インフレ ー シ ヨン 下にあって、 

生活苦に 悩まされ たので、 相互扶助 を 目的と する 浅 野 互助会 を 組織して、 福利厚生 事業 を 行う 一方、 監理 委員 

に 乞うて 補助金の 交付 を 受け、 難 をし のいだ。 

民国 政府 は、 最初 これらの 留用者 を 昭和 二十 二 年 一月 一日までに は、 全員： W 国させる 方针 であった が、 この 

種の 留用 者が 全部 帰国の 睨に は、 台湾の 産業 その他が 停頓 状態に おちいる こと を f 想し、 数次に わたって 長期 

留用を 強要した。 しかし、 ー冋 はこれ を 峻拒し 続けた が、 一方 連合軍 総司令部が 引 揚げの 促進 を 指令した ので 

ついに 民国 政府 も 長期 留川を 断念し、 第一 班 は 十二月 一 曰、 第二 班 は 八日の 基隆 発の 引 揚げ 船で 無事 帰国す る 

ことができた" 

工場 は 前述の 接 管 委員の 監理 下に 操業 を 続けて きたが、 二十 一年 六月 末に 至り、 接 管 委員から 三月 三十 一日 

現在 を もって 全 財産 接収の ため、 調書の 作成 方 を 通告して きた •」 そこで 各 担当 責任者 は、 それぞれ 資産 調書 

(接収 清 冊) を 作成して、 これ を 接収 員 温 歩^に 引渡した。 

台湾 セメント 社 及 敗戦 後、 セメント、 スレ —ト両 工場 及び 台湾 セメント 会社 は 一体と なって 行動した ので、 各個 別の 記録 はな 

び スレ， I ト 工場 

い。 右の 接収 清 冊 も、 セメント.. スレ— ト. 台湾 セメント を 一括、 理 している 

台湾 事務所 終戦後 当分の 間、 官民の セメントの 需要 はお ごらず、 セメントの 統制 は 不要と 考えられ たので、 当社 は 台湾 
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台湾 工場  終戦 直後から 十一月に かけて は、 台湾 総督府と 連絡 を 保ちつつ 操業 を 続けて きたが、 既に 十月 初旬から 年号 

も 民国 三十 四 年 (昭和 二十 年) と 改められて、 中華民国 台湾^ 行政 長官の 治 政と なった。 同 十一月 二十 三日 か 

らは、 行政 長官 公署 ェ鉱処 の 管理 下に 入った ので、 工場 運営 は 同日 着任した 派遣 接 管 委員の 指揮、 監督 及び 許 

可 を 受けて、 従来の 人員と 機構の もとに 操業 を 続けた， - 敗戦と 同時に、 彼我の 地位 は 全く 転倒した ので、 操業 

は 闲難を 極めた が、 永年 勤続の 台湾人 社員が 中心と なって 台湾 水 泥 新 民 会 を 組織し、 よく 人心 を収燈 したので 

第二 節 中国 地区  二 七 一 
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て 来た。 工場 首 脇 部との 会見 は、 約 三十 分で 終り、 次の ような 要 1E の 接収 宣言 文が 手交され た。 

「今日より 当 会社の 代表者 は 解雇し、 土地. 建物. 工場 は 即日 接収す る。 日本人 従業員 は 自今 出勤に 及ばない" 

右 宣言す る。」 

工場 は 三十八度線 以北に あつたた め、 昭和 二十 九月 初めから ソ連 兵が 続々 社宅に 侵入して きて、 朝鮮人 . 

ソ連 兵 等が 略奪 を ほしいまま にし、 K 住に 堪えない 状況と なった- - そこで 日本人 従業員の 約 半数 は 九月 半ば 過 

ぎ、 脱出 を 図った が、 途屮、 所持品 を 略奪され、 着の み 着の ままで 再び 戾っ てきた" 時 既に かれらの 元の 社宅 

は 朝鮮人が い； した あとだつ たので、 やむなく、  ：^残っ た人達の社宅に分散问；^^することとなっ た" 九月- ト句 

朝鮮人 共産党 治安 隊の 命に よって、 社宅 を 改造した 日本人 小学校へ 全員 (二、 三 家族 は 脱出，) 集結 させられた- 

十月に なると、 かれら は 工場 運転の ため、 日本人 男子 を 工場へ 徴用し、 昼夜 交替で 勤務 させ、 五才 以上の 婦女 

子に は 社宅 内外の 清掃 を 命ずるな ど、 監視 付の 労働 を 強制した。 夜になる と 悪質な ソ連 軍将 兵に 脅かされ、 恐 

怖に 戦きつつ、 曰々 を 送った" 十一月、 北鮮の 厳冬が 間近に 迫る ころ、 大半 は 危険 を 冒して 京 城に 向って、 三 

三 五々 脱出 を 企て、 言語に 絶す る 苦難の 旅 を 重ねつつ、 早い 者 は 年内に、 遅い 者 (老幼、 病弱で 脱出 不可能な 

家族) でも 翌 二十 一年 三月までに は、 アメリカ 軍と 日本人 居留 民団の いる 開城まで たどりついた： 灿村 松衛、 

その他の 従業員の 家族 中には、 ；ぉ 山まで きてから 病死した もの もあった が、 残りの 者 は、 かろうじて 朝鮮 海峡 

を 渡り、 故国に 帰還す る ことができた。 

第二 節 中国 地区 

台  湾 

合 湾の 事業 場 終戦 時の 台湾の 事業 場 は 左のと おりであった。 


加 平 石綿 硇； 


忠兩 石綿 礦業 所 


京 城 事務所 


朝鮮 浅 W; セメン 

株式会社 


屮ニ 失、 機械 S 備は 一 切ゾ連 軍に 接収され たこと が 明らかと なった" 

敗戦と 同 に、 部落 は 治安 委員会 を 組織し、 当 礦業 所 (注) は 一 切 同委員会が 管理す るとの 申出が あった 

ので、 やむなく 工場の 管理 を 委任し、 八 月 小 は 作業 を 継続した が、 九月 一日 以降 は 中止し、 五日 退職 手当 金 を 

ぃ乂 給し、 所員 一同 京 城に 引 揚げ、 なお 後事 を 京 城 スレ— ト 工場 管理 委員長 松山弘 達に 委嘱し、 十一月 十日、 京 

城スレ —ト 工場と 共に 閉鎖した。 

^ 開設 当初 は、 楊 平 石綿 採掘 所と 称した が、 昭和 十八 年 九月 二十日 所在地 名 変更に よって、 加平石綿採掘所と^5 

称、 翌 十九 年 十月 一 曰、 石綿 礎 業 所と 改めた。 

敗戦と 问 時に 作業 を 中止し、 会社 財産に ついては、 創業 以来 誠実に 勤務した 裴正 雲に 管理 を 委任す る ことと 

して、 委任 管理 報告書 を アメリカ 軍 軍政 長官 及び 所在地 裁判所に 提出した。 

地元 は 無 iri 察 状態と なり、 所員の 滞留に 危険 を 感じた ので、 十月 十三 曰、 石山. 杉山両 所員 は、 重要 書類 を 

箱 詰 釘付けして、 裴正. 富に 管理 を 依頼し、 洪城を 退 i した" 

終戦と 共に、 鲜. 2： のスレ —ト、 石綿 各 事業 場、 朝 鲜浅野 社 は ー齊に 操業 を 休止し、 かっ官公私の絰済関係^5 

機関 も 運営 を 停止した ので、 当 事務所 存立の 意義 は、 ほとんど 失われて しまった- 幸い、 京 城市. C の 治安 状態 

は、 割合に 静穏で あり、 暴徒の 襲撃 を 受ける こと もなかった" 

当社 及び 子会社の 事業 場 は、 三十八度線の 南北に またがって 存在して いたので、 当 事務所 は、 自然 各 事業 場 

からの 引 揚げ 社員の 足溜りと なり、 また 内地 引 Sg げ までの 仮の 宿 ともなって いたが、 次第に 所員への 危険 を感 

ずるに 至った ので、 德永 所長 は 李 小茂吉 (特約 販充 店主) に 後事 を 託し、 十一 月、 当 事務所 を 閉鎖して 故国に 

引 揚げた- 

終戦と 共に、 工場 は 八 W 卜 七日 以降 運転 を 休止した が、 九 W 七 曰、 朝鮮 共産党 員三 名が 工場 接収の ためやつ 

第一 節 朝  蛘  二 六 九 
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投  資 

朝鮮 浅 野 セメント 株式会社 

朝鲜 黄海 道 鳳 山 郡 文 井面 龍潭里  取締役 社長 畑  您之助 

京 城スレ —ト 工場 昭和 二十 年 七月、 抄 造機 用 フェルト 無と なった ので、 やむなく 操業 を 休止し、 朝鮮 .：^^ 理 部から 粗 羊毛 を 

讓 受け、 総督府の 斡旋に よって 紡織し ようと 手配 屮、 敗戦 を 迎えた" 工場 は その後 も 平穏に 推移した が、 九月 

九日に なると、 アメリカ 軍 は 仁 川から 京 城府. k: に 進駐し、 翌 十日、 全 工員から 辞職の 申出が あつたので、 四囲 

の 情勢 を 考^し、 工場 閉鎖 を 決意、 一 同に は 一 力 年分の 解散 手当 を 支給し、 工場 警備の ため、 浅 野 スレ— ト侏 

式 会社 京 城 支店 朝鲜人 社員 松 山弘達 (宋 三鉉) を 治安 隊長に 委嘱して 治安 隊を 組織した， • 九月-卜 旬になる と、 

京 城府 内の 曰 本人 所有 会社、 工場、 事業 場 等に は 管理 委員会が 組織され る 情勢と なった ので、 当 工場 も 前記 松 

山 を 管理 委員長に 委嘱して 工場の 管理 を 続ける うち、 十月に 至り、 アメリカ 軍政 庁から 個人 及び 法人 所有の 財 

産 接収に ra する 通告が 新聞紙 上に 発表され た。 そこで 十一月 卜 曰、 当 工場の 土地. 建物. 機械. 原料. 製品 及 

びその 他 一 切の 管理 権 を 管理 委員長 松山弘 達に 委任し、 アメリカ 軍政 庁に 対する ェ ST 現況 調 木仏 報告き を 引継ぎ 

十  一 8 十六 曰、 全員 退去した。 

清 津スレ —ト 工場 ソ連の 対日 宣戦布告 翌日の A 月 九 曰、 ソ連 飛行機の 清 津巿街 爆擎が あり、 十三 曰に は 艦砲射撃に 伴う 上陸 ュ 

襲 を 受け、 社宅 付近に は 機 统弹が 飛来して 危険 まりない ので、 全員 立 退 を 決意し、 工場 北方 約 二 里の 石 幕 駅 

に 避難し、 二 班に 分れて 乗車 脱出した。 平野 嘉吉 (総務課 長 代理) は、 工場の 善後 措置の ため、 明 川 駅で 一行 

と 別れ、 十五 日 以後 数回、 清津に 帰還して 工場 を 閉鎖し ようと 試みた が、 情勢 は 日 を 追って 悪化す るば かりで 

ついに その 機 を 失い、 空しく 京 城に 引 揚げる の やむな きに 至 つ た" 

その後、 大 EI 商店 (清津 の準販 K 九 店) が 京 城に もたらした 報告に より、 事務所 • 物：；？ 倉 率 は 炎上、 社宅 七楝 


第二 章 海外 事業 場 及び 権益の 喪失 

第一 節 朝  鮮 
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第一章 浅 野 財 の 解体  二 六 六 

三、 この 指令 は、 昭和 二十 二 年 法律 第二 百 八 号 第 五条の 规定 による 貸付金の 債権者の 優先権 を 変更す る もので はな 

、 0 

四、 三の 優先権 を 主張す る 債権者が、 この 指令の 日から 十五 日 以内に 委員会に 対し、 貸付金 額、 貸付 日、 使途 及び 

残高 を 明かに して、 その 債権の 申出 をした 場合に は、 その 債権 は、 別段の 指令に より 確認され る。 

五、 この 指令 は、 昭和 二十 一年 法律 第 四十 号、 昭和 二十 年 勅令 第 六 百 五十 七 号、 昭和 二十 一年 勅令 第二 百 三十 三 号 

及びす ベての 適用 法令の 規定に 従うべき 日本 セメント 株式会社の 責任 を 解除す る ものと 解して はならない。 

又 この 指令 は、 前；： 昭和 二十 一 年 法律 第 四十 号に 基く 第二 会社の 設立 を 禁止す る ものと 解して はならない。 

六、 本件に 関する 正式 記録 (又は その 謄本) 並びに 資料 及び 証拠 書類 は、 玆に 公正取引委員会に 移管す る ものと す 

る。 

七、 この 指令 を、 日本 セメント 株式会社が いかなる 取引 制 K を も 行わず、 私的 独占 を .Is さず、 不公正な 取引 方法 を 

採用せ ず、 不当な 事業 能力の 較差 を 所有せ ず 乃至 は その他 昭和 二十 二 年 法律 第五 十四 号 第一 一章 乃至 第 四 章に 違反 

する いかなる 行為 を も 行わなかった という 認定で あると 解して はならない" 又 この 指令 は、 公正取引委員会 又は 

検事総長の 行う 調査 若しくは 訴訟 行為 及び 同委員会 又は 束 京 高等裁判所が 同 法に 基いて 行う 審決、 判決 又は その 

他の 決定 を 妨げる もので はない。 更に、 この 指令 は、 同委員会 又は 同 裁判所が 昭和 二十 二 年 法律 第五 十四 号 私的 

独占の 禁止 及び 公正 取引の 確保に 関する 法律 又は それらに 基く その他の 命令 若しくは^ 則 並びに 昭和 二十 三年 法 

律 第 百 九十 一 せ 事業者 団体 法に 基く 手続に おいてな した 错 置の 抗弁 又は K 証と なる ものと 解して はならない。 

昭和 二十 四 年 六月 十七 H 

持 株 会社 整理 委員会 

委員長 m 忠夫 
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指定 取消 指令 

昭和 二十 二 年 法律 第二 百 七 号 過度 径济カ 集中 棑 除法の 规定に 基く 案件の 急速な 処理に 資する ため、 且つ 容易に 取 

得しうる 証拠 を 検討した 結 来、 本件に 関する 取引 制限 及び 他の 者が 独立して 同種の 事業 分野に 従事す る ことの 妨害 

について は、 今後 昭和 二十 二 年 法律 第五 十四 alT. 私的 独占の 禁止 及び 公正 取引の 確保に 関する 法律の 規定に 基いて、 

取引 委員会が， 迅理 する こと を 適当と する ものと Si めら れ るに 到った ため、 wft 整理 委員会 は 鼓に 左記の 通り 指令す 

る。 

一 、 S! 法に 基く 口 本 セメント 株式会社の^ 定&び 同社に 対し 発せられた すべての 指令 をお に 取消す。 

二、 この 指定 及びす ベての 指令の 取消 は、 この 指令の 曰から 効力 を 生じ、 且つ 将来に 向っての みその 効力 を 有する _ 

第五 節 過度 経済力 集中 排除 法の 指定  二 六 五 


H 企業が 自発的に 計画した 再編成 計画の 故 を もって 法律に よる 再編成の 指令 を 出す こと はでき な、 

W 集中 排除 法に よる 指令 は 過度の 径済カ 集中の 事実に 直接 関連 ある 事項に 限る G 

指定 取消し 集排 法の 実施が、 前述の ような 後退 を-小す に 至った こと、 及び 日本の セメント 市場に おいて は、 ただ 能力が 

過大で あると か、 工場 分布が 全国的で あると かいう W 掛 上の 集中 状態が、 企業 を 独占したり、 公正な 競争 を不 

可能に する もので はない という 当社の 反証、 並びに 取引 制限 及び 他の 者が 独立して 同種の 事業 分野 に 従事す j 

ことの 妨害に ついては、 私的 独占の 禁止 (昭和 二十 二 年 法律 第五 十四 号) 並びに 公正 取引の 確保に 関する 規定 

に 基いて、 公正取引委員会で 処理され るに 至った ことによって、 持 1£ 整理 委員会 は、 昭和 二十 四 年 六月 十七 J 

指定 を 取消した。 (注) 


第一章 浅 野 財 岡の 解体  二 六 四 

た 昭和 一 一十三 年 三月の ストライク 使節団の 報告 ，—— 日本に 関する 産業 賠償 調査報告 —— は、 日本で 有効に 使用 

しうる 生産 施設の 撤去に 反対し、 ついで 来朝した ドレ— パ ー . ジ ョ ンス トン 使節団 は 四月 六日、 FEC 二三 0 

号 廃棄 を 言明した 上、 その 視察 報告 —— いわゆる ジョ ンス トン 報告に おいて、 集排法 実施に 伴う 悪影響 は 軽減 

さるべ きで あると 強調した" 

これに 加えて、 集排法 実施に 伴う 排除の 妥当性 を 審査し、 随時 連合軍 総司令官 マッカ— サ—. 兀 帥に 勧告す る 

権限 を 持った いわゆる 五 人 委員会 (注 一) (集中 排除 審査 委員会 j は 二十 三年 五月 来朝し、 既に 実施 中の 集中 排 


除の 実情 を 審査した 結果、 いわゆる 四 原則 (注 二) を 発表して、 

に 至 つ た。 


ここに 集排 法の 運用、 実施が 新たな 形 をと る 


(注 一) 


五 人 委員会 

委員長， 

工業技術 委員 一 

K トラスト 委員 一 

証券 取引 委員 一 

法人 径理 


(注 二) 四 原則 


-ー ュ— ョ—.  -社 社長 

元 在日 海外. . 社 役員 

ロビンソン 連結器 会社 社長 

ロビン ソ ン商 会社 長 

検事総長 特別 補佐官 

ォ ハ ィ ォ州 北部 検事局 補佐官 

米 証券 取引 委 員 会 

法人 金融 部 委員 


ロイ •  S  • キャンベル 

ジ ヨセフ •  V  •  D ビンソン 

ゥ オルタ—. R. ハ ッ チン ソン 

パイ ロン. D  • ウッドサイド 


ブ 


州 


サ— ビス 会社 副社長 

ォ ハ ィ ォ州ラ レ  <  ン 中央銀行 副社長 

元日 本 電力 事業 調査！ * 門 委員 


エド ヮ 1 ド 


ガ 


S 集中 排除 法に よる 指令 は、 当該 企業が 独自に 重要 企業 を 営み 他の 企業の 活動 を 阻害し、 あるいは 競 を 

阻害す る ことが 歴然たる 場合に 限って なしうる こと。 

W 関連； S1 なき亊 業 活動 を 営む ことのみ を もって は、 過度の 经済 力の 集中と はなし 得ない。 


個人 はすべ ての 会社 株、 流動資産 および 事業 資産 を 取上げられ、 事業 もしくは 政治 上の あらゆる 责任 ある 地位 

から 排斥せられ、 今後 十 年間 は 全く 会社 株式の 購入 を 禁ぜられ、 あるいは 事業 または 政治 上の 責任 ある 地位 を 

獲得す る こと を 禁ぜられる。 

S 購買 上の 相当の 特権お よび その 特 ffl を 利用す るに 必要な 技術お よび 財政 上の 援助 は、 中小の 企業 あるいは 中 

トの 投資家と いった 人々 に 対し、 また 農業 組合、 消費 組合、 労働組合の ような 団体に 対して 夸 えらるべき であ 

る。  (「日本 財閥と その 解体」 三 一 六 頁) 

(備考) 極東 委員会 

昭和 一 一十 年 十二月 モ スクヮ で 開かれた 米 ，英. ソ 三国 外相 会議で 設置の 決定 をみ た 日本 管理の 政策決定 機関 

構成員 ま アメリカ. イギリス . ソビエト • 中国 • フランス • オランダ - フィリピン • カナダ • ォ— ス トラ リア • 

二 ュ ー ジ ランド. インドの 十一 力 国 

本部 ヮ シ ン ト ン 

委員会の 任務 

H 日本が 降伏 条項に 基く 自国の 義務 を 完遂す るに あたって 準拠すべき 政策、 原則お よび 基準の 作成 

M 連合国 最高 司令官に 対して 発せられた 指令 又は 最高 司令官のと つ た 行動で、 委員会の 権限. 2： にある 政策決定 

に 関係 ある もの を 参加国の 要請が あ つ たと き 検討す る 

© 参加国 政府 間の 合意に よつ て 委員会に 委任され る 事項の 審議 

すなわち、 和 二十 二 年 トル ー マンド グ トリンに よって、 ソ連に 対する 「冷戦」 体制が 宣言され たために、 

占領 政策に 新たな 情勢 を 生じ、 翌年 初頭 ロイヤル 陸軍 長官 は、 サンフランシスコ において 「アメリカ は 国際的 

な 政治 経済 情勢に 生じた 新たな 変化に 即応し、 日本 を 侵略的、 非民主 的な 全体主義の 脅威に 対する 防壁たら し 

むる ために、 曰 木 経济を 安定に し、 強力す る ことによって、 その 自立 を 促進 援助すべき である」 と 声明し、 ま 

第五 節 過度 経済力 集中 排除 法の 指定  二 六 三 


第一章 浅 野 財 ra の 解体  二 六 二 

« 建の 基礎 を 作る こと」 を 目的と して、 昭和 二十 二 年 十二月 九日 公布、 冋 十二月 十八 日から 施行され た。 

指  定 持 株 整理 委員会 は、 昭和 二十 三年 二月 八日、 法 第 六条に 基き 「鉱 工業 部門に 於け る 過度の 絰济カ 集中に 閲す 

る 基準」 を 公示し、 同時に 第一 次 指定 企業と して、 鉱 工業 二 五 七 社 を 公示した。 セメント 企業に おいて は、 当 

社の ほか、 小 野 田 . «t 城 • 大阪 窯業 • 宇 部 興 産の 各社が 指定され た。 

当社 は 「過度 経済力 集中 排除 法に 基く 手続 規則」 に 従って、 精細な 説明 及び 調査 書類 並びに 再編成 計画 書 を 

提出し、 指定が 当 を 失して いる こと を 指摘した。 

集排 法の 変貌 一方、 集 排法は その 成立に 至る 過程 を 通じ、 その 內容 及び 基本 理念に 対し、 朝野に 激しい 反対論が あった ま 

ま Ml 会 を 通過した ので あつたが、 その後、 アメリカ 国内に おいても 本 法の 施行に ついて 種々 論議され、 日本に 

おける 集中 排除 法 制定の 基礎と なった F  EC 二三 〇 号 (注，) は アメリカ によって 廃棄され、 また その後 情勢の 

変化に 伴い、 集排法 は、 その実 施 面に おいて 再検討 を 不可避と する に 至った。 

注 F  EC  二三 〇 号と は、 束 委員会 指令 二三 〇 号で、 その 内容 は 次のと おりで ある。 

S 轻済 力の 過度の 個人的 集中 をへ 刀 散す る こと は、 日本の 径济 的お よび 政治的 生活 を 民主化す る 上に 必要で ある。 

！ B 経済力の 集中と は、 利潤の ため 運 川され るすべ ての^ 人的 企 tfK あるいは 結合で、 次の 各項に 該当する 場合で 

ある。 

A 資産の 大きい こと 

B 従業員の 多い こと 

C 非 関連性 部門に 従事す る こと 

D 他の 企業 を 支配して いる こと 

E 重要 生産 品の 大部分 を 供給して いる こと 

S 過度の 径済 力の 集中 は、 できるだけ 関係の ない 単位に 直ちに 分配 さるべき である。 また 支配力 を 揮って きた 


(前文 略) 

一 、 変更 セン トス ル名杯 

日本 セメント 株式会社 

一 、 変更 セ ン トス ル 理由 

聯合 軍 最高 司令部 ノ 財閥 解体 指令 一一 基キ、 弊社 ハ浅野 財閥 ノ稱称 ヨリ 脱シ、 新 発足 スル コト、 ナリ タリ、 然シ 

テ弊 社名 ハ 創設者 浅 ssg 一郎 氏ノ姓 「浅 野」 ヲ 冠シ： SS リ タルモ、 ？^！野 一 疾ノ退陣シタル今曰、 右 名称 ハ全 7 無意 

*  二 シテ は. ッ今尙 浅 野 財閥 径営 ドニ アル. §キ 印象 ヲ受 7 ル 一一 付キ、 今般 社名 ヲ 変更 致シ度 キ処、 弊社 ハ 各地 二 ェ 

場ヲ 有シ、 他 会社 ノ. S グ 地域 ヲー. スル コトハ 適当 ナ ラスト 存 セラ ルル ニ就キ 「日本 セメント 株式会社」 ト致 

シ 度ク、 申請 申 上グル 次第 ナリ 

新 社名 は、 昭和 二十 二 年 三月 二十 七日 付で 許可と なった ので、 営業 期 初の 五月 一 曰 を 期し、 各 問 係 先に は挨 

稷状を もって、 一 般には 日本 経济. 朝日 . 読売 • 産業 経済の 各 新聞紙 上 を 通じて 全国に 公告した： 

お 新 社名の 「英文 表示」 は 当然 NIHON  CEMENT  CO.,  LTD. であった が、 総 F ベ" 部 担当 官は、 H 本の 国号が 

公文書に JAPAN と 表示され ている ことから、 誤って JAPAN  CEMENT  CO.,  LTD. として 許可した ために、 

^u:! その 也 外^ 系 先へ は、 やむなく  JAPAN  CEMENT  CO.,  LTD. を 使用して きた リ 

昭和 一 一十 六 年 九月 一 一十 八日 講和条約が 調印され たので、 当社 は 同年 十二月 一 一十 五日 株主総会で 定款 第 一 条の 

商号 中、 英文 表示 を NIHON  CEMENT  CO.,  LTP と 改め、 条約の 発効 を 待ち、 二十 七 年 三月から 使用した- 

策 五節 過度 経済力 中 排除 法の 指定 

集中 排除 法の 公布 過度 経済力 集中 排除 法 は 「平和的 a つ 民主的な 国家 を 再建す る 為の 方策の 一 環と して、 できるだけ すみやか 

こ、 過¥ の 経済力の 集中 を 排除し、 国民 経济を <5n 理的に 再編成す る ことによって、 民主的で 健全な 国民経済 再 

第五 節 過度 《«济 力 集中 排除 法の 指定  二 六 一 


追放 解除 


新 商号 社. e: 公募 


日本 セメン ト 株式 

会社と 決定 


二 六 〇 

提 3 し、 七月 二十 八 曰 付で、 総埋大ほから8 当の 籠 を 得、 九月 十七 曰 取締役 社長に 再 就任した。 

i き 一 M 四 ^ らニ 十五 年 こかけ て、 I の 独立、 中 蒙 命の 完成、 朝鮮 動乱の i 等、 共 儘の 活動が 盛 

昭和 二十 匹 力，， ^二. 1 I^K/(.  き 卞. £3 灸艮- こ * お 

ん となり、 国際情勢に 大変 動 を 生じた ので、 アメリカの 曰 本 II は 著しく 緩和き uuuui; 

、て、 公 f 放 も 寛大と なり、 ふ. 蜃-乙 竹の 四 名 は、 二十 五 年 十月 十晉 (I 府公 I 格體 一考 

査繁 公告 第 一 号1官報 号外 第 一 一 六 号) 靈 SS として 指定 を 特免 される に 至 つ た 

第 四 節 . 商 号 の 変 更 

I 一 一十， 一 月の 一一 一井 . 一 雷 . 住友 . 安田 四 財閥 解体 指令に 引，、 僕 . g  . 大倉 • 野 村 等の 解 休 指 

令 ulitifh" で、 当社は 解 休後の新発 足に 際し、 財閥に ちな む 商号 をす てて、 新 社名 を 選定し よ 

うと 考え、 二十 一年 六日 十三 日、 左のと おり 「新 社名 募集 ノ件」 を 社 § 般に靈 した^  、、 

III. 「ま ナル 個人 f  ii 用 スルコ トハ響 非 サルニ 付 r  ,i 社： 

新 1 際 シ最モ 良 グ其ノ 性格 ヲ. I 如キ 適当 ナル 奪ヲ、 社 g 寶 li リ 置スル コトト 致タ， 

キ左 二 依リ、 各位 二 御 伝達 ノ上 応募 方 可 然御取 計願フ  、、一 

U シ！ 社名 力 如何様 ニ髮 セラ レーア モ， 水 S 外 一一 S シ居ル 商標 トシ テノ 「アサノ セメント」 ノ名 f  •  1  . 

通リ使 tfl ス ル 予定 一一 付 御 含 置乞フ 

- -..<&a/，  各ヲ. - トス， 商号 を 「日本 セメント 株式会社」 (注) 決ず -- 

查の 結果 、「新 発足 二 際 シ最モ 良 グ其ノ 性格 ヲ 3 ス」 ド， 3  。  - 

すし ョ、 大蔵 大 is おあて、 次の ような 「制 I 社名 II 認秦 書」 を 提出した  一 


ゆ 技術者の 追放 

解 S 


同族 交配 力の 


指名 解 


第三 節 


された。 これが いわゆる G 項 追放で ある。 

右のう ち S 根吉郞 は、 高級 セメントの 製造 技術者と して a 高の 指導 的 地位に あり、 その 追放 は 技術 運営 面に 一 

重大な 支障 を 生ずる ので、 令 第三 条第四 項 及び 閣令 第三 条が 特殊な 技術者に ついては 解除 訴願の 道 を 認めて い 

たので、 当社 は アメリカ 第 八 軍. 技術 協会 その他 各方 面の 疏明を 得て 內閣 総理大臣 あてに 訴願し、 昭和 二十 三 

年 六月 十 一 日 その 目的 を 達した。 

総司令部 は、 前記の 追放 令 を 発して 後 も、 なお 追求の 手 を ゆるめず、 二十 三年 一月 七日、 更に 「財閥 同族 支 一 

配 力 排除 法」 (法律 第二 号) を 公布 させ、 先に 指名した 財閥 家族 五十六 名、 G 項 該当 役員の ほか、 昭和 二十 年 九 一 

月 二日 以前、 財閥 関係会社の 役員と して、 重要な 業務の 運営に 参加した と兑 なされる 者の 個人 指定 (いわゆる 

アポ イン ティ appointee) を 行い、 戦時中 取締役の 職に あった 井上 英熙 (指定 当時、 代表 専務取締役) • 小杉義 

治 (指定 当時、 卞：^ 務 取締役). 藤 井光 藏 (指定 当時、 取締役) 及び 監査役 德川誠 (指定 当時、 監査役」 の 四 名 を 

指名した。 

そこで 四 名 は、 

一、 役員 就任 事情が、 役員 選任の 民主化 (古参 社員 登用) を 行う 慣行に よった もので あり、 財閥 出身者で はな 

く、 また 財閥に よる 任用で はない こと。 

二、 権限 は 担当 業務の 範 H に 限定され、 財閥の 利益 を 代表して 重要な 業務の 運営に 参加した ことがない こと。 

ニー、 したがって その 報酬 も、 財閥 役員に： へ 低額であった こと。 

等の 理由 を あげて 指名の 失当で ある こと を陳 ベ、 内閣総理大臣 にあて 解除の 承認 を 申請した。 

この 申請 は、 四月 十四日 財閥 関係 審査 委員会 を 通過し、 まもなくして 内閣 総埋 大臣から 非 該当の 確認が あつ 

た" これに 続いて 六月、 德 根吉郞 はかね て 訴願 中の 公職追放 を 解除され たので、 前記 四 名と 同一 内容の 訴願 を 

役員の 追放  二 五 九 


第一章 浅 野 財 M の 解体  二 五八 

ト、 過 まの 経歴 

浅 野 家との 関係 絶 かくて 委員会 は、 昭和 二十 二 年 二月 二十 二日、 五十六 名の 財閥 家族 を 該当者と 定め、 同年 三月 十四日 内閣 告 

示 第 一 〇 号に より、 内閣総理大臣 名 を も つ てこれ を 指定した。 浅 野 財閥から は 淺野總 一 郞 . 淺 野良 三 . 淺野八 

郞 . 淺野義 夫の 四 名が 指定され た。 

これに 先立つ こと 約 一年 半の 二十 年 十二月、 占領軍の 財閥 解体が、 その 家族に 及ぶ こと を 明察した 淺野總 一 

郞は、 一人 一. 業 制 (従来は、 一人で 数 社ない し 数十 社の 役員 を 兼ねていた) をと る ことによって、 財閥 解体の 

趣旨 を 実現し ようと 考え、 淺野 八郞は 専務取締役 を、 淺 野良 三. 安田  一 • 安田 善 五郎の 三 名 は 取締役 を、 齋藤 

作藏は 監査役 を 退き、 淺野總 ー郞は セメント； 5 マ 業と なった、 ^ しかしながら、 財閥 解体の 真意 は 極めて 峻厳な も 

のであった から、 二十 一 年 四月 淺野總 一 郞は 当社 取締役 社長 を、 淺野 一 治 は 取締役 を 辞任した _」 初代 淺野總 一 

郞 以来、 六十 三年に わたる 当社と 浅 野 家との 水と 魚の ような 緊密な 関係 は、 敗戦と いう 厳粛な 事実に よって、 

その Ist を 断 たれた- 

第三 節 役員の 追放 

公職追放 総司令部 は 財閥 企業 民主化の 第一歩と して、 まず 財閥 家族の 財産の 分散 を 行った が、 続いて、 その 人的 支 K 

を 分散す るた め、 日本 政府に 覚書 を 送り 「公職に 関する 就職 禁止、 退官、 退職 等に 関する 勅令 (昭和 二十 二 年 

一 月 四日 勅令 第 一 号 及び 同 施行 令 —閣令 .内 務宵令 第 一 号)」、 いわゆる 公職追放 令 を 発令 させ、 戦時中 財閥 関係 

会社の 常務取締役 以上 及び それと 同等の 職に あつ た 役員の 解任 及び 就職 禁止 を 命じた。 

これに 該当する 者と して、 戦時中 当社の 常務取締役の 職に あった 畑 惣之助 (発令 当時 会長) • 德 根吉郞 (発令 

当時 社長) . 上田 鍵 司 (： 発令 当時 副社長) • 乙 竹 茂郞 r 発令 当時 退任) • 齋 藤作藏 (発令 当時 退任) の 五名が 指名 


を 占めて、 優に 三 井の 二 〇•  一  ％ をし のいで 一位に あり、 金属工業の 八. 九 ％ は、 ft 友の 一四 • 四％ に 次いで 第 

二位に あって、 重工業 財閥た る 実質 を 備えて いたと も 首え る。 

解 休の 指令に よって、 浅 野 本社の 関係会社 に対する 支配権 は 断ち切られ、 関係会社の ^ 動 は、 会社 制限 令に 

よって、 大幅に 制限され たので、 野 財閥 は、 窒息 状態に おちいつ たと 言っても 過言ではなかった-」 

第一 一節 か  ^  解 体 

財閥 家族の 指定 連合軍 総司令部 は、 財閥 解体に 当って、 まず その 中枢た る 持 株 会社の 解体 を 指令した が、 財閥 家族 は、 持 株 

会社の 役員と して 全 機構 を 統率し、 あるいは 傘下 企業の 役員と して、 その 機構 を 統括して 財 ffl 機構 を 背景と す 

る 強力な 支配権 を 確保して いるので、 企業の 所有 及び 経営の 民主化 を 突 現す るた めに は、 この 支配 構造の 人的 

要素た る 財閥 家族の 企業 支配力 を 分散し なければ ならない と 考えた 

S 定の 基準 昭和 二十 一年 十一月 二十 六日、 総司令部 は 日本 政府 あて 覚書 「財閥 家族の 財産 を 持 株 会社 整理 委員会に 移管 

する 件」 を 発した ので、 委員会は財閥家族に関する^11般の資料を徴し、 個人の 指定に ついて 周到な 検討 を とげ 

結局 指定の 基準と して 左の 各項 を 決定した。 

ィ、 財閥 家族 姓 を 名乗る 尊卑 族 三親等 及び その 家族 (姻族 を 含まず) 

口、 年齢 性別 を 問わず 

ハ 、 所有 有価証券 • 現金 • 預金 額、 合計 百万 円 以上 

-ー、 所^ 家屋 五 百评、 宅地 二 千 坪、 地 山林 五十 町歩 以上 

ホ、 当該 会社 発行 総 株 数に 対し、 持 株 率 一 〇= 力 以上の 株式な どの 所有者 

へ、 企業 支配力 または 経営 発言力の 程度 

第二 節 W  解 休  二 五 七 


第一章 浅 野 財閥の 解 休  二 五六 

委員会 は 解体す ベ き 持 株 会社 を つぎつぎと 指定した。 第 一 次 指定 は 昭和 一 一十 一 年 九月 六日、 三 井 . 三菱 • 住友. 

安田 及び 富士 産業 (旧 中島 飛行機.) の 五社に 対して 発せられた。 第二次 指定 は 同年 十二月 七 曰 川 崎 重工業. 浅 

野 本社 (注 二). 渋 沢 同族. 大倉 鉱業. 古河 鉱業. 野 村 合 名 等 四十 社が 指定され た U これら は、 第一 次の 五社 ほ 

どの 規模で はない が、 いずれも 商工業に わたる 現業 部門 を 有する と共に、 主として その 現業 部門に 関連 ある 数 

多くの 企業に 投資し、 これに 支配力 を もっている ホ— ルディン グ . カンパ 二 ー であり、 一応 コン ツエ ルン 的 性 

格 を 持つ ものと 認定され、 解体 を 指令され た。 

(注 一) 昭和 二十 年 十一 R- 四 E!、  ！ w 本 政府 は 連合軍 総司令部に 対し、 持 株 会社の 解体に 関する 覚書 を 提出し、 W 閥 解体 

を 促進す る 機関と して 「持 株 会社 整理 委員会」 を 設置す る こと を 提案した。 総司令部 は、 翌年 四月 四 曰 付 党 書で 

これ を 承認し、 その 結果、 四月 二十日 「持 株 会社 整理 委員会 令」 (勅令 第二 三 三 号) が 公布され た。 委員会 は 内閣 

総理大臣の 監督す る 特殊法人 であり、 企業の 所有 及び 経営の 民主化 を 図る ため、 持 株 会社 及び 指定 者の 所有す る 

有価証券 その他の 財産 を讓り 受け、 これ を 管理 処分して 持 株 会社の 整理 を 促進し、 指定 者の 企業 支配力 を 分散し 

かつ 過度の 柽济 力の 集中 を 排除して、 民主的に して 健全な 国民経済 再建の 基礎 を 作る こと を 目的と する 公の 機関 

である。 

. (注 二) 第二次の 指定 を 受けた 浅 野 本社 は、 大正 七 年 八月、 初代 淡野總 一郎の 創立に かかり、 当初 は 浅 野 同族 株式会社 

と 称した が、 昭和 十九 年 六月、 株式会社 浅 野 本社と 改称した。 浅 野 一族の 投資に よる 証券 保有 会社で、 浅 野 財閥 

の 本拠 をな し、 安田 財閥と は 表裏一体の 関係に あって、 安田 財閥の 産業 部門 的 性格 を 持って いた。 浅 野 本社の 関 

係 会社 中、 浅 野 セメント . 曰 本 鋼管 • 小 倉 製鋼 • 関東 電気工 業の 四 社 は、 浅 野 財閥の 代表的 事業で あり、 わけて 

も、 浅 野 セメント は 業界の 第 一 位に あり、 その 生産高 は 全国の 三 割 近く を 占めて いた。 (この 事実 は 後に 集排 法の 

指定 を 受ける 目安と なった) 

指定 時 現在に おいて、 浅 野 財閥 系 事業が 日本 全体に 占めた 位置、 すなわち、 セメント 業で は 全国の 二 六. 五 ％ 


七， 日本 帝国 政府 は n 木 人が 私的 ffl 際 カルテル 又は その他の 制限 的 私的 圈際 協定 若く は 取 極に 参加す る こと を 防止 

並びに 禁止す る；？： r 即時 有効なる 必要 手段 を 講ずべ し" 

八、 本 覚書 受領の 上 は その 旨 を 通告すべし。 

最高 司令官に 代り 

H . W . ァ| レン 

,  陸軍 大佐、 副官 部 

高級 副官 代理 

(持 株 会社 整理 委員会 編 「日本 財閥と その 解体」 一六 四 ~ 五 頁) 

このような 意図の もとに 総司令部 は、 昭和 二十 年 十二月 十八 日付で、 日本 政府 あてに 制限 会社に 対する 規制 

の 母体と な つ た 命令) に関する 覚書 を 発し、 三 井本 社 ほか 十七 社 及び 関係会社 〔総司令部 覚書 AG〇〇 四 (会社 

制限 令 二十 年 十二月 A 曰) Ess 題目 「制限 会社 一覧表」 記載の 会社 (注)〕 に 対し H 資産の 不当 処分 防止、 

に 配当 支払 制限、 ーヒ 役員 . 相^？；^役 . 顧問 等に 対する 俸給 . K 与の 制限 を 法令 公布に 先立 つ て 遵守す るよう 指令 

した。 

注 制限 会社 一覧表に よれば、 浅 野 財閥 関係会社 として 左記 七 社が 指定され ている。 

株式会社 浅 野 本社 ？ S 野 セメント 株式会社 浅 野 重工業 株式会社 (後に 浅 野 小 念 製鋼と なる) 浅 野 物産 株式 会 

社 関東 電気工 業 株式会社 日本 鋼管 株式会社 東亜 港湾 株式会社 

政府 は 右の 覚書 実施の ため、 翌 二十 一年 三月 十六 曰 会社 制限 令 (勅令 第 六 五 七 号) を 制定し、 重ねて 三 井本 

社 ほか 十七 社 及び 関係会社 を 指定して、 財閥 会社の 活動に 強力な 制限 を 加えた。 

続いて 持 株 会社の 解体に 関する 覚書 を 実施す るた め、 特殊法人 「持 株 会社 整理 委員会」 (注 一〕 が 設立され、 

第一 節 財 岡に 指定 さる  二 五 五 


第一章 浅 野 財 乃 解 休  二 五 四 

ら るる を 要す。 

三、 日本 帝国 政府 は、 即時 適切 有効なる 必要 措置 を 取り 三 井本 社、 安田 保 善 社、 住友 本社 及び 株式会社 三菱 本社 並 

びに 三 井、 岩 崎、 安田 及び 住友 一家の 家族 若く は 不動産 (右に は 証券 並びに その他の 所有権、 負債 又は 支配権の 

証拠物件 を 含む) の 売却、 贈夸、 讓受 又は 移転 を 禁ずべ し。 

四、 日本 帝国 政府 は、 本 覚書 受領 後 十五 曰 以内に 左の 各項 を 表示す る 報告書 を 連合軍 最高 司令官に 手交す ベ し。 

S 昭和 二十 年 十 一 月 一 曰 現在に 於け る 三 井、 岩 崎、 安田 及び 住友 一 家の 家族が 権利、 権限 又は 利害関係 を 有せ 

る 一 切の 動産、 不動産、 証券 及び その他の 所有権、 負債 及び 支配権の 証拠物件 

^ 昭和 二十 年 一月 一 曰 以降、 三 井、 岩 崎、 安田 及び 住友 一家の 一切の 家族に より 為された る 動産 又は 不動産 

(右に は 彼等の 所有す る 証券 その他 所有権、 負債 及び 支 E 権の 証 W 物件 を 含む) の 一 切の 取引 

五、 日本に おける 私的の 工業、 商業、 金融 及び 農業の 合同 を 解体し、 かつ 好まし からざる 連鎖 的 経営陣 並びに 法人 

相互 間 証券 所有 を 除去す る こと は、 連合軍 最高 司令官の 意図な り： その： n 的と する 所 左の 如し。 

S 所得 並びに 生産 及び 商業の 手段の 所有権の 一 層 広汎なる 分配 を 許す こと 

^ 日本 国. C における 平和的 民主主義 的 勢力の 仲 長に 資する 如き 経済的 方途 及び 制度の 発達 を 促進す る こと 

本 覚書 第一 項に 言及せ る 日本 帝国 政府の 提案 (三 井本 社、 安田 保 善 社、 住友 本社 及び 株式会社 三菱 本社の 解体 

計画案) は、 以上の 目的に 対する 単なる 予備 手段と 認めら るべ し。 

六、 よって 曰 本 帝国 政府 は、 左の 諸 計画 を 速 かに 提出し 連合軍 最高 司令官の 承認 を受 くべ し。 

S 本 覚書 第一 項に 受領 を 確認せ る 通報に 言及せ る 以外の 工業、 商業、 金融 及び 農業の 結合の 解体 計画 

W 私的 独占 を 創設し 助成し、 または その 強化に 資すべき 一切の 立法 的 または 行政 的 法令の 撤廃 計画 

H 私的 独占 及び 商業の 制限、 好まし からざる 連鎖 的 経営陣、 好まし からざる 法人 相互 間の 証券 所有 を 除 ま 並び 

に 防止し、 商業 • 工業 及び 農業よりの 銀行の 分離 を 確保し 民主主義 的 基礎に 立ち、 工業 • 商業. 金融 及び 農業 

における 競争の 平等なる 機会 を 商社 及び 個人に 供夸 する 如き 法律の 制定 計画 


たこと は、 当然と いわねば ならない。 上述した 結果 を もたらす 財閥の 恃 権 形態 を破壞 し、 他の 民主主義 諸国の 如く 

軍国主義者 による 政府 支配に 対抗し うる グル— フを W 成す る ことが、 米国の 対 曰 財閥 政策の 中心 目的で ある」 (持 

株 会社 整理 委員会 編 「日本 財閥と その 解体」 一 五六— 七 頁) 

解体の 方針 及び 範 前記 「米国の 対日 初期 方針」 が 発表され た 当時 は、 解 休され る 財閥の 範囲 も、 また 解体され る 程度 も 知り 得 

なかった ため、 四大 財閥 (三 井. 三菱 • 住 友 • 安田) のみが 取沙汰され、 しかも それすら 微 ffl 的な 方法に より 

事 を 糊塗し うるよう に 考えられ がちで あ つ た。 

しかし、 前記 四大 財閥の 解 休に 関する 日本 政府案 を 許容した 昭和 二十 年 十一月 六日 付、 連合軍 総司令部の 覚 

書 は、 左記のと おり、 W 閥 解 休の 根本 方針 並びに その 範囲 を 明示し、 官民 関係者が 予想して いたより は、 はる 

かに 峻厳な ものである ことが わか つ た。 

.  (覚 書 拔 枠) 

連合軍 総司令部 AG  004  (6,  Nov.  45.}  ESS/AOM  (SCAPIN—244:- 

昭和 二十 年 十一月 六日 

覚 書 宛先 …… 日本 帝国 政府 

径由 …… 終戦 連絡 中央 事務局 (東京) 

件名 …… 持 株 会社の 解体に 関する 件 

一 、 三 井本 社、 安田 保 善 社、 住友 本社 及び 株式会社 三菱 本社の 解体 計画案 を 受領せ る こと を 通告す る。 

二、 玆に 提案の 計画 は 全般的に 是認せられ たる を 以て、 日本 帝国 政府 は、 即時 これが 実施に 進むべし。 持 株 会社 整 

理 委員会に 移管せられ たる 財産の 処分 は 連合軍 最高 指令 官の 事前 承認な くして は 一 切 為すべからず。 日本 政府 は 

持 株 会社 整理 委員会の 設立に 関する 法制 を 最高 司令官に 提出し その 承認 を S くべ し。 提案 を 随時 推敲 又は 修正し 

且つ その実 施 を 監督 及び 検閱 する 行動の 完全なる 自由が 連合軍 最高 指令 官に 留保せられ ある こと を 明確に 理解せ 

第一 節 財 M に 指定 さる  二 五三 


第一章 浅 野 財閥 の 解 休  二 五 二 

第一章 浅 野 財閥の 解体 

第一 節 財閥 に 指定 さ る 

財閥 解体の 声明 昭和 二十 年 九月 二十 二日、 アメリカ 政府 は 「降伏 後に おける 米国の 初期の 対日 方針」 を 声明した。 その 声明 

は 四 部から 成って いるが、 その 第 四 部 「経済」 の B 項に おいて 「日本の 商業 及び 生産 上の 大部分 を 支配し きた 

りたる 産業 上 及び 金融 上の 大 コンビ ネ— シ ヨンの 解体 を 促進」 すべき 旨が 記され、 ここに 連合軍 は、 その 対日 

管理 政策の 主要な 一環と して 「財閥の 解体」 の 意図 を 有する ことが 明らかと なった。 

. 翌 二十 一年 一月、 日本 財閥 調査 使節団の 団長と して 来朝した コ ー ウィン • エド ヮ， -ズ は、 財閥 解 休の 意義 を 

次のように 述べて いる。 

財閥 解体の 目的 は、 曰 本の 社会 組織 を 米国 径济が 望む が 如く 改革す る ことで もな く、 いわん や 日本国民 自身の 利 

益の ためにす る もので もない。 その DT 的と すると ころ は、 曰 本の 軍事力 を 心理的に も、 制度 的に も 破壊す るに ある" 

財閥 は 過 まに おいて、 戦争の 手段と して 利用され たのであって、 これ を 解体し、 産業 支配の 分散 を 計る こと は、 平 

和 的に も 寄与す ると ころが 多い と考えられる" 日本の 対外 侵略に 対する 財閥の 責任 は、 人的な もので なく、 主と し 

て 制度 的な ものである" すなわち、 個々 の 財閥の 組織が 軍事的侵略に 都合の よい 手段と なった ので ある" 日本の 産 

業 は、 日本 政府に よ つ て 支持され 強化され た 少数の 大 財閥の 支配 下に あ つ た。 (中略) 日本 財閥 は 政府の 庇護の 下に 

あつたた め、 陸軍お よび 海軍が、 政府の 政策 を 壟断す る ことに 反対す る 意志 はあった にせよ、 自己の 弱体 を 知って 

いた 財閥 は、 政府に 対して 強硬な 態度 を 取る ことができなかった。 その 結果、 必然的に 財閥 は、 外交 政策 上 政府の 

手足と なった。 かかる 財閥が、 日本 国家に 対する 忠誠の ため のみでな く、 自己の 利益に 忠実に 働く こと を 念願と し 


業界団体の 再編 


占領軍の セ メン. 

工業 援助 


ど徐々 に 好転す る 一方、 昭和 二十 四 年 三月の 第一 次 S? 资、 问年 十二月の 第二次 増資と、 資本の 増加 も 次第に 行 

われた ので、 終戦後 低迷 を 続けて きた 社業 は、 漸く 一服の 態勢 を 整える に 至った。 

一方、 セメント 統制 会の 解散 後、 四分五裂の 状況に あった 業界団体 も、 共販 制度から 公団 制度への 移行と 共 

に 続々 再編され た。 セメント 同業 会の 後 身と も兑 られる セメント 協会、 日本 ポルト ランド セメント 輪 出 協会の 

後 身と 見られる 日本 セメント 輸出 協会、 セメント 業 技術 会の 後 身と も 見られる 日本 セメント 技術 協会、 セメン 

ト 統制 会 石灰石 部の 後 身と も 見られる 石灰石 鉱業 協会が 相次いで 創立され、 セメント • コンク リ ー トの 普及 宣 

伝、 セメント 技術の 向上、 石灰石 資源の 保全、 開発 等に 活躍す る ことと なった。 

セメントが、 占領 政策 実施 上 必要 物資で あつたと は 言え、 占領軍の セメント 工業 再建に 対する 関心 は 強く、 

総司令部 も 第 八 軍 も、 陰に陽に 援助、 指導の 労 を^し まなかった。 セメント 工業の 再建が、 終戦後 六 年に して 

早く も 達成され、 昭和 九 _ 十 一年の 基準 を 量、 質と もに しのぐ に 至った こと は、 企業 自身の 努力、 精進と 共に 

占領軍の 施策 も 高く 評価され なければ ならない。 
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序章 概説  二 五 〇 

閥が 第一 次の 解体 指定 を 受けた。 次いで 昭和 二十 一年 十二月、 浅 野. 大倉. 古河. 野 村 等が これに 次ぐ ものと 

して 第二次の 指定 を 受け、 財閥 所有 株式の 公開と 財閥 役員の 追放と が 行われ、 創業 以来 六十 三年の 永き にわた 

つて、 当社 を 育み 主宰して きた 浅 野 家 は、 S も 由緒 深い 当社に 訣別 を 告げなければ ならなかった， - 当社 はこの 

情勢に 対応し 「浅 野 セメント 株式会社」 を 「日本 セメント 株式会社」 と 改称す る ことと なった： しかし、 財閥 

解体の 措置 はなお も 追及の 手 を ゆるめず、 二十 三年 二月、 過度の 経済力 集中 排除 法に より、 当社 を 企業 規模 か 

ら 見て、 市場 独占の 疑が あると して 該当 社に 指定した。 当社 は 生産 能力の 大きい ことが、 必ずしも セメント 市 

場 を 独占す る もので ない こと を、 わが国の セメント 工業 史 及び セメント 市場の 実勢の 上から 立証し、 その 誤り 

を 指摘して 指定の 解除に 努め、 翌年 六月に 至って、 国際情勢の 変化 もあって、 目的 を 貫徹した。 

労働争議 敗戦と 共に わが国の セメント 生産高 は、 空前の 低位に 転落した が、 当社に おいても、 二十 一年 は 二十 五 万 通 

二十 二 年 は 四十 万瓲と 低迷、 運転 日数 は 毎月 十日に みたず、 インフレ —シ ヨン は 急速に 進行し、 食糧 難 は 相次 

ぎ、 従業員の 生活 は 困難 を 極め、 人心の 不安 は 続いた この間に あって、 連合軍の 労働運動 無条件 解放 は、 幾 

多の 過激な 組合 運動と なって 世間 を 驚かした が、 その 傾向 は、 やがて 当社 労働組合の 賃上げ 要求に も 現われ 始 

めた。 その 第一 波 は 二十 三年 夏、 第二 波 は 同年 幕の 紛議と なった が、 いずれも 大事に 至らないで 解決 を 見た」 

しかし、 二十 四 年 春の 組合の 組織 変史、 過激 分子の 指導に よる 企業 経理 を 無視した 賃上げ 要求と、 企業整備 を 

行わねば ならぬ 企業内 外の 情勢と が、 S にからみ あって 労働争議 を 誘発し、 組合員の 暴行、 会社 側の 工場 閉鎖 

を 伴う 長期の 争議に 拡大した。 紛争 五 力 月、 労使と も 多大の 犠牲 を 払って 八月、 ようやく 解決 をみ たが、 これ 

を 契機と して 組合の 自肅、 企業の 整備 (人員、 設備 共) は 断行され、 いわゆる 雨 降って 地 固まる の 結果 を 招来 

した。 

第一、 二次 培资 争議の 解決と 相 一 g 後して 生産 条件 は、 石炭 統制の 撤廃、 労働^„-欲の向上、 戦争に より 荒廃した.^:? 術の 補修な 


人 員 


敗戦に よる 事業 場 

権益の * 失 


引 揚 


ンフレ 対策 


解体と 商号の 
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十八 時間 内に 全館 立 退 命令が 下り、 愴惶 として 丸の 內 大手 町角、 日本 鋼管 分室 及び 銀座 七 丁目 浅 野スレ I ト社 

三階に 分散 移転し、 また 浅 野 邸に^ 開して いた 株式 課 は、 丸の 内 一丁目 大川田 中 ビル 四 階に 移転した。 

当時 は、 通信 も、 交通機関 も、 ほとんど 麻 It 状態に あつたので、 本社と 各 事業 場 間の 連絡 は 難渋 をき わめ、 

ある 部分 は 成 行に まかせる 以外に 手段がなかった。 外地 事業 場 を 失い、 かつ 国内 各 工場 は 極度に 生産が 低下し 

たので、 事業に 伴う 人員の 縮小が まず 考慮され、 十月 三十 一 日 を 期して 老令 . 長 病 . 非 能率 等に 該当する 約 一 

五 〇 名の 整理 を 昭和 五 年 以来 十五 年ぶりに 行った。 

敗戦に より 領土 は、 本州. 四国. 九州. 北海道 及び その 周辺の 島 喚に 限られ、 また 戦争 を 通じて 取得した 権 

益の 一切 は、 これ を 被 占領 国に 返還す る ことと なった。 

当社の 海外 事業 場 及び 投資 事業 は、 大連. 朝鮮. 台湾 を 始め、 満州事変 . 日華 事変 . 太平洋戦争 を 通じ、 満 

州. 北支. 南支 (海 南 島 を 含む). ス マトラの 諸 地域に 介在して いたので、 敗戦と 共に これらの 一 切 を 喪失し、 

七 百 数十 名の 従業員 は引揚 者と な つ て、 二十 年 秋 ごろから. e 地に 帰還した。 

前記の 外地 及び 南方 諸 地域の 事業 場に 勤務して いた 従業員の 引 揚げ 及び 武装解除に 伴う 応召 社員の 帰還 は、 

朝鮮 事業 場 を 第 一陣と して 日 を 追って 増加した ので、 二十 一年 三月、 本社 内に 臨時 職制、 帰還者 援護 事務所 を 

設けて これ を 専管し、 秋までに 七 百 余 名を受 入れ、 全国 各 職場に 配属した" 

この間に、 インフレ は徐々 に 昴 進し 始めた ので、 昭和 二十 年 十二月、 第一 回の 対策と して 増給した の を手始 

めと し、 つぎつぎ 増給して これに 備える 一方、 極力 諸 物資 を 収集す る 等、 従業員の 生活難 を 救済す る 諸 策を講 

じた。 

一方 連合軍の 占領 政策 は、 昭和 二十 年 九月 二十 二日の 「米国の 初期の 対日 方針」 によって 「産業 上 及び 金融 

上の 大コ ン ビネ— シ ョ ンの 解体 を 促進」 する ことが 示され、 一 一十 一 年 九月、 三 井 . 三菱 • 住友 • 安田の 四大財 

序章 概説  二 四 九 
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序章 概説  .  二 四 八 

第 七 期 戦後の 苦 難 (昭和 二十 一年 丄ー 十四 年) 

 ィ ンフレ —シ ヨン 昂進 期  

序章 概 説 

緊急措置 昭和 二十 年 t< 月 十五 曰、 わが国の 無条件降伏に 伴う 当社の 緊急措置 は、 即日 及び 翌 十六 曰の 緊急 常勤 重役会 

で 左記のと おり 決定され た。 

一 、 新規事業 及 新規 購入 ハ差控 エル 事 

二、 給料、 食糧 ノ 手当-一関 スル件 

三、 幹部 ハ 東京 二 待機 スル事 

四、 各 工場 二 対スル 本社 ノ 指導 方 针ハ各 工場 ノ生 産品 ノ 性質、 金融 関係、 資材 関係 等ヲ考 盧シ、 左ノ 三種 二 

分チ 夫々 各 工場 二 適切 ナル 指導 ヲ電 訓ス ルコト 

ィ、 運転 可能 ニシテ 運転 差支ナ キエ 場 (士 別、 糸 崎 以外 ノ各 セメント 工場、 内地 全 スレ— ト 工場) 

口、 本社 ヨリ 何分 ノ 指示 アル 迄 運転 中止 ス へ キエ 場 (士別 工場、 糸 崎 工場) 

ハ、 一 応運耘 停止 ス へ キエ 場 (御 野 機械 製作所、 香 春 製鋼所、 占 冠 石綿 礦. 業 所) 

これらの 緊急措置 と共に、 軍需 会社た る 当社と して は、 累を 後日に 残さぬ ような 慎重な 措置 も 必要であった。 

本社 分散 移転 西 多 摩 工場に 疎開して いた 本社の 一部 (勤労 部の 半数. 生産 部. 南方 部) は、 八月 末 再び 海上 ビル 新館の 本 

社 事務所に 引 揚げて きたが、 その 整理 もす まぬ 九月 七 曰、 突然、 連合軍 総司令部から 海上 ビル 接収の ため、 四 


合 併 成 立 一 


(特に 波 板) は 軍需品と なった ので、 陸軍 (需品 本廠) は、 まず 当社 スレ— ト 部に 次いで、 大阪 石綿 社 を 監督 

工場に 指定して、 軍需 用スレ —トの 確保に つとめた" しかし 大阪 石綿 社 品 は、 品質の 点で 当社に 及ばない ので 

需品 本廠 は大阪 石綿 社 品の 品質 向 h のた め、 従来の 技術 指導 を 一 歩 進めて 同社 を 合併す るよう 要望した _ たま 

たま 海軍から も、 ^社 スレ— ト部 並びに 大阪 石綿 社 を その 監督 下に 置こうと する 働き かけが あり、 いかにす ベ 

きかに ついて 慎重に 考慮 を 重ねる うち、 ついに 昭和 十九 年 十二月、 スレ— ト 製造 事業が 軍需 会社法に よる 指定 

事業と なった ので、 同社の 合併に 新： rg が 展^した。 

合併に 関する 諸般の 手続 は 順調に 進み、 当社 は 新たに 一 五 〇 万円 (三 万 株) を 増資して 大阪 石綿 社の 株主に 

交付し、 二十 年 五月 一日 合併 を 完了、 大阪 石綿 社の 大阪 • 清水の 両場 は、 それぞれ 当社の スレ— ト 部大阪 工場 

及び 清水 工場と なった。 
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第五 章 大阪石 綿 工業 株式会社の 合併  二 四 六 

京 工場と あまりに 逕庭が あるので 閉鎖した。 大阪 石綿 社の 概要 は 左のと おりで ある。 

本 社 東京 市 京 橋 区 三十 間 堀 三 丁目 十 一 番地 

ェ 場 大阪市 東 淀川 区 中 津浜通 三 丁目 一 番地 

資本金 百万 円 

事業 目的 アスベストセメント ヲ 材料 トス ル円 管. 類 スレ— ト 其他问 種品ノ 製造 及 販売、 土木 建築 村 料ノ製 

造 販売 並 二 右 各 号 二 付帯 スル 業務 

役 員 取締役会 長 金子 喜 代 太 取締役 瀧 山 米太郞 同 多田學 監査役 宮地茂 秋 

相 談 役 淺野總 一 郞 大川 平三郞 

大阪 石綿 社 は、 技術.. H において 当社の 援助 を 受ける と问 時に、 製品の 販売 は 当社 スレ— ト部 製品と 问様、 浅 

野スレ —ト 販売 株式会社に 一 任し、 当社の 商標 を 用いて 阪神 地区 を 販路と した. 製品 は 当初 円 管 (煙突) を 主 

としたが、 昭和 三年に は 網 代 板 を 考案 発充、 次いで 波形 板 を 製造す るよう になり、 経営 は 順調に 進んだ， 昭和 

十五 年 六月に は 新たに 清水 工場が 完成し、 当社 スレ— ト 部の 名 古 崖 • 東京 両ェ 場の 中間 地带 である 東海、 甲 信 

地区に 製品 を 供給す る ことと なった。 

日華 事変の 進展と 共に、 セメントの 入手 は 次第に 困難 を 加えて きたが、 セメント 共販 制が 出現して から は、 

同 制度の 狙いが 軍需 確保が 眼目で あると ころから、 民需 割当 は 戦争の 進展に つれて 減少す る 一 方で あつたし、 

とりわけ セメント 製品 用の 配給 量 は 少なかった。 その上、 石綿 スレ— ト 製造の 主要 原料で ある 輸入 石綿 は、 昭 

和 十六 年 以降 輪 入が 杜絶し、 国内 石綿 鉱の 開発、 再製 綿の 活用、 代用 繊維の 利用 等、 万策 を尽 したが、 思う に 

まかせず、 石綿 スレ— ト專 業者の 経営 は 次第に 困難 を 加える に 至 つ た。 

一方、 太平洋戦争の 拡大に つれ、 薄 鉄板 r 特に トタン 板) は 次第に 欠乏し、 その 代用品と して スレ— ト 製品 


第五 章 大阪 石綿 工業 侏 式 会社の 合併 

大阪 石綿 社の 経歴 大阪 石綿 工業 株式会社 は、 多田學 経営の 金剛 スレ I ト ハ イブ 製造所と 当社との 共同出資 によ つ て 設立され、 

大正 十四 年 八月 以来 昭和 二十 年 四月まで、 当社の スレ— ト 部と 並んで、 石綿 セメント 製品 (特に 網 代 板) の 製 

造 を 行つ てきた 傍系 会社で ある。 

多田學 (元 当社 員) は 東京 及び 大阪 で、 スレ— ト 煙突 額の 製造 を 主と する 金剛 スレ ー ト パイブ 製造所 を 経営 

(大正 十二 年 創立) していた が、 関東大震災に 伴う 財界 不況の ため 経営 困難に おちいり、 当社に その 工場. 特 

許 権 及び 営業 権の 買収 方 を 申入れ てきた ので、 当社 はこれ を 受諾、 共同出資の もとに 新 会社 を 設立し、 協同し 

て 石綿 製品の 製造 を H 的と する 事業 を 営む 契約 を 結んだ。 (注) 

契約書 抜粋 

大正 十四 年 七月 二十 七日 浅 野 セメント 株式会社 ヲ甲 トシ、 多 田 学ヲ乙 トシ 石綿 工業 ノ発 展ヲ 期スル タメ、 会社 設 

立ヲ ナス 二 関シ、 契約 スル 条項 左 ノ如シ 

第 一 条 甲乙 ハ 協同 シテ 石綿 工業 ヲ 目的 トス ル 株式会社 ヲ 設立 シ、 該 会社-一 於テ 次条 以下 ノ 条項 一一 依リ 従来 経営 セ 

ル 金剛 スレ— ト パイプ 製造所 ノ 事業 ヲ 買収 スル モノ トス 

第二 条 乙ハ其 所有-一 係ル 東京 及大阪 所在 ノス レ— ト円管 類 製造 工場 所属 財産 及スレ ー ト . パイプ 等ノ 製造-一関 ス 

ル 一 切ノ 特許権 並 一一 其 製品 販売 二 関スル 権利 (義務 ヲ 除ク) ヲ 新設 会社 一一 提供 スル モノ トス 

但シ其 明細 ハ 目録 トシ 本契約 末尾 一一 添付 ス 

こうして 大阪 石綿 社 は、 大正 十四 年 八月 一 曰から 発足した が、 同社の 東京 工場 製品 は、 当社 スレ— ト 部の 東 

第五 章 大阪 石綿 工業 株式会社の 合併  二 四 五 
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操業 状態 操業 成 結 は、 応急の 設備と 資材 及び 労力の 不足 にもかかわらず、 かなりの 好 成 結 を あげ 所期の 目的 を果 した- 

昭和 二十 年 三月、 たまたま 失火し、 応急 工場の ことと て 木造 部分が 多かった ので、 工場の 大半 を 焼失し、 復旧 

工事中に 終戦と なった。 

しかし、 北海道 庁 は 工場 復興 を 要望した ので、 復旧作業 を そのまま 続行、 同年 十二月、 復旧 工事 完成し 運耘 

を 再開、 労力 及び 資材 不足 を 克服して 操業 を 続け、 二十 一年 度 は 約 四、 七 〇〇 瓲を 製造した。 二十 一年 九月、 

共販 機 11 が 解散され 製造業 者の 直売が 復活した ので、 翌年 四月、 産業 設備 営団に 経営 を 返還して 当社から 分離 

した。 分離 後、 請負業者 その他に よって 操業 継続が もくろまれ たが、 いずれも 不成功に 終った ようで ある。 

士別 工場の 建設 は、 その 動機に も 見られる ように、 現地の 自給 カを充 たす ための 軍事的 措置であった ので、 

建設費 は 国家が まかない、 製造 原価 は、 共販 仕切 価格 中の 特別 価格 (二十 一 年 三月 全国 平均 二 四 〇 円に 対し 一 、 

二 五八 円) で 扱われた」 しかし、 応急 設備であった ために、 生産高 は 少なかった が、 局地 需要 を充 たし、 戦時 

的な 役割 を果 した 功績 は 認められなければ ならない。 


粘土 乾燥機 (曰 本 高炉 社 川 崎 工場) 

パ ル ベ ライザ— (小 野 3 社 八幡 工場) 


正式 受託 


第 四 章 国営 士别 セメント 工場の 委任 経営 


一 基 

一 基 

機械 の 移設 交渉 は セメント 統制 会が 担当 したが、 付属 

連動 設備 は 当社 内 各 工場から 融通した。 

原料 石灰石 は、 奥士別 帝室 林野 局 出張所 所管の 山林 內 

にあった ので、 同局の 開発 許可 を 得、 粘土 山 は 士別町 剣 

淵に ある 良質の もの を 買収した。 

建設工事 は、 折から 北海道の 厳寒 期に 入り 難渋 を 極め 

た。 十九 年 四月に 至り、 恒久 工場と しての 佐 伯 工場 移設 

は、 輪 送 及び 操業の 困難、 その他 諸般の 情勢から 実施 不 

可能と なり、 建設 中止と な つ た" 

応急 工場 は 同年 六月 竣工した ので、 「士別 工場」 と 命名 

(注)、 北 川吉鶴 (上 磯 工場 次長) を 生産 担当者に 任命し 

七 月産 業 設備 営団 から 正式に 経営の 委任 を 受け、 操業 を 

開始した。 

0  士別 工場の 出現に よって、 当社 は 道 内に 二 工場 を 

擁する ことと なった ので、 竣工に 先立ち、 十九 年 一月 

北海道に 場 を 上 確 工場と 改称した レ 

二 四 三 
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第 四 章 国営 士別セ メ ント 工場の 委任 経営 

工場 建設の 動機 太平洋戦争の 進展に 伴い、 国内 セメント 不足に 加えて 輪 送 状況 は恶 化し、 內 地から 北海道への 移 人 は 減少す 

るば かりであった のに. k し、 道內の 需要 は 生産力 拡充 用の ため 増大す る 一方であった。 これに 加えて 陸軍 当 55 

は ァリュ —シャン 方面の 敗退に よって、 北辺の 防備 を 固める ため、 多量の セメント を 必要と したので、 緊 € 心増 

産 を 計画し、. 当社 北海道 工場 は 道 南に 偏して いるのと、 空襲 対策 上、 工場 分散が 適当で ある こと を 考慮して、 

北海道の 中央部に セメント 工場 (応急 設備、 月産 二、 〇〇〇 瓲) を 建設す る こと を 軍需 省に 対し 強く 要請した。 

また かねて 軍 は、 当社が 北海道に 古く  (大正 四 年) から 地盤 を もっている 点に 着目して いたので、 昭和 十八 年 

十一月、 軍需 省 化学 局長 名 を もって セメント 統制 会 を 通じて、 当社に 対し 十九 年 四月までに 士別 付近に 応急 ェ 

場 を、 続いて 恒久 工場と して は、 十九 年末までに 佐 伯 工場 を 移設す るよう 指令 を 出した。 

建設工事 当社 はこれ を 受諾し、 直ちに 工場 建設 敷地の 調査に 着手、 十八 年 十二月、 上 川 郡 士别町 (名 寄の 南方 二十 キ 

口) 兵 村に 八 一、 四 一 〇 评 0 一六 九、 一 一 一 五平 方 米) を 買収し、 工事 は 札 幌泉屋 組に 請負 わせ、 主要 機械 は、 

セメント 統制 会 を 通じ、 同業 各社の 遊休 機械 を 移設す る ことと し、 建設 資金 は、 工場 建設の 意図 及び 製品の 用 

途を 考慮し、 産業 設備 営団が 支出、 建設 運営 は 当社が 営団から 委任 を 受ける ことと なった。 

移設 主要 機械 は 左のと おりで ある。 

回耘窯 (小 野 田 社 由 良工 場)  一 基 

原料 粉末 機 (大阪 窯業 社)  一 基 

原料 乾燥機 (当社 北海道 工場)  一 基 


昭南 出張所 


以上の ほか、 調査 班 はなお 進んで、 混合 セメント 用 原料 及び 石綿の 調査 も 行った が、 もはや この 時期 (昭和 

十八 年 五月 ~ 六月) に 至 つ て は、 南方の 戦局 は 曰々 不利 を 加える ばかりで あつ て、 とうてい 二 ュ —ギ ユアに 建設 

工事 を 実施す る こと は 不可能と なった ので、 調査 班 は 報告書 を 提出した に.^ まり、 具 休 的に は なんらの 進展 を 

も 見る ことなく 終戦 を 迎えた。 

四、 連絡 機関 

前述の ように、 イン ダル ン . ハレン パンに 事業所 を 持ち、 マレ— 軍政部との 交涉、 本社との 連絡 事務が 多く 

なった ので、 これ を 専管す るた め、 昭南 特別 市に 出張所 を 置く ことと なり、 マレ— 軍政部に 対し 「セメント 生 

産 二 関スル 連絡 其他コ レニ 付 带スル 業務 ノ 一  切」 を 営業 目的と する 出張所の 設置 を 申請、 昭和 十八 年 十二月 十 

五日 付馬 来監産 第五 八 三 号に よって 許可が あつたので、 翌年 三月 十日 昭南 特別 市フ イン レ— ソング リ— ン 二番 

地 (アジア ビル) に 事務所 を 設置し、 平 岡 廉之助 (本店 経理 部 勤務：) が 所長と して 赴任した。 

しかし、 十九 年 春 を 迎えて、 戦局 は 悪化の 一途 をた どり、 イン ダル ンは 八月 空襲 を 受け、 パレンバン は 工場 

建設 不能に おちいる など、 出張所 設置の 目的 を 充分 果す ことができぬ ような 事態と なり、 たいした 活動 もな し 

得ないで、 終戦と なった。 
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報告書の 大要  今回の 調査結果 により、 ホ ー ゲル コ ップ 半島 東岸 (モミ 以南) に は、 ヮ— レン 及び ウィン デシの 二 候補地が ある 

ことが 判明した" しかし、 これら 候補地の 立地 因子 中、 消費 地 • 燃料 所在地 (おそらく ホ ルナな らん) は晳く 措く 

として 石膏 . 挂酸質 原料 . 鉄鉱 等 未解決の ものが、 なお 残されて いる。 

以上の 問題が 解決した としても、 これら 二 候補地 は、 曰 本！： 地の セメント 工業 立地と 比較した 場合、 甚 しく 劣勢 

な 立場に 置かれる こと は、 次の ような 諸事 情に より 容易に うなずかれる ところであろう。 

ィ、 労 働 力 

二 ュ— ギ ユア は、 セメント 工業に 関する 限り 労働力 皆無と いって さしつかえない。 したがつ てこの 対策と し 

て， t 地 人 (一 部 インドネシア) の 移住 を 必要と する こと。 

口、  isC  候 

高温 多湿な ため、 製品の 貯蔵が 困難で あり、 原料 採掘 場の 稼働 日数が 減少し、 生産高に 影響す る こと。 

ハ、 修繕 材料 

二 ュ— ギ ユアに は 工場地帯が 皆無の ため、 機械 類の 故障、 部分品の 取換 等を內 地に 依存す る ほかない こと" 

二、 消費の 形態が 不明な こと。 

ホ、 工場 を 爆撃され る 危険が 濃厚な こと。 

へ、 社会的 環境に 恵まれな いため、 従業員 を 対象と する 文化 施設 を できるだけ 充実させる 必要が ある こと。 

等 いずれも 直接、 間接に 原価の 昂騰 をき たし、 立地の 価値 を 低減させる ものである" したがって、 二 ュ— ギニァ に 

おいて は、 rt 地と 同様の 原価 を もって セメント を 製造す る こと は、 全く 思い も 及ばない ところで、 おそらく その 数 

倍に 達する ので はない かと 考えられる- しかし、 一面に おいて、 石 奢 • IS 酸 質 原料. 鉄鉱 等の 小 問題 を 除いて は、 

原料 方面に ほとんど 不安が なく  (化学 成分 は 未決定)、 第五 班の 手に より ホル ナ 有煙炭 賦存 状況が 明らかにされた 今 

日、 消費の 要求す ると ころに 従い、 ホ— ゲル コップ 半島 東岸に、 セメント 工場が 建設され る こと は、 決して 不可能 

ではない。 


窯に より 粘土と 石灰 を 団子 状に した もの を 焼いて、 ブラスタ— 級の 代用 セメント を 造る。 

第一 一 次 計画 一 一 十 年度 中に 月産 五 〇〇瓲 ェ 場 の 建設 を 完成す る。 

工場 位置 サ ラヮグ 王国 首都 クチン^ 

委託 絰 営 

軍 は 七月 一 曰 付 陸軍 次官 名で、 当社 を 北 ボル ネオ 地区 セメント 企業 担当者と する 匕" の 依 命 通牒 を 発した。 そ 

の 趣意 は、 淺田潤 三 報告の 計画 を 早急に 実現す る ことであった" 

しかし、 この 時期と なって は、 もはや K 村の 輸送 も、 人員の 派遣 も 船腹 不足の ため 実行 不能と なり、 なんら 

具体化す る ことなく 終戦と な つ た G 

ニュ— ギ ユア 島 実 昭和 十七 年 二 ュ ー ギニァ 島に 軍政が 行われる に 及んで、 軍 は N.G  (二 ュ —ギ ニァ) 調査 隊を 派遣し、 同 島 

地? I 査 

一一 一  の 積極的 開発 を 行う ことと なり、 セメント 部門の 担当者と して、 当社に 協力 を 巾 入れて きた" セメント 市場と 

しての 二 ュ ー ギ ユア 島 は、 人口 稀薄で、 工業 は 全然 未開発の 状態であった から、 従来 とても セメント 需要 量 は 

^々たる ものであった" しかし 当社 は、 同 島の 位置が ォ ー ス トラ リア. 二 ュ— ジ— ランド 及び ポリネシア 諸島 

に 近接して いるので、 近い将来、 セメントの 補給 基地と しての 重要性 を增 加す るで あろうと 考えた ので、 進ん 

で この 企画に 参加して 三 名の 調査員 を 送った" 

N  •  G 調査 隊の セメント 班 は、 rer 井國夫 (研究所 調査 課長). 太田恭 (枝 術 部 原料 課員). 今 村繁雄 (佐 伯 工場 

狩 生 採掘 場 勤務) の 三 名から なり、 昭和 十八 年 四月 九日から 五月 二十 三日に わたり、 ホ ー ゲル コップ 半島 東岸 

の ジ ヨン ゴァニ 岬 付近 のヮ ー レン、 ウィン デシ 及び アン ブミの 三 地点に ついて H 場 立地条件 を 調査し、 次の よ 

うな 結論に 到達した。 
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昭和い 九 年に 入って 戦局 は 曰 マ 不利と なり、 仕上 粉末 機 • コン ベア— 電動機 等 を 積んだ 第一 船の みが 無事 到 

着した だけで、 回転 寇 及び 仕上 粉末 機 を 積んだ 第二 船 は、 空襲 を 受けて 沈没 (七月) したので、 やむなく 当初 

の 計画 を 変更し、 クリン 力 は イン ダル ン から 供給 を 受け、 シリカ 質 混合 セメ ン ト の 製造 を 行うよう な 仕上工 場 

の 建設 を 第一 期 工事と し、 第二 期 工事と して、 竪窯 によって 7 リンカ 焼成 を 行う ことにな つた、」 

ところが 八月、 イン ダル ン 工場 も 爆撃 を 受けて 運転 不能に おちいり、 グ リンカの 供給 も 不可能と なった。 そ 

-  こで 更に、 第一 期 及び 第二 期 工事 を 合併して 行う ことに 計画 を 変更し、 極力 工事 を 進め、 左のと おり 操業 直前 

まで 進涉 したので あつたが、 ついに 終戦と なった。 

一、 工場 敷地の 整地 完了 

一 一、 従業員 宿舎 • 事務所 . 物品 及び 機械 修理工場 完成 

三、 変電所 及び 送電 設備 ほぼ 完成 

四、 仕上 粉末 機据付 完了 

五、 竪窯 基礎工事 完了 

六、 引込線 敷設 完了 

三、 工場 建設 候補地 調査 

ボル ネオ 代用 セメ 昭和 十九 年 早々、 陸軍 は セメントの 現地 E 給 態勢 を 確立す るた め、 北 ボル ネオ 地区に セメント 工場 建設 を 計 

ント工 

画し、 当社に その実 地 調査 を 指令して きた。 当社 は 淺田澗 三 (台湾 セメント 株式会社 製造 課長) を 派遣して、 

三月から 六月に わたり 調査の 結果、 次の 計画 をた てた。 

第一 次 計画 クチン 工業 研究所が 建設 中の 月産 五 〇 瓲の セメント 工場 を 軍 直営と し、 当社の 手に よって 二十 

年 三月までに 一 〇〇® に 拡大す る。 本格的な セメント 製造 は、 戦局 関係から 不可能に なった ので、 竪 


(第 S7 面） パレンバン 工場 


までに、 薪で 石灰 約 三 〇〇瓲 を 焼き、 代用 セメント を 造 

り、 軍に 供給して いた 時、 終戦と なった。 

バ レ ン バ ン の 陸軍 燃料 廠は、 かねて ハレ ン パ ン 付近に 

セメント 工場の 建設 を 計画して いたが、 マレ— 総 軍 は 戦 

略 上 その 必要 を 認め、 商 工^化学 局に セメント 工場の 建 

設 斡旋 を 要望した。 よ つ て 化学 局 は、 当社に 対し 昭和 十 

八 年 七月 十 曰 付で、 日本 鉱業 株式会社 鏡 工場 を 買収の 上 

パ レン バ ンに 移設す るよう 指令して きた。 当社 は 直ちに 

日本 鉱業 社と 買収 交渉 を 進め、 十 一 月 五日 成約 (買収 価 

格 九十 万円) したので、 とりあえず パレンバン 工場 建設 

事務所 長 山 ロ靜逸 ほか 二 名 を 現地に 送り、 建設工事の 準 

備に 取り かかった。 建設 計画 は 左のと おりで ある。 

ェ 場 敷地 パ レ ン バ ン 州プ ラブ ムリ —市 郊外 

主要 設備 

原料 粉末 機  一基 

回転 窯  一基 

仕丄 粉末 機  二 基 


二三 七 
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仕上 粉末 機 r 径ニ  • 一八 〇x 長さ ニー 丁 〇〇〇 米)  一 基 

廃熱 汽罐  一基 

タ ー ボ 発電機  一基 

能 力 月産 九、 〇〇〇 瓲 

人 員 

社 員 邦人 一 一十 五名 (炊事 夫 . 看護婦 等 を 含む) 

"  (現地 採用 者) 邦人 八 名 (守衛 及び 運転手)、 台湾人 五名 (通訳 • 医師 • 看護婦 • 運転手 等) 

• 朝鮮人 四 名 

ェ 員 邦人 十六 名 

"  (現地 採用 者) 邦人 十六 名 r うち 一 名 現地で 病没)、 台湾人  一 一二 名、 朝鮮人 四 名 

合 計 社員 四十 二 名、 工員 一四 A 名、 ほかに 現地 苦力 八十 名 

建 設 費 二三、 九 七 一 、 〇〇〇 円 

日 之 出 工場の 解体 は 昭和 十八 年內に 大略 終った が、 翌年 一月 末の 本船 積 込み 予定 は 遷延 を 重ねて、 五月、 よ 

うやく パト バ ハ 丸に 第一 回 分 四、 五 〇〇 瓲を積 込み、 三角 港 発 (熊本県) 現地に 向った。 これ は 無事 到着した 

が、 回転 窯 及び 主要 粉末 機 を 積 込んだ 第二 船 は、 八月 マー ーラ 沖で 空襲 を 受け 沈没した ので、 現地で はやむな く 

設計 を 変更して、 既 遣の ドライ ャ— (一八 • 一  八 米) を 回転 窯と し、 徳利？^ で 珊瑚礁 を 焼いて 造った 生石灰 を 

原料と して、 生 灰 焼成に よる セメントの 製造 を 企てた。 十月 二十 八日 着工し、 昼夜兼行 工事 を 急ぎ、 十二月 二 

十日 火入れ を 行い、 約 三 〇 七瓲の クリン 力 を 焼いた が、 冷却 機 も 粉末 機 もない ので、 クリン 力 はホ— ルに 積載 

冷却して、 現地 八幡 製鉄所 安由 工場に 送り、 粉碎 して セメント とした。 二十 年 一月 末 石炭 尽き、 二月 以降 八月 


一一、 工場 建設 (内地 工場 移設) 

海 南 島 工場 昭和 十八 年 七月、 海軍 は 商工 雀 を 通じ、 内地 工場 を 海 南 島に 移設し、 早急に 現地生産 を 確保す るよう 当社に 

指令して きた。 同時に 商工 省 は 遊休施設 として 化学 局 示達 (昭和 十八 年 七月 十日 付 化 局 第二、 七 五六 号) を も 

つて、 九州 曹達 株式会社 日 之 出 工場 を 斡旋して きたので、 当社 は 直ちに 九曹 社と 交渉し 十二月 十一 日、 三 四 〇 

余 万円で 買収の 契約が 成立した。 

一方、 当社 は 井上 英熙 • 皆 川 治平 を 海 南 島に 派遣し、 二 力 月に わたり 現地 視察 を 行わせ、 両名 は 工場 建設に 

ついて ほぼ 見通し を 得て、 九月 帰任した。 十月 一 曰、 本社に 海 南 島 工場 建設 事務所 を 置き、 柏木 正 一 を 所長に 

任命した。 翌 十九 年 一月、 柏木 は 単独 現地に おもむき、 諸般の 準備中、 二月、 海 南 島 海軍 特務 部 総監から 工場 

建設の 許可が あつたので、 所員 は 四月 以降 便船 を 利用して 続々 現地に 着任した。 建設 計画 は 左のと おりで あつ 

た。 

工場 敷地 檢 林.^ 郊外 苓枝溝 循環 道路 北側 約 五 万 坪 (一六 五、 二 九 〇 平方 米)、 その後 現地 交渉の 結 

果、 二十 万 平方 米と なった。 

石灰石 抱披嶺 (工場から 約 二. 三 キロ) 

粘土質 原料 虎嶺 南側 山麓 一 带 

石  膏 内地から 積 送 

石  炭 台湾 炭 及び 仏印 炭 混用  • 

主要 機械 

原料 粉末 機 (径ニ  • 一  八 〇x 長さ 一三 •〇〇〇 米)  一 基 

回 転 窯 (径三 •〇>< 三 二八 X 長さ 六 〇.〇〇〇 米)  一 S 
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従業員 

職 員 ，：： 地 人 (二十 一名) 中国人 (四 名) 


二三 四 

第三国 人 (三 名) 現地人 (六 名) 

ェ 員 内地人 (五名) 現地人 (約 一 、 三 0 

〇 名) 

昭和 十七 年 八月 操業 以来、 十九 年 八月 末までの 二十 

五 力 月間に は、 約 三十 万遞 (月 平均 約  一 二、 〇〇〇 瓲) 

を 生産して、 軍の 委任に 応えた が、 十九 年 八月、 ィギ 

リス 艦載機 二十 数 機に よる 空襲 (五 〇〇 ボンド 爆弾) 

を 受けて、 被弾、 数十 発、 主要 設備 及び 人員に 多大の 

損害 をこう むり (前章、 戦時下の 操業 第五 節 戦災 一覧 

表 ニニ 九 頁 参照)、 昭和 二十 年初 頭まで、 回転 窯 は 運 

転 休止の やむな きに 至った。 

当社 は 同 工場の 重要性に 鑑み、 救援の ため 直ちに パ 

レン バ ン 工場長 山 ロ靜逸 及び 数名の 工員 を 派遣す ると 

冋 時に、 現地 軍当局の 全面的な 支援 を 仰いで 極力 復旧 

に 努めた。 一 方 戦局 は逐月 悪化し、 復旧 資材 及び 要員 

の 補 袷、 意の ままに 進まず、 終戦 直前 二十 年 五月 かろ 

うじて 完成し、 生産 を 再開した が、 はかばかしい 実緖 

を あげる ことなく 終戦と な つ た。 


、 さきに 軍が 太 原の 西山洋 灰廠、 広東の 西 村士敏 土廠の 経営 

を 当社に 委任した 前例に ならって、 同年 五月、 陸軍から 

ス マトラ 島 唯一 の大 セメント 工場 (南方 地域で も 最大) 

である パダン 市 郊外の イン ダル ン 工場 (注) の 委任 経営 

を 当社に 中 人れ てきた。 当社 はこれ を 受諾、 彥坂治 一 を 

主班と する 技術 陣を 派遣して 復旧 工事に 着手、 七月 完成 

八月から 操業した。 

注、 創立 一九 一 〇 年 

社 名 N.I.P.C.  Co.,  Ltd. 

(訳名 M 印 パダン セメント 株式会社 か) 

資本金 五 〇〇 万 盾 - 

本 社 オランダ、 アムステルダム 

ェ 場 ス マトラ 島 パダン 市 郊外 イン ダル ン村 

工場の 概要 は 次のと おりで ある。 

主要 設備 

原料 粉末 機  九 基 

回転. 焦  四 基 

仕上 粉末 機  六 基 

石炭 粉末 機  三 基 


第三 章 南方 諸 地域へ 進出 

南方 地 或へ 進出 昭和 十七 年 二月、 日本軍の シン ガボ— ル 占領に 続く 南方 諸 地 

の 兄 

i  域の 占領と 共に、 当社 は 軍当局から ス マトラ. 海 南 岛 • ボル ネ 

ォ. ニュ —ギ 二 ァ 地域の セメント 工場の 経営、 あるいは 開発 を 

委任され る ことと な つ た。 

当社 は 同年 五月 以降、 終戦まで 約 三年 半に わたって、 これら 

南方の セメント 工場 経営 を 担当し、 本社に は^ 方 部 (昭和 十九 

年 八月 一 曰 設置、 部長 井上 英熙) を 設け、 総指揮に 当る と共に、 

各地 域に 要員 を 派して その 任務 を 遂行した" 南方 進出 は、 次の 

四つの 形態に 大別され る。 

一 、 既設 工場の 委任 経営— ス マトラ 島パ ダ ン市 郊外 ィ ンダ ル 

ン 工場 

二、 工場 建設 (內地 工場 移設) —海 南.！？ 楡林 工場 . ス マトラ 

島バ レ ンパ ン 工場 

三、 工場 建設 候補地 調 直— ボル ネオ 島. 二 ュ— ギ ユア 島 

四、 連絡 機関— 昭南 出張所 (注) 

g シン ガボ— ルは 戦時中、 昭南 特別 市と 呼ばれた。 
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昭和 一一 十 年  一 I 一月 ._■ 日 


名古屋 


ガ 一一 十 年 W 月 十七 日 


大 

ml 

京 


司 

雄 


* 一一 十 年 六 月 


^ 一一 十 年- <  月 十一 一一 曰 


一一 十 年 一一 一月 一一 十一 I 一日 


戦災な し 

事務所 全焼、 その他 若干 被害 あ h 


戦災な 


- により、 工場 建物 (五 〇 坪) 一 楝 全焼、 機械 設備 は被宙 な， 


原料 倉 車 二 棟 (約 二  0〇 圩) 全 焼 

一棟 (九 〇 评) 半 焼 


類 


戦 ffif なし 


工場 事務所、 物品 倉庫、 社宅 ニ楝 焼失 (委細 不明) 


戦災な し 


降 接 セメント 工場 出荷 場に 対する 空 狭に よる 爆風の ため、 ェ 

場 建物 大半 爆碎 された が、 主要 機械 被害な し。 


焼 


焼 
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尼 崎 


糸 崎 


昭和 一一 十 年 六月 £ 日 


土 佐 


一一 十 年 ^1 月 四 _ 


一一 十 年 七月  一一. 5 日 


門 司 


ガ 一一 十 年 七月 一一 日 


香 春 


八 代 


一一 十 年 S 月 一一 十六 日 一 


とん どな か つ た。 これ は セメント 工業の 戦略 的な 性格 を 物 Si る  一 ..ra であろう。 

空襲 は 昭和 十九 年 八月の ィ ン ダ ル ン 工場に 始まり、 一 一 十 年 六 ~ 七月 ごろ 激化し、 同年 八月 十三 曰 の 清津ス レ 

—ト 工場に 終って いる。 

次^に その 戦災 状況 を 掲げよ う。 


当社 戦災 状， 况 I 覧表 
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第二 章 戦時下の 操業 

台湾 セメント 工場 台湾 軍から 別段の 指定がなかった。 

髙雄 スレ— ト 工場 右 同 

京 城 スレ— ト 工場 朝鮮 軍 経理 部 指定 工場 

清 津スレ —ト 工場 右 同 

戦時 秘匿 名 昭和 二十 年 を 迎え、 戦局 は 日に日に 不利と なり、 空襲 はいよ 

い よ 激し さ を 加えて きた ので、 軍 は 軍需品 製造 工場 名 を 秘匿す 

るた め、 番号 を もって 呼ぶ ことと し、 当社の 各 工場に 第一 四 表 

のよう な 「戦時 秘匿 名」 を 冠した。 

軍需 会社 指定の 効 昭和 十九 年の 初頭から 翌年の 初頭に かけて、 軍のと つた 前述 

果 

の 一 連の 非常手段 も、 もはや 戦 SI- の 斑 勢 を 挽回す るのに ほ とん 

ど 役に は 立たなかった" ただ、 このような 资 格を夸 えた こと 

が、 原材料の 人手 を 幾分 容易に し、 かつ 従業員の 人心 を 鼓舞し 

て 能率 を 挙げる ことに は 多少 役立った が、 物資の 絶対量の 不足 

は、 縮小 再生産 を 招く に 過ぎなかった。 

第 四 節 戦  災 

工場の 戦災 セメント 工場の こうむった 戦災 (主として 空襲) は、 これ を 

重、 化学 及び 兵器工場の 徹底的 破壊に 比べれば、 比較的 軽微で あ 

り、 かつ 工場 設備の 主要部 (主要 機械) に 加えられた 破壊 は ほ 
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昭和 十九 年 十二月 二十 五日 

軍需 大臣 吉 田  茂 


セ メ ント 工場 及び スレ j ト 工場 以外の 工場 は、 それぞれ 次の ような 措置 を 受けた。 

東京 機械 製作所 曰 本 鋼管 鶴 見 造船所 協力 工場 

御 野 機械 製作所 海軍 監督 工場 

陸軍 監督 工場 

香 春 製鋼所 海軍 監督 工場 

台湾 • 朝鮮の 各 工場と 現地 軍との 関係 は、 次の ような ものであった。 

第三 節 軍 _se 会社の 指定  ニニ 五 


第二 章 戦時下の 操業  ニニ 四 

セメント  佐 伯 工場 

*  土 佐 工場 

その他  本社 研究 部 

S  士別 工場 は 七月 

昭和 十九 年 七月に は、 前記 各 セメント 工場 所属の 石灰石 採掘 場が 指定され、 十二月に はいって、 東京. 名 古 

屋. 門 司 • 札 幌の各 スレ— ト 工場 も 指定され た- 次に 最終の 指定 令 書 (十九 年 十二月) を 掲げよう。 

指定 令 書 


会社 ノ 所在地 東京都 趣 町 区 

会社 ノ 名称 浅 野 セメント 株式会社 

右 会社 左ノ通 軍需 会社 二 指定 ス 
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第二次 及び その後 

の 指定 


生産 責任者 取締役 

生産 責任者 事故 アル.. 

第一 順位 取締役 

第二 順位 取締役 

第三 順位 取締役 

第 四 順位 取締 J« 


淺 野八郞 

. キソノ 職務 ヲ 代理 シ、 生産 責任者 欠勤， 

灿 惣 之 助 

齋 藤作藏 

德 根吉郞 

上 E 鍵 


. キソ ノ截務 ヲ行フ へ キ 取締役 ノ頓位 


一一 一、 糸 崎 工場 生産 担当者 工場長 細 井 


司 

三 


生産 責任者 は、 最初 専務 取締 ft 淺 野八郞 r 社畏淺 野總ー 郎の 統制 会長 就 に 伴い、 会社 を 代表す る 取締役と 

なった) であった が、 十九 年 二月 淺野總 一 郞は胄 任の 重大な こと を 痛感して、 セメント 統制 会長の まま、 当社 

の 生産 責任者に 就任した。 

左の 各 セメント 工場が 軍需 会社 の 指定 を 受け た。 


ついで 十九 年 四月 二十日 

第二次 指定 

軍需 事業の 種類 

セメント 

〃 
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名 称 

上 礎 工場 

西 多 摩 工場 
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第三 節 軍需 会社の 指定 
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昭和 卜 九 年 一 月 十七 日 

軍需 大臣 東 條 英 機 


第二 章 戦時下の 操業  ニニ 二 

第三 節 軍需 会社の 指定 

軍需 会社の 指定 軍需 会社法の 施行 (昭和 十 A 年 十二月) に 伴って、 当社 も その 指 を 受ける に 至った ので、 法に 定める 生産 

責任者 及び 生産 担当者 を 左のと おり 選任した。 

第 一 次 指定 (注) 

W 当時 糸 崎 工場 は 粗 アルミナ グ リンカ を 焼成して いたので、 直接 軍需 物資と いう 晃 地から 他 工場に 先んじて、 い 

ち 早く 指定 工場と なった。 

昭和 ト九年 軍 第 参弍号 

指 定 令 書 

会社 ノ 所在地 東京都 趣 町 区 

会社 ノ 名称 浅 野 セメント 株式会社 

右 会社 左ノ通 軍需 会社 一一 指定 ス 
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第二 章 戦時下の 操業 


ニニ 〇 


第一 一節 混合 セメ ン 


の 増産 


1:1 が セメント 製造 

の 沿革 


戦時中の 増産 


当社が 川 崎 工場に おいて、 高炉 セメントの 製造に 着手した の は 昭和の 初頭で あるが、 その 意図 は範を ドイツ 

にと り、 高炉 水 滓 を 利用す る ことにあった-, - しかし 製造 及び 販売の 実績 は、 当初の 意気込みと は 反対に、 次第 

に 萎縮し、 昭和 六、 七 年 は 一時 製造 を 休止し、 八 年 復活 はした が、 月 平均 千 通に 達せず、 九、 十 年と 漸減、 十 

一 年 は 漸く 月 千瓲に 届こうと いう 程度で あつ た。 

日華 事変の 進展に 伴って、 前述した ように、 石炭 並びに 諸 資材の 制約が 逐月 増大し、 ボルト ランド セメント 

の 製造が 次第に 減少す るに 及んで、 その 不足 を 高炉 水 滓、 あるいは 建 酸 質の 混合 材の 添加に よって 補おうと す 

る 傾向が 著しくな つてき た： これ を 大規模に 実行した のが、 川 崎 工場の 分離 (本 編 第五 期 第三 章 川 崎 工場の 分 

離 二 〇 一 頁 参照) である" これ をキ ッカケ として、 水 滓、 あるいは 珪酸質 退合材 または 双方 人手の 便宜の ある 

工場で は、 きそって 混合 セメントの 増産に 着手した 政府 も、 統制 会 もまた これ を 奨励した： その 状況 は 第一 

三 表のと おりで ある。 
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第 一 工場 第二 号 仕上 粉末 機 

二、  guv 回転せ？  (二 〇〇60 付 S 設備 一 式 一 

一 、 ニサ 阿 おやご 一基  付 3S 設備 一 式 

工場 全 機械 回 窯 四 基  付属 設備 一 式 

原料 ±1 上 粉末 機 各 二 基、 仕上 再 粉 機 一 基 

第一 工場  一、 二号 回転 菜  一 

第 一 工場 石炭 粉末 機  一 基 一 

回お 窯  一基 

回転 窯  二 基 

回転 窯  一基 一 

原料、 仕上 粉末 機  各 二 基 

二号 回耘窯  一基 一 

第 一 工場 二号 回転 や M 

一号 石炭 乾燥機 

第一 工場 原料 再 粉 機  ， 

第一 工場 一号 回転 窯 

一、 二号 回転 窯 (八 〇呎) 

ニー、 四、 五 号 回お 窯 (八 〇&0 

全 工場 設備 

全 工場 設備 

第 一 工場 ーサ 仕 上 粉末 機 

一号 回転 窯  付属 設備 一式 一 


ム 2 湾 工場 

大同 洋灰錦 州 工場 

朝鮮 浅 野 第二 期 工事 

華 北洋 灰 

台湾 工場 

日本製 鉄 輪 西 製鉄所 

川 崎 工場 

！ S 州 特殊 鉄銷 

〃 

日本 高炉、 川 崎 工場 

朝鮮 浅 野 

台湾 社髙雄 工場 

満州 特殊 鉄鋼 

供  出 

北海道 工場 

日本 軽金属 清水 工場 

(アルミナ 焼結) 

髙伊 水律ド ライヤ— 転用 

住友 鉱業 四 坂 St 製鉄 


東亜 コパ ■ 

(コ パル. 


一 ト t 

- 焼結) 


ァ ル ミナ 焼結へ 転換 

門 司 工場 移設 

住友 化学工業 新居 浜 工場 

(アルミナ 焼結) 

ニー  九 


移設 

充却 

売却 

売却 

移設 

売却 

移設 

売却 

売却 

売却 

売却 

移設 

売却 

移設 

売却 

K 貸 

K 貸 


売却 


(第 12 表) 


北 

西 

ェ 

海 

多 

場 

道 

摩 

名 

昭 

時 

八 

期 

第 

補 

号 

助 

Ml 

仕 

汽 

上 

粉 

末 

械 

機 

名 

基 

同 

ム 

湾 

転 

ェ 

上 

用 

先 

移 

設 

第二 章 戦時下の 操業  ニー-八 

第二 章 戦時下の 操業 

第一 節 遊休 設備の 利用 

遊休 設備の 利用 かかる 客観 状勢 下にあって 当社の 歩み はどうで あつたか。 日華 事変が 長期戦の 様相 を带 びて くるに つれて、 

セメント 製造 用の 主要 資材 は 次第に 欠乏し、 その 結果、 高率の 生産 制限 を 余儀なく され、 遊休 化した 主要 機械 

は、 当分 復活 運転の 見込みが たた なくなった」 ここにお いて、 遊休 設備の 活用が 国策と して 要請され、 また 当 

社 経営者と しても、 セメントの 生産 減少に よる 企業 利潤の 減少 を 補う 点から も、 遊休 設備の 転用 及び 売却 は、 

重要な 意味 を もち 始めた。 その 先鞭 をつ けた 二、 三の 例 を あげれば、 佐 伯 工場 第一、 二号 回転 窯 売却 (昭和 十 

五 年 十月) による 朝鮮 浅 野 セメント 第二 期 工事、 門 司 工場 第二、 四 号 回転 窯 売却に よる 大同 洋灰錦 州 工場 建設 

(昭和 十五 年 五月)、 東京 工場 全 設備 売却 (昭和 十五 年 十月) による 華 北洋 灰 琉璃 河 工場の 建設で ある。 

以上 はいずれ も、 セメント 製造 設備と して 活用した ものであるが、 戦争の 進展に つれて、 回転？^;. 乾燥機. 粉末 

機 等で、 セメント 及び 他の 業種に 転用され る ものが 次 等に 増加した： その 状況 は 大体 第二 一 表のと おりで ある _ 

遊休 設備 利用 状 ，况 I 覧表 

(セ メ ント 工場) 


一、 iy に 閣議 決定に 係る 「統制 八 .4- 化き .備 二 関スル 件」 に±^?き、 現在の 共販、 地阪 をべ =w し、 折た に 統制 会社 

令に よる 統制 会社 を設. W する こと 

一 、 新 配給 機 SW は 昭和 卜 九 年 三月 末日 迄に 設立 を {-• 几 了す る こと 

一、 直ちに 設立 準備委員会 を 設ける こと 

委員長 統制 会 理事長 

委 員 統制 会 • 共販 • 地販 役員 及び 大口 需要 者 

運 営 軍需 省 指導 

設立 準備委員会 は、 昭和 十九 年 一月 二十四日 成立、 二月 一 曰 以来 三回の 協議 を 経て、 次の 改組 要綱 を 決定し 

て、 二月 十九 曰 軍需 省に 答申した。 

改組 要 網 一、 セメント 共販の 株式 四 万 株 (四 〇％) を 現 株主た る セメント 製造 会社から 地販に 分割 讓 渡し、 セメント 

共販の 性格 を 変える こと。 

一、 セメント 共販 は 統制 会社 令 第三 条 第二 項に より、 配給 統制 会社に 移行す る こと： 

一 、 配給 統制 会社 は 統制 会社 令 第三 十二 条 第二 項に より、 地方 セメント 販売 株式会社 を. &併 する こと。 

一、 地販 株主で 株式の 讓渡を 希望す る もの は、 製造 会社が 肩 代っても いいが、 総 ft 数の 五分の 三 以内で ある 

こと 「、 

こうして セメント 配給 統制 株式会社 は、 同年 三月 誕生した。 (詳細 は、 序 編 下 第 七 章 市場 及び 販売機 構 四 三 五 

頁 参照) 


第三 節 セメント 配給 統制 株式 会 ニー  七 


第一章 セメント 紘制 会の 活動  一二 六 

実行 を 指 ベリした。 

蒙彊 (磐 城 社 担当) 

昭和 十八 年 四月 磐 城 社 四 倉 工場 回転 窯 一 系統 一 一、 六 〇〇 通 C. 大同に 建設) 

マ レ— (磐 城 社 担当) 

昭和 十八 年 六 HC 磐 城 社 l^s 工場 回転 意 二 系統 ニー、 九 六 〇 瓲 (ク ワラル ンプ ー ルに 建設) 

セ レべス r 小 野 S 社 担当) 

昭和 卜八尔 三月 小 野 田 社 由 良工 場 回転^ 一 系統 五、 一六 〇 瓲 (マカッサルに 建設) . 

同 年 八月 小 野 田 社 津久見 工場 回転 煮 一 系統 五、 一 〇〇瓲 (右 同) 

ス マトラ _r 浅 野 社 担当， }  , 

昭和 十八 年 五月 曰 鉱社鏡 工場 回転？^ 一  系統 三、 一 八 〇 瓲 (： 浅 野？^ が §13； 収の 卜： ハ レン バ ンに 建設) 

海 南 島 (浅 野 社 担当) 

昭和 十八 年 八月 九 曹社曰 之 出 工場 回転 窯 一 系統 九、 六 〇〇瓲 (浅 野 社が is 収の h 楡休に 建設) 

以上 ■ の 海外 移設. ほ備 は、 建設 中途に して 敗戦と なり、 従業員の み 日本に 帰還した。 

第三 節 セ メ ント 配給 統制 株式会社 

g 給 統制 機構の 強 戦 Eg- の 激烈 化に つれて、 軍需 省 は セメント 製造業 者 を 株主と する 共販 機構で は、 軍需 用 セメント 配給の 確保 

がで きないと 考え、 昭和 十九 年 一 月 二十 一 日付 化学 局長 名 OS 田 広) で、 次の ような 「セメント 配給 機構 整備 

方針」 を セメント 統制 会 • セメント 共販 会-仕 》< び 地方 セメント 販売 会社に あて 通渫 した。 


、 .r ぶよ 約 二、  §o 瓲、 二十 年 は 約 二、  0〇〇瓲 の 

お，〕 工場 は 昭和 十九 年 六月 完成、 七月 操業 を 開始  一 Ml^,,  /ト 工場の 委任 経営 二 五 二 頁 参照) 

セ：： ：：| して 11 た。 (詳細は 本 期 れ" srt  a 

I とし a 伯 rtp:: 場 ppif 出て、 II に 終つ た。 

見通 L 力 J 、一,, ( , 


「一 工場 (樺 太 敷 香 都 敷 香 町) 

U  -,. 仕  名 樺 太 セメント 工業 株式会社 

な 木 金 一、 四 〇〇 万円 

0 資者 小 野 田 社. 學 製紙 社. 樺 太 開発 社 


增加を 図る 

海外 移設 


^  ^  ^  ^ 小 野 田 セメント i 株式！； ^ 降 .丄場遊 休ま |( 壳却) 

ま  蹄 ト野田 社徳浦 工場 回転 煮 及 ひ 八幡 丄レ - 

能  力 年産 六万瓲  、， 、义 i,, 、華 4 ^のお 失と 運命 を 共に した。 

二-:、  a?  、二十 年 八月 5、 操業に 至らないて 終軟 樺大の や， ソ - 

工場 建設 は 十九 年 六月 着工 二 i.* ^ノ さ 

二、 混合 セメント 舊  、、 i 漠. 資 1、 いずれも 不足して、 これに 応ずる ことが で 

セメントの 雷 は 日 を 追って 増大した か upp、 ，セメント 及び 蠢 I 合 セメントの 逢 


雷 者に は 混合 セメントの S をす uy  、 国 S 不足に 加えて、 I 用の i まて 不學 る； 

I 及び 南方 占領地 域の 建設 及び^" の U あ；： て、 I. 小 野 田-磐 城の 一一 一社に 向けて、 次の 計画の 

至った ので、 統制 会 は、 陸 海軍5 軍 1 の 要請 I けて 、、  一二 五 


第二 節 


r 統制 会の 事績 


設備の mrt 移設 


第一章 セ メ.， 'ト 制 会の 活 sg  ニー 四 

£1 津久見 鉱業 株式会社 

昭和 二十 年 五月、 当社 津久 見破 業 所 は 難久見 鉱業 株式会社に 統合 (注」 され、 EI 社 3 平 採掘 場と なり、 

八幡 製鉄所 及び 当社 佐 伯 工場に 石灰石 を 供給した。 

^ 昭和 二十 二 年 三月、 同 社 は、 戦時 強制 統合 を 理由と して、 占領 政策に 基いて 解散され たので、 同社 田 平 採掘 場 

は 再び 当社 津久見 採掘 場に 復帰した。 

以丄の 生産 増強お 施策 は、 現有 能力の 維持 確保と いう、 いわば 消極的な 手段で あつたが、 昭和 十八 年 秋に な 

つ て、 北辺 防備 用と して 北海道 及び 樺 太に セメント 工場 を 新設して、 地- 兀 供給 力 を 確保した いという： 卓 及び 軍 

需 省の 積極的な 要求が 現われて きた，" そこで 統制 会 は、 北海道 は 浅 野、 樺 太 は 小 野 田に 白羽の 矢 を 立て、 その 

実現に とりかか つ た。 

一 、 工場 新設 

M  士別 工場 (北海道 上 川 耶士別 町) 

m 応急 工場 能力 月産 二、 〇〇〇 通 

設  備 各社の 遊休 設備 移設 

所  有 産業 設備 営団 

委任 経営 浅 野 セメント 株式会社 

M 恒久 工場 能力 月産 一 〇、 〇〇〇 瓲 

設  備 当社 佐 伯 工場 回転 窯  一 S 移設 

所  お 産業 設備 営団 

委任 経営 浅 野 セメント 株式会社 


の 需要 増加と 優先 確保と は、 セメント 用 石灰石の 供給 を 脅やかす ようになった。 その 事例 は 次の 場合に 顕 

著であった。 

H セメントと 同一の 石灰石 山から 採掘して いる 場合、 あるいは 買鉱 している 場合。 

Q セメント 専用の 石灰石 山から 新たに 製鉄 用の 石灰石 を 増産しょう とする 場合。 

この セメントと 製鉄の 競合の 調整 及び 石灰石 を 原料と する 諸 工業 (例 • ソ— ダ. 肥料. カラス . 力 —パ イド . 

石灰 等) 向けの 調整 を 図る ため、 昭和 十八 年 十月 一 日 統制 会 内に 石灰石 部 を 設けて、 石灰石 採掘 業者 (単独 業 

者 及び 団体) を 統制 会の 会員に 加え、 石灰石の 確保に 努めた。 

一方 この 目的 を 達成す るた め、 セメント 用 石灰石 山が、 製鉄と 共同出資の 会社に よって 経営され た 例が 少な 

くない。 その 主な もの を举げ ると、 左のと おりで ある。 

H 峩朗 鉱業 株式会社 

昭和 十七 年 十二月、 当社 は 日 鉄鉱 業 株式会社と 提携 (注 J して、 3^^朗鉱業株式会社を設立し、 峩朗 採掘 

場 は 同社 峩朗 礦業 所と なり、 輪 西 ，室 蘭両 製鉄所 及び 当社 上 機 工場に 石灰石 を 供給した。 

g 一、 提携. s: 容 — 当社 北海道 工場 (上 磯) における セメント 用 石灰石 並びに 日 鉄 輪 西 製鉄所に おける 製鉄 用 石灰 

石の 確保、 増産 を II るた め、 -: 我朗 石灰 山の 開発 を 目的と し、 当社 及び 日 鉄鉱 業の 共同 事業で、 昭和 十七 年 十一 

月 資本金 四百 万円 (当社 現物 出資 二百 万円、 日 鉄鉱 業 現金 出資 二百 万円) を もって 設立、 同年 十二月 二十 九日 

設立 登記 を 完了した。 これより 先、 当社と 曰 鉄鉱 業と は、 同社の 径営 について 基本的 申 合わせ をな し、 十七 年 

A 月 一 日付 両社 間に 覚書 を 交換し、 以来 この 覚書に 従い 経営して きた ものである。 

二、 昭和 二十 三年 九月、 峩朗 鉱業 株式会社 は 解散し、 当社 は その 全 施設 を 買収して、 上 機 工場 直営の 峩朗 採掘 場 

に 復帰 させた。 

第二 節 セメント 統制 会の 事績  ニー 三 


第一章 セメント 統制 会の 活動  二  一  二 

七、 フエ 口  ニッケル (七 尾 社 七 尾 工場) 

八、 コバ ルト 鉱焼灼 (当社 尼 崎 工場) 

生. S 力 強 ^ 石炭 及び 補修 資 村の 増配 

セメントが 物资 動員 計 a から：！ 几て、 生産 拡充 を 要する 重要 資材に 指定 (昭和 十六 年 四月」 されても、 配 炭 

は 質、 量と もに 低下す るば かりであった から、 統制 会 は 種々 資料 を举げ て、 特に カロ リ— の 維持と 量の 確 

保、 増配に 努めた。 

また 補修 資材 も 耐火 谏瓦 . 鋼 球. 鉄鋼. ゴム ベルト. 石油 製品 等の 重要 资村 はもち ろん、 ほとんど 全 種 

:w にわた つて 増配、 確保、 入手の 促進に 努めた"  . 

一方、 セメント 通 当り 補修 資材の 節約 並びに 割当 量の 適否 を 判断す る 資料と して、 原 単位 制 を 取り上げ 

その 合理的な 基礎 数字に 基いて、 当局に 割当 を 申請した。 この 原 単位 制 は、 従来の 金額 本位の 資材 購入 方 

式 を 数量 本位の 合理的な 購入 方式に 切換え た 措置で あるが、 この 原 単位 切 詰めに よる 資材 節約 は 戦後 も 引 

続き 行われて いる。 

^ 容器の 確保 

紙袋の 不足 も 曰 を 追って 甚 しくな つたので、 その 確保の ため、 グ ラフト 紙の 増配に 努める と共に、 再製 

袋の 確保の ため 「空 袋 回収 委員会」 を 組織し、 セメント 共販 を 通じて 回収に 努めた。 また 袋の 層 数 を 三 層 

基準 (従来は 四 層 基準) に 切 F げて、 増量 を 図った。 

\ 石灰石の 確保 

セメントの、 王 原料た る 石灰石 は、 各社と も 平常から 自給自足であった から、 戦争に よる 労力 不足 は、 採 

掘 高 減少の 最大 因と なった。 しかし、 製鉄業 者の 銑 鋼 一貫作業が 拡大す るに つれて、 溶鉱炉 用の 石灰石 


i 
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遊休 設備の 異動 表 


ェ 場 

名 

時 

期 

機 W 

移 励ま たはお 換先 

岐阜 社 

秋 

昭和 14 

11 月 

回 ^ 窯 

2 基 

安 東洋 灰 安東 工場 

浅 野 社 • 東 

京 

同 

15 

10 月 

同 

4 基 

華 北洋 灰 琉璃 河 工場 

同 門 

同 

5 月 

同 

2« 

大同 洋灰錦 州 工場 

同 佐 

同 

8 月 

同 

2 基 

朝鮮 浅 野 社 馬 洞 工場 （増設） 

同 

同 

10 月 

同 

1 基 

住友 化学工業 

富国 社 •  二 

見 

同 

11 月 

同 

2 基 

本 溪湖洋 灰 

敦賀 ft'.ft 

同 

9 月 

同 

1 基 

台湾 化成 蘇澳 工場 

野 沢 社 ，彥 

根 

同 

10 月 

同 

1 基 

吉林 人造石油 

旭 天 

草 

同 

8 月 

同 

2 基 

東満 産業 

浅 野 社 • 北海道 

同 

16 

1 月 

同 

2 基 

输西 製鉄 

同 尼 

同 

1 月 

同 

1 基 

満州 待 殊妷銷 

同 大 

同 

6 月 

同 

1 基 

満州 特殊 鉄 銅 

同 八 

代 

同 

4 月 

同 

2 基 

満州 特殊 鉄鋼 

同 同 

同 

4 月 

同 

1 基 

日本 高炉 社 川 崎 工場 

同 土 

佐 

同 

5 月 

同 

1 基 

台湾 社髙雄 工場 

小 野 田 社 *徳 浦 

同 

3 月 

同 

1 基 

満州 小 野 田 _H: 

同 愛 

知 

同 

2 月 

同 

1 基 

小 野 田 社恒見 工場 

磐 城 社 *栃 

木 

同 

2 月 

同 

1 基 

撫順洋 灰 

同 

2 月 

同 

1 基 

南満 鉱業 

東 産 社 '田 

原 

同 

10 月 

同 

1 基 

東北 亞給 鉱業 

東海 社 '髙 

浜 

同 

10 月 

同 

1 基 

台湾 電力 （南方 セメ ン ト） 

豊国社 • 名古屋 

同 

11 月 

同 

2 基 

台湾 化成 社蘇澳 工場 

宇 部 社 • 宇 

部 

同 

5 月 

同 

2 基 

满州 特殊 鉄銷 

同 

同 

5 月 

同 

1 基 

華北 軽金属 
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ヤメ ン ト 統制 会の 卓 緒 


第一章 セメント 統制 会の 活動 

昭和. 1- 六 年 三 月、 浅 野 社が、 H 束 社 (糸 崎 工場) 合併。 


二 一  〇 


操業 休止 


遊休 設備の 用 


同  十二月、 磐 城 社が、 豊国社 (i^ 田 工場). 敦賀社 (敦賀 工場). 七 尾 社 (七 尾 工場) 合併。 

同 十七 年 三 月、 浅 野 社が、 東亜 社 (尼 崎 工場) 合併。  . 

同 十七 年 四 月、 小 野 田 社が、 來北社 (大船 渡 工場) を 合併。 

小 野 田 ft 由 良工 場 • 浅 野 社 尼 崎 工場 • 九 曹社曰 之 出 工場 及び 曰 鉱社鏡 工場 (昭和 ト八 . ™r 日産 化工 社 は 日 

本 鉱業 社 へん n 併 」 の 各 工場 は、 昭和 十八 年 六月 以降、 いずれも 配 炭 停止の ため 操業 を 休 i した 1- 

昭和 ト八年 以来、 戦況 は 益々 悪化した ので、 政府 は 統制 会 を 通じ、 セメント 業者の 遊休 設備 (配 炭の 高度 規 

制に よる 遊休 化 をへ. n む) を 利用し、 戦略 物資 中の 窮乏 甚し いもの— アルミナ . 鉄 鉄 . 海綿 鉄. フエ 口  ニッケル. 

マグネシア クリン 力 . ド 口 マイト クリン 力な どの 生産 並びに 遊休 設備の 転売 を 要請した。 

その 概要 は 次のと おりで ある。 

戦略 物資の 生産 

一 、 アルミナ 粗 原料の 焼成 

K 石灰 曹達 法 (当社 糸 崎 . 小 野 田 社 小 野 S  . 八幡 • 恒見各 工場) 

口 日満 アルミ 法 (当社 土 佐 工場) 

二、 銅鍰 から 鉄の 回収 C. 当社 門 司 工場) 

三、 パ ッセ ー 式 セメント、 銑鉄 併 産 法 r 当 化 川 崎 工場. 窯業 社大阪 工場. 秩父社 佚 父 工場) 

四、 海綿 鉄 (当社 門 司 工場) 

五、 マグネシア グ リンカ C. 当社 門 司 工場) 

六、 ドロ マイト 7 リンカ r 磐 城 社 栃木 工場) 


石炭の 消费 規制に 伴う 共販会社の 出現 は、 企業整備 を 販売 面から 推し 進めた ものと 考えられ るが、 石炭 は 年 

を 追って 量、 質と もに 低ド し、 一社 あるいは 一 工場 単位の 操業 は 不能に おちいる ことが 予見され た" そこで 商 

ェ省は 十六 年 七月、 企業の 合问 (合併、 買収) によって、 当時の 二十 二 社 を 十 社 程度に 整理しょう という 案 を 

立てた が、 十七 年 二月に 至り、 統制 会 内に 「セメント 工業 整備 実施 委員会 L を 設け、 商工 省と 協議して、 企業 

の 整備 を 行うよう 勧告した」 その 骨子 は 同系、 傍系 会社の 統合 または 各社 間の 合併、 買収 及び 遊休 設備の 利 

用 (例. 製鉄. 軽金属に 転用、 大陸 及び 南方 へ の 移設 等 J であ つ た。 

昭和 十八 年から 十九 年に かけ、 強制的に 左記 四 社 工場の 買収に よる 併合が 実現した。 (注) 

昭和 十八 年 七月、 宇 部 興 産 社 は、 東洋 セメント 工業 社 小 倉 工場 を 買収。 (返還し 

同年 七月、 小 野 田 社 は、 東洋 産業 社 田 原 工場 を 買収。 (存続) 

年 卜 二月、 磐 城 社 は、 常 陸 社 日立 工場 を 買収。 (返還) 

R 十九 年 七月、 小 野 m 礼 は、 日本 石綿 盤 社彥根 工場 を 贾 収。 (返還) 

注 力 ッ コ. 2： は 昭和 二十 三年 二月、 過度 経济カ 集中 排除 法に より、 浅 野 • 小 野 田 . 磐 城 • 宇 部の 各社が 指定され た 

時、 一部 は 返還され、 一部 は 存続され たもので ある」 なお、 秩父 社と 産業 社との 合併 は、 終戦に より 未遂に 終 

つた。 

(備考) これより 先、 前：；^ 「セメント 工業 整備 実施 委員会」 の 審議に 上らないで、 早く も 昭和 十四 年から 十七 年に 

かけて、 資本 系統 を M じくす る 次 の ， ふ 社 問 に 自発的な 合併が 行われた。 

昭和 十 1： 年 十 月、 浅 野 社が、 ； 1  = 本社 (八 代、 ：^们 工場) 合併。 

同 十五 年 五 月、 浅 野 社が、 土 佐 社 (土 佐 工場， } 合併。 

同  十二月、 ^城 社が、 富国 社 (栃木 工場」 合併。 

第二 節 セメント 統制 会の 事 a  二 0 九 


企業整^ 


買  収 


第一章 セメント 統制 会の 活動 


二 〇 八 


統制 会の 事績 


公定価格の 改訂 


販光 機構の 整備 


第一 一節 セメント 統制 会の 事 績 

かくて セメント 統制 会 は、 業界の 最高 至上 統制 機関と なり、 創設 以来 終戦 に 至る までのお よそ 三年 半に わた 

つて 行った *. 緒 は、 次の 各項に 要約され る。 

一 、 公定価格の 改訂 

二、 販売機 構の 整備 

三、 企業整備 —— 合併 及び iw 収、 操業 休止、 遊休 設備の 転用。 

四、 生産力 増強 —— 石炭 及び 資材 增配、 紙袋 確保、 石灰石 増産、 工場 増設、 混合 セメント 増産、 工務 官 配置 

優良 工場 表彰。 

五、 設備の 海外 移設 

セメント 共販 設立 (昭和 十五 年 三月) と 同時に、 セメントに 初めて 公定価格が 制定され て 以来、 労力 • 資材 . 

石炭 等、 生産 原価 を 構成す る 主要 要素 は、 次第に 騰貴す るば かりであった から、 統制 会 は 公定価格の 改訂に 努 

力した 結果、 昭和 十七 年 七月 二十日 商工 省 告示 を もって、 工場 仕切、 共販 社. 卸売 業者. 小売 業者の 各 公定価 

格の 二割 値上げが 行われ、 終戦に 至る まで、 二回 値上げが 夷 施された。 (序 編 下 第 A 章 価格 参照) 

共販 八ム 社の 設立 当初、 その 販ぃ. 冗 実務 は 製造業 者の 販 K 儿 部門が 代行し、 統制 会の 設立と 共に、 共販会社 がその 

下部 機構と なっても、 依然 代行 制 は 存続した-」 しかし 十七 年 九月 五日、 商工 次官 名 を もって 「セメント 販光機 

構 整備 要綱」 が 発せられて、 代行 制に ついて 検討が 加えられ、 十八 年 四月 十日、 セメント 配給 統制 規則 並びに 

配給 要綱が 改訂され、 五 H 以降 代行 制 廃止、 共販 社の 直売と なった。 (販売機 構 整備に 関する 詳細 は、 序 編 F 第 

七 章 市場 及び 販売機 構 一 一 一 九ヒ頁 参照) 


セメント ノ ffi 格ニ關 スル^ 項 

六、 セメント ノ や- €給调 整 s-ffi 格^ 整 ノ爲ノ  dg. は-一 關スル * 項 

七、 セメント Ife^  ノ 整備 確立 二 關スル ，項 

八、 セメント 業-一 要スル 原料、 资村及 资金ノ 確保 調達-一 關スル ，項 

九、 セメント 業 二 於 ケル技 術お &勞 務^ 二 關スル 事項 

十、 セメント 業 一一 腿スル 技術 ノ， Mk、 能率 ノ增 進、 ^格ノ 統一、 經 埋ノ 改善 其ノ他 業 營ノへ ：！ 理化 

ニ關ス ル 

十一、 セメント tj^o 一  關スル 調 杏 p«! 研 ニ關ス 項 

十二、 會員ノ セメント-ぶ 二 關スル 統制 指 i せ 及. 儉^  二 關スル 事項 

十三、 前 各 號ニ揭 ダル モノ ノ外 本會ノ 目的 ヲ？ ス. - 二 必要 ナル 事項 

第六條 木會 ハ 事業 ノ 執行 二  W 商に 大ぉノ 認可 ヲ受ケ 統制 規程 ヲ定 ム 

このように、 統制 会の 事業 は セメント 企業 経営の 全般に わたり、 かつ その 執行 権 は 国に よって 保証され たか 

ら、 各 会社 は、 全く その 指令の もとに 行動す る ほかなかった 

また 統制 会の 事業 遂行 を 便なら しめる ために、 配給 統制 機関の セメント 共販 株式会社 は、 その 機構 を 整備 拡 

充 して 下部 機構と なり、 生産 及び 資材 統制 機 閬の曰 本 セメント H 業 組合 は、 昭和 十六 年 十二月 末日 限り 解散し 

セメント. コ ン 7 リ I 卜の 普及 宣伝機関の 日本 ボル トラ ンド セメント 同業 会 も、 セメ ント 技術 指導 機関の 日本 

ボルト ランド セメント 1 技術 会 も、 同年 4- 二月.^ 曰 K り 解散して、 翌 十七 年  一 w、 その 業務 を 統制 会に 引継い 

--こ 0  . 

第 一 節 セメント 統制 会の 設立  二 〇 七 


第一章 セメント 統制 会の 活動  二 〇 六 

設立 ス へ シ 」 との 指令 を 発し、 更に 告示 第 一 一 一 〇 五 号 を も つ て 設立 委員に 磐 城-仕 . 日本製 鉄 ft . 佚 父 社 . 大阪 

突 業 社 . 小 野 田 社 . 宇 部 社 . 浅 野 吐の 七；^ を 指名した。 設立 委員 は 昭和 卜 六 年 十二月 三日、 直ちに 委員会 を il 

き、 淺野 總ー郞 委員長と なり、 かねての 規約 草案に 大 修正 を 加えて 定款と し、 EI 月 卜 八 曰、 商工 大臣 { は 邸に お 

いて 创. y 総 八.." を 開き、 即日 設立 認可 を 受け、 同夜、 帝 B ホテルで その 披卞 S を 行った" 

会長に は 当社 社長 淺野總 一郎、 埋， 長に は 河 內通祐 (小 野 田 社； 務) が 就任して 准の 両輪と なり、 理$„ -. 監 

事 • 評議員に は、 各-仕の 役員が 連なって 陣容 を 整備し、 十七 年 一 月 一 曰から 業務 を 開始した： 会員 は 次の 二十 

一 社であった" 

磐城杜 . 日本 高爐社 . 曰 本 石綿 ^ 杜 • 曰 仁 製鐵杜 . 曰 木 ゾリ デチ ッ ト：^  . 曰 產化學 工業 社 . 東亞 社 • 束 

北が . 3^ 山 曹達 社 • 東洋^^業：^  . 東洋 セメ ント 工業 杜 . ft 父^  • 常^^:^  . 人阪， 業 社 . 小 野 wrt  . 宇 部 

れ . 淺野杜 • 產業社 • 九州 曹達 社 • 三 井鑛山 本社 . セメン トル 販杜 

随 I 会の 目的 及び 統制へ， I の S 的 及び J?4 業 を、 定款から 抜 枠 すれば. 1;」 のとお りで ある-, 

事？ 

第 一 條 本會ハ セメント 業 ノ綜ん E 的 統制 運營ヲ 圖リ且 セメント 業 一一 關ス ル！； ^ノ 立案 及 遂行 一一 協 カス ル 

コ トヲ 目^^ ト ス 

第 五條 本會ハ 第一 條ノ 目的 ヲ達 スル 爲左ノ 事業 ヲ行フ 

一、 セメント ノ生產 及 « 給 一一  セメント 業 二 要 スル- ぬ抖、 K 村、 s、  ^務 等ノチ .尙 給 一一 關スル 政^, 

計 畫其ノ 他 セメント 二 關スル 政府 ノ 計畫 一一 對スル 參畫 

二、 セメント ノ 原料 計畫及 資材 計畫 ノ 設定 遂行 ニ關 ス^せ 項 

三、 セメント ノ生產 計畫ノ 設定 及 遂行 二 關スル 事項 

i:、 セメント ノ ffi 給 is 畫ノ 設定 及 遂行 二 關スル 事項 
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セメント 統制 会の 一 

設立 準備 


自治 的 統制 会 案 


統制 会 設 立 


第 一 章 


日華 妻の 拡大に 伴い、 長期戦の 様相 は秦に 深まって きたので、 政府 は 益々 統制 を 強化して 皇カ |# 

する ため、 昭和 十五 年 夏 ごろから、 いわゆる 「指導者 原理」 による 主要 産業 運営の 中枢 機関と して、 産業 別 疣 

制 会の 結成 を 主務 官庁 を 通じて、 各 産業に 要請して きた。 

J セメント 業界 も、 商工 省 化学 局の 指令 を 受け、 昭和 十六 年 二月 二十 六 曰、 各社 協議会 を 開いて、 セメント 

制 会 設立の 準備 を 進める こと を 決定し、 六 回の 協議 を 経て 三月 三十 一日、 準備 を 完了した。 それ は、 とりあえ 

ず， は 治的団 休と して 発足す る 案であった。 

セメント 統制 会 設立の 趣旨 

本 会 は 差 当り 自治 的 団体と して 之 を 設置す る も、 国家 総動員 法に 基く 勅令の 施行と 共に 法的 団体に 改組す る もの 

にして、 内地に 於け る セメント 業の 最高 能率 を 発揮し、 以て 高度 国防 国家 目的の 達成に 寄与す るた め セメントの ヒ 

産 並 配給 li 関する 政府の 重要 秦並 之が 実施 計画の 立案 Li 章し、 質 団体 及 其 質素 者の 綜合 統制 i を 図る 

ものな り。 

し 力し、 商工^ は、 自治 的 団体と して、 発足す る こと を 躊躇して、 その 設立 を 見送った。 

やがて 重要産業 団体 令 (勅令) が 公布 (昭和 十六 年 八月 三十 一日) される と、 商工 省 は その 第 八条に 基いて 十 

二月 二日、 告示 第一 二 〇 四 号 を もって 「 …； セメント ノ 製造 及 販売 一一 関スル 事業 ノ 統制 会 ヲ 十二月 二十日 迄 二 

セメン ト 統制 会の 活！ t 

二 〇 五 


第一章 セメント 統制 会の 活動 


大阪 石綿 社 合併 


太平洋戦争 中の 操 

業 


序章 概  説  二 〇 四 

湾 . 朝鮮 . ？f 州 . 北い 乂： « びに お 方 地域に 移設し、 あるいは 他 重要産業に 転 W または feK 几. した： セメント 製造 設 

備 及び 原材料 を 利用す る 副業— 壳鉱. 石粉. 力— パ イド 等の ほか 電気 製鋼. 機械 加工に 進出した。 ホルト ラン 

ド セメントの 不足 を 補うた め、 」！！：li 炉セメ ント 及び 各種 混合 セメ ントは 続 々増産され、 に は ポルトラ ン ドセメ 

ントの 生産高に 迫った。 

戦 S? が 激烈と なり、 船 股が 不足す るに つれて、 南方.. ^ 地域の セメント-：: 給 態勢 を 確立す るた め、 当社 は、 軍 

の 要請に よって ス マトラ • 海 南 島 • ボル ネオ 等に 進出す る 一方、 北辺 防備 用 セメント 生産の ため、 北海道 屮央 

部の 士 別に セメント 工場 (国営) の 建設 を 委任され、 これ を 呂し た。 

セメン トの 生産が いよい ょ竊迫 化し、 セ メ ン ト 製品の 製造が 行 詰 つ てきた 昭和 一 一十 年 春、 傍系の 大阪 石綿 ェ 

業 社 は、 ついに 当社に 合併され、 スレ— ト 部の 一 紫と なった。 

太平洋戦争の 期間 を 通じ、 セメント 製造 用 原料. 石炭. 資材の 量 は 年 マ 縮小す る 一方であった から、 お 設備 

は 酷使と 補修 不足の ため、 老朽、 荒廃の 度 を 深める ばかりで あつたが、 もはやい かんと もす る ことができず、 

生産力 は 消耗 を 加える のみであった。 昭和 二十 年の 終戦 直前、 当-仕 稼働 九 工場の 一 力 月の 生産高 を 合しても、 

平時の 二 ~ 三 工場の 生産高と 大差の ない 三万瓲 程度に すぎな か つたこと は、 国力の 低下が セメ ント 工業に 現わ 

れた 一 断面と. える であろう： 


第 六 期 太平洋戦争 時代 (ま 十六 年丄 一十 年) 

—— セメント 統制 会 期 —— 

序章 概 説 

セメント 統制 会の 太平洋戦争の 11 戦 直後に 設立され た セメント 統制 八ム は、 それまで エ 組合 及び セメント 共販 を 通じて 行って 

舌 動  ： 

i  きた セメントの 生産と、 配給の 統制 を  一 化した 卜. に、 に 高度の 統制 力 を ふるって、 问業 各社の 合併 §w 収 

遊休、 下 要；^? 備の他 産業へ の讓 is、 い m 方"^ 地域へ の 進出、 全 画 石灰石の 一 元 統制、 販 K 儿 機構の 整備 統合、 高炉 セ 

メント の 5? 産 等、 戦争 遂行の ための.^ 施策 を 次から 次へ と 指令した" こうして セメント 工業 は、 次第に 戦時 産 

業の 前.， m に W; し 出され、 曰 華 事変 当初 资金 調整 法 上の 「丙」 種 産業 は、 太平洋戦争の 末期に は 軍需産業に 指 

され、 各 工場に は 戦時 秘 re 名 を さえ： 成す るよう にな つ た。 

業界 最大 最古の 当社 は、 当然、 統制 会 組織の もとに、 その 先頭に 立たねば ならなかった： 

統制 会と 当社 社長 淺野總 一 郞は、 ； 長の 職 を 去 つて セメント 統制 会長に 就任し (これより さき I 務 取締役 金子 喜 代 太 は、 

既に セメント 共販の 社長に 就任して いた/当社が 軍需 会社に 指定され るまで、 いわゆる 「指導者 原理」 によつ 

て 戦争 遂行に 協力した。 

当社 は、 セメント 統制 会の 統制 ドに あって セメント 工業 创始 以来 最初の 戦時下 操業 を 経験した- それ は、 本 

業た る ボル トラ ンド セメントの 製造に； m:r 念す るの は 当然の ことと して、 副業の 拡充に よ つ て その 劣勢 を M い 

会社の 経 紫 を 維持す るかた わら、 史に 進んで 戦力 増強に 貢献す るた め 総力 を举 げた， - 遊休 設備 は、 積 一； & おに 台 


事業の 大要 


日本 高炉 社 設立 


第一 セメン 

設立 


第三 章 川 崎 工場の 分離  •  二 〇 二 

計  一 六 o、 〇〇〇 株 

一一、 八月 二十 三日 付で 認可の あつたと き は、 五 百万 円に 修正 減額され た。 

三、 十月 日本 鋼管 は鹤見 製鉄 造船 を 吸収合併 

一一、 会社の 目的た る 事業の 大要 

当社 は 日本 鋼管 株式会社 及び 鶴 見 製鉄 造船 株式会社から 「ス ラグ」 の 供給 を 受け、 高炉 セメント を 製造 

販売 (注) する こと を 目的と す 

0 浅 野 セメントに 一手販売 を 委託した。 

これに 対し、 日本銀行 総裁 結 城 豐太郎 から 昭和 十五 年 八月 二十 三日 付 第二、 六 六 二号で、 認可の 旨 通知 を受 

けた。 

当社 は 設立の 趣旨に 沿って、 翌 十六 年 二月 二十 八日、 日本 鋼管 株式会社と 共同出資の もとに、 日本 高炉 セメ 

ント 株式会社 を 設立し、 川 崎 工場 を 分離した。 

昭和 二十 一年、 日本 高炉 社 は 会社 経理 応急 措置 法に よって、 特別 轻理 会社に 指定され たので、 その 決定 整備 

計画に よって、 二十 四 年 二月、 第二 会社と して 第一 セメント 株式会社 を 設立し、 日本 高炉 社の 営業 権、 事業 場 

の 全部 を讓 渡した。 

二十 五 年 以降 主要 設備の 大 改修、 補助 設備の 改修、 新 増設に 意 を 注ぎ、 着々 生産 能力の 増強に 努めた。 その 

主な もの は、 左のと おりで ある。 

昭和 二十 六 年 六月 第二 工場 四 号 回転 窯 復旧 運転 

同 二十 七 年 一月 第一 工場 二号 回転 窯 胴体 改造 拡大 

同  年 六月 第一 工場 セメント サイロ 復旧 


ふ W 社 


第三 章 川 崎 工場の 分離 


日本 高炉 社 設立の 

申請 


^崎 H 場 分 IS の 励 昭和 十三 年 十月から 施行され た 石炭の 配給 統制に よって、 セメント 工業用 石炭 は 激減した ので、 国. e: 最大の- 

セメント 市場で ある 京浜 地区の セメント 不足 は、 曰 を 追って 深刻と なって きた」 この 時期に 当って、 创業 以来 

五十 五 年の 久しき にわた つて 操業し 続けて きた 当社 東京 工場 は、 石炭 事情 悪化の ため 運転 不能に おちいり、 つ 

いに 閉鎖 (昭和 十四 年 十一月) の やむな きに 至った ので、 当社 は 石炭 を 使用せ ずに、 セメントの 増産され る 高 

炉 セメントの 製造 を、 多年の 経験 を 有する 川 崎 工場 (昭和 三年 高炉 セメント を 試 製) によって 実施す る 計画 を 一 

たて、 口 本 鋼管との 共同出資の もとに 日本 高炉 セメント 株式会社 を 設立す る ことと なった。 

昭和 十五 年 八月 五日 付 大蔵大臣 桜 内 幸 雄 . 商工 大臣 藤 原 銀次郎 あての 設立 認可 申請書の 大要 は、 次のと おり 

である。 

一 、 会社の 住所、 商号 及び 資本金  _ 

東京 市 翻 町 区 丸ノ内  一 丁目 六 番地 

日本 高炉 セメント 株式会社 

金 八百万 円 也 

(備考) 一 、 引受 株 数 内訳 

浅 野 セメント 関係 九 六、 〇〇〇 株 六 〇％  (川 崎 工場 現物 出資) 

日本 鋼管 関係 三 二、 〇〇〇 株 二 〇％ 

鶴 見 製鉄 関係 三 二、 〇〇〇 株 二 〇％ 

第三 章 川 崎 工場の 分離  一一 0 一 


第二 章 资材維  二 00 

戦争が もたらした 数 少ない 功績のう ちの 一 つであろう。 

日本 セメント 工業 戦局の 進展に つれて 補修 資材の 購入 は、 いよいよ 困難 を 加えて きたので、 商工 省 は、 物資 配給 委員会の 性格 

組合 力 統；. 会へ を、 セメント 同業 会と いう 任意団体から 法定 団体に 切替え、 組織 を 強化して 割当 量 を 確保し ようと 決意し、 昭 

和 十五 年 九月、 工業 組合 法に よって 日本 セメント 工業 組合 を 組織した。 翌 十六 年 十二月、 重要産業 団体 令に よ 

り、 セメント 統制 会が 日本 セメント 工業 組合に 代って 設立され、 資材 割当 業務 は、 再転して 統制 会の 資材 部が 

担当す る ことと なり、 同時に 本格的な 原 単位 方式 を 採用す る ことと なった。 

このような 資材 購入 難の 原因 は、 大体；！ 供給 量の 不足、 II 輸送力の 不足、 一 II 闇値への 横流れ、 晒 セメント ェ 

業の 産業 順位と しての 低位 等に 要約す る ことができる。 

セメント 製造 設備 の 戦時中 及び 戦後に わたる 老朽 荒廃 は、 補修 資材 難 によって 急速に 醸成され た 結果な の で 

ある。 


油脂. その他で あるが、 明治 初年 セメント 工業 発祥 以来、 日華 事変に 至る 六十 数年 問 を 通じて、 これら 補修 资 

材の 購入が、 割当 制の 実施、 欠乏、 その他の 理由に よって、 全面的に 入手 困難に おちいつ たこと は、 曰 清. 日 

露. 第一 次 世界大戦の 戦時に おいて すら 経験し なか つ たこと である。 

物資 配給 委員会 しかしながら、 日華 事変の 勃発に 伴う 臨時 資金 調整 法 施行 令の 公布と 共に、 まず 鉄鋼の 購入 は 産業 別の 割当 

制と なった。 当時、 セメント 製造業 者 は、 セメント 聯合 会と アウト サ イダ— とに 分れて いたので、 商工 省 は 業 

界に 対し、 兩 者 を 一丸と した 割当 団体 を 申告す るよう 申入れ た。 そこで、 昭和 十三 年 七月、 日本 ポルト ランド 

セメント 同業 会 (略称 セメント 同業 会) の 第 八 回 臨時 総会で 「セメント 同業 会ヲ 鉄鋼 配給 統制 団体 トシ テ 指定 

方ヲ 当局 一一 申請 スルノ 件」 を 可決、 直ちに その 手続 をと り、 同年 十月 商工 省 告示 第三 〇 三 号で 指定され た (鉄 

鋼 配給 統制 規則 第一 一条に よる)。 そこで 同業 会 内に 鉄鋼 配給 委員会 (第五 回 以後 物資 配給 委員会と なる) を 設け 

浅 野 . 小 野 田 . 窯業 . 宇 部 • 秩父 • 磐 城 • 産業の 七 社 を 委員 (委員長 浅 野 社 入 谷 春彥) に 挙げ、 同年 十一 一月 一 一 

十三 曰 第一 回 委員会 を 開き、 十月.， （十二月 分の 割当 を 行った。 戦局の 経過と 共に、 配給 物資 は 次第に その 種類 

を 増し、 ゴム 製品 *祷 鋼 • 粉 碎用ボ —ル. 濾布. 故 銅 並びに 鉄屑 その他に 及んだ。 しかし これらの 物資 も、 開 

戦 当初 セメント 製造業 は 「丙」 種であった から、 補修 資材の 割当 は 少なかった 上に、 その 入手 も 困難 をき わめ 

た。 割当 は 最初、 各社の 良心的な 申告に 対する 按分 法であった。 後年、 セメント 統制 会が 採用した 「原 単位 制」 

は、 この 当時 はま だ 各社と も 採用して いなかった。 セメント 業 創始 以来、 補修 資材の 購入 は 自由 購入で あり、 

購入に は 修繕費の 面から、 社内 及び 業者の 双方に 制約 を 加える こと は 常識で あっても、 適正 消費量の 面から 削 

減 を 加えた こと は ほとんどなかった。 「原 単位 制」 の 採 川 は、 戦争に よる 袖 修资材 の 欠乏に 対応して 生れた 「補 

修 資材 購入 方法の 合理化」、 あるいは 「セメント 通 当り 浦修 資材 量の 科学的 算定 方法」 と言えるであろう。 第一 一 

次 世界大戦 を 機会と して、 セメント 瓲 当り 補修 資材の 適正 量 を 計って 購入 するとい う 合理化が 行われた こと は 

第一 二 節 補修 资材の 制約  一九 九 


空 袋 回収 対策 


三墙化 促進 


第二 章 资： 5" 鍵  一九 八 

物資配給の業務をセメ ント！！！：業んムから：^；継ぃだ曰^セメ ント丁-業組合は、 補修 K 村の 確保と せに、 新 代，；： 割当 

の 基準 を 購入 実 緒 主義から 生産 実 緒 主義に 切 M りえ、 昭和 十六 年 三月から 実施した、 

他方、 商工お も 業者の 空 袋 回収 (再製 袋の 製造 ■) に 協力し、 昭和 十五 年 十月 八 曰、 化学 局長 名で 各贫、 道府 

県 長 {=2;^ びに セメント 共販 指定の 二十.， d 統制 W 体に あて、 次の ような 通牒 を 発した. - 

最近 セ メ ン ト 容器 タ ル 紙袋 ノ 不足 甚 シ グ 之 ガ タメ セメント ノ 出荷 不能 ノ 事態 スラ 発生 セル 現状 一一 鑑ミ、 使用 济空 

Hi ハ：^ 力 セメン ト 製造業 者 並 二 販売 業者 二 売渡シ ァ リタ シ。 今後 ハ 空袋ノ 回収 状况ヲ 斟酌 ノ上次 月セメ ン ト 割当ヲ 

考慮 スべ シ 

これ は、 . 各 道 府県 . 共販 指定 団体から 史に各 小口 需要 者まで 伝えられた： 

セメント 共販 は、 この 空 袋 買 入 を 推進す るた め、 東京. 大阪. 門 司の 各 支店 毎に 空 袋 回収 委員会 を 設け、 毎 

月 空 袋 回収 実 緒 を 検討して、 管ド 販売店 及び 再製 袋 業^ を 督励した： このような 努力 にもかかわらず、 回収 

緒 は 決して 向 卜： しなかった その 主な 原因 は、 新 袋の 出回りが、 次第に 少なくな つた 上に、 セメント 再製 袋の 

公定価格が 低す ぎて、 他の 商品 (石灰 . 肥料. ガス 用 木炭 等) に 横流れした ことであった ：- 

ここに 注 E すべ き は、 7 ラフト 紙の 供給 不足が 新 袋の 出回り を 少なく したと 時に、 袋の 層 数 を 四 ~ 五 屠 か 

ら三 ~ 四 層に 引下げた という ことで ある 紙袋 不足と 共に 紙質 は 次第に 低下して いたから、 乱 袋 (袋 破損：) の 

割合 は 必然的に 増大した ■• しかし、 戦時中、 三 層 もの を 強制的に 使 用 しなければ ならなかった 経験 は、 戦後 紙 

资 の 上と 共に 三 層 時代 を もたらす き つ かけと な つ た。 


補修 資材 購入の 常 

態 


第三 節 補修 資材の 制約 

セメント 製造 設備の 補修 用 資材の 主な もの は、 耐大Jf^w^  . 鋼 球 (粉 ゆ 機 用：) . 鉄鋼 . ゴ ム 製品 (ベ ルト 類) 


(第 10 表） セメン ト 焼成 用 石炭 カロ リー 低下 表 


石炭 （力 n リ —) 

昭和 13 年 

14 年 

15 年 

16 年 

7,000 以 上 

42^ 

0% 

0^ 

7,000  —  6,500 

44 

62 

11 

6,500  —  6,000 

14 

20 

54 

34 

6,000  ―  5,500 

0 

33 

48 

5,500  一  5,000 

0 

0 

2 

14 

平 均 

6,883 

6,641 

6,H3 

5,889 

(備考） 本 表 は 昭和 17 年， 企画 院が セメントの 生産 栋 
充 計画に 用いた 資料。 


第一 〇 表 は、 石炭の 統制 強化に つれて、 セメント 焼成^ 炭の カロ リ— が 

低下して いった こと を-小し ている： それが、 セメントの 品質 を 悪化した こ 

と は 言うまでもない。 

炭質 は 昭和 十三 年 以来、 一年 毎に 約 五 〇〇 カロ リ— ずつ 低下、 十六 年に 

は、 五、 五 〇〇 カロ リ— 級が 約半分と なり、 これに つれて、 セメントの 四 

週耐 強度 は、 一 平方 梅 当り 五 〇〇 瓧以ド に トり、 十七 年 以降 は 更に 炭質 

ffi ドと问 時に、 セメント 強度 も 低下した. 

第二 節 容 器 Q 欠 乏 

紙袋 不足の きざし  日華 事変 当時の セメント 容器 は、 全国 を 通じ、 ほとんど 全数 クラフト紙 

袋 (、王と して 四 層」 であった が、 戦争の 拡大に つれ、 十四 年 秋 ごろから 徐 

々に 不足の きざしが 現われて きた： それ は、 ぉょそ次の^^原因にょるものでぁる。 

一 戦争に より， < 方.. m にグ ラフト 紙の が € 心 増した こと. 

1」 為替管理の 強化に よって、 クラフト ハル プ 及び グラフ ト 紙の 輸入が 困難に なった こと。 

Q 紙袋の 代替品がない こと. 

i 再製 袋が 他の 商品に 横流れして、 人手 困難と なった こと。 

ぼ 木綿 袋 (主として 製粉 用) の 代用品と して クラフト紙 S! が 用いられ たこと。 

g セメント 紙お 協 人.." (，：.M 地所 ft の 紙 if 人 造 業お の 団体，) の 新 袋 配給 g 準が、 昭和 十四 年度の 新 代入 購入 突 結 

に 基いて い. る こと" 

第二 節 容器の 欠乏  1 九 七 


第二 章 資村難  一九 六 

第一 一章 資材 難 

第一 節 石炭の 規制 

石炭の 消費 規則  日華 事変 勃発 当時、 わが国の 石炭 生産高 は 四、 八 〇〇 万 適 程度で あり、 需給 は 大体 均衡 を 得て いたが、 軍 霜 

生産の 拡充、 わけても 鉄 網の S 給 力 桩充が 進む につれ て、 上質 石炭 は 漸く 品 不足 状態 を 現わして きた- そこで 

政府 は、 昭和 十三 年 六月、 石炭 聯合 会 (大手筋 炭鉱の 団体). 昭和 石炭 株式会社 • 互助会 (中小 炭鉱の 団体) 及 

び 民間 経济 団体に 対し、 石炭の 需給 調整に 関し 諮問す ると 共に、 翌 七月、 臨時 物資 調整 局 (商工せ 所管〕 に 石 

炭 生産 配給 統制 協議会 を設？ 直した。 続いて 九月、 商工せ は 昭和 石炭 株式会社に 対し、 山元 価格 一割 引-卜げ を 指 

令す ると 共に、 軍需 及び 製鉄 用 を 除く 他の 業種 用 石炭の 配給に 切符 制 を 採用し、 冋 時に 石炭 配給 統制 規训を 公 

布して、 輸入 炭の 配給 統制 及び 原料 炭の 販売 許可制 を 実施した」 翌 十四 年 八月に は 更に 石炭 販売 取締 規則 を 公 

布して、 一般 炭 を も 統制し、 月 当り 八 五 〇瓲 以上の 大口 需要 者に は 購入 許可制 を 採った。 

に 進んで 昭和 十五 年 十月、 日本 石炭 株式会社 (石炭 配給 統制 会社) が 設立され、 问年 十月から 同社に よる 

全国 石炭の 一 手 iw 入、 一 手 販売 (公定価格 は 序 編 下 第一 一章 原料 第 四 節 石炭 一 八 一 頁 参照) が 実施され、 翌 十六 

年 十一月に は、 重要産業 団体 令に より 石炭 統制 会が 設立され、 切符 制に よる 配給 は 益々 強化され ていった」 

石炭 品位 低下の 実 昭和 十五 年 セメント は 物 動 計画に 編入され たが、 事態 は 少しも 好転し なかった。 というの は、 日華 事変 も既 

情 

に 四 年 を 経過して、 高 品位 炭 は 欠乏す るば かりであった 上に、 セメント は 物 動 計画 内の 編入 順位が 低かった の 

で、 セメント 用 炭 は ともに 割当 量の 現物 化すら 益々 困難と なった。 


三、 当社の 運営 機構  野 セメント 台湾 支社と する か、 または、 スレ 

セメント 工場. スレ， -ト 工場 -i 所は統 含— 一 化し ； 野セメ 

lililHuf.l... 墓 I の 手 を 経て 本社に 送り、 第 を 仰 

i,:A、  . ム n5? の 通 ISi は 杜《^4.1:=^- ま カク-  、■ 

^1 IIII  一 it 一 一  八 si 


一 九 五 

節 台湾 セメント 株式会社 


力 社 


終 


ま セメント も t ある。 一十 年 t  In 

It 工場の 設她を 移な- し， ズ 

U 中 終戟 とな 0 た。  ：『. I さ 二 _ 一  年 音 正式に 接収され て、 着 台 

湾.^ 尼^ 限 公"^ とな - た 

一、 g  ： 仏 一 I.- 七 年」 ハ 

二、 お ^ 金 六 g 万円 

三、 本 及び 工場 新 竹 州 竹 街 

.K  t  く卞 ー,? 式 一 基  し.，， 务ン . 〕 局 も S 久男 (高 雄ェ 

5T  、回 J- や-レオ  こり、 呼 ( 台湾 扎. 務) • -It. ク - 

h. I 松 t- .Ills の 三 名 は u^^t  .Fly ン ト 直審總 a 

日 台 f して、 s^^u^^^n  §111 

ffi^ セメン ト社長 5*^^--  ノ -U I す 

. 一 、 社業の 現状 ヱ 場、 Is に 平穏  1 、 

二、 将来の 見 透し  .-^3,, わたり 不能。 §  .  n 台 間の I は 

5 昭和 二十 二 年 二  I 還して いる) 

. 、 。ま iyl 也- J  lu まり.！ qj- 澤 tvv. ナ-ー 

^  ,y 地 入 は 分、 隠 ふ. sw- 1 


戰 


台 化成 社 


三菱 商事 株式会社 

台湾 土地 Si 物 株式 八ムれ 

杉 原産 業 株式 会-. i: 

三 C 水 商 会 

ん太 商会 


(豊国 社 品 並びに 産業 社 品) 

(宇 部 社 品) 

(大阪 窓 業 社 品) 

(東洋 社 品 並びに 曰 木 ソリデ チット 社 品) 

(日 鉄 社 品) 

(備, J  給 統制 組合 発足 当時、 製造業 者 は 台湾 社の みで あつたが、 終戦までの 期 間に、 台湾 化成工業 株式会社. 

い E 方 セメント 工業 株式会社 (注〕 が 操業す るに 至った。 

；ポ 台湾 化成工業 株式会社 は、 城 セメント を屮 心に、 三麥 商事と 台湾 拓殖 三 社の 共同経営 により 設立 

された。 第一 号窄！ 操業 後 まもない 卜 七 ¥ 七月、 強烈な 台風に よって 大損 害 をこう むり、 鋭意 復旧に 努 

め、 翌 十八 年 三月 再び 操業 を 兑た： 販先は 三菱 商事に 委託した。 

二十 年 一月 及び 五月 空襲 を 受けた が、 たいした 損害 はなく、 終戦後 十一月 中国 政府 資源 委員会に よ 

つて 監理され、 翌 二十 一年 五月、 正式に 接収され、 国営 台湾 水 泥 有限 公司と なった。 

一、 创  立 昭和 十四 年 七月、 操業 十七 年 三月 

二、 資 本 金  一 c、 五 〇〇、 〇〇〇 円 

三、 本  社 台北 市 西 門 町 

四、 ェ  場 台北 州 蘇 澳郡蘇 . 

五、 回 転 窯 

一 敦贺 セメント 二 号 窯 移設 (十七 年 三 月 操業) 

一 一号 黧 豊国セ メ ン ト 名古屋 工場 一 一号 *.r; 移設 (十八 年 九月 操業) 

第五 節 台湾 セメント 株式 会 礼  一九 三 


第二 章 朝 鲜. 満州 • 台湾 及び 中国へ 進出 (その 二)  一九二 

そこで 次の 三 条件 

m 工場 建設費 は 軍 出資の こと 

^ 台湾 社 は 技術面 担当の こと 

£■ 工場 は 台湾 社の 委託 経営と する こと 

を 提示して 容 れられ たので、 その内 命に より 第一 着手と して、 台北 州 南 港 近郊に 月産 一、 〇〇〇 通 程度の ェ 

.  場 を 建設す る ことと して、 昭和 二十 年 七月 一 曰、 南 港 街に 建設 事務所 を 設け、 技術 員 を 派遣し、 軍 管 里 下に ェ 

事 を 進める こ. ととな つたが、 八月 十五 曰 終戦と なった ので、 未 ま 一 こ. 終った。 

配給 統制 台湾 社の 発足 後 も、 製品の 販売 は、 当社へ 委託販売と してきた が、 台湾 セメント 業者 は 内地の セメント 共販 

(昭和 十五 年 三月 設立) に 対応して、 十五 年 九月 十四日、 総督府 指揮の もとに 殖産 局 を 総 元締 (割当 実施 者) と 

して、 全島 を 一 地区と する 「台湾 セメント 配給 統制 組き」 と、 各 州 庁 を 一 地区と する 「州 庁 セメント 配給 組 令 一 

と を 組織し、 问年 十一月 総督府 制定の セメント 配 袷 要綱に より、 生産 及び 移入 高の.，^ 想、 需要の 申請、 割当、 

切符 発行に よる 配給 統制 を 行う ことと な つ た。 C. 注) 

g 台湾 セメント 配給 統制 組合 について は、 各 編 第 一 部 第 七 章 営業所 参照。 

台湾 セメント 配給 統制 組合 の 最初 の 組合員 は、 左の とおり 製造業 者 の 浅 野 社と 移入 業者 の 三 井 ほか 五社で あ 

つ た。 

ムロ湾 セメント 配給 統制 組合 

組 ベ a 員  取扱 品 

浅 野 セメント 株式会社 (合 湾 セメント 社 品 並びに 浅 野 社 品) 

三 井 物産 株式会社 (小 野 3 社 品し 


增 


設 


空襲 下の 操業 


北部に 堅 窯 設備 を 


—に 節 


同社が まつ 先に _>11 手した の は、 浅 野 社に よる 増産 計画の 実現であった。 このころの^；；？内セメ ント事情は、 需 

要は 加す る 一方であった のに. k し、 供給 力の 方 は、 台湾 工場の 生産高が その 限度に 達し、 移入 品 は 船腹 難の 

ため、 減少す るば かりであった から、 いわば セメント 飢雜 状態 を呈 していた。 そこで、 Si 野 社と 協議の 上、 土 

佐 • 佐： e その他の 工場の 遊休 設備 を 移設し、 年産 十八 万瓲を 増産し、 年産 四十 三万瓲 とする 計画 をた て 総督府 

に 申請し、 昭和 十五 年 四月 一日 許可の 指令が あつたので、 直ちに 実施に とりかかった。 

しかし 時 ：5 の 影響 は、 次第に 資材. 輸送 その他に 及び、 工程 は 遅延 を 重ねた が、 十八 年 十一月、 ついに 完成 

をみ た。 、王 要 機械 設備 は 次のと おりで ある。 

5^ 料 扮末機 (径 二. 一三 X 長さ 七 • 三〇 米)  (佐 伯 工場) 二 基 

同 転 や.！ コ I ベック ス型 (径 三. 八 〇x 三 ニニ 〇x 長さ 七 四. 〇〇 米) (土 佐 工場) 一 基 

仕上 粉.：^ 機 (径 二. 一三 X 長さ 七. 九 〇 米)  (佐； S 工場) 一 基 

同 .ぉ 扮機 (径 ニニ 一 〇x 長さ 八. 〇〇 米)  (佐 伯 工場) 一 基 

なお、 新規に 六、 五 〇〇 キロの 汽機 (蒸 汽圧 力 毎 平方 権 十三 瓧、 毎分 三、 六 〇〇 回転：) 一基 を 購入し、 所要 

動力の 増加に 備えた。 

しかし、 この 時期の 戦局 は 敗退 相次ぎ、 加える に 主戦 場が 合 湾に 近づいて きたので、 十九 年 十月の 初空 襲以 

来、 艦 戦機、 あるいは フィリピン 基地からの 大規模 空襲が 連続して、 操業 は 寸断され、 生産高 は 激減した が、 

工場 は 出荷 設備が 被弾した のみで、 人員の 死傷者 も 僅少で あつたの は 不幸 中の 幸であった。 

しかし、 に 場！？ S 備の 大規模 破壊 は、 もはや 必至の 情勢 (蘇澳 の 台湾 化成 社 は 空襲 既に 七 回に 及んだ) にあつ 

たので、 台湾 軍 は、 かねて 野 社が 提 S してきた 竪窯式 セメント 工場 を 北部に 急設す る こと を 決意し、 二十 年 

六月 二十日、 台湾 社に その 協力 を 申入れ てきた。 

台湾 セメント 株式会社  一九 一 


第二 章 朝鮮. 満州. 台湾 及び 中国へ 進出 (その 二)  一九 〇 

台湾^ ゾンひ  1^ は たまたま、 この 年 七月に 勃発した 日華 事変 は 曰 を 追って 拡大し、 合 湾の セメント 需要 は 諸 工業の 発展に つれ 

る 台湾 H 場の 委任 

径営 及び 増設  て 急増して きた。 よって、 これに 対処す るに は、 資材. 資金. その他の 困難 をお かして、 新たに 北部 工場 を 建 

設す るより は、 内地 工場の 余剰 設備 を 移設して、 高 雄の 合 湾 工場の 能力 を 増強す るの が 得策で あると 考え、 蘇 

澳 工場 建設 計画 を 放棄して、 昭和 十三 年末、 総督府に 年産 十八 万瓲 (第三 号 窯) の 拡張 計画 を 申請した。 とこ 

ろが、 総督府の 戦時産業 政策 は、 島內に 経営の 本拠 を 持つ 企業 を 優先的に 支援す る 方針で ある ことが わかった 

ばかりでなく、 重要産業 統制 法が 合 湾 を 法 域外と していた ので、 セメント 聯合 会に 対して、 十四 年 十二月 十一 

日付で 左の ような 台湾 工場 離脱 届 を 提出した。 

己 

一一 iia 

セメント 聯合 会 御中 

浅 野 セメント 株式会社 

台湾 工場 賃貸に 関する 件 

拝啓 弊社 は 今般 都合に より 台湾 工場 を 台湾 セメント 1^ 式 会社へ 賃貸す る こと、 相 成 候に 就而同 工場 

に関する 眼り 貴 会 を 離脱 致 度 候 間 御了承 被 下 度 候 

尙 台湾 社 は 今後 充分 貴 会と 協調 保持 可 致 害に 有 之 候 間 併せて 御 諒承 被 度 為 念 申 添 候 

敬 具 

こうして 台湾 工場 を 台湾 社の 委任 経営に 移し、 台湾 社 は 工場 名 を 高 雄 工場と 改め、 昭和 十五 年 一月 発足した。 

取締役 社長 淺野總 一郎 専務取締役 三 谷 彌三郞 取締 S 金子 喜 代 太 

取締役 淺 野八郞 取締役 武 3 忠 監査役 乙 竹茂郎 

監査役 齋 藤作藏 


華 北洋 灰の 資本金 は、 増資して 二 千万 円と なった と 思う が、 最初の 払 込が 一千 万円、 第二 回 4$ 込が 五 百万 円、 自 

己 資金 は 合計 一千 五 百万 円であった。 総 建設費 は、 私に はわから ない. か、 おそらく 参 千 五 百万 円ぐ らいでなかった 

ろうか。 (終戦後、 中国に 引継ぐ 時の 評価 価格 は 三十 幾 億円 かと 聞いて いる) 差 引 一 一千 万円 は 借入金で 賄 つ た 訳 だが、 

ほとんど 全部、 朝鮮 銀行の 厄介に なった。 といえば 甚だ 簡単で あるが、 その 資金 調達が 大変で ある。 いちいち 軍 や 

出先 官庁の 許可 を 要する ので ある。 銀行 当 Ig- は、 出資 セメント 会社の 保証 も あり、 かつ、 事業 場 そのもの を 高く 評 

価して、 比較的 容易に 融資して くれる 意向な の だが、 その 軍官の 許可 を 得る ことが 大変な ので、 常識で は 考えられ 

ない ほど a? 鹿々々 しい 言動 を 弄して 許可 しないの である： 軍人の 横暴 頑迷 は 戦時中 幾分 看過 するとしても、 軍人の 

尻 馬に 乗って、 むしろ、 ふらちに 近い 言動 を 弄した 官僚に 至って は、 到底 許し 得ない ものが あった。 

第五 節 台湾 セメント 株式会社 

台 メント 設立 当社 は 大正 六 年 七月、 高 雄に セメント 工場 を 創設して 島内の 需要に 応じてき たが、 高 雄 は 南部に 偏して いる 

の S 機 

ので、 北部の 基 降. 台北 地域の 需要 は、 当社の 門 司 工場 品 を 始めと して、 九州 地区の 他社 品 及び 小 野 田 社大連 

工場 品の 移入に よ つ てま かなわれ ていた- そこで 当社 は、 昭和 初頭から 北部 蘇澳 地区 工場の 建設 を 企図して、 

調査 を 進めつつ あつたが、 たまたま 昭和 九 年 十一月、 セメント 聯合 会の 増産 中止 協定 を アウト サ イダ— に 適用 

する のに 際して、 朝鮮. 台湾が 重要産業 統制 法の 法 域外であった ために、 小 野 田 礼の 朝鮮 工場 は 自由 操業と な 

つたので、 新 工場 は、 むしろ 別 会社に よって 自由 操業す るの が 35^ であると 考える ようになった。 十二 年 臨時 

資金 調整 法が 公布され、 九月 以降 は 会社の 新設が 困難になる ことが P 見され たので、 これに 先手を打って、 同 

年 九月 六日、 資本金 五 百万 円 (全額 浅 野 社 出資、 払 込  一二 五 万円. } 〔年産 能力 十八 万瓲の 台湾 セメント 株式会社 

を 創立した。 

第五 節 台湾 セメント 株式会社  一八 九 
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もの も 相当 量 焼いた。 

次 は & 備隊 である。 日本軍の 現地 除隊 兵と 支那の 帰順 兵と を倾 入れ、 軍から 貸 年の あやしげな 銃剣 を 持たせて、 

形ば かりの 訓練 を 施し、 形式 は 一応で きたが、 なかには 土匪 出身者 もお り、 かえって 危険であった。 その 中に 武器 

を 携えた まま 逃亡した 者 も 出た" 建設 中、 幸に 直接 襲撃 を 受けた こと は 一度 もなかった。 

四、 人的資源の 不足と 貧困 

建設に は 資金 か 必要で ある- 資材 も 必要で ある。 がなん といっても， もっとも 大切な もの は 人で ある" 私が 手が 

けた 香 春 工場の 建設 は、 この 点 もっとも 恵まれて いた。 八百万 円の 資金 をつ ぎこんだ 工場が、 途中、 たいした 躓き 

もな く、 約 一 力 年で 完成し、 予算 八百万 円が 僅かに 六 万円の 超過で すんだ の を 見ても， いかに 人材が 揃って 優秀で 

あつたかが わかる。 これと 比較して、 この度 は、 これほど 困った こと はない "聯合 軍の 弱点 を退憾 なく 曙 露した" 

これ は 私が 最初から もっとも 惧れ たと ころで、 単独の 会社で やるならば 責任感 も あり、 熱意 も ある-" なによりも 採 

算 上から、 一 日 も 早く 完成す るよう、 あらゆる 努力と 援助が 与えられ るが、 聯合 軍と なれば、 とんだと ころで 謙讓 

の 美徳 を 発揮す る。 率直に い つ て、 ほとんど 協力が 得られな か つ た。 

これ は 華 北洋 灰內 部の 人事で あるが、 請負業者 もまた 人 不足で 困難した-」 機械 据付 請負業者 も、 土 建 請負業者 も 

同様で ある" 技術者 も、 職人 も 内地から 連れて来られない： 地 もす でに 人の 欠乏に 悩んで いたの だが、 一 つに は 

轻費か 高く つくから である， - さりと て 中国人の 職人と きて は 技術が 未熟で あるば かりで なく、 甚 しく 非 能率で ある- 

結局、 能率的に は. C 地 人 を 便 用した 方が 利益で あるが、 前記の 理由で それが 不可能であった" その上に 軍の 命令 は 

至上命令 であるた めに、 非常な 支障 を 受けた- たとえば、 機械の 据付は 福岡県 若松 市の 今 村 組の 請負で あつたが、 

问組 は、 同時に 北京で 石景山 製鉄所の 小型 溶鉱炉の 建設 を 請負って おり、 軍が この 方 を 優先的に 完成した いために _ 

琉璃 河から、 かってに 職人 を 引き抜い ていく  - そうした K 面、 琉璃 河 工場の 工事の 遅延 を 督促 するとい つた あんば 

いで ある。 同様の こと は 土 建 請負の 鹿島祖 にも 見られた。 

五、 資金の 欠乏と 軍人、 官僚の 横暴 


こうなる と、 選択の 範囲 は 自ら 狭くなる。 移転し うる 建物と いえば、 コンク リ— ト 建築 は 問題に ならず、 いきお 

い 鉄骨 述築 となる。 

いろいろの 径緯を 経て、 当時の 浅 野 セメントの 東京 工場に 白羽の 矢 を 立てた が、 小生が 浅 野 セメントの 出身で あ 

るから、 小生が 讓渡 値段の 折衝に 当る の は 甚だ 困る。 各社から 評価 委員 を 出す ことに 決った が、 いざと なると、 い 

ずれ も 青 任 を 回避して、 結局、 專務董 事に 一任と いう ことにな つて、 小生に 押しつけられた。 当時の 金で 五 百万 円 

と 決定した が、 現在の 時価に 評価して 何程です か。 解体 輸送費 三百 万円、 この 三百 万円 は 優先 消却 ものである。 で 

も 当時 はま だよ かった。 太平洋戦争 勃発 前であった から、 深 川から 横 浜まで は靜 運搬、 そこから チヤ I タ— した 三 

千 * ばかりの 汽船 (余り 大きい と、 天津まで 白 河 を さかのぼれない) に 積載して 天津まで 無事に 送り届けた。 資材 

不足の 折から、 一部、 烟突 や、 機械 基礎の コンク リ ー トを こわして、 その 鉄筋 三百 迹 余り も 持って いった。 現地で 

は、 なかなか 跌 筋の 配給が もらえなかった ので、 大いに 助かった。 苦しい 思い出で ある。 

三、 戦地の 建設と 警備 

当時、 京漠 線の 沿線 は 比較的 治安 状態 は 良かった が、 周 口 店から 一歩 山地に 入る と、 共産軍が 虎視 耽々 と 鉄道 沿 

線 を ねらって いて、 時々 守備隊が 討伐に 出かける。 琉璃 河に は、 最初 守備隊の 中隊 本部が あつたが、 漸次 縮小され 

て、 建設 当時 は、 軍曹 を 隊長と する 一個 分隊が 駐屯して いた。 次第に 治安が よくな つた ためとも いえる が、 実は、 

戦局の 進展 拡大に つれて、 後方 守備が 手薄に なった ためで ある。 一面 建設、 一面 敬.〕 備 である。 

工場 敷地 約 三十 万评 といっても、 全部が 工場 敷地で はなく、 畑地の 黄土 を 原料と する ため、 すなわち 原料 地 を 合 

わせての 面積で ある。 

まず、 工場 敷地から 少し 距 つた 社宅 敷地に 厳重な 煉瓦 * と、 そこ ここに ト— チカ を 築造した。 次に 工場 敷地の 周 

囲に も！： 様の もの を 作った。 工場の 煉瓦塀が 約 四杆、 社宅の が 一 杆半位 だ つ たと 思う。 

最初に 着手した のが 煉瓦の 焼成で ある。 登り 窯 一基 を 築いて、 焼成 は 請負と した。 燃料 は 社 給、 原料 は そこの 畑 

の 黄土で ある。 約 一千 万 個 自家用 を 焼いた が、 煉瓦の 質が 良い ので、 官庁 その他からの 注文 も あり、 自家用 以外の 
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一、 工場 敷地の 選定 

立地条件の 第一 は 原料で ある： 北支 は 当時 石灰 時代で、 まだ セメント 時代に はなって いなかった。 石灰の 主要 産 

地 は、 北京 西郊の 門 頭 溝と 周 口 店で ある。 いずれも 石灰石の 埋蔵 地で、 自ら 工場の 位置 は 予想が つく。 浅 野 セメン 

トが 計画した 時 は、 石景 山の 火力 電力と、 水定 河の 水 を 利用す るた め、 石景 山に 近い 永定河 沿岸の 旧 軍の 被服 廠跡を 

工場 敷地に 選定した" - ところが 当時、 北支 方面 軍で は、 北京 を 世界的の 観光地と すべく、 膨大な 都市計画 を 夢想し 

て、 北京の 西 北郊 は 観光地 带に 指定され ていたので、 種々 懇請 は 試みた が、 ついに 許可され なかった。 

そうする うちに、 北支に おける セメント 工場の 建設 は、 数 社の 競 願と なり、 軍の 方針 は、 日本の セメント 業者の 

協同 径 営と 決定し、 紆余曲折 を 経て、 ついに 華 北洋 灰股份 有限 公司と 称する 中国 法人の セメント 会社の 設立と なり、 

工場 敷地 は 前記の 理由に よって、 自ら 第二の 候補地、 すなわち 周 口 店の 石灰石 を 原料と する 京漢 線の 一 駅、 北京の 

南方 約 五十 杆の 琉璃 河鎮 (町) と 決定した。 周 口 店 は、 北京 原人の 遺跡と して 世界的に 有名で あり、 石灰 を 搬出す 

るた め、 琉璃 河 駅から 十六 杆の 鉄道 支線が 敷設され ていて、 原料の 運搬に は 事 を 欠かない。 

また、 琉璃 河と いう 河 は 不思議な 河で、 工場 付近で は 河 幅 も 広く、 流水 量 も 相当に あるが、 中国 独特の 濁流で は 

なく、 比較的 綺麗な 清流で、 水源 は 奥地の 山嶽 地带 かと 思った が、 調査して 見れば、 工場 敷地から ー扦も さかのぼ 

れば河 は 消えて なくなる- - あら 不思議と 思えば、 水源 は 地下からの 湧水と わかって 見れば 何の 不思議 もない。 

一一、 内地 工場の 移転 

会社の 設立 登記 をした のが、 たしか 昭和 十五 年 八月 かと 記憶す る" 内地の 工場 を 移転す る 方針 は 決定した が、 さ 

て その 選択が 容易で ない" 勝手に 選んでも、 先方が 承諾して くれる かどう か、 先決 問邀は その 価格で ある ■ 

選定の 条件 は？ もちろん、 ぜぃ沢 は 許されない。 機械の 能率な どいつて いられない； 移お する の は 機械 設備 だ 

けで は 困る。 

第 一 条件、 自家 免- m 設備 を 有する こと、 

第二 条件、 建築物 も その 儘 移転し 得る こと、 


董 *- 曰杵 善三郞 (大阪 窯業 社) w  S 吉喜ー (d 野 m 社：) 

監察 人 上田 鍵 司 (浅 野 社) 監 察 人 狩 野 -ぉ 三 (小 野 W 社) 

同  中島 要 造 r 北支 開発 社，) 

天津 紙袋 株式会社 天津 紙袋 株式会社 は、 北支 地区に おける セメント 紙袋の 供給 を 目的と して、 昭和 十四 年 春、 当社の 全額 出資 

によ つ て 天津 郊外に 設立され た， • 内 地の 朿洋 紙袋 株式会社の 製袋 機械 を 移設す る f.^ 定 であった が、 戦局の 悪化 

によって、 輸送が 不可能と なった ため、 もっぱら 再製 袋の 製造 を 行う ことと なり、 十五 年下 期から 操業し、 大 

部分 を 華 北洋 灰 公司に、 一 部 を 西 山 洋灰廠 に 供給した： 

従業員 及び 能力 は 左のと おりで ある- 

支配人 片山 左右 作 

社 員 内地人 三 名 

ェ 員 中国人 約 五十 名 

能力 月産 七 〇、 〇〇〇 袋 
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の 関係から、 同社へ 委託販売 とし、 かねて 登録済 r 昭和 十七 年 五月 二十日 付、 華北 政務 委員会 実業 部 あて 申請、 

翌年 十 一 月 一 日 登記 完了) の 商標 「蝙蝠 牌」 を 用い、 十九 年 五月から 浅 野 社 北京 事務所が 販売 を 始めた。 しか 

しこの ころに なって くると、 太平洋 戦局 は 華北 社の 単独 操業 を 困難に したば かりで なく、 北京 駐在 日本 大使館 

から、 北支 開発 株式会社の 子会社と なって 運営す るよう にとの 指示 を 受けた ので、 同年 十二月 三十 一 曰 付で、 

総 株 数 三 〇 万 株の 三 割、 九 万 株 (： 旧株 式 四 九、 一 一 〇 株、 新株 式 四 〇、 八 九 〇 株) を 一 屑 代りし、 同社の 傘下に 

入った。 また 二十 年 一 月 以降 は、 北支 開発 社が 北支に おける セメント 生産 全数 (山 西 産業 社 品 を 除く) を 買 上 

げて、 一手販売 する ことにな つたので、 浅 野 社 は、 その 指図の もとに 華北 社 品 を 販売し、 終戦に 至る まで 十五 

力 月間に 約 七三、 〇〇〇 瓲を出 荷し、 十九 年下 期 及び 二十 年上 期 各 年 八 分 を 配当した。 

二十 年 八月 十五 曰、 日本の 降伏と 同時に 操業 は 休止され、 そのまま となった。 

当時の 株主 • 役員 . 従業員 は 左のと おりで ある。 

株主 (注) 浅 野 系 一一 八、 五三 〇 株 北支 開発 社 九 〇、 〇〇〇 株 

小 野 田 系 五 七、 〇 四 〇 株 秩父社 一 四、 九 七 〇 株 

大阪黨 業 社 一 九、 四 六 〇 株 

^ 当初 は 曰. 鮮. 満の セメント 業者 三十 数 社 を 網羅した. か、 次第に 辞退 者が 増加して 前記 五社と なった。 

従業員 社員 二 〇 三 名 労務者 六 〇〇 余 名 

役 員 

董事 会長 兒 玉 國 雄 (前 大同 洋灰 社長) 董事長 迹見富 司 (si 野 社) 

専務 董事有 馬芳彥 (浅 野 社) 常務 董事西 田秀雄 (小 野 田 社) 

常務 董事柳 田 健 (北支 開発 社) 董 事大 友 幸 助 (秩 父 社) 


増 


資 


北支 n 発会 社の 傘 

下に 入る 
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ュニ ダン ミ ル (径 ニニ 一 〇x 長さ 二  丁 〇〇 米) 一 基 

動 力 焚 炭 動力  一、 二 五 〇k  W 

廃熱 動力 三、 七 五 〇k  W 

製造 様式 乾式 

能 力 年産 二 〇 万瓲 (注) (ただし、 三年 後に は 生 灰 焼成 法に 変更し、 能力 を 二倍の 四 〇 万 逃と する 

計画であった) 

^ 当初 年産 十万 瓲の 計画で あつたが、 現地 軍の 要請で 能力 を 倍増した。 

原  ^ 

石灰石 河北 省 房 山 県 周 口 店 工場まで 十五 キロ  (鉄道輸送) 

粘土質 原料 (黄土) 工場 隣接地 

石 膏 山 西 省 太 原 

石 炭 il 灤炭、 井 IB 炭 

このように、 創立から 竣工までに 平時の 三倍 近くの 曰 数 を 費して いるう ちに、 戦 B? の 進展に つれて 物価騰貴 

は 相次ぎ、 かつ 第一 期 能力 十万 瓲を 二十 万 通に 増大せ よとの 現地 当局の 要請が あつたた め、 建設 資金 は、 当初 

の 資本金 一 千万 円で は 不足す るので、 十六 年 三月、 五 百万 円の 増資 を 興亜 院 華北 連絡 部 長官 塩 沢清宣 にあて 中 

請し、 八月 その：； t 可が あった。 - しかし、 .s: 地の 金融 事情 は 著しく 逼迫して いたので、 二 五 〇 万円を 株主から、 

残額 二 五 〇 万円 は 現地で 調達す る 方針 を樹 て、 株主 負担の 二 五 〇 万円 は 払 込 を 了した が、 現地 調達 は 不能に 終 

つた。 

操業 は 難渋 を 極め、 販売 は 浅 野 社が * くから 北支に 地盤 を 持って いる こと、 及び 華 北洋 灰の 大 株主で あると 
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四、 昭和 十五 年 七月 四日、 北京 特別 市 公署 指令 第 六 五 二号 を もって 設立 登記 許可。 同年 八月 一 曰 完了。 

工場 建設 設立 登記 を 完了した 華北 社 は、 いよいよ 工場 建設に 着手、 敷地 を 北京 南方 約 五十 キロの 琉璃 河鎮に 定め、 昭 

和 十五 年 十 一 月 敷地 買収 を 終った- 内地からの 移設 機械 は、 たまたま 浅 野 社 東京 工場が 昭和 十四 年 十 一 月 閉鎖 

された ので、 五一 一 〇 万円で 譲 受ける ことと なつた- (昭和 十五 年 十月 一 日 成約、 同 十月 九日 商工 大臣の 譲渡 許可、 

同 十月 十四日、 大蔵大臣の 支払 許可) 

十六 年 五月、 東京 工場 は ほぼ 解体 を 完了、 積 出 を 終った ので、 深 川 区 清澄 町に 設置して あった 建設 事務所 を 

現地 琉璃 河鎮に 移し、 いよいよ 本格的な 建設工事に とりかかり、 太平洋戦争 直前の 十六 年 十月 基礎工事 を 完了 

した。 

しかし、 資材 難、 物価騰貴、 資金 難 は、 戦局の 進 M と共に 加わって きたので、 建設工事 は 渋滞 を 重ねながら、 

十八 年 二月、 漸く 工程の 八 分 どおりに 達した」 殊に 十七 年 九月から、 建設工事 用 動力源と して 運転 を 始めた 一、 

〇〇〇 キロの 発電機 (建設工事 用 電力供給 源) は 故障 続発して、 工程の 進拔を 妨げた が、 桜 井董事 長に 代って 

就任した 児 玉 国 雄董事 長の 努力に よ つ て、 十九 年 三月 下旬から は 華北 電 業からの 送電に より 大いに はかどり、 

同年 五月、 着工 以来 三年 を 費して 漸く 完成した-, - 

工場 概要 

工場 敷地 河北^ 良郷県 琉璃 河鎮ー 二 〇 、一 一四 四 平方 米 

主要 機械 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミ ル (径 ニ丄三 X 長さ 七. 三 二 米)  一一 基 

回転 焦 ュ ナック ス 型 (径 二. 四 四 X 長さ 三 九. 一 〇 米) 四 基 

仕上 粉末 機 チュ— ブ ミ ル (径 二. 一三 X 長さ 八. 五 四 米)  一 基 


創立 総会 


設立の 径過 


建設 資金 四 四 三 万円 

本 店 北京 特別 市 (初め 東 城 大方 家 胡 同 九 号、 十六 年 五月、 西 城 白 廟胡同 九 号に 土地 建物 E« 収 移転) 

会社 設立の 見通し を 得た 创立 委員 一同 は、 昭和 十三 年 九月 半ば、 北京の 興亜 院 華北 連絡 部に 出頭して、 内. 

鮮 • 満 の 全 セメン ト 業者 を 網羅した セメ ン ト 会社 を 設立す る 協議が 成立した 旨 を 報告した。 

会社 設立の 手続 は、 事変 規模の 拡大に つれて、 まま 渋滞した が、 約 二 年後の 十五 年 七月 十 一 曰、 本店 (北京 

特別 市 東 城 大方 家 胡 同 九 号) で 創立 総会 を 開き、 I 定！ I, を 承認し、 左の 役員 を 選任した。 .  — 


董 

同 

監 察 


事 s 

事 


井 正 信 (ig 特務機関 畏) 


岩崎淸 一 郞 (磐 一 

瀧 山 米太郞 (浅 一 

m  2： 卓郞 (三 一 

阿部 美樹 志 (東 

村瀨末 一 (豊 


專務董 ，武 S  忠 (浅 野 .化) 

城 社) 董 事大 友 幸 助 (秩父 补) 

野 社) 同  臼杵 善三郞 (大阪 窯業 社) 

河 社.) 冋  河内 通 祐 (， 小 野 出社) 

洋 社) 監察 人 金子 喜 代 太 (浅 野 社) 

人 村 瀨末ー (豊国 社) 同  朝 枝 信太郞 C 小 野 田 社) 

昭和 十三 年 八月、 会社 設立の 計画 をた てて 以来、 創立 総会 開催に- や-るまでの 経過 は 大略 次のと おりで ある。 

一 、 発起人、 淺野總 一 郞 ほか 七十 八 名。 - 

定款 作成、 昭和 十三 年 九月 八日 

二、 昭和 十四 年 九月 十四日、 興亜 院 華北 連絡 部 長官 あて 公司 設立 願 提出。 

昭和 十五 年 一月 二十 一 日付 北 連絰ー 一 第 九 五 号 を もって 中国 法人た る こと を 条件に 認可 

三、 昭和 十五 年 三月 二十 九日、 外貨 証券 有償 取得 申請 並びに 委 st^ 支払 許可 を 申請、 許可 を 得て 同年 五月 十日、 

第 一 回 払 込 金 五 〇〇 万円 徴収。 

第 四 節 華 北洋. 队股份 有限 公司 及び 天津 紙袋 株式会社  一 a- 一 


(第 51 図） 華 北洋 灰 商標 


第一章 朝鮮. 満州. 台湾 及び 中国へ 進出 (その 二)  一/ 0 

企画した。 これにより 興亜 院 華北 連絡 部 は 商工 省 を 通じて 地. 朝鮮. 満州の 全 セメント 業者の 共同出資 によ 

つて、 乂に セメント 工場 を 建設すべき こと を セメント 聯合 会に 対し 中 入れた， - この 話 は 急速に 進み 昭和— 

三年 八月、 同業 社 協議の 結果、 資本金 一 千万 円の 華 北洋 灰股份 

有限 公司 を 設立して、 北支に おける セメント 生産に 乗り出す こ 

とに なった」 出資 比率 は、 商工 省の 裁定に よって、 聯合 会 側 七 

二 ％  (内、 当社 系すな わち 浅 野 • ， 冊 日本 • 日 東. 土 佐 • 東 亜 • 

朝鮮 浅 野 • 大同. 満州の 八 社で 三 一 .〇 二お)、 小 野 田 系 二 六 

n ぺ その他 一 ー％  (富 山 • 富国 • 日 鉄) であ つ た： 

左に、 事業 目論見 書の 概要 を 摘記す る。 

年産 目標 一 〇〇 万瓲 

第 一 期 生産 能力 年産 十万 瓲 

ェ 場 河北 省 京漢線 琉璃 河 駅 付近 

第一 一期 生産 能力 年産 十万 瓲 

ェ 場 山 東 省 済 南 博 山 付近 

原 料 石灰石 河北 省 房 山 県 周 口 店 

粘土質 原料 琉璃 河 工場 付近の 黄土 

製造 様式 乾 式 

主要 機械 内地 工場に おける 遊休 機械の 移設 

第 一 回 払 込 金 五 〇〇 万円 


(第 9 表） 西村士 敏土廠 生産， 出荷 高 

(単位 


年 次 

生産高 

出 1^ 髙 

在車髙 

昭和 15. 10 

1,711 

1,081 

1,293 

11 

1,520 

1,554 

2,375 

12 

2,252 

3,081 



1,326 

計 

5,483 

5,716 

16. 1 

2,325 

2,106 

1,062 

2.518 

1，475 

1,939 

3 

1,576 

2,895 

1,634 

4 

2,113 

1,647 

2,753 

3,052 

2,481 

3,508 

6 

3,753 

1,715 

5,736 

7 

809 

1,147 

5,420 

8 

2,116 

1,489 

7,139 

9 

2,/23 

1,947 

9,118 

10 

3,050 

2,512 

9,597 

U 

43-4 

3,032 

6,564 

12 

6,195 

2,446 

8,636 

計 

30,664 

24,856 

17. 1 

2,214 

ひ 

4,084 

1,999 

8,920 

4 

3,467 

2,427 

6,627 

1,137 

5,489 

6 

3,174 

1,030 

6,415 

880 

2,189 

6,353 

8 

2,959 

867 

11,498 

9 

2,490 

3,165 

11,141 

計 

17,054 

15,028 

第 四 節 華 北洋 灰股份 有限 公司 及び 天津 紙袋 株式会社 


北支 進出 


華 北洋 灰 公司の 設 

立 


当社 は、 古くから 北支 向け 輪 出 を 行い、 これに W 心 を もってい たが、 曰 華 事変の 進展に つれて、 北支の 経济 

開 発が 国策 (北 支那 開発 株式会社の 設立) として 採り上げられ たの を 兑て、 北支 は、 かならず 満州 市場に 劣ら 

ぬ セメントの 大 市場と なるべき を， 見し、 率 変 後い ち 早く 昭和 十三 年 六月 一 曰 北京 事務所 を 設け、 各種の 調査 

を 進め つつ あつ た。 

たまたま、 現地の 特務 部の 意， 1： を 休して、 日 絰济 協議会 は、 北支に おける セメント 企業の 統制 的 経営 を 

第 四 節 華 北洋 灰股份 有限 公司 及び 天津 紙袋 株式会社  一 七 九 


太平洋 戦局の 悪化と 共に、 物価 は 次第に 昂騰し、 操業 は 難渋 を 極め、 前途 多難のう ちに 終戦 を 迎え， 国府 軍 

によ つ て 接収され た。 

実  镜 次に、 第一 回 営業 期から 第 四 回 営業 期に 至る 生産 及び 出荷の 概況 を 掲げよう。 


運 


V 朝 Si  .« 州. 台湾 及び 中国へ 進出 (その 二〕 


七 八 


藪 

士 


ス ミス 社から 購入、 直ちに 建設工事に 着手、 昭和 八 年 四 

月 竣工、 西 村士敏 土廠と 命名、 同月 六日から 操業、 また 

同年に は 前記 河南 士敏 土廒を 合併し、 続いて 同年 五月 第 

一 一号 回転 窯、 十 一 年 第三 号 回転 窯 を 増設、 日華 事変 直前 

において は、 中国 第一流の セメント 工場と なった。 

十三 年 十月 十九 日、 日本軍の 広東 占領と 同時に、 西 村 

士敏 土廠は 軍に 接収され、 最初 は 陸軍 . 海軍 . 外務 三省 

からなる 広東 三お 連絡会議 がその 管理に 当ってい たが、 

翌 十四 年 三月 九 曰 付で 当社に その 経営 を 委託され た。 そ 

こで 当社 は、 直ちに 広東 事務所 を 設け、 五月から 戦災 及 

び 原料 関係の 再調査 を 行い、 十四 年末から 復旧 工事に と 

りか かり、 十五 年 十月 操業 を 開始した。 

当 工場の 設備 は、 前述の ように 整備した ものであった 

が、 石灰石 及び 石炭 (台湾 炭：) の 供給が 円滑 を 欠いた こ 

とと、 需要 は、 軍用 以外 は 地元 及び 輸出と もに 不振 を 極 

めた。 操業 は 半月ない し 隔月 運転 を 行い、 毎 半期の 生産 

高 は 一 一 一、 〇〇〇~ 一  五、 〇〇〇 瓲程 度で あ つ たが、 在 


庫 は 次第に 増加して、 十七 年 秋に は、 一万 瓲 (三 力 月 分) を 越える ようになった。 

更に 十九 年に は 遊休 労務 を 利用して、 力— バ イドの 製造に 乗り出した。 


(_ 第 8 表:） 西 山 洋灰廠 の 製造 高 並びに 出荷 ft 


年  次 

製造 髙 

出荷 髙 

昭和 14 年 

34,412^ 

33,206 瓲 

同 15 年 （4  }\ ま で） 

57,820  » 

58,284  U 

同 16 年 （10 月まで） 

49,513/； 

49,648  n 

(備考） 昭和 17 年4 月 以降 終戦まで 山 西 産業の 経営と な 
り， 記録 不詳。 販路 は 地元 山 西 省の ほか' 遠く 京津 方面 
に 出荷され た。 


洋灰廠 


実 


山 西 逸 業 社と 太 原 

出張所 


西 衬士敏 土廠 


これに 対応して、 当社が 現地 当局から その 経営 を 委託され たもの は、 北支に おいて は， 山 西 g 太 原 市外の 西 山 

洋 灰廠、 南支に おいて は 広東^ 広州^ 外の 西村士 敏土蔽 である" 

.=1 山 洋灰廠 は、 閻錫 山の 山 西 モン 口— 主義に よって 設立され た 西北 実業 公司の セメント 部 工場であって、 西 

北洋 灰廠の 名の もとに 昭和 九 年 春、 資本金 五十 万円で 着工、 翌十年 六月 操業 を 始めた が、 十二 年 十月、 日本軍 

の 太 原 占領に よって 接収され た。 当社 は 翌年 二月 十九 曰、 北支 方面 軍 特務 部から 軍 管理 第三 十五 工場 (昭和 十 

四 年 八月 一 曰 西 山 洋灰廠 と 改称) として、 その 経営 を 委任され た- 当社 は 直ちに 復旧 工事に 着手し、 十四 年 二 

:11:旧.*^備、 五月 設 設備 を {-y 成、 操業 を 開始した。 

Si 和 十 W 年 三月 以降、 各 年 製造 高 及び 出荷 高 は 第 八 表のと おりで ある。 

軍 は、 昭和 十六 年 ごろから 山 西 省 内の 総合的 開発 を 推進す るた め、 旧 西北 実業 

公司 方式に よる 総合 経営 会社の 設立 を 計画して いたが、 ついに 十七 年 四月、 省 内 

の 全軍 管理 工場 を 統合して、 山 西 産業 株式会社 を 設立した。 同社の 設立と 共に、 

当社の 西 山 洋灰廠 委託 経営 は 解かれ、 当社の 投資 額 は、 そのまま 同社に 対する 出 

資金と なり、 また 当社から 派遣して いた 工場 従業員 は、 同社々 員の 身分の もとに、 

引続き 工場の 運営に 当った が、 製品 は 同社に おいて 一 手 販売す る ことと なった。 

当社 は 十七 年 四月 太 原に 出張所 を 開設した が、 太 原 出張所 は 同社の 一 販売店た 

るの 地位し か夸 えられず、 取引 も 皆無の 状態であった ので、 翌 十八 年 二月 閉鎖し 

た」 

昭和 三年 十二月、 広東 省 政府 は、 旧来の 河南 士敏 土廠の ほか、 新たに 広州 市郊 

外 西 村に セメント 工場 建設の 計画 をた て、 主要 機械 全部 をデン マ— グの F  -  L  . 

一 七 七 


第三 節 太 原. 広東 両 工場の 委任 経営 


第一章 朝鮮. 満州. 台湾 及び 中国へ 進出 (その 二) 

位 置 錦 西 県 揚家伏 子 富 児 溝 

(大 司洋 灰股份 有限 公司 及び 満州 鈕鉱 株式 会 

社 折半 出資の 錦 西 鉄道 を 敷設して、 工場まで 

三十 五キ 口 を 輸送) 

鉱量 一、 五 〇〇 万 通  I 

a ん r 幾 一次 ゲ ー ト グラッシ ャ ー 八番型 

tt  5  一； 

一 基 

二次 コ— ン グラッシ...'— 

一 基 

= ^ロロ-^ 売 

日満 商事 株式会社 一 手 販売 (各 編 第 一 部 第 七 章 営業 

所 参照) 

第三 節 太 原. 広東 両 工場の 委任 経営 


中国に 進出 


鳴 

舊 


\ 


日華 奮の 進展に 伴って、 わが国 各種 産業の 現地 進出 

は 軍 特務機関 指導 下に 行われ、 セメント 工業に お V て i 

1-1. 南支に わた つ て、 I 工場の 管理 経営に わ 

が 国 セメント 資本と 技術の 移 人が 活発に 行われた  CJ^-y 

当ま囊 後、 いち 早く 北京に 北京 事務所 (所長、 本店 Ills 忠) 


工場の 建設 は、 日華 事変の 最中に 進められ たので、 幾多の 困難に 際会した が、 建設 主任の 古瀬 健 男 はよ くこ 

れを 克服して、 昭和 十七 年 火 入 式 を 行った。 工場の 概要 は 左のと おりで ある。 


位 置 錦 州お 錦 西 ほ 小 錦 a 街 (奉 天 線 錦 ffi 駅 北方 一 • 五 キロ) 

面 積 一 六 九、 五 〇〇 平方 米 

主要 機械. ほ簡 (門 司 工場 遊休. 設爾を 昭和 十五 年 五月 移設) 

回 転 窯 (径 二. 七 五 〇x 三. 〇〇〇x 長さ 六 一. 〇〇〇 米)  二 基 

冷 却 機 (径ニ  • 四 三 八 X 長さ 一八. 二八 七 米)  二 基 

原料 扮末機 コンペ ッブ ミル (径ニ  • 一  三 〇x 長さ 七 ニニ 二 〇 米)  一 基 

ュニ ダン ミル (径 二. 四 〇〇x 長さ 二  了 〇〇〇 米)  一 基 

ュ 二 ダ ン ミ ル (径ー 一 . 〇〇〇 X 長さ 九 • 〇〇〇 米)  一 基 

仕 ヒ扮末 機 ユー 一 ダン ミル (径 ニニ 一  〇〇x 長さ 二  了 〇〇〇 米)  一 基 

コンペ ッブ ミル (径ニ  • 一三 〇x 長さ 七. 三 二 〇 米)  一 基 

ベ ー ツバ ッ 力— 四 連 式  一 基 


汽 機 石 川 島 五、 五 〇〇KW 

発電機 芝 浦 六、 oookv  A 

製造 様式 乾 式 

月産 能力 一四、 〇〇〇 瓲 

従業員 四 三 〇 名 (内 曰 系 職工 員 七 〇 名) 

石灰石 山 

第二 節 在満 セメント、 スレ— ト 会社への 投資  一七 五 


第一章 朝鮮 • 満州. 台湾 & び 中国へ 進出 (その 二)  一七 四 

おりで ある。 

大同 洋灰 スレ— ト 工場 . 満州 浅 野 スレ— ト 会社 . 本 溪湖洋 灰 スレ— ト 工場 . 満州 断 熟 工業 会社 . 東洋 ゴ ム 

タイヤ 工業 会社 . -女藤 石綿 工業 会社 . 満州 石綿 加工品 工業 会社 等 及び 上海 . 台湾の スレ— ト 業者。 

吠！： 洋灰 スレ— ト 満州 スレ— ト 会社の 設立と ほとんど 時 を 同じく して 昭和 十三 年 六月、 大同 洋灰 公司 も スレ— ト部を 設置して、 

その 工場 を 大同 洋灰 公司 吉林 工場 内に 設けた。 その 規模 は逑物 . 機械 その他の 諸 設備 も 満州 スレ— ト 社と 同等 

であった。 その 目的と すると ころ は、 満州 スレ— ト 社が 奉 天地 区の 需要 を 目 ざした のに 対し、 新 京. 吉林 地区 

の 需要に 対応す る ものであった。 建設工事 は 順調に 進み、 八月 完成、 九月から 操業 を 開始した。 原料の セメン 

ト はもち ろん 自社の もの を 用いた が、 石綿 は姊妹 会社の 満州 石綿 会社から 供給 を 受けた。 

g| 洋灰錦 州 工場 大同 洋灰吉 林 工場の 拡充に よって、 北満に おける セメントの 需要が 安定したので、 当社 は、 西 満州が 将来；^ 

力な セメント 市場と なるとの 想定の もとに、 原料 及び 工場 敷地に ついて 内偵 を 進めた 結果、 錦 西 県 揚家伏 子 付 

近に 石灰石 山 を 発見、 品質 鉱量 ともに 優秀な こと を 確認した ので、 錦 州 工場 建設 計画 を樹 て、 満州国 産業 部に 

申請した。 「康徳 四 年 十一月 八 曰 付 申請 ニ係ル 重要産業 生産 設備 拡充 許可 願 ニ関ス ル件ハ 之ヲ 許可 ス。 但左， £ 

条項 ヲ遵 照シテ 弁理 ス へ シ」 という 許可が あった。 (注) 

一 、 年産 能力 は 十二 万 通 を 限度と す 

一 、 生産 設備 は 康徳六 年末迄に 後 じす へ し 

康徳五 年 五月 一 日 

産業 大臣 呂  榮 寰 

0 この 計画 は 昭和 十五 年 二月、 年産 能力 を 二十 万 a、 工場 完成 期 を 康徳七 年末に 変更す る ことの 承認 を 得た。 


準 特殊 会社) を 設立した。 その 概要 は 次のと おりで ある。 

資本金 満州国 幣 まヒ 百万 円 (浅 野 社 系 八 〇1  ん、 日本 アスベスト 社 系 一 五 、本 溪湖社 系 五 ％) 

役員 社 長 金子 喜 代 太 (？ 野 社，) 専務取締役 ？ M 山 米太郞 (浅 野 社) 

常務取締役 お 味 俊 雄 「问) 取 締 野 良 三 (同 ) 

取締 水 野  保 (^！ ： お 監査役 曰 高 長 五郎 (本溪 湖 社) 

相 役 淺 野 總 一 郞 (浅 野 社) 技術 部長 飯 島 兵 延 (浅 野 社) 

当社の 使命 は 前述した ように、 開発した ..5 綿 鉱石 を 解 綿 精製して、 その 全部 を 曰 本に 送り、 日本の 商工^が 

指示す る 価格で、 業者に 配給す る 業務 を 行う ことであった- 

満州 産 石綿 は、 グリソ タイル 系と ァモ サイト 系の 両種であった ■」 クリノ タイル は そのまま 枋繽に くもので 

あつたが、 カナダ 産に 比べて 硬資 だった ので、 長 繊維の もの は 混 綿して 坊繞に 用い、 短 繊維の もの は、. 各種 バ 

ッ キング 用 • スレ— ト 川に 充てた 

鉱量は 通 化 地区が 第一 で、 探鉱 济の青 溝 子 付近の みで も 約 百万 瓲、 更に 探鉱 を 進めれば 無尽蔵で あろうと 言 

われた。 安東 地区 は、 ずっと 小規模で 月産 二 〇〇瓲 前後、 熱 河 地区 は 更に 小さく、 月産 百瓲 前後であった。 

石綿 生産 量 は 大略 左記のと おりで ある" 

昭 • 十三 一 、〇〇〇 瓲 昭 . 卜 ra: 三、 〇〇〇 逃 昭 . 十五 五、 〇〇〇 瓲 

昭. 十六 六、 〇〇〇 瓲 昭. 卜ヒ  一 C7〇〇〇瓲 昭. 十八 一 〇、〇〇〇 瓲 

昭. 十九 ー〇、〇〇〇 適 昭*  二十 二、 〇〇〇 通 (終戦まで) 

満州国 内に おける^ 工業の 発展に つれて、 石綿の 需要が 次第に 増加した ので、 設立 当初の 全量 日本 向けの 方 

針 を 修正し、 約 二割 を 満州国. R に 保 SE すると 共に、 その 配給 業務 を も あわせ 行った" その 供給 は 大略 次のと 

第二 節 在満 セメント、 スレ ー ト 会社への 投資  一七 三 


第一章 朝鲜. 満州. 台湾 及び 中国へ 進出 _r その 二)  一七 二 

常務取締役， f 林 _M 取締役 工場長 志 賀 榮三郞 

の 新 陣容の もとに、 ゥ H ット マシン を 二 基に 増設、 資本金 を 一 五 〇 万円 へ 全額 払 込」 に 増資した。 ついで 日 

東 岩 綿 工場 を 買収して 石綿の 不足 を 補い、 社業 は 順調に 進んだ が、 昭和 二十 年 八月、 敗戦と 共に 終焉 を 告げた。 

石綿の ^ 鉱 従来、 当社 スレ ー ト部 傘下の 各 工場で 使用す る 石綿 は、 ほとんど 全量 を カナダ 及び アメリカからの 輪 入に 依 

存 していた が、 昭和 十二 年 ごろから 漸次 輪 入の 制限 を 受ける ようにな つたので、 Hrt に その 資源 を 求めて 探鉱 

調査 を 行った が、 北海道 を 除いて は、 使用に 耐える 石綿 は 見当らなかった。 

たまたま 満州国の 治安 確保に つれて、 鉱産 資源の 調査 開発 を 使命と する 満州 鉱業 開発 会社の 手で、 石綿 鉱区 

が 続々 発見され、 満州国 政府に 登録され ている との 報に 接した ので、 昭和 十二 年 当社 は、 スレ— ト部 技師 永 尾 

文吉 ほか 数名から なる 調査 隊を 満州国 通 化 省 内の 石綿 鉱区 調査に 派遣した が、 目的の 鉱区に 向う 途中、 通 化 市 

北方 数キ D の 地点で 匪賊の 襲撃に 遭い、 永 尾 文吉は w 弾に れ、 調査 は 一時 頓挫した。 

翌十 三年 満州国 政府 及び 満州 鉱業 開発 会社から、 当社に 石綿 開発の 慫適 があった ので、 古味 俊 雄 (本店 営業 

課長) を 派遣して 調査 させた ところ、 既に 政府への 石綿 発見 登録 は 一 三 〇 単位 ( 一 単位 六 〇 万 坪 ~八〇 万 坪) 

にに り、 願 社 も 十数 社 (注」 ある ことが 判明した。 

注 主な もの は 次の 三 社で ある。 

日本 ァ スべス ト 株式会社 (海軍 関係) 

三 好 石綿 工業 株式会社 (") 

本 溪湖洋 灰 スレ— ト部 r スレ —ト 製造業 者)  - 

満州 石綿 株式会社 しかし 満州国 政府 は、 有力 会社 一 社に 統制 開発 させよう とする 意向で あ つ たから、 当社が 中心と な つ て 出願 

業者 を とりまとめ、 政府. 駐満 海軍 武 宵 府 及び 満州 鉱業 開発 会社の 協力の もとに、 満州 石綿 株式会社 (満 3=^ 国 


？ s 州 野スレ ー 

株式会社 


販売 分野 は、 従来の 取扱 関係 を 尊重して、 左のと おり 定めた。 

関東 州 小 野 W 社  满州洋 灰 公司 (三菱 商事 社) 

満州 小 野 田 公司 ((三 井 物産 社) 大同 洋灰 公司 (浅 野 セメント 社， } 

哈爾 浜洋灰 公司. -  本 溪湖洋 灰 公司 (大倉 商事 社 • 曰満 商事 社) 

撫 順セメ ント扑 (福昌 公司 . 曰満 商事 社) 

当初、 満州国 內の 配給 地区 を 五十八 区に 分ち、 (後に 大 区画 制と なり、 十二 区に 改正) 各地 区別に 公定価格 

を 定めて 販売した。 

満州国 内の セメントの 需要に 対応して、 スレ —トの 需要 も 急増した ので、 大同 洋灰 公司の 付帯 事業と して 石 

綿 スレ— ト 事業の 経営 を 企図し、 昭和 十三 年 六月 五日、 満州 浅 野 スレ— ト 株式会社 (資本金 百万 円 全額 払 込) 

を 創立、 本社 及び 工場 を 奉 天 市 鉄 西 区 祐ェ街 一段 四十 三 号に 建設し、 ウエット マシン 一基 を 装備し、 セメント 

は 大同 洋灰吉 林 工場から、 石綿 は 満州 石綿 株式会社から 供給 を 受け、 主として 波形 板の 製造 を 行った。 

役員 は 左のと おりで ある： 

社  長 金子 喜 代 太 専務取締役 逾山 * 太郞 

常務取締役 竹 內  基 取締役 淺 野八郞 

取締役 二 宫裕造 監査 乙 竹茂郎 

監査役 藤 尾 仙 次 監査役 高 森 喜太郞 

相談役 淺野總 一郎 

昭和 十七 年 三月、 金子 社長 • 満山 専務 • 竹 内 常務の 引退に 伴い 

社  長 兒玉國 雄 專務 取締役 森  信 

第二 節 在满 セメント、 スレ— ト 会社への 投資  .  一七 一 


？ i 州 共同 セメン 

株式会社 


第一章 朝鮮. 満州. 台湾 及び 中国へ 進出 (その 二)  一七 〇 

このように 満州国 内の セメント 製造業 者、 並びに 販売 業者 は 年と 共に 増加し、 他方 国. C 産業 五 力 年 計画の 遂 

行、 国防の 充実、 生産力の 掂充 のために は、 国家的の 強力な 配給 機関に よって、 合理的な 配給 を 行う ことが 必 

要と なった ので、 満州国 政府 は、 昭和 十三 年 九月 二十 七日 付 産業 部 指令 第二、 三 二三 n ァを もって、 在満 セメン 

ト 生産 会社 S: び 販売 会社 をして 満州 セメント 協会 を 解散して、 満州 共同 セメント 株式会社 (資本金 一 三 〇 万円、 

二 万 六 千 株、 払 込 三十 二 万 五 千円) を 設立させる ことと なった。 同社 は 同年 十月 一 日、 左記 七生 産 会社 及び 六 

販売 会社の 均等 出資 (各々 二 千 株 引受) によって 創立、 十二月 一 日から 営業 を 開始した。 

生産 会社 

哈 爾浜洋 灰股份 有限 公司 大同 洋灰 股份 有限 公司 

撫順セ メ ン ト 株式会社 本 溪湖洋 灰股份 有限 公司 

関東 州 小 野田セ メ ン ト 製造 株式会社 

販 売 会 社 

日満 商事 株式 会 社 三 井 物産 株式 会 社 

浅 野 セメント ft 式 会社 大倉 商事 株式 会 社 

満共 社の 事業 目的 は 次の 四 項で ある。 


満州 小 野田洋 灰股份 有限 公司 

満州 洋灰 股份 有限 公司 


三菱 商事 株式 会 社 

株式会社 福昌公 司 


一 セメントの 売買 並び に 配給 業務 

n セメントの 輸出入 及び その 売買 並びに 配給 業務 

3 前 各 号に 関する 統制 業務 

W その他 前 各 号に 付帯す る 業務 

輸入品の 取扱 は、 満共 社が 直接 これに 当り、 代行機関 として 曰満 商事 株式会社 を 用いた" 


ォ 


. セメント 協会 


合 会 は、 昭和 七 年 一 一月 以来 满蒙 委員会 を 設けて 協議 を 重ねた 

—U 米の 各社 協議会に おいて、 満州国 • 関東 州. 満鉄 

付 地 を  一 ^とする W 別 地域 を 設定し、 この 地域，： 1； け 出荷 取 

扱 機関と して、 満州 セメント 販 ぃ：ル 協会 を， 設立し、 大連 十日 会 

を 吸収した。 

満州 特別 地域， M けの 出荷 は、 予想に 違わず、 七 年 は 十万 瓲、 

八 年 は 三十 一 万瓲、 九 年 は 四十 六 万迹と 飛躍的に 増大した が、 

九 年 SI 月に は、 地元の 小 野 田 社 鞍 山 工場 (高炉 セメント」 が 

竣 ェ して、 事変 後 満州 国内に 新設 された 工場 品 出荷の トップ 

を 切 つ た。 

十二月に なって、 內 地の 小 野 田 社 は セメント 聯合 会 を 脱退 

し、 独自の 行動に でて きたので、 自然 満州 セメント 販売 協会 

は 解散の やむな きに つ た。 

昭和 十 年に 入る と、 大同 洋灰吉 林 工場の 操業 開始 (三月) 

に 引続き、 撫順. fS 州. 哈爾 浜の 各社、 十 一 年に は 満州 小 野 

m . 本溪 湖の 各社が 操業 を 開始す るに 至 つ たので、 同業 各社 

は 協議の 上、 十二 年 二月、 満州 セメント 協会 を 設立し、 出荷 

の 割当、 価格の 協定 等 を 行った。 協会 設立 当時の メンバ— は 次のと おりで ある。 

大同 公司 •  4：： 爾浜 公！^  • 満州 小 野 田 公司 . 撫順社 . 満州 公司 • 関東 州 小 野 田 社 • 本溪湖 公司 

第二 節 在満 セメント、 スレ— ト 会社への 投資  一六 九 


第一章 朝鮮 * 満州 • 台湾 及び 中国へ 進 w  (その 二)  1 六-八 

@ 朝 鮮 

一 、 加 平 石綿 確 業 所 (直営) (注) 

所在地 朝 鲜京畿 道 加 平 郡 雪 &面位 谷 里 

§ 最初 は 「楊 平」 と 称した が、 のちに 地名 改称に よって 加 平と なった。 

二、 忠南 石綿 礦業 所 (直営) 

所在地 朝鮮 忠清南 道洪城 邯洪城 n 巴 五官 里 

@ 蒙 彊， 

源 石綿 確 業 所 (直営)  - 

所在地 蒙 彊察南 源 県 烟煤洞 

@満  州  ■ 

満州 石綿 式 会社 r 子会社、 次 節 詳述：) 

第二 節 在満 セメント、 スレ— ト 会社への 投資 

満州事変 を 契機と して、 満州 向け セメント 出荷の 増大が 予想され たが、 昭和 七 年 二月、 七 尾 社の 満州 向け 輸 

出 (三菱 扱) がきつ かけと なって、 各社の 満州 向け 出荷に 対する 関心 は 急に 高まり、 輪 出 及び 移出に 経験 を も 

つ 宇 部 • 窯業 . § 日本 •  土 佐 . 豊国 . 大分の 各社の ほか、 磐 城 • 七 尾の 両社も 加わり、 三 井 . 三菱 . 大倉 等の 

商社 を 通じて 満州 市場に 進出した。 そこで 当社 及び 小 野 田 社が 中心と なり、 前記 各社 を 会員と する 大連 十日 会 

を 結成して、 移入 及び 出荷に 関する 協議 を 行った。 

満州 向け 出荷 は、 出荷 想定、 出荷 比率、 5ffl 充 生産 等 を 通じて、 .2: 地の 生産 制限に 重大な 関連が あるので、 聯 


大連 J- 日 会 


満州 セメント 販売 


@ 北海道 

占 冠 石綿 確 業 所 (直営) 

所^地 北海道 胆娠国 勇 払 郡 占 冠 村 


第一 節 清 津スレ I ト 工場の 新設 及び 石綿 山 (日. 満. 支) の Si 発 


六 七 


同 b. 事務所 


第 一 章 朝鮮 • 満州 • 台湾；^ び中闺 へ 進出 (その 二) 


六 六 


第一章 朝鮮. 満州. 台湾 及び 中 B へ 進出 (その 二) 


北鲜 進出 


石綿 山の 開発 


第一 節 清 津スレ —ト 工場の 新設 及び 石綿 山 (日 .満. 支) の 開発 

朝 ttF における 石綿 スレ— トの 需要 は、 曰乖 事変 以来 急増しつつ あつたが、 特に 北鮮 方面の 需要 は、 全 鮮の四 

割に も 上る 有様であった」 しかし 京 城 工場の 出荷 余力 は 少なく、 かつ 北支. 満州国 向け 貨物の 輥輳 は、 北鮮 向 

けの スレ— ト 輸送 を 益々 窮- 油に する ばかりであった ので、 北鮮 工場の 建設 は 焦 屑の 急であった" 幸い 原料 石綿 

の 確保に ついて、 為替管理 法の 実施に より、 輪 入 は 次第に 困難と なるべき こと を 兌 通して、 鮮 内の 楊 平 石綿の 

開発 を 進める 一方、 代用品の 研究 も 実用化の 域に 達して いたので、 同業 他社の 北鮮 進出の 機先 を 制して、 朝鮮 

総督府の 認 1^ を 得る や、 工場 建設 地 を 成 鏡 北 道 清 津府水 南 町に 選び、 予算 二 四 四、 〇〇 五 円 を もって 抄 造機 

r ゥ H ット マシン) 二 基 (年産 能力 波 板 換算 三 七 四、 四 〇〇 枚) を 設置し、 昭和 十六 年 十月 操業 を 開始した。 十 

ヒ、 八、 九 年 は 毎年 十三、 四 万 枚 を 順調に 生産して きたが、 二十 年に 人る や、 資材 難に より 操業 はにわ かに 停 

滞 し 、 生 産 不能 の 月 もあった。 

日華 事変 以来、 石綿の 輪 人 は 為替管理の 強化に よって 次第に 困難 を 加えた 上、 軍需 優先の 方針に よって、 ス 

レ I ト 原料で ある 石綿の 入手 は 不能 状態に おちい つ てきた ので、 当社 スレ— ト部は 北海道. 朝鮮. 満州. 北支. 

蒙彊の 各地に わたって、 広く 石綿 鉱山 を 開発す る 4^ 画を樹 て、 直営、 あるいは 子会社に よって 石綿の 自給自足 

を 図った。 それ は 左記の 各 鉱山であった。 


場 を 分，、 現物 出資して、 日本 鋼管と 共同出資の もとに 昭和 十六 年 二月、 日本 高炉 セメント 株式会社 を 創立し 

た。 


序章 IS  説  一 六 3 


つて、 if 北洋 灰 公司 を 設立して、 その 工事 を 進めた が、 戦局の 拡大と 共に 資材 難 相次ぎ、 工程 は 遅々 として 進 

まず、 昭和 十九 年に 至って、 かろうじて 操業 状態に 入った に 過ぎなかった C 

台湾に おいても 事態 は 年 を 追って 逼迫し、 昭和 十五 年 三月、 內 地に セメント 共販 制が 実施され ると 同時に、 

合 湾 は. r 地 共販会社の 販売 区域 外と なった ので、 当社 は、 かねて 設立した 台湾 セメント 株式会社に 台湾 工場 を 

賃贷 し、 セメント 聯合 会の 統制 外にあって 操業 を 続けた 

日華 事変の 拡大に 伴って、 軍需 物資 は 続々 兵器 産業 方面に 集中され たので、 当時 高率の 操短 を 実施し、 多大 

の 遊休 能力が あると 認定され、 臨時 資金 調整 法に よって 「內」 種 産業に 指定され た セメント 工業 は、 石炭 を始 

め、 容器 (クラフト紙) . ffi 要 補修 資材 (鋼 村 . 耐火 煉 • 鋼 球 • 油脂. ゴ ム製 品等) の 購入に 甚 しい 制約 を受 

け、 設備の 老朽、 荒廃 は 曰に 曰に 進んだ。 

戦時 統制の 強化と 共に、 大正 十三 年 以来、 十七 年に わたって 自治 統制 を 続けて きた セメント 聯合 会の 生産 統 

制 部門 は、 昭和 十五 年 九月、 時局の 要請の もとに 国家 統制に 変り、 工業 組合 法に よる セメント 工業 組合に 改組 

された が、 翌年 十二月に は、 重要産業 団体 令に よって セメント 統制 会に 吸収され た。 

これより 先、 昭和 十五 年 三月、 セメント 聯合 会の 販売 統制 部門 は 切 離されて、 国家 統制に よる セメント 共販 

株式会社の 手に 移った-, - それ は 前年 十月 実施の 石炭 配給 割当に よって、 もはや セメント 各社の 独自の 操業 は不 

可能と なった ばかりでなく、 セメントの 重点 配給 を 実施す る 一 元 的 機関の 創設が 国家的の 要請であった からで 

ある e 

セメントの 製造 は 原料 面から も、 資材 面から も 縮小 を 続ける ばかりで あつたが、 戦局の 要請 は その 増産 を 求 

めて やまなかった ので、 当社 は 傍系の 日本 鋼管. 鶴 見 造船と 提携し、 その 生産す る 高炉 水 滓 を 利用して 高炉 セ 

メント を 増産して、 セメント 不足に 応えようと 企画し、 昭和 三年 以来 高炉 セメント 製造の 経験 を 有する 川崎ェ 


第五 期 戦時体制の 進展 £ 和 十一 一年- +六 年し 

—— 日華 事変 時 代 —— ■ 

序章 概  説 

g 和 十二 年 七月、 M 滞 橋畔に 揚 つた 銃声 は、 曰 を 追って 北支 を 包む 砲煙と 化し、 戦闘と 開発と が 同時に 推進 

される こと は、 もはや 動かし 得ない 事 突と なった。 当社 は、 いち 早く 朝鮮 及び 満州に セメント 工場 を 建設して ■ 

現地の 経济 il 発に 備えた が、 全 蛘スレ —ト 需要の 四 割に 達する 北鮮の 需要に 対して は、 既存の 京 城 スレ— トェ 

場からの 供給 を もってして は 著しく 困難と なった ので、 十六 年 十 H、 清 津スレ ー ト 工場の 操業に よって、 北鮮 

工業地帯の 需要に 対応した。 

また、 満州に おいて は 大同 洋 灰の 操業に 続いて、 セメント 製品 工業で ある 満州 石綿 スレ ー ト 株式会社 を 興し- 

同 寺に lij 料 石綿の 確保 を 目的と して 満州 石綿 株式会社 を 創立して、 満州 スレ ー ト 社に 原料 を 供給す る 一方、 こ 

れを 内地に 送って、 輸入 石綿 不足 を 補った。 

一方、 戦乱 はいよ いよ 遠く 蒙彊. 中支. 南支に も 及び、 その 地の 諸 工業の 運営が、 続々 わが 軍の 経営に 移さ 

れる にしたがって、 セメント 工場の 経営 は、 相次いで. s: 地 有力 業者に 委託され るに 至った。 当社 は、 太 原の 西 

山 洋灰廠 及び 広東の 西 村士敏 土廠を 委任され、 これが 経営に 当った。 

北— 乂には 古くから 唐 山に 啓新洋 灰が あつたが、 英支 合弁 経営であった ので、 これと は 別に、 ^地. 朝鮮. 満 

州の セメント 業者 共同出資 による セメント 工場の 建設が 北京 特務機関 によ つ て 要請され、 中 ョ社は その 屮心 とな 


第 tf- 章 スレ I ト 工場 新設 及び 力 ー リット 部の 分離  一六 二 

原料 は 著しく 不利と なった ので、 当社 は 再び 原料. 0 給 を 決意す ると 共に、 八 年 早 マ、 力— リット 部 部長 野原 錄 

夫 及び 同 部 技師 原 賢 次 の 両名 を それぞれ スェ —デン 及び ドイツに 派 造し、 原料 製造 に関する 調査 研究 を かねて、 

原料 輸入 契約の 解除に ついて^ 接 現地-: 父 渉に 当ら せた。 その 結果、 引取 済みの 一、 九  一二 瓲 及び その後 自給 体 

制 確立までの 所要 量  一、 二 九 〇 瓲、 計 三、 二 〇 二通 を 十 力 年分の 輸入 量 六、 〇〇〇 瓲から 差 引いた 残 量 二、 七 

九 八瓲に 対し、 二十 万 グロ ー ネの 破約 金 を 年賦い 乂 おとして、 ようやく  5 六 約 を 解除した ノ 

力— リット 部の 分  一方、 当社 は、 これ を 機会に 力— リット 部 を 分離して、 別 会社に より 力 ー リット *. 業 を 経 *a する 計画 を樹 て、 

離  , 

昭和 九 年 三月、 浅 野 力— リ ッ ト 株式会社 (資本金 一 五 〇 万円、 全額 払 込，) を 創立し、 これに 力 I リ ッ ト 部の 事 

業 一 切 を 継承 させた。 

原料 過 塩素酸 アンモニアの 製造に は、 多量の 電力 を 要し、 ^千 住の 原料 工場が、 相次ぐ 電力 料金の 騰 によ 

り、 閉鎖の やむな きに 至った 事情に かんがみ、 野 系の 関東 水力 電気 株式会社の 吾妻 川 水系の 電力の 利用に 着 

目し、 群馬県 渋 川 町 在古卷 村に 原料 工場 を 建てる ことと して 工事 を 急ぎ、 昭和 九 年 七月 早く も 一部 操業 を 開始 

し、 製品の 保 土 谷 工場に 対し、 「群 馬 工場」 と 命名した。 

創立 当初、 新 会社の 株式 三 万 株 は 当社が 全部 保有した が、 元来 力 ー リット 事業 は 電解 工業で あり、 当社 は そ 

の 製品の 大手 需要 者で あるに 過ぎない ので、 電力 を 供給す る 関 水 社の 方が、 力— リット 事業に は 密接な 関連 を 

もっとい う 見地から、 昭和 十 一 年 1^ 期、 まず 一 万 五 千 株 を 額面で、 関東 証券 株式会社 (関 水 社の 傍系) に 売却、 

続いて 翌年 下期、 残 一万 五 千 株 を 同社に 讓 渡し r 一  株金 五十 五 円)、 ここに 全く 力— リット 事業 は 当社の 傘下 

を 離れて、 関 水 社の 支配 卩に 移った。 


札 《 工場^ 設 


力— リ ッ トの 製造 


isf 料 自給 を U る 


れに 充てる ことと して、 十二 年 九月 十四日 着工、 翌年 六月 八 曰 竣工、 「台湾 工場」 と 命名 (十五 年 五月 高雄ェ 

場と 改称) して 操業 を 開始した。 

時 W の 影響が、 中央から 漸次 來北、 北海道 方面に 滲透す るに つれて、 スレ— トの 需要 もまた 漸！， "したので、 

当社 は 台湾 工場の 建設 を 終る や、 K に 北海道 進出 を 企 11 し、 昭和 十四 年 三月、 北海道 札 幌郡琴 似 村に 札幌 工場 

建設 仮 率 務所を 設置し、 当局に 工場 建設の 許可 を 申請した。 北海道 庁から は 同年 四月 四日 付で 認可が あ つたの 

で、 直ちに 着工、 同年 七月 九 曰 竣工、 「札幌 工場」 とん 卯^、 问月 十日 試運転、 翌日から 製造 を 開始した。 

日華 事変と 共に、 台湾 • 札幌 両 工場の 新設に よって、 さ 社の スレ— ト部 工場 は、 東京 • 門 司* 名 古屋. 朝鮮 

城) • 台湾 (高 雄：) 及び 札幌 と、 北 は 北海？ a から、 £ は 朝鮮、 南 は 台湾に かけて、 全国に またがって 六 工場 

を 数え、 石綿 スレ— ト 工業界に 占める 位置 は、 その 草 分業 者た るに ふさわしい 王者の 地位であった。 石綿 スレ 

—ト 事業に 手 を 染めてから 一 一十 五 年 目で ある 


第一 一節 爆薬 力 ー リ ッ卜 原料の 自給と 力— リット 部の 分離 

卜 株式会社が 経営 不振の ため、 これ を 合 


大正 十一 一年 十月、 当社 は. m 石 元 治 郞らの 経営に かかる 曰 木 力— リ 

併し、 新たに 力— リット 部 を 創設した。 

しかし 八：； 併 後の 業 緒 はかん ばし くな く、 あまつさえ、 T- 要 原料 费 である 電力 料金 は 昂騰 を 重ね、 ついに 南 千 住 

の 原料 工場 は 閉鎖の やむな きに 至り、 原料 は、 すべて スェ— デン からの 輪 入に 待つ ことと なった。 

すなわち 昭和 四 年 十一月、 あらためて ストックホルム (Stockholm) のス —パ— フォス ファト. 力— リット 

会社 (superfosfat  Carlit  Co.) との 間に、 年額 六 〇〇 瓲、 十 力 年 継続 購入の 条件で 原料 輸入 契約が 成立した。 

しかし、 昭和 六 年 十二月、 犬 養 内閣に よって、 金の 輸出 再禁止が 敢行され て 以来、 円為替の 激落 により、 輸入 

第二 節 爆薬カ|リ ッ ト原5^の自^1|とカ1-リ ッ ト部の分離  一六 一 


第五 


•H 場 新設 及び 力 


台湾 工場 建設 


場 

部 


図 


第 


月、 新製品 国光 スレ— トの 製造 を 開始し、 

昭和 十二 年 七月、 日華 事変の 勃発と 共！ 

形 スレ— トの 需要 は 全国的に 激 I？ し、 殊； 

の 進展と 共に 需要の 増加 は 著しく、 かてて 加えて 台湾 向け 門 司 品 は、 船腹 

の 不足と 運賃の 暴騰に 附 まれて、 は スレ— ト 不足の 状態と なり、 スレ 

—ト 工場 新設の， I- さえ 耳に する に 至った" ここにお いて、 当社 かねてから 

の 計画で ある 台湾 工場 建設 は、 早急に 実現の 運びと なり、 工場 敷地 は、 高 

雄の セメント 工場 内 空地 を 利用し、 建物 は 旧搏材 工場の 改造 を もって、 こ 


一 六 〇 

幹 をな す販 K 儿比率 協定の 不成立に よ つ て、 昭和 七 年 一 一月 解散の 運命 

となり、 業界 は 再び 乱戦の 旧態に 帰った。 

このように 石綿 スレ— トの 販売 協定が、 再三 失敗 を 重ね、 自ら 墓 

穴 を 掘る ような 愚 を 繰 返え すの は、 この 企業が 二、 三の 大手筋 を 除 

いて は、 零細企業 であり、 不況に 臨んで、 市価 を 維持す る 底力が 欠 

けて いる ことに 起因す るので ある： 

ところが、 満州事変の 勃発と 共に 市況 は 好転し 始め、 七 年末に 至 

る や、 俄然 準 戦時体制の 色 濃く、 

名古屋 工場 も 七 年 十二月 操業 再 

開の 喜び を 迎えた 九 年、 十 年 

と 好況 は 続き、 かくて、 十 年 二 

製品 倉庫 も 増築した。 

ーヽ 亜鉛引 鉄板の 不足に 乗じ、 波 

！ 台湾に おいて は、 南方 開発 事業 


(第 7 表） 

浅 野 波 板 値段 


年 
次 

長さ 6 尺 （72 吋） 

幅2 尺2 寸 （26V4 吋） 

昭 3 年 

\ 区分 

色 \ 

ム \ 

A 品 
(8 耗半 厚） 
6 尺 

白色 また 
は 淡 黒色 

黒べ ニヤ 根 
または 栗色 

円 

2.  80 

3.  00 

昭 5 年 
5 月 改正 

灰白色 

2.  60 

6 年 

1. 00 

7 年 

.95 

8 年 

.90 

9 年 10 月 

幅 2 尺 4 寸 

2.  45 

京 城 工場 建設 


名古屋 工場 建設 


昭和 五 ~ 六 年の 不 

況 


要は 漸増の 趨勢に あつたので、 この 形勢 を 看取した 当社 は、 昭和 三年、 率先して 名 古尾 及び 京 城 付近に 波形 板 

の 製造 を 主体と する 新 工場の 建設 計画 を樹 てた。 

朝鮮の 工場 は、 敷地 を 京 城府 外 龍 山に 定め、 工費 十二 万 八 千円 を もって、 昭和 三年 十二月 着工、 翌年 七月 完 

成、 「朝鲜 工場」 と 命名 (昭和 十五 年 十二月、 清津 工場の 後ェ と共に 京 城 工場と 改称，) 八月から 操業 を 開始した。 

その後 鮮内 需要の 増進に 伴い、 昭和 十 年下 期に は 第一 一号 抄 造機 C ウエット マシ ン) 一 基 増設、 続いて 翌年 下期 

に は 料、 製造、 仕上、 貯蔵の 各部の 増築 を 行って、 積極的に 市況に 対処した。 

名 古屋の 工場 は、 傍系 日本 ヒュ —ム管 株式会社の 所有地が、 名 古 屋市南 区 笠 寺 町に あつたので、 その 二分の 

一 を 同社から 譲 受け、 予算 二十 七 万円 を もって 昭和 四 年 七月 着工、 翌年 四月 一日 後ェ、 「名 古屋 工場」 と 命名 

し、 六月から 操業 を 開始した。 時 たまたま 金解禁 後の 不況に 際会し、 需要 は 減退 を 重ね、 市価 もまた 惨落 (第 

七 表 J> したため、 操業 僅か 一 年 三 力 月の 昭和 六 年 九月 一 一十一 日、 一 時 工場 閉鎖の やむな きに 至 つ た。 


当時、 同業 各社の 無謀な 販 K 儿 競争 を 防止しょう として、 当社 は 積極的に 協定の 必要 を 力説し、 その 結果、 昭 

和 六 年 十月、 ようやく 石綿 セメント 工業 協会の 結成 をみ、 極力 市況の 建て直しに 努力した が、 結局、 運営の 根 

第一 節 朝 . 名 古 屋 • 台湾 • 礼 幌各 スレ— ト 工場の 新設  一 五 九 
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第五 章 スレ— ト 工場 新設 及び 力— リ ッ ト 部の 分離  一 五八 

第五 章 ス レ ー ト 工場 新設 及び 力— リット 部の 分離 

.t..... 第 一 節 朝鮮. 名古屋 • 台湾. 札 幌各ス レ— ト 工場の 新設 


fig 頭の スレ—  gang  石綿 スレ ー ト 製品 は、 大正 末期から 同業 各社の 販売 競争 激甚と なり、 市価 漸落 

. の 一途 をた どった。 ここにお いて 有力 同業 社 間に は、 再び 共販 機関 設立の 議が台 

HH 場 頭し、 ついに 大正 十五 年 三月 一日、 日本 スレ— ト 販売 株式会社の 設立 をみ た。 こ 

コ の 新 共販会社 は、 当社 スレ— ト部. 大阪 石綿 工業 株式会社. 日本 石綿 盤 製造 株式 

fel  会社 及び 朝日 スレ— ト 株式会社の 四 社 製造に かかる 十六 インチ 板の 一手販売 を 目 

IHE 部 的と する ものであった。 共販会社の 設立に よって、 これまで 浅 野 スレ— ト販壳 株 

ト 式 会社 (大正 十五 年 三月 一 曰、 商号 を 変更し、 浅 野 スレ— ト 株式会社 となる) に 

^,^HV  _ よって、 販売され ていた 当社 スレ— ト部 製造の 十六 インチ 類 製品 は、 全部 新 会社 

波形 板の 進出 レ の 一手販売に 移される ことにな つた" しかし、 まもなく 日本 石綿 盤 製造 株式会社 

) の 六 甲 スレ— トと 当社 スレ— ト 部の 波形 板の 進出に よって、 十六 インチ 類 製品の 

H 売行 は 減退の 色 濃く、 また 一方 加盟 各社の 內部 事情 もあって、 ついに 十六 インチ 

ほ 板の 共販 機関で ある 曰 木 スレ— ト 販売 会社 は 設立 後、 僅々 四 年 半 余りの 昭和 五 年 

^^^0 九月 三十日 を もって 解散され、 十六 インチ 板の 販売 は 再び 当社の 手に 戾 つた。 昭 

和 時代 を 迎えて、 十六 インチ 板に 代り、 亜鉛引 鉄板の 代用品と して、 波形 根の m 


この 販売 戦に 備えて、 朝鮮 小 野 田 社 は、 北鮮 古 茂 山に 古 茂 山 工場の 建設に 着手、 宇 部 社 は 朝鮮 セメント 株式 

八. ム社を 設立して、 海 州 工場の 建設に 着手し、 双方の 実力 杭 争 はいよ いよ？ J 化する 形勢に あった。 しかし、 この 

抗争 は 昭和 十 一 年 七お、 小 野 田 社 社長 笠 井真 三、 聯合 会 側 代表 浅 野 社 専務取締役 金子 喜 代 太の いわゆる 「笠 井 • 

金子 協定」 によ つ て 解決した。 

販売 戦 は 終った が、 工場の 建設 は 続いた" 古 茂 山 工場 は 「笠 井. 金子 協定」 成立 直後の 十一 年 九月 運転 を 開 

始し、 海 州 工場 は翌 十二 年 六月 運転 を^ 始 した" 同 十一月に は 朝鮮 野 社の 鳳 山 工場 も 竣工して、 浅 野 ブラン 

ドをポ 場に 送 つ た、」 

小 野 田 社 はなお も 増産の 手 を 緩めず、 4" 二 年 三月、 更に 三陟 工場の 建設に 着手した。 

相次ぐ 生産 能力の 増加に よって、 鮮內の 供給 力 は 著しく 増大した." 一方、 十二 年 五月 二十 六日 以降、 重要 産 

業 統制 法に よる 生産 制限 並びに 販充 協定 は、 朝鮮に も 施行され る ことと なった ので、 業者 間の 協調 を 強化す る 

必要に 迫られ、 小 野 田 社 • 朝鮮 セメント 社. 朝鲜 野 社 は 協議の 丄、 当：；？ の 後援 を 得て、 十三 年 二月、 販売 協 

調 機関と して 「木曜 会」 を 結成した 

木曜 会 は、 統制の 強化に つれ、 翌 十四 年 十月、 「朝鲜 セメント 協会」 に 改組され、 问 年末 「セメント 配給 統制 

規則」 が 公布され るに &ん で、 同 規則 上の 配給 統制 機関と なった。 


第二 節 朝鮮；： S 野 セメント 株式会社  一 五 七 


回転 窯 二 基 増設 


業界の 情勢 


第 四 章 朝鮮. 满 州へ 進出 (その 一)  一 五六 

部 社 系の 朝鮮 社と 共に、 三 社 鼎立の 形勢と なった。 

日華 事変の 進展、 満州国の 発展 等、 大陸 政策の 進行に つれて、 鲜 内の セメント 需要 は 年 を 追って 増大し、 操 

業 開始の 翌 昭和 十三 年に は、 百万 瓲 になん なんとす る 情勢であった から、 当初からの 計画た る 第二 期 工事の 実 

施 を 決意し、 十五 年 十月 着工、 翌年 十月 竣工した」 ， 設備の 概要 は 左のと おりで ある。 

回転 黨 アン ダ— ク— ラ— 付 (径三 •〇 四 八 X 長さ 五 〇.〇〇〇 米) 

(佐 伯 工場から 移設) 

原料 粉末 機 ュニ ダン ミ ル (径ー 一 • 四 〇〇 X 長さ 一四. 〇〇〇 米) 

同  コンパ インド チュ— ブ ミル (径ー 丄ハ七 六 X 長さ 七. 六 二 〇 米) 

仕上 粉末 機 同  (径 二. 

同  同  (径ー 一 • 

(土 佐 工場から 移設) 

廃熱 汽罐 

集 魔 装置  - 

年産 能力 一 四 〇、 〇〇〇 瓲 

増設 完成 後の 生産高 は、 一 号 窯と 合わせて 年産 三十 万 通に 達し、 北鲜の 工業化に つれて 需要 は 旺盛 をき わめ 

た。 ， 

昭和 九 年 十二月、 小 野 田 社が セメント 聯合 会と 袂 別し、 在鮮の 平壤、 川 内の 両 工場 を、 新たに 設立した 朝鲜 

小 野 田 社に 賃貸して、 朝鲜 における 独自の 行動に 出て 以来、 朝鮮の セメント 市場 は、 小 野 田 社 対聯 合 会 側の 販 

売 戦の 巷と 化した。 


三 四 X 長さ 七 . 五 二 五 米) 

三 四 X 長さ 六 . 七 〇 五 米) 


基 

基 


工場 敷地 

原 料 

石灰石 

粘 i 質 原料 

役  員 

取締役 社長 

専務取締役 

取締役 


四、 八 三 三 坪 (一 五、 九 七 七 平方 米) 

工場 衷山 (丁 場から 粗 砕 室まで 約 四 〇〇 米) 

石灰石 山の 表土 及び 石灰石 山褒の 畑地から 採取 (粘土 貯蔵庫まで 約 五 〇〇 米) 


淺野總 一郎 

灿 惣 之 助 (前 当社 本店 庶務 部長) 

淺 野賢智 (前 当社 台湾 工場 支配人) 

同  藤 井 寛太郞 

同  淺野良 三 

同  金子 喜 代 太 

同  瀧 山 米太郞 

監 査 役 乙 竹茂郞 

同  淺 野八郞 

同  藤 井光 藏 

当社の 製品 (門 司 工場 品) が 初めて 韓国に 進出した の は、 明治 三十 年代で あり、 日露戦争 後 は、 台湾 • 満州 

と 並んで 韓国 向け 出荷が 激増した ので、 四十 年 三月、 京 城に 韓国 出張所 を 設ける に 至った" したがって 当社の 

マ— グは 既に 半島 内、 特に 南鮮 地方に 確固たる 地盤 を 築いて いたが、 今や 傍系 朝鮮 浅 野 社 鳳 山 工場の 操業 開始 

によって、 中鮮 から 西鮮 にわた つて、 その 販売網 は 急速に 拡大され、 ここに 小 野 田 社 系の 朝鮮 小 野 田 社 及び 宇 

第二 節 朝鮮 SS 野 セメント 株式会社  一 五 五 
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(第 43 図） 朝鮮；: s 野 社 鳳 山 工場 


第 四 章 朝 鲜 • 满 州へ 進出 (その 一)  一 五 四 

工事 着工、 同年 十 一 月 竣工、 十 一 月 二十 二日 運転 を 開始した、 - その 製品の 販売 は、 当社と 一 手 販売 契約の もと 

に 当社の 商標 をつ けて、 十二月 十五 日から 売出され る ことと なった。 

工場 は京義 本線 馬 洞 駅の 西方 ニ扦の 地に あって、 馬 洞 駅から 

専用 引込線 を 敷設した。 

主要 設備 及び 役員 は 左のと おりで ある。 

機械 設備 

回転 窯 グレ— トグ— ラ— 付 (径 三. 七 〇〇x 三. 

三 〇〇x 長さ 七 五. 〇〇〇 米)  一基 

原料 粉末 機 コンセント ラ ミル (径ニ  • 四〇〇><  長さ 

一 〇•〇〇〇 米)  二 基 

仕上 粉末 機 コンセント ラ ミル (径 二. 〇〇〇><  長さ 


九 • 〇〇〇 米) 


袋 詰 機 

動力 部 

廃 熟汽趟 

発電機 


ベ— ッ式 


B 


一基 

一基 


W 式 水罐式 五、 〇〇〇k  W 一  基 

ノ. I 社 製 五、 o〇〇k  W 

一 基 

製 造 様 式 乾式 (第一 期 計画 年産 十八 万瓲) 

工場 敷地 二 五、 〇 七六圩 (八 二、 八 九 六 平方 米) 


朝鮮の セメント^ 

ST 


朝鮮 進出 を 計画 


工場 建 設 

第二 節 


更に 同年 十 n に は、 大倉 系の 本 溪湖媒 鉄 公司の 傍系 本 溪湖洋 灰 股^ 有限 公司 (許可 能力 年産 十万 通) に 対し 

て、 S 澤. 古河 両 財閥と 共に、 総 株式 六 万 株のう ち 一万 二 千 株 を 引受け、 浅 野 社 を 代表して 田 中 藤 作が 常務 取 

締 に 、 乙 竹 茂郞が 監杏 役と して 経営 に 参加した-" 

かくして 大同 社 を 中心に、 満州. 本溪 湖の 両社を 陣営に 加えた ので、 満州 セメント 案界 における 当社の 勢力 

は 俄然 増大し、 同業 小 野 田 社 系 三 社 (関東 州 小 野 田 社 • 満州 小 野 田 社 及び 哈爾浜 社.) と 相 並んで 確固たる 地歩 

を 築く に 至 つ た" 


第二 節 朝鮮 浅 野 セメント 株式会社 


当時の 大陸 政策の 兵站 a 地と して、 朝鮮半島の 使命 は、 昭和 六 年の 満洲 事変 以来、 北鮮の r: 業 化へ と 急激に 

進展した ので、 建設 资材 としての セメントの 需要 もまた 飛躍的 増進 を とげ、 昭和 六 年、 年額 僅かに 二十 五、 六 

万瓲に 過ぎな か つ た 需要 も、 十 年に は 二倍 余の 五十 一 万瓲に 達する ことと な つ た。 

従来、 朝鮮に は 小 社の 平壤 (月産 能力 二 五、 五 〇〇 瓲) 及び 川 内 (月産 能力 八、 六 〇〇 瓲) の両 工場が 

あるの みで、 屮、 北鮮の 需要 は、 ほとんど 両 工場の 独占に 近かった が、 昭和 六 年 以降の 鮮內の 需要の 急増、 殊 

に 九 年 以来の 小 野 田 社 対 セメント 聯合 会 側 各社との 確執 は、 必然的に 九州 及び 中国地方に 工場 を 有する 各社の 

朝鮮 進出 を 促進す る 結果と な つ た」 

当社 もまた、 かねての 計 画 を 一 举に 実現す るた め、 昭和 十 一年 六月 (昭和 十 年 二月の 重役会で 一 応 決定した 

が、 その後 計画の 内容に 変 を 加えた) の 重役 八 .4 において、 資本金 三百 万円、 年産 能力 三十 六万瓲 (第一 期 及 

び 第一 一期 それぞれ 十八 万瓲」 とする 朝鮮 浅 野 セメント 株式会社の 創立 を 正式に 決定した。 

かくて、 工場 敷地 を 黄海 道 鳳 山 郡 文 井面 龍潭里 所在の 石灰石 山の 山麓に ぼくし、 十二 年 四 H: 十三 曰、 第一 期 

朝鮮 浅 野 セメント 株式会社  一 五三 


第 四 章 朝鮮. 満州へ 進出 (その 一)  一 五 二 

〇 原 料 部 

原料 粉末 機 ュニ ダン ミル (径ニ  • 五 〇〇x 長さ 二  了 〇〇〇 米)  一 基 

原料 再 粉末 機 同  (同  右)  一 基 

〇 焼 成 部 

回転 黨 ュ ナツ グス型 (径 三. 三 〇〇x 長さ 六 〇 • 〇〇〇 米)  一 基 

冷却 機 同  (同  右)  十本 

〇 仕 上 + 部 

仕上 粉ぶ 機 ュニ ダン ミル (径ニ  • 五〇〇><  長さ 二  丁 〇〇〇 米)  一 基 

〇 動 力 部 

発電機 三、 五 〇〇KW  一  基 

廃熱 汽罐  一基 


豊満 ダム は、 H 期 四 力 年 (昭和 十三 年 ~ 十六 年) 所要 セメント 概算 五十 万 通に ヒる 大工 事で あり、 セメント 

は、 長期に わたり 工場、 ダム 間の 一定の コ— スを 輸送 するとい う パラ 輪 送に 最適な ものであった から、 特設の 

パラ 積 貨車 (注) を もって、 セメントの 輸送 を 行った-」 これ は 曰. 満を 通じ、 陸上 パラ 輸送の 嘴 矢で ある。 

g 東 支 鉄道の 古 貨車 (五十 瓲積； - を 改造して、 四十 通 パラ 積 貨車 を 二 十両 造った。 

在満 同業 会社への 大同 洋灰を 創立し、 その実 権 を 握って からのち、 続いて 昭和 卜 年 六月に は 同業 磐 城. 七 尾の 両 社と 共同して 

投資 

康徳 組合 (匿名 組合) を 組織して、 かねて 篠塚 宗吉を 社長と し 大同 社と 相 前後して 創立され た 満州 洋灰 股份有 

限 公司 (同社 は 日本 法人 満州 セメント 株式会社の 事業 会社、 工場 ー 遼陽 郊外、 許可 能力 年産 十八 万 通) の 総 株 

式 四 万 株の 二分の 一 を貿収 して、 その 経営に 参画した。 


年産 能力 一一 〇、 〇〇〇 瓲 

原  料 

(石灰石) 吉林省 吉会線 沿線 磐石 県 七 力 項 子 山 

(粘土質 原料) 工場 南方 約  一 ff 

(石膏) 初め ィ タリ— 産、 第二次世界大戦 後 は 会津産 

本店 所^地 古林^ 埠地 大馬路 一 七 九 号 

大同 社 は 満州国 建国 後、 最も 早く 操業 を 開始した 工場で、 

その 組織 も 日 . m 一  体の 思想から、 特に 曰 . 満 合弁の 形 をと 

り、 役員に も 満州国 人 を 選任し、 同時に 出 K 各 セメント 会社の 代表者 も 役員に 加わった が、 総 株 数十 万 株の 八 

三 ％ は、 当社が 引受けた ので、 事実上 は 当社の 子会社であった： したがって 経営権 を 握った 上、 製品の 販売に 

.  ついても、 昭和 十 年 三月、 その 発売と 同時に、 当社との 間に 一 手 販売 (総批 発) 契約が 成立、 麒麟 牌 (大同 社 

の 相談役 淺野總 一郎が 選定した，) を 商標に 選定し、 当社の 新 京 営業所が 販売の 衝に 当る ことと なった。 

二 号 窯 増 設 以来 順調な 操業 を 続ける 一 方、 満州国 内の 需要 は 年々 激増 を 加え、 また 満州国 五 力 年 計画の 一 部と して、 吉 

林 工場から 程遠から ぬ (三 トキ 口) 豊満 村に 豊満 ダムが 建設され る ことと なり、 かつ 数十 万瓲に 上る 吉林 工場 

品の 専用が 決定した ので、 回転 窯 一基 (第二 号 窯) を 増設 (注) して、 これに 即応す るた め 年産 を 二十 ニ万瓲 

とする 計画 をた て、 昭和 十二 年 十二月 续ェ した。 

W 最初 は 回転 二 基で、 年産 二十 二 万瓲の 許可 能力で あつたが、 主要 粉末 機 その他の 付属 機械 を 整備した ので、 

六 万瓲を 増加し、 年産 二十 八万瓲 となった。 

主要 設備 は 左のと おりで ある。 

第一 節 満州 進出と 大同 洋灰 股份 有限 公司  一 五一 


第 四 章 朝 満州へ 進出 (その 一) 

監察 人 

顧 問 

吉林 工場 建設 


一 五 〇 

宮地茂 秋 (旧 日本 セメント 常務取締役) 

淺野總 一 郞 (浅 野 セメント 取締役 社長) 

会社 創立の 翌年、 昭和 九 年 四月 末から 工場の 建設に 

着手し、 翌年 一 月 续ェ、 三月から 運転 を 開始した。 新 

工場の 規模 は 大要 次のと おりで ある。 

工場 敷地 吉林 郊外 哈達湾 駅 隣接地 二 四、 

九 五六 坪 (八 二、 五 〇〇 平方 米) 

機 4^1  一- 5k  iu" 

原料 粉末 機 コンバイン ドチュ —ブ ミル (径ニ 

. 四 〇〇 X 長さ 二  丁 〇〇〇 米)  一 一 基 

回転 窯 ュ ナック ス キルン (径三 ニニ 〇〇 

X 長さ 六 〇•〇〇〇 米)  一 基 

仕上 粉末 機 ュニ ダン ミル (径ニ • 五 oox 長さ 一 

一 一 • 〇〇〇 米)  一 基 

動 力 設 備 廃熱 汽隨 東洋 パブ コック 社 

1 基 

発電機 二、 五 〇〇k  W ブラウン ボ ベリ— 社 

.  1 基 

製造 様式 乾 式 


灰 石山 は 吉会線 沿線の 磐石 県 七 力 項 子 山 (き 林から 一 三 〇 キロ) に、 に 場 敷地 は吉林 街な M 線 沿線 哈達湾 (吉 

林の 次 駅) に それぞれ 決定 (満鉄 副 総裁 大村卓 一 の 推せん による，)、 翌 昭和 八 年 三月 三十日に は 関東 軍の 許可が 

下り、 同年 十月 三十日に は、 満州国 政府 実業 部の 正式 認可 を も 得る に 至った。 よって、 十一月 二十 七日、 東京 

に 発起人 総会 を 開 龍し、 資本金 満州国 国幣 三百 万円 (一 株 三十 円 全額 払 込) の 満州国 法人 大同 洋灰 股份 有限 公 

司 (注) の 設立 を 決定した。 社名の 「大同」 は 満州国 建国 当初の 元号で ある」 _ 

W. 昭和 十三 年 一月、 満州国 法令の 改廃に よって、 社名 を 大同 洋灰 株式会社と 改めた が、 二十 年 六月 二十 五 曰、 撫 

順 セメント 株式会社 を 合併した ので、 再度 社名 を 改め、 満州 浅 野 セメント 株式会社 となった。 

新 会社の 役員 は 左の ように 選任され た • 

総 弁 (取締役社長) ^？? 野 良 三 (浅 野 セメント 取締役 副社長)  . 

董事長 務 取締役) 兒玉國 雄 

常任 董事 (常務取締役，) 河 野 喜 作 (浅 野 セメント 前 北海道 工場長) 

董 事 (取締 役) 艾 W! 芳 


ra:  諸井恒 平 (佚 父 セメント 取締役 社長) 

同  谷ロ德 政 (大阪 窯業 セメント 取締役) 

同  金子 喜 代 太 (浅 野セメ ン ト 一,:!. 務 取締役) 

同  藤 井光 藏 (； 浅 野 セメント 技術 部長) 

同  瀧 山 米太郞 (浅 野 セメント 営業部 長) 

監察 人 (監査役) 常 堯 臣 

同  高 木 百 行 (磐 城 セメント 常務取締役) 

第一 節 满州 進出と 大同 洋灰 股份 有限 公司  一四 九 
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四 八 
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満州 延 国と セメン 

ト 需要 . 


大同 洋灰 の 創立 


昭和 六 年 九月 十八 曰、 柳条 溝に あがった 銃声 は、 曰 を 追って 満州事変にまで 拡大し、 張學 良と その 一党 は満 

州 を 追われ、. 翌年 三月 一 曰に 至り、 満州国の 建国と なった。 かくて 満州に おける 各種 建設 事業 は、 建国 早々 に 

して 驚異的 スビ— ドを もって 進められた" 殊に 国家 存立の 基盤と もなる 各種 産業 開発 事業の 進展 は、 満鉄系 各 

事業 を 中心として = ざまし いものが あつたので、 建設 資村 としての セメントの 需要が、 将来 飛躍的 S. 曰 進 をみ る 

であろう こと は 容易 に 想像され た。 

元来、 満州に は 事変 前まで セメント 工場が なく、 その 需要 は、 すべて 関東 州 周 水子 所在の 小 野 田 社大連 工場 

(明治 四十 一 一年 操業)、 河北 贫唐山 の 啓 新 洋灰唐 山 ェ 場 . 露領 沿海州 ス パス カャ セメン ト 工場 及び 浅 野 セメント 

(門 司 工場 品) 等 を もって まかなって いたが、 その 需要 も、 主として 関東 州 及び 満鉄 沿線が 屮心 であり、 日本 

品の 年額 は 十万 瓲 前後に 過ぎず、 セメント 聯合 会 は、 この 地域 を 内地 市場の 延長と して 取扱って いた。 

しかるに 事変 後 は 情勢 一変し、 セメントの 有力な 新 市場と して、 その 前途 は 極めて 有望と なった" 当社 は、 

いち 早く この 形勢に 着目、 セメント 工場 建設の 急務で ある こと を 痛感し、 内地に おける 聯合 会 加盟 各社 (ただ 

し 小 野 田 社 系 を 除く) と 相 図って、 新 会社 創立の 計画 を樹 てた： 

時に 大同 元年 (：翌 々年 康徳と 改元」、 すなわち 昭和 七 年 春の ことであった。 まず 同年 七月、 関東 軍 特務 部に 対 

して 工場 新設の 許可 を 申請す る 一方、 直ちに 石灰石 山 及び 工場 敷地の 調査に 取り かかり、 同年 秋に 至って、 石 


当社 尼 崎 工場と し 

て 再発足 


株 を 手 離す ため 同業者 を 物色 中、 はからずも 当社との 間に 株式 肩代り 問題が 急速に 進展 を 見る ことと な つ た。 

この 交渉 は 案外 順調に 運び、 同年 九月に 至って 当社 は、 東亜 社の 株式 総数 三 万 株のう ち、 吳啓藩 関係の 株式 二 

九、 二 〇〇 株 (一 株に 付 五十 円 全額 払 込济を 一 株に 付 金 六十 六 円 六十 六 銭) を 傍系 旧 日本 社と 折半し、 これ を 

ける ことに 決定、 ここに その実 権 は 完全に 吳 一家 を 離れて、 淺野 系に 移る ことと なった。 株式の 肩代り 完 

了と 问 時に、 東亜 社 は 同年 九月 二十 八日 臨時 株主総会 を 開き、 吳系旧 重役 は 全部 辞任し、 社長 を 置かない 代り 

に、 当社の 松 村 正 治. 芳賀準 吾が 新たに 常務取締役に、 また 当社 及び 旧 曰 本社から 取締役. 監査役 を それぞれ 

選任した。 

当社の 経営に 移って から 後、 十二 年 六月に は、 かねて 計画され た 増設 工事 (月産 能力 一 一、 〇〇〇 通の 回転 

窯 一基) が 完成し、 同年 末 その 試運転 期間が 満了す ると 共に 翌十 三年 三月に は、 更に 当社との 間に 経営 全般に 

関する 委任 契約が 締結され た。 その 結果、 同社 尼 崎 工場 は、 全く 当社 工場 同様の 取扱い を 受ける ことと なり、 

同時に その 製品 もまた 当社の 手で 販光 される ことと なった。 かくて 外部 的に は、 なお 独立の 一 会社と して 存在 

しても、 内部 関係に おいて は、 既に 合併され たも 同然の 状態と なった ので あるが、 正式に 当社に 合併され たの 

は、 昭和 十七 年 三月であった。 


第 四 節 東亞 セメント  一 四.^ 
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^5^亜セメント会社 


当社の 経営に 移る 


東亜 セメン ト 株式会社 は 日露戦争 後の 好況 期に 当り、 

帰化 中国人 吳錦堂 一 族の 出資に より、 明治 四十 年 一 月、 

資本金 五十 万円 を も つ て 現在の 尼 崎 市 北 初 島 町に 創設 さ 

れた 会社で ある" 同社 は 創業 まもなく 日露戦争 後の 反動 

期に 直面して、 四十 三年 資本金 を 三十 万円に 減資し、 そ 

の 後 大正 九 年 三月に は 再び 資本金 を 一 躍 一 五 〇 万円に 增 

資し、 大いに 積極的 活躍が 期待され たが、 年産 高 僅かに 

九九、 〇〇〇 瓲程 度の 一 基 窯 (径三 . 〇 五 X 長さ 五 〇 . 

〇〇 米、 乾式 法、 一 日 平均 焼成 量 約 二八 九瓲) 会社と し 

て は、 所詮 口— カルの 一 部 需要 を充 すに 過ぎず、 結局 大 

きな 発展 は 望み 得ない 状態に あった。 しかも、 経営者の 

吳錦堂 は、 当時の 困難な 経済 情勢の もとで、 このような 

小規模 工場 を 維持す るよりも 大会 社に 合併され る 方が 得 

策で あると 考え、 工場 経営に ついて たいした 関心 も 払わ 

なか つ た。 

このような こと も その 動機の 一 つと なって か、 昭和 十 

年に 至り 東亜 社の 実権 者 吳啓藩 (吳錦 堂 息) は、 その 持 


川 平三郞 の幹旋 など も あり、 結：； 5 九 年 十 一 月末に 至 つ て 

漸く 交渉 成立の 迚び となった かくて、 当社から は 常務 

重役と して 綠川 政藏 (前門 司 工場 支配人) . f 谷 師家 人 

(前 川 崎 工場 支配人) の 両人が 人って、 直接 その 経営に 

参画す る ことと なった。 十一 年 七月に 至り 森 田 社長 は、 

更に その 所有に かかる 六、 七 一 〇 株 を 当社に 肩代りす る 

と 同時に 社長 を 辞任、 代 つ て 当社の 社長 淺野總 一 郞 がそ 

の 後 を 襲い、 ここに {-y 全に その実 権 を 握る ことと な つ た。 

ナ 一 一年 三月、 回；^^  • 原料 粉末 機 . 石炭 乾燥機 . 石炭 

粉末 機 • 什 卜； 粉 木 機 各 一 某ず つ を 増設し、 石灰石 乾燥 

機 • 原料 再 粉末 機 . 廃熱 汽離 • 汽機 . 発電機 • コッ トレ 

ル式 電気 集塵機 各 一 基の 新設 工事が 完了し、 月瘦 能力 一 

七、 ニー  〇 瓲の 乾式 工場と なった。 

十六 年 三月 一 曰、 同社 は 当社に 合併、 糸 崎 工場と して 

再発足した。 当時の 工場 敷地 面積 は 六 二、 七 八 六 平方 米、 

回転 i 一基 〔第 一 号 f 径ヨ： g{3^x 長さ 六 0.000 米)、 

第二 号 (径ョ ：ljJJJX 六 0  • 六 0 六 米)〕 の 乾式 工場で、 

三月 八：： 併 後 十六 年末までの 生産高 は 八 五、 m 七 〇：g であ つ た。 


ヤヨ 社の 伎 系 会社と 

なる 


湿式 法から 乾式 法 

へ 1^ 換 
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極めて 順調に 進み、 ついに 当社 は 土 佐 社 株式の 過半数 を 取得して、 その 経営に 参画す る 契約が 成立す るに 至つ 

た" 

当社 は 土 佐 社の 大株 主として その実 権 を 握った ので、 宇田 社長 は 辞任し、 当社 社長 二 代 淺野總 一郎が 社長に 

就任し、 旧 曰 本社の 場合と 同様、 販光 関係 を 一手に 引受けた" すなわち 輪 出に 関して は、 昭和 八 年 十月 一 日、 

満州 向けに 対して は 翌九年 一月 一 曰、 更に 内地 向け 販売に ついては、 同年 四月 一 日付 を もって、 それぞれ 別個 

に 委託販売 契約 を 締結し、 僅かに 地元の 高知県 ド のみ を 除いて、 內 外に わたる 一手 販 K 儿相を 獲得、 ここに 土 佐 

セメント 会社 もまた 旧 曰 本社に 次いで、 当社の 一 傍系 会社と なり、 その 一翼に 列す る ことと なった。 

C 

なお 昭和 八 年 四月、 従来の 湿式 法 を 改めて 乾式 法に 切替えた" 当時の 回転 窯 三 基 中、 一基 は径三 ニー 〇〇 米、 

長さ 六 〇• 九 六 〇 米、 他の 二 基 は径三 • 八〇〇 米、 長さ 七 四. 〇〇〇 米の ものであった 

昭和 十二 年 三月 一日、 資産 内容 充実の ため 資本 総額 を 五 百万 円に 減資した が、 ついで 十五 年 一月 三十日 臨時 

株主総会 において 当社に 合併す る こと を 決定、 同年 五月 一 曰 正式に 当社の 傘下に 移り、 当社 土 佐 工場と して 再 

発足す る ことと な つ た。 


第三 節 日 東 セメン 


=來 セメント 会社 

の 倉 .sS 


同社の 径 営に 参画 


日 東 セメント 株式会社 は、 昭和 初期 族生した 新設 セメント 会社の 一 つで、 広島県の 請負業者 森 田 福 市の 発起 

によって 昭和 七 年 十月 設立され た。 資本金 は 二百 万円で、 社長 は 森 田 福 市、 本社 及び 工場 は 広島県 三 原 市 糸 崎 

町に 置き、 月産 能力 八、 一 六 〇{s -、 乾式 法に よる 一 基 窯 会社であった。 

しかるに 九 年に 入り、 森 田 社長から 大川平 三郞を 介して、 当社に 技術援助 を 申入れ てきた のが 機縁と なって、 

その 所^に かかる 曰 東 社の 株式 一万 株の 肩代り 問題が 起り、 極秘 裡に 折衝が 重ねられ たが、 その 問に あって 大 


十四 年 十月 一日、 合併 比率 は 当社 株式 一 株に 対し、 曰 本社 株式 一 株と 決定され た」 かくて 明治 十八 年 以来 長い 

歴史 を もつ 旧 日本 社 も、 昭和 十四 年 十月 十日 を 期して 完全に 当社に 合併され、 同時に 八 代 (月産 能力 二 六、 五 

八 〇 瓲). 佐 伯 (月産 能力 三 一 、 五 五 〇 瓲) の両 乾式 工場が 当社 工場の 列に 加わり、 九州に おける 当社 工場 は、 

門 司 • 香春両 工場と 八 E して ra 工場と なり、 新たな 偉容 を 具える ことと な つ た。 

第二 節 土 佐 セメント 

土 佐 セメント 会社 土 佐 セメント 株式ん. ム社 は、 高 知の 石灰 製造業 者 「銭 屋」 小 松 龍 太 郞の小 松 セメント 製造所 (明治 二十 九 年 十 

の 月 創業、 高知県 土 佐 郡 潮 江村 宇 西 孕) に その 端 を 発する もので、 竪窯式 焼成に よる 一 曰 約 九 〇 七瓧 (五 ») の 

生産 量で 「銭屋 セメント」 としてが 販 されて いた。 その後 明治 三十 六 年 三月に は、 結 城 源 次郞ら との 共同 出资 

, による 銭屋 セメント 合 名 会 化と なり、 5< に 三十 八 年 九月に は 土 佐 セメント 合資会社に 代り、 従来の 竪窯三 基の 

稼働 を屮 止して、 回転 窯 (径ー . 八 二 九 X 長さ 一八 ニー 八 七 米) 一基の 新設、 その他 工場 設備の 改良に よって- 

業績 また 大いに 見るべき ものが あった。 かくて 四十 一年 四月、 本社 を 土 佐 郡 潮 江村 五、 三 四 七 番地 (現在の 土 

佐 工場が ある 孕 東 町 二十 五番 地) に 移転し、 同年 八月 資本金 百万 円の 土 佐 セメント 株式会社の 創立と なった。 

大正 七 年 九月、 資本金 を 二百 万円に 増資し、 乾式 工場と は 別に 回転 窯 (径ー 一 . 七 四 三 X 長さ 六 〇 • 九 五八 米) 

一基の 湿式 工場 を 増設した。 十三 年 四月 資本金 を 四百 万円、 十五 年 二月 更に 一千 万円に 増資、 四函 唯一の セメ 

ン ト 会社と し て その 偉容 を 業界 に 誇った。 

同社の 径 営に 参画 当社 は 旧 日本 セメント 会社の 実権 を 握って から 後、 引続いて 昭和 七 年 五月 土 佐 セメント 会社の 大 株主 鈴 木 寅 

彥 から、 同人 所有に かかる 土 佐 社の 旧株 式 一 五、 七 二 〇 株 を 肩代りし たが、 それが 直接の 動機と なって、 更に 

同社 社長 宇田 友四郞 との 間に 同人 所有の 新旧 各 一 万 株の 肩代り 問題に ついて 折衝が 開始され た" 交渉の 結果 は 

第二 節 土 佐 セメント  一 四 三 


結 
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する ことと な つ た-. - 

手 販売 契約の 締 よって 当社 は、 その 更生 を 図る ため、 新たに 社長 • 專務. 常務 を 選任し、 一挙に 四 分の 三の 大 減資 を 行って、 

徹底的 大 整理 を 断行す ると 共に、 覚書 第四条 (浅 野社ハ 日本 社ノ 金融 ヲナシ 曰 本社 ノ 製品 ハ必ス 浅 野 社 ヲシテ 

販売 セシ ムル コト) によつ て、 昭和 三年 四月 一日に は、 


当社に 合併 


場 

の 

図 

8 

3 

, 第 


製品の 委託販売 に関する 覚書 を 別に 作成し、 ここに 旧 日 

本社 製品の 一手販売 を 開始す る ことと なった： これ は 内 

地 向け 販充 のみに 限られた もので あつたが、 その後 輸出 

を も 当社に おいて 一手に 引受ける ことと なった (昭和 六 

年 十月 以降 y- この 覚書 は その後 販売 手数料に 関し、 三回 

(五 年 四月、 同年 十月 及び 七 年 七月，) にわたり 変更が 行 

われた が、 十 年 四月 一 曰に は、 覚書の 期間 満了に よって 

契約 全部が 更改され、 新たに 日本 セメント 一 手 販売 契約 

(期限 三 力 年) が 締結され る ことと なった" 

日華 事変 勃発 後に おける 輸送機関の 不 円滑、 運賃の 昂 

騰、 石炭 を 始め 生産 資材の 入手難 等 は、 漸く 独立 経営の 

不利 を 招く 結果と なった ので、 ここに 当社との 合併が ユ 

速に 具体化され るに 至った- 1 すなわち 十四 年 七月 二十 九 

日、 当社 及び 旧 曰 本社 は それぞれ 別脑に 株主総会 を 開き 

合併 案 を 付議し、 正式 その 承認 を 得た。 合併 実行 期日 は 
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第 


節 旧 日本 セメン 


旧 曰 本 セメン 

t  ^ 創設 


-会 


！ I； 社の 営に 参 ，幽 


治 十八 年 ごろ 深 川 常 川 町 河- :2： に セメントの 小 工場が 建設され た • 创設者 は 橋 本 辰三郞 であって、 旧 日本 セ 

C 

メ ント 株式会社 は 実に この 小 工場に 端 を 発した ものである 

翌 十九 年から 二十 年に かけての 財界 好況 時代 を 反映して、 橋 本 はこ こに 事業の 拡張 を 企図し、 二十 一年 一月 

会社 組織に 改め、 菊 地 長 四 郞らを 加え、 資本金 ニニ 五、 〇〇〇 円の 日本 セメント 株式会社 を 設立、 同時に 新ェ 

場 を 深 川 小名 木 川 五本松に 建設した。 この 工場 は 二十 三年に 至って まもなく 鈴 木 佐 兵衛に 売却され たが (鈴 木 

セメント 株式会社の 前身 y それに 代るべき ものと して、 かねて 熊本県 八 代 町 建 馬に 建設 中の 新 工場が 明治 二十 

三年 十 H 竣工した ので、 その後 は；！： 工場が 巾 心と なり 業 緒隆々 たる ものが あった。 かくて 三十 九 年 九月、 資本 

金 は 六十 五 万円に 増資され、 絞いて 四十 一年 十 に は 福岡県 大川町 (筑 後川 河 口) の 九州 セメント 株式会社 を 

合併し、 同時に 資本金 も 一 一 〇 万円に 増資され た， • 

大正時代に 人って から も 社業 は 極めて 順調に 発展し、 資本金 も 六 年 三月に は 二 五 〇 万 田に、 十 年 十二月に は 

五 百万 円に それぞれ 増資され、 更に 十五 年 四月に は 大分県 佐 伯に 新 工場が 建設され るな ど、 前途 大いに 期待 さ 

れる ものが あった。 たまたま 昭和時代に 人って 金融 的に 行詰り を 生じた 結果、 ついに 同社 幹部 は 当社に 対し、 

その 事業 全般に わたり 経営 助力 方 を 懇請して きた。 当社 は、 これに 対し 数次 折衝の 末、 昭和 二 年 十一 H:  二十 一 

日 正式に 问 社との 間に 覚書 (詳細 は 「浅 野 セメント 沿革 史」 四 三 〇 頁 参照：) を 交換し、 直接 事業の 経営に 参画 
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香 春 工場 工務 課の 一 部門と して 発足、 後、 香 春 製鋼所と なった。 

(備考〕 昭和 十- ん年 四月、 設立 以来 香 春 工場 工務 課の 一 部門で あ つ たが、 新たに 同 工場 電気 製鋼 課と な つ た" 

同 十八 年 十月、 業務の 繁忙 化に 伴い、 香 春 製鋼所と して 独立。 

同 二十 二 年 七月、 再び 香 春 工場の 一部 門と なり、 製鋼 部と なる。 

同 二十 四 年 九月、 独立採算制 工場た る 建前から、 香 春 製鋼所と して 再発足、 現在に 至る。 


余剰 電力の 活用と 

鋼 塊の 製造 


その 買収が 完了した の は 同年 三月 十六 曰で、 翌 四月 中旬から 一 ノ岳 石灰石 山の 開鉱 作業 を 始める 一方、 機械 基 

礎 工事 等、 第一 期 工事に 属する 諸 工事 も 九 年 六月から 着手、 同年 九月 中旬 完成し、 引続いて 本建築、 主要 機械 

据付 工事 等の 第二 期 工事 を 開始した。 これらの 諸 工事 は、 翌十年 五月に 及んで ほとんど 全部 後ェ し、 六月 二十 

二日から まず 原料 ミル 四 基が、 同 二十 六日から 回転 窄，； 〔ュ ナック ス キルン (径 三. 七 五 ox 長さ 七 一 . 五 〇〇 

米)〕 二 基が それぞれ 運転 を 開始した。 (これ は セメント 聯合 会の 増産 中止 協定に 認められた 最後の 窯であった) 

新 工場 は 「香 春 工場」 と 命名され、 初代 工場 支配人に 武田忠 を 任じ、 当社が 誇る 最新 鋭 工場と して、 第一線に 

活躍す る ことと なった。 なお 十 年 十二月 二十 六日 試運転 終了と 共に、 生産 能力 は 月産 二八、 一八 〇 通と 査定 さ 

れた。 

香 春 工場の 新設 は、 単に 生産 能力の 増加 をのみ 唯一 の 目的と した ものではなかった。 北海道. 大阪両 工場の 

増設 部と 同様、 特に 湿式 法 を 採用した こと は、 ベ 口 セメントの 製造 を もまた 目標の 一 つに 置いた ものであった。 

すなわち、 同 工場の 操業 開始に よってべ 口 セメントの 供給 網 は 漸く 全国的に 拡大され、 西 多 摩 工場 創設 以来、 

あしかけ 七 年に して、 一応 その 完成 を 告げる ことと なった。 


寸 


香 春 製鋼所の 付設 


新設の 香 春 工場 は、 昭和 十二 年 ごろ 約 八、 〇〇〇KW の 発電 能力 を 有して いたが、 本 電力 は 工場 一切の 動力 

を まかなって なお 二、 〇〇〇KW の 余剰 電力 を 生じて いたので、 これ を 有効に 活用すべく 考究した 結果、 鋼 塊 

の 製造 を 行う ことと な つ た" 

よ つ て銷塊 工場の 建設 は 急速に 進められ、 (資金 一 一 一 五、 三 四 八 円) 翌十 三年 一 月、 三 通 電気炉 一 基、 その 

他 鋼 塊 製造. 設備 一 切 (年産 五 百瓲の 予定) の据 付け を 完了し、 更に 十四 年 一 月に は、 1： 鋼 品の 製造 を 開始し、 
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付近と いう ことに 最後の 決定 を る ことと な つ た。 


三 八 


かくて 昭和 八 年 七月から 石灰石 山 . 粘， 

の 間に 多少の 紆余曲折 は 免れな か つ たが、 


工場の 誕生 


山. 工場 敷地 その他に ついて SM 収交涉 を 開始した。 その 間、 地元と 

幸い 香 春 町長 木 村鍵吉 並びに 同町 出身 代議士 勝 正 憲らの 斡旋 も あつ 

て、 石灰石 山 関係 は  一 ノ 岳の 一 部 買収、 一 部 借地権 及び 

採掘権の 設定と いう ことで、 八 年 十二月 二十 一日、 漸く 

同町との 間に 正式 契約の 締結 を 見、 続いて 粘土 山 (勾金 

村 字 高 野 所在). 火山灰 山 (伊田 町 糖 所在) 等 も、 それ 

ぞれ 同年 十一 一月 末に 至 つ て 全部の 買収 を 完了した" そこ 

で 問題 は 工場 敷地の 買収で あるが、 そのために は、 たま 

たま 候補地が 宮尾 鉱業 所々 有の 石炭 鉱区 内に あつたた め 

に、 まず その 解決から 図らねば ならなかった： その 結果 

同 鉱業 所との 間に その 鉱区 を 分割し、 鉱業 権の 譲渡 方に 

ついて 数次の 交渉 を 重ねた 末、 これ も 八 年 十二月 二十 四 

日に 至って、 契約の 締結 を 見る ことと なった： 買収され 

た 鉱区 は、 工場 敷地 付近 約 五 万评、 及び 金 辺 川 右岸 地区 

から 香 春  一 ノ 岳に わたる 約 十二 万评、 合計 十七 万评 であ 

つ た。 

明けて 九 年 一月 十一 曰に は、 現地 香 春 町に 香 春 工場 建 

設 事務所 を 開設し、 本格的 に ェ 場 用地 の S 収を 開始した 。 


改良 以外に、 特にべ 口 セメントの 製造 を 行い、 その 販売網 を近號 地区に 拡大す る こと を 口 的と した もので あつ 

た。 操業 開始 後に おける ベロ セメントの 声価 は、 その 需要 増加と 相 まって 漸次 高まり、 他社の 高級品 を 次第に 

圧倒し、 近 幾 • 関西 方面 一帯に わたり、 確 W たる 地歩 を 築く に 至った ので ある。 

第 四 節 香 春 工場の 新設 

北 九州 こおけ る 湿 関東に おける 西 多 摩 工場の 建設 計画と ほとんど 時 を 同じく して、 昭和 一 一年 十二月 北 九州 方面に も 同様 超 高級 

I  1 セメントの 製造 を 目的に、 回転？ 一基、 年産 能力 一 六 三、 一 一 o〇 瓲 (九十 六 万榫) の 新 工場の 建設 を 一 時計 画 

した ことがあ つたが (工場 娃設地 は 福岡県 呼野 • 石 Ig. 小 倉の 三 力 所 を 予定し、 うち 小 倉 を 第一 候補地と した)、 

その 当. ii 十 はま だ 機 熟せず、 ついに 実現 を 見ないで 終った" しかるに その後、 冋業 各社の 増産 競争 は 年と 共に 漸 

く 激甚と なり、 したがって 勢力の 均衡 を 保持す るた め、 当社 も 生産 能力の 掂大を 図る ことと なり、 拡大の 容易 

な 北海道. 大阪の 既設 両 工場の 増設から 着手した わけで ある。 しかし この 程度の 増設で は、 とうてい 所期の 目 

的 を 達成す る わけに はいかな いので、 史 に大々 的 培設を 行わねば な ら ぬ 情勢と なって きた。 前記 昭和 二 年 当時 

の 計画 は、 ここに 実現され る ことと なった" 

昭和 八 年 一 月下 旬、 まず 新 工場 建設 予定 地と して 福岡県 下の 左記 三 力 所 を 候補地に 選定した _、 

第 一 候補地 船尾. 3 の 石灰石 を 原料と する 後藤 寺 町 付近 

第二 候補地 井出浦 (福岡県 企 救 郡 束 谷 村) の 石灰石 を 原料と する 石 原 町 付近 

第三 候補地 冋 じく 井出浦の 石灰石 を 原料と する 小 倉 市 付近 

香 春 町と 1 貝 収交涉 しかし その後、 更に 福岡県 田 川 邵香春 町 所在の 香 春  一 ノ 岳の 石灰石 を 調査した 結果、 香 春 町 を もって 最適と 

する ことに 方針 を 変更し、 かたがた 地元 香卷 町の 熱心な 工場 誘致の 要望 もあって、 結局 新 工場 建設 地 は 香き 町 
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れず、 旧態依然 たる ものが あつたが、 その後 昭和時代 を 迎えて、 関西 方面に おける セメント 需要の 増進、 同業 

各社の 能力 増大 は、 ついに 大需 要地 工場と しての 増設 を 必然的な ものと した まず 昭和 七 年に は、 原料 部に w 

粉 用コン べッブ ミル (径ー . 八 二 九 X 長さ 六 • 七〇 六 米) 一 S を 増設す ると 同時に、 従来の 回 軽 黨ニ基 を枢大 

(径 二.  二八 六、 長さ 三 八. 一 〇〇 米で あつたの を、 焼成 部分の 径を 二. 七 四 三 米に、 長さ を 四 五. 七 〇〇 米 

に 拡大) して、 ここに 初めて 積極的に 増設 拡張への 第一歩 を 踏み出した。 

この 改造 工事に よって 生産 能力 は 月産 一、 三 九 〇 瓲の增 加と 査定され、 八 年 二月 以降、 大阪 工場の 能力 は 月 

産 七、 九 五 〇瓲 となった" しかしながら まだ この 程度の 増設ぐ らいで は、 とうてい 関西 方面に おける 需要の m,= 

加と 勢力の 保持に 対処す る こと はでき なかった ので、 引続いて 大々 的 増設 計画の 必要に 迫られた。 かくて 八 年 

九月 一 曰、 新たに 同 工場 増設 事務所 を 設け、 技師 中 川 博が 所長と なり、 回転 煮、 ュ ナツ グス キルン (I 一一 一：  113 

X 長さ 六 ニニ 一 〇 米) 二 基、 月産 能力 約 二 万 瓲の大 増設 計画の 実現に 着手す る ことと なった」 

湿式 新 H 場の 完成 本格的に 建設工事に 着手した の は 九 年 一 月からで、 新 工場 は 旧 工場に 隣接し、 木津川 河岸 (旧 堤防 內) に 沿 

つて 建設され た。 工事 は 開始 後 僅かに 一力 年 足らずで 完成し、 同年 十二月 十九 日から 試運転 を 開始した。 

なお 当初 石灰石 は、 広島県 豊田郡 木 ノ江町 岩 白 採掘 場から、 後、 十三 年 三月 東亜 社の 委任 経営と 同時に、 和 

歌 山 県 曰 高 郡 白 崎 村の 白 崎 採掘 場から 主として 供給 を 受け、 粘丄質 原料 は 兵庫県 津名郡 由 良 町 內田組 宇三 ッ川 

から 採取、 舟 便に よって 工場まで 輪 送した" 

新 工場 は 同 十 年 五月 末日 を もって 試運転 期間 を 終了し、 六月 一日から その 能力 は 月産 二 〇、 二 五 〇 瓲と 査定 

され、 旧 工場 分 も 合わせて、 工場 全 休と しての 聯合 会 新 査定 能力 は 月産 二 九、 〇〇〇 瓲と なった。 月産 僅かに 

八 ~ 九 千 ® 級の 小 工場であった 同 工場 も、 増設 部の 完成に よ つ て 全く 面目 を 一 新し、 ここに 一 躍して 月産 三 万 

瓲 級の 大工 場と なった •」 増設 部 は 西 多 摩 及び 北海道 第三 工場と 同様 湿式 法 を 採用した が、 これ は 普通 品の 品質 


、径ニ  . 五 五 o 


X 長さ 一二 了 一  〇〇 米) 


1 


原料 粉末 機 ユー ーコン ミル 

(一基 再 粉 用に 転用)  〈径 二.  二 〇0 

M 転 窯 ス ミス 社製ュ ナック ス キルン si 三. 四 五 〇x 三. 七 五 〇x 長さ 七 ー丄ハ 〇〇 米) 一 

冷却 機 ス ミス 社製ュ ナック スク— ラ— (径 一. 三 五 〇x 長さ 六丄ハ 〇〇 米) X 十一 本 

石炭 乾垛機 ラグ ルス コ— ルス 式 (径 一. 八 二 九 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一 

石炭 粉末 機 フ— ラ— ミル (径ー •〇 六 七 米)  一一 

仕 卜： 粉末 機 ス ミス 社 製 ユー 一 ダン ミル r 径ニ  ニー 〇〇x 長さ 一二. 〇〇〇 米)  一一 

廃熱 汽罐 パブ コック 型 水管 式 (一、 五 二 五 Hp)  一 

冋汽機 ッ エリ— タ ー ビン (三、 〇〇〇KW)  一 

(旧 第 一 工場 用 を 転用) 

かくて 六 力 月 問の 試運転 期間 満了 後、 新設 第三 工場の 生産 能力 は、 昭和 九 年 六月 一 曰から 月産  一 二、 四 六 〇 

通と 査定され、 その 結果、 北海道 工場 全体として は 月産 三 八、 五 四 〇 瓲に 増加し、 門 司に 次ぐ 大 セメント 工場 

となった。 この 第三 工場の 操業 開始に よって 特に 注目すべき は、 ベロ セメントの 供給 力に 新しい 偉力 を 加えた 

ことで ある。 関東 及び 中部 地方に 対する 西 多 摩 工場と 相 並んで、 ここにべ 口 セメントの 採算 的 供給 範囲 は 北海 

道 はもち ろん、 東北. 北陸. 遠く 樺 太 方面にまで 拡大され、 その 特質 は 地理 的ない し 気温 的 諸 条件と 完全に 合 

致して、 その後 年々 飛躍的 需要の 増進 を 見る に 至った。 
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(第36 図） 北海道 第三 工場 （昭和 10 年 5 月） 
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台湾 工場の 第一 次 増設 工事 完成に 引続いて 当社 は、 昭和 七 年下 § 

に 入り 北海道 工場の 増設 を 計画す る ことと な つ た。 大正 十 一 年春竣 

ェ した 同 第二 工場の 建設 を もって 第 一 次の 増設と すれば、 これ はま 

さに 北海道 セメント 会社 合併 後 の 第二 次 増設、 すな わ ち 北海道 第一 一 一 

H 場 増設 と 言う ことができる。 

増設の 理由と して は、 まず 第一 工場 (北海道 セメント 会社 時代 か 

ら 継承した もので 回転 窯 二 基) は 老朽 化に より、 同 工場の 運転が 著 

しく 困難と なって きた こと、 第二に * 朗 採掘 場に 捨てて ある 「ズ リ」 

(細かく 砕かれた 石灰石) を 利用し、 原料 原価の 低減 を 図る こと、 

第三に ベ 口 セメントの 製造 (西 多 摩に 続いて ベ 口 販売網の 北進)、 第 

四に 同業 各社の 増産 計画に 対抗し、 当社の 勢力 維持 を 図ろうと した 

ことな どが、 その 主な ものと して 举 げられ る。 北海道 第三 工場の 

増設 計画 は、 湿式 製法 を 採用す る ことと して、 昭和 七 年 九月の 重役 

会で 正式 決定し、 翌八年 春から 建設工事に 取り かかった。 その 工事 


は 驚く ベ き 超 スピ— ド で進涉 し、 早く も 同年 十月 末 に は 全部の 完成 

を 告げ、 十一月 一 日から 試運転の il 始を 見る に 至った。 増設 部の 主 


要 機械 を 摘記 すれば、 左のと おりで ある。 


(第 6 表) 


よつ こ。 こまた ま I の 奪-を受 けて、 回糧 及び 冷却 機 S 換は もちろん 原 

令 印 機の 置怏を 行う ことと なった たま 力ま B 厂^ ほ f  ,, 、 ト く  S ゥ义 一せ f.  、！ -ド ミル 

-u^<,^«K^lf  ,ィ  £  J こ、 ト5づリ容レ、^;|5^のょぅに京料粉末機の改.麼 广 ，- 

 J  、二  r^^l.krT わせる ことと なって i« だ 穿プ 3- グ  J 

料 f  !:1u:u;ni 回霞及び冷却機義 拡大 に設計を餐 した。 

四 基 を 取 除き. コン， - フミノ  -  il.^l 

台湾 工場 主要 機械の 改造 I  事変 以降) 
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名 称 


改造 予定 設備 


設計変更 後の 設備 


原料 1^ 機 一 径ー. K<Ox 長さ， 霊.！^^^^:;;^:^ 


^；^^^;;^ コ，， き あ 一基 一径，^ 


-、 ル) 一一 基 


付属 S 粉 機 

原料 再 粉末 機 


一一. gill* 

ま 0 米 


I 径亍 一一 00X 長さ 一一 一 .000 米 


回 


 ,  MMO^^  Is 圣 一 一三 gx 一 一一. Sox 長さ 14 やさ 0 米 

お 0 一  径 一一.？ gxtl.osKX 長さ §.< 六四ォ  


一基 


径ラ W 一一  X 一一 一.0EKX 長さ W やさ 0 米 一基 


冷 却 


 i 径ラま 一 X 長さ 一 一千 さ<*： 

機 径 一人 一 長さ ズ ニー-« 米  '  i  ,1-  ,  


一基 圣 一一 .glox 長さ 一一 sioo 米 


一基 


-  -  ：  -  li  I   ,  

^  レン よ、 北海道 第 七、 第 八 号 仕上 粉末 機と して 移設し 第 

(備考) 廃"；：："、、 第： urtp 新 1! 置し i 粉末 機 (コンペ f  、ル) 一 II 場 第 

1 一一、 第 四 号 原料 粉 i  (ノ 1 ト、 こ if レ よね 暴  一 5 第二 号 仕上 粉 i を それぞれ 流用。 

) 号 11、 他の 一基 (コ n ブ，、 -」、 "はて； 阪成 第，^ 場 口 湾 Hi び 昭和七年通設直後 

これら 第二次 改造 工事 は、 昭和 十三 年 九月に 至って 完成" 

の 二 基 窓 運転 時代に 復帰す る ことと なった 


一 三 三 


一節 台湾 工場の 増設 


第二 章 湿式 工場の 大 設 

四 • 八 六 四 米に 拡大す る 工事 も 行った。 

七月 十八 日から 試運転 期に 入った >  第一 


に 制限 率と 第 

「， おの 休止 


日華 事変 2? 降の 推 

柊 


この 方 はちょう ど 第二 工場の 試運転が 終った ころに 完成し、 昭和 六 年 

工場の 建設 並びに 第一 工場 旧 回転 窯の 拡大 前の 聯合 会 査定 能力 は、 月 

産 一一、 八 〇〇瓲 (昭和 五 年 十 一 月末 現在：) であった が、 

それら 増産 工事が 全部 完成し、 しかも 各々 試運転 期間 を 

終了して から 後の 査定 能力 は、 第一 工場 月産 一 一、 八 四 

〇 瓲、 第二 工場 九、 八 一 〇 瓲、 計 ニー、 六 五 〇 通と なり、 

増設 前に 比べ て 月産 約 一 万瓲の 増加と な つた。 第一 工場 

は、 依然 従来 どおりの 生 灰 焼成 法 を 続けた が、 新設の 第 

一 一 工場 は 原石 焼成 法 を 採用した。 

增設は 完成され たが、 その後 セメント 聯合 会の 生産 制 

限 率が 高まる につれ て、 同 工場 も 合理化 運転 を 実施す る 

ことと なり、 七 年 一 月 以降 第一 工場 は 休転 部に 編入され、 

ついに 操業 休止 を 余 俵な くされる に 至った。 . 

昭和 十二 年 七月、 日華 事変 勃発 後 は、 島内 需要の 急増 

をき たし、 しかも 輪 送 機関の 不円 S による 内地 品の 移入 

難から、 台湾 工場の 品 繰り は 著しく 逼迫して きた。 すな 

わち 第一 工場の 復活 運転 を 計画し、 従来 第一 工場 は 生 灰 

焼成 法に よってい たが、 これ を 機会に 原石 焼成 法に 改め 

る ことと なり、 その 結果 原料 部の 大々 的 改造、 回転 窯 及 


年 度 

浅 野 

社 

他 

社 

総 

計 

数 量 

増加率 

数 量 

増加率 

数 量 

増加率 

大正 13 年 

45,542.191 

13,705.179 

59,237.370 

a 14 年 

58,630.132 

39% 

14,847.090 

8% 

73,477.220 

24% 

B 15 年 

70,068.734 

30% 

16,181.188 

86,249.912 

17% 

昭和 2 年 

95,495.516 

36% 

22,866.498 

41% 

118,362.014 

37% 
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第二 章 


台湾に おける セメント 需要の 増加率 は、 島内 産業 文化の 進展に 伴い， 年々 まこと 

に 目 ざまし いものが あった。 セメント 聯合 会が 生れた 大正 十三 年から 昭和 二 年 ま 

で、 四 力 年間の 販売 高 を 参考までに 示せば、 第五 表のと おりで ある。 

需要の 自然 増加率 は 年 平均 二割 四 分に 当り、 一 力 年 十七 万瓲 台の 需要 を 見る 日 

も、 程近き を 思わせる ものが あった。 すなわち 台湾 工場の 增設 は、 当然 行わねば な 

らぬ 情勢に あつたと も 一 百え る。 しかし、 その 理由 は、 島内 需要の 増加の みで はな か 

つた。 香港 を 始め、 南支 沿岸 各地への 販路 拡張、 製造 原価の 引下げ、 特に 動力 费の 

軽減 等 を も 充分 考慮しての 結果で も あ つ たからで ある。 

かくて 昭和 三年 上期 中に 計画に 取り かかり、 同年 九月の 重役会で 正式 決定 を 見、 

翌四年 五月から 回転 窯 (径三 • 一  五 X 三. 四 五 X 長さ 五 九. A 米 ：} 一基、 月産 八、 

五 〇〇a  (五 万博) の 増産 予定 を もって 増設 工事に 着手した。 それが 竣工した の は 

五 年 十一月で、 同月 二十 曰から 試運転 を 開始し、 セメント 聯合 会の 仮 査定 能力 は 月 

産 九、 三 〇〇瓲 であった。 増設 第二 工場の 建設と 相 前後して、 第一 工場 旧 回転 窯の 

大きさ 径ニ  • 七 四 三 X 長さ 五 四 . 八 六 四 米 を、 径ニ  . 七 四 三 X 三 .〇 四 八 X 長さ 五 

湿式 工場の 大增 設 
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第二 章 湿式 工場の 大 増 設 


第一章 湿式 法の 採 ffl と析種 セメントの 製造  一三,）, 

週 強度に 比べ、 一 〇 ないし 一 五お 増加す るのに 対し、 マスコ ン セメント は 約 五 〇％ の 増 率と なる。 そこで、 かりに 

普通 ボルト ランド セメント を 使用して、 一 〇〇 kg/cm" の コンク リ I トを 得られる のに 対し、 マスコ ン セメント； a< 

ffl の 場合、 温度が 一 〇 度であった とすれば、 四 週 強度 四 0  kg/cm" の コンク リ— ト でも、 標準 温度で 養生 すれ f ！、 

三 力 月 強度 は  一 二 〇 kg/cm" となり、 普通 セメント を 使用した 場合の 一 一 五 kg/cm" に比べ、 かえって 髙 強度と な 

る。 それに 養生 温度 は、 現場で は セメントの 硬化 熱発 生の ため、 たとえ 十 度ぐ らいの 温の 時で も、 二十 変 y 上に 

なる ので、 すべての 点で、 われわれ はいらぬ 心配 をした わけであった。 

こういうよ うにして、 工事の 機械化と 適当な セメントの 使 川、 従業員の 精魂 うちこん た 努力 は、 つ、， に酬、 ら 1 

ずに おかれなかった。 コンク リ— ト の打設 来 二十 力 月、 予定 殘ェ 期から 数 力 月 前に 見事 完成した。 そして、 マス 

コン セメント を 使った 実績から 見る と、 当初 は 予期し ない ことで あつたが、 非常に シ ュ リンケ ー ジが 少ない ことで 

ある。 これらの ことが 幸して、 今でも コンスト ラグ シ ヨン ジョイントの 間隙 は ほとんど 現われず、 僅か こシ ッグネ 

スゲ— ジで 測定し うる 程度で あるし、 堤 体の どこに もグ ラッグ は 顕われず、 したがって 罱， +61^ めて 少なく、 十数 

年後の 今日で は、 築造 当時より 年と 共に 漸減して、 十分の 一 ないし 十五 分の 一 になって いる。 終戦後、 アメリカの 

す— ソリ ティ— が 視察して 「日本に もこん な ダムが あつたか」 と激赏 された とのこと で、 私共 も、 なんだか 肩の 荷 

がお りたよう である，， - とにかく わが国で、 二十 年の 実績 を 持った ダム セメント は、 この 塚 原 ダムに 使った マスコ ン 

セメントが 最初の ものであった こと は、 当時の 浅 野 セメント 会社の 方々 と、 これ を 使った 私共に 快、 心の 笑み を もた 

らす ものである。 


の 精選に ついては、 当時の 関係 各位が 詳しく述べられる ことと 考える ので、 あえて 蛇足 は 省略す る」 それにしても 

今昔の 感に 堪えな いのは、 時 あたかも セメント 統制に 入る 直前な ので、 私 は 一月 四 B お 役所の 御用始めの 曰に 上京 

して、 お 役所 や 浅 野 セメント 会社に 行って、 数量の 確保と 価格の 交渉に 入った。 先 * 山 田さん の 斡旋で、 営業部 長 

の f 麁 山さん と 折衝の 末、 やっと 五 〇 「キロ」 一 袋 一円 四 銭 (当時 普通 セメント 九十 七、 八 銭) で 話が まとまった。 

一 工場に、 しかも 日本 最初の マスコ ン セメント を 契約した の は、 浅 野 も 九 送 も、 けだし 大英断であった" 

さて、 いよいよ 発足す ると、 セメント は ドン ドンく る， - 工事 は、 そうう まく は 運ばない。 工場に も 随分 迷惑 を か 

けた ことであった ろうし、 私の 方 も、 念 庫の 下積みの もの は 固まる という 始末で、 大分 もてあました- しかし、 と 

も かく 十 一 年の 十 一 月 ごろから コンク リ ー ト の打設 にかかった。 

その 当時、 現場の 方 は 空 閑さん (鹿 島 建設 取締役) を はじめ、 西 山 (熊 谷 組 土木 課長 >  田 丸さん (間 組 佐 久間ェ 

務 課長)、 設計 方面 は 田 島さん (九 電上椎 葉 建設 所 次長)、 試験 室 は 野 田さん (九 電上椎 葉 工事 課長) の 面々 が、 それ 

ぞれ 真剣に 分担した。 私 は 建設 所長と して 各方 面の 折衝に 当った が、 補償 や 用地 その他 事務 全般 は 守 田さん (関西 

電力 東海 支社 長) が、 魂 を 打ち込んで 見事に 処理され た。 中途で、 空 閑さん が 満州 第二 松 花 江に 栄転され てから は、 

私 は 純 エンジニア ー に 帰って、 前記 諸兄の 援助で、 この 仕事 を 完成した。 湛 水の 後、 舟 を 貯水池に 浮べ、 吉田 先生 

が 東京から 御 持参の シャンペン を 抜いた 時 は、 はじめて、 ホッ とした。 その 間にこう いう ェ ピソ I ド もあった。 

コンク リ— トの 試験 は 現場 使用の まま、 しかも 配合 をチ H ック する ため、 洗条 分析まで やった のに、 強度が 著し 

く 上らぬ のが あるので、 務 省で 問題に なった" 私共 も 弁明が できない」 とうとう 打った コ ングリ ー ト から 試料 を 

とって、 試験す ると、 これ は 充分の 強度が ある， - まるで 狐に つままれ たよう だ。 

後に わか つ たこと だが、 この セメント は 養生 温度に 対し 非常に 敏感で、 なんでも 摂氏 一 度の 上下に 対し、 五 kg/cm2 

ぐらい 影響す る。 それに 現場 試験 は 寒い 時 は、 十 度 以下の 養生 水 を 使った ので、 標準 水温に 対し、 八 度ない し 十 度 

ぐらい 差が あり、 ？ 11 然 そこに 四 〇 ないし 五 〇 kg/c 日" ぐらいの 強度の 差が できる」 それに 早期 高 強度の セメント を 

避けた ため、 wail 強度 は、 普通 ホルト ランド セメントより やや 低い が、 三 力 月 強度 は 著しく 増進して、 前者 は 四 
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一貫して 徹底的に 行った。 特に 硬 練り コン 7 リ —トを 使用す るた め、 その 運搬に ケ— ブルク レ— ンを 使い、 かつ バ 

イブ レ ー タ I で締 固める 等、 わが国 ダム コンク リ —ト打 設にェ ホッグ を 作り、 特に 全部 国産の 機械 を 使 川した が、 

これらの こと は、 ここに は 割愛して、 本文で は セメント について 述べよう。 

吉田 博士 は、 ダム 用 セメントの 要歸 として、 均一な 品質で、 しかも ス ティ ディな セメント、 換言すれば、 当時 流 

行して いた、 早期 高 強度の セメント を 避けて、 比較的 シリカ 分の 多い、 ライムの 少ない セメント を 推奨され て、 簡 

明な 仕様書 を 指示され た。 

すなわち、 特に 記載した ほか は、 日本 ボルト ランド セメント 規格に よる ものと し、 高堪堤 用と して 左記の 条件に 

適合す る ものなる こと" 

一、 強度 = 硬化 熱 大 ならず、 早期 高 強度なら ず、 w 令の 進む に 従い、 強度 は 漸次 増大す る こと。 

二、 水 和 熱 = 七日 八 〇 sl/g、  二十 八日 九 五 cal/g 以下、 ただし、 試験 は 溶解熱 法に より 測定し、 セメントの 退 

揑 水量 四 〇％、 硬化 体 養生 温度 摂氏 十八 度と する。 

三、 化学 成分 =珪 酸 二三 • 五お： 3? 上、 アルミナ 五 ％ 以下、 石 分 六 四 ％ 以下。 

そこで、 私 は 先生のお 伴 をして 九州 各地の セメント 工場 を 視察した。 私 も それまで 工場の 視察 は 多少 やった が、 

大体のと ころ だけ を 見て いた •、 しかし、 今度 は 真剣で ある" 二、 三の 工場 をみ て、 不-; i< に 感じた こと は、 原料の 計 

量が 大ざっぱであった ことで ある- 当 f は セメント 不況 時代で、 なんでも iJCXd? とか、 四 五 0 ふの 操短 をして いた こ 

ろで、 これら 操短の 工場 は、 主として 半身 不髄 のボロ 工場であった らしい： 丁度 その 時、 浅 野 セメントで、 九州の 

香 春 工場が 完成した ので、 祝 察した。 この 工場 は、 当時 不経済と 云われて いた 湿式 を 断行した •」 詳しい こと はわ か 

らな いが、 水と 一 しょ になっ た原料を  一 ！！；ータ ングに^^^！し、 これ を 一 々原料 分析して、 その 性質 を均齊 にす るので、 

私 は、 「これ を 励行 すれば、 われわれの 期待に 合致す るだろう」 と、 まず 惚れ込んだ- 以来 工場長の 德 根さん (現 日 

本セ メ ン ト 会長) の 御 g 心と 屮央 研究所 長の 藤 井光 藏氏 (現 日本 セメ ン ト 技術 協会 会長) の 卓越した 研究と 相 ま つ て、 

日本 最初の 中康熱 マスコ ン セメントが 生れた。 マスコ ン セメントが 生まれる までの 苦心 や、 その 性質、 製法 や 原 


時代であった。 現に 昭和 六 年に 竣工した 塚 原の 下流 山須原 発電所 は、 できた _ 小 力 を 使う 途が なく、 火力発電所の 石 

炭 代ぐ らいの 電力 料金で 売らねば ならぬ 有様であった ので、 尋常 一 様な ことで は、 会社の 全 資本金 (一 千 五 百万 円) 

に 匹敵す る 工事費 を 投じて、 六 万 「キロワット」 の 発-お 所、 しかも 九州で は 稀れ な、 大 貯水池 を 持つ 発電所 を 新設 

するとい うこと は、 全く 夢であった。 

しかし 敢然と これに T1 つたの は、 九州 送 会社であった。 会社 は、 九州 水力. 朿邦 €カ • 住友の 三 社が 共同出資 

して、 お 崎お 耳 川 • -ん ケ 瀬 川の 水力 を 開- si- し、 一 大 送- i 網 を もって、 九州 一 円に 大口 電力 を 供給す る 会社であった" 

九州の 電力 は、 火 主. 水 従で あり、 その 水力 も 全部 水路 式であった から、 一大 貯水池 を 持つ 水力発電所 を 要望して 

いたの は 当然で あつたが、 この 経済界の 不況 時に 着手 するとい うこと は、 よほどの 炯眼であった。 

社長の 內 本さん (当時 常務) は、， 親会社の 大 先輩 を 説いて、 塚 原発 taw の 開発 を 画策され た，」 * く、 九 水の 大御 

所 麻 生太吉 翁、 九 水の 太 田 黒 社長、 柬邦 電力の 松 永 社長、 住友の 大屋さんの 賛同 を 得て、 昭和 十 年 起工し、 十三 年 

秋 竣工した。 この 工事に は、 の 柳 原 君と 私が 直接 その 衝に あたった" まず 不況 時代の 昭和 六 年から 九 年に かけ 

て、 地質 その他の 調査 をし、 これによ つて 綿密な 設計 をた てた。 この間、 ダム サイトの 缔切ゃ 本流 付替の 排水 隧道 

を 開 さくして 待機した。 この 塚 原？ R 斑 所に は、 大 貯水池 を 設ける ので、 高さ 八十 七 米、 コンク リ —ト約 三十 五 万 立 

米の 大 ダム (最近まで わが国 最高の レコ ー ドを 保持した) を樂 造す る 計 11 で、 さきに 完成した 庄 川の 小 牧 ダム を 若 

干 凌駕 するとい うのみ ならず、 従 米 わが国で、 もっぱら 行われて いた シ ュ— ト による 砍 練り コンク リ I ト にあき た 

らず、 そのころ TVA で 最初に 完成した、 ノ I リス ダムに もさ ほど 見劣りの しない ダム をつ くりたい との 念願で 発 

足した。 

そこでまず、 わが国 コン 7 リ— ト界の 泰斗 九大の 吉田 德次郞 博士に 相談 を もちかけた おそらく 先生 も、 はじめ 

は 実現 を 危ぶまれた でしよう が、 快諾され て 指導に 当ら れた" いよいよ 引 S ズけ ると なると、 熱心な 先生 は、 当事者 

の 私共 を ダン グン引 張って 進まれた。 塚 原 ダムで は、 硬 練り コンク リ ー トを 使う ことにな つた。 それに は、 セメン 

トの 選定と 工事の 機械化との 二つが 眼： H であった。 工事の 機械化 は、 骨 村の 採取 連 傚から コンク リ ー トの 生産まで 
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メント 注入 を やりました。 この ：=;5d 入が 終って から！： じ 断層に 対し 底 設導坑 にも 試みました。 九 千 の 注入の 時の 柽 

験から 考える と、 セメントの 液 は 大きな 割目に は 入って くれます が、 小さい 一分 3? 下の： ni に は 入って くれ ませし。 

そのため、 iig の 様に 洩れる 湧水 は丄 ります が、 やはり. ンャヮ ー の 様な 水 は 出ます： この 理由 を 考える と、 セメント 

の 粒 は 細かい ものです が、 それでも 或る 大きさ を 持って おります し、 岩の 割目 は ざらざらで. ！？ぃ ら、 セメントよ、 

小さい 割 H では、 入口で 引つ かかって 中の 方に 人らない 為と 思われます。 そこで、 セメント を 入れる 前、 连 酸 曹達 

と 硫酸 錄+: との？ S 合 液 を 入れて 潤滑剤の 働き をさせる ことにしました。 三 島 口の 四、 九 五 〇 呎 でも、 これに 似た 薬 

液 を 使い ましたが、 当時 はセメ ントの 入らない 粘土の 様な もの を 硬め るの が n 的でした.。 今度の は 唯 セメント を 人 

れ くす る 為 だけの 目的だった のです-」 それで セメント もなる ベく 細かい ものが よいので、 特種な ベロ  . セメント 

という 細 粒の もの を 使いました。 セメント は 全体で 約 八 五 〇 搏 入りました が、 この 場所の 地質 は 安山岩で、 割目の 

具合 等 九、 〇〇og- の 所と 似て いました か、 注入 部分に は 細かい；！，. i 一 セメントと 薬が 廻って 殆んど 滴水 もない 位完 

全に 水 を 防いで、 楽に 断： S, 曰 を 通り 拔 けられました。 

(丹那 トンネルの 話. セメントの 注射 一四 七 頁) 


S 和 六 年頃、 U3 本 は 深别な 不景気に おそわれ ていた。 失業者 は S れて、 わが国 I 联 初の 失業 救済 土木 事業 を やった 


(第 4 表）  日米 ダムの 亀裂と 使用 セメ ン ト 


ォ ゥヒ一 

モリス 

フー, \  — 

ノリス 

タイ ガート 

塚 原 

ェ  期 

1930〜1932 

1932〜1934 

1933〜1935 

1933〜1936 

1934 〜： 1936 

1936 〜： 1938 

高さ （約） m 

125 

80 

220 

76 

70 

87 

堤 体 容積 m3 

40 万 

33 万 

245 万 

75 万 

90 万 

36 万 

使用 セメント 

普 通 
ポル ト ランド 

抵 熱 

低 熱 

改  正 

ボ ルト ランド 

改 正 

低 熱 

鉱物 組 成 

% 

C3S 
C2S 
C3A 
C4AF 

49 

26 
12 

8 

24 
48 

15 

23 
50 

14 

35〜55 
ぐ 6 

45 
6 

28 
49 

13 

水 和 熱 
Cal/g 

— tF 

79.9 

55.3 

55 

53 

28 日 

86.3 

64.2 

64 

ぐ 80 

<  80 

72 

龟裂 状況 

大 亀裂 

^裂 微少 

^裂 微少 

大龟裂 

大炮裂 

亀裂な し 

水 和 熱 規定 
Cal/g 

7 曰 

ぐ 65 

ぐ 65 

<  80 

28 日 

ぐ 80 

く  75  ' 

<  80 

<  80 

<  95 

—バ I  (ボ —ルダ I) が 好成績 を 示して おり、 殊に 塚 原 

ダム は 十五 年後の 今日、 その 出来栄え はすば らしく、 い 

ささ かの 亀裂 も 認められない ばかり か、 漏水. 透 水 も 全 

く 見られない と言われ ている。 これ こそ 「アサノ マスコ 

ン セメント」 の 真価 を 証明す る 好個の 材料と して 誇りう 

る ものである。 

丹那 トンネル とべ 口 セメント 

鉄道 省 熱 海 建設 事務所 編 

「丹那 トンネルの 話」 

此の セ メ ントの 注入 を 始めて やり 出し ましたの は、 

大正 十三 年、 忘れられぬ 四、 九 五 〇s! の 断層の 所で、 

切拡 作業 を やる 前に 地 山 を 固める 為でした。 (中略) 

次に 実施した の は 昭和 四 年から 五 年に かけて 熱 海 口 

一 万呎の 断層 地帯でした。 此の 断層で は、 初め 北側に 

水 抜 坑を四 本 掘り ましたが、 崩れて 進む ことができな 

かった ので、 新たに 南側に 水 技坑を 掘り、 其 切羽で セ 
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スコン セメント」 (Asano  Mascon  cement) と 命名し、 市場に 光り 出す ことと なった ：- 一 

メ ント」 こそ、 わが M における 低 発熱 セメントの^ 矢で ある， 

「マスコ ン - と は 英語の マ ス 


一二 四 

一の 「アサ. 


マスコ ンセ 


塚 原 ダムと ァメ： 

力の ダム 


コ ングリ —ト (■■mass-c- 

oncrete) を 要約した もので、  大 ダム 等、 いわゆる 大塊コ 

ングリ —ト 工事に して、 早期 高 強度 性 を 必要と せず、 し 

かも 発熱に よる & 度の 上昇 を 避ける 工事なら、 すべて 好 

適の セメントと 云いうる ので ある。 発売 後 最も 大量に、 

しかも わが国で 初めて 実際に 使用され た 工事 は、 九州 送 

電 会社 (現在の 九州 電力会社) の 塚 原 (耳 川 =せ= 崎 県 東 

臼杵 郡お 塚 村 塚 原 所在，) ダム 工事であった (昭和 十三 年 

八月 竣工、 ダムの 高さ 八 七 米、 天 端 長 一八 二 米、 三 五 万 

立方 米の コ ンクリ —ト 塊、 「アサノ マスコ ン セメント」 

九 万瓲、 当社 香 春 工場 製品)。 

なお、 完成 後 十数 年た つた 塚 原 ダムと アメリカの 有名 

な ダム を 比較して みると、 第 四 表のと おりで ある。 

第 四 表で 明らかな ように、 ォゥヒ ー. ダム は 普通 セメ 

ントを 用いて 失敗し、 ノリス、 タイガ— ト両 ダム もまた、 

普通 セメントに 近い 改正 セメ ン トを 使つ て大 亀裂 を 生じ 

ている 「- 結局、 低 熱 セメント を 使った 塚 原 ，モリス. フ 
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S! 熟 セメン 

メリ 力、 パ 

キヤ 二 ヨン 

ム 工事 


トとァ 

イン • 

の大ダ 


「アサノ マ 

セメント」 


セメント は それが 凝結し、 次いで 硬化す る 際、 必ず ある 程度の 熱 を 発する ものである。 そうして、 それが 冷 

却す る 際、 コンク リ ー ト そのものの 収縮に より、 構造 形態 または 施行 方法の いかんに よって は、 往々 にして 亀 

裂の 発生 を 見る 場合が ある。 この 危険性 は 特に 大塊 コンク リ— ト cmass-concrete) に 起り 易い 現象で ある-」 す 

なわち、 ここに 低 発 熟 セメント (low-hst  cement) の 必要が 要求され る わけで ある。 

初めて この 稀の 低 熟 セメントが 要求され、 かつ 実際に 使用され たの は、 アメリカの カリフォルニア 州 パイン. 

キヤ 二 ヨン (別名 モリス.) の大 ダム (pine  Canyon  Dam) 工事であった」 一 九 三 二 年 (昭和 七 年) 七月、 この ェ 

事に 使用す る セメントの 仕様書に は、 その 所要 発熱量 を 七日 65  cal 二十 八日 80  cal と 規定され たが、 これ 

は、 まさに この種 セメントの 発熱量に 関する 最初の 試みであった。 パイン . キヤ ニョ ンに 次いで、 一 九 三 三年 

(昭和 八 年) に は、 同じく アメリカの 有名な ボ— ル ダ—. ダム (Bouk-er  Dam,) 別名 フ— パ—. ダム を 始め、 メ 

キシコ の 口 ー ドリ ゲ マツ. ダム (Rodriguez  Dam) の 工事 等に も 大量 使用され ている。 低 熱 セメントの 製造 は 

Si- に アメリカ ばかりで はなく、 同様の！ IE 的で ス ェ— デン. ノル ゥェ—  • デ ン マ— グ等ス 力 ン ディナ ビア 諸国の 

11 においても、 一九 三 二 年 ごろから 試みられ ていたし かしながら、 その 研究に 一段と 拍車 を かけた の は、 一 

九 三 二 年 七月、 スェ I デンに 開 催された 界 動力 会議 大 igS 堤 国際 委員会 席上に おける、 ボ—. ヘルスト 口  — 厶 

(M0.  Hellstrom) の 提案に 负ぅ ところが 多かった。 

当社で も、 つとに 海外に おける かかる 情勢 を 看取して、 既に 昭和 七 年 以来、 セメントの 凝結 熱に よる 温度 上 

昇 試験 を 続けて きた 「- かくて 九 年に 入って から、 西 多 摩 工場で 実際に 試験 製造 を 行った 結果、 漸く アメリカの 

同種 品に も 劣らぬ 優秀な 低 熟 セメントの 製造に 成功した ので、 ここに 冋年 七月 を 期し、 新 商品名 を 「アサノ マ 

第五 節 低 熱 セメント  ニニ 一一 


ス n ン 

発売 


「鶴 見 高 伊 セメン 

ト」 として 販売 


製 


造 


IT 

再 


止 


直 先にお 換 「浅 野 

高炉」 


高 16" セ. メン トの特 
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ルニ基 を これに 利用した 「- 同年 中 はもつ ばら 試験 製造 を 継続し、 翌四年 三月から 初めて 「鶴 見 高 11^ セメント」 

と 称し、 浅 野 造船所から 当社へ 委託販売の 形式に より 一般に 売り出された。 当初、 製造 能力 は 乾垛鉱 浮の 消化 

量 一 日 四十 三瓲、 粉 粋 能力 一 日 平均 八十 五瓲 (五 百搏) に 過ぎなかった が、 その後 浅 野 造船所から 製 出される 

鉱洋の 数量 増加に よって、 粉碎 能力 を史， に 一日 八十 五 通から 一七 〇通 に 倍加す る ことと なった： そのために 新 

たに チュ— ブ ミル 二 基 を 増設し、 同時に それに 付帯して 容量 五 一 〇 瓲 (約 三千 櫞 ■) の專用 倉 車 及びべ— ッ ハ ッ 

力— 一基 を 新設す る ことと なった- それら を 完成した の は、 昭和 五 年 四月で あつたが、 時 たまたま 金解禁への 

準備と しての 緊縮 政策に 禍 されて、 財界 は 極端な 沈衰 期に 転落し、 かたがた 原料 鉱滓の 供給 難 を 告げる に 至つ 

たため、 増産 完成 後 僅かに 半年 足らずで、 同年 十月から、 ついに 製造 は 一時 休止の やむな き 状態と なった，" 

この 運転 休止 時代 は、 昭和 六 年から 七 年へ と 続いた が、 その後 戦時体制の 色彩が 渐く  SI 化される と共に、 産 

業界 もまた 漸次 活況 を呈 する に 及んで、 ここに 八 年 一 一月 十六 曰から 再び 製造 を 開始す る ことと な つ た-,」 製造 は 

開始 されても なお その 間、 時に  一 ~ 二 力 月の 運転 休止 は 免れなかった が、 十 年下 期 ごろから 業界 各社の 間に は、 

いわゆる 珪酸質 混合 セメントの 抬頭を 見る に 至って、 当社 も それに 対抗し、 積極的に 高炉 セメントの 販路 拡張 

に 乗り出す ことと な つ た： すなわち 问十年 十二月、 聯合 会. G に 混合 セメント に関する 特別 規定が 設けられ たの 

を 機会に、 販売 形式 も 従来の 委託販売から 直売に 改め、 同時に 商品名 も 鶴 見 高炉から 「浅 野 高炉」 に 改称した。 

かくて 十二 年度 以降、 その 積極策 は 着々 効 を 奏し、 製造 • 販充 ともに 飛躍的 増加 を とげ、 十四 年末に は、 月 平 

均 六 千瓲の 出荷 を 見る という 盛況で あ つ た： 

高炉 セメント は、 海水.： 卜 水 • 汚水 等の S 蝕 性の ある ものに 対し、 抵抗 性の 強い ことが 最も 大きな 特徴で、 

海水 工事、 池沼、 一般 ド水 等の.. i 工事に 最も 好適の セメント である また 強度 も 普通 セメントに 比べ、 なんら 

過 色な く、 長期 強度 も 高い こと は、 特に 注目に 値すべき ものが ある： 


粉砕した ものである ドイツで は、 二十世紀の 初頭、 既に 鉄 ポルト ランド セメント と共に 製造され ていた- わ 

が 国で は、 八 幡 製鉄所が 大正 一 一 年 最初 の 高炉 セメント を 製造 している。 

tl が セメントの 製 当社に おいて、 初めて 高炉 セメントの 製造 を 計画した の は、 既に 大正 十二 年の ころで ある" すなわち 初代 社 

t3 計画 

長 は、 製鉄 事業と 高炉 セメント 製造の 不： 分 関係に 着目し、 同年 小 倉 港 埋立地に、 高炉 セメント 製造の 専門 ェ 

場 建設の 計画 を樹 てた。 料の 高 11^ 鉱滓 は、 これ を 八幡 製鉄所 及び 東洋 製鉄 会社 (当時 八幡 製鉄所へ 経営 を委 

託して いた.) から 受 人れ る ことと し、 時の 製鉄所 技監， ：！； 井 哲吉を 通じ、 その 払 ドげを 懇請した が、 結：；？ これ は 

政府の 容れ ると ころと ならず、 ついに 実現す るに 至らなかった しかし、 初代 社長の 高炉 セメント 製造に 対す 

る 熱意 は、 決して これによ つ て 断ち切られ たわけで はな か つ た t やがて 同系 浅 野 造船所の 溶鉱炉が 完成す ると、 

折から 高級 セメント 研究の ため 渡欧 屮の 技-帥 中 川 博に 命じ、 ドイツに おける 高炉 セメントの 生産 状況 を 調査 さ 

せ、 着々 その 準備 を 進めた。 

かくて 原料の 鉱滓 は、 浅 野 造船所 からま 人れ る ことと し、 まず これ を ドイツに 送り、 果して これが 高炉 セメ 

ントの 原料と して 適当で あるか どうかに ついて、 専門的な 見地から 詳細な 分析試験 を 依頼した。 その 結果 は、 

昭和 三年 初頭に 至って、 ドイツ 冶金 セメント 工業 研究所 . ドイツ 鉄 ボルト ラン.， 、セメント 工場 協会 研究所 • そ 

の 他から 相次いで 試験の 結果が 報告され てきた。 (詳細に ついては 「浅 野 セメント 沿革 史」 四 〇 二 頁 参照) それ 

によれば、 い ず れ も結論と し て 、 鉄 ボ ル ト ラ ン ド セ メ ン ト な い し高«^ セ メ ン ト の 製造原料と し て 好適な こ と が 

確認され た。 

川奇 工場で 試験 製 このように、 ドイツに おける 分析試験の 結果、 浅 野 造船所 製鉄 部 製 出の 鉱洋に 全く 自信 を 得る に 至った ので、 

；  昭和 三年 六月 七日から 川 崎 工場で まず 試験的に 製造 を 開始す る ことと なった。 その 機械 設備 は 極めて 簡単な も 

のであった。 すなわち 水碎 された 鉱滓 を 乾燥す るた めに は、 ft 来の 粘土 乾燥機 を 転用し、 粉 碎機は チュ— ブミ 
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さて、 達 技術 担当者に 悩みの種が 起きました。 それ は、 早 川 社長が 開通式の 曰 取り を、 いつも 完 ぼの 五 六 力 

月 前に 決定して しまう という ことで ありました。 社長の 気性から 察して、 一旦 開通式の 日取りが 決められて しまう 

と、 たとえ どんな ことがあろう とも、 仕 上げなければ ならない という ことが、 われわれの 頭痛の 種でした" これが、 

突貫工事 となった のです。 

時 あたかも 昭和 四 年で、 上野-. 万世 橋 間の 突貫工事に 取り かかろう とする 矢先、 硬化の 早い 「アサノべ 口 セメン 

ト」 の 登場 を 知りました」 さっそく、 ベロの 見本 を 取り寄せ、 試験して みた 結果ぶ これ はすば らしい" という こと 

がわかった。 矢も楣 もた まらず、 直ちに このべ 口 を 突貫工事に 使用した が、 ベロの 威力に は 全く 頭が 下る 思いが し 

まし こ。 と、 うつ ま 来、 隧道 を 完成、 開通させる に はまず 隨道を 造り、 それが でき 上って から 軌道 を、 それ 力ら 

電^ 施設 をと、 一 つがで き 上って から 次の 作業に と 直列 式に 進んで いた ものが、 このべ 口のお 陰で、 以上の 作業が 

併行 的に 進み 1 べんに、 全部で き 上った ような、 むしろむ ちゃな 工事 を 施工した のでした」 ベロ は 普通 セメントよ 

り も 多少 高価だった けれども、 このような 想像に 絶す る 突貫工事に は、 ェ期 短縮と いうべ 口の 威力と 品質との 前に 

は、 値段の 問題な ど 吹き飛んで しまった ほどでした」 私達 は、 突貫工事. か 起る と、 きまって 「アサノべ 口 セメント」 

を. 使って、 予期 以上の 成果 を 举げる ことができました" また、 昭和 四 年、 上， 工事に ベロ を. 使用して からこの 方 二 

十五 年間、 「アサノべ 口 セメント」 について、 なんらの 故障 さえ 発見で きません。 

現在、 新たに 池 袋， （御茶の 水 間の 地下鉄が 完成して いますが、 この 工事に は、 従来の 現場 練り コンク リ ー ト 方法 

を 一 都して、 戦後 急速に 発達した レディ . ミキ スト. コ ングリ ー トを 便って みました 力 この 工事の 一 き や 

はり、 ベロ セメントの 御隆 をこう むった のであります。 

第 四 節 高 炉 セメント 

高炉 セメント は、 鉄 鉄製 造の 副産物と して 溶鉱炉から 出る 水碎 鉱滓に、 ポ. -ト ランド 系グ リンカ を 混な 口して 


る 5.? ングリ is にこの 「ベ n セメント」 を 使って、 普通に 型枠 I り はずす 期間から 大分 早く 取り はずし 

たと ころ、 御 役所の i 官 から 大変な お叱り I けて、 全部 やり直せと 厳命され たのです が、 せっかく できて しま 

つた ものな ので、 ある 期 間を置いてから 荷重 試験 を やって、 これに 及第 すれば 許しても らう ことに,？ っナ、 目 当 

厳しい 試験 I けました が、 大逢 敏の いい 結果が 出て 安心した こと I えてい ますが、 これ は その後 も 重宝な 製 

=i として 盛んに 利 川いた してお ります。 

以上 簡単な 懐古の 一 端に 添えて、 私の 祝詞と いたします。 


起 


「アサノべ 口 セメント」 と 東京 地下鉄 

帝都 高速度 交通 営団 

观事水  谷  當 

最初に、 地下鉄の 創始者で ある 元 社長 早 川 S 次 氏に ついて 中 上げたい と 思います。 

氏 は、 大正 初期、 外国に おける 交通 事情 を 視察して、 * 京に 地下鉄 を 設ける ことの 必要性 を 盛んに 唱えられた，， 

であり まて しかし、 当時の わが国で は、 かれの 力説 にもかかわらず、 誰 一人と して 耳 を？ 者が いなかつ たので 

1 元来 かれは 不撓不屈、 一度こう だと 思った が 最後、 必ずやり 遂げる という 意志の 人、 信念の 人で もあった、 

ら、 多くの 人の K 対に もめげ ず、 大正 十四 年、 まず 試験的に 建設しょう という ことで、 上野 ~浅 草 間の 地下鉄 を 造 

つたので す。 それが 予期 2? 上の 成果 を 生み、 最初 ほとんど 相手に もしなかった 人た ちで む、 驚異の 目 を 見 はり、 か 

えって 珍ら し がられた りして、 収入 は举る 一方で ありました。 そこで、 これに 自信 を 得て、 増資して、 地下鉄 延長 

に 乗り出す ことと なりました。 
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日本 セメン ト 株式会社 は 今年で 創立 満 七十 周年 をお 迎えに なり、 その 製品の 生産 量 . 品質 . 販売 量 等、 名実と も 

に 日本 第一位 を. め、 社運 は 益々 隆盛に 向って いられる こと は、 誠に 慶贺の 至りに 堪えない ところでありまして、 

ここに 改めて 衷心より 御祝い 申 上げる 次第であります-」 

日本 セメント 会社と 当社との 閲係 は、 私の 知っている だけで も、 すでに 三十 年 近くの 久しい ことで、 御影の 高架 

改良 工事、 祌 戸の 地 鉄、 三宫 ビル 建設 時代から、 大阪の 駅前 地ド 停留 場 を 始め、 戦後で は 梅 S 新阪祌 ビル 等、 す 

ベて 「アサノ セメント」 のみ を 使って 建設して 参った のであります。 

もっとも 当時、 他の セメント 会社 は 創業 早々 で、 品質の 均一 性 を 欠いたり、 工場の 位置の 関係 上、 出荷 供給が 不 

確実であった りした 事情 もあった のであります が、 当時の 「アサノ セメント」 は、 品質が 一等 優秀 だとい う 定評が 

あり、 しかも 当社に 対して 特別の 御. 配慮 もあった のでありましょう が、 価格の 適正であった こと はもち ろん、 その 

供給が 実に 正確であった ために、 購買の 係員 も、 現場の 技術 风 も、 なんら 文句な しに、 いわば 伝統的に これ を 探 川 

して 参った のであります。 

特に 日本 セメント 会社で は、 早くから 早期 強化の 「アサノべ 口 セメント」 を 製造され まして、 これが ェ期 短縮に 

非常に 役立ち、 現今で も 引続き これ を 利用して、 所期の 目的 を 達成いた している のであります。 

これは^^；！の思ぃ出話になりますが、 この 「ベロ」 を 使いだ して まだ H の » いころ、 祌 戸の 元 町 ビル を 建設 中、 あ 


都) 三、 〇〇〇 瓲 アメリカ 軍 厚木 座 間 キャンプ (神奈川県) 七、 二 〇〇 通 服 部 時計店 (東京都) 二、 

〇〇〇 通 

二、 鉄道 工事 

東京 地下鉄 道 約 六 〇、 〇〇〇 瓲 大阪 地下鉄 道 約 三 〇、 〇〇〇 瓲 京阪神 電車の 京都 乗 入 区間 工事 約 二 〇、 

〇〇〇 逃 丹那 トンネル 

三、 港湾 工事. 潜函 工事 

富山県 魚津 漁港 修築 工事 二、 六 四 〇 瓲 愛知県 木曾川 大橋 三、 一〇〇 瓲 

四、 寒冷地 並びに 寒冷 期 工事 

松 花 江 鉄道 工事 (南満 州 鉄道 株式会社) 約 六、 〇〇〇 瓲 (注) 

注 摂氏 零， T 四十 度と いう 厳寒 を 克服、 工事 を 完成した。 

五、 道路 舗装 工事 

六、 製品 

P.S コンク リ— ト r フ レスト レスト • コン グリ— トン 
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ゆる 急 硬性 セメントと は、 全く 性赏の 違う ものである (序 編 第五 章 第三 節 品質 参照)  一 

ベロ セメントの 特  ベロ セメント は、 幾多の すぐれた 特徴 を 持って いるが、 その 主な 点 を列举 すると、 左のと おりで ある。 一 

徴  )  一 

I    一  短期に 髙 強度が 出て、 しかも 長期に わたって 増進 一 


ベロ セ ノン- 

の  実例 


- 使用 


コ ングリ I 卜の 水密 

五 収縮が 


を 続ける こと C 

二 曲げ 強度が 強い こと。 三 

性が 高い こと。 

四 使用す る 際、 適当な 熱が 出る こと： 

少ない こと。 

六 硬化 促進剤が よく 効く こと" 七 セメントべ I 

C  C 

ストの 出来高が 多い こと。 八 化学的 侵蝕 水に 強い 

こと。 九耐凍 性が 高い こと。 

ベロ セメント を 使用した 実例 は、 枚举 にいと まない く 

らい 極めて 多い が、 その 代表的^ を 掲げる と、 左のと お 

りで ある。 

一 、 大 建築 工事 

国会議事堂 二 七、 〇〇〇 瓲 日本銀行 本店 六、 〇〇 

〇 瓲 NHK 東京 中央放送局 四、 〇〇〇 瓲 第一 ホ 

テル (東京都) 四、 〇〇〇® 

運輸省 庁舎 三、 〇〇〇 通 後楽園 スタジアム (東京 


聞く につけても、 これ を とりいれた 大社 長の 卓見と、 これ を 育て あげた 浅 野 社 技術 陣の 不断の 精進に 頭が T がる 思 

いで ある。 
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「アサノべ ロセメ 

ント」 の 初出 荷 


「アサノべ ロセメ 

ン ト」 と 中央 研究 

所 


ベ ロセ メン. 

質 


西 多 摩 工場に おいて 製造した 高級 セメント は、 これ を 「アサノべ 口 セメント」 という 商品名 を もって 登 Si し. 

昭和 四 年 九月 初めて 市場に 売り出した" 初代 社長が、 この セメントに 関心 を もった こと は 非常な ものであった 

が、 冋 ゆに また 販^に は 極めて 慎重な 態度 をと り、 世上に 宣伝す る 前に、 まず 社. k: で 試験 を 行うべし との 命令 

で、 丁度 そのころ 川 崎 工場 敷地 内に 建設 計画 中の 浅 野 セメント 中央 研 光 所 (各；！ 第一 部 第二 章 参照) の 建設に 

試用す る ことと なった。 四 年 秋 起工、 翌五年 二月に 梭ェ、 (鉄筋 コ ングリ ー ト叫階 §^ 地下 一 階 y すなわち、 延約 

七 百 坪に 及ぶ 鉄筋 コンク リ— ト 工事 を 僅か 四十 五日 間に 完成 するとい う 空前の 工程 進涉 ぶり は、 全くべ ロセメ 

ントの 驚異的な 特性に よる もので、 まず 品質に 対する 社内 的確 信 を 高める もとと なった ので ある。 この 研究所 

は セメント 工学に 関する 物理的、 化学的 各種 機械. 備の { 元備 した 点に おいて、 まさに 東洋 一 の 規模と 内容と を 

持つ ものであった。 

ベ 口と は ラテン語 のべ ロック ス (velox) から 由来した もので、 英語の ベ 口 シティ—  (velocity;- すなわち 迅 

速と いう 意味で、 ベロ セメントと は 早期 高 強度 性 を その 特徴と する セメントの 意で ある" しかしながら、 ァメ 

リカの ラム ナイト、 ドイツの アル 力、 ないし フランスの シ マン. フォン ジュ 等の 石灰と 懲 土と を 主要 成分と す 

る、 い わ ゆる 高礬 土質 ァ ル ミナ 系の セメントと は 全然 そ の 品質 を異 にす る。 やはり 在来 の ポルト ランド セメン 

トと冋 様、 石灰. 挂酸. 襟 土 及び 酸化鉄から 成る ポルト ランド 系の セメント である。 In^ 期 高 強度と は 極めて 短 

い 期問內 に、 高い 強度 を 出す という 意味であって、 かの 凝結 時間 は いが、 強度 はかえ つて 低い という、 いわ 
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ベ 口 差支え なきや" 泰 治郞」 

早速 ス ミス 社に 乾式で もべ 口が できる かと 質した ところ、 できる との 回答が あつたので、 本社に その 旨 回答し、 

五月 十一 日に は 指南 料の 協定書に 調印した。 

乾式に よるべ n の 製造 は、 原料 調合 物の 成分 を均齊 にす るた めに、 空気 混合 装置 を 川 いるもの であるが、 当時 ス 

ミス 社. か、 もつ ばら 研究して いたので、 これ を 1 貝って 川 崎 工場に 据 付けた が、 所期の 結果が 得られなかった。 

しかし、 ス、 -、 ス社 本来の 高級 セメント 製法 は 湿式であった から、 その 設計に よって 建設され た 西 多 摩 工場 は、 H 

本で 最初の 本格的な 湿式 工場と な つ た。 

西 多 摩 工場 は、 昭和 三年 一月から 着工、 翌年 五月 二十 一 日に は、 ニ號 窯に 火入れ をして 処女 グ リンカ を 焼 出した。 

少した まつてから 試験して みると、 ス ミス 社の 品質保証 協.：！ i! を 満足させる ものだった が、 当分 は 自重して ベ ロセメ 

ント とはいわず、 齊通 セメントで 出荷した。 

九月 ごろに なって 相当 自信が ついた ので、 隗 より 始めよ という わけで、 鉄筋 コンク リ— ト四階 建の 延七 〇〇 坪の 

中央 研究所 を 川 崎に 建てて みた。 工事 は 超スピ ー ドで 進み、 約 四 力 月で 完成した。 

そうこう する うちに、 各方 面へ 出荷した ベ 口 セメントの K 響が でて きた： 

たとえば、 ミキ サ I の. k: 部に 膠簷 して 困る とか、 それ を 防ごうと して 水 を 多く 加えた ため、 レ ー タン スが 起る と 

か、 収縮 性 ひびわれが 起り やすいと か、 W 圧力と 抗 張力の 比が 過大で あると かいうの がそれ であった。 

元来、 ス ミス 社 を 始めと して、 欧米の 高級 セメント は、 早期の 強度 を 出す ところに 重点が あった。 それが 右の よ 

うな トラブル をお こした 原 W でも あつたし、 一方、 建築学 会の 有力者から も、 一日、 二 曰の 強度 は 多少 樣牲 にして、 

長期 強度 を 延ばす 研究 をして はどう かとい う 忠告 も あ つ た。 

それが、 ス ミス 式 を 一歩 進めて 日本式、 すなわち 浅 野 式べ 口 セメント を 製造す る ヒントと なり、 技術 陣総掛 りで 

研究 を 進め、 つ い に 早期、 長期 兼備の 「アサ/ベロ セメント」 を 完成した。 

歳 S は 流れて、 ベ 口 セメントの 誕生から 早く も 二十 五 年を径 過した" 「アサノべ ロセメ ント」 の ゆるぎない 声価 を 


この 年 は、 ポルト ランド . セメントが 発明され てからち ようど 百年目に 当る ので、 欧米 各国で は セメント 百年祭が 

盛大に 行われた 中で も ドイツの ドレスデン 大学 ゲ— ラ— 教授の 高級 セメント に関する 研究の 発表 は、 戦争で 中絶 

していた 高級 セメン ト 製造 熱 を 再燃させる 絡に な つ た。 

日本で は、 関東大震災の あと、 耐震 • 耐火建築が 朝野の 論議の 中心に なって いた 時であった から、 高級 セメント 

製造に 関する 二 ュ ー スは、 セメント 製造業 者 はもち ろん、 各方 面に 非常な 反響 を よんだ。 

慧眼な 大社 長が、 これ を 見逃す はず はない。 たちまち 高級 セメント 調査 研究の 方針が きまって、 図らずも 私に 欧 

米 出張の 命が 下り、 入社 当時の 夢が 実現した" 大正 十四 年の 八月であった。 

まず アメリカに 渡って 調べた が、 当時の アメリカ は 万事が 簡便 第一 主義であった から、 なにもと るに 足る ものが 

ない。 イギリスに 行った が、 微粉 セメントで ゴマ かしてい るに 過ぎない。 デンマ I クに 行って、 ス ミス 社に 相談す 

ると、 ベロ セメント という 高級 セメント を 造って いたが、 機械 を壳 込む 話ば かり 熱心で、 容易に 真相に 触れさせな 

い。 そこで 一 応 高級 セメント 製造 工場の 設計と 見 積 及びべ 口 製造の 指南 料の ことな ど を 頼んで ベルリンに 向った" 

ドイツで は、 ホリジ ュス、 クルツ ブ、 アン メ  • ギ— ゼッケ の 三 社に ス ミス 社と 同様の 設計. 見 積 を 頼んで おいて 

から、 キュ— ル、 へ ー ガ— マン、 ブル ハル ッ その他の 高級 セメントの 権威 を 訪ねて 意見 を 求めた。 

その 中で へ— ガ— マンの 「高級 セメント を 造る に は、 優秀な 工場 設備の もとで、 周到な 作業 を 行う のが 最良の 方 

法で ある」 という 決定的な 意見に 深く 心 を 打 たれた。 

こうす るう ちに、 前記 四 社の 見積書 や、 日本から 送った 原料の 試 焼 成績 書が 到着した ので、 比較 検討して みると" 

ドイツ 各社の 設計 は、 大戦 前の 設備 を やや 改良して 踏襲しょう という 程度で、 高級 セメント 製造- M きの 嶄 新な デザ 

イン を.： 人いて いる 上に、 価格の 点で もス ミス 社と 差違がなかった。 

これで、 機械 はス ミス 社の もの を 買う ことに 肚が きまった が、 まだ、 指南 料の 交渉が 残って いた。 が、 これ も 約 

一 ト 月の 話 合で 目鼻が ついた ので、 本社に 請訓した" 四月 十六 曰 (大正 十五 年) 副社長 名で 次の ような 返電が きた „ 

「ベ 口  . パテント 買う ことに 決定した。 川 崎 第一 は 乾式に てべ 口 工場に 変更す る。 …… (中略) •••：. 乾式 にても 
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« 新 工場の 石灰石 は、 工場の 西側に そびえる 勝峯山 (標高 四 五 四. 六 米) から 採掘して、 これ を イング ライン 

と ベルト コン ベア— とに よって 工場 内に 供給し、 粘土質 原料 は、 工場の 南方 大久野 村 字 羽 生地 内に ある 粘土 山 

から 採取して、 これ を 鉄道に より 工場に 運搬、 それぞれ 原料と して 使用した" 原料 混和 その他 工場 用水 は、 平 

井川 上流に 第一、 第二、 第三 各 号の 專用井 を 掘 さくし、 もっぱら 地下水 を 利用した。 

また 石炭 その他の 原料 資材 並びに 製品の 運搬 輸送に ついては、 既設の 五日市 鉄道 株式会社の 社線 (現在 国鉄 

五日市 線) による ことと し、 新たに 線路の 敷設 替え、 工場 内への 引込線 その他 新 線の 敷設 を 行って、 運搬の 便 

を 図った。 . 

画期的な 機械と して は、 まず 回転 窯 (径三 • 一  五 X 三. 四 五 X 長さ 六 〇 米：) 二 基、 及び これに 付設の 多 筒 式 

冷却 機、 すなわち ュ ナツ ダス. グ— ラ— が举 げられ る， - なお 昭和 八 年 三月に は、 わが国 最初の スラリ —フィル 

タ ー (ディスク 式」 を 採用した 


大正 二 年、 私が 入社した ころ、 ドイツ 及び ォ— スト リアで は 盛んに 高級 セメントの 研究が 行われて おり、 トン ィ 

ン ダス トリ . ツァイツ ング 誌に は 高級 セメント に関する 記事が よくの つていた ので、 興味深く 読んで いた。 

翌年、 第一次世界大戦が 始まった ために、 高級 セメント 研究 は 中絶した" 一九二 四 年 (大正 十三 年) になって、 


ととな つた。 かくて ス ミス 社から 送付され た 設計図 面 を 基礎に、 一応 現地の 事情 を 考慮に 入れて 再検討し、 建 

設部 として 独自の 最後 案 を 完成、 それによ つて 建設工事に 着手す る 段取りと なった」 工事 開始に 先立ち、 建築 

関係 は 工学博士 阿部 美樹志 を、 水道 関係に は 伴宜を それぞれ 顧問に 委嘱し、 三年 一 月 八日 を 期し、 まず 基礎 H 

事から 始め、 建築 工事 は 当社 鉄筋 コンク リ— ト 部が 担当した。 

その後 約 一 力 年 を 経て、 翌四年 四月に 至って 漸く 工場 内 各 建物の 建設、 機械の 据付を 終り、 部分的に 試 運 

転 を 始めた。 かくて 同年 五月 二十 一 日 午前 十一 時 四十 分 を 期し、 第二 号 回転 窯の 正式 火入れ を 行い、 翌 六月 十 

五日に は、 第一 号 回転 窯 も 続いて 運転 を 開始した。 

西 多 摩 工場と 命名 新 工場 は 「西 多 1^ 工場」 と 命名され、 多 筒 式 冷却 機 付 回転 黨 による わが国 最初の 湿式 工場 (月産 能力 一 五、 

〇〇〇 瓲) として、 超 高級べ 口 セメントの 製造 を！ 3 的に 輝かしい スタ— トを 切った ので ある" 初代 工場長に は 

中 川 博が 就任した： 

g 場 建設と 外人 技 機械の 据付 及び その 操作、 高級 セメントの 原料 混和、 焼成 作業 その他 工場 建設に 閬 する 各般の 事項に ついて 

は、 ス ミス 社との 契約に よ つ て 来朝した 左記 同社の 各 専門 技師の 熱心な 指導と 監督と に 負う ところが 多 か つ た。 

〔当時 ス ミス 社の 社長 はボ —ル . ラルセン (Dr.  Poul  Larss) 、昭和 四 年 世界 動力 会議の ため 来朝、 東京 店長 は 

ティ. スティック- 二  — ル セン (T-  Stig  Niels3)〕 

ビ—. ォ— ル セン (B.  olsen)  (I 和 ggf  g 赚丫 総監督 

エッチ. エス. 二— ル セン (H.  S.  N,elsen)  ( j 和 賺丫 機械 s: 

シ… ュ— ル CP  Yuel)  賺)— 原料 及び 一 般 作業 

ヱス. a  j ブ シン グ. 二— ル セン rS.  Rovsing  Nielss:}  ( j 和剛 賺)— 焼成 作業 
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C 第 32 図：） 竣工 当時の 西 多 摩 工場 
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わが 国 最初の 湿式 前節 記述のと おり、 ス ミス 社との 問の. f 契約の 取り交わ しも 順調に 進み、 二 年 秋に は 本店に 建設 部 を 設け、 

拔術部良膝井た^«が冋部長を兼務、 新 工場の 建設 主任に は 技師 中 川 Si が これに 当り、 建設 準備に. 取り かかる こ 


浅 野 超 高級 セメン 

ト 株式会社の 創立 

とその 合併 


技術 部長 藤 井光 藏を 始め、 宇 平 光太郎 • 中靜重 . 三 谷峯吉 . 佐 々木 一 造の 各 技術者 を 欧米に 派遣し、 原料、 機 

械 関係 その他に ついて 各々 専門的に 各 工場 を 歴訪、 詳細な 調査 研究 を 命じた。 その 結果、 各種 高級 セメントの 

うち、 デンマ —ク、 エフ. エル. ス ミス 社の ベロ セメント を もって 最 優秀と 認め、 その 製法 指導 料、 所要 機械 

及び 設計図 等の 予備交渉の 終了 を 待って、 翌 昭和 一 一年 二月に は、 取締役 金子 喜 代 太 自ら 理事 宮川總 三郞を 帯同、 

波欧 し、 最終的 比較 研究 を とげ、 わが国に も その 製造 方法 を 移 人す る ことに 決定した • かれら は 直ちに 製法 指 

導 料の 取り決め、 製造 諸 機械の 購入、 指導 技師の： 展用 等に ついて、 般の 交渉 を ii 始 した， _ 幸い 先方との 折衝 

は 極めて 順調に 進み、 契約 締結に 関する 一切の 手続 を 完了し、 ここに 初めて、 高級 セメント 製造 開始への 第一 

準備 過程 を 終る ことと なった ので ある。 
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当社 は、 早 強 セメント (， 高級 セメント〕 の 製造に 乗り出す ため、 昭和 元年 十二月 二十 五日 資本金 五 千万 円 を 

もって、 浅 野 超 高級 セメント 株式会社 を 創立し、 翌ニ年 五月 十七 曰 これ を 当社に 合併した" これによ つて、 公 

称 資本金 は、 一躍 倍加され、 一億 六 百 三十 一万 円と なり、 その 増資 資金 を もって 高級 セメントの 製造 を 目的に、 

新 工場の 建設に 取り かかる ことと なった。 新 工場 は 初め 北海道 工場 内に、 次いで 川 崎 工場 内に 建設す る 計画 を 

樹て たが、 大正 十五 年 四月 デンマ ー グの エフ . エル. ス ミス (F.  L.  smldth) 、ドイツの クルツ ブ (Fried  Krup- 

p  A.  G,)、 同じく ドイツ の アン メ  . ギ I ゼ ッケ. アンド- コ —ネ— ゲ ン (Amme,  Giesecke  &  K-onegen  A.  G.,) 

及び ポリ ジュ —ス (polysiu こ の 四 社から それぞれ 機械 その他 工場 建設に 関する 設計図 面 を 取り寄せ、 比較 研 

究の 結果、 当初の 計画 を 変更して、 昭和 二 年 一月、 地 を 東京 府下 西 多 摩 郡 大久野 村勝峯 石灰石 山の 東 麓に 選び、 

新 工場の 建設 を 決定した。 
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第一章 湿式 法の 採用と 新 秫 セメントの 製造 


第一 節 早 強 セメントの 研究 


早 強 セメントの 発 


欧米 へ 技師 派遣 


早期 高 強度 性 を 特徴と する いわゆる ボル トラ ンド系 高級 セメント は、 一 九 一 三年 (大正 二 年) ォ— スト リア 

の 鉄道 技師 スピン デル S.  spindel) の 研究に よって、 初めて その 製造に 成功した ものである" たまたま 欧州 

大戦 屮、 ボ— キ サイト を 主要 原料と する 高變 土質 アルミナ セメント (.almina  cement) の 出現に よって、 その 

唯一 の 特徴で ある 早期 高 強度 性が、 図らずも フランス において、 軍事的に 非常な 偉力 を 発揮した ことが、 問 接 

的に 大きな 影響 を 年え、 ボル トラ ンド系 高級 セメントの 研究 は、 それによ つ ていよ いよ 拍車 を かけられる こと 

となった。 すなわち 一九 一六 年 (大正 五 年) に は、 既に スイスの ホルダ— バ ング社 rH01derbank)、 チ H ッコ. 

スロバキアの ケ— ニッ ヒス. ホッフ ァ— 社 (Koenigs  Hofer) 等 相次いで これが 製造 を i! 始し、 史に 大戦 後 一 九 

二 四 年 (大正 十三 年) に は、 ドレスデン 大学の ゲ— ラ— 博士  (prof.  Gehler) の 高級 セメント に関する 詳細な 研 

究 報告の 発表な どが あって、 ドイツ を 中心に、 その 製造 熱 は 俄然 欧州 各国の セメント 業者の 間に 高まる に 至つ 

た。 

当社に おいても、 大正 十二 年の 関東大震災 を 転機と して、 セメントの 品質 改善に ついては 大いに 関心 を 持ち、 

研究お さお さ 息らなかった が、 たまたま かかる 欧州 業界の 情勢に 刺激され て、 ここに わが国 業界の トップ を 切 

り、 敢然 高級 セメント 製造の 決意 をす るに 至った。 その 準備と して、 まず 大正 十四 年 八月に は 技師 中 川 博を欧 

米に、 同年 九月に は 技師 德根 古郞を 欧州に、 翌 十五 年 九月 同 高 橋 英治を 欧米に 留学 させ、 史に 同年 十一月に は 
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とか、 「五 尺の 高さから 落しても 大丈夫です」 とか、 なかなかの 雄弁 を もって 宣伝 これ 努めた。 

大社 長 は 大いに？ -に 入り、 即座に これ こそ セメントの 容器と して 理想的な ものである こと を 断定され たのでした。 

「直ぐに 作っても らいたい。 何 万 枚で も 買いましょう。 値段 はいくら でもい いよ」 という わけで、 ベ— ッ氏 も、 

岩 本 氏 も、 「社長に 会 つ てよ か つ た」 と 大喜びで 引き あげたの でした。 

この 時分 は 紙袋なる ものが、 まだ H 本で は、 海の ものと も、 山の ものと も 決定で きない 時代で したから、 大社 長 

の の 決断 は、 なんという 先見の明で あろうかと 驚歎され たのでした。 

もし、 大社 長が 現在まで 存命で、 今の パラ 輪？，」 や 生コン など 見られたら、 どんなに 喜ばれる ことかと、 その 様子 

が 見える ようで、 追憶 新たなる ものが あります。 


説  ； 。七 


れ、 麻袋に なった とき も、 「搏 よりも 袋の ほうが セメントの こぼれ かたが ひどい」 と 言って、 心痛して おられました" 

麻袋 は、 セメントが こぼれる というより は、 包装 するとき、 また、 積み重ねて あるときに、 外側に ついている セメ 

ントの 粉が、 運搬の 途中 や、 積 卸しのと きに、 バ ツバ ッ とまい 揚がる ので、 ^よ 力 も 余計に こぼれる ように 兄え る 

のです，」 それから、 麻袋 を 使い はじめた ころ は、 まだ 手 鈎 を 使う 習慣がぬ けなかった ので、 手 鈎で 袋に 穴が あいた 

ものです _-• 

こんな 具合で、 大社 長が、 麻袋 は セメント 容器と して 適当な もので ない と 考えて いると ころへ、 中 川 博さん が、 

大正 末期に、 アメリカ からべ I ッ式 五：^ 3 紙袋 (九 五 ホン ド 入りの もの；！ を 浅 野 物産 を 通じて 取 寄せられた のでした。 

大社 長 はこれ を 見ました が、 果して 紙； 5^ で、 セメントの ような 重量 品が 運送で きる かどう か、 という ことに 疑問 

を もたれた ようでした ■ し 

そのまま 二、 三年た つた 昭和 二 年の 三月、 アメリカから 紙袋の 究明 者、 ベ ー ッ氏 (兄) が 紙袋の 宣伝に やって来 

て、 浅 野 セメントの 社長に ぜひ 会いたい と a- し 入れて きました が、 折 あしく、 社長 夫人 は 病床に あり、 しかも 危篤 

と 伝えられて いたので、 ベ I ッ氏も 面会 を遠應 していた のでした。 あと 二、 三日 中に 帰 米 するとい う 時に、 私 は そ 

のこと を 聞いた ので、 さ つ そく 大社 長に 話した ところ、 「ぜひ 会 

ッ いたいから 呼んでくれ」 という ことにな つた。 その 曰が、 ちょ 

ノ うど 四月 三 H の 神武 天皇 祭であった ので 彼の 居所が わからない。 

" 探す のに 苦心し、 € 話 を 横 浜へ 数回 かけて、 やっと 鬼 洋紙 袋 会 

^ 社 (曰 本 におけるべ ー ッ式 紙袋の 製造 会社) の 販売 主任、 岩 本 

>. 您次郞 氏に 連絡が つき、 五 曰に 会 兄す る ことにな つた。 

^ 当日 はべ —ッ 氏. 岩 本 氏. 私と 三人で、 田 町の 上の 洋館 (社 

^ 長 邸) の 一 室で、 大社 長に お会いした ところ、 ベ ー ッ氏 は、 た 

くさん のパ ンフ レツ トを 見せ、 「三十 段 積み重ねても 平気です 一 
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時の 明治 四十 年 ごろ は 全部^ 入りで、 その 2£ も 大搏. 屮^. 小 g  . 三 ツー 博と いう 四 種類でした" 中味 は大 樽が 三 

八 〇 ボンド、 中裕が 半分の 一 九 〇 ポンド、 小 裕が四 分の 一 の 九 五 ボンド、 それに 三ッ 一 搏が 三分の 一 の  一 二 七ポン 

ド人 りと いうので した。 それで 大 傅に は 大型 商標、 巾、 小、 三つ 一 搏には 小型 商標 を 蓋の 上に 貼った ものです。 

商標と いえば、 その 図案 は、 今から 考える と、 なかなか よく *T えてつ くられた もの だと 思います- - 

あの Iw の 地 紙の まわりに 波 を 書いて あると ころ は、 セメント は 水が 必要 だから 波 を 書いた という こと も 考えられ 

ますが、 水 は 必要で あると 同時に、 大 禁物の ものである こと は 誰も 知っている ことです" そうすると、 波 を あしら 

つたの は、 大社 長が 非常な 積極 柽営 家であった ので、 わが 化の セメント は、 海 波 を 越えて 遠く 海外 諸国へ 販売す る 

という 大 抱負 を 表現した もの かと 感服され ます 

大社 長が、 商標に いかに 頭 をつ かって いられた かとい う 逸話 を 一 つ 二つお 話して おきたい と 思います-, - 

それ は 麻袋 を 使い はじめた 当時 (大正 中期) のこと で、 この 麻袋に 刷る マ ー クを、 重役 ゃ販充 係の 連中 は、 搏商 

標を もとと して、 これに 似た もの を 刷ろうと 考えた もので したが、 大社 長 は、 「なんだ" そんなく どい もの をつ ける 

こと はない よ。 扇の 地 紙と、 扇の マ ー グ だけ 大きく つけたら いい じ やない か」 という 一言で、 今、 袋に 刷って ある 

マ— グ となった のです。 いかにも 節 単で、 印刷 も 楽で、 かつ、 一見 浅 野 セメントの マ ー クで ある ことが ハツ キリし 

ている 点な ど、 大社-良 はちよ つと した ことに も、 肚の 大きい ところが あると 思われました。 

次 は、 ベロ セメント を 光 出した 当時、 これ また、 ベロの マ I グを どうす るかと いうと きに、 普通 セメントの マ— 

クの 上に、 緣 色の 带を 刷る こと (つまり 二色 刷) になった のです が、 それが 袋の 中央に、 袋の 三分の 一幅ぐ らいに 

三本 入れる とか、 五本に しょうと か、 斜線が よかろう とか、 いろいろ 案が ありました" これ を 大社 長に お話しす る 

と、 「三分の 一幅 をべ ッ タリ 刷り込め」 という デザイン 本位で、 印刷 費が 多少 高かろう と 意に かけない ところに、 大 

社長の 自社製品に 対する 熱烈な 意識が 働いて いるのに 敬服し ました。 

大社 長が セメント を大 3- にす る；？？ 持 も 大した ものでした。 ^が 乾燥し すぎ、 隙間から 漏れる セメント を ：3^ て は、 

「せっかく.， せ を かけて 製造した もの を 無駄に し、 地面に 捨てて いくとい うこと は、 もってのほか のこと だ」 と 言わ 

説  一 0 五 
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用 は 足りた。 

セメントの 商売 相手 は 支那 人が 主で、 スペイン 系の フィリピン 人 も 相当い る。 アメリカ人 は、 駐在 米国 陸海 軍の 

購買 課 以外の 街の 商人と して は ほとんど いない。 官庁 は别 として、 一番 安心で きる 取引先 は 支那 人で ある。 かれら 

は 契約が できる まで は、 一週間 も 二週間 も 根 tps: よく 毎日ねば つて 値 引 を 要求す るが、 一旦 調印が 済めば、 その 翌日 

に 相場が 暴落しても、 それ を梶 にと つて 値 引と か 契約 破棄と かの 面倒な こと を 持って こない-、 これ は ギルドが 強力 

なのか、 かれらの 商壳 道徳が 傲 底して いるた めか、 あるいは その 二つな のか わからない， - 


大社 長と^ 器 

俵  田勝彥 

私 は 明治 四十 年の 十二月、 二十 六才で 入社し、 ^和 十四 年の 八月、 五十 五才で 退社す るまでの 三十 年間の 大部分 

を セメント 容器と 共に 暮し ました。 殊に 大社 長から は 「たわら 屋」 と 呼ばれ、 自分の 姓と、 容器 係をゴ ッ チヤに し 

たような あだ 名 (愛称？) で 親しまれた なつかしい 思い出 もあります。 

紙袋に ついては、 その 発祥から 手がけた ので、 ここで は、 主として その 思い出話 を 緩る ことに 致しましょう。 

セメントの 容器と 言えば、 古い 時代が 搏、 大正 中期から 昭和 初期が 麻袋、 昭和に なって 紙袋と 大別す る ことが で 

きる と 思う ので、 その 間に いろいろと 出た のが 鉄 罐 • 石油 維. W . 紙袋. ヘシ アン 袋. 合板 製 博な ど ありまし たが" 

皆 実用に はなら なか つ た ■」 

明治 初期、 搏 人り セメントが 輸入され たのが 搏の はじめで、 ェ部省 時代に はもち ろん 搏入 りでした。 私の 入社 当 


しこの ことが 原 w の 一 つと なって、 浅 野 社の マニラ 出張所 を ffl じなければ ならない ようにな つたの は、 まことに 会 

社に. & 訳ない と 自責の 念に かられて いたが、 今次の 世界大戦の 結果から 兄て、 あの 時の 処置 は、 やはり 良かった の 

だと、 自ら を 慰めて いるい 

浅 社が セブ— の 工場 を 引 交け ない とすると、 どうしても セブ I 工場 は 自活の 途を 考えねば ならぬ。 それに は 一 

番 邪魔になる の は、 日本から くる セメントで ある" これ さえ 締め出し ておけば、 鳥な き 里の 蝙蝠で ある。 

そこで 政府 は、 日本の セメント は 「アンチ • ダンピング 法に ふれる から、 高率 関税 を 課す 必要が ある」 と 議会に 

提訴した ものである。 

比島に 入って くる：！！ 本の セメントが ダンピングで あるかな いかと いう 問題 は、 なかなか 簡単に、 かたづけられる 

もので はなく、 ダン ビングで あると 見れば 兑られ るし、 そうでな いと 1 一一：： えば .ーーー3 えない こと もない が、 この 方 は 歩が 

少ない。 

しかし、 ； n 本 側 はあくまで ダン ビングで はない と 主張し、 上院 議院で 公聴会 を 開いても らい、 曰 本 領事館 はもち 

ろん、 浅 野 セメント 出張所の セメント 代理店 パシフィック 社、 小 野 田 社の 代理店 三 井 社 等が 出かけて 行って、 種々 

弁じた てた ので あるが、 都合の 悪い ことに は、 比島の 上院で は 英語 は 禁物で、 必ず スパ 二 ッシ ュを 使う ことにな つ 

ている" 領事館 員 も、 われわれ も、 スペイン語 は、 から 駄目で あるから、 まず パシフィック 社の 支配人に 大いに 弁 

じても らい、 われわれ は 太 田 興業の 社長に 通訳の 労 を 取っても らい、 応答 大いに 努めて はみ たが、 先方で は 駐日 外 

交官 から、 内 地 セメント 界の 詳細な 数字 をと つて あるので、 なかなか われわれの 思う壺に はまらず、 結： S あとから 

考える と、 公聴会 は 単なる M 際 儀礼の ために il かれた ような ものと なった」 ここに 日本 産 セメント は、 全部 ダン ピ 

ング の^ 印 を 押され、 高率 課税の 憂目 を 見る ことにな つた。 これでは所！^^、 商売 もで きなくなる ので、 われわれ も 

出張所 を 閉鎖し 旗を卷 いた 次第で ある。 

当時の フィリピン 上層階級の 者 は、 スペイン語 を 使用し、 フランス か アメリカに 留学した 者が 幅 をき かせ、 中流 

階級で は 英語 を 用い、 アメリカに 留学した 者が 牛耳って いた _,」 商用語 は スペイン語、 英語で あるが、 英語 だけで も 


径 過が 良くな く、 気の毒に も 死んで しまった。 

初めて マ 二 ラ掉 頭に 第一歩 をつ け、 旅館に 身 を 横たえた 時の 感じ は、 相当 みじめな ものであった。 文 宇 どおりの 

竹の 柱に 茅の 屋根なる 二 ツバ ハウスの 立ち並ぶ 街、 土蔵の ように 陰気な 店舗. 事務所、 アロハシャツに 跌 足の 男、 

ビクトリア 朝 時代の 服装に 似た 変な 着物 を 着て、 頭に スリッパ をのせ、 跌 足で 月夜 を 洋傘 を さして 歩く 女、 この 上 

陸 第一印象 は、 長らく  二 ュ I ョ —7 生活 をして いた 私に は、 いかにも M 化し きれない ものが あって、 こんな 所に 長 

続きす るだろう かとい う 不安で 頭が 一ば いであった。 ところが 住めば 都で、 慣れる に 従って、 よい 点 だけが 頭に 残 

り、 悪い こと は 忘れて しまい、 今では 懐し い 思い出ば かりが 残って いる。 

比島に は、 セブ —島に 政府 保護の もとに 径 営され る セメント 会社が あつたが、 政府の やる 事業 は 御 多 聞に もれず 

経費の かかる もので、 常に 経営難に 苫 しんで いた •■- ただ 政府の 保護 政策と して、 官庁 事業に はこの セメント を 使わ 

なければ ならない ことにな つていた から、 製 品が 全然 滞 $3 する ような こと は 起らない が、 民間人で、 この セメント 

を 使う 者 は 少な か つ た。 

こんな ことで、 先行き 余り 見込みが 少ない から、 一 つ 浅 野 社で この 工場 を 買って くれない かとの. S. 込み を けた。 

しかも、 否か応か を- *1 急 返事して くれとの 膝 詰 談判で ある" この 工場 は、 原料 関係で は 実に 恵まれた 地位に あって、 

裏山から 掘り出す 土 を グラッシ ャ— にかけ て、 それ を 窯に 投 込めば、 セメントになる という しい ほど 簡単な もの 

だが、 欠点 は 石炭に しろ、 重油に しろ、 燃料 は 全部 外国に 頼らなければ ならない ことであった- こんな 問題よりも 

私が 一番 心配した こと は、 外国に 資本 を 投下して 事業 をす る ことの 不安であった-,, - その 当時 は、 第二次世界大戦の 

ような 大事 件が 起ろう などと は、 夢にも 思って はいなかった が、 国際関係 は 常に 安定して いるもの とも 考えて はい 

なかった。 けっきょく、 私の 結論 は、 当時の 世界情勢の 底流から 見て、 外 11 に 資本 投下 は 「否」 であると いう こと 

であった。 私が 直接 ことわる ような 問題で はない から 本店に 相談し、 その 返事が くるまで という ことで、 暂く 時間 

を かしても らい、 電文 は 先方に も 見せられる 立派な 伺 書と なし、 裏に まわって 「否」 という 返事 をして くれと、 別 

な 電報 を 本社に 出して 置いた。 さいわい、 本店からの 返事 は 「否」 であって、 この 問題 は 済んだ のであった。 しか 


第 一 次 世界大戦から 第二次世界大戦に S る 約 二十 年間と いう もの は、 曰 本の セメントが 東南アジアから 近東に か 

けて、 最も はなばなしい 活躍 をした 時代であった。 

航路の 距離から みても、 また 船 運 SH からみても、 欧州. 使 セメントと 日本 産 セメント とが 正面衝突 をす る 最前線 は" 

シン ガホ ー ル である はず だが、 その 当時の 日本 産 セメント は、 この 前線 を はるかに 突破して、 イラン. ィ ラグ はも 

ち ろん、 アフリカ 奥地の コ ンゴ— 盆地までへ も 進出して いたので ある： 

この 原因 は 種々 あった ろうが、 まず 第一 に 考えられ るの は、 曰 本の 輸出 セメントが. C 地 セメント 企業の 安全弁の 

ような 役目 をして いたた めに、 ある 程度の 無理が きいた ことと、 当時 世界 を 闊歩して いた 日本海 運 力の 協力が 得ら 

れ たこと である。 第二に、 日本が、 その 当時 コンゴ ー 盆地 協約の 一員であった ために、 欧州 各国、 特に イギリスが 

コ ンゴ— 盆地の 関税 を 操作して 日本 品 を 締め出す ことができ なか つ た 等が 大きな 原因であった のであろう： 

ただ、 あまりに も マ ー ケット の 範囲が 広く、 一地 区の 需要 量が 割合に 少ないた めか、 日本の セメント 会社が 特定 

の 地に 支店な り、 出張所な り を S いて、 そこに 努力 を 集中す る もの はいなかった" ただ その 中で、 浅 野 セメント 社 

だけが マ 二 ラに 出張所 を 設けて いたくら いのもの であった。 

私が マニラに 行った の は 昭和 三年の 夏で、 第二 代 目の 出張所 長と して 赴任した のであった，」 初代の 出張所 長はク 

ラ ー ク という アメリカ人の 好々 爺で あつたが、 私に 事務 を 引継いで 直ぐに 帰 米し、 宿 痢の 脱腸 手術 をした の だが、 
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かくして、 その後の 業界 は、 セメント 業： 可 規則の 発令、 満州 市場への 進出 及び 内地 需要の 増進 等、 漸く！ t£ 

況を 取り戻した 矢先へ、 日華 事変が 勃発して、 セメント 界も 戦時 休 制に 捲き こまれる に 至った" 

初代 淺野總  一^の  この 激動す る 昭和の 十二 年間、 当社の たどりき たった 跡 を 顧みれば、 文字 どおり 多事多難な ものが あった。 

長逝 

まず、 昭和 五 年 十一 H: 九日、 業界の C 取 不況 時に 際し、 突如 初代 淺野總 ー郞を 喪った ことで ある- 当時、 社. 2： は 

举げて 翁の 長逝 を 哀惜し、 かつ 悲しんだ が、 事業の 基礎 は 既に 確立し、 翁の 遺志 は そのまま 継承され て、 社業 

の 忡展を もたらした， - すなわち、 昭和 二 年 五月、 翁の 英断に よって、 川 崎 工場で ベ I ッ式 多層 紙袋 を 新式 セメ 

ント 容器と して 初めて 採用して 以来、 六 年 ごろまでに は、 各 工場に おいて、 g • 麻袋 容器 を この 紙袋に 切替え 

るよう になった。 また 大正 天皇 崩御に よる 多 摩 御陵の 造営に は、 来 大工 学部 教授、 水 井彰ー 郞 博士の 監經 指導の 

もとに、 短期 高 強度の 優良 セメント を 川 崎 工場で 製造す る ことに 成功し、 御陵 奉仕への 責任 を果す ことができ 

た。 これが 誘因と なって、 翁の 宿望た る 新種 セメント としての ベロ セメント 製造 権の 獲得、 同時に 西 多 摩 工場 

の 新設と なった。 更に 昭和 三年 高炉 セメントの 製造 開始、 台湾 工場の 増設 及び 旧 日本 セメント 会社への 経営 参 

画 等、 翁の 計画 は 着々 能力の 増強と なって 実現した。 

二 代 淺野總 一 郞  初代 社長の 没後し ばらく 社長な く、 昭和 六 年 一 月 副社長 淺野泰 治 郞が總 一 郞を 襲名す ると 共に、 社長に 就任 

した。 かくて 新 社長 は、 業界 空前の 不況 をよ くお 服し、 初代 社長の 遺業 を 受け 糠ぎながら、 わが国 最初の 「ァ 

サノ マスコ ン セメント」 の 製造 開始、 次いで 北海道 . 大阪両 工場の 増設、 最新の 機械 設備 を 誇る 香 春 工場の 新 

設、 土 佐. 曰 東 • 東亜 各社の 委任 経営 等、 経営の 充実 を 図った。 更に 満州、 日華 両 事変 後 は、 大同 洋灰 • 朝鮮 

浅野両 社の 創立、 京 城. 名 古 屋 • 台湾. 札幌各 スレ— ト 工場の 新設 及び 力— リット 部の 分離 等、 各種 事業に 対 

する 伝統的 積極 政策 は、 終始 変る ことなく 続けられ、 その 活躍 はまこと にめ ざまし いものが あつたし 


によって、 累年の 赤字 w 政に より 生じて くる インフレ を间 避す るた めに、 赤 宇 公債の 漸減 を 鉄則 化しよう とし 

たが、 これ を 完全に 貫く ことができなかった ばかり か、 十一 年に いわゆる ニニ 一六 事件が 起き、 かれ も 暗殺 さ 

れて しまった。 この 時から 寧 戦 f 体制 はいよ いよ 拍車 を かけられる ことにな り、 ついに 昭和 十二 年 七月、 日華 

事変の 勃発 を 見る に 至 つたので ある。 

セメント 業界の 推 一方、 このような 変転 常ない 政治、 経济 情勢 ド、 セメント 業 はいかなる 推移 をた どった か。 前述した ように、 

移 

昭和 五 年に 入って、 浜 口 内閣に よる 金解禁、 デフレ 財政の 強行 を 見る に 至って、 産業界 も 極端な 沈衰 状態に 転 

落し、 セメント 業界 もまた、 その 飛沫 を 浴びて 需要 は 減退し、 市況 は 加速度 的に 悪化した、 このため、 セメン 

ト聯 八义. ム による 生産 制限の み を もってして は、 市価 を 維持す る ことが 闲難 となった ので、 業者 は 市況 建 直しの 

ため、 五 年末から 翌年に かけて 各地に セメント 販売 協会 を 設立し、 続いて 六 年 六月に は、 それら を 連絡 統制す 

る販 K 儿 協会 統制 会 を 組織して、 出荷 割当 制に よる 自治 的 販売 統制 を 確立し、 市況の 安定化に 邁進した。 時た ま 

たま 六 年 勃発の 満州事変の 影響 を けて、 時局 匡救 土木 事業の 興、 産業界 一般の 好転 化に 恵まれ、 需要 は 急 

培し、 一時的に せよ、 昭和 七、 八 年の 好況 時代 を 迎える ことと なつた- しかしながら、 この ころから 各社の 増 

産 競争が 次第に 激化し、 加える に 新 会社の 設立 もあって、 業界の 前途 は 漸く 増産 禍の 危険に 直面す る 形勢と な 

つた。 当社 はこの 情勢 を 察知し、 率先して 増産の 一時 中止 を 提唱した が、 不幸に して セメント 聯合 会 内に 意見 

の 対. y をき たし、 その 結果、 一部 反対 会社の セメント 聯合 会 離脱、 冋 時に 重要産業 統制 法 第二 条の 発動と なつ 

て、 これが 発端で 加盟 . 未 加盟 (内地の 一 部 • 朝鮮 及び 台湾の 各社) 両 派の 対立 抗争 は 漸次 激化し、 再び 市況 

混乱の 時代 を 展開す るよう になった。 この 乱戦 は、 その後 一 力 年余り 続けられ たが、 幸い 重要産業 統制 法の 改 

正によ つ て、 その 適用 範囲が 新たに 朝鮮 . 台湾にまで 拡大され るよう にな つ て、 これ を 機会に 両 派の 妥協が 成 

立し、 抗争の 幕 は 閉じられた" 
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第 四 期 新製品の 完成と 能力の 增強 r 昭和 元年？ 十二 年) 

序章 概 説 

国内 情勢の 推移 昭和時代 を 迎えて 世界的 不況 は 益々 深刻化し、 昭和 二 年の 金融恐慌 以来、 不況に 沈んで いたわが 国絰济 は、 

四 年 秋、 アメリカに 始まった 世界的 大 恐慌に よって s 犬な 打搫 をこう むった。 四 年 七月に 成立した 浜 口 内閣の 

大蔵大臣 井上準之助 は、 こうした 経済 情勢に 対処して、 徹底的な 緊縮 政策 をと り、 健全 財政 主義 政策 を 強行す 

るに 至った。 すなわち 第 一 次 世界大戦 以後、 放漫な 保護 政策の もとに あ つ た わが国の 経済 を、 金解禁— 金本位 

復帰に よって 世界経済と 直結 させ、 いわゆる 「財政 整理」 や 「産業 合理化」 を 促進しょう とした。 しかしな が 

ら、 これらの 政策 は 世界 恐慌の 嵐の 屮 にあって、 当然 行き 詰らざる を 得ず、 しかも 物 M は 世界的に 暴落して い 

るので、 いかに 合理化 政策 を 押し進めても、 世界市場で先進^5国と競争するのは、 いよいよ 困難 を 加重す るば 

かりであった。 したがって、 上述の 井上 蔵相の 方针 は、 これ を 強行 すれば する ほど 恐慌 を 激化し、 国內の 政治 

不安 を 醸成せ ざる を 得な か つ た" 

かくて 昭和 六 年 九月、 満州事変が 勃発し、 続いて 十二月、 犬# 内閣の 成立と 金本位の 停止 を 契機と して、 わ 

が 国の 財政 は 非常時 財政から 準 戦時 財政へ と 益 マ 膨張し 始め、 インフレ 政策への 転換と なり、 わが国の 工業 生 

産 を 刺激し、 渐く 生色 を 取り 戾す ことができた 「- 

このような 準 戦時体制へ の 移行 は、 必然的に 軍事費 中心の 赤字 予算 を もたらした しかし 高 橋 蔵相の 再 登 暴 


鉄筋 コンク リ！ 

事業 を 継承 


当社から 分離 独立 一 


一、 出資の 割合 五 千 一 百 S£  野 セメント 株式会社 

四千 九 百 株 合名会社 滴 山 商店 

新 会社 は、 合名会社 滝 山 商店の 拡大 強化され たものと 見られ、 港 山 商店 社長 瀧 山 米 太 郞は新 会社の 取締役と 

なり、 次いで 翌 十四 年 四月に は、 当 ft スレ— ト 部長と して 人 社し、 以来 スレ— ト 関係 業務 直接の 責任者と なつ 

た" 新 会社 は 初め、 当社 スレ I ト部 製品の 一手 販壳 会社と して スタ —ト したが、 十四 年 八月、 大阪 石綿 工業 株 

式 会社の 創立され るに 及んで、 Ei: 社 製品の 委託販売 を も 一 手に 引受ける ことと なった。 


第三 節 鉄筋 コ ンク 


大正 十二 年 十月、 当社 はかね て 浅 野 同族 株式会社の 経営に かかる 鉄筋 コンク リ ー ト部を 継承し、 直接 コンク 

リ— ト 建築 請負の 事業に 進出す ると 同時に、 一方 それによ つて、 一般 コンク リ ー トの 普及 宣伝に 積極的に 乗り 

出した. t- たまたま 十二 年 九月の 関東大震災に 遭い、 耐震 耐大 建築の 絶対 性 は、 漸く 朝野の 間に 強く 認識され 

るに 至った ので、 ここに 事業 は 時 を 得て、 その 後^内の 小学校、 その他 コンク リ— ト 建築の 請負工事に 活躍し 

た。 

かくて この 事業 は、 昭和 三年 末まで 当社の 一 事業部 門と して 続けられて きたが、 四 年 二月に 至って、 再び 同 

族 会社の 事業と して 分離し、 資本金 百万 円の 鉄筋 コンク リ ー ト 株式会社 として 独立した。 
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業 
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第三 章 副業へ 進出  t  ；、 

再び 当社へ 合併 ととな つた. - すなわち 十二 年 六月 二十 六日の 重役会に おいて、 合併 比率 は、 当社 株式 三 株に 対し、 スレ— ト会 

； i の 侏 式 四 株、 実行 期日 は 十二 年 十月 一 曰と いう ことで、 合併の 件 を 正式に 決定した。 

石綿 スレ ー ト 製造 工業 は、 わが国 最初の 企業で あつたが、 幸い 創業 早々 大戦 景気に 際会し、 事業 は 以上 

の 好成績き 挙げて、 九 年 卜： 期まで， M 卜； の 一途 をた どった。 大正 四 年 第一 期の 充ヒ高 は 十万 枚 余 (十六 吋 板に fe< 

算)、 平均 単価 十 一 銭で あ つ たが、 第 十 一 期、 すなわち 九 年上 期の 売上高 は、 六 百 五十 万 枚 (波形 . 平板の 合計 

で、 波形 一 枚 を 平板の 十一 一枚に 換算.)、 平均 単価 三十 一 銭と なり、 六 年間に 実に 売上高 は 六十 倍、 単価 は 約 三-お 

に 達した その後 財界の 反動的 不景気に 禍 されて、 売行 は 減退し、 ^価 もまた 低落 を 見た が、 それでも なお ト 

二 年 当 に 合併され る 当時、 一期 間の 平均 売上高 は 約 四百 万 枚、 単価 二十 四 銭 がらみ を上ド していた。 

石綿 スレ —卜の 販壳 は、 初め 関東 方面 は スレ— ト 会社の 直営、 関西. 九州. 台湾. 朝鮮 方面 は 当； に 委託 さ 

れ ていたが、 十二 年 十月 合併 後 は 販売の み を 分離して、 別 会社に 統一す る ことと なった。 そこで 翌十 三年 五月 

の 重役会に おいて、 創立 以来、 当社の スレ— ト部 製品の 一手販売 を 引受けて いた 合名会社 滝 山 商店の 事業 を 根 

幹と して、 同年 七月 左のと おり、 新たに.. i 野スレ —ト 販売 株式会社 を 創立、 販売 関係 一切 を； ベ. -げ て、 これに 統 

一 する ことと な つ た。 

一、 社  名 浅 野 スレ— ト 販売 姝式 会社 

一 、 資本金 pe- 株 数 五十 万円 (四 分の 一 払 込) 一 万 ft  (額面 五十 円) 

一、 目  的 イスレ ー トの 販売 

M  —■ 木 53 築 材料の 製造 販売 

" アスファルト ェ 事 其 他 建築 工事の 諸 請負 

^ 前記 各 号の 業務に 附帯し 必要 父 は 有益なる 他の 業務 


会社の 設立 


f51 野スレ ー ト 株式 

会社の 設立 


門 司 スレ！ 

の 竣工 


..—； 場 


共販会社の 設立 


I ト s; 造の 試運転 を 開始した - _ 

この 事業 は 初め、 社長の 個人経営 によ つ て 進める 予定で あつたが、 のち 三年 三月 一 一十三 曰の 当社 重役会に お 

いて、 資本金 三十 万円の 株式会社 組織と し、 淡野總 一 郞. 人 川 ヤ三郞 及び 白 石 元 治郞の 三者 を 創立 委員に 举げ、 

人 川 平 三郞を 創立 委員長と して、 新 会社の 設立 を 決定した 工場の 竣工、 試運転の il 始と 共に、 この 事業 はセ 

メント 会社の. J 八. ム化 として、 大正 四 年 二月 十三 日 設立 登記 を 完了、 資本金 三十 万円、 第一 回 払 込 金 七 万 五 千 n 

の 浅 野 スレ— ト ft 式へ， Jft として、 営業 を 開始す るに. 4^ つた- 尊務取締^^には、 前， 0.^ 近 藤 會次郞 が 就任し、 経営 

の 第 一 線 も 担当す る ことと な つ た 

剖 業：^々 にして 大戦 景気に 恵まれ、 ，A 種人丄 業の：^ 興 は、 必然的に 建築 活動 を 盛んにし、 スレ— トの 需要 も 年 

毎に 急増 を 告げる に 至った。 ここにお いて 六 年 十月、 資本金 を 一躍 百万 円に 増資し、 東京 工場 は、 その 敷地 を 

二、 〇九〇 坪 r 六、 九 〇 九 平方 米) に 拡張して、 諸 機械の 増設 を 図り、 平板の ほか、 吏に 波形 板の 製造 r 由 石 元 

治郞の 発議に よる) を も 開始す る ことと なった。 しかも 他方、 門 司 白木 崎の 当社 門 司 工場の 隣接地に、 新たに 

分工場 を 建設し、 広く 関西 • 九州 方面への 需要 増加に 応ずる ことと なった。 この 工場 は 大正 七 年 八月 竣工した。 

史に九 年 五月に 資本金 を 三百 万円に 增资 したが、 たまたま 同年 三月の 反動的 恐慌の 突発に よって、 时界は 沈 

衰 状態に 転落した ので、 翌十年 一 月に 徴収した 增資後 第 一 回の 払 込 金 も、 拡張 資金に 充当す る 当初の 計画 を 変 

更し、 借入金の 返済に 充て、 もっぱら 内容の 充実に 努める ことと なった-」 九 年の 反動 を 境に、 売行 は 漸次 減少 

し、 売価 もまた 低落して、 十 年 六月 ごろに は 採算 を 割る もの さえ 出現した かくて 十 年 八月、 神 戸の 日本 石綿 

盤 製造 株式会社と 協定して、 石綿 スレ ー ト 株式会社と 称する 共同 販充 機関 を 設立し、 市価の 安定 を 図る と 同時 

に、 生産 制限 を 強行して、 極力 在 摩 品の 一掃に 努力した」 その 結果、 業界 も 一時 立直った かの 観を呈 したが、 

共販会社 は まもなくして、 内部的 事情から 解散の 運命と なり、 一方 浅 野 スレ— ト 会社 もまた、 当社へ 合併の こ 

第二 節 石 II スレ ー トの 製造  九 五 
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わが国 最初の ス レー 

1 ト 工場 


造 方法の 特許の 讓渡方 を 申 人れ てきた： 初代 淺野總 一 郞 

は、 直ちに 近 藤 會次郞 r 浅 野 石油 会社 顧問) 及び 小 谷 一 

郞 (■ 秘書) の 両名に 調査 させた ところ、 スレ— トは、 セ 

メ ントと 石綿と を 原料と して 造られた 薄板で 新ら しい 屋 

根材 であり、 年間 約 二百 万 枚 輪 人され ている ことが わか 

つた- 總ー郞 は、 スレ— トの 製造が セメント 事業の 副業 

として 1* めて せ 望な 事業で あると 判断し、 特許権の 買 取 

を 決意し、 その実 地 調査と 製造 機械 購入の ため、 石油 事 

業 調査 を かね、 近 藤會次 郞をォ I スト リアに 派遣した。 

かくて 近 藤 は フランスから ォ— スト リアに 回り、 ファ— 

ディ ング 会社の スレ— ト 工場 を 視察して、 同社との 間に 

特 許： ffi(，. ォ— スト リア 人、 フランツ. 口 ッ ホ 「？ -ranz  Hlochj 

所有、 曰 本 特許 第二  二 七 四 七 号) の 譲渡 並びに 機械 類の 

購入 契約 を 結び、 同時に 技師 ハインリッヒ. ホフマン 

(Hcinng  Hoffmann) を 指導 技師に 雇用す る ことに 話 を 

とりまとめ、 二 年 十二月-卜 旬 アメリカ 経由で 帰朝した。 

工場 は、 三年 春 ごろから 深 川 区 東 元 町 十四 番地 約 一、 六 

〇〇 坪 (.".^i、  二八 九 平方 *) の 地 を ぼくし、 着々 工事 を 進めて いたので、 ホフマン 技師の 着任と 共に 機械の 据 

付け も 極めて 順調に 運び、 三年 十二月に は 早く も 完成、 同月 十五 曰 续ェ式 を 行う と 同時に、 わが国 最初の スレ 


世界大戦 後の 財界 動 期に 際 八. ム して、 営業 不振に おちいり、 あまつさえ 製造 方面に おいても、 電力 はメ— トル 

制の 実施に よって 料金のお 騰を きたし、 ここに その 経営 は 著しく  i-:: しくな つてき た. かくて 十二 年 七 H:、 つい 

に 同社 は 当社に 合併され る ことと なり、 冋年 十月 一日 右 合併 完了と 同時に、 セメント 会社 內に 新たに 力 ー リツ 

ト部を 設け、 同族会社の 鉱山 部長 前 川益以 が、 として 部長の * 務を 兼務し、 野原 技師 は 続いて 製造 課長と 

して、 従来 どおり 力— リ ッ 卜の 製造 方 一  切 を 担当す る ことにな つた- -兀来 当社へ の 合併 談は、 当社の 北海道 

工場に 安い 電力が あるから というの が、 そもそもの 動機であった ようで ある： したがって 合併 後 は、 力— リツ 

トの 工場 を 北海道に 移お して はとい う 题も 一時 2^ つたよう であるが、 結 実現 を 見ないで 終り、 その後 は、 

高い 電力 料 を 支払って いた 南 千 住の 原料 工場 もやが て 閉鎖し、 S 料の 過 塩素酸 ァ ン モ 一一 ァを 直接 ス H— デ ンか 

らの輪 人に よつ て 補う ことと な つ た - 

ダイナ マイトに 代るべき ものと して、 力 —リツ トの 製造 方法 を わが W に 移 した こと は、 わが U 爆薬 界 をし 

て 一歩前進 させた もので あり、 その 功緒 は. 水 久に讃 えられるべき であろう。 

第一 一節 れ 綿スレ ー 卜の 製造 

石綿 スレ— ト 建築 村 料と しての 石綿 スレ— トは、 西暦 一 九 〇〇 年、 すなわち 明治 三十 三年 ォ I スト リアの 技師 エル . ハチ 

エツ 7(L.  Halschek) の 発 にか かる もので、 ？ S 火. 軽 g  . 耐久 等の 点で、 特に 優秀な 屋根 村と して、 明治 三 

十九 年 ごろから わが M へ も 輸入 (沖 戸、 茂 木 商会 极.) され、 第一次世界大戦 前 ごろの 年 輸入 高 は、 約 二百 万 枚 

にも 達して いた" 

製造 方法の 移植 大正 元年 末、 賜暇 W 朝 中の ォ— スト リア 公使 節 付 海軍 武官 松 岡 i% 雄屮 佐から 来状が あり、 同 中佐の 在ォ— ス 

ト リア 友人 エマヌエル. ッァ— ンの 発明に かかる 「 口 ッ ホ式」 の ツエ ニット (_ スレ— トのォ —スト リア 語) 製 
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近. 膝 技師 は 大正 五 年 九月 初旬、 当時 農 商務省 工業 試験 所の 技師 を 勤め、 電解 工業に 精通して いた 野 ISTt 夫 を 

アシスタント としてお 聘し、 同道の 上、 十月な かば ストックホルムに 到 遣した。 直ちに その 製造 会社で ある ァ 

グチ ボラ— ゲット • 力 ー リット 八- ム社 (Aktibolaget  Carlit  Co し に 発明^^^ の 力 — ル ソ ン を訪ね、 力 ー リットの 性 

能 その他に ついて 稀 マ 質問 調 杏 をと げた 末、 これが 東洋に おける 一 手製 造 販売 権 を 獲得す るた め、 に 今 泉 博 

I- が 関係した 鉄鋼 事業 関係の ス H 1 デ ン における ェ —■: ン ェ ント である、 ビ ー . デ ィ —デ ン 会社 (B.  Diedenc;?) 

を 通じ、 榷利讓 渡に ついての 交涉を 開始した。 交涉は 幸い 順調に 運び、 翌六年 二月 二十 四 曰、 正式に 讓渡 契約 

の 成立 を 見る に 至 つ た： 

かくて 近 藤. 野原の 両人 は、 共に 社長の 委嘱 を 受け、 内地で 年産 十万 瓲の P 定を もって、 力— リットの 製造 

H 場 を 建設す る 計画 を 進め、 七 年まず 浅 野 同族会社 内に 製薬 部 を 設け、 近 藤 會次郞 が 部長に 就 住した" 一方 ェ 

場の 建設 は、 原料 過 塩素酸 アンモニアの 製造 工場 を 南 千 住に、 力— リットの 調合 工場 を 保土ケ 谷に それぞれ 起 

ェ、 前者 は 八 年 六月、 後者 は 同年 十二月に いずれも 竣 

ェし、 翌九年 一月 四 曰に は、 初めて 国産 力— リットと 

して 新製品の 初出 荷 を 見る に 至 つ た。 

しかるに 同年 七 w、 力— リットの 移植に 多大の 功 結 

を 残した 製薬 部長^ 藤 倉次郞 は、 不幸 宿痫 のた め、 操 

業 開始 後 僅か 半年に して 病没した やがて この 事業 は 

同族会社から 分離され、 別に 白 石 元 治郞を 社長と する 

日本 力 —リット 株式会社の 事業と して 独立し、 引続い 

て 野原 技師の 手に より 製造 を 続けた が、 折から 第一 次 


第三 章 副業へ 進出 

第一 節 爆薬 力— リットの 製造 

国内 火薬 事情 第一次世界大戦 当時に おける わが国の 火薬 類の 需要 は、 年産 約 三千 瓲 であった。 これに 対して 国內の 製造 ェ 

場 は、 陸軍の 岩 鼻 火薬 製造所 だけで、 民営と して は、 大正 五 年、 山口県 厚狭に 初めて 日本 火薬 会社の 工場が 新 

設 された くらいで、 その 製造 能力 も 僅かに 年産 一、 五 〇〇瓲 程度に 過ぎなかった。 したがって 総 需要 量の 過半 

数 は、 いやで もこれ を イギリス. ドイツ 等から 輸入し なければ ならぬ 状態に あった" しかも 第一次世界大戦 

発 後 は、 爆薬 そのもの はもち ろん、 爆薬 涼 料の 輪 人 も ほとんど 杜絶し、 これが 自給自足の 必要 は、 単に 国防 的 

見地に おいてば かりで なく、 工業 政策の 上から 見ても、 切実な 問題と なった。 

力 ー リット 初代 社長 は、 早く も かかる 情勢 を 看取し、 国内の 原料 を 利用して、 爆破 薬 製造の 計画に 乗り出した。 当時の 

爆薬と 言えば、 ダイナマイトが 代表的な もので あつたが、 取扱 上 危険 を 伴いが ちであった。 ここに 社長が 着目 

したの は、 いわゆる ダイナ マイトで はなく、 むしろ それより 更に 強力な もので、 ス ェ ー デンの 化学者 ォスカ 1 

カ—  ^^-ソン (Oscar  Carlson) の 発明に かかる 力— リット (carlit) と 称する 爆破 薬であった" これ は、 先に 日本 

鋼管 会社の 取締役 今 泉 嘉ー郞 博士が、 スポンジ. アイアン ^-sponge  iron) 研究の ために かの 地に 渡った 際、 そ 

の 製造 技術の 移植 を 企てよう とした ものである。 社長 は それに 目 をつ け、 直ちに その 製造 方法 を わが国に 移入 

する ため、 当時 浅 野 スレ— ト 株式会社の 専務取締役で、 応用 化学に 造詣の 深かった 近 藤 會次郞 に 命じ、 これが 

調査と 製造 販先 権の 譲渡、 その他 一切 を 委嘱した。 
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第二 章 躍進 的 増産  九 0 

の 合併 案と 同時に 一括 付議し、 正式 その 承認 を 経た 後、 同年 六月 一日 を もって 予定 どおり 合併 を 完了、 ここに 

当社の 資本金 は 一躍 五六、 三 一 〇、 〇〇〇 円、 十三 年上 期末に おける 4^ 込 額 二 六、 五 四 五、 〇〇〇 円と なり、 

^資の 目的 を 達成す るに 至つ たので ある。 
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資本金の « 增 


第二 浅 野 社 剖 立 


大正 二 年 合資会社 合併 当時に おける 資本金 は、 僅かに 五 百万 円に 過ぎなかった が、 その後 北海道 セメント ft 

八.. t 化のへ！： 併、 川 崎. 台 に 場の 新^、 門. T. 北海^. 川 崎 各 工場の 増設 等に よって、 資本金 は、 大正 四 年 

上期 七 百万 円 (： 北海 迫 セメント ft 式 会 礼の 合併， }、 六华ト 期 一 千 五 百万 门、 (川 崎 . 台湾 両 工場の 新設)、 十 年 

h 期 三千 三百 万円 (門^、 北海道、 川 崎に 場の 増 S1) とつぎつ ぎに 増資し、 更に 十二 年-下期 末に は、 浅 野スレ 

—ト 及び 日本 力— リットの 両. 化 をべ：： W して、 ついに 総 資本金 は 三千 五 百 七 t "立 万円、 これが 払 込 額 は ニー、 一 

二 五、 〇〇〇 円と なった。 

しかるに 時、 たまたま 十二 年 九月 一日の 関東大震災 は、 将来に 大きな セメント 需要の 唤起 を. ^ 想 させた ので、 

既設 各社の 増産 計画、 新 会社の 創設 は 漸く 頻発の 気配 を呈 する に 至った M ここにお いて か、 当社で もまた、 業 

界の 大勢 を 察知し、 に大々 的 増産 計画の 実現に 乗り出すべく、 まず これが 増設 資金の 充実 を 図る ことと なつ 

た。 それに ついては、 未 払 込との 関係 を 考慮して 単純 増資の 方法 を 避け、 別に 資本金 二 千万 円 を もって 第二 浅 

野 セメント 株式会社 を 創立し、 直ちに これ を 当社に 合併して、 いわゆる 変態 増資の 方法に より、 その H 的 を 達 

する ことと なった。 第二 浅 野 社 設立の こと は、 十二 年 十一月 十九 日の 重役会の 議を 経て、 同年 同月 二十 六日の 

大 株主 会 (一千 株 以上) に 付議、 その 同意 を 得て、 創立 準備に とりかかる ことと なった， - 

かくて 翌十 三年 一 月 十六 曰、 まず 新 会社の 設立趣意書 • 設立 要項 . 定款 等 (「浅 野 セメント 沿革 史ヒニ 五 五 頁 

参照) を 作成し、 二月 二十日に 第一 回 払 込 (一 株に 付 十二 円 五十 銭) を 完了して、 三月 十一 日に 創立 総会 を 

催、 新 会社の 創立 を 決定して、 直ちに 同月 十三 曰 当社との 合併、 仮契約 を 締結した- 折から 大阪 木津川 セメン 

ト 株式 会せ-との 合併 問題 も、 既に 決定 済と なって いたので、 当社 は 同月 三十 一日 臨時 総会 を 開き、 木津川 社と 
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第二  *:3*-  ffi 進 的 尺八 

に 至って、 漸く 全部の 工事 完了 を 告げ、 同月 卜. i 曰から 連紜を 開始した。 霎災 前の、 W 要 機械で 修繕 を 加え、 

び 使用した もの は、 原料 部で は ダブル ハ ー ド ミル (径ー . 八 二 九 X 長さ 三. 三 五三 米) 一基 (大正 十二 年 四月 

新設)、 焼成 部で は 第三 号 (十二 年 ヒャ— のみ 据 付け、 震災に 遭う)、 第 四 n ゲ C 十二 年 一 月据 付け、 同年 五月 運 

転 開始) の 回転 窯 r 径ー 一 . 四 三 八 X 長さ 三 〇 . 四 八 〇 米) 1 1JT 仕ヒ 部で は コ ン 人 ッブ ミル へ径ー 一. 一三 rax 

長さ 七. 三 一 五 米) 二 基 (： 大正 八 年 八月 新設) であった^ また、 新たに 据 付けた もの は、 原料 部で は ダブル ハ 

j ド ミル (怪  一 • 八 一 一九 X 長さ 三 . 三 五三 米) 七 基 (うち 一 基 は 大正 十四 年 四月、 他の 一 基 は 昭和 一 一年 一 月 そ 

れ ぞれ据 付け 完了)、 焼成 部で は 回転 窯 (径ニ  . 四 三 八 X 長さ 三 〇. 四 八 〇 米) 二 基 f うち 一 基 は 大正 十五 年 一 

月据 付け 完了)、  iih 部で は コンペ ッブ ミル へ径 二. 一三 四 X 長さ 七. 三 一 五 米： >  一基 ( 大正 十四 年 四 nr 据 5: け 

完了) 等であった。 

川 崎の 方 は、 第一 . 第ニ両 工場に おいて 被害の 程度が 異なって いたので、 その 間 復旧 工事に 遅速の 生じた こ 

と は 当然の ことであった" 比較的 被害の 軽微であった 第一 工場 は、 九月 中 休お した だけで、 十月 十日から 0； トく 

も 運耘を 開始した が、 第二 工場の 方 は 損害の 程度が 大きかった ヒに、 これ を 機会に 原石 焼成 法 を 変更し、 生 灰 

焼成 法 を 採用す る ことと なった ので、 石灰 窯の 築造 その他で 意外に 手 まどり、 ェ寧が 完了した の は、 翌十 三年 

四月であった • しかも 両 工場と も 火災の 厄に 遭わなかった ので、 主要 機械 は ほとんど 全部 そのまま 使用した が、 

それ 以外に 新、 増設した もの もまた 多少あった • すなわち 第一 工場の 方で は、 粘.^ 乾煉機 (：径 二. 四 三 八 X 長 

さ 一八. 二八 八 米」 一 基、 仕上 部の ハ —ド ミル 四 基の 代りに、 別に コンペ ッブ ミル (：径 二  . 一  三 四 X 長さ 七 . 

三 一 五 米〕 一基 を それぞれ 新設し、 第二 工場の 方 は 新たに 石灰 窯 二十 ra 基、 粘土 乾燥機 四 基 を 新設、 別に 原抖 

部に ハ— ド ミル 四 基、 仕上 部に コン ヘップ ミル 二 « を それぞれ 培設 して、 川 崎 工場の 面目 は、 かえって 一新 さ 

れる 結果と なった。 


両 工場の 復旧 工事 


シ為メ 第一 工場 二 ァリテ ハ百八 拾 尺 煙突 弍本ヲ 地上 八 

恰尺 ノ処ニ テ 切断 セラ レ 原料 粗碎室 大破 シ タルモ 損害 

割合-一 軽微 ナ リシ 力 第二 工場-一 ァリテ ハ変電 室、 原料 

粗 碎室ノ 倒 遣、 大 煙突 本ノ 破損、 窯場ノ 倒潰、 グリ 

ン 力 ー 置 場 及 地ドト ン ネル ノ 倒潰、 セメン ト積 込場ノ 

倒潰 等ヲ 主ナル モノ トシ 其他裕 工場 ノ 倒潰、 鉄道線路 

及 護岸 ノ 破損、 事務所 社宅 等ノ 損害 少ナ カラス 唯 廃 熟 

汽機 機関 一一 ハ 損害 ナキ モノ ノ如 キハ幸 ヒナ リキ 

職工 死亡者 四 名 損害額 及 復旧 工事費 未詳 同 工場-一対 シ 

テハ 早急 復旧 ノ策 ヲ立テ 職工 及 従来 出入 ノ 請負 者ヲシ 

テ取 片付 二着 手セシ メタ ルガ 今 二十 八日 ヲ以テ 之ヲ終 

了ノ 見込 一一 テ 復旧 工事 ハ 竹 中 工務 所ヲ シテ 実費 一一 テ之 

ヲ請貝 ハシム ルコト トセ リ而 シテ 第一 工場 ハニ ヶ月 間 

第二 工場 ハ四 ヶ月 間ヲ 以テ 復旧 ノ 見込 ナリ 

震災 後 セメント 需要の 急増 を 予想して、 両 工場の 復旧 

工事 を 特に 急ぐ ことと なった" すなわち 両 工場と も竹屮 

ェ 務店 請負、 ェ 学 博士 阿部 美樹 志監錄 の もとに 川 崎の 方 

は、 大正 十二 年 十二月 末までに 運転に 支障 をき たさない 

程度に、 東京の 方 は、 十三 年 三月 十五 日までに 機械 据 付けに 差支えない 程度にまで、 それぞれ 復旧 を 急ぐ こと 

を 条件と して、 工事 を 進めた。 しかしながら、 予定 どおりに は なかなか 進行せ ず、 結局 東京 工場 は 十三 年 七月 

第 六 節 関東 大廣災  八」 


(第 26 図） 東京 工場の iS 災 被害 


八 六 


大正 十二 年 九月 一 曰-一 於ケル 震災 ハ拈土 乾燥 立 窯武本 

及 原料 調整 タ ン グ ヲ 倒遣シ 石灰 窯ヲ 破損 セ ル 程度 二 テ 

左 マ テ 大事 一一 ァ ラサ リシ 力 午後 八 時 頃 ョ リ 火災 一一 襲 ハ 

レ 午前 四時-一至 リ全 ク烷尽 セリ焼 残物 ノ主 ナル モノ ハ 

回転 窯 百 尺 新窯弍 基、 六恰尺 旧窯夸 基、 コンペ ッブミ 

ル弍 基、 ハ ー ド ミル 式 基、 コットレ，^、 石灰 窯、 粘土 

乾燥、 石炭 乾 煉ノ各 一 部 一一 シテ 回転 窯、 コ ン ぺ ッブ ミ 

ル、 ハ— ド ミル ノ 使用 ニ堪 フル ャお ャハ弍 千度 以上 ノ 

熟 ヲ浴ヒ タル コ トトテ 充分 ナル 調査 ヲナシ タル 後 二 ァ 

ラサ レ ハ 判明 セス唯 不幸 中ノ幸 ト首フ へ キ ハ此 災害 二 

際シ 職工 死亡者 弍名 ヲ出シ タル ノミ 二 テ他 ハ 全部 無事 

ナ ルヲ得 タル 事 及 帳簿 書類 全部 無事 ナ ル ヲ得 タル 事ナ 

I  0 

今回 焼失 シ タル 器械 建物 及 増設 費 帳簿 価格 百 五 恰五万 

六 千 七 百 五 円 八 拾 七 銭 五 厘、 原料 品、 製品、 半製品、 

貯蔵品 等 参 拾 万 八 千 弍百参 拾 六 円 拾 九 銭 七厘 合計 百 A 

拾 六 万 四千 九 百 四 拾 IK 円 七 拾武銭 ナリ。 

、川 崎 工場 

川 崎 工場 一一 テ ハ 火災 ヲ免レ タルモ 震災 意外 一一 甚大 ナリ 


第二 章 躍進 的 増産 

思われる。 両 工場の 災害 状況 記録 を 次に 揭げ よう。 

束 京 工場の 災害  一、 東京 工場 


川 崎 工場の 災害 


卜、 原料 及び 燃料 関係 

石灰石 

一 、 紀州由 良大引 石灰石 山 (和歌山県 海草 郡大崎 村、 山中 又 一 郞 所有の 石灰石 山から 買鉱) 

一一、 伊予 小 大下島 石灰石 山 (愛 嬡県越 智郡関 前 村 字 小大下 島、 村 上 道 重 所有 及び 城 賀木宅 次 所有の 石灰石 

山から W5I 鉱) 

粘土質 原料 

一 、 淡路 粘土 山 

二、 明 石 粘土 山 ( 祌戸 ~ 明 石 間 泉 尾 土地 会社の 所^ 山から 無料で 採掘、 ただし 採掘 後の 平地 はこれ を 返却 

する こと を条忭 とす j> 

石炭 九州 炭 または 宇 部 炭 

石膏 石 見 産 石膏 (大日 本 石膏 工業 株式会社から。 „w 鉱) 

第 六 節 関 東大 震 

関東大震災 大正 十二 年 九月 一 曰、 関東 一帯 を 製った 大地震 は 火災 を 伴い、 & 地に 大な 被害 を もたらした 帝都の 東半 

分 は、 実に 一夜に して 焼 野 £ 小と 化しぶ つたので ある 

当社に おいても、 東京 及び 川 崎の 両 工場が 不幸に して 災害 をこう むった こと は、 不可抗力と は 言え、 まこと 

に 遺憾の 極みであった。 東京 工場 は 地震に 次いで 火災に 遭い、 全 工場 灰燼に 帰した ので、 その 損害 は 相当 大き 

かった が、 川 崎 工場 は 幸い 地震の みで、 火災の 厄 を 免れた ために、 被害の 程度 は 比： 的 軽微であった， •  £4- セ a 報 

告書 によれば、 もし 痕な 小. L 場が 地震 だけで すんで いたら、 おそらく 川 崎 より 被害が 少な かつ たので はない かと 

第 六 節 M 東大 震災  八 五 
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もって、 く 合併 仮契約の 調印とまで なった： かくして 両社 は、 大正 十三 年 三月 三十 一日、 それぞれ 臨時 株主 

総会 を 開いて 右 仮契約 を 付議、 正式に その 承認 を 得た 後、 同年 六月 二十日 付で 登記 を 完了、 ここに 大阪 木津川 

セメント 株式会社の 名称 は 消滅し、 当社 大阪 工場と 改称、 当社 関西 方面 唯一 の 地元 工場と して スタ— ト する こ 

ととな つ た- 

合併 直前の 工場 合併 当時に おける 大阪 工場の 製造 様式 は、 原石 焼成 法で、 年産 高 は 五十 万搏 (約 八 六、 一 八 ニ瓲) と 称され 

ていたが、 実際 は 三十 万 樽 (約 五 一、 七 0 九瓲」 前後であった。 合併 直前の 工場 内 機械 設備 並びに 原料 及び 燃 

料 関係 は、 大要 次のと おりで ある。 

；！、 機械 設 備 

一、 原 料 部 

原料 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径七 X 長さ ニニ 呎=径 二. 一三 四 X 長さ 六. 七 〇 六 米)  一 基 


粘土 乾燥機 (径 四. 一 〇x 長さ 六 〇呎= 径ー • 四 七三 X 長さ 一八. 二八 八 米)  一 基 

回転 窯 (径 七丄ハ X 長さ  一二 五 呎=径 二.  二八 六 X 長さ 三 八. 一 〇〇 米)  二 基 

冷却 機 (径六 X 長さ 六 〇i-  = 径了八 二 九 X 長さ 一八 ニー A 八 米)  二 基 

石炭 乾燥機 (径六 X 長さ 六 OS0  二 基 

石炭 粉末 機 (径五 X 長さ 二 〇呎= 径了五 二 四 X 長さ 六. 0 九 六 米)  一 基 


仕上 粉末 機 コンペ ッブ ミル (径六 • 五 X 長さ 三 〇呎= 径ー . 九 五六 X 長さ 九. 一四 四 米， } 

一 基 


合併 交渉 始まる 


合併 成る 


？ SE 小 府下 西 成 郡 津守村 に 地 を ぼく して 新 工場 を 建設す る 

と问 時に、 資本金 を 一 躍 一 四 〇 万円に 倍額 壻资 し、 積極 

的に 社業の 仲 長に 乗り出した。 しかしながら 戦争 景気 は 

新匚場 落成 後、 僅かに 二 年余り しか 続かなかった。 やが 

て 戦後の R 動的 不況の 嵐に 見舞われて、 大正 九 年下 期 ご 

ろから 漸次 業 結 は 低下し、 早く も 会社 首脳部の 一部に は、 

他社と の 合併 を 希求す る 空気が 醸成され て き た 。 

当社との 合併 談が、 初めて 表面化され たの もちよう ど 

そのころ、 すなわち 十一 年 十月の ころであった" 最初、 

木津川 社から は 常務取締役 小 林 周吉、 当社から は 取締役 

金子 喜 代 太の 両人が、 それぞれ 直接 交渉の 衝に 当り、 ほ 

とん ど 九分九厘まで 合併 成立の 運びと なった が、 最後の 

瀬戸際に 至って、 意外に も 木 律 川 社の 相談役で、 寺 田 W 

閥の 実権 者た る 寺 田甚與 茂の 反対に 遭い、 ついに 十二 年 

四月、 合併 交涉は 一 時 中絶の 余 懐な きに 至 つ た。 

しかしながら 一 方、 木津川 社の 大多数 株主の 間に は、 

依然として 当社との 合併 を 要望す る ものが 多かった。 同 

年 六月の 総会で、 合併 派の 浦 田甚之 右衛門が 新たに 相談役に 選ばれる に 反んで、 またまた 合併 談が 表面化し、 

その後 情勢の 変化と、 浦 田 相談役の 奔走 努力 はついに S 後の 実 を 結び、 翌十 三年 三月 十日、 足 かけ 三年 越し を 

第五 節 大阪 木津川 セメントの 合併  八 三 
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は、 十二 年 五月、 回転 黨 及び コ— グス 窯の 廃熱 利用 汽雜 として ェ ッ ジム ァ— 水管 式 七三 四 馬力 (伝 熟 面積 六 九 

二 平方 米、 蒸発 量 一時間 当り 十二 瓲) ボ イラ— ニ罐 並びに 二、 五 〇〇 キロ タ —ボゼ ネレ— タ —一基 を据 付け、 

第 一 工場で は それから 一 年 遅れて、 翌十 三年 四月、 七 五 五 馬力 (伝 熟 面積 七 〇 八 平方 米、 蒸発 量 一 時間 当り 卜 

ニ瓲) ボ イラ— 二 維 並びに 三干キ ロタ— ボゼ ネレ— タ— 一基が それぞれ 工事 竣工、 運転 を 開始した。 その後 も 

粉末 機の 置換. 新設、 その他 工場 内外の 改善 工事 を 随時 行い、 名実と もに 北 曰 本 最大の セメントに 場た る 面目 

を 具備す るに 至った。 すなわち 大正 十四 年に おける 生産高 は、 一、 四 三 七、 〇 七 五 »  (約 二 E 七、 七 〇〇通) 

に 及び、 合併 当時 "に 比べ、 実に 十三 倍 半の 増加と なった。 

第五 節 大阪 木津川 セメント Q 合併 

大阪 木；！ i 川 セメン 明治 ニト年 前後の 事業界 好況 期に 際会して、 二つの セメント 工場が 相次いで 大阪に 設ケ された (K 治 二 卜 年 

ト 

以前の ものに は、 41 九年設 さの 大阪 セメント 会社 一社の み)。 その 一 つ は、 二十 一年 四月、 ^治 川口に 設 され 

た 川口 セメント 製造所で あり、 他の 一 つ は 同年 五月、 木津川 沿岸 千島 新田に 創立され た千岛 セメント 製造所で 

あった" 大阪 木津川 セメント 株式会社 はすな わち 後者に その 源 を 発した ものである • い 千^£5新田のセメ ントェ場 

は、 北 村 精 造の 個人経営 を もって スタ— トを 切り、 日清戦争 後の 好況 期に 直面して、 資本金 二十 万円の 株式 会 

社 組織に 変更、 その後 三十 七 年 十月、 業績 不振の ため 解散し、 一時 創立者 北 村 個人の 手に 移った が、 日露戦争 

後、 戦勝 景気の 抬頭、 ひいて 事業界の 活況 期 を 迎えて、 再び 株式会社 組織に 改組され た すなわち 四十 年 一月、 

寺 田 元吉. 寺 田甚與 茂らが その 発起人と なり、 主として 泉 州^の 寺 田 一家 を 中、 心に 資本金 七十 万円 を もって、 

新たに 社名 も大阪 木津川 セメント 株式会社と 命名され、 更生の 一歩 を 踏み出す ことと なった。 その後 社業 は 順 

調に 進み、 殊に 第一次世界大戦 勃発 後 は、 セメント 需要の 急増 を 告げる に 至って、 大正 六 年 六月に は、 木津川 


第二 工場 建設 


廃熱 汽 a の 設置 


^^は、 大正 五 年から 六 年に かけて 順次 完成す るに 至った。 

その上な もの は、 石灰 窯 六 基 新設、 五 基 増設 及び 粉末 機 

(；フ —ラ， I ミル ■) 六 基 新設、 二 « 増設であった. - 

折から 第 一 次 世界大戦 下、 空前の 好景気 時代 を 迎えて、 

セメントの 需要 は 急増の 勢に あつたので、 北海道 支店に 

おいても、 旧に 場の 改造の みで は、 とうてい まに， 占わな 

いため、 併行して、 a に 第二 工場の 建設に とりかかる こ 

ととな つ た。 

-パ年 九 画 万端 整 い 、 地鎮祭 を 執行して 直ち に H 事 

に 着手した _ 述. 総 > ^算額 は 四、 九 八 九、 〇〇〇 円、 二 

百呎 (六 〇 • 九 六 〇米) の 回転？^ 一  基 を 新設、 十 一 年 三 

月 全部の 竣 H を 告げ、 試運転 を 開始した。 

この間、 第一 工場 (旧 工場，； 関係 諸 設備の 新 壻設、 社 

職工 各社 宅、 社員 倶楽部 等の 新 増設、 3 我朗 専用 鉄道 

の 敷設、 木 占. s: 村搏材 製材所の 開設 等、 お 校いて 改造 ェ 

お を 行い、 工場 内外の 面 tH は 全く 一新され た かくて 第 

二 工場の 運転 開始と 共に、 北海道 H 場の 生産高 は、 十一 

年に おいて、 総. 计ー、 〇 五 二、 五 七 〇 樽 (約 一八 一、 四 六 三瓲) に 達した" 一方 回転？^ ^ の 廃熱 を 利用す る 自家 

発電. 設 備 もまた、 台湾. 川 崎- S 工場に ならって、 当 工場で も 着々 建設工事 を 進めて いた." すなわち 第 UH 場で 

第 四 節 北海道 工場の 増設  八 一 
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第二次 増設 工事 このように、 二百 呎の 回転 窯 は、 当時の わが国 業界で は 最大の もので あつたが、 運転 始 後の 成績が 予想外 

に 良好であった ことと、 かたがた 大戦 景気に よる セメント 需要の 急増に 応ずる ため、 更に 同型の もの 四 基をァ 

リス 社から 購入す る ことと なり、 うち 一 基 は 北海道 工場に 振 向け (大正 十 一 年 三月 续ェ) 、残り 三 基 を 相つ いで 

門 司 工場に 据 付けた-" そのうち 一基 は、 九 年 七月の 重役会で 決定 後、 工事に 着手して 翌年 九月に 完成、 ついで 

残り 二 基 は 十一 年 五月に 決定 後、 直ちに 工事 を 急ぎ、 同年 秋に 至って 全部の 後ェを 告げた 「- この 三 基 増設に 際 

.  して は、 それに 付帯して 石灰石 . 粘土  . 石炭 等 各 乾燥機の 増設 • 改善 並びに 出荷 設備、 高架 棧 橋の 新築、 莉 

m . 呼野の 両 石灰石 山 設備の 改善 工事 等 を 同時に 行った。 

かくして、 九 年から 十一 年に かけての 第二次 増設 計画の 完成に よって、 同 工場の 生産高 は、 十二 年に は、 年 

産 二、  二三 九、 八 ニー  搏 (約 三 八 六、 〇 六 七瓲) に 及ぶ ことと なった。 

t ル四節 北海道 工場の 増 設 

北海道 セメント ft 式 会；：^ は、 第一章 第二 節で 述べた とおり、 大正 四 年 七月 二十 五日 を もって 当社に 合併、 新 

たに 当社 北海道 支店と して、 史 生の 歩み を 続ける ことと なった- 初代 支店長に は、 本店 総支配人 兼 東京 支店長 

淺野泰 治郞が 兼務し、 その 下に 門 司 支店 工務 課長 綠川 政藏が 支店 次長と して 現地に 赴任、 直接 第一線の 業務 を 

総惜 する ことと な つ た 

,J ぶの 廃毁と 石灰 合併 後、 直ちに 工場 設簡 に大 改造 を 加える ことと なり、 まず 冋社创 業 以来の 輪？ sm 一基 を 廃 毀し、 別に 石灰 窯 

.  (径三 . 六 五八 X 長さ 三 〇 . 四 八 〇 米；) を 新設、 従来の 原石 焼成 法に 代える に 生 灰 焼成 法 を もってし、 生産高 

の 増加 を 図った、 合併 当時の 生産 能力 は 月産 約 二 万 五千榑 (約 四、 三 〇 九瓲) に 過ぎなかった が、 これ をまず 

約 三 万^  (五、 一七 一 瓲，) に、 次いで 約 ra 万 «  (： 六、 八 九 五 瓲，) にまで 増産す る 計画 を樹 てた- かくて 増設 ェ 


(第 23 図） 門 司 工場 二百 呎回 窯 


ていたが、 一方 門 司 工場で もまた、 支店長 辻 可 省の 意見 

により、 更に 一歩 を 進めて、 大正 四 年 十二月 径 九呎、 長 

さ 二百 呎 (六 〇 . 九 六 〇 米) の もの 一 基 を アメリカの ァ 

リス • チヤ— マ— ズ； ii から^ 人して、 直ちに 据 付け 工事 

にか かり、 翌五年 七月：^ ェ した" 

新 回転 窯 は 従来の 生 灰 法に よらず、 原石 焼成 法 を 採用 

し、 当初 その 生産 能力 を 日産 九 百 樽 (約 一 五 五瓲) と 想 

定、 それに 準じて 粉末 機 その他 付属 設備 一切 を 計画した 

が、 五 年 二月 東京 支店 工務 課長 宮川 総三郎 が、 アメリカ 

に 出張して (同年 六月 帰朝」 調査の 結果 は、 二百 呎の回 

転 窯 は 優に 一日 一、 四 五 〇 樽 (約 二 五 〇 瓲) の 焼成 可能 

な ことが 判明した： そこで 直ちに コンペ ッブ ミル (径 

一 . 八 二 九 X 長さ 六 . 七 〇 六 米). ブ レリ ミネ— タ— (径 

二  . 四 三 八 X 長さ 一 . 八 二 九 米) . 粘土 乾 垛機. 原料 ハ 

—ド ミル 等 各 一 基ず つ 増設し、 粉末 能力の 増加 を 図った。 

かくて 六、 七 年 ごろに おける 門 司 工場の 生産高 は、 生 灰 

法に よる 八 〇呎 の 回転^ 五 基と、 原石 焼成 法に よる 二百 

年産八十五万^^-九十万«  (約 一 四 六、 五 〇 九 瓲~ 一  五 五、 
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こうして、 香港 政庁の ノ I スホ イン 卜の 築港 用 セメント を 約 半年に わたって 納入したり、 また 広東への 販売 をし 

てるう ちに、 香港の グリ ー ンァ. 1 ランド セメ ント 会社 は、 浅 野との 競争に たえず 操業 を 中止した ことがある-」 

その後 中国 全土に 起った 日貨 排斥で、 ジ ヤング 印 貨 印の： 野 洋灰も 手が 出 なくなり、 困って いる 時、 い？ 

要が 渐增 してきて 販売 上 大した 困難 も なくなり、 第二 工場 操業 後 四 年 目に は、 建設 資金が 回収され たと 聞いた の は 

私が 浅 野 社をぷ つ た 後で あ つ たが、 これで 地下の 淺野 翁に も 申 訳が た つ たと 思 つ た。 人 問 は 若い 時に やれる- J と は、 

よし 失敗しても、 やれる だけの こと を 体 あたりで や つての けるべき だと 思う。 

ヒ十 年齢 重ねし 礎 を 

千代 かけ まもれす へ ひろがりに 

第三 節 門 司 工場の 増？ ^お 

日露戦争 後、 東京 工場の 増産 計画と 並行して、 門 司 工場で も、 つぎつぎに 回転 窯の 新 増設、 粉末 機の 置換 増 

設、 動力 設備の 改善 等 を 行い、 合資会社 時代の 末期、 すなわち 大正- 兀年 における 年産 高 は 七 二 九、 〇〇〇 搏 (約 

一 二 五、 六 〇 三瓲) に 反んだ. - 生産 能力 拡充の 計画 は、 株式会社へ 改組 後 も 依然として 続けられた。 北海道 セ 

メント 株式会社の 合併、 川 崎. 台湾 両 工場の 建設 等 は その 代表的な もので あつたが、 門 司 工場で もまた、 II 転 

窯 の 増設 並び にこれ に 伴う 粉 木 機、 その他の 新 増設 工事 を 進めた。 

gll 百 回転 窯 当時 門 司 工場 は 東京と 同様、 生 灰 焼成 法に よる 五 基の 回転 窒ーを 運転して いたが、 いずれも 径七 (二. 一  三 

四 米)、 長さ 八 〇^  (二 四. 三 A 四 米，) の 小型の ものの みであった しかるに、 当時 欧米諸国の 実情 はどう かと 

言えば、 大多数の セメント 工場 は、 いずれも 大型 回転 窯の 時代に 入って いた。 当社の 川 崎. 台湾 両 工場へ は、 

既に ドイツから 径九呎 0 一  . 七 四 三 米)、 長さ 一 八 〇 呎 (五 四 . 八 六 四 米) の もの を 輪 入、 据 付ける ことと なつ 


利益と、 支那 政府から 得た 設備 補償金で、 どうやら 回収ず みとな り、 * く 解決した。 

こんな ェ ピソ ー ド もあって- その後 台北に 出張所 を 設け、 小 田 耕 治 君が 初代 所長と して、 門 司 支店の 管轄 下で 販 

売の 基礎が でき、 やがて 台湾に おける セメント 阪 光の 第一人者 となった" 当時 三 井 物産 取扱の 小 野 田 セメント、 大 

念 組 扱の 中央 セメント (今の 小 野 田 社 八幡 工場 製品)、 旧 日本 セメント (今の 曰 本社 八 代 工場 製品) 等が 強敵で 血の 

出る 様な 競争が あ つ た。 

販売の 基礎が 固まる につれ、 一方、 総督府の _ 屯 力 開発が 決行され るに 当り、 ついに 大正 六 年 高 雄 工場の 建設 も完 

了し、 同時に 台 112 支店の 開設と なり、 門 司 支店から 独立し、 一切 を 台湾 独自の 立場で 操業す る ことにな つた。 

この間、 特筆すべき こと は、 総督府の 電力 工事に 際し、 高 雄の 束 方に 聲 える 大武 山の 山腹、 六龜 里と いう 蕃地の 

工事現場に セメント 納入 を 命じられた 時の ことで ある-」 会社で も 博 入り は 重す ぎて 運搬に 困り果て たが、 なんとし 

て も 送らなければ ならない ので、 とうとう 石油 嫌 (一斗 入り) の 空 礎に セメント を 入れて、 ハン ダ 付して 蕃人に 負 

わせて. 5 股 を よじ登らせて 納入した ことがある： セメントの 罐詰 は、 おそらく、 日本で は、 これが 最初に して 最後 

であ つ たか も 知れない。 四十 年 昔の 原始的な 風 £ 京で ある。 

大正 六 年、 高 雄 第一 工場の 完成に 先立っての 販路 開拓に は、 小 田 君 最後の 奮闘が ある。 

同 君 は、 南洋 出張 三 力 月、 ジャワ 三 港の 地盤 を 開拓し、 当時 ジャワ 随一の 商社 リンデ テヴ イス を 代理店と する こ 

とに 成功した。 昭和 初期、 第二 工場 完成に 対する 販路に ついては、 H 場 建設 承認 を 得る に 際して、 私 は淺野 翁に 対 

し、 版^！兀上の全責任を負ぃますと大見栄をきっ たばかりに、 なんとしても やらなければ ならない 命が けの 仕事で あ 

つた。 もつ ばら 南支 を 対象と して 開拓に 努力した - すなわち 福 州 •  si:  .  ！ g 頭 . 香 »1 . 広東に 全力 を 注いで や つ た〕 

当時 台北 • 厦門に 店 を 有して いた 張 友 金 君 (英. 曰. 支 三国 語に 通ず る)、 また 香港に あ つ た鹤谷 商店 店主 鶴 谷忠五 

郞老ら の 心からなる 支援 奮闞 で 好都合に 進展した。 これに も 面白い ェ ピソ ー ドが ある。 

当時、 高 雄 . 南支 に は、 大阪 商船の 命令 航路が あ つ たが、 台湾からの 積 荷がない ので 困 つていた。 そこで 商船 支 

店長と 相談して 無 運賃で 送った。 (セメント はパ ラスト 代りに 積む という 理由で、 商船 本社から 無 運賃の 許可 を 得た) 

第二 節 台湾 工場の 新 設  七 七 
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淺野 翁が、 水い il、 台湾への 関心 を 強め 得なかった 事情 も、 その後 翁から 話 を 聞いて 判明した。 

それ は 私が 台湾の 第二 工場 建設 真 申の ついでに (昭和 三年 九月 二十 一 日) ぜひ 台湾 御 視察 をと 懇請した 時、 翁 は 

「台湾 はどう も 四畳半の 部屋の ような 感じが して 行く 気になれない」 と 繰 返え し 話して いた こと を 思う と、 おそら 

く、 翁の 第一印象 として、 台湾 を沖繩 か 種子 ケ島 ぐらいの ものと 思い こんでい たに 相違なかった。 

したがって、 第二 工場 建設の 承認 も、 販売の 将来 を 考えて か、 なかなかの 見 幕で おどかされた りした- > 

それほど 翁 は、 台湾の 実情 を 知らなかった ので、 ついに 台湾の 各種 事業に 乗り遅れて しまった わけ だ。 今から 見 

れば、 台湾 領有 五十 年 一切 空に はなった が、 淺野 翁に して は！ II こぼしで あつたと、 まことに 残念に たえない。 や は 

り、 翁 は アメリカ 大陸 あたりに 生を受 くべき 人であった かも 知れない。 

私が 明治 四十 年 浅 野 セメント 会社に 入社し、 門 司 支店に 行った 時には、 既に 基隆丄 t 雄の 両 築港 用 セメントが 門 

司 工場から どんどん 送られて いて、 代理店 西澤 商店に 一切 を 委せて あつたが、 西澤は 総督府からの 下金が ないから 

という 理由で、 なかなか 送金して こない" 困った の は 門 司 支店、 早速 総督府へ 掛 合った ところ、 既に 代金 は 支お 济 

だとい うので、 門 司 支店の 当事者 は 青くな つた" 

そこで 明治 四十 一年に、 小 田 耕 治 君 を 出張 させて 交渉 させた が、 西澤 という 男 は、 なかなかの 猛者で、 政庁 下金 

の 内、 約 四十 万円 (今なら 二 億円ぐ らいに も 当る) を 無人島 轻 営に 消費して いる ことが わかった」 すなわち、 セメ 

ント 代金 変じて 無人島と な つ ている ので、 二度び つくりと いう わけであった。 

この 無人島と いうの は、 当時 ブラ タス 島と いって、 香港と 台湾の 中間 沖合に ある 周囲 里 余に 過ぎぬ 小島 だが、 鳥 

«?- の 堆積に よる 憐 礦石の 島であった。 これに 目 をつ けたの が 西澤吉 次、 かれは 先住 漁民 を 追 払って、 ここ を 無人島 

だと 杯して 日章旗 を 立て、 H 本 国籍 西 沢 島と 名付け、 大いに 気 を 吐いた のであった- その後、 追 払われた 漁民の 訴 

えで、 広 政 肝から 日本 外務省へ 返還 要求が あり、 とうとう 支那 政府に 取り 戾 されて しまった。 

ところでセメ ン ト代<?^-四十万円の回収は 一 休 どうなる のか、 門 司 支店 関係者 一 同 頭痛の 種であった： 

入社した ばかりの 私ら も 相 に 加えられて、 大いに 頭を痛め たの だが、 総督府へ 頼んで 鳥 糞 加工の 燐 肥 を 納めた 


台湾に おける 浅 野 セメント 販売の il 始は、 すでに 日本が 領台 以前に 淡水 経由で 輸出して いたと いう こと を、 台北 

の • わ 油の « 商 李 ^生おから M いていた が、 確かな 文献がない ので、 年代 ははつ きりし ない。 

初代 淺野總 一 郞翁 は、 額 台と 同 t- に 台湾に 対し 相当 関心 を 持ち、 翁 一 流の 事業 欲が むらむらと 起きた のだろう" 

当時 人 学 を 出た ばかりの、 翁の 女； «、 白 石 元 治邱氏 (元日 本 鋼管 会社々 長) を 隊長と して 台湾 探険 隊を 派遣した。 

紅顔の 美 青年 白 石 隊長 も、 悲壮な 決心で 出かけた ので あるが、 当時の 台湾 はま だ 総督 政治 も 名のみ で、 軍人 *軍 

« 以外の 日本人の 生命 は なかなか 保証され ず、 全く 危険に さらされて いたので、 白 石 探険 隊も 昼間 は 武装して 上 

探険に 奮闘し、 夜 は 船に 帰って 休む といった 有様であった-" もとより 奥地の 探険 等で きる はず もな く、 かろうじて 

す おう きい るん たかお 

蘇 湾 . 墓 隆 . 高 雄 (当時 打狗) 等、 本船の 碇泊し うる 僅かの 地点 だけ を 探査して 帰 つ た。 

この 探険 隊の 報告に より、 野 社で は 台湾 地所-部 という 名の もとに、 この 三 地点に 相当 広い 面積の 土地 を 獲得し 

た." これ こそ 浅 野 社と 台湾と が 関係 を 生じた 第 一 歩で あ つ た。 

ところが 淺野翁 は、 その後 台湾に 対する 関心 を 高める 機会 を 得ず、 事業と して 見るべき もの もなかつ たが、 つい 

に 明治の 晩年に 至って、 総督府の 切なる 勧誘に よって、 セメント 工場 建設が 計画され、 終戦まで 国家への 貢献 を 続 

けた。 

第二 節 台湾 工場の 新 設  七 五 


門 • 油？？ ないし 香港 等、 南支 沿岸 各地 はもち ろん、 遠く 南洋 方面にまで 輸出され たので ある •」 初代 社長の セメ 

ント 南進 策の 人 抱 ft は、 ここにみ ごとに 灾 現し、 ^！：ェ場は文宇どぉり当社の^方雄飛へ の 一 人 拠点と なった。 


台湾に おける 浅 野 セメント 販売 创始の 思い出 

原 田次鄭 


(第 22  I'; (し 4r じ 当時の 台湾 工場 


イネ 水管 式ボ イラ ー 四 隨を門 司 工場から 移設、 火力発電 によ つ て 動力の 一 部 自給 を 図った" 

工場の 竣工と 共に、 東京 支店 庶務課 勤務 今 井 周三郞 r 前 台湾 絵督府 土木 局 事務官) が 初代 支店長に 就任し、 

その 下に 荒木 勉三郞 (工務 課長 兼 検査 課長，) . 門 問康道 

(機械 課長 兼 電気 課長) . 渡 邊珍久 (工作 課長 兼 採掘 課 

長) • 原 田次郞 (商務 販壳 係長 兼 台北 出張所 長) . 一 一宮 喜 

一 (会計課 計算 係長 兼 出納係 長). 重 松 重 一 (調度 課 購買 

係長) らを、 それぞれ 当該 業務の 主任者と して 任命した。 

新 工場 は 最初、 原石 焼成 法に よって スタ —ト したが、 

生産高の 増加 を 図る ため、 直ちに 生 灰 焼成 法に 変更す ベ 

く、 六 年 十二月 二十日の 重役会に おいて、 予算 八 〇、 三 

六 〇 円 を もって 製造 様式の 変史を 正式 決定、 翌七年 四月 

石灰 窯 (七 *) の 新設、 付属 設備の 増設 その他の 工事に 

着手し、 八 年 三月 全部の 竣にを る ことと なった" 次い 

で 十 年 八月に は、 六 八 四 馬力の ェ マ シ ムァ— 廃熱 汽隨 一 

基を据 付け、 新たに 回転 窯の 廃熱 を 利 W して、 工場 内 動 

力の 供給 を 安定化し、 工場の 面 n を渐次 一新す るに 至つ 

た。 

かくて 操業 開始 以来、 台湾 工場の 製品 は、 ただに 島内 

の 需要 を充 たした ばかりでなく、 進んで 対岸の EE 州 • 厦 


工場 建. の 動機 したがって、 セメントの？： i 要 も 領ムロ 後年々 漸増の 勢に あった。 当時 台湾へ 柊 人され た セメント は、 浅 野 (門 

司 工場 "ij . 小 野 山の 社 品 に^られ、 その 分野 は 大体 北部が 浅 野、 ^部が 小 野 m とい つ た 振 八" にあ つ たが、 

明治 四十 K 巾".^ 月、 台北 台北 麻 前 街) に 当社の 出張所 を してから 後 は、 当社 品の 販路 も 漸く 南方にまで 

拡 人され るよう になった，」 4 韓国出^^所セ^でぁっ た小出耕治が、 台湾 出張所の 初代 所長に 転じ、 その ド 

にん野：#«  . 隈..儿通^1;の5人が販光係としてもっばら販路拡張に努カした。 一方、 台湾 開発 事業の 発展、 ひい 

て セメント 需要の 増加 は、 ftrt 人. i;!*; ^家の 問に 漸く セメント H 場 建^の 機運 を 醸成す る 結果と な つ た" 当社に お 

いても、 いち n:- く かかる 怙勢 .i.*^ 取して、 既に TO: ドニ 年 ごろから、 合 湾に おける セメント 原料の 調査 を 開始し、 

着々 工場 建設の 準備に 取り かか つ た。 当初 法規の 不備に よ つ て、 原料 石" &山^ ドげの 問題に 難関が あ つ たが、 

人 正 二 年 六月 七 曰、 法規の改^^が行ゎれたので、 g: 年 七月 七 曰 付 を もって、 台 南 庁 興隆 内 里 打狗山 (： 高 雄 州 寿 

山) の 一部 百 九.^ に «• し、 れぉ 森林 •£ 小 野 産物 充渡 規則に より 石 W 石の 払 ドげを 出願、 次いで 同月 十九 曰 正式 

認， の 指令 を 得る に 至った。 年産 約 八ヒ、 〇 八九瓲 (約 四十 八 万 嫁 y 百 五十 万円の P 算を もって、 ここに 初め 

て 台湾 工場 建設の 計画 は 具体化の 一 歩 を 踏み出す ことと なった。 

建設工事 着 X いよいよ 高 雄に 工場 を 建設す るた めに、 大正 二 年 九月 二十日、 門 司 支店長 辻 可 省 を 台湾 工場 監督に、 台湾 出 

張 所長 小 田 耕 治 を 同 工場 建設 主任に それぞれ 任命した，、 かくて 三年 六月、 工場 設置の 認可 を 得、 月産 約 四、 三 

五六 瓲 (二 四、 〇〇〇 搏)、 原石 焼成 法に よる 新 工場の 設計に かかり、 翌四年 八月から 建設工事に 着手した。 ェ 

場の 建築 を 高 石 組に、 機械の 据 付け を 東京 月 機械 製作所に それぞれ 請 ft: 〈わせ、 工事 を 進めた 結果、 六 年 五月 

まず 回転？ の 試 運 を il 始、 次いで 同年 七月、 工場 設備 全部の 完成 を 見る に 至った。 回転 窯 は 川 崎 工場と 同様、 

ドイツの ゲブ 小ダ— . ファイフ ァ— 会社の 製作に かかる 長さ 一 八 〇 呎 (五 四 • 八 六 四 米) の もの 一 基であった。 

動力 は六龜 発電所から 一 キロワット 時、 二 厘 五毛 を もって 買 人れ たが、 その 不足 を 補うた めに、 二三 〇 馬力 

第二 節 台湾 工場の 新 設  七三 


粉末 機の 変 遷 


m 崎 S 二 工場の 

S ん造 様式 変 更 


第二 章 躍進 的 増産  七 二 

原料 は、 石灰石. 粘土質 原料 いずれも 従来の ものの みで は、 とうてい まかない きれ なくなつ たので、 石灰石 は 

新たに 青梅の 雷電 山 (大正 九 年 十 一 月 採掘 開始) から、 粘土質 原料 は 大船 (神奈川県 嫌 倉 郡 本 郷村 卞笠問 所在 

の 粘 七 山、 東京の セメント 販売店 海老 沼 房 蔵から SH 収、 大正 九 年 七月 採掘 il 始) から、 それぞれ 供給 を^け る 

ことと な つ た。 

従来、 当社 各 工場の 粉末 機 は、 フ レ ッ トミ=^ からチ ュ |ブ ミル . フ—ラ—ミル へ、 次いで ハ— ド ミルへ と、 

漸次 新式 ミル の 転換 を 図って きたが、 ついに 川 崎 第二 工場に おいて、 S めて コンペ ッブ ミルにまで 発達す る 

に 至った： セメント 粉末 機の 変遷 を 知る，. - において、 けだし 特 やに 値すべき ものが ある。 

第二 工場の 月産 高 は 六 万 4-  r 約 一 〇、 三 四 ニ瓲) これに 第一 工場の 四 (約 六、 八 九 五瓲) を 加えて、 こ 

こに 川 崎 工場 は、 月産 総計 約 十万 禅 (約 一七、 二三 七瓲) の 大工 場と なった， • なお、 第二 工場 は 第一 工場と n: 

樣、 ：収初 は. £小6 焼成 法に よって 操業 を 開始した が、 尺 正 十二 年 九月 一 曰の 関東大震災 によって、 特に 被害の 程 

度が 大きかった！ 2 係ト、 その 復旧 工事 を 機会に、 綠川 政藏. 川 卜. 高 帆 •  m 屮藤 作の 発案に より、 If* ば を n 的と 

して、 卜 三年 s: リ から 製造 様式 を 生 灰 式に 変更す る ことと なり、 新たに 工場 內に 石灰 焼^ 二十 四 基 を 設置して、 

生 灰 晚成法 を 採 W する ことと な つ た。 


第二 節 台 湾 場の 


ル义 


I?m 戦争後の 台湾  日清戦争 後 新たに 日本の 領有に； W した 台湾 は、 当時の わが 南方の： W 点と して、 その 開発 工作 は、 まことに 目 

ざまし いものが あった- すなわち 蕃界の 粛清 工作と 並行して、 基隆 . 高雄両 港の 築港、 縦貫 鉄道の 敷設、 淡水 • 

基隆 . 彰化 . 台北 . 高 雄 • 嘉義 . 台 南 等 各地 水道の 建設、 その他^<;-製糖会化のェ場新設、 淡水 溪の 護岸工事 等 

の 建設 事業 は 年 を 追って 行われ、 台湾の 面目 は 漸次 一 新され るに つ た。 


粉末 川ハ— ド ミル (： セレ 7 タ Iw) 四 基 石膏 粉末 用 小 ゲ —トクラ ッ シャ—  一基 

セメン トれ^^  (収 能力 各 房 約 三 四 五 瓲= セメン ト傅詰 機  十六 基 

二、 〇〇〇 搏)  三 二 房 

原  料 原料 は、 石灰石 を 青梅、 宮の平 (明治 二十 八 年 採掘 開始) 並びに 大正 四 年 新たに H 収 した 黒 沢山 石灰 山 (西 

多 摩 郡 小 曾 木 村 黒 沢 字 峯向) から、 粘 上質 原料 を 横 浜 (横 浜 市中 村 町 山 田、 大正 六 年 七月 辻川龜 治の 手 を 通じ 

採掘 運搬，) 及び 横 浜 市外 保 土ケ谷 (大正 七 年 八月 採掘 開始) から それぞれ 採取、 供給 を 受けた。 工場 建設 事務 

は、 最初 f 大正 二 年 五月) 扳倉由 松が 建設 主任と して これに 当り、 坂 内 冬藏が 顧問と して これに 協力した もの 

であった- かくして 六 年 操業 開始 後、 支店 制 を 突 施す るに， 父んで、 初代 支店長 を 本店 総支配人 淺野泰 治 郞が兼 

务し、 次いで 翌七年 七月 一日 金 チ 喜 代.^ がその 後 を？ おい、 工場の 事務 一切 を 総攬す る ことと なった」 操業 当 昨 

の，^ 産 は 月産 四万搏 (約 六、 八 九 五瓲) であった. 

第二 工場 建設 第一次世界大戦 は、 急激に わが国 財界 をうる おし、 事業界の ffi 況は、 ひいて セメント 需要の 増大 を 将来に 約 

束させる ものが あった： かかる 情勢に 直面して、 当社 は、 川 崎 第一 工場の 完成に 引続いて、 更に 第二 工場 建設 

の 計画 を樹 てるに IV- つた • この 計画 は、 第一 工場が まだ 試運転 を 開始し ない 時、 すなわち 六 年 マの ころから 

準備に かかり、 実際 建設の 工事に 取り かかった の は、 翌七年 十月からで あった。 第二 工場 は 回転 窓 (.径 二. ヒ 

四 三 X 長さ 六 〇. 九 六 〇 米) 一 一基 を 始め、 主要 機械 一切 を アメリカの アリス. チヤ— マ ー ズ 社から 購入す る こと 

となった ので、 その 据 付けに V につ いて は、 特に 同社の 技師べ ンザ ント rp.c.  vanzandt)  ST ひ ロハ —卜 (Robert) 

の 両人 を 雇用す る ことと なった (大正 六 年 十二月)。 両 技師 は 期限 三 力 年の 契約に より、 七 年 二月 来朝した. 建 

設 工事 は、 総監督に 工学博士 渡 邊讓、 機械 部 担当に パ ンザ ント、 ロバ、— ト、 入 谷 春彥、 建築部担^^-にモ—ス、 

伊藤 定吉 らの監 ドに 進められ、 ェ市遣 手 後 約 二 力 年、 九年九月をもっ て全部の^^成を；：几、 試運転 を^ 始 した 

第一 節 川 崎 工場の 新設 及び 増設  七 一 


第二  a-  ^進 的 増産  七 〇 

く 完成、 七月から 操業 開始 を 兌る に 至った。 一方、 東京 工場の 移 問題 も、 アメリカから 輸入した コッ トレ ル 

式 電気 集 魔 機の 成 緒が 予想外に 良好であった ために、 六 年末 を もって. H 然 解消の 形と なり、 題のお 後 的 解決 

を 見た。 _ かくて 新たに れた川 崎 工場の 操業 開始 は、 

京 工場の 存続と 共に、 当社の 関東 市場に おける 供給 力に 

俄然 一 大 威力 を 加える ことと な つ た" 

建設 当時 の ェ 場内 主要 機械 設備 は 次の とおりで ある。 

一 、 15 ^料 部 

原石 粗 碎用八 番型ゲ I トクラ ッ シャ—  一基 

"  五番 型"  二 基 

粘 上 乾燥機 r ほ 一 . 八 二 九 X 長さ 一 八 . 二八 八 米) 

二 基 

ダブル 口， I ル グラッシ ャ ー  二 基 

原料扮末ほハ—ドミ=^  f セレクタ —付)  六 基 

一 、 焼成 部 

回転 (径ー 一 . 七 四 三 X 長さ 五 s: . 八 六 R*)  一  一 a 

冷却 機 (径ー • 八 二 九 X 長さ 一八 ニー 八 八 米) 二 基 

石炭 乾燥機 (右 同)  一 基 

石炭 扮末 用フ— ラ— ミル (〇. 八 三 八 米) 四 基 

一 、 仕上 部 
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川 崎 工場の 新設 


■ ッ 製 回転 黑 


^一節 川 崎 工場の 新設 及び 増設 


東 I 場 こお 于 11 題 は、 ついにに., の 川 崎 I を 地元 区民に 約束 せざるを得ない 贅 となった す， 

,,ら45 よ、 きこれ が 動機と なって、 g 工場と して 建設した ものであった。 

HI 初 i 川 県！在若尾 新田 第一 II したが、 後 大正 二 年 ill"" いま 

む |樹1 村！ |(ー 。四、 on  11  i し 機 S 

fa  l-iill かの 地の… H リ Si 

III  lill. 付属 機械 J イツの ゲフ" タ；； フー；； 月、 

- >  0 i.r ヒ；. Ll-lfcrn.- わら 購入す る ことと なり 大正 二 年 三月 7  ； 

乍， T  fdcbr  Pfeiffer  Barbarossawerke  A.  G.  Kaiserslautcrn  ) 力 f  „s ノー  ，  -  s  く 

作^  、 一一よ つ こ： ルば 十.^ び こ 工事 監督 一切 は、 S 築 技師 新 家 孝 正に 委嘱し 

力 貿易会社の 手 を 通じ 輸入す る ことと なった 建築 ュぉ 言.^ ひ， -ュ， - ぶっこ；、 ド イン 

, じ、 つ 寺 こ？ 『つ； Kit 一名 を 招聘す る ことと なった 力 ィ- 

1- - レ. ■sis.r  二  ttl-c'iij ぽこよ、 ファイフ ァ ー お 力ら 特に 萄 も^  一，^ 

iH^^^SH の I による 応召の ため、 ついに 裏 を 見ないで 終った。 

人 技師の 来朝 は はは"" 口 P 四月 二十  一！ もって 地鎮祭 を 執行した。 建築 工事 は I 

建設工事 は、 まず 海岸の 地 盛 工事 力ら. wfr, し 四 1^ 匹 月 二， r  -  I^JnKIF'i 

cpo. 当社 i の li コン ト建 1 び 事 等 一切 I 水 組に リ" 

ひ 7 た t 大戦" I! けて i 械の li、  i 材料の 入手難 等で 意外に 遅れ、 山ハ年 f に 至って 漸 

山ノ  JS 

第二 章 躍進 的增産 


初の 廃熱 汽 


廃熱 利用 装置の 普 

及  . 


径 営 粗 接の 近代化  六 八 

場 を 視察した 後、 所要の 諸 機械 を H ッ ジム ァ —会社に 注文し、 九 年 三月 相 前後して 帰国した。 

当時、 当社に おいて 特に 廃熱 汽隨 設置の 急 を 要する 所 は、 新設の 台湾 及び 川 崎の 両 工場であった- よって、 

諸 機械の 到着 を 待って 直ちに 取りつ け を 開始し、 大正 十 年 八月まず 台湾 第一 工場の 廃熱 利用 装置が 完成し、 次 

いで 翌年 五月に は、 川 崎 第二 工場の それが 後ェを 告げ、 ここに 初めて 工場 内 動力の 自給が 逑 成された ので ある。 

けだし これ は、 わが国 セメント 業界に おける 廃熱 利 ffl 成功の 先駆 をな す ものであった。 

このように、 廃 熟 利用 装置 を 台湾 及び 川 崎の 両 工場に 設置した 結果 は、 安価な 電力が 自給され、 かつ 運転 成 

績 も^めて 良好な ことが 証明され たので、 大正 十二 年 五月に は 北海道 第二 工場、 十三 年 一月に は 門 司 工場、 同 

年 四月に は 北海道 第 一 工場、 同年 七月に は 川 崎 第 一 工場 及び 十二月に は 東京 工場と つぎつぎ にこれ を- S りつけ、 

その後に おける 新設 工場に 対しても、 すべて これ を 設置す る ことと なり、 機械の 改善、 設備の 合理化と 相 まつ 

て、 予期 以上の 成果 を 举げる ことができた • 


H: しかありません ■」 そこで、 据付 工事 は マ— シャル 技師 指導の もとに、 文 宇 どおり 昼夜兼行で 行われ、 社長. 重役. 

社員. 職工が 工事 請負の 月 島 機械 製作所の 人達と 打って 一丸と なり、 本当に 懸八 i の カを尽 しました" これが 朋 K 

までに 完成す るか 否か は、 深 川 工場の 死活問題 だから、 誰れ もが 緊張して いました." 殊に 私 は 当 時 機械 1^ 長 兼 

課長の 職に あり、 マ— シャル にっきき りで、 准よりも 责 任の 重き を 感じ、 工場の 休転 曰な ど はもと より、 時には 徹 

までして 作業に 頑張りました，、 このように 諸 員 協力の 結果、 期限の 年末 も 押し迫った 十二月 十八 曰に 漸く 試運転 

を 行い、 二十 三日に 回転 窯の 煙 を 通し、 完全に 集塵が でき 上りました。 そこで、 翌 二十四日 及び 二十 五日に 区民 側 

の 代表、 青年団の 代表 や、 区民 有志 を 迎え、 集塵 装置の 説明 をな し、 設備 を 見せ、 電 一?C を つ たり、 人れ たりして- 

その 効果 を.. 小した ので、 区 K 側 も その 卓効 を 認め、 その後 協議の 末、 上場 撤廃の 要求 を 撒 回し、 ここに 数年 来の 降 

灰 問題 も 漸く 無事 解決 を 告げまして、 私達の 努力 も 報いられ、 やっと 一安心し ました-し 

これ は、 私の 在職 中、 最も 労した 仕事の 一 つで、 当時の 労 it、 心痛 は、 いまだに 忘れ かねてい ます- 

節 廃熱 利用 装置の 創始 

アメリカ における  大正 六 年 九 B 卜 一日、 当社 は 東京 工場 工務 課長 田 中 藤 作 を アメリカに 派 遺し、 同国に おける セメント 工業の 

熱 利用 装置 

突 情 を 視察 調査 させ、 かれは 翌七年 二月！ EW 国した" かれの 報告に よれば、 当時 アメリカの セメント 工場に おけ 

る 廃熱 利用 装置の 問題 は、 幾多の 失敗 を 匿ね、 改善 を 加えた 結果、 工場. g: 動力の 自給 化に 成功して いる ことが 

明らかと なつた- そこで 当， 化に おいても また、 アメリカの 例に ならって、 まず  一、 二の 工場に 試験的に 廃熱 汽 

罐を 設置し、 その 成果 をた しかめた 後、 W 次 これ を 他の r- 場 にも 及ぼす 計画 をた て、 これが！^ 地 調 Jftw- びお 機 

械^ 人の ため、 人 正 八 年 八月 十六 曰、 本店 機械 課長 人 谷春彥 並びに 当時 嘱 として 来朝 屮の. 冗 アリス . チヤ— 

マ— ズ社 技師 ボ— ル . シィ • バ ン ザント CPaul C.  vanzandt;) の 両人 を 渡米 させた， .，1 人 は アメリカ， ふ 地の ェ 

第 四 節 廃熱 利用 装置の 創始  六 七 


第一章 轻； 営 組 維の 近代化  六 六 

原料 及び セメントの 扮碎 機からの 粉塵 も、 その 割合で 増加し ました" これが 深 川 区 住民の 苦情の 種と なり、 ついに 

青年団 を 結成し、 会社へ 工場の 移転 を 強請して きました， - 会社 側で も 降 灰 等の 増加に よる 区民の 迷惑 は 充分 承知し 

ていました ので、 沈 塵 室 を 設けて 煙突 を 一本の 高い ものに 纏める とか、 または 粉末 機 を フレットから フ— ラ I ミル 

に 改める とか、 々できるだけの 苦心 をし ましたが、 区 K 側 は 引続き 苦情 を 申込んで いました。 

その後、 当局の 斡旋 その他 も あり、 数次の 会談の 結 *、 初代 社長 もやむ を 得ず とし、 当時、 明： £ 五十 年 (大正 六 

年) に は 東京で、 大日 本 博覧会 開催の になって いたので、 市の 休 面 も あり、 その 前年、 すなわち 明治 四十 九 年 

(大正 五 年) . ^までに 上場 を 撤退す る こと を 区； S{ に 約束し ました-」 これが 明治 四十 四 年 三月の ことでした。 

会社で は、 深 川 工場に 代る 工場 を 新設す る ことと し、 そのころ、 ほとんど 付近に 住宅な どのない 川 崎の 埋立地 こ、 

新 工場 を 建設す る 計画 を 進めました" これが後の？^？野セメント川崎ェ場、 すなわち 今の 第一 セメント 株式会社 川 崎 

工場であります" 

以上の ような 事情で、 会社で は 川 崎 工場の 建設 を 急いだ のでした が、 折から 第一次世界大戦 による； 材料の 人手 

難、 ！.i文^ts機械の到着遅延などのため、 予定の 大正 五 年末まで 完成 は、 とうてい 不可能との 見通しと なった ので、 

深 川 工場 撤廃 期限 延期に ついて 更に 区民 側の 代表に 申入れ、 三回に わたる 会見の 結果、 区民 側 もこれ を 諒承し、 大 

正 五 年 十二月 一 曰に 撤廃 期限 を 一 力 年 延期して、 大正 六 年末 曰と する ことの 協定が 成立し ました _」 

しかるに、 当時 たまたま コッ トレ ル式 電気 集塵 法が 粉塵 防.； に 役立つ という こと を 耳に したので、 当社で は 内地 

における 各所の 試験 設備 等 を 調査し、 また 当時 在米中の 社員 宫川 總三郞 にこれ. か 調査 を 電命し、 その 成績の 设秀な 

こと を 確め たので、 大正 五 年 七月に 重役会の 決議に より、 特許権 や 機械 設備 を アメリカから 買う ことに 一決し、 ァ 

メリ 力から マ— シ ャル、 チヤ— チの兩 技師 を 招聘して、 回転 窯から 排出され る ガス 量の 調査、 集塵 装置の 設計な ど 

を 依頼し、 ？ S 機械 を アメリカへ 注文し ました。 なお、 この 注文に は 同じ 機械 類 を 二 組 注文し、 別々 の 船で 輸入す る 

ことと し、 万 一 、 そのうちの 一 組の 船が 難破しても (戦時中の ため ：-、 他の 一 組が 無事に 届く よう 細、 心の 注意 をお い 

ました" その後 漸く 機械が アメリカから 着いた のが 翌 大正 六 年 五月で したから、 工場 撒 廃 期 K までに は、 あと 七 力 


a-m-5t の販， なお、 東京 工場の コッ トレ ル式 集塵 装置に よって 沈澱 させた 粉塵、 いわゆる コッ トレ ルダ ストに は、 約 五 ％ 

内外の 可溶性 加里 を 含有して いる ことが 判明した" 第一次世界大戦に 際し、 ドイツからの 加里 原料の 輪 入が 杜 

絶す ると、 その ダスト を- 冉 焼して、 八： n:^s の 大きい 加 S 塩類 を 製造し、 また そのままで 加 肥料と して 販」 冗し 

わが国の 加里 不足に 多大の 貢献 をな した ものである。 


谷  春  彥 


昭和の 年 も 三十 年に 近くな りました" 明治 十二 年に 生れた 私 も、 よく 今日まで 生き延び たもの だと 思います： 

私 は、 明治 四十 年に fi? 野 セメント 合資会社へ 人； ii してから、 晚年 会社の 命に より 系 会社に も 勤めました が、 全 

くお 暇 を 頂いた の は 昭和 二十 三年 十月で、 この 問 i: 十 年 御世話になつ たわけです： 

私の.：： H 職 中、 会社に も 種々 の 事故が ありました-」 その 中で 今 も 私の 脳裡に 残って いるものの 一 つ を 書いて みまし 

よう。 それ は 深 川 工場の 降 灰 問題です： 

セメント 工場 は、 どちらも 初めは 例の 徳利 窯、 あるいは 輪 窯で セメント を 焼いて いました が、 外国で 回耘 窯が 発 

明され てから、 浅 野 社で はいち 早く これ を 輪 入し、 明治 三十 六 年 深 川に 場に け、 更に その 原料に 生石灰 を 利 川 

したので、 生産高 も 著しく 加し ました。 

窯の 寸法 は、 最初の もの は 5^ 六呎、 長さ 六十 ST 窯の 末端の 横に 径 三尺、 高さ 六十 尺の 煙突 を 立てた ので、 «^ 突 

から は 排気の ほかに 原料の 粉末が 交って 四六時中、 濛々 たる 白煙 を 噴出して いました。 

. 回お 窯 は その後 二号、 三 号と 壻設 され、 セメント 生産高 も 著しく 増加し ましたが、 煙突から 飛散す る 粉末 原料 や- 
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台 C. 他の 一台 は 川 崎 工場に 据 付けた：) を 直ちに H: 岛 機械 製作所の 請負に より 据 付け 工事に 着手し、 マ— シャル 

技師 指導の もとに、 文 宇 どおり 昼夜兼行、 その 完成 を 急いだ 結果、 六 年 十二月 十八 曰 試運転 を 行い、 次いで 同 

月 二十 三日に 至り、 回転 窗 (： 四 基) の 集塵 装置 は 完全に 成功 を 収める に 至った。 

降 灰 問題解決 ここにお いて 翌 二十四日に は、 社長 を 始め 会社 側. 深 川 青年団. 同 区民 代表者 来場し、 協議 折衝 を 重ねた 末- 

区民 側 も 集塵 装置の 意外に 効果が 大きい こと を 認め、 ついに 工場 撤廃の 要求 を 撤回、 ここに 明治 四十 三、 四 年 

以来 懸案の 降 灰 問題 も、 最後 的 円満 解決 を 告げる ことと なった： 更に 大正 六 年 十二月 二十 六日、 監督官 庁た る 

遞信 省から 厳格な 試験 を 受け た 上、 正式に その 使用 認可 を 受け る ことが で きた" 

とにかく、 わが国の セメント 工場と して、 電気 集塵 装置 を 初めて 設備し、 これに 成功した もの は 当社の 東京 

工場 を もって 最初と する： なおこの 据 付け 工事に 貢献した マ— シャル 技師 は、 東京 工場 同様、 降 灰 問題に 悩ま 

された 門 司. 川崎両 Hsr で、 それぞれ 回転 窄 ^ から 排出され る ガス 量に ついて 測定し、 その 任務 を 果して、 七 年 

五月 三十 一 日： » 米した： 

東京 工場 は、 大正 十二 年 九月 一 日の 関東大震災 により 焼失し、 翌年 七月 復旧 工事の 完成 を 兄た が、 再興され 

た 工場で は、 回転 窯 (径八 X 長さ  一二 〇 呎) 四 基と も 従来に 比べ、 その内 容積が 増大し、 したがって、 その ガ 

ス 容積が 九十 五 度の 温度で、 一分 間八 五、 〇〇〇 立方 呎に 増加した ために、 トリ I タ ー の 能力 を 震災 前の もの 

に比べ、 拡大す る 必要に 迫られた。 結局、 従来の パイプ 式 を 改めて、 新たに 鉄板 製 パイプ 式 を 採用す るに 至つ 

た。 その後、 イギリスの ォスキ 法 (oski) によって、 トリ— タ— の 集塵 電極 を 半導体の セメント 板と する 問題 

が提. 2^ された が、 この 特許 は、 アメリカ コッ トレ ル 協会に 買収され、 ついに 当社で も 新 工場の 集塵 装置の 集塵 

板 は、 すべて コンク リ— ト板を 採 ffl する ことと なった。 この コッ トレ ル式 集塵 装置 は、 つぎつぎに 各 工場に 設 

備 される に 至った。 


(第 20 図） アメリカ人 技師 マ一 シャル 


まで 応 S できる よう * 出した 方法であって， 集塵 法の 原理で はなく、 集塵 装置が 特許と なった ものである。 し 

たがって、 初め 当社で も、 電気 集 魔の 原理 は 極めて 簡 Sf であり、 その 装置 も 余り 面倒な もので なければ、 ァメ 

リカの 特許 を ™M わず、 独自の 研究に 

よ つ て 集塵 装置 を 設計しょう とした 

が、 東京 工場の 撒 廃 期限 も 目前に 迫 

り、 この 設備 は 急 を 要する もので あ 

つた" 結局、 大正 五 年 七月 十七 日の 

重役会の 決議に よ つ て、 特許権 . 機 

械 設備 その他 一 切 を 直接 アメリカ か 

ら 購入す る ことに 決定、 口 サン ゼル 

ス の ゥ スタ— ン • プ レシ ピテ— シ 

ヨン • カン パ 二  —  (western  precipi- 

tation company;) に 注文 を 発し、 同 

時に 同社の w マ 任 技師 ケィ • アイ • マ 

I シャル (K.  I.  Marshall) 及び 化学 技師 エフ . ビ ー . チヤ— チ (F.  B.  charch:) の 両んを 招聘、 据 付け 工事に 

取り かかる ことと なった， これら 技師 は 五 年 九月 中旬 来朝し、 同月 二十 二日から 深 川 工場の 回転 窯から 棑 出さ 

れる ガス a 並びに その 速度に ついて、 本格的 測定 を 開始した、 測定の 結果、 平均 ガス 量が 六 六、 四 〇〇 立方 吸 

であった が、 S 高 七 五、 〇〇〇 立方 if として 計され る ことと なった。 

かくて 翌六年 三月から 五月に かけて、 集塵 装置に 関する 諸 機械が アメリカから 到着した ので、 二 合のう ち 一 
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(明治 s: 十九 年：) 末までに は、 とうてい 新 工場の 完成が 不可能と なった ので、 これが 撤廃 期限の 延期 方に つい 

て、 深 川 区民 側 代表者との 問に 協議 を 進めた 結果、 区民 側 も 事情 やむ を 得ない ものと 認め、 更に 一 力 年間 延長 

する ことに 協定が 成立した。 

コッ トレ ル式 電気 一力 年間の 延期 は 認められた ものの、 東京 工場の 撒 廃 は、 もはや 不可避の 勢に あった。 しかるに 幸 〔；？ i な-一 

集塵 装置 

とに は、 たまたま コマ トレ ル式 電気 集塵 装置 を 輸入す るき つかけ がつ いたので ある" すなわち 大正 五 年 三月 ご 

ろ、 在 アメリカの 高峰 讓吉 博士 並びに ナショナル シティ バンクの 今 西 林藏の 両人から、 ブラウンの 「長石から 

加里 を 採取す る 方法」 について 報告が あつたので、 当社 は、 さっそく 技師 中 川 博 をして 調 水 ：d させた ところ、 S 

然 にも、 その 長石 を 焼成す る？^? から 飛散す る 煙塵 をコッ トレ ル式 集塵 装置に より、 処理して いる こと を 発見し 

た。 そこで 加 通 題に ついて、 当時 渡米 中の 宮川總 三郞に その 調査 を 命ずる と共に、 コッ トレ ル法 に関する 文 

献を 集め、 .s: 地に おいても、 その 設計 を 早急に 進める ことと なった。 まず 问年 六月 二日、 初代 社長. 池 本 純吉. 

田 中 藤 作 . 川上 高 帆 • 入 谷春彥 • 安、 水 保 及び 中 川 博の 七 人が 東京大学 電気工学 教室 鯨 井 恒太郞 博士 を 訪問し、 

博士の コッ トレ ル式集 連 法の 実験 (ガラス フラスコ 屮に 線香 をた き、 その 煙が 電流に よって、 全然 肉眼で 見え 

ぬく らいに 集 庵され る) を 化て、 法の 効能 を 確信し、 初代 社長 は 東京 工場 移設 問題が さし 迫って いたた め、 

即夜^；川總三郞に対し、 コッ トレ ル式 電気 集塵 装置の 設計 並びに 建設に 関し、 アメリカ、 ゥ エスタ— ン. プレ 

シピテ —シ ョ ン 会社に 折衝す るよう 電命した。 続いて 六 中に 日立 鉱山 大雄院 . 別 子 銅山 •  ra: 阪 島の 各 精辣所 

の コ ッ トレ ル 試験 設備の 調査に おもむいた 入 谷春彥 . 中 川 博 . 安永 保 は、 親しく 同 実験装置の 成果 を 確認す る 

ことができた。 

この コ ッ トレ ル式 電気 集塵 法と は、 S 初 ドイツの シ ョラ I  • ホル フ. 4 ルドが 一八 二 四 年 (文政 七 年) 発見し 

たもの を、 アメリカの 化学者 コッ トレ ルが 電気に よって 硫酸の 煙 を 消す 方法 を 研究し、 その 結果、 工場 設備に 
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题は E 卜 年 ごろから 漸次 表面化し、 工場 付近に は 深 川 青年団が 組織され て、 あるいは 当局に 陳情し、 ある 

いは 会社に 強談す るな ど、 住民との 対立 関係 は 四十 三、 四 年 ごろに 至って、 険悪な 情勢にまで 立ち至った、 よ 

つて 当社に おいても、 防塵 問題に ついては、 極力 研究 調 

査を 進めた 結果、 まず 回転 窯 三 基に 対して、 従来の 各 窯 

独立の 煙突 (径三 X 高さ 六 〇 尺) を 廃し、 中間に 共通 煙 

道 及び 沈 塵 室 (灰 溜) を 設け、 煙突 (鉄製、 径六 X 高さ 

二 〇〇 尺) は 一本と し、 回転 窯 三 基から 出る 媒煙 は、 共 

通 煙道 及び 沈 塵 室 を 通過し、 通風 速度の 減退に よ つ て、 

塵埃 を 沈 塵 室に 沈下 させよう とする 改造 工事に 着手した。 

明治 四十 五 年 四月、 工事 一切が 完了した 結果、 降 灰 は、 

一 力 月 六 百 樽 分 (約 一 〇 三 通) を 沈下させる ことができ、 

一 時 小康 を 得た。 

一方、 粉塵 防止に 関する 深 川 区民との 間の 対立 問題に 

ついては、 その後 当局の 斡旋 もあって、 当社 は 明治 四十 

九 年末までに、 東京 工場 を 他に 移転す る 旨の 約束 を 交わ 

すまでに 区民 側に 譲歩した。 川 崎 工場 は、 実に この 時の 

約束が 動機と なって 建設され たもので あった" ところが、 

折から 第一次世界大戦に 遭遇し、 諸 資材の 入手難、 注文 

?^機械の到*^5;^延等にょり、 東京 工場 撤廃 期限の 大正 五 
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第三 節 降 灰 問題と 維 塵 装置 

降 灰 問題の 発端 セメントの 主な 製造工程が、 粉 碎と烷 成と にある 以上、 粉末 機ない し 焼成 黨 から、 ある 程度の 塵埃が 飛散す 

る こと はけ だしゃむ を 得ない。 

かかる 意味に おいて、 いわゆる 降 灰 問題 は、 往時の セメント 工場の 必ず 一度 は 経験す る 厄介な 社会問題の 1 

つであった-」 当社に おいても、 創業 時代に は、 飛 粉 (降 灰) の 最も 多く 四散す る 堅 窯 焼成に よってい たため、 

たちまち にして この 問題に 直面した。 

明治 十八 年 ごろ、 深 川 区民の 間に 煙害 (降 灰) の 声が やかましくな るに つれて、 当時の 警視総監 はェ部 大学 

助教授 兼お W 視庁 技手 曾 根 達藏に 命じて、 当社 工場の 煙害 除去 方法に ついて 調査 させた こと もあった が、 結局、 

宇都 宫の 「媒煙 不可避 論」 と、 ^^視庁当局の住民鎮撫の努カとにょ つ て、 たいした 社会問題と ならないで 事な 

きを 得た のであった" しかも その後、 セメント 製造 法 研究の ため ベック マン 贷費生 一行と 共に 渡欧、 明治 二十 

一年 九月 帰朝した 技師 長坂內 冬藏. 社員 淺野 喜三郞 両人が、 かの 地から^ 人の 角 製 器の 採用に よって、 その後 

晳くは 降 灰 問題 も 全く 解消した かの 感 があった。 

回転 窯と 粉塵 たまたま 明治 三十 六 年、 わが国 最初の 回転 窯が 運転 を 開始し、 深 川 工場の 製造 方法に 一 大 革命が もたらされ 

るに 至って、 ここに また、 この 粉塵 (降 灰) 問題 は 再燃の 兆. し を 見る ことと なった" すなわち 回転 窯据付 当時 

最初 は 原石 焼成 法に よってい たので、 まだ それほどではなかった が、 その後 生 灰 焼成 法に 転換す ると 同時に、 

回転 黨を 次々 に 増設し、 連続 焼成に よって 生産高 も 急増した 結果、 外部に 飛散す る 降 K 量 もまた、 勢い 増加せ 

ざる を 得なかった： けだし 降 灰 問題の 再燃 は、 回転 蜜の 採用に よって、 免れが たい 運命に あつたと も 言える か 

ら である。 


技師 長 條崎友 三 を 海外に 派 追し、 ドイツから 新たに 0 転 窯 二 基 を 輸入して、 生産 数量の 加と 品 の， M 上 を 図 

る ことと なった，」 回転 窯が 運転 を 開始した の は、 g: 十二 年 三月 末からで あった。 回転 窯の 操業 開始に より、 急 

激に 生産高 は 加し、 年産 四十 万枪 (： 約 七 二、 五 七 四 瓲：) の 大工 場と なった， - 束 北 及び 北海道 方面 を 地 とし 

て、 一 時 はゥ ラジオ スト ッグ にまで 進出し、 業 紐 また 大いに 兑 るべき ものが あつたが、 明治 末期から 大正の 初 

めに かけての 不況 時代に 際会して、 不幸 資金 難で 行詰り を 生じ、 整理の 悲運に 直面す るに 至った。 一時、 小 野 

田 セメント 会 化との 問に 合併 談が進 tt^ し、 九分九厘まで 交涉 成立の 段取りにまで 進んだ が、 結 井上馨 (小 野 

田 社の 相談役) の 反対に 会い、 不調に 終った。 

合併 交渉 成立 かくて 大正 四 年 二月、 同社 は 新たに その 救济 方法 を 当社に 持 込んで きた" なぜ 当社 を 選んだ かと 言えば、 同 

社の 重役 遠藤吉 平が、 当社 重役 大川 平三郞 とかね て 個人的に 親しい 問 柄に あつたから である。 したがって 両社 

の 合併 交渉 (「浅 野 セメント 沿革 史」 三 〇 九 頁 参照) は 意外に 早く 進涉 し、 四 年 四月 二十四日、 すなわち 当 wi か 

ら 最後 的 意思表示 をな すべき 最終 期限 曰に おいて、 両 当事者 は大川 事務所に 相 会して、 合併 契約書 〔第 貳條 北 

海道 セメント 株式 會社 ハ權利 義務 一 切 ヲ舉ケ テ淺野 セメント 株式 會社 (以下 單ニ 甲者ト 稱ス) 二 引渡 シ 業務 ノ 

經營ハ 總テ甲 者 二 委スル モノ トス〕 に 調印 を 終えた" 更に 同月 二十 七日、 白 石. 淺野 (泰 治郞) の両 重役 は、 

日本 昼夜 銀行に おいて、 北海道 セメント 会社 整理 委員と 会見、 補足 覚書 を 交換した. - ここにお いて 両社 は、 五 

月 十八 日 それぞれ 臨時 株主総会 を 開き、 合併 契約書 及び 覚書 を 付議して、 正式に その 承諾 を 得、 七月 二十 五日 

を もって 合併 を 実行す るに 至 つ た： ここに 明治 二十 三年 以来の 歴史 を 持つ 北海道 セメント 株式会社の 名称 は？ S 

滅 して、 新たに 浅 野 セメント 株式会社 北海道 支店と 改称、 その 一翼と して^ 生し、 北海道. 東北の 地に 力強い 

歩み を 続ける ことと な つ た。 

第二 節 北海道 セメントの 合併  五 九 


(第 18 図） 同上 
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回転 窯の 増設 


その後 まもなく 戦後の K 動 期に 入」 

え、 積極的に 事業の 拡張 を 図る ため！ 


一 時 業績 不振 を 極めた こと も あ つ たが、 再び 日露戦争 後の 好景気 を迎 

まず 明治 三十 九 年 十月、 資本金 を 一 躍 七十 二 万円に 増資す ると 同時に、 


式 会社へ 改組 後、 技師 長 を 退し、 技術 顧問と して 重要 技術 il! 題に 参画す る ことと なった。 

第二 節 北海道 セメントの 合併 

北海道 社の 創設 明治 十九 年から 二十 二、 三年に かけて、 わが国 は 維新 後 初めての ブ— ム 時代に 際会した。 事業界の 活況 は ひ 

いて セメントの 需要 を 喚起し、 各地に セメント 工場の 新設 をみ た。 北海道 セメント 株式会社 もまた、 この 時代 

に 設立され たもので、 その. 史 はかなり おい ものであった， すなわち 明治 二十 三年 四月、 北海道-. 1 館 区の 有力 

者 吉川泰 次 郞らが 発起人と なり、 最初 本 ft を- 幽 館に、 のち 渡 島国 上 磯 郡 上 磯村 谷 好に 移し、 資本金 二十 万円 を 

も つ て 創立され たもので ある。 

ホフ マ ン式輪 窯 工場 は 3^ 朗 石^石 山に 接し、 かつ 海運に 便利な 上 磯村の 地 を 選び、 屮澤 岩太丄 咼山甚 太郞両 博士に 工場の 設 

计を 委嘱し-:。 高. U 博士  ±、  4^.7: ドイツ でミハ エリス {.Dr.  Wilhelm  Michaelis) 及へ ひ ホフマン (Hoffmann) と 

諮り、 後者の 発明に かかる いわゆる ホフマン 式 輪窄ニ 基を据 付ける ことと なった。 工場が 竣工し、 製造 を 開始 

したの は、 二十 五 年の ころで ある。 原料 石"： W 石 は、 H 場から 約 六 • 五杆 離れた 峩朗 沢から、 また 粘土質 原料 は 

工場の 西方 約 二  ニニ 杆の 桜岱 及び 十 T 堀から それぞれ 採取した" ホフマン 輪黨 (「浅 野 セメント 沿革 史」 三 一 五 

頁 m 輪 窯の 操作 法 参照) は、 わが国 最初の 試みであった ため、 操業 当初 は 予期に 反して 成績が 举ら ず、 製品 も 

思わし くなかった が、 その後 明治 二十 七 年末 ごろに なって、 漸く 焼成の 操作に 熟練し、 所期の 成 緒 を举げ るに 

至った 当時に おける 年産 高 は 三万搏 (約 五、 四 四 三 通) 程度に 過ぎなかった。 かくて 製品に 自信 を 得る と 共 

に、 一方、 日？ W 戦争後の 需要 增加を 予想して 工場の 拡張 を 企図し、 二十 九 年、 まず 資本金 を 三十 六 万円に 増资 

し、 年産 十二 万搏 (約 ニー、 七 七 ニ瓲) を 目標に、 輪黨ニ 基、 その他 粉末 機の 増設 等に 着手し、 三十 年 二月 完 

成した。 

第二 節 北海道 セメントの 合併  T 七 


支店 名 

職 員 

月給 雇 

日給 雇 

臨時 雇 

守 衛 

小 使 

計 

東京 支店 
門 司 支店 
川 崎 支店 

42 

28 

18 

23 

11 
17 

8 

9 

1 

73 
81 
13 

計 

72 

43 

28 

8 

9 

7 
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坂內 技師 長の 勇退 


合資会社から 株式会社 組織に 改組す るた め、 大正 元年 十月 七日、 まず 資本金 十万 円の 浅 野 セメント 株式会社 

を 設立し、 同月 二十四日 浅 野 セメント 合資会社 は、 その 事業 全部 (所有 資産. 債権 及び 債務) を 浅 野 セメント 

^  ^M^^. 株式会社に 合併す る 仮契約 を 締結した" よ つ て 合資会社 は翌十 一 月 十 一 曰 臨時 社員 総 

^  寸 7  8 1 6 

^  会 を 開催し、 十月 二十四日 付 締結の 合併 仮契約 を 付議、 その 承認 を 得て、 ここに その 

i ト  確定 を 見る に 至った ので あるが、 商法 上の 手続き を 完了し、 実際 合併の 効力が 発生し、 

ナ 1,1  

術  一 9  一  9 合資会社の 名称が 消滅した の は、 大正 二 年 二月から であった。 (同時に また 従来の 深 川 

t  T 展 I  一  一  8  81 工場の 名称 を 東京 支店、 後の 東京 工場と 改称した，) 当初 株式会社の 資本金 は 十万 円で 

i 時 一一 

業 臨，  あつたが、 合資会社 (資本金 五 百万 円、 内 払 込 額 二百 七十 五 万円) を 合併した 結果、 

社 f II  -  2 四百 九十 万円 を 増資して、 合計 五 百万 円 全額 払 込 済と なった (合併 後 最初の 株式会社 

当 二 *  ico  3  , 二，. - 定款 H 大正 二 年 二月 五日 制定 = について は、 各 編 第二 部 第一 章 定款 参照) 

株式会社に 合併 後、 旧 合資会社の 全社 員 は、 大正 二 年 十月 二十日 付 辞令 を もって、 

いずれも 株式会社々 員と して 引継がれた。 第三 表 は 同年 同月 現在の 職工 を 除いた 従業 

名 店 店 <s 

^ 店 計 a 

r  q  なお IS 業 以来、 技術の B お 高 指導者と して 幾多の 貢献 を 成しと げた 坂內 技師 長 は、 株 


第一章 経営 組雜の 近代化  五六 

第一章 経営 組織の 近代化 


よう. 報 を K ス 取り、 重役 室へ 顔 を 出したら、 ^社長 o^ij 泰治郞 氏) から 「これ を觅て くれ」 と 一 束の 外電の 綴り 

を 手 波され た- 別 { せで この？ I を 読んだ 私 は 愕然た る ものが あった」 あんなに 元気で 出発され た老 社長 は、 突如 ドィ 

ッで siy 病され、 今や 急ぎ アメリカ 経由 帰途に つかれて いるので あった _」 しかも 最後の 二、 一. 一 一枚の 電報に、 しきりに 

私 を サン フランシス コ までよ こせと. >リ つて いられた。 その； ：！ 的 は 私 を サン フランシス コ へ 招き、 老 社長 自ら 策を授 

けて、 TO: び メキシコ を 調査させる というので あった" ほとんど 不治と も-百うべき 大病に かかりながら、 なおかつ 輸 

出 セメント について、 かく も 熟、 心に 考えて いられる 老 社長の 心中 を 察し、 私 は 熱涙の 滂沱 たる を 禁じえ なか つ た。 

この • 中ぬ 報 絞り を 読み終る と、 副社長から 「どうす る」 という 質問 を 受けました- 私 は 再び メキシコ へ 出 K する こ 

と は 決して 嫌う もので はない が、 さきに 調査した 結果と その後 同市 場の 動きから みて、 とうてい 成功す ると は 考え 

られ ない と 詳細 説明し、 再 渡航 を 辞退して 帰阪 した" 

老 社長 は 帰朝 後、 大 磯で；^ 養され ていたが、 その にも 何回と なく 私 を 病床に 招き、 輪 出に 閲 する 報告 を 聞き、 

また 種 々指.. 小され た。 

このように、 翁 は 最後の 呼吸 を 引きと るまで 事業の こと を 考え、 事業の こと を 語られ、 まさに 事業の 権化と もい 

うべ く、 その 熱意に 対して は ただただ 頭が 下る のみであった。 


のうちに. マレ ー 半島 向け 本邦 セメントの 過半 を 占める に 至った。 しかし 商標の こと は 常に 私の 悩みであった。 

たまたま、 大日 本 製糖の 藤 山 翁が 南洋 視察から 帰 えられて、 淺野 社長に 

「御社の セメント は 蘭 印で は 随分 広く 行き わた つ ている が、 マ レ— では サ ッ パ リ 見ませんでした。」 

と 語られた そうで、 さっそく 淺野 翁から 私に この 理由の 説明 を 求められ、 私 は ハタと 返答に 窮 した。 事実 は、 蘭 

印に 劣らない くらい 毎月 出荷して いたので あるが、 それ を 言えない 立場に あった。 「イギリス 人 は なかなか 他国 品 を 

使いません から」 と： ずう 苦しい 説明で、 その 場 はかた づけた」 その後い くば くもなく、 この 件に ついて 老 社長の 承 

認を 受ける 機会が きた。 それ はこうい う 事情から であ つ た」 

ある 時、 国内 販売の ことで、 小 野 田 セメントの 笠 井 社長と 淺野 社長と が、 下 関の 出 陽 ホテルで 二人た けで 会見 さ 

れた ことがある。 私 も 随行して 別室で 待って いたが、 会談 は 不調に 終り、 淺野翁 は 非常に 不機嫌で、 そのまま 連絡 

船で 門 司に 向われた。 対談 内容に は 触れられなかった が、 淡 野 社が グ リンカ (注) や、 他社の 商標で 輪 出して いる 

ことにつ いて、 笠 井 社長から 非難され たそうで ある" 負けぎ らいの 翁 は 笠 井 氏の 非難に 対し 「あなた は 学者 だから 

自社の 商標の ない もの は、 一 袋 も 出さない などと 固苦しい こと を 言われる が、 わし は 商売人 だからお 得意先 本位で 

行きます」 と 答えた と 説明され た。 これ を 聞いた 私 は、 この 機 逸すべからず と、 さっそく マレ— 半島， iE け 商標の こ 

と を 翁に 話した" ところが 翁 は 案外 アツ サリ とこれ を 承認され た- すなわち 「あくまで 自分の 商標で 売る と言う 店 

は、 必ず 日本の 三越の ように 先 捌きに は 自信の ある 店に 違いない から、 先方の 商標で も かまわぬ から ドシ ドシ 売ら 

せなさい」 と-。 この  一 -i!E で、 久しく 私の 胸に あった わ だか まりも 一 気に 解消した.〕 

笠 井 社長が 指摘され た 7 リンカ は、 大正 十 H 年に、 私が カナダの パンク ー. ハ— 向けと して 契約した 九 千 JS の 7 リンカの こ 

とで ある。 

私 は、 Si 和 四 年の 夏から 五 年の 三月に かけ メキシコ 及び 中南米 諸国の 市場調査に 出かけた。 しかし 運赏閲 係で ほ 

とん ど 見るべき 商談 はでき なかった。 この 出張から 帰って まもなく 老 社長 は、 宮川總 三郞. 小 松隆の 両氏 を 伴って、 

シ ベリ ャ径 由で 波欧 され、 私 も 門 司までお 兑 送りした。 それから  一、 二 力 月た つた ある 曰、 重役から 至,！ 1,5 上京す る 


に 至り、 あらゆる 方面から 翁 直接の 鞭據を 受け、 指導 を 仰ぐ ようになり、 係：：：：？ ー问は 翁の 意に 動かされ， 曰&輪 

出 数量の 増大に 苦心し 努力す るよう にな つ た" 

翁 は 常に 富 山の 薬 売りと、 ド丫ッ の 本 厘の 例 を举げ て、 われわれに 教えられた-〕 前者の 販売 方法 は、 何人も 知る 

とおりで あるが、 ドイツの 本屋 も、 翁の 説明に よれば、 富 山の 薬 売と ほぼ 同様で、 新しい 書物が 発行され ると、 ま 

ず これ を 専門の 学者に 配布す る" これ は 全く 猫に 鰹節 を ハサえ るよう な もので、 配布 を 受けた 学者 は、 いっと はなし 

にこの 本 を 読んで しもう-」 そこで、 はじめて 代金 頂戴と くる" セメントの 販売 もこの 方法で いかねば ならぬ" しか 

るに 「免状 取りの 売子 (これ は、 われわれの ような 学校 出の 販売 員の 意味) は 椅子に ドッ 力と 腰掛け、 セメント を 

売ろうと する" これ はとんだ 問 違で ある" 富 山の 薬 売の ように 毎日 得意 を 回って 歩け」 とよく 叱られた ものである- 

したが つ て 私 は、 ほとんど 毎年の ように 海外 出張 を 命じられた。 

翁が 輸出に 対してい かに 熱心であった かにつ いての 夹例 は、 枚举 にいと まない ほど あるが、 それ を 一 々述べる の 

は八ホ りに 饭雑 であるから、 ここに は 単に  一、 二の 例 を 举げる ことにしたい。 

フィリッピ ン ゃ蘭領 印度に は、 以前から それぞれ 有力な アメリカ 商社. オランダ 商社の 代理店が あつたが、 これ 

ら 市場に 比して 勝る とも 劣らない マレ ー 半島に は、 適当な 代理店が なく、 同地 向け は微々 として 板わなかった。 そ 

こで 私 は、 マレ ー 半島 各地に 支店. 出張所 を 有する 有力 英 商社 を 物色し、 これと 交渉 を 始めた。 しかし、 使用 商標 

のこと で 交渉が 行 詰った。 先方 は 自社の 商標 便 用 を 主張して 一歩 も讓ら ない。 私は老 社長が 「淺 野」 の 名称 及び 例 

の 扇の マ —グ に対して、 大 なる 誇りと 強い 執着 を 持って いられる こと をよ く 知っていた。 また 日本 最大の セメント 

会社が、 他社の 商標で セメント を 売る ことのい かに 不見識で あるか もよ く 知っていた" しかし、 せっかく 兄 出した 

.ff 力 代理店 を、 この 点で 取り逃す こと はいかに も 残念である" かつまた、 この 商標 を 当方が 承認 すれば、 自社の 商 

標で 売る より は遙 かに 高値で 売れ、 しかも 数量 も 従来の 数倍に 増加す る兑 通し もつ いた" そこで 私 はいかに も^ 越 

では あつたが、 先方の 提 * を 独断で 承認した。 (編 注 • この 商標 は アダムソン 社の マン . アンド . ライオン 印で あ 

る) その 結果、 予期した とおり、 価格 は 本邦 セメントの いずれよりも 遙 かに 高く、 数 も ダン ダン 上昇し、 一、 二 年 


(第 " 図） ジ ャパ、 スラ バヤ 港に 到着の 「アサノ セメント」 （大正 15 年3  jl 


幸いに も 私の この 換案 は、 重 没の 承認す ると ころと 

なった。 もちろん、 当時の 私 は、 会社 上層 部の 空気な 

ど を 知る よし もなかつ たが、 おそらく 輸出に 極めて 熱 

心であった 淺野老 社長の 意 を 休して、 この 提案が 採用 

された ものと 思う。 これに 感激した 私 は、 直ちに 海外 

市場に おける 販売網の 整備 強化に 着手した。 

日本で も セメントの 最大 需要 先 は、 鉄道 省の ような 

政府機関であった ように、 いずれの 市場に おいても、 

政府機関が 最大 需要 先で ある 事実に 鑑み、 輪 出 セメン 

トは、 他 商品の ように 曰 本の 商社 を 通ず るより は、 各 

市場に おける 有力 外人 商社と 直結す る 方が 有利と 考え 

た。 たとえば、 頟 印度で は 有力な 蘭 商社、 英領 馬 来、 

ビルマ、 セ イロ ン等 では それぞれ 英 商社と いう ふうに、 

代理店 選択 目標 を 定めた- この 方針が 終局に おいて 効 

果を 収めた ように 思う。 

更に 輸出 を 刺激した 大きな 原因 は、 セメント 聯合 会 

の 結成であった。 聯合 会 は 国， C 需要 を 調整す る 目的で 

生産 制限 を 実施した が、 輸出 セメント は 除外した。 そ 

の 結果、 生産 制限 外にお いて 最大 数量 を 輸出す る こと 

が、 工場 を 全 運転す る ことと なり、 非常に 有利と なる ため、 各社 間に 輸出の 強化が 唱えられ るに 至った。 

この頃から、 淺野 g 社お の 輪 出に 対する 熱意 は 益々 加わり、 われわれ 輸出 係 は 翁. E 身の 直轄の ような 観 を S する 


貝の ような；：： 本で は埋 立で もやって、 少しずつ でも 国土 を 増やして いかねば ならぬ」 と 常に 言って いられた。 生前 

に 鶴 見 . 小 <st:n . 尼奇 等に 大规模 の埋立 工事 を 起し、 理想的な 工業地帯 を 創設され たこと は 周知の 事実で ある。 

セメント 事業 も、 この 信念に 立脚して 径 営され たものと： S じられ る" 輸出 セメント を 担当して いた 私たちに 常に 

話され、 鞭捷 された 言 薬 は 「曰 本の 石コ 口 や 泥 を 立派な 商品に して 外国の 金貨と 換える こと は U 本に とって こんな 

結構な こと はない」 と。 

私が 輸出 係 を 命じられ たの は、 第一次世界大戦 後 まもない ころで あつたが、 戦争 中に 拡大した 本邦 セメントの 海 

外 市場 は、 戦後、 欧州 品の 再 米で、 たちまち 奪回され、 束 南アジア 諸国 はもち ろん のこと、 天 律 • 上海の ような 日 

本に 近接した^ 場まで、 欧州 品が わがもの 顔に 横行して いた" 

セメントの ような ffl せ は 物 は、 その 価格 屮に 輪？ S 费の 占める 要素 は 極めて 大きい ので あるから、 私 はまず 欧 

州からァジァ^!5市場までの運货と、 日本からの 運 貸と を 比較 研究し、 やり方い かんに よって は、 インド 以東の 諸 市 

場 は、 ：«n 然 本邦 セメントの 勢力 範 ffl に 人るべき だとの 結論に 達し、 私に 夺 えられた 職務が いかに 意義 ある もので あ 

るか を 痛感した。 

しかるに 当時、 セメントの 輪 出に 対する 会社の 方針 は 「国內 販売の 安全弁」 という ことであった。 社. e における 

輸出品に 関する 経理 上の 取扱 はすべ て、 門 司 工場と か 台湾 工場 とかのよ うな 輸出品の 出荷 工場の 責任に おいて 処理 

されて いた。 故に、 国 內 販売が 輸出に 比し 有利で ある 場合 は、 いずれの 工場 も、 もつ ばら 国内 販売に 没頭し、 自工 

場の 利益 増進に のみ 専念し、 輪 出な ど は 全然 顧みない という 有様で あつ た。 

当時、 私 は 一介の 新参 社員で あつたが、 この 状態に 飽き 足らず、 不遜 を かえりみず、 断然 意 を 決し、 左の 要項で 

重役 席に 対し 意見書 を 提出した。 

一、 輸出 セメントの 計算 は 出荷 工場の いかん を 論ぜず、 すべて 会社 全体の ブ I ル 計算と する こと" 

一一、 輸出 セメントの 販売価格 は、 *t 仕. 1； 地の 市価に 応じ、 適， H 決定す る 権限 を 輸出 係に 付与す る こと" 

三、 輸出 数量 は 国. e 販売 を 勘 * し、 半期 毎に 予め 決定す る こと。 


序章 概  説  五 〇 

下期、 大阪木 iff 出 セメント 株式会社 を 合併す ると 同時に、 また 別に 第二 浅 野 セメント 株式会社 を 設立、 合併、 

増資した ので、 資本金 は 五 千 六 百 三十 一 万円に 膨張し、 生産 能力 も 年産 一 千万 搏 (約 一 、 七 二三、 六 四 〇 適) 

を 突破す る 勢と なった。 

il 業へ 進出 なお 本業の セメントと 並行して、 セメント 関連 事業と しての 副業への 進出 を 試みた。 まず 大正 四 年に は、 石 

綿ス レ— ト 事業に 先鞭 をつ けて 野 スレ— ト 株式会社 を 創立、 十一 一年 当社に 合併して スレ— ト 部と 改称した。 

また 一方、 日本 力— リット 株式会社 を 4n 併、 力— リット 部 を 新設して、 爆薬 界 にも 進出、 更に 震災 後 は 耐震 耐 

火 建築の 台頭 を 予想して、 鉄筋 コン グリ— ト部を 設置す るな ど、 めざましい 発展 を 示した。 

大正 十 年 七月に は、 技師 中 川 博 を アメリカに 派遣、 当時 同国で 発達し 始めた コンク リ— ト 道路. ヮ I レン ナ 

イト 道路の 構築 状況 を 視察 させ、 ここに セメント 製造業 者と して、 初めて 道路 問題に 対する 具体的 研究への 端 

緒 を 開いた。 

初代 社長と セ メ ン ト 輸出 

若 林 金 吾 

淺野翁 は、 その， 水い 事業 生活 を 通じ、 一 貫した、 確固たる 信念 を 持って いられた ように 思う。 すなわち 「廃物 を 

利用し 立派な 商品 を 造り 出し 国家に 奉仕す る」 と言うの が 翁の 事業 上の 信念で あ つ たように 思う。 

明治 初年、 横 浜の 瓦斯 会社が もてあま していた コ— ルタ— を 一手に 引き受け、 これから 石炭酸 を 作り、 大 儲けさ 

れた話 は 何回と なく 聞かされた。 また、 晚年手 を つ けられた 水力 電気 事業の ごとき も その 適例で ある。 翁 はまた 「蛻 


も 束の間であって- 復旧 I 而 要の 台頭 を 予想して 増設 も 行われた が、 結局、 需要 も 期待した ほど 仲び 得なかった _ 

一 ..m また、 この 関東大震災が コ ングリ —トに 法の 勃興 を 促し、 コ ングリ —ト 建造物へ の 関心 を 高めた こと は 特 

筆に 値する ものが あろう。 

株式会社 となる  さて、 h 述 のよう な 国内 及び セメント 業界の R まぐ るし い 変動 期に 際会して、 当社 は 積極的に 第二次 発展 期 

への スタ ー トを 切る ために、 大正 二 年、 株式会社に 改め、 躍進 時代への 第一歩 を 踏み出す ことと なった" 

大正 四 年に 北海道 セメント 株式会社 を 八 = 併し、 北海道に 新地 盤 を 獲得す ると 共に、 六 年に は、 かねて 建設 中 

の 川 崎. 台湾 両 工場が 完成、 ここに 当社 は、 その 規模と. 一一 n い、 生産高と 言い、 名実と もに わが M セメント 業界 

の 王座に 君臨す る ことと な つ た 

製造 技術 上の 新 機 一方、 製造 技術 方.. ra において は、 ハ— ド ミル . コンペ ッブ ミルの 輪 人、 門 司 工場に 二百 呎 回転 窄？ の 据付 等、 

極力 新規..^ 機械 を 採 川して、 品 の， Ml:、 製造な I の i? 加 を 図った」 また 五 年に は、 コッ トレ ル式 電気 集 嚷機を 

アメリカから 輸入して 東京 工場に 据 付け、 これによ つて 明治 四十 二、 三年 以来 江 東方 面に おいて 問題 化された 

降 灰 事件の 難問題 を ー举に 解決す るな ど、 同 工場 内の 機械 設備 は 漸次 面 ほ を 一新した。 なおこれ を 契機と して 

門 司 . 川 崎 工場と 次々 にこの 装置 を 設置し、 次第に 各 工場に 普及され るに 至 つ た。 

また 大正 十 年 八月、 台湾 工場に 廃熱 汽離を 輸入して、 廃熱 利 ffl による 工場 内 動力の. H 給 を！： り、 漸次 各 工場 

に 採用す るな ど、 生産 拡充 へ の 努力の ほど はまこと に 顕著な ものが あつ た，， - 

たまたま 4- 二 年 九月 一 日 発生した 関東大震災 は、 東京. 川崎両 工場に 壊滅 的 打撃 を 与え、 特に 束 京 工場 は 全 

焼の 難に 遭った。 

資本金 もまた、 诛式 会社へ 改組 当時の 五 百万 円から 七 百万 円、 七 百 十八 万円と 次々 に 加し、 ついに 大正 六 

年下 期に は、 一躍 一千 五 百万 円に 増資す る ことと なった" 史に九 年下 期に は、 三千 三百 万円に 増資し、 十三 年 

序章 概説  四 九 


第三 期 躍進 時 代 (大正 元年. 四 年) 

序章 概 説 

国. s: 情勢の 推移 日露戦争の 勝利 は、 日清戦争に 次いで、 わが国 産業の 急 膨張 を 促した。 しかしながら、 日露戦争 中 及び 戦後 

における 過度の 外債 政策の 影響が 全面的に 露呈し、 産業 は 外資導入 期に おける 過度の 設備 拡張に 喘ぎ、 国際 収 

支 は 元利 支払の ための 外債 政策の 続行が ついに 行き詰り、 正貨 準備 は枯渴 し、 しかも 入超 続きの ため、 対外 支 

払 財源に 窮迫して、 わが H は、 まさに 財政 的 破産 前夜の 窃地 におち いっていた。 自然、 財政 金融 は 極度の 緊縮 

政策 を 採る こと を 余儀なく され、 銀行. 会社の 破拔 続出し、 不況の ドン 底に あった。 

？ S 一次 世界大戦と 僥倖に も 大正 三年 勃発した 第一次世界大戦 によって、 当初の 混乱と 沈衰 から、 大戦 終了後 は、 空前の 大戦 景 

好況 

気 を もたらし、 セメント を 始めと する 民需品の 輸出の 増大と 物価の 暴騰と を 促した" この 大戦 景気の 波に 乗つ 

て、 セメント 界も 空前の 活況 を呈 し、 会社の 創立、 工場の 新設、 拡張 等 盛んに 行われる ようになった： しかし 

ながら、 この 大戦 景気 も 長く 絞かず、 わが国 経済界 は 再び 反動 期に 低迷し、 大正 九 年の 金融恐慌 を 転機と して 

萎靡 沈滞、 不況 は 更に 深刻化した-," このような 景気 下降 は、 一時的に は 中間景気の 突発 を 見た ものの、 急 膨張 

した セメント 界 にたち まちに して 生産過剰 を 招来し、 ために 大正 十三 年、 セメント 聯合 会 を 結成して、 生産 制 

限に より 需給の 調節 を 図る ことと な つ た 

これより 先、 大正 十二 年 九月 一日 関東 地方 を 襲った 関東大震災 は、 一時 市況 を挽冋 する かに 兒 えたが、 それ 


「春 帆楼 へいこう」 

といいだ す-」 曰 清 談判で 有名な 下 関の 春帆楼 のこと で、 工場の 下から 船 を 仕立てて 下 関に 渡る の だ。 ところが 奥 

さんが やかまし いので、 コ ッソリ 出かけねば ならぬ。 というの も、 酔って くると 坂內 さん は、 金の 勘定が メ チヤ グ 

チヤになる からだ" 舟の 仕度 は、 岛5: . 田 宮が抜 H なく 整えて おいて、 サット 繰り出す。 その 問、 奥さんの 相手 を 

して、 ffi 敷へ 出て こられない ようにす るの が 私の 役 さ" 

3^り出してしまぇば仕方がなぃ" そこで、 奥さんが 私に 頼む。 

「緑 川さん、 財布 をお 願いし ますよ」 

春 帆楼へ 上る と、 若い 妓を 大勢 集めて、 大騒ぎになる-。 女が 坂 内さん に 何 かね. たると、 

「シテ 力 二  、 よし、 よし J 

と 何でも 買 つ て やる 約束 をす る。 だんだん 酔 つ てく ると そのまま 寝込んで しまう。 そこで 私が ソッと 財布 を 抜き 

とる-」 

こうして、 二 曰 も、 三日 も 騒いだ もの だ。 しかし、 これで は 金が かかりす ぎる ので、 坂內 さんに 進言して、 春 帆 

楼を やめて、 門 司で やる ようになった。 

坂 内さん は 学者肌で 淸獨 あわせ 吞む 大人物で あ つ た。 

大社 長 は、 坂. e: さんの この 人柄 を 見抜いて か、 度々 外国へ 留学 させた が、 門.. H. から アメリカへ 行った ときの 土産 

が、 例の 日本 最初の 回転 窯 だ。 坂內 さん は そのまま 門 司へ li 帰らず、 深 川の 本社に 勤務す る ことにな つたので、 そ 

の 後 は、 会う 機会が なくなった。 


第三 節 坂 €： 冬 蔵  .  四 七 
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んの 家へ 押し かけた。 坂內 さん はお 洒が 

好きで、 折から- E の 夕方な ので、 ぉ瞎を 

^ 緣 側に 出して チビ リチ ピリと やって いた。 

われわれ のい うこと を、 黙って 聴いて い 

冬 たが 返事がない。 重ねてい うと、 今 K は 

rt 瞎を 引いて 緣 側から】 iss へ 引 込んで しま 

つ た" 

坂 

仕方がな いので 工場へ 戾 つ たが、 どう 

g しても やりたい ので、 高 島さん の 出張 中 

！ 2 の 留守 を ねらって、 粘土の 裏返え し を や 

S つた。 案の定、 時間が 半分で すんだ。 大 

いに 得意に なった が、 黙って やった から、 

叱 言が くる だろうと 党 倍して いた" 十 日 

経っても、 十五 日 過ぎても 何とも.. ム わない。 そのく せ、 現場 は 何度も まわって 兄て いるの だ， - たまり かねて、 坂， s: 

さんのと ころへ 行って わけ を 一 おした。 すると、 

「シテ 力 二、 よしよ し」  • 

といって、 何の 叱 言 もなかった。 

坂內 さん は、 会津の 人で、 「シテ 力 二」 という 方 首 がつ いて まわった 『" 

深 川の 三 侯 支 E 人が 「門 司の 奴等 はねむ つてい る」 といった の は、 こんなと ころ をい つたの かも 知れない。 

正月 は、 坂內 さんの 家へ 皆 集って 年賀 を 交すなら わしに なって いた" 坂 内さん は、 若い者 を 集めて、 酒 を 飲んで 

騒ぐ のが 好きだった。 だんだん £ がま わって くると、 きっと、 


注 かれは 大正 四 年 十二月 九日、 五十 七？ W を もって 病没した _ し 


， 

綠 
川 
政 
藏 

硬 
軟 
兼 
備 

の 

坂 

さ 
ん 

私 は 明治 二十 九 年、 深 川 T- 場へ 人； したが、 三十 一 年の 十 一 月に 門 司 工場へ 岩 井清 蔵 氏と 二人で 赴任す る ことに 

なった。 


そのと き 支配人の 三 保 盛 一さん が、 二人 を 上野の 精 *杆 によんで、 送別会 を M いて くれた. し 

今でも 覚えて いる 送別の 辞 はこう だ。 

「門 司の 奴等 は 眠って いるから、 石 を ブッッ けて、 眼 を さまして やれ、 投げ返え してきたら フワ リ とうけろ」 

門 司に 来て みると、 なるほど 三 保さん のい うとお り、 ノン ピリと している， - 時間 中に 裏の 風師 山へ 目白 を 捕りに 

行く 社員が いる。 これで は 職工の しまりが つかぬ と 2^ つた。 

門 司 工場の 支配人が 坂內 さんで、 先生と 呼ばれて いた。 (編 注 11 東京大学 初期の 理 学士)  二人が 着任の 挨拶に 行 

くと 「若い者が 来て 世話が やける。」 といって 笑った。 その 下に 高岛 という 被 造 課長 かいた" 坂 内さん は 学！^ 肌の 人 

で、 万事 慎重 だが、 高 島 課長 も 仕事に ついては、 われわれに にもい わない。 前 らの 什き たりのと おりに やらせ 

るつ もりら しい。 私と 岩 井 は 製造 を 担当した が、 しばらく やって いるう ちに、 粘土の 乾 煉 に ひま 小 かかりす ぎる の 

に 気がついた」 

粘土 は 鉄板の 上に 並べ、 ド から. K を 焚いて 乾燥して 原 St 粉末す るの だか、 S 返え し を すれば、 ずっと 早く 乾燥す 

るだろう と 思い、 高 島さん に 進言した が 了  1： に 実現す る 様子がない" とうとう 業 をに やして、 岩 井と 二人で 坂內さ 
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なおまた、 かれの 意見に よって、 直 

接 原石に よる 乾式 焼成 法 を 採 ffl してい 

た 門 司 工場 も 機械化され、 海外から わ 

が 国 最初の チ ュ —ブ ミル を 輸入して、 

扮末 能力の 増加 を 図り、 次いで 大阪築 

港 納入 用 セメントの 増産の ために、 従 

来の 原石 焼成 法 を、 消石灰 を もってす 

る 粉 灰 乾式 法へ 転換す るな ど、 幾多の 

画期的 改革に 成功して いる-」 K にセメ 

ント 生産技術 上に おける かれの 革命的 

功^と して は、 当時 アメリカで 工業 的 

に 利 ffl された ばかりの 回転 黨を、 わが 

国 最初の 回転 焦と して 輸入して、 深 川 工場に 据 付けた 結果、 生産高に おいても、 また 品 1K の 点に おいても 飛躍 

的な 記録 を 生んで、 わが国 セメント 工業界に 一大 指針 を 与えた ことがあ げられ る： 

かくして 創業 以来、 欧米 視察 四 回に 及び、 技術 方面の 最高指導者 として 幾多の 新 増設、 改良に 偉大な 功 結の 

あった かれは、 株式会社へ 改組 後、 大正 二 年 五月 二十日 付 を もって 技師 長 を 勇退し、 別に 技術 顧問と して、 自 

由な 立場から 技術 関係の 重要 問題に 参画す る ことと なった。 

当社 七十 年の 輝かしい 歴史 を 顧みる 時、 坂 內冬藏 (注) は、 偉大な 経営者 初代 淺野 總ー郞 と共に、 わが国 セ 

メ ント 工業技術 創始の 恩人と して、 長く 不滅の 光り を 放つ であろう。 


ml 坂 冬藏が ドィ ッ から 持ち帰え つた セメ ン ト 文献の 一つ 


SSdrtclmatoriaUen. 


なかた わら、 特に 浅 野 工場の 用務 を 帯びて、 英. 仏 両国へ も 出 

二十 一 年 帰朝、 石膏の 使用、 一 • 三 モルタル 試験法の 新 知識 を 

伝えた。 時、 たまたま 皇居の 造営 工事 を 始めと し、 急増 

する 需要に 応じる ため、 浅 野 工場の 第二次 増設 工事に 際 

会した ので、 海外の 新 知識に 基いて、 初代 社長. 淺野喜 

三郞ら と共に、 石灰 窯 • 燈禅器 . 沈澱 池. フ レット ミル. 

蒸汽汽 維の 増設 及び 角 製 器 • 竪 篩. グラッシ ャ—. 搏製 

造 器の 新 工事の 指導 監督の 任に 当 つ た。 

更に 西日本 進出の 先駆と して 計画され、 資金 難の ため 

に 坐 折した 門 司 村 柳ケ浦 海岸の セメント 工場 建設の 現場 

指導 は、 惜しく も 実 を 結ぶ に は 至らなかった が、 二十 六 

年 九月 完成した 門 司 分工場の 第一 回 増設 工事に は、 深 川 

工場から おもむいて、 工事 一切 を 監督 指導した。 

その後、 横 浜 築港 工事の 際に は、 大量 納入と 品質の 抜 

群と を もって 浅 野 工場の 产価を 高め、 二十 四、 五 年ゥラ 

ジォ ストックへ 大量 輸出 をす るな ど、 当時の 代表的 a ェ 

事に おいて、 数量、 品質と もに 断然 他社 品 を 圧倒して、 

日本一 の 折紙 をつ けられた の も、 特に 坂 内 技師 長の 不断 

の 努力に 负ぅ ところが 多 か つ たと" 一 S つても 過"  一- E ではない。 


第 


かれは セメント 工業の 理論的な 方面 を 研究す f 

張し、 直接 諸 機械の 調査、 Ss; 入れな どに 奔走し、 
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坂 内 冬 藏は会 律の 人で、 明治 十六 年 七月、 東. お 大学 理学部 化学 科 を 卒業後、 一時 山口県 師範学校. 山 U 屮学 

校で 教鞭 をと つていた が、 十九 年 三月に 至り、 浅 野 工場に 技師と して 入社した。 直ちに 明治 十九 年 九月、 セメ 

ント 工業 研究の ため、 政府の 臨時 建築 局の 委託 実習生と して 選抜され、 ドイツ 及び イギリスに 留学 を 命じられ、 

淺野 喜三郞 と共に 海外 派遣の 栄に 浴した こと は、 当時の 浅 野 工場と して、 まことに 特^に 俯すべき 一 大英断と 

言わなければ ならない。 


第二 章 回転 窯の 登場  四 二 

大キナ 繁ヲ用 ヒル 頃 二 ナ プ テ来タ モノ ト思ヒ マス〕 ソ ンナ大 キナ窯 ヲ用ヒ マ シ テモ、 私 力 小 サイ 窯即チ 六尺 二 六十 

尺ノ 窯テャ ッ テ居リ マス モノ  二 較へテ 見 マスト、 マタく ァ チラノ 製造 高ハズ ゾ ト 低ィャ ウテ コ サイ マス。 又 石炭 

モ多グ 使 ツチ ヰルャ ウテ コ サイ マス。 ソレテ 昨年 ァ チラ へ 参リ マ シタ節 二  、 此 小サナ 六尺 二 六十 尺 ノ窯テ 私 力 五 百 

櫞 乃至 七 百 搏ヲ焼 出 スト 言へ ハ、 ナニヲ 噓ヲ言 フカ ト言 ッテ 全然 信シ ナイ 者 モア リマ シ タケ レ トモ、 併シ 事実 ソレ 

二相 違ァリ マ セ ン カラ、 ァ チラノ 方テ モ非常 二 ビ ッ グ リ致シ テ居リ マ シテ 是非 其方 法ヲ 採用 シ タイト 言 フャ ゥナ， 1: 

モア リマ シ タ。 

併 シ私ハ 丁度 ァ チラ へ参リ マ シタ、 此方 法ノ 特許 ヲ願ヒ マ シタ。 ソレテ 特許 出願 中ハ多 ク話ス コトヲ 私 ハ拒ミ マ 

シ テ黙ッ テ帰リ マ シテ。 マタァ チラ テ ハ 特許 二 ナ リマ セン ケレ トモ、 地テ ハ既ニ 此方 法ハ 特許 二 ナツ テ居リ マス-" 

尙ホ近 U カラ 三 基 ニ致シ マ シテ 同時 二 又 門 司ノ 分工場 二 モ更ニ 四 基 タケ 今据 付中テ コサ イマ ス カラ、 是モ 近々 落成 

ス ルャゥ ニナ リマ スレ ハ、 双方 テ 一 ヶ月 十万 搏 以上 ハ 確 力 二 製造 ス ル コトカ 出来 ャゥ ト思ヒ マ ス。 

坂內 技師 長 は 明治 四十 年、 再度 アメリカに 渡り、 この 方法に 対して 特許 を 得ようと 努力した が、 成功し なか 

つ た。 しかし この 方法 は、. e: 容積の 比較的小 さい 回転^で 試みる 時 は、 その 実績が 意外に 顕著な ものが あつたの 

で、 その後 も ヤヨ 化 独特の 说成 法と して、 門 司 はもち ろん、 ^崎. 台湾. 北海道の 各 工場で も碩次 試みる に 至った。 
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た。 四十 一 年 以来 初めて 工場 内に 電燈が 点じられてから 後、 一 時 動力 は 蒸気 及び 電力の 併用 時代で あ つ たが、 

四十 四 年 四月から 以後 は、 もっぱら 電力に よる ことと なった。 

初めて 回転 窯に よる 焼成 を 試みる に 当って、 坂 TM; 技師 長 は、 最初 門 司の 竪窯 焼成に 試用して 成功した 粉 灰 焼 

成、 すなわち 消石灰と 粘土と を 混合 調合して 焼く 方法 を、 そのまま 回転 窯に 応用して みた： しかし これに 代る 

べき ものと して、 次に 9^ 出した 方法が 生 灰 焼成 法であった" これ は 消石灰と せず、 生石灰の まま 粘土と 共に、 

回転 窯に 送り込み 焼成す る 方法で ある。 ついに この 方法 は 成功し、 これにより 焼成 高 は 著しく 増加す るに 至つ 

た。 

生 灰 焼成 法と 回転 窯 増設の 事情に ついて、 坂 內冬藏 は、 四十 一 年 五月 開催の 黨業 協会 第 十四 回 総会 席上、 「輪 

転 式 セメント 焼成？ -ニ 就テ」 と 題す る 講演 中 左の ように 述べて いる。 (詳細 は 「浅 野 セメント 沿革 史」 二 四 一 頁 

参照) 

扨 其 生 灰 乾式 法ノ 結果 ハ トウ テア ッ タカ ト申シ マス レハ、 非常 ナ 好結果 テ コサ イマ シタ。 セメント ノ焼出 高モ著 

シグ增 加 シテ参 リマ シタ。 又 石灰 ノ 消費 高ハソ レト K 比例 二 段々 減少 シテ来 マ シタ。 而モソ レニ 加 フルー 一 職工 力 熟 

練 シテ参 リマ シテ、 旁々 非常 二 好成績 ヲ得ル コトカ 出来 マ シタ。 一基 ノ窯 カラ 七 百 樽 分 位ヲ焼 出スル コトカ 出来 ル 

ノテコ サイ マス。 之ヲ 米国 辺テ ャッテ オリ マ ス所ノ 焼 出 高 ニ較へ テ見 マス レハ 殆ト 三倍 二 ナツ テ居リ マス。 ソレカ 

ラ 石炭/消費 卨ハ ト申シ マスト 彼 ニ比シ テ殆ト 三分 ノー  ニナ ッテ 居ル、 焼 出 高 力 三倍 二 増加 シ、 石炭 ノ 消費 高 力 三 

分ノ  一  二 減 スル。 是ハ 非常 ナ 好成績 テア ラウト 私 ハ信シ テ居リ マ ス。 

ソレテ 序 二 申上ケ テ置キ マ ス 力、 是 ハ 外国 ノ コ トニ 閲シ マスカ、 近来 米国 二 於 テモ此 回転 窯 ハ段々 大 キイ モノ ヲ 

ffl ヒチ来 ルャゥ ニナ リマ シタ。 其最モ 大キナ モノ ハ、 直径 八 尺 乃至 九 尺、 長サ百 五十 尺位ノ モノ 力 アリマ ス。 齊通 

二 先 ッ百尺 以上，， - モノ ヲ川 ヒル ャゥニ ナツ テ居リ マス。 ナセ ソン ナニ 大キナ 窯ヲ用 ヒル カト言 へハ、 ソレハ 矢張リ 

長ィ突 ヲ川ヒ マスト、 窯 ノ中ノ 余熱 ヲ 利用 ス ルコト カ多ィ カラ、 従 ツチ 燃料 ヲ減ス ルコト 力 出来 ル。 ソン ナヮ ケテ、 
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つぎに 増設した： 明治 三十 九 年、 第二 号 回転 窯が 運転 を 開始す る ころに は、 旧来の 竪窯 焼成 を 既に 廃止し、 十 

二 基の 竪窯は 大部分 取り こわされ たが、 僅かに 残された 五 S のうち、 一基 は 煙突に、 四 基 は 粘土 乾燥 窯に 転用 

(大正 十二 年 関東大震災 当時まで 使用) して、 ここに 深 川 工場の 製造 方法 は、 全く 回転 窯 焼成 一本 建と なった。 

第一 号 及び 第三 号の 両 回転 窯 は、 いずれも アリス . チヤ— マ— ズ社 製で あつたが、 第二 号 窯の みは 石川岛 造船 

所 製で、 第 四 n ケ？ は 粘土 乾 煉黨を 改造した ものであった- また、 明治 四十 三年の ころ、 更に 扮末 能力の 増加 を 

図る ため、 チ ュ —ブ ミルの ほか、 新たに 原料 部に セパ レ ー タ ー r 径九呎 = 二  • 七 四 三 米) と共に、 フ— ラ— ミ 

チュ —ブ から フ ー ル (径三 三 吋 =〇. 八 三 八 米，： -を据 付けた" その後、 チュ I ブ ミル は 漸次 フ— ラ— ミルに 置き換え、 しかも 径 

ラ ー へ 

三 三 吋の 小型 フ— ラ— ミル は、 やがて 全部 径四ニ 吋 (， 一 .〇 六 七 米」 の 大型 フ— ラ I ミルに 変り、 粉末 能力 は 

第 四 号 回転 窯の 運転 開始と 相 まって、 いよいよ W 大 される に 至った。 深 川 工場の 動力が、 一部 電力に よるよう 

電 化  になった の は、 門 司 工場より 一年お そく 四十 三年 ごろであった。 七十 五 馬力の 電動機 二 基 を、 配電所の 東側に 

据 付けた のが 最初で ある。 

門 司 工場の 増設  一方、 門 司 工場で も 西日本に おける^ 激な 需要の 増加に 応ずる ため、 深 川に ならって 回転 窯 焼成に 転ずる こ 

ととな つた。 すなわち 明治 四十 一年 八月 十五 曰、 初めて 回転 窯 二 基 (いずれも 径七 X 長さ 八 〇呎= 径ニ. 一三 

三 X 長さ 二 四 • 三 八 〇 米) に 火入れ を 行い、 続いて 同年 十二月 一基 (径七 X 長さ AOS;) を 増設、 まず 三 基 運 

転 を もって スタ— トを 切った-」 それから まもなくして、 四十 四 年 三月、 更に 二 基 (径七 X 長さ 八 〇 呎) 増設、 

結局 合資会社 時代の 同 工場 回転 窯 は 合計 五 基と なり、 深 川 工場より 一基 多く、 しかも いずれも 内容 積の 大きな 

回転 窯であった ために、 四十 四 年 ごろ 製造 高 は 深 川を遙 かにし のぐ までにな つた。 最初の 三 基 は アリス. チヤ 

—マ— ズ社 製で あつたが、 あとの 二 基 は 三菱 造船所の 製作に かかる ものである-。 このように、 回転 窯 焼成に 転 

換 したため、 四十 三年 十二月に 至って、 旧来 併行 的に 続けて いた 堅 窯 焼成 を 廃止し、 いずれも 石灰 蜜に 転用し 
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成果 
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五六、 八 三 八. 五 四 四 円 

二、 五 二 六. 三 八 一 円 
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明治 三十 六 年 十一 一月 十日から 試運転 を 開始した 回転 黨は、 翌年 一 月末 曰までに 八 三 一 一 樽 (約 一 四 三 通) を 製 

造し、 二月 は 煙突 改造の ため 休止、 三月から 再び 試験 焼成 を 行い、 その 数量 は 漸次 I？ 加す ると 共に 品質 もまた 

向上した。 同年 七月 二十 六日 夜、 石炭 粉末 室 及び 回耘窯 室の 問から 火 を 発し、 一部 火災に かかった ため、 再度 

製造 休止 を 余儀なく された が、 同年 九月 下旬に 復旧 工事が 完成した ので、 直ちに 焼成 を 開始した。 したがって、 

十二月 末日までに 一九、 四 二 六 樽 (約 三、 三 四 八瓲) を 製造、 その， 2:、 四、 六 〇〇 樽 (約 七 九 三 通) を 出荷した。 

かくて 数量の 加、 ひいては、 製造 原価の 低減、 品 1W の 向に により、 ここに 回転 窯の 偉力 は 漸く 認められ るに 

至った。 

まだ竪？^全盛の時代にぉぃて、 このよう にいち ra^ く 回転 煮 を 輸入し、 わが国 セメント 工業界に 一大 光明 を投 

げかけ たこと は、 当社 七十 年の 歴史に おいて、 最も 誇る にたる 偉大な 功績の 一 つと も 言うべき であろう。 

第二 節 回転 逢の 増設と 生 灰 焼成 法 

わが国 最初の 第一 号 回転 塞の 成功と、 日露戦争 後の セメント 需要の 急激な 増加と を 予想し、 深 川 工場で は、 

第二 号 回転 窯 (径六 X 長さ 六 = 径ー . 八 二 九 X 長さ 一八. 二八 八 米) を 明治 三十 九 年に、 続いて 四十 二 

年に は 第三 号 窯 r 径七 1：= 二  . 一三 三 米 X 長さ 六 〇so 、大正 元年に は 第 四 号 焦 (径七 X 長さ 六 〇 呎) と、 つぎ 

第二 節 回転 窯の 増設と 生 灰 焼成 法  三 九 


第二 章 回転 窯の 登場 

付 屈 機械の 増設 


汽機 一基 

煙突 一基 


一、 五八 六. 七三 七 円 

一、 一 九 六. 一 三 三 円 


三 八 

深 川 工場 第一 号 回転 窯を据 付ける について は、 それに 

付属す る汽 機. 汽纈. 石炭 粉末 機 (グリッフィ ン ミル) 

及び 原料 粉末 機 (チュ —ブ ミル) など を 増設し なければ 

ならな か つ たので、 それら 付属お 機械の 増設の 件と 共に、 

明治 三十 六 年 五月 一 一十 九日 付 を も つ て 警視庁から 正式 認 

可の 指令 を 受けた 「• そこで 直ちに 工事に かかった が、 ァ 

メリ 力へ 注文した 諸 機械の 到着が 意外に 遅れた ので、 全 

部の 工事が 完成した の は、 ^^年十  一 ！ 《 十 一 日で あり、 実 

際 回転 窯の 試 運お にかかった の は、 十二月 十日から であ 

つた。 回転 窯 及び 付属 動力 設備、 粉末 機 その他 これに 関 

する 一 切の 新 増設 諸 機械 建築物 は 次のと おりで ある。 

一 、 機械 器具の 部 

回転 式 焼 窯 (径 六呎、 長さ 六 〇呎= 径 一 . 八 二 九、 長さ 

一 八 .一 一 凡 八 米) 


原料 粉末 機 

石炭 粉末 機 

ラン カツ シャ. 


- 型汽隨 一 基 


二 五、 四 五 九 • 五 七 五 円 

五、 五 九 三. 九 三 二  n 

九、 三 七 六 丄ハ三 〇 円 

五、 八 七三 • 八 四 〇 円 


シャフトべ ヤリング 革 車 及び 鋼 車 五、 四 〇五 •  二三 七 円 


わが国 ft 初の 回転 

窯と 坂 內冬藏 


それが 工業 的に 成功 を 改めた のであった。 

さて、 わが国に おいて は、 当社が 率先して 回転 窯 を 輸入し、 試運転 を 開始した の は、 明治 三十 六 年 十二月 (一 

九 〇 三年) 深 川 工場に おいてで ある。 こ 

れ より 先、 十九 年に、 建設 局 実習生 並び 

にべ ッ クマ ン 貸費生ら 一 行と 共に、 ドィ 

ッに 留学した 坂 內冬藏 は、 かの 地に おい 

て、 当時 ランサム、 スト— クスら が 初め 

て 回転 黨 による セメント 焼成 を 試みた こ 

と を 聞き、 特に イギリスに 渡って その実 

際 を 調査した ことがあった。 しかし、 か 

れらの 試み は 前述の ように、 結局 まだ 実 

験の 域 を 脱せず、 工業 的に は 成功して い 

なかった： したがって、 坂內 自身 も 当時 

において は、 まだ これ を 輸入して みょう 

という 考え も 起らなかった。 しかるに その後、 これ は アメリカで ついに 工業 的に 成功し、 次いで イギリス でも 

また、 漸く 発展しょう とする 形勢と なった。 そこで、 三十 五 年 三月、 坂內は 社命に よって アメリカに 渡り、 種 

々調査の 結果、 突 結が 予想外に 良好な こと を 知り、 急遽 帰国して、 とりあえず 一基 を アメリカの アリス. チヤ 

. — マ — ズ 社 广 Allis-CIiarmers  Manufacturing  Co.) に 注文し、 ここに 初めて わが国 最初の 回転 窯 を 輸入す る こ 

ととな つた。 

第一 節 わが国 最初の 回転 窯  三 七 


第二 章 回転 窯の 登場  三 六 

第一 一章 回転 窯の 登場 

第一 節 わが国 最初 Q 回お 窯 

回転 窯の 発明 ポルト ランド セメントの 焼成 方法に、 機械的 一大 進歩 を もたらし たもの は、 実に 回転 窯の 発明であった.，. 初 

めて セメントの 焼成に 回転 式の 焼 窯を応 ぼし、 その 機械的 運動に よ つ て 原料の 乾垛 . 調合 . 扮碎 から 焼成 . 冷 

却に 至る までの 一連の 生産 工程 を、 連続 的に 操作し うる 方法 を 案出した 者 は、 イギリス 人ト —マス. ラッセル. 

クランプトン rnsmas  Russel  crampton) である。 かれは この 方法に 対して、 一 八 七 七 年 (明； £ 十 年) 六月 二十 

三日 付 を もって イギリスの 特許 を 得て いるが、 更に その後、 同国 土木 技 帥 フレデリック. ランサム (Frederick 

Ransame) 及び フレ デリ ッグ. ウィルフリッド. スコット. ス ト I 'グス cp-rcderick  Wilfrid  Scott  stokes) が、 

燃料の 効率的な 使用に ついて 改良 を 加える ところがあった j しかし 適当な 耐火煉瓦がなかった ことと、 回転 讓 

の 長さが 短いた めに、 焼 焦 内の 温度の 調節が 困難であった こと、 、 反び ガスの 燃焼に よって 焼成した 結果、 製 

品が あまりに も 高 石灰 質であった ことな どから、 その 当時に おいて は、 不幸に して いずれも 工業 的に は 失敗に 

終った。 

アメリカで 工業化 しかしながら、 これ を 工業 的に 成功 させ、 発展への 端緒 を 開いた もの は、 アメリカであった。 すなわち 一八 

九 六 年 (明治 二十 九 年) 一月 十八 日付 を もって、 回転 窯 焼成に 関し、 特許 を 得た ヱ ドヮ— ド. ヘン リ. ハリ— 

(Edward  Henry  Hurry) 及び ハ リ— . ジ ョ ン . シ— マ ン (Harry  John  seaman) の 両人であった。 かれら は、 

焼 塊の 冷却 方法の 改良と、 回転 黨へ 直接 微 粉炭 を 焚き 込んで 原料 を 焼成す る 方法と についての 発明 を 試みて、 


かれは 特に これ を 粉 灰 乾式 法と 呼んで いた」 門 司 工場の 製造 様式 変更に ついては、 初代 社長 及び 大川 監査役 も 

しばしば 門 司に 出張し、 つぶさに その 突 際 を 視察した ものであるが、 意外に その 実績の 良好 (量 は 従来の 三倍) 

な こと を 知って、 いよいよ 正式に これ を 採用す る ことに 決し、 三十 三年 二月から、 まず 原料 石灰の 自給 を 図る 

ために、 石灰 窯 (五 基) の 新設、 その他 これに 伴う 工場の 改築 工事に 取り かかる ことと なった。 たまたま、 同 

年 七月に は、 大阪 築港 当 との 間に セメント 納入の 契約が 結ばれ、 門 司 品が これに 振り向けられる ことと なつ 

たので、 かたがた 工事 を <„i ぎ、 同年 十二月に 至って 漸く 完成、 ここに 門 司 工場 は 新しい 製造 様式の もとに、 再 

スタ— トを 切る ことと な つ た。 

このように、 チュ —ブ ミル を 始め、 各種 工場 設備の 増 改築に 加えて、 消 石 による 乾式 焼成 法への 製造 様式 

変史 によって、 品 CT« の 向上と 同時に 製造 能力 は 急激に 増大し、 三十 六 年に 至る までの 大阪 築港へ の 大量 出荷 も、 

陵に まかなう ことができ、 生産高 は 漸く 深 川 工場の 塁 を 摩そうと する 勢と な つ た。 


第三 節 門 司 工場の 製造 様式 変更  三 五 


第一章 匿名 組合から 合資会社 組織へ  三 四 

明治 三十 一 年 六月、 第 一 回 購入 分 一 万瓲の 入札 希望 社 は、 浅 野. 日本. 大阪. 愛知. 小 野 田 • 北海道 及び 屮 

央の七 社であった。 前例と して、 横 浜 築港 コン グリ— ト方 塊の 亀裂 事件 も あるので、 当局 は 年産 能力 はもち ろ 

ん、 実際の 設備. 工場の 操作 方法に ついて 調査す る 一 方、 わが国 空前の 事例と して、 注目すべき 製造 監督の 一 

章 を 含む 購 S3 規程に よって 認定す るな ど、 厳重 を 極めた ものであった： かくて、 競争 入札の 結果、 瓲 当り 金 十 

七 円 五十 銭 (一博 三 円 十八 銭) の 最低 価格 を もって 小 野 化に i 格 札した が、 第二 回 購入 分 一万 瓲は、 第 一回分 

•  の 納入 成 緒に かんがみ、 これ を 五 千瓲 ずつ 二分し、 小 野 S 及び 浅 野 門 司の 両 工場に 分割 契約して、 競争 入札 を 

廃止す る ことと なつ た。 

当社 門 司 工場 品 は、 明治 三十 三年 七月 五日に 初めて 第二 回 購入 分の 半数、 五 千瓲の 納入 契約が 結ばれ、 最終 

回、 すなわち 第五 回 購入 分 六百瓲 は、 三十 六 年 六月 十日に 契約が 結ばれ、 同年 十月 三十日 を もって、 最後の 検 

収が 終了した-" 当社の 納入した 総数 量 は、 一六、 一四 〇 通で あつたが、 当時の 門 司 工場 は、 その 生産 能力に お 

いて は、 前記 有力 セメント 八 工場 中 (当社 深 川 工場 を 含む，)、 遺憾ながら その 最下位に 甘んじな いわけに はいか 

なか つ た。 

ここにお いて、 合資会社 組織と なるや、 まず 焼 煮. 乾燥 場. 散布 場の 増設 はもち ろん、 更に ドイツから チュ 

—ブ ミル その他の. 機械 を 輸入す るな ど、 極力 能力の 増加に 努める と共に、 一方 また、 品質の 向上 を 図る ため 

に、 製造 様式の 変更 を 企図す るに 至った。 

消石灰に よる 乾式  すなわち 同 工場 は 創業 以来、 1? 料 事 隋 によって 深 川と は 3!- なり、 直接 石に よる 乾式 焼成 法 を 採用して きた 

r^^M  、 亦夂更 

が、 その 成績 は 予期に 反して、 あまり かんばしくなかった" 当時、 門 司に あって 技術 関係  一 B- を 監督して いた 

坂內 技師 長 は、 あらゆる 苦心 を 私って、 従来の 原石 焼成 法の 欠陥 を 除去し ようと、 種々 研究の 結果、 新たに 消 

石灰に よる 乾式 法 を 案出す るに 至った。 この 方法 は、 直接 石灰 原石に よる 従来の 乾式 法と 区別す る 意味から、 


深 川 工場に チュ ー 

ブ ミル を 新設 ， 


この チュ— ブ ミル は、 当^^、 わが国に おける セメント 工業界の 権威と して 知られて いた 高山 截太郞 博士の 勧 


めに よって 輪 人され た、 わが Ms? 初の ものであった。 


大阪港 築港 工事と 

浅 野 セメント 


門 司に おける チ ュ —ブ ミルの 成 緒が 意外に よか つたので、 

深 川 工場で も、 これ を 原料 部 及び 仕上 部に それぞれ 一 台 

ずつ 据 付ける ことと し、 三十 五 年上 期 中に 据付 工事に 着 

手し、 同年 下期 中、 仕上 用の 一 ム 口が 完成した" その後、 回 

転 窯 時代と なつてから、 両 工場と も 漸次 従来の フレット 

ミルの ほかに、 これ を 増設して、 その 粉末 能力の 増加 を 

IS つ た。 三十 五 年度に おける 深 川 工場の 年 生産高 は 九 八、 

〇〇〇 樽 (約 一六、 八 九 二通/門 司 工場の それ は 一 一 五、 

〇〇〇 搏 (約 一九、 八 ニニ 通)、 合計 二 一三、 〇〇〇»  (約 

三 六、 七 一 四 ®) で、 合資会社 改組 当時、 すなわち 明治 

三十 一年の ころに 比べ、 実に 三倍の 増加と なった。 

第三 節 門 司 工場の 製造 様式 変更 

門 司 工場の 製造 様式 を 変更す るに 至 つ た 直接の 原因 は、 

明治 三十 年 十月、 オランダの 土木 技師 ョ ハ ネス ニァ • レ 

1 ケの 設計に よ つ て 着工され、 三十 八 年 七月 大部分の 完 

成 を 見た 大阪港 築港 工事に 直接 関連す る ことから 始まつ 

ている。 


第三 節 門 15- 工場の 製造 様式 や 
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第一章 E 名 組合から 合資 会； 組雜へ  一- ■ 


g 末 能力の 培 進 を 門 司 工場 は 創設 当初、 すなわち 明治 二十 七 年から、 深 川と 異なって 直接 原石と 山 粘土と による (門 に は 川 

言 

泥がない から) 竪窯式 原石 乾式 法 を 採用して いたが、 石灰石と 山 粘土と は それぞれ 硬度 を 異にする ので、 フレ 

ット のよう な 簡単の 粉碎 機で は、 充分に 双方 を 同じような 程度の 微 粉末に 粉碎 しがたい ばかりでなく、 かつ 原 

料 粉末 を 調合す る 場合 は、 すべて 人力に より 原料 を 一 マ！ W 量して いたので、 往々 にして 調合 割合に 不均衡 をき 

たす 場合が 多かった。 そこで、 調合 (秤 量) に 機械的な 自動 天抨を 備えつ け、 あわせて 粉末 能力の 増加 を 図る 

意味から、 坂內 技師 長の 意見に よ つ て、 新たに チ ュ —ブ ミル • ボ ー ル ミル その他の 機械 を ドイツから 輪 入す る 

ことと なった。 すなわち 明治 三十 一年 十一月、 かねて 第三 工場 建設の 計画に ついて 交渉の あった ハンブルグの 

商社 ナ— ゲル . ケンプ 社に 対し、 左記 諸 機械の 注文 を 発した。 

破^機 一基、 ボ— ル ミル 一基、 自動 天秤 二 基、 チュ— ブ ミル 一基 

チュ— ブ ミル 用燧石 一組、 退 和 器 (注」 一基 

注 退 和 器と は、 混合器であって、 石灰石 粉と 粘土 粉と を抨量 調合した もの を、 この；^ 和 器に かけ、 成分 を 均斉 化 

する ものであるお" 

わが国 最初の チュ  これらの^！機械は、 運賃と もに 約 一万 四千 円で、 三十 二 年上 期に それぞれ 据；！ E け を 完了した： 当時 輸入した 

—ブ ミ ル 

諸 機械のう ちで、 特に 注目すべき もの は チュ— ブ ミルで ある： これ はデン マ— グ、 コ ベン ハ— ゲンの 機械 工場 

ス ミス 社の 技師 ダビ ッド セン rDavi(isen) の 発明に かかる もので、 これが セメント 工業の 粉末 機と して 利用 さ 

れ るよう になった の は、 一八 九 五 年 f 明治 二十 八 年) ごろから のこと である。 したがって、 わが国に 輪 入され た 

の は、 実用化し てから 僅か 四、 五 年 目であった" 


(第 1 表）        深 川 工場 貸借対照表 


(明治ぶ) 年 6 月 30 曰） 


借 

方 

貸 

方 

地 

所 

円 

136,359.600 

资本金 

円 

332,155.000 

器 械 m 

物 

137,949.385 

仕 払 乎 形 

10,000.000 

&  © 証 

書 

17,406.000 

第一 銀行 

株 
货 

券 
幣 

9,750.000 
1,039.862 

地所 器械^ 物 
消却 链立金 

1     /- 1,961.53 リ 

原 

14,202.449 

器 械 

場 

26,755.375 

得  .6；. 

先 

19,198.070 

石 灰 

部 

1,300.275 

m 方 

部 

6,992.546 

物 品 

方 

2,748.914 

浦 潮 出 張 

所 

3,310.916 

新宫 出張 

所 

3,705.869 

葛 生 出張所 

3,481.299 

仮 

仏 

34,225.380 

八 

計 

418,425.940 

418,-»25.940 

(第 2 表》 

門 司 工場 貸借対照表 

(明治 30 年 6 月 30 曰） 

借 

方 

貸 

方 

地所 器械 物 

円 

160,354.472 

資本金 

円 

205,839.614 

豊陽銀 
货 

行 
幣 

2,018.400 
356.136 

地所 器械 建物 
消却 積立金 

1 12,617.743 

原 

pa 

4,026.879 

W 船 消却 積立金 

355.298 

場 

22,200.996 

先 

2,755.300 

撙 方 

部 

3,273.565 

物 品 

方 

6,513.901 

仮 

15,705.575 

ha 

1,607.431 

計 

218,812.655 

口  b1 

21S.S12.655 

六 五三 平方 米) • セメント 焼 ま； は、 先年 十四 基のう ち、 二 基をボ イラ ー 用 煙突 並びに クリン カホ— ルに 改造し， 

当時 は 十二 基、 石灰 焼 窯 も、 五 基のう ち 一 基 を 石灰 部の ボ イラ— 用 煙突に 改造した ために、 四 基と なり、 毎月 生 

産 高 は 六 千 ~ 七千搏 c: 約 一、 〇 八 九 ~  一、  二 七 〇 瓲〕 ぐらいであった。 合資会社 当初の 陣容 は、 業務 担当 社員 

すなわち 社長に 淺野總 一 郞、 監査役に？^！澤榮 一 及び 大川平 三郞、 技師 長に 坂 內冬藏 と 言った 顔ぶれであった。 

(合資会社へ 改組 当時の 契約書に ついては、 各 編 第二 部 第 一 章 定款 参照) 

第一 節 浅 野 セメント 合資会社 となる  三 一 


第一章 匿名 組合から 合 资へ. 1化 組織へ  三 〇 

第 一 章 匿名 紐 八：； から 合資会社 組織 へ 

第 一 節 浅 野 セメント 合資会社 と な る 

日清戦争 後、 経： 济界の 膨張に 対応して、 浅 野 工場 も 積 iii 的に 生産力の 拡充 を 企図し、 あわせて 第二 期 発 K 段 

階への スタ— トを 切る ために、 まず 资， 4 の 充実 を 図る ことと なった。 明治 三十 iiH ハ月 三十日の 深 川. 門 司両ェ 

場の 資産 及び 負債 関係 は 第一、 二 表のと おりで ある。 

J 身 il- ひ 資 そこで 深 川の 資本金 三 三 二、 一  五 五 円 を 三 卜 万円に、 門 司の 方 は 二 〇 五、 八 三 九 円 六 一四 を 二十 s= に それ 

ぞれ 切り捨て、 浅 野 工場の 資本金 を 合計 五十 万円と 評価した _ 更にそのほか^_»澤榮ー から 二十 万円 r 内、 十万 

円 は ft 澤 名義、 德川家 出資)、 安田 善次郞 から 十万 円、 合計 三十 万円の 現金 出資 を 仰ぎ、 ここに 初めて 創業 以来 

の 匿名 組合 を 脱して、 総 資本金 八十 万円 (払 込 額 五 七 五、 〇〇〇 円) の 合資会社 組織に 改組す る ことと なった。 

かくて 明治 三十 一年 二月 一 日 会社 設立の 認可 を 得、 続いて 同月 七日 東京 区裁判所に その を 完了し (門 司ェ 

場 は 同月 十八 日、 小 倉 区裁判所 門 司 出張所に 登記 完了，)、 ここに 明治 十六 年 以来の 「浅 野 工場」 の 看板 は 塗り 替 

えられて、 新たに 「浅 野 セメント. &资会 社」 として 発足す る ことと なった。 

当時の 深 川 工場 敷地 は 四、 四 四ニ圩 (一 四、 六 八 四 平方 米.)、 ほかに 社宅 敷地と して 清 住 町 十六 番地に 九 二 坪 

〇 七 (三 〇 四 平方 米)、 冋 じく 问町ニ 十八番 地に 一 一 评 三 五 (三 八 平方 米) の-仕 有 地が あった" 同町 一番 地 内の 

工場 敷地 に は、 工場の 西南、 隅 田 川 通りに 面した 事務所 (木造 洋式 鉄板 葺 二階家) の ほか、 乾燥 場. 撒布 場 • 

その他 全部で 三十 ー楝 r 内、 二階家 は 三楝、 三階 家 は 二 棟，) の 家屋が あった" (門 司 工場 敷地 は 約 五 〇〇 坪 = 一 、 


を 得て、 これ を 実地に 応用し、 生産高の 1= 加 を 図った： このように、 回転 窯の 増設、 焼成 法の 改良 等、 工場 設 

術の 近^化に よって、 深 川 • 門司両 工場の 生産高 は 著しく 増加し、 s: 十 年 ごろの 年間 生産高 は 六十 万搏 C 約 一 

〇 三、 四 一 八瓲) に 及び、 三十 年 当時に 比べ、 実に 九 倍 ほどの 一 大 躍進 を とげる ことができた。 

；则述 のように、 当社 はわが Ms 初の 回転 窯 及び チュ— ブ ミル をい ち 罕く輪 人し、 製造 技術面に おいて、 常に 

業界の 開拓 S としての 役割 を果す ことができた 同時に 販売 分野に おいても また、 大阪を 始め 京 城 • 台北. 大 

連 等の 海外 出張所 を 開設して、 公共事業 • 鉄道 工事 はもち ろん、 小 ^築港. 桂 川 発電所 工事 及び 小 坂. 足 尾 等 

の？ S 鉱山へ 多量の セメント を 納入した。 更に 海外 向けと して は、 サンフランシスコ 震災 ( 一 九 〇 六 年 = 明治 三 

卜 几 年.) に 際し、 その 復旧 用と して 二 万 傅 (約 三、 四 四 七瓲) の 大量 輪 出 を 始めと し、 台湾. 韓国 • 満州 方面 

にまで 販路 を 拡大した」 かくして、 三十 九 年上 期の 総 販ぉ儿 高 は 一 七 二、  二 九 八 (： 約 二 九、 六 九 八瓲) に 上り、 

創業 以来 空前の 販売 数量 を 記録す るに 至った。 


序章 概説  二八 

界の 発展 を 図る ことと な つ た。 

日露戦争 後、 わが国 絰济界 は 飛躍的 発展 期に 人った が、 いくばく も 経ないで、 日清戦争 後问様 反動的 不況に 

遭い、 明治 四十 年から 四十 一年に かけて 銀行の 破 淀が 続き、 四十 三、 四 年の 中間景気 を 除けば、 四十 年から 四 

十四 年に かけて は、 概して 沈衰 期と も 一一 一 曰うべき 期 問であった。 このような 景気変動の さなかに あって、 業界に 

は新^^ . 合併 • 解散 等が 行われた。 

ほ 社 合資会社に 改 さて、 当社 は 明治 三十 一年 二月、 匿名 組き による 個人経営から、 資本金 八十 万円の 浅 野 セメント 合資会社に 

改組し、 ここに 初めて 近代的 会社 組織の もとに、 新たな 発展 期への スタ— トを 切る ことと なった. - なおまた、 

更に 積極的に 事業の 発展 を 図る ために、 まず 四十 年 三月 一 曰 臨時 総会 を 開いて、 商法 改正に よる 合資会社 組織 

に 変更、 続いて 同年 五月 二十 二日の 臨時 総会に おいて は、 資本金 八十 万円 C. 全額 払 込 済) を 一 举に五 百万 円 (：內 

第一 回 払 込 二百 万円，) に 増資す る こと を 可決した _ 

£ か， ss^ 初. の 回 明治 三十 年 十月から 遣ェの 大阪港 築港 工事に は、 地理 的 関係から 当社 門 司 工場 品 を もって 当てる ことにな り、 

窯， チュ ー フ ミル 

これが 直接の 動因と なって、 同 工場 は 従来の 直接 原石に よる 乾式 焼成 法 を 廃して、 新たに 石灰 焼成 法 を 採用す 

るよう になった。 同時に また、 粉末 能力の 増大 を 期す るた め、 三十 二 年、 わが国 最初の チュ— ブ ミル その他 をド 

イツから 輪 入して、 もっぱら 品赏 の均齊 化と 生産 量の 増加 を 図る ことと なつ た" この 採用に 続いて 明治 三十 六 

年、 アメリカから 初めて 回転 窯 を 輸入し、 これ を 深 川 工場に 据 付けた- これが わが国 最初の 回お 窯で、 その 操 

作に ついては、 技師 長 坂 內冬藏 が 自ら 当り、 人知れぬ 苦心 を 重ねた" 第一 号 回転^の 成績が 举る と共に、 引続 

いて 深 川に 三 基、 門 司に 五 基 やつぎ 早に 新 増設し、 従来の 竪窯 焼成 を 漸次 廃止して、 既に 合資会社 時代の 末期、 

明治 四十 一年に おいて は、 完全に 回転 窯 焼成 時代に 入った。 

この間、 坂內 技師 長 は、 更に 焼成 法の 改良 を 研究し、 明治 四十 年回 耘寇 による 生 灰 焼成 法 を 考案、 その 特許 


第二 期 工場 設備の 近代化 (S5  一 ニナ 一 年？ il 十四 年) 

—— 合 資 会 社 f 代 I . 

序章 概 説 

国內 情勢の 推移 日清戦争の 勝利 は、 台湾の 領有 を もたらし、 明治 三十 年 金本位制 を 施行す る ことによって、 世界 経济に 新た 

な 地歩 をうる ことが で き た ■■-  時に ま た ！s^*^ を屮心 と し て 近代 産業が 確立され、 そのための 海外市場 も 確保 

されて、 輪出«^易は著しぃ発战を-.小した" 

殊に 明治 三十 八 年、 日露戦争の 勝利に よって、 朝鮮. 中国. 満州 等、 大陸 市場への 進出 は 特に 目 ざまし いも 

のがあった。 

セメント 業界の 推 このような 国. 勢 を 反映して、 日清戦争 後、 産業界の 勃興に 伴う 需要の 増加に 刺激され て、 セメント 会社 

移 

の 新 増設 相次ぎ、 明治 三十 一年 初頭に おける セメント 工場 は、 全国に 十九 工場 を 数える に 至った： しかしな が 

ら、 戦後の K 動的 不況の ために、 三十 一年 上期 末 ごろから 各社の 乱売が 甚 しく、 市価 も 一路 漸落の 歩調 をた ど 

つた-,. - ここにお いて 同業 各社 は、 局面 打開 策に ついて 協議 を 重ねた 結果、 共同 セメント 合資会社と 称する 共同 

販売機 関 を 設立し、 三十 一年 十月 一 曰から 業務 開始の 予定で あつたが、 加盟 各社 間の 意見の 対立と 組織の 不完 

全と から、 ついに 三十 二 年 五月 一 曰、 解散の 非運 を 見る ことと なった」 また、 技術 上の 問題に 対する 共同研究 

機関と して は、 三十 三年 二月、 日本 ポルト ランド セメント 業 技術 会が 創設され、 K に 約 十 年お くれて 四十 二 年 

十月、 同業者 共通の 利益 増進 機関と して、 曰 本 ホルト ランド セメント 同業 会が 組織され て、 问 業者 協同して 業 


第 四 章 横 浜 築港と 浅 野 セメント  二 六 

工事であった 横 浜の 築港 は、 その 当初に おいて、 コン グリ— ト方 塊の 亀裂 事件と いう 空前の 大事 件 を惹き 起し 

たと は 言え、 とにかく その 原因 を 科学的に 究明し、 当時の 幼稚な 技術 を 克服して、 ついに これ を 完成 させた こ 

と は、 わが国 土木 技術 史上に 一時 代 を II する ものと 言いうる であろう" 问 時に また、 これに 使用され た 国産 セ 

メント が、 亀裂 事件の 発生 を 契機と して、 著しく 品質の 向上 を 見る に 至った こと も、 築港 工事 そのものに 対し 

て 派生的な 問題と は 言え、， わが国 セメント 製造 技術の 上で は、 看過し 得ない 大きな 貢献であった。 殊に 浅野ェ 

場 製品が 品質 的に も、 また 数量 的 (約 六 六、 一 三 九 搏= 一 万 二 千瓲) にも 断然 他社 を庄 倒して 終始 一 貫、 最も 

優秀な 成績 を举げ 得た こと は 特に 注 H! すべき ものが ある" かくて 浅 野 セメント はこの 横 浜 築港 (注) への 納入 

を 機会と して、 ここに 一段と その 声価 を 高める に 至った。 

® 詳細に ついては 「；？ 1 野 セメント 沿革 史」 一四 九 頁、 第 四 章 横 浜 築港と セメント 参照。 


0  (四百 瓲) 以上の 生産 能力 を 有する ものに お 限して、 第一 回の 所要 数量 約 五 七、 八 ヒニ櫞 (一 〇、 五 〇〇 瓲) 

を 三 口に 分けて 入 礼 希望者 を 募った。 この 第一 冋 購入 公告に 応じて 出願した 会社 は、 浅 野 工場. 大阪. 曰 本. 

小 野 山 ，愛知 及び 鈴 木の 各 セメント 六 社で あつたが、 鈴 木 は 資格 上， X ける ところが あり、 また 小 野 出 は 願書 提 

. 出 後 辞退した ので、 結局 残り 四 社で 明治 二十 四 年 十一月 十六 日 人 礼の 結果、 各々 約 一九、 二 九ー撐 (三、 五 〇 

〇 瓲) ずつ 浅 野 . 大阪 • 愛知の 三 社に 落札した。 

これが 納入 は 同年 十二月から 始 され、 翌ー 一十 五 年 十 一 月まで 実に 一 力 年の 長期 間に わた つ たが、 当時の 報 

告書 によれば 「淺 野總 ー郞ハ 供給 ヲ ナス 始終 遅滞 ナグ、 其 品質 ハ 首尾 善良 二 シテ 試験 上頗ル 好成績 を呈 セリ… 

…云々」 (傍点 編 注) と 浅 野 工場 品の 断然 優秀であった こと を 雄 4^ に 物語って いる。 監督者 ハ— マ は 更に 次の 

ように 述べ ている" 

監督者 パ ー マ ー と  セメント 製品 二 付 満足 ヲ 与へ タル モノ ハ只ー ノ 製造 人 アル ノミ、 即チ 東京 ノ浅 野是 ナリ。 過ル八 ヶ月 間 同人 其 他 二 

浅 野 セメントの 声 

価  テ製セ シ セメント ヲ 本局 二 テ 試験 セ シ 結果 二  W- レバ 終 二 拙者 其 他 一一 テ 鋭意 勧告 セ シ モノ 即チ 製品 ハ 悉ク 優等 ナラ シ 

ムル コトノ良策タル コトヲ理会スル ニ至リタルモノ ハ独リ此？^5野ー 人ノミ (中略) 現行 約定 二 ヨリ 納品 中ナル 三種 

セメント ノ 各個 ノ 試験 ヨリ 推度ス へキ 結果 ハ左ノ 如 クニ 有 之 候 

(ィ) 大阪 セメント 会社 二 テ相納 候 セメント ハ大率 劣等 二 シテ本 工事 其 ノ為便 用スル 二 適 セサル コト。 

(口) 愛知 セメント ハ其質 不満足 二 テ漸グ 二等 品 二位 ス へ シ故ニ 本 工事 ノ為 使用 スル 二足 ラサル コト。 

(ハ) 浅 野 セメント ハ其 W 良好 二 且齊ー ナル ヲ以テ 海底 其 他 ノエ 事 ニ対シ 使用 スルー 一 適ス。 同 品 ハ大約 外国製 品ト 

併行 ス ル ヲ得 へ シ。 

横 浜 第一 期 築港 工事に 使用され た セメントの 大口 購入 r 第一 回から 第三 回までの 合計  一 ニー、  二 五 五 禅 = 二 

二、 〇〇〇 瓲) は、 明治 二十 九 年 四月、 第三 回目の 入札 を もって 全部 終り を 告げた。 当時に おける 画期的な 大 

第 四 章 横 浜 築港と 浅 野 セメント  二 五 


第 四 章 横 浜 築港と 浅 野 セメント  二 g 

ち ろん、 各方.. B に 大きな ショ ッ グを夸 えた 事件で、 これに 対する 朝野の 論議 は、 新聞 雑.； ：| その他に おいて 文， .た 

どおり 喧々 ごうごう たる ものが あ つ た。 

亀裂 事件が 突発して まもなく、 当の 責任者た る ハ— マ— は 病死し C 明治 二十 六 年 二月)、 新たに 内務 技師 石黑 

五十二が、 その後 任と して 工事 一切の 監督に 当る ことと なった _■■ - 直ちに 亀裂 原因の 調査 を 開始す るに tpJ り、 二 

十六 年 三月、 農 商務お 技師 高山 甚太郞 ほか 四 名から なる 調査 委員会が 設置され、 現場 調査 を 11 始 する ことと な 

つた。 この結果、 亀裂 発生の 原因 は、 使用 セメントの 品質に 関する もので はなく、 コン ダリ— ト 塊の 製作 び 

に 工事 施工 方法に 欠陥の 存在して いた ことが 明らかにされた- よって コ ングリ —ト 塊の 製造 方法に 一 大 改善 を 

加え、 二十 七 年 四月 卜 九日から 再び 工事 は 着手され、 二十 九 年 五月 二十 一日 を もって 無 * 終了し、 ここに 横 浜 

第 一 期の 築港 ェ *. も 漸く 竣工 を 告げた。 

この 工事に 使用され る セメント は、 当初 全部 外国 品 を もって これに 充てる P 定で、 既に 二 ト四年 三月までに、 

イギリスの サミ エル 商会から 通 当り 二十 八 円 二十 五 銭で 一万 搏 (約 一、 八 一四 瓲) ほどお 約した が、 監督者 パ 

1 マ —よ、 

一 、 外国 品 は 為替相場に 影響され て 価格に 変動 を 受ける ことが 多い こと。 

一、 內地 品の 製造 技術が 進歩し、 品質が 向ヒ した こと" 

一 、 外国 品に 比し 価格が 低廉な こと。 

などの 理由に よつ て 内地 品の 使用 を 主張し、 その 結果 さきの 一万 揮 (約 一、 八 一 四 通) を 除いて、 全部 国産 

■ 品で これに 代わらせる ことと な つ た。 

かくて 明治 二十 四 年 三月 一 曰、 競争 入札 を 行う ことと なった-〕 ただし 供給 量の 確保、 品質の 均齊 良好 を 絶対 

的に 必要と する 意味から、 入札 資格 者 を 製造業 者に 限定し、 しかも それ は、 一 力 月 四百 ボンド 入り 約 二、 二 〇〇 
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惟 新 後、 海外，. 父 通の 頻繁、 外 易の 発展 は 新 帝都 来 京の 外港と して、 横 浜 港の 修築 をい よいよ 促進させる 

力な 契機と なった。 

横 浜 築港 ェ - 明治 二十 二 年 四月 九 u、 政 麻 は內伤 ^«il;h 木 技師で、 イギリスの^ 役 陸： 本 少将 ハ— マ— を 設計者と して、 

神奈川県 知事に 対し 工事 施行 かた を 命じた。 パ ー マ— の 設計に よれば、 東 及び 北の ニ条の 防波堤 を 築造して、 

海面 二 六 〇 町歩 (約 二八 杆 四方) を 包囲し、 港內を^^：^^^して、 長さ 三 四 〇間 (約 六 一 八 米) の 棧橋を 架設、 別 

に 導水 堤 を 設けて、 i 子 川の 流水 を 港外に 放流しょう とする ものであった. - 東北 両 防波堤の うち、 東 防波堤 は 

中 村 川の 東北から 始まる もので、 延長 六、 七 〇〇 呎 (二 杆) 余に わたり、 この 両 防波堤の 突端 間八 百呎 (約 二 

WH*^ が、 すなわち 港口と なる ので ある。 この 第一 期 築港 工事 は 総 工費 予算 二百 万円 を もって、 明治 二十 二 

年 八月、 県庁 内に 築港 掛が 置かれ、 設計者 パ— マ —監督の もとに、 同年 九月から 満四カ 年の 継続 事業と して 着 

手され る ことにな つた。 実際 工事に かかった の は、 イギリスへ 注文した 築港 用材の 遅延に よって、 二士 一一 年 一 

月からで あった。 

亀裂 事件  しかるに 着工 後、 ちょうど 二 年 十一 力 月 を 経過した 時、？ 入， i として 東北 両 防波堤の コンク リ— ト方 塊に 亀裂 

が 発生した。 初めて これが 発 =ル された の は、 二十 五 年 十一月 十日で、 それまでに 製造され た コンク リ— ト方塊 

ニー、 五 〇〇 個のう ち、 一万 二 千 個 を 海底に 沈下した 際で、 全く 予期し ない 大事 件が 突発した ものであった。 

亀裂 を じた コン 7 リ— ト方塊 は、 その後 調査 を 重ねる につれ 次第に 加し、 二十 六 年 秋の 調査に よれば、 北 

防波堤で は 一、 〇 九 四 個、 束 防 波 では 七 〇 二 個、 合計 一、 七 九 六 個に 達した。 この 事件 は 当時の 土木 界 はも 
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ろから 開始され、 翌年 末に 完成した が、 この 増設に よって、 セメント 焼 窯 は 倍加して 六 S となり、 続いて 三十 

年に 二 基 増設され て 計八甚 となり、 したがって 月産 高 も 創業 当時に 比べ 三倍 半、 二、 四 四 〇 傅 (約 四 四 三瓲) 

に 崖した。 工場 事務所 も、 旧来の 精米 会社の 建物から 移って 工場の 屮 段に 新築され、 二十 九 年 ごろ 敷地 も栋張 

さ 1 て、 門 司 分工場の 面 0 は 漸く 一新され るに 至った- 門 司 市の 今日の 発展に 一 つの 大きな 礎石の 役割 を果し 

たこと ±、 今 もな お 当時の 寒村 門 司 村の 昔 を 知る 者の 等しく 認める ところであろう 


原料 部 フレット ミル 一基、 六角 蹄 一基、 煉器ー 基、 角 製 器 一 基、 平 乾燥 場 一 力 所、 挽 臼 器 一 一基 

焼成 部 焼 窯 三 基、 昇降 器 一 基 

仕上 部 フレット ミル 二 基 、篩 場 一力 所 

動力 部 汽罐 一 一基、 汽機 (一 五 〇 馬力) 一 « 

平均 月産 七三 〇 搏 (約 一三 三瓲)  - 

乾式 焼成 法 この 工場の 製造 様式 は 深 川と 異なり、 S 初から 直接 原石に よる 乾式 焼成 法 を 採用した。 当時 わが国で は、 僅 

かに 小 野 E セメント 限 責任 小 野 3 セメント 製造 株式会社) が、 ドイツ人 技師 ドクトル. プリ— クレップの 

意見に より、 この 方法 を 採用して いたに 過ぎなかった。 なお、 従来の 湿式 焼成 法 を 用いなかった 理由と して、 

北 九州 付近 は、 深 川の ような 良質の 河 粘土に 乏しく、 数量 的に も 不安が あった ことと、 ドイツで 実際に 乾式 製 

造 法 を 習得して 帰国した 坂內. 淺野 両人の 意見に よった ものと 思われる。 とにかく、 門 司で この 方法 を 採用し 

たこと は、 . ^時の 浅 野 工場と して 一 つの 大きな 試みで あつたに 相違ない" 

原  料 原料の 石灰石 は 福岡県 恒晃 から 賈鉱 し、. 一方 粘土質 原料 は 兵車 県垂水 及び 舞子 方面の もの を 使って いた。 石 

炭 は 地元の 筑豊炭 も 一部 使 川した が、 初めは 深 川 同様、 主として 和歌山県 新宮 産の 無煙炭 を 使った。 

かくて 門 司 分工場 は、 明治 二十 七 年 五月 ごろから 本格的に 焼成 を 開始した が、 最初 製品の 大部分 はこれ を 深 

川 本 工場 関係の 積 送 品に 振り向け、 直接 門 司 分工場 扱いと して 販 K 几した 数量 は 極めて 少量の ものであった。 積 

送 品は搏 詰めと し、 主として 浅 野 回漕 部の 曰 本丸 . 万国 丸 その他 同 部の 石炭 送りの 帆船 を 利用して いた。 

第 一 次 増設 工事 操業 開始 後一 力 年 ほどで、 曰^^戦争後の好況時代に直面したので、 する セメント 需要に 応ずる ために、 

第 一 次の 増設 工事に 取り かかつ た。 この 増設 工事に は 深 川 工場の 技師 長 坂 內冬藏 が、 建築 係の 松 野 勘太郞 (当 

時 は 管 田 勘 太郞と 首って いた) を 伴って 来 門し、 工事 一切の 監督 指導の 任に 当った。 この 工事 は 二十 九 年の こ 
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セメント 工場の 設計 並び に 工事 は 鳥居 菊 助 が これに 当る ことと なった. - 

会社 解散 しかるに 明けて 明治 二十 三年、 財界 は 突然 不況の 嵐に 舞われた 「- せっかく、 ここまで こぎつけ てきた 会社 

も、 たちまち その 余波 を 受けて 資金 難に おちいり、 セメント 工場の 建設 も 中止の 運命に 直面した。 会社 もまた 

解散 を 余儀なく された が、 門 司に セメント 工場 を 建設しょう とする 淺 野の 雄図 は、 決して このく らいの ことで 

禅 折して しまう もので はな か つ た。 

門 司 分工場の 創設 たまたま 当時 門 司 村 白木 崎に は、 大倉 喜八郞 経営の 資本金 二十 万円の 日本 輸出 米 商社と 称する 精米 会社 (明 

治 二十 一年 七 nc 五日 創立、 輸出 米の 精米 を 目的と する 政府の 御用 会社，) があった。 工場の 敷地 約 五百圩 (一、 

六 五三 平方 米)、 その 中には、 外国人の 設計になる 三階 建の 事務所が あり、 時折 政府の 高官な どが 視察に 来たり 

して、 とにかく 一  時 は 相当 盛大に 営業 をして いた 模様で あつたつ しかるに この 会社 も 二十 三年の 財界 恐慌の た 

め、 ついに 工場 閉鎖の 運命に 会った。 淺野は 早く もこれ に 目 をつ け、 二十 四 年 ごろから 大倉 喜八郞 との 間に、 

その 工場 敷地、 建物 一切の 買収 交渉 を 開始した。 その H 的 はもち ろん、 これ を セメント 工場に 改造す るに あつ 

た，" 交渉 は 予定 どおり 順調に 進んで、 二十 五 年末 ごろから 改造 工事に とりかかり、 翌年 九月 竣工して 試運転 を 

開始す るに 至 つ た. 

輸出 来 商社の 工場 建物 全部 は、 価格 三千 円で 一 一十 六 年 五月 一 一十 四日 付 を もって 正式に 売 §：：； 移転 登記 を 完了し 

た 0 セメント 工場への 改造 ェま はこの 以前に 開始され たもので、 深 川 工場から 支配人の 三 俣 盛 一、 製造 及び ェ 

務の淺 野 喜 三郞ら が、 しばしば 来 門して、 工事 を 監督し、 特に 諸 機械の 据付、 製造 法の 指導に ついては、 もつ 

ぱら淺 野 喜 三郞が 工場 內の旧 精米 会社の 事務所に 寝 泊り して これに 当った。 この 工場 は、 元来 精米 工場 を 改造 

したに 過ぎない ので、 当初の 資本金 も 僅かに 六 万円 を もって 始められ、 工場 設備 も 次のように 極めて 小規模の 

ものであった。 
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当時の セメント 業 明治 十八 年の ころから 財界 一般 は、 維新 後お 初の 好況 期 を 迎え、 産業界 は 著しく 活気 を呈 する に 至った。 殊 

界 

に阪沖 地方から 北 九州に かけての 西日本 一帯の 地 は、 わが国 産業の 中枢 部と して、 将来に 大きな 発展 を 期待 さ 

せる ものが あった。 当時 西日本に おける セメント 工場と して は、 僅かに 山口県 小 野 田 村の セメント 製造 会社 

(明治 卜 五 仏)、 大阪 川い m 村の 人阪 セメント C 明治 十六 年 十一月 創立) ぐらいの もので、 更に 設立 計画 

屮の 大阪. ^治 川の 川 U セメント (明治 二十 一年 1st) 、冋 じく 大阪 木津 川の 千島 セメント (明治 二十 一年 五月 創 

S を 数えても なお 四 工場に 過ぎなかった。 

,^^川ェ場の第 一 次增設を{-兀了した淺野總 一 郞は、 将来に おける 西日本の 発展に 着目し、 S 澤榮ー *大 倉 喜 八 

郞ら と共に 明治 二十 一年、 地 を 海陸 交通の 要衝、 北 九州の 関門 地帯に 選んで、 そこに 一大 セメント 工場 建設の 

計画 を樹 てた。 

門 司 セメント 会社 工場 建設 予定 地 は、 現在の 白木 崎から 少し 西寄りの 柳ケ浦 村の 海岸 (現在 日本製 粉 会社の 工場の ある 土地)、 

の 創立 

約 九千圩 n 一九、 七 五 二 平方 米) 余りの 当時 陸軍省の 用地であった 土地 を 借 受け、 そこに 資本金 二十 万円 を も 

つて 門 司 セメント 会社 を 創立した。 しかしながら 深 川と 同様、 湿式 焼成 法 を 採用す る 場合 は、 粘土質 原料 確保 

の 点で、 数量 的に 幾分の 不安が あつたよう であるが、 会社 も 既に 創立され たこと とて、 ともかくも 工場の 建設 

iff 瓦の 製造 を 急ぐ ことと なり、 まず 小規 校ながら 工場 敷地. 2： に； W 瓦の 製造所 を 設け、 工場 建設に 要する 煉瓦の 自給 を 図る 

ことと なった これ は 明； 二十 二 年の 秋の ことであって、 現 sr 指導に は 新 帰朝の 坂內 冬藏、 主任 は 山 本 験郞、 

会計に は 赤 尾 元 一 が それぞれ 住 命され、 その： 卜に 職工 m 十 名、 ほかに 女工 若干 名 を もって 製造に 着手し、 一 方 
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は 三 俣 盛 一、 会計 方面に 王子 抄紙 部に 勤めて いた 谷 敬 三が 監督 格と してす わり、 その 下に 贫根幸 吉. 赤 尾 元 一. 

高石德 三郞、 製造 方面で は S 澤信 吉. 木下眞 十郞. 淺野喜 三郞、 検査 及び 販売で は 石 田 豐太郞 (当時 は 奈良豐 

太郞) らが 主な 人々 であった (曾 根丄 局. 石. ft 澤. 木 下ら は、 いずれも 工作 分 1.^ 時代からの 人々 である)。 こ 

れらの 人々 が 中、 心と なり、 その 下に 職工 三十 七 名が 一 団 となって 胸いて いた。 

かくて 経営者 淺野總 一郎の 遠大な 理想の もとに、 工場 は 年 を 追って 順^に 発展の 歩み を 運んで いった。 


工場の 職制 


屋敷の 門 長屋に 住居 を 構えた が、 早朝から 深更まで 工場に あって、 率先 従業員 を 督励して、 心血 を 注いで 仕事 

に 当った。 淺 野の 手に 移って から は、 お 営 時代の 悠長な 仕事ぶ りと 異なり、 作業が 相当 厳格に なった ので、 一 

部 職工ら は 不平 を 唱え、 しばしば 同盟罷業 を 八， i; てること も あ つ 

たが、 不： T 不屈の 大志に 燃える 總 一 郞は、 初 一 念 を 貫徹す るた 

めに、 义， Y どおり 艱難辛苦 をな めて、 それら 不平 分子 を 整理し 

たので、 事業 も 次第に 軌道に 乗り、 明朗な 工場と 打って 変った。 

なお 当時の 陣容 は、 総長 (当時 はこの ように 呼んで いた」 淺 

野總 一 郞 及び ft 澤 代表の 大川平 三郞の ほかに、 支配人 格と して 
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ifS 野總 一 郞の 苦心 


当時に おける 工場の 敷地 総 坪数 四、 四 四 二 坪 ( 一 四、 六 八 四 平方 米 y 官 から 払 下げられた 建物 は 木造 瓦葺十 一 

楝、 木造 柿葺 一棟、 土蔵 瓦葺三 棟、 合計 十五 楝、 これが 総 

建 评数七 〇 八 ニー 五坪 (二、 三 四 一 平方 米) であって、 セ 

メ ン ト 製造 設備 は 次のと おりで あ つ た。 

セメント 焼寵八 基、 沈澱 池 八 力 所、 擾擾池 一 力 所、 乾燥 

場 二 力 所、 汽罐 二 基、 六角 蹄 二 基、 フレット ミル 二 基 

右 は 官営 時代の 設備 そのまま であり、 したがつ て 月産 能 

力 も 僅かに 八百搏 (約 一 四 五 通) 程度に 過ぎなかった。 明 

治 十九 年に 至 つて、 第一 次の 増設と して、 セメント 焼黨六 

基、 乾 煉場三 力 所の 増設 及び 石灰 窯 一 基の 新設に 着工し、 

翌年 完成した ので、 能力 は まもなく 借 受け 当初の 三倍、 生 

産 高 は 一 躍 数倍して 月産 平均 三千 撐 (約 五 四 四 通) に 上り、 

浅 野 工場の 規模 は 一 新され た。 製造 方法 は 官営 時代の 消 石 

灰に よる 湿式 焼成 法 そのまま を 採用し、 石灰石 は 栃木県 葛 

生から、 粘土質 原料 は 工場 前の 隅 田 川、 主として 現在の、 水 

代 橋 寄り の 川底 並び に 工場 側の 仙 台 堀な いし 油 堀から 採取 

し (当時、 紛碎 機械が 幼稚な ため、 消石灰. 川 泥 を 使用した)、 焼成 用 石炭 は 和歌山県の 新宮 から 積 送した 無煙 

炭、 更に ボ イラ— (動力 用) の 石炭 は、 主として 九州 三 池 炭 または 常 磐 炭 を 使用した。 

淺野 總ー郞 は、 セメントに 関係して から まもなく、 横 浜 寿 町から 一家 を 举げて 深 川の 工場. e に 移り、 旧 仙 合 
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第一 一章 浅野ェ 場 の 誕生 

浅 野 工場の 誕生 明治 十六 年 四月、 深 川の 工作 分局が ェ部省 直轄 事業 私 下げの トップ を 切って、 淺野總 一郎の 経営に 移った こ 

と は、 既に 本 編 序章で 述べた とおりで ある。 この セメント 工場 を 手に入れる について は、 ^澤榮 一 の 助力に 負 

うと ころが 多い。 一介の 石炭 商人の 淺野總 一郎に、 大きな信用を夸ぇてくれたものは実に^^澤その人でぁっ た 

淺野は^^^澤榮ー の 紹 介に より、 明治 十四、 五 年の ころから ェ部 省権大 書記官 中 井 弘の手 を 通じて、 工作 局 長大 

鳥圭 介、 その他 官の 首脳部に セメント 工場 仏 下げの こと を しばしば 願い出て いた。 この 淺 野の 熱心と？ K 澤の背 

後から する 口添えと が、 漸く 突 を 結んで 十六 年 四月 十六 曰、 深 川の セメント 工場 は淺 野の 経営に 移る ことと な 

つ た。 

初め この 工場 は、 期限 五 力 年、 貸 下 料金 は 純益の 十分の 五と いう 条件で 借 受けた ので あつたが、 このような 

条件で は、 とうてい 充分に 経営の 妙味 を 発揮す る ことができなかった。 そこで、 翌 十七 年、 更に 官に 請うて、 

即金 一 万 六 千 五 百 円 (4^ 下げ 金額 六 一、 七 四 一円 • 六 二 四の 三十 五 年 年賦 償還、 年利 四 分 五 厘 換算) を 納めて • 

同年 七月 八日、 正式 払 下げの 契約に 調印した。 ここに 名実と もに 「浅 野 工場」 として 民間 経営の 形態 を 備える 

に 至った。  • 

かくて 「浅 野 工場」 は 淺野總 一郎 出資 三 万円、 ^澤榮 一 出資 一 万 五 千円、 合計 四 万 五 千円の 資本金に より、 

匿名 組合の 組織 を もって 新たに 発足した。 &澤系 を 代表して、 当時 アメリカから 帰朝し、 王子の 抄紙 部に 技師 

として 勤務して いた 大川平 三郞が 参画し、 初代 社長 淺野總 一郎 は販充 関係 を、 大川平 三郎は 工場 関係 を それ ぞ 

れ 担当し、 両者 こもごも 力 を 合わせて 浅 野 工場 発展の ために 営々 として 努力 を 傾けた。 

第二 章 浅 野 工場の 誕生  一 五 
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価格の 混乱と 統制、 安定と 不安定の 走馬燈 であ つ た" 

田 ひえば 身の しまる の を 覚える。 

現今 もまた、 セメントの 需要の 旺盛で ある こと は、 まことに 喜ばしい ことで あるが、 文化 資材の 先端 をい くセメ 

ント よ、 その 重い 役割 を采 すと ともに、 業界 もまた； S 道 を はずれる ことなく、 繁栄 されん こと を 切望して やまない 

次第で ある。 


メント 製造 を 企画す る ことと なった。 これが すなわち 浅 野 社が 湿式 法 を 採用して、 超 高級の ベ 口 セメントの 製造 を 

もくろんだ 所以で ある。 

湿式 法に よって 産出され る セメントの 品質の 良い 点 は、 誰もが 認める ところで あるが、 原価の 高い こと を 顧慮し 

たので ある。 しかし 欧米 各 ffl の 実際 を 研究して 結論 を 得て、 これ を 実行した のであって、 今日に おいて は 好評 噴々、 

日本 最 優位に あると 私 は 信じて いる。 

次に、 更に 一 つの 大きな 問題 は セメント 聯合 会 設立の ことであった。 この 当時の 苦心 は、 実に 今にな お 肝に 銘 じて 

いて 忘れられな いものが ある。 

話 は、 大正 九 年 ごろに さかのぼ るが、 当時 あたかも 今日の ような 好景気の 波に 乗って、 十 余の セメント 業者が 競 

つて 増産 また 増産と、 大装裟 にいえば、 その 止る ところ を 知らず といった 有様であった。 その 当然の 結果と して、 

販売価格の 混乱 をき たし、 まさに 業界 は 暗雲 低迷、 やがて は 崩壊へ と 堕して いく 心配が あった。 

もちろん、 そのまま 看過す る こと はでき ず、 互に 憂慮の 末、 当時の 小 野 田 セメント 社長 笠井眞 三さん と共に、 再 

三 再 四、 協議の 結果、 生産 制限、 価格の 協定、 業界の 安定と いう ことのた めに、 聯合 会 を 設立しょう という ことに 

なった。 

さて、 いよいよ 本格的に 協議に 入って みると、 各 マが わが 社、 わ. か 店の 利害 を 重視す るので、 意見 は 一致せ ず、 

来る 曰 も、 来る 曰 も、 物別れと なり、 進んで はも どり、 もどって はまた 進む という 有様で、 幾度 か 混 惑、 絶望の 淵 

にまで 立た された ので ある。 

一方 業界 は 益 々悪化して、 ついに どん底 を 突き、 二進も三進も 動きが とれ なくなった。 ここで 流石 頑強な 面々 も、 

ついに 妥協せ ざる をえ なくなつ たので ある。 ここに 至り、 幾多 曲折の 結果、 漸くに して セメント 聯合 会が 設立され 

る ことにな つた。 これが 大正 十三 年。 実に 苦慮 苦心の 賜物で ある。 

さて、 いささか 安泰の 感 をえ たかと 思う まもなく、 又 候、 各社 増産 街道に 走り、 せっかくの 安定 も、 あちら こち 

ら から 崩れ 始める 有様で、 また 協議、 また 協議と いく 度 か 同じ こと を 繰り かえし、 実に 聯合 会は增 産と 制限、 販売 

第一章 淺野總 一郎  一三 


第一章 淺野總  一 *  一一 一 

ト 製造 法の 問題が ある。 

私の 入社 当時、 浅 野 社に は 原石 法と 生石灰 法との 二つの 製造 法. かあつた。 原石 法 は 他社 もこと ごとく 採 ffl してい 

た 方法で あるが、 生石灰 法 は 浅 野 社 独自の ものであった。 

生石灰 法 は、 御 承知のと おり 石灰石 を 一度 焼いて 生石灰と し、 それに 粘土 を 湿 合して 回転 窯で 焼成す る 方法で、 

束 京 深 川、 北海道 上 磯、 門 司 等の 各 工場が その 式であった。 この 方法 は、 回転 窯 か 小規模の 時 代に は 有利であって、 

各 工場 はこれ によって 過去に おいて 相当の 利益 を あげた ものであるが、 回転 窯が 大規模の ものに なつてから は、 当 

然、 原石 法に よるべき である。 元来、 生石灰 法に は 品質の 不同と 操業の 困難と いう 二つの 欠点が あるから であった。 

生石灰 は、 一 旦 外気に ふれる と、 空気 中の 湿気 を 吸って 消石灰に 変質す る。 すなわち その 一 部分 は、 生焼けの 石 

灰 石で あり、 生石灰で あり、 また、 一 部分 は 消石灰で あると いう、 既に 品質 不！： の ものと 粘土と を；^ 合して 焼成す 

る セメントが、 品質 上 均等の もので ない こと は 当然で あり、 これが この 製造 方式の 第一の 欠点で ある。 

浅 野 社で も 新たに 増産 を 計画す る 場合に は、 全部 原石 法に よつ たの は 当然で あるが、 大正 十一 一年の 関東大震災に 

よって 原石 法 川 崎 第二 工場が 大破 損 をして、 これ を 復旧す るのに 原石 法に よらず、 新規に 生石灰 法 を 採用 するとい 

ぅ大 問題が 起った ので ある。 

それ は、 生石灰 法で 復旧 すれば 倍額の 生産が あげられる という 理由で、 当時 大震災の あと をう けて セメント 需要 

の 増進が 予想され たので、 多量 生産 を ねら つ たという わけで ある。 

けれども 生産額 を 倍加す たに は 回転 窯 を 倍加 すれば よいので、 これに 要する 費用と 生石灰 法に 転換す るた め、 新 

たに 石灰 窯 を 建設す る 費用と は、 当時 ほぼ 同額の ものであった。 従って 生石灰 法に 変更して 得る ところ は、 ただ 品 

質の 不同と 操業の 困難 をき たす という こと を 極論した が、 原石 法 は 採用され ず、 ついに 川 崎 第二 工場 は 生石灰 法に 

変更され て 石灰 窯、 俗にい う 徳利 窯の 林立 を 見る に 至った ので ある。 

これに ついては、 私 どもの 力の 足らざる ところであって、 甚だ 慚愧に 堪えない ことで あつたと 今な お 思って いる。 

従来 浅 野 セメントの 品質に ついては、 とかくの 世評 批難 は 割に 少なかった が、 更に 世界的に 最も 優秀な 品質の セ 


m 心い 出の 一 つ 二つ 

金子 喜 代 太 

明： S の 初に、 越 中の 国、 ®s 村から 出られた 淺野總 ー郞翁 は、 明治から 大正へ かけて、 創業 また 創業と 数多くの 

事業 を遗 して 去られた。 

明けても 暮れても ナツ パ服を 愛用しつつ、 アル ハべ ットの ひと 文字 すら 知らぬ 翁 は、 文 宇 どおりの 啞 旅行で ァメ 

リカへ 数回 渡り、 かの 地の文 化 文明 を 見学して は、 いかにし てこれ を わが国へ 採り 入れるべき かと 考慮され、 次 か 

ら次 へと 実行に 移された。 

その 勇気の 凛々 たる、 その 着眼の 慧敏 さ、 その 実行力の 強さに 至って は、 実に 百人力であった。 遺業と して 数え 

れば、 まず セメント あり、 製鉄 あり、 造船 あり、 火薬 あり、 埋立 あり、 発電 あり 等々、 その 足跡の 偉大な こと は、 

まことに 驚く ベ きもので ある。 

セメント 事業 は、 翁が 最初に 着手して、 最後まで 丹精され た 畢生の 最大 事業の 一 つで ある-" その セメント 会社 も、 

ここに 七十 年 を 迎える ことと なり、 まことに 喜ばしい。 これに 携わった 人々 は 定めし それぞれ 数多くの 想い出 を 持 

つ ことであろう。 

私 は 大正 六 年、 川 崎 工場が 創設され ると 同時に、 庶務 係と して 入社した ので あるが、 以来 深 川 本店の 総務部長に 

おじてから、 取締役、 常務取締役、 專務 取締役と 歴任して 勤めた。 昭和 十五 年 専務の 職 を 退いた が、 その 二十 数年 

間の 業界の 変遷 は 実に 波 漏 重 昼、 喜 S 交々 の 状態で あ つ た。 

顧みて、 今と なって はいずれ も 懐し い 思い出に なった とはいう ものの、 中で も 今もって 忘れえぬ ことに、 セメン 
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満身 これ 企業の 鬼と 誕 われた 總ー郞 は， 八 

十 三才の 高齢 を ものともせず、 欧米 視察の 旅 

を 終えて 帰朝した。 横 浜 埠頭 歓迎の 群集に、 

にこやかに 帽を 振る 翁の 勇姿、 誰か この 秋の 

長逝 を 予想したろう 力 


一 〇 

今日、 京浜 工業地帯. 川 崎 埠頭 を 過る 人々 は 

林立す る大 SB 大、 櫛比す る 大工 場、 碇泊す る 

巨船、 荷役す る大 起重機の 壮観に 驚く であろ 

う。 この 工場地帯に 残る 浅 野 町の 名 こそ、 彼 

の埋立 事業 を 記念す る 不滅の モー 一 ュメ ントで 

ある。  I 


田 じうに 


郷里 敏田村 を 出奔して から 十 年、 ついに、 かれは セメント を もって 東都の 事業界に 乗り だす ことが 

i できた ので ある。 現在で も 世上、 浅 野と 言えば セメント を 思 

^  い、 セメントと 言えば 浅 野 を 連想す るよう になった の も、 ま 

ことに 故 あるかな と 言わざる を 得ない。 

お ^ 

00 

明 


第 


第 


かれの 国家的 n=- 地に 立った、 いわゆる 「廃物利用」 「無駄 を 

省く」 という 遠大な 理想、 透徹した 識見、 天来の 妙計と も 言 

うことの できる 周到 細密な 計画 は、 日 本 資本主義 発達 史上 に 

おける 偉大な 先覚者と して 不朽の 名声 を誕 われて いる。 (第三 図 二列 右から 四 人目 總 一郎、 十 人目 同 夫人) 
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あり、 今 曰の 總ー郞 を 築き上げ たの も 亦 夫れ である けれども、 一面 回顧す るなら ば、 性格の 何処かに、 稍 非 商人 的 

な 肌合の 潜在す る ことによ つ て、 今日 以上の 蓄財 をな し 得た 運命き 逃. かして いるもの とも. 一 3 えよう。 然し，； ：3 その も 

のが、 總 一郎の 事業 上の 主眼であった ならば、 淺野 總ー郞 としての 人格 は、 今 H より 遙 かに 以下の 小成に 陥って い 

るであろう。 幸か不幸か、 淡 野 總ー郞 は、 矢張り 今 H の淺 野總 一郎が、 意義 あり 又 人と しての 大成なる を 肯.； li- せ ざ 

る を 得ない。 約言 すれば、 總ー 郞は、 自己の 一 生 を、 事業家と して 終結す る ことに 至大の 満足， 感じ、 そこに 安心 

立命 を 体得 せんとし ている 男な ので ある。 

事業に 携わりつつ、 總ー郞 は、 口 を 開けば 言う-" 

「稼ぐ に 追 jz:  く 貧乏な し 

と、 又 曰く、 

「心 だに 誠の 道に 適 ひなば、 祈らず とても 神ゃ守 らん 1 と菅 公の 遺訓 歌 を。 

これが 總ー 郞の 全べ てで ある" 

なお、 かれは 齢 六十 歳 を 越えても、 かくしゃくたる 若さで、 造船、 製鉄 事業 を 創め、 「事業 は 人」 という 信条 

そのまま を 生かして、 中等教育と実業教^Eとを総合した浅野綜合中学校を創設し、 現在までに 幾多の 英才 を 送 

り だしてい る。 

作 子 夫人と 子女  なおこ こで 忘れて ならない こと は、 かれ をして 初一念の まま、 思う存分 真価 を 発揮 させた 夫人 作 子の 内助の 

功で ある- 創業 当時、 工場 内に 職工 達がぬ ぎ 捨てた ド駄 (当時 は、 焼 塊が 場内に 落ちて いたた め、 下駄 履で 作 

業した) を、 塵埃に まみれながら セメント を播き 分けて は 拾い、 仙 台 堀の 流れに 浸して 洗い、 鼻緒 を すげ てま 

た 穿 かせた 逸話 は、 余りに も 有名で ある。 總 一郎が 進めば、 かの 女 は 守り、 積極と 保守と、 繩 のように なわれ 

ながら、 赏々 辛苦 この 夫婦 は 働き 続けた。 このように、 かの 女 は夫總 一郎の 糟糠の 妻であった ばかりでなく、 

長男 泰治 郞、 次男 良 三 を 始め 六 男 六 女の 慈母で も あ つ た。 


が 成就 すれば、 経済 上、 国家 公共の 全 福に 値する という ことに 条件が 欠けないならば、 五分の 利 廻りで も、 一 剖の 

利 迥 りで も、 is ん じて、 断々 乎と して 着 

手す る 勇気 を 蔵す る だけ、 稍 商人 離れの 

した 処が ある。 然し それが やがて 自己 利 

得の 大 なる H を 為す ものである こと を總 

一 郞は識 つてい る、 此 意味に 於て、 飽く 

まで、 ？ g 野 總ー郞 は、 商人に 身 を 起した 

けれども、 実は 商人に あらず して、 企業 

家と して 生きて 来たので ある。 コ— ルタ 

1 小と コ —7 スの 廃物 利 州、 公衆便所の 

設置、 セメント 工場のお 下、 麦酒 会社の 

創？，？、  K 斯 局の 民業 移管、 石油 業の 開拓、 

水力 の 調査 企業、 埋立 事業の 努力 径 

営、 築港の 計画、 束洋 汽船 創立と 桑港航 

路の 開始 等 は、 皆是れ 事業 一 方の 欠 所 を 

補い、 文明 施設の 向上に 資せん とする 主眼に 出で た 仕事で ある。 偶々 それが 時に 大きな 利益 を 夸ぇ總 一郎の 資産 を 

膨帳 せしめた に過ぎない。 

セメント. 1 場. 5^ 下 当時に、 ？ K 澤 さんが、 「紡績が 儲る から、 危険な セメントよりも、 紡繽を 行れ、 鉄道 省の 御機嫌 

を 損 ずれば 明日から 困る セメントよりも、 支那 四 ほ， ぷ 州に 阪路の ある 妨 縫の 方が 遙 かに 有望 だ」 と 教えても、 「外 

国から. 原料 を 金 を 出して § ほう 様な 仕事よりも、 内 地の 石灰と； S 上と で 焼ける セメントの 方が 遙 かに 国 を 利す る もの 

だ」 と 称して、 頑として 坊鎮に 応じなかった 処に、 淺野總 一郎の 事業 方針が ある。 此 的 観念が 總 一郎の 生命で 

第一章 淺野 總ー鄭  七 


第 一 章 


コ— クス 納入と ェ 

作 分 の. 下げ 


野 總ー郞  六 

-:•  灰の 販 を 始め、 史に 翌年に は 石炭 専業と なって、 大塚 S の 商売 は 漸く 軌道に 乗って きた。 石炭 を 王子の 抄紙 

,^  (官業) に 納める ようになった ことが、 当時 抄紙 部の 総理 をして いた ft 澤榮ー に 兌いだ される 動機と なった。 

これ を m 心えば、 石炭 は、 まさに、 かれに とって は 成功への ほ fi な 踏み台に なった とも 首え よう。 

当時 横 浜の-几 斯： J は 山積す るコ —ダスに 闲っ ていた： コ— グス がセメ ントの 焼成に 利用で きる という こと は、 

かねて 深 川の セメン ト 製造所 に 勤めて いるかれ と 同郷の 技師 (鈴 木 儀 六と 称し、 ェ 部 大技 長 宇都 宮三郞 の も と 

で セメントの 製造に 従事した，) から 聞いて いたので、 かれは、 さっそく コ— クスを 一手に 払 下げても らい、 鈴 

水の I.- びきで、 深 川の 工作 分局に 納入す る ことに 成功した" 明治 十六 年 四月、 工作 分 を 借 受け、 セメントの 

造 販売に 乗 出す ようにな つたの も、 結： I- は コ— グス を^め るた めに、 しばしば 深 川の 製造所に 足 を？？； 一んだ こ 

とが 機縁と なった ので ある。 まさに、 かれ をして、 セメント 事業にまで 乗 出させた もの はコ— ダスであった と 

言える。 

その 問の 消息 を、 かれの 長男 淺野 泰治郞 (浅 野 セメントの 二 代 社長で、 二 代 淺野總 一郎)、 並びに 次男 良 三 

(浅 野 セメント 副社長，) の 共著になる 初代 總ー郞 夫妻の 金婚 記念と して、 大正 十二 年 六月 刊行の 『淺 野總 一郎』 

中の 「總ー 郎の 全面」 から 拔 粋して、 初代 總ー 郎の 全貌 を びたい。 


初代 總 一 郎の 全貌 


總 一郎 は 常に、 新ら しきから 新ら しきへ と、 事業 を 創造して 行く、 決して 人の 糟柏は 嘗めない" しかして 創造の 

根底 は、 多く 自然力の 応用で ある。 

「金 は 山から 掘り出す か、 地から « り 出す か、 又は 海から 掬 ふ」 

という 主張 は、 決して 昔 も 今 も 変らない" 鉱山 • セメント. 埋立 • 築港. 汽船 • 電力 等の 仕事 は此 主張 を 裏書す る 

ものである" 

總ー郞 の 事業、 心に は、 為さん とする 仕事が、 非常なる 自， し 利？， であると いう 事 は 絶対の 必要条件 ではない、 仕事 


東京へ 出奔 


裸 一 貫から 石炭の 

販売 


らば、 おそらく、 この 事業 は 更に 格段の 発展 を とげて いた ことであろう。 

不幸に して 明治維新の 変革 期に 際会し、 開業 僅かに 一 

年で 産物 会社 は 破産し、 同時に かれ もまた 養父 惣 右衛門 

の 怒りに ふれて、 余儀なく 再び 浅 野 家に 戾る 運命と なつ 

た" その後、 かれはな お 独力 を もって、 事業の 再興 を 図 

るた めに、 日夜 奮闘した が、 こと 志と たがい、 明治 五 年 

五月 五日、 ついに 郷 a® 田 村 を あとに、 束 京に 向って 出 

奔 した： 時に 二十 五歲 であった。 

東京へ 出てから は 文字 どおり 裸一貫、 自力で 仕事 を 求 

めなければ ならなかった： その 年の 夏、 かれは 東京 御茶 

の 水の ほとりで、 炎天に さらされながら 通行人に 冷水 を 

売った。 幸運に は どこで めぐり 台わない とも 限らない： 

この 水 売りが 機縁と なって， かれは その 年の 秋、 横 浜の 

味 t- 醬油商 小倉屋 の 主人に. S られ、 その 店 に 奉公す る 身 

となった。 しかしながら、 人の 下に 使われて 満足す るよ 

うな かれではなかった。 いくばくもなくして、 味 嗜 の， e 

装に 欠く ことので きない 竹 皮 商が 有望な ことに 目 をつ け、 

ここに 独立の 一歩 を 踏み出す ことにな つた。 翌六年 竹 皮 

商から 転じて、 横 浜住吉 町に 大塚 g 大熊良 三 (郷里 を 出奔した ので 仮名 を 用いた，) の 看板 を 掲げて、 薪炭と 石 

章 淺野總 一郎  五 


第一章 a 野 總ー郞  四 

第一章 淺野總 一 郞 

a 野總 一郎の 誕生 初代 社長 淺野總 一 郞は、 嘉永 元年 三月 十日、 富山県 氷 見 郡敏田 村の 村 医 淺野泰 順の 長子と して 生まれ、 幼名 

を 泰治郞 と 称した： 六歲で 叔母の 縁先、 永 見の 町 医宮崎 南顾の 養子と なり、 養家の 業 を 継ぐ ため 厳格な 教育 を 

受けた が、 かれは 一介の 町 医と して 終る こと をい さぎよ しとせ ず、 機会が あれば 商人と して 世に立ちたい 希望 

に 燃えて いた。 ついに 十四 歲で 養家 を 去り、 実家に 帰った。 実父 泰順は 既に かれが 七 歳の 秋に 病死し、 あと を 

継いだ 姉 夫婦 もまた 相次いで 世 を 去って いたので、 実家に 戾 つてから は 自ら 縮 帷子の 製造 販売に、 あるいは 氷 

見 針の 行商に、 あるいは 稲极の 販売に 従事し、 父 なきあとの 家計 を 助ける と共に、 年来の 希望であった 商人と 

しての 経験 を 着々 積んで いった： しかるに 慶応ニ 年 十九 歳の 春、 再び 緣 あって、 かれは 同 郡 大野 村の 豪農、 縑 

中惣 右衛門の 婿養子と なり、 名 も 養父 惣 右衛門の 您を とって 惣 一郎と 改めた (この 後、 總 一郎と 更に 改名して 

いる。 明治 十 年 ごろから 時々 宗ー 郞の 署名 を 願書 等に 見受ける が、 十八 年 六月の 皇居 御 造営 セメント：^ 人の 約 

定書 などに は總 一 郞と 署名 押印して いる) 

かれが 鎌 中 家の 養子と なった こと も、 目的 は、 その 財産 を 活用して 大成したい 希望に 燃えて いたから である。 

したがって、 かれの 事業 欲 はた だ 養家の 家業と 資産と を 守る だけで は、 とうてい 満足で きる ものではなかった。 

翌慶応 三年に は 養父の 許し を 得、 北陸 一帯の 特産物 を 販売す る 目的で、 大野 村 を 中心に 隣村 数 力 村 共同出資 

の 産物 会社 を 創立した。 これ は 一種の 共同 販売 会社で あつたが、 初めは 農家の 副業 品で ある 蔑から 始めて、 次 

第に 北陸 各地の 特産物にまで 手 を 拡げた ので、 事業 はかれの 期待に そむかず、 すくす くと 仲び ていった。 若 冠 

二十 歲 のかれの 非凡な 商才 は、 既に 北陸 一帯の 地に 鳴り響いた ものである。 もし 維新の 変革が 起らなかった な 


浅 野 セメントの 品 

質  ， 


この 時代 を特微 づける もの は、 なんと-一一 ほっても 西日^への 進出、 すなわち 門 司 分工場の 建設であった C 

(注 一) 明治 十五 年 二月、 齋 藤赏堯 によって 愛知県 握 美 半島の 一角に 東洋 組の セメント 工場と して 創立、 二十 二 年 

九月から 三 河 セメント 会社と 改称。 二十 八 年末、 当社の 委任 径営を 終了。 詳細に ついては、 I 「浅 野 セメント 沿革 史」 

1 四 三 頁、 第三 節 =ー 河 セメント 工場の 委任 径営 参照。 

(注 二) 詳細に ついては、 「浅 野 セメント 沿革 史」 一 六 三 頁、 第五 章 創業 十五 力 年間の 販売 関係 及び ゥ ラジオへの 輸 

出 参照。 

なお 明治 二十 一年 十月に 完成した 皇居の 造 常 工事 (注) に は、 深 川 工作 分 nl- から セメントの 納入 を 引継いで、 

浅 野 工場 品と して 五、 三 七三 梅 (約 九 七 五瓲) の 大口 納入 を果し 得た が、 浅 野 工場 製品 は、 同時に 使 S された 

外国 品に 比べて、 少しも 劣らない 優秀な 品質であった ことによって、 その後 は宮. k: 省 関係の 工事に は、 心ず 浅 

野 指名の 光栄 を 荷う に 至 つ た" 

また 前述の 横 浜 港 築港 工事に 納入した 浅 野 工場 製品の 品質に ついても、 イギリス 人 監督 技師 ハ— マ ー の 激賞 

を 受け、 比類のない 声価 を 獲得 できた の も され るべき であろ う。 

g 詳細に ついては、 「浅 野 セメント 沿革 史」 一一 一 頁、 第 四 節 皇居の 御 造営と セメント 参照。 


序章 概  說  一二 


序章 概說  二 

浅 野 工場で も、 このような 情勢に 直面して 積極的に 事業の 発展 を 期す るた め、 明治 十九 年に 坂內 冬藏. 淺野 

喜 三 郞の両 社員 を 海外に 派遣し (詳細に ついては 「浅 野 セメント 沿革 史」 一 〇 五 頁、 第三 節 技師の 海外 派遣 参 

照)、 欧州諸国 における セメント 工業の 実際 を 視察 させ、 あわせて その 技術 を 習得させる と共に、 深 川 工場の 全 

面的大 増設 工事に 着手した。 

門 司 分工場の 創設 明治 二十 一年、 淺野總 一郎が、 西日本への 進出の 意図 を もって 創設した 福岡県 門 司の 門 司 セメント 会社 は、 

財界 反動と 資金 難との ため、 セメント 工場の 建設 は 沙汰 止みと なった" しかしながら、 總 一郎の 西日本 進出の 

雄図 はなお 烈々 たる ものが あり、 二十 五 年大倉 喜八郞 経営の 日本 輸出 米 商社 (門 司 村 白木 崎 所在) を 買収、 改 

造の 上、 二十 六 年 九月、 門 司 分工場と して 再発足した。 

第二次 新 会社 設立 さて 明治 二十 七、 八 年の 日清戦争 を 転機と して、 対外 的に は 国威の 宣揚、 通商 条約の 改正、 領事 裁判権の 撒 

時代 . 

廃、 対内 的に は 金本位制の 確立、 国内産業の 充実な ど 行われ、 わが国 経済界 は 輝かしい 発展 段階に はいった。 

かくして、 再び 新 会社 (東. 中央. 木 津川. 土 佐. 天草. 九州. 佐賀 ニニ 重の 各 セメント 会社) の 乱立 を 見る 

に 至った。 

浅 野 工場の 業績 門 司 ェ分場 も、 操業 早 マから この 好況に 恵まれ、 やつぎ 早に 増設 工事に 着手、 明治 三十 二 年 ごろ 完成した。 

明治 十七 年 僅かに 年産 八、 八 〇〇 搏 (約 一、 五 九 八瓲) に 過ぎなかった 浅 野 工場 も 三十 年に は、 門 司 分工場と 

合わせて 年産 九 二、 八 〇〇 樽 (約 一 六、 八 三 七瓲) となり、 まさに 十倍の 躍進 を とげる に 至った。 更に 二十 四 

年 五月、 極度の 経営難に おちい つていた 三 河 セメント 会社の 三 河 工場の 委任 経営 (注 一)、 横 浜 築港 コ ングリ ー 

ト方 塊の 亀裂 事件に 際して 当社 製品の 無事故、 二十  一、 二 年の ころ、 フィリピンの マニラ 港 築港 工事 用と して 

また 一 一十 四、 五 年 ごろ、 ゥ ラジオ ストック 軍港の 建設 及び ウス リ— 鉄道の 敷設 工事 向けと して 大量の 当社 セメ 

ントの 輸出 (注 二) 等 数々 の 好 記録が、 当時の 業績と して 举 げられ る。 しかしながら、 浅 野 工場と して、 特に 


第一 期 創 業 時 代 (明治. H ハ年丄 二十 年) 

—— 浅 野 工場-お 代 —— 

序章 概 説 

創  業 明治 十六 年 四月、 深 川の 官営 セメント 工場が 淺野總 一郎の 経営に 移る と、 かれは 直ちに 名称 を 「浅 野 工場」 

と 改め、 まず 官営 時代の弊 風 を 一掃す るた めに、 作業時間の 延長と 能率の 増進と に 努力した が、 次いで 十七 年 

七月に は 正式に 工場 全部の 払 下げ を 受け、 ここに 名実 共に 民間 企業と しての 形態 を 整える に 至った。 十九 年 ご 

ろから 経済 事情の 好転に 伴い、 産業界 も 著しく 活況 を呈 すると 共に、 土木 建築 関係 事業 も、 皇居 造営 事業の 進 

行、 各 翁 官衙の 建築、 各地 方 鉄道の 敷設、 東京湾 要塞の 構築な どに よって 盛大と なった。 したがって セメント 

の 需要 も 漸く 増進の 一 途を たどり 始めた。 

第一 次 新 会社 親 出 創業 当時、 わが国に おいて セメント を 製造し、 かつ 販売して いた もの は、 東 日本で は 東京 深 川の 浅 野 工場、 

時. ー  西日本で は、 山口県 小 野 田の セメント 製造 会社 (現在の 小 野 田 セメント 株式会社の 前身、 明治 十四 年 五月、 毛 

利 藩士 笠 井 順 八ら によって、 防 長 士族 有志の 興 産 事業と して 設立され た) 及び 東洋 組 (三 河 セメント 侏 式 会社 

の 前身、 愛知県 ilK 郡 田 原 村 所在、 明治 十五 年 二月 創立) ぐらいであった。 ところが 十九 年 ごろからの 財界 好 

転に よる 事業 興隆の 機運と セメント 需要の 急増と は 必然的に 新 会社の 創立 を 促した。 すなわち、 束に おいて は 

日本. 東海. 北海道 各 セメント、 m において は 愛知 *大阪 各 セメント、 その他 小規模の セメント 製造所が 各地 

に 簇生した。 

序章 概說  一 


本 
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、 本史 は、 序 編 中に 日本の セメント 工業 史を、 本 編に 当社の 沿革 を 縦断 的に 述べ、 各 編に おいて 各 事業 場 . 料. 

品 H • 特約店に ついて 横断 的に 記述した ために、 諸 所に 記述の 重複 を 免れ 得な か つ た。 

、 業務 関係 項目の 原稿 は、 専門 委員が 分担 執筆した ので、 文体の 統一 は 期した が、 多少の 相違 は 免れ 得なかった。 

、 人名 は、 一 般歴 史書の 記述に 倣い、 敬称 をせ 略した。 

、 年号 は、 わが国の 元号 以外、 必要に応じて 西暦 及び 満州 暦 を ffl いた-. • ただし、 満州 暦 は 満州国 政府 文書の 写に 限 

定し、 他 は 日本 暦に よった。 

、 各種 資料 及び 統計 は、 七十 周年 記念日 (昭和 二十 八 年 三月) を もって 区切った。 ただし、 定款 • 諸 規程 は 最近の 

もの を、 年譜に は、 二十 八 年 三月 以降 三十 年 七月までの 主要 事項 を 補遺と して 収録した。 

年度 は、 主として 暦年 を 用いた が、 宫庁 年度. セメント 聯合 会 年度. 決算期 年度に よった ものが ある。 

、 海外 事業 場 関係 資料 は、 戦時中の もの は甚 しく 不備で あり、 敗戦 当時の もの は引揚 従業員が かろうじて 持ち帰つ 

た 断片的な もの 及び 回想録 を 充てた ので、 精粗 区々 である。 

、 諸外国の 国号 は 慣用に よった" -乂那 は 地域 を 表わす 場合に 限って 川いた。 

、 市町村 名 中、 改称され たもの は、 改称 後の 名称に よった。 

、 諸 設備 • 機械 • 器具の 用字 . 用語 は 慣用に よ つ た" 

、 度量衡 表示 は、 メ— トル 法 及び メ— トル 法 換算 値 併記に よった。 

、 竪窯. W その他 セメント 工業 固^の 名詞 は、 旧慣に よった。 


第二 章 業績 分析  一 0£ 

第一 節 生産高の 趨勢 (図表  一)  一 0 七す 

第二 節 販充 高と 売価 (図表 二)  10 七 六 

第三 節 貸借対照表 趨勢 比率 (図表 三、 四)  10 ズ 

第 四 節 資産 負債 構成比 率 (図表 五)  一 0 八 一 

第五 節 財務 諸 比率 (図表 六)  一 0<山ハ 

第 六 節 諸 回転 率 (図表 七)  一 0 八 八 

第 七 節 生産高 瓲 当り 資産 (図表 八)  一 0 九 一 

第 八 節 総収入 金、 支出 金 趨勢 比率 (図表 九)  10 九 一一 

第 九 節 損益計算書 諸 比率 (図表  一 o、 一一)  10 九 四 

第 十 節 ft 価の 高低 (図表  一二)   二  00 

第三 章 業镜 概観 (図表 一 三)  二  01 

年 譜 

&計諸 表 

索 引 

編纂 後記  ， 
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第一章 定 款  八 一一 一一 一 

写 真 原始 定款 及び 社印 

第二 章 資本金 及び 株主 一 出資 社員)  八 四 六 

第三 章 役 員  £ 六 

第 四 章 業務 規程 (社則)  2 一 

第五 章 従業員 及び 労務管理  九 0 九 

第 一 節 従業員 数の 推移  九 0 プ 

第二 節 セメント 部門 従業員の 構成  九 一七 

第三 節 セメント 部門 以外の 従業員  九 一一 一 0 

第 四 節 服務 規程  九 一一 一四 

第五 節 給 夸  九九 四 

第 六 節 教 育  一 0 一七 

第 七 節 福利厚生  一 0 一一  四 

第 八 節 労働組合 及び 組合 運動  一 0 一 ラフ 

第三 部 業績 分析  一 0 七 一 

第一章 序 説  一 ミー 


第五 節 北海道 事務所 管. 2：  七 Is 

第 六 節 現存し ない 内地 営業所  ？fTl セ 

第 七 節 外地 営業所  ？ llj 九 

第 八 節 輪 出 課  H 七 

第 八 章 特約 版 売店  H 九 

第一 節 特 約販先 店の 誕生  七 六 九 

第二 節 特約 販売店の 発達  七 七 九 

第三 節 特約 販売店の 解消と 復活  七 八 九 

第 四 節 特約 販売店の 現況  七 九 四 

第五 節 輸出 関係 特約 販売店  八 01 

第 九 章 商標 及び 立 伝 刊行物  八 一二 

第一 節 商 標  八  一一 j 

写真 商標. 力 タ 口 グ 

第二 節 宣伝 刊行物  八 一 二 

第二 部 組織. 资木. 人  <ーニ 一一 

写 真 役 員 

目次  ニニ 


目次  一二 

第一 節 東" W 工場  六 七 四 

第二 節 門 司 工場  六 八 四 

第一：； 節 名古屋 ェ 場  六 九 0 

第 四 節 札幌 工場  六 九 六 

第五 節 大阪 工場  セ 0 一一 

第 六 節 清水 工場  七 0七 

第 七 節 高 雄 工場  七  一二 

第 八 節 京 城 工場  ^"ー六 

第 九 節 清津 工場  V  一一  0 

第 六 章 その他の 事業 場  七 一二 一一 

第一 節 香 春 製鋼所  七 1 一一 一一 

第二 節 御 野 機械 製作所  七 一一 九 

第 七 章 営業所  ま 一一 一一 

第一 節 概 説  ま 一一 一一 

第二 節 東京 事務所 管内  ？四四 

第三 節 関西 事務所 管內  七 四 七 

第 四 節 九州 事務所 管 rt  七 itii 


第 四 節 糸 崎 工場  15 

第五 節 土 佐 工場  四 九 0 

第 六 節 門 司 工場  Mil 

第 七 節 香 春 工場  M  一一 一二 

第 八 節 八 代 工場  s 

第 九 節 佐 伯 工場  五大 一 

一 現存し ない 工場 

第 十 節 東京 工場  M 七 八 

第 十一 節 川 崎 工場  W 九 一 

第 十二 節 台湾 工場  六 0 一一 

第 十三 節 尼 崎 工場  六 一四 

第 十四 節 士別 工場  六 一 一 一一 一 

第 十五 節 外地 関係 工場  六 二 六 

第 四 章 原料 採掘 場  六 二 九 

第一 節 概 説  六 二 九 

第二 節 原料 採掘 場  六 四 一 

第五 章 スレ— ト 工場  2  二 


1 1 


目次  I 〇 

第一 節 子会社の 設立  一一 mm 

第二 節 関連 事業 へ の 投資  一 so 

第 四 章 朝 tt? 動乱と セメント 界 への 影響  SW 

各 編 事業 場. 組織. 資本 人 及び 業績 

第一 部 本 社. 研 究 所 土 場. 営 業 所. 特 約 販 売 店. 商 標 及び 宣伝 刊行物  S 九 

写真 本社. 研究所. 工場. 事務所. 出張所. 包装 所. タ ンカ— 

第 一 章 本社 事務所  S 九 

第二 章 研究所 並びに 「アサノ セメン ト」 の 品 質  一一 一六 W 

第一 節 研 先 所  一一 一六 W 

写真 研究所 使用 機器 

第二 節 「アサノ セメント あ 品質  一一 一七 一 

第三 章 セメント 工場  四 一一 四 

第一 節 上 磯 工場  四 二 七 

第二 節 西 多 摩 工場  ssw 

第三 節 大阪 工場  SW 九 


第二 節 昭和 二十 三、 四 年に おける 争議  二八 九 

第三 節 争議 後の $ ？拗ぉ 情  二 九九 

第 1： 章 再 へ の 努力  一一 10 一一 

第一 節 苦難の 経営  一一 1 0 一一 

第二 節 荒廃 設備の 応急 補修  一一 一 0 九 

第三 節 企業 再建 整備  一一 ニー 

第 1: 節 第一 次 及び 第二次 增资  一一 一一 一四 

第 八 期 自由経済の 復活 (L" 和 二十：， pU や 以降〕  一一 一二 六 

序章 概説  一一 一一 一六 

第一章 統制の 撤廃  一一 一一 一八 

第二 章 生産 設備の 整備と 増設  S 一 

第一 節 生産 設備の 本挤的 補修  ーーー= 二 

第二 節 西 多 摩. 上 磯. 佐 伯 工場の 増設  一一 一 一 1 一 一一 

第三 節 尼 崎 工場の 解体  51? 

第 四 節 パ ラ 輸送 設 術の 新設  一一 ニー 一九 

第三 章 子会社の 設立 及び 関連 事業への 投資  S 

目次  九 


目次  八 

第 七 期 戦後の 苦難 (昭和 二十 一年. （二十 四 年)  一一 四八 

—— インフレ— シ ヨン 昂進 期 —— 

*  «|  M   一一 四 八 

第一章 淺野 財閥の 解体  孟 一一 

第一 節 財閥 に 指定 さる  二 五一 一 

第二 節 財閥 解体  一一 Ifj 七 

第三 節 役員の 追放  一 S 八 

第 四 節 商号の 変更  二., S 

第五 節 過度 経济カ 集中 排除 法の 指定  一一 六 一 

第二 章 海外 事業 場 及び 権益の 喪失  一一 六セ 

第一 節 朝 鲜  一一 六 七 

第二 節 屮国 地区 五 口 湾. 満州. 本土)  一一  七 Q 

第三 節 南方 地域  一一 八 一 

第 四 節 帰還者の 援護  二八 四 

第三 章 労働争議の 顚末  二八 八 

第一 節 戦後 組合 運動の 潮流  一一 八 八 


第 六 期 太平洋戦争 時代 (昭和 十六 年. （二十 年)  二  0=1 

—— セメント 統制 会期 —— 

^  M  ^   i 

第一章 セメント 統制 会の 活動  lis 

第一 節 セメント 統制 会の 設立  一一 0五 

第二 節 セメント 統制 会の 事績  一一 0 八 

第三 節 セメント 配給 統制 抹式 会社  一一 U 

第二 章 戦時下の 操業  ニー 八 

第 一 節 遊休 設備の 利用  一二 八 

第二 節 混合 セメントの 増産  一一 一一 0 

第三 節 軍需 会社の 指定  ニニ 一一 

第 四 節 戦 災  ニニ 六 

第三 章 南方 諸 地域 へ 進出  一一 一一 二 

第 四 章 国営 士別 セメント 工場の 委任 経営  一一 四 一一 

第五 章 大.. 阪 石綿 工業 株式会社の 合併  一一 Es 
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第五 期 戦時体制の 進展 (昭和 十二 年？ 十 六 年)  

11 日華 事変 時代 —— 

序 章 概 説  

第 一 章 朝鮮. 満州. 台湾 及び 中国 へ 進出 (その 二)  

第一 節 清 津スレ —ト 工場の 新設 及び 石綿 山 (日. 満. 支) の 開 発  

第二 節 在満 セメント、 スレ— ト 会社へ の 投資  

第三 節 太 原. 広東 両 工場の 委任 経営  

第 四 節 華 北洋 灰股份 有限 公司 及び 天津 紙袋 株式会社  

華 北洋 灰 建設の 思い出  武 田 

第五 節 台湾 セメント 株式会社  

第二 章 資材 難  

第 一 節 石炭の 規制  

第二 節 容器の 欠乏  

第三 節 補修 資 村の 制約  

第三 章 川 崎 工場の 分離  
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第二 章 湿式 工場の 大増^  一 

第一 節 台湾 工場 の 増設  一 

第二 節 北海道 H 場の 増設  一 

第三 節 大阪 工場の 増設  一 

第 四 節 香 春 工場の 新設  一 

付 • 香 ii^ 製鋼所の 付設 

第三 章 同業 各社の 合併  一 

第 一 節 旧 日本 セ メ ン ト  一 

第二 節 土 佐 セメント  一 

第三 節 日 東 セメント  一 

第 四 節 東亜 セメント  一 

第 四 章 朝 鮮. 満 州へ 進出 (その 一 )  一 

第一 節 満州 進出と 大同 洋灰 股伢 有限 公司  一 

第二 節 朝鮮 淺野 セメント 株式会社  一 

第五 章 スレ— ト 工場 新設 及び 力— リット 部の 分離  一 

第一 節 朝 鮮. 名 古 屋. 台 湾. 札 幌各 スレ— ト 工場の 新設  一 

第二 節 爆薬 力— リット 原料の 自給と 力— リット 部の 分離  一 


第 四 期 新製品 Q 完成と 能力の 増 強 (：昭 和 元 年. -十 一 一 年) 


序 章 概 説  

マ ユラの 思い出  上 田 鍵 司 

大社 長と 容器  俵 田勝彦 

第一章 湿式 法の 採用と 新種 セメント の 製造  

第 一 節 早 強 セメントの 研究  

第二 節 早 強 セメント 製造の ため 西 多 摩 工場 新設  

ベ 口 セメント 誕生の 思い出  中 川  博 

第三 節 ベロ セメント  

偶  感  谷 平 次 郎 

「アサノべ 口 セメント」 と 東京 地下鉄  水 谷 當 起 

丹那 トンネルと ベロ セメン ト  

第 四 節 高炉 セメント  

第五 節 低 熱 セメント  

「アサノ マスコ ン セメン ト」 の 思い出  山 本  格 


第三 節 降 灰 問題と 集塵 装置  六0 

深 川 工場 を 救った 集塵 装置  入 谷 春 彦 六 Ifl 

第 四 節 廃熱 利 ffl 装置の 創始  六 七 

第二 章 躍進 的 増産  六 九 

第一 節 川 崎 工場の 新設 及び 増設  六 九 

第二 節 台湾 工場の 新設  七 一一 

台湾に おける 浅 野 セメント 販売 創始の 思い出  原 田 次 郞  七 s 

第三 節 門 司 工場の 増設  七 < 

第 四 節 北海道 工場の 増設  <0 

第五 節 大阪 木津川 セメントの 合併  八 一一 

第 六 節 関東大震災  £ 

第 七 節 第二 淺野 セメントの 合併  八 九 

第三 章 副業 へ 進出  九 一 

第 一 節 爆薬 力— リ ッ トの 製造  九 一 

第二 節 石綿 スレ —卜の 製造  九 一一 一 

第三 節 鉄筋 コンク リ— ト部  九 七 
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^  M  ^   一一  9 

第 一 章 匿名 組合から 合資会社 組織へ  一一 一 0 

第 一 節 淺野セ メ ン ト 合資会社 となる  一一 一 0 

第二 節 チュ— ブ ミルの 輸入  一一 一二 

第三 節 門 司 工場の 製造 様式 変更  一一 ニー 一 

第二 章 回転 窯の 登場  一一 一六 

第一 節 わが国 最初の 回転 窯  一一 H〈 

第二 節 回転 窯の 増設と 生 灰 焼成 法  一一 一九 

第三 節 坂 內冬藏  四 一一 

硬軟 兼備の 坂 内さん  緣 川政藏 四 Ifl 

第三 期 躍進 時 代 (大正 元年- - 十四 年)  四 八 

^  M  m  四 八 

初代 社長と セメント 輪 出  若 林 金 吾 ffjo 

第一章 径営 組織の 近代化  M 六 

第一 節 株式会社へ 改組  ^六 

第二 節 北海道 セメントの 合併  五 七 
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巻 頭 写 真 「アサノ セメン ト」 使 用の^ 造 物 
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第一 期 劍業時 代 (明治 十六 年丄 二十 年)  

,—- 浅 野 工場 時代 —— 

序 章 概 説  

第一 章 淺野總 一 郞  

思い出の 一 つ 二つ  

第二 章 淺野 工場の 誕生  

第三 章 門 司 工場の 新設  
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